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緒  言 

 

 日頃から、東北大学電気通信研究所の研究活動には一方ならぬご高配、ご支

援を賜り、厚くお礼申し上げます。さて、ここに本研究所の 2011年度研究活動

を報告書として取りまとめましたのでご高覧頂き、ご意見、ご感想などを頂け

れば誠に嬉しく思います。 

電気通信研究所は、八木・宇田アンテナやマグネトロンなど本学の情報通信

の先駆的研究を受けて、1935 年に工学部附属電気通信研究所として設置された

組織であります。以来、「高次情報通信の学理およびその応用の研究」をその使

命として掲げ、情報通信に関する成果を社会に還元してきました。人と人との

密接かつ円滑なコミュニケーションは、人間性豊かな社会の発展のための基盤

であり、それを支える情報通信技術は、情報化社会の今日においてますますそ

の重要性を増しています。このため、研究所の組織を、20 年先を見据えた研究

を行う４大研究部門、10 年先を見据えて活動する２実験施設、そして５年後の

実用化を目指す研究開発センターの３体制とし、社会の要請に応えられるよう

にしています。さらに、大学院工学研究科、情報科学研究科および医工学研究

科の電気情報系６専攻との密接な連携の下、最先端の研究を推進するとともに、

国際的研究者および高度な技術者を輩出するよう務めています。 

 2010 年４月からは、全国共同利用の研究所から共同利用・共同研究拠点へと

新たな第一歩を踏み出しています。このことは大学における研究所の重要性を

明確に示すチャンスであると同時に、その存在意義を問われ世の中からの評価

にさらされる厳しい立場でもあります。昨年度も７０以上の共同研究プロジェ

クトが活発に運営され、産官との技術交流・連携を加速することが出来ました。 

今後も人間性豊かなコミュニケーションの実現を目指して頑張っていく所存で

ありますので、ご指導・ご鞭撻の程宜しくお願い申し上げます。 

 

平成 24年 5月 17日 

東北大学電気通信研究所長 中沢 正隆 
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２．２ 運営協議会委員名簿 
 
 
運営協議会は、東北大学電気通信研究所長の諮問に応じ、共同利用・共同研究拠点とし

ての活動に関する重要事項、その他研究所長が必要と認める事項について協議する組織で

ある。 
 

秋葉 重幸（委 員）株式会社ＫＤＤＩ研究所 主席特別研究員 
荒川 泰彦（ 〃 ）東京大学 生産技術研究所 教授 
一村 信吾（ 〃 ）独立行政法人 産業技術総合研究所 理事 
上田 修功（ 〃 ）日本電信電話株式会社 コミュニケーション科学基礎研究所長 
潮田 資勝（ 〃 ）独立行政法人 物質・材料研究機構 理事長 
江村 克己（ 〃 ）日本電気株式会社 執行役員 兼 中央研究所長 
太田 賢司（委員長）シャープ株式会社 代表取締役 副社長執行役員 

技術担当兼東京支社長 
久間 和生（委 員）三菱電機株式会社 執行役副社長 

半導体・デバイス事業本部長 
久保田啓一（ 〃 ）日本放送協会 放送技術研究所長 
坂内 正夫（ 〃 ）大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 

理事・国立情報学研究所長 
富田 眞治（ 〃 ）京都大学 物質-細胞統合システム拠点 特定拠点教授 
富永 昌彦（ 〃 ）独立行政法人 情報通信研究機構 理事 
西尾章治郎（ 〃 ）大阪大学 大学院情報科学研究科 教授 
丹羽 邦彦（ 〃 ）独立行政法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

上席フェロー 
吉田 博（ 〃 ）大阪大学 大学院基礎工学研究科 教授 
福村 裕史（ 〃 ）東北大学 大学院理学研究科長 
内山 勝（ 〃 ）東北大学 大学院工学研究科長 
亀山 充隆（ 〃 ）東北大学 大学院情報科学研究科長 
新家 光雄（ 〃 ）東北大学 金属材料研究所長 
河村 純一（ 〃 ）東北大学 多元物質科学研究所長 
小林 広明（ 〃 ）東北大学 サイバーサイエンスセンター長 
畠山 力三（ 〃 ）東北大学 大学院工学研究科 教授 

 

２．３ 共同研究組織 
 
本研究所は平成６年に国立大学附属の共同利用研究所に改組され、全国唯一の情報通信に関する共同

利用研究所となった。本研究所はこれまで半導体材料、デバイス、磁気記録、光通信、電磁波技術、超

音波技術、音響通信、非線形物理工学、生体情報、情報システム、コンピュータソフトウェアなどの諸

領域において数々の世界的業績を上げてきた。また、「超微細電子回路実験施設」は改組を機として「超

高密度・高速知能システム実験施設」、さらに平成 16年の改組に伴い、「ナノ・スピン実験施設」と「ブ
レインウェア実験施設」の 2施設として設備を充実し発足した。実験施設ではこれらの技術を発展させ
ると共にそれぞれの先導的研究開発を目指すことになった。 
本研究所の各分野・実験施設の各部の充実により、情報通信に関する研究環境が一層整備されつつあ

る。これを背景として、本研究所の各研究分野・部の研究者は研究所の目的達成のための基礎研究に加

えて、全国の情報通信の科学技術の研究に携わる研究者と有機的な連携をとりながら、本研究所を中核

とする総合的な共同プロジェクト研究を行っている。 
共同プロジェクト研究の研究組織は次のような手続きを経て構成される。まず毎年所内の研究組織が

研究者の英知を集めるためにユーザーの要望など所内外から広くご意見を戴き、それを基に「共同プロ

ジェクト研究」を立案する。それを「共同プロジェクト研究委員会」が審査し、課題を企画する。この

課題は「事務部研究協力係」より全国の国公私立大学及び研究機関に通知され、各共同プロジェクト研

究への参加者を公募する。なお、共同プロジェクト研究の採択に際し審査を厳格に行うため、平成１９

年度に外部委員を含めたプロジェクト審査委員会を設置した。これにより応募研究者を含めた共同プロ

ジェクト研究組織が編成される。これを研究所内外の委員からなる「プロジェクト実施委員会」に諮問

し、その意見を尊重して「教授会」が最終的に共同プロジェクト研究実行案を承認し、実行に移される。 
運営協議会は、本研究所の「共同プロジェクト研究」に関する運営の大綱について所長の諮問に応じ

て審議する。 
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技術担当兼東京支社長 
久間 和生（委 員）三菱電機株式会社 執行役副社長 
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久保田啓一（ 〃 ）日本放送協会 放送技術研究所長 
坂内 正夫（ 〃 ）大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 
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富永 昌彦（ 〃 ）独立行政法人 情報通信研究機構 理事 
西尾章治郎（ 〃 ）大阪大学 大学院情報科学研究科 教授 
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２．４ 教育組織 
東北大学電気通信研究所(以下、通研と省略)は、発足時から設立母体である電気工学科と協力体制を

とり、教育・研究の成果を挙げてきた。その後、通信工学科、電子工学科、情報工学科が順次設立され

るとともに、これらの電気・情報系 4学科との「一体運営」の協力関係が維持構築された。 
現在、通研と電気・情報系との間には下図に示す相互教育関係が維持されている。2004 年、電気・

情報系 4 学科は応用物理学科と合同の大学科，電気情報・物理工学科となった。2007 年には情報知能
システム総合学科と改称し，そのなかの 6コースが電気・情報系と位置づけられている。また、大学院
重点化に伴い、通研教員と大学院の関係は兼担から兼務へ変わっている。2011年度は、通研の 27研究
室・分野のうち 9研究部・分野が工学研究科電気・通信工学専攻に、11研究部・分野が電子工学専攻に、
2 分野が情報科学研究科情報基礎科学専攻に、4 分野がシステム情報科学専攻に、1 研究部が応用情報
科学専攻に、3 研究部・分野が医工学研究科医工学専攻に、それぞれ所属し、通研で研究指導を受けた
大学院学生の総数は 196名、一研究室当たり平均 7名に達している。 
通研と電気・情報系学科の関係で特徴的な点は、全教員が兼務として互いに協力し合っていることで

ある。通研の教授・准教授は全員、学部学生に対する講義を担当し、助教は実験を指導して教育に協力

している。一方、電気・情報系の教員も通研兼務であり、学部学生も通研の各研究室に配属されている。

これにより学生にとっても研究室選択の幅が広がり、世界最先端の研究指導が受けられるようになって

いる。一方、通研にとっても若い行動力は重要であり、研究活動が活性化される。通研が電気通信の分

野で多くの成果をあげてきた理由には、このような教育面での協力関係に因るところが大きい。 
通研と電気・情報系の運営の中核には両組織の教授で構成される研究教授会がある。教授会通則に基

づく会議とは別の性格の、部局を横断して形成された会議であって、教育問題など相互に関連する重要

事項はここで審議される。教育上の具体的な事項の実行、運用に関しては、大学院に工学研究科電通・

電子専攻教員会議、電気・情報系 4コースに大学院教務委員会があり、通研からも委員が参加している。 
通研は工学研究科、情報科学研究科、医工学研究科の関連研究分野と密接な協力体制をとり、研究の

みならず教育でも COEとしての重要な一翼を担っている。 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

研 究 教 授 会 

 
電気通信研究所 

大学院〈工学研究科〉 

(1) 電気・通信工学専攻
(2) 電子工学専攻 

大学院〈情報科学研究科〉 
(1) 情報基礎科学専攻 
(2) システム情報科学 
(3) 応用情報科学専攻 

学部〈工学部 電気情報系〉 
情報知能システム総合学科 
(1) エネルギーインテリジェンスコース 
(2) コミュニケーションネットワークコース 
(3) 情報ナノエレクトロニクスコース 
(4) コンピューターサイエンスコース 
(5) 知能コンピューティングコース 
(6)メディカルバイオエレクトロニクスコース 

兼務 
会議構成員 
学生の研究室配属 

大学院〈医工学研究科〉 

(1) 医工学専攻 
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３. １ 情報デバイス研究部門の目標と成果

 本部門は「物理現象を活かしたナノ情報デバイスの創成」という大きな目標の

下に，材料設計，評価，プロセス，デバイス，システムにわたる研究を実施し

ている．この部門で展開している研究は本研究所の設置目的達成のための重要

な基礎となるもので，次世代情報処理通信工学の基盤となる未開拓の新機能情

報デバイスの実現を図ることを目的としている．そのために、次世代情報処理

機能デバイス実現の基盤となる，ナノスケール光電変換機能，量子スピン機能

制御などの新しい量子物性機能や構造機能の実現を図ると共に，これらの新し

い機能を活用したフォトニックデバイス，再構成可能論理デバイス，誘電情報

デバイス，電子・光相関効果電子デバイス，量子効果デバイスなどを実現する

ことを目標とする．

 目標に到達するために，下記の６研究室を設置し，さらにナノ・スピン実験

施設の１研究室であるナノへテロプロセス研究室（2012年度よりナノ集積デバ

イス・プロセス研究室と改称）と有機的連携を保ちつつ研究を行っている．

1. ナノフォトエレクトロニクス研究室

2. 量子光情報工学研究室

3. 固体電子工学研究室

4. 誘電ナノデバイス研究室

5. 物性機能設計研究室

6. 磁性デバイス研究室 (客員研究室) 

 各分野の目標ならびに2011年度の研究活動の成果の概要を，次ページ以降に

記述する. なおナノヘテロプロセス研究室の目標・成果については，後述のナ

ノ・スピン実験施設の節で述べる．
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ナノ構造物性の探索とデバイス応用

図１ STM発光分光による個々の吸着種の振動分光

ナノ��������������� �� ���� 

＜��室の���
本分野の研究目標はナノメートル領域における新規な物理・化学現象の探索とナノフォトエレ

クトロニック・デバイスへの応用にある。光と電子の作用場としてのナノ構造に着目し、そこで生

起する新規な光・電子物性を探索発見し、次世代ナノ量子デバイスへ応用展開を目指す。走査プロ

ーブ顕微鏡を用いた局所分光（走査トンネル顕微鏡 (STM) 発光分光、走査トンネル分光、探針増強

ラマン分光，原子間力顕微鏡など）、レーザー分光、光電子分光などの測定手法と分子吸着や蒸着、

レーザーアブレーションなどの孤立ナノ構造作製手法を組み合わせ、個々の分子や孤立ナノ構造の

有する物性を研究している。また、新規な物性探索のための新しい計測手法の開発も分野の研究目

標に含まれる。図１は本分野で開発したSTM発光分光による個々の表面吸着種の振動分光の概略図

である。

＜2011 ��の�����
本分野のロード・マップに記されているように、2011年度における本分野の研究テーマは「ナ

ノ構造の物性・機能探索」と「ナノ構造計測手法の開発」に集約される。これらに関し、次のよう

な進展・成果があった。 

１．ナノ構造の物性・機能探索

物性探索：Ni(110)-(2x1) O表面のナノサイズのドメインの誘電関数の第一原理計算を終了した。

得られた結果は、2010年に STM発光分光により決定した誘電関数とよい一致を示した。

このことは、この表面の誘電特性を決定している機構に関する我々の考え方が正しかった

ことを示す。また、STM発光分光によりナノメートルの位置分解能での局所誘電特性が計

測できることを示す。STMギャップへのピコ秒レーザーの照射を組み併せたSTM発光分光

法をSb2Te3に対して実施した。STM発光スペクトル中にフォノンと電子との相互作用に起

因する微細構造を発見した。この結果は、STM発光分光により、ナノスケールの位置分解

能とピコ秒の時間分解能でフォノン物性の研究が可能になることを示す。

機能探索：テラヘルツ領域で原子位置分解能を有する分光学的手法の開発を行っている。STM

探針の存在による並進対称性性の破れにより、表面フォノン・ポラリトンが発光性になる。

このため、強いSTM発光がテラヘルツ領域で期待される。STM発光におけるプリズムの機

能を研究した。その結果、プリズムは放射に強い指向性を与えることがわかった。この結

果は集光効率の劇的な改善に寄与するものであり重要な発見である。

２．ナノ構造計測手法の開発

STM発光スペクトルから局所物性を決定するためには理論解析が有効である。しかし、従

来の手法では、プリズム結合型STM発光の解析を行うことは出来なかった。電磁気現象を数

値的に解析するための有限差分時間領域法がプリズム結合型STM発光に適用できることを見

いだした。薄膜物性の決定にはATR（Attenuated Total Reflection）法が有効であるが、そのス

ペクトル解析においては試料の表面や界面の粗さは無視されていた。表面・界面粗さを二次

の摂動項まで考慮したATR理論を開発した。

＜����

教 授 上原 洋一（2005 年より）

助 教 片野 諭（2006 年より）

＜��の�������

1979 年３月 大阪府立大学工学部電子工学科卒業、1986 年３月 同大学大学院工学研究科電子工学専

攻博士後期課程修了（工学博士）。1986 年４月 東北大学電気通信研究所助手。1992 年４月 同助教授。

2005 年６月 同教授、現在に至る。電子ならびに光学的分光手法による表面ナノ物性の研究に従事。レ

ーザー学会論文賞（1986 年）、日本学術振興会 167 委員会・ナノプローブテクノロジー賞（2006 年）。

＜2011 ��の��発�����
[1] W. Iida, J. Ahamed, S. Katano, and Y. Uehara, “Mechanism of Prism-Coupled Scanning Tunneling Microscope 

Light Emission”, Jpn. J. Applied Phys. 50, 095201 (2011).
[2] 片野諭、上原洋一、”走査トンネル発光分光による単一原子・分子が有するナノ物性の探索” 応用物理 80,

960 (2011).
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電子と光子を用いた量子情報通信デバイスの開発 

�����������    教 授 �� �� 

����������     �教授 �� �� 

�������������� �教授 �� �� 

＜������＞

 現在の情報処理・通信技術は，信号を電圧や周波数などの古典的でマクロな物理量に対応させ

て様々な処理を行っているが，近い将来，情報の高密度化と高速化に限界が訪れることが指摘さ

れている。これに対し，個々の電子や光子などのミクロな量に情報を保持させ，量子力学の原理

を直接応用することによって，従来の限界を打ち破る性能を持ちうる量子情報通信技術の実用化

が強く期待されている。本研究分野は，電子および光子を用いた量子情報通信デバイスの実用化

を目指し，未来の量子情報通信の中核となるべき極限技術の開発に積極的に挑戦する。 

＜2011�������＞

(1) 新材料を用いた量子もつれ光子対の発生・検出方法の開発 

 量子相関をもった光子対の発生とその利用技術は，量子情報通信技術の最も重要な要素の一つ

である。本研究室では，半導体や擬似位相整合非線形光学結晶を用いた量子もつれ光子の発生・

検出方法について研究している。本年度は，(1)２周期擬似位相整合素子を用いた高効率量子も

つれ光子生成， (2)通信波長帯における多光子量子干渉の実証，(3)４光子間束縛量子もつれ状態

の活性化の実証，等の成果を得た。 
 (2) 光子から電子スピンへの量子メディア変換技術の開発 

 量子情報通信の発展には，量子メディア間のインターフェース技術が重要となる。本研究室で

は，伝送を担う光子から処理を担う半導体中の電子スピンへの量子状態の転写方法について研究

 
 

 
 
図１．擬似位相整合，拡張位相整合を用

いた量子もつれ光子発生 

 
図２．光子の偏光→電子スピンへの量

子メディア変換 

している。本年度は，(1)偏光転写方式に比べ伝送耐性の高いタイムビン転写方式の実験的実証，

(2)光子－電子スピン間の量子的相互作用を利用したコヒーレントカー効果による電子スピン状

態トモグラフィの手法確立，(3) ダイヤモンド量子メモリーへの転写予備実験，等の成果を得た。  
 (3) 半導体量子ドット，量子構造を用いた量子情報通信デバイスの開発 

 量子情報通信への応用を目指し，半導体量子ドット等の量子構造の光物性および量子光学的な性

質を研究している。半導体量子構造における単一量子状態の高感度な測定手法の開発は量子情報通

信分野で重要である。本年度は，ヘテロダイン検波を用いた超高感度顕微ポンプ-プローブ分光法

を開発し，単一半導体量子ドット中の励起子状態のコヒーレント制御の測定に成功した。 

＜����

教授  枝松圭一（2003 年より） 
准教授 小坂英男（2003 年より） 
准教授 三森康義（2011 年より） 
秘書 長岡亜紀子 

＜�������

枝松圭一 1987 年東北大学大学院理学研究科博士課程修了，東北大学工学部助手，California Institute 
of Technology 客員研究員，東北大学大学院工学研究科助教授，大阪大学大学院基礎工学研究科助教

授，2003 年 1 月より現職

小坂英男 1989 年京都大学大学院理学研究科修士課程修了，NEC 光エレクトロニクス研究所・基礎

研究所主任研究員，京都大学大学院工学研究科論文博士取得，University of California Los Angeles 客員

研究員，2003 年 7 月より現職

三森康義 1998 年東京工業大学大学院理工学研究科博士課程修了，日本学術振興会特別研究員，NTT
基礎研究所研究員，東京工業大学大学院非常勤講師，独立行政法人通信総合研究所専攻研究員，東北

大学電気通信研究助教，2011 年 7 月より現職

＜2011 �����������

[1] H. Kosaka, “Photon-to-Electron Quantum Information Transfer”, J. Appl. Phys. 109, 102414 (2011)
[2] Y. Mitsumori, Y. Miyahara, K. Uedaira, H. Kosaka, S. Shimomura, S. Hiyamizu, and K. Edamatsu, 

“Micro-pump-probe spectroscopy of an exciton in a single semiconductor quantum dot using a heterodyne 
technique,” Jpn. J. Appl. Phys. 50, 095004/1-4 (2011)

[3] T. Inagaki, H. Kosaka, Y. Mitsumori, and K. Edamatsu, “Electron spin state tomography with coherent Kerr 
effect,” Appl. Phys. Lett. 99, 173108/1-3 (2011)

[4] H. Kosaka, H. Shigyou, T. Inagaki, Y. Mitsumori, K. Edamatsu, T. Kutsuwa, M. Kuwahara, K. Ono, Y. Rikitake, 
N. Yokoshi, and H. Imamura, “Spin coherent read, write, manipulation of electrons with light in solids,” AIP 
Conf. Proc. 1363, 165-168 (2011)

[5] R.-B. Jin, J. Zhang, R. Shimizu, N. Matsuda, Y. Mitsumori, H. Kosaka, and K Edamatsu, “Intrinsic pure 
single-photon source and its nonclassical interference with weak coherent photons,” AIP Conf. Proc. 1363,
327-330 (2011)

[6] K. Asakura, Y. Mitsumori, H. Kosaka, K. Edamatsu, K. Akahane, N. Yamamoto, M. Sasaki, and N. Ohtani, 
“Excitonic Rabi oscillations in semiconductor quantum dot observed by photon echo spectroscopy,” AIP Conf. 
Proc. 1399, 529-530 (2011)

[7] W. Ueno, F. Kaneda, H. Suzuki, S. Nagano, A. Syouji, R. Shimizu, K. Suizu, and K. Edamatsu, “Entangled 
photon generation in two-period quasi-phase-matched parametric down-conversion,” Optics Express 20,
5508-5517 (2012)

情報デバイス研究部門

10

電気通信-3章1-四[13-37].indd   10 2012/09/19   13:52:41



���������� 

 

電子と光子を用いた量子情報通信デバイスの開発 

�����������    教 授 �� �� 

����������     �教授 �� �� 

�������������� �教授 �� �� 

＜������＞

 現在の情報処理・通信技術は，信号を電圧や周波数などの古典的でマクロな物理量に対応させ

て様々な処理を行っているが，近い将来，情報の高密度化と高速化に限界が訪れることが指摘さ

れている。これに対し，個々の電子や光子などのミクロな量に情報を保持させ，量子力学の原理

を直接応用することによって，従来の限界を打ち破る性能を持ちうる量子情報通信技術の実用化

が強く期待されている。本研究分野は，電子および光子を用いた量子情報通信デバイスの実用化

を目指し，未来の量子情報通信の中核となるべき極限技術の開発に積極的に挑戦する。 

＜2011�������＞

(1) 新材料を用いた量子もつれ光子対の発生・検出方法の開発 

 量子相関をもった光子対の発生とその利用技術は，量子情報通信技術の最も重要な要素の一つ

である。本研究室では，半導体や擬似位相整合非線形光学結晶を用いた量子もつれ光子の発生・

検出方法について研究している。本年度は，(1)２周期擬似位相整合素子を用いた高効率量子も

つれ光子生成， (2)通信波長帯における多光子量子干渉の実証，(3)４光子間束縛量子もつれ状態

の活性化の実証，等の成果を得た。 
 (2) 光子から電子スピンへの量子メディア変換技術の開発 

 量子情報通信の発展には，量子メディア間のインターフェース技術が重要となる。本研究室で

は，伝送を担う光子から処理を担う半導体中の電子スピンへの量子状態の転写方法について研究

 
 

 
 
図１．擬似位相整合，拡張位相整合を用

いた量子もつれ光子発生 

 
図２．光子の偏光→電子スピンへの量

子メディア変換 

している。本年度は，(1)偏光転写方式に比べ伝送耐性の高いタイムビン転写方式の実験的実証，

(2)光子－電子スピン間の量子的相互作用を利用したコヒーレントカー効果による電子スピン状

態トモグラフィの手法確立，(3) ダイヤモンド量子メモリーへの転写予備実験，等の成果を得た。  
 (3) 半導体量子ドット，量子構造を用いた量子情報通信デバイスの開発 

 量子情報通信への応用を目指し，半導体量子ドット等の量子構造の光物性および量子光学的な性

質を研究している。半導体量子構造における単一量子状態の高感度な測定手法の開発は量子情報通

信分野で重要である。本年度は，ヘテロダイン検波を用いた超高感度顕微ポンプ-プローブ分光法

を開発し，単一半導体量子ドット中の励起子状態のコヒーレント制御の測定に成功した。 

＜����

教授  枝松圭一（2003 年より） 
准教授 小坂英男（2003 年より） 
准教授 三森康義（2011 年より） 
秘書 長岡亜紀子 

＜�������

枝松圭一 1987 年東北大学大学院理学研究科博士課程修了，東北大学工学部助手，California Institute 
of Technology 客員研究員，東北大学大学院工学研究科助教授，大阪大学大学院基礎工学研究科助教

授，2003 年 1 月より現職

小坂英男 1989 年京都大学大学院理学研究科修士課程修了，NEC 光エレクトロニクス研究所・基礎

研究所主任研究員，京都大学大学院工学研究科論文博士取得，University of California Los Angeles 客員

研究員，2003 年 7 月より現職

三森康義 1998 年東京工業大学大学院理工学研究科博士課程修了，日本学術振興会特別研究員，NTT
基礎研究所研究員，東京工業大学大学院非常勤講師，独立行政法人通信総合研究所専攻研究員，東北

大学電気通信研究助教，2011 年 7 月より現職

＜2011 �����������

[1] H. Kosaka, “Photon-to-Electron Quantum Information Transfer”, J. Appl. Phys. 109, 102414 (2011)
[2] Y. Mitsumori, Y. Miyahara, K. Uedaira, H. Kosaka, S. Shimomura, S. Hiyamizu, and K. Edamatsu, 

“Micro-pump-probe spectroscopy of an exciton in a single semiconductor quantum dot using a heterodyne 
technique,” Jpn. J. Appl. Phys. 50, 095004/1-4 (2011)

[3] T. Inagaki, H. Kosaka, Y. Mitsumori, and K. Edamatsu, “Electron spin state tomography with coherent Kerr 
effect,” Appl. Phys. Lett. 99, 173108/1-3 (2011)

[4] H. Kosaka, H. Shigyou, T. Inagaki, Y. Mitsumori, K. Edamatsu, T. Kutsuwa, M. Kuwahara, K. Ono, Y. Rikitake, 
N. Yokoshi, and H. Imamura, “Spin coherent read, write, manipulation of electrons with light in solids,” AIP 
Conf. Proc. 1363, 165-168 (2011)

[5] R.-B. Jin, J. Zhang, R. Shimizu, N. Matsuda, Y. Mitsumori, H. Kosaka, and K Edamatsu, “Intrinsic pure 
single-photon source and its nonclassical interference with weak coherent photons,” AIP Conf. Proc. 1363,
327-330 (2011)

[6] K. Asakura, Y. Mitsumori, H. Kosaka, K. Edamatsu, K. Akahane, N. Yamamoto, M. Sasaki, and N. Ohtani, 
“Excitonic Rabi oscillations in semiconductor quantum dot observed by photon echo spectroscopy,” AIP Conf. 
Proc. 1399, 529-530 (2011)

[7] W. Ueno, F. Kaneda, H. Suzuki, S. Nagano, A. Syouji, R. Shimizu, K. Suizu, and K. Edamatsu, “Entangled 
photon generation in two-period quasi-phase-matched parametric down-conversion,” Optics Express 20,
5508-5517 (2012)
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グラフェンは炭素原子の蜂の巣状二次元ネットワークである。シリコンの百倍という速さで電子

が走る、まさに夢の材料と言える。固体電子工学研究室では、このグラフェンをシリコン基板の上

に形成することに世界で初めて成功し、世界の注目を集めている。現在、このグラフェンを高周波

トランジスタや光デバイスに応用する研究を進めている。 
 

＜2011 ��の��成果� 
１． MMS-GSMBEによる Si基板上 3C-SiC 薄膜形成に関する成果 

吸着重水素の昇温脱離（D2-TPD）を用いた SiC 表面化学組成評価法を開発し、モノメチルシラン・ガスソース

MBE 法による Si 基板上 3C-SiC 薄膜製膜では、使用する Si 基板面方位及び SiC 成長条件によって 3C-SiC
表面の終端状態を制御可能であることを明らかにした[1,8]。 
 
２． 3C-SiC のグラフェン化過程の理解と制御に関する成果 

グラフェン積層構造および界面構造が、Si 基板面方位により制御可能であることを、断面 TEM 観察により直

接明らかに し 、 3C-SiC(111)/Si(111) 上 の Gr/SiC 界面に はバッ フ ァ層が 存在するの に 対し 、

3C-SiC(100)/Si(100)上の Gr/SiC 界面にはバッファ層が存在しないことを TEM により直接確認した[2,9]。
3C-SiC(111)/Si(111)上の GOS 過程を、LEED 及び XPS で調べた結果、この Si 終端 3C-SiC(111)面上のグ

ラフェン形成過程は Si 終端 6H-SiC(0001)面上のそれと同一プロセスを辿ること、また Gr/3C-SiC(111)界面に

は、6H-SiC(0001)面上と同様のバッファ層が存在することを明らかにした[3]。こうしたグラフェン構造の面方位

依存性はエッジの化学構造（armchair vs. zigzag edge）にも反映され、3C-SiC(111)/Si(111)上 GOS では

armchair edge が支配的であるのに対し、3C-SiC(100)/Si(100)上 GOS ではそのような選択性を持たないこと

をラマン散乱の詳細な解析から明らかにした[7]。 
酸素を微量に添加することで、従来より 250℃低い 1000℃でのグラフェン化に成功した[4]。 

SiC
Silicon

GOS (Graphene on Silicon)

Graphene

SiC
Graphene

SiC

＋

 
３． グラフェン FET（GFET）に関する成果 
 高分子ゲート絶縁膜[5]あるいは蒸着 Al のポスト酸化による Al2O3ゲート絶縁膜[6]を用いた GFET を製作し、

ゲートスタック形成工程がグラフェン品質に大きく影響することを明らかにした。GOS上にGFETを作製し、電気

特性のウエハサイズでの均一性を確認した[7]。最後に、Al2O3ゲートFETについてセルフアラインメント・ゲート

形成プロセスを開発し、ゲート長 3μm で電流遮断周波数 13GHz という高い高周波性能を実現し、グラフェン

FET の性能律速要因として重要であるアクセス領域の寄生抵抗を大幅に低減する見通しを得た。 
 

＜���� 
教 授 末光 眞希（2008 年より） 
助 教 吹留 博一（2008 年より） 
技術補佐員 三浦 明美 
 
＜��フ���� 
1975 年 3 月 東北大学工学部電子工学科卒業。1980 年 3 月 同大学院工学研究科電子工学専攻博士後

期課程修了。1980 年 4 月 同大電気通信研究所助手。1990 年 4 月 同大電気通信研究所助教授。2003
年４月 同大学際科学国際高等研究センター教授、2008 年 4 月同大電気通信研究所教授、現在に至る。

半導体薄膜表面工学の研究開発に従事。第 30 回熊谷記念真空科学論文賞受賞（2005 年 11 月）。総長教

育賞受賞（2010 年 3 月）。2009 年度 e-Journal of Surface Science and Nanotechnology, Paper of the Year 賞受

賞。2011 年度表面科学会論文賞受賞（2011 年 12 月）。 
 
＜2011 ����������� 
[1] S. Abe, H. Handa, R. Takahashi, K. Imaizumi, H. Fukidome , and M. Suemitsu, "Temperature-Programmed 

Desorption Observation of Graphene-on-silicon Process", Jpn. J. Appl. Phys., Vol. 50, No.7, pp. 070102-1-5, 2011. 
[2] H. Handa, R. Takahashi, S. Abe, et al., "Transmission Electron Microscopy and Raman-Scattering Spectroscopy 

Observation on the Interface Structure of Graphene Formed on Si Substrates with Various Orientations", Jpn. J. 
Appl. Phys., Vol. 50, No. 4, pp. 04DH02-1-4, 2011. 

[3] R. Takahashi, H. Handa, S. Abe, K. Imaizumi, H. Fukidome, A. Yoshigoe, Y. Teraoka, and M. Suemitsu", 
Low-Energy-Electron-Diffraction and X-ray- Phototelectron-Spectroscopy Studies of Graphitization of 
3C-SiC(111) Thin Film on Si(111) Substrate", Jpn. J. Appl. Phys., Vol. 50, No. 7, pp. 070103-1-6, 2011. 

[4] K. Imaizumi, H. Handa, R. Takahashi, E. Saito, H. Fukidome, Y. Enta et al., "Oxygen-Induced Reduction of the 
Graphitization Temperature of SiC Surface", Jpn. J. Appl. Phys., Vol. 50, No. 7, pp. 070105-1-6, 2011. 

[5] M.-H. Jung, H. Handa, R. Takahashi, H. Fukidome, T. Suemitsu et al., "Polymer Material as a Gate Dielectric for 
Graphene Field-Effect- Transistor Applications", Jpn. J. Appl. Phys., Vol. 50, No.7, pp. 070107-1-5, 2011. 

[6] M.-H. Jung, H. Handa, et al., "Investigation of Graphene Field Effect Transistors with Al2O3 Gate Dielectrics 
Formed by Metal Oxidation", Jpn. J. Appl. Phys., Vol. 50, No. 7, pp. 070111-1-5, 2011. 

[7] H. Fukidome, R. Takahashi, S. Abe et al., "Control of epitaxy of graphene by crystallographic orientation of a Si 
substrate toward device applications", J. Mater. Chem., Vol. 21, pp. 17242-17248, 2011. 

[8] H. Fukidome, S. Abe et al., "Controls over Structural and Electronic Properties of Epitaxial Graphene on Silicon 
using Surface Termination of 3C-SiC(111)/Si", Appl. Phys. Express, Vol. 4, pp.115104-1-3, 2011 

[9] Hiroyuki Handa et al., “Transmission-electron-microscopy observations on the growth of epitaxial graphene on 
3C-SiC(110) and 3C-SiC(100) virtual substrates”, Materials Science Forum Vol. 711 (2012) pp 242-245. 

  

情報デバイス研究部門

12

電気通信-3章1-四[13-37].indd   12 2012/09/19   13:52:41



��������室 
 

グラフェンをシリコン・テクノロジーに 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

���������� 教 授 �� �� 

 
＜��室の��� 
グラフェンは炭素原子の蜂の巣状二次元ネットワークである。シリコンの百倍という速さで電子

が走る、まさに夢の材料と言える。固体電子工学研究室では、このグラフェンをシリコン基板の上
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吸着重水素の昇温脱離（D2-TPD）を用いた SiC 表面化学組成評価法を開発し、モノメチルシラン・ガスソース

MBE 法による Si 基板上 3C-SiC 薄膜製膜では、使用する Si 基板面方位及び SiC 成長条件によって 3C-SiC
表面の終端状態を制御可能であることを明らかにした[1,8]。 
 
２． 3C-SiC のグラフェン化過程の理解と制御に関する成果 

グラフェン積層構造および界面構造が、Si 基板面方位により制御可能であることを、断面 TEM 観察により直

接明らかに し 、 3C-SiC(111)/Si(111) 上の Gr/SiC 界面に はバッ フ ァ層が 存在するの に 対し 、

3C-SiC(100)/Si(100)上の Gr/SiC 界面にはバッファ層が存在しないことを TEM により直接確認した[2,9]。
3C-SiC(111)/Si(111)上の GOS 過程を、LEED 及び XPS で調べた結果、この Si 終端 3C-SiC(111)面上のグ

ラフェン形成過程は Si 終端 6H-SiC(0001)面上のそれと同一プロセスを辿ること、また Gr/3C-SiC(111)界面に

は、6H-SiC(0001)面上と同様のバッファ層が存在することを明らかにした[3]。こうしたグラフェン構造の面方位

依存性はエッジの化学構造（armchair vs. zigzag edge）にも反映され、3C-SiC(111)/Si(111)上 GOS では

armchair edge が支配的であるのに対し、3C-SiC(100)/Si(100)上 GOS ではそのような選択性を持たないこと

をラマン散乱の詳細な解析から明らかにした[7]。 
酸素を微量に添加することで、従来より 250℃低い 1000℃でのグラフェン化に成功した[4]。 
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 高分子ゲート絶縁膜[5]あるいは蒸着 Al のポスト酸化による Al2O3ゲート絶縁膜[6]を用いた GFET を製作し、

ゲートスタック形成工程がグラフェン品質に大きく影響することを明らかにした。GOS上にGFETを作製し、電気

特性のウエハサイズでの均一性を確認した[7]。最後に、Al2O3ゲートFETについてセルフアラインメント・ゲート

形成プロセスを開発し、ゲート長 3μm で電流遮断周波数 13GHz という高い高周波性能を実現し、グラフェン

FET の性能律速要因として重要であるアクセス領域の寄生抵抗を大幅に低減する見通しを得た。 
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教 授 末光 眞希（2008 年より） 
助 教 吹留 博一（2008 年より） 
技術補佐員 三浦 明美 
 
＜��フ���� 
1975 年 3 月 東北大学工学部電子工学科卒業。1980 年 3 月 同大学院工学研究科電子工学専攻博士後

期課程修了。1980 年 4 月 同大電気通信研究所助手。1990 年 4 月 同大電気通信研究所助教授。2003
年４月 同大学際科学国際高等研究センター教授、2008 年 4 月同大電気通信研究所教授、現在に至る。
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＜2011 ����������� 
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Desorption Observation of Graphene-on-silicon Process", Jpn. J. Appl. Phys., Vol. 50, No.7, pp. 070102-1-5, 2011. 
[2] H. Handa, R. Takahashi, S. Abe, et al., "Transmission Electron Microscopy and Raman-Scattering Spectroscopy 

Observation on the Interface Structure of Graphene Formed on Si Substrates with Various Orientations", Jpn. J. 
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強誘電体，圧電体材料などの評価・開発とそれを用いた 

高機能信号処理及び超高密度記憶素子の研究 

誘電��������分� 教 授 長 ��

＜���の���

本研究室では，強誘電体や圧電体などの機能性材料を評価・作製する独自技術の開発と，それら

を通して明らかとなった材料の特長を生かした通信用誘電・圧電デバイス・誘電体記録デバイスの

研究を行っている。具体的には，超音波や光及び Fe-RAM 等に多用されている強誘電体単結晶や薄

膜の分極分布や，様々な結晶の局所的異方性を高速かつ高分解能に観測できる非線形誘電率顕微鏡

(SNDM)の研究・開発を行っている。この顕微鏡は残留分極分布の計測や結晶性の評価を純電気的

に行える世界で初めての装置であり，既に実用化に成功している。現在は半導体のドーパントプロ

ファイルの観測や固体中の単一双極子モーメントの可視化など SNDM の高機能・高分解能化を目

指した研究を行っている。更に SNDM は強誘電体ドメインをナノレベルで観測・制御できるため，

次世代超高密度誘電体記録への応用研究も推進している。

＜2011 ��の�����

１． NC-SNDMによる原子レベル極性判別 

 非接触 SNDM（NC-SNDM）法を用いて Si(111)表面における電荷分布観察を行い、清浄表面のテ

ラス構造における電気双極子モーメント分布を明らかにした。また、水素を吸着させた Si(111)7×7
表面の電気双極子モーメント分布も明らかにした。

２． 高次非線形誘電率計測による走査型非線形誘電率顕微鏡の高分解能化 

 高次非線形誘電率顕微法において 4 次高調波までの非線形誘電応答信号の測定を行い、次数が高

 

図 1. 誘電ナノデバイス研究分野の目標 
図 2. 強誘電体単結晶記録媒体上に 4 Tbit/inch2

の密度で記録されたディジタル情報 

200 nm 12.8 nm

 

くなるに従って観察像の空間分解能が向上することを実験的に明らかにした。

３． 高次非線形誘電率顕微鏡による MONOS型メモリの蓄積電荷の高分解能観察 

 高次非線形誘電率顕微鏡法によって MONOS 型 Flash メモリの蓄積電荷の観察を行い、ホール濃

度分布を反映したコントラストが観察可能であることを明らかにした。

＜����

教 授 長 康 雄（２００１年より）

客員教授 本田 耕一郎

助 教 平永 良臣  助 教 山末 耕平

技術職員 我妻 康夫

＜�������

長 康雄 1980 年 3 月 東北大学工学部電気工学科卒業。1986 年 3 月 同大学院工学研究科電気及通

信工学専攻博士後期課程修了。1985 年 4 月 同大電気通信研究所助手。1990 年 3 月 山口大学工学部
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強誘電体，圧電体材料などの評価・開発とそれを用いた 

高機能信号処理及び超高密度記憶素子の研究 
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本研究室では，強誘電体や圧電体などの機能性材料を評価・作製する独自技術の開発と，それら

を通して明らかとなった材料の特長を生かした通信用誘電・圧電デバイス・誘電体記録デバイスの

研究を行っている。具体的には，超音波や光及び Fe-RAM 等に多用されている強誘電体単結晶や薄

膜の分極分布や，様々な結晶の局所的異方性を高速かつ高分解能に観測できる非線形誘電率顕微鏡

(SNDM)の研究・開発を行っている。この顕微鏡は残留分極分布の計測や結晶性の評価を純電気的

に行える世界で初めての装置であり，既に実用化に成功している。現在は半導体のドーパントプロ

ファイルの観測や固体中の単一双極子モーメントの可視化など SNDM の高機能・高分解能化を目

指した研究を行っている。更に SNDM は強誘電体ドメインをナノレベルで観測・制御できるため，

次世代超高密度誘電体記録への応用研究も推進している。
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１． NC-SNDMによる原子レベル極性判別 

 非接触 SNDM（NC-SNDM）法を用いて Si(111)表面における電荷分布観察を行い、清浄表面のテ

ラス構造における電気双極子モーメント分布を明らかにした。また、水素を吸着させた Si(111)7×7
表面の電気双極子モーメント分布も明らかにした。

２． 高次非線形誘電率計測による走査型非線形誘電率顕微鏡の高分解能化 

 高次非線形誘電率顕微法において 4 次高調波までの非線形誘電応答信号の測定を行い、次数が高

 

図 1. 誘電ナノデバイス研究分野の目標 
図 2. 強誘電体単結晶記録媒体上に 4 Tbit/inch2

の密度で記録されたディジタル情報 

200 nm 12.8 nm

 

くなるに従って観察像の空間分解能が向上することを実験的に明らかにした。

３． 高次非線形誘電率顕微鏡による MONOS 型メモリの蓄積電荷の高分解能観察 

 高次非線形誘電率顕微鏡法によって MONOS 型 Flash メモリの蓄積電荷の観察を行い、ホール濃

度分布を反映したコントラストが観察可能であることを明らかにした。
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本研究室では、次世代情報デバイスの基盤となる材料やナノ構造において発現する量子物理現象

を理論的に解明し、デバイス性能の向上につながる新しい機能を有する材料やナノ構造を理論設計

することを研究目標としている。同時に大規模シミュレーション技術を駆使した画期的な物性や機

能の設計手法を確立することを目指している。

現在は、スピントロニクス研究の一環として、高スピン偏極材料を用いたデバイス構造における

スピン依存電気伝導の理論解析を主たる研究テーマとしている。また、垂直磁気材料の磁気異方性

とその電界制御による超低消費電力デバイス創製を目指した理論研究にも着手している。

＜2011 ��の�����

１． 高スピン偏極ホイスラー合金を用いた巨大磁気抵抗素子の理論設計

次世代ハードディスクドライブの読出ヘッドとして、低抵抗かつ高磁気抵抗を示す素子の開発が

望まれている。そこで、ホイスラー合金を用いた膜面垂直電流(CPP)巨大磁気抵抗(GMR)素子におけ

る室温での磁気抵抗比向上の指針を得るために、Co2MnSi/X/Co2MnSi (X: 非磁性金属 Au, Ag, Al, V, 

Cr) 三層膜のスピン依存電気伝導を第一原理計算した[3]。特にスペーサー層に用いる非磁性金属

や界面構造が CPP-GMR素子における界面スピン依存散乱に及ぼす影響に着目して研究を行った。そ

の結果、非磁性金属 Au, Ag, Alが Co2MnSi の MnSi終端界面と接合を形成した場合、非磁性金属と

Co2MnSi のフェルミ面形状の整合性がよいために、より大きなスピン依存散乱ならびに磁気抵抗比

が期待できることを明らかにした。この研究成果は、ホイスラー合金を用いた CPP-GMR素子の実用

化に向けた研究開発に重要な指針を提供している。 

 
図１．Fe/MgO/Fe(001) および Co2MnSi/MgO/Co2MnSi(001) トンネル接合界面（中図）における

磁気モーメントの傾斜に伴うエネルギー変化（左図）とトンネル磁気抵抗比の温度依存性（右図） 

２． 高スピン偏極ホイスラー合金を用いたトンネル接合における磁気抵抗効果の温度依存性

高スピン偏極ホイスラー合金を電極に用いたトンネル磁気抵抗(TMR)素子の開発において、室温

における TMR 比の劣化が大きな問題となっている。そこで、ホイスラー合金／絶縁体接合の界面

における磁気モーメントの熱ゆらぎの影響に着目し、TMR 比の温度変化の起源について理論的に

検討した[1]。Co2MnSi/MgO/Co2MnSi トンネル接合の界面近傍における磁気モーメントの傾斜に伴

うエネルギー変化とトンネル伝導への影響を第一原理計算した結果、界面近傍の Co 層と隣接原子

層との磁気的結合が、バルクと比較して著しく弱まっていることを見出した。また、この Co 層の

磁気モーメントの熱ゆらぎが伝導電子のスピン反転散乱をもたらし、室温における TMR 比の低下

の要因であると結論した（図１）。また、この研究成果を踏まえて、ホイスラー合金／絶縁体接合

界面に磁気的結合の比較的強い CoFe 層などを挿入することにより、室温における TMR 比の劣化

を抑制できることを提案した。

＜����

教 授 白井 正文（2002 年より）

助 教 阿部 和多加、三浦 良雄
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[2] K. Abe and N. W. Ashcroft, “Crystalline diborane at high pressures,” Phys. Rev. B, Vol. 84, No.10, Article no.
104118, pp. 1-5, 2011

[3] M. Nobori, T. Nakano, J. Hasegawa, G. Oomi, Y. Sakuraba, K. Takanashi, Y. Miura, Y. Ohdaira and Y. Ando,
“Pressure-induced half-metallic gap transformation in Co2MnSi observed by tunneling conductance 
spectroscopy,” Phys. Rev. B, Vol. 83, No. 10, Article no. 104410, pp. 1-6, 2011

[4] Y. Miura, K. Futatsukawa, S. Nakajima, K. Abe and M. Shirai, “First-principles study of ballistic transport 
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にした。また、設計パラメターを基に素子を作製し、帯域拡大効果の検証実験を進めている。 

 (5)情報ストレージシステム研究室 

（目標）次世代型垂直磁気記録によるハードディスク装置の高記録密度化の実現と、高速・大容量

のストレージのシステム化技術の研究を行っている。 

（成果）現在の 10 倍の高面密度に相当する 5Tbit/inch2（1 平方インチ当たり 5 兆ビット）を実現する

ための記録方式を検討し、昨年まで研究を続けてきたビットパターン型垂直媒体だけでは達成困

難で、できるだけ狭い範囲の記録領域を昇温する熱補助記録の併用で可能になることを記録理論

とコンピュータシミュレーションから明らかにした。また、ペタバイト級の省電力ストレージシステムに

ついて、昨年までに達成した 50%の電力削減を維持しながら、ノード負荷を分散させることでデータ

転送の高速化も同時に実現する方式を開発した。 

 (6)ブロードバンド通信基盤技術研究分野（犬竹客員研究室） 

（目標）全天候型災害救助や防災監視に適した航空機搭載型の高分解能合成開口レーダ(SAR : 

Synthetic Aperture Radar)システムの開発を目標としている。 

（成果）国土交通省の委託研究として、前年度までに、大規模自然災害時に威力を発揮するリアル

タイム画像レーダ“Live SAR”のハードウェアが完成した。今年度は、“Live SAR”の画像生成ソフト

やユーザインターフェイスなどを、他大学および企業の研究者・技術者との共同研究により、開発し

た。 
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次世代超高速光通信技術に関する研究

光伝送研究�� 教 授 �� �� 

光����研究�� �教授 �� ��  高��光������研究�� �教授 �� �� 

＜研究�����

インターネットや携帯で扱われる情報が多彩になり、また利用者が広がるにつれ、快適なコミュ

ニケーション環境を提供する大容量・超高速ネットワークの実現が大変重要になってきている。超

高速光通信技術はそのネットワークを支える中核技術である。本研究分野では、光・量子エレクト

ロニクスと伝送工学を駆使して、超高速光通信の基盤となる超短光パルス発生・伝送技術、ソリト

ンを中心とする非線形波動技術、超高速レーザ技術、デジタルコヒーレント光信号処理技術の研究

を行い、21 世紀のグローバルな超高速光ネットワークの構築を目指している。

＜2011 ��������

１． 超高速光伝送技術に関する研究

 時間領域光フーリエ変換法により 2.56 Tbit/s/ch - 300 km の超高速長距離伝送に初めて成功した。

超短パルス伝送における性能劣化の主要因として、偏波分散の高次効果による伝送歪みの問題を明

らかにした。これらの限界を克服するために、高速化と周波数利用効率の拡大を同時に実現可能な

伝送方式として光ナイキストパルスを用いた時分割多重伝送を新たに提案し、分散耐力の大幅な向

上などその優れた特徴を実証した。

２． コヒーレント光 QAM 伝送技術に関する研究

 逆伝搬法ならびに周波数領域等化法によるデジタル信号処理の高度化により、256~512 QAM 伝

送における速度ならびに距離の大幅な拡大を実現した。逆伝搬法を用いて分散と非線形光学効果を

同時に補償し、さらにハードウェアの周波数特性に起因する波形歪みを周波数領域において高い分

解能で等化することにより、伝送距離ならびに速度をいずれも 2 倍以上拡大することに成功した。

 

また、OTDM (Optical Time Division Multiplexing)と QAM を融合した超高速コヒーレントパルス伝送

技術により、32 QAM 変調した RZ 光パルスを 800 Gbit/s へ高速化し、その 225 km 伝送に成功した。

＜����

教 授 中沢 正隆（2001 年より）准教授 廣岡 俊彦（2007 年より）

准教授 吉田 真人（2011 年より） 学振特別研究員 葛西 恵介 秘 書 篠崎 頼子

＜�������

中沢 正隆 1980 年東京工業大学大学院総合理工学研究科博士課程修了（工学博士）。同年日本電信電話

公社入社、茨城電気通信研究所。1984～1985 年 MIT 客員研究員。1999 年 NTT R&D フェロー。2001 年

4 月より東北大学電気通信研究所教授。光ファイバ中の非線形光学効果、ソリトン通信、フェムト秒パ

ルスレーザ、光ファイバ増幅器の研究に従事。IEEE Daniel E. Noble Award (2002 年)、OSA R. W. Wood Prize 
(2005 年)、Thomson Scientific Laureate (2006 年)、産学官連携功労者表彰内閣総理大臣賞(2009 年)、紫綬

褒章(2010 年)、IEEE Quantum Electronics Award (2010 年)など受賞。IEEE、OSA、電子情報通信学会およ

び応用物理学会フェロー。2008 年本学 Distinguished Professor、2010 年本研究所所長。

廣岡 俊彦 2000 年 3 月大阪大学大学院工学研究科博士後期課程修了。同年 4 月コロラド大学博士研究

員。2002 年 4 月東北大電気通信研究所助手。2007 年 10 月同准教授、現在に至る。超高速光通信、非線

形ファイバ光学の研究開発に従事。電子情報通信学会学術奨励賞、光科学技術研究振興財団研究表彰、

文部科学大臣表彰若手科学者賞など受賞。

吉田 真人 2001 年 3 月東北大学大学院工学研究科博士後期課程修了。同年 4 月東北大電気通信研究所

助手。2011 年 7 月同准教授、現在に至る。ファイバレーザ、コヒーレント光伝送の研究に従事。電子情

報通信学会学術奨励賞、ELEX Best Paper Award、富山県ひとづくり財団とやま賞など受賞。

＜2011 �����������
[1] K. Kasai, A. Mori, and M. Nakazawa, “1.5 μm frequency-stabilized λ/4-shifted DFB LD employing an external 

fiber ring cavity with a linewidth of 2.6 kHz and a RIN of -135 dB/Hz” IEEE Photon. Technol. Lett., vol. 23, 
1046-1048, 2011

[2] Y. Wang, K. Kasai, and M. Nakazawa, “Polarization-multiplexed, 10 Gsymbol/s, 64 QAM coherent transmission 
over 150 km with OPLL-based homodyne detection employing narrow linewidth LDs,” IEICE Electron. Express, 
vol. 8, 1444-1449, 2011.

[3] T. Hirooka, T. Hirano, P. Guan, and M. Nakazawa, “PMD-induced crosstalk in ultrahigh-speed polarization- 
multiplexed optical transmission in the presence of PDL,” J. Lightwave Technol., vol. 29, 2963-2970, 2011.

[4] Y. Tomiyama, K. Harako, P. Guan, T. Hirooka, and M. Nakazawa, “Comparison between polarization-multiplexed 
DPSK and single-polarization DQPSK in 640 Gbaud, 1.28 Tbit/s–500 km single-channel transmission,” Opt. 
Fiber Technol., vol. 17, 439-444, 2011

[5] K. Koizumi, M. Yoshida, T. Hirooka, and M. Nakazawa, “A 10 GHz 1.1 ps regeneratively mode-locked Yb fiber 
laser in the 1.1 μm band,” Opt. Express, vol. 19, 25426-25432, 2011.

[6] P. Guan, T. Hirano, K. Harako, Y. Tomiyama, T. Hirooka, and M. Nakazawa, “2.56 Tbit/s/ch 
polarization-multiplexed DQPSK transmission over 300 km using time-domain optical Fourier transformation,” 
Opt. Express, vol. 19, B567-B573, 2011.

[7] M. Nakazawa, K. Kasai, M. Yoshida, and T. Hirooka, “Novel RZ-CW conversion scheme for ultra multi-level, 
high-speed coherent OTDM transmission,” Opt. Express, vol. 19, B574-B580, 2011.

[8] M. Nakazawa, T. Hirooka, P. Ruan, and P. Guan, “Ultrahigh-speed "orthogonal" TDM transmission with an 
optical Nyquist pulse train, ” Opt. Express vol. 20, 1129-1140, 2012.

[9] M. Nakazawa, T. Hirooka, M. Yoshida, and K. Kasai, “Ultrafast coherent optical communication,” IEEE J. Sel. 
Top. Quantum Electron., vol. 18, 363-376, 2012.

[10] K. Kasai, D. O. Otuya, M. Yoshida, T. Hirooka, and M. Nakazawa, “Single-carrier 800-Gb/s 32 RZ/QAM 
coherent transmission over 225 km employing a novel RZ-CW conversion technique,” IEEE Photon. Technol. 
Lett., vol. 24, 416-418, 2012.
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[10] K. Kasai, D. O. Otuya, M. Yoshida, T. Hirooka, and M. Nakazawa, “Single-carrier 800-Gb/s 32 RZ/QAM 
coherent transmission over 225 km employing a novel RZ-CW conversion technique,” IEEE Photon. Technol. 
Lett., vol. 24, 416-418, 2012.
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革新的光通信用高機能半導体デバイスの創出に関する研究

高������������ 教 授 �� 洋 

＜��室����

高性能・高機能な半導体光源実現へ向け、超高速動作可能な光制御型半導体光源、高機能半導体

光変調器の研究を進めている。また、新原理に基づく新機能半導体光デバイス創出を目的として、

高機能半導体光デバイス及び新機能半導体光集積回路の研究を行っている。光の強度、位相、周波

数、偏波を自由に操ることのできる半導体光デバイス・光集積回路を実現することで、超大容量、

超長距離光通信ネットワークの実現を目指している。 

＜2011 ��������

１． 光制御型高速半導体レーザ光源

 超高速・大容量光通信システムを構築する上で、光信号で高速制御可能な高機能半導体光デバイ

スの実現が必須である。この高機能半導体光デバイス実現のため、外部制御光による光デバイス高

速制御の研究を推進した。半導体レーザ光源を外部信号光で制御することで、共振器内キャリア密

度変動の少ない低チャープな光信号発生が可能であることを明らかにした。これは半導体レーザ直

接変調時に問題であった発振光周波数のダイナミックな変動を抑圧した光信号発生が可能である

ことを示唆しており、光信号の伝送距離拡大に大きく貢献できる技術となると考えている。また、

外部共振器構造を導入し、光子共鳴効果を導入することで応答帯域の拡大を図ったパッシブフィー

ドバック半導体レーザの構造設計を進め、外部共振器長の最適化（~170µm）により、3dB 帯域を

50GHz 以上に拡大できることを数値解析で明らかにした。また、設計により得られたパラメターを

用いてパッシブフィードバック半導体レーザを作製し、帯域拡大効果の検証実験を進めている。

高機能半導体光源と新機能半導体光集積回路の研究 

 

２． 波長可変光周波数コムブロック発生光源

 高機能半導体光変調器の実現へ向け研究を進めている。研究の１応用分野として、半導体光変調

器の「小型・低駆動電圧」の特長を生かして光源と組み合わせることによる光マルチキャリア生成

技術の研究を進めた。簡便に構成できる DWDM システムへ適用可能な多波長光源として、半導体マッハ

ツェンダ変調器を用いた波長可変周波数コムブロック発生光源の実現を目指している。半導体レーザか

ら出力された CW 光を入力した半導体マッハツェンダ変調器を正弦波電気信号で大振幅変調し、CW 光波

長を中心に複数のサイドバンドを発生することで多波長光源を構成した。これにより、7～9本の搬送波

を有する光周波数コムブロックを発生することに成功した（光強度ばらつき<10dB)。本構成の多波長光

源では半導体マッハツェンダ変調器の半波長電圧(Vπ)の波長依存性が問題となるが、波長により動作バ

イアス点を調整することで RF信号振幅を一定のまま 1525～1560nmの広い波長範囲で同じスペクトル形

状を有する光周波数コムを発生することに成功した。また、光周波数コムの強度ばらつき低減が必要不

可欠であり、研究を継続している。 

＜����

教 授 八坂 洋（2008 年より）

＜�ロ�����

八坂 洋 1983 年 3 月 九州大学理学部物理学科卒業。1985 年 3 月 同大学院理学研究科物理学専攻

博士前期課程修了。1985 年 4 月 日本電信電話（株）入社、NTT 厚木電気通信研究所、NTT 光エレク

トロニクス研究所、NTT 光ネットワークシステム研究所、NTT フォトニクス研究所勤務。1993 年 12 月 

工学博士（北海道大学）。2008 年 4 月 東北大電気通信研究所教授、現在に至る。光通信用高機能半導

体光デバイスの研究開発に従事。

＜2011 �����発�����
[1] H. Ishihara, Y. Saito, W. Kobayashi, and H. Yasaka, "Bandwidth enhanced operation of single mode 

semiconductor laser by intensity modulated signal light injection," to be submitted to IEICE Transactions on 
Electronics. 
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次世代無線通信ネットワークの実現へ向けて 

 
広帯域ワイヤレス通信用 1 チップ送受信機の研究 
信号処理回路・デバイス・実装技術の研究として、シリコン CMOS 技術を用いた超高周波帯 RF パ
ワーアンプ・シンセサイザ・ミキサなどの設計・開発、超小型アンテナモジュールの開発を行って

いる。そして、これらのシリコン RF デバイス、アンテナモジュールなどのワイヤレス通信端末に

必要な回路の特性を、ディジタル回路技術を用いて補償するディジタルアシステッド RF アナログ

回路の研究・開発を行っている。 

 
���イ���通信��研究��� �� �� ��� ���

 
＜研究�の��� 
人々の交流や情報のやりとりが世界規模に広がった昨今の高度情報化社会は、ユビキタス化・ブ

ロードバンド化が進むネットワークの進化とともに発展してきた。このネットワークのさらなるユ

ビキタス化・ブロードバンド化には無線通信技術がますます重要となる。無線通信技術の中でも、

特に信号処理回路・デバイス・実装技術と変復調・ネットワーク技術はその実現に必要不可欠な両

輪である。当研究室では高度情報ネットワークの実現を目指して、先端ワイヤレス通信技術

（Advanced Wireless IT）に関する研究を、信号処理回路・デバイス・実装技術から変復調・ネット

ワーク技術に至るまで、一貫して研究・開発を行っている。 
 
＜2011��の����� 
１． シングルキャリア／マルチキャリアハイブリッド無線通信方式の研究 

主に移動通信環境において広域・高速通信を両立可能とするために、シングルキャリアとマルチ

キャリアの各通信方式を適応的に切り替えて通信を行うハイブリッド通信に関する研究を行った。

特に今年度はマルチアンテナ技術の適用についての提案を行い、スループット特性改善効果を計算

機シミュレーションにより示した。 
２． 高速・広帯域無線通信のためのアナログ・RF モジュールの研究 

無線通信端末の伝送速度高速化・小型化・低消費電力化を目指し、ミリ波帯無線通信端末用シリ

コン CMOS VCO・送信増幅器やスケーラブル A/D 変換器などの検討を 90nm シリコン CMOS プ
ロセスを用いて行った。本年度は 90nm CMOS プロセスを用いて 60GHz 帯の高耐電力 T/R スイッ

チの設計・試作を行った。実測評価の結果，60GHz 帯において出力電力 24.8 dBm であっても線形

な結果が得られた。 
３． 小形ミリ波無線通信アンテナモジュールの研究 
 家電ネットワークなどに用いられるミリ波近距離無線通信端末として、有機樹脂基板を用いた小

形ミリ波無線通信アンテナモジュールの検討を行っている。本年度はこのモジュール上に実装可能

な、ミリ波帯アンテナの設計・実装・評価を行った。 
 
＜���� 
教 授 末松 憲治 
助 教 亀田  卓 
産学官連携研究員 谷藤 正一 
 
＜����ール� 
末松 憲治 1987 年 3 月早稲田大学大学院理工学研究科電気工学専攻博士前期課程修了。博士 (工学) 
(2000 年)。1987 年 4 月三菱電機 (株) 入社。1992 年 9 月～1993 年 9 月英国リーズ大学客員研究員。2008
年 4 月～2010 年 3 月東北大学電気通信研究所客員教授。2010 年 4 月教授。1997 年、2006 年、2009 年関

東地方発明表彰発明奨励賞、2002 年第 50 回電気科学技術奨励賞 (オーム技術賞)、2009 年文部科学大臣

表彰科学技術賞 (開発部門) 受賞。応用物理学会、電気学会、電子情報通信学会、日本エレクトロニク

ス実装学会、IEEE 各会員。 
 
＜2011 ��の�������� 
[1] N. Suematsu, “Si-RFIC technologies for multi-band multi-mode wireless terminals,” 2011 China-Japan 

Microwave Conference (CJMW), pp.1-4, China, April 2011. (Invited, Keynote) 
[2] S. Kameda, H. Oguma, N. Izuka, F. Yamagata, Y. Asano, Y. Yamazaki, S. Tanifuji, N. Suematsu, T. Takagi, and K. 

Tsubouchi, “Proposal of heterogeneous wireless communication network with soft handover in application layer: 
Feasibility study based on field trial results,” 6th International ICST Conference on Cognitive Radio Oriented 
Wireless Networks and Communications (CROWNCOM2011), Osaka, June 2011. 

[2] S. Yoshida, S. Tanifuji, S. Kameda, N. Suematsu, T. Takagi, and K. Tsubouchi A high-gain planar dipole antenna 
for 60-GHz band 3-D system-in-package modules,” 2011 IEEE International Symposium on Antennas and 
Propagation and USNC/URSI National Radio Science Meeting, IF246.2, Spokane, USA, July 2011. 

[3] S. Tanifuji, K. Ando, T. T. Ta, S. Kameda, N. Suematsu, T. Takagi, and K. Tsubouchi, “High sampling rate 1GS/s 
current mode pipeline ADC in 90nm Si-CMOS process,” 2011 IEEE MTT-S International Microwave Workshop 
Series on Intelligent Radio for Future Personal Terminals 2011 (IMWS2011), Korea, August 2011. (Invited) 

[4] S. Kameda, H. Oguma, N. Izuka, Y. Asano, Y. Yamazaki, K. Komatsu, S. Tanifuji, N. Suematsu, T. Takagi, and K. 
Tsubouchi,, “Coverage estimation of uplink 64 QAM signal up to 20 MHz bandwidth based on field trial results: 
Coverage issue of broadband uplink signal,” The 14th International Symposium on Wireless Personal Multimedia 
Communications (WPMC2011), France, Oct. 2011. 

[5] Y. Miyake, K. Kobayashi, K. Komatsu, S. Tanifuji, H. Oguma, N. Izuka, S. Kameda, N. Suematsu, T. Takagi, and 
K. Tsubouchi, “Hybrid single-carrier and multi-carrier system: Widening uplink coverage with optimally selecting 
SDM or joint FDE/antenna diversity,” The 14th International Symposium on Wireless Personal Multimedia 
Communications (WPMC2011), France, Oct. 2011. 

[6] S. Tanifuji, N. Suematsu, S. Kameda, T. Takagi and K. Tsubouchi, “24.8 dBm power handling 60 GHz 
transmit/receive switch using series and shunt FETs in 90 nm Si-CMOS process,” The 6th European Microwave 
Integrated Circuits Conference 2011 (EuMIC 2011), Manchester, UK, Oct. 2011. 

[7] N. Suematsu, S. Yoshida, S. Tanifuji, S. Kameda, T. Takagi, and K. Tsubouchi, “60GHz antenna integrated 
transmitter module using 3-D SiP technology and organic substrates,” European. Microwave Conference 
(EuMC2011), Manchester, UK, Oct. 2011. (Invited) 

[8] S. Yoshida, S. Tanifuji, S. Kameda, N. Suematsu, T. Takagi, and K. Tsubouchi, “A 60-GHz band WPAN 
transmitter module integrated with a planar dipole antenna using organic substrates and 3-D SiP technology,” 
IEEE Electrical Design of Advanced Packaging and Systems (EDAPS2011), Hangzhou, China，Dec. 2011. 
(Invited) 

広帯域ワイヤレス通信用 1 チップ送受信機の研究
信号処理回路・デバイス・実装技術の研究として、シリコン CMOS 技術を用いた超高周波帯 RF パワー
アンプ・シンセサイザ・ミキサなどの設計・開発、超小型アンテナモジュールの開発を行っている。そして、
これらのシリコン RF デバイス、アンテナモジュールなどのワイヤレス通信端末に必要な回路の特性を、
ディジタル回路技術を用いて補償するディジタルアシステッド RF アナログ回路の研究・開発を行って
いる。
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無線通信端末の伝送速度高速化・小型化・低消費電力化を目指し、ミリ波帯無線通信端末用シリ

コン CMOS VCO・送信増幅器やスケーラブル A/D 変換器などの検討を 90nm シリコン CMOS プ
ロセスを用いて行った。本年度は 90nm CMOS プロセスを用いて 60GHz 帯の高耐電力 T/R スイッ

チの設計・試作を行った。実測評価の結果，60GHz 帯において出力電力 24.8 dBm であっても線形
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３． 小形ミリ波無線通信アンテナモジュールの研究 
 家電ネットワークなどに用いられるミリ波近距離無線通信端末として、有機樹脂基板を用いた小

形ミリ波無線通信アンテナモジュールの検討を行っている。本年度はこのモジュール上に実装可能

な、ミリ波帯アンテナの設計・実装・評価を行った。 
 
＜���� 
教 授 末松 憲治 
助 教 亀田  卓 
産学官連携研究員 谷藤 正一 
 
＜����ール� 
末松 憲治 1987 年 3 月早稲田大学大学院理工学研究科電気工学専攻博士前期課程修了。博士 (工学) 
(2000 年)。1987 年 4 月三菱電機 (株) 入社。1992 年 9 月～1993 年 9 月英国リーズ大学客員研究員。2008
年 4 月～2010 年 3 月東北大学電気通信研究所客員教授。2010 年 4 月教授。1997 年、2006 年、2009 年関

東地方発明表彰発明奨励賞、2002 年第 50 回電気科学技術奨励賞 (オーム技術賞)、2009 年文部科学大臣

表彰科学技術賞 (開発部門) 受賞。応用物理学会、電気学会、電子情報通信学会、日本エレクトロニク

ス実装学会、IEEE 各会員。 
 
＜2011 ��の�������� 
[1] N. Suematsu, “Si-RFIC technologies for multi-band multi-mode wireless terminals,” 2011 China-Japan 

Microwave Conference (CJMW), pp.1-4, China, April 2011. (Invited, Keynote) 
[2] S. Kameda, H. Oguma, N. Izuka, F. Yamagata, Y. Asano, Y. Yamazaki, S. Tanifuji, N. Suematsu, T. Takagi, and K. 

Tsubouchi, “Proposal of heterogeneous wireless communication network with soft handover in application layer: 
Feasibility study based on field trial results,” 6th International ICST Conference on Cognitive Radio Oriented 
Wireless Networks and Communications (CROWNCOM2011), Osaka, June 2011. 

[2] S. Yoshida, S. Tanifuji, S. Kameda, N. Suematsu, T. Takagi, and K. Tsubouchi A high-gain planar dipole antenna 
for 60-GHz band 3-D system-in-package modules,” 2011 IEEE International Symposium on Antennas and 
Propagation and USNC/URSI National Radio Science Meeting, IF246.2, Spokane, USA, July 2011. 

[3] S. Tanifuji, K. Ando, T. T. Ta, S. Kameda, N. Suematsu, T. Takagi, and K. Tsubouchi, “High sampling rate 1GS/s 
current mode pipeline ADC in 90nm Si-CMOS process,” 2011 IEEE MTT-S International Microwave Workshop 
Series on Intelligent Radio for Future Personal Terminals 2011 (IMWS2011), Korea, August 2011. (Invited) 

[4] S. Kameda, H. Oguma, N. Izuka, Y. Asano, Y. Yamazaki, K. Komatsu, S. Tanifuji, N. Suematsu, T. Takagi, and K. 
Tsubouchi,, “Coverage estimation of uplink 64 QAM signal up to 20 MHz bandwidth based on field trial results: 
Coverage issue of broadband uplink signal,” The 14th International Symposium on Wireless Personal Multimedia 
Communications (WPMC2011), France, Oct. 2011. 

[5] Y. Miyake, K. Kobayashi, K. Komatsu, S. Tanifuji, H. Oguma, N. Izuka, S. Kameda, N. Suematsu, T. Takagi, and 
K. Tsubouchi, “Hybrid single-carrier and multi-carrier system: Widening uplink coverage with optimally selecting 
SDM or joint FDE/antenna diversity,” The 14th International Symposium on Wireless Personal Multimedia 
Communications (WPMC2011), France, Oct. 2011. 

[6] S. Tanifuji, N. Suematsu, S. Kameda, T. Takagi and K. Tsubouchi, “24.8 dBm power handling 60 GHz 
transmit/receive switch using series and shunt FETs in 90 nm Si-CMOS process,” The 6th European Microwave 
Integrated Circuits Conference 2011 (EuMIC 2011), Manchester, UK, Oct. 2011. 

[7] N. Suematsu, S. Yoshida, S. Tanifuji, S. Kameda, T. Takagi, and K. Tsubouchi, “60GHz antenna integrated 
transmitter module using 3-D SiP technology and organic substrates,” European. Microwave Conference 
(EuMC2011), Manchester, UK, Oct. 2011. (Invited) 

[8] S. Yoshida, S. Tanifuji, S. Kameda, N. Suematsu, T. Takagi, and K. Tsubouchi, “A 60-GHz band WPAN 
transmitter module integrated with a planar dipole antenna using organic substrates and 3-D SiP technology,” 
IEEE Electrical Design of Advanced Packaging and Systems (EDAPS2011), Hangzhou, China，Dec. 2011. 
(Invited) 
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＜研究�の��� 

IT 技術の進展とともに扱う情報量の飛躍的な増大が続いており、2010 年には 1000 エクサバイト

（1021 バイト）を超えたと見られている。この膨大な情報の蓄積を担う中心的な技術がハードディ

スク装置を代表とする磁気ストレージである。現在の目標は磁気ディスク面の高密度記録化による

記録容量の拡大で 1 Tbits/inch2の実現が間近になっており、数年先を目指して 5 Tbits/inch2の研究が

行なわれている。本分野では、コンピュータシミュレーションを含めた記録再生理論の検討、及び

実際のヘッドディスクを用いた高密度記録再生の実験を通して、今後の超高密度記録を実現するた

めの記録再生方式の確立に取り組んでいる。また、ハードディスクドライブを応用した大容量高速

ストレージシステムの省電力アーキテキチャとそのシステム制御技術の研究を加速させている。 
 

＜2011 ��の����� 
１． 垂直磁気記録ハードディスクの記録再生理論の研究 
 上記の 1Tbit/inch2 のビット面積は 25.4nm×25.4nm である。このような超微細ビットでは、熱エ

ネルギーによる磁化擾乱の影響が大きく微細粒子構造を持つ記録媒体では磁性粒子の体積が小さ

くなり過ぎるため使うことができなくなる。本研究室では、記録層をリソグラフィで加工してビッ

 

 

（左）パターン媒体と垂直ヘッド記録の概念図。（右）実験用に試作した階層型高速大容量ストレ

ージシステム。 

トを物理的に分離して形成するパターン媒体（図左）によってこれを回避する高密度化に注力して

いる。この記録方式では書込み時の誤り率が最大の課題になることを明らかにしている。今年度は、

昨年度に解析的なアプローチで明らかにした 5 Tbit/inch2以上の面記録密度の可能性について、さら

にコンピュータシミュレーションによって記録過程を詳細に調べ、記録点の局所加熱径を 10nm 以

下に微小化した熱補助記録（Heat assisted recording）を併用することで目標記録密度を実現できる

ことを明らかにした。 
２． コンピュータシミュレーションによる超高密度記録の研究 
 本研究室では、超高密度記録の実験に先行して検討を進めるために、磁気スピンの歳差運動を表

現してナノ領域の磁化挙動を動的に解析でき、高密度記録に重要な熱擾乱現象をモデル化した LLG 
(Landau Lifshitz Gilbert)方程式によるコンピュータシミュレーションを用いた検討を進めている。今

年度は、新たに熱補助記録の解析を正しく行うためにキュリー温度近くに昇温した磁性体の振る舞

いを取り込んだシミュレーションプログラムを開発した。 
３．高速大容量ストレージシステムのシステム化の研究 
 インターネットの情報量の急速な拡大が続いており、ハードディスクにはクラウドデバイスとし

て大規模データストレージの重要性が増している。IT21 センターにおけるストレージプロジェクト

と連携してストレージシステムの消費電力を低減する研究を進めている。今年度はこの省電力型デ

ィスクサブシステムのデータ転送性能の高速化に関する実証試験を成功裏に終えた。（図右） 

 
＜���� 
教 授 村岡 裕明（2000 年より） 
准教授 サイモン・J・グリーブス（2003 年より） 
助 教 三浦 健司（2003 年より） 
秘 書 渡辺 智絵 
 
＜����ー�� 
村岡 裕明 1981 年 東北大学大学院工学研究科電気及び通信工学専攻博士課程修了。同年松下通信工

業（株），1991 年電気通信研究所助手，1993 年同助教授，2000 年同教授。高密度磁気記録理論，磁気記

録デバイス及び記録方式，情報ストレージ方式，等の研究・開発に従事。電子情報通信学会業績賞（2003
年）。IEEE Fellow (2008 年)。 
サイモン グリーブス 1993 年英国サルフォード大学大学院物理学科修了。同年英国ウェールズ大学助手。

2000 年 HOYA 株式会社。2003 年東北大学助教授。高密度磁気記録理論、大規模コンピュータシミュレ

ーション、等の研究に従事。 

 
＜2011 �度の�������� 
[1] Kenji Miura, Eiji Yamamoto, Hajime Aoi, and Hiroaki Muraoka, “Off-track error probability due to track squeeze in 

shingled writing,” J. Appl. Phys. Vol. 109, 07B773, Apr. 2011. 
[2] Simon John Greaves, Hiroaki Muraoka, and Yasushi Kanai, “The feasibility of bit-patterned recording at 4 Tb/in2 

without heat-assist,” J. Appl. Phys. Vol. 109, 07B702, Apr. 2011. 
[3] Simon Greaves, Yoshihiro Jinbo, Yasushi Kanai, Hiroaki Muraoka, “Split-Pole Write Head for Thermally Assisted 

Magnetic Recording,” IEEE Trans. Magn., Vol. 47, No. 10, pp. 2375-2378, Oct 2011. 
[4] Koji Tsushima, Kenji Miura, Hiroaki Muraoka, “Estimation of Magnetization Transition Width and Shape by 

Inverse Reciprocity,” IEEE Trans. Magn., Vol. 47, No. 10, pp. 3000-3003, Oct. 2011. 
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＜���� 
教 授 村岡 裕明（2000 年より） 
准教授 サイモン・J・グリーブス（2003 年より） 
助 教 三浦 健司（2003 年より） 
秘 書 渡辺 智絵 
 
＜����ー�� 
村岡 裕明 1981 年 東北大学大学院工学研究科電気及び通信工学専攻博士課程修了。同年松下通信工
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録デバイス及び記録方式，情報ストレージ方式，等の研究・開発に従事。電子情報通信学会業績賞（2003
年）。IEEE Fellow (2008 年)。 
サイモン グリーブス 1993 年英国サルフォード大学大学院物理学科修了。同年英国ウェールズ大学助手。

2000 年 HOYA 株式会社。2003 年東北大学助教授。高密度磁気記録理論、大規模コンピュータシミュレ

ーション、等の研究に従事。 

 
＜2011 �度の�������� 
[1] Kenji Miura, Eiji Yamamoto, Hajime Aoi, and Hiroaki Muraoka, “Off-track error probability due to track squeeze in 

shingled writing,” J. Appl. Phys. Vol. 109, 07B773, Apr. 2011. 
[2] Simon John Greaves, Hiroaki Muraoka, and Yasushi Kanai, “The feasibility of bit-patterned recording at 4 Tb/in2 

without heat-assist,” J. Appl. Phys. Vol. 109, 07B702, Apr. 2011. 
[3] Simon Greaves, Yoshihiro Jinbo, Yasushi Kanai, Hiroaki Muraoka, “Split-Pole Write Head for Thermally Assisted 

Magnetic Recording,” IEEE Trans. Magn., Vol. 47, No. 10, pp. 2375-2378, Oct 2011. 
[4] Koji Tsushima, Kenji Miura, Hiroaki Muraoka, “Estimation of Magnetization Transition Width and Shape by 

Inverse Reciprocity,” IEEE Trans. Magn., Vol. 47, No. 10, pp. 3000-3003, Oct. 2011. 
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ミリ波・テラヘルツ波帯電子デバイスの創出と 
その情報通信への応用に関する研究 

 

超ブロードバンドデバイス・システム研究分野 教 授 �� �� 

         ��高速デバイス研究分野 �教授 �光 �� 

 
＜研究室の��� 
本研究分野では，いまだ未開拓な電磁波領域であるミリ波・テラヘルツ波帯の技術を開拓し，次

世代の情報通信・計測システムへ応用することを目的として，半導体へテロ接合構造内に凝集した

二次元電子系の分散特性や緩和応答を利用した新しい集積型のミリ波・テラヘルツ波電子デバイス

の創出と，それらを応用した超ブロードバンド信号処理技術に関する研究開発を推進している。 
 

＜2011 ��の����� 
１．超ブロードバンドデバイス・システム研究分野 

未踏テラヘルツ電磁波領域の技術を開拓するために、新材料・新構造・新原理を駆使した新しい

テラヘルツ帯電子デバイス・回路システムの創出と、それらの情報通信・計測システムへの応用

に関する研究を推進している。今年度は、第一に、質量消失効果等の特異なキャリア輸送特性を

有する新材料グラフェンを研究対象とし、SiCN および DLC (diamond-like carbon)をゲートスタ

ック材料として導入した新構造グラフェンチャネル FET をナノ・スピン実験施設で試作し、優れ

たゲート変調動作を確認した。第二に、光学励起したグラフェンにおけるテラヘルツ帯反転分布・

誘導放出に関する理論予測の観測・実証に成功するとともに、グラフェン品質に依存するキャリ

ア輸送特性とテラヘルツ帯利得特性の関係を明らかにした。 
 

   

グラフェンの超高速光電子デバイス応用、および化合物半導体のテラヘルツプラズモン共鳴 

(左： 光学励起グラフェンのテラヘルツ誘導放出と利得スペクトル特性、中： グラフェン FET による相補型  

インバータ論理動作、右： InP 系 HEMT におけるプラズモン共鳴による室温コヒーレントテラヘルツ放射) 

２．極限高速電子デバイス研究分野 

ミリ波からサブミリ波へ，電子デバイスの動作速度の極限を追求すると共に，それらの特性を活

かした集積回路応用を目指した研究を推進している。2011 年度は，InGaAs 系高電子移動度トラ

ンジスタ（HEMT）において，SiCN を鋳型として用いた T 型ゲート作製プロセスを構築し，電

極による寄生遅延成分の影響を系統的に評価することに成功した。また，GaN 系 HEMT の作製

プロセスを立ち上げ，高速かつ高耐圧なミリ波帯トランジスタを目指して開発を進めている。 
 
＜���� 
教 授 尾辻 泰一（2005 年より） 
准教授 末光 哲也（2006 年より） 
助 教 佐藤 昭 （2010 年より） 
産学官連携研究員 鷹林 将  
JSPS 外国人特別研究員 BOUBANBA TOMBET Stephane Albon     秘 書 上野 佳代 
 
＜������� 
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本研究の目標は、大規模自然災害時に威力を発揮するリアルタイム画像生成合成開口レーダ

（SAR : Synthetic Aperture Radar）システムの開発である。 

今年度は、国土交通省の委託研究 3 年目の目標である (1)アンテナ/ジンバルの追尾制御系の地

上試験、(2)Live SAR の画像ソフトウェア、ユーザーインターフェイスの開発を、他大学および企

業の研究者・技術者との共同研究として進める。また、通研共同プロジェクト研究会を開催し、航

空機搭載 SARの民生応用について、全国の大学・企業の研究者と討論を行う。 

 

＜2011 年度の��成�� 
1．平成 23年度国土交通省委託研究の遂行 (参考文献 1-4参照) 

水害等の大規模自然災害時の河川・道路・鉄道・電力・港湾の施設等の防災監視や救助活動の初

動対応に威力を発揮でき、有人・無人の航空機・ヘリコプタに搭載可能な小型軽量の高分解能・高

画質 SAR のハードおよびソフト開発が本委託研究の目標である。平成 21 年度より採択された国土

交通省の委託研究「リアルタイム画像生成 SARシステムの実用化に関する技術開発」（研究代表者：

犬竹正明）の 3年目の開発項目を以下のように遂行した。 

 

2. リアルタイム画像レーダ“Live SAR”の追尾制御試験とソフトウェア開発 

H22年度に完成したリアルタイム画像レーダ “Live SAR” （図 1（左）参照）のロゴを作成した（図

1（上）参照）。Live SARはスポットライト SARであり、GPSおよび IMU（慣性センサー）を用いて、マイ

クロ波ビームを、適宜、観測基準点に向け続ける（追尾制御）必要がある。H23 年度は Live SAR

試験用架台を製作し、車に搭載して追尾制御試験を実施した。GPS と IMUから求めた車の位置と予

図 2 Live SAR のユーザーインターフェイス 

 

 

図 1 (上) Live SAR のロゴ、

(左)アンテナ/ ジンバル系  
(質量 10kg) 

 

め設定した観測基準点位置座標とから計算した方位角と、ジンバル回転角度の計測値と比較した。

その結果、両者はよく一致し、追尾制御が首尾よくなされていることが確認できた。  

また、Live SAR の画像生成、ポーラーフォーマット、オートフォーカスなどのソフトウェア開発、および、図

2 に示すユーザーインターフェイスを開発した。航空機の進行方向両側の扇形領域内の任意の観測基準

点を指定すると、その周辺の SAR 画像をある空間分解能(選択可能)で収集することができる。 

 

3．民生用 SARに関する通研共同プロジェクト研究会の開催 

 平成 24 年 2 月 2 日、通研共同プロジェクト研究会(代表者：間瀬淳九大特任教授)を IEEE GRSS 

(Geo-science and Remote Sensing Society)の協賛で開催した。(i）「国土交通省の災害対応―東日

本大震災における災害ヘリの活動を中心に」の講演で、夜間時や悪天候時の SAR を利用した防災情報

把握の重要性が強調された。(ii）「Pi-SAR-L を用いたタイ洪水状況の監視」の講演、 (iii）航空機機

内に容易に持ち込み可能な小型軽量合成開口レーダ “AT-SAR”、(iv) 国交省河川局委託研究として開

発中のリアルタイム SAR“Live SAR”およびソフトウェア”SAR tools”の開発結果、およびその他

の講演があった。大学や関連企業からの参加者 50名余による活発な意見交換が行われ、民生用 SAR

開発に関する全国的産学連携ネットワークを構築できた。 
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(Geo-science and Remote Sensing Society)の協賛で開催した。(i）「国土交通省の災害対応―東日

本大震災における災害ヘリの活動を中心に」の講演で、夜間時や悪天候時の SAR を利用した防災情報

把握の重要性が強調された。(ii）「Pi-SAR-L を用いたタイ洪水状況の監視」の講演、 (iii）航空機機

内に容易に持ち込み可能な小型軽量合成開口レーダ “AT-SAR”、(iv) 国交省河川局委託研究として開

発中のリアルタイム SAR“Live SAR”およびソフトウェア”SAR tools”の開発結果、およびその他

の講演があった。大学や関連企業からの参加者 50名余による活発な意見交換が行われ、民生用 SAR

開発に関する全国的産学連携ネットワークを構築できた。 
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３．３ 人間情報システム研究部門の目標と成果 
 

情報通信システムの高度化のためには，人間の情報処理過程の仕組みの解明とその応用，

いつでも・どこでも通信できる環境の実現が重要である．本部門は，生体情報生成の解明、

音声・視覚を中心とした人間情報処理過程の解明を進め、情報通信環境の最適化を行うこ

とにより，人間に‘よりフレンドリー’な高度情報通信システムを実現するための要素技

術とシステム技術開発を目標としている。 

この目標達成のため，本部門は次の 4 研究分野で研究を進めている：(1) 生体と情報通

信環境について有用な情報の創成と制御システム実現を目指す生体電磁情報研究分野、 

(2) 聴覚認識情報処理過程の解明と高次音環境及びマルチモーダル情報の認識・符号化・

提示システムの研究開発を行う先端音情報システム研究分野、(3) 視覚を中心とした脳の

情報処理機構の解明と視環境・情報環境評価などの応用的展開の研究を行う高次視覚情報

システム研究分野、(4)いつでも何処でもユビキタスに通信手法を意識することなく通信で

きる環境の実現を目指すユビキタス通信システム研究分野。 

2011 年度の各分野の研究目標と成果の概要を以下に示す。 

 

(1) 生体電磁情報研究分野 

(目標)磁気的微細構造を制御した磁性体を利用し、磁気が本質的に有する特徴を活かした

デバイスを開発することで、生体あるいは電気機器の発する電磁界を情報として捕らえる

ための超高感度センサ並びにシステムの確立、ならびに生体情報を能動的に取得するため

のシステムの確立を目指して研究を遂行した。 

(成果)超高感度センシングシステムに関して、その感度を決定づける最も重要な要因が磁

性薄膜の異方性であることを明確化するとともに、異方性の制御手法として材料の熱膨張

係数の差を利用した手法を提案し、そのメカニズムに関する検討を行った。また、高周波

磁界計測プローブの開発においては、空間分解能を１桁向上させ、磁気記録ヘッド周辺磁

界分布の３次元可視化への道筋を開いた。外部から磁界を与えて動作させる磁気アクチュ

エータに関しては、生物模倣アクチュエータに関する検討を進めるとともに、磁気アクチ

ュエータを利用したワイヤレスポンプが人工補助心臓ポンプに要求される仕様を満足しう

ることを確かめ、さらに動物実験により皮下に埋設した状態での特性を評価することでそ

の有用性を明確化した。 

 

(2) 先端音情報システム研究分野 

�目標�ヒトの最重要情報処理過程の一つである聴覚系の情報処理過程と，聴覚を含む複

合感覚情報処理過程を明らかにするとともに，その知見を応用して，臨場感あふれる音響

通信システムやユーザインターフェイス等の開発を行っている。 

�成果�将来のマルチモーダル，マルチメディア通信システムの実現に重要な人間のマル

チモーダル知覚情報処理過程を，特に，異なった感覚情報の時空間統合の観点から明らか

にする研究を強力に進めている．本年度は，高次感性情報の評価指標である迫真性と臨場

感の規定因を明らかにするとともに，マルチモーダル感覚情報を入力とした迫真性と臨場

感の数理モデルを提案した．また，3次元音空間制御手法についても研究を進め，その鍵と

なる頭部伝達関数(HRTF)に関して，仰角方法の知覚手がかりを明らかにした．さらに，100ch

以上の超多チャネル高次アンビソニックス(HOA)による収音・再生システム，252chの超多

チャネル両耳聴収音システムSENZIを開発した． 

 

 

(�) 高次視覚情報�ステム研究�野 
（目標）人間の視覚に関する脳内の情報処理機構を解明する事により，人間に適した視環

境・情報環境の設計や，情報機器の評価などの応用的展開を目標として研究を行っている． 
（成果）平成２３年度は，視覚刺激の点滅により誘発される脳波（定常的視覚誘発電位：

SSVEP）の振幅と位相同期の特性を被験者の課題成績と対比させて調べる事により，視線

とは独立に移動させられる視覚的注意の移動に関する研究を行った．その結果，注意によ

る神経活動の位相同期度が視覚的注意の神経基盤と深く関連している事を明らかにした，

また，左右眼における網膜像の速度差により奥行き情報を処理する機構が，初期視覚にお

ける運動検出処理および両眼視差検出処理を基礎としていることを，心理物理学および計

算モデルを用いて明らかにした．さらに，脳内における色と運動の情報の結合について，

機能的 MRI（fMRI）によって測定した脳活動データを解析する事により調べた．その結

果，知覚と特に密接な信号は第２次／第３次視覚野にすでに存在する事が確認されたが，

高次メカニズムのフィードバックの影響について，さらに研究を進めて特定する必要があ

る事も明らかになった． 
 

(�)ユビキタス通信�ステム 

(目標) ユビキタス通信の目標は誰とでも、どこでも、何時でも通信手段を意識することな

く通信出来る通信環境を実現することである。この目標実現のために、(1) マルチ Gbps の

通信を屋内で自由に利用できるスーパ・ブロード・バンド通信の核となる技術を研究開発

する。また、(2)ユビキタスにセンサ情報を送信できる広域(～10 km)センサネットワーク

の研究開発を進める。また、これを国際標準とすべく IEEE での国際標準化に貢献する。 

(成果) 本年度の主な研究成果は(i)実用可能なレベルの 60GHz 帯ビームフォーミングアン

テナの試作・開発に成功、(ii) 実用可能なレベルに近い 60 GHz 電力増幅器及び移相器の

試作・開発に成功、(iii)屋内通信の不通信確率を従来の 1/10 以下に低減する技術を開発

し、屋内スーパ・ブロード・バンド通信の実用展開に大きく貢献、また、平常時はユビキ

タスにセンサ情報を送信できる広域(～10 km)センサネットワークとして、非常時は防災ネ

ットワークとして使用できる ISWAN(Integrated Services Wireless Wide Area Networks)

を提案し、これを国際標準とすべく IEEE での国際標準化に貢献した。   
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３．３ 人間情報システム研究部門の目標と成果 
 

情報通信システムの高度化のためには，人間の情報処理過程の仕組みの解明とその応用，

いつでも・どこでも通信できる環境の実現が重要である．本部門は，生体情報生成の解明、

音声・視覚を中心とした人間情報処理過程の解明を進め、情報通信環境の最適化を行うこ

とにより，人間に‘よりフレンドリー’な高度情報通信システムを実現するための要素技

術とシステム技術開発を目標としている。 

この目標達成のため，本部門は次の 4 研究分野で研究を進めている：(1) 生体と情報通

信環境について有用な情報の創成と制御システム実現を目指す生体電磁情報研究分野、 

(2) 聴覚認識情報処理過程の解明と高次音環境及びマルチモーダル情報の認識・符号化・

提示システムの研究開発を行う先端音情報システム研究分野、(3) 視覚を中心とした脳の

情報処理機構の解明と視環境・情報環境評価などの応用的展開の研究を行う高次視覚情報

システム研究分野、(4)いつでも何処でもユビキタスに通信手法を意識することなく通信で

きる環境の実現を目指すユビキタス通信システム研究分野。 

2011 年度の各分野の研究目標と成果の概要を以下に示す。 

 

(1) 生体電磁情報研究分野 

(目標)磁気的微細構造を制御した磁性体を利用し、磁気が本質的に有する特徴を活かした

デバイスを開発することで、生体あるいは電気機器の発する電磁界を情報として捕らえる

ための超高感度センサ並びにシステムの確立、ならびに生体情報を能動的に取得するため

のシステムの確立を目指して研究を遂行した。 

(成果)超高感度センシングシステムに関して、その感度を決定づける最も重要な要因が磁

性薄膜の異方性であることを明確化するとともに、異方性の制御手法として材料の熱膨張

係数の差を利用した手法を提案し、そのメカニズムに関する検討を行った。また、高周波

磁界計測プローブの開発においては、空間分解能を１桁向上させ、磁気記録ヘッド周辺磁

界分布の３次元可視化への道筋を開いた。外部から磁界を与えて動作させる磁気アクチュ

エータに関しては、生物模倣アクチュエータに関する検討を進めるとともに、磁気アクチ

ュエータを利用したワイヤレスポンプが人工補助心臓ポンプに要求される仕様を満足しう

ることを確かめ、さらに動物実験により皮下に埋設した状態での特性を評価することでそ

の有用性を明確化した。 

 

(2) 先端音情報システム研究分野 

�目標�ヒトの最重要情報処理過程の一つである聴覚系の情報処理過程と，聴覚を含む複

合感覚情報処理過程を明らかにするとともに，その知見を応用して，臨場感あふれる音響

通信システムやユーザインターフェイス等の開発を行っている。 

�成果�将来のマルチモーダル，マルチメディア通信システムの実現に重要な人間のマル

チモーダル知覚情報処理過程を，特に，異なった感覚情報の時空間統合の観点から明らか

にする研究を強力に進めている．本年度は，高次感性情報の評価指標である迫真性と臨場

感の規定因を明らかにするとともに，マルチモーダル感覚情報を入力とした迫真性と臨場

感の数理モデルを提案した．また，3次元音空間制御手法についても研究を進め，その鍵と

なる頭部伝達関数(HRTF)に関して，仰角方法の知覚手がかりを明らかにした．さらに，100ch

以上の超多チャネル高次アンビソニックス(HOA)による収音・再生システム，252chの超多

チャネル両耳聴収音システムSENZIを開発した． 

 

 

(�) 高次視覚情報�ステム研究�野 
（目標）人間の視覚に関する脳内の情報処理機構を解明する事により，人間に適した視環

境・情報環境の設計や，情報機器の評価などの応用的展開を目標として研究を行っている． 
（成果）平成２３年度は，視覚刺激の点滅により誘発される脳波（定常的視覚誘発電位：

SSVEP）の振幅と位相同期の特性を被験者の課題成績と対比させて調べる事により，視線

とは独立に移動させられる視覚的注意の移動に関する研究を行った．その結果，注意によ

る神経活動の位相同期度が視覚的注意の神経基盤と深く関連している事を明らかにした，

また，左右眼における網膜像の速度差により奥行き情報を処理する機構が，初期視覚にお

ける運動検出処理および両眼視差検出処理を基礎としていることを，心理物理学および計

算モデルを用いて明らかにした．さらに，脳内における色と運動の情報の結合について，

機能的 MRI（fMRI）によって測定した脳活動データを解析する事により調べた．その結

果，知覚と特に密接な信号は第２次／第３次視覚野にすでに存在する事が確認されたが，

高次メカニズムのフィードバックの影響について，さらに研究を進めて特定する必要があ

る事も明らかになった． 
 

(�)ユビキタス通信�ステム 

(目標) ユビキタス通信の目標は誰とでも、どこでも、何時でも通信手段を意識することな

く通信出来る通信環境を実現することである。この目標実現のために、(1) マルチ Gbps の

通信を屋内で自由に利用できるスーパ・ブロード・バンド通信の核となる技術を研究開発

する。また、(2)ユビキタスにセンサ情報を送信できる広域(～10 km)センサネットワーク

の研究開発を進める。また、これを国際標準とすべく IEEE での国際標準化に貢献する。 

(成果) 本年度の主な研究成果は(i)実用可能なレベルの 60GHz 帯ビームフォーミングアン

テナの試作・開発に成功、(ii) 実用可能なレベルに近い 60 GHz 電力増幅器及び移相器の

試作・開発に成功、(iii)屋内通信の不通信確率を従来の 1/10 以下に低減する技術を開発

し、屋内スーパ・ブロード・バンド通信の実用展開に大きく貢献、また、平常時はユビキ

タスにセンサ情報を送信できる広域(～10 km)センサネットワークとして、非常時は防災ネ

ットワークとして使用できる ISWAN(Integrated Services Wireless Wide Area Networks)

を提案し、これを国際標準とすべく IEEE での国際標準化に貢献した。   
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生体との良好なコミュニケーションを目指して 

  

 
 図 1 高感度薄膜磁界センサ      図 2 カプセル内視鏡駆動用磁気アクチュエータ
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＜研究�の��� 
磁気的微細構造を制御した磁性体を利用し、磁気が本質的に有する特徴を活かしたデバイスを開

発することで、生体あるいは電気機器の発する電磁界を情報として捕らえるための超高感度センサ

並びにシステムの確立、ならびに生体情報を能動的に取得するためのシステムの確立を目指して研

究を遂行する。これらの研究を通じて、生体の発する情報を受け取る技術ならびに生体に対して働

きかけを行う技術の確立を目指す。 
 

＜2011��の�な��� 
１． 異方性を制御した磁性薄膜を利用した新たな磁気デバイスの提案とセンサ応用 
 当分野が継続的に行っている超高感度センサ研究において、特に磁性薄膜の磁気異方性を制御す

るための新たな手法の提案を行い、その原理について検討した。 
２． 高周波磁界計測に関する研究 
 磁性ガーネットを用いることで金属部品を非測定磁界近傍から排除できる新しい高周波磁界計

測プローブの開発を行い、1 ミクロン以下の空間分解能を達成した[2][7][9]。 
３． 三次元位置検出システムに関する研究 

磁気マーカーの三次元位置を高速高精度で検出するシステムの開発を行い、計測精度とセンシン

グコイルアレイ設計の関連について新しい知見を得た[5]。 
４． 磁気アクチュエータに関する研究 

生物の動きを規範とする磁気アクチュエータに関する検討を行い、単純な構造で高度な動きを実

現するアクチュエータを提案し、その動作メカニズムを検討した[1][4] [8]。 
５． 次世代医療機器に関する研究 
 ワイヤレスで動作する磁気アクチュエータの特徴を生かし、生体内で動作する医療機器に関する

検討を開始しており、特に補助人工心臓用ポンプに的を絞って検討している[6]。 
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＜研究�の��� 
本分野の研究目標は，人間の知覚情報処理系の中で最重要な情報処理過程の一つである“聴覚”

における情報処理過程を明らかにすることである．さらに，聴覚情報と視覚・体性感覚情報とのマ

ルチモーダル処理過程についても研究を行っている．これらの知見を応用し，高度な音響情報通信

システムやユーザインターフェース，さらには臨場感にあふれ快適な 3次元音空間表現を実現する． 
 

＜2011�度の�な��� 
１． 聴覚および聴覚を含むマルチモーダル感覚情報処理過程の解明 

人間は複数の感覚情報を統合並列処理することで外界をより安定・正確に認識している．本分野

ではマルチモーダル感覚情報処理過程における聴覚情報の役割に着目して研究を進めている．本年

度は，2009 年度に発見した聴覚誘導性視運動知覚（sound induced visual motion：SIVM，移動する聴

覚刺激によって静止している視覚点滅刺激が動いて見える現象）の生起要因を明らかにした[1]ほか，

マルチモーダルコンテンツに対して知覚される迫真性，臨場感といった高次感性情報の規定因を解

明し，その知覚数理モデルを構築した． 
２． 3 次元音空間認識と制御・再現手法の研究 

音空間認識時には，頭部の形状に基づく頭部伝達関数が特に音像定位に大きな役割を果たす．本

年度は仰角方向の音像定位の様相を知覚実験により詳細に検討した．その結果，頭部伝達関数の大

局的な形状に基づくレベル変化が手がかりとなることが明らかとなった．また，多チャネルマイク
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様々な感覚器官から入
力される情報を，能動
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とで，外界を認知する．
 ➨ その仕組みを解明 

視聴覚情報，体性感覚情報等を 
総合的に正しく再現することに 
より，臨場感にあふれ，人にや 
さしい空間表現を実現する． 
➨ 高度な空間情報提示装置を開発

ロホンやスピーカを用いた音空間制御・提示手法についての研究も進めている（例えば[2～4]）． 
３． 次世代ユニバーサルコミュニケーションシステムの開発 

聴覚情報を適切に補償し提示するユニバーサルコミュニケーションシステムは，高齢化社会と

なった現在においてその重要性は極めて高い．本年度は，補聴器の両耳装用を念頭にし，人間の

選択的両耳聴取能を積極的に利用した新しい音声聴取支援アルゴリズムを開発した[5]  
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＜��室の��� 
人間の脳機能は，環境に柔軟に適応できるシステムによって実現されている．このような脳機能

を知ることは，工学を含め我々を取り巻く環境のデザインや評価にとってもっとも重要な課題のひ

とつである．本研究分野では，脳機能について特に視覚系の働きの研究から探求し，その成果を情

報通信における人間工学，画像工学などへ展開することを目的としている．人間の視覚特性を知る

ための心理物理学的実験を中心に脳機能測定やコンピュータビジョン的アプローチを利用して，視

覚による立体認識，運動認識、色認識、注意や眼球運動による選択機構の研究を行っている． 

＜2011 ��の����� 
１． 脳波を用いた注意移動の計測 
 注意が移動するときの時間特性を定常的視覚誘発電位（SSVEP, Steady state visual evoked potential）
の信号の振幅と位相の２つの指標で測定できることを明らかにした。我々は注意移動の時間特性を

行動指標と比較し，SSVEP の振幅増加と位相同期それぞれと定量的な比較を可能とした。その結果

から，位相同期が振幅増大に先立つこと，また位相同期度の時間変化が課題遂行に対する行動指標

の時間変化とも一致することを明らかにした。これは，注意の神経生理学的モデルとして，神経細

胞間の活動の位相同期を支持する重要な知見である。 
２． 奥行運動検出過程のモデル化 
 ３次元の動き，奥行運動を見るために働く脳内機構には複数の処理系がある．我々は，それらの

中の両眼の網膜像の速度の違い（両眼間速度差）と両眼視差時間変化に注目し，それぞれが初期視

覚における運動検出処理および両眼視差検出処理に基礎をおくことをモデル化し，実験結果を説明

 
ものの見え方は様々な要因で変化し，画像や環境のどこを見るかで視覚情報の効果は変わる．それ

らを予測するためには，視覚の特性を理解しモデルを構築する必要がある。それらの研究に基づき，

真の視覚コミュニケーションが実現できる． 
 

することに成功した。３次元対象の運動に対する処理過程の詳細を理解する上で重要な知見である． 
３． 脳内における視覚特徴の情報表現 
 視覚情報は脳内で色や形状，動きなどの情報に分類されるが，最終的に統合された知覚を得てい

る．その情報の流れや，要素情報である色情報の脳内での表現形式について，機能的 MRIイメージ

ングによるデータを分類解析する方法によって調べた． 
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准教授 栗木 一郎（2006年より） 

助 教 松宮 一道（2005年より）、徳永 留美（2010年より） 
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Super Broadband Wireless System �� ISWAN の実現 
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ユビキタス通信の目標は何時でも、どこでも、誰とでも通信手段を意識することなく通信出来る通信

環境を実現することです。この目標実現のために、マルチ Gbps の通信を自由に利用できるスーパ・ブ

ロード・バンド通信の核となる技術を研究開発しています。これらは、伝搬特性、アンテナ、RFデバイ

ス、変復調・誤り訂正、制御ソフトからシステムの研究開発まで、通信システム全体を研究の対象とし

ています。また、災害時には防災通信ネットワークとしても使用できる広域センサネットワークの開発

を進め、IEEE標準化に提案するとともに、日本発技術の国際(IEEE)標準化にも大きく貢献します。 

＜2011 �������� 

コア技術の研究・開発を進め 60GHz帯を使用したスーパ・ブロード・バンド通信の実用展開に大きく前

進。また、900MHz, 2.4GHz帯を使用した “耐災害用超低速無線通信(ISWAN: Integrated Services Wide 

Area Wireless Networks)”を IEEE802.15.4K国際標準委員会に提案。 

1) 実用可能なレ�ルの 60GHz帯ビームフォーミングモジュールの試作・開発に�� 
研究室で開発した 3 種のキーテクノロジーである“離散的(90 度ステップ) 位相制御ダブルスロット

アレイアンテナ”、“小電力 CMOS RF アンプ”、“低損失な移相器”を接続した 60GHz 帯ビームフ

ォーミングモジュール(図 1)を試作し、ビーム走査が可能であることを明らかにしました(図 2)。 
2) 屋�通信の通信���を�来の 1/18 ��に低�する技術を開発 

意図的な反射体の設置とこれからの反射波を用いて通信する方式を提案し、種々の部屋サイズにお

               

  
図 1 ビームフォーミング受信モジュール         図 2 受信モジュールアンテナビームパターン 

 
         図 3 ワイヤレス・ハーネスシステム           図 4 ISWAN (耐災害用超低速無線通信) 

ける通信断確率改善効果の一般化の研究を進め、通信断確率を反射体数:1 で 1/4 以下、反射体数:2
で 1/18 以下にできる見通しを得ました。また反射体の数、回線断確率及び部屋サイズから、必要な

反射体の大きさ、改善率が一時に得られる実用的な設計チャートを完成させました。 
3) 高信頼ワイヤレス・ハーネスシステムの実現 

電波ホース（金属メッキされたホース）を用いたワイヤレス・ハーネスシステム(図 3)は現在の有線

方式よりも軽量・高信頼で高速な自動車内通信を実現することができることを実証しました。また、

通信方式としては、電波ホース用チャネルモデルを開発し、シングルキャリアに高利得な誤り訂正

(FEC)を用いることにより、OFDM は勿論、等化器も不要であることを明らかにしました。 

4) IEEE 標準化に貢献 
IEEE802 国際標準規格化会合において、IEEE802.11ad(ミリ波無線 LAN 標準規格 )、及び

IEEE802.15.4K へ技術提案を行い、標準化に貢献しました(図 4)。 
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准教授 中瀬 博之（2008 年より） 
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研究開発, 製造, 品質保証, 国際標準化, 製品開発, マーケティング、販売, 人材の採用, 経理, 日本及び米

国にまたがる技術開発センタ, 会社の設立から経営と幅広いクロス・カルチヤラルマネジメントで数多くの

成功体験を有するマネージャかつ研究・技術者。 

�����������: A. �����������を������������������: (i) 衛星 TDMA 通

信技術(世界初の汎用的に適用可能な ASIC の開発による巨大システムの LSI 化に成功(1986 年)), (ii)  PHS 

ベースバンド技術：6 dB 受信感度の高い PHS 用ベースバンドチップの開発, 世界最小電力の ADPCM Codec

の開発、また世界初の２V動作CMOS SOC (実用LSIとしては世界初)による最少消費電力ASICの実現(1994

年時), B.��������(IS-136(米国第 2 世代携帯電話)), PHS 用コア ASIC の開発から携帯電話製造・販売まで

行い、日米で自らが開発・製造した携帯電話を使用。C. 世界で最も進んだ国内用TDMA��������を 3世

代にわたり, システム設計, 装置設計・開発、導入までを実現。D. ���で 39 ��� ASIC を������で

��, E. 2005 年からミリ波通信方式の研究開発及び国際標準化活動のリード,  

1977 年 3 月 東北大学大学院工学研究科電気及び通信工学専攻博士課程修了(工博)、発表論文 200 件以上、

取得特許 90 件以上 (内 1 件は米国 DOD 標準となる(1998)),  IEEE および電子情報通信学会フエロー。 
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３．４ システム・ソフトウェア研究部門の目標と成果 

 
 
 システム･ソフトウェア研究部門は「だれもが、いつでも、どこからでも、だれとで

も、どんな情報でも」自由にしかもリアルタイムでコミュニケーションできるユビキ

タス環境の構築を目的としている。そこで本部門は、通信とコンピュータを融合した

高度なシステム・ソフトウェア・コンテンツに関して高信頼・高機能ソフトウェアの

研究を行うソフトウェア構成研究室、新しいソフトウェアの基礎理論の研究を行うコ

ンピューティング情報理論研究室、共生コンピューティングの研究を行うコミュニケ

ーションネットワーク研究室、インタラクティブコンテンツを実現するための技術の

研究を行う情報コンテンツ研究室の４基幹研究室と情報社会構造研究室（客員）から

構成される。以下、基幹研究室における 2010 年度の研究活動成果の概要を述べる。 
 
（１）ソフトウェア構成研究室 

高信頼プログラミング言語の基礎理論および実装技術の確立，さらに基礎研究成果を

活かした次世代プログラミング言語の実現を目指し，理論と実践の両面から研究を行

ってきた．基礎理論の研究では，木構造を走査する並列計算の導出のための多相型に

基づく基礎理論を整備し，特に木構造間の変換について，それが効率良く並列計算で

きるための興味深い十分条件を得た．実践的側面では，本研究分野で推進している次

世代高信頼プログラミング言語 SML#の開発を進め，関数型言語における完全な分割コ

ンパイル方式とそのインターフェース言語を設計し，実装を行った．また，これまで

の研究開発を集成し，ネイティブスレッド対応やデータベースとの統合など，ほぼ完

全な機能を有する SML#0.90 版をリリースした． 

 

（２）コンピューティング情報理論研究室 

  定理自動証明手法にもとづくプログラム変換の検証を目的として、変換パターンを

もちいたプログラム自動変換の研究を進めた。自然帰納的定理の概念を与えることに

より、高階プログラムに変換パターンを適用するための十分条件を明らかにした。近

年、多くの停止性の自動検証器が提案されているが、合流性の自動検証器はほとんど

知られていない。そこで、いくつかの分解統合手法にもとづいて、項書き換えシステ

ムの合流性検証器 ACP の開発を進めた。また、永続性や減少ダイアグラム法をもちい

た、合流性自動証明の新しい手法を実現した。 

 

（３）コミュニケーションネットワーク研究室 

  マルチエージェント組織の発展的動作制御のためのエージェント動作特性観測機

能を検討し、リポジトリ型マルチエージェントフレームワークを利用した設機能検証

を行った。また、エージェント指向ネットワーク管理技術の研究として、能動的情報

資源を適用したネットワーク状態情報の自律分散的観測手法、エージェント指向ネッ

トワーク管理支援システムのための実装基盤などを新たに提案した。更に、マルチエ

ージェント応用では、スマートホームなどの基盤となるエージェント指向センサーネ

ットワークやマルチエージェント型マイクログリッド等に関する研究を推進した。 

（４）情報コンテンツ研究室 

人との相互作用によって新たな価値を創造するインタラクティブなコンテンツに

関して、それらを実現するさまざまな技術に関する研究に取り組んだ。まず、3 次元

バーチャル物体を複数の人と共有してインタラクティブに操作するマルチタッチ方

式のインタフェースを提案した。また、画面に収まりきらない大規模の情報コンテ

ンツを効率よく利用するための新しい方式として、撓みのメタファを導入した新し

いインタフェースを提案した。そして、複数ディスプレイ環境をシームレスにかつ

柔軟に利用するため、モバイルプロジェクタを導入したシステムに関して検討を行

った。さらに、様々な情報コンテンツの提示と人のコミュニケーションの質との間

の関係を調べるため、壁面や床ディスプレイ、移動型ディスプレイ、音響スピーカ

ー等によって構成されるメディア空間の試作を開始した。 
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能を検討し、リポジトリ型マルチエージェントフレームワークを利用した設機能検証

を行った。また、エージェント指向ネットワーク管理技術の研究として、能動的情報

資源を適用したネットワーク状態情報の自律分散的観測手法、エージェント指向ネッ

トワーク管理支援システムのための実装基盤などを新たに提案した。更に、マルチエ

ージェント応用では、スマートホームなどの基盤となるエージェント指向センサーネ

ットワークやマルチエージェント型マイクログリッド等に関する研究を推進した。 

（４）情報コンテンツ研究室 

人との相互作用によって新たな価値を創造するインタラクティブなコンテンツに

関して、それらを実現するさまざまな技術に関する研究に取り組んだ。まず、3 次元

バーチャル物体を複数の人と共有してインタラクティブに操作するマルチタッチ方

式のインタフェースを提案した。また、画面に収まりきらない大規模の情報コンテ

ンツを効率よく利用するための新しい方式として、撓みのメタファを導入した新し

いインタフェースを提案した。そして、複数ディスプレイ環境をシームレスにかつ

柔軟に利用するため、モバイルプロジェクタを導入したシステムに関して検討を行

った。さらに、様々な情報コンテンツの提示と人のコミュニケーションの質との間

の関係を調べるため、壁面や床ディスプレイ、移動型ディスプレイ、音響スピーカ

ー等によって構成されるメディア空間の試作を開始した。 
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図１：SML#による高信頼言語と既存言語を統合した次世代プログラミング環境の実現
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＜���の��� 
今実現しつつある高度情報化社会が，従来通りの信頼性と安全性を確保しながら発展していくた

めには，高信頼ソフトを効率よく構築する技術の確立が必須である．高信頼プログラミング言語の

開発は，その中核をなす重要な課題である．そこで，当研究室では，高信頼プログラミング言語の

基礎理論および実装技術の研究，さらに，基礎研究成果を活かした次世代プログラミング言語の実

現を目指している．具体的には，これまでに我々の基礎研究によって得られたレコード多相性など

の先端機能を装備した次世代高信頼プログラミング言語 SML#の開発を進めるとともに，より堅牢

で信頼性の高いソフトウェア構築原理の確立を目指し，コンパイルの論理学的基礎の確立，低レベ

ルコードの検証理論の構築，高信頼コンポーネントフレームワークのための型理論の構築などの基

礎研究を進めている． 
  

＜2011��の����� 
１． SML#コンパイラの開発 
SML#は，当研究室で設計・開発を推進している高信頼プログラミング言語であり，以下の特徴を

持つ． 
(1) 多相型レコード演算やランク１多相性等の先端機能を初めて実現 
(2) C などの既存言語やデータベースなどのシステムとの高い相互運用性 
(3) Standard ML と上位互換性を持つ 

これらの特長および SML#コンパイラに含まれる諸機能は，我々の基礎研究成果によって可能とな

った最先端のものと評価されている．本年度は，(1) POSIX スレッドに対応したネイティブスレッ

ドのサポート、(2) オブジェクトを移動しないビットマップマーキングごみ集め方式のマルチスレ

ッド対応、(3) ML 系言語における真の分割コンパイルを実現するためのコンパイル方式およびその

インターフェイス言語などを新たに開発・実装した。また、上記を含むこれまでの研究開発成果を

集成して SML#コンパイラ全体を再構成し、対話環境を除いてほぼ完全な機能を持つ SML#0.90 版

をリリースした。SML#コンパイラはオープンソースソフトウェアとして公開されており，当研究

室の Web サイトからダウンロードすることができる． 
 

２． 並列計算プログラムの系統的な導出 
 近年，汎用の計算機も複数のコアを持つことが普通になっており，一般のプログラマが並列計算

の恩恵を受けられる状況になっている．しかし，効率の良い並列計算プログラムの構築は，逐次プ

ログラムの場合に比べ遙かに難しく，多くのプログラマの手に余る．この状況を背景に，我々は並

列プログラムの系統的な構成について基礎的な研究をしてきた．  
 本年度には，木構造を走査する効率良い並列プログラムと木構造を格納する自己平衡木に対する

ボトムアップの計算との対応を多相型の理論を基に示し，またこの対応に基づいて並列プログラム

が系統的に導出できることを示した．また，これに加え，配列を走査するプログラムが分割統治計

算できる必要十分条件として知られていた「第三準同型定理」について，その双対および木構造へ

の一般化が，関係を基にした定式化によって自明に得られることも示した． 

 

＜���� 
教 授 大堀 淳（1995 年より） 
助 教 上野 雄大，森畑 明昌 
秘 書 寒河江 香子 
 
＜������� 
大堀 淳 １９５７年生．１９８１年東京大学文学部哲学科卒業．同年沖電気工業（株）入社．１９８

９年ペンシルバニア大学大学院計算機・情報科学科博士課程修了．Ｐh．D．その後，英国王立協会特別

研究員（グラスゴー大学），沖電気工業（株）関西総合研究所特別研究室長，京都大学数理解析研究所

助教授，北陸先端科学技術大学院大学教授を経て，２００５年４月より東北大学電気通信研究所教授．

プログラミング言語およびデータベースの基礎研究に従事．１９９６年第１０回日本ＩＢＭ科学賞受賞． 
 
＜2011 ����������� 
[1] A. Morihata and K. Matsuzaki. Balanced trees inhabiting functional parallel programming. In Proceedings of the 

16th ACM SIGPLAN International Conference on Functional Programming, pp.117-128, 2011. 
[2] K. Ueno, A. Ohori, and T. Otomo. An efficient non-moving garbage collector for functional languages. In 

Proceedings of the 16th ACM SIGPLAN International Conference on Functional Programming, pp.196-208, 2011. 
[3] S.-C. Mu and A. Morihata. Generalising and dualising the third list-homomorphism theorem: functional pearl. In 

Proceedings of the 16th ACM SIGPLAN International Conference on Functional Programming, pp.385-391, 2011. 
[4] A. Ohori and K. Ueno. Making Standard ML a practical database programming language. In Proceedings of the 

16th ACM SIGPLAN International Conference on Functional Programming, pp.307-319, 2011. 
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図１：SML#による高信頼言語と既存言語を統合した次世代プログラミング環境の実現
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＜���の��� 
今実現しつつある高度情報化社会が，従来通りの信頼性と安全性を確保しながら発展していくた

めには，高信頼ソフトを効率よく構築する技術の確立が必須である．高信頼プログラミング言語の

開発は，その中核をなす重要な課題である．そこで，当研究室では，高信頼プログラミング言語の

基礎理論および実装技術の研究，さらに，基礎研究成果を活かした次世代プログラミング言語の実

現を目指している．具体的には，これまでに我々の基礎研究によって得られたレコード多相性など

の先端機能を装備した次世代高信頼プログラミング言語 SML#の開発を進めるとともに，より堅牢

で信頼性の高いソフトウェア構築原理の確立を目指し，コンパイルの論理学的基礎の確立，低レベ

ルコードの検証理論の構築，高信頼コンポーネントフレームワークのための型理論の構築などの基

礎研究を進めている． 
  

＜2011��の����� 
１． SML#コンパイラの開発 
SML#は，当研究室で設計・開発を推進している高信頼プログラミング言語であり，以下の特徴を

持つ． 
(1) 多相型レコード演算やランク１多相性等の先端機能を初めて実現 
(2) C などの既存言語やデータベースなどのシステムとの高い相互運用性 
(3) Standard ML と上位互換性を持つ 

これらの特長および SML#コンパイラに含まれる諸機能は，我々の基礎研究成果によって可能とな

った最先端のものと評価されている．本年度は，(1) POSIX スレッドに対応したネイティブスレッ

ドのサポート、(2) オブジェクトを移動しないビットマップマーキングごみ集め方式のマルチスレ

ッド対応、(3) ML 系言語における真の分割コンパイルを実現するためのコンパイル方式およびその

インターフェイス言語などを新たに開発・実装した。また、上記を含むこれまでの研究開発成果を

集成して SML#コンパイラ全体を再構成し、対話環境を除いてほぼ完全な機能を持つ SML#0.90 版

をリリースした。SML#コンパイラはオープンソースソフトウェアとして公開されており，当研究

室の Web サイトからダウンロードすることができる． 
 

２． 並列計算プログラムの系統的な導出 
 近年，汎用の計算機も複数のコアを持つことが普通になっており，一般のプログラマが並列計算

の恩恵を受けられる状況になっている．しかし，効率の良い並列計算プログラムの構築は，逐次プ

ログラムの場合に比べ遙かに難しく，多くのプログラマの手に余る．この状況を背景に，我々は並

列プログラムの系統的な構成について基礎的な研究をしてきた．  
 本年度には，木構造を走査する効率良い並列プログラムと木構造を格納する自己平衡木に対する

ボトムアップの計算との対応を多相型の理論を基に示し，またこの対応に基づいて並列プログラム

が系統的に導出できることを示した．また，これに加え，配列を走査するプログラムが分割統治計

算できる必要十分条件として知られていた「第三準同型定理」について，その双対および木構造へ

の一般化が，関係を基にした定式化によって自明に得られることも示した． 

 

＜���� 
教 授 大堀 淳（1995 年より） 
助 教 上野 雄大，森畑 明昌 
秘 書 寒河江 香子 
 
＜������� 
大堀 淳 １９５７年生．１９８１年東京大学文学部哲学科卒業．同年沖電気工業（株）入社．１９８

９年ペンシルバニア大学大学院計算機・情報科学科博士課程修了．Ｐh．D．その後，英国王立協会特別

研究員（グラスゴー大学），沖電気工業（株）関西総合研究所特別研究室長，京都大学数理解析研究所

助教授，北陸先端科学技術大学院大学教授を経て，２００５年４月より東北大学電気通信研究所教授．

プログラミング言語およびデータベースの基礎研究に従事．１９９６年第１０回日本ＩＢＭ科学賞受賞． 
 
＜2011 ����������� 
[1] A. Morihata and K. Matsuzaki. Balanced trees inhabiting functional parallel programming. In Proceedings of the 

16th ACM SIGPLAN International Conference on Functional Programming, pp.117-128, 2011. 
[2] K. Ueno, A. Ohori, and T. Otomo. An efficient non-moving garbage collector for functional languages. In 

Proceedings of the 16th ACM SIGPLAN International Conference on Functional Programming, pp.196-208, 2011. 
[3] S.-C. Mu and A. Morihata. Generalising and dualising the third list-homomorphism theorem: functional pearl. In 

Proceedings of the 16th ACM SIGPLAN International Conference on Functional Programming, pp.385-391, 2011. 
[4] A. Ohori and K. Ueno. Making Standard ML a practical database programming language. In Proceedings of the 

16th ACM SIGPLAN International Conference on Functional Programming, pp.307-319, 2011. 
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計算と証明の融合によるソフトウェア構成原理 
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＜������� 

本研究室では、証明と計算を融合した新しいソフトウェアの構成原理について研究している。ソ

フトウェアの形式的開発や検証では、ソフトウェアの効率のみでなく、その論理的な正当性も問題

となる。書き換えシステムを基礎とした計算・証明モデルは、証明の世界と計算の世界を統一的な

枠組みで取り扱えるため、新しい構成原理に基づくソフトウェアの実現が可能である。我々は、書

き換えシステムに基づく関数型言語を対象に、与えられたプログラムから効率的なプログラムへの

自動変換、仕様からのプログラム自動合成などの基礎研究を行っている。さらに高階書き換えシス

テム、プログラムの帰納的性質の自動証明法、関数・論理型言語と定理自動証明システムの融合な

ど、書き換えシステムに基づく計算・証明パラダイムの理論的および実験的研究を進めている。 
 

研究テーマ 

（１） 書き換えシステムの基礎理論    （３）関数・論理融合型言語 
（２） プログラム検証・変換・合成    （４）定理自動証明システム 

 
＜2011�������� 

1．無限項書き換えシステムの研究 

通常の書き換えシステムは有限の大きさの項を対象とするが、無限の項も考えることができ、無限

項を対象とした書き換えシステムの研究も多くの蓄積がある。無限項のなかでも有理項は有限の構

造で表現され、計算に現われるさまざまなループ構造を表現するのに適している。有理項に着目し、

 
コンピュータが扱う多くの問題では『証明の世界』と『計算の世界』の間に自然な結び付きがあります。
この結び付きをうまく用いることによって、専門知識のない人でも簡単に利用できる自動証明システム
やプログラミングシステムが実現できます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

それを対象とする書き換えシステムの研究を行った。有理項における効率的な単一化手続きを見い

出し、それを用いて無限項書き換えシステムの性質を反証する手法を考案した。 

 

2．合流性自動判定法の研究 

定理自動証明やプログラム自動検証の基盤技術である合流性自動判定システムの開発を進めた。現

在知られている複数の合流性判定法を実装するとともに、これらの判定条件が直接適用できない複

雑な項書き換えシステムに対しては、さまざまな分解手法を用いて合流性判定を行う合流性自動判

法の改良を行った。さらに、より強力な合流性判定を実現するために、永続性や減少ダイアグラム

法に基づく新しい合流性判定法を提案した。 

 

3．計算体系の研究 

部分直観主義論理の述語論理への拡張について、定領域モデルの意味論に対する公理系の完全性は

昨年度証明していたが、拡大領域モデルの意味論とそれに対する公理系を新たに定義し、完全性の

証明を与えた。 

 

＜���� 
教 授：外山 芳人（2000年 4月より） 

准教授：青戸 等人（2003年 1月より） 

助 教：菊池健太郎 
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外山 芳� 1952 年生。1977 年東北大学大学院工学研究科情報工学専攻修士課程修了。同年、日本電

信電話公社（現 NTT）武蔵野電気通信研究所入所。1991年 NTTコミュニケーション科学研究所 主幹研

究員。1993 年北陸先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 教授。2000 年より東北大学 電気通信

研究所 教授。この間、プログラム理論、定理自動証明の基礎研究に従事。1997 年第 11 回日本 IBM 科

学賞受賞。 

青戸 等人 1969年生。1997年北陸先端科学技術大学院大学情報科学研究科博士後期課程修了。同年、

同大学情報科学研究科助手、1998 年群馬大学工学部助手、2003 年東北大学電気通信研究所講師。2004

年同助教授。2007年より同准教授。博士(情報科学)。書き換えシステム、定理自動証明、ソフトウェア

基礎の研究に従事。 

 
＜2011����������� 
(1) Takahito Aoto, Toshiyuki Yamada and Yuki Chiba, Natural inductive theorems for higher-order rewriting, In 

Proceedings of the 22nd International Conference on Rewriting Techniques and Applications (RTA 2011), LIPIcs, 
Vol。10, pp。107-121, 2011。 

 
(2) Takahito Aoto and Yoshihito Toyama, Reduction-preserving completion for proving confluence of non-terminating 

term rewriting systems, In Proceedings of the 22nd International Conference on Rewriting Techniques and 
Applications (RTA 2011),  LIPIcs, Vol。10, pp。91-106, 2011。 
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＜������� 
本研究室では、証明と計算を融合した新しいソフトウェアの構成原理について研究している。ソ

フトウェアの形式的開発や検証では、ソフトウェアの効率のみでなく、その論理的な正当性も問題

となる。書き換えシステムを基礎とした計算・証明モデルは、証明の世界と計算の世界を統一的な

枠組みで取り扱えるため、新しい構成原理に基づくソフトウェアの実現が可能である。我々は、書
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研究テーマ 

（１） 書き換えシステムの基礎理論    （３）関数・論理融合型言語 
（２） プログラム検証・変換・合成    （４）定理自動証明システム 

 
＜2011�������� 
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コンピュータが扱う多くの問題では『証明の世界』と『計算の世界』の間に自然な結び付きがあります。
この結び付きをうまく用いることによって、専門知識のない人でも簡単に利用できる自動証明システム
やプログラミングシステムが実現できます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

それを対象とする書き換えシステムの研究を行った。有理項における効率的な単一化手続きを見い
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部分直観主義論理の述語論理への拡張について、定領域モデルの意味論に対する公理系の完全性は
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＜���� 
教 授：外山 芳人（2000年 4月より） 

准教授：青戸 等人（2003年 1月より） 

助 教：菊池健太郎 

 

＜������� 
外山 芳� 1952 年生。1977 年東北大学大学院工学研究科情報工学専攻修士課程修了。同年、日本電

信電話公社（現 NTT）武蔵野電気通信研究所入所。1991年 NTTコミュニケーション科学研究所 主幹研

究員。1993 年北陸先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 教授。2000 年より東北大学 電気通信

研究所 教授。この間、プログラム理論、定理自動証明の基礎研究に従事。1997 年第 11 回日本 IBM 科

学賞受賞。 

青戸 等人 1969年生。1997 年北陸先端科学技術大学院大学情報科学研究科博士後期課程修了。同年、

同大学情報科学研究科助手、1998 年群馬大学工学部助手、2003 年東北大学電気通信研究所講師。2004

年同助教授。2007年より同准教授。博士(情報科学)。書き換えシステム、定理自動証明、ソフトウェア

基礎の研究に従事。 

 
＜2011����������� 
(1) Takahito Aoto, Toshiyuki Yamada and Yuki Chiba, Natural inductive theorems for higher-order rewriting, In 

Proceedings of the 22nd International Conference on Rewriting Techniques and Applications (RTA 2011), LIPIcs, 
Vol。10, pp。107-121, 2011。 

 
(2) Takahito Aoto and Yoshihito Toyama, Reduction-preserving completion for proving confluence of non-terminating 

term rewriting systems, In Proceedings of the 22nd International Conference on Rewriting Techniques and 
Applications (RTA 2011),  LIPIcs, Vol。10, pp。91-106, 2011。 
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人間とシステムの協働とコミュニケーションの支援 
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＜��室���� 
社会の隅々まで浸透してきた様々なネットワークシステム、及び、これらをもとに構築される各種システムは、

人々の日常生活や仕事を支援し、新しいライフスタイルや社会を生み出す上で重要な役割を担うシステムとして

期待されている。本研究室では、人々と互いに協力・連携しながら、人々によるコミュニケーションや創造的活動

を能動的に支援する知的システムの実現に向けた基礎から応用に至る研究に取り組む。 
 

＜2011 �������� 
�� 発展型エージェントシステムとその実装基盤 
 マルチエージェント組織の発展的動作制御のためのエージェント動作特性観測機能を検討し、リポジ

トリ型マルチエージェントフレームワークを利用した設計・実装と試験による機能検証を行った。 
�� エージェント指向ネットワーク管理システム 
 能動的情報資源を適用したネットワーク状態情報の自律分散的観測手法、エージェント指向ネットワ

ーク管理支援システムのための実装基盤などを新たに提案し、シミュレーション実験、及び、プロトタ

イプシステムの試作と実験により、それらの妥当性を確認した。 

�� マルチエージェント�用システム 
 マルチエージェント型マイクログリッドの動作モードに即した知識型電力制御、分散情報資源の自律

的な集積・統合支援、スマートホームなどの実装基盤となるエージェント指向センサーネットワークな

どの検討を推進し、知識型分散情報環境の設計法／実装法へのフィードバックを行った。 

 

＜���� 
教 授 木下 哲男 
助 教 高橋 秀幸（2011 年より） 
事務補佐員 今野 亜未 
 
＜������� 
木下 哲男 1979 年 3 月 東北大学大学院工学研究科情報工学専攻博士前期課程修了。1979 年 4 月 沖電

気工業（株）入社。1996 年 8 月 東北大学電気通信研究所助教授。2001 年 4 月 同大情報シナジーセン

ター教授。2010 年 4 月 電気通信研究所教授。現在に至る。工博（1993 年 3 月・東北大学）。知識工学、

エージェント工学、知識応用システム・エージェント応用システムなどの研究開発に従事。情報処理学

会平成元年度研究賞 (1989 年)および平成 8 年度論文賞 (1997 年)、電子情報通信学会平成 13 年度業績賞 
(2001 年)、東北総合通信局長表彰 (2004 年)、INTELEC2009 Outstanding Paper Award (2009 年)など

受賞。電子情報通信学会および情報処理学会フェロー。 
 
＜2011 ����������� 
[１] Akiko Takahashi, Tetsuo Kinoshita, "Configuration and control design model for an agent based 

Flexible Distributed System", International Journal of Web Intelligence and Agent Systems, Vol.9, 
No.2, pp.161–178, IOS Press, 2011.4. 

[2] Takahiro Uchiya, Hideki Hara, Kenj Sugawara, Tetsuo Kinoshita, “Repository-Based Multiagent 
Framework for Developing Agent Systems”, in Y. Wang (Ed.), Transdisciplinary Advancements in 
Cognitive Mechanisms and Human Information Processing, Ch.4, pp.60-79, IGI Global, ISBN 
9781609605537, EISBN13: 9781609605544, 2011.5.  

[3] Kazuto Sasai, Johan Sveholm, Gen Kitagata and Tetsuo Kinoshita, “A Practical Design and 
Implementation of Active Information Resource based Network Management System”, Int. J. 
Energy, Information and Communication, Vol.2, N.4, pp.67-86, 2011.11. 

[4] Gen Kitagata, Kazuto Sasai, Johan Sveholm, Norio Shiratori and Tetsuo Kinoshita, 
“Agent-based Access Rights Delegation utilizing Social Relationships”, Int. J. Energy, 
Information and Communication, Vol.2, N.4, pp.87-100, 2011.11. 

[5] Hak-Man Kim, Tetsuo Kinoshita, "A Comparative Study of Bankruptcy Rules for Load-shedding 
scheme in Agent-based Microgrid Operation”, In T.-H. Kim, et al (Eds), Ubiquitous Computing 
and Multimedhia Applications: Second International Conference, Ucma2011, Proceedings Part II, 
pp.145-152, Springer-Verlag Berlin Heidelberg, UCMA2011, Daejeon, Korea, 2011.4. 

[6] Yujin Lim  Hak-Man Kim, Tetsuo Kinoshita, Tai-hoon Kim, "Traffic Rerouting Strategy agains 
Jamming Attacks for Islanded Microgrid”, In T-h Kim et al. (Eds.): AST2011, Communications in 
Computer and Information Science, Vol.195, pp.98-103, Springer-Verlag, 2011.6. 

[7] Kazuto Sasai, Gen Kitagata, Tetsuo Kinoshita, "Complementary Interaction between 
Human-oriented Knowledge and Machine-oriented Information on AIR-NMS," Proc of the 2nd 
International Conference on Morphological Computation (ICMC2011), pp.111-113 2011.9.  

[8] Hideyuki Takahashi, Taishi Ito, Tetsuo Kinoshita, "The Concept of an Agent-based Middleware 
for Smart Home Environments," Proc of Intern. Workshop on Informatics, pp.41-47, 2011.9.  

[9] Yujin Lim, Hak-Man Kim, Jaesung Park, and Tetsuo Kinoshita, “A Load-Shedding Scheme 
Using Optimization for Proportional Fairness in the Islanded Microgrid”, in T.-h. Kim et al. (Eds.): 
CA/CES3 2011, CCIS 256, pp. 235-241, Springer-Verlag Berlin Heidelberg 2011.12. 

[10] Khamisi Kalegele, Johan Sveholm, Hideyuki Takahashi, Kazuto Sasai, Gen Kitagata, Tetsuo 
Kinoshita, "On-demand Numerosity Reduction for Object Learning," Proc of the Workshop on 
Internet of Things and Service Platforms (IoTSP 2011), pp.1-8, 2011.12.  
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＜������� 
木下 哲男 1979 年 3 月 東北大学大学院工学研究科情報工学専攻博士前期課程修了。1979 年 4 月 沖電
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[１] Akiko Takahashi, Tetsuo Kinoshita, "Configuration and control design model for an agent based 

Flexible Distributed System", International Journal of Web Intelligence and Agent Systems, Vol.9, 
No.2, pp.161–178, IOS Press, 2011.4. 

[2] Takahiro Uchiya, Hideki Hara, Kenj Sugawara, Tetsuo Kinoshita, “Repository-Based Multiagent 
Framework for Developing Agent Systems”, in Y. Wang (Ed.), Transdisciplinary Advancements in 
Cognitive Mechanisms and Human Information Processing, Ch.4, pp.60-79, IGI Global, ISBN 
9781609605537, EISBN13: 9781609605544, 2011.5.  

[3] Kazuto Sasai, Johan Sveholm, Gen Kitagata and Tetsuo Kinoshita, “A Practical Design and 
Implementation of Active Information Resource based Network Management System”, Int. J. 
Energy, Information and Communication, Vol.2, N.4, pp.67-86, 2011.11. 

[4] Gen Kitagata, Kazuto Sasai, Johan Sveholm, Norio Shiratori and Tetsuo Kinoshita, 
“Agent-based Access Rights Delegation utilizing Social Relationships”, Int. J. Energy, 
Information and Communication, Vol.2, N.4, pp.87-100, 2011.11. 

[5] Hak-Man Kim, Tetsuo Kinoshita, "A Comparative Study of Bankruptcy Rules for Load-shedding 
scheme in Agent-based Microgrid Operation”, In T.-H. Kim, et al (Eds), Ubiquitous Computing 
and Multimedhia Applications: Second International Conference, Ucma2011, Proceedings Part II, 
pp.145-152, Springer-Verlag Berlin Heidelberg, UCMA2011, Daejeon, Korea, 2011.4. 

[6] Yujin Lim  Hak-Man Kim, Tetsuo Kinoshita, Tai-hoon Kim, "Traffic Rerouting Strategy agains 
Jamming Attacks for Islanded Microgrid”, In T-h Kim et al. (Eds.): AST2011, Communications in 
Computer and Information Science, Vol.195, pp.98-103, Springer-Verlag, 2011.6. 

[7] Kazuto Sasai, Gen Kitagata, Tetsuo Kinoshita, "Complementary Interaction between 
Human-oriented Knowledge and Machine-oriented Information on AIR-NMS," Proc of the 2nd 
International Conference on Morphological Computation (ICMC2011), pp.111-113 2011.9.  

[8] Hideyuki Takahashi, Taishi Ito, Tetsuo Kinoshita, "The Concept of an Agent-based Middleware 
for Smart Home Environments," Proc of Intern. Workshop on Informatics, pp.41-47, 2011.9.  

[9] Yujin Lim, Hak-Man Kim, Jaesung Park, and Tetsuo Kinoshita, “A Load-Shedding Scheme 
Using Optimization for Proportional Fairness in the Islanded Microgrid”, in T.-h. Kim et al. (Eds.): 
CA/CES3 2011, CCIS 256, pp. 235-241, Springer-Verlag Berlin Heidelberg 2011.12. 

[10] Khamisi Kalegele, Johan Sveholm, Hideyuki Takahashi, Kazuto Sasai, Gen Kitagata, Tetsuo 
Kinoshita, "On-demand Numerosity Reduction for Object Learning," Proc of the Workshop on 
Internet of Things and Service Platforms (IoTSP 2011), pp.1-8, 2011.12.  
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インタラクティブコンテンツを実現する技術の研究開発 

 

インタ��ティ�コンテンツ���� 教 授 �� �� 

 
＜��室の��� 

優れたコンテンツは人の生活を豊かにする力持っている．産業，教育，文化，医療，娯楽など多

様な方面で今後ますますその力が発揮され，また，人と人とのコミュニケーションといった分野で

も，その利用への期待が高まっている．当研究室では，映像，音楽，ゲームなど，従来型のコンテ

ンツにはなかった新たな魅力を持つコンテンツとして，人との相互作用によって新たな価値を創造

するインタラクティブなコンテンツに関して，それらを実現するさまざまな研究と開発に取り組ん

でいる．  
 

＜2011 ��の����� 

１． 2 次元・3 次元環境における新しいマルチタッチインタフェースの提案 
 3 次元バーチャル物体を複数の人と共有してインタラクティブに操作するマルチタッチ方式のインタ

フェースを提案した[10]．また，画面に収まりきらない大規模の情報コンテンツを効率よく利用するた

めの新しい方式として，撓みのメタファを導入した新しいインタフェースを提案した[7]．さらに，光

ファイバ群を利用した毛状マルチタッチインタフェースを開発した[1,2]． 

２． 複数ディスプレイをシームレスに扱うインタフェースの提案 
 複数ディスプレイ環境をシームレスにかつ柔軟に利用するため，ハンドヘルドプロジェクタを導入し

たシステムに関して検討を行った． 

３． 情報コンテンツによる対人コミュニケーション誘導 
 様々な情報コンテンツの提示と人のコミュニケーションの質との関係を調べるため，壁面や床ディス

プレイ，移動型ディスプレイ，音響スピーカー等によって構成されるメディア空間の試作を開始した．

その中で，複数人会話の活性化のためのシステムを検討した[3,4,6,8]． 

     
複数人共有型立体ディスプレイの利用例      撓みのメタファを導入したインタフェース利用例 

＜���� 

教 授 北村 喜文 
助 教 高嶋 和毅 

研究員 横山 ひとみ 

秘 書 斎藤 あづさ 

 
＜������� 

北村 喜文 1987 年大阪大学大学院基礎工学研究科博士前期課程修了．同年キヤノン株式会社情報シス

テム研究所，1992 年 ATR 通信システム研究所，1997 年大阪大学大学院工学研究科助教授，2002 年同大

学大学院情報科学研究科助教授／准教授．2010 年東北大学電気通信研究所教授，現在に至る．博士（工

学）．1997 年電子情報通信学会論文賞，2006 年日本バーチャルリアリティ学会貢献賞，2007 年日本バー

チャルリアリティ学会論文賞，2008 年情報処理学会インタラクション ベストペーパー賞などを受賞．3
次元ユーザインタフェース，バーチャルリアリティ，エンタテインメントコンピューティング，インタ

ラクティブコンテンツなどの研究に従事．日本バーチャルリアリティ学会フェロー． 
 
＜2011 ��������文�� 

[1] 中島康祐, 伊藤雄一, 築谷喬之, 藤田和之, 高嶋和毅, 岸野文郎: FuSa2 Touch Display: 大画面
毛状マルチタッチディスプレイ, 情報処理学会論文誌, Vol. 53, No. 3, pp. 1069-1081, 2012. 

[2] Kosuke Nakajima, Yuichi Itoh, Takayuki Tsukitani, Kazuyuki Fujita, Kazuki Takashima, 
Yoshifumi Kitamura, Fumio Kishino: FuSA2 touch display: furry and scaleble 
multi-touchable display, In Proc. Interactive Tabletops and Surfaces (ITS), pp. 35-44, 2011 

[3] Kazuyuki Fujita, Yuichi Itoh, Hiroyuki Ohsaki, Naoaki Ono, Keiichiro Kagawa, Kazuki 
Takashima, Sho Tsugawa, Kosuke Nakajima, Hayashi Yusuke, Fumio Kishino: Ambient 
Suite: enhancing communication among multiple participants, In Proc. Advances in 
Computer Entertainment Technology (ACE), pp. 25:1-25:8, 2011. 

[4] Sho Tsugawa, Hiroyuki Ohsaki, Yuichi Itoh, Naoaki Ono, Keiichiro Kagawa, Kazuki 
Takashima, Makoto Imase: Quasi-realtime social network construction with heterogeneous 
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優れたコンテンツは人の生活を豊かにする力持っている．産業，教育，文化，医療，娯楽など多

様な方面で今後ますますその力が発揮され，また，人と人とのコミュニケーションといった分野で

も，その利用への期待が高まっている．当研究室では，映像，音楽，ゲームなど，従来型のコンテ

ンツにはなかった新たな魅力を持つコンテンツとして，人との相互作用によって新たな価値を創造

するインタラクティブなコンテンツに関して，それらを実現するさまざまな研究と開発に取り組ん
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１． 2 次元・3 次元環境における新しいマルチタッチインタフェースの提案 
 3 次元バーチャル物体を複数の人と共有してインタラクティブに操作するマルチタッチ方式のインタ

フェースを提案した[10]．また，画面に収まりきらない大規模の情報コンテンツを効率よく利用するた
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大規模自律分散システム制御の研究 

 

＜������ 
昨年３月１１日の東日本大震災以降，現在の社会が抱える様々な問題が明らかになって

きた．災害時には我々をとりまく環境の複雑な時空間構造の変化は予測不可能的に変化し

た。つまり，未来に起きることを予め規定することは原理的に不可能で、その意味では実

世界は本質的に無限定である．このような変化が生じた時にも，生じた状況依存的に最適

な情報環境を自律的に維持していくことが望ましい．また同様に大規模システムである電

力システムも与えられた条件下で，柔軟に需給をバランスしていくことが望まれる．この

分野では現在の社会における喫緊の課題を解決するために，この様な無限定環境における

大規模システムにおける新しい制御の方法論を創ることが目指す．  

 
＜2011 �������� 
生命システムが置かれた環境において，「どのように環境に適応するか」という拘束条件

の生成が十分条件の一つとなる． 生成した拘束条件どう達成するかという法則性がもう一

つの十分条件になる．このことは拘束条件を一意的かつ最適に充足するように，システム

を構成する要素の性質と要素間の関係が決定される法則性，つまり，「共時的秩序の法則」

が必要であることを意味している．無限定世界における「共時的秩序の法則」は時間軸に

直交する法則性なので，物質的世界で求められてきた「時間的秩序の法則」とは矛盾しな

い．現実世界を物質的世界から見る場合には「時間的秩序の法則」，すなわち因果律によっ

て記述することが出来るが，生命的世界から見る場合には，因果律に加えて調和的関係を

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                   

 

創り出すための機能を発現する法則が必要となる．物質的世界を因果律を用いて記述する

場合，物理変数（Variables）の変化はパラメータ，境界条件，初期条件を与えた上で決定

される．これに対して生命的世界では環境は予測不可能的に変化するので，システムにお

ける物理変数（Variables） とパラメータは同じ時定数で変化することになる．したがっ

て，システム自身がパラメータを自己言及的に時々刻々決定していく必要が生じる．パラ

メータを時々刻々自己言及的に決定する法則が「共時的秩序の法則」である．つまり，現

実世界を生命的世界から見る場合は「時間的秩序の法則」に加えて「共時的秩序の法則」

が必要であることを意味していて，「見なし情報」を創る法則性と合わせて生命システムが

知を創発する新しいパラダイムを創ることが求められていることになる． 

本年度はこの方法論を元に大規模システムに具体的に応用してその有用性を確認した．

システム構成の基本的な考え方として「発電と配電（制御）の分離」と「需要サイドへ制

御の導入」の二つが重要である．これを考慮したシステム構成の条件は，１）いかなる種

類の発電でもネットワークに参入可能なスケールフリーでオープンなシステムであること．

２）システムが安定であるためには発電所（発電機）は消費されるところに近いところに

配置すること．３）制御が利かない再生可能エネルギーを補うために供給側は火力，水力

で需給バランスを図る．４）リアルタイムでの需給バランスのために需要側も制御対象と

する．その際各消費者のみならず消費者間に対しても優先度を用意する．全体に関する情

報を各発電機は周波数あるいは電圧変動で知ることにより，自己の振る舞いを決める．こ

うして全体需給はバランスした上で，個々の発電機の変換効率を最適化することが出来る．

リアルタイムの制御のためには，需要者側を制御する必要が出てきます．供給が追いつく

までの時間だけ需給バランスのために，時定数の早い需要者側をコントロールする．需要

者側が不便を感じないように自律的に制御します．この方法でシミュレーション上は大変

うまくシステムを制御できることが明らかにされた．  

＜���� 
客員 教授    矢野 雅文 （2010年より） 

 
＜���������� 

福岡県久留米市生まれ，九州大学大学院理学研究科博士課程単位取得退学，東京大学助教授等を経て

1992 年 4 月－2010 年 3 月東北大学電気通信研究所教授．2010 年 3月定年退職後同研究所客員教授．脳

－身体の認識や運動制御の情報原理を解明することを目標に研究を進めている．特に脳の情報処理の柔

軟性は情報生成能力によるものであると考え，これまでの自他分離の情報処理方式から自他非分離の情

報処理，とりわけ脳の仮設生成論理の解明を重点課題としている．工学的には生体システムのような超

大自由度系の情報原理を用いて人工の大自由度システムを柔軟に，したたかに制御する工学的方法論の

開発を行っている． 

＜2011 ����������� 
[1] 矢野雅文(2011)「矢野雅文の非分離の科学の頁」iichiko No.111，pp104-114 

[2] Jumpei Matsumoto, Yoshinari Makino, Haruki Miura, Masafumi Yano, (2011) “A computational model of  

the hippocampus that represents environmental structure and goal location, and guides movement”, Biol. 

Cybern, vol.105,pp139-152 

[3] 矢野雅文 (2012)「日本を変える．」（単行本）文化科学高等研究院出版局 
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21 世紀の科学技術は「地

球環境」の変化、「社会構造」

の変化といかに向き合うか

が問われている。本研究室

では、工学的な観点からこ

れらの変化を吸収し止揚す

る考え方として「共生」の

思想を提唱し、地球の危機

の克服と人間/社会のあり

方について考究する。具体

的には、個と個の調和に価

値を置く共生の考え方に基

づいて、情報処理パラダイ

ムとその応用に関する以下

の研究を推進している。こ

こで、個とは人、コンピュータ、インターネ

ット、エージェント（ロボット）、情報環境、

自然、文化、地域、国などである。 
 
研究テーマ 

1. 共生コンピューティング：人と情報システムの共生 

2. 災害に強いネットワーク・グリーンコンピューティング 

3. 健康・見守り支援/スマートホーム/ネットメディア 

4. 共生型情報社会モデル 
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支援の下、ネットワークシステム全体の省電力化（グリーン化）の実現へ向けた
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(2)����: 代表機関 [東北大学]、 共同推進機関 [NTT 東日本、サイバー・ソリュ
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(2) グリーン Koban の開発・実装 

(3) 開発したグリーン Koban の中・大規模ネットワークシステムへの適用と評価 

(5)������: 研究開始後 6 ヶ月の短期間であったが、ネットワークシステム全体の省電

 

力化へ向けたグリーン指向管理の機能要件の検討と「無駄の見える化」の要素技術を研

究開発した。具体的には、「無駄の見える化」に関するプロトタイプシステムの第一バ

ージョンを開発するとともに、「無駄削減の自律化」に関する理論的研究を進めた。ま

た実験評価環境を構築し基礎実験を行い、開発技術により「従来にない見える化」機能
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３. ５ 環境適応型高度情報通信工学寄附研究部門の目標と成果 

 
人間性豊かなコミュニケーションを実現する情報通信技術（ICT）の革新を進め，

持続可能なグローバル社会において結実させるためには，ナノ・スピン研究領

域や情報デバイス研究領域に関連する電子材料とデバイス技術を基盤とした，

人と自然環境にやさしい ICTデバイスおよび機器の創成が必要である。 

本研究部門では，これらの基盤技術の研究開発を実施すると共に，急速に変化

する産業界のニーズおよび当該分野の研究開発動向について体系的な調査研究

を実施することにより，基礎的学理研究を，環境負荷が少ない高度情報デバイ

スや，人間社会が環境に及ぼす負荷を低減するエレクトロニクス機器へと具現

化することを目標としている。以下に、平成 23年度の活動概要を報告する。 

 

研究活動 
（目標）平成 23 年 3 月 11 日、歴史的な巨大津波により大規模な原子炉事故が

発生し、放射性物質が広範囲に飛散した。この災害は、今後、10 年単位で様々

な形で我々の社会に影響を及ぼすと思われる。前年度から金属ナノ材料の活性

表面を利用したパッシブセンシング技術とそれらを使ったセンサーネットワー

クを研究しているが、これを利用し、放射能の物理的影響や社会的を除去、あ

るいは、軽減するために、銀ナノ粒子材料を使った電源レス高感度放射線被曝

可視化センサの基礎研究を行い、非常に重たい環境負荷である放射性物質汚染

に対する安価なトレーサビリティを提供するＩＣＴ技術への応用をめざす。 

 

（成果）本研究室で開発した無機材料発色材（αアルミナ粉体吸着銀ナノ粒子）

をγ線による水の放射線分解で生じるラジカル種により酸化し溶解させること

で、γ線照射量を本発色材の変色により可視化する可能性を検討した。様々な

溶液条件で、60Co によるγ線を 3Gy – 3000Gy の間で照射し変色程度を評価・検

討した溶媒条件の範囲では、現状では、この粉体が変色する下限は 30Gy程度と

推定した。30Gy は既存の実用的化学センサの下限感度と同程度である。γ線耐

性は、アルミナ担持銀ナノ粒子の表面組成と内部電位で決まると考えられる。 

今後、γ線照射に対して更に一桁以上高感度に変色する溶媒条件を設計しつつ、

ラジカル種を増幅する化学反応機構を導入し、更なる高感度化を目指す。また、

放射線感応インピーダンス素子材料としての可能性を検討し、高線量環境での

ディスポーザブルＲＦ放射線センサへの応用を目指す。 

本材料に関して、学会発表 3件、特許出願 1件を行った。 
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環境適応型高度情報通信工学 

 

 
 
環境適応型高度情報通信工学寄附研究部門 教 授 �� �� 
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人間性豊かなコミュニケーションを実現する情報通信技術（ICT）の革新を進め，持続可能なグ

ローバル社会において結実させるためには，ナノ・スピン研究領域や情報デバイス研究領域に関

連する電子材料とデバイス技術を基盤とした，人と自然環境にやさしい ICTデバイスおよび機器の

創成が必要である。本研究部門では，これらの基盤技術の研究開発を実施すると共に，急速に変

化する産業界のニーズおよび当該分野の研究開発動向について体系的な調査研究を実施すること

により，基礎的学理研究を，環境負荷が少ない高度情報デバイスや，人間社会が環境に及ぼす負

荷を低減するエレクトロニクス機器へと具現化することを目標としている。 

人間や環境に由来するエネルギー・物質情報を取得するために要する電力を可能な限り低減するた

め、ナノ材料の活性表面を利用したパッシブセンシング技術を開発、ならびに、それらを使ったセン

サーネットワークを検討してきた。その中、平成 23 年 3 月 11 日、歴史的な巨大津波により大規模な原

子炉事故が発生した。これによる放射性物質の広範囲への飛散は、重たい環境負荷であり、今後 10 年

単位で様々な形で社会生活に影響を及ぼす。社会的な放射能の影響を除去、あるいは、軽減するため

に汚染物に対するトレーサビリティが必要になるが、それを実現する ICT 技術の一部として、研究中の

材料を使った電源レス高感度放射線被曝可視化センサの開発する。 
 

＜2011 �������� 
本研究室で開発した無機材料発色材（αアルミナ粉体吸着銀ナノ粒子）をγ線による水の電離分解で

生じるラジカル種により酸化し溶解させることで、γ線照射量を本発色材の変色により可視化する可能

性を検討した。様々な溶液条件で、60Coによるγ線を3Gy – 3000Gyの間で照射し変色程度を評価・検討
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３. ５ 環境適応型高度情報通信工学寄附研究部門の目標と成果 

 
人間性豊かなコミュニケーションを実現する情報通信技術（ICT）の革新を進め，

持続可能なグローバル社会において結実させるためには，ナノ・スピン研究領

域や情報デバイス研究領域に関連する電子材料とデバイス技術を基盤とした，

人と自然環境にやさしい ICTデバイスおよび機器の創成が必要である。 

本研究部門では，これらの基盤技術の研究開発を実施すると共に，急速に変化

する産業界のニーズおよび当該分野の研究開発動向について体系的な調査研究

を実施することにより，基礎的学理研究を，環境負荷が少ない高度情報デバイ

スや，人間社会が環境に及ぼす負荷を低減するエレクトロニクス機器へと具現

化することを目標としている。以下に、平成 23年度の活動概要を報告する。 

 

研究活動 
（目標）平成 23 年 3 月 11 日、歴史的な巨大津波により大規模な原子炉事故が

発生し、放射性物質が広範囲に飛散した。この災害は、今後、10 年単位で様々

な形で我々の社会に影響を及ぼすと思われる。前年度から金属ナノ材料の活性

表面を利用したパッシブセンシング技術とそれらを使ったセンサーネットワー

クを研究しているが、これを利用し、放射能の物理的影響や社会的を除去、あ

るいは、軽減するために、銀ナノ粒子材料を使った電源レス高感度放射線被曝

可視化センサの基礎研究を行い、非常に重たい環境負荷である放射性物質汚染

に対する安価なトレーサビリティを提供するＩＣＴ技術への応用をめざす。 

 

（成果）本研究室で開発した無機材料発色材（αアルミナ粉体吸着銀ナノ粒子）

をγ線による水の放射線分解で生じるラジカル種により酸化し溶解させること

で、γ線照射量を本発色材の変色により可視化する可能性を検討した。様々な

溶液条件で、60Co によるγ線を 3Gy – 3000Gy の間で照射し変色程度を評価・検

討した溶媒条件の範囲では、現状では、この粉体が変色する下限は 30Gy程度と

推定した。30Gy は既存の実用的化学センサの下限感度と同程度である。γ線耐

性は、アルミナ担持銀ナノ粒子の表面組成と内部電位で決まると考えられる。 

今後、γ線照射に対して更に一桁以上高感度に変色する溶媒条件を設計しつつ、

ラジカル種を増幅する化学反応機構を導入し、更なる高感度化を目指す。また、

放射線感応インピーダンス素子材料としての可能性を検討し、高線量環境での

ディスポーザブルＲＦ放射線センサへの応用を目指す。 

本材料に関して、学会発表 3件、特許出願 1件を行った。 
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環境適応型高度情報通信工学 

 

 
 
環境適応型高度情報通信工学寄附研究部門 教 授 �� �� 
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人間性豊かなコミュニケーションを実現する情報通信技術（ICT）の革新を進め，持続可能なグ

ローバル社会において結実させるためには，ナノ・スピン研究領域や情報デバイス研究領域に関

連する電子材料とデバイス技術を基盤とした，人と自然環境にやさしい ICTデバイスおよび機器の

創成が必要である。本研究部門では，これらの基盤技術の研究開発を実施すると共に，急速に変

化する産業界のニーズおよび当該分野の研究開発動向について体系的な調査研究を実施すること

により，基礎的学理研究を，環境負荷が少ない高度情報デバイスや，人間社会が環境に及ぼす負

荷を低減するエレクトロニクス機器へと具現化することを目標としている。 

人間や環境に由来するエネルギー・物質情報を取得するために要する電力を可能な限り低減するた

め、ナノ材料の活性表面を利用したパッシブセンシング技術を開発、ならびに、それらを使ったセン

サーネットワークを検討してきた。その中、平成 23 年 3 月 11 日、歴史的な巨大津波により大規模な原

子炉事故が発生した。これによる放射性物質の広範囲への飛散は、重たい環境負荷であり、今後 10 年

単位で様々な形で社会生活に影響を及ぼす。社会的な放射能の影響を除去、あるいは、軽減するため

に汚染物に対するトレーサビリティが必要になるが、それを実現する ICT 技術の一部として、研究中の

材料を使った電源レス高感度放射線被曝可視化センサの開発する。 
 

＜2011 �������� 
本研究室で開発した無機材料発色材（αアルミナ粉体吸着銀ナノ粒子）をγ線による水の電離分解で

生じるラジカル種により酸化し溶解させることで、γ線照射量を本発色材の変色により可視化する可能

性を検討した。様々な溶液条件で、60Coによるγ線を3Gy – 3000Gyの間で照射し変色程度を評価・検討
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した溶媒条件の範囲では、現状では、この粉体が変色する下限は30Gy程度と推定した。30Gyは既存の実

用的化学センサの下限感度と同程度である。γ線耐性は、アルミナ担持銀ナノ粒子の表面組成と内部電

位で決まると考えられる。 

今後、γ線照射に対して更に一桁以上高感度に変色する溶媒条件を設計しつつ、ラジカル種を増幅する

化学反応機構を導入し、更なる高感度化を目指す。また、放射線感応インピーダンス素子材料としての

可能性を検討し、高線量環境でのディスポーザブルＲＦ放射線センサへの応用を目指す。 

 
＜���� 
教 授 足立 榮希（2010 年より） 
 
 
＜������� 
足立 榮希 1989 年 3 月 埼玉大学理学部物理学科卒業。1991 年 3 月 東京工業大学理工学研究科物理

学専攻修了 理学修士。1996 年 3 月 博士（学術）（東京大学）。ERATO 研究員、岡崎国立共同研究機

構生理学研究所、ロレアル筑波センター、富士電機アドバンストテクノロジー㈱、富士電機ホールディ

ングス㈱を経て、2010 年 5 月 東北大学電気通信研究所教授、現在に至る。ナノ材料合成、ナノ構造形

成、および、それらのデバイス応用技術の研究開発に従事 
 
＜2011 ����������� 
なし 

３．６ ナノ・スピン実験施設の目標と成果 
 

 
「ナノ・スピン実験施設」は、本研究所附属研究施設として平成１６年４月１日に

設置された。その目的は、情報通信を支えるナノエレクトロニクス・スピントロニク

ス基盤技術を創生することにある。これを実現するため、「ITプログラムにおける研

究開発推進のための環境整備」によって整備されたナノ・スピン総合研究棟とその主

要設備を用いて、本研究所および本所と密接な関係にある本学電気・情報系の各研究

分野と共にナノテクノロジーに基づいた電子の電荷・スピンを駆使する基盤的材料デ

バイス技術の研究開発を進め、さらに全国・世界の電気通信分野の研究者の英知を結

集した共同プロジェクト研究を推進する。 

現在、ナノ・スピン総合研究棟では、「ナノ・スピン実験施設」が推進するナノヘ

テロプロセス、半導体スピントロニクス、ナノ分子デバイスの各基盤技術を担当する

施設研究室と施設共通部、及び知的ナノ集積システム研究室、量子光情報工学研究室、

超ブロードバンド信号処理研究室が入居し連携して研究を進めている。これらの陣容

で、上記基盤技術を創生し、ナノエレクトロニクス・スピントロニクスにおける世界

のCOEとなることを目標としている。 
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した溶媒条件の範囲では、現状では、この粉体が変色する下限は30Gy程度と推定した。30Gyは既存の実

用的化学センサの下限感度と同程度である。γ線耐性は、アルミナ担持銀ナノ粒子の表面組成と内部電

位で決まると考えられる。 

今後、γ線照射に対して更に一桁以上高感度に変色する溶媒条件を設計しつつ、ラジカル種を増幅する

化学反応機構を導入し、更なる高感度化を目指す。また、放射線感応インピーダンス素子材料としての

可能性を検討し、高線量環境でのディスポーザブルＲＦ放射線センサへの応用を目指す。 
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学専攻修了 理学修士。1996 年 3 月 博士（学術）（東京大学）。ERATO 研究員、岡崎国立共同研究機

構生理学研究所、ロレアル筑波センター、富士電機アドバンストテクノロジー㈱、富士電機ホールディ

ングス㈱を経て、2010 年 5 月 東北大学電気通信研究所教授、現在に至る。ナノ材料合成、ナノ構造形

成、および、それらのデバイス応用技術の研究開発に従事 
 
＜2011 ����������� 
なし 

３．６ ナノ・スピン実験施設の目標と成果 
 

 
「ナノ・スピン実験施設」は、本研究所附属研究施設として平成１６年４月１日に

設置された。その目的は、情報通信を支えるナノエレクトロニクス・スピントロニク

ス基盤技術を創生することにある。これを実現するため、「ITプログラムにおける研

究開発推進のための環境整備」によって整備されたナノ・スピン総合研究棟とその主

要設備を用いて、本研究所および本所と密接な関係にある本学電気・情報系の各研究

分野と共にナノテクノロジーに基づいた電子の電荷・スピンを駆使する基盤的材料デ

バイス技術の研究開発を進め、さらに全国・世界の電気通信分野の研究者の英知を結

集した共同プロジェクト研究を推進する。 

現在、ナノ・スピン総合研究棟では、「ナノ・スピン実験施設」が推進するナノヘ

テロプロセス、半導体スピントロニクス、ナノ分子デバイスの各基盤技術を担当する

施設研究室と施設共通部、及び知的ナノ集積システム研究室、量子光情報工学研究室、

超ブロードバンド信号処理研究室が入居し連携して研究を進めている。これらの陣容

で、上記基盤技術を創生し、ナノエレクトロニクス・スピントロニクスにおける世界

のCOEとなることを目標としている。 
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 以下に、施設研究部と利用研究室の平成 23年度の研究成果のハイライトを記す。 

    

ナノ�テロプロセス������ 

 
● ナノへテロプロセス（室田淳一・櫻庭政夫） 

IV 族半導体へテロ構造の歪制御と高キャリア濃度化のための基盤技術構築を目標

として研究を進め、以下の成果を得た。（１）熱 CVD プロセスによる歪 Si1-xGex上の

熱窒化とその上への歪 Si1-xGexキャップ層エピタキシャル成長による N 原子層ドーピ

ングについて研究を進めた結果、原子オーダで熱窒化した歪 Si0.3Ge0.7(100) を 400 oC
で熱処理すると、Si3N4 形成が支配的であることを見いだした。（２）Si1-xGex の CVD
堆積速度や Si への B ドーピングの反応速度定数やその電気的活性化率に 1%程度の格

子歪が大きな影響を与える一方、歪 Si(100)基板上にエピタキシャル成長させた B ド

ープ歪 Si1-xGexにおける B の電気的活性化率には格子歪はほとんど影響を与えないこ

とを明らかにした。（３）高 Ge 比率化とともにナノメートルオーダ厚のヘテロ構造が

必須となる高性能 SiGe 系共鳴トンネル素子における低温から室温までの熱電子放出

特性から、原子オーダでのヘテロ界面平坦性制御とともに高障壁材料の導入が不可欠

となることを示した。そして、ホール共鳴トンネルダイオードの試作に適用すること

により、明瞭な室温負性コンダクタンスを得ることに成功した。 
 

● 知的ナノ集積システム（中島康治・佐藤茂雄）  

(1) 新概念の疑似粒子運動モデルを用いた神経モデル結合系の解析を用いて、アク

ティブ領域を持つポテンシャルで制限されたシステムが持つバースト発火現象を検

討した。また、高次シナプス結合を持つ逆関数遅延ニューロンモデルの応用問題への

適用を試み、その実現可能性を示した。(2) Nb/AlOx/Nbジョセフソン接合列のスイッ

チング特性を、超伝導集積回路シミュレータJSIMを使って調べた。この結果と実験結

果を比較し、実験結果の方がはるかに大きいスイッチング確率を示すことが分かった。

従来理論と整合させるためには電子温度や浮遊容量の同定が不可欠であることを確

認した。(3) 超伝導ディジタル信号処理回路の大規模化と高バイアスマージン化を目

的とし、8 x 8ビット並列乗算器の構成要素として用いられる、基本論理セルの高速評

価とセル遅延評価を集積回路上で実測した。その結果、実測での詳細なセル遅延特性

が得られ、大規模回路設計におけるタイミング設計の指針が得られた。また、超伝導

量子干渉デバイスによるニューロ素子を利用したホップフィールド形ネットワーク

の構成では、ニューロン素子の閾値特性の改善によりN-Queen問題の正解率が向上す

ることを数値解析により見出した。 
 

半導体スピントロニクス������ 

 
● 半導体スピントロニクス・ナノスピンメモリ（大野英男・大野裕三・松倉文礼・

池田正二） 

電子の電荷とスピンの自由度を利用するスピントロニクスの基盤技術の確立とそ

の工学的応用を目指して研究を行い、以下の成果を得た。(1) 四重極相互作用が核ス

ピンコヒーレンスを乱す原因になることを示した。また、内部電場勾配を見積もり、

外部から機械的に加えた歪によって四重極相互作用を増大させると不均一拡がりが

増大することを示した。さらに、局所的な核スピン操作に有望な核電気共鳴を実証し

た。(2) 垂直磁気異方性 MgO/CoFeB/Ta 構造において、磁区構造を解析することによ

り、磁壁幅、及び交換スティフネス定数を求めた。(3) MgO/CoFeB/Ta において電界効

果による磁気異方性の変調を調べ、電界変調量は熱処理により変化することを見出し

た。(4) GaAs/AlGaAs 量子井戸をベースとするショットキーダイオードに順方向電圧

をかけて微細構造分裂を制御することにより、単一の GaAs 量子ドットの微細構造分

裂の減少と抑制を観測し、0.72±0.05 という高い忠実度での偏光もつれ光子の生成に

成功した。 (5) 垂直磁気異方性 CoFeB/MgO-MTJ において、書込み電流は接合サイズ

の減少とともに低減し、熱安定性は 40 nm 径以上の接合サイズでほとんど変化しない

ことを示した。(6) 接合サイズを大きくし磁性電極間のダイポール結合を低減するこ

とで、400℃の熱処理においても室温で高い TMR 比が得られることが分かった。(7) 
CoFeB 参照層径 300nm、記録層径 100nm を有するステップ構造において、反平行状

態の熱安定性定数を増大させることに成功し、10 年以上の記録保持時間を達成した。 

・連携研究 
総合科学技術会議により制度設計された最先端研究開発支援プログラムにより、日

本学術振興会を通して助成された「省エネルギー・スピントロニクス論理集積回路の

研究開発」において、参画研究室と連携して以下の成果を得た。(1) 極薄 CoFeB を

FePd と MgO の間に挿入することによって 3nm の FePd の L10 型規則度が改善し、垂

直磁気異方性エネルギーを増加させることに成功した。(2)高垂直磁気異方性 1×107 
erg/ccと低ダンピング定数 0.006 とを兼備する L10型 MnAl 合金膜を得ることに成功し

た。(3)CoFeB/MgO 細線において電流誘起有効磁場を観測した。(3) 90 nm COMS/MTJ
プロセスにおいて完全並列型 6T-2MTJ 不揮発 TCAM (ternary content-addressable 
memory)セル回路および FPGA(field-programmable gate array)のチップ試作を行い、基

本動作を確認した。(4)MTJ/CMOS 不揮発性ラッチ回路試作し世界最高 600MHz 動作

を実証した。 
 

● 超ブロードバンド信号処理（尾辻泰一･末光哲也）  

１．超ブロードバンドデバイス・システム研究分野 
未踏テラヘルツ電磁波領域の技術を開拓するために、新材料・新構造・新原理を

駆使した新しいテラヘルツ帯電子デバイス・回路システムの創出と、それらの情報

通信・計測システムへの応用に関する研究を推進している。今年度は、第一に、質

量消失効果等の特異なキャリア輸送特性を有する新材料グラフェンを研究対象とし、

SiCN および DLC (diamond-like carbon)をゲートスタック材料として導入した新構造

グラフェンチャネル FET をナノ・スピン実験施設で試作し、優れたゲート変調動作

を確認した。第二に、光学励起したグラフェンにおけるテラヘルツ帯反転分布・誘

導放出に関する理論予測の観測・実証に成功するとともに、グラフェン品質に依存

するキャリア輸送特性とテラヘルツ帯利得特性の関係を明らかにした。 
２．極限高速電子デバイス研究分野 
ミリ波からサブミリ波へ、電子デバイスの動作速度の極限を追求すると共に、そ

れらの特性を活かした集積回路応用を目指した研究を推進している。平成 23 年度は、

InGaAs 系高電子移動度トランジスタ（HEMT）において、SiCN を鋳型として用いた

T 型ゲート作製プロセスを構築し、電極による寄生遅延成分の影響を系統的に評価

することに成功した。また、GaN 系 HEMT の作製プロセスを立ち上げ、高速かつ高

耐圧なミリ波帯トランジスタを目指して開発を進めている。 
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 以下に、施設研究部と利用研究室の平成 23年度の研究成果のハイライトを記す。 

    

ナノ�テロプロセス������ 

 
● ナノへテロプロセス（室田淳一・櫻庭政夫） 

IV 族半導体へテロ構造の歪制御と高キャリア濃度化のための基盤技術構築を目標

として研究を進め、以下の成果を得た。（１）熱 CVD プロセスによる歪 Si1-xGex上の

熱窒化とその上への歪 Si1-xGexキャップ層エピタキシャル成長による N 原子層ドーピ

ングについて研究を進めた結果、原子オーダで熱窒化した歪 Si0.3Ge0.7(100) を 400 oC
で熱処理すると、Si3N4 形成が支配的であることを見いだした。（２）Si1-xGex の CVD
堆積速度や Si への B ドーピングの反応速度定数やその電気的活性化率に 1%程度の格

子歪が大きな影響を与える一方、歪 Si(100)基板上にエピタキシャル成長させた B ド

ープ歪 Si1-xGexにおける B の電気的活性化率には格子歪はほとんど影響を与えないこ

とを明らかにした。（３）高 Ge 比率化とともにナノメートルオーダ厚のヘテロ構造が

必須となる高性能 SiGe 系共鳴トンネル素子における低温から室温までの熱電子放出

特性から、原子オーダでのヘテロ界面平坦性制御とともに高障壁材料の導入が不可欠

となることを示した。そして、ホール共鳴トンネルダイオードの試作に適用すること

により、明瞭な室温負性コンダクタンスを得ることに成功した。 
 

● 知的ナノ集積システム（中島康治・佐藤茂雄）  

(1) 新概念の疑似粒子運動モデルを用いた神経モデル結合系の解析を用いて、アク

ティブ領域を持つポテンシャルで制限されたシステムが持つバースト発火現象を検

討した。また、高次シナプス結合を持つ逆関数遅延ニューロンモデルの応用問題への

適用を試み、その実現可能性を示した。(2) Nb/AlOx/Nbジョセフソン接合列のスイッ

チング特性を、超伝導集積回路シミュレータJSIMを使って調べた。この結果と実験結

果を比較し、実験結果の方がはるかに大きいスイッチング確率を示すことが分かった。

従来理論と整合させるためには電子温度や浮遊容量の同定が不可欠であることを確

認した。(3) 超伝導ディジタル信号処理回路の大規模化と高バイアスマージン化を目

的とし、8 x 8ビット並列乗算器の構成要素として用いられる、基本論理セルの高速評

価とセル遅延評価を集積回路上で実測した。その結果、実測での詳細なセル遅延特性

が得られ、大規模回路設計におけるタイミング設計の指針が得られた。また、超伝導

量子干渉デバイスによるニューロ素子を利用したホップフィールド形ネットワーク

の構成では、ニューロン素子の閾値特性の改善によりN-Queen問題の正解率が向上す

ることを数値解析により見出した。 
 

半導体スピントロニクス������ 

 
● 半導体スピントロニクス・ナノスピンメモリ（大野英男・大野裕三・松倉文礼・

池田正二） 

電子の電荷とスピンの自由度を利用するスピントロニクスの基盤技術の確立とそ

の工学的応用を目指して研究を行い、以下の成果を得た。(1) 四重極相互作用が核ス

ピンコヒーレンスを乱す原因になることを示した。また、内部電場勾配を見積もり、

外部から機械的に加えた歪によって四重極相互作用を増大させると不均一拡がりが

増大することを示した。さらに、局所的な核スピン操作に有望な核電気共鳴を実証し

た。(2) 垂直磁気異方性 MgO/CoFeB/Ta 構造において、磁区構造を解析することによ

り、磁壁幅、及び交換スティフネス定数を求めた。(3) MgO/CoFeB/Ta において電界効

果による磁気異方性の変調を調べ、電界変調量は熱処理により変化することを見出し

た。(4) GaAs/AlGaAs 量子井戸をベースとするショットキーダイオードに順方向電圧

をかけて微細構造分裂を制御することにより、単一の GaAs 量子ドットの微細構造分

裂の減少と抑制を観測し、0.72±0.05 という高い忠実度での偏光もつれ光子の生成に

成功した。 (5) 垂直磁気異方性 CoFeB/MgO-MTJ において、書込み電流は接合サイズ

の減少とともに低減し、熱安定性は 40 nm 径以上の接合サイズでほとんど変化しない

ことを示した。(6) 接合サイズを大きくし磁性電極間のダイポール結合を低減するこ

とで、400℃の熱処理においても室温で高い TMR 比が得られることが分かった。(7) 
CoFeB 参照層径 300nm、記録層径 100nm を有するステップ構造において、反平行状

態の熱安定性定数を増大させることに成功し、10 年以上の記録保持時間を達成した。 

・連携研究 
総合科学技術会議により制度設計された最先端研究開発支援プログラムにより、日

本学術振興会を通して助成された「省エネルギー・スピントロニクス論理集積回路の

研究開発」において、参画研究室と連携して以下の成果を得た。(1) 極薄 CoFeB を

FePd と MgO の間に挿入することによって 3nm の FePd の L10 型規則度が改善し、垂

直磁気異方性エネルギーを増加させることに成功した。(2)高垂直磁気異方性 1×107 
erg/ccと低ダンピング定数 0.006 とを兼備する L10型 MnAl 合金膜を得ることに成功し

た。(3)CoFeB/MgO 細線において電流誘起有効磁場を観測した。(3) 90 nm COMS/MTJ
プロセスにおいて完全並列型 6T-2MTJ 不揮発 TCAM (ternary content-addressable 
memory)セル回路および FPGA(field-programmable gate array)のチップ試作を行い、基

本動作を確認した。(4)MTJ/CMOS 不揮発性ラッチ回路試作し世界最高 600MHz 動作

を実証した。 
 

● 超ブロードバンド信号処理（尾辻泰一･末光哲也）  

１．超ブロードバンドデバイス・システム研究分野 
未踏テラヘルツ電磁波領域の技術を開拓するために、新材料・新構造・新原理を

駆使した新しいテラヘルツ帯電子デバイス・回路システムの創出と、それらの情報

通信・計測システムへの応用に関する研究を推進している。今年度は、第一に、質

量消失効果等の特異なキャリア輸送特性を有する新材料グラフェンを研究対象とし、

SiCN および DLC (diamond-like carbon)をゲートスタック材料として導入した新構造

グラフェンチャネル FET をナノ・スピン実験施設で試作し、優れたゲート変調動作

を確認した。第二に、光学励起したグラフェンにおけるテラヘルツ帯反転分布・誘

導放出に関する理論予測の観測・実証に成功するとともに、グラフェン品質に依存

するキャリア輸送特性とテラヘルツ帯利得特性の関係を明らかにした。 
２．極限高速電子デバイス研究分野 
ミリ波からサブミリ波へ、電子デバイスの動作速度の極限を追求すると共に、そ

れらの特性を活かした集積回路応用を目指した研究を推進している。平成 23 年度は、

InGaAs 系高電子移動度トランジスタ（HEMT）において、SiCN を鋳型として用いた

T 型ゲート作製プロセスを構築し、電極による寄生遅延成分の影響を系統的に評価

することに成功した。また、GaN 系 HEMT の作製プロセスを立ち上げ、高速かつ高

耐圧なミリ波帯トランジスタを目指して開発を進めている。 
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● 量子光情報工学（枝松圭一・小坂英男）  

１．２周期直列擬似位相整合素子による高効率量子もつれ光子対発生 
 ２種の異なる分極反転周期を有する擬似位相整合素子を用いて量子もつれ光子対

を高効率に発生する素子を開発し、偏光あるいは周波数に関する量子もつれ光子の

発生を確認した（Opt. Express 誌に発表）。 

２．量子中継のための量子メディア変換デバイスの開発 
量子情報通信における通信距離を増大する量子中継器の実現を目指し、光子の量

子情報を電子スピンへ転写する量子メディア変換インターフェース技術の開発を進

めている。本年度は、(1)従来の偏光転写方式に比べ伝送耐性の高いタイムビン転写

方式の実証（Physical Review A 誌に発表）、(2)光子－電子スピン間の量子的相互作用

を利用した電子スピン状態トモグラフィ法の確立（Applied Physics Letters誌に発表）、

(3) ダイヤモンド量子メモリーへの光量子状態転写の実験系構築、等の成果を得た。 
３．時間分解単一半導体量子ドット分光法の開発 

量子力学的半導体デバイスを開発するために、ヘテロダインポンプ-プローブ法を

開発し、半導体量子ドット中の単一量子状態の超高速制御と時間分解測定に成功し

た(Japanese Journal of Applied Physics誌に発表)。 

 

ナノ分子デバイス������ 

 
● ナノ分子デバイス（庭野道夫・木村康男）  

１．陽極酸化 TiO2 ナノチューブ膜を用いた微小水素センサの動作を確認 
 フォトリソグラフィ技術と陽極酸化技術を組み合わせることにより、TiO2 ナノチュ

ーブ膜を用いたチャネル長 3 µm の微小水素ガスセンサを作製した。その結果、櫛形

電極構造を用いることなく、10%の水素を導入時、 約 1 mA の電流が観測され、約

20 倍のコンダクタンスの変化を示した。これらは、微細加工技術と陽極酸化技術を組

み合わせることにより、微小ガスセンサを作製できることを示しており、低消費電力

化、集積化が期待される。 
２．P3HT への F4TCNQ 分子ドーピング効果の解析 
 P3HT への F4TCNQ 分子ドーピング効果について変位電流評価法(DCM)及び赤外吸

収分光法を用いて調べた。F4TCNQ がドープされた P3HT 膜の赤外吸収スペクトルか

ら F4TCNQ のほとんどがドーパントとしてホールを生成していることがわかった。ま

た、DCM の結果から、ドーピングされた P3HT からドーピングされていない P3HT
へは、金属/有機界面で見られるような電荷注入現象が生じないことがわかった。 
３．シリコン基板上人工細胞膜を用いたチャネル電流の多チャンネル同時計測 
シリコン基板上に作製した微細孔中に人工細胞膜を形成し、その中にチャネルタン

パク質を包埋したイオンチャネルセンサを構築した。さらにこのセンサを多数個並べ

たイオンチャネルアレイを構築し、多数の人工細胞膜からイオンチャネル電流を同時

に記録することに成功した。 
４．テフロン被覆シリコン基板を用いた人工脂質 2 分子膜チップの作製 
 上述のシリコン基板に熱酸化膜とテフロンによる絶縁層被覆を行うことにより、基

板由来のノイズ電流を 1-2 pA、過渡電流応答を 1 ms 以下にまで抑制することに成功

した。この電気特性は、生体イオンチャネルの電流記録に適したレベルであり、薬物

スクリーニングやバイオセンサへの応用が期待される。 

������������ 
 

IV 族半導体ナノ立体構造の実現と応用のための基盤技術の研究 
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薄膜形成やエッチングを原子オーダの精度で制御するプロセス技術の開発は、将来の超大規模集

積回路（ULSI）の大容量化・高速化や量子効果を積極的に利用した新機能デバイス製作、さらに、

従来のバルク材料とは異なる未知の新物性を持つ材料の創生のために極めて重要である。本研究部

は、Si の物性限界・微細化限界を超えて、電荷の究極制御を Si 集積回路にオンチップ化で達成す

るために、表面・界面が原子精度で制御されたナノヘテロ人工 IV 族半導体製作技術とナノ立体加

工技術をモレキュラー制御により確立すると同時に、原子精度ナノヘテロデバイス製作プロセスを

構築することを目標とする。（�１） 
 

＜2011 �������� 
１． 熱CVDプロセスによる歪Si1-xGex上の熱窒化とその上への歪Si1-xGexキャップ層エピタキシャ

ル成長による N 原子層ドーピングについて研究を進めた結果、原子オーダで熱窒化した歪

Si0.3Ge0.7(100) を 400 oC で熱処理すると、Si3N4形成が支配的であることを見いだした。 
２． Si1-xGexの CVD 堆積速度や Si への B ドーピングの反応速度定数やその電気的活性化率に 1%

程度の格子歪が大きな影響を与える一方、歪 Si(100)基板上にエピタキシャル成長させた B ド

ープ歪Si1-xGexにおけるBの電気的活性化率には格子歪はほとんど影響を与えないことを明ら

かにした。 
３． 高 Ge 比率化とともにナノメートルオーダ厚のヘテロ構造が必須となる高性能 SiGe 系共鳴ト

�１．ナノヘテロ人工 IV 族半導体の創成とナノへテロデバイスへの応用 
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ンネル素子における低温から室温までの熱電子放出特性から、原子オーダでのヘテロ界面平

坦性制御とともに高障壁材料の導入が不可欠となることを示した． 

 
＜���� 
教 授 室田 淳一（1995 年より） 
准教授 櫻庭 政夫（2002 年より） 
 
＜������� 
室田 淳一 1970 年 3 月 北海道大学工学部電子工学科卒業。1972 年 3 月 同大学院工学研究科電子工

学専攻修士課程修了。1972 年 4 月 日本電信電話公社武蔵野電気通信研究所入所。1983 年 4 月 同公

社厚木電気通信研究所を経て、1985 年 3 月 東北大学電気通信研究所助教授、1995 年 2 月 同教授、

現在に至る。Si ベース IV 族半導体原子制御プロセスの研究に従事。第 3 回（平成 15 年度）山﨑貞一賞

受賞。平成 22 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞（研究部門）受賞。 
 
櫻庭 政夫 1990 年 3 月 東北大学工学部電気工学科卒業。1995 年 3 月 同大学院工学研究科電気及通

信工学専攻博士後期課程修了。1995 年 4 月 同大電気通信研究所助手。2002 年 8 月 同大電気通信研

究所助教授。2007 年 4 月 同准教授、現在に至る。IV 族半導体高度歪量子へテロ構造の高集積化プロ

セスの研究に従事。固体素子材料（SSDM）国際会議 Young Researcher Award 受賞（1992 年）、第 12 回

トーキン科学技術振興財団研究奨励賞受賞（2002 年）。 
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[1] T. Kawashima, M. Sakuraba, B. Tillack and J. Murota, “Behavior of N Atoms after Thermal Nitridation of Si1-xGex 

Surface”, Thin Solid Films, Vol.520, pp.3392–3396 (2012). 
[2] J. Murota, M. Sakuraba and B. Tillack, “Atomically controlled CVD processing of group IV semiconductors for 

ultra-large-scale integrations” (Review Paper), Adv. Nat. Sci.: Nanosci. Nanotechnol., Vol.3, p.023002 (4 pages), 
2012. 

[3] J. Murota, M. Sakuraba and B. Tillack, “Atomically Controlled Processing in Silicon-Based CVD Epitaxial 
Growth”, J. Nanosci. Nanotechnol., Vol.11, pp.8348-8353 (2011). 

[4] M. Sakuraba and J. Murota, “Atomically Controlled Plasma Processing for Quantum Heterointegration of Group 
IV Semiconductors”, ECS Trans., Vol.41, No.7 (Edited by C. Claeys et al., The Electrochem. Soc., Pennington, NJ, 
2011), pp.337-343 (2011). 

[5] M. Sakuraba and J. Murota, “Atomically Controlled Formation of Strained Si1-xGex/Si Quantum Heterostructure 
for Room-Temperature Resonant Tunneling Diode”, ECS Trans., Vol.41, No.7 (Edited by C. Claeys et al., The 
Electrochem. Soc., Pennington, NJ, 2011), pp.309-314 (2011). 

[6] J. Murota, M. Sakuraba and B. Tillack, “Atomically Controlled CVD Processing for Doping in Future Si-Based 
Devices”, ECS Trans., Vol.37, No.1 (Edited by Y. Kuo and G. Bersuker, The Electrochem. Soc., Pennington, NJ, 
2011), pp.181-188 (2011). 

他 学術雑誌 6 件，国際会議発表論文 7 件 

半導体スピントロニクス研究室 
 

極微細波動基盤術： 
半導体スピントロニクスからテラヘルツ発生まで 

 
スピン機能工学研究部  教 授 大野 英男 

光スピン機能工学研究部  准教授 大野 裕三 

スピン機能材料工学研究部 准教授 松倉 文礼 

 
＜研究室の目標＞ 

半導体内の量子状態を制御し工学的に応用するための研究を進めている。特に、スピンと電荷

の自由度を使った半導体スピントロニクス、今後の情報通信に必要な THz コヒーレント光源の研

究を行っている。 
具体的には、分子線エピタキシ法で成長した GaAs/AlAs、InAs/(Al,Ga)Sb、GaN、ZnO などの非磁

性半導体とそれらに磁性元素をドープした強磁性半導体の高品質な構造を研究対象としている。こ

れらの半導体構造の電気・光・磁気的特性を調べ、応用に結びつける研究を行っている。特に、強

磁性半導体/非磁性半導体量子構造におけるスピン物性の解明と新しい素子の動作原理、電子・核ス

ピンコヒーレンスの光制御・光検出による固体量子情報技術、InAs 及び GaAs 量子井戸中のサブバ

ンド間の光学遷移による THz レーザ光源開発の研究に力を注いでいる。これらの研究によって、固

体材料中のスピンを用いたメモリ・演算デバイスや量子コンピューティング・量子メモリ素子など

の新しいデバイス・システムの実現を目指している。 
 

＜2011 年度の主な成果＞ 

・四重極相互作用が核スピンコヒーレンスを乱す原因になることを示した。また、内部電場勾配を

見積もり、外部から機械的に加えた歪によって四重極相互作用を増大させると不均一拡がりが増

大することを示した。さらに、局所的な核スピン操作に有望な核電気共鳴を実証した。(文献 1) 
・磁壁移動素子、及び磁気トンネル接合への応用が期待される垂直磁気異方性 Ta/CoFeB/MgO 構造

 

ダイオード構造と偏光もつれ光子の忠実

度 f +のヒストグラム 
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の新しいデバイス・システムの実現を目指している。 
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において、交流消磁後に垂直磁化膜で典型的な迷路状磁区が形成されることを明らかにした。ま

た、その周期を解析することにより、ニュークリエーションサイズの指標となる磁壁幅、及び熱

安定性を決めるパラメータの一つである交換スティフネス定数を求めた。(文献 3) 
・高性能磁気トンネル接合の基本構造である Ta/CoFeB/MgO において電界効果による磁気異方性の

変調を調べ、電界変調量は熱処理により変化することを見出した。(文献 4) 
・膜厚揺らぎを利用して形成した GaAs/AlGaAs 量子井戸をベースとする単一 GaAs 量子ドットにお

いて、ショットキーダイオードに順方向電圧を印加することにより、量子ドットの微細構造分裂

の減少と抑制を観測した。さらに、その電圧によって微細構造分裂を制御することにより

0.72±0.05 という高い忠実度での偏光もつれ光子の生成に成功した。(文献 6) 
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究をおこなう．Si 半導体とナノテクノロジー・バイオテクノロジーとの融合による新規アプローチ

により，生命情報処理デバイスの創製，および，様々な高次情報処理を可能とする，分子サイズの

デバイスの実現を目指す． 
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人工細胞膜の形成とチャネルタンパク質の包埋を行った。絶縁層被覆によりノイズ電流と過渡電流

が抑制され、グラミシジンの単一チャネル電流を明瞭に記録することに成功した。[文献 3] 
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21 世紀の高度情報通信に求められる高機能・低消費電力のメモリ・デバイスとそれによって可能

となる新しい論理集積回路および情報通信処理システムを、スピン・磁性を用いて実現することを

目標としている。 
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１． CoFeB/MgO 垂直磁気異方性磁気トンネル接合(MTJ)の書込み電流と熱安定性 

 不揮発VLSIへの応用が期待される前年度に開発した垂直磁気異方性CoFeB/MgO-MTJにおいて、

スピン注入書込み電流と熱安定性の接合サイズ依存性を調べた。書込み電流は接合サイズの減少と

ともに低減でき、高集積化とともに低消費電力化が可能なことを確認した。一方、熱安定性は、80 
nmφから 40 nmφまで接合サイズを変化させてもほとんど変化せず、ニュークリエーション型の磁化

反転を仮定することで説明可能であることを示した。 
２． CoFeB/MgO 垂直磁気異方性 MTJ の熱処理耐性 

 40 nm φ−CoFeB/MgO 垂直磁気異方性 MTJ におけるトンネル磁気抵抗比(TMR 比)が、半導体プロ

セスで望まれる 350-400℃の熱処理により急激に減少する要因を調べた。その結果、反平行磁化状

態を不安定化させる一因であるダイポール結合を低減することで、400℃の熱処理においても室温

で高い TMR 比を得られることが分かった。 
３． 高熱安定 CoFeB/MgO ステップ構造 MTJ 

 CoFeB 参照層直径 300nm、記録層直径 100nm として設計したステップ構造を採用することによ
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人工細胞膜の形成とチャネルタンパク質の包埋を行った。絶縁層被覆によりノイズ電流と過渡電流

が抑制され、グラミシジンの単一チャネル電流を明瞭に記録することに成功した。[文献 3] 
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３． 高熱安定 CoFeB/MgO ステップ構造 MTJ 
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って、平行及び反平行状態の熱安定性定数を同程度にすることに成功し、10 年以上の記録保持時間
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ブレインウェア実験施設の目標と成果 

 

東北大学電気通信研究所附属ブレインウェア実験施設は，平成１６年４月の研究組織の改組・再編と同時に新設された。

その目的は，電脳世界と時々刻々複雑に変化する実世界をシームレスに融合する次世代情報システムを，世界に先駆けて
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ヒューマンインタフェイス研究部の整備が予定されており，関連各研究分野の協力の下に，施設の運営を行う。そのため

に，本研究所及び本所と密接な関係にある本学電気・情報系の各研究分野の研究成果と全国のブレインウェア分野の研究
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に据え，生物のようにしなやかかつレジリアントに実世界環境に適応可能な｢生き生きとし

たシステム｣の設計原理の理解とその知的人工物システムへの実装方策の構築を目指す． 

新概念VLSIシステム研究部：配線数，電力消費及び材料特性ばらつきに起因する信頼性
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Mixed Signal SoC (System on a Chip)のアーキテクチャ・回路設計, および，その設計生
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たシステム｣の設計原理の理解とその知的人工物システムへの実装方策の構築を目指す． 

新概念VLSIシステム研究部：配線数，電力消費及び材料特性ばらつきに起因する信頼性

低下が超微細VLSIにおいて益々問題となる。そこで本研究部では，大局的配線を極端に削

減できるロジックインメモリVLSIアーキテクチャの設計法と実現法に関する研究，並びに

大局的配線を高速に駆動するための新概念回路技術として多値電流モード非同期回路に関

する研究を推進し，従来技術の延長でない新概念VLSIの実現を目指す。 

 知的ナノ集積システム研究部：集積回路の大規模化とディジタルデバイスの高速化は情

報処理性能を飛躍的に高め，知的な柔軟性のある高速処理の実現に向けて研究開発が行わ

れている。本研究部ではこの方向に向かって，しかしデジタル素子の高速化のみではなく，

回路・システムレベルからの広い可能性を加えて検討し，ブレインライクな知的情報処理

システムの構成的研究とそれに向けた新しいデバイスの開発による次世代知的ハードウェ

アシステムの構築を目標としている。 

マイクロアーキテクチャ研究部：ブレインウェアへの応用を可能にするセンサー・ネッ

トワーク・システムへの応用を念頭におき，RF/アナログ回路とディジタル回路を混載した，

Mixed Signal SoC (System on a Chip)のアーキテクチャ・回路設計, および，その設計生
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産性の向上（Top Down設計手法の確立）を研究し，SoCの低価格化・低消費電力化の実現を

行う。 

＜2011 �������� 
実世界コンピューティング研究部（石黒研究室）：2011年度の主たる研究成果は以下の通り

である：(1)真正粘菌変形体が示す自発的なアトラクタ遷移現象が，原形質量保存則と局所的

なセンサフィードバックによって再現できることをシミュレーションにより示した．さらにロ

ボット実機を製作して実験的に確認した．(2)非構造環境下でのヘビのロコモーションに内在

する自律分散制御則の理論的考察を行った．その結果，曲率微分制御と表在感覚に基づく反射

の組み合わせで実際のヘビの動きを再現できることを明らかにした．(3)共振現象を活用した

4 脚動物の歩容遷移モデルの構築した．(4)振動性と興奮性の自発的スイッチングに基づく新

規な CPGモデルを提案し，4脚ロボット実機を用いて実験的に検証した．(5)2次元シート型ロ

ボットの自律分散制御則に関する理論的考察を行った．その結果，曲率微分制御という自律分

散制御則を導出した．(6)柔軟な足部から生み出される表在感覚に基づく 2脚歩行の CPG制御

を提案した．(7)ミミズの這行に内在する自律分散制御則に関する理論的考察を行い，伸縮率

微分制御という自律分散制御則を導出した． 

新概念 VLSI システム研究部（羽生研究室）：2011 年度は，主に以下の３点につき研究を推

進した．Ternary Content-Addressable Memory (TCAM)セル回路を，６個の MOSトランジスタ

と２個の Magnetic Tunnel Junction (MTJ)素子により構成できること（6T-2MTJ），および７

個の MOSトランジスタと２個の MTJ素子により構成できること（7T-2MTJ）をそれぞれ示した．

これら提案方式は，不揮発性を達成しつつ，従来構成と比較してコンパクト化も同時に達成で

きた．また，MTJ素子を活用したさらなる応用例として，不揮発 Field-Programmable Gate Array 

(FPGA）の論理演算回路ブロック LUT(Lookup Table)回路を構成した．MTJ素子を冗長に配置す

ることで素子ばらつきの影響をキャンセルできることとなり，①４入力化の試作に初めて成功

すると共に，②６入力化への拡張も可能であることを示した．非同期データ転送技術とその応

用については，非同期式制御に基づく細粒度パワーゲーティング方式を考案した．非同期制御

信号を，パワースイッチ制御信号としても有効利用することで，制御回路オーバーヘッドを大

幅に低減することに成功した． 

知的ナノ集積システム研究部（中島・佐藤研究室）：(1) 高次シナプス結合を持つ逆関数遅

延ニューロンモデルの応用問題への適用を試み、その実現可能性を示した。(2) Nb/AlOx/Nb

ジョセフソン接合列のスイッチング特性を、超伝導集積回路シミュレータ JSIMを使って調べ、

従来理論と整合させるためには電子温度や浮遊容量の同定が不可欠であることを確認した。

(3) 8 x 8ビット超伝導並列乗算器の構成要素として用いられる、基本論理セルの高速評価と

セル遅延評価を集積回路上で実測した。また、超伝導量子干渉デバイスによるニューロ素子を

利用したホップフィールド形ネットワークの構成では、ニューロン素子の閾値特性の改善によ

り N-Queen問題の正解率が向上することを数値解析により見出した。 

マイクロアーキテクチャ研究部（桝井研究室）：センサーネットワークなどに応用可能な低

消費電力トランシーバの研究に取り組んだ。 315MHz/433MHz の両バンド対応 Fractional-N 

PLLシンセサイザにおいて、5µsecの Settling時間を実現する高精度 PLLループ設計手法、

ならびに、15µsecの Start-up 時間を実現するため、毎回実行される Tuningを省略し、標

準 CMOSテクノロジで製造可能な不揮発メモリに Tuningデータを蓄積し、高速 Calibration

を実行する手法を確立した。さらに、On-Chipインダクタンスの Quality Factorの向上に

よって 3.5mW の低消費電力化を実現した。これらは、いずれも発表時での世界最高値を示

した。この他、Active-Gm-RC 方式を用いた、従来の 1/7 の消費電力を実現する Bandpass 

Filter において、回路トポロジの最適化を行い、パラメータ最適化と Tuning 技術の確立

などを行った。 

���コン��ー��ン���室 
 

生き物のようにレジリアントな知能システムの創成 

 

���コン��ー��ン����� 教 授 �� �� 

 
＜��室の��� 

実世界コンピューティング研究室では，生物のようにしなやかかつタフに実世界環境に適応可能

な｢生き生きとしたシステム｣の設計原理の理解を目指した研究を進めている．その中核となる概念

が｢自律分散制御｣である．自律分散制御とは，比較的単純な認知・判断・運動機能を持つ要素（自

律個）が多数存在し，それらが相互作用することによって，個々の要素の単純性からは想像もでき

ない非自明な大域的特性（機能）を自律個集団から創発させるという，｢三人寄れば文殊の知恵｣を

まさに地でいくような制御方策である．本研究室では，ロボティクスや数理科学，生物学，物理学

といったさまざまな学問領域を縦横無尽に行き来しながら，｢ハードでドライ｣なシステムを基盤と

する既存技術では決してなし得ない，生物のような｢しぶとさ｣や｢したたかさ｣，｢打たれ強さ｣，｢多

芸多才さ｣といった値を有する，｢ソフトでウェット，コンティニュアム｣な知的人工物システムの

創成を目指す． 
 

＜2011 ��の����� 
１． 脚式ロコモーションの CPG 制御 
 力覚情報に基づいて振動性と興奮子の間で自発的にスイッチングする新規な CPG モデルを提案

した．2 脚と 4 脚ロボット実機を用いて検証した結果，静止状態から歩行状態へ瞬時に遷移できる

こと，歩容遷移が実現できること，身体の力学的特性に応じて歩容が自己組織的に変化することな

どが確認された．本 CPG 制御法は，既存制御手法とは一線を画する優れた特性を示すことが明ら

かとなりつつある． 
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産性の向上（Top Down設計手法の確立）を研究し，SoCの低価格化・低消費電力化の実現を

行う。 

＜2011 �������� 
実世界コンピューティング研究部（石黒研究室）：2011年度の主たる研究成果は以下の通り

である：(1)真正粘菌変形体が示す自発的なアトラクタ遷移現象が，原形質量保存則と局所的

なセンサフィードバックによって再現できることをシミュレーションにより示した．さらにロ

ボット実機を製作して実験的に確認した．(2)非構造環境下でのヘビのロコモーションに内在

する自律分散制御則の理論的考察を行った．その結果，曲率微分制御と表在感覚に基づく反射

の組み合わせで実際のヘビの動きを再現できることを明らかにした．(3)共振現象を活用した

4 脚動物の歩容遷移モデルの構築した．(4)振動性と興奮性の自発的スイッチングに基づく新

規な CPGモデルを提案し，4脚ロボット実機を用いて実験的に検証した．(5)2次元シート型ロ

ボットの自律分散制御則に関する理論的考察を行った．その結果，曲率微分制御という自律分

散制御則を導出した．(6)柔軟な足部から生み出される表在感覚に基づく 2脚歩行の CPG制御

を提案した．(7)ミミズの這行に内在する自律分散制御則に関する理論的考察を行い，伸縮率

微分制御という自律分散制御則を導出した． 

新概念 VLSI システム研究部（羽生研究室）：2011 年度は，主に以下の３点につき研究を推

進した．Ternary Content-Addressable Memory (TCAM)セル回路を，６個の MOSトランジスタ

と２個の Magnetic Tunnel Junction (MTJ)素子により構成できること（6T-2MTJ），および７

個の MOSトランジスタと２個の MTJ素子により構成できること（7T-2MTJ）をそれぞれ示した．

これら提案方式は，不揮発性を達成しつつ，従来構成と比較してコンパクト化も同時に達成で

きた．また，MTJ素子を活用したさらなる応用例として，不揮発 Field-Programmable Gate Array 

(FPGA）の論理演算回路ブロック LUT(Lookup Table)回路を構成した．MTJ素子を冗長に配置す

ることで素子ばらつきの影響をキャンセルできることとなり，①４入力化の試作に初めて成功

すると共に，②６入力化への拡張も可能であることを示した．非同期データ転送技術とその応

用については，非同期式制御に基づく細粒度パワーゲーティング方式を考案した．非同期制御

信号を，パワースイッチ制御信号としても有効利用することで，制御回路オーバーヘッドを大

幅に低減することに成功した． 

知的ナノ集積システム研究部（中島・佐藤研究室）：(1) 高次シナプス結合を持つ逆関数遅

延ニューロンモデルの応用問題への適用を試み、その実現可能性を示した。(2) Nb/AlOx/Nb

ジョセフソン接合列のスイッチング特性を、超伝導集積回路シミュレータ JSIMを使って調べ、

従来理論と整合させるためには電子温度や浮遊容量の同定が不可欠であることを確認した。

(3) 8 x 8ビット超伝導並列乗算器の構成要素として用いられる、基本論理セルの高速評価と

セル遅延評価を集積回路上で実測した。また、超伝導量子干渉デバイスによるニューロ素子を

利用したホップフィールド形ネットワークの構成では、ニューロン素子の閾値特性の改善によ

り N-Queen問題の正解率が向上することを数値解析により見出した。 

マイクロアーキテクチャ研究部（桝井研究室）：センサーネットワークなどに応用可能な低

消費電力トランシーバの研究に取り組んだ。 315MHz/433MHz の両バンド対応 Fractional-N 

PLLシンセサイザにおいて、5µsecの Settling時間を実現する高精度 PLLループ設計手法、

ならびに、15µsecの Start-up 時間を実現するため、毎回実行される Tuningを省略し、標

準 CMOSテクノロジで製造可能な不揮発メモリに Tuningデータを蓄積し、高速 Calibration

を実行する手法を確立した。さらに、On-Chipインダクタンスの Quality Factorの向上に

よって 3.5mW の低消費電力化を実現した。これらは、いずれも発表時での世界最高値を示

した。この他、Active-Gm-RC 方式を用いた、従来の 1/7 の消費電力を実現する Bandpass 

Filter において、回路トポロジの最適化を行い、パラメータ最適化と Tuning 技術の確立

などを行った。 
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生き物のようにレジリアントな知能システムの創成 

 

���コン��ー��ン����� 教 授 �� �� 

 
＜��室の��� 

実世界コンピューティング研究室では，生物のようにしなやかかつタフに実世界環境に適応可能

な｢生き生きとしたシステム｣の設計原理の理解を目指した研究を進めている．その中核となる概念

が｢自律分散制御｣である．自律分散制御とは，比較的単純な認知・判断・運動機能を持つ要素（自

律個）が多数存在し，それらが相互作用することによって，個々の要素の単純性からは想像もでき

ない非自明な大域的特性（機能）を自律個集団から創発させるという，｢三人寄れば文殊の知恵｣を

まさに地でいくような制御方策である．本研究室では，ロボティクスや数理科学，生物学，物理学

といったさまざまな学問領域を縦横無尽に行き来しながら，｢ハードでドライ｣なシステムを基盤と

する既存技術では決してなし得ない，生物のような｢しぶとさ｣や｢したたかさ｣，｢打たれ強さ｣，｢多

芸多才さ｣といった値を有する，｢ソフトでウェット，コンティニュアム｣な知的人工物システムの

創成を目指す． 
 

＜2011 ��の����� 
１． 脚式ロコモーションの CPG 制御 
 力覚情報に基づいて振動性と興奮子の間で自発的にスイッチングする新規な CPG モデルを提案

した．2 脚と 4 脚ロボット実機を用いて検証した結果，静止状態から歩行状態へ瞬時に遷移できる

こと，歩容遷移が実現できること，身体の力学的特性に応じて歩容が自己組織的に変化することな

どが確認された．本 CPG 制御法は，既存制御手法とは一線を画する優れた特性を示すことが明ら

かとなりつつある． 

 

ブレインウェア実験施設

73

電気通信-3章3-三[62-98].indd   73 2012/09/05   19:13:19



２． 非構造環境下で這行可能なヘビのロコモーション原理の解明 
 深部体性感覚に基づく曲率微分制御と，体壁にかかる環境からの表在感覚情報に基づいた反射メ

カニズムの組み合わせで，ヘビが示す｢環境の不均一性を活用したロコモーション｣が効果的に実現

されることが明らかとなった． 
３． 真正粘菌変形体が示す自発的なアトラクタ遷移の発現機序解明 
 真正粘菌変形体は多核単細胞生物でありながら，状況依存的に多様な振る舞いを発現して環境に

対処している．本研究では，原形質量保存則を考慮した結合振動子系と局所的なセンサフィードバ

ックにより，自発的なアトラクタ遷移が実際に生起されることを実験的に確認した．これは多芸多

才な人工物の構築につながる重要な知見である． 

 
＜���� 
教 授 石黒 章夫（2011 年より） 
助 教 大脇 大 （2011 年より） 
助 教 加納 剛史（2011 年より） 
助 教 坂本 一寛（1993 年より） 
秘 書 才田 昌子（2011 年より） 
 
＜�ロ��ー�� 
石黒 章夫 1991 年 3 月 名古屋大学大学院工学研究科博士後期課程修了（工学博士）．1991 年 4 月 名

古屋大学工学部助手． 1997 年 5 月 名古屋大学大学院工学研究科助教授．2006 年 4 月 東北大学大学

院工学研究科教授． 2011 年 4 月 東北大学電気通信研究所教授，現在に至る．生物規範ロボティクス，

数理生物システム論に関する研究に従事．IEEE/RSJ IROS Best Paper Award（2004 年）、IEEE/RSJ IROS Best 
Paper Award Nomination Finalist（2003 年，2009 年）、Ig Nobel Prize（2008 年），IEEE/RSJ NTF Award Finalist 
for Entertainment Robots and Systems（2011 年）。 
 
＜2011 ��の�な発����� 
[1] W. Watanabe, T. Kano, S. Suzuki, and A. Ishiguro, “A decentralized control scheme for orchestrating versatile arm 

movements in Ophiuroid omnidirectional locomotion”, Journal of Royal Society of Interface, Vol.9, No.6, 2011 
(DOI: 10.1098/rsif.2011.0317) 

[2] D. Owaki, K. Nagasawa, T. Kano, and A. Ishiguro, “A CPG-based decentralized control by exploiting spontaneous 
transition between oscillatory and excitatory regimes –A case study with a real quadruped robot-”, Dynamic 
Walking, 2011 

[3] T. Kano, T. Sato, and A. Ishiguro, “Decentralized control of scaffold-assisted serpentine locomotion that exploits 
body softness”, 2011 IEEE International Conference on Robotics and Automation, 2011 

[4] T. Sato, T. Kano, and A. Ishiguro, “A decentralized control scheme for an effective coordination of phasic and 
tonic control in a snake-like robot”, Bioinspiration & Biomimetics, Vol.7, No.1, 2012 (DOI: 
10.1088/1748-3182/7/1/016005) 

[5] T. Umedachi, R. Idei, T. Nakagaki, R. Kobayashi, and A. Ishiguro, “Fluid-filled Soft-bodied Amoeboid Robot 
Inspired by Plasmodium of True Slime Mold”, Advanced Robotics, Vol.26, pp.693-707, 2012 

[6] T. Umedachi, R. Idei, and A. Ishiguro, “A Fluid-filled deformable robot that exhibits spontaneous switching 
among versatile spatiotemporal oscillatory patterns inspired by true slime mold”, The 5th International 
Symposium on Adaptive Motion of Animals and Machines, pp.65-66, 2011 

[7] K. Yaegashi, K. Kano, R. Kobayashi, and A. Ishiguro, “Decentralized control of an earthworm-like robot that fully 
exploits mechanical interaction”, The 5th International Symposium on Adaptive Motion of Animals and Machines, 
pp.67-68, 2011 

������������室 
 

集積化知的情報処理システムの基盤技術の研究 
 

       

 
図１ 知的ナノ集積システム研究部の研究目標      図２ 磁束量子４ビット並列乗算器 
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性のある高速処理の実現に向けて研究開発が行われている。本研究部ではこの方向に向かって、し

かしディジタル素子の高速化のみではなく、回路・システムレベルからの広い可能性を加えて検討

し、ブレインライクな知的情報処理システムの構成的研究とそれに向けた新しいデバイスの開発に

よる次世代知的ハードウェアシステムの構築を目標としている。これまで百万シナプスのブレイン

ライクシステムを開発、組み合わせ最適化問題に実用時間内で 100%の解答を与えるアクティブシリ

コンブレインシステムの提案を行い、プロトタイプをシリコンチップ上に作り出し、さらに高次の

システムへと展開している。また集積化超伝導素子を用いた FFTの構成や量子計算へのニューロ的

手法の導入などの提案も行っている。 
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[集積化ブレインコンピュータとダイナミック知的記憶システムの研究]  新概念の疑似粒子運動

モデルを用いた神経モデル結合系の解析を用いて、アクティブ領域を持つポテンシャルで制限され

たシステムが持つバースト発火現象を検討した。また、高次シナプス結合を持つ逆関数遅延ニュー

ロンモデルの応用問題への適用を試み、その実現可能性を示した。 

[量子計算デバイスとアルゴリズムの研究]  Nb/AlOx/Nbジョセフソン接合列のスイッチング特性

を、超伝導集積回路シミュレータJSIMを使って調べた。この結果と実験結果を比較し、実験結果の

方がはるかに大きいスイッチング確率を示すことが分かった。従来理論と整合させるためには電子
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２． 非構造環境下で這行可能なヘビのロコモーション原理の解明 
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温度や浮遊容量の同定が不可欠であることを確認した。 
[磁束量子データプロセッサの研究]  超伝導ディジタル信号処理回路の大規模化と高バイアスマ

ージン化を目的とし、8 x 8ビット並列乗算器の構成要素として用いられる、基本論理セルの高速

評価とセル遅延評価を集積回路上で実測した。その結果、実測での詳細なセル遅延特性が得られ、

大規模回路設計におけるタイミング設計の指針が得られた。また、超伝導量子干渉デバイスによる

ニューロ素子を利用したホップフィールド形ネットワークの構成では、ニューロン素子の閾値特性

の改善によりN-Queen問題の正解率が向上することを数値解析により見出した。 
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功、その結果を基に量子力学的な位相の概念に基づく電子計算機システムを提案し、基本集積回路の試

作と動作の検証を行った。さらにシリコン集積回路による知的情報処理の研究に進み、現在は連想記憶
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＜研究�の��� 
ユビキタス社会の到来によって、通信やセンシング用途等に向け Mixed-Signal（アナログ・ディ

ジタル混載）回路設計技術と、IC 上へのシステム搭載技術の向上が要求されている。マイクロアー

キテクチャ研究部では、Mixed-Signal SoC (System on a Chip)のアーキテクチャ・回路設計、お

よび、その設計生産性の向上を研究の対象とし、ブレインウエアに関連したセンサー・ネットワー

クへの応用や、将来の脳的コンピュータ実現への貢献を目標とする。オープンシステムで使用され

る Mixed-Signal SoC では、微細化 CMOS テクノロジを利用し、目標性能を低価格・低消費電力で実

現することが要求されているが、微細化によって顕著化した RF/アナログ回路の特性劣化・変動を

抑制するため、SoC 上のディジタル回路を利用し、性能を向上する技術に大きな注目が集まってい

る．我々の第１の目標は、ディジタル回路による補正技術のみならず、IP 再利用などのディジタル

設計手法をより大規模な SoC に展開し、Mixed-Signal Platform を実現することにある。さらに第

２の目標として、SoC の低価格化に向け、ディジタル回路と比較して設計が困難な RF/アナログ回

路において、設計生産性を大幅に向上できる自動設計手法の確立を挙げる。 

 

＜2011��の����� 
１． Mixed-Signal Platform の研究 

 これまで進めてきたワイヤレス・センサーネットワークに応用可能な低コスト・低消費電力トラ

ンシーバ IC 実現に向け Fractional-N PLL シンセサイザの研究を実施した。本研究では、0.18μm 1.8V

テクノロジを使用し、3.5mW、セトリング時間 5μsec、スタートアップ時間 15μsec のデュアル・バンド

（315MHz/433MHz）周波数シンセサイザの設計・試作・評価を実施し、仕様どおりの動作を確認した。

3.5mW の消費電力を実現するためには、Quality Factor を最適化した On-Chip インダクターの実現がキ
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路において、設計生産性を大幅に向上できる自動設計手法の確立を挙げる。 
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１． Mixed-Signal Platform の研究 

 これまで進めてきたワイヤレス・センサーネットワークに応用可能な低コスト・低消費電力トラ

ンシーバ IC 実現に向け Fractional-N PLL シンセサイザの研究を実施した。本研究では、0.18μm 1.8V

テクノロジを使用し、3.5mW、セトリング時間 5μsec、スタートアップ時間 15μsec のデュアル・バンド

（315MHz/433MHz）周波数シンセサイザの設計・試作・評価を実施し、仕様どおりの動作を確認した。

3.5mW の消費電力を実現するためには、Quality Factor を最適化した On-Chip インダクターの実現がキ

ブレインウェア実験施設

77

電気通信-3章3-三[62-98].indd   77 2012/09/05   19:13:20



ー技術となる。また、5μsec のセトリング時間を実現するために、4 次 PLL ループを、近似を用いずに

高精度に設計する手法の確立を行った。さらに、15μsec のスタートアップ時間の実現と VCO 動作周波数

のばらつきを補正するため、スタンダード CMOS テクノロジによる不揮発メモリを用いたキャリブレー

ション方式の提案を行った。その他の独自技術として、Factional Spurious を低減する Self-Dithering

手法を採用している。 

２． gm/ID Lookup Table 法による OTA 自動設計技術の研究 

 アナログ回路の基本回路である OTA(Operational Transconductnace Amplifier)は、A/D 変換器、

フィルタ、センサ・フロントエンド回路などに活発に応用されているが、消費電力と性能のトレー

ドオフを行いながら仕様に合わせて設計することが極めて困難となっている。特に近年 CMOS デバ

イスのスケーリングによって、電流電圧特性が旧来の２乗側で表現することができなくなった結果、

設計者のアイデアを実現しやすい Hand Analysis ベースの設計からの乖離が生じ、設計生産性の低

下が著しくなっている。本課題を解決するため、gm/ID Lookup Table を用いた Hand Analysis ベー

スの自動設計手法の研究を行っている。今年度は、SPICE BSIM モデルのアナログ・パラメータ検証と

最適化手法について、180nm、65nm の両テクノロジに関して、TEG 試作・評価に基づく技術確立を行っ

た。特に、65nmテクノロジに関しては、Active-Gm-RC方式 Filter設計への応用について、簡便なConstant 

gm/ID法を提案し、その有効性（テクノロジによらず消費電流が一定となる）を提示した。 
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現在の VLSI (Very Large Scale Integration) においては，素子間の配線に起因するメモリと演算器

間のデータ転送ボトルネック，プロセス微細化に伴うリーク電流がもたらす消費電力の増大，およ

び材料特性ばらつきに起因する信頼性の低下といった様々な要因がシステム性能を向上させる上

で深刻な問題となっている．これらの問題を全く新しい視点から解決する新概念 VLSI コンピュー

ティングパラダイムの実現を目的とし，本研究部では，従来の延長上にはない新しい概念に基づく

VLSI アーキテクチャに関する研究，すなわち不揮発記憶機能を有する新デバイスを演算回路に分

散配置させることで高性能性・多機能性と高信頼性の両立を可能にする不揮発性ロジックインメモ

リ VLSI アーキテクチャ（図 1，2），不揮発性記憶素子を用いることによる LSI のポストプロセスば

らつき補償技術（図 3）など，マルチメディア応用高性能 VLSI プロセッサの設計法および実現法に

関する研究を行っている． 

＜2011 �������� 
�．高密度・不揮発 TCAMチップの試作と動作実証 Ternary Content-Addressable Memory(TCAM) は

並列パターンマッチング機能を有する高性能なハードウェア検索エンジンである．本年度は，

6T-2MTJ セル構造に基づく完全並列形不揮発 TCAM のプロトタイプチップを 90nm CMOS/100nm MTJ

プロセスにより試作した．提案セル回路は，最少個数のトランジスタ数で構成された，MTJ 素子ベ

ース完全並列形不揮発 TCAM セルであり，通常の CMOS ベース揮発 TCAM セル回路と比較し，半分程

度のトランジスタ数で実現されている．この結果，高密度かつ待機電力消費の無い TCAM 実現への

道が拓かれた．また，本テストチップを用いて，一致検索動作，並びにインスタント・オン/オフ

の原理動作を実証した． 

�．コンパクト多入力不揮発 LUT 回路の実現 大規模不揮発性 FPGA (Field-Programmable Gate 

Array)を実用化するためには，4入力 lookup table (LUT)回路などの多入力 LUT回路の実現が必須

である。本年度は，冗長な MTJ 素子を CMOS 回路上に直並列に配置することで回路の論理しきい値

のばらつき抑制ならびに補正機能する機能を考案し，最小のセンスアンプ回路で多入力 LUT回路を

図 2．MTJ/MOSハイブリッド 4入力LUT
回路: 冗長に直並列接続した MTJ 素子に
よってばらつきを抑制，センスアンプ数
最小化によるコンパクトLUT回路を実現 
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図 1．MTJ/MOS ハイブリッド不揮発

TCAM チップ。演算・記憶機能の一体化
により，最少トランジスタ数で待機電力
ゼロを実現． 

図 3．ばらつき補正機能を内蔵した差動型
電流モード論理回路．MTJ 素子の抵抗値
の調整により，しきい値電圧の変化によ

って生じる動作点の変動を抑制． 
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電流モード論理回路．MTJ 素子の抵抗値
の調整により，しきい値電圧の変化によ
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実現した．提案 6入力 LUT回路では，従来の不揮発 SRAM をベースとした構成と比較して 38%のトラ

ンジスタ数で構成され，不揮発化とコンパクト化を同時に達成可能である。また，本提案技術に基

づく 4入力 LUT回路を 90nmCMOS/MTJプロセスにより設計・試作を行い，その基本動作を確認した． 

３．ポストプロセスばらつき補償技術の提案 不揮発性記憶素子を用いることによる LSI のポストプ

ロセスばらつき補償技術を提案した．本技術は，不揮発性記憶素子の可変抵抗としての性質を用い，試

作時に生じる性能ばらつきに応じて抵抗値を変化させることで，ばらつきの影響を受けた LSI の動作点

補正を実現する．本年度は，提案技術に基づく差動型電流モード論理回路の設計および回路シミュレー

ションを行い，提案技術を用いることでトランジスタのしきい値電圧ばらつきによって生じる出力電圧

の振幅の変動を平均 30%程度削減できることを示した． 
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産学官連携による実用化技術の研究開発 
～モバイルとストレージ～ 

 

 

 

＜�ン�ーの��� 
電気通信研究所がこれまでに蓄積してきた情報通信技術 (IT) に関する実績を，産学官連携研究開発

体制により，5 年間の期間をもって実用化技術として完成させることを目的とする．大学の保有する基

本技術をコアとして，社会が求めるアプリケーションとマッチングをとり，設計・実装・評価まで行う

ことで，製品化へ適応可能な実用化技術を完成させる．プロジェクトの推進には，産業界からの技術者

を多く受け入れ，大学の保有する先端技術，先端設備を研究開発現場にて体験することで，若手技術者

の教育・社会人技術者の再教育センターとしての役割を果たす．また，開発した技術を用いた新しいビ

ジネスモデルの創出とベンチャー企業の創出・育成などにより，日本全国並びに東北大学地区の産業振

興に貢献し，日本の IT バレーとしての地位を確立する． 
 
 
＜2011��の����� 
 現在は，2 プロジェクト体制とし，センター専任としてモバイル分野・ストレージ分野を設置し，民

間からプロジェクト担当教授を招聘した．平成 14 年度から平成 18 年度まで，文部科学省 IT プログラ

ム（RR2002）のプロジェクトとして，「次世代モバイルインターネット端末の開発」と「超高速高密度

ハードディスクの開発」を受託し，研究開発を進めてきたが，平成 19 年度からはこれらの研究成果を

さらに発展させた「ディペンダブルワイヤレスシステム・デバイスの開発」と「超高速大容量ストレー

ジシステムの開発」を実施している．各プロジェクトの概要と平成 23 年度の成果を以下に示す． 
 
１． ディペンダブルワイヤレスシステム・デバイスの開発 

平成 19 年度に JST の CREST タイプ研究「ディペンダブル VLSI システムの基盤技術」に対して，新

規プロジェクト「ディペンダブルワイヤレスシステム・デバイスの開発」を提案し，採択された．提案

プロジェクトは，ディペンダビリティの高い広域・超高速ワイヤレスネットワークである Dependable 
Air の実現を目指している．平成 24 年度までの研究期間の中で，複数の無線通信システムを統合し，伝

送距離・通信速度・消費電力・QoS の最適制御を行うことが可能となる無線通信端末である DWS 
（Dependable Wireless System）の実現を目指す．本年度は主に，(1) オールシリコン CMOS による

ミリ波帯送信器・受信器用 RF IC の高性能化・集積化の検討，(2) 周波数領域伝搬路推定回路を用いて

伝搬路を推定することで，より最適なチャネルを選択できるワイヤレスディペンダビリティ評価技術，

(3) 小形ミリ波無線通信アンテナモジュールの設計・実装・評価などを行った． 

 
２．超高速大容量ストレージシステムの開発 
 本分野では，平成 19 年度から，文部科学省からの受託研究「超高速大容量ストレージシステム」を，
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実現した．提案 6入力 LUT回路では，従来の不揮発 SRAMをベースとした構成と比較して 38%のトラ
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本研究所（村岡研究室) ならびに学内の研究室と，国内ハードディスクドライブメーカー等を結集した

産学連携により実施している．ここでは，超テラビット毎平方インチ級の次世代垂直磁気記録の要素技

術開発と，超高速ストレージサブシステムのための予知型 2 次元データ配置技術方式により，記録密度

と消費電力の限界を打破し，既存システムの 1/20 以下の消費電力/記憶容量比の達成をプロジェクトの

目標としている．平成 23 年度は，スタティックテスタを用いた次世代ナノパターン媒体の記録再生

特性の評価とスーパーコンピュータを用いたシミュレーションから現行の 10 倍の記録密度の目途

をつけ，新規省電力サブシステム技術の方式実証（電力 1/2 に加えた高速データ転送性能化）と併せ

て目標の 1/20 を達成している．また，ストレージシステムの高速データ転送について，特定の機器に

アクセスが集中することを回避する制御アルゴリズムを実装し実際にスーパーコンピュータとの接続

試験を経て開発を完了している． 

 
 

センター長・教授 村岡 裕明 
 
企画開発部 
客員教授     古西  真 
 
研究開発部 
モバイル分野 
客員教授  坪内 和夫 
客員教授     高木  直 
 
ストレージ分野 
教 授      藤本 和久 
客員教授     青井  基 
准教授      島津 武仁 
客員准教授    山川 清志 
 
 

運営委員 

本研究所教授   村岡 裕明 

   藤本 和久 
         長  康雄 

   末松 憲治 

         鈴木 陽一 

         外山 芳人 

         大野 英男 

         羽生 貴弘 

 

 

 

 

 

 

 

大学院工学研究科教授  安達 文幸 

    川又 政征 

大学院情報科学研究科教授 加藤  寧 

本研究所事務長   佐藤  巌 

 
 

ディペンダブル・エアの実現へ向けて 

図面説明: 

ディペンダブル・エア 

現在規格化されている無線通信システムの通信速度と通信距離の関係を示したもので

ある．通信距離に応じて，広域系・無線 LAN 系・近距離系の三種類のシステムが存

在する．ユーザ端末には，電池の容量や人体への影響から 1W の送信電力制限がある

と考えると，2GHz 帯では図中の線のように通信距離と伝送速度との間にトレードオフ

が存在し，各々のシステムの高速化には限界が存在する．当分野では，これら複数のシ

ステムを統合することによって，最適な通信距離・伝送速度で通信を行うことができるよ

うな小型・低消費電力無線通信端末の実現を目指す． 

 

 
 

ユーザ端末をネットワークに接続するアクセス回線技術としてのモバイルワイヤレス通信技術

は、光ファイバによる超高速バックボーンネットワークとともに、IT 社会の根幹を支える情報基

盤技術である。世界の移動通信のリーダシップを担うわが国の移動通信技術は、日本経済を支える

原動力としてますます発展する必要がある。 
IT-21 センター・モバイル分野では、国内移動体通信機メーカー及び第一種通信事業者との産学

連携プロジェクトにより、次世代インターネットアクセスのための超高速無線通信技術の開発と異

種材料統合・三次元システムチップ構築技術による超小型端末の実用化技術開発を推進してきた。

これまでに、(1) 324Mbit/s 5GHz 帯無線 LAN 端末の開発、(2) ハイビジョン非圧縮伝送超小型 3D 
SiP（三次元システム・イン・パッケージ）ミリ波無線端末の開発を行い、また、(3) 広域モバイル

ブロードバンドワイヤレスアクセス (MBWA) 実証実験により、自動車移動中のシームレスハンド

オーバ、無線 LAN と MBWA との異種ネットワーク間シームレスローミングを成功させてきた。 
本年度は、JST CREST タイプ研究プロジェクト「ディペンダブルワイヤレスシステム・デバイス

の開発」（研究期間: 平成 19～24 年度）により，ディペンダブル・エアを実現するための無線通信

端末の構成要素であるディペンダブル・ワイヤレス・システム（DWS）技術の研究開発を行った。

特に，本研究課題では，以下の要素技術開発を中心に行った。 
1. オールシリコン CMOS による RFIC (Radio Frequency IC) 
2. 周波数領域等化技術による伝搬路・デバイス特性補償回路 

21世紀情報通信研究開発センター

82

電気通信-3章3-三[62-98].indd   82 2012/09/05   19:13:21



本研究所（村岡研究室) ならびに学内の研究室と，国内ハードディスクドライブメーカー等を結集した

産学連携により実施している．ここでは，超テラビット毎平方インチ級の次世代垂直磁気記録の要素技

術開発と，超高速ストレージサブシステムのための予知型 2 次元データ配置技術方式により，記録密度

と消費電力の限界を打破し，既存システムの 1/20 以下の消費電力/記憶容量比の達成をプロジェクトの

目標としている．平成 23 年度は，スタティックテスタを用いた次世代ナノパターン媒体の記録再生

特性の評価とスーパーコンピュータを用いたシミュレーションから現行の 10 倍の記録密度の目途

をつけ，新規省電力サブシステム技術の方式実証（電力 1/2 に加えた高速データ転送性能化）と併せ

て目標の 1/20 を達成している．また，ストレージシステムの高速データ転送について，特定の機器に

アクセスが集中することを回避する制御アルゴリズムを実装し実際にスーパーコンピュータとの接続

試験を経て開発を完了している． 

 
 

センター長・教授 村岡 裕明 
 
企画開発部 
客員教授     古西  真 
 
研究開発部 
モバイル分野 
客員教授  坪内 和夫 
客員教授     高木  直 
 
ストレージ分野 
教 授      藤本 和久 
客員教授     青井  基 
准教授      島津 武仁 
客員准教授    山川 清志 
 
 

運営委員 

本研究所教授   村岡 裕明 

   藤本 和久 
         長  康雄 

   末松 憲治 

         鈴木 陽一 

         外山 芳人 

         大野 英男 

         羽生 貴弘 

 

 

 

 

 

 

 

大学院工学研究科教授  安達 文幸 

    川又 政征 

大学院情報科学研究科教授 加藤  寧 

本研究所事務長   佐藤  巌 

 
 

ディペンダブル・エアの実現へ向けて 

図面説明: 

ディペンダブル・エア 

現在規格化されている無線通信システムの通信速度と通信距離の関係を示したもので

ある．通信距離に応じて，広域系・無線 LAN 系・近距離系の三種類のシステムが存

在する．ユーザ端末には，電池の容量や人体への影響から 1W の送信電力制限がある

と考えると，2GHz 帯では図中の線のように通信距離と伝送速度との間にトレードオフ

が存在し，各々のシステムの高速化には限界が存在する．当分野では，これら複数のシ

ステムを統合することによって，最適な通信距離・伝送速度で通信を行うことができるよ

うな小型・低消費電力無線通信端末の実現を目指す． 

 

 
 

ユーザ端末をネットワークに接続するアクセス回線技術としてのモバイルワイヤレス通信技術

は、光ファイバによる超高速バックボーンネットワークとともに、IT 社会の根幹を支える情報基
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IT-21 センター・モバイル分野では、国内移動体通信機メーカー及び第一種通信事業者との産学
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ディペンダブル・エア
現在規格化されている無線通信シス
テムの通信速度と通信距離の関係を
示したものである．通信距離に応じ
て，広域系・無線 LAN 系・近距離
系の三種類のシステムが存在する．
ユーザ端末には，電池の容量や人体
への影響から1W の送信電力制限が
あると考えると，2GHz 帯では図中
の線のように通信距離と伝送速度と
の間にトレードオフが存在し，各々
のシステムの高速化には限界が存在
する．当分野では，これら複数のシ
ステムを統合することによって，最
適な通信距離・伝送速度で通信を行
うことができるような小型・低消費
電力無線通信端末の実現を目指す．
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3. 適応スケーラブル ADC/DAC (Analog-Digital Converter/Digital-Analog Converter) 
 

＜2011 ��の����� 
１． 周波数領域等化回路の LSI 実装・評価 

伝搬路歪やデバイスの周波数特性改善のための周波数領域等化回路を 180nm CMOS プロセスに

て設計・試作を行った。さらに、周波数領域伝搬路推定回路を用いて、伝搬路を推定することで、

より最適なチャネルを選択できるワイヤレスディペンダビリティ評価技術の検討を行った。 
２． ミリ波帯近距離・広帯域通信のための RF 要素回路の研究 

家電ネットワークなど、通信距離 10m 程度の近距離通信への応用を目指し、ミリ波帯無線通信

端末用の RF 要素回路の研究を行った。今年度は特に、60GHz 帯無線通信送信器用の電力増幅器

などの設計・試作を行った。 
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情報爆発の時代を迎え，情報ストレージデバイスとしてのハードディスクドライブの大容量化，

高速化の実現が強く求められている．本分野では，平成 18年度までの 5年間，ITプログラム「超

小型大容量ハードディスクの開発」を文部科学省から産学連携で受託し，世界最高密度の超小型垂

直磁気ハードディスクの実現等により垂直磁気 HDD の実用化・高密度化に貢献した．平成 19 年度

からは，これらの研究成果をさらに発展させた「超高速大容量ストレージシステム」の研究開発を，

本研究所（村岡研究室)ならびに学内の研究室と，国内ハードディスクドライブメーカー等を結集

した産学連携により実施している．ここでは，超テラビット毎平方インチ級の次世代垂直磁気記録

の要素技術開発と，新規省電力超高速サブシステムの開発により，記録密度と消費電力の限界を打

破し，2011年に現状の 1/20以下の消費電力/記憶容量比を達成すること等を目標としている． 
 

＜2011 ��の����� 
「テラビット級次世代垂直記録技術」の開発による，5 Tbits/inch2（プロジェクト開始時の記録

密度の 10倍）に向けた基本要素技術と，「新規省電力超高速サブシステム」の開発による従来比 1/2

の省電力化により，1/20 の消費電力/記憶容量が達成できることを示した． 
１．テラビット級次世代垂直記録の要素技術開発 
各要素技術の研究開発を平成 22年度に引き続き実施しながら，5 Tbits/inch2の基本要素技術の

提案を目指した．次世代ナノパターン媒体を用いたテラビット級記録再生システムの研究開発では，

磁気ハード層とソフト層を積層した記録膜を用いてドット径 20 nmの次世代ナノパターン媒体を試
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作し，テラビット級の記録密度における記録マージンの解析を行った．また，このような次世代ナ

ノパターン媒体に熱アシストを行なう記録方式の最適化をシミュレーションにより実施し，実用レ

ベルの記録ヘッド磁界分布（400 Oe/nm）の設定条件で熱スポット径の微細化（最適化）を行うこ

とで，5 Tbits/in2に相当する 8 nm のドットピッチに対して，4～5 nm の十分な記録マージンが得

られることを明らかにした．一方，L11-CoNiPt 規則合金膜を用いたテラビット級次世代ナノパター

ン媒体の基礎実験から，キュリー温度の低下が熱アシスト記録における反転磁界の低減に有効であ

り，同材料薄膜が熱アシスト記録用の薄膜材料として有効であることを実証した． 

２．新規省電力超高速サブシステム 
サブシステムの基本方式については，平成 22 年度に提案した転送性能を劣化させる負荷の偏り

を緩和するアルゴリズムの改善を行い，ファイルサーバ 128 台の大規模構成において従来比 27%の

転送性能向上と従来比 1/2の省電力化が実現できることを示した． 
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＜����������＞ 
 安全衛生管理室は研究所で働く職員や学生の安全と健康を維持することを目的とした組

織である。研究所における研究活動においては、薬品、高圧ガス、放射線などが使われて

おり、危険性を伴う作業が少なくない。安全衛生管理室では所内での研究活動が安全かつ

円滑に行われるように、各種活動を通して研究室や実験施設、研究基盤技術センターの安

全衛生管理のサポートを行っている。 

 
＜��������������������������＞ 
 研究所の組織は、管理組織である所長および教授会、研究活動を行っている各研究室、

その支援組織である実験施設や研究基盤技術センターおよび事務機構からなる。所長およ

び教授会が研究所全体の運営管理をおこない、個々の研究室および施設等の運営管理は管

理担当者である教授、運営委員会などが行っている。研究所の安全衛生管理においては、

所長、研究所の職員、産業医から構成される安全衛生委員会が所内の安全衛生管理体制の

整備や安全衛生に関するさまざまな事項を審議し、所長および教授会に勧告を行う。所長

および教授会は勧告の内容にしたがって方針を決定し、各研究室、施設などが安全衛生管

理の実際の作業を行うことになる。安全衛生管理室はこれら組織との連携の下に安全衛生

に関する実務を担当し、研究所での研究活動が安全かつ快適に行われるよう活動している。 

 
＜������������＞ 
 所内での実際の安全衛生管理では、まず安全衛生委員会が研究所における安全管理の基

本的方針を示し、次に安全衛生管理室がそれに基づく具体的な行動内容の策定と実行を行

っている。大学の組織は各部署（研究室など）の独立性が高いために、通常の会社組織と

異なりトップダウン型の安全管理は不向きであり、各部署の自立性に即した対応が必要で

ある。また、教職員以外に学生、研究員などさまざまな形で研究活動に携わっている構成

員に対する配慮が必要である。さらに、本研究所では、薬品、高圧ガス、Ｘ線装置などの
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危険性の高い材料、設備を使用しており、作業環境もクリーンルームなどの特殊な作業場

が存在するために、これらに対応した安全管理が必要になる。したがって、安全衛生管理

室では、所内の各部署における状況や特性を把握し、実態に即した管理方法や改善対策の

策定と勧告、および実行の支援を行い、安全衛生管理を効率的かつ実効性のあるものにす

るために活動している。本年度における主な活動内容は以下の通りである。 

 

○ 研究所内の職員、学生を対象とした安全衛生講習会・高圧ガス保安講習会の開催。 

○ 研究所内の安全衛生管理体制、作業環境などの点検、および改善の支援。 

○ 局所排気装置の定期自主点検の支援。 

○ 応急手当講習会の開催。 

○ 安全衛生関係の法令の調査および安全衛生管理に関する情報の収集。 

○ 各部署の安全管理担当者へのアドバイスや情報の提供。 

○ 学内の他部局や監督官庁との連絡調整。 

○ Ｗｅｂページによる関連情報の提供。 

 
＜職員名＞ 
室  長（教授） 庭野 道夫 
副 室 長（教授） 上原 洋一 
助  教     佐藤 信之 
事務補佐員  千葉 綾子 

 

３．１０ やわらかい情報システムの研究開発と 

所内情報システムの管理運用 
 

＜�������＞ 

 現在のコンピュータに代表され

る情報システムは，前もって決め

られた使い方で固定的な処理や機

能のみを提供するいわゆる「かた

い」システムである．本センター

における研究の目標は，これまで

の「かたい」情報処理原理を超え

て，人間の意図や環境に適合した

柔軟な情報処理を行い，さらに視

聴覚などの多元知覚情報をフルに

生かすことによって柔軟な人間の

思考に対応できるような「やわらかい」情報処理の原理について，理論及び実験を通し

て明らかにし，そのシステム構成論を確立することである． 

 更に，学術情報の高度な組織化，利用，管理・運用，発信などのためのやわらかい分

散システムの研究を行い，成果を通研所内の学術情報とネットワークの実際面への適用

を通して手法の有効性を確認し，その構成論の確立を目指している． 

＜研究テーマ＞ 

(1) 情報の収集・組織化・利用・発信及び研究支援環境に関する研究 

(2) ネットワークの高度な保守・管理・運用に関する研究 

(3) 生体の知覚情報処理及び知的ユーザインタフェースに関する研究 

(4) 科学技術と倫理に関する研究 

 

＜2011 �������＞ 

(1)������������������������(�����１���) 

オーバーレイネットワークは，様々なネットワーク機能を簡易に実現し，迅速に展開

する手段として極めて有用である．しかしながら，信頼できないホストとのP2P接続によ

るセキュリティ上のリスクの増大など，運用やセキュリティ面での問題をもたらしてい

る．そこで我々は，大規模オーバーレイネットワークのためのスケーラブルな分散認証

手法の開発を行っている．  

  

(2)������������������� (���������) 

管理業務に必要な情報や知識を能動的に活動させ連携・協調させることにより，管理

者にかかる作業労力の負荷を軽減し迅速かつ正確な障害への対処を実現する研究として，

エージェント型のネットワーク管理支援システムやネットワークの長期的なデータ収

集・蓄積システムを開発している．図1に，開発中の知識型ネットワーク管理支援システ

ムを示す． 

 

(3) ������������������ (��������� ) 

やわらかい情報システムにおける利用者の自然な利用形態を促進させる研究

として，実空間とディジタル空間の両者を親和的に融合する，開放型協働作業

環境に関連する研究を行っている．  
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(1)������������������������(�����１���) 

オーバーレイネットワークは，様々なネットワーク機能を簡易に実現し，迅速に展開

する手段として極めて有用である．しかしながら，信頼できないホストとのP2P接続によ

るセキュリティ上のリスクの増大など，運用やセキュリティ面での問題をもたらしてい

る．そこで我々は，大規模オーバーレイネットワークのためのスケーラブルな分散認証

手法の開発を行っている．  

  

(2)������������������� (���������) 

管理業務に必要な情報や知識を能動的に活動させ連携・協調させることにより，管理

者にかかる作業労力の負荷を軽減し迅速かつ正確な障害への対処を実現する研究として，

エージェント型のネットワーク管理支援システムやネットワークの長期的なデータ収

集・蓄積システムを開発している．図1に，開発中の知識型ネットワーク管理支援システ

ムを示す． 

 

(3) ������������������ (��������� ) 

やわらかい情報システムにおける利用者の自然な利用形態を促進させる研究

として，実空間とディジタル空間の両者を親和的に融合する，開放型協働作業

環境に関連する研究を行っている．  
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     白井  正文  (2003 年より )  大 堀  淳（ 2007 年より）菅沼  拓夫（ 2011 年より ) 

(2) 実施委員会  

教授    外山  芳人 （ 2007 年より ）菅沼  拓夫（ 2010 年より， ｻｲﾊﾞｰｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰ所属）  

准教授   青戸  等人  (2003 年より ) 岩谷  幸雄（ 2010 年より）北形  元（ 2007 年より） 
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センター長・鈴木陽一教授のプロフィールは，先端音情報システム研究分野を参照． 

実施委員長・外山芳人教授のプロフィールは，コンピューティング情報理論研究分野を参照． 
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３．１１ 高度な専門知識と技術に基づいた研究支援 

 
図 研究基盤技術センター 概略図 

        

写真 工作部の主な製作品 

左：Ku バンド合成開口レーダ(SAR)用偏心パラボラリフレクタとフィードホーン 

右：留置式脳活動記録用電極ホルダー 

                

電子ビーム蒸着装置        収束イオンビーム加工装置      電子ビーム蛍光 X 線元素分析装置 

写真 プロセス部保有の加工装置および評価部保有の分析装置 

 
＜分野の目標＞ 
研究基盤技術センターは、工作、評価、プロセス、ソフトウェア技術の４部を通して、

所内の様々な研究活動に対し幅広い技術的な支援を行っている。また、センターの技術レ

ベルを維持するために、熟練した技術職員の技量を若い世代に引き継ぐことにも取り組ん

で来た。今年度の活動は次のようにまとめられる。 
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＜2011 �������� 
１． 工作部 
 工作部では、過去４０年以上にわたり数々の新しい工作方法を開発してきた。このよう

な高い技術に立脚し、研究者からの個別の要求に沿う機械工作品の供給が可能である。本

年度は各研究室からの製作依頼は 191 件であった。その内の 22 件は所外の研究者からの依

頼であった。各研究室の製作数は以下の通りである（製作数順）。 
ナノ分子デバイス研究室：47 件、超高速光通信研究室：18 件、ナノフォトエレクトロニクス

研究室：17 件、ナノ・スピン共通部：17 件、固体電子工学研究室：15 件、量子光情報工学

研究室：13 件、医工学研究科 ナノバイオ医工学研究室：13 件、先端ワイヤレス通信技術研

究室：8 件、研究基盤技術センター：6 件、超ブロードバンド信号処理研究室：4 件、先端音

情報システム研究室：4 件、省エネルギースピントロニクス集積化システム研究センター：4

件、応用量子光学研究室：3 件、先端情報通信領域創成研究室：3 件、ユビキタス通信システ

ム研究室：3 件、実世界コンピューティング研究室：3 件、工学研究科 生体電子工学研究室：

3 件、ブロードバンド通信基盤技術研究室：2 件、生体電磁情報研究室：2 件、半導体スピン

トロニクス研究室：2 件、工学研究科 電磁計測学研究室：2 件、高次視覚情報システム研究

室：1 件、事務部：1 件 

 

２． 評価部 
 評価部では共通計測機器の提供を行っている。昨年度は 16 研究室の利用があり、総利用

時間は 2938 時間であった。ガラス工作の提供と寒剤の供給も行っている。15 件のガラス

工作依頼があり、3787 リッターの液体窒素を供給した。 
 
３． プロセス部 
 プロセス部では、評価部と協力して、プロジェクト・クリーンルーム（PCR）とそこに

設備されているプロセス機器の管理と運営にあたっている。昨年度は、11 研究室がクリー

ンルームを利用した。また、可視から赤外のスペクトル範囲の個別仕様の光学フィルター

の製造がプロセス部において可能である。今年度は、4 研究室からの求めに応じ、26 件の

誘電体多層膜光学素子の製作・供給を行った。 

 

４． ソフトウェア技術部 
ソフトウェア技術部では、やわらかい情報システム研究センターと協力して、所内およ

び付属研究施設の情報システムの運用と管理を行った。 
 

＜���� 
センター長（教授） 上原 洋一 
助  教    佐藤 信之 
技術職員      齋藤 文孝、寒河江 克巳、庄子 康一、末永 保、佐々木 龍太郎、 

阿部 真帆、佐藤 正彦、佐藤 圭祐、阿部 健人、渡邉 博志、菅原 宗朋、

今野 勇治、米澤 隆二、土田 貞夫、田久 長一、我妻 成人 
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窒化物半導体によるミリ波用トランジスタの研究 
�� ��（極�高速電子デバイス研究��） 

 
１．はじめに

 情報通信の大容量化・高度化に伴い，ミリ波，更

にはサブミリ波帯で動作する電子デバイスには動作

周波数と共に，高耐圧への要求も大きくなっている。

一般にこれらの周波数帯に応用されているインジウ

ム燐（InP）系デバイスは，耐圧が低いという欠点

がある。この現状を打破する手段として，高耐圧特

性に優れ，かつマイクロ波帯への応用が既に進んで

いる窒化物（GaN）系半導体を用いた高電子移動度

トランジスタ（HEMT: High Electron Mobility 
Transistor）をミリ波等，更なる高周波帯域へ拡張

することが考えられる。 
 GaN系材料は電子の飽和速度が高いため，材料特

性の見地から高周波特性にとって有利であることが

知られている。反面，電子移動度が1500cm2/V.s程
度とGaAsに比べて低いため，効果的に電子を加速

させるためのデバイス構造が他の材料系以上に求め

られる。これまで GaN 系 HEMT では，トランジ

スタの遮断周波数は約 200GHz にとどまっている。

ミリ波帯の中でも今後の研究領域として重要になっ

てくるであろう 100GHz 以上の帯域への応用を考

えると，最大発振周波数で300GHz以上を実現する

ことが望まれる。 
 以上の背景から，本研究では GaN 系 HEMT に

おいて最大発振周波数(fmax)で 300GHz 以上を実現

し，また，トランジスタのオフ状態耐圧(BVoff)との

積，fmax・BVoffにおいて InP 系HEMT を上回る特

性を実現することを目的とする。 

 
図1．AlGaN/GaN HEMTのドレイン電流（Id）-ドレイン電

圧（Vds）特性（DC Id-Vds，及び，パルス Id-Vds特性）
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電流が大きいことである。これは図1において電流
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図2．SiCNを用いたAlGaN/GaN MIS HEMT
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 本研究ではゲート絶縁膜として HMDS（ヘキサ

メチルジシラザン）を気化導入したプラズマ CVD
法によって堆積したSiCNを用いた。この堆積法で

は，350℃に加熱したステージ上に試料を設置して，

水素ガスをベースとして HMDS 蒸気を添加して反

応室に導入し，RF 電力を印加してプラズマを発生

させ，厚さ10nmのSiCNをAlGaN/GaN HEMT
基板上に堆積する［5］。本手法の利点は，水素ガス

による試料表面の清浄化効果が期待されることから，

他の前処理無しでも良好な MIS 界面が実現できる

点である。 
 

2.2．SiCN鋳型を用いたT型ゲート電極の形成

 ミリ波帯等の高周波領域では，ゲート抵抗が

HEMT の最大発振周波数の律速要因となる。この

ためゲートを微細化に伴うゲート抵抗の増加を抑え

る手法としてT型ゲート電極を用いることが一般に

行われている。一方でゲート長の微細化に伴い，T
型電極頭部が作る寄生容量がトランジスタの遮断周

波数を律速する要因となることを，我々は確認して

いる。このため，より細やかにT型ゲート電極の断

面形状を制御することを目的として，SiCN 薄膜を

鋳型として用いる新たな電極形成プロセス技術を提

案した。具体的には，試料上にエッチング特性が異

なるSiCNを連続的に堆積してゲート断面形状に加

工した「鋳型」を作製して電極金属を流し込む（図

3）。SiCN の堆積は，水素とアンモニアの混合ガス

をベースとして HMDS 蒸気を添加したガスを用い

たプラズマ CVD 法により行う。この水素とアンモ

ニアの混合比によって成膜されるSiCNへの炭素の

含有率が変わってくるため，エッチング特性が異な

る薄膜が生成できる。 

 
図3. SiCN鋳型を用いたT型ゲート形成の流れ

 

図4．AlGaN/GaN MIS HEMTの Id-Vds特性

 
３．結果

3.1．AlGaN/GaN MIS HEMTの特性

 図4に試作したAlGaN/GaN MIS HEMTの電気

特性の評価結果を示す。図1に示したショットキー

ゲート型のHEMTと比較して，電流−電圧特性の曲

線が原点を通っており，ゲート漏れ電流の低減が確

認できた。また，ドレイン電流密度や伝達コンダク

タンスが増加しており，それらのパルス測定下にお

ける劣化も抑制されている。これらの結果は，SiCN
絶縁膜の堆積により，ショットキーゲートに比べて

良好な界面が実現され，ゲート入力によるドレイン

電流の制御性が向上したと考えられる。その原因と

してはSiCN堆積時の水素ガスによる表面清浄化効

果が考えられることから，ショットキーゲートの形

成においても，水素アニール等の前処理によって同

様の効果が期待できることを示唆している。 
 ゲート長 100nm の HEMT における電流利得の

周波数特性を評価した結果を図5に示す。電流利得

遮断周波数は 37GHz である。これは同じゲート長

のショットキーゲート型 HEMT と比較して SiCN 
MIS 構造の導入によって約 30％向上した。この遮

断周波数とゲート長から見積もられる電子速度は約

0.3×107 cm/sと，予想される最大電子速度より一桁

小さく，今後の更なる向上が期待される。 

 
図5．AlGaN/GaN MIS HEMTの電流利得の周波数特性
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図6．SiCN鋳型の構成と断面形状，及び，ゲート電極形

状

3.2．SiCN鋳型によるT型ゲート電極

 平成 22 年度は，提案したT 型ゲート電極形成手

法の効果を実証すべく，3 層のSiCN によって校正

される鋳型を作製し，InP 系 HEMT に適用した。

その結果，SiCN 鋳型によるゲート電極断面形状の

違いと，それに伴うトランジスタ特性への効果を確

認することが出来た。しかし，完成したゲート電極

の断面は，ほとんど矩形に近いものと従来の工法に

よって形成される形状とほぼ変わらないものであり

（図6），より緻密な鋳型の形状制御が必要であるこ

とが分かった。そこで，鋳型となるSiCN薄膜の堆

積において，水素・アンモニアで構成されるベース

ガスの混合比を 10 段階に変化させて，組成の異な

る 10 層の SiCN からなる鋳型を形成し，エッチン

グによる加工を行った。新たに作製した鋳型の断面

SEM写真を図7に示す。昨年度の3層SiCN と比

較して，より理想に近いゲート断面構造を反映した

鋳型が形成できることを確認した。また，本意多賀

を用いて作製したゲート電極の断面を図 8 に示す。

従来の工法と比較して，よりなめらかな曲線形状を

持つ電極を形成することが可能となった。 
 
４．まとめ

 窒化物半導体によるミリ波トランジスタの実現に

向けて，SiCNを用いたAlGaN/GaN MIS HEMT
を検討した。その結果，昨年度と比較してゲート漏

れ電流の低減とドレイン電流密度の向上を確認する

ことが出来た。またT型ゲート電極の形成プロセス

については，SiCN 鋳型を用いてより緻密に電極断

面構造を制御することが可能であることを確認した。 

 
図7．多層SiCN鋳型の断面形状

図8．多層SiCN鋳型によるT型ゲート電極の断面
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自己身体表象を考慮した人間のマルチモーダル 
感覚知覚処理機構の解明とモデル化： 
視覚と触覚のインタラクション 

 
松宮 一道（高次視覚情報システム研究分野） 

 
 
 
［１］ 
   研究費：物件費500万円，旅費0円 
 
 
［２］成果 
 （１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た． 
まず第一に，見ている手を自分の手であるという

認識（手の所有感覚）が，物体の運動知覚に影響を

与えることを明らかにした． 
背景と目的 手を使って物体を操作するとき，

我々は物体と自己の手の両方の動きを注意深く見る．

そのような状況では，我々は，通常，見ている手は

自己の手であることに気づく．この見ている手の所

有感覚は物体操作を上手く実行するために必要であ

るように思えるが，物体操作において手の所有感覚

がどのような役割を担っているのかはよくわかって

いない．本研究は，手の所有感覚が，操作している

物体の動きから生じる視覚運動残効を増大させると

いう心理物理学的証拠を報告する． 
手の自己所有感覚は，視覚と体性感覚といった複

数の感覚情報の統合に基づいて生成されていること

が近年の研究により明らかにされている．これは，

身体感覚の錯覚を用いて示された．例えば，図１に

示すように，被験者に被験者自身の腕が見えないよ

うにした状態で，被験者の目の前にゴムでできた偽

物の腕を置き，被験者の腕の表面を実験者が刷毛で

こすり，それと同時に，ゴムの腕の表面も刷毛でこ

すると，見えている偽物の腕が自分の腕のように感

じる．この錯覚は，ラバーハンド錯覚と呼ばれてお

り，自己の手の所有感覚は視覚と体性感覚の感覚情

報統合により生成されることを直接的に示している．

本実験では，この現象を利用して，手の自己所有感

覚と物体の視知覚の関連を調べた． 
実験方法 本実験では，被験者の手を見えないよ

うにし，その見えない手と空間的に一致するように

仮想的な手を呈示した（図２）．被験者自身の手で円

盤状の視覚刺激を回転させると，その円盤と一緒に

呈示された仮想的な手が被験者の手の動きに同期し

て動いた．我々は，被験者が自己の手で回転させる

視覚刺激の動きの順応によって生じる視覚運動残効

の強度を測定した． 
結果と考察 仮想的な手を自己の手であるかのよ

うに感じたときに，視覚運動残効の強度が増大した

（図３）．テスト刺激の中で，仮想的な手と被験者の

手の間の方位の不一致度を増すと，視覚運動残効の

強度は減少した．これは，本研究で得られた運動残

効強度の増大は順応時の注意による効果では説明で

きないことを示している．仮想的な手が被験者の手

の方位と平行でないとき，手でない仮想物体を呈示

したとき，あるいは，被験者の手が受動的に動かさ

れたときは，被験者は仮想的な手や手でない仮想物

体を自己の手と感じなかった．そして，これらの条

件では，視覚運動残効の強度は増大しなかった．こ

れらの結果は，見ている手の所有感覚が操作物体か

図１．身体感覚の錯覚．被験者に被験者自身の腕が見え

ないようにした状態で，被験者の目の前にゴムでできた

偽物の腕を置き，被験者の腕の表面を実験者が刷毛でこ

すり，それと同時に，ゴムの腕の表面も刷毛でこすると，

見えている偽物の腕が自分の腕のように感じる  
 

 

ら生じる視覚運動信号を増強させることを示してお

り，身体の自己意識が物体操作時の視覚運動知覚に

寄与していることを示唆する． 
 
第二に，高次感性情報である顔の表情認知が触覚

情報からでも行え，顔残効と呼ばれる順応現象が触

覚のモダリティにおいても生じることを発見した． 
背景と目的 ある表情を持つ顔を見た後，中立顔

を見ると順応顔の反対の表情を持った顔として知覚

される（顔残効）．これは，視覚に特化した現象であ

ると考えられている．しかし，近年，触覚でも顔を

認知できることが報告されている．そこで本研究で

は，触覚で顔残効が生じるかを調べた． 
実験方法 被験者は，喜び顔か悲しみ顔のフェイ

スマスク（図４）を目を閉じて両手で 20 秒間触っ
た後，中立顔のマスクを5秒間触り，その表情を応
答した． 
結果と考察 順応顔の表情に依存して，テスト顔

が反対方向の表情として知覚された（図５）．これよ

り，触覚においても顔残効が生じることが示唆され

る．まだ未知な部分が多く残された触覚顔処理にお

いても顔残効をプローブとして調査できることを本

研究は示している．本研究は著者が知る限り，触覚

だけで顔順応が生じることを報告した最初の研究に

なる． 
 
（２）波及効果と発展性、将来展望など 
身体感覚生成に関する感覚情報提示技術は，様々

な応用分野での活用が期待できる．例えば，遠隔医

療による診断・手術を可能にする，熟練工の技能を

効率よく直観的に伝達する，想像力や感動をより高

めるような教育向けの情報提示などに活用すること

ができ社会的意義が大きい．本研究の成果は，この

ような応用に向けた基盤的な研究であるが，身体性

自己意識といった高次感性情報を有する情報通信を

可能にし，インターネットや携帯電話のような現在

の通信技術と比べて今までにない新しいコミュニケ

ーションが実現できるようになる可能性を含んでい

図２．実験装置．視触覚刺激提示装置を使い，被験者の

手の動きに同期して動く放射状の縞模様とコンピュー

タグラフィックスで作成された手の視覚刺激を用い，し

ばらくその動きに順応した後に，静止した視覚刺激を見

ると順応した動きの方向と反対方向の動きが知覚され

る（運動残効）． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３．実験結果．(A) CGの手の姿勢が見えない被験者の手と一致，自己の手を能動的に動かす．(B) CGの手の姿勢が見えない被
験者の手と不一致．(C) CGの矩形の方位が見えない被験者の手と一致．(D) CGの手の姿勢が見えない被験者の手と一致するが，
手が触覚デバイスのアームにより受動的に動かされる． 
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感覚知覚処理機構の解明とモデル化： 
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松宮 一道（高次視覚情報システム研究分野） 

 
 
 
［１］ 
   研究費：物件費500万円，旅費0円 
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図３．実験結果．(A) CGの手の姿勢が見えない被験者の手と一致，自己の手を能動的に動かす．(B) CGの手の姿勢が見えない被
験者の手と不一致．(C) CGの矩形の方位が見えない被験者の手と一致．(D) CGの手の姿勢が見えない被験者の手と一致するが，
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図４．触覚顔刺激． 

図 5．実験結果．ある表情をもつフェイスマスクを 20
秒間能動的に触った後，中立顔のフェイスマスクを5秒
間触り，その中立顔の表情を応答した結果を示す．縦軸

は悲しい顔と応答した割合を示す． 

 

超高速ミリ波通信用 
シリコンオンチップアンテナの研究開発  

ユビキタス通信デバイス研究分野 准教授 中瀬博之 
 
［１］ 
   研究費：物件費500万円 
 
［２］成果 
 （２－１）研究の背景と目的 

60GHz帯を用いた無線通信システムは数Gビッ
ト毎秒の通信速度を実現可能な唯一の周波数帯であ

り、国際標準化機関であるIEEE802委員会WG15、
TG3c で規格の策定が完了し、実用化開発のフェー
ズに入りつつある。また、シリコン CMOS を用い
たRFデバイスも、微細化に伴い高周波化が進み、
90nm以下の加工寸法において 60GHz帯デバイス
の研究開発が盛んである。 

60GHz帯は波長が短い(λ=5mm)ため、アンテナ
が本質的に小型となり、ギガビット伝送の携帯端末

などへの搭載が容易である。しかしながら、伝送線

路やケーブル・コネクタによる減衰が大きく、RF
デバイス(特に電力増幅器)とアンテナの低損失接続
は重要な開発課題である。アンテナとRFデバイス
の接続を最短にする最良の方法は、RF デバイスの
IC上にアンテナを搭載することである。60GHz用
CMOS RFICに用いるシリコン基板は、低抵抗基板
であるため、高周波信号に対して損失が大きい。そ

こで、RF デバイスを作成する際に最低層の金属膜
を用いて、シールド層(グランド層)を形成する。こ
のシールド層は、損失の大きなシリコン基板を伝送

線路から分離する効果が大きいが、アンテナから見

ると反射板として動作する。アンテナ素子と反射板

が、λ/4以下に近接すると反射波による放射信号の
実質レベルの低下に加え、寄生容量の増加に伴う不

整合が発生し、アンテナとして動作しなくなる。 
本研究では、RFICのシリコンチップ上に60GHz
帯アンテナ(ゲイン 5dBi 以上)を搭載しデバイスア
ンテナ一体型RFチップの実現を目指し、オンチッ
プアンテナの研究開発を行う。λ/4以下の繰り返し
金属パターンにより自然界に存在しない物性定数を

実現可能なメタマテリアルを利用し、シールド層と

アンテナ素子を電磁気的に分離しシリコン基板上に

60GHz 帯のアンテナを実現する。初年度である
H23年度は、電磁界シミュレーション(FDTD法、
アジレントテクノロジ EMPro)を用いて、60GHz
帯に最適なメタマテリアル構造を明らかにする。 
 

(2-2) シミュレーションのモデルと結果 
図1に、シミュレーションのモデルを示す。厚さ

200mの誘電体上に、18mの金属膜によりパター
ンを形成する。今回は、メタマテリアルでインピー

ダンス無限大の反射面を 60GHz帯で実現すること
を目的として、メタマテリアルの代表格であるC型
のスプリットリングを用いた。誘電体の比誘電率は、

自由空間の1、テフロン基板の2.4、シリコン IC層
間絶縁膜の 4.2を用いた。境界条件として、誘電体
表面方向は繰り返し、法線方向は放射とした。誘電

体膜に垂直に平面波を入射し、透過したエネルギー

を求めることで反射特性を推定した。 
 

 
図1 シミュレーションモデル 

 
図2は、誘電体表面に配置するスプリットリング
の寸法図である。スプリットリングは、金属配線が

インダクタンス、配線に形成するギャップがキャパ

シタンスとなり、その共振周波数がメタマテリアル

として動作する周波数となる。60GHz 帯で動作す
る構造を得るために、スプリットリングのピッチ、

縦サイズ、横サイズ、配線幅、ギャップをパラメー

タとしてシミュレーションを行った。 
 

 
図2 スプリットリングの構造 
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図４．触覚顔刺激． 

図 5．実験結果．ある表情をもつフェイスマスクを 20
秒間能動的に触った後，中立顔のフェイスマスクを5秒
間触り，その中立顔の表情を応答した結果を示す．縦軸

は悲しい顔と応答した割合を示す． 

 

超高速ミリ波通信用 
シリコンオンチップアンテナの研究開発  

ユビキタス通信デバイス研究分野 准教授 中瀬博之 
 
［１］ 
   研究費：物件費500万円 
 
［２］成果 
 （２－１）研究の背景と目的 

60GHz帯を用いた無線通信システムは数Gビッ
ト毎秒の通信速度を実現可能な唯一の周波数帯であ

り、国際標準化機関であるIEEE802委員会WG15、
TG3c で規格の策定が完了し、実用化開発のフェー
ズに入りつつある。また、シリコン CMOS を用い
たRFデバイスも、微細化に伴い高周波化が進み、
90nm以下の加工寸法において 60GHz帯デバイス
の研究開発が盛んである。 

60GHz帯は波長が短い(λ=5mm)ため、アンテナ
が本質的に小型となり、ギガビット伝送の携帯端末

などへの搭載が容易である。しかしながら、伝送線

路やケーブル・コネクタによる減衰が大きく、RF
デバイス(特に電力増幅器)とアンテナの低損失接続
は重要な開発課題である。アンテナとRFデバイス
の接続を最短にする最良の方法は、RF デバイスの
IC上にアンテナを搭載することである。60GHz用
CMOS RFICに用いるシリコン基板は、低抵抗基板
であるため、高周波信号に対して損失が大きい。そ

こで、RF デバイスを作成する際に最低層の金属膜
を用いて、シールド層(グランド層)を形成する。こ
のシールド層は、損失の大きなシリコン基板を伝送

線路から分離する効果が大きいが、アンテナから見

ると反射板として動作する。アンテナ素子と反射板

が、λ/4以下に近接すると反射波による放射信号の
実質レベルの低下に加え、寄生容量の増加に伴う不

整合が発生し、アンテナとして動作しなくなる。 
本研究では、RFICのシリコンチップ上に60GHz
帯アンテナ(ゲイン 5dBi 以上)を搭載しデバイスア
ンテナ一体型RFチップの実現を目指し、オンチッ
プアンテナの研究開発を行う。λ/4以下の繰り返し
金属パターンにより自然界に存在しない物性定数を

実現可能なメタマテリアルを利用し、シールド層と

アンテナ素子を電磁気的に分離しシリコン基板上に

60GHz 帯のアンテナを実現する。初年度である
H23年度は、電磁界シミュレーション(FDTD法、
アジレントテクノロジ EMPro)を用いて、60GHz
帯に最適なメタマテリアル構造を明らかにする。 
 

(2-2) シミュレーションのモデルと結果 
図1に、シミュレーションのモデルを示す。厚さ

200mの誘電体上に、18mの金属膜によりパター
ンを形成する。今回は、メタマテリアルでインピー

ダンス無限大の反射面を 60GHz帯で実現すること
を目的として、メタマテリアルの代表格であるC型
のスプリットリングを用いた。誘電体の比誘電率は、

自由空間の1、テフロン基板の2.4、シリコン IC層
間絶縁膜の 4.2を用いた。境界条件として、誘電体
表面方向は繰り返し、法線方向は放射とした。誘電

体膜に垂直に平面波を入射し、透過したエネルギー

を求めることで反射特性を推定した。 
 

 
図1 シミュレーションモデル 

 
図2は、誘電体表面に配置するスプリットリング
の寸法図である。スプリットリングは、金属配線が

インダクタンス、配線に形成するギャップがキャパ

シタンスとなり、その共振周波数がメタマテリアル

として動作する周波数となる。60GHz 帯で動作す
る構造を得るために、スプリットリングのピッチ、

縦サイズ、横サイズ、配線幅、ギャップをパラメー

タとしてシミュレーションを行った。 
 

 
図2 スプリットリングの構造 
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図3は、スプリットリングの縦横サイズと共振周
波数の関係である。構造を簡単とするため、縦と横

の寸法は同一とした。ピッチ、配線幅、ギャップは

それぞれ 1mm、50m、150mとした。スプリッ
トリングのサイズと共振周波数の関係は、係数が負

の比例関係にあり、サイズが大きいほど共振周波数

が低くなる。図中黒丸で示す領域が必要な共振周波

数領域であり、誘電率 2.4の場合、スプリットリン
グのサイズは 500m 周辺が最適であることが分か
る。 

 
図3 スプリットリングのサイズと共振周波数 

 
図4は、スプリットリングのギャップと共振周波
数の関係である。サイズは500m、ピッチと配線幅
はそれぞれ 1mm、50m とした。ギャップが広が
るとキャパシタンスが小さくなることから、ギャッ

プと共振周波数は比例関係にある。比誘電率 2.4、
共振周波数60GHz近傍では、ギャップ50mが最
適であることが分かる。 
 

 
図4 ギャップと共振周波数 

 
図5は、スプリットリングの配線幅と共振周波数
の関係である。スプリットリングのサイズ、ギャッ

プは、それぞれ 500m、50m とした。ピッチは
1mm とした。配線幅は、自己インダクタンスに影
響を与えることから、配線幅が太くなると共振周波

数が向上することがわかる。また、プリント基板を

用いた試作を考慮すると、最小加工寸法の50mに
限界があることから、比誘電率 2.4において配線幅
50mとするのが良いことが明らかになった。 
 

 
図5 配線幅と共振周波数 

 
図6は、スプリットリングのピッチと共振周波数
の関係である。スプリットリングのサイズ、配線幅、

ギャップは、それぞれ500m、50m、50mとし
た。これまでのシミュレーションにおいてもピッチ

1mmと空間波長の 1/4であることから、0.8mm～
1.4mmの範囲でピッチを変化させても、他のパラメ
ータほど顕著な共振周波数の変化は見られない。比

誘電率 2.4 の場合、1mm ピッチとすることに決定
した。 

 
図6 ピッチと共振周波数 

 
以上の検討から、厚さ0.2mm、比誘電率2.4のテ
フロン系プリント基板の場合、サイズ500m、配線
幅 50m、ギャップ 50m、ピッチ 1mmと決定し
た。 
図7は、決定した寸法で形成したスプリットリン
グの構造を示す。 
 
 
 
 

 

 
図7 決定したパラメータによるスプリットリング

共振器パターン 
 
図8は、図7のパターンを用いて行ったシミュレー
ション結果である。比誘電率 2.4において、共振周
波数 60.597GHz、バンド幅 1.4GHz が得られた。
以上の結果より、本構造を用いることで所望の周波

数帯でエネルギーを反射するメタマテリアルを実現

できる見込みが立った。 

 
図8 スプリットリングを用いた透過特性 

 

（2-3）波及効果と発展性、将来展望など 
（大型プロジェクトへの発展・国際会議（シンポジ

ウム）ヘの発展・学外研究者との交流・新研究領域

の開拓・成果の他分野への応用・萌芽的研究への発

展等） 
シリコン基板上にアンテナを形成する研究はさま

ざま行われているが、現時点で 0dBi 以上の利得を
得られている例はほとんどない。本研究で、メタマ

テリアルを用いることでインピーダンス無限大の反

射板を形成し、利得 5dBi 以上のオンチップアンテ
ナを実現することは、ミリ波によるギガビット伝送

システムへのインパクトは大きい。また、アンテナ・

RF デバイス一体化はミリ波トランシーバーの小型
化を促進する。その結果、携帯端末への搭載が容易

になることからミリ波トランシーバーの実用化普及

に大きく貢献すると考える。 
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５．１ 共同プロジェクト研究の理念と概要 
 
 
○共同プロジェクト研究の理念と概要 
本研究所は、情報通信分野における COE（Center of Excellence）として、その成果をより広く社会

に公開し、また研究所自体がさらに発展するために全国共通利用型研究所としての所外の研究者と共同

プロジェクト研究を遂行している。本所の学問の性格上、単なる設備の共同利用ではなく、本研究所教

員との共同研究を前提とした共同利用型研究所であるところに特徴がある。本研究所の「共同プロジェ

クト研究」とは、情報通信における技術・システムに関する各種の研究を国内外の優れた研究者の協力

のもとに企画・コーディネートし、プロジェクト研究として実施していくもので、大規模な装置・施設

の共同使用に重点がある従来の共同利用型研究とは異なり、研究内容主導型の共同研究である。 
共同プロジェクト研究は、所内外の研究者の英知を集めて企画され、さらにその積極的な参加を得て

実施されることが肝要である。これまで、本研究所の共同プロジェクト研究の提案及び実施は、国・公・

私立大学、国・公立研究機関及び、民間企業・団体等の教員及び研究者を対象として、公募により行わ

れている。 
 
○共同プロジェクト研究委員会 

共同プロジェクト研究の運営のために、共同プロジェクト研究委員会及び共同プロジェクト実施委員

会、共同プロジェクト選考委員会が設置されている。共同プロジェクト研究委員会は、共同プロジェク

ト研究に関する重要な事項を審議するために所内６名、学内３名と学外４名の合計１３名の委員により

構成されている。共同プロジェクト研究委員会の使命は、本研究所で遂行されている研究内容の特徴を

重視しながら、所内外の意見を広く求め、研究所の目的である「人間性豊なコミュニケーションを実現

する総合的科学技術の学理と応用の研究」の発展に不可欠な共同プロジェクト研究を積極的に推進する

ことにある。これまで、公募研究の内容、採択の基準、外部への広報、企業の参加に関する点等につい

て議論を行ってきており、特に企業の参加に関しては、平成８年度に本所内規「東北大学電気通信研究

所共同プロジェクト研究に係る研究者の受入れ等に関する申し合わせ」を作成し、公平・公表を原則と

して積極的な対応を行ってきている。なお、共同プロジェクト研究の採択に際し審査を厳格に行うため、

外部委員を含めた共同プロジェクト選考委員会が設置されている。 
また、共同プロジェクト研究の円滑な実施を図るために、本所専任の教員により組織されている共同

プロジェクト実施委員会が設置されている。 
 
 今年度のテーマは、平成２３年度共同プロジェクト研究の公募方法に関して議論を行い、次の４テー

マを取り上げることとした。 
１）物理現象を活かしたナノ情報デバイスの創成に関する研究 
２）超広帯域通信のための次世代システムの創成に関する研究 
３）人間と環境を調和させる情報システムの創成に関する研究  
４）情報社会を支えるシステムとソフトウェアの創成に関する研究 
 
○平成２３年度共同プロジェクト研究 

平成２３年度の共同プロジェクト研究は、所内外から公募され審議の結果次の６９件（A：３４件、

B：３１件、Ｓ：４件）が採択された。なお、A タイプは各々の研究課題について本研究所の施設・設

備などを使って行う研究であり、３４件のうち２４件が外部よりの提案、B タイプは短期開催の研究会

形式の研究で、３１件のうち２1 件が外部よりの提案のものである。Ｓタイプは組織間連携の共同プロ

ジェクト研究であり、４件おこなわれ、いずれも外部よりの提案によるものであった。また、A タイプ

の研究のうち７件に、B タイプの研究のうち１７件に民間の研究者が参加している。 
また、東日本大震災による被災の経験から、災害に強い情報通信環境の実現する研究開発を推進する

目的で U タイプを設置し、４件採択した。 
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Ｈ２３／Ｂ０９ 自己身体の運動が関与する多感覚統合 
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○ 共同プロジェクト研究の公募、実施について 

共同プロジェクト研究の公募、実施は年度単位で行われている。例年、研究の公募は、1 月中旬に来

年度の研究応募要項の公開、2 月 25 日前後が申請書の提出締切りとなっており、採否の結果は 3 月下

旬頃に申請者の所属機関の長を通して通知される。研究期間は、4 月 20 日より 3 月 15 日までであり、

研究終了後 3 月 31 日までに共同プロジェクト研究報告書を提出していただく事になっている。なお、

上の「理念と概要」の項で述べたように、本共同プロジェクト研究は本研究所教員との共同研究を前提

としたものであるので、申請にあたっては本所に対応教員がいることが必要である。 
 なお、本共同プロジェクト研究については、次の web page にて広報している： 
   www-URL: http://www.riec.tohoku.ac.jp/nation-wide/index-j.shtml 
 
 

問い合わせ先：東北大学電気通信研究所研究協力係 
       電話：022－217－5422 
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Ｈ２３／Ｕ０４ 情報喪失のない高信頼性クラウドストレージ技術の開発 

 
 
 
○ 共同プロジェクト研究の公募、実施について 

共同プロジェクト研究の公募、実施は年度単位で行われている。例年、研究の公募は、1 月中旬に来

年度の研究応募要項の公開、2 月 25 日前後が申請書の提出締切りとなっており、採否の結果は 3 月下

旬頃に申請者の所属機関の長を通して通知される。研究期間は、4 月 20 日より 3 月 15 日までであり、

研究終了後 3 月 31 日までに共同プロジェクト研究報告書を提出していただく事になっている。なお、

上の「理念と概要」の項で述べたように、本共同プロジェクト研究は本研究所教員との共同研究を前提

としたものであるので、申請にあたっては本所に対応教員がいることが必要である。 
 なお、本共同プロジェクト研究については、次の web page にて広報している： 
   www-URL: http://www.riec.tohoku.ac.jp/nation-wide/index-j.shtml 
 
 

問い合わせ先：東北大学電気通信研究所研究協力係 
       電話：022－217－5422 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択��H21／A04 

 
超音波�イクロス�クトロス�ピーおよび圧電共振・ 
反共振法によるランガサイト系圧電単結晶の評価と 

高温用センサ�の応用 
 
 
［１］組織 
  代表者：櫛引 淳一 

（東北大学大学院工学研究科） 
  対応者：長 康雄  

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者：安達 正利（富山県立大学） 

唐木 智明（富山県立大学） 
  研究費：物件費16万5千円，旅費20万8千円 
 
［２］研究経過 
自動車エンジンの燃焼ルームやタービンなど高温

環境下での温度・圧力センサー用材料として，水晶

の数倍もの電気機械結合係数を有し，かつ融点まで

相転移が生じないランガサイト系圧電単結晶が期待

されている．その一つである La3Ta0.5Ga5.3Al0.2O14 
(LTGA)は1500℃近い温度まで圧電性を持ち，エージ

ング特性も水晶並みに優れている．しかし，その高

温特性，特に1000℃付近での音響関連物理特性や材

料の評価が余りなされていなく，重要な課題の一つ

となっている． 

本研究の目的は，物質の基本的材料定数（誘電率，

圧電定数，弾性定数）を正確に計測するために，主

に外部振動子からの縦波，横波超音波パルスを利用

するUMS技術（東北大学）と，各種方位の圧電振動

子の共振・反共振周波数から求める方法（富山県立

大学）の二つがあり，それらを用いて正確な物質の

弾性・圧電・誘電特性およびそれらの温度係数を求

めることである．UMS 技術では，非常に精密に固体

中の音速，擬似表面波速度が測定できるが，装置の

性格上，室温近傍の温度に限られる．一方，共振法

では，厚みたて振動（k33），厚みすべり振動（k15）

などの測定では，試料の寸法，浮遊容量，スプリア

スや純粋なモードの励振の問題があり，音速を与え

る反共振周波数を正確に求めるのが困難ではある．

しかし非常に高温領域までの材料定数の測定が比較

的容易に行える．本プロジェクトでは，両者の優れ

た測定法を融合し，効率の良い新しい材料定数の計

測方法を開発する事を目的として研究を行った． 

 

本プロジェクトでは，本年度が第3年度であった．

これまで Line-Focus-Beam Ultrasonic-Material- 

Characterization (LFB-UMC) システム（23℃）と共

振・反共振法（-30～80℃）を組み合わせて，室温近

傍のCNGS, LTGAの音響関連物理定数(弾性定数，圧

電定数，誘電率，及びそれらの温度係数)を明らかに

してきた．本年度は，前年度の成果を踏まえ，1000℃

まで共振・反共振法の測定ができる高温用ジグの作

製と，4194Aインピーダンスアナライザーを用いて，

LFB-UMCシステムで測定された23℃の諸定数をベー

スに，室温から1000 ℃までのLTGA単結晶の音響関

連物理定数およびその温度係数の決定を試み，LTGA

の高温用センサ-に関する研究を展開した． 
以下，研究活動状況の概要を記す． 

 
打合せ，実験及び討論： 

（１）平成24年１月29日～2月1日： 
准教授 唐木 智明（富山県立大学) 

（２）平成24年3月4日～3月8日： 
   教授 安達 正利（富山県立大学） 

 

研究発表 
（１）Junhua Lv, Tomoaki Karaki, and Masatoshi Adachi 

“Oxalate Precursor Route for Preparing 
(Bi,Na)0.83Ba0.17TiO3 Nanopowder and Ceramics”, 
Physica Status Solidi A208, No. 5, 1056-1060 
(2011). 

（２）Yuichi Sakai, Tomoaki Futakuchi, and Masatoshi 
Adachi, “Preparation of Textured BaTiO3 Thick 
Films by Screen Printing”, Jpn. J. Appl. Phys., 
Vol.50,(2011)09NA02-1-4(4pages). 

（３）Shan Bai, Fan Zhang, Tomoaki Karaki, and 
Masatoshi Adachi, “Effect of Surfactants on 
Morphology of Niobate Hydrate Particles in 
Hydrothermal Synthesis”, Jpn. J. Appl. Phys., Vol. 
50, (2011) 09ND12-1-5(5pages). 

（４）F. Chen, R. Chikazawa, S. Maruyama, T. Fujii, T. 
Karaki, and M. Adachi, “Improvement of Coercive 
Electric Field in BaTiO3 Piezoelectric Ceramics”, 15th 

 

US-Japan Seminar on Dielectric and Extended 
Abstracts of Piezoelectric Ceramics, A-P-6, pp. 40-42, 
November 6-9, 2011, Castle Park Hotel, Kagoshima, 
Japan. 

（５）Jun-ichi Kushibiki, Mototaka Arakawa, Yuji Ohashi, 
and Yuko Maruyama, “Ultrasonic Microspectroscopy 
Measurement of Fictive Temperature for Synthetic 
Silica Glass,” Appl. Phys. Express, Vol. 4, 056601 
(2011). 

（６）(Invited) Yuji Ohashi, Tomoaki Karaki, Tao Lv, 
Mototaka Arakawa, Masatoshi Adachi, and Jun-ichi 
Kushibiki, “Physical Acoustic Properties of 
La3Ta0.5Ga5.3Al0.2O14 Single Crystals, and Their High 
Temperature Applications for Pressure Sensors”, The 
Third China-Japan Symposium on Ferroelectric 
Materials and Their Applications, A23, pp. 38-40, 
November 13-17, 2011, Xiangtan University, 
Xiangtan, Hunan, China. 

（７） (Invited) Y. Imai, Y. Kuwayama, T. Fujii, T. Karaki, 
M. Adachi, S. Ikeuchi, H. Horiuchi, and K. Fujimoto, 
“Preparation of Tungsten-Bronze Potassium Lithium 
Niobate Thin Films”, The Third China-Japan 
Symposium on Ferroelectric Materials and Their 
Applications, B02, pp. 54-56, November 13-17, 2011, 
Xiangtan University, Xiangtan, Hunan, China. 

（８）唐木 智明，呂 涛，安達 正利，大橋 雄二，

荒川 元孝，櫛引 淳一，「La３Ta0.5Ga5.3Al0.2O14
単結晶の音響関連定数の高温測定」圧電材料・デ

バイスシンポジウム2012，H-1, pp.147-148，

2012年1月30-31日，東北大学工学部青葉記念会館 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た． 
まず第１に，1000℃まで共振・反共振法の測定が

できる高温用ジグの作製を行った．第２に，４種類

のX-cut回転Y棒（-30°Y，-15°Y，0°Y，+15°Y）
および，Y-cut 短冊板を準備した．いずれも

20×2×0.5 mm3程度のサイズに整形して， 4194A

インピーダンスアナライザにより共振反共振周

波数の測定を行った．誘電率計測用には，X，Z
基板から厚さ 0.5 mm で切出した基板で 5×15 
mm2 程度のものを使用した．上記試料の両面に

Ir電極をミニスパッタで付けてから電気特性の測

定を行った．熱膨張係数測定用試料には 1×1×20 
mm3のサイズの X 棒，Z 棒を用いた．熱機械分

析装置(TMA)で室温から600℃まで測定し，その

データを 1000℃まで延長して使うことにした．

共振周波数よりも十分低周波数の8.5kHzでコン

デンサ容量から誘電率を算出した．共振・反共振

周波数測定法により，LFB-UMC システムで測定され

た23℃の諸定数をベースに，室温から1000 ℃まで

の LTGA 単結晶の音響関連物理定数（sij
E, dij，εij

T）

およびその温度係数を測定した．その後，(cijE, eij) マ
トリクスに変換した． 
図1に0~1000℃の範囲での弾性定数cijE の温度

依存性を示す．各定数の１次温度係数は負である．

図２に圧電定数 eijの温度依存性を示す．誘電率εij
s 

の温度特性を図３に示す．ε33が700℃付近に極小

値がある．本研究で得たLTGA結晶の高温での音

響関連物理定数及びその温度係数を表 Iにまとめ

る． 
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Fig. 1 Temperature dependence of elastic constants.  
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Fig. 2 Temperature dependence of piezoelectric constants. 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H21／A04 

 
超音波�イクロス�クトロス�ピーおよび圧電共振・ 
反共振法によるランガサイト系圧電単結晶の評価と 

高温用センサ�の応用 
 
 
［１］組織 
  代表者：櫛引 淳一 

（東北大学大学院工学研究科） 
  対応者：長 康雄  

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者：安達 正利（富山県立大学） 

唐木 智明（富山県立大学） 
  研究費：物件費16万5千円，旅費20万8千円 
 
［２］研究経過 
自動車エンジンの燃焼ルームやタービンなど高温

環境下での温度・圧力センサー用材料として，水晶

の数倍もの電気機械結合係数を有し，かつ融点まで

相転移が生じないランガサイト系圧電単結晶が期待

されている．その一つである La3Ta0.5Ga5.3Al0.2O14 
(LTGA)は1500℃近い温度まで圧電性を持ち，エージ

ング特性も水晶並みに優れている．しかし，その高

温特性，特に1000℃付近での音響関連物理特性や材

料の評価が余りなされていなく，重要な課題の一つ

となっている． 

本研究の目的は，物質の基本的材料定数（誘電率，

圧電定数，弾性定数）を正確に計測するために，主

に外部振動子からの縦波，横波超音波パルスを利用

するUMS技術（東北大学）と，各種方位の圧電振動

子の共振・反共振周波数から求める方法（富山県立

大学）の二つがあり，それらを用いて正確な物質の

弾性・圧電・誘電特性およびそれらの温度係数を求

めることである．UMS 技術では，非常に精密に固体

中の音速，擬似表面波速度が測定できるが，装置の

性格上，室温近傍の温度に限られる．一方，共振法

では，厚みたて振動（k33），厚みすべり振動（k15）

などの測定では，試料の寸法，浮遊容量，スプリア

スや純粋なモードの励振の問題があり，音速を与え

る反共振周波数を正確に求めるのが困難ではある．

しかし非常に高温領域までの材料定数の測定が比較

的容易に行える．本プロジェクトでは，両者の優れ

た測定法を融合し，効率の良い新しい材料定数の計

測方法を開発する事を目的として研究を行った． 

 

本プロジェクトでは，本年度が第3年度であった．

これまで Line-Focus-Beam Ultrasonic-Material- 

Characterization (LFB-UMC) システム（23℃）と共

振・反共振法（-30～80℃）を組み合わせて，室温近

傍のCNGS, LTGAの音響関連物理定数(弾性定数，圧

電定数，誘電率，及びそれらの温度係数)を明らかに

してきた．本年度は，前年度の成果を踏まえ，1000℃

まで共振・反共振法の測定ができる高温用ジグの作

製と，4194Aインピーダンスアナライザーを用いて，

LFB-UMCシステムで測定された23℃の諸定数をベー

スに，室温から1000 ℃までのLTGA単結晶の音響関

連物理定数およびその温度係数の決定を試み，LTGA

の高温用センサ-に関する研究を展開した． 
以下，研究活動状況の概要を記す． 

 
打合せ，実験及び討論： 

（１）平成24年１月29日～2月1日： 
准教授 唐木 智明（富山県立大学) 

（２）平成24年3月4日～3月8日： 
   教授 安達 正利（富山県立大学） 

 

研究発表 
（１）Junhua Lv, Tomoaki Karaki, and Masatoshi Adachi 

“Oxalate Precursor Route for Preparing 
(Bi,Na)0.83Ba0.17TiO3 Nanopowder and Ceramics”, 
Physica Status Solidi A208, No. 5, 1056-1060 
(2011). 

（２）Yuichi Sakai, Tomoaki Futakuchi, and Masatoshi 
Adachi, “Preparation of Textured BaTiO3 Thick 
Films by Screen Printing”, Jpn. J. Appl. Phys., 
Vol.50,(2011)09NA02-1-4(4pages). 

（３）Shan Bai, Fan Zhang, Tomoaki Karaki, and 
Masatoshi Adachi, “Effect of Surfactants on 
Morphology of Niobate Hydrate Particles in 
Hydrothermal Synthesis”, Jpn. J. Appl. Phys., Vol. 
50, (2011) 09ND12-1-5(5pages). 

（４）F. Chen, R. Chikazawa, S. Maruyama, T. Fujii, T. 
Karaki, and M. Adachi, “Improvement of Coercive 
Electric Field in BaTiO3 Piezoelectric Ceramics”, 15th 

 

US-Japan Seminar on Dielectric and Extended 
Abstracts of Piezoelectric Ceramics, A-P-6, pp. 40-42, 
November 6-9, 2011, Castle Park Hotel, Kagoshima, 
Japan. 

（５）Jun-ichi Kushibiki, Mototaka Arakawa, Yuji Ohashi, 
and Yuko Maruyama, “Ultrasonic Microspectroscopy 
Measurement of Fictive Temperature for Synthetic 
Silica Glass,” Appl. Phys. Express, Vol. 4, 056601 
(2011). 

（６）(Invited) Yuji Ohashi, Tomoaki Karaki, Tao Lv, 
Mototaka Arakawa, Masatoshi Adachi, and Jun-ichi 
Kushibiki, “Physical Acoustic Properties of 
La3Ta0.5Ga5.3Al0.2O14 Single Crystals, and Their High 
Temperature Applications for Pressure Sensors”, The 
Third China-Japan Symposium on Ferroelectric 
Materials and Their Applications, A23, pp. 38-40, 
November 13-17, 2011, Xiangtan University, 
Xiangtan, Hunan, China. 

（７） (Invited) Y. Imai, Y. Kuwayama, T. Fujii, T. Karaki, 
M. Adachi, S. Ikeuchi, H. Horiuchi, and K. Fujimoto, 
“Preparation of Tungsten-Bronze Potassium Lithium 
Niobate Thin Films”, The Third China-Japan 
Symposium on Ferroelectric Materials and Their 
Applications, B02, pp. 54-56, November 13-17, 2011, 
Xiangtan University, Xiangtan, Hunan, China. 

（８）唐木 智明，呂 涛，安達 正利，大橋 雄二，

荒川 元孝，櫛引 淳一，「La３Ta0.5Ga5.3Al0.2O14
単結晶の音響関連定数の高温測定」圧電材料・デ

バイスシンポジウム2012，H-1, pp.147-148，

2012年1月30-31日，東北大学工学部青葉記念会館 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た． 
まず第１に，1000℃まで共振・反共振法の測定が

できる高温用ジグの作製を行った．第２に，４種類

のX-cut回転Y棒（-30°Y，-15°Y，0°Y，+15°Y）
および，Y-cut 短冊板を準備した．いずれも

20×2×0.5 mm3程度のサイズに整形して， 4194A

インピーダンスアナライザにより共振反共振周

波数の測定を行った．誘電率計測用には，X，Z
基板から厚さ 0.5 mm で切出した基板で 5×15 
mm2 程度のものを使用した．上記試料の両面に

Ir電極をミニスパッタで付けてから電気特性の測

定を行った．熱膨張係数測定用試料には 1×1×20 
mm3のサイズの X 棒，Z 棒を用いた．熱機械分

析装置(TMA)で室温から600℃まで測定し，その

データを 1000℃まで延長して使うことにした．

共振周波数よりも十分低周波数の8.5kHzでコン

デンサ容量から誘電率を算出した．共振・反共振

周波数測定法により，LFB-UMC システムで測定され

た23℃の諸定数をベースに，室温から1000 ℃まで

の LTGA 単結晶の音響関連物理定数（sij
E, dij，εij

T）

およびその温度係数を測定した．その後，(cijE, eij) マ
トリクスに変換した． 
図1に0~1000℃の範囲での弾性定数cijE の温度

依存性を示す．各定数の１次温度係数は負である．

図２に圧電定数 eijの温度依存性を示す．誘電率εij
s 

の温度特性を図３に示す．ε33が700℃付近に極小

値がある．本研究で得たLTGA結晶の高温での音

響関連物理定数及びその温度係数を表 Iにまとめ

る． 
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Fig. 1 Temperature dependence of elastic constants.  
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Fig. 2 Temperature dependence of piezoelectric constants. 
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Fig. 3 Temperature dependence of dielectric constants. 
 

 
 

 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトにより，学外研究者との交流が飛躍

的に活性化した．また，本プロジェクトで明らかに

なった各種圧電単結晶材料の弾性･圧電特性の評価

法として，直線集束ビーム(Line-Focus-Beam: 
LFB）超音波材料解析システムを基本とした「超音

波マイクロスペクトロスコピー（Ultrasonic 
Micro-Spectroscopy: UMS）技術」と共振・反共振

法で得られる材料定数に関する共同研究という新し

い研究領域の開拓（萌芽的研究の発見）に結びつき，

材料定数測定法の融合など，今後の発展が期待され

る． 
圧電材料の高性能化に重要な役割を果たす原材料

の酸化鉛化合物(Pb(Zr,Ti)O3等)は，廃棄処理などに

よる環境に悪影響をもたらすことが報告されている．

環境にやさしい高性能な非鉛系圧電性セラミックス

の開発が急務となっている．さらに地球温暖化防止

京都会議の議定書を受け，炭酸ガス等の排出量規制

が行われ，各国で対策が講じられている．それに伴

い，自動車の内燃機関用燃焼圧測定，発電所等や電

気炉内で内部または移動中の物体の測温，高温まで

使える高精度なRF温度・圧力センサ等が必要不可欠

である．それにはシリンダ内の苛酷な環境にも耐え

得る強靭な圧力・温度センサが必要である． 

 現在使用されている圧電材料には，水晶，PZT，

LiTaO3，LiNbO3等があるが，500℃以上の高温センサ

としては不適当である．一方，ランガサイト系単結

晶は非鉛であり，融点（約 1325-1500℃）まで相転

移を起こさなく，水晶と同じ結晶構造(321)をとり，

焦電性もなく（応力による発生電荷と重複しない），

品質係数Qが非常に大きいことが特長である．特に，

Ca3NbGa3Si2O14は，他のランガサイト系化合物と違っ

てA, B, C, Dの各サイトに最適なイオン半径と

価数を持った唯一の陽イオンが配置される秩序配列

構造を有しており，将来の高温用圧電材料として期

待される．一方，無秩序配列構造であれば，結晶中

にランダムな歪の分布が誘起され，それが組成の不

均一性や電気的・機械的特性に影響を与える可能性

があるが，La3Ta0.5Ga5.5O14および Ga サイトの一部を

Al で置換した La3Ta0.5Ga5.3Al0.2O14（La3Ta0.5Ga5.5O14：

Al）単結晶は，現在圧電性に優れ高温センサへの応

用が期待されている．  

このように，高温用圧力センサの需要は今後ますま

す高くなり，この分野でのランガサイト系圧電単結

晶は将来性・可能性が極めて高い． 

 

［４］成果資料 

（１）Jun-ichi Kushibiki, Mototaka Arakawa, Yuji Ohashi, 
and Yuko Maruyama, “Ultrasonic Microspectroscopy 
Measurement of Fictive Temperature for Synthetic 
Silica Glass,” Appl. Phys. Express, Vol. 4, 056601 
(2011). 

（２）(Invited) Yuji Ohashi, Tomoaki Karaki, Tao Lv, 
Mototaka Arakawa, Masatoshi Adachi, and Jun-ichi 
Kushibiki, “Physical Acoustic Properties of 
La3Ta0.5Ga5.3Al0.2O14 Single Crystals, and Their High 
Temperature Applications for Pressure Sensors”, The 
Third China-Japan Symposium on Ferroelectric 
Materials and Their Applications, A23, pp. 38-40, 
November 13-17, 2011, Xiangtan University, 
Xiangtan, Hunan, China. 

（３）唐木 智明，呂 涛，安達 正利，大橋 雄二，

荒川 元孝，櫛引 淳一，「La３Ta0.5Ga5.3Al0.2O14
単結晶の音響関連定数の高温測定」圧電材料・デ

バイスシンポジウム2012，H-1, pp.147-148，

2012年1月30-31日，東北大学工学部青葉記念会館 
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［１］組織 
 代表者：佐橋  政司 

（東北大学大学院工学研究科） 

 対応者：石山 和志 

(東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

浅野 秀文 (名古屋大学 教授) 

中谷 亮一 (大阪大学 教授) 

五味  学  (名古屋工業大学 教授) 

今村 裕志 (産業技術総合研究所 理論チーム長) 
 
 研究費：物件費17万1千円，旅費16万5千円 
 
［２］研究経過 

HDD 磁気ヘッドや MRAM, スピン RAM など, 
発展を続けているスピントロニクスの研究開発は, 
近年ますますその応用分野が広がりつつあり，その

研究の中心は, これまでのスピン注入磁化反転から

スピンダイナミクスや磁化の電界操作などの酸化物

スピントロニクスへと変わって来ている｡ 本プロジ

ェクトは，電界による磁化の反転操作やスピンダイ

ナミクスなどの基礎研究を，ストレージ･メモリ, 発
振器, センサなどへと新たな展開を図るための調査

を行うことを目的として実施した． 
本プロジェクトは，本年度が第3年度であった．

前々度は, 磁化の電界操作に関し, 分担者を含めた

日米研究者との議論を行い, 研究の方向性を絞り込

むとともに，代表者らの極薄クロム酸化物の電気磁

気効果に関する研究を行い， クロム酸化物などの電

気磁気効果を示す反強磁性体膜を用いた磁化の電界

操作が, その操作原理(磁界と電界の向きが平行，ま

たは反平行で制御)から磁化の反転制御には有望で

あることを明らかにした. 前々年度の成果を踏まえ, 
前年度は, 酸化物スピントロニクスおよびスピンダ

イナミクスの新たな応用展開に関する研究を行い, 
(0001)面Cr2O3の交換結合バイアスとCr2O3膜厚と

の関係について調べ, 50nm 厚では 170K 以下の低

温でしか交換結合バイアスが得られないが, その値

は 0.3erg/cm2 と充分大きいことを明らかにすると

同時に室温での交換結合バイアスには，解決すべき

課題があることを明らかにした. また, 前々年度に

世界で初めてオングストロームオーダのCr2O3を用

いた界面磁化の電圧操作に成功したスピンバルブ系

と同一系での研究を継続し, 磁気抵抗比(MR)のト

レーニング効果(κMR)において, スピントランスフ

ァーとは異なる明瞭な電界による界面磁化の変化を

観測した. したがって, 本年度は, Cr2O3の電気磁気

効果のストレージ/メモリデバイスへの応用展開の

うえで, 重要な課題になると考えられる① 室温以

上の温度での交換結合バイアスの発現, ② 磁化反

転ダイナミクス(スピンダイナミクス), ③ マルチス

テートメモリへの展開研究の 3 点について, 研究会

での議論も含めて研究の展開を図った． 
以下，研究活動状況の概要を記す． 
酸化物スピントロニクスおよびスピンダイナミク

スの新たな応用展開を議論する目的で, 通研共同プ

ロジェクト主催の研究発表会として, 第14 回, 並び

に第15回「金属/酸化物スピントロニクスセミナー」

を下記日時にて開催し, 議論を深めた． 
第14回「金属/酸化物スピントロニクスセミナー」 
テーマ:「SPMを用いた新たなナノ磁性体研究」 
日時: 2011年12月6日(火）午後1時から5時30分 
場所：東北大学･大学院工学研究科･電気情報系情報

新棟4階451・453会議室 
共催：東北大学大学院工学研究科電子工学専攻超微

細電子工学講座 
研究会講演の内容:  
1. 挨拶と研究紹介 
「磁化の電界操作も含めた SPM を用いた新たなナ

ノ磁性体研究について」 
東北大学 大学院・工学研究科 佐橋政司 

2. 「交番磁気力顕微鏡の開発と磁場方向検出への

応用」 
秋田大学 大学院・工学資源学研究科 齊藤 準 

3. 「ナノ接点磁化状態を反映したアーク状の

MFM観察パターン」 
東北大学 大学院・工学研究科 三宅耕作 

4. 「スピン偏極 STM による単一原子，単一分子，

単一ナノ磁石の最近の研究動向～電界による鉄

ナノ磁石の制御～」 
千葉大学 大学院・融合科学研究科 ナノサイエ

ンス専攻 山田豊和 
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Fig. 3 Temperature dependence of dielectric constants. 
 

 
 

 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトにより，学外研究者との交流が飛躍

的に活性化した．また，本プロジェクトで明らかに

なった各種圧電単結晶材料の弾性･圧電特性の評価

法として，直線集束ビーム(Line-Focus-Beam: 
LFB）超音波材料解析システムを基本とした「超音

波マイクロスペクトロスコピー（Ultrasonic 
Micro-Spectroscopy: UMS）技術」と共振・反共振

法で得られる材料定数に関する共同研究という新し

い研究領域の開拓（萌芽的研究の発見）に結びつき，

材料定数測定法の融合など，今後の発展が期待され

る． 
圧電材料の高性能化に重要な役割を果たす原材料

の酸化鉛化合物(Pb(Zr,Ti)O3等)は，廃棄処理などに

よる環境に悪影響をもたらすことが報告されている．

環境にやさしい高性能な非鉛系圧電性セラミックス

の開発が急務となっている．さらに地球温暖化防止

京都会議の議定書を受け，炭酸ガス等の排出量規制

が行われ，各国で対策が講じられている．それに伴

い，自動車の内燃機関用燃焼圧測定，発電所等や電

気炉内で内部または移動中の物体の測温，高温まで

使える高精度なRF温度・圧力センサ等が必要不可欠

である．それにはシリンダ内の苛酷な環境にも耐え

得る強靭な圧力・温度センサが必要である． 

 現在使用されている圧電材料には，水晶，PZT，

LiTaO3，LiNbO3等があるが，500℃以上の高温センサ

としては不適当である．一方，ランガサイト系単結

晶は非鉛であり，融点（約 1325-1500℃）まで相転

移を起こさなく，水晶と同じ結晶構造(321)をとり，

焦電性もなく（応力による発生電荷と重複しない），

品質係数Qが非常に大きいことが特長である．特に，

Ca3NbGa3Si2O14は，他のランガサイト系化合物と違っ

てA, B, C, Dの各サイトに最適なイオン半径と

価数を持った唯一の陽イオンが配置される秩序配列

構造を有しており，将来の高温用圧電材料として期

待される．一方，無秩序配列構造であれば，結晶中

にランダムな歪の分布が誘起され，それが組成の不

均一性や電気的・機械的特性に影響を与える可能性

があるが，La3Ta0.5Ga5.5O14および Ga サイトの一部を

Al で置換した La3Ta0.5Ga5.3Al0.2O14（La3Ta0.5Ga5.5O14：

Al）単結晶は，現在圧電性に優れ高温センサへの応

用が期待されている．  

このように，高温用圧力センサの需要は今後ますま

す高くなり，この分野でのランガサイト系圧電単結

晶は将来性・可能性が極めて高い． 

 

［４］成果資料 

（１）Jun-ichi Kushibiki, Mototaka Arakawa, Yuji Ohashi, 
and Yuko Maruyama, “Ultrasonic Microspectroscopy 
Measurement of Fictive Temperature for Synthetic 
Silica Glass,” Appl. Phys. Express, Vol. 4, 056601 
(2011). 

（２）(Invited) Yuji Ohashi, Tomoaki Karaki, Tao Lv, 
Mototaka Arakawa, Masatoshi Adachi, and Jun-ichi 
Kushibiki, “Physical Acoustic Properties of 
La3Ta0.5Ga5.3Al0.2O14 Single Crystals, and Their High 
Temperature Applications for Pressure Sensors”, The 
Third China-Japan Symposium on Ferroelectric 
Materials and Their Applications, A23, pp. 38-40, 
November 13-17, 2011, Xiangtan University, 
Xiangtan, Hunan, China. 

（３）唐木 智明，呂 涛，安達 正利，大橋 雄二，

荒川 元孝，櫛引 淳一，「La３Ta0.5Ga5.3Al0.2O14
単結晶の音響関連定数の高温測定」圧電材料・デ

バイスシンポジウム2012，H-1, pp.147-148，

2012年1月30-31日，東北大学工学部青葉記念会館 
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 代表者：佐橋  政司 

（東北大学大学院工学研究科） 

 対応者：石山 和志 

(東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

浅野 秀文 (名古屋大学 教授) 

中谷 亮一 (大阪大学 教授) 

五味  学  (名古屋工業大学 教授) 

今村 裕志 (産業技術総合研究所 理論チーム長) 
 
 研究費：物件費17万1千円，旅費16万5千円 
 
［２］研究経過 

HDD 磁気ヘッドや MRAM, スピン RAM など, 
発展を続けているスピントロニクスの研究開発は, 
近年ますますその応用分野が広がりつつあり，その

研究の中心は, これまでのスピン注入磁化反転から

スピンダイナミクスや磁化の電界操作などの酸化物

スピントロニクスへと変わって来ている｡ 本プロジ

ェクトは，電界による磁化の反転操作やスピンダイ

ナミクスなどの基礎研究を，ストレージ･メモリ, 発
振器, センサなどへと新たな展開を図るための調査

を行うことを目的として実施した． 
本プロジェクトは，本年度が第3年度であった．

前々度は, 磁化の電界操作に関し, 分担者を含めた

日米研究者との議論を行い, 研究の方向性を絞り込

むとともに，代表者らの極薄クロム酸化物の電気磁

気効果に関する研究を行い， クロム酸化物などの電

気磁気効果を示す反強磁性体膜を用いた磁化の電界

操作が, その操作原理(磁界と電界の向きが平行，ま

たは反平行で制御)から磁化の反転制御には有望で

あることを明らかにした. 前々年度の成果を踏まえ, 
前年度は, 酸化物スピントロニクスおよびスピンダ

イナミクスの新たな応用展開に関する研究を行い, 
(0001)面Cr2O3の交換結合バイアスとCr2O3膜厚と

の関係について調べ, 50nm 厚では 170K 以下の低

温でしか交換結合バイアスが得られないが, その値

は 0.3erg/cm2 と充分大きいことを明らかにすると

同時に室温での交換結合バイアスには，解決すべき

課題があることを明らかにした. また, 前々年度に

世界で初めてオングストロームオーダのCr2O3を用

いた界面磁化の電圧操作に成功したスピンバルブ系

と同一系での研究を継続し, 磁気抵抗比(MR)のト

レーニング効果(κMR)において, スピントランスフ

ァーとは異なる明瞭な電界による界面磁化の変化を

観測した. したがって, 本年度は, Cr2O3の電気磁気

効果のストレージ/メモリデバイスへの応用展開の

うえで, 重要な課題になると考えられる① 室温以

上の温度での交換結合バイアスの発現, ② 磁化反

転ダイナミクス(スピンダイナミクス), ③ マルチス

テートメモリへの展開研究の 3 点について, 研究会

での議論も含めて研究の展開を図った． 
以下，研究活動状況の概要を記す． 
酸化物スピントロニクスおよびスピンダイナミク

スの新たな応用展開を議論する目的で, 通研共同プ

ロジェクト主催の研究発表会として, 第14 回, 並び

に第15回「金属/酸化物スピントロニクスセミナー」

を下記日時にて開催し, 議論を深めた． 
第14回「金属/酸化物スピントロニクスセミナー」 
テーマ:「SPMを用いた新たなナノ磁性体研究」 
日時: 2011年12月6日(火）午後1時から5時30分 
場所：東北大学･大学院工学研究科･電気情報系情報

新棟4階451・453会議室 
共催：東北大学大学院工学研究科電子工学専攻超微

細電子工学講座 
研究会講演の内容:  
1. 挨拶と研究紹介 
「磁化の電界操作も含めた SPM を用いた新たなナ

ノ磁性体研究について」 
東北大学 大学院・工学研究科 佐橋政司 

2. 「交番磁気力顕微鏡の開発と磁場方向検出への

応用」 
秋田大学 大学院・工学資源学研究科 齊藤 準 

3. 「ナノ接点磁化状態を反映したアーク状の

MFM観察パターン」 
東北大学 大学院・工学研究科 三宅耕作 

4. 「スピン偏極 STM による単一原子，単一分子，

単一ナノ磁石の最近の研究動向～電界による鉄

ナノ磁石の制御～」 
千葉大学 大学院・融合科学研究科 ナノサイエ

ンス専攻 山田豊和 
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5. 「ナノ狭窄磁性体における磁壁の閉じ込め条件の

解明」 
    東北大学 大学院・工学研究科 応用物理学専攻 

佐々木志剛 
 この回では, 磁化の電界操作の「ストレージデバイ

ス」への応用展開に必要な SPM を用いたナノ磁性

体の研究およびナノ接点磁壁に関する最近の話題に

ついて議論した. ナノ磁性体の磁化挙動を理解する

ための MFM の研究動向, ナノ接点磁壁のダイナミ

クスなど, 電気磁気効果を用いた電界による磁化の

操作に関する計測・制御上の理解が深まった． 
第15回「金属/酸化物スピントロニクスセミナー」 
テーマ:「酸化物スピントロニクスの最近の話題」 
日時: 2011年12月27日(火）午後2時から5時 

場所：東北大学大学院工学研究科電気情報系2号館

2階204会議室 
共催：東北大学大学院工学研究科電子工学専攻超微

細電子工学講座 
研究会講演の内容:  
1. 挨拶とこのテーマを取り上げた意義についての

説明 
東北大学 大学院・工学研究科 佐橋政司 

2. 「Cr2O3薄膜の結晶性と交換バイアス」 
東北大学 大学院・工学研究科 野崎友大 

3. 「BaxSr1-xTiO3／強磁性ハーフメタルヘテロ構造

におけるエピタキシャル成長とマルチフェロイ

ック特性」 
名古屋大学 大学院・工学研究科  浅野秀文 

4. 「Pt/Co/Cr2O3垂直交換バイアス薄膜の界面磁性」 
大阪大学 大学院・工学研究科 白土 優  

5. 研究会発足に関する討議 
 この回では, 主にCr2O3とCoとの界面に注目した

界面磁性および交換バイアスと MTJ バリア層に使

うマルチフェロイック材料についての最近の話題を

議論した．Cr2O3R面とCoの界面ではブロッキング

温度が室温に近い交換バイアスが得られること，

BaxSr1-xTiO3／強磁性ハーフメタルヘテロ構造にお

けるエピタキシャル成長とマルチフェロイック特性 
についての話題が出され，ストレージ/メモリデバイ

スへの応用展開のうえでの課題である室温以上の温

度での交換結合バイアスの発現とマルチステートメ

モリへの展開研究に兆しが見えて来た．したがって，

このような議論をより広く行って行くために，日本

磁気学会に，研究会を立ち上げることにした． 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た． 
本年度は, Cr2O3 の電気磁気効果のストレージ/メ

モリデバイスへの応用展開のうえで, 重要な課題に

なると考えられる① 室温以上の温度での交換結合

バイアスの発現, ② 磁化反転ダイナミクス(スピン

ダイナミクス), ③ マルチステートメモリへの展開

研究の 3 点について, 研究会での議論も含めて研究

の展開を図った. 
① 電気磁気効果(ME)を示すCr2O3において, 室温 
以上の温度での交換結合バイアスの発現については,
前々年度，前年度の研究で, ネール温度は 900K 以

上と高いが，一方向異方性(交換結合バイアス)を示

さず, MEも無いFe2O3と, ネール温度は300Kと低

い(室温近傍である)が, 交換結合バイアスを示し, 
MEもあるCr2O3の積層構造の検討が有望であると

の知見を得ていた. しかし, それには C 面サファイ

ヤ基板上に Fe2O3/Cr2O3をヘテロエピ成長させ, 平
坦性の高い界面, 表面を形成する必要がある. 
 したがって本年度は, Fe2O3とCr2O3のそれぞれに

ついて, C 面サファイヤ基板上へのヘテロエピ成長

を, RFスパッタ, イオンビームデポジション(IBD),
酸素中高温熱処理を用いて検討した. その結果, 
Cr2O3ターゲットを用い，酸素中 IBD 法で C 面サ

ファイヤ(Al2O3)基板上に成膜後, 700℃にて酸素中

熱処理を施すことにより, 平坦性に優れたC面配向

Cr2O3薄膜を作製可能であることが判った. これは, 
X線回折の結果より，酸素中での成膜後では, CrO3

がエピ成長されるが, 700℃での酸素中熱処理で, よ
り安定なC面配向のCr2O3薄膜が格子整合性良く形

成されるためである. 一方, 酸素なしの IBD法で成

膜した Cr2O3 薄膜はアモルファスとなり, 700℃で

の酸素中熱処理では, 表面エネルギーが低いR面が

表面となるように, Cr2O3の結晶が成長し, R面配向

的となる. 後者の方法で作製したR面配向的Cr2O3

上にCoをエピ成長させたCr2O3/Co二層膜における

交換結合磁界の大きさ, およびその温度依存性は, R
面サファイヤ基板上にエピ成長させた R 面配向

Cr2O3とCo との交換結合磁界, およびその温度依存

性とほとんど同じである. 他方, Fe2O3のエピ膜作製

についても, 酸素分圧を変化させた実験を行い, ヘ
テロエピ積層膜の作製には必須となる極めて良好な

平坦性を得ることに成功し, ヘテロエピ成長の可能

性を示した. また, Cr2O3薄膜を用いたプローブ電界

による磁気ドメインの反転を確認するために, まず

室温付近まで交換バイアスを示す Cr2O3薄膜の作製

を行い, いくつかの磁気ドメイン反転挙動の確認に

適した試料の作製に成功, さらに動作温度を室温以

上に引き上げるための方法について, Fe2O3/Cr2O3 ヘ

テロエピ膜によるブロッキング温度の上昇を確認す

るなど, 本プロジェクトの当初の目標は達成できた. 
②および③ 分担者である産業技術総合研究所の今

村裕志氏との磁化反転ダイナミクスの議論, 浅野秀

 

文氏とのマルチステートメモリへの展開研究につい

ての議論を通して, 「ME・Multiferroics(とその磁

気デバイスへの適用)研究会」の発足準備へと進むこ

とが出来た. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトにより, MPB (Morphotropic 

Phase Boundary) 研究会, ME・Multiferroics(とそ

の磁気デバイスへの適用)研究会など, 学外研究者

との交流が飛躍的に活性化し, 磁性体と誘電体との

融合領域研究の発展へ繋がった. また, 本プロジェ

クトで明らかになったスピンバルブ膜における

Cr2O3 の電気磁気効果を用いた磁化の反転操作やマ

ルチフェロイック酸化物を用いた Tunneling 
ElectroResistance (TER)の成果は, 低電圧駆動に

よる多値メモリという新しい研究領域の開拓(萌芽

的研究の発見)に結びつき, 今後の発展が期待され

る.  
［４］成果資料 
本プロジェクトで研究された研究成果が掲載されて

いる主要論文リスト: 
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“Demonstration of magnetoelectric effect in ultrathin 
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5. K. Sawada, H. Endo, M. Doi, and M. Sahashi, 
“Interlayer Coupling Through Cu Spacer and Its 
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Films With Co1-xFex/Cr-NOL”, IEEE 
TRANSACTIONS ON MAGNETICS, 45, 4019 
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6.  “ナノ構造磁性酸化物層を含むスピンバルブ薄

膜の磁気結合”, 澤田和也, 遠藤広明, 土井正晶, 
佐橋政司, 日本磁気学会誌32, 205 (2008)  

7.  “Exchange Bias Characteristics in Specular 
Spin Valve System With Embedded 
(Co-Fe)/Cr Nano-Oxide Layer in Pinned 
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IEEE Trans. Magn. 43, 3668 (2007) 

8. “Structural characterization of Co100-xFex 
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spin-valves”, M. Doi, M. Izumi, Y. Abe, H. 
Fukuzawa, H. N. Fuke, H. Iwasaki, and M. 
Sahashi, J. Magn, Magn. Mater. 287 (2005), 
381  
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Spin-Valves”, Masaaki Doi, Masato Izumi, 
Hiromi Niu Fuke, Hitoshi Iwasaki, and 
Masashi Sahashi, IEEE Trans. Magn. 40 
(2004), 2263 
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ス」への応用展開に必要な SPM を用いたナノ磁性

体の研究およびナノ接点磁壁に関する最近の話題に

ついて議論した. ナノ磁性体の磁化挙動を理解する

ための MFM の研究動向, ナノ接点磁壁のダイナミ

クスなど, 電気磁気効果を用いた電界による磁化の

操作に関する計測・制御上の理解が深まった． 
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1. 挨拶とこのテーマを取り上げた意義についての

説明 
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5. 研究会発足に関する討議 
 この回では, 主にCr2O3とCoとの界面に注目した

界面磁性および交換バイアスと MTJ バリア層に使

うマルチフェロイック材料についての最近の話題を

議論した．Cr2O3R面とCoの界面ではブロッキング

温度が室温に近い交換バイアスが得られること，

BaxSr1-xTiO3／強磁性ハーフメタルヘテロ構造にお

けるエピタキシャル成長とマルチフェロイック特性 
についての話題が出され，ストレージ/メモリデバイ

スへの応用展開のうえでの課題である室温以上の温

度での交換結合バイアスの発現とマルチステートメ

モリへの展開研究に兆しが見えて来た．したがって，

このような議論をより広く行って行くために，日本

磁気学会に，研究会を立ち上げることにした． 
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本年度は，以下に示す研究成果を得た． 
本年度は, Cr2O3 の電気磁気効果のストレージ/メ

モリデバイスへの応用展開のうえで, 重要な課題に

なると考えられる① 室温以上の温度での交換結合

バイアスの発現, ② 磁化反転ダイナミクス(スピン

ダイナミクス), ③ マルチステートメモリへの展開

研究の 3 点について, 研究会での議論も含めて研究

の展開を図った. 
① 電気磁気効果(ME)を示すCr2O3において, 室温 
以上の温度での交換結合バイアスの発現については,
前々年度，前年度の研究で, ネール温度は 900K 以

上と高いが，一方向異方性(交換結合バイアス)を示

さず, MEも無いFe2O3と, ネール温度は300Kと低

い(室温近傍である)が, 交換結合バイアスを示し, 
MEもあるCr2O3の積層構造の検討が有望であると

の知見を得ていた. しかし, それには C 面サファイ

ヤ基板上に Fe2O3/Cr2O3をヘテロエピ成長させ, 平
坦性の高い界面, 表面を形成する必要がある. 
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ついて, C 面サファイヤ基板上へのヘテロエピ成長

を, RFスパッタ, イオンビームデポジション(IBD),
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ファイヤ(Al2O3)基板上に成膜後, 700℃にて酸素中

熱処理を施すことにより, 平坦性に優れたC面配向

Cr2O3薄膜を作製可能であることが判った. これは, 
X線回折の結果より，酸素中での成膜後では, CrO3

がエピ成長されるが, 700℃での酸素中熱処理で, よ
り安定なC面配向のCr2O3薄膜が格子整合性良く形

成されるためである. 一方, 酸素なしの IBD法で成

膜した Cr2O3 薄膜はアモルファスとなり, 700℃で

の酸素中熱処理では, 表面エネルギーが低いR面が

表面となるように, Cr2O3の結晶が成長し, R面配向

的となる. 後者の方法で作製したR面配向的Cr2O3

上にCoをエピ成長させたCr2O3/Co二層膜における

交換結合磁界の大きさ, およびその温度依存性は, R
面サファイヤ基板上にエピ成長させた R 面配向

Cr2O3とCo との交換結合磁界, およびその温度依存

性とほとんど同じである. 他方, Fe2O3のエピ膜作製

についても, 酸素分圧を変化させた実験を行い, ヘ
テロエピ積層膜の作製には必須となる極めて良好な

平坦性を得ることに成功し, ヘテロエピ成長の可能

性を示した. また, Cr2O3薄膜を用いたプローブ電界

による磁気ドメインの反転を確認するために, まず

室温付近まで交換バイアスを示す Cr2O3薄膜の作製

を行い, いくつかの磁気ドメイン反転挙動の確認に

適した試料の作製に成功, さらに動作温度を室温以

上に引き上げるための方法について, Fe2O3/Cr2O3 ヘ

テロエピ膜によるブロッキング温度の上昇を確認す

るなど, 本プロジェクトの当初の目標は達成できた. 
②および③ 分担者である産業技術総合研究所の今

村裕志氏との磁化反転ダイナミクスの議論, 浅野秀
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気デバイスへの適用)研究会」の発足準備へと進むこ
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（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトにより, MPB (Morphotropic 

Phase Boundary) 研究会, ME・Multiferroics(とそ

の磁気デバイスへの適用)研究会など, 学外研究者

との交流が飛躍的に活性化し, 磁性体と誘電体との

融合領域研究の発展へ繋がった. また, 本プロジェ

クトで明らかになったスピンバルブ膜における

Cr2O3 の電気磁気効果を用いた磁化の反転操作やマ

ルチフェロイック酸化物を用いた Tunneling 
ElectroResistance (TER)の成果は, 低電圧駆動に

よる多値メモリという新しい研究領域の開拓(萌芽

的研究の発見)に結びつき, 今後の発展が期待され

る.  
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AFM測定結果：Fe2O3/c-Al2O3薄膜(O2分圧変化)
左)10μm□、中央) 2μm □、右)500nm□

Range: -5 ~ 5 nmAr/O2= 28/2
Ra= 0.7 nm

Ar/O2= 15/15
Ra= 0.12 nm

左)10μm□、中央) 2μm □、右)500nm□

Range: -1~1 nm (基板と同じレンジ）

⇒平坦性が非常に良い！  

XRDによる結晶構造評価： Fe2O3/c-Al2O3薄膜

Ar/O2=28/2
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XRD(面直）：基板と一致、エピ成長を示唆。(面内未測定)
ピーク強度は同等。
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研究費：物件費２０万１千円，旅費１３万円５千円 
 
［２］研究経過 
本研究・開発の目的は、ナノ磁性体におけるスピ

ンダイナミクス（R）を利用した GHｚ帯のマイク

ロ波発振に関する研究を行い、近年ますますその重

要性を増している簡便で高効率(高Q)､超小型・超低

消費電力のマイクロ波発信デバイスを開発すること

である｡このようなナノ磁性体を用いた新規なマイ

クロ波の発信機構は、従来の半導体集積化デバイス

の一部に、自己組織化により集積化されたナノ磁性

体から成る発信回路を組み込むだけで実現されるも

のであり、従来の半導体デバイス発振機と比較して

簡便､超小型・超低消費電力のGHｚ帯マイクロ波デ

バイスへの道を切り拓くものである｡また､その原理

からナノ磁性体中の磁化の方向､バイアス磁界､電流

などにより発信周波数を調律可能(Tunable)なデバ

イスとすることも可能であり､近年特に研究が活発

化しているユビキタス電子タグ、チップ間無線通信

のような至近短距離を対象とした情報通信用の新デ

バイスの進展に大きく寄与するものであり、コミュ

ニケーション用通信技術等にも展開が期待できる。 
本プロジェクトは，本年度が第3年度であった。 
 前年度までに，まず第１に，フリー層とリファレ

ンス層の磁化方向を 180°から変化させることを目

的に、膜面内において印加磁場の方向を変化させて

NCMR素子のマイクロ波発振特性の測定を行った。特

に発振周波数および発振強度に着目し，その外部磁

場方向及び印加電流依存性を調べ、マイクロ波の発

振特性を磁壁のダイナミクスから考察した。マイク

ロ波の測定はスペクトルアナライザ（100MHｚ～18GH

ｚ）を用いて行った｡外部磁場は膜面水平に印加し､

印加方向を膜面内において回転させ､フリー層の磁

化容易軸に対して所定の角度方向に磁場を印加した

状態でマイクロ波を測定した。印加磁場方向はフリ

ー層の磁化がリファレンス磁化と反平行になる方向

を＋方向とし､反平行を 0°と定義した。電流方向

は素子のフリー層からリファレンス層へ流れる方向

を＋方向としている。電流方向＋において発振強度

は 40°のとき最大を示し、最大で 10倍以上の発振

強度となり､半値幅は極小（～15MHz）を示した｡ ま

た､発振周波数は印加磁場の角度が大きくなるほど

周波数が減少する傾向が見られた。この結果は今村

らによる狭窄磁壁のスピントルク発振のシミュレー

ションの結果と一致しており、狭窄された磁壁に起

因したコヒーレント発振であることが示唆された

(1)。第２に，磁化反平行状態を0deg.と定義して印

加磁場を膜面内方向で回転させ、ネットワークアナ

ライザを用いたナノ狭窄構造薄膜のスピントルク強

磁性共鳴（ST-FMR）による直流電圧スペクトルを測

定した。 本実験で用いたNCMR素子におけるマイク

ロ波発振スペクトルと ST-FMR スペクトルを示す

（H=600Oe、θ=10deg.）。ST-FMR スペクトルと発振

スペクトルはともに 9GHz 付近で共鳴および発振を

示した。ST-FMRスペクトルではフリー層磁化の共鳴

と考えられる周波数以外に複数の共鳴ピークを示し

た。一方、発振スペクトルは線幅の狭い単一のスペ

クトルのみである。この両者の差異を周波数の磁場

変化のキッテル式を用いたフィッティング解析から

強磁性ナノコンタクトに幾何学的に閉じ込められた

磁壁のスピントルク振動に基づいて考察を行った。

この結果からスピントルクレシーバとしての応用の

可能性を明示した(2)。第３に，外部からのマイクロ

波(交流)投入によるスピントランスファーマイクロ

 

波発振との電気的フェーズロッキングの検証を行っ

た(3)。その結果、フェーズロッキングのための投入

電流閾値および周波数閾値を明らかにした。また、

フェーズロッキング周波数以外の投入周波数では本

系特有の変調効果が認められた。第４に、ナノ狭窄

磁壁型マイクロ波発振素子において、マイクロ波発

振出力はMR比の増加に従い、増加することを確認し

た。高MR比（～20％）を示すナノ狭窄磁壁型マイク

ロ波発振素子において～μW 級（半値幅⊿f = 6.5 

MHz）の発振出力を可能とする発振を見出した(4)。

実用に向けたスピントルクオシレータ開発研究への

指針が示された。そこで，本年度は，前年度の成果

を踏まえながら，STT マイクロ波発振とその応用に

関する研究を展開した。 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，スピンナノ構造体から成る薄膜素子に

おけるスピントランスファーマイクロ波の発振のさ

らなる高出力化および高周波数化を目的として下記

2項目を目標にした実験を行った。 

１．マルチピラー化によるマイクロ波発振の高出

力化のための強磁性体マルチナノドットを試作する。 

２．発振周波数の高周波化のために高磁気異方性

材料を用いた微細加工とその磁化過程の解析を行う。 

以下に示す研究成果を得た。 

高磁気異方性材料FePt薄膜試料に微細加工を施し、円

形ドット試料の作製を行う。その際、磁気特性を劣化

させる再付着層の付着を抑えた良好な形状のドット

作製を試みる。磁気特性の評価、及び磁気力顕微鏡

(MFM)における磁区構造の観察を行い、微細加工によ

る磁化過程の変化 について詳細に検討した。試料は、

超高真空スパッタ装置によりMgO (100)単結晶基板上

に成膜した。膜の構成はシード層として Cr を 1 nm、

バッファー層にAu を 40 nm、次に FePt を 300°Cに

おいて 10 nm、中間層として MgO を 10 nm、その上

層に FePt を 10 nm を 300°Cで製膜した。微細加工

をする際には、スピンコーターを用いて 6000 rpmで

試料表面にレジスト(TGMR 3.6 cp)を 塗布し、電子ビ

ームリソグラフィー装置を用いてパターンの描画を

行った。スピンコーターの回転速度が 6000 rpm の場

合にレジストの厚さは 0.3 μmであった。形状評価は

光学顕微鏡と原子間力顕微鏡 (AFM)を用い、電子ビー

ムリソグラフィー装置で描画したものを、Ar イオン

エッチング装置によりステージを回転させながらエ

ッチングを行った。エッチ ング条件は、イオン入射

角 0°〜60°、印加電圧 400 V、到達真空度 9.8×10-5 

Pa、Ar 流量 0.90 sccmとした。ドットの形状及び再

付着層の最適化を行うために、エッチング装置のステ

ージの角度及び、エッチング時間の変化によるドット

試料の形状変化について AFM を用いて観察した。用

いた試料は 0.6 μm である。本実験では良好なドッ

ト試料の作製を目指し角度を 0°〜 50°で変化させ

た。小面積描画(0.3 μm × 0.3 μm) を行った試料

に対してエッチング時間を 100 s 〜150s の間で変化

させた。Fig. 1 に試料設計サイズが 0.3〜2.0 μmφ

の円形ドット試料をイオン入射角(θ)を変化させて

作製した AFM による形状像を示す。Ar イオン入射角

が  30° に お い て 再 付 着 に よ り 良 好 な

 

Fig. 1 Top view and cross sectional AFM images for the 
FePt dots. (a) 2μmφ, (b) 1μmφ, (c) 0.6μmφ and (d) 
0.3μmφ. 

形状が得られなかったため、イオン入射角を変化さ 

せた。イオン入射角 0°では、再付着もほとんど見

られず、最も良好なドットが得られた。イオン入射

角度及びエッチング時間を変化させた他の試料を観

察した結果、入射角度は 0°、エッチング時間は 

150 s 以上において良好なドット形状が得られるこ

とが確認された。良好な形状が得られた 0.6 μmφ 

の試料を MFM を用いて磁区構造の観察を行った。消

磁状態から+6 kOe では磁区構造が多磁区から単磁

区に変化することが確認されたが、-6 kOe まで磁場

を印加した時に 磁化反転は確認されなかった。これ

はドット径が小さくなる事によって保磁力が上昇し

たためであると考えられる。そこでドット径が 2 

μmφ の試料を作製し観察を行った。Fig.2 に MFM 

による FePt/ MgO/ FePt 多層膜の円形ドット試料 2 

μmφの形状像及び 磁気像を示す。磁気像のコント

ラストの明るい領域 は下向きの磁化成分を有する

領域、コントラストの 暗い部分は上向きを示す。(a)

の形状像から FePt 多層膜において再付着のない良

好な円形ドット試料が形成されているのが確認され

共同プロジェクト研究

112

電気通信-5章1-三[109-131].indd   112 2012/09/05   19:15:10



「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H21/A06 

 

自己組織化マルチナノピラー構造による 
STT マイクロ波発振とその応用に関する研究 

 
 
 
［１］組織 
  代表者：土井  正晶 

（東北学院大学工学部） 
  対応者：石山 和志 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 
佐橋 政司（東北大学大学院工学研究科） 
三宅 耕作（東北大学大学院工学研究科） 
遠藤 哲郎（東北大学学際科学国際高等研究セン

ター） 
小野 輝男（京都大学化学研究所） 
今村 裕志（産業技術総合研究所） 
 

研究費：物件費２０万１千円，旅費１３万円５千円 
 
［２］研究経過 
本研究・開発の目的は、ナノ磁性体におけるスピ

ンダイナミクス（R）を利用した GHｚ帯のマイク

ロ波発振に関する研究を行い、近年ますますその重

要性を増している簡便で高効率(高Q)､超小型・超低

消費電力のマイクロ波発信デバイスを開発すること

である｡このようなナノ磁性体を用いた新規なマイ

クロ波の発信機構は、従来の半導体集積化デバイス

の一部に、自己組織化により集積化されたナノ磁性

体から成る発信回路を組み込むだけで実現されるも

のであり、従来の半導体デバイス発振機と比較して

簡便､超小型・超低消費電力のGHｚ帯マイクロ波デ

バイスへの道を切り拓くものである｡また､その原理

からナノ磁性体中の磁化の方向､バイアス磁界､電流

などにより発信周波数を調律可能(Tunable)なデバ

イスとすることも可能であり､近年特に研究が活発

化しているユビキタス電子タグ、チップ間無線通信

のような至近短距離を対象とした情報通信用の新デ

バイスの進展に大きく寄与するものであり、コミュ

ニケーション用通信技術等にも展開が期待できる。 
本プロジェクトは，本年度が第3年度であった。 
 前年度までに，まず第１に，フリー層とリファレ

ンス層の磁化方向を 180°から変化させることを目

的に、膜面内において印加磁場の方向を変化させて

NCMR素子のマイクロ波発振特性の測定を行った。特

に発振周波数および発振強度に着目し，その外部磁

場方向及び印加電流依存性を調べ、マイクロ波の発

振特性を磁壁のダイナミクスから考察した。マイク

ロ波の測定はスペクトルアナライザ（100MHｚ～18GH

ｚ）を用いて行った｡外部磁場は膜面水平に印加し､

印加方向を膜面内において回転させ､フリー層の磁

化容易軸に対して所定の角度方向に磁場を印加した

状態でマイクロ波を測定した。印加磁場方向はフリ

ー層の磁化がリファレンス磁化と反平行になる方向

を＋方向とし､反平行を 0°と定義した。電流方向

は素子のフリー層からリファレンス層へ流れる方向

を＋方向としている。電流方向＋において発振強度

は 40°のとき最大を示し、最大で 10倍以上の発振

強度となり､半値幅は極小（～15MHz）を示した｡ ま

た､発振周波数は印加磁場の角度が大きくなるほど

周波数が減少する傾向が見られた。この結果は今村

らによる狭窄磁壁のスピントルク発振のシミュレー

ションの結果と一致しており、狭窄された磁壁に起

因したコヒーレント発振であることが示唆された

(1)。第２に，磁化反平行状態を0deg.と定義して印

加磁場を膜面内方向で回転させ、ネットワークアナ

ライザを用いたナノ狭窄構造薄膜のスピントルク強

磁性共鳴（ST-FMR）による直流電圧スペクトルを測

定した。 本実験で用いたNCMR素子におけるマイク

ロ波発振スペクトルと ST-FMR スペクトルを示す

（H=600Oe、θ=10deg.）。ST-FMR スペクトルと発振

スペクトルはともに 9GHz 付近で共鳴および発振を

示した。ST-FMRスペクトルではフリー層磁化の共鳴

と考えられる周波数以外に複数の共鳴ピークを示し

た。一方、発振スペクトルは線幅の狭い単一のスペ

クトルのみである。この両者の差異を周波数の磁場

変化のキッテル式を用いたフィッティング解析から

強磁性ナノコンタクトに幾何学的に閉じ込められた

磁壁のスピントルク振動に基づいて考察を行った。

この結果からスピントルクレシーバとしての応用の

可能性を明示した(2)。第３に，外部からのマイクロ

波(交流)投入によるスピントランスファーマイクロ

 

波発振との電気的フェーズロッキングの検証を行っ

た(3)。その結果、フェーズロッキングのための投入

電流閾値および周波数閾値を明らかにした。また、

フェーズロッキング周波数以外の投入周波数では本

系特有の変調効果が認められた。第４に、ナノ狭窄

磁壁型マイクロ波発振素子において、マイクロ波発

振出力はMR比の増加に従い、増加することを確認し

た。高MR比（～20％）を示すナノ狭窄磁壁型マイク

ロ波発振素子において～μW 級（半値幅⊿f = 6.5 

MHz）の発振出力を可能とする発振を見出した(4)。

実用に向けたスピントルクオシレータ開発研究への

指針が示された。そこで，本年度は，前年度の成果

を踏まえながら，STT マイクロ波発振とその応用に

関する研究を展開した。 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，スピンナノ構造体から成る薄膜素子に

おけるスピントランスファーマイクロ波の発振のさ

らなる高出力化および高周波数化を目的として下記

2項目を目標にした実験を行った。 

１．マルチピラー化によるマイクロ波発振の高出

力化のための強磁性体マルチナノドットを試作する。 

２．発振周波数の高周波化のために高磁気異方性

材料を用いた微細加工とその磁化過程の解析を行う。 

以下に示す研究成果を得た。 

高磁気異方性材料FePt薄膜試料に微細加工を施し、円

形ドット試料の作製を行う。その際、磁気特性を劣化

させる再付着層の付着を抑えた良好な形状のドット

作製を試みる。磁気特性の評価、及び磁気力顕微鏡

(MFM)における磁区構造の観察を行い、微細加工によ

る磁化過程の変化 について詳細に検討した。試料は、

超高真空スパッタ装置によりMgO (100)単結晶基板上

に成膜した。膜の構成はシード層として Cr を 1 nm、

バッファー層にAu を 40 nm、次に FePt を 300°Cに

おいて 10 nm、中間層として MgO を 10 nm、その上

層に FePt を 10 nm を 300°Cで製膜した。微細加工

をする際には、スピンコーターを用いて 6000 rpmで

試料表面にレジスト(TGMR 3.6 cp)を 塗布し、電子ビ

ームリソグラフィー装置を用いてパターンの描画を

行った。スピンコーターの回転速度が 6000 rpm の場

合にレジストの厚さは 0.3 μmであった。形状評価は

光学顕微鏡と原子間力顕微鏡 (AFM)を用い、電子ビー

ムリソグラフィー装置で描画したものを、Ar イオン

エッチング装置によりステージを回転させながらエ

ッチングを行った。エッチ ング条件は、イオン入射

角 0°〜60°、印加電圧 400 V、到達真空度 9.8×10-5 

Pa、Ar 流量 0.90 sccmとした。ドットの形状及び再

付着層の最適化を行うために、エッチング装置のステ

ージの角度及び、エッチング時間の変化によるドット

試料の形状変化について AFM を用いて観察した。用

いた試料は 0.6 μm である。本実験では良好なドッ

ト試料の作製を目指し角度を 0°〜 50°で変化させ

た。小面積描画(0.3 μm × 0.3 μm) を行った試料

に対してエッチング時間を 100 s 〜150s の間で変化

させた。Fig. 1 に試料設計サイズが 0.3〜2.0 μmφ

の円形ドット試料をイオン入射角(θ)を変化させて

作製した AFM による形状像を示す。Ar イオン入射角

が  30° に お い て 再 付 着 に よ り 良 好 な

 

Fig. 1 Top view and cross sectional AFM images for the 
FePt dots. (a) 2μmφ, (b) 1μmφ, (c) 0.6μmφ and (d) 
0.3μmφ. 

形状が得られなかったため、イオン入射角を変化さ 

せた。イオン入射角 0°では、再付着もほとんど見

られず、最も良好なドットが得られた。イオン入射

角度及びエッチング時間を変化させた他の試料を観

察した結果、入射角度は 0°、エッチング時間は 

150 s 以上において良好なドット形状が得られるこ

とが確認された。良好な形状が得られた 0.6 μmφ 

の試料を MFM を用いて磁区構造の観察を行った。消

磁状態から+6 kOe では磁区構造が多磁区から単磁

区に変化することが確認されたが、-6 kOe まで磁場

を印加した時に 磁化反転は確認されなかった。これ

はドット径が小さくなる事によって保磁力が上昇し

たためであると考えられる。そこでドット径が 2 

μmφ の試料を作製し観察を行った。Fig.2 に MFM 

による FePt/ MgO/ FePt 多層膜の円形ドット試料 2 

μmφの形状像及び 磁気像を示す。磁気像のコント

ラストの明るい領域 は下向きの磁化成分を有する

領域、コントラストの 暗い部分は上向きを示す。(a)

の形状像から FePt 多層膜において再付着のない良

好な円形ドット試料が形成されているのが確認され
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た。(b)の消磁状態は迷路状の磁区構造が確認された。

(c) +3 kOe 〜(d) +6 kOe の磁場を印加したとき明

るい領域が増加するのが確認され、(e)の残留磁化状

態では逆磁区の生成が確認されなかった。負の方向

に磁場を印加していくと-3 kOe (f)までは変化は確

認できなかったが、-3.75 kOe (g)の磁場を印加した

ときは一つのドットは暗い領域が広がり、その他の

ドットは薄明るい領域が確認された。-5 kOe (h)の

磁場を印加したときに一つのドットを除いて暗い領

域が確認された。-6 kOe (i)の磁場を印加した場合

には、すべてのドットで暗い領域が確認された。以

上の MFM 像から磁場-3.75kOe 〜-5kOe の間では上

層、下層の磁区が異なる振る舞いを見せるため、中

間層の MgO の層厚 10 nm で FePt 層が磁気的に分

断されていると考えられる(6)。 

以上、まとめると、 
１．FePt/MgO/FePt 3層膜においてマルチナノドット

を作製し、下層と上層との独立した磁化反転状態を確

認した。 

２．ドット径の減少によって保磁力が増加し、MOKE測

定に見られる連続的な磁化反転は個々のドットの不

均一な反転磁場によって生じていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

H. Suzuki, H. Endo, T. Nakamura, T. Tanaka, H. N. Fuke, 
S. Hashimoto, H. Iwasaki, and M.Sahashi, ISAMMA 
2010,Sendai, Japan ,July 15(2010)）、JEMS 2010および

INTERMAG2011、"Spin-torque Microwave Oscillation 
on Nano-constriction Structured Spin-valve Thin Films", 
M. Doi, H. Endo*, H. Suzuki*, T. Nakamura*, T. 
Tanaka*, Y. Okutomi*, A. M. Muftah*, M. Sahashi* 
(Tohoku Gakuin Univ., *Tohoku Univ.) 第35回�スピ

ン��クトロ�クス��研究会�、平成 23 年 7 月

20日などの国際会議において報告している。本プロ

ジェクト期間中に明らかになったナノ狭窄磁壁型

（ナノコンタクト（NC））MR素子の STTマイクロ波

発振の研究成果，すなわち高密度電流注入とマルチ

チャネルによるアレイ化は、高出力発信ならびに､その

Tunable 化がミクロンサイズで可能となり､ナノ構造デ

バイス間における高速無線通信機能の実現、および

それを用いたナノ通信システムの構築を可能とし、

例えばバイオセンサーを用いた詳細な生体情報のリ

アルタイム測定、NEMSの無線遠隔操作、複数のナ

ノマシン同士の無線通信を介した共同作業､電子回

路間のチップ間無線通信､マイクロ波・ミリ波を利用

した超高密度記録などが可能となり､ 波及効果は図

り知れないものがある｡２１世紀の新たなユビキタ

スを生み出す短距離応用デバイスに画期的な革新を

もたらすとともに､スピントランスファー駆動によ

る電子デバイス分野で､国際的な主導権を発揮でき

ることが期待される。 
 
［４］成果資料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 2 AFM and MFM images of FePt (10 nm)/ MgO(10 
nm)/ FePt (10 nm) circular dots with 2 μmφ in diameter. 
(a) AFM, (b) Virgin state, (c) +3 kOe, (d) +6 kOe, (e) +6 
kOe ~ 0 kOe, (f) -3 kOe, (g) -3.75 kOe, (h) -5 kOe and (i) 
-6 kOe. 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
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告し（“Spin Torque Microwave Oscillation on Spin-valve 
Elements with Ferromagnetic Nano- contacts” M. Doi,  
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07C727(2011) 
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3380 (2011). 
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［２］研究経過 
共鳴トンネル素子は THz を超える高速性を持つ

高周波デバイスであり、最近 THz 領域の信号源と

して注目を集めている。しかし、共鳴トンネル発振

器にはスプリアス発振やバイアス不安定性という大

きな問題があり、これまでその出力はマイクロワッ

トレベルと非常に小さなものであった。また、この

問題は位相ノイズの悪化など、信号源としての品質

にも重大な影響を与えてきた。我々はこの問題を抑

制できる新しい構成の発振器を提案している。本応

募課題の目的はこの提案を用いて高効率・高出力・

高安定なTHz信号源を実現することにある。 
 本プロジェクトは、本年度が第３年度である。前

年度までに、上記目的を達するため、発振器の構成

に関する具体的な検討を行うとともに、試作を行う

ために必要なプロセス技術の検討を行ってきた。本

年度は、これまでの結果を受け、安定した THz 波

を生成する２つの方法について検討を進めた。その

ひとつは、RTDペアを装荷したアクティブ伝送線路

発振器であり、もうひとつは、RTD極短パルス生成

器とアンテナの集積チップによる THz 波の生成で

ある。 
 アクティブ伝送線路発振器については、前年度ま

でに、高調波を効率良く出力できる可能性を指摘し

てきた。本年度はこれについて更に検討を進め、高

調波発生のメカニズム、回路パラメータの設計指針

を明らかにした。また、RTD極短パルス発振器によ

る THz 波生成に関しては、試作したデバイスを東

北大学尾辻研究室において測定し、THz波発生の可

能性を実験により検討した。以下、研究活動状況の

概要を記す。 
 
１）RTDペアを装荷したアクティブ伝送線路発振器 
 前年までの研究により、標記発振器において、９

次の高調波が強く生成されることが明らかになって

いる。このように高次の高調波が効率よく生成でき

れば、位相ノイズの少ない安定した THz 波の生成

図１ 共鳴トンネル素子を装荷したアクティブ

伝送線路を用いた発振器の概念図 

図２ 基本波と最も強い高調波周波数の線路イ

ンピーダンス依存性 
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た。(b)の消磁状態は迷路状の磁区構造が確認された。

(c) +3 kOe 〜(d) +6 kOe の磁場を印加したとき明

るい領域が増加するのが確認され、(e)の残留磁化状

態では逆磁区の生成が確認されなかった。負の方向

に磁場を印加していくと-3 kOe (f)までは変化は確

認できなかったが、-3.75 kOe (g)の磁場を印加した

ときは一つのドットは暗い領域が広がり、その他の

ドットは薄明るい領域が確認された。-5 kOe (h)の

磁場を印加したときに一つのドットを除いて暗い領

域が確認された。-6 kOe (i)の磁場を印加した場合

には、すべてのドットで暗い領域が確認された。以

上の MFM 像から磁場-3.75kOe 〜-5kOe の間では上

層、下層の磁区が異なる振る舞いを見せるため、中

間層の MgO の層厚 10 nm で FePt 層が磁気的に分

断されていると考えられる(6)。 

以上、まとめると、 
１．FePt/MgO/FePt 3層膜においてマルチナノドット

を作製し、下層と上層との独立した磁化反転状態を確

認した。 

２．ドット径の減少によって保磁力が増加し、MOKE測

定に見られる連続的な磁化反転は個々のドットの不

均一な反転磁場によって生じていると考えられる。 
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Fig. 2 AFM and MFM images of FePt (10 nm)/ MgO(10 
nm)/ FePt (10 nm) circular dots with 2 μmφ in diameter. 
(a) AFM, (b) Virgin state, (c) +3 kOe, (d) +6 kOe, (e) +6 
kOe ~ 0 kOe, (f) -3 kOe, (g) -3.75 kOe, (h) -5 kOe and (i) 
-6 kOe. 
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制できる新しい構成の発振器を提案している。本応

募課題の目的はこの提案を用いて高効率・高出力・

高安定なTHz信号源を実現することにある。 
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ために必要なプロセス技術の検討を行ってきた。本

年度は、これまでの結果を受け、安定した THz 波

を生成する２つの方法について検討を進めた。その

ひとつは、RTDペアを装荷したアクティブ伝送線路

発振器であり、もうひとつは、RTD極短パルス生成

器とアンテナの集積チップによる THz 波の生成で

ある。 
 アクティブ伝送線路発振器については、前年度ま

でに、高調波を効率良く出力できる可能性を指摘し

てきた。本年度はこれについて更に検討を進め、高

調波発生のメカニズム、回路パラメータの設計指針

を明らかにした。また、RTD極短パルス発振器によ

る THz 波生成に関しては、試作したデバイスを東

北大学尾辻研究室において測定し、THz波発生の可

能性を実験により検討した。以下、研究活動状況の

概要を記す。 
 
１）RTDペアを装荷したアクティブ伝送線路発振器 
 前年までの研究により、標記発振器において、９

次の高調波が強く生成されることが明らかになって

いる。このように高次の高調波が効率よく生成でき

れば、位相ノイズの少ない安定した THz 波の生成

図１ 共鳴トンネル素子を装荷したアクティブ

伝送線路を用いた発振器の概念図 

図２ 基本波と最も強い高調波周波数の線路イ

ンピーダンス依存性 
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が容易に可能になるなど、大きな利点がある。しか

し、これまで、この高次高調波生成のメカニズムが

不明であった。本年度はこれを明らかにするため、

様々なパラメータによるシミュレーションを行った。 
 図１に検討した発振器の回路構成を示す。ゲイン

を持つ伝送線路の両端を反射端とし、一方から一部

の信号を取り出す。この時、この回路はレーザーと

よく似た機構により発振する。基本波は、半波長が

線路長と一致する波長となる。図２は、最も強い高

調波と基本波の周波数を伝送線路インピーダンスの

関数としてプロットしたものである。図には最も強

度の強い高調波の次数も示してある。伝送線路のイ

ンピーダンスが大きくなるに従って、基本波の発振

周波数は減少していく。これは、RTD の持つ容量

の影響が大きくなっていくためである。この時、最

も強い高調波の次数も7 次から11 次まで変化して

いくことも分かる。この図における最も重要なポイ

ントは、高次周波数の次数が変わっても、最も強い

高調波の周波数がある周波数領域内にとどまる点で

ある。その領域は大体150GHz から200GHz まで

である。これは、この周波数領域に、ある種の共鳴

周波数、あるいは、パスバンドがあることを暗示し

ている。この場合、9 次という高い高調波が強く得

られる原因は、このパスバンド内の周波数の基本波

への周波数ロッキングとなる。我々は、RTDを容量

で置き換えた伝送線路の伝送特性を計算し、このパ

スバンドの存在を確認した。なお、このパスバンド

は基本波の周波数デザインと別に設計が可能である

点は、これを高調波発振器に用いる際の重要な利点

である。 
 
２）極短パルス生成器によるTHz波生成 
 我々はRTD を用いた簡単な回路で半値幅6ps 以
下の電気的パルスが生成可能なことをすでに示して

きた。このような極短パルス波は、非常に高い周波

数成分を含み、これとフィルターの集積により容易

に THz 信号を取り出すことができる。ここでは、

RTD極短パルス生成器とTHzアンテナを集積した

デバイスを作製し、東北大学尾辻研究室に設置され

たTHz波測定システムによる測定を試みた。 
 図３に作製したデバイスのパターンを、図４に測

定のため、試料ホルダーに実装したチップの写真を

示す。THz波の測定は、マイケルソン干渉計とボロ

メータを用いたフーリエ赤外分光法FTIRによった。

図５に測定系の概観写真を示す。 
 図６に測定結果の例を示す。今回試作したアンテ

ナの特性周波数は 320 GHz 付近である。図中、ア

ンテナの特性周波数に近い周波数にピークが見られ

る。この周波数は測定下限に近いため、ノイズがか

なり大きいが、RTD 極短パルス発生器からの THz
波放射を示すものと思われる。 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は、以下に示す研究成果を得た。 

 

図３ 作製したRTD極短パルス生成器/アンテナ

デバイス 

図５ THz測定系概観写真 

図４ 試料ホルダーに実装したチップ写真 

 

①共鳴トンネルペアを装荷したアクティブ伝送線路

を用いた高調波発振器 
 高次高調波が生成するメカニズムを解明し、その

設計指針を明らかにした。これにより、負荷インピ

ーダンス変動に強い、高安定な THz 信号源への適

用を可能とした。 
 
②極短パルス生成器を用いたTHz信号生成 
 極短パルスに含まれる THz 成分を共振器/アンテ

ナを通して取り出すタイプの THz 信号源について

設計、試作を行い、その出力を実験的に調べた。そ

の結果、予想された周波数に信号ピークを見出した。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトでは、高安定・高効率な THz 信

号源を実現するための、理論的、実験的検証を行な

ってきた。具体的には RTD ペアを装荷したアクテ

ィブ伝送線路を基盤とした高次高調波発振器の提案

を行うとともに、極短パルス生成器を利用したTHz
波生成の実験的検証を行った。本研究の成果は、最

近関心が高まっている THz 波(100GHz-10THz)の
信号源として有望であり、今後、この研究を更に発

展させると共に、RTDを用いた高感度THz検出器

の研究も進め、THz 送受信システム、オンチップ

THzスペクトロスコピーシステムへの展開を図る。 
 
［４］成果資料 
[1] J. Pan, M. Mori, K. Maezawa, “Possibility of High 

Order Harmonic Oscillators Based on Active 

Transmission Lines Loaded with Resonant 

Tunneling Diode Pairs,” submitted to IEICE 

Transactions Electronics. 

[2] J. Nakano, T. Shibata, T. Okatsu, M. Mori, K. 

Maezawa, "Fluidic Self-Assembly for 

Heterogeneous Integration of High Performance 

Resonant Tunneling Diodes Using Low-Melting 

Point Alloy Bumps," 2011 International Conference 

on Solid State Devices and Materials (SSDM 2011),    

Nagoya, Japan, Sep. 27-30 (2011) . 

[3] J. Pan, M. Mori, K. Maezawa, "Possibility of High 

Order Harmonic Oscillators Based on Active 

Transmission Lines Loaded with Resonant 

Tunneling Diode Pairs," 9th Topical Workshop on 

Heterostructure Microelectronics (TWHM 2011),    

Gifu, Japan, Aug. 28-31 (2011)  

[4] 早野、森、前澤、「RTD pair 発振器の発振周波

数に対する測定系の影響」、電子情報通信学会

ソサイエティ大会、２０１１年９月１３日 

[5] 潘 傑、早野一樹、森雅之、前澤宏一、「共鳴ト

ンネル素子を用いた装荷したアクティブ伝送線

路を用いた高次高調波発振器の可能性」、   

電子情報通信学会、電子デバイス研究会(ED)

報告 ED2011-147, p31-34 (2012). 

 

図６ 測定結果 （２回の測定結果を図示

してある。） 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ③ 
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3次元音響空間におけるコミュニケーションの高度化に関する

研究 

 
 
［１］組織 
代表者：近藤 和弘 

（山形大学大学院理工学研究科） 
  対応者：岩谷 幸雄 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

三浦 正範 
（山形大学大学院理工学研究科） 
小林 洋介 
（山形大学大学院理工学研究科） 

 
   研究費：物件費１９万５千円，旅費９万円 
 
 
［２］研究経過 
本研究では、遠隔コミュニケーションにおける音空

間の3次元化がもたらす高臨場感知覚への効果とそ

れを実現するためのシステム全体の仕様を明らかに

することで、音声を中心とした次世代マルチメディ

ア・コミュニケーション環境の設計指針を探る。 
高い臨場感を備えた遠隔コミュニケーション・シス

テムでは、参加する人間同士があたかもその場を共

有している感覚が必要になるが、これがコミュニケ

ーションを活性化、円滑にするか明らかになってい

ない。例えば音声のみを用いたコミュニケーション

でも各発話者の音像を水平面内で 45°以上話せば

－6 dBのSN比でも音声了解度が70％以下に低下

しないことが分かっている。しかし遠隔コミュニケ

ーション・システムとして本格活用のためには、さ

らに全体の遅延の影響、音声と映像の同期ならびに

3 次元空間内の相対配置、音像定位に用いる頭部伝

達関数の精度の検討等、単に空間を提示するだけで

なく、他の影響についても総合的に検討する必要が

ある。そこで本研究ではこれらの実際システムを構

築する上で考えなければいけない要素を明らかにし、

その影響を検討する。具体的には，コミュニケーシ

ョン環境がどの程度高度化されたかを測定するため

に，音声了解度、没入感、臨場感など多面的な主観

評価により検討する。 

本プロジェクトは，本年度が３年目であった。本年

度は，初年度で得た頭部伝達関数、ならびにこれを

用いた了解度データを元にさらに広範な条件下で了

解度測定結果を用いて、具体的な応用へと繋げるこ

とを試みた。また３次元空間内で提示した音声了解

度を推定する足掛かりも検討した。 
以下，研究活動状況の概要を記す。 
（１）拡張音響現実感への応用を指向して、骨伝導

ヘッドホンを用いて定位音声を提示し、スピーカー

から妨害音を提示し、その了解度を測定した。骨伝

導ヘッドホンは、提示音を頭蓋骨を直接振動させ知

覚させるものであり、耳をふさぐことがない。そこ

で周囲音は耳から、仮想空間内の音声提示は骨伝導

で同時に与えることができる。 
（２）（１）をさらに発展させ、イヤホンの入口にマ

イクを設置したバイノーラルイヤホンで定位音声と

周囲音を同時提示することを試みた。（１）と同様の

効果が得られるが、耳をふさいでしまうため、耳入

口のイヤホンから収録した周囲音を仮想音源と混合

してイヤホンに入力する必要がある。 
（３）仮想空間内で提示した音声は聴取者の頭部運

動に合わせて定位位置を変えないと、音像も頭部運

動に不自然に追尾してしまう。このため頭部運動を

検出して動的に頭部伝達関数を切り替える。頭部運

動により音源との相対位置が変化し、この変化量を

利用して音源位置の識別精度が向上する。これは了

解度にも反映されると考えられるので、その影響を

評価した。本年度は特に仮想音源と実音源が混在す

る環境下での頭部運動の影響を調べた。 
（４）定位音声の被験者を用いた了解度測定は音源

位置や組み合わせなど条件数が多種に渡るため、評

価サンプル数が極めて多く、被験者に負担が多く、

また時間、コストもかかる測定となっている。そこ

で、あらかじめ小規模な主観評価を行って主観音声

了解度と定位音声と競合音の物理量間の関係を定量

化し、これを用いて未知環境の了解度を推定し、評

価にかかるコストの低減を試みた。 
以上の成果の一部は Internoiseなどにて発表し、国

内外の専門家の意見を伺った。 
 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
主な成果のみ述べる。 
（ア）骨伝導ヘッドホンを用いた実音源による妨害

音提示と仮想音声の混在環境での了解度はヘッドホ

ンを用いた場合と同等あるいはそれ以上の了解度が

得られることは、本研究の前年度に確認されている。 
この場合は妨害音は一方向から提示している。本年

度はこれをより現実的に、残響がある環境下での使

用を想定し、全方位から妨害音が等しく到来する場

合の了解度を測定した。この測定例を図 1 に示す。

その結果、同レベルの特定方向から到来する妨害音

と了解度に与える影響が同程度であることが分かっ

た。このように、より現実的な環境でのシステムの

性能が明らかになった。 

図1:SNR対音声了解度(妨害音0deg. ) 環境音の提

示方法の了解度への影響 
 
（イ）実音源と仮想音源が混在する環境で、頭部運

動に応じた音像位置切り替えが再生音の自然性に与

える影響を評価した。通常仮想音源を定位する場合、

ヘッドトラッカー(HT)を用いて検出した頭部運動

に合わせて伝達関数を切り替えて、被験者から見て

音源が不動位置に定位しているように適応処理する

必要がある。特に自然に音源が不動に見える実音源

と仮想音源が混在する場合はこれが顕著と思われる。 
図2にイヤホンの反対側（耳の入口）にマイクを設

置したイヤホンマイクを用いて、マイクで拾った周

囲実音源と、別部屋にいるユーザ音声を仮想音源を

同時提示するテストシステムを示す。このシステム

を用いて、図3に示すように、同室に実際に音声会

話を行う話者と、別室に仮想空間で会話を行う話者

と同時通話を行うタスクを設定し、その音環境の自

然性を評価した。 
オピニオン評価の結果、再生音声の自然性では HT
を使用する場合と使用しない場合では、自然性のオ

ピニオン値で前者が有意に自然性が高いと評価され、

HT の効果が確認された。一方、実音源がない仮想

音源のみが存在する環境下ではHTの有無は必ずし

も有意差を生じないことも分かった。 

 
図2 ヘッドトラッカを用いたシステム構成 
 

 
図3 実音源と仮想音源が混在する試験環境 
 

図4 定位音声了解度の推定 
 
（ウ）競合音と音像定位した音声の了解度を測定す

るためには、被験者が各音源配置や競合音種類、お

よびレベルを変化させて各種条件下で了解度評価を

行う必要がある。しかしこの条件の組み合わせは多

種に渡り、評価サンプル数は数千以上にも及ぶこと

もある。これは被験者に過度な負担を与え、現実的

ではない。そこで競合音と定位音声の物理量を用い

て了解度を推定する方法を検討した。 
あらかじめ既知な環境で了解度評価を行い、これに
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ③ 

採択�� �２１��１� 

 

3次元音響空間におけるコミュニケーションの高度化に関する

研究 

 
 
［１］組織 
代表者：近藤 和弘 

（山形大学大学院理工学研究科） 
  対応者：岩谷 幸雄 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

三浦 正範 
（山形大学大学院理工学研究科） 
小林 洋介 
（山形大学大学院理工学研究科） 

 
   研究費：物件費１９万５千円，旅費９万円 
 
 
［２］研究経過 
本研究では、遠隔コミュニケーションにおける音空

間の3次元化がもたらす高臨場感知覚への効果とそ

れを実現するためのシステム全体の仕様を明らかに

することで、音声を中心とした次世代マルチメディ

ア・コミュニケーション環境の設計指針を探る。 
高い臨場感を備えた遠隔コミュニケーション・シス

テムでは、参加する人間同士があたかもその場を共

有している感覚が必要になるが、これがコミュニケ

ーションを活性化、円滑にするか明らかになってい

ない。例えば音声のみを用いたコミュニケーション

でも各発話者の音像を水平面内で 45°以上話せば

－6 dBのSN比でも音声了解度が70％以下に低下

しないことが分かっている。しかし遠隔コミュニケ

ーション・システムとして本格活用のためには、さ

らに全体の遅延の影響、音声と映像の同期ならびに

3 次元空間内の相対配置、音像定位に用いる頭部伝

達関数の精度の検討等、単に空間を提示するだけで

なく、他の影響についても総合的に検討する必要が

ある。そこで本研究ではこれらの実際システムを構

築する上で考えなければいけない要素を明らかにし、

その影響を検討する。具体的には，コミュニケーシ

ョン環境がどの程度高度化されたかを測定するため

に，音声了解度、没入感、臨場感など多面的な主観

評価により検討する。 

本プロジェクトは，本年度が３年目であった。本年

度は，初年度で得た頭部伝達関数、ならびにこれを

用いた了解度データを元にさらに広範な条件下で了

解度測定結果を用いて、具体的な応用へと繋げるこ

とを試みた。また３次元空間内で提示した音声了解

度を推定する足掛かりも検討した。 
以下，研究活動状況の概要を記す。 
（１）拡張音響現実感への応用を指向して、骨伝導

ヘッドホンを用いて定位音声を提示し、スピーカー

から妨害音を提示し、その了解度を測定した。骨伝

導ヘッドホンは、提示音を頭蓋骨を直接振動させ知

覚させるものであり、耳をふさぐことがない。そこ

で周囲音は耳から、仮想空間内の音声提示は骨伝導

で同時に与えることができる。 
（２）（１）をさらに発展させ、イヤホンの入口にマ

イクを設置したバイノーラルイヤホンで定位音声と

周囲音を同時提示することを試みた。（１）と同様の

効果が得られるが、耳をふさいでしまうため、耳入

口のイヤホンから収録した周囲音を仮想音源と混合

してイヤホンに入力する必要がある。 
（３）仮想空間内で提示した音声は聴取者の頭部運

動に合わせて定位位置を変えないと、音像も頭部運

動に不自然に追尾してしまう。このため頭部運動を

検出して動的に頭部伝達関数を切り替える。頭部運

動により音源との相対位置が変化し、この変化量を

利用して音源位置の識別精度が向上する。これは了

解度にも反映されると考えられるので、その影響を

評価した。本年度は特に仮想音源と実音源が混在す

る環境下での頭部運動の影響を調べた。 
（４）定位音声の被験者を用いた了解度測定は音源

位置や組み合わせなど条件数が多種に渡るため、評

価サンプル数が極めて多く、被験者に負担が多く、

また時間、コストもかかる測定となっている。そこ

で、あらかじめ小規模な主観評価を行って主観音声

了解度と定位音声と競合音の物理量間の関係を定量

化し、これを用いて未知環境の了解度を推定し、評

価にかかるコストの低減を試みた。 
以上の成果の一部は Internoiseなどにて発表し、国

内外の専門家の意見を伺った。 
 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
主な成果のみ述べる。 
（ア）骨伝導ヘッドホンを用いた実音源による妨害

音提示と仮想音声の混在環境での了解度はヘッドホ

ンを用いた場合と同等あるいはそれ以上の了解度が

得られることは、本研究の前年度に確認されている。 
この場合は妨害音は一方向から提示している。本年

度はこれをより現実的に、残響がある環境下での使

用を想定し、全方位から妨害音が等しく到来する場

合の了解度を測定した。この測定例を図 1 に示す。

その結果、同レベルの特定方向から到来する妨害音

と了解度に与える影響が同程度であることが分かっ

た。このように、より現実的な環境でのシステムの

性能が明らかになった。 

図1:SNR対音声了解度(妨害音0deg. ) 環境音の提

示方法の了解度への影響 
 
（イ）実音源と仮想音源が混在する環境で、頭部運

動に応じた音像位置切り替えが再生音の自然性に与

える影響を評価した。通常仮想音源を定位する場合、

ヘッドトラッカー(HT)を用いて検出した頭部運動

に合わせて伝達関数を切り替えて、被験者から見て

音源が不動位置に定位しているように適応処理する

必要がある。特に自然に音源が不動に見える実音源

と仮想音源が混在する場合はこれが顕著と思われる。 
図2にイヤホンの反対側（耳の入口）にマイクを設

置したイヤホンマイクを用いて、マイクで拾った周

囲実音源と、別部屋にいるユーザ音声を仮想音源を

同時提示するテストシステムを示す。このシステム

を用いて、図3に示すように、同室に実際に音声会

話を行う話者と、別室に仮想空間で会話を行う話者

と同時通話を行うタスクを設定し、その音環境の自

然性を評価した。 
オピニオン評価の結果、再生音声の自然性では HT
を使用する場合と使用しない場合では、自然性のオ

ピニオン値で前者が有意に自然性が高いと評価され、

HT の効果が確認された。一方、実音源がない仮想

音源のみが存在する環境下ではHTの有無は必ずし

も有意差を生じないことも分かった。 

 
図2 ヘッドトラッカを用いたシステム構成 
 

 
図3 実音源と仮想音源が混在する試験環境 
 

図4 定位音声了解度の推定 
 
（ウ）競合音と音像定位した音声の了解度を測定す

るためには、被験者が各音源配置や競合音種類、お

よびレベルを変化させて各種条件下で了解度評価を

行う必要がある。しかしこの条件の組み合わせは多

種に渡り、評価サンプル数は数千以上にも及ぶこと

もある。これは被験者に過度な負担を与え、現実的

ではない。そこで競合音と定位音声の物理量を用い

て了解度を推定する方法を検討した。 
あらかじめ既知な環境で了解度評価を行い、これに
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対応する物理量を写像する関数を学習することで、

未知の環境でもある程度の精度で了解度を推定する

ことを目指す。この概要を図4に示す。 
あらかじめ特定の音源位置に定位し混合した妨害音

と試験音声の了解度を推定しておき、これに対応す

る物理量との対応を学習する。予備検討の結果、物

理量としては周波数重みづけ SNR (fwSNRseg)が主

観とよく合うことが分かってきている。また定位音

声は両耳聴となるため、左右耳に入力される信号よ

りより音声が有意な方の信号を選択し、これを両耳

を代表する物理量とする。 
この物理量とあらかじめ測定してあった主観了解度

との対応を最も忠実に反映する写像関数（sigmoid
関数）を学習しておく。この関数を用いて、未知の

妨害雑音環境下での了解度を推定する。その結果、

未知の雑音環境でも主観値との平均二乗誤差 10 程

度、相関も 0.9 以上の精度で推定が可能であること

が分かった。 
また、複数の物理量と主観了解度をサポートベクト

ル回帰を用いて写像することも試みており、ある程

度の推定精度向上が見込まれることも確認している。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトの成果の一部は学生主筆2件の国

際学会発表につながっており、また彼らがその分野

のトップの国外専門家と交流するきっかけとなり、

大変に有意義となった。また、この学会で得たコメ

ントを通して、未検討であった問題の発掘や、本プ

ロジェクト研究の新しい発展につながっている。さ

らにその成果は、学生によるフルペーパー主筆１件

の投稿につながっている。 
本年度の結果から、頭部伝達関数を合成して定位さ

せた音声を用いた音響会議システムでは、バイノー

ラルイヤマイクを用いても通常のヘッドホンと変わ

りない性能が得られる見通しを得た。また自然性の

面では、仮想音源と実音源が混在する環境では、音

像を頭部運動に応じて切り替えることが有効である

ことを確認し、今後のシステム設計の指針につなが

っている。 
 
 
［４］成果資料 
（１）阿部靖広、近藤和弘、「3次元音響会議システ

ムにおけるヘッドトラッキング導入効果の評価」、平

成２４年東北地区若手研究者研究発表会、

YS-10-A13、2012.3 
（２）小林洋介、近藤和弘、「サポートベクトル回帰

を用いたバイノーラル音声了解度推定の詳細検討」、

音響学会春季研究発表会、3-Q-5、2012.3. 

（ ３ ） Naoya Anazawa, Yosuke Kobayashi, 
Hiroyuki Yagyu, Takayuki Kanda and Kazuhiro 
Kondo, “Evaluation of localized speech 
intelligibility from bone-conduction headphones 
with competing noise for augmented audio 
reality,” Proc. Internoise 2011, Osaka, 2011.9. 
（４）Yosuke Kobayashi and Kazuhiro Kondo, 
“On distortion measures effective for the 
estimation of Japanese speech intelligibility of 
localized speech with competing noise in virtual 
acoustic space,” Proc. Internoise 2011, Osaka, 
2011.9. 
（５）小林洋介、近藤和弘、「バイノーラル音声の了

解度推定に用いる学習条件の検討」、音響学会春季研

究発表会、1-Q-25、2011.9. 
（６）小林洋介、近藤和弘、「仮想音響空間内の音声

了解度推定に用いるひずみ尺度の検討」情報科学技

術フォーラムFIT、E-020 、2011.9. 
（７）穴沢直也、近藤和弘、「骨伝導ヘッドホンによ

る音声提示の妨害法による音声了解度比較」電気関

係学会東北支部連合大会、2011.8. 
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視覚認識機能のモデル実現のための協調的システムの研究 

 
 
 
［１］組織 
代表者： 塩入 諭 
 （東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

 石井雅博（富山大学） 

 一川 誠（千葉大学） 

 宇賀貴紀（順天堂大学） 

 内川惠二(東京工業大学) 

 大澤五住(大阪大学) 

 小川 正(京都大学) 

 川上 進(東北大学) 

 北岡明佳(立命館大) 

 行場次郎(東北大学) 

 河原純一郎（産業技術総合研究所） 

佐藤俊二（電気通信大学） 

 酒井 宏(筑波大学) 

 西田眞也（NTTコミュニケーション科学基礎研究所） 

 村上郁也（東京大学） 

 栗木一郎 (東北大学) 

 松宮一道 (東北大学)  

 
   研究費：物件費20万8千円，旅費25万9千円 
 
［２］研究経過 
人間生活にとって，感覚，知覚，認識機能は生物学

的意味でも，社会学的意味でももっとも重要な機能

のひとつである。しかしその研究は，多種の分野に

またがり，成果も断片的，限局的なものが多い．本

プロジェクトでは，視覚研究に注目し，分散した多

くの知見を総合し，モデル化を実現するための協調

的システムの実現を目的として研究を行った。 
本プロジェクトは本年度が３年目であり，これま

での議論に基づき，脳内の視覚情報処理機構の共通

基盤として利用できるモデル構築のあり方について

検討した。それに基づき提案された複数のプラット

フォームについて議論，検討することを目的とし 
た。 
 
平成23年8月3日,4日 

 2011年日本視覚学会夏季大会にて研究打ち合わせ 

研究代表者，塩入および分担者金子，西田が，研究テ

ーマとその進め方について意見交換，議論した。 

 

平成24年1月19日〜1月21日 

 2012年日本視覚学会冬季大会にて研究打ち合わせ 

研究代表者，塩入および分担者内川が共通モデルのプ

ラットフォームについて議論した． 

 

平成24年3月1日, 2日 

 研究打ち合わせ 

研究分担者,一川，河原、石井、西田，佐藤，行場が

来所し,また大澤はインターネットを介して、立体視

と感性評価，注意資源の種類と個人差，自然画像観察

時のサッカード眼球運動の分布，初期視覚の３D処理

過程の受容野特性，奥行運動のモデル化，運動視のモ

デル化の検討，速度知覚の計算論的モデルおよび協調

的視覚モデル構築システムに関して意見交換した。 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
昨年度開発した視覚モデル構築環境のプロトコル, 

ImageFilterLab（仮称，OpenCVベースでPython
利用）を用いて，奥行運動知覚のモデル化を試みた。

また，Matlab を利用した画像処理環境，

OpenRTM-aist を利用したモデル環境の提案につ

いても調査した。今後，それぞれのシステムに対す

る利用を試み，詳細な検討を進める必要があるが，

本年度は予備的な検討を行った。 
 ImageFilterLab は，データフロープログラミン

を利用したプロトコルで，各ユニットが処理をする

が，入出力は画像情報である。別途モデル化した運

動／視差エネルギーモデルに基づく奥行運動検出器

を Imagefilter 環境で同様の結果を得ることができ

ることを示した。上下が逆方向に奥行運動する刺激

をランダムドットパターンで形成し，それに対する

共同プロジェクト研究

120

電気通信-5章1-三[109-131].indd   120 2012/09/05   19:15:13



 

対応する物理量を写像する関数を学習することで、

未知の環境でもある程度の精度で了解度を推定する

ことを目指す。この概要を図4に示す。 
あらかじめ特定の音源位置に定位し混合した妨害音

と試験音声の了解度を推定しておき、これに対応す

る物理量との対応を学習する。予備検討の結果、物

理量としては周波数重みづけ SNR (fwSNRseg)が主

観とよく合うことが分かってきている。また定位音

声は両耳聴となるため、左右耳に入力される信号よ

りより音声が有意な方の信号を選択し、これを両耳

を代表する物理量とする。 
この物理量とあらかじめ測定してあった主観了解度

との対応を最も忠実に反映する写像関数（sigmoid
関数）を学習しておく。この関数を用いて、未知の

妨害雑音環境下での了解度を推定する。その結果、

未知の雑音環境でも主観値との平均二乗誤差 10 程

度、相関も 0.9 以上の精度で推定が可能であること

が分かった。 
また、複数の物理量と主観了解度をサポートベクト

ル回帰を用いて写像することも試みており、ある程

度の推定精度向上が見込まれることも確認している。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトの成果の一部は学生主筆2件の国

際学会発表につながっており、また彼らがその分野

のトップの国外専門家と交流するきっかけとなり、

大変に有意義となった。また、この学会で得たコメ

ントを通して、未検討であった問題の発掘や、本プ

ロジェクト研究の新しい発展につながっている。さ

らにその成果は、学生によるフルペーパー主筆１件

の投稿につながっている。 
本年度の結果から、頭部伝達関数を合成して定位さ

せた音声を用いた音響会議システムでは、バイノー

ラルイヤマイクを用いても通常のヘッドホンと変わ

りない性能が得られる見通しを得た。また自然性の

面では、仮想音源と実音源が混在する環境では、音

像を頭部運動に応じて切り替えることが有効である

ことを確認し、今後のシステム設計の指針につなが

っている。 
 
 
［４］成果資料 
（１）阿部靖広、近藤和弘、「3次元音響会議システ

ムにおけるヘッドトラッキング導入効果の評価」、平

成２４年東北地区若手研究者研究発表会、

YS-10-A13、2012.3 
（２）小林洋介、近藤和弘、「サポートベクトル回帰

を用いたバイノーラル音声了解度推定の詳細検討」、

音響学会春季研究発表会、3-Q-5、2012.3. 

（ ３ ） Naoya Anazawa, Yosuke Kobayashi, 
Hiroyuki Yagyu, Takayuki Kanda and Kazuhiro 
Kondo, “Evaluation of localized speech 
intelligibility from bone-conduction headphones 
with competing noise for augmented audio 
reality,” Proc. Internoise 2011, Osaka, 2011.9. 
（４）Yosuke Kobayashi and Kazuhiro Kondo, 
“On distortion measures effective for the 
estimation of Japanese speech intelligibility of 
localized speech with competing noise in virtual 
acoustic space,” Proc. Internoise 2011, Osaka, 
2011.9. 
（５）小林洋介、近藤和弘、「バイノーラル音声の了

解度推定に用いる学習条件の検討」、音響学会春季研

究発表会、1-Q-25、2011.9. 
（６）小林洋介、近藤和弘、「仮想音響空間内の音声

了解度推定に用いるひずみ尺度の検討」情報科学技

術フォーラムFIT、E-020 、2011.9. 
（７）穴沢直也、近藤和弘、「骨伝導ヘッドホンによ

る音声提示の妨害法による音声了解度比較」電気関

係学会東北支部連合大会、2011.8. 
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視覚認識機能のモデル実現のための協調的システムの研究 

 
 
 
［１］組織 
代表者： 塩入 諭 
 （東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

 石井雅博（富山大学） 

 一川 誠（千葉大学） 

 宇賀貴紀（順天堂大学） 

 内川惠二(東京工業大学) 

 大澤五住(大阪大学) 

 小川 正(京都大学) 

 川上 進(東北大学) 

 北岡明佳(立命館大) 

 行場次郎(東北大学) 

 河原純一郎（産業技術総合研究所） 

佐藤俊二（電気通信大学） 

 酒井 宏(筑波大学) 

 西田眞也（NTTコミュニケーション科学基礎研究所） 

 村上郁也（東京大学） 

 栗木一郎 (東北大学) 

 松宮一道 (東北大学)  

 
   研究費：物件費20万8千円，旅費25万9千円 
 
［２］研究経過 
人間生活にとって，感覚，知覚，認識機能は生物学

的意味でも，社会学的意味でももっとも重要な機能

のひとつである。しかしその研究は，多種の分野に

またがり，成果も断片的，限局的なものが多い．本

プロジェクトでは，視覚研究に注目し，分散した多

くの知見を総合し，モデル化を実現するための協調

的システムの実現を目的として研究を行った。 
本プロジェクトは本年度が３年目であり，これま

での議論に基づき，脳内の視覚情報処理機構の共通

基盤として利用できるモデル構築のあり方について

検討した。それに基づき提案された複数のプラット

フォームについて議論，検討することを目的とし 
た。 
 
平成23年8月3日,4日 

 2011年日本視覚学会夏季大会にて研究打ち合わせ 

研究代表者，塩入および分担者金子，西田が，研究テ

ーマとその進め方について意見交換，議論した。 

 

平成24年1月19日〜1月21日 

 2012年日本視覚学会冬季大会にて研究打ち合わせ 

研究代表者，塩入および分担者内川が共通モデルのプ

ラットフォームについて議論した． 

 

平成24年3月1日, 2日 

 研究打ち合わせ 

研究分担者,一川，河原、石井、西田，佐藤，行場が

来所し,また大澤はインターネットを介して、立体視

と感性評価，注意資源の種類と個人差，自然画像観察

時のサッカード眼球運動の分布，初期視覚の３D処理

過程の受容野特性，奥行運動のモデル化，運動視のモ

デル化の検討，速度知覚の計算論的モデルおよび協調

的視覚モデル構築システムに関して意見交換した。 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
昨年度開発した視覚モデル構築環境のプロトコル, 

ImageFilterLab（仮称，OpenCVベースでPython
利用）を用いて，奥行運動知覚のモデル化を試みた。

また，Matlab を利用した画像処理環境，

OpenRTM-aist を利用したモデル環境の提案につ

いても調査した。今後，それぞれのシステムに対す

る利用を試み，詳細な検討を進める必要があるが，

本年度は予備的な検討を行った。 
 ImageFilterLab は，データフロープログラミン

を利用したプロトコルで，各ユニットが処理をする

が，入出力は画像情報である。別途モデル化した運

動／視差エネルギーモデルに基づく奥行運動検出器

を Imagefilter 環境で同様の結果を得ることができ

ることを示した。上下が逆方向に奥行運動する刺激

をランダムドットパターンで形成し，それに対する
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モデル出力画像を算出した（図１）。左上が入力と出

力であり，入力は左右画像を併置してあり（画面上

では赤と緑で表示），出力は手前運動が白，奥運動が

黒で表現されている。このシステムの利点としては，

プログラムを書くのに比べると格段に簡単である，

処理の流れが見やすい，結果が即座にわかる，途中

結果を表示することも簡単であるなどである。一方，

欠点は，処理時間がかかり大きなデータには不向き

である，常に計算しているため無駄が多い，ユニッ

トをくくる機能がないなどである。これらの利点，

欠点は，OpenRTM-aistやMatLabをベースのシス

テムでも基本的には同様である。しかし最後の点を

はじめとして，プログラム環境の作り込みによる問

題は，強力な支援環境を持つ OpenRTM-aist や

MatLabをベースにすることでより快適なシステム

とすることができる。一方，環境を自作するのに比

べて自由度，柔軟性には制約がある。いずれも視覚

モデル構築に適した設定を行う必要があるが，

MatLab については酒井らが OpenRTM-aist につ

いては佐藤らが，対応可能であることを示している。 
 ここではすでにできあがった処理ユニットのみを

利用したが、処理ユニットは自作して追加すること

ができる。この追加機能の利用と共有が重要な問題

となるが，この点についてはどのシステムも同程度

の可能性を持つと思われる。今後，最適なシステム

を作りあげた上で，多くの研究者の参画を求め，標

準的なモデル作りに向けた取り組みをする必要があ

る。 
（３－２）波及効果と発展性など 
 昨年度に引き続き，共通基盤としての視覚モデル

構築の具体的な検討を行い，利用の可能性，問題点

の把握などを行った。これまでの確認事項としてカ

バーすべき範囲は，初期，中期視覚処理過程で，応

答の判断や課題の理解には関連しない領域，また個

人差の影響が比較的小さい機能を想定する、環境の

持つ特徴として簡単でわかりやすい試行錯誤が可能

であること、動的処理にも十分な対応が可能である

ことなどの要求があった。検討した３つのシステム

はこれらの要求を満たしているが，多くの研究者が

積極的に利用できる環境とするためには，実証実験

を続ける必要がある。 
 本研究の目的は，新規な分野に挑戦することでは

なく，既存の分野の知見を十分利用できるようにす

るためのシステムを構築することにある．それが実

現すれば，基礎研究のみならず映像評価など画像工

学一般に大きく貢献できる。その実現のためには，

今後多くの研究者による議論を活性化する必要があ

る。共通視覚モデルの構築に必要な情報や利用方法

などについて広報，システムの普及を通して，さら

に検討を続けることで有効なシステムへの発展する

ことが期待できる． 
［４］成果資料 
本プロジェクトは、研究環境の構築を目指すもので、

短期的に公表する研究成果はない。 

 
図１ 視覚モデル構築環境プロトコルによる奥行運動検出器の模擬 
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［１］組織 
  代表者：高橋 修 

（はこだて未来大学システム情報科学部） 
  対応者：木下哲男 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

石川 博（静岡大学情報学部） 
石原 進（静岡大学大学院創造科学技術研究部） 
岡田 謙一（慶應義塾大学理工学部） 

 片岡 信弘（東海大学電子情報学部）  
 小泉 寿男（東京電機大学理工学部） 
 佐藤 文明（東邦大学理学部） 
柴田 義孝（岩手県立大学ソフトウェア情報学部） 

 鈴木 健二（電気通信大学電気通信学部）  
 滝沢 誠（東京電機大学理工学部）  
 塚本 昌彦（神戸大学工学部） 
 富樫 敦（宮城大学事業構想学部）   
 檜垣 博章（東京電機大学理工学部） 
東野 輝夫（大阪大学大学院情報科学研究科） 

 福田 晃（九州大学大学院システム情報科学研究院）  
 水野 忠則（静岡大学大学院創造科学技術研究部） 
 宮西 洋太郎：宮城大学事業構想学部   
 宗森 純（和歌山大学システム工学部） 
 村山 優子（岩手県立大学ソフトウェア情報学部）  
 渡辺 尚（静岡大学大学院創造科学技術研究部） 

 研究費：物件費33.2万円，旅費67.9万円 
［２］研究経過 
 近年，GPSや加速度センサー，地磁気センサーな

どの各種のセンサーが搭載されたスマートフォンが

急速に普及しつつある．これらのセンサー情報はお

もに端末内のアプリケーションで利用する目的で取

得されている．一部のGPSによる位置情報などは，

当該端末内での利用以外にも，親が子供を見守ると

きの子供の位置情報を取得する応用などで，外部か

らの利用を想定されているものがある．しかし，ま

だセンサー情報の多くは外部からの利用が十分可能

ではない．その理由は，セキュリティ上の問題もあ

るが，多数のセンサーを統合して扱うための枠組み

が不足しているためである．どのように蓄積し，ど

のように分析し，どのように情報を提供するか，ま

た必要に応じてどのようにセンサーを制御するか，

といった問題は，従来の分散システムと異なる新た

な課題といえる． 
 この研究では，様々な目的で構築されたセンサー

ネットワークから得られるセンサー情報を収集し，

蓄積統合し，分析し，利用者に適切に通知するサー

ビスをインターネット上で提供するセンサークラウ

ドという情報化社会基盤の構築を目指す． このよう

な情報化社会基盤として活用できるセンサークラウ

ドを実現するために，センサーネットワークからの

効率的な情報収集プロトコル，大量に取得されるセ

ンサー情報データの管理と検索技術，ウェアラブル

センサーなどの新しいセンサーネットワーク技術，

多数のセンサーの動作を効率よく制御するためのソ

フトウェア開発環境を開発する．また，取得したセ

ンサー情報を利用者へフィードバックするための新

しいヒューマンインタフェース技術，センサー情報

を適切に公開したりアクセス制御するための柔軟な

セキュリティ技術を確立し，情報化社会を支える次

世代のシステムとソフトウェアの創成のための情報

技術の構築をめざす． 
 本年度は，このプロジェクトの三年目である．本

年度の目標は，センサークラウドで構築すべきセン

サー情報の処理技術とその技術を使った応用システ

ムの構築にある．事例として，ハウス農園からセン

サー情報を取得してクラウド上に蓄積し，ヒータ制

御に利用するシステムの構築が行われた．また，セ

ンサー情報を利用者にフィードバックする研究とし

て，嗅覚ディスプレイの開発と医療への応用を実施

した．また，センサー情報の収集と制御のための電

力線通信技術を開発した．また，無線端末の位置情

報と端末間の通信状況から，災害時に緊急に必要と

なる地図情報を生成するシステムの開発を行った． 
 以下，研究活動状況を記す． 
 研究推進会議を1回開催し，最新の研究成果を持

ち寄り，議論を重ねた．開催日程および概要は以下

の通りである． 
＜研究推進会議＞ 
 日時：平成23年12月16日～12月17日 
 場所：東北大学電気通信研究所 
 Ａ．招待講演 
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モデル出力画像を算出した（図１）。左上が入力と出

力であり，入力は左右画像を併置してあり（画面上

では赤と緑で表示），出力は手前運動が白，奥運動が

黒で表現されている。このシステムの利点としては，

プログラムを書くのに比べると格段に簡単である，

処理の流れが見やすい，結果が即座にわかる，途中

結果を表示することも簡単であるなどである。一方，

欠点は，処理時間がかかり大きなデータには不向き

である，常に計算しているため無駄が多い，ユニッ

トをくくる機能がないなどである。これらの利点，

欠点は，OpenRTM-aistやMatLabをベースのシス

テムでも基本的には同様である。しかし最後の点を

はじめとして，プログラム環境の作り込みによる問

題は，強力な支援環境を持つ OpenRTM-aist や

MatLabをベースにすることでより快適なシステム

とすることができる。一方，環境を自作するのに比

べて自由度，柔軟性には制約がある。いずれも視覚

モデル構築に適した設定を行う必要があるが，

MatLab については酒井らが OpenRTM-aist につ

いては佐藤らが，対応可能であることを示している。 
 ここではすでにできあがった処理ユニットのみを

利用したが、処理ユニットは自作して追加すること

ができる。この追加機能の利用と共有が重要な問題

となるが，この点についてはどのシステムも同程度

の可能性を持つと思われる。今後，最適なシステム

を作りあげた上で，多くの研究者の参画を求め，標

準的なモデル作りに向けた取り組みをする必要があ

る。 
（３－２）波及効果と発展性など 
 昨年度に引き続き，共通基盤としての視覚モデル

構築の具体的な検討を行い，利用の可能性，問題点

の把握などを行った。これまでの確認事項としてカ

バーすべき範囲は，初期，中期視覚処理過程で，応

答の判断や課題の理解には関連しない領域，また個

人差の影響が比較的小さい機能を想定する、環境の

持つ特徴として簡単でわかりやすい試行錯誤が可能

であること、動的処理にも十分な対応が可能である

ことなどの要求があった。検討した３つのシステム

はこれらの要求を満たしているが，多くの研究者が

積極的に利用できる環境とするためには，実証実験

を続ける必要がある。 
 本研究の目的は，新規な分野に挑戦することでは

なく，既存の分野の知見を十分利用できるようにす

るためのシステムを構築することにある．それが実

現すれば，基礎研究のみならず映像評価など画像工

学一般に大きく貢献できる。その実現のためには，

今後多くの研究者による議論を活性化する必要があ

る。共通視覚モデルの構築に必要な情報や利用方法

などについて広報，システムの普及を通して，さら

に検討を続けることで有効なシステムへの発展する

ことが期待できる． 
［４］成果資料 
本プロジェクトは、研究環境の構築を目指すもので、

短期的に公表する研究成果はない。 

 
図１ 視覚モデル構築環境プロトコルによる奥行運動検出器の模擬 

「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H21/A13 

 

 
 

 
 
 
［１］組織 
  代表者：高橋 修 

（はこだて未来大学システム情報科学部） 
  対応者：木下哲男 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

石川 博（静岡大学情報学部） 
石原 進（静岡大学大学院創造科学技術研究部） 
岡田 謙一（慶應義塾大学理工学部） 

 片岡 信弘（東海大学電子情報学部）  
 小泉 寿男（東京電機大学理工学部） 
 佐藤 文明（東邦大学理学部） 
柴田 義孝（岩手県立大学ソフトウェア情報学部） 

 鈴木 健二（電気通信大学電気通信学部）  
 滝沢 誠（東京電機大学理工学部）  
 塚本 昌彦（神戸大学工学部） 
 富樫 敦（宮城大学事業構想学部）   
 檜垣 博章（東京電機大学理工学部） 
東野 輝夫（大阪大学大学院情報科学研究科） 

 福田 晃（九州大学大学院システム情報科学研究院）  
 水野 忠則（静岡大学大学院創造科学技術研究部） 
 宮西 洋太郎：宮城大学事業構想学部   
 宗森 純（和歌山大学システム工学部） 
 村山 優子（岩手県立大学ソフトウェア情報学部）  
 渡辺 尚（静岡大学大学院創造科学技術研究部） 

 研究費：物件費33.2万円，旅費67.9万円 
［２］研究経過 
 近年，GPSや加速度センサー，地磁気センサーな

どの各種のセンサーが搭載されたスマートフォンが

急速に普及しつつある．これらのセンサー情報はお

もに端末内のアプリケーションで利用する目的で取

得されている．一部のGPSによる位置情報などは，

当該端末内での利用以外にも，親が子供を見守ると

きの子供の位置情報を取得する応用などで，外部か

らの利用を想定されているものがある．しかし，ま

だセンサー情報の多くは外部からの利用が十分可能

ではない．その理由は，セキュリティ上の問題もあ

るが，多数のセンサーを統合して扱うための枠組み

が不足しているためである．どのように蓄積し，ど

のように分析し，どのように情報を提供するか，ま

た必要に応じてどのようにセンサーを制御するか，

といった問題は，従来の分散システムと異なる新た

な課題といえる． 
 この研究では，様々な目的で構築されたセンサー

ネットワークから得られるセンサー情報を収集し，

蓄積統合し，分析し，利用者に適切に通知するサー

ビスをインターネット上で提供するセンサークラウ

ドという情報化社会基盤の構築を目指す． このよう

な情報化社会基盤として活用できるセンサークラウ

ドを実現するために，センサーネットワークからの

効率的な情報収集プロトコル，大量に取得されるセ

ンサー情報データの管理と検索技術，ウェアラブル

センサーなどの新しいセンサーネットワーク技術，

多数のセンサーの動作を効率よく制御するためのソ

フトウェア開発環境を開発する．また，取得したセ

ンサー情報を利用者へフィードバックするための新

しいヒューマンインタフェース技術，センサー情報

を適切に公開したりアクセス制御するための柔軟な

セキュリティ技術を確立し，情報化社会を支える次

世代のシステムとソフトウェアの創成のための情報

技術の構築をめざす． 
 本年度は，このプロジェクトの三年目である．本

年度の目標は，センサークラウドで構築すべきセン

サー情報の処理技術とその技術を使った応用システ

ムの構築にある．事例として，ハウス農園からセン

サー情報を取得してクラウド上に蓄積し，ヒータ制

御に利用するシステムの構築が行われた．また，セ

ンサー情報を利用者にフィードバックする研究とし

て，嗅覚ディスプレイの開発と医療への応用を実施

した．また，センサー情報の収集と制御のための電

力線通信技術を開発した．また，無線端末の位置情

報と端末間の通信状況から，災害時に緊急に必要と

なる地図情報を生成するシステムの開発を行った． 
 以下，研究活動状況を記す． 
 研究推進会議を1回開催し，最新の研究成果を持

ち寄り，議論を重ねた．開催日程および概要は以下

の通りである． 
＜研究推進会議＞ 
 日時：平成23年12月16日～12月17日 
 場所：東北大学電気通信研究所 
 Ａ．招待講演 
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「必要なときだけ目覚める無線通信ネットワーク技

術～無駄な消費電力を削減～ 」小花貞夫（電通大）  
 Ｂ．講演と報告 
(1)「グローバル通信とローカル通信を用いたセンサ

ネットワーキング」塚本昌彦（神戸大） 
(2)「ワイヤレス時代におけるデジタルコンテンツ」

水野忠則（愛知工業大） 
(3)「センサークラウドによる ITS社会基盤の構築」

東野輝夫（大阪大） 
(4)「kHｚ帯電力線通信システムの開発」佐藤文明

（東邦大） 
(5)「クラウド型遠方監視制御システムのハウス農園

への適用実績」宮西洋太郎（宮城大） 
(6) 「M2M技術交流とビジネス創生支援を目指した

NPO法人の活動」小泉寿男（電機大） 
(7)「産学連携による高度ＩＣＴ人材教育ー九州大学

の取組みー」福田 晃（九州大） 
(8) 「ICT による地域医療連携への試みと宮城県の

第三次医療圏構想について」富樫 敦（宮城大） 
(9)「香りディスプレイの医療への展開」岡田謙一（慶

應大） 
(10)「発想一貫支援システムの災害対策への適用」

宗森 純（和歌山大） 
(11)「災害コミュニケーション（ディザスターコミ

ュニケーション）」村山優子（岩手県立大） 
(12)「グリーン指向ネバー・ダイ・情報通信基盤」

白鳥則郎（東北大） 
(13)「DTN(Delay Tolerant Network)の応用」高橋 

修（はこだて未来大） 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
 本年度は以下に示す研究成果を得た． 
（i）クラウド型遠方監視制御システムの開発 
 従来の遠方監視制御システムは，高価で設置が大

変であり，センターでの監視に限定されているもの

がほとんどであった．本研究システムは，アドホッ

クな監視ニーズに対応した，小型，安価，そして汎

用的な監視制御システムである．世界中のいかなる

場所の監視制御対象も，世界中のどこからでも監視

制御できる．また，クラウド側にデータのロギング

が可能であり，サーバを用意する必要が無く，信頼

性も高い点が特徴である．このシステムでは，留守

宅の監視，別荘監視，老人見守り監視，室温監視，

農場監視などへの応用を対象としている．１つのア

プリケーションで，10000台の監視ノードを接続す

ることができる． 
このシステムを長野県青木村ハウス農園のヒータ

制御に利用した．温度，湿度，電流センサーを１分

毎に計測する．１ヶ月の運用実験中，システムに起

因するデータロスは一度も発生せず，高信頼性を持

つことが示された． 
（ii）嗅覚ディスプレイの医療への応用 
 センシングした情報の提示装置の一つとして，嗅

覚ディスプレイを開発し，医療分野への応用として

嗅覚能力の測定方法を開発した．従来の嗅覚能力測

定法は，装置の扱いが面倒で円滑に測定できなかっ

たり，鼻が悪いかどうかの２値化しかできなかった． 
 この研究では，嗅覚ディスプレイを使い，微少時

間の香り提示を行って嗅覚能力を測定する新しい手

法を提案した．嗅覚ディスプレイのパルス射出に対

する嗅覚特性を利用して，簡単な手順と準備で測定

を行うことができ，誰でも円滑に測定できること，

精密な嗅覚が測定できることが特徴である． 
 この測定方法では，使用香料をイソアミルアセテ

ート（バナナ臭），嗅覚能力を２５段階（単位時間射

出量）に分類，３点比較法と上下法によって検知閾

値を算出する．６９人の被験者による実験により，

被験者の個人内変動よりも被験者間のバラツキのほ

うが大きい値として測定され，個人内での分散も小

さく，検査手法としての優秀性が確認された．また，

様々な年代に対しても精密な測定ができることがわ

かった． 
（iii）家電ノイズに強いkHz帯PLCの開発 
 電力線通信（PLC：Power Line Communication）
は，無線通信では通信しにくい場所の通信ができる

ことや，有線のため物理的なセキュリティの管理が

しやすいなどの性質がある．家電の消費電力や，太

陽光パネルで発電されている電力を監視したり，制

御するための通信方式として注目されている． 
この研究では，電磁波の漏洩に関する規制がない

kHz 帯の PLC を開発している．数 10kHZ から

400kHz 程度の周波数帯を利用する．この帯域は，

家電のノイズが非常に大きな問題となる．それに対

して，従来の OFDM などの方式では，ノイズが影

響しない帯域を検出しようとするが，ノイズの状況

は時々刻々と変化しており，ノイズが影響しないチ

ャネルを見つけることは困難である．提案方式では，

ブラインド等化方式によって，通信路の特性を動的

に推定しながら適切な等化を実施し，時間やタイミ

ングをずらした多重送信によって電波の通りが良い

時間帯を選択して送信するアルゴリズムを開発した． 
既存のOFDM方式に基づく先行メーカのkHz帯

PLCシステムに比べて，信号減衰率で10dB以上低

い状態でもデータ通信ができることを確認した． 
（iv）災害復旧のための無線通信システムの開発 
 災害復旧のための無線通信システムとして，無線

端末を用いた電子トリアージシステムの開発が一昨

年度から行われてきた．トリアージとは，災害時の

 

救急救命医療において用いられる，救命可能者の選

別や治療順位を決定する作業である．昨年度の研究

成果としては，電子トリアージ用のシミュレータの

開発とそれを用いた訓練の実施が行われてきた． 
今年度は，無線端末を用いた災害現場の地図情報

の生成技術の開発が行われた．災害現場は建物が倒

壊するなどして，緊急に通行できるかどうかの地図

情報が必要になることがある．この研究では，無線

端末の位置情報と，端末間の無線通信の状況を基に，

障害物（建物）の有無を判断して地図情報を生成す

るもので，短い時間で精度の良い地図を生成できる

ことが実験により示された． 
（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトメンバーが中核となる新しい国際

学会が2009年度より設立され，白鳥，東野，岡田，

水野，宗森らによる国際会議 IWIN(International 
Workshop on INformatics)2011 をイタリアの Ca' 
Foscari大学（ベニス）で開催した．本国際会議にお

いて，本プロジェクトに関わるセンサーネットワー

クやクラウド，センサー情報の提示方法やセキュリ

ティに関する研究成果が報告された．また，この国

際会議をもとにした論文誌 International Journal 
of Informatics Societyが発刊された． 
 本プロジェクトで明らかになったセンサークラウ

ドの基盤技術や応用技術は，日常生活や社会活動を

支える共通基盤として必須のものとなると考えられ

る．また，センサー情報のようなリアルタイムで生

成される情報の蓄積，管理，検索や通信に関する研

究成果は，センサー以外の情報に対して応用してい

くことも可能である．現在，この成果を応用した，

様々なデータ（コンテンツ）に対するコンピューテ

ィング技術を研究する「コンテンツ指向コンピュー

ティング」の研究グループが形成され，特定領域研

究をはじめ各種のファンドへの応募が行われる予定

である． 
［４］成果資料 
(1) 大野森太郎，原田利宣，宗森 純：”動詞”の情

報量分析に基づくピクトグラムデザイン支援シス

テム，デザイン学研究，Vol.58, No.2, pp.55-64 

(2011). 

(2) S. Toyoda and F. Sato:"Energy-Effective 

Clustering Algorithm Based on Adjacent Nodes 

and Residual Electric Power in Wireless Sensor 

Networks",The Eighth International Workshop on 

Heterogeneous Wireless Networks (HWISE 2012). 

(3) Teruo Higashino :"eTriage: A Wireless 

Communication Service Platform for Advanced 

Rescue Operations", Proceedings of the 2011 ACM 

International Workshop on Internet of Things 

and Service Platforms (IoTSP 2011), pp.1-5 (Dec. 

2011).(Keynote Speech) 

(4) Sae Fujii, Akira Uchiyama, Takaaki Umedu, 

Hirozumi Yamaguchi and Teruo 

Higashino :"Trajectory Estimation Algorithm 

for Mobile Nodes using Encounter Information 

and Geographical Information", Pervasive and 

Mobile Computing (to appear). 

(5) 大木浩武，峰野博史，森信一郎，水野忠則：携帯

端末に搭載された方位センサを用いた周辺機器選

択手法の検討, 情報処理学会論文誌コンシュー

マ・デバイス & システム , Vol.1, No.1, 

pp.22-27(2011.12). 

(6) Kei Homma, Satoru Izumi, Kaoru Takahashi, 

Atsushi Togashi: Modeling, Verification and 

Testing of Web Applications Using Model Checker. 

IEICE Transactions 94-D(5): 989-999 (2011) 

(7) 北上眞二, 金子洋介, 安田晃久, 峯村治実, 小泉

寿男： 複数異種サービスへの機器接続を可能とす

る M2M システムのプロキシ通信方式と実装, 電気

学会論文誌Ｃ(電子・情報・システム部門誌), 2012

年3月号掲載予定 

(8) Ming Li, Shigeaki Tagashira, Yutaka Arakawa, 
and Akira Fukuda: A Channel Assignment Method 

for Positioning Systems in Wireless Mesh 

Network ， Proc. the 2012 International 

Conference on Embedded Systems and Intelligent 

Technology (ICESIT 2012), 2012.1. 

(9) Tomoya Enokido, Ailixier Aikebaier, and Makoto 
Takizawa, Process Allocation Algorithms for 

Saving Power Consumption in Peer-to-Peer 

Systems, IEEE Transactions on Industrial 

Electronics (TIE), Vol.58, No.6, June 2011, 

pp.2097-2105. 

(10) Noriki Uchida, Kazuo Takahata, Yoshitaka 

Shibata: Network Relief Activity with Cognitive 

Wireless Network for Large Scale Disaster, The 

Fourth International Workshop on Disaster and 

Emergency Information, Network Systems, 

(IWDENS2012), Mar. 2012. will be presented. 

(11) 宮西洋太郎：クラウドコンピューティングによる

遠方監視制御システムの試作，FIT2011，RO-013(査

読付）(2011)． 

(12) Norio SHIRATORI, Kenji SUGAWARA, Yusuke MANABE, 
Shigeru FUJITA, Basabi CHAKRABORTY:"Symbiotic 

Computing Based Approach Towards Reducing 

User's Barden Due to Information Explosion," 

Journal of Information Processing, Vol.20, No.1, 

pp.37-44(2012) 
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(8) 「ICT による地域医療連携への試みと宮城県の

第三次医療圏構想について」富樫 敦（宮城大） 
(9)「香りディスプレイの医療への展開」岡田謙一（慶

應大） 
(10)「発想一貫支援システムの災害対策への適用」

宗森 純（和歌山大） 
(11)「災害コミュニケーション（ディザスターコミ

ュニケーション）」村山優子（岩手県立大） 
(12)「グリーン指向ネバー・ダイ・情報通信基盤」

白鳥則郎（東北大） 
(13)「DTN(Delay Tolerant Network)の応用」高橋 

修（はこだて未来大） 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
 本年度は以下に示す研究成果を得た． 
（i）クラウド型遠方監視制御システムの開発 
 従来の遠方監視制御システムは，高価で設置が大

変であり，センターでの監視に限定されているもの

がほとんどであった．本研究システムは，アドホッ

クな監視ニーズに対応した，小型，安価，そして汎

用的な監視制御システムである．世界中のいかなる

場所の監視制御対象も，世界中のどこからでも監視

制御できる．また，クラウド側にデータのロギング

が可能であり，サーバを用意する必要が無く，信頼

性も高い点が特徴である．このシステムでは，留守

宅の監視，別荘監視，老人見守り監視，室温監視，

農場監視などへの応用を対象としている．１つのア

プリケーションで，10000台の監視ノードを接続す

ることができる． 
このシステムを長野県青木村ハウス農園のヒータ

制御に利用した．温度，湿度，電流センサーを１分

毎に計測する．１ヶ月の運用実験中，システムに起

因するデータロスは一度も発生せず，高信頼性を持

つことが示された． 
（ii）嗅覚ディスプレイの医療への応用 
 センシングした情報の提示装置の一つとして，嗅

覚ディスプレイを開発し，医療分野への応用として

嗅覚能力の測定方法を開発した．従来の嗅覚能力測

定法は，装置の扱いが面倒で円滑に測定できなかっ

たり，鼻が悪いかどうかの２値化しかできなかった． 
 この研究では，嗅覚ディスプレイを使い，微少時

間の香り提示を行って嗅覚能力を測定する新しい手

法を提案した．嗅覚ディスプレイのパルス射出に対

する嗅覚特性を利用して，簡単な手順と準備で測定

を行うことができ，誰でも円滑に測定できること，

精密な嗅覚が測定できることが特徴である． 
 この測定方法では，使用香料をイソアミルアセテ

ート（バナナ臭），嗅覚能力を２５段階（単位時間射

出量）に分類，３点比較法と上下法によって検知閾

値を算出する．６９人の被験者による実験により，

被験者の個人内変動よりも被験者間のバラツキのほ

うが大きい値として測定され，個人内での分散も小

さく，検査手法としての優秀性が確認された．また，

様々な年代に対しても精密な測定ができることがわ

かった． 
（iii）家電ノイズに強いkHz帯PLCの開発 
 電力線通信（PLC：Power Line Communication）
は，無線通信では通信しにくい場所の通信ができる

ことや，有線のため物理的なセキュリティの管理が

しやすいなどの性質がある．家電の消費電力や，太

陽光パネルで発電されている電力を監視したり，制

御するための通信方式として注目されている． 
この研究では，電磁波の漏洩に関する規制がない

kHz 帯の PLC を開発している．数 10kHZ から

400kHz 程度の周波数帯を利用する．この帯域は，

家電のノイズが非常に大きな問題となる．それに対

して，従来の OFDM などの方式では，ノイズが影

響しない帯域を検出しようとするが，ノイズの状況

は時々刻々と変化しており，ノイズが影響しないチ

ャネルを見つけることは困難である．提案方式では，

ブラインド等化方式によって，通信路の特性を動的

に推定しながら適切な等化を実施し，時間やタイミ

ングをずらした多重送信によって電波の通りが良い

時間帯を選択して送信するアルゴリズムを開発した． 
既存のOFDM方式に基づく先行メーカのkHz帯

PLCシステムに比べて，信号減衰率で10dB以上低

い状態でもデータ通信ができることを確認した． 
（iv）災害復旧のための無線通信システムの開発 
 災害復旧のための無線通信システムとして，無線

端末を用いた電子トリアージシステムの開発が一昨

年度から行われてきた．トリアージとは，災害時の

 

救急救命医療において用いられる，救命可能者の選

別や治療順位を決定する作業である．昨年度の研究

成果としては，電子トリアージ用のシミュレータの

開発とそれを用いた訓練の実施が行われてきた． 
今年度は，無線端末を用いた災害現場の地図情報

の生成技術の開発が行われた．災害現場は建物が倒

壊するなどして，緊急に通行できるかどうかの地図

情報が必要になることがある．この研究では，無線

端末の位置情報と，端末間の無線通信の状況を基に，

障害物（建物）の有無を判断して地図情報を生成す

るもので，短い時間で精度の良い地図を生成できる

ことが実験により示された． 
（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトメンバーが中核となる新しい国際

学会が2009年度より設立され，白鳥，東野，岡田，

水野，宗森らによる国際会議 IWIN(International 
Workshop on INformatics)2011 をイタリアの Ca' 
Foscari大学（ベニス）で開催した．本国際会議にお

いて，本プロジェクトに関わるセンサーネットワー

クやクラウド，センサー情報の提示方法やセキュリ

ティに関する研究成果が報告された．また，この国

際会議をもとにした論文誌 International Journal 
of Informatics Societyが発刊された． 
 本プロジェクトで明らかになったセンサークラウ

ドの基盤技術や応用技術は，日常生活や社会活動を

支える共通基盤として必須のものとなると考えられ

る．また，センサー情報のようなリアルタイムで生

成される情報の蓄積，管理，検索や通信に関する研

究成果は，センサー以外の情報に対して応用してい

くことも可能である．現在，この成果を応用した，

様々なデータ（コンテンツ）に対するコンピューテ

ィング技術を研究する「コンテンツ指向コンピュー

ティング」の研究グループが形成され，特定領域研

究をはじめ各種のファンドへの応募が行われる予定

である． 
［４］成果資料 
(1) 大野森太郎，原田利宣，宗森 純：”動詞”の情

報量分析に基づくピクトグラムデザイン支援シス

テム，デザイン学研究，Vol.58, No.2, pp.55-64 

(2011). 

(2) S. Toyoda and F. Sato:"Energy-Effective 

Clustering Algorithm Based on Adjacent Nodes 

and Residual Electric Power in Wireless Sensor 

Networks",The Eighth International Workshop on 

Heterogeneous Wireless Networks (HWISE 2012). 

(3) Teruo Higashino :"eTriage: A Wireless 

Communication Service Platform for Advanced 

Rescue Operations", Proceedings of the 2011 ACM 

International Workshop on Internet of Things 

and Service Platforms (IoTSP 2011), pp.1-5 (Dec. 

2011).(Keynote Speech) 

(4) Sae Fujii, Akira Uchiyama, Takaaki Umedu, 

Hirozumi Yamaguchi and Teruo 

Higashino :"Trajectory Estimation Algorithm 

for Mobile Nodes using Encounter Information 

and Geographical Information", Pervasive and 

Mobile Computing (to appear). 

(5) 大木浩武，峰野博史，森信一郎，水野忠則：携帯

端末に搭載された方位センサを用いた周辺機器選

択手法の検討, 情報処理学会論文誌コンシュー

マ・デバイス & システム , Vol.1, No.1, 

pp.22-27(2011.12). 

(6) Kei Homma, Satoru Izumi, Kaoru Takahashi, 

Atsushi Togashi: Modeling, Verification and 

Testing of Web Applications Using Model Checker. 

IEICE Transactions 94-D(5): 989-999 (2011) 

(7) 北上眞二, 金子洋介, 安田晃久, 峯村治実, 小泉

寿男： 複数異種サービスへの機器接続を可能とす

る M2M システムのプロキシ通信方式と実装, 電気

学会論文誌Ｃ(電子・情報・システム部門誌), 2012

年3月号掲載予定 

(8) Ming Li, Shigeaki Tagashira, Yutaka Arakawa, 
and Akira Fukuda: A Channel Assignment Method 

for Positioning Systems in Wireless Mesh 

Network ， Proc. the 2012 International 

Conference on Embedded Systems and Intelligent 

Technology (ICESIT 2012), 2012.1. 

(9) Tomoya Enokido, Ailixier Aikebaier, and Makoto 
Takizawa, Process Allocation Algorithms for 

Saving Power Consumption in Peer-to-Peer 

Systems, IEEE Transactions on Industrial 

Electronics (TIE), Vol.58, No.6, June 2011, 

pp.2097-2105. 

(10) Noriki Uchida, Kazuo Takahata, Yoshitaka 

Shibata: Network Relief Activity with Cognitive 

Wireless Network for Large Scale Disaster, The 

Fourth International Workshop on Disaster and 

Emergency Information, Network Systems, 

(IWDENS2012), Mar. 2012. will be presented. 

(11) 宮西洋太郎：クラウドコンピューティングによる

遠方監視制御システムの試作，FIT2011，RO-013(査

読付）(2011)． 

(12) Norio SHIRATORI, Kenji SUGAWARA, Yusuke MANABE, 
Shigeru FUJITA, Basabi CHAKRABORTY:"Symbiotic 

Computing Based Approach Towards Reducing 

User's Barden Due to Information Explosion," 

Journal of Information Processing, Vol.20, No.1, 

pp.37-44(2012) 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� �２２／Ａ０１ 

 

グラフェンを利用したテラヘルツ帯 
光電子デバイスに関する研究 

 
 
［１］組織 
  代表者：RYZHII Victor 

（会津大学コンピュータ理工学部） 
  対応者：尾辻 泰一 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

RYZHII Maxim 
（会津大学コンピュータ理工学部） 
RYABOVA Nadezhda 
（会津大学コンピュータ理工学部） 

 
研究費：消耗品費30万円，旅費35万円 

 
［２］研究経過 

 
光波と電波の融合するテラヘルツ帯は，最後の未開

拓領域であり，超高速無線ＬＡＮや，光通信と無線通

信のシームレスなリンクなど，ＩＣＴ技術の飛躍的な

向上につながる大きな可能性を秘めている。そのよう

な背景の下で，テラヘルツ帯デバイスの研究・開発は，

近年ますますその重要性を増している。本プロジェク

トは，未開拓テラヘルツ帯の電気通信への応用を目的

として，グラフェンを利用したテラヘルツ帯電子・光

電子デバイスの創出を目的として研究を行なう。具体

的には，グラフェン，グラフェンナノリボン，多層エ

ピタキシャルグラフェン，電気制御 p-i-n 接合など

の構造における物理現象のモデリング，理論解析，数

値解析を行ない，テラヘルツ帯で動作する新型デバイ

ス構造の提案，そして新型素子の設計試作へと発展さ

せる。 

本プロジェクトは，本年度が第２年度であった。前

年度は，グラフェンにおけるゼロバンドギャップ・

線形エネルギー分散などの特異性を活用した電子・

光電子デバイスに関する研究を展開した。具体的に

は、グラフェンナノリボンにおけるプラズモン分散

の解明、電気制御型グラフェン p-i-n 接合を利用し

たトンネル走行時間ダイオードの提案ならびに性能

の理論的評価、スロットライン・絶縁体導波路組み

込み型の多層グラフェン・テラヘルツレーザーの提

案ならびに性能の理論的評価、単層ならびに多層グ

ラフェンを利用したバンド間遷移型テラヘルツ／赤

外光検出器の提案ならびに性能の理論的評価を行な

った。今年度は、前年度に構築されたモデルおよび

提案された素子構造をさらに発展させ、グラフェン

電子・光電子デバイスに関する研究を展開した。具

体的には、多層グラフェン／グラフェンナノリボン

pin 接合を利用したテラヘルツ／赤外光検出器の理

論的な性能評価を行なった。また、グラフェン内の

電子－ホールパドルの存在によるトンネル再結合を

予測しその定量的評価を行なった。 
 
以下，研究活動状況の概要を記す。 

 
・研究討論会（平成２３年１０月１２日～１３日） 

RYZHII Victor, RYZHII Maxim, RYABOVA Nadezhda

が通研に来所し，研究進捗状況の報告，結果につい

ての議論，対外発表戦略についての議論を行なった。 
 
・研究討論会（平成２４年３月９日～１０日） 

RYZHII Victor, RYZHII Maxim, RYABOVA Nadezhda

が通研に来所し，研究進捗状況の報告，結果につい

ての議論，対外発表戦略についての議論を行なった。 
 
 
 
 
 
 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に、前年度に構築されたモデルを応用し、

単層グラフェンナノリボン(GNR)、二層グラフェン

(GBL)、多層グラフェン(MGL)を用いた p-i-n フォ

トダイオードのテラヘルツ／赤外光検出性能を解析

した（図１－３）。 
 

図１．GNR p-i-nフォトダイオードの光検出感度の周波数依

存性（Δはバンドギャップ）。 
 

 
図２．単層グラフェン(GR)、GNR、GBL p-i-nフォトダイオ

ードの光検出感度の比較。 
 
 
 
 

 
図３．MGLにおける光検出感度の周波数依存性（Kはグラフ

ェン層数）。 
 
第２に、電子－ホールパドルが存在するグラフェ

ンにおける、光励起キャリアのバンド間トンネリン

グによる再結合の存在を予測し、定量的な評価を行

なった。解析の結果、MGL においてはトンネル再

結合が抑止され、一方でGRにおいては再結合寿命

が比較的短いことを示した。また、光励起キャリア

密度が大きくない場合、トンネル再結合は光学フォ

ノンによる再結合よりも支配的になることを明らか

にした（図４）。 
 

 
図４．GRにおける再結合寿命（実線はトンネル再結合のみ、

点線はトンネル再結合と光学フォノン再結合）。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトによる交流がもととなって提案され

たグラフェン・テラヘルツレーザーの研究は、日本

学術振興会特別推進研究に発展した。 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� �２２／Ａ０１ 

 

グラフェンを利用したテラヘルツ帯 
光電子デバイスに関する研究 

 
 
［１］組織 
  代表者：RYZHII Victor 

（会津大学コンピュータ理工学部） 
  対応者：尾辻 泰一 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

RYZHII Maxim 
（会津大学コンピュータ理工学部） 
RYABOVA Nadezhda 
（会津大学コンピュータ理工学部） 

 
研究費：消耗品費30万円，旅費35万円 

 
［２］研究経過 

 
光波と電波の融合するテラヘルツ帯は，最後の未開

拓領域であり，超高速無線ＬＡＮや，光通信と無線通

信のシームレスなリンクなど，ＩＣＴ技術の飛躍的な

向上につながる大きな可能性を秘めている。そのよう

な背景の下で，テラヘルツ帯デバイスの研究・開発は，

近年ますますその重要性を増している。本プロジェク

トは，未開拓テラヘルツ帯の電気通信への応用を目的

として，グラフェンを利用したテラヘルツ帯電子・光

電子デバイスの創出を目的として研究を行なう。具体

的には，グラフェン，グラフェンナノリボン，多層エ

ピタキシャルグラフェン，電気制御 p-i-n 接合など

の構造における物理現象のモデリング，理論解析，数

値解析を行ない，テラヘルツ帯で動作する新型デバイ

ス構造の提案，そして新型素子の設計試作へと発展さ

せる。 

本プロジェクトは，本年度が第２年度であった。前

年度は，グラフェンにおけるゼロバンドギャップ・

線形エネルギー分散などの特異性を活用した電子・

光電子デバイスに関する研究を展開した。具体的に

は、グラフェンナノリボンにおけるプラズモン分散

の解明、電気制御型グラフェン p-i-n 接合を利用し

たトンネル走行時間ダイオードの提案ならびに性能

の理論的評価、スロットライン・絶縁体導波路組み

込み型の多層グラフェン・テラヘルツレーザーの提

案ならびに性能の理論的評価、単層ならびに多層グ

ラフェンを利用したバンド間遷移型テラヘルツ／赤

外光検出器の提案ならびに性能の理論的評価を行な

った。今年度は、前年度に構築されたモデルおよび

提案された素子構造をさらに発展させ、グラフェン

電子・光電子デバイスに関する研究を展開した。具

体的には、多層グラフェン／グラフェンナノリボン

pin 接合を利用したテラヘルツ／赤外光検出器の理

論的な性能評価を行なった。また、グラフェン内の

電子－ホールパドルの存在によるトンネル再結合を

予測しその定量的評価を行なった。 
 
以下，研究活動状況の概要を記す。 

 
・研究討論会（平成２３年１０月１２日～１３日） 

RYZHII Victor, RYZHII Maxim, RYABOVA Nadezhda

が通研に来所し，研究進捗状況の報告，結果につい

ての議論，対外発表戦略についての議論を行なった。 
 
・研究討論会（平成２４年３月９日～１０日） 

RYZHII Victor, RYZHII Maxim, RYABOVA Nadezhda

が通研に来所し，研究進捗状況の報告，結果につい

ての議論，対外発表戦略についての議論を行なった。 
 
 
 
 
 
 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に、前年度に構築されたモデルを応用し、

単層グラフェンナノリボン(GNR)、二層グラフェン

(GBL)、多層グラフェン(MGL)を用いた p-i-n フォ

トダイオードのテラヘルツ／赤外光検出性能を解析

した（図１－３）。 
 

図１．GNR p-i-nフォトダイオードの光検出感度の周波数依

存性（Δはバンドギャップ）。 
 

 
図２．単層グラフェン(GR)、GNR、GBL p-i-nフォトダイオ

ードの光検出感度の比較。 
 
 
 
 

 
図３．MGLにおける光検出感度の周波数依存性（Kはグラフ

ェン層数）。 
 
第２に、電子－ホールパドルが存在するグラフェ

ンにおける、光励起キャリアのバンド間トンネリン

グによる再結合の存在を予測し、定量的な評価を行

なった。解析の結果、MGL においてはトンネル再

結合が抑止され、一方でGRにおいては再結合寿命

が比較的短いことを示した。また、光励起キャリア

密度が大きくない場合、トンネル再結合は光学フォ

ノンによる再結合よりも支配的になることを明らか

にした（図４）。 
 

 
図４．GRにおける再結合寿命（実線はトンネル再結合のみ、

点線はトンネル再結合と光学フォノン再結合）。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトによる交流がもととなって提案され

たグラフェン・テラヘルツレーザーの研究は、日本

学術振興会特別推進研究に発展した。 
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「様式３」 

 
Fig. 1  AFM image of sample surfaces taken after 
GeH4–LPCVD assisted with remote H2 plasma exposure 
at a VHF power of 100W and distribution of Ge-QD 
height obtained by AFM image.  Solid line denotes 
log-normal function well-fitted to measured distribution.   

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� �２２���２ 

 

�ル���ム系量子ドットの形成および価電子制御と 
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［１］組織 
  代表者：宮崎  誠一 

（名古屋大学大学院工学研究科） 
  対応者：室田  淳一 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

牧原 克典 
（名古屋大学大学院工学研究科） 
室田 淳一（東北大学電気通信研究所） 
櫻庭 政夫（東北大学電気通信研究所） 

 
   研究費：物件費21万円，旅費33万5千円 
 
［２］研究経過 
「だれもが安全に安心して使える先進的なグロー

バル・ユビキタス情報通信」の実現、すなわち情報

通信技術の高度化には、情報処理デバイスのメイン

ストリームであるシリコン系 MOS デバイスの高性

能化・高機能化が必須課題となっている。 
本共同プロジェクト研究では、シリコン系 MOS

デバイスの機能レベルでの進化を目的として、IV族

半導体量子ドットで発現する特異性・機能性を活用

したMOSデバイスの開発に向け、Si1-xGex系高移動

度チャネルに適合した電荷蓄積ポテシャル井戸を実

現し得る Ge 系量子ドットの高密度形成およびその

価電子制御に取り組み、デバイスレベルでその有効

性を検証することを目的として研究を行った。 
 本プロジェクトは、本年度が2年度であった。前

年度は、高移移動度SiGeチャネルに適合するGe系
量子ドットの形成技術確立に注力し研究に取り組ん

だ。 
 本年度は、シリコン系MOS デバイスの機能レベ

ルでの進化を目的として、IV族半導体量子ドットで

発現する特異性・機能性を活用したMOSデバイス

の開発に向け、Si1-xGex 系高移動度チャネルに適合

した電荷蓄積ポテシャル井戸を実現し得る Ge 系量

子ドットの帯電状態評価に取り組み、その有効性を

検証した。 
以下、研究活動の状況の概要を記す。 

本共同プロジェクト研究を推進するために、東北

大学にて実験打ち合わせを実施し、共同研究分担体

制を築くと共に、本プロジェクト対応者の室田淳一

教授が中心的に組織・運営されている2つの国際会

議6th Int. SiGe Technology and Device Meeting (June 4
－6, Berkeley, USA)および ECS:5th SiGe, Ge, and 
Related Compounds: Materials, Processing, and Devices 
Symp.,(Oct. 7－12, Honolulu, USA)に参画し、情報交

換を通じて関連分野の第一線で活躍している国内外

の研究者との連携ネットワーク作りが着実に進展し

た。 
 

［３］成果 
本年度は、極薄Si熱酸化膜上に形成したGe量子

ドット(面密度：~2×1011cm-2、平均高さ：~4.0nm [図
1])への電子注入および放出を AFM/ケルビンプロー

ブによる表面電位計測により定量評価した。 
図2に極薄SiO2上に形成したGe量子ドットの表

面電位像を示す。電圧印加前の表面は一様な電位で

共同プロジェクト研究

128

電気通信-5章2-三[132-174].indd   128 2012/09/05   19:17:35



 

［４］成果資料 
[1] V. Ryzhii, N. Ryabova, M. Ryzhii, N. V.   
Baryshnikov, V. E.Karasik, V. Mitin, and T. Otsuji,  
“Terahertz and infrared photodetectors based on 
multiple  graphene  layer and nanoribbon 
structures,” Optoelectronics Review 20, 15-25 
(2012). 
 
[2] V. Ryzhii, N. Ryabova, M. Ryzhii, V. Mitin, and 
T. Otsuji, “Concepts of terahertz and infrared 
photodiodes and phototransistors based on 
graphene structures,” –submitted for publication 
(Ed. T. Otsuji). 
 
[3] V. Ryzhii, M. Ryzhii, and T. Otsuji, “Tunneling 
recombination in optically pamped graphene with 
electron-hole puddles,” Appl. Phys. Lett. 99, 
173504 (2011). 
 
 
 

「様式３」 

 
Fig. 1  AFM image of sample surfaces taken after 
GeH4–LPCVD assisted with remote H2 plasma exposure 
at a VHF power of 100W and distribution of Ge-QD 
height obtained by AFM image.  Solid line denotes 
log-normal function well-fitted to measured distribution.   

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� �２２���２ 

 

�ル���ム系量子ドットの形成および価電子制御と 
��スケール機能メ�リ応用 

 
 
［１］組織 
  代表者：宮崎  誠一 

（名古屋大学大学院工学研究科） 
  対応者：室田  淳一 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

牧原 克典 
（名古屋大学大学院工学研究科） 
室田 淳一（東北大学電気通信研究所） 
櫻庭 政夫（東北大学電気通信研究所） 

 
   研究費：物件費21万円，旅費33万5千円 
 
［２］研究経過 
「だれもが安全に安心して使える先進的なグロー

バル・ユビキタス情報通信」の実現、すなわち情報

通信技術の高度化には、情報処理デバイスのメイン

ストリームであるシリコン系 MOS デバイスの高性

能化・高機能化が必須課題となっている。 
本共同プロジェクト研究では、シリコン系 MOS

デバイスの機能レベルでの進化を目的として、IV族

半導体量子ドットで発現する特異性・機能性を活用

したMOSデバイスの開発に向け、Si1-xGex系高移動

度チャネルに適合した電荷蓄積ポテシャル井戸を実

現し得る Ge 系量子ドットの高密度形成およびその

価電子制御に取り組み、デバイスレベルでその有効

性を検証することを目的として研究を行った。 
 本プロジェクトは、本年度が2年度であった。前

年度は、高移移動度SiGeチャネルに適合するGe系
量子ドットの形成技術確立に注力し研究に取り組ん

だ。 
 本年度は、シリコン系MOS デバイスの機能レベ

ルでの進化を目的として、IV族半導体量子ドットで

発現する特異性・機能性を活用したMOSデバイス

の開発に向け、Si1-xGex 系高移動度チャネルに適合

した電荷蓄積ポテシャル井戸を実現し得る Ge 系量

子ドットの帯電状態評価に取り組み、その有効性を

検証した。 
以下、研究活動の状況の概要を記す。 

本共同プロジェクト研究を推進するために、東北

大学にて実験打ち合わせを実施し、共同研究分担体

制を築くと共に、本プロジェクト対応者の室田淳一

教授が中心的に組織・運営されている2つの国際会

議6th Int. SiGe Technology and Device Meeting (June 4
－6, Berkeley, USA)および ECS:5th SiGe, Ge, and 
Related Compounds: Materials, Processing, and Devices 
Symp.,(Oct. 7－12, Honolulu, USA)に参画し、情報交

換を通じて関連分野の第一線で活躍している国内外

の研究者との連携ネットワーク作りが着実に進展し

た。 
 

［３］成果 
本年度は、極薄Si熱酸化膜上に形成したGe量子

ドット(面密度：~2×1011cm-2、平均高さ：~4.0nm [図
1])への電子注入および放出を AFM/ケルビンプロー

ブによる表面電位計測により定量評価した。 
図2に極薄SiO2上に形成したGe量子ドットの表

面電位像を示す。電圧印加前の表面は一様な電位で

共同プロジェクト研究

129

電気通信-5章2-三[132-174].indd   129 2012/09/05   19:17:36



 

 
Fig. 2  Surface potential images measured by Kelvin probe 
mode.  Surface potential images were taken just after 
electron charging at tip bias of -1.0 V (a), and after electron 
discharging at tip bias of +1.5 V from central part of 
electron pre-charged area (b).  Areas of pre-charging and 
discharging in central part were 500 × 500 and 100 × 100 
nm2, respectively.  

Fig. 3  Changes in surface potential caused by electron 
injection into and extraction from Ge-QDs and Si-QDs 
as a function of tip-bias voltage.   

あるが、500×500nm2の領域を-1.0V 印加した導電性

探針で掃引した後においては、電圧印加領域に対応

した領域のみに負帯電が認められる。これは、Rh
探針から Ge 量子ドットへ電子が注入・保持されて

いる結果で解釈できる。その後、電子注入領域に逆

バイアス+1.5V 印加した結果、ドットから探針に電

子が放出されたことに起因した正帯電が認められた。

これらの結果は、高密度形成した Ge 量子ドットが

メモリノードとして機能することを示している。

個々の Ge 量子ドットにおける帯電状態を定量評価

するため、電圧印加後の表面電位変化量を印加電圧

の関数としてまとめた結果を図3に示す。図中には、

同程度の高さの Si 量子ドットの場合の結果も示し

ている。いずれの場合も離散的なエネルギ準位を反

映した多段階的な電位変化が観測され、Ge量子ドッ

トからの1個の電子放出・保持による正帯電及び負

帯電はそれぞれTip 電圧1.3V 及び-0.5V で起こるの

に対して、Si量子ドットでは電子放出による正帯電

は1.8V、電子保持による負帯電は-0.6Vで観測され、

Ge 量子ドットでは Si 量子ドットに比べ、単電子注

入が起こるTip電圧は0.5V増大する。これらの結果

は、Tip のポテンシャルと Ge および Si 量子ドット

/SiO2/n-Si(100)スタック構造におけるエネルギーバ

ンド構造の関係から理解できる。すなわち、Ge量子

ドットでは、価電帯端がSiに比べ浅いため、低電圧

印加で価電子が引き抜かれ、正電荷が顕在化する。

一方、針探からの伝導電子注入・保持では、Si と

Ge の伝導帯端位置が同程度であることを反映して、

同程度の印加電圧において負帯電が起こると考えら

れる。 
これらの結果から、極薄絶縁膜上に形成した Ge

量子ドットは、Si1-xGex 系高移動度チャネルに適合

した次世代のフローティングゲート材料として非常

に有効であることを明らかにした。 
 

［４］成果資料 
(1) M. Ikeda, K. Makihara, A. Ohta and S. Miyazaki, 

“Formation of High Density Ge Quantum Dots and 
Their Electrical Properties”, The 5th International 
Conference on Plasma-Nano Technology & Science 
(IC-PLANTS 2012), (Inuyama, Mar., 2012) P-63. 

(2) A. Ohta, K. Makihara, S. Miyazaki, M. Sakuraba 
and J. Murota, “X-ray Photoemission Study of 
SiO2/Si/SiGe Heterostructures on Si(100)”, The 5th 
International Conference on Plasma-Nano 
Technology & Science (IC-PLANTS 2012), 
(Inuyama, Mar., 2012) P-67.   
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   研究費：物件費22万6千円，旅費35万4千円 
 
［２］研究経過 
本プロジェクトでは，新規不揮発性メモリの開発

に向けて，磁性体と誘電体を接合した薄膜において

発現する電気磁気効果，および強磁性形状記憶合金

において発現する磁気弾性効果を利用した要素技術

の実現可能性を検討すると共に，性能向上に必要な

材料・構造を理論設計することを目的として研究を

行った。具体的には，１）不揮発性スピンメモリに

おける電界アシスト磁化反転を利用した書換え技術

の確立，２）磁場誘起マルテンサイト変態を示す新

規強磁性記憶合金の開発を目標としている。 
以下，研究活動状況の概要を記す。 

研究項目１）については，磁性薄膜表面・界面にお

ける結晶磁気異方性の電界効果に関する第一原理計

算を，三重大学，金沢大学，東北大学の各グループ

が行い，大阪大学および産業技術総合研究所グルー

プが実験的に検証した。研究項目２）については，

東北学院大学グループが強磁性記憶合金の作製およ

び基礎物性測定を行い，広島大学グループが光電子

分光の測定を実施した。その結果を東北大学グルー

プが第一原理計算により解析した。 
平成23年12月26日に東北大学電気通信研究所

において研究会を開催し，各グループの研究成果に

ついて意見交換を行い，現状での問題点を明らかに

すると共に今後の共同研究の方策を検討した。研究

会における講演者と講演題目は以下のとおりである。 
 
小田 竜樹「磁性薄膜 Pd/Fe/Pd(001)の磁気異方性

と電界効果の起源」 
関  剛斎（東北大学 金属材料研究所） 

「FePt/MgO接合における電圧印加保磁

力変化および界面磁気異方性の検討」 
鈴木 義茂「3d遷移金属/MgO接合系における電界

誘起磁気異方性制御の強磁性体，バッ

ファー層依存性」 
喜多 浩之「酸化物/CoFeB スタックの磁気異方性

の電界制御」 
野崎 隆行「電圧誘起磁気異方性変化を用いた磁化

ダイナミック制御」 
鹿又  武「Mn2YZ ホイスラー合金の磁気特性」 
今田  真「Ni 基ホイスラー合金の硬 X 線光電子

分光」 
沢田 正博「放射光 XMCD 実験による垂直磁気異

方性超薄膜の研究」 
千葉 大地「Co/Pt超薄膜における磁性の電界制御」 
松倉 文礼（東北大学 電気通信研究所） 

「キャリア誘起強磁性と電界効果」 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
次世代メモリとして有望な不揮発性スピンメモリ

は，微細化に伴う磁化の熱ゆらぎ耐性の向上と，磁

化反転 （データ書換え）消費電力低減という，相反

する要求を満足させるための技術的課題に直面して
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Fig. 2  Surface potential images measured by Kelvin probe 
mode.  Surface potential images were taken just after 
electron charging at tip bias of -1.0 V (a), and after electron 
discharging at tip bias of +1.5 V from central part of 
electron pre-charged area (b).  Areas of pre-charging and 
discharging in central part were 500 × 500 and 100 × 100 
nm2, respectively.  

Fig. 3  Changes in surface potential caused by electron 
injection into and extraction from Ge-QDs and Si-QDs 
as a function of tip-bias voltage.   
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メモリノードとして機能することを示している。

個々の Ge 量子ドットにおける帯電状態を定量評価

するため、電圧印加後の表面電位変化量を印加電圧

の関数としてまとめた結果を図3に示す。図中には、

同程度の高さの Si 量子ドットの場合の結果も示し

ている。いずれの場合も離散的なエネルギ準位を反

映した多段階的な電位変化が観測され、Ge量子ドッ

トからの1個の電子放出・保持による正帯電及び負

帯電はそれぞれTip 電圧1.3V 及び-0.5V で起こるの

に対して、Si量子ドットでは電子放出による正帯電

は1.8V、電子保持による負帯電は-0.6Vで観測され、

Ge 量子ドットでは Si 量子ドットに比べ、単電子注

入が起こるTip電圧は0.5V増大する。これらの結果

は、Tip のポテンシャルと Ge および Si 量子ドット

/SiO2/n-Si(100)スタック構造におけるエネルギーバ

ンド構造の関係から理解できる。すなわち、Ge量子

ドットでは、価電帯端がSiに比べ浅いため、低電圧

印加で価電子が引き抜かれ、正電荷が顕在化する。

一方、針探からの伝導電子注入・保持では、Si と

Ge の伝導帯端位置が同程度であることを反映して、

同程度の印加電圧において負帯電が起こると考えら

れる。 
これらの結果から、極薄絶縁膜上に形成した Ge

量子ドットは、Si1-xGex 系高移動度チャネルに適合

した次世代のフローティングゲート材料として非常

に有効であることを明らかにした。 
 

［４］成果資料 
(1) M. Ikeda, K. Makihara, A. Ohta and S. Miyazaki, 

“Formation of High Density Ge Quantum Dots and 
Their Electrical Properties”, The 5th International 
Conference on Plasma-Nano Technology & Science 
(IC-PLANTS 2012), (Inuyama, Mar., 2012) P-63. 

(2) A. Ohta, K. Makihara, S. Miyazaki, M. Sakuraba 
and J. Murota, “X-ray Photoemission Study of 
SiO2/Si/SiGe Heterostructures on Si(100)”, The 5th 
International Conference on Plasma-Nano 
Technology & Science (IC-PLANTS 2012), 
(Inuyama, Mar., 2012) P-67.   
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放射光科学研究センター） 
上野 哲朗（広島大学 

放射光科学研究センター） 
喜多  浩之（東京大学 大学院工学系研究科） 
千葉 大地（京都大学 化学研究所） 
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   研究費：物件費22万6千円，旅費35万4千円 
 
［２］研究経過 
本プロジェクトでは，新規不揮発性メモリの開発

に向けて，磁性体と誘電体を接合した薄膜において

発現する電気磁気効果，および強磁性形状記憶合金

において発現する磁気弾性効果を利用した要素技術

の実現可能性を検討すると共に，性能向上に必要な

材料・構造を理論設計することを目的として研究を

行った。具体的には，１）不揮発性スピンメモリに

おける電界アシスト磁化反転を利用した書換え技術

の確立，２）磁場誘起マルテンサイト変態を示す新

規強磁性記憶合金の開発を目標としている。 
以下，研究活動状況の概要を記す。 

研究項目１）については，磁性薄膜表面・界面にお

ける結晶磁気異方性の電界効果に関する第一原理計

算を，三重大学，金沢大学，東北大学の各グループ

が行い，大阪大学および産業技術総合研究所グルー

プが実験的に検証した。研究項目２）については，

東北学院大学グループが強磁性記憶合金の作製およ

び基礎物性測定を行い，広島大学グループが光電子

分光の測定を実施した。その結果を東北大学グルー

プが第一原理計算により解析した。 
平成23年12月26日に東北大学電気通信研究所

において研究会を開催し，各グループの研究成果に

ついて意見交換を行い，現状での問題点を明らかに

すると共に今後の共同研究の方策を検討した。研究

会における講演者と講演題目は以下のとおりである。 
 
小田 竜樹「磁性薄膜 Pd/Fe/Pd(001)の磁気異方性

と電界効果の起源」 
関  剛斎（東北大学 金属材料研究所） 

「FePt/MgO接合における電圧印加保磁

力変化および界面磁気異方性の検討」 
鈴木 義茂「3d遷移金属/MgO接合系における電界

誘起磁気異方性制御の強磁性体，バッ

ファー層依存性」 
喜多 浩之「酸化物/CoFeB スタックの磁気異方性

の電界制御」 
野崎 隆行「電圧誘起磁気異方性変化を用いた磁化

ダイナミック制御」 
鹿又  武「Mn2YZ ホイスラー合金の磁気特性」 
今田  真「Ni 基ホイスラー合金の硬 X 線光電子

分光」 
沢田 正博「放射光 XMCD 実験による垂直磁気異

方性超薄膜の研究」 
千葉 大地「Co/Pt超薄膜における磁性の電界制御」 
松倉 文礼（東北大学 電気通信研究所） 

「キャリア誘起強磁性と電界効果」 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
次世代メモリとして有望な不揮発性スピンメモリ

は，微細化に伴う磁化の熱ゆらぎ耐性の向上と，磁

化反転 （データ書換え）消費電力低減という，相反

する要求を満足させるための技術的課題に直面して
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いる。そこで，この課題を克服する一つの方策とし

て，電界による磁気異方性および磁化方向の制御技

術の開発を目指した研究を進めており，本年度は，

以下に示す研究成果を得た。 
 

FeCo/MgO/Fe 接合に外部磁界を印加したときの

抵抗の変化から，両電極の磁化の相対角度と極薄

FeCo 層の磁気異方性エネルギーを求めた。さらに

そのバイアス電圧依存性から磁気異方性エネルギー

の電界変調量を定量的に評価することに成功した。

こうして得られた FeCo 層の電界変調量は，約 30 
fJ/Vm と理論計算より小さめの値になった。今後，

理論計算との詳細な比較検討が必要と思われる。 
［塩田，野崎，鈴木：成果資料 (1)］ 

 
また，FeCo/MgO/Fe 接合において，数百ピコ秒

～数ナノ秒の短パルス電圧を印加して，磁化の一斉

回転を誘起し，磁化反転の制御に成功した。逆方向

のパルス電圧に対しては磁化反転は生じないので，

電圧印加による界面磁気異方性の変調が重要な役目

を果たしていると考えられる。磁化方向の双安定性

を確保するために，素子に斜めの静磁界を加えては

いるものの，磁化反転に要する消費電力は，従来の

スピン偏極電流注入磁化反転に比べて，約1/500に

低減される。将来の不揮発性スピンメモリのデータ

書換え技術として，電圧印加磁化反転が有望である

ことを実証した重要な研究成果と云える。 
［塩田，野崎，鈴木：成果資料 (2)］ 

 
Pd/FePd/MgO 薄膜の磁気異方性とその電界効果

に関する実験を行った。磁気 Kerr 効果測定により

FePd膜厚9 原子層以上の素子において明瞭な保磁

力が観察されており，FePd 膜厚の増加に伴って面

内磁化から面直磁化へ移行することが確かめられた。

単位面積当たりの磁気異方性エネルギーはFePd 膜

厚に対して線形に増加し，FePd の磁気異方性エネ

ルギー密度は1.3×106 J/m3と見積もられる。一方，

界面の磁気異方性は面内磁化容易型であるが，これ

は Pd/FePd 界面に由来するものと考えられる。

Pd/FePd/MgO 薄膜の磁気異方性エネルギーは

Au/Fe/MgO 薄膜と逆の電界効果を示し，電界変調

率は最大で約600 fJ/Vmに達した。 
［塩田，野崎，鈴木：成果資料(3)］ 

 
FePd 薄膜では FePt 薄膜に対して逆の磁気異方

性電界変調が得られているが，第一原理計算におい

ても逆の電界変調が理論的に予言されていた。理論

計算においてPt/Fe/Pt 薄膜に比べ，Pd/Fe/Pd 薄膜

はデバイスで印加可能な大きな電界において，面内

面直の磁気異方性転移を起こさせる可能性を有した

材料であることが明らかとなりつつある。また，

Pd/Fe/Pd 薄膜では数原子層の積層数等で磁気異方

性を柔軟に可変可能であることを考慮すると，

Pt/Fe/Pt 薄膜における大きな電界変調の特長と

Pd/Fe/Pd 薄膜における柔軟性を活かした電界変調

型磁性材料の開発が推進できる可能性があるものと

考えられる。          ［辻川，小田］ 
 

GaAs 基板上に下地層を介してスパッタ製膜した

Co 超薄膜にMgOキャップを付けて電界を印加し，

異常ホール効果および磁化測定によりを磁気特性を

観測した。その結果，Co 表面の電子密度を増大さ

せる正のゲート電圧に対して保持力が増大すること

を見出した。また，アロットプロットを用いた詳細

な解析により，±10 Vのゲート電圧印加により強磁

性転移温度は最大で12 K 程度変化していることが

分かった。この結果はCo 表面の電子密度の増減（Co 
原子当たり ±0.012 電子）によるものと考えられる。 

［千葉：成果資料(4)］ 
 
強磁性金属／絶縁体界面における電子密度をより

大きく変調させる手法として，電気二重層の利用が

挙げられる。そこでイオン液体を染み込ませたポリ

マーフィルムを Co 薄膜試料上に張り付けて，電気

二重層を形成した下で磁化測定を行った。その結果，

電界効果型固体素子に比べて極めて，低い電圧で大

きな強磁性転移温度の変調が得られた。 
［千葉：成果資料(5)］ 

 
磁気異方性の制御に必要な電圧を低減するために，

膜厚10 nm程度まで薄膜化したMgO/Al2O3絶縁膜

を用いて，CoFeBにおける磁気異方性の電界効果を，

垂直磁界下の極Kerr 測定により評価した。CoFeB
を接地して，上部Ru電極に電圧を印加したところ，

正電圧(+6 V)を印加すると飽和磁界が増大したのに

対し，負電圧(－8 V)を印加することで垂直磁化への

異方性の変化が実証できた。電圧に対する垂直磁気

異方性の変化は理論予測と定性的に一致している。 
また，高誘電率絶縁体 HfO2の有用性を検討する

ため，MgO(1 nm)/HfO2(7 nm)/Al2O3(2 nm)絶縁膜

を用いた。その結果，静電容量が 1.4 倍に増加した

ことを反映して，飽和磁界の印加電圧依存性が同じ

比率で上昇した。すなわち，CoFeBと絶縁膜の界面

に誘起された電荷密度の変化量が，磁気異方性エネ

ルギー変調量を決定していると考えてよい。 
［喜多］ 

 

 

（３－２）波及効果と発展性 
本プロジェクトにより，研究代表者ならびに研究

分担者間の研究交流が飛躍的に活性化した。強磁性

薄膜表面・界面における磁気異方性の電界制御は，

次世代スピンメモリの磁化反転技術として期待され

ており，本プロジェクトの成果により知見が蓄積さ

れ，早期の実用化に向けた基盤が構築されつつある。

一方，強磁性形状記憶合金は大変位アクチュエータ

として有望な材料であり，本年度までの成果により

新材料創製に向けた共同研究の基盤が整備された。 
 
［４］成果資料 
(1) Y. Shiota, S. Murakami, F. Bonell, T. Nozaki, T. 

Shinjo, and Y. Suzuki, “Quantitative 
evaluation of voltage-induced magnetic 
anisotropy change by magnetoresistance 
measurement,” Appl. Phys. Express 4, 043005 
(2011). 

 
(2) Y. Shiota, T. Nozaki, F. Bonell, S. Murakami, T. 

Shinjo, and Y. Suzuki, “Induction of coherent 
magnetization switching in a few atomic 
layers of FeCo using voltage pulses,” Nature 
Mater. 11, 39 (2012). 

 
(3) F. Bonell, S. Murakami, Y. Shiota, T. Nozaki, T. 

Shinjo, and Y. Suzuki, “Large change in 
perpendicular magnetic anisotropy induced by 
an electric field in FePd ultrathin films,” Appl. 
Phys. Lett. 98, 232510 (2011). 

 
(4) D. Chiba, S. Fukami, K. Shimamura, N. 

Ishiwata, K. Kobayashi, and T. Ono, 
“Electrical control of the ferromagnetic phase 
transition in cobalt at room temperature,” 
Nature Mater. 10, 853 (2011). 

 
(5) K. Shimamura, D. Chiba, S. Ono, S. Fukami, 

N. Ishiwata, M. Kawaguchi, K. Kobayashi, 
and T. Ono, “Electrical control of Curie 
temperature in cobalt using an ionic liquid 
film,” Appl. Phys. Lett. 100, 122402 (2012). 
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いる。そこで，この課題を克服する一つの方策とし

て，電界による磁気異方性および磁化方向の制御技

術の開発を目指した研究を進めており，本年度は，

以下に示す研究成果を得た。 
 

FeCo/MgO/Fe 接合に外部磁界を印加したときの

抵抗の変化から，両電極の磁化の相対角度と極薄

FeCo 層の磁気異方性エネルギーを求めた。さらに

そのバイアス電圧依存性から磁気異方性エネルギー

の電界変調量を定量的に評価することに成功した。

こうして得られた FeCo 層の電界変調量は，約 30 
fJ/Vm と理論計算より小さめの値になった。今後，

理論計算との詳細な比較検討が必要と思われる。 
［塩田，野崎，鈴木：成果資料 (1)］ 

 
また，FeCo/MgO/Fe 接合において，数百ピコ秒

～数ナノ秒の短パルス電圧を印加して，磁化の一斉

回転を誘起し，磁化反転の制御に成功した。逆方向

のパルス電圧に対しては磁化反転は生じないので，

電圧印加による界面磁気異方性の変調が重要な役目

を果たしていると考えられる。磁化方向の双安定性

を確保するために，素子に斜めの静磁界を加えては

いるものの，磁化反転に要する消費電力は，従来の

スピン偏極電流注入磁化反転に比べて，約1/500に

低減される。将来の不揮発性スピンメモリのデータ

書換え技術として，電圧印加磁化反転が有望である

ことを実証した重要な研究成果と云える。 
［塩田，野崎，鈴木：成果資料 (2)］ 

 
Pd/FePd/MgO 薄膜の磁気異方性とその電界効果

に関する実験を行った。磁気 Kerr 効果測定により

FePd膜厚9 原子層以上の素子において明瞭な保磁

力が観察されており，FePd 膜厚の増加に伴って面

内磁化から面直磁化へ移行することが確かめられた。

単位面積当たりの磁気異方性エネルギーはFePd 膜

厚に対して線形に増加し，FePd の磁気異方性エネ

ルギー密度は1.3×106 J/m3と見積もられる。一方，

界面の磁気異方性は面内磁化容易型であるが，これ

は Pd/FePd 界面に由来するものと考えられる。

Pd/FePd/MgO 薄膜の磁気異方性エネルギーは

Au/Fe/MgO 薄膜と逆の電界効果を示し，電界変調

率は最大で約600 fJ/Vmに達した。 
［塩田，野崎，鈴木：成果資料(3)］ 

 
FePd 薄膜では FePt 薄膜に対して逆の磁気異方

性電界変調が得られているが，第一原理計算におい

ても逆の電界変調が理論的に予言されていた。理論

計算においてPt/Fe/Pt 薄膜に比べ，Pd/Fe/Pd 薄膜

はデバイスで印加可能な大きな電界において，面内

面直の磁気異方性転移を起こさせる可能性を有した

材料であることが明らかとなりつつある。また，

Pd/Fe/Pd 薄膜では数原子層の積層数等で磁気異方

性を柔軟に可変可能であることを考慮すると，

Pt/Fe/Pt 薄膜における大きな電界変調の特長と

Pd/Fe/Pd 薄膜における柔軟性を活かした電界変調

型磁性材料の開発が推進できる可能性があるものと

考えられる。          ［辻川，小田］ 
 

GaAs 基板上に下地層を介してスパッタ製膜した

Co 超薄膜にMgOキャップを付けて電界を印加し，

異常ホール効果および磁化測定によりを磁気特性を

観測した。その結果，Co 表面の電子密度を増大さ

せる正のゲート電圧に対して保持力が増大すること

を見出した。また，アロットプロットを用いた詳細

な解析により，±10 Vのゲート電圧印加により強磁

性転移温度は最大で12 K 程度変化していることが

分かった。この結果はCo 表面の電子密度の増減（Co 
原子当たり ±0.012 電子）によるものと考えられる。 

［千葉：成果資料(4)］ 
 
強磁性金属／絶縁体界面における電子密度をより

大きく変調させる手法として，電気二重層の利用が

挙げられる。そこでイオン液体を染み込ませたポリ

マーフィルムを Co 薄膜試料上に張り付けて，電気

二重層を形成した下で磁化測定を行った。その結果，

電界効果型固体素子に比べて極めて，低い電圧で大

きな強磁性転移温度の変調が得られた。 
［千葉：成果資料(5)］ 

 
磁気異方性の制御に必要な電圧を低減するために，

膜厚10 nm程度まで薄膜化したMgO/Al2O3絶縁膜

を用いて，CoFeBにおける磁気異方性の電界効果を，

垂直磁界下の極Kerr 測定により評価した。CoFeB
を接地して，上部Ru電極に電圧を印加したところ，

正電圧(+6 V)を印加すると飽和磁界が増大したのに

対し，負電圧(－8 V)を印加することで垂直磁化への

異方性の変化が実証できた。電圧に対する垂直磁気

異方性の変化は理論予測と定性的に一致している。 
また，高誘電率絶縁体 HfO2の有用性を検討する

ため，MgO(1 nm)/HfO2(7 nm)/Al2O3(2 nm)絶縁膜

を用いた。その結果，静電容量が 1.4 倍に増加した

ことを反映して，飽和磁界の印加電圧依存性が同じ

比率で上昇した。すなわち，CoFeBと絶縁膜の界面

に誘起された電荷密度の変化量が，磁気異方性エネ

ルギー変調量を決定していると考えてよい。 
［喜多］ 

 

 

（３－２）波及効果と発展性 
本プロジェクトにより，研究代表者ならびに研究

分担者間の研究交流が飛躍的に活性化した。強磁性

薄膜表面・界面における磁気異方性の電界制御は，

次世代スピンメモリの磁化反転技術として期待され

ており，本プロジェクトの成果により知見が蓄積さ

れ，早期の実用化に向けた基盤が構築されつつある。

一方，強磁性形状記憶合金は大変位アクチュエータ

として有望な材料であり，本年度までの成果により

新材料創製に向けた共同研究の基盤が整備された。 
 
［４］成果資料 
(1) Y. Shiota, S. Murakami, F. Bonell, T. Nozaki, T. 

Shinjo, and Y. Suzuki, “Quantitative 
evaluation of voltage-induced magnetic 
anisotropy change by magnetoresistance 
measurement,” Appl. Phys. Express 4, 043005 
(2011). 

 
(2) Y. Shiota, T. Nozaki, F. Bonell, S. Murakami, T. 

Shinjo, and Y. Suzuki, “Induction of coherent 
magnetization switching in a few atomic 
layers of FeCo using voltage pulses,” Nature 
Mater. 11, 39 (2012). 

 
(3) F. Bonell, S. Murakami, Y. Shiota, T. Nozaki, T. 

Shinjo, and Y. Suzuki, “Large change in 
perpendicular magnetic anisotropy induced by 
an electric field in FePd ultrathin films,” Appl. 
Phys. Lett. 98, 232510 (2011). 

 
(4) D. Chiba, S. Fukami, K. Shimamura, N. 

Ishiwata, K. Kobayashi, and T. Ono, 
“Electrical control of the ferromagnetic phase 
transition in cobalt at room temperature,” 
Nature Mater. 10, 853 (2011). 

 
(5) K. Shimamura, D. Chiba, S. Ono, S. Fukami, 

N. Ishiwata, M. Kawaguchi, K. Kobayashi, 
and T. Ono, “Electrical control of Curie 
temperature in cobalt using an ionic liquid 
film,” Appl. Phys. Lett. 100, 122402 (2012). 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�号 Ｈ２２��０� 

InGaAs HEMTを用いたスイッチング動作型 

電力増幅器高効率化の研究 
 
［１］組織 
  代表者：楳田  洋太郎 

（東京理科大学理工学部） 
  対応者：末光  哲也 

（東北大学電気通信研究所） 
  研究費：物件費２０万３千円、旅費２０万８千円

（予算） 
 
［２］研究経過 
（１）目的 

 近年、地球環境の温暖化を抑えるために、二酸化

炭素排出量の低減が喫緊の課題となっている。中で

も、通信は多くの電力を消費するため、その低消費

電力化は等価二酸化炭素排出量の削減に大きく貢献

する。その取り組みの一つとして、ワイヤレス通信

のグリーン化の研究が盛んになりつつある。ワイヤ

レス通信の中で最も広く利用される移動体通信では、

送受信機の電力の半分以上が電力増幅器で消費され

る。このため、電力増幅器の高電力効率化はワイヤ

レス通信における等価二酸化炭素排出量削減に大き

く寄与する。本研究は、この電力増幅器の高電力効

率化のために、チャンネル材料の移動度および飽和

電子速度が高いため高速動作が可能でかつ低損失な、

InGaAs系HEMTの利用を検討する。 

 一方、近年電力増幅器のトランジスタをスイッチ

ング動作（ON/OFF動作）させることにより、線形増

幅を行いつつ理論的に効率を 100%とすることがで

きる電力増幅器の研究が精力的に行われている。し

かし、完全なスイッチング動作をさせるためにはト

ランジスタを入力する方形波に完全に追従させるこ

とが必要となり、このためにトランジスタには信号

周波数より一桁程度以上高い周波数で動作すること

が要求される。現状の電力増幅器に使用されている

Si系MOSFET、GaAs系FETでは基本周波数が2～5GHz

帯の通信に多用される周波数帯に対しても電力増幅

器としての1桁以上の速度的な余裕がないため、現

状の線形増幅を要求されるスイッチング動作型電力

増幅器の電力効率は 50%程度以下にとどまっている。

さらに、将来、近距離大容量無線通信用に期待され

ている60GGHz付近のミリ波帯では、従来のトランジ

スタではスイッチング動作させることさえ困難であ

るため、効率はさらに低下する。しかし、常温で最

も高速動作特性に優れたトランジスタである

InGaAs系 HEMTをスイッチング動作型電力増幅器に

適用することにより、5GHz以下の周波数帯では50%

を大幅に上回る電力効率が得られるものと期待され

る。また、ミリ波帯においてもスイッチング動作型

電力増幅器を構成することが可能となるため、低い

周波数帯と同様の高い電力効率が得られると期待で

きる。さらに、InGaAs 系 HEMTは材料の移動度が高

いため抵抗が小さいくなり、この点でも高効率電力

増幅が期待できる。 

（２）概要 

 本プロジェクトは、本年度が第２年度であった。

昨年度は、末光哲也准教授の開発した InGaAs 
HEMT プロセスに対し二層配線工程および抵抗・

キャパシタ追加のための助言を行うとともに、集積

回路設計に必要なレイアウト規則の作成を行った。

また、スイッチング動作型送信機に関しては、提案

するI-Qチャンネル交互出力直交アップコンバージ

ョン型送信機を従来の包絡線パルス幅変調送信機と

特性比較を行い、再現性の良いディジタル回路の利

点を持つのみでなく、一部性能の低下はあるもの十

分実用的な特性を持つことを示した。さらに、高電

力効率特性を維持しつつスイッチング動作型送信機

の課題である量子化雑音を低減できるトランスバー

サルフィルタ型電力増幅器を提案し、その効果を計

算機シミュレーションにより示した．一方、電力増

幅器単体としては、代表的なRF 用スイッチング動

作型電力増幅器である E 級増幅器の設計手法を

CMOS プロセスの素子パラメータを用いて確立し

た。なお、InGaAs HEMTの高速性を生かすための

送信機以外の回路応用の候補として、光デバイスの

高速変調駆動回路、およびアナログ演算高速フーリ

エ変換器についても設計技術の蓄積を行った。 
 平成２３年度は、InGaAs HEMTを用いたスイッ

チング動作型（E級）電力増幅器の電力効率を、作

製した大信号モデルを用いた回路シミュレーション

により評価し、60GHz においてドレイン効率 75%
と高い結果を得た[成果資料(1)]。また、スイッチン

グ動作型電力増幅器の構成法に関しては、高効率と

線形性を両立する包絡線パルス幅変調方式にスイッ

チング電力増幅器を組み合わせた場合の電力効率お

よび変調精度（EVM）の回路シミュレーションによ

 

る評価を行い、良好な結果を得た[成果資料(2), (3)]。
さらに、包絡線パルス幅変調送信機に比べ大きく電

力効率が低下するI-Qチャンネル交互出力直交アッ

プコンバージョン型送信機の欠点を改善するため、

正負一ビット直交交互出力型送信機を提案し、包絡

線パルス幅変調送信機の 82%の効率が得られるこ

とを示した[成果資料(4)]。また、トランスバーサル

フィルタ型電力増幅器の特性を、電力増幅器として

E級増幅器を用いた場合について回路シミュレーシ

ョンにより評価し、この増幅器は量子化雑音のみを

低減することを示した [成果資料(5)]。一方、高出力

電力化を実現する直列均等分圧回路の検討[成果資

料(6)]、および大振幅回路の一応用としての可視光

通信のための可視光 LED の高速駆動検討を行った

[成果資料(7)]。これらと平行し、InGaAs HEMTの

回路試作に向けた準備として、レイアウト設計環境

の整備を進めた。 
 平成２４年度は、これらの成果をもとに、InGaAs

系 HEMT を用いたスイッチング動作型電力増幅器の

設計、試作を行う予定である。具体的には、今年度

までに確立したE級増幅器の設計法を適用して、末

光准教授の下でInGaAs系HEMT集積回路として試作

を行うとともに、試作された回路を当研究室におい

て評価する予定である。また、InGaAs系 HEMTの高

速性を活かすため、他の回路への適用についても検

討を行う。 

（４）研究打合せの開催状況 

 本プロジェクト研究における平成 23 年度中の研

究打合せの概要を下記に記す。 

・第１回研究打合せ 
日時：平成23年8月5日（金）13～17時 
場所：東北大学電気通信研究所 
出席者：末光哲也（東北大学准教授）、吉田智洋（東

北大学修士 2 年）、小林健悟（東北大学学部 4 年）、

楳田洋太郎（東京理科大学教授）、岸俊樹（東京理科

大学修士1年）、藤岡翔太（同左） 
打合せ内容： 
 東京理科大学から、DC、Sパラメータ測定から

求めた InGaAs 系HEMT の小信号等価回路につ

いて報告があった。また交差配線容量の回路性能

への影響についての説明があった。 
・第2回研究打合せ 
日時：平成23年11月11日（金）13～17時 
場所：東北大学電気通信研究所 
出席者：末光哲也（東北大学准教授）、吉田智洋（東

北大学修士 2 年）、小林健悟（東北大学学部 4 年）、

楳田洋太郎（東京理科大学教授）、岸俊樹（東京理科

大学修士1年）、藤岡翔太（同左）、瀬川智子（東京

理科大学学部4年）、小山雅史（同左） 

打合せ内容： 
電気通信研究所より、受動素子設計の進捗状況

について説明があった。東京理科大学からは、

InGaAs系HEMT IC設計のためのCAD構築状

況について説明が行われた。 
・第3回研究打合せ 
日時：平成24年1月25日（水）13～16時 
場所：東北大学電気通信研究所 
出席者：末光哲也（東北大学准教授）、吉田智洋（東

北大学修士 2 年）、小林健悟（東北大学学部 4 年）、

楳田洋太郎（東京理科大学教授）、小山雅史（同左） 
打合せ内容： 
電気通信研究所より、MIM キャパシタの進捗

状況について説明があった。東京理科大学からは、

InGaAs 系 HEMT の小信号・大信号回路モデル

の作成、およびこれらを用いて設計したスイッチ

ング型電力増幅器の特性について報告が行われた。 
 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は、以下に示す研究成果が得られた。 

 第１に、InGaAs HEMTを用いたスイッチング動作

型電力増幅器の電力効率を、作製した大信号モデルを

用いた回路シミュレーションにより評価した[成果資

料(1)]。まず、試作したInGaAs HEMTのSパラメータ

を測定し、これを元に小信号等価回路を作成した。さ

らに、I-V特性の測定と合わせて、InGaAs HEMTの
大信号等価回路を作成した。さらに、この大信号等価

回路を用いてスイッチング動作型電力増幅器（E級増

幅器）の回路シミュレーションを行った結果、60GHz
においてドレイン効率75%を得た。低い周波数ほど高

効率を得ることが容易なことから、60GHz以下では、

InGaAs HEMTを用いることにより75%以上の高い

ドレイン効率が得られる見通しである。 
 第２に、スイッチング動作型電力増幅器の構成法

に関しては、高効率と線形性を両立する包絡線パル

ス幅変調方式にE級増幅器を組み合わせた場合につ

いて、電力効率および変調精度（EVM）の回路シミ

ュレーションによる評価を行った[成果資料 (2), 
(3)]。その結果、E級電力増幅器の出力信号に歪はあ

るものの、提案する歪補償により高い電力効率と良

好なEVMが同時に得られることが示された。 
 第３に、包絡線パルス幅変調送信機に比べ大きく

電力効率が低下することが判明したI-Qチャンネル

交互出力直交アップコンバージョン型送信機の欠点

を改善するため、正負一ビット直交交互出力型送信

機を提案し、回路シミュレーションによる評価を行

った。その結果、正負一ビット直交交互出力型送信

機は、再現性の良いディジタル回路の利点を保持し
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�号 Ｈ２２��０� 

InGaAs HEMTを用いたスイッチング動作型 

電力増幅器高効率化の研究 
 
［１］組織 
  代表者：楳田  洋太郎 

（東京理科大学理工学部） 
  対応者：末光  哲也 

（東北大学電気通信研究所） 
  研究費：物件費２０万３千円、旅費２０万８千円

（予算） 
 
［２］研究経過 
（１）目的 

 近年、地球環境の温暖化を抑えるために、二酸化

炭素排出量の低減が喫緊の課題となっている。中で

も、通信は多くの電力を消費するため、その低消費

電力化は等価二酸化炭素排出量の削減に大きく貢献

する。その取り組みの一つとして、ワイヤレス通信

のグリーン化の研究が盛んになりつつある。ワイヤ

レス通信の中で最も広く利用される移動体通信では、

送受信機の電力の半分以上が電力増幅器で消費され

る。このため、電力増幅器の高電力効率化はワイヤ

レス通信における等価二酸化炭素排出量削減に大き

く寄与する。本研究は、この電力増幅器の高電力効

率化のために、チャンネル材料の移動度および飽和

電子速度が高いため高速動作が可能でかつ低損失な、

InGaAs系HEMTの利用を検討する。 

 一方、近年電力増幅器のトランジスタをスイッチ

ング動作（ON/OFF動作）させることにより、線形増

幅を行いつつ理論的に効率を 100%とすることがで

きる電力増幅器の研究が精力的に行われている。し

かし、完全なスイッチング動作をさせるためにはト

ランジスタを入力する方形波に完全に追従させるこ

とが必要となり、このためにトランジスタには信号

周波数より一桁程度以上高い周波数で動作すること

が要求される。現状の電力増幅器に使用されている

Si系MOSFET、GaAs系FETでは基本周波数が2～5GHz

帯の通信に多用される周波数帯に対しても電力増幅

器としての1桁以上の速度的な余裕がないため、現

状の線形増幅を要求されるスイッチング動作型電力

増幅器の電力効率は 50%程度以下にとどまっている。

さらに、将来、近距離大容量無線通信用に期待され

ている60GGHz付近のミリ波帯では、従来のトランジ

スタではスイッチング動作させることさえ困難であ

るため、効率はさらに低下する。しかし、常温で最

も高速動作特性に優れたトランジスタである

InGaAs系 HEMTをスイッチング動作型電力増幅器に

適用することにより、5GHz以下の周波数帯では50%

を大幅に上回る電力効率が得られるものと期待され

る。また、ミリ波帯においてもスイッチング動作型

電力増幅器を構成することが可能となるため、低い

周波数帯と同様の高い電力効率が得られると期待で

きる。さらに、InGaAs 系 HEMTは材料の移動度が高

いため抵抗が小さいくなり、この点でも高効率電力

増幅が期待できる。 

（２）概要 

 本プロジェクトは、本年度が第２年度であった。

昨年度は、末光哲也准教授の開発した InGaAs 
HEMT プロセスに対し二層配線工程および抵抗・

キャパシタ追加のための助言を行うとともに、集積

回路設計に必要なレイアウト規則の作成を行った。

また、スイッチング動作型送信機に関しては、提案

するI-Qチャンネル交互出力直交アップコンバージ

ョン型送信機を従来の包絡線パルス幅変調送信機と

特性比較を行い、再現性の良いディジタル回路の利

点を持つのみでなく、一部性能の低下はあるもの十

分実用的な特性を持つことを示した。さらに、高電

力効率特性を維持しつつスイッチング動作型送信機

の課題である量子化雑音を低減できるトランスバー

サルフィルタ型電力増幅器を提案し、その効果を計

算機シミュレーションにより示した．一方、電力増

幅器単体としては、代表的なRF 用スイッチング動

作型電力増幅器である E 級増幅器の設計手法を

CMOS プロセスの素子パラメータを用いて確立し

た。なお、InGaAs HEMTの高速性を生かすための

送信機以外の回路応用の候補として、光デバイスの

高速変調駆動回路、およびアナログ演算高速フーリ

エ変換器についても設計技術の蓄積を行った。 
 平成２３年度は、InGaAs HEMTを用いたスイッ

チング動作型（E級）電力増幅器の電力効率を、作

製した大信号モデルを用いた回路シミュレーション

により評価し、60GHz においてドレイン効率 75%
と高い結果を得た[成果資料(1)]。また、スイッチン

グ動作型電力増幅器の構成法に関しては、高効率と

線形性を両立する包絡線パルス幅変調方式にスイッ

チング電力増幅器を組み合わせた場合の電力効率お

よび変調精度（EVM）の回路シミュレーションによ

 

る評価を行い、良好な結果を得た[成果資料(2), (3)]。
さらに、包絡線パルス幅変調送信機に比べ大きく電

力効率が低下するI-Qチャンネル交互出力直交アッ

プコンバージョン型送信機の欠点を改善するため、

正負一ビット直交交互出力型送信機を提案し、包絡

線パルス幅変調送信機の 82%の効率が得られるこ

とを示した[成果資料(4)]。また、トランスバーサル

フィルタ型電力増幅器の特性を、電力増幅器として

E級増幅器を用いた場合について回路シミュレーシ

ョンにより評価し、この増幅器は量子化雑音のみを

低減することを示した [成果資料(5)]。一方、高出力

電力化を実現する直列均等分圧回路の検討[成果資

料(6)]、および大振幅回路の一応用としての可視光

通信のための可視光 LED の高速駆動検討を行った

[成果資料(7)]。これらと平行し、InGaAs HEMTの

回路試作に向けた準備として、レイアウト設計環境

の整備を進めた。 
 平成２４年度は、これらの成果をもとに、InGaAs

系 HEMT を用いたスイッチング動作型電力増幅器の

設計、試作を行う予定である。具体的には、今年度

までに確立したE級増幅器の設計法を適用して、末

光准教授の下でInGaAs系HEMT集積回路として試作

を行うとともに、試作された回路を当研究室におい

て評価する予定である。また、InGaAs系 HEMTの高

速性を活かすため、他の回路への適用についても検

討を行う。 

（４）研究打合せの開催状況 

 本プロジェクト研究における平成 23 年度中の研

究打合せの概要を下記に記す。 

・第１回研究打合せ 
日時：平成23年8月5日（金）13～17時 
場所：東北大学電気通信研究所 
出席者：末光哲也（東北大学准教授）、吉田智洋（東

北大学修士 2 年）、小林健悟（東北大学学部 4 年）、

楳田洋太郎（東京理科大学教授）、岸俊樹（東京理科

大学修士1年）、藤岡翔太（同左） 
打合せ内容： 
 東京理科大学から、DC、Sパラメータ測定から

求めた InGaAs 系HEMT の小信号等価回路につ

いて報告があった。また交差配線容量の回路性能

への影響についての説明があった。 
・第2回研究打合せ 
日時：平成23年11月11日（金）13～17時 
場所：東北大学電気通信研究所 
出席者：末光哲也（東北大学准教授）、吉田智洋（東

北大学修士 2 年）、小林健悟（東北大学学部 4 年）、

楳田洋太郎（東京理科大学教授）、岸俊樹（東京理科

大学修士1年）、藤岡翔太（同左）、瀬川智子（東京

理科大学学部4年）、小山雅史（同左） 

打合せ内容： 
電気通信研究所より、受動素子設計の進捗状況

について説明があった。東京理科大学からは、

InGaAs系HEMT IC設計のためのCAD構築状

況について説明が行われた。 
・第3回研究打合せ 
日時：平成24年1月25日（水）13～16時 
場所：東北大学電気通信研究所 
出席者：末光哲也（東北大学准教授）、吉田智洋（東

北大学修士 2 年）、小林健悟（東北大学学部 4 年）、

楳田洋太郎（東京理科大学教授）、小山雅史（同左） 
打合せ内容： 
電気通信研究所より、MIM キャパシタの進捗

状況について説明があった。東京理科大学からは、

InGaAs 系 HEMT の小信号・大信号回路モデル

の作成、およびこれらを用いて設計したスイッチ

ング型電力増幅器の特性について報告が行われた。 
 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は、以下に示す研究成果が得られた。 

 第１に、InGaAs HEMTを用いたスイッチング動作

型電力増幅器の電力効率を、作製した大信号モデルを

用いた回路シミュレーションにより評価した[成果資

料(1)]。まず、試作したInGaAs HEMTのSパラメータ

を測定し、これを元に小信号等価回路を作成した。さ

らに、I-V特性の測定と合わせて、InGaAs HEMTの
大信号等価回路を作成した。さらに、この大信号等価

回路を用いてスイッチング動作型電力増幅器（E級増

幅器）の回路シミュレーションを行った結果、60GHz
においてドレイン効率75%を得た。低い周波数ほど高

効率を得ることが容易なことから、60GHz以下では、

InGaAs HEMTを用いることにより75%以上の高い

ドレイン効率が得られる見通しである。 
 第２に、スイッチング動作型電力増幅器の構成法

に関しては、高効率と線形性を両立する包絡線パル

ス幅変調方式にE級増幅器を組み合わせた場合につ

いて、電力効率および変調精度（EVM）の回路シミ

ュレーションによる評価を行った[成果資料 (2), 
(3)]。その結果、E級電力増幅器の出力信号に歪はあ

るものの、提案する歪補償により高い電力効率と良

好なEVMが同時に得られることが示された。 
 第３に、包絡線パルス幅変調送信機に比べ大きく

電力効率が低下することが判明したI-Qチャンネル

交互出力直交アップコンバージョン型送信機の欠点

を改善するため、正負一ビット直交交互出力型送信

機を提案し、回路シミュレーションによる評価を行

った。その結果、正負一ビット直交交互出力型送信

機は、再現性の良いディジタル回路の利点を保持し
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つつ、包絡線パルス幅変調送信機と比較し十分実用

的な 82%の高効率が得られることを示した[成果資

料(4)]。 
 第４に、中心周波数および帯域幅を広帯域に可変

することが可能な特徴を持つトランスバーサルフィ

ルタ型電力増幅器の特性を、電力増幅器としてE級

増幅器を用いた場合について回路シミュレーション

により評価した。その結果、この増幅器は信号をほ

とんど減衰させず、量子化雑音のみを低減すること

を示した [成果資料(5)]。これにより、出力における

量子化雑音の抑圧が不十分となり、他の通信に干渉

を与えやすいスイッチング動作型電力増幅器の欠点

を改善できる見通しを得た。 
 以上の成果に加えて、電力増幅器の電圧振幅の拡

大による高出力電力化を可能とする直列均等分圧回

路の基板バイアス効果補正法を提案するとともに

[成果資料(6)]、大振幅回路の一応用として、可視光

通信のための可視光 LED の高速駆動回路の集積回

路化を行った[成果資料(7)]。これらと平行し、

InGaAs HEMT の回路試作に向けた準備として、

InGaAs系HEMTプロセスの層構成の設計用CAD
への実装等、レイアウト設計環境の整備を進めた。 
（３－２）波及効果と発展性など 
 波及効果については、スイッチング動作型電力増

幅器をInGaAs系HEMTプロセスを用いて作製するこ

とにより、マイクロ波帯で電力効率が 50%を大幅に

上回ることが期待される。具体的には、5GHz帯で効

率 70%以上の線形増幅の実現を目標とする。これに

より、移動体通信における電力消費を大幅に低減す

ることが期待できる。また、60GHz 付近のミリ波帯

近距離大容量無線通信においても、高効率なスイッ

チング動作型電力増幅器を構成することにより、電

力効率の大幅な向上が期待できる。これらにより、

ワイヤレス通信のグリーン化に貢献するとともに、

等価二酸化炭素排出量の削減に寄与する。 

 一方、本プロジェクト研究ではInGaAs系HEMT
の集積回路試作に必要な製造プロセスの開発、およ

び設計 CAD システムの構築を行っており、これら

の作業は、現在、東北大学電気通信研究所と東京理

科大学理工学部の間で行われている。これらが完成

し、InGaAs 系 HEMT を用いた集積回路の試作の

環境が整えば、多くの研究機関の回路設計研究者に

本集積回路プロセスを用いた回路試作の希望を募り、

本プロセスを用いた超高速、高効率回路の研究を大

きく展開することができると考えている。さらに、

本研究の当面の目標は電力増幅器の高効率化である

が、一度試作プロセスと設計用 CAD システムが完

成すれば、さらに InGaAs 系HEMT の超高速性を

生かしたテラヘルツ領域で動作する電子回路の研究

を開始することができる。これにより、近い将来こ

の方面でも本プロジェクトが多くの研究者を引き付

け、これまであまり例のないテラヘルツ領域での電

子回路応用という新たな研究領域を開拓できると期

待している。 
 

［４］成果資料 
（１） 小山雅史、“InGaAs HEMTを用いた高効率

スイッチング動作型電力増幅器の設計,” 平成23年

度共同プロジェクト研究発表会（江陽グランドホテ

ル，宮城県仙台市），2012年3月（ポスター発表）． 
（２）藤岡翔太，楳田洋太郎，田久 修，“直交振幅

変調信号を包絡線パルス幅変調した時のE級電力増

幅器の歪補償，” 信学技報, vol. 111, no. 374, 
MW2011-149, pp. 41-46, 電子情報通信学会 マイ

クロ波研究会（MW）（機械振興会館，東京都港区），

2012年1月（謝辞の記載有り）． 
（３）藤岡翔太，楳田洋太郎，田久 修，“直交振幅

変調信号を包絡線パルス幅変調した時のE級電力増

幅器の 3 段階歪補償，” 電子情報通信学会 2012
年総合大会（岡山大学津島キャンパス，岡山県岡山

市），C-2-23，2012年3月（謝辞の記載有り）． 
（４）和泉宏典，小島通彰，楳田洋太郎，田久 修，

“包絡線パルス幅変調送信機と正負一ビット直交交

互出力型送信機の特性比較，” 信学技報, vol. 111, 
no. 451, RCS2011-375, pp. 353-359, 電子情報通信

学会 無線通信システム研究会（RCS）（横須賀リサ

ーチパーク（YRP），神奈川県横須賀市），2012年3
月（謝辞の記載有り）． 
（５）小島通彰，和泉宏典，楳田洋太郎，田久 修，

“スイッチング動作型送信機の応用へ向けたトラン

スバーサルフィルタ型電力増幅器の検討，” 信学技

報，vol. 111, no. 451, RCS2011-374, pp. 347-352, 
電子情報通信学会 無線通信システム研究会（RCS），
（横須賀リサーチパーク（YRP），神奈川県横須賀

市）2012年3月（謝辞の記載有り）． 
（６）岸俊樹，田中拓行、楳田洋太郎、“分圧モニタ

ーを用いた直列均等分圧回路の分圧不均等の補正、” 
信学技報, vol. 111, no. 242, CAS2011-55, pp. 
129-134,，電子情報通信学会 回路とシステム研究会

（静岡大学工学部浜松キャンパス, 静岡県浜松市），

2011年10月（謝辞の記載有り）． 
（７）岸俊樹，楳田洋太郎、“CMOS インバータを

用いた残留キャリア引き抜きによる可視光通信用

LED高速駆動の検討,” 信学技報, vol. 111, no. 151, 
ICD2011-38, pp. 137-142, 電子情報通信学会集積

回路研究会（広島工業大学、広島県広島市），2011
年7月（謝辞の記載有り）． 
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［２］研究経過 
本研究の目的は、電子トンネルの非弾性トンネリ

ング励起発光と光と電子トンネリングの相互作用を

利用した光検出の研究を行い、新奇なナノ情報デバ

イスへの展開を図ることにある。 
電子トンネリングを活用した発光素子は30年以上

も前の 1970 年代から 80 年代にかけて金属-酸化膜-
金属（M-I-M）構造を持つ平面接合で活発に研究さ

れた。この発光機構の最大の特長は発光周波数がバ

イアス電圧で決まる点にある。バイアス電圧値の制

御により、長波からミリ波、可視、そして紫外まで

の任意の波長域の光を発生させることができる。こ

の特性を活かし、例えば白色光源を目指した研究が

活発になされたが、実用化には至らなかった。これ

は、発光効率が高くできなかったのが主たる原因で

ある。 
1980代に入り、走査型トンネル顕微鏡（STM）が

発明された。STM も M-I-M 構造を有するので同様

に発光するが、M-I-Mと大きく異なったのは発光効

率である。STM の動作電流は M-I-M 接合のそれの

約６桁小さいにも拘わらず、同程度の発光強度が得

られる。すなわち、STM の構造をとることにより、

発光効率が劇的に改善される（STM のアンテナ効

果）。最近の研究により、効率向上の物理的要因がよ

く理解されるようになり、エンジニアリング的に発

光強度を向上させる最適設計も可能になったと考え

ている。 
また、光が電子トンネリングに与える効果（たと

えば、光起電力、光整流、光誘起トンネリング等）

も古くから知られた現象であるが、これらの効果を

検出するためには「多数の光子」が必要であった。

STM の探針-試料構造は強い光増強効果をもたらす

ことが知られており、STM構造を有する検出素子を

最適設計することにより、微弱光検出への応用も可

能になると考えている。 
以上の様な背景のもとに、本共同プロジェクト研

究を企画した。電子トンネルにより励起される発光

は周波数帯によらず一種の双極子放射と考えられて

いる。この観点から、従来から研究されている可視

域と本プロジェクト研究で対象とするテラヘルツ域

での電子トンネル発光を比較すると次のようになる。

電子トンネルによる双極子の励起は、バイアス電圧

を Vo、光子エネルギーを ω とすると、ω ≤ eVo を

満たす領域でなされる（ここで、e は素電荷）。さら

に、従来の電子トンネル・ギャップの配置では、そ

のスペクトルは長波長（低振動数）側に向かって線

形に増大するので本研究目的にとって障害とはなら

ないが、目的とする波長域に励起が集中されること

がより好ましい。一方、双極子からの電磁波の放射

効率は周波数の４乗に比例する。従って、本研究プ

ロジェクトの最も重要な点は、双極子の生成効率を

劇的に向上させ、可視からテラヘルツ領域に移った

際の双極子放射の効率低下をいかに補うかにある。

平成 22 年度に行った電子トンネル発光の誘電関数

理論による解析から、表面フォノン・ポラリトンを

介した電子トンネル発光により該当周波数領域で高

い（双極子の）生成効率が達成されることがわかっ

ていた。以上から本プロジェクト研究の課題は、（１）

強い表面フォノン・ポラリトン放射を示す材料の探

索、（２）電磁波放射効率向上のための最適アンテナ

設計、（３）目的とする周波数領域のみに双極子を励

起する電子トンネリング制御と整理された。 
課題（１）に関しては GaAs の表面フォノン・ポ

ラリトンを介した発光が検出可能なレベルに到達し

うることが理論解析より示唆され、電気通信研究所
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つつ、包絡線パルス幅変調送信機と比較し十分実用

的な 82%の高効率が得られることを示した[成果資

料(4)]。 
 第４に、中心周波数および帯域幅を広帯域に可変

することが可能な特徴を持つトランスバーサルフィ

ルタ型電力増幅器の特性を、電力増幅器としてE級

増幅器を用いた場合について回路シミュレーション

により評価した。その結果、この増幅器は信号をほ

とんど減衰させず、量子化雑音のみを低減すること

を示した [成果資料(5)]。これにより、出力における

量子化雑音の抑圧が不十分となり、他の通信に干渉

を与えやすいスイッチング動作型電力増幅器の欠点

を改善できる見通しを得た。 
 以上の成果に加えて、電力増幅器の電圧振幅の拡

大による高出力電力化を可能とする直列均等分圧回

路の基板バイアス効果補正法を提案するとともに

[成果資料(6)]、大振幅回路の一応用として、可視光

通信のための可視光 LED の高速駆動回路の集積回

路化を行った[成果資料(7)]。これらと平行し、

InGaAs HEMT の回路試作に向けた準備として、

InGaAs系HEMTプロセスの層構成の設計用CAD
への実装等、レイアウト設計環境の整備を進めた。 
（３－２）波及効果と発展性など 
 波及効果については、スイッチング動作型電力増

幅器をInGaAs系HEMTプロセスを用いて作製するこ

とにより、マイクロ波帯で電力効率が 50%を大幅に

上回ることが期待される。具体的には、5GHz帯で効

率 70%以上の線形増幅の実現を目標とする。これに

より、移動体通信における電力消費を大幅に低減す

ることが期待できる。また、60GHz 付近のミリ波帯

近距離大容量無線通信においても、高効率なスイッ

チング動作型電力増幅器を構成することにより、電

力効率の大幅な向上が期待できる。これらにより、

ワイヤレス通信のグリーン化に貢献するとともに、

等価二酸化炭素排出量の削減に寄与する。 

 一方、本プロジェクト研究ではInGaAs系HEMT
の集積回路試作に必要な製造プロセスの開発、およ

び設計 CAD システムの構築を行っており、これら

の作業は、現在、東北大学電気通信研究所と東京理

科大学理工学部の間で行われている。これらが完成

し、InGaAs 系 HEMT を用いた集積回路の試作の

環境が整えば、多くの研究機関の回路設計研究者に

本集積回路プロセスを用いた回路試作の希望を募り、

本プロセスを用いた超高速、高効率回路の研究を大

きく展開することができると考えている。さらに、

本研究の当面の目標は電力増幅器の高効率化である

が、一度試作プロセスと設計用 CAD システムが完

成すれば、さらに InGaAs 系HEMT の超高速性を

生かしたテラヘルツ領域で動作する電子回路の研究

を開始することができる。これにより、近い将来こ

の方面でも本プロジェクトが多くの研究者を引き付

け、これまであまり例のないテラヘルツ領域での電

子回路応用という新たな研究領域を開拓できると期

待している。 
 

［４］成果資料 
（１） 小山雅史、“InGaAs HEMTを用いた高効率

スイッチング動作型電力増幅器の設計,” 平成23年

度共同プロジェクト研究発表会（江陽グランドホテ

ル，宮城県仙台市），2012年3月（ポスター発表）． 
（２）藤岡翔太，楳田洋太郎，田久 修，“直交振幅

変調信号を包絡線パルス幅変調した時のE級電力増

幅器の歪補償，” 信学技報, vol. 111, no. 374, 
MW2011-149, pp. 41-46, 電子情報通信学会 マイ

クロ波研究会（MW）（機械振興会館，東京都港区），

2012年1月（謝辞の記載有り）． 
（３）藤岡翔太，楳田洋太郎，田久 修，“直交振幅

変調信号を包絡線パルス幅変調した時のE級電力増

幅器の 3 段階歪補償，” 電子情報通信学会 2012
年総合大会（岡山大学津島キャンパス，岡山県岡山

市），C-2-23，2012年3月（謝辞の記載有り）． 
（４）和泉宏典，小島通彰，楳田洋太郎，田久 修，

“包絡線パルス幅変調送信機と正負一ビット直交交

互出力型送信機の特性比較，” 信学技報, vol. 111, 
no. 451, RCS2011-375, pp. 353-359, 電子情報通信

学会 無線通信システム研究会（RCS）（横須賀リサ

ーチパーク（YRP），神奈川県横須賀市），2012年3
月（謝辞の記載有り）． 
（５）小島通彰，和泉宏典，楳田洋太郎，田久 修，

“スイッチング動作型送信機の応用へ向けたトラン

スバーサルフィルタ型電力増幅器の検討，” 信学技

報，vol. 111, no. 451, RCS2011-374, pp. 347-352, 
電子情報通信学会 無線通信システム研究会（RCS），
（横須賀リサーチパーク（YRP），神奈川県横須賀

市）2012年3月（謝辞の記載有り）． 
（６）岸俊樹，田中拓行、楳田洋太郎、“分圧モニタ

ーを用いた直列均等分圧回路の分圧不均等の補正、” 
信学技報, vol. 111, no. 242, CAS2011-55, pp. 
129-134,，電子情報通信学会 回路とシステム研究会

（静岡大学工学部浜松キャンパス, 静岡県浜松市），

2011年10月（謝辞の記載有り）． 
（７）岸俊樹，楳田洋太郎、“CMOS インバータを

用いた残留キャリア引き抜きによる可視光通信用

LED高速駆動の検討,” 信学技報, vol. 111, no. 151, 
ICD2011-38, pp. 137-142, 電子情報通信学会集積

回路研究会（広島工業大学、広島県広島市），2011
年7月（謝辞の記載有り）． 
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［２］研究経過 
本研究の目的は、電子トンネルの非弾性トンネリ

ング励起発光と光と電子トンネリングの相互作用を

利用した光検出の研究を行い、新奇なナノ情報デバ

イスへの展開を図ることにある。 
電子トンネリングを活用した発光素子は30年以上

も前の 1970 年代から 80 年代にかけて金属-酸化膜-
金属（M-I-M）構造を持つ平面接合で活発に研究さ

れた。この発光機構の最大の特長は発光周波数がバ

イアス電圧で決まる点にある。バイアス電圧値の制

御により、長波からミリ波、可視、そして紫外まで

の任意の波長域の光を発生させることができる。こ

の特性を活かし、例えば白色光源を目指した研究が

活発になされたが、実用化には至らなかった。これ

は、発光効率が高くできなかったのが主たる原因で

ある。 
1980代に入り、走査型トンネル顕微鏡（STM）が

発明された。STM も M-I-M 構造を有するので同様

に発光するが、M-I-Mと大きく異なったのは発光効

率である。STM の動作電流は M-I-M 接合のそれの

約６桁小さいにも拘わらず、同程度の発光強度が得

られる。すなわち、STM の構造をとることにより、

発光効率が劇的に改善される（STM のアンテナ効

果）。最近の研究により、効率向上の物理的要因がよ

く理解されるようになり、エンジニアリング的に発

光強度を向上させる最適設計も可能になったと考え

ている。 
また、光が電子トンネリングに与える効果（たと

えば、光起電力、光整流、光誘起トンネリング等）

も古くから知られた現象であるが、これらの効果を

検出するためには「多数の光子」が必要であった。

STM の探針-試料構造は強い光増強効果をもたらす

ことが知られており、STM構造を有する検出素子を

最適設計することにより、微弱光検出への応用も可

能になると考えている。 
以上の様な背景のもとに、本共同プロジェクト研

究を企画した。電子トンネルにより励起される発光

は周波数帯によらず一種の双極子放射と考えられて

いる。この観点から、従来から研究されている可視

域と本プロジェクト研究で対象とするテラヘルツ域

での電子トンネル発光を比較すると次のようになる。

電子トンネルによる双極子の励起は、バイアス電圧

を Vo、光子エネルギーを ω とすると、ω ≤ eVo を

満たす領域でなされる（ここで、e は素電荷）。さら

に、従来の電子トンネル・ギャップの配置では、そ

のスペクトルは長波長（低振動数）側に向かって線

形に増大するので本研究目的にとって障害とはなら

ないが、目的とする波長域に励起が集中されること

がより好ましい。一方、双極子からの電磁波の放射

効率は周波数の４乗に比例する。従って、本研究プ

ロジェクトの最も重要な点は、双極子の生成効率を

劇的に向上させ、可視からテラヘルツ領域に移った

際の双極子放射の効率低下をいかに補うかにある。

平成 22 年度に行った電子トンネル発光の誘電関数

理論による解析から、表面フォノン・ポラリトンを

介した電子トンネル発光により該当周波数領域で高

い（双極子の）生成効率が達成されることがわかっ

ていた。以上から本プロジェクト研究の課題は、（１）

強い表面フォノン・ポラリトン放射を示す材料の探

索、（２）電磁波放射効率向上のための最適アンテナ

設計、（３）目的とする周波数領域のみに双極子を励

起する電子トンネリング制御と整理された。 
課題（１）に関しては GaAs の表面フォノン・ポ

ラリトンを介した発光が検出可能なレベルに到達し

うることが理論解析より示唆され、電気通信研究所
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で実証実験を行うべくテラヘルツ光の計測系の準備

を進めた。また、別の実験の結果から、カルコゲン

合金も有力な材料であると期待される。一般に、表

面フォノン・ポラリトンは同じ周波数の光よりも大

きい波数を有する。すなわち、表面フォノン・ポラ

リトンとテラヘルツ光の間には波数不整合が存在し、

表面フォノン・ポラリトンは平滑な表面上では非発

光性である。従って、光との結合（すなわち放射）

効率向上のためには、波数不整合の解消が必須であ

り、このために有効な手段の一つは放射源をナノ構

造化することである。産業技術総合研究所で作製さ

れたナノ・サイズのカルコゲン合金の形状や電気特

性を電気通信研究所に設備されている走査プローブ

顕微鏡で計測した。 
課題（２）のアンテナには２つの相反する要求が

ある。一つは、すでに述べたように表面フォノン・

ポラリトンと光の波数不整合解消にはナノ・サイズ

のアンテナが適切である。一方、電磁気学的な意味

で有効なアンテナであるためには放射波長が基準と

なるサイズを有するべきである。このような相反す

る要求を満たすと期待されるアンテナ構造の電磁気

学的特性を明らかにすることを目的として、新しい

理論構築を稲岡氏と行ってきた。 
課題（３）の実現のためには、電子トンネル特性

に影響を与える表面電子状態密度を制御する必要が

ある。佐野氏は第一原理に基づく表面状態密度計算

を専門としており、固体表面の電子状態の理論計算

の観点から共同研究を行って来た。本年度は、従来

から行って来た Ni(110)表面に吸着した O 原子が表

面誘電関数に及ぼす影響についての論文の作成を行

った。 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
項目［２］に記した（１）〜（３）の研究課題に

関して平成 23 年度に得られた成果の概略を以下に

記す。 
課題（１）の GaAs 発光実験に関しては、桑原氏

と共同でテラヘルツ光計測系の準備作業を行い、ほ

ぼ完了した段解である。発光計測の結果はまだ得ら

れていない。図１はスパッター法により作成された

カルコゲン合金のプローブ顕微鏡像である。数 nm
から数 10nm に分布する微粒子が形成されているこ

とがわかる。効率的な波数不整合解消のためには数

nm サイズのナノ粒子を選択的に作成できる必要が

ある。 

 
図１ スパッター法により作成されたカルコゲン合

金のプローブ顕微鏡像。ナノ粒子が形成され

ていることが判る。 
 
課題（２）に関しては、分子振動（あるいはフォ

ノン）と放射光の結合に関する研究を集中的に行っ

た。従来の共同プロジェクト研究から、STMの探針

直下に置かれた分子の振動と電子トンネル発光の結

合機構はわかって来ていた。しかし、理論的に予測

された結合強度は、実験結果から期待される値より

も極めて小さいものであった。分子と電子トンネル

の様々な配置について結合強度を計算した結果、探

針から分子への電子トンネルが発光を励起すると考

えると、結合強度が劇的に向上することを見いだし

た（図２）。 
 

 
図２ 黒の実線が振動と結合しない場合の発光スペ

クトルで、赤と青の実線がストークス側と反

ストークス側に結合した発光スペクトルであ

る。縦軸の Zk(ω) は STM 発光スペクトルの

振幅である。左図：探針から基板への電子ト

ンネルにより発光が励起させる場合の STM
発光スペクトル（試料、探針は共にAg）であ

る。結合強度（黒と赤もしくは青の実線の強

度比）が 1%以下と極めて小さい。右図：探

針から（探針–試料間に位置する）分子への電

子トンネルにより発光が励起されると仮定し

た場合の結果。結合強度が10%以上に改善さ

れることがわかる。 
 

 

（３－２）波及効果と発展性など 
課題（１）の研究に関しては、従来よりも発光効

率が改善されたテラヘルツ光源が提供される波及効

果と発展性を期待している。課題（２）の成果は、

光で励起された振動を可視光として検出できる可能

性を示唆している。可視域では高感度・低雑音計測

技術が確立されており、光を光子一つ、二つとして

計測することも可能であり、テラヘルツ領域と比べ

て格段の高感度計測が可能である。従って、テラヘ

ルツ光で励起された振動を可視光として検出できれ

ば、従来要理も格段に感度の高いテラヘルツ検出器

の実現が期待される。 
 
［４］成果資料 
３編の論文が本共同プロジェクト研究関連成果と

して準備中であるが、平成23年度内には出版には至

っていない。 
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で実証実験を行うべくテラヘルツ光の計測系の準備

を進めた。また、別の実験の結果から、カルコゲン

合金も有力な材料であると期待される。一般に、表

面フォノン・ポラリトンは同じ周波数の光よりも大

きい波数を有する。すなわち、表面フォノン・ポラ

リトンとテラヘルツ光の間には波数不整合が存在し、

表面フォノン・ポラリトンは平滑な表面上では非発

光性である。従って、光との結合（すなわち放射）

効率向上のためには、波数不整合の解消が必須であ

り、このために有効な手段の一つは放射源をナノ構

造化することである。産業技術総合研究所で作製さ

れたナノ・サイズのカルコゲン合金の形状や電気特

性を電気通信研究所に設備されている走査プローブ

顕微鏡で計測した。 
課題（２）のアンテナには２つの相反する要求が

ある。一つは、すでに述べたように表面フォノン・

ポラリトンと光の波数不整合解消にはナノ・サイズ

のアンテナが適切である。一方、電磁気学的な意味

で有効なアンテナであるためには放射波長が基準と

なるサイズを有するべきである。このような相反す

る要求を満たすと期待されるアンテナ構造の電磁気

学的特性を明らかにすることを目的として、新しい

理論構築を稲岡氏と行ってきた。 
課題（３）の実現のためには、電子トンネル特性

に影響を与える表面電子状態密度を制御する必要が

ある。佐野氏は第一原理に基づく表面状態密度計算

を専門としており、固体表面の電子状態の理論計算

の観点から共同研究を行って来た。本年度は、従来

から行って来た Ni(110)表面に吸着した O 原子が表

面誘電関数に及ぼす影響についての論文の作成を行

った。 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
項目［２］に記した（１）〜（３）の研究課題に

関して平成 23 年度に得られた成果の概略を以下に

記す。 
課題（１）の GaAs 発光実験に関しては、桑原氏

と共同でテラヘルツ光計測系の準備作業を行い、ほ

ぼ完了した段解である。発光計測の結果はまだ得ら

れていない。図１はスパッター法により作成された

カルコゲン合金のプローブ顕微鏡像である。数 nm
から数 10nm に分布する微粒子が形成されているこ

とがわかる。効率的な波数不整合解消のためには数

nm サイズのナノ粒子を選択的に作成できる必要が

ある。 

 
図１ スパッター法により作成されたカルコゲン合

金のプローブ顕微鏡像。ナノ粒子が形成され

ていることが判る。 
 
課題（２）に関しては、分子振動（あるいはフォ

ノン）と放射光の結合に関する研究を集中的に行っ

た。従来の共同プロジェクト研究から、STMの探針

直下に置かれた分子の振動と電子トンネル発光の結

合機構はわかって来ていた。しかし、理論的に予測

された結合強度は、実験結果から期待される値より

も極めて小さいものであった。分子と電子トンネル

の様々な配置について結合強度を計算した結果、探

針から分子への電子トンネルが発光を励起すると考

えると、結合強度が劇的に向上することを見いだし

た（図２）。 
 

 
図２ 黒の実線が振動と結合しない場合の発光スペ

クトルで、赤と青の実線がストークス側と反

ストークス側に結合した発光スペクトルであ

る。縦軸の Zk(ω) は STM 発光スペクトルの

振幅である。左図：探針から基板への電子ト

ンネルにより発光が励起させる場合の STM
発光スペクトル（試料、探針は共にAg）であ

る。結合強度（黒と赤もしくは青の実線の強

度比）が 1%以下と極めて小さい。右図：探

針から（探針–試料間に位置する）分子への電

子トンネルにより発光が励起されると仮定し

た場合の結果。結合強度が10%以上に改善さ

れることがわかる。 
 

 

（３－２）波及効果と発展性など 
課題（１）の研究に関しては、従来よりも発光効

率が改善されたテラヘルツ光源が提供される波及効

果と発展性を期待している。課題（２）の成果は、

光で励起された振動を可視光として検出できる可能

性を示唆している。可視域では高感度・低雑音計測

技術が確立されており、光を光子一つ、二つとして

計測することも可能であり、テラヘルツ領域と比べ

て格段の高感度計測が可能である。従って、テラヘ

ルツ光で励起された振動を可視光として検出できれ

ば、従来要理も格段に感度の高いテラヘルツ検出器

の実現が期待される。 
 
［４］成果資料 
３編の論文が本共同プロジェクト研究関連成果と

して準備中であるが、平成23年度内には出版には至

っていない。 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択番号 Ｈ22／A06 

 

負のスピン分極材料を用いた 
スピントロニクスデバイスの研究 

 
 
［１］組織 
  代表者：角田  匡清 

（東北大学大学院工学研究科） 
  対応者：白井 正文 

（東北大学電気通信研究所） 
分担者： 

佐久間昭正 (東北大学大学院工学研究科) 
浅野 秀文 (名古屋大学工学研究科) 
壬生 攻   (名古屋工業大学大学院工学

研究科) 
末益 崇 （筑波大学数理物質科学研究

科） 
古門 聡士（静岡大学工学部） 
磯上 慎二（福島工業高等専門学校） 
中村 哲也 (高輝度光科学研究センター) 

 
   研究費：物件費22万6千円，旅費36万7千円 
 
［２］研究経過 
巨大磁気抵抗（ ）効果およびトンネル磁気抵抗

（ ）効果を示すスピンバルブ型強磁性金属積層膜

が、ハードディスク再生ヘッドならびに磁気ランダ

ムアクセスメモリ（ ）等のスピント

ロニクスデバイス応用されている。実用化されてい

るスピンバルブ積層膜の強磁性材料は、通常、多数

スピン電子が伝導を担う“正のスピン分極”を持つ。

これに対して、少数スピン電子が伝導を担う“負の

スピン分極”材料を用いることで、新奇なデバイス

特性が期待される。研究代表者らは近年’ で理

論予測された負のスピン分極を実験的に確認すると

もに、その異方性磁気抵抗（ ）効果に興味深い磁

気的相転移現象が生じることを見出している。

そこで本研究では、’ の物性解明と同材料を

用いたスピントロニクスデバイスの特性開発を行う

こととした。具体的には、負のスピン分極を有する

’ 薄膜の高品質成膜ならびに同薄膜の磁気な

らびに磁気輸送特性の評価を行った。また、高品質

’ 薄膜薄膜と通常の正のスピン分極を有する

遷移金属・合金（ など）薄膜を強磁

性電極に用いたスピンバルブ型 積層膜を作製し、

微細加工した同積層膜の磁気抵抗効果ならびにスピ

ントランスファー効果による磁化反転特性について

検討を行った。また、’ の類型窒化物薄膜材料

の新規探査を行い、その磁気ならびに輸送特性につ

いて検討した。東北大学においてはスパッタ法によ

る試料成膜と微細加工、ならびに窒化物材料の磁気

特性の理論計算を行った。蒸着法による高品質薄膜

成長（筑波大）、分極評価（名古屋大）、局所磁性観

測（名古屋工業大）、界面状態・電子状態評価

（ ）、デバイス特性評価（福島高専）、伝導

理論研究（静岡大）は各研究分担者の機関にて行っ

た。さらに、研究分担者を一堂に会して下記の研究

会を開催し、研究成果に関する討論を行い、これま

での研究知見・手法などの研究資源の整理と共有化

を図った。 
 
○第2回研究会（非公開） 
日時：平成24年2月21日（火） 
場所：東北大学電気通信研究所2号館W214セミナ

ー室 
プログラム： 
『スパッタ法で作製した Mn4N 薄膜の磁気特性と
異方性磁気抵抗効果』  

（東北大学工学研究科 角田匡清） 
『MBE法で作製したCo4N薄膜の磁気特性と異方
性磁気抵抗効果』 

（筑波大学応用理工学類 末益崇） 
『Fe4N薄膜の放射光メスバウアー分光』 

（名古屋工業大学工学研究科 壬生攻） 
『異方性磁気抵抗効果の理論的研究』 

（静岡大学工学部 古門聡士） 
『鉄窒化物電極トンネル磁気抵抗素子の伝導特性に

関する理論計算』 
（東北大学電気通信研究所 永田絵梨子） 

『負のスピン分極を有するFe4N薄膜の磁気緩和定
数』 （福島工業高等専門学校 磯上慎二） 

 
 

 

］成果

（3―1）研究成果 
本年度は、以下に示す研究成果を得た。 

(a) 擬単結晶薄膜の異方性磁気抵抗効果 
 我々はこれまでに、’-Fe4N多結晶薄膜で負の異
方性磁気抵抗（AMR）効果が観測されることを見出
し、拡張した二流体モデルにより解析を行った結果、

Fe4N薄膜の負の AMR効果は、理論予測された少
数スピン伝導の証拠であることを示した。また、

AMR効果の温度依存性を測定した結果、50 K以下
の温度でFe4N薄膜のAMR変化率の大きさが急激
に増大することも見出している。本年度の研究では、

これまでの報告に引き続き、類型材料であるMn4N
擬単結晶薄膜を作製し、そのAMR効果について検
討を行った。スパッタ法によりMgO(100)単結晶基
板上に形成した100 nm厚のMn4N擬単結晶薄膜を
フォトリソグラフィーならびにイオンミリングの手

法で Mn4N[100]ならびに[110]方位と平行になるよ
うにストライプ状に加工した。室温～5K の各測定
温度において、50 kOeの磁場印加下で、直流 4端
子法で電気抵抗率の磁場印加角度依存性（以下

AMR曲線）を測定した。 

図１に異方性磁気抵抗効果の測定結果を示す。

低温における AMR 比は負の値を示している。
Mn4N のバンド構造を見ると、フェルミ準位にお
ける3d軌道の状態密度はD↑(EF) > D↓(EF)となっ
ている。このことと、後述するAMR効果の理論
研究の帰結から、Mn4N 薄膜では、多数（↑）ス
ピン電子が伝導を主に担っていることが示唆さ

れた。また、Fe4N薄膜に比較してAMR比の大き
さは小さいが測定電流をMn4N[100]方向に流した
場合には、50K以下の温度でAMR比の急激な増
大が観測された。この変化は Fe4N 薄膜の場合と
同様であり、50Ｋ以下の温度でスピン－軌道相互
作用に関わる何らかの大きな変化が起きている

ことが示唆される。 
AMR曲線を詳しく見ると、100Ｋ以下の温度で
は、電気抵抗の印加磁界角度（）依存性に、cos 4
成分が徐々に重畳してくることが判る。このよう

な実験的知見から、低温における異方性磁気抵抗

効果の変化は、結晶方位に対する磁気モーメント

の向きによってMn4Nの各 3d軌道の占有状態が
変化する結果として、フェルミ準位における各3d
軌道の状態密度が変化し、s-d 散乱に影響を及ぼ
した結果であると現在考えている。 
 

 種々の強磁性体の異方性磁気抵抗効果の理論的
研究

特定の強磁性体を対象としてAMR効果に関する
従来の理論（Campbell, Fert, Jaoul（CFJ模型）、
Malozemoff 模型）を拡張することで、種々の強磁
性体のAMR比の符号を説明できる理論を提案した。
本理論の模型は，スピン偏極した伝導電子（従来理

論では考慮されなかったρsσとρsσ→dςを導入）と局

在d電子から成り、d電子はスピン軌道相互作用と
交換分裂エネルギーを持つ。本理論に基づいて抵抗

率と AMR 比の一般式を導出した結果、主要な s-d
散乱過程とAMR比の正負の間の以下の関係を見出
した。（以下では，sσ→dςはσスピンの伝導電子が
ςスピンの d 状態内のσスピン成分へ散乱される過
程を表しており、この散乱においてσスピンは保存

される。） 
・主要な s-d散乱が s↑→ d↓ or  s↓→ d↑のと
き，正のAMR比を示す。これはλL・Sによって
混ざったd軌道(存在確率)の追加分(符号は＋)が関
係している。 
・主要な s-d散乱が s↑→ d↑ or  s↓→ d↓のと
き，負のAMR比を示す。これはλL・Sによって
他のd軌道が混じり，もともとのd軌道(存在確率)
が減少したこと(符号は－)が関係している。 
また、本理論を用いて、ρs↓/ρs↑を考慮に入れて

図1．擬単結晶Mn4N薄膜の異方性磁気抵抗効果 
抵抗の印加磁界角度依存性（上段：電流と磁界が平行な場

合を=0としている）ならびに異方性磁気抵抗変化率の測定
温度依存性（下段） 
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［１］組織 
  代表者：角田  匡清 

（東北大学大学院工学研究科） 
  対応者：白井 正文 

（東北大学電気通信研究所） 
分担者： 

佐久間昭正 (東北大学大学院工学研究科) 
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科） 
古門 聡士（静岡大学工学部） 
磯上 慎二（福島工業高等専門学校） 
中村 哲也 (高輝度光科学研究センター) 

 
   研究費：物件費22万6千円，旅費36万7千円 
 
［２］研究経過 
巨大磁気抵抗（ ）効果およびトンネル磁気抵抗

（ ）効果を示すスピンバルブ型強磁性金属積層膜

が、ハードディスク再生ヘッドならびに磁気ランダ

ムアクセスメモリ（ ）等のスピント

ロニクスデバイス応用されている。実用化されてい

るスピンバルブ積層膜の強磁性材料は、通常、多数

スピン電子が伝導を担う“正のスピン分極”を持つ。

これに対して、少数スピン電子が伝導を担う“負の

スピン分極”材料を用いることで、新奇なデバイス

特性が期待される。研究代表者らは近年’ で理

論予測された負のスピン分極を実験的に確認すると

もに、その異方性磁気抵抗（ ）効果に興味深い磁

気的相転移現象が生じることを見出している。

そこで本研究では、’ の物性解明と同材料を

用いたスピントロニクスデバイスの特性開発を行う

こととした。具体的には、負のスピン分極を有する

’ 薄膜の高品質成膜ならびに同薄膜の磁気な

らびに磁気輸送特性の評価を行った。また、高品質

’ 薄膜薄膜と通常の正のスピン分極を有する

遷移金属・合金（ など）薄膜を強磁

性電極に用いたスピンバルブ型 積層膜を作製し、

微細加工した同積層膜の磁気抵抗効果ならびにスピ

ントランスファー効果による磁化反転特性について

検討を行った。また、’ の類型窒化物薄膜材料

の新規探査を行い、その磁気ならびに輸送特性につ

いて検討した。東北大学においてはスパッタ法によ

る試料成膜と微細加工、ならびに窒化物材料の磁気

特性の理論計算を行った。蒸着法による高品質薄膜

成長（筑波大）、分極評価（名古屋大）、局所磁性観

測（名古屋工業大）、界面状態・電子状態評価

（ ）、デバイス特性評価（福島高専）、伝導

理論研究（静岡大）は各研究分担者の機関にて行っ

た。さらに、研究分担者を一堂に会して下記の研究

会を開催し、研究成果に関する討論を行い、これま

での研究知見・手法などの研究資源の整理と共有化

を図った。 
 
○第2回研究会（非公開） 
日時：平成24年2月21日（火） 
場所：東北大学電気通信研究所2号館W214セミナ

ー室 
プログラム： 
『スパッタ法で作製した Mn4N 薄膜の磁気特性と
異方性磁気抵抗効果』  

（東北大学工学研究科 角田匡清） 
『MBE法で作製したCo4N薄膜の磁気特性と異方
性磁気抵抗効果』 

（筑波大学応用理工学類 末益崇） 
『Fe4N薄膜の放射光メスバウアー分光』 

（名古屋工業大学工学研究科 壬生攻） 
『異方性磁気抵抗効果の理論的研究』 

（静岡大学工学部 古門聡士） 
『鉄窒化物電極トンネル磁気抵抗素子の伝導特性に

関する理論計算』 
（東北大学電気通信研究所 永田絵梨子） 

『負のスピン分極を有するFe4N薄膜の磁気緩和定
数』 （福島工業高等専門学校 磯上慎二） 

 
 

 

］成果

（3―1）研究成果 
本年度は、以下に示す研究成果を得た。 

(a) 擬単結晶薄膜の異方性磁気抵抗効果 
 我々はこれまでに、’-Fe4N多結晶薄膜で負の異
方性磁気抵抗（AMR）効果が観測されることを見出
し、拡張した二流体モデルにより解析を行った結果、

Fe4N薄膜の負の AMR効果は、理論予測された少
数スピン伝導の証拠であることを示した。また、

AMR効果の温度依存性を測定した結果、50 K以下
の温度でFe4N薄膜のAMR変化率の大きさが急激
に増大することも見出している。本年度の研究では、

これまでの報告に引き続き、類型材料であるMn4N
擬単結晶薄膜を作製し、そのAMR効果について検
討を行った。スパッタ法によりMgO(100)単結晶基
板上に形成した100 nm厚のMn4N擬単結晶薄膜を
フォトリソグラフィーならびにイオンミリングの手

法で Mn4N[100]ならびに[110]方位と平行になるよ
うにストライプ状に加工した。室温～5K の各測定
温度において、50 kOeの磁場印加下で、直流 4端
子法で電気抵抗率の磁場印加角度依存性（以下

AMR曲線）を測定した。 

図１に異方性磁気抵抗効果の測定結果を示す。

低温における AMR 比は負の値を示している。
Mn4N のバンド構造を見ると、フェルミ準位にお
ける3d軌道の状態密度はD↑(EF) > D↓(EF)となっ
ている。このことと、後述するAMR効果の理論
研究の帰結から、Mn4N 薄膜では、多数（↑）ス
ピン電子が伝導を主に担っていることが示唆さ

れた。また、Fe4N薄膜に比較してAMR比の大き
さは小さいが測定電流をMn4N[100]方向に流した
場合には、50K以下の温度でAMR比の急激な増
大が観測された。この変化は Fe4N 薄膜の場合と
同様であり、50Ｋ以下の温度でスピン－軌道相互
作用に関わる何らかの大きな変化が起きている

ことが示唆される。 
AMR曲線を詳しく見ると、100Ｋ以下の温度で
は、電気抵抗の印加磁界角度（）依存性に、cos 4
成分が徐々に重畳してくることが判る。このよう

な実験的知見から、低温における異方性磁気抵抗

効果の変化は、結晶方位に対する磁気モーメント

の向きによってMn4Nの各 3d軌道の占有状態が
変化する結果として、フェルミ準位における各3d
軌道の状態密度が変化し、s-d 散乱に影響を及ぼ
した結果であると現在考えている。 
 

 種々の強磁性体の異方性磁気抵抗効果の理論的
研究

特定の強磁性体を対象としてAMR効果に関する
従来の理論（Campbell, Fert, Jaoul（CFJ模型）、
Malozemoff 模型）を拡張することで、種々の強磁
性体のAMR比の符号を説明できる理論を提案した。
本理論の模型は，スピン偏極した伝導電子（従来理

論では考慮されなかったρsσとρsσ→dςを導入）と局

在d電子から成り、d電子はスピン軌道相互作用と
交換分裂エネルギーを持つ。本理論に基づいて抵抗

率と AMR 比の一般式を導出した結果、主要な s-d
散乱過程とAMR比の正負の間の以下の関係を見出
した。（以下では，sσ→dςはσスピンの伝導電子が
ςスピンの d 状態内のσスピン成分へ散乱される過
程を表しており、この散乱においてσスピンは保存

される。） 
・主要な s-d散乱が s↑→ d↓ or  s↓→ d↑のと
き，正のAMR比を示す。これはλL・Sによって
混ざったd軌道(存在確率)の追加分(符号は＋)が関
係している。 
・主要な s-d散乱が s↑→ d↑ or  s↓→ d↓のと
き，負のAMR比を示す。これはλL・Sによって
他のd軌道が混じり，もともとのd軌道(存在確率)
が減少したこと(符号は－)が関係している。 
また、本理論を用いて、ρs↓/ρs↑を考慮に入れて

図1．擬単結晶Mn4N薄膜の異方性磁気抵抗効果 
抵抗の印加磁界角度依存性（上段：電流と磁界が平行な場

合を=0としている）ならびに異方性磁気抵抗変化率の測定
温度依存性（下段） 
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評価したAMR比はそれぞれの実験結果とよく対応
した。特に、ハーフメタリック強磁性体は負のAMR
比を示す傾向が見られ、また、実験で観測された

Fe3O4（ハーフメタリック強磁性体）の AMR 比の
符号変化(負から正)を，up spin DOS(eg↑のDOS)
の増大を取り入れることで説明できることが判った。 

 

 
 鉄窒化物電極トンネル磁気抵抗素子の伝導特性
に関する理論計算

Fe4N電極を用いた強磁性トンネル接合（MTJ）
素子で得られる負の TMR 効果の起源ならびに同
TMR 効果の大きさを増強する為の材料学的指針を
得る目的で、Fe4N/(MgO, Cu3N) /Fe4N-MTJの伝導
特性の理論計算を行った。 

MgO をトンネル障壁層とした場合には、対称
性を有する少数（↓）スピン電子が主に伝導を担う

ため、大きなTMR比（1200%）が得られる。また、
Fe4N/MgO(5層)/CoFe-MTJの構造では、実際に負
（-78.2％）の TMR 比が得られた。一方で、Fe4N
とMgOの格子定数差はおよそ10%と大きく、MgO
トンネル障壁層の膜面内格子定数をFe4Nのそれと
合わせた場合に得られた大きなTMR比（上述）は、
Fe4N の膜面内格子定数をバルク MgO のそれに合
わせた場合には小さく（250％）なることが判った。
これは、Fe4N のバンドのフェルミ準位に対する

位置が面内格子定数の変化することに因る。 
Fe4Nと格子定数の近いCu3Nをトンネル障壁層
とした場合には、対称性を有する電子（(kx, ky)=(0, 
0)）に比較して、(kx, ky)~(0.27, 0.49)付近の電子のCu3N
層内での減衰が小さいため、同電子が優先的に透過

し、得られる TMR比は小さな値（200～300％）に
留まった。しかしながら、Cu3Nをトンネル障壁層に
用いた場合には、面積抵抗（RA）が同膜厚の MgO
障壁層の場合に比較して５桁程度低下する利点があ

ることも明らかとなった。 

 
(3―2)波及効果と発展性など 
本プロジェクト研究会は、材料開発、理論研究、

応用研究ならびに解析技術研究の各分野から、負の

スピン分極材料ならびに同材料の応用に関する国内

の第一線の研究者を集めたものであり、新たな研究

コミュニティを確立することも目的の一つである。

本年の研究会活動によりその目的は達成され、共著

での学会発表や論文執筆、さらには、共同での科学

研究費補助金申請や、大型放射光研究施設における

研究プロジェクト申請など精力的な活動が行われて

いる。本研究プロジェクトの継続的推進によって、

新たな共同研究や、協力体制のより一層の強化が図

られる。その結果として、独創的な高性能新材料の

開発など、産業利用価値の高い大きな成果が生まれ

てくることが大いに期待される。 
 
［４］成果資料 
(1) S. Kokado, M. Tsunoda, K. Harigaya, and A. 

Sakuma 
“Anisotropic Magnetoresistance Effects in 
Fe, Co, Ni, Fe4N, and Half-Metallic 
Ferromagnet: A Systematic Analysis”,  

 J. Phys. Soc. Jpn., 81 024705 (2012). 
 

図２．ＡＭＲ比の正負と s-d散乱：シンプル模型による分類． 
各象限内の表記は、上段から順に、AMR比の符号、最も伝
導に寄与している電子のスピン、主要なs-d散乱過程、物質
例を表している． 
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高飽和磁化純鉄ナノ粒子の化学合成と 

その集合体の軟磁気特性 
 
 
［１］組織 
  代表者：高橋 研 

（東北大学大学院工学研究科） 
  対応者：石山 和志 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

小川 智之（東北大学大学院工学研究科） 
田中 寿郎（愛媛大学大学院理工学研究科） 

 
   研究費：物件費２０万円，旅費９万３千円 
 
 
［２］研究経過 
現代の高度情報化社会を支える電子デバイス・電

気機器に対して、「軽薄短小」かつ「省エネ・低環境

負荷」の要望は年々強くなっている。このため、電

気・電子機器産業の中核を担う小型高出力モータや

高性能小型トランス等のデバイスでは、軟質および

硬質の磁性材料の更なる高特性化が急務とされてい

る。特に軟磁性材料では高透磁率化が必須とされ、

これを実現するためには、強磁性体の“ナノサイズ

化”と強磁性材料に真性的な磁気物性値である飽和

磁化の“高飽和磁化化”が鍵を握る。現状の軟磁性

バルク材料では、飽和磁化が高 2々.0 テスラであり

ミクロン～サブミクロンスケールの磁性粒子となっ

ていることから更なる透磁率の高特性化に限界が指

摘されている。 

 本研究では、高飽和磁化軟磁性材料への応用を念

頭に、10nm以下の粒径制御性に優れ高飽和磁化を有

する単分散純鉄ナノ粒子の化学合成技術の構築、お

よび、その集合体制御技術と透磁率特性との相関を

明らかにする。特に、化学的手法で合成した純鉄ナ

ノ粒子は界面活性剤に覆われ、これは純鉄ナノ粒子

集合体の正味の飽和磁化や透磁率の低減をもたらす。

よって、集合体形成技術として、界面活性剤を除去

する技術が重要となる。本プロジェクトの第２年度

にあたる本年度では、前年度までに見出した新規前

駆体を活用して合成した純鉄ナノ粒子に対し集合体

を形成し、ポストアニールによりナノ粒子間に存在

する界面活性剤の除去を試みた。 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
前年度までに合成できた純鉄ナノ粒子は鉄重量当

たりの飽和磁化σFeが5 K において192 emu/gFeと高

飽和磁化を有している。合成直後の純鉄ナノ粒子で

バルク体を作製した場合、純鉄ナノ粒子表面には界

面活性剤であるオレイルアミン(OAm)が吸着してい

る。OAm は純鉄ナノ粒子の高充填化を妨害してお

り、また、粒子同士が直接接触していないため、軟

磁気特性の主導原理となるナノクリスタル効果を発

現する直接交換相互作用は働かない。以上から、純

鉄ナノ粒子を用いた軟磁性材料を得るためには界面

活性剤の除去が必要となる。そこで、本研究では、

化学的手法により得られた純鉄ナノ粒子に対してポ

ストアニールを施すことで界面活性剤の除去条件を

探査する。また、熱処理後に得られた純鉄ナノ粒子

集合体について軟磁性材料としての可能性を評価し

た。 
純鉄ナノ粒子は、前年度までに独自に構築した反

応前駆体を熱分解することにより得た。合成した純

鉄ナノ粒子を室温、減圧下(~10-3 Torr)で1時間乾燥さ

せ、乳鉢で壊砕し、粉体の純鉄ナノ粒子を得た。界

面活性剤を除去するために真空中(~10-7 Torr)で熱処

理を施した。このとき、熱処理温度Taは50 ～500 °C
とし、熱処理時間を5時間とし、加熱速度は10 °C/min
とした。熱処理後の純鉄ナノ粒子粉末は、金型を用

いて12.4 MPaで2 mm × 2 mm × 1 mmtの集合体に成

形した。 
 Ta = 200℃でポストアニールした純鉄ナノ粒子集

合体断面の透過型電子顕微鏡像を図 1(a)に示す。粒

径は合成直後とほぼ一致しており、ポストアニール

により粒成長していないことが分かる。また、この

結果から、集合体は純鉄ナノ粒子が自己組織化によ

り規則的に配列していることが分かる。図 1(a)に対

して高速フーリエ変換(FFT)処理を施したものを図

1(b)に示す。6.0 nmと9.4 nmに最大強度を示し、こ

れらの周期を有する純鉄ナノ粒子規則配列状態が存

在していることが分かる。これらの周期は，7.3 nm 
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性を有する少数（↓）スピン電子が主に伝導を担う

ため、大きなTMR比（1200%）が得られる。また、
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位置が面内格子定数の変化することに因る。 
Fe4Nと格子定数の近いCu3Nをトンネル障壁層
とした場合には、対称性を有する電子（(kx, ky)=(0, 
0)）に比較して、(kx, ky)~(0.27, 0.49)付近の電子のCu3N
層内での減衰が小さいため、同電子が優先的に透過

し、得られる TMR比は小さな値（200～300％）に
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障壁層の場合に比較して５桁程度低下する利点があ

ることも明らかとなった。 
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の第一線の研究者を集めたものであり、新たな研究

コミュニティを確立することも目的の一つである。

本年の研究会活動によりその目的は達成され、共著

での学会発表や論文執筆、さらには、共同での科学

研究費補助金申請や、大型放射光研究施設における

研究プロジェクト申請など精力的な活動が行われて

いる。本研究プロジェクトの継続的推進によって、

新たな共同研究や、協力体制のより一層の強化が図

られる。その結果として、独創的な高性能新材料の

開発など、産業利用価値の高い大きな成果が生まれ

てくることが大いに期待される。 
 
［４］成果資料 
(1) S. Kokado, M. Tsunoda, K. Harigaya, and A. 

Sakuma 
“Anisotropic Magnetoresistance Effects in 
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［２］研究経過 
現代の高度情報化社会を支える電子デバイス・電

気機器に対して、「軽薄短小」かつ「省エネ・低環境

負荷」の要望は年々強くなっている。このため、電

気・電子機器産業の中核を担う小型高出力モータや

高性能小型トランス等のデバイスでは、軟質および

硬質の磁性材料の更なる高特性化が急務とされてい

る。特に軟磁性材料では高透磁率化が必須とされ、

これを実現するためには、強磁性体の“ナノサイズ

化”と強磁性材料に真性的な磁気物性値である飽和

磁化の“高飽和磁化化”が鍵を握る。現状の軟磁性

バルク材料では、飽和磁化が高 2々.0 テスラであり

ミクロン～サブミクロンスケールの磁性粒子となっ

ていることから更なる透磁率の高特性化に限界が指

摘されている。 

 本研究では、高飽和磁化軟磁性材料への応用を念

頭に、10nm以下の粒径制御性に優れ高飽和磁化を有

する単分散純鉄ナノ粒子の化学合成技術の構築、お

よび、その集合体制御技術と透磁率特性との相関を

明らかにする。特に、化学的手法で合成した純鉄ナ

ノ粒子は界面活性剤に覆われ、これは純鉄ナノ粒子

集合体の正味の飽和磁化や透磁率の低減をもたらす。

よって、集合体形成技術として、界面活性剤を除去

する技術が重要となる。本プロジェクトの第２年度

にあたる本年度では、前年度までに見出した新規前

駆体を活用して合成した純鉄ナノ粒子に対し集合体

を形成し、ポストアニールによりナノ粒子間に存在

する界面活性剤の除去を試みた。 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
前年度までに合成できた純鉄ナノ粒子は鉄重量当

たりの飽和磁化σFeが5 K において192 emu/gFeと高

飽和磁化を有している。合成直後の純鉄ナノ粒子で

バルク体を作製した場合、純鉄ナノ粒子表面には界

面活性剤であるオレイルアミン(OAm)が吸着してい

る。OAm は純鉄ナノ粒子の高充填化を妨害してお

り、また、粒子同士が直接接触していないため、軟

磁気特性の主導原理となるナノクリスタル効果を発

現する直接交換相互作用は働かない。以上から、純

鉄ナノ粒子を用いた軟磁性材料を得るためには界面

活性剤の除去が必要となる。そこで、本研究では、

化学的手法により得られた純鉄ナノ粒子に対してポ

ストアニールを施すことで界面活性剤の除去条件を

探査する。また、熱処理後に得られた純鉄ナノ粒子

集合体について軟磁性材料としての可能性を評価し

た。 
純鉄ナノ粒子は、前年度までに独自に構築した反

応前駆体を熱分解することにより得た。合成した純

鉄ナノ粒子を室温、減圧下(~10-3 Torr)で1時間乾燥さ

せ、乳鉢で壊砕し、粉体の純鉄ナノ粒子を得た。界

面活性剤を除去するために真空中(~10-7 Torr)で熱処

理を施した。このとき、熱処理温度Taは50 ～500 °C
とし、熱処理時間を5時間とし、加熱速度は10 °C/min
とした。熱処理後の純鉄ナノ粒子粉末は、金型を用

いて12.4 MPaで2 mm × 2 mm × 1 mmtの集合体に成

形した。 
 Ta = 200℃でポストアニールした純鉄ナノ粒子集

合体断面の透過型電子顕微鏡像を図 1(a)に示す。粒

径は合成直後とほぼ一致しており、ポストアニール

により粒成長していないことが分かる。また、この

結果から、集合体は純鉄ナノ粒子が自己組織化によ

り規則的に配列していることが分かる。図 1(a)に対

して高速フーリエ変換(FFT)処理を施したものを図

1(b)に示す。6.0 nmと9.4 nmに最大強度を示し、こ

れらの周期を有する純鉄ナノ粒子規則配列状態が存

在していることが分かる。これらの周期は，7.3 nm 
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の剛体球が fcc 最密構造で配列していると仮定した

ときの {111} {001} 面に相当する。合成直後の純鉄

ナノ粒子の粒径が 6.5 nm であったことを考慮する

と、7.3 nmの剛体球を仮定したとき、粒子表面間に

は0.8 nmの空隙が存在することを意味している。本

純鉄ナノ粒子集合体に対してフーリエ変換型赤外分

光(FT-IR)解析を行った結果、本試料では C-H 結合，

すなわち界面活性剤が存在していることが分かった。

これらの結果より、FFT解析により示された粒子表

面間の空隙に界面活性剤が存在していると考えられ

る。この粒子表面間0.8 nmは界面活性剤であるOAm
の鎖長(1.6 nm)より短い。熱処理を施さない場合では，

純鉄ナノ粒子集合体の粒子表面間の距離は約1.7 nm
と OAｍの鎖長とほぼ等しいことが分かっている。

したがって，図1の試料では熱処理前と比べて粒子

表面間隔が狭くなっており、純鉄ナノ粒子が密に充

填していると推察される。このときの純鉄ナノ粒子

の充填率は7.3 nmの周期間隔を用いて計算すると最

大49 vol.%と見積もられた。 
純鉄ナノ粒子の粒径はポストアニール温度の上昇

に伴って増大し、Ta = 500℃において29 ± 7.1 nmで

あった。これより、Taの上昇とともに近接したナノ

粒子と融合することで粒成長していることが分かっ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
た。また、ナノ粒子の規則配列はTa = 300 °C，500 °C
では確認できなかった。Ta の上昇による粒成長に伴

い粒径分散も大きくなり、この大きな粒径分散が自

己組織化的な配列を阻害していることが考えられる。 
 純鉄ナノ粒子集合体の正味の飽和磁化と保磁力の

ポストアニール温度依存性を図2に示す。界面活性

剤を含む正味の重量で規格化した飽和磁化 σnetは Ta 

の上昇に伴い、Ta = 200 °Cで最大179 emu/gnetとなり、

その後、減少する傾向がみられた。保磁力(HC)は Ta 

の上昇に伴い200 °C で最小の1.7 Oeとなり，その

後急激な増大が見られ、350 °C 以上では約 242 Oe
で飽和した。200 °Cの試料に対してポストアニール

後に熱重量(TG)測定を行った結果、3.2 wt.%の重量

減少を確認した。Ta = 200 °Cでの純鉄ナノ粒子の表

面に0.4 nm分のOAｍが存在しているというモデル

に対して、溶液のOAｍの密度を用いてOAｍの重量

比を見積ると4.0 wt.%となり、TG測定の結果とほぼ

一致している。見積られた OAｍの質量分を差し引

いて 200 °Cのσnetから，σFeを計算すると185 emu/gFe

となった。この値は、ポストアニール前の純鉄ナノ

粒子の飽和磁化(σFe =183 emu/gFe)とほぼ一致する。こ

れらの結果から、Ta=200 °Cまでのσnetの増大傾向は

熱処理により、粒子表面に吸着していた大半の界面

(a) 

図1 (a) Ta = 200℃における純鉄ナノ粒子集合体

の断面TEM 像. (b) (a)の高速フーリエ変換スペ

クトル. 

(b) 

Plane interval (Å) 図 2 正味の飽和磁化(5K)と保磁力(室温)のポス

トアニール温度依存性. 

Post annealing temperature (℃) 

Fe NPs (as- synthesized) 

 

活性剤が取り除かれたことに起因していると考えら

れる。Ta=200 °CでのHcの減少は、界面活性剤が残

存しておりナノクリスタル効果による Hc の減少と

は考え難い。したがって、ナノ粒子間が接近するこ

とによる磁気双極子相互作用が増強に起因している

と考えられる。一方、Ta=200 °C 以上ではTa の上昇

に伴い σnetが減少し、Hcが急激に増大した。これら

の傾向は界面活性剤の除去によるものとは考え難く、

ナノ粒子自身の飽和磁化の減少、保磁力の増大が考

えられ、ナノ粒子の純鉄とは異なる結晶相への変化

が疑われる。各Taでのポストアニール後のナノ粒子

のX線回折結果から、Ta = 250 °C以下の試料では純

鉄ナノ粒子はα相であることが分かった。一方、Ta = 
300 °C 以上では純鉄ナノ粒子はα 相からFe3C 相に

変化していることが分かった。Ta = 300 °C以上では、

Fe3C への変化と共にナノ粒子が粒成長していこと

が分かっている．このことから粒子表面に残存して

いる界面活性剤がナノ粒子の粒子成長にともない結

晶内に取り込まれ、Fe3C 化していると推察される。

Fe3Cの飽和磁化はσ =130 ~ 150 emu/gであり、α-Fe
の220emu/gと比較して低く、結晶磁気異方性エネル

ギーK = 1.2 ~ 3.9 × 106 erg/cm3は、α-Feの4.7 × 105 

erg/cm3と比較して一桁程度大きい。したがって、高

温での純鉄ナノ粒子集合体のσnetの減少とHcの増大

は純鉄から Fe3C への結晶相変化に起因していると

推察される。以上の結果から、界面活性剤の脱離が

ナノ粒子の粒成長温度よりも高温であると考えられ

る。真空中熱処理では、粒成長を抑制した界面活性

剤の完全な除去は困難であり、ナノクリスタル効果

の発現には至らなかった。しかし、Ta = 200 °Cの純

鉄ナノ粒子集合体においては純鉄ナノ粒子の高充填

化に伴うσnetの増大とHcの減少が確認された。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
現状で得られた純鉄ナノ粒子集合体の体積充填率

は最大 49%となっており、その正味の飽和磁化は

179emu/gnet、保磁力は1.7 Oeとなることが分かった。

更なる高飽和磁化化、低保磁力化には、主に二つの

改善点が必要となる。一つは、界面活性剤に起因す

る炭素不純物の混入ならびに粒径粗大化を抑制しつ

つ界面活性剤の分解を促進し、さらなる高充填化、

つまり、純鉄ナノ粒子間の金属／金属界面で働く直

接交換相互作用を最大限大きくする集合体形成プロ

セスを構築することであり、もう一つは、界面活性

剤を含まない個々の純鉄ナノ粒子の飽和磁化をバル

ク値(220emu/g)近傍まで向上させることである。こ

れらの技術課題を解決できれば、高飽和磁化、高透

磁率かつ低保磁力を有する新規な磁性ナノ材料の具

現化が期待される。 
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の剛体球が fcc 最密構造で配列していると仮定した

ときの {111} {001} 面に相当する。合成直後の純鉄

ナノ粒子の粒径が 6.5 nm であったことを考慮する

と、7.3 nmの剛体球を仮定したとき、粒子表面間に

は0.8 nmの空隙が存在することを意味している。本

純鉄ナノ粒子集合体に対してフーリエ変換型赤外分

光(FT-IR)解析を行った結果、本試料では C-H 結合，

すなわち界面活性剤が存在していることが分かった。

これらの結果より、FFT解析により示された粒子表

面間の空隙に界面活性剤が存在していると考えられ

る。この粒子表面間0.8 nmは界面活性剤であるOAm
の鎖長(1.6 nm)より短い。熱処理を施さない場合では，

純鉄ナノ粒子集合体の粒子表面間の距離は約1.7 nm
と OAｍの鎖長とほぼ等しいことが分かっている。

したがって，図1の試料では熱処理前と比べて粒子

表面間隔が狭くなっており、純鉄ナノ粒子が密に充

填していると推察される。このときの純鉄ナノ粒子

の充填率は7.3 nmの周期間隔を用いて計算すると最
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あった。これより、Taの上昇とともに近接したナノ

粒子と融合することで粒成長していることが分かっ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
た。また、ナノ粒子の規則配列はTa = 300 °C，500 °C
では確認できなかった。Ta の上昇による粒成長に伴

い粒径分散も大きくなり、この大きな粒径分散が自

己組織化的な配列を阻害していることが考えられる。 
 純鉄ナノ粒子集合体の正味の飽和磁化と保磁力の

ポストアニール温度依存性を図2に示す。界面活性

剤を含む正味の重量で規格化した飽和磁化 σnetは Ta 

の上昇に伴い、Ta = 200 °Cで最大179 emu/gnetとなり、

その後、減少する傾向がみられた。保磁力(HC)は Ta 

の上昇に伴い200 °C で最小の1.7 Oeとなり，その

後急激な増大が見られ、350 °C 以上では約 242 Oe
で飽和した。200 °Cの試料に対してポストアニール

後に熱重量(TG)測定を行った結果、3.2 wt.%の重量

減少を確認した。Ta = 200 °Cでの純鉄ナノ粒子の表

面に0.4 nm分のOAｍが存在しているというモデル

に対して、溶液のOAｍの密度を用いてOAｍの重量

比を見積ると4.0 wt.%となり、TG測定の結果とほぼ

一致している。見積られた OAｍの質量分を差し引

いて 200 °Cのσnetから，σFeを計算すると185 emu/gFe

となった。この値は、ポストアニール前の純鉄ナノ

粒子の飽和磁化(σFe =183 emu/gFe)とほぼ一致する。こ

れらの結果から、Ta=200 °Cまでのσnetの増大傾向は

熱処理により、粒子表面に吸着していた大半の界面
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図1 (a) Ta = 200℃における純鉄ナノ粒子集合体

の断面TEM 像. (b) (a)の高速フーリエ変換スペ

クトル. 
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Plane interval (Å) 図 2 正味の飽和磁化(5K)と保磁力(室温)のポス

トアニール温度依存性. 
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活性剤が取り除かれたことに起因していると考えら

れる。Ta=200 °CでのHcの減少は、界面活性剤が残

存しておりナノクリスタル効果による Hc の減少と

は考え難い。したがって、ナノ粒子間が接近するこ

とによる磁気双極子相互作用が増強に起因している

と考えられる。一方、Ta=200 °C 以上ではTa の上昇

に伴い σnetが減少し、Hcが急激に増大した。これら

の傾向は界面活性剤の除去によるものとは考え難く、

ナノ粒子自身の飽和磁化の減少、保磁力の増大が考

えられ、ナノ粒子の純鉄とは異なる結晶相への変化

が疑われる。各Taでのポストアニール後のナノ粒子

のX線回折結果から、Ta = 250 °C以下の試料では純

鉄ナノ粒子はα相であることが分かった。一方、Ta = 
300 °C 以上では純鉄ナノ粒子はα 相からFe3C 相に

変化していることが分かった。Ta = 300 °C以上では、

Fe3C への変化と共にナノ粒子が粒成長していこと

が分かっている．このことから粒子表面に残存して

いる界面活性剤がナノ粒子の粒子成長にともない結

晶内に取り込まれ、Fe3C 化していると推察される。

Fe3Cの飽和磁化はσ =130 ~ 150 emu/gであり、α-Fe
の220emu/gと比較して低く、結晶磁気異方性エネル

ギーK = 1.2 ~ 3.9 × 106 erg/cm3は、α-Feの4.7 × 105 

erg/cm3と比較して一桁程度大きい。したがって、高

温での純鉄ナノ粒子集合体のσnetの減少とHcの増大

は純鉄から Fe3C への結晶相変化に起因していると

推察される。以上の結果から、界面活性剤の脱離が

ナノ粒子の粒成長温度よりも高温であると考えられ

る。真空中熱処理では、粒成長を抑制した界面活性

剤の完全な除去は困難であり、ナノクリスタル効果

の発現には至らなかった。しかし、Ta = 200 °Cの純

鉄ナノ粒子集合体においては純鉄ナノ粒子の高充填

化に伴うσnetの増大とHcの減少が確認された。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
現状で得られた純鉄ナノ粒子集合体の体積充填率

は最大 49%となっており、その正味の飽和磁化は

179emu/gnet、保磁力は1.7 Oeとなることが分かった。

更なる高飽和磁化化、低保磁力化には、主に二つの

改善点が必要となる。一つは、界面活性剤に起因す

る炭素不純物の混入ならびに粒径粗大化を抑制しつ

つ界面活性剤の分解を促進し、さらなる高充填化、

つまり、純鉄ナノ粒子間の金属／金属界面で働く直

接交換相互作用を最大限大きくする集合体形成プロ
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剤を含まない個々の純鉄ナノ粒子の飽和磁化をバル
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磁率かつ低保磁力を有する新規な磁性ナノ材料の具
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［４］成果資料 

(1) “Effect of Hydrogen Plasma Treatment on Reduction 
Process of Iron Oxide Nanoparticles”, T. Maki, H. Kura, 
H. Ishida, H. Yang, T. Kaneko, R. Hatakeyama, M. 
Takahashi, and T. Ogawa, Journal of Physics: Conference 
series 266, 012120-1-012120-5 (2011). 
(2)  “High thermal stability of the ferrimagnetic moment 
in exchange biased FeO (core)/spinel (shell) nanocubes”, 
H. T. Hai, H. Kura, M. Takahashi, and T. Ogawa, Journal 
of Physics: Conference series 266, 012127-1-012127-5 
(2011). 
(3)  “Collective magnetic behavior of α-Fe nanoparticles 
with systematically controlled volume fraction”, T. Ogawa, 
H. Kura and M. Takahashi, Scripta Materialia 64, 
1067-1070 (2011). 
(4)  “Effect of nucleation and growth dynamics on 
saturation magnetization of chemically synthesized Fe 
nanoparticles”, T. Ogawa, K. Seto, D. Hasegawa, H. T. 
Yang, H. Kura, M. Doi and M. Takahashi, Journal of 
Magnetics 16(3), 308-311 (2011). 
(5)  “Effect of nitrogen-hydrogen mixed plasma on 
nitridation process of iron nanoparticles”, T. Maki, H. 
Kura, H. Ishida, T. Kaneko, R. Hatakeyama, M. Takahashi 
and T. Ogawa, Thin Solid Films 519, 8351-8354 (2011). 
(6)  “Effect of magnetic dipole interaction on magnetic 
properties of Fe nanoparticle assemblies”, H. Kura, R. Tate, 
M. Takahashi and T. Ogawa, Journal of the Magnetics 
Society of Japan 35, 203 – 210 (2011). 
(7)  “Fabrication of Fe nanoparticle-based bulk material 
with post-annealing”, M. Kamata, H. Kura, T. Tanaka, M. 
Takahashi and T. Ogawa, Journal of the Magnetics 
Society of Japan 35, 211 – 215 (2011). 
(8)  “Spin-glasslike behavior of magnetic ordered state 
originating from strong interparticle magnetostatic 
interaction in α-Fe nanoparticle agglomerate”, K. Hiroi, H. 
Kura, T. Ogawa, M. Takahashi and T. Sato, Appl. Phys. 
Lett. 98, 252505-1-252505-3 (2011). 
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［２］研究経過 
本プロジェクトでは、受聴者の頭部運動を高速か

つ静粛に追従するダミーヘッドであるテレヘッドを

インターネット接続したパーソナルな音響テレプレ

ゼンスシステムを構築し、そのパーソナル音響テレ

プレゼンスシステムとしての有効性を検証すること

を目的として研究を行った。 
本年度は、本プロジェクトの第二年度で、ネット

ワークを介したテレヘッドの相互接続と、ネットワ

ークでの時間遅延がある環境でテレヘッドを用いる

場合に、どの程度の形状再現精度がダミーヘッドに

必要かを明らかにすることを目標とした。研究経過

の概要は以下のとおりである。 
 4～6月は、富山県立大で実施した、テレヘッドに

搭載するバイノーラル信号収音系としてステレオマ

イク、単純ダミーヘッド、受聴者のそっくりダミー

ヘッドを用いたときの水平面と正中面の音像定位実

験結果を解析するとともにそれらをまとめた。6～7
月には、AACコーデックを内蔵した IPテレビ会議

システムとシリアルポート対応機器をインターネッ

ト経由で接続するデータサーバー装置を用いて、東

北大学電気通信研究所と富山県立大のテレヘッドを

インターネット接続する実験を行った。そして、実

際の伝送遅延時間を計測するとともに、インターネ

ット接続したテレヘッドによる音像定位実験を行っ

た。7～8月には、２チャンネルの音響情報インター

ネットを介して低遅延時間で送受する音声コーデッ

ク装置の調査を行い、放送局などでも利用されてい

るAstral という装置を導入した。 そして、8月に

東北大通研と富山県立大との間での Astral を用い

てテレヘッドを接続する通信実験を行い、基本性能

を確認するとともに、問題点を洗い出した。その後、

ネットワーク接続方法などを改善して、3 月 1～4
日に最終的なテレヘッド接続実験を行い、仙台から

富山のテレヘッドを制御して水平面・正中面の音像

定位実験を行った。 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度の成果は以下のとおりである。 
まず、AACコーデックを内蔵した IPテレビ会議

システムを2チャンネルの音響信号伝送に、データ

サーバー（DS）と呼ばれる装置を頭部姿勢情報の伝

送に用いることにより、テレヘッドをインターネッ

ト経由で接続できることを確認した (Fig.1) 。 
しかし、富山県立大と東北大通研の間で IP テレ

ビ会議システムをインターネット接続し、音響信号

をループバックさせたときの伝送遅延時間は 1.267 
s で、片道の伝送遅延は約630 ms であった。ping
で測ったパケット伝送時間は片道23 ms だったが、

AAC コーデックが符号化と復号化に要する時間は

370 ms であり、音響信号のネットワーク伝送には

約260 msもかかることがわかった。これは、使用

したテレビ会議システムが送る映像に音声を同期さ

せているために生じたと考えられる。一方、頭部姿

勢情報のネットワーク伝送遅延は45 msで、テレヘ

ッドの機構的な動作遅延である約100 msを加えた

約140 msが、受聴者とテレヘッドの頭部運動の遅

延時間であった。 
このように、頭部運動を反映した音響信号が受聴

者の耳に届くまでに770 msもの遅延時間がある状

態で、水平面の音像定位実験を行った。その結果、

大きな遅延時間があるにもかかわらず、頭部運動が

ある場合の方が、頭部運動が無い場合に比べて、音

像はより正確に定位されることがわかった。 
次に、低遅延コーデックのAstralをPCMモード

で用い場合、2 チャンネルの音響信号の伝送遅延時

間は約80 msであった。このとき、頭部運動を反映

した音響信号が受聴者の耳に届くまでに約220 ms 

 

 
 
かかっていた。この状態で、水平面と正中面の音像

低実験を行った結果、ネットワークを経由せずにテ

レヘッドを用いたときと変わらない精度で音像定位

できた(Fig.2)。もちろん、220 ms も遅延時間があ

るために、受聴者は、自らの頭部運動に対して音像

が明らかに遅れて動くことはわかるが、大きな違和

感ではなかった。すなわち、パーソナル音響テレプ

レゼンスシステムとして有効であるといえる。 
最後に、ステレオマイク、単純ダミーヘッド、受

聴者のそっくりダミーヘッドで収録したバイノーラ

ル音を用いた音像定位実験の結果からは、水平面で

あればステレオマイクでも、正中面であれば耳介の

無い単純ダミーヘッドでも、頭部運動に追従させた

場合は十分に精度よく音像を定位できることがわか

った。すなわち、動的バイノーラル音を利用すれば、

受聴者の頭部形状を正確に再現したそっくりダミー

ヘッドは必ずしも必要ではない。 
（３－２）波及効果と発展性など 
本年度は、低遅延音声コーデックを利用してテレ

ヘッドのインターネット接続が可能であることと、

動的バイノーラル音を利用すれば、受聴者の頭部形

状を正確に再現したそっくりダミーヘッドは必ずし

も必要ではないこと明らかにした。これらの成果は、

テレヘッドを用いたパーソナル音響テレプレゼンス

システムの実現に結びつく。 
 

［４］成果資料 
(1) Tatsuya Hirahara, Yuki Sawada, Daisuke 

Morikawa, “Impact of head movement on 
sound localization with band-limited noise,” 
Proc. Inter Noise 2011, (2011. 09) 
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(2) 平原達也，森川大輔，岩谷幸雄, “インターネッ

ト接続したテレヘッドによる聴覚テレプレゼンス, ” 
日本音響学会 2011 年秋期研究発表会 講演論文集, 
pp.479-480, (2011. 09) 
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Fig.1  テレヘッドをインターネット経由で接続した聴覚テレプレゼンスシステム 

Fig.2  低遅延時間コーデックでインターネット

接続したテレヘッドを用いて行った、水平面（上）

と正中面（下）の音像定位実験結果 
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AAC コーデックが符号化と復号化に要する時間は
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態で、水平面の音像定位実験を行った。その結果、
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ある場合の方が、頭部運動が無い場合に比べて、音
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人間の知覚特性を考慮したマルチモーダル 
音声情報通信システムに関する研究 

 
［１］組織 
  代表者：田中 章浩 

（早稲田大学高等研究所） 
  対応者：坂本 修一 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者：なし 
 
研究費：物件費203,000円，旅費174,000円 

 
［２］研究経過 
視覚や聴覚など複数の感覚情報を伝達するマルチ

モーダルな情報通信システムにおいて，情報の発信

と受容の担い手は人間であり，人間のマルチモーダ

ル知覚の特性を十分に考慮したシステムの構築が望

まれる．例えば音声（話し言葉）の知覚において，

声の情報に加えて口の動きなどの視覚情報が重要な

ことが知られている． 
また近年は，高次臨場感通信など感性情報の伝送

の重要性が非常に高まってきている．「何を言ってい

るか」のみならず，「どのように言っているか」すな

わち話し手の情動などの感性情報の伝送を実現する

上では，話者の音声（聴覚情報）のみならず，表情

を含む話者映像の視覚情報も併用することが必要不

可欠であると考えられる．しかし，音声と映像がど

のような要件を満たせば感性情報を効果的に伝送で

きるのかは明らかでない． 
そこで本研究では，効果的かつ自然で豊かな音声

情報を伝送可能なマルチモーダル音声情報通信シス

テムを構築するための基礎的検討として，人間の視

聴覚音声知覚能力を検討して，マルチモーダル音声

情報通信システムが満たすべき要件を同定すること

を目的とする． 
本プロジェクトは，平成 17～19 年度に共同プロ

ジェクトとして採択された「人間の知覚特性を考慮

したマルチモーダル情報処理システムに関する研

究」の延長として位置づけられる．前回の共同プロ

ジェクトでは，1) 視聴覚ズレの検知限は音声の全体

時間長によって変化し，かつ，音声の全体時間長と

伸長率の比率によって表現できる，2) 高齢者は視聴

覚のずれの検知限が大きく，ずれに対する感度が低

い，3) 視聴覚の時間差の検知限は「慣れ」によって

変化することなどを見出した． 
本プロジェクトは，前回の共同プロジェクトの成

果をもとに，マルチモーダル効果の一般性を検証し，

さらに自然で豊かな感性情報通信を実現すべく発展

させるものであり，2 年目にあたる本年度は，これ

までの成果を踏まえながら，マルチモーダル話速変

換システムの一般性と自然性を中心に検討した． 
 以下，研究活動状況の概要を記す． 
 
第 1 回研究打ち合わせ（6月） 今年度の方向性に

ついて議論した．また，マルチモーダル話速変換シ

ステムの一般性について得られた実験結果について

議論した．  
第 2 回研究打ち合わせ（9月） 音声知覚系に固有

の認知処理を誘発するために必要な顔情報の要件に

関する実験経過について議論した．  
第3回研究打ち合わせ（10月） マルチモーダル話

速変換システムの自然性について得られた実験結果

について議論した． また，同時期に来所していたメ

ンバーも交えて，これまでに得られた実験結果全体

について議論した． 
第 4 回研究打ち合わせ（2月） 今年度の成果の総

括と，次年度の方向性について議論した． 
 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
(a) マルチモーダル話速変換システムの自然性 

マルチモーダル話速変換システムについて，これ

までは視覚情報と聴覚情報の時間ずれに対する検知

限（気づかれにくさ）を指標として検討を進めてき

た．しかし，インターフェースの快適性の視点から

は，たとえユーザに時間ずれの存在に気づかれよう

とも，とくに違和感なく自然に許容されるかどうか

が重要である．そこで，マルチモーダル話速変換シ

ステムの自然性について，許容限を指標とした検討

をおこなった． 

実験では，短い音声（4 モーラ単語）と長い音声

（7, 8 モーラ単語）を用い，時間伸長音声と話者映

像を同時提示した伸長条件と，通常速度の音声と映

像を単純に時間的に非同期にした非同期条件につい

て，音声と映像のずれの許容限を測定した．実験の

結果，短い音声では非同期条件と伸長条件の許容限

にはあまり違いが見られなかったが，長い音声では，

伸長条件の許容限は非同期条件に比べて大きくなり，

7,8 モーラ単語においては600 ms 近く伸長しても

ずれは許容されることがわかった． 
また，音声の全体時間長と伸長率の関連について

分析したところ，若年者では短い音声でも長い音声

でも，伸長率が音声の全体時間長の 1.5 倍程度を超

えるとずれが許容されなくなるのに対し，高齢者で

は全体的に許容限が大きく（1.8～2.1 倍程度），音

声の時間長に依存すること，つまり時間的に長い音

声ほど許容限も大きくなることがわかった． 
マルチモーダル話速変換システムの主要なユーザ

層である高齢者において，許容限が予想以上に大き

い値を示したことは，システム設計の上で非常に有

用な結果となった． 

(b) マルチモーダル話速変換システムの一般性 

マルチモーダル話速変換システムの効果について，

これまでは単語を刺激材料として検討を進めてきた．

しかし，実際の発話は単語だけから構成されている

わけではなく，音声フレーズ間に「ま」（ポーズ）が

存在する．映像との同期に着目すると，音声フレー

ズを伸長することで，映像との間にずれが拡大して

いく．ここで伸長した分だけポーズ区間を削減する

ことで，次のフレーズの開始点で再度映像と音声が

同期する．このような手法で音声伸長とポーズ削減

をおこなったとき，映像による了解度の促進効果が

得られるのかどうかは明らかではない．そこで，高

齢者を対象に，フレーズとポーズを含むセンテンス

を刺激材料として，文章了解度を指標とした検討を

おこなった． 

実験の結果，全体として映像による促進効果が確

認された．とりわけ，音声伸長量100 msのときに

映像による促進効果は最大となり，文章了解度は

15％以上向上した．マルチモーダル話速変換システ

ムの主要なユーザ層である高齢者において，現実的

な刺激材料を用いても文章了解度が向上することを

確認でき，たかだか100 msの伸長によって大きな

効果が得られたことで，システムの現実場面での有

用性が示唆された． 

 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトがきっかけとなって，東北大学お

よび早稲田大学の２大学による共同研究体制が発足

した．また，本プロジェクトをきっかけに，代表者

は日本認知科学会で新たな分野に関するシンポジウ

ム（多感覚コミュニケーション）を企画・開催し，

通研対応者らを講演者として招聘した．同シンポジ

ウムには総勢100名に上る参加者が得られ，議論も

盛況を呈した．さらに，同シンポジウムを弾みとし

て．『認知科学』誌で「多感覚コミュニケーション」

の特集号を企画し，代表者が主任エディタを務め，

2011年9月に刊行された． 
本プロジェクトからは先に挙げたように，マルチ

モーダル音声情報処理システムの構築に必要な，人

間の知覚特性に関する重要な基礎的知見が得られつ

つある．本プロジェクトは，通研対応者と代表者が

ともに研究分担者として参加している科学研究費補

助金特別推進研究「マルチモーダル感覚情報の時空

間統合」（研究代表者・東北大学電気通信研究所・鈴

木陽一教授）のサブプロジェクトの一つとして有機

的に機能し，音声の視覚情報と聴覚情報の時空間統

合過程の解明を進めることができた． 
 また，代表者は本プロジェクトをきっかけに，新

たなプロジェクトとして，マルチモーダル音声情報

処理の国際比較に関するプロジェクト「顔と声の組

み合わせが伝える真の感情に関する認知科学的検

討：文化を超えた感情翻訳技術の開発に向けて」を

提案し，総務省 SCOPE の助成を得て，2010 年 9
月より研究を進めている．本プロジェクトで得られ

た新たな人間情報処理計測技法や，日本語話者を対

象とした実験結果を活かして，国際比較研究をおこ

なうことで，マルチモーダル音声情報処理に言語や

文化が与える影響の解明という新しい研究領域の開

拓に結びつくことが期待される． 
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モーダルな情報通信システムにおいて，情報の発信

と受容の担い手は人間であり，人間のマルチモーダ

ル知覚の特性を十分に考慮したシステムの構築が望

まれる．例えば音声（話し言葉）の知覚において，

声の情報に加えて口の動きなどの視覚情報が重要な

ことが知られている． 
また近年は，高次臨場感通信など感性情報の伝送

の重要性が非常に高まってきている．「何を言ってい

るか」のみならず，「どのように言っているか」すな

わち話し手の情動などの感性情報の伝送を実現する

上では，話者の音声（聴覚情報）のみならず，表情

を含む話者映像の視覚情報も併用することが必要不

可欠であると考えられる．しかし，音声と映像がど

のような要件を満たせば感性情報を効果的に伝送で

きるのかは明らかでない． 
そこで本研究では，効果的かつ自然で豊かな音声

情報を伝送可能なマルチモーダル音声情報通信シス

テムを構築するための基礎的検討として，人間の視

聴覚音声知覚能力を検討して，マルチモーダル音声

情報通信システムが満たすべき要件を同定すること

を目的とする． 
本プロジェクトは，平成 17～19 年度に共同プロ
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究」の延長として位置づけられる．前回の共同プロ

ジェクトでは，1) 視聴覚ズレの検知限は音声の全体

時間長によって変化し，かつ，音声の全体時間長と

伸長率の比率によって表現できる，2) 高齢者は視聴

覚のずれの検知限が大きく，ずれに対する感度が低

い，3) 視聴覚の時間差の検知限は「慣れ」によって

変化することなどを見出した． 
本プロジェクトは，前回の共同プロジェクトの成

果をもとに，マルチモーダル効果の一般性を検証し，

さらに自然で豊かな感性情報通信を実現すべく発展

させるものであり，2 年目にあたる本年度は，これ

までの成果を踏まえながら，マルチモーダル話速変

換システムの一般性と自然性を中心に検討した． 
 以下，研究活動状況の概要を記す． 
 
第 1 回研究打ち合わせ（6月） 今年度の方向性に

ついて議論した．また，マルチモーダル話速変換シ

ステムの一般性について得られた実験結果について

議論した．  
第 2 回研究打ち合わせ（9月） 音声知覚系に固有

の認知処理を誘発するために必要な顔情報の要件に

関する実験経過について議論した．  
第3回研究打ち合わせ（10月） マルチモーダル話

速変換システムの自然性について得られた実験結果

について議論した． また，同時期に来所していたメ

ンバーも交えて，これまでに得られた実験結果全体

について議論した． 
第 4 回研究打ち合わせ（2月） 今年度の成果の総

括と，次年度の方向性について議論した． 
 

 

［３］成果 
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(a) マルチモーダル話速変換システムの自然性 

マルチモーダル話速変換システムについて，これ

までは視覚情報と聴覚情報の時間ずれに対する検知

限（気づかれにくさ）を指標として検討を進めてき

た．しかし，インターフェースの快適性の視点から

は，たとえユーザに時間ずれの存在に気づかれよう

とも，とくに違和感なく自然に許容されるかどうか

が重要である．そこで，マルチモーダル話速変換シ

ステムの自然性について，許容限を指標とした検討

をおこなった． 

実験では，短い音声（4 モーラ単語）と長い音声

（7, 8 モーラ単語）を用い，時間伸長音声と話者映

像を同時提示した伸長条件と，通常速度の音声と映

像を単純に時間的に非同期にした非同期条件につい

て，音声と映像のずれの許容限を測定した．実験の

結果，短い音声では非同期条件と伸長条件の許容限

にはあまり違いが見られなかったが，長い音声では，

伸長条件の許容限は非同期条件に比べて大きくなり，

7,8 モーラ単語においては600 ms 近く伸長しても

ずれは許容されることがわかった． 
また，音声の全体時間長と伸長率の関連について

分析したところ，若年者では短い音声でも長い音声

でも，伸長率が音声の全体時間長の 1.5 倍程度を超

えるとずれが許容されなくなるのに対し，高齢者で

は全体的に許容限が大きく（1.8～2.1 倍程度），音

声の時間長に依存すること，つまり時間的に長い音

声ほど許容限も大きくなることがわかった． 
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層である高齢者において，許容限が予想以上に大き

い値を示したことは，システム設計の上で非常に有

用な結果となった． 
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これまでは単語を刺激材料として検討を進めてきた．
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存在する．映像との同期に着目すると，音声フレー
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をおこなったとき，映像による了解度の促進効果が

得られるのかどうかは明らかではない．そこで，高
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を刺激材料として，文章了解度を指標とした検討を

おこなった． 

実験の結果，全体として映像による促進効果が確
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映像による促進効果は最大となり，文章了解度は
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確認でき，たかだか100 msの伸長によって大きな

効果が得られたことで，システムの現実場面での有

用性が示唆された． 
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本プロジェクトからは先に挙げたように，マルチ

モーダル音声情報処理システムの構築に必要な，人

間の知覚特性に関する重要な基礎的知見が得られつ

つある．本プロジェクトは，通研対応者と代表者が

ともに研究分担者として参加している科学研究費補

助金特別推進研究「マルチモーダル感覚情報の時空

間統合」（研究代表者・東北大学電気通信研究所・鈴

木陽一教授）のサブプロジェクトの一つとして有機

的に機能し，音声の視覚情報と聴覚情報の時空間統
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  代表者：福土 審 

（東北大学大学院医学系研究科） 
  対応者：鈴木 陽一 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

齋藤 文孝（東北大学電気通信研究所） 
田山 淳 (長崎大学保健・医療推進センター) 
山口 昌樹（岩手大学大学院工学研究科） 
服部 朋美（仙台厚生病院） 
小野 綾子（東北大学大学院 医学系研究科 
行動医学分野／岐阜大学大学院 医学系研究

科 行動医学分野／長崎大学大学院 医歯薬総

合研究科 医療科学専攻 予防医学講座 特別

研究学生） 
 
   研究費：物件費21万0千円，旅費16万5千円 
 
 
［２］研究経過 
ストレス関連疾患に対する対応策の研究は近年ま

すますその重要性を増している。本プロジェクトは

ストレス応答が刺激の性質と負荷順位によりどのよ

うに決定されるかを解明すること目的として研究を

行った。前年度は、下記研究概要の仮説1が支持さ

れることが明らかになり、本年度はその成果を踏ま

えながら、ストレス関連疾患である過敏性腸症候群

(IBS 群)を含めてストレス応答に関する研究を展開

した。研究活動状況の概要としては、長崎大学大学

院で特別研究学生となった小野がＩＢＳ群も含めた

解析を行い、岐阜大学大学院に移ってからも東北大

学電気通信研究所を訪れ、昨年度取得した音と心電

図の解析に関する研究打ち合わせを実施した。また、

電気通信研究所にて音素材のダビングや心電図の波

形を見て同期のさせ方や今後の方針について検討を

行った。 
研究発表としては第62回 国際宇宙会議にて口頭

発表をしたほか、電気通信研究所の共同研究発表と

してポスター発表を行った。 
 

 
＜研究概要＞  
21 世紀にはストレス関連疾患が医療上の大きな比

重を占めることが確実視されている。ストレス応答

は、環境からの刺激（ストレッサー）、刺激の脳内処

理、自律神経内分泌反応、末梢臓器の機能的・器質

的変化によって構成される。情動研究の進展によっ

て、末梢臓器そのものからの感覚信号のフィード 
バック、ならびに、扁桃体、前帯状回、前頭前野、

島、視床下部や橋・延髄からなる情動回路を構成す

る局所脳の機能が、ストレス応答を増幅もしくは減

弱させることが判明している。加えて、刺激の性質

と負荷順位が重要である。刺激は、ヒトの日常生活

では、嗅覚、視覚、聴覚、味覚、体性感覚の五感を

刺激する因子として自覚されることが多い。しかし、

ヒトにおけるストレス応答が、刺激の性質と負荷順

位により、どのように決定されるかという問題には

未だ不明な点が多い。 
 ストレス応答が刺激の性質と負荷順位によりどの

ように決定されるかを解明することができれば、ス

トレス関連疾患を克服できるだけでなく、ストレス

による健康障害の端緒を予防できると考えられる。

ストレス関連疾患としては、過敏性腸症候群

(irritable bowel syndrome: IBS)を代表とする心身

症、うつ病性障害、不安障害などがある。これらは、

健康状態から全く不連続に発症する疾患群ではなく、

寧ろ、一過性のストレス応答から、慢性のストレス

応答に移行してゆく病態であり、軽症から重症まで

数多くの型が存在する連続的な疾患群である。従っ

て、一過性のストレス応答を詳細に分析することに

は、医学的に大きな意味がある。 
一方、刺激が持つ医学的な意味は、人体がどのよう

な環境に置かれているかによって異なる。通常、わ

れわれは、気温 10℃〜30℃、湿度 30〜70%、気圧

1013 hPa、重力1G内外の環境下でヒトのストレス

応答を議論している。しかし、人間の活動圏は高山、

深海、熱帯や極地などの地球上の環境の全てに拡大

しており、国際宇宙ステーションなどの地球外環境

での活動も増大している。従って、地球上の平均的

環境だけでなく、きわめて特殊な環境下におけるス

トレス応答にも応用可能な研究が必要である。 
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 その端的な実例として、国際宇宙ステーションが

挙げられる。ここでは、宇宙飛行士が宇宙に長期滞

在している。その環境は無重力であり、感覚刺激の

変化に乏しい隔離閉鎖空間であって、低周波雑音と

臭気があり、昼夜を区別する信号に乏しく、宇宙放

射線曝露の危険がある環境である(European Space 
Agency)。このような環境では、志願者から厳選さ

れた宇宙飛行士でさえ、不安、恐怖、抑うつ症状や

人間関係の悪化が見られることがある。このような

極端な環境下においても応用可能なストレス対処方

法として、音楽を用いた弛緩法が知られている。し

かし、音楽の場合は、個人による嗜好性が強いため、

一般的・普遍的な知見を獲得しにくいという欠点が

ある。これに対して、水の音や風の音などの自然音

は、大多数のヒトにおいて弛緩心象に結びつけるこ

とが可能な音刺激である。 
 以上の背景から、本研究では、以下の仮説を検証

することを目的とする。 
 仮説 1：自然音の刺激によって、ストレス応答を

減弱できる。 
 仮説 2：自然音の刺激によって、認知行動処理が

改善する。 
 
＜対  象＞ 
 健常12例、IBS 10例、（両者共掲示による公募） 
 
＜方法＞ 
１）計測準備 
 検査日、東北大学行動医学生理検査室でベッド上

安静とし、電極とマンシェットを以下のように装着

する。脳波電極： Fz、Cz、C3、 C4、Pz、A1、
A2、心電図：第 II誘導、マンシェット：左上腕。 
２）刺激負荷 
 計測準備が終了したら、刺激として、視覚刺激２

種類と聴覚刺激２種類を負荷する。 
(2-1) 視覚：視覚弁別-作業ストレッサーとして、

Go/Nogo課題をコンピュータを用いて負荷する。こ

れは、対象に左右両手にボタンを与え、画面に現れ

る矢印の方向のボタンを押させるものである。Go
課題では、Go 信号を読み取って素早くボタンを押

さなくてはならず、その時の反応時間を測定する。

一方、一定の割合で Nogo 課題を与え、Nogo 信号

を読み取らせて、ボタン押しを禁ずる。課題は 100
回で終了するが、そのことは事前に対象には伝えな

い。Go/Nogo課題は集中力と抑制を要求する課題で

あり、ストレッサーとしては、active coping課題に

属するもので、神経活動と作業成績をともに評価で

きる。対照刺激としては自然環境画像を呈示する。 
(2-2) 聴覚：ヘッドフォンにより、弛緩心象に結び

ついた自然音を 10 分間負荷する。対照刺激として

は雑音を与える。 
 
３）条件設定 
 視覚2 通りと聴覚2 通りの4 条件を比較する。4
条件とは、以下の組み合わせであり、1 条件につい

て10分間の持続時間、間隔5分間とする。 
A. 自然環境画像-雑音 
B. 自然環境画像-自然音 
C. Go/Nogo課題-雑音 
D. Go/Nogo課題-自然音 
 
４）計測 
 4条件の間、開始からGo/Nogo課題100回が終了

するまでもしくはそれに相当する時間の脳波と心電

図の記録を持続する。開始5分後に1分間閉眼させ、

脳波基礎波を測定する。開始6分後に唾液採取用綿

球（Sorbette cotton）を口腔内に挿入し、開始8分

後に血圧を測定する。開始 10 分後の終了時に唾液

採取用綿球を口腔内から回収し、内分泌検査に供す

る。直後に条件による気分を Profiles of Mood 
Status (POMS)ならびに問診により測定する。 
 
５）心理行動分析 
 対象には信頼性と妥当性が確立されている以下の

質問紙による心理行動分析を行う。施行時期は検査

施行前とする。 
 Rome II Modular Questionnaire (RIIMQ)、
Self-reported IBS Questionnaire (SIBSQ) 、

Gastrointestinal Symptoms Rating Scale (GSRS)、
Perceived Stress Scale (PSS) 、 Psychological 
General Well Being (PGWB) 、 Job Content 
Questionnaire (JCQ)、POMS、SF-36、Toronto 
Alexithymia Scale、Cornell Medical Index、

Self-rating Depression Scale (SDS)、State –Trait 
Anxiety Inventory (STAI)、ミネソタ多面的人格検

査(MMPI)、Parental Bonding Instrument (PBI)。 
 
６）測定値 
 Go/Nogo 課題からは事象関連電位(event related 
potentials: ERP)のP1電位とN2電位を中心に潜時

と振幅を計測する。また、脳波基礎波をFFT（Fast 
Fourier Transform高速フーリエ変換）解析し、α・

β・δ・θ波パワー値を算出する。心電図は開始 3
分間の R 波を取り出して R-R 間隔を測定し、心拍

数を算出するとともに、心拍変動解析による high 
frequency (HF)と low frequency (LF) パワー値な

らびにその比(LF/HF)を測定する。血圧は収縮期血

圧値と拡張期血圧値を得る。唾液採取用綿球は専用

 

容器にて遠心分離し、唾液を凍結した後、解凍して

s-amylase、chromogranin A、cortisolを測定する。 
 
７）統計解析 
 測定データから、同一群内の条件間変動を一元配

置分散分析ならびにpost-hoc testにて行う。また、

群間の差異を二元配置分散分析ならびに post-hoc 
testにて行う。 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に仮説1のとおり、ストレス関連疾患の

IBS群を含めても自然音の刺激によって、ストレス

応答を減弱させるという結果が得られた。脳波につ

いてはノイズ除去と時間を変えての再解析を2度行

った。二元配置分散分析にて唾液アミラーゼ、POMS

で測定した緊張・不安と抑鬱、脳波α波・β波・δ

波、拡張期血圧)が有意に変動した。多重比較ではス

トレス関連物質である唾液アミラーゼが自然環境画

像-自然音の組み合わせで有意に減少し、POMS の緊

張・不安が有意に改善(p < 0.05)、抑鬱は Go/Nogo

課題-自然音の組み合わせでベースラインに比して

有意に改善した(p < 0.05)。脳波α1 は自然環境画

像-自然音の組み合わせで健常者において Go/Nogo

課題-ノイズの組み合わせに比して有意に高く(p < 

0.05)、IBS 群では自然環境画像-ノイズの組み合わ

せに比して有意に高い値であった(p < 0.05)。脳波

β2では健常者のみGo/Nogo課題-ノイズの組み合わ

せで有意に高く(p < 0.05)、δ波では自然環境画像-

自然音の組み合わせでストレス関連疾患である IBS

群においてベースラインに比して有意に低い値が出

ており、痛みの知覚と関係するδ波が減少したこと

でストレス減弱の仮説が支持されたと考えられる。

健常者においてノイズとGo/Nogo課題の組み合わせ

に比してベースラインと自然環境画像-自然音の組

み合わせで有意に拡張期血圧が減少した(p < 0.05)。 

 
第２に仮説2の認知行動処理が改善するというこ

とについては、Go/Nogo課題の得点での有意差は見

られなかったが、IBS群において認知行動処理の間、

自然音により抑鬱を改善させる結果が得られた。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトは、学外研究者との交流が飛躍的

に活性化し、火星を模擬したアメリカ・ユタ州の砂

漠の中の閉鎖環境における共同研究に発展した。被

験者 4 名に対する心電図測定と音素材取得により、

自然音を負荷した際の経時的変化を確認した。電気

通信研究所でのミーティングとディスカッションの

結果、ベースラインや音でのマーカーについてアド

バイスを受け、更に何人か被験者を募り追加実験し

たほうが良いという示唆を受けた。 
本プロジェクトで明らかになったストレス応答減

弱の成果は、宇宙精神医学という新しい研究領域の

開拓に結びつき、宇宙長期滞在における心身の健康

と音環境改善の手段として今後の発展が期待されて

いる。また、自然音の刺激によって、ストレス応答

を減弱させることが明らかとなり、認知行動処理改

善の仮説を裏付けるには課題や負荷方法を変える等

して更なる検証が必要であるが、ノイズの大きい宇

宙長期滞在の環境において問題となる抑鬱や不安を

減弱させる効果があることは明らかになった。音楽

は個人の嗜好性が強いが、自然音はより嗜好性が弱

く音環境の改善に利用可能と考えられる。更に自然

音のバリエーション(例：海、心臓音等)を増やすこ

とで様々な気分に対応できるだろうというメリット

が想定でき、今後の発展が期待されている。 
これらの効果が明らかになれば、宇宙のような極

端な隔離閉鎖空間のみならず、病院や学校、オフィ

スやレストランなど、様々な場所での応用が考えら

れる。自然とはかけ離れた現代社会の環境で、意図

的に作り出すヴァーチャルな自然音環境が、実際に

社会で広く応用されるようになることで、人々の生

活の質(QOL)が向上し、不安、恐怖、抑うつ症状や

人間関係の悪化を未然に防ぐ効果も期待できる。 
 
［４］成果資料 
（１）Ayako Ono, Jun Tayama, Yoiti Suzuki, 

Fumitaka Saito, Masahiro Yamaguchi, Tomomi 

Hattori, Shin Fukudo. The Effect of Nature Sounds 

on Stress-induced Secretion of Salivary Amylase 

and on Mood States. Oral presentation. The 62nd 

International Astronautical Congress. Cape Town, 

South Africa. IAC-11.A1.1.8, 2011.10.3. 
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 その端的な実例として、国際宇宙ステーションが

挙げられる。ここでは、宇宙飛行士が宇宙に長期滞

在している。その環境は無重力であり、感覚刺激の

変化に乏しい隔離閉鎖空間であって、低周波雑音と

臭気があり、昼夜を区別する信号に乏しく、宇宙放

射線曝露の危険がある環境である(European Space 
Agency)。このような環境では、志願者から厳選さ

れた宇宙飛行士でさえ、不安、恐怖、抑うつ症状や

人間関係の悪化が見られることがある。このような

極端な環境下においても応用可能なストレス対処方

法として、音楽を用いた弛緩法が知られている。し

かし、音楽の場合は、個人による嗜好性が強いため、

一般的・普遍的な知見を獲得しにくいという欠点が

ある。これに対して、水の音や風の音などの自然音

は、大多数のヒトにおいて弛緩心象に結びつけるこ

とが可能な音刺激である。 
 以上の背景から、本研究では、以下の仮説を検証

することを目的とする。 
 仮説 1：自然音の刺激によって、ストレス応答を

減弱できる。 
 仮説 2：自然音の刺激によって、認知行動処理が

改善する。 
 
＜対  象＞ 
 健常12例、IBS 10例、（両者共掲示による公募） 
 
＜方法＞ 
１）計測準備 
 検査日、東北大学行動医学生理検査室でベッド上

安静とし、電極とマンシェットを以下のように装着

する。脳波電極： Fz、Cz、C3、 C4、Pz、A1、
A2、心電図：第 II誘導、マンシェット：左上腕。 
２）刺激負荷 
 計測準備が終了したら、刺激として、視覚刺激２

種類と聴覚刺激２種類を負荷する。 
(2-1) 視覚：視覚弁別-作業ストレッサーとして、

Go/Nogo課題をコンピュータを用いて負荷する。こ

れは、対象に左右両手にボタンを与え、画面に現れ

る矢印の方向のボタンを押させるものである。Go
課題では、Go 信号を読み取って素早くボタンを押

さなくてはならず、その時の反応時間を測定する。

一方、一定の割合で Nogo 課題を与え、Nogo 信号

を読み取らせて、ボタン押しを禁ずる。課題は 100
回で終了するが、そのことは事前に対象には伝えな

い。Go/Nogo課題は集中力と抑制を要求する課題で

あり、ストレッサーとしては、active coping課題に

属するもので、神経活動と作業成績をともに評価で

きる。対照刺激としては自然環境画像を呈示する。 
(2-2) 聴覚：ヘッドフォンにより、弛緩心象に結び

ついた自然音を 10 分間負荷する。対照刺激として

は雑音を与える。 
 
３）条件設定 
 視覚2 通りと聴覚2 通りの4 条件を比較する。4
条件とは、以下の組み合わせであり、1 条件につい

て10分間の持続時間、間隔5分間とする。 
A. 自然環境画像-雑音 
B. 自然環境画像-自然音 
C. Go/Nogo課題-雑音 
D. Go/Nogo課題-自然音 
 
４）計測 
 4条件の間、開始からGo/Nogo課題100回が終了

するまでもしくはそれに相当する時間の脳波と心電

図の記録を持続する。開始5分後に1分間閉眼させ、

脳波基礎波を測定する。開始6分後に唾液採取用綿

球（Sorbette cotton）を口腔内に挿入し、開始8分

後に血圧を測定する。開始 10 分後の終了時に唾液

採取用綿球を口腔内から回収し、内分泌検査に供す

る。直後に条件による気分を Profiles of Mood 
Status (POMS)ならびに問診により測定する。 
 
５）心理行動分析 
 対象には信頼性と妥当性が確立されている以下の

質問紙による心理行動分析を行う。施行時期は検査

施行前とする。 
 Rome II Modular Questionnaire (RIIMQ)、
Self-reported IBS Questionnaire (SIBSQ) 、

Gastrointestinal Symptoms Rating Scale (GSRS)、
Perceived Stress Scale (PSS) 、 Psychological 
General Well Being (PGWB) 、 Job Content 
Questionnaire (JCQ)、POMS、SF-36、Toronto 
Alexithymia Scale、Cornell Medical Index、

Self-rating Depression Scale (SDS)、State –Trait 
Anxiety Inventory (STAI)、ミネソタ多面的人格検

査(MMPI)、Parental Bonding Instrument (PBI)。 
 
６）測定値 
 Go/Nogo 課題からは事象関連電位(event related 
potentials: ERP)のP1電位とN2電位を中心に潜時

と振幅を計測する。また、脳波基礎波をFFT（Fast 
Fourier Transform高速フーリエ変換）解析し、α・

β・δ・θ波パワー値を算出する。心電図は開始 3
分間の R 波を取り出して R-R 間隔を測定し、心拍

数を算出するとともに、心拍変動解析による high 
frequency (HF)と low frequency (LF) パワー値な

らびにその比(LF/HF)を測定する。血圧は収縮期血

圧値と拡張期血圧値を得る。唾液採取用綿球は専用

 

容器にて遠心分離し、唾液を凍結した後、解凍して

s-amylase、chromogranin A、cortisolを測定する。 
 
７）統計解析 
 測定データから、同一群内の条件間変動を一元配

置分散分析ならびにpost-hoc testにて行う。また、

群間の差異を二元配置分散分析ならびに post-hoc 
testにて行う。 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に仮説1のとおり、ストレス関連疾患の

IBS群を含めても自然音の刺激によって、ストレス

応答を減弱させるという結果が得られた。脳波につ

いてはノイズ除去と時間を変えての再解析を2度行

った。二元配置分散分析にて唾液アミラーゼ、POMS

で測定した緊張・不安と抑鬱、脳波α波・β波・δ

波、拡張期血圧)が有意に変動した。多重比較ではス

トレス関連物質である唾液アミラーゼが自然環境画

像-自然音の組み合わせで有意に減少し、POMS の緊

張・不安が有意に改善(p < 0.05)、抑鬱は Go/Nogo

課題-自然音の組み合わせでベースラインに比して

有意に改善した(p < 0.05)。脳波α1 は自然環境画

像-自然音の組み合わせで健常者において Go/Nogo

課題-ノイズの組み合わせに比して有意に高く(p < 

0.05)、IBS 群では自然環境画像-ノイズの組み合わ

せに比して有意に高い値であった(p < 0.05)。脳波

β2では健常者のみGo/Nogo課題-ノイズの組み合わ

せで有意に高く(p < 0.05)、δ波では自然環境画像-

自然音の組み合わせでストレス関連疾患である IBS

群においてベースラインに比して有意に低い値が出

ており、痛みの知覚と関係するδ波が減少したこと

でストレス減弱の仮説が支持されたと考えられる。

健常者においてノイズとGo/Nogo課題の組み合わせ

に比してベースラインと自然環境画像-自然音の組

み合わせで有意に拡張期血圧が減少した(p < 0.05)。 

 
第２に仮説2の認知行動処理が改善するというこ

とについては、Go/Nogo課題の得点での有意差は見

られなかったが、IBS群において認知行動処理の間、

自然音により抑鬱を改善させる結果が得られた。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトは、学外研究者との交流が飛躍的

に活性化し、火星を模擬したアメリカ・ユタ州の砂

漠の中の閉鎖環境における共同研究に発展した。被

験者 4 名に対する心電図測定と音素材取得により、

自然音を負荷した際の経時的変化を確認した。電気

通信研究所でのミーティングとディスカッションの

結果、ベースラインや音でのマーカーについてアド

バイスを受け、更に何人か被験者を募り追加実験し

たほうが良いという示唆を受けた。 
本プロジェクトで明らかになったストレス応答減

弱の成果は、宇宙精神医学という新しい研究領域の

開拓に結びつき、宇宙長期滞在における心身の健康

と音環境改善の手段として今後の発展が期待されて

いる。また、自然音の刺激によって、ストレス応答

を減弱させることが明らかとなり、認知行動処理改

善の仮説を裏付けるには課題や負荷方法を変える等

して更なる検証が必要であるが、ノイズの大きい宇

宙長期滞在の環境において問題となる抑鬱や不安を

減弱させる効果があることは明らかになった。音楽

は個人の嗜好性が強いが、自然音はより嗜好性が弱

く音環境の改善に利用可能と考えられる。更に自然

音のバリエーション(例：海、心臓音等)を増やすこ

とで様々な気分に対応できるだろうというメリット

が想定でき、今後の発展が期待されている。 
これらの効果が明らかになれば、宇宙のような極

端な隔離閉鎖空間のみならず、病院や学校、オフィ

スやレストランなど、様々な場所での応用が考えら

れる。自然とはかけ離れた現代社会の環境で、意図

的に作り出すヴァーチャルな自然音環境が、実際に

社会で広く応用されるようになることで、人々の生

活の質(QOL)が向上し、不安、恐怖、抑うつ症状や

人間関係の悪化を未然に防ぐ効果も期待できる。 
 
［４］成果資料 
（１）Ayako Ono, Jun Tayama, Yoiti Suzuki, 

Fumitaka Saito, Masahiro Yamaguchi, Tomomi 

Hattori, Shin Fukudo. The Effect of Nature Sounds 

on Stress-induced Secretion of Salivary Amylase 

and on Mood States. Oral presentation. The 62nd 

International Astronautical Congress. Cape Town, 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択��（Ｈ２２／Ａ１１） 

 

音空間のバーチャルリアリティを用いた 
��バーサル音空間訓練システムの構� 

 
［１］組織 
  代表者：大内  誠 

（東北福祉大学） 
  対応者：岩谷 幸雄 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

関  喜一（産業技術総合研究所） 
鈴木 陽一（東北大学電気通信研究所） 
矢入  聡（仙台高等専門学校） 
大谷  真（信州大学） 
水戸部一孝（秋田大学工学資源学部） 
棟方 哲弥（産業技術総合研究所） 
本多 明生（東北大学電気通信研究所） 
鈴木 雅史（秋田大学工学資源学部） 
吉村  昇（秋田大学） 
稲永 潔文（株式会社サザン音響） 
三浦 貴大（産業技術総合研究所） 
 

研究費：物件費 23 万 6 千円，旅費 11 万 9 千 5 百

80円 
 
［２］研究経過 
従来，視覚支援学校や視覚障害リハビリテーショ

ン施設等における歩行訓練は，白杖を持って実際の

歩道を歩くことが基本であり，歩行技術を習得する

までに数年かかるなど，視覚障害者にとっては大き

なストレスになっていた。 
そこで，実際の路上訓練に出る前に，安全な音空

間内で歩き回りながら歩行訓練を受けることができ

るような，３次元音響バーチャルリアリティ技術と

仮想環境歩行訓練技術を開発した。そのための基礎

研究として，頭部伝達関数をシミュレートした３次

元音響再生技術（３Ｄサウンド）と，GPS，加速度

センサ，地磁気センサ，ジャイロセンサなどの組み

合わせた広範囲位置計測技術を用いて，実際に歩き

回れるくらいに面積の広い音響仮想環境を実現する

ための研究を行った。 
昨年度は，上記の「広範囲仮想環境歩行訓練シス

テム（Wide-Range Auditory Orientation Training 
System : 以下WR-AOTS）」の開発と基礎実験，な

らびに，βバージョンの一般公開を行った。 
WR-AOTSは，平成19～21年度東北大学電気通

信研究所共同プロジェクト研究「３Ｄサウンドによ

る視覚障害者の歩行訓練実現のための基礎研究」が

ベースとなっている。WR-AOTSの特徴は以下の通

りである。 
①可搬型とするため1台のノート型PCで動作可能 
②音響レンダリングのソフトウェア化により専用

ハードウェアよりも低価格 
③地磁気ジャイロセンサと GPS などの計測デバイ

スで構成し低価格 
④身体の外へ引き回される各種センサのワイヤリ

ングが不要で安全 
ところで，昨年度公開したWR-AOTSのβバージ

ョンは，仮想空間内を移動する際にはマウスによる

操作が必要であった。WR-AOTSが目指すところは，

実際の歩行訓練に用いられるような街並みを再現し，

その中を実際に移動しながら訓練することである。

そのためには精度の高いモーションセンサを利用し

なければならないが，高精度のものは高価であるた

め，視覚支援学校等では導入が困難である。 
そこで，今年度は，市販されているいくつかの安

価なモーションセンサをピックアップし，その精度

を実測調査して WR-AOTS に組み込むセンサの候

補を挙げると共に，モーションセンサにはつきもの

のドリフトを低減する方策についても検討する。 
以下，研究活動状況の概要を記す。 

 
研究打合せ： 
平成24年3月1日  第1回 東北大通研 
①モーションセンサの精度実測報告 
②ドリフトを低減する拡張カルマンフィルタの開発

について 
③新規補助金の応募について 
④東北大学電気通信研究所共同プロジェクト研究成

果発表会について 
⑤移動障害物回避訓練システムについて 
 
共同プロジェクト研究発表会： 
平成24年3月2日  江陽グランドホテル 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
①モーションセンサの精度実測調査 
(a)調査対象モーションセンサ 
 調査対象としたモーションセンサは，TK9S 
(NEC Tokin, 生産中止)，TDS01V (バイテック)，
iPod Touch 第4世代(4G) (Apple)，Wii Remote (略
称:Wiimote，任天堂)である(Fig. 1参照)。また，誤

差を測定するための比較用のセンサとして

FASTRAK (Polhemus)を用いた。TK9Sは，昨年度

発表したシステムで用いていたセンサである。他の

センサに関しては以下の理由から計測することにし

た; TDS01V: 安価でありWindows用ドライバが付

属している，iPod Touch 4G: プログラマブルであり

内部センサ情報を取得可能である他，Bluetooth で

通信可能である，Wii Remote: 安価であり有志によ

る Windows 用ドライバが公開されている他，

Bluetoothで通信可能である。  
 

 
Fig. 1 実測調査したモーションセンサ 

 
なお，比較用センサ(FASTRAK)は高精度・高サ

ンプリングレートであるが，高価でありレシーバ部

分のサイズが大きいものである。そのため，訓練現

場への持ち込みが行いにくいと考えられる。  
本研究においては，この比較用センサとの比較を

通じて，これらセンサの精度について分析を行う。 
 
(b)調査方法 
 調査方法をFig. 2に示す。まずPWM制御によっ

て一定速度で往復回転運動する装置を作成した。こ

の装置での回転は頭の回転運動を考慮し，往復回転

運動できるようになっている。この器具を製作する

のに用いた機材は，モータ: タミヤ AO-8001 
Geared Motor 3633K36，モータコントローラ: 共
立電子DCモータコントローラ KIT2，モータ制御: 
Arduino Duemilanove 328であり，安定化電源でこ

の装置に10V, 1Aを供給して作動させた。モータの

回転部には長さ29.5 cm／幅2.2 cm／厚さ0.3 cm
の板を固定し，この一端に比較用センサを取り付け，

もう一端に調査対象センサのうちいずれかを取り付

けて計測を行った。なお，センサごとにロール・ヨ

ー・ピッチ角度を計測した(各センサにおける角度の

定義はFig. 1を参照)。また，計測時間は約1分間と

した。 

 
Fig. 2 センサ精度の計測方法 

 
(c)結果と考察 

Fig. 3(a～d)(横軸：時間，縦軸：検出角度)に計測

された各センサのロール・ピッチ・ヨー角度を示す。  

 
Fig. 3(a) TK9S 

 
Fig. 3(b) TDS01V 

 
Fig. 3(c)  iPod Touch 4G 

 
Fig. 3(d)  Wii Remote 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択��（Ｈ２２／Ａ１１） 

 

音空間のバーチャルリアリティを用いた 
��バーサル音空間訓練システムの構� 

 
［１］組織 
  代表者：大内  誠 

（東北福祉大学） 
  対応者：岩谷 幸雄 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

関  喜一（産業技術総合研究所） 
鈴木 陽一（東北大学電気通信研究所） 
矢入  聡（仙台高等専門学校） 
大谷  真（信州大学） 
水戸部一孝（秋田大学工学資源学部） 
棟方 哲弥（産業技術総合研究所） 
本多 明生（東北大学電気通信研究所） 
鈴木 雅史（秋田大学工学資源学部） 
吉村  昇（秋田大学） 
稲永 潔文（株式会社サザン音響） 
三浦 貴大（産業技術総合研究所） 
 

研究費：物件費 23 万 6 千円，旅費 11 万 9 千 5 百

80円 
 
［２］研究経過 
従来，視覚支援学校や視覚障害リハビリテーショ

ン施設等における歩行訓練は，白杖を持って実際の

歩道を歩くことが基本であり，歩行技術を習得する

までに数年かかるなど，視覚障害者にとっては大き

なストレスになっていた。 
そこで，実際の路上訓練に出る前に，安全な音空

間内で歩き回りながら歩行訓練を受けることができ

るような，３次元音響バーチャルリアリティ技術と

仮想環境歩行訓練技術を開発した。そのための基礎

研究として，頭部伝達関数をシミュレートした３次

元音響再生技術（３Ｄサウンド）と，GPS，加速度

センサ，地磁気センサ，ジャイロセンサなどの組み

合わせた広範囲位置計測技術を用いて，実際に歩き

回れるくらいに面積の広い音響仮想環境を実現する

ための研究を行った。 
昨年度は，上記の「広範囲仮想環境歩行訓練シス

テム（Wide-Range Auditory Orientation Training 
System : 以下WR-AOTS）」の開発と基礎実験，な

らびに，βバージョンの一般公開を行った。 
WR-AOTSは，平成19～21年度東北大学電気通

信研究所共同プロジェクト研究「３Ｄサウンドによ

る視覚障害者の歩行訓練実現のための基礎研究」が

ベースとなっている。WR-AOTSの特徴は以下の通

りである。 
①可搬型とするため1台のノート型PCで動作可能 
②音響レンダリングのソフトウェア化により専用

ハードウェアよりも低価格 
③地磁気ジャイロセンサと GPS などの計測デバイ

スで構成し低価格 
④身体の外へ引き回される各種センサのワイヤリ

ングが不要で安全 
ところで，昨年度公開したWR-AOTSのβバージ

ョンは，仮想空間内を移動する際にはマウスによる

操作が必要であった。WR-AOTSが目指すところは，

実際の歩行訓練に用いられるような街並みを再現し，

その中を実際に移動しながら訓練することである。

そのためには精度の高いモーションセンサを利用し

なければならないが，高精度のものは高価であるた

め，視覚支援学校等では導入が困難である。 
そこで，今年度は，市販されているいくつかの安

価なモーションセンサをピックアップし，その精度

を実測調査して WR-AOTS に組み込むセンサの候

補を挙げると共に，モーションセンサにはつきもの

のドリフトを低減する方策についても検討する。 
以下，研究活動状況の概要を記す。 

 
研究打合せ： 
平成24年3月1日  第1回 東北大通研 
①モーションセンサの精度実測報告 
②ドリフトを低減する拡張カルマンフィルタの開発

について 
③新規補助金の応募について 
④東北大学電気通信研究所共同プロジェクト研究成

果発表会について 
⑤移動障害物回避訓練システムについて 
 
共同プロジェクト研究発表会： 
平成24年3月2日  江陽グランドホテル 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
①モーションセンサの精度実測調査 
(a)調査対象モーションセンサ 
 調査対象としたモーションセンサは，TK9S 
(NEC Tokin, 生産中止)，TDS01V (バイテック)，
iPod Touch 第4世代(4G) (Apple)，Wii Remote (略
称:Wiimote，任天堂)である(Fig. 1参照)。また，誤

差を測定するための比較用のセンサとして

FASTRAK (Polhemus)を用いた。TK9Sは，昨年度

発表したシステムで用いていたセンサである。他の

センサに関しては以下の理由から計測することにし

た; TDS01V: 安価でありWindows用ドライバが付

属している，iPod Touch 4G: プログラマブルであり

内部センサ情報を取得可能である他，Bluetooth で

通信可能である，Wii Remote: 安価であり有志によ

る Windows 用ドライバが公開されている他，

Bluetoothで通信可能である。  
 

 
Fig. 1 実測調査したモーションセンサ 

 
なお，比較用センサ(FASTRAK)は高精度・高サ

ンプリングレートであるが，高価でありレシーバ部

分のサイズが大きいものである。そのため，訓練現

場への持ち込みが行いにくいと考えられる。  
本研究においては，この比較用センサとの比較を

通じて，これらセンサの精度について分析を行う。 
 
(b)調査方法 
 調査方法をFig. 2に示す。まずPWM制御によっ

て一定速度で往復回転運動する装置を作成した。こ

の装置での回転は頭の回転運動を考慮し，往復回転

運動できるようになっている。この器具を製作する

のに用いた機材は，モータ: タミヤ AO-8001 
Geared Motor 3633K36，モータコントローラ: 共
立電子DCモータコントローラ KIT2，モータ制御: 
Arduino Duemilanove 328であり，安定化電源でこ

の装置に10V, 1Aを供給して作動させた。モータの

回転部には長さ29.5 cm／幅2.2 cm／厚さ0.3 cm
の板を固定し，この一端に比較用センサを取り付け，

もう一端に調査対象センサのうちいずれかを取り付

けて計測を行った。なお，センサごとにロール・ヨ

ー・ピッチ角度を計測した(各センサにおける角度の

定義はFig. 1を参照)。また，計測時間は約1分間と

した。 

 
Fig. 2 センサ精度の計測方法 

 
(c)結果と考察 

Fig. 3(a～d)(横軸：時間，縦軸：検出角度)に計測

された各センサのロール・ピッチ・ヨー角度を示す。  

 
Fig. 3(a) TK9S 

 
Fig. 3(b) TDS01V 

 
Fig. 3(c)  iPod Touch 4G 

 
Fig. 3(d)  Wii Remote 

共同プロジェクト研究

155

電気通信-5章2-三[132-174].indd   155 2012/09/05   19:17:43



 

水平面方向の知覚における音源定位の弁別限は，

Preibisch-EffenbergerやHausteinらの結果によれ

ば，正面方向で±3.6º，側方で±10º(右)，±9.2º(左)，
後方で±5.5ºである。よって，概ね±3.6º以下の誤

差であれば十分である。 
TK9S は比較用センサと比較すると，全ての角度

において誤差は 3.6º以下であった。しかしながら，

本センサは現在生産中止という状況にある。

TDS01Vと比較用センサとの誤差は，全ての角度に

おいて 20º以上であった。この精度では，頭部回転

角度を検出するに当たっては利用可能ではないと言

える。iPod Touch 4GならびにWii Remoteと比較

用センサとの誤差は，すべての角度において3.6º以
下であった。このことから，両センサは頭部回転角

度の検出に有効であると言え，これら4つのセンサ

の中ではこの 2 つが WR-AOTS に適していると言

えよう。  
②ドリフトを低減するための方策検討 
 モーションセンサのドリフト(時間経過と共に発

生するゼロ点の自己変動)を低減するための方策と

して拡張カルマンフィルタを実装した。その結果，

ドリフトによる誤差を大幅に低減することができた。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 すでにモーションセンサはスマートホン，タブレ

ット型 PC，カーナビゲーションシステム，ビデオ

ゲーム機などに応用されエポックメイキングな製品

が世に出されているが，いずれも機器に組み込まれ

ているため，別の機器に応用するのは容易ではない。 
 一方，iPod TouchやWii Remoteは，比較的安価

で手に入りやすく，Bluetooth による無線通信が可

能であることに加え，センサとしての精度の高さや

応用のし易さが本研究により証明された。これによ

り，例えば，バーチャルリアリティや拡張現実感な

どの技術によって仮想空間を出現させ，その空間内

を自由に移動できるようにすれば，能動的参加型の，

より没入感や臨場感の高い仮想環境を大がかりな機

器を使わずに実現できる可能性がある。 
また，モーションセンサにつきもののドリフト誤

差を拡張カルマンフィルタにより大幅に低減できる

ことが明らかとなったため，ある程度高い精度が要

求されるような運動測定などにもこれらの安価なセ

ンサが利用できる可能性が高まった。例えば，医療

やリハビリテーションへの応用，さまざまな訓練や

教育への応用なども考えられる。 
今後は，これらの無線モーションセンサを頭部の

回転運動測定に用いたり，GPSによる位置情報を補

間したりするために用いる予定である。 
 
 

［４］成果資料 
1) 三浦貴大，関喜一，岩谷幸雄，大内誠，「三次元

音響による聴覚空間認知訓練システムの改良の

ためのセンサ性能調査」，第20回視覚障害リハビ

リテーション研究発表大会抄録集，(2011). 
2) 三浦貴大，関喜一，岩谷幸雄，大内誠，「広範囲

電子的測位による 3 次元音響を用いた視覚障害

者の聴覚空間認知訓練の可能性（第5報） -利用

可能なセンサに関する調査-」，第 37 回感覚代行

シンポジウム予稿集，(2011). 
3) 関喜一，「ヒトの聴覚による空間認知のメカニズ

ム ～ 音源定位と視覚障害者の障害物知覚 ～」，
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回シンポジウム 動物に見る賢さと巧みさ~新し

いロボットへの道標~，(2011). 
4) 関喜一，「障害物知覚という能力」，白夜書房 中

学・高校バスケットボール，(2012-03). 
5) Honda, A., Shibata, H., Hidaka, S., Gyoba, J., 
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865.), (2011). 

6) Ohba, K., Iwaya, Y., Honda, A., & Suzuki, Y.
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Movement Deteriorate During Sound 
Localization」12th International Multisensory 
Research Forum, Fukuoka,  Japan. 
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像定位課題における頭部運動速度が音像移動検

知限に及ぼす効果」日本音響学会2011年秋季研

究発表会,島根大学, (2011). 
8) 大場景翔・岩谷幸雄・本多明生・鈴木陽一，「頭

部運動を伴う音像定位課題における音像移動の

検知」 ,信学技報 IEICE Technical Report 
EA2011-66(2011-8), 99-103, (2011). 

9) 水戸部一孝，鈴木雅史，吉村昇，「車道横断体験

用シミュレータによる高齢歩行者交通事故の誘
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「様式３」 

採択回数 １ （２)   ３ 

採択�号 H２２／A１２ 

 

周波数領域両耳聴モデルにお�る 
指向特性制御に�する研究 

 
 
 
 
［１］組織 
  代表者：苣木 禎史 

（熊本大学大学院自然科学研究科） 
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（東北大学電気通信研究所） 
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宇佐川 毅 
（熊本大学大学院自然科学研究科） 

 
   研究費：物件費２０万 6 千円，旅費２１万５千
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［２］研究経過 
 周波数領域両耳聴モデル(FDBM: Frequency 
Domain Binaural Model)は，人間の聴覚機能のう

ち，特に両耳聴条件での音源の定位能力と，それに

依拠した特定音源信号への注意集中による検出能力

の向上を模擬した計算機モデルである。このモデル

は，現在開発途上ではあるが，その基礎的な特性の

向上により，補聴器をはじめとする広い応用分野が

想定される。 
 前プロジェクトでは，FDBMの性能向上と医療福祉

分野を中心とした応用システムの開発を目的として，

FDBM の応用の一例である両耳補聴システムへの適

用の可能性を探った。また，両耳補聴システムで必

要となるハウリングキャンセル機能の検討を行った。

また，時間-周波数領域フィルタリングの事後処理を

行い，ミュージカルノイズの低減を行い音質の評価

を行った。 

 本課題では，次世代両耳補聴器を実現するための

基礎技術の開発とそれらの融合化を目指す。 

 

［３］成果 

（３－１）研究成果 

【FDBMについて】 

 FDBMは，右耳，左耳位置に相当する場所での入力

信号から音波の到来方向を推定し，その方向から音

を強調できる。２入力で方位角のみならず仰角まで

推定でき，出力信号には音源の方向情報を残したま

ま強調できる。演算量が少なく，実時間処理が期待

できるアルゴリズムである。 

 Fig.1はFDBMのブロック図であり，入力信号を高

速フーリエ変換し，両耳間位相差・レベル差を用い

た音源方向推定および分離を行い，逆高速フーリエ

変換により出力を得るまでの流れを示している。 

 

 
 

このFDBMは，任意の方向に指向特性を形成可能であ

る。これを両耳補聴器へ応用する場合，指向性を自

動的に聞き取りたい音の方向に適応制御することが

望まれる。適応制御においては，平成２２年度に引

き続き，先行音効果をモデル化することを試みて音

源方向の安定した推定を検討した（文献 6）。また，

両耳信号による音源方向推定では，音源方向の前後

判断が難しいため，ニューラルネットを用いた高精

度でかつ高速な判別法の検討を行った（文献

1,2,5,7,11）。さらには，両耳補聴器を装着した際に

利用者自身の発話を抑圧する必要があるが，その自

発話検出の手法についても検討を始めた（文献

3,10）。このように，指向性制御の完全自動化は望ま

れつつあるものの，常用する補聴器への応用を考え

Fig.1 周波数領域両耳聴モデルのブロック図 
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水平面方向の知覚における音源定位の弁別限は，

Preibisch-EffenbergerやHausteinらの結果によれ

ば，正面方向で±3.6º，側方で±10º(右)，±9.2º(左)，
後方で±5.5ºである。よって，概ね±3.6º以下の誤

差であれば十分である。 
TK9S は比較用センサと比較すると，全ての角度

において誤差は 3.6º以下であった。しかしながら，

本センサは現在生産中止という状況にある。

TDS01Vと比較用センサとの誤差は，全ての角度に

おいて 20º以上であった。この精度では，頭部回転

角度を検出するに当たっては利用可能ではないと言

える。iPod Touch 4GならびにWii Remoteと比較

用センサとの誤差は，すべての角度において3.6º以
下であった。このことから，両センサは頭部回転角

度の検出に有効であると言え，これら4つのセンサ

の中ではこの 2 つが WR-AOTS に適していると言

えよう。  
②ドリフトを低減するための方策検討 
 モーションセンサのドリフト(時間経過と共に発

生するゼロ点の自己変動)を低減するための方策と

して拡張カルマンフィルタを実装した。その結果，

ドリフトによる誤差を大幅に低減することができた。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 すでにモーションセンサはスマートホン，タブレ

ット型 PC，カーナビゲーションシステム，ビデオ
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 一方，iPod TouchやWii Remoteは，比較的安価

で手に入りやすく，Bluetooth による無線通信が可

能であることに加え，センサとしての精度の高さや

応用のし易さが本研究により証明された。これによ

り，例えば，バーチャルリアリティや拡張現実感な

どの技術によって仮想空間を出現させ，その空間内

を自由に移動できるようにすれば，能動的参加型の，
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器を使わずに実現できる可能性がある。 
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［２］研究経過 
 周波数領域両耳聴モデル(FDBM: Frequency 
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ち，特に両耳聴条件での音源の定位能力と，それに
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想定される。 
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分野を中心とした応用システムの開発を目的として，

FDBM の応用の一例である両耳補聴システムへの適

用の可能性を探った。また，両耳補聴システムで必

要となるハウリングキャンセル機能の検討を行った。

また，時間-周波数領域フィルタリングの事後処理を

行い，ミュージカルノイズの低減を行い音質の評価

を行った。 

 本課題では，次世代両耳補聴器を実現するための

基礎技術の開発とそれらの融合化を目指す。 

 

［３］成果 

（３－１）研究成果 
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 Fig.1はFDBMのブロック図であり，入力信号を高

速フーリエ変換し，両耳間位相差・レベル差を用い

た音源方向推定および分離を行い，逆高速フーリエ

変換により出力を得るまでの流れを示している。 

 

 
 

このFDBMは，任意の方向に指向特性を形成可能であ
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望まれる。適応制御においては，平成２２年度に引

き続き，先行音効果をモデル化することを試みて音

源方向の安定した推定を検討した（文献 6）。また，

両耳信号による音源方向推定では，音源方向の前後

判断が難しいため，ニューラルネットを用いた高精

度でかつ高速な判別法の検討を行った（文献

1,2,5,7,11）。さらには，両耳補聴器を装着した際に

利用者自身の発話を抑圧する必要があるが，その自

発話検出の手法についても検討を始めた（文献

3,10）。このように，指向性制御の完全自動化は望ま

れつつあるものの，常用する補聴器への応用を考え
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るとフェイルセーフも十分に考慮した高度なシステ

ム設計が必要となる。ユーザー自身が制御する必要

がある場面では，身体動作全般も重要な役割を果す

ことが考えられる。人の意識的，無意識な行動は指

向性制御に欠かせないものであり，その行動のひと

つは頭部運動である。これは，人が音像定位をする

際に首を自然と振ることや，振ることによって定位

精度が向上する知見から明らかである。このように，

人の行動による制御は次世代両耳補聴器に必須の技

術であり，本課題の一部として，それを実現するた

めの基礎技術の検討を行った。 

【結果】 

 ここでは，小型6軸慣性センサを利用した頭部の

運動を検出（文献 4,8,9）および音源方向検出にお

ける前後判断の制御方法（文献1,2,5,7,11）につい

て述べる。 

 

1) 頭部運動の検出 

 加速度センサを用いて，頭部運動の検出に関する

実験を行った。右耳介部にセンサを装着し，xyz軸

での加速度値より運動検出を試みた。それぞれの軸

での出力値の短時間平均値を閾値を設けて検出する

方法（閾値法）と機械学習の一つであるサポートベ

クターマシン(SVM)を用いる方法(SVM法)の検討を

行った。 

 閾値法においては，頭部左回転は23.3%，右回転

は20.0%の検出率にとどまったが，SVM法では，出力

値の加速度の移動平均，分散，FFTパワスペクトル

を学習させることにより，それぞれが，70.0%, 73,3%

まで改善された。また，うなずき動作，頭部傾倒動

作においては，それぞれ100%の検出が可能となった。 

 加速度を用いた方法では，十分な検出精度が得ら

れないために，今後は角速度を有効に利用する方法

を検討する。 

2) 音源方向の前後判断 

 周波数領域両耳聴モデルは，両耳間時間差(IPD)，

両耳間レベル差(ILD)に基づき，音源方向の推定およ

び分離を行っている。しかし，コーン状の混同が存

在し，前方に位置する音源を後方に取り違える，ま

たその逆も生じやすい。頭部伝達関数を解析し，ス

ペクトラルキューが存在することは，千葉工大の飯

田らが明らかにしており，頭部伝達関数を用いても

前後判断の精度を向上させることは可能と考えられ

る。そこで，機械学習のひとつである人工ニューラ

ルネットワーク(ANN)を用いることにより，精度向上

が図れるか否かを検討した。 

 矢状座標に基づきIPD,ILDを算出し，それらをANN

に学習させる。学習には，音源方向推定をする音源

の周波数成分に依存させないために，白色雑音を用

いた。空間を前後左右に 4分割し，それぞれに ANN

を用いた。また，全周波数帯域を学習させたANNの

結合加重の小さいものから間引きをし，ANN を歳学

習することによるANNの総演算量の削減を行った。   

 シミュレーションでは，名古屋大学の西野らが提

供している頭部伝達関数を学習させた。サンプリン

グ周波数は 16 kHz・16bit，フレーム長は 512であ

り，周波数binは31.25 Hzである。音源の信号には，

白色雑音，ピンク雑音，男声，女声を用いた。 

 Fig.2(a)は，前後判断機能を実装していない従来

の周波数領域両耳聴モデルによる指向特性である。 

Fig.2(b)は，前後判断機能を実装した場合の結果で

ある。この図は，頭頂部から見た図であり，図の上

方向が顔の正面である。どの音源に対しても，基本

的には前後判断ができていることが分かる。それぞ

れの音源方向推定精度は，各 9々9.7%，99.6%, 97.6%, 

98.3%であった。 

 

(a) 従来の周波数領域両耳聴モデルの指向特性 

 

(b) 前後判断機能を実装した周波数領域両耳聴モデ

ルの指向特性 

 

 

 本年度も，引き続き高度な両耳聴補聴器を実現す

 

るために必要な基礎技術の検討を行った。人の身体

動作に基づく指向性制御，そして，従来の周波数領

域両耳聴モデルで生じていた前後判断の精度向上を

実現した。また，自発話の検出に関する研究にも着

手した。 

 これらの基礎技術の複合化による次世代両耳補聴

器を実現できる可能性が示唆されつつある。 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

 本プロジェクトにおいて，両耳補聴システムに必

要不可欠な処理を個々に開発を進めてきている。そ

れぞれに改良の余地はあるが，演算量の少ない方法

であるため既存の製品に対しても個々に適用可能で

ある。今後は，行動と指向性制御の連携や先行音効

果などによる音源方向推定との連携の検討を行うこ

とにより，全体を通しての性能向上を検討すること

により，製品化への期待ができる。 
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るとフェイルセーフも十分に考慮した高度なシステ

ム設計が必要となる。ユーザー自身が制御する必要

がある場面では，身体動作全般も重要な役割を果す

ことが考えられる。人の意識的，無意識な行動は指

向性制御に欠かせないものであり，その行動のひと

つは頭部運動である。これは，人が音像定位をする

際に首を自然と振ることや，振ることによって定位

精度が向上する知見から明らかである。このように，

人の行動による制御は次世代両耳補聴器に必須の技

術であり，本課題の一部として，それを実現するた

めの基礎技術の検討を行った。 

【結果】 

 ここでは，小型6軸慣性センサを利用した頭部の

運動を検出（文献 4,8,9）および音源方向検出にお

ける前後判断の制御方法（文献1,2,5,7,11）につい

て述べる。 

 

1) 頭部運動の検出 

 加速度センサを用いて，頭部運動の検出に関する

実験を行った。右耳介部にセンサを装着し，xyz軸

での加速度値より運動検出を試みた。それぞれの軸

での出力値の短時間平均値を閾値を設けて検出する

方法（閾値法）と機械学習の一つであるサポートベ

クターマシン(SVM)を用いる方法(SVM法)の検討を

行った。 

 閾値法においては，頭部左回転は23.3%，右回転

は20.0%の検出率にとどまったが，SVM法では，出力

値の加速度の移動平均，分散，FFTパワスペクトル

を学習させることにより，それぞれが，70.0%, 73,3%

まで改善された。また，うなずき動作，頭部傾倒動

作においては，それぞれ100%の検出が可能となった。 

 加速度を用いた方法では，十分な検出精度が得ら

れないために，今後は角速度を有効に利用する方法

を検討する。 

2) 音源方向の前後判断 

 周波数領域両耳聴モデルは，両耳間時間差(IPD)，

両耳間レベル差(ILD)に基づき，音源方向の推定およ

び分離を行っている。しかし，コーン状の混同が存

在し，前方に位置する音源を後方に取り違える，ま

たその逆も生じやすい。頭部伝達関数を解析し，ス

ペクトラルキューが存在することは，千葉工大の飯

田らが明らかにしており，頭部伝達関数を用いても

前後判断の精度を向上させることは可能と考えられ

る。そこで，機械学習のひとつである人工ニューラ

ルネットワーク(ANN)を用いることにより，精度向上

が図れるか否かを検討した。 

 矢状座標に基づきIPD,ILDを算出し，それらをANN

に学習させる。学習には，音源方向推定をする音源

の周波数成分に依存させないために，白色雑音を用

いた。空間を前後左右に 4分割し，それぞれに ANN

を用いた。また，全周波数帯域を学習させたANNの

結合加重の小さいものから間引きをし，ANN を歳学

習することによるANNの総演算量の削減を行った。   

 シミュレーションでは，名古屋大学の西野らが提

供している頭部伝達関数を学習させた。サンプリン

グ周波数は 16 kHz・16bit，フレーム長は 512であ

り，周波数binは31.25 Hzである。音源の信号には，

白色雑音，ピンク雑音，男声，女声を用いた。 

 Fig.2(a)は，前後判断機能を実装していない従来

の周波数領域両耳聴モデルによる指向特性である。 

Fig.2(b)は，前後判断機能を実装した場合の結果で

ある。この図は，頭頂部から見た図であり，図の上

方向が顔の正面である。どの音源に対しても，基本

的には前後判断ができていることが分かる。それぞ

れの音源方向推定精度は，各 9々9.7%，99.6%, 97.6%, 

98.3%であった。 

 

(a) 従来の周波数領域両耳聴モデルの指向特性 

 

(b) 前後判断機能を実装した周波数領域両耳聴モデ

ルの指向特性 

 

 

 本年度も，引き続き高度な両耳聴補聴器を実現す

 

るために必要な基礎技術の検討を行った。人の身体

動作に基づく指向性制御，そして，従来の周波数領

域両耳聴モデルで生じていた前後判断の精度向上を

実現した。また，自発話の検出に関する研究にも着

手した。 

 これらの基礎技術の複合化による次世代両耳補聴

器を実現できる可能性が示唆されつつある。 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

 本プロジェクトにおいて，両耳補聴システムに必

要不可欠な処理を個々に開発を進めてきている。そ

れぞれに改良の余地はあるが，演算量の少ない方法

であるため既存の製品に対しても個々に適用可能で

ある。今後は，行動と指向性制御の連携や先行音効

果などによる音源方向推定との連携の検討を行うこ

とにより，全体を通しての性能向上を検討すること

により，製品化への期待ができる。 

 
［４］成果資料 
(1) 宇佐川 毅, 佐保 貴哉, 苣木 禎史 
周波数領域両耳聴モデルのポータブルデバイス上へ

の実装 ～ ハウリングキャンセラと前後誤判断の

制御 ～ 
信学技報, vol. 111, no. 27, SIP2011-16, pp. 89-94 
(2011.5) 
(2) 佐保 貴哉, 苣木 禎史, 宇佐川 毅 
周波数領域両耳聴モデルに基づく補聴システムにお

ける前後誤判断の抑制手法 
電子情報通信学会技術研究報告, Vol.41, No.6, 
EA2011-56, pp.413-418 (2011.8) 
(3) 小野口 平, 苣木 禎史, 宇佐川 毅 
周波数領域両耳聴モデルに基づく自発話の検出を目

指した近傍頭部伝達関数に関する考察 
電気関係学会九州支部連合大会講演論文, 05-2A-16, 
p.337(CD-ROM) (2011.9) 
(4) 島添 真和, 苣木 禎史, 宇佐川 毅 
頭部回転動作を用いた両耳補聴システムの指向性制

御 
電気関係学会九州支部連合大会講演論文, 01-2P-02, 
p.450(CD-ROM) (2011.9) 
(5) 佐保 貴哉, 苣木 禎史, 宇佐川 毅 
狭帯域信号を用いた音源方向の前後弁別手法 
-周波数領域両耳聴モデルに基づく補聴システムへ

の実装の検討- 
日本音響学会 2011 年秋季研究発表会講演論文集, 
pp.761-764 (CD-ROM) (2011.9) 
(6) 藤澤 暁, 苣木 禎史, 宇佐川 毅 
両耳信号の立ち上がり検出に基づく直接音の方向推

定と強調 

日本音響学会 2011 年秋季研究発表会講演論文集, 
pp.767-770 (CD-ROM) (2011.9) 
(7) 佐保 貴哉 
周波数領域両耳聴モデルにおける前後誤判断の抑

制手法に関する研究 
熊本大学大学院自然科学研究科情報電気電子工学専

攻修士論文 (2012.2) 
(8) 島添 真和 
両耳補聴システムの指向性制御のための3軸加速度

センサを用いたSVM による頭部回転動作の検出に

関する研究 
熊本大学大学院自然科学研究科情報電気電子工学専

攻修士論文 (2012.2) 
(9) 田中 章悟 
6 軸慣性センサを用いた頭部動作の回転角度検出に

関する研究 
熊本大学工学部情報電気電子工学科卒業論文 
(2012.3) 
(10) 小野口 平, 苣木 禎史, 宇佐川 毅 
周波数領域両耳聴モデルに基づく近傍頭部伝達関数

を用いた自発話検出手法の検討 
日本音響学会 2012 年春季研究発表会講演論文集, 
pp.689-692 (CDROM) (2012.3) 
(11) 佐保 貴哉, 苣木 禎史, 宇佐川 毅 
前方空間のみに指向性を生成可能な周波数領域両耳

聴モデル −スペクトラル・キューを用いたコーン状

の混同の解消− 
日本音響学会 2012 年春季研究発表会講演論文集, 
pp.693-696 (CDROM) (2012.3) 
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［１］組織 
  代表者：加納 敏行（日本電気株式会社） 
 対応者：多田 順次（東北大学電気通信研究所） 
 分担者：  

矢野 雅文（東北大学電気通信研究所） 
大野 英男（東北大学電気通信研究所） 
中島 康冶（東北大学電気通信研究所） 
大堀 淳 （東北大学電気通信研究所） 
羽生 貴弘（東北大学電気通信研究所） 
桝井 昇一（東北大学電気通信研究所） 
塩入 論 （東北大学電気通信研究所） 
中尾 光之（東北大学大学院 

情報科学研究科） 
石黒 章夫（東北大学大学院工学研究） 
虫明 明 （東北大学大学院 

医学系研究科） 
川上 進 （東北大学電気通信研究所） 
外池 光雄（千葉大学大学院工学研究科） 
中嶋 宏 （オムロン(株)） 
國尾武光 （日本電気(株)） 
藤澤 浩道（(株)日立製作所） 
前田 賢一（(株)東芝） 
古賀 昌史（(株)日立製作所） 
濱本 将樹（シャープ(株)） 
武 理一郎（(株)富士通研究所） 
小川 雅嗣（日本電気(株)） 
松田 雄馬（日本電気(株)） 

 
 研究費：物件費28万8千円，旅費13万7千円 
 
［２］研究経過 
情報処理は多面的・階層的な機能であるが、現在

の情報処理様式である硬い論理と逐次処理による直

列集約型情報処理がハードウェア技術の驚異的な発

展にも支えられて、飛躍的に発達してきた。しかし

この方法では問題自身が曖昧であったり情報が不完

全であったりする場合や、不測の事態が生じた時に

は対応が困難である。一方、生命システムはこれら

の問題に対して柔軟な情報処理を行っており、この

中心を担っているのがブレインである。ここで言う

ブレインウェアとはこの問題を解決する新しいパラ

ダイムによる、ハードとソフトが融合した情報処理

システムを意味している。 
 本共同プロジェクト研究では、取り扱う情報の

質と量を飛躍的に向上させるために、生命システム

のもつ多面的、階層的な情報原理を明らかにし、柔

軟に情報処理が出来るブレインウェアのパラダイム

に基づいたハードとソフトが融合した新しい情報処

理システムの創成を目的としている。その目的を達

成するため，生理学による知見（解析論的アプロー

チ）を踏まえ，ブレインウェアシステムの設計原理

（設計論的アプローチ）を明らかにするため、主と

して以下の四つの課題について研究を展開した。 
1. 認識機能；記号表現の出来る明示的な処理形式

に加え、状況理解のための文脈を取り入れた意

味的な処理形式の研究。特に人間の視覚情など

に基づく処理の解明と計算機への埋め込み。                                   

2. 問題解決機能；多様な文脈処理が可能になるよ

うな情報表現と新しい情報の獲得が可能になる

情報処理様式の研究。特にロバストなシステム

の開発。 

3. 行動機能；予測不可能的に変化する実環境に適

応的に目的を達成する制御様式の研究。特に身

体性を持つシステムにおけるブレインウェアと

しての制御機能の解明。  

4. 情報ベース；従来の検索エンジンと情報ベース

に代わる、柔らかな推論が出来るエンジンと文

脈依存的に分節化された情報ベースの研究。特

に既存の処理システムとブレインウェアの連想

記憶などの処理の協調による新たなベースの開

拓。 

これらを統合することで柔軟な情報処理の機能

獲得方法を明らかにするとともに、これを実現す

る新しい人工物アーキテクチャの創成を目指した． 

以下，研究活動状況の概要を記す。 
研究会開催実績： 

・第１回 「真性粘菌の成長モデルを利用したア

ドホック経路制御技術」（日本電気 主任研究員 

本吉 彦）、「高次元結合を含むニューラルネット

ワークを用いた最適化問題解探査システム」（東北

大学大学院情報科学研究科 曽田尚宏） 2011 年 

6月28日、出席者 21名（企業11名、大学1名） 

・第２回 「マルチモーダル感覚情報の時空間統合

に関して」（東北大学電気通信研究所 教授 鈴木陽

一）、「自動車技術における脳研究と創発コンピュー

タ」（デンソー 担当部長 小野田邦宏） 2011年 7

月26日、出席者 23名（企業12名、大学11名） 

・第３回 「単眼ヘッドアップディスプレイ－実空

間に情報可能なＡＲ表示の表現－」(東芝 主任研究

員 佐々木 隆)、「３．１１東日本大震災を振り返

ってみて」 ≪東北地方における震災・福島問題の影

響≫（東芝 参事 石原貴光）、≪技術課題とクルマ

視点の影響≫（デンソー 課長補佐 光本直樹）、≪

ものごとの決め方について≫（日立製作所 技師長 

藤澤浩道）、≪３．１１東日本大震災を振り返り気付

いたこと≫（富士通研究所 山川 宏）、≪東北地方

における震災・福島問題の影響と対策≫（東北大学

電気通信研究所 教授 桝井昇一）、≪３．１１東日

本大震災を振り返って≫2（藍野大学 外池光雄）011

年 8月30日、出席者 19名（企業  9名、大学10

名） 

・第４回  「電力エネルギーシステムノ再構築―持

続可能な完全リサイクル・エネルギーシステムー」

（東北大学電気通信研究所 客員教授 矢野雅文）、

「３．１１東日本大震災を振り返って」≪災い転じ

て福となす≫（川上 進）、≪Calamity Proof≫（日

本電気 主席技術主幹 加納敏行）、≪３．１１大震

災を振り返って≫（オムロン 主事 田崎 博）、≪

震災後のロボットについて≫（シャープ 主事 濱

本将樹）、≪少子高齢化時代の震災復興と技術開発≫

（日立製作所 主任研究員 古賀昌史）2011 年 9

月27日、出席者 13名（企業  9名、大学 4名） 

・第５回 ≪ＳＬＭ＃の開発≫（東北大学電気通信

研究所 教授 大堀 淳）、「流体・構造練成解析を

用いた羽ばたき飛行ロボットの設計と試作検証」（シ

ャープ 主事 濱本将樹）2011年10月25日、出席

者 20名（企業10名、大学10名） 

・第６回 「大脳基底核線条体における自発カルシ

ウムリズム」とその機能のシミュレーションによる

検討」（東北大学大学院医学系研究科 准教授  小

山内 実）、「大脳視覚情報処理に基づく一般物体へ

の試み」（日本電気 松田雄馬）2011年12月20日、

出席者 22名（企業10名、大学12名） 

・第７回 「リアルワールド応用知能システムと

VLSI プラットフォーム」（東北大学大学院情報科学

研究科 教授 亀山充隆）、「音声信号処理の最近の

動向と今後の展望｝（日立製作所 主任研究員 大淵

康成）2012年 1月 31日、出席者 13名（企業  7

名、大学6名） 

・第８回 「ブレインウェアの論理―自他非分離の

科学技術」（東北大学電気通信研究所 客員教授 矢

野雅文）、「雲脳適盤―ブレインウェアによる耐災害

社会インフラの構築―」（日本電気 主任研究員 小

川政嗣） 2012年 2月 28日、出席者13名（企業7

名、大学6名） 

 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

ブレインウェアシステム研究は、現在のノイマン型

情報処理技術の延長でなく、人間の脳活動を取り入

れた新しい情報産業を構築するため、基本となる基

盤技術を確立することが責務である。そのため産学

が一体となって、課題抽出行っている。 

本研究では人に優しい新しい情報処理技術・産業を

実現するため、基本となる基盤技術・要素技術の確

立を目的とし、産学が一体となって課題抽出を明確

にするため、定期的な研究会を開催し検討を実施し

ている状況である。 

・本研究に参加されている研究者から具体的な成果

としては、(1)情報共有技術、(2)音情報と動画情報

との関連性、(3)PLLシンセサイザー、(4)匂い・嗅

覚情報の入出力及び処理、(5)羽ばたきロボット、(6)

インタラクティブコンテンツ技術、(7)標準ML言語

の構成、(8)CAMのデザイン、(9)ヒポキャンパス 

の計算論的モデル、(10)認知距離学習器モデルから

みた海馬・嗅内野皮質機能の検討、(11)高次結合に

よるIDネットワークの応用、(12)順序動作課題と割

込課題からなる二重課題を制御する神経機構、(13)

時空間混合を解く複素独立生部員分析を用いたニュ

ーロン活動の弁別アルゴリズムとその評価などが報

告された。 

・平成23年度東北大学電気通信研究所ブレインウェ

ア研究会報告書（平成24年3月） 

 

（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトは，学外研究者との交流が飛躍的
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採択回数 1   ○2    ３ 

採択�号 Ｈ２２／Ａ１３ 

 

����ウェアシステムの研究 

 
 
［１］組織 
  代表者：加納 敏行（日本電気株式会社） 
 対応者：多田 順次（東北大学電気通信研究所） 
 分担者：  

矢野 雅文（東北大学電気通信研究所） 
大野 英男（東北大学電気通信研究所） 
中島 康冶（東北大学電気通信研究所） 
大堀 淳 （東北大学電気通信研究所） 
羽生 貴弘（東北大学電気通信研究所） 
桝井 昇一（東北大学電気通信研究所） 
塩入 論 （東北大学電気通信研究所） 
中尾 光之（東北大学大学院 

情報科学研究科） 
石黒 章夫（東北大学大学院工学研究） 
虫明 明 （東北大学大学院 

医学系研究科） 
川上 進 （東北大学電気通信研究所） 
外池 光雄（千葉大学大学院工学研究科） 
中嶋 宏 （オムロン(株)） 
國尾武光 （日本電気(株)） 
藤澤 浩道（(株)日立製作所） 
前田 賢一（(株)東芝） 
古賀 昌史（(株)日立製作所） 
濱本 将樹（シャープ(株)） 
武 理一郎（(株)富士通研究所） 
小川 雅嗣（日本電気(株)） 
松田 雄馬（日本電気(株)） 

 
 研究費：物件費28万8千円，旅費13万7千円 
 
［２］研究経過 
情報処理は多面的・階層的な機能であるが、現在

の情報処理様式である硬い論理と逐次処理による直

列集約型情報処理がハードウェア技術の驚異的な発

展にも支えられて、飛躍的に発達してきた。しかし

この方法では問題自身が曖昧であったり情報が不完

全であったりする場合や、不測の事態が生じた時に

は対応が困難である。一方、生命システムはこれら

の問題に対して柔軟な情報処理を行っており、この

中心を担っているのがブレインである。ここで言う

ブレインウェアとはこの問題を解決する新しいパラ

ダイムによる、ハードとソフトが融合した情報処理

システムを意味している。 
 本共同プロジェクト研究では、取り扱う情報の

質と量を飛躍的に向上させるために、生命システム

のもつ多面的、階層的な情報原理を明らかにし、柔

軟に情報処理が出来るブレインウェアのパラダイム

に基づいたハードとソフトが融合した新しい情報処

理システムの創成を目的としている。その目的を達

成するため，生理学による知見（解析論的アプロー

チ）を踏まえ，ブレインウェアシステムの設計原理

（設計論的アプローチ）を明らかにするため、主と

して以下の四つの課題について研究を展開した。 
1. 認識機能；記号表現の出来る明示的な処理形式

に加え、状況理解のための文脈を取り入れた意

味的な処理形式の研究。特に人間の視覚情など

に基づく処理の解明と計算機への埋め込み。                                   

2. 問題解決機能；多様な文脈処理が可能になるよ

うな情報表現と新しい情報の獲得が可能になる

情報処理様式の研究。特にロバストなシステム

の開発。 

3. 行動機能；予測不可能的に変化する実環境に適

応的に目的を達成する制御様式の研究。特に身

体性を持つシステムにおけるブレインウェアと

しての制御機能の解明。  

4. 情報ベース；従来の検索エンジンと情報ベース

に代わる、柔らかな推論が出来るエンジンと文

脈依存的に分節化された情報ベースの研究。特

に既存の処理システムとブレインウェアの連想

記憶などの処理の協調による新たなベースの開

拓。 

これらを統合することで柔軟な情報処理の機能

獲得方法を明らかにするとともに、これを実現す

る新しい人工物アーキテクチャの創成を目指した． 

以下，研究活動状況の概要を記す。 
研究会開催実績： 

・第１回 「真性粘菌の成長モデルを利用したア

ドホック経路制御技術」（日本電気 主任研究員 

本吉 彦）、「高次元結合を含むニューラルネット

ワークを用いた最適化問題解探査システム」（東北

大学大学院情報科学研究科 曽田尚宏） 2011 年 

6月28日、出席者 21名（企業11名、大学1名） 

・第２回 「マルチモーダル感覚情報の時空間統合

に関して」（東北大学電気通信研究所 教授 鈴木陽

一）、「自動車技術における脳研究と創発コンピュー

タ」（デンソー 担当部長 小野田邦宏） 2011年 7

月26日、出席者 23名（企業12名、大学11名） 

・第３回 「単眼ヘッドアップディスプレイ－実空

間に情報可能なＡＲ表示の表現－」(東芝 主任研究

員 佐々木 隆)、「３．１１東日本大震災を振り返

ってみて」 ≪東北地方における震災・福島問題の影

響≫（東芝 参事 石原貴光）、≪技術課題とクルマ

視点の影響≫（デンソー 課長補佐 光本直樹）、≪

ものごとの決め方について≫（日立製作所 技師長 

藤澤浩道）、≪３．１１東日本大震災を振り返り気付

いたこと≫（富士通研究所 山川 宏）、≪東北地方

における震災・福島問題の影響と対策≫（東北大学

電気通信研究所 教授 桝井昇一）、≪３．１１東日

本大震災を振り返って≫2（藍野大学 外池光雄）011

年 8月30日、出席者 19名（企業  9名、大学10

名） 

・第４回  「電力エネルギーシステムノ再構築―持

続可能な完全リサイクル・エネルギーシステムー」

（東北大学電気通信研究所 客員教授 矢野雅文）、

「３．１１東日本大震災を振り返って」≪災い転じ

て福となす≫（川上 進）、≪Calamity Proof≫（日

本電気 主席技術主幹 加納敏行）、≪３．１１大震

災を振り返って≫（オムロン 主事 田崎 博）、≪

震災後のロボットについて≫（シャープ 主事 濱

本将樹）、≪少子高齢化時代の震災復興と技術開発≫

（日立製作所 主任研究員 古賀昌史）2011 年 9

月27日、出席者 13名（企業  9名、大学 4名） 

・第５回 ≪ＳＬＭ＃の開発≫（東北大学電気通信

研究所 教授 大堀 淳）、「流体・構造練成解析を

用いた羽ばたき飛行ロボットの設計と試作検証」（シ

ャープ 主事 濱本将樹）2011年10月25日、出席

者 20名（企業10名、大学10名） 

・第６回 「大脳基底核線条体における自発カルシ

ウムリズム」とその機能のシミュレーションによる

検討」（東北大学大学院医学系研究科 准教授  小

山内 実）、「大脳視覚情報処理に基づく一般物体へ

の試み」（日本電気 松田雄馬）2011年12月20日、

出席者 22名（企業10名、大学12名） 

・第７回 「リアルワールド応用知能システムと

VLSI プラットフォーム」（東北大学大学院情報科学

研究科 教授 亀山充隆）、「音声信号処理の最近の

動向と今後の展望｝（日立製作所 主任研究員 大淵

康成）2012年 1月 31日、出席者 13名（企業  7

名、大学6名） 

・第８回 「ブレインウェアの論理―自他非分離の

科学技術」（東北大学電気通信研究所 客員教授 矢

野雅文）、「雲脳適盤―ブレインウェアによる耐災害

社会インフラの構築―」（日本電気 主任研究員 小

川政嗣） 2012年 2月 28日、出席者13名（企業7

名、大学6名） 

 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

ブレインウェアシステム研究は、現在のノイマン型

情報処理技術の延長でなく、人間の脳活動を取り入

れた新しい情報産業を構築するため、基本となる基

盤技術を確立することが責務である。そのため産学

が一体となって、課題抽出行っている。 

本研究では人に優しい新しい情報処理技術・産業を

実現するため、基本となる基盤技術・要素技術の確

立を目的とし、産学が一体となって課題抽出を明確

にするため、定期的な研究会を開催し検討を実施し

ている状況である。 

・本研究に参加されている研究者から具体的な成果

としては、(1)情報共有技術、(2)音情報と動画情報

との関連性、(3)PLLシンセサイザー、(4)匂い・嗅

覚情報の入出力及び処理、(5)羽ばたきロボット、(6)

インタラクティブコンテンツ技術、(7)標準ML言語

の構成、(8)CAMのデザイン、(9)ヒポキャンパス 

の計算論的モデル、(10)認知距離学習器モデルから

みた海馬・嗅内野皮質機能の検討、(11)高次結合に

よるIDネットワークの応用、(12)順序動作課題と割

込課題からなる二重課題を制御する神経機構、(13)

時空間混合を解く複素独立生部員分析を用いたニュ

ーロン活動の弁別アルゴリズムとその評価などが報

告された。 

・平成23年度東北大学電気通信研究所ブレインウェ

ア研究会報告書（平成24年3月） 

 

（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトは，学外研究者との交流が飛躍的
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に活性化し，マッチングファンドによる共同研究や

大規模災害においても、通信を確保する耐災害ネッ

トワーク管理制御技術の研究開発への参加などに発

展した。また，本プロジェクトで明らかになったブ

レインウェアの成果は，脳型情報処理という新しい

研究領域の開拓（萌芽的研究の発見）に結びつき，

今後の発展が期待されている。 
 

［４］成果資料 
1. W.Watanabe,T.Kano,S.Suzuki,A.Ishiguro,”A decent

ralized control scheme for orchestrating versatile  

arm movements in ophiuroid omnidirectional locom

otion”,Journal of The Royal Society of Interface,9-

6,pp.102-109,(2011) 

2. T.Sato,T.Kano,S.Suzuki,A.Ichiguro,”A decentralized

 control scheme for an effective coordination of  

phasic and tonic control in a snake-like robot”, 

Bioinspiration & Biometics,vol,7,No.1(2002)102-3,

pp.261-269, 2010 

3. T.Sota,Y.Hayakawa,S.Sato,K,Nakajima”An applicati

on of higher orderconnection to inverse functiond

elayed network “,Nonlinear Theory and Its Applic

ations,IEICE,vol.2,No.2 ,pp.180-197,Apr.,2011 

4. S.Sato,A,Ono,M.Kinjo,K.Nakajima,”Performance  

evaluation of adiabatic quantum computation  

using neuron-like interconnenctionns”, Nonlinear  

Thoery and Its Applications,IEICE,vol.2,No.4, 

pp.417-431,Oct.,  2011 

5. T.Onomi,Y,Maenami,K.Nakajima、”Superconducting

 neural network for solving a combinatorial optimiz

 ation problem”,IEEE Trans Applied Superconducti

 vity,vol.21,No.3,pp.701-704 June, 2011 

 6. H.Ohno,”Spintronics meets semiconductor integrat

ed circuits”,(The Cantor Nanoscience Lectures), 

JSPS  York-Tohoku Research Symposium on –Ma

gnetics Materials and Spintronics- (York,UK,June 

27-29,2011) 

7. H.Ohno,”Nonvolatile CMOS VLSI with  

Spintronics”,(Keynotes),International Conference  

on Materials for Advanced Technologies(ICMAT 

2011),(Singapore,June 26-July1,2011) 

8. H.Ono,”Manipulating Magnetism in Semiconductor

s”,(Plenary),UK Semiconductors 2011,(Sheffied, 

UK,July, 6-7,2011) 

9. Y.Shiraishi,N.Katayama,A.Karashima,M,Nakao,  

”Separation of multiunit signals by independent  

component analysis in complex-valued time-freque

ncy domain”,Proc.33rd,Annual International IEEE  

EMBS Coference,pp.4410-4413,2011 

10. A.Ueno,A.Karashima,M.Nakao,N.Katayama,”Param

eter exploration of staircase-shape extracellular  

stimulation for targeted stimulation of myelinated 

axon” ,Proc.33rd Annual International IEEE EMB

S,pp.912-915, 2011 

11. 白石泰士,片山統裕、辛島彰祥、中尾光之、”時空

間混合を解く複素独立成分分析を用いたニュー

ロン活動の弁別アルゴリズムとその評価”,生体医

工学,印刷中 

12. K.Ueno,A.Ohori,T.Otomo,”An efficient non-movi

ng garbage collector for functional languages”, 

Proceedings of ACM International Conference on

Functional Programming (ACM ICFP),pp.196-208,

2011 

13 .A.Ohori,K.Ueno, ”Making standard ML a practic

al database programming language” ,Proceedings 

of ACM International Conference on Functional 

Programming (ACM ICFP),pp.307-319,2011 

14. J.B.Shi,S.Masui, “Active-Gm-RC bandpass filter 

with 60MHz center frequency and a combined  

analog-digital tuning sysstem”,IEEE International 

Symposium on Radi-Frequency Integration Tech 

nology,pp.69-72,2011 

 

 

「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択番号 H22／A14 

 

ネットワーク利活用のための知見獲得に関する基礎的研究 
 

 
 
 
［１］組織 
  代表者： 五十嵐 隆治 

（秋田大学大学院工学資源学研究科） 
  対応者：北形 元 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

木下 哲男（東北大学電気通信研究所） 
久米原 栄（群馬大学 総合情報メディアセンター） 
上田 浩（京都大学学術情報メディアセンター） 
玉本 英夫（秋田大学大学院工学資源学研究科） 
奈須野 裕（苫小牧工業高等専門学校） 
岩谷 幸雄（東北大学電気通信研究所） 
横山 洋之（秋田大学大学院工学資源学研究科） 
高橋 秋典（秋田大学大学院工学資源学研究科） 
藤原 克哉（秋田大学大学院工学資源学研究科） 
小原 仁（秋田大学大学院工学資源学研究科） 
今野 将（千葉工業大学工学部） 
矢入 聡（仙台高等専門学校） 
打矢 隆弘（名古屋工業大学情報基盤センター） 

 
   研究費：物件費２５万円，旅費４１万６千円 
 
［２］研究経過 
 コンピュータ，特にパソコン間で導入された LAN

に比べ画期的と思われた初期のインターネット活

用では全く予想もしなかった事態が近年のインタ

ーネットでは起きてしまっている。サイバー攻撃や

SNSにおける個人情報揺曳，人権の侵害，スマート

フォンなどの使用による帯域の著しい消費など，今

後の我々の社会生活のみならず国家レベルでのセ

キュリティ確保やテロの防止などで深刻な問題を

抱え込んでしまうようになって来ている。このよう

な状況のもとで，より優れたネットワークの利活用

を進めるにはどのような研究をし，またそれにより

得られた知見をどのようにアピールし，且つ応用し

て行くのかは重要な課題である。この知見は東日本

大震災のような激甚災害発生時にも有効に生かせ

るものであると考えられる。また安全で信頼性が高

く，且つ快適なインターネット運用のためにはトラ

フィックの輻輳状況やインターネットの可用帯域

のチェックのみならず，個人情報の秘匿手段ないし

は措置などの提案も重要となる。以上を勘案し本プ

ロジェクトでは，より効果的なネットワークの利活

用のための知見獲得を目的とし，以下の［２］に述

べるような研究活動を実施した。 
 研究は各分担者の所属機関の間で連携をし，イン

ターネットの可用帯域推定や取得トラフィック特

性とインターネット状況との関連，能動的情報資源

（AIR：Active Information Resource)を活用した

インターネット上での効率的なトラフィックデー

タ取得，ならびにこの知見を用いた分散バックアッ

プシステムの提案とモバイル端末の移動履歴取得

が個人の移動履歴暴露につながる可能性の研究を

展開した。またローカルなネットワークにおける問

題を，e ラーニングシステムの稼働を例に探ってみ

た。 
 本年度は東日本大震災の影響で申請の採択が平

成２３年７月と前年度より大幅に遅れたので，研究

発表ならびにディスカッションは年度末，総括とし

ての「ネットワーク利活用のための知見獲得に関す

る基礎的研究」研究発表会を，平成２４年３月１５

日(木)，１３：００～１７：５５，東北大学電気通

信研究所２号館２階W２１４室において，１４名の

参加により実施した。 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
 ネットワーク状態の推定のためには実ネットワ

ーク上でのトラフィック計測が有効である。より正

確，且つ精確な推定のためには多地点でのトラフィ

ック計測が望まれるが，インターネット上のすべて

のノードからのデータを得るのは実際上不可能で

ある。このような場合，能動的情報資源（AIR：Active 

InformationResource)を活用した多地点協調型ト

ラフィック計測法は有効と考えられ，シミュレータ

ns2により本提案の妥当性を確認してみた。本計測

法では通信フローを特定する IPアドレス，ポート

番号，プロトコル番号の情報からハッシュ値を算出

し，各ノードが計測すべき通信フローのハッシュ値

を，管理対象ネットワークの中心となるノードから

共同プロジェクト研究
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に活性化し，マッチングファンドによる共同研究や

大規模災害においても、通信を確保する耐災害ネッ

トワーク管理制御技術の研究開発への参加などに発

展した。また，本プロジェクトで明らかになったブ

レインウェアの成果は，脳型情報処理という新しい

研究領域の開拓（萌芽的研究の発見）に結びつき，

今後の発展が期待されている。 
 

［４］成果資料 
1. W.Watanabe,T.Kano,S.Suzuki,A.Ishiguro,”A decent

ralized control scheme for orchestrating versatile  

arm movements in ophiuroid omnidirectional locom

otion”,Journal of The Royal Society of Interface,9-

6,pp.102-109,(2011) 

2. T.Sato,T.Kano,S.Suzuki,A.Ichiguro,”A decentralized

 control scheme for an effective coordination of  

phasic and tonic control in a snake-like robot”, 

Bioinspiration & Biometics,vol,7,No.1(2002)102-3,

pp.261-269, 2010 

3. T.Sota,Y.Hayakawa,S.Sato,K,Nakajima”An applicati

on of higher orderconnection to inverse functiond

elayed network “,Nonlinear Theory and Its Applic

ations,IEICE,vol.2,No.2 ,pp.180-197,Apr.,2011 

4. S.Sato,A,Ono,M.Kinjo,K.Nakajima,”Performance  

evaluation of adiabatic quantum computation  

using neuron-like interconnenctionns”, Nonlinear  

Thoery and Its Applications,IEICE,vol.2,No.4, 

pp.417-431,Oct.,  2011 

5. T.Onomi,Y,Maenami,K.Nakajima、”Superconducting

 neural network for solving a combinatorial optimiz

 ation problem”,IEEE Trans Applied Superconducti

 vity,vol.21,No.3,pp.701-704 June, 2011 

 6. H.Ohno,”Spintronics meets semiconductor integrat

ed circuits”,(The Cantor Nanoscience Lectures), 

JSPS  York-Tohoku Research Symposium on –Ma

gnetics Materials and Spintronics- (York,UK,June 

27-29,2011) 

7. H.Ohno,”Nonvolatile CMOS VLSI with  

Spintronics”,(Keynotes),International Conference  

on Materials for Advanced Technologies(ICMAT 

2011),(Singapore,June 26-July1,2011) 

8. H.Ono,”Manipulating Magnetism in Semiconductor

s”,(Plenary),UK Semiconductors 2011,(Sheffied, 

UK,July, 6-7,2011) 

9. Y.Shiraishi,N.Katayama,A.Karashima,M,Nakao,  

”Separation of multiunit signals by independent  

component analysis in complex-valued time-freque

ncy domain”,Proc.33rd,Annual International IEEE  

EMBS Coference,pp.4410-4413,2011 

10. A.Ueno,A.Karashima,M.Nakao,N.Katayama,”Param

eter exploration of staircase-shape extracellular  

stimulation for targeted stimulation of myelinated 

axon” ,Proc.33rd Annual International IEEE EMB

S,pp.912-915, 2011 

11. 白石泰士,片山統裕、辛島彰祥、中尾光之、”時空

間混合を解く複素独立成分分析を用いたニュー

ロン活動の弁別アルゴリズムとその評価”,生体医

工学,印刷中 

12. K.Ueno,A.Ohori,T.Otomo,”An efficient non-movi

ng garbage collector for functional languages”, 

Proceedings of ACM International Conference on

Functional Programming (ACM ICFP),pp.196-208,

2011 

13 .A.Ohori,K.Ueno, ”Making standard ML a practic

al database programming language” ,Proceedings 

of ACM International Conference on Functional 

Programming (ACM ICFP),pp.307-319,2011 

14. J.B.Shi,S.Masui, “Active-Gm-RC bandpass filter 

with 60MHz center frequency and a combined  

analog-digital tuning sysstem”,IEEE International 

Symposium on Radi-Frequency Integration Tech 

nology,pp.69-72,2011 
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［２］研究経過 
 コンピュータ，特にパソコン間で導入された LAN

に比べ画期的と思われた初期のインターネット活

用では全く予想もしなかった事態が近年のインタ

ーネットでは起きてしまっている。サイバー攻撃や

SNSにおける個人情報揺曳，人権の侵害，スマート

フォンなどの使用による帯域の著しい消費など，今

後の我々の社会生活のみならず国家レベルでのセ

キュリティ確保やテロの防止などで深刻な問題を

抱え込んでしまうようになって来ている。このよう

な状況のもとで，より優れたネットワークの利活用

を進めるにはどのような研究をし，またそれにより

得られた知見をどのようにアピールし，且つ応用し

て行くのかは重要な課題である。この知見は東日本

大震災のような激甚災害発生時にも有効に生かせ

るものであると考えられる。また安全で信頼性が高

く，且つ快適なインターネット運用のためにはトラ

フィックの輻輳状況やインターネットの可用帯域

のチェックのみならず，個人情報の秘匿手段ないし

は措置などの提案も重要となる。以上を勘案し本プ

ロジェクトでは，より効果的なネットワークの利活

用のための知見獲得を目的とし，以下の［２］に述

べるような研究活動を実施した。 
 研究は各分担者の所属機関の間で連携をし，イン

ターネットの可用帯域推定や取得トラフィック特

性とインターネット状況との関連，能動的情報資源

（AIR：Active Information Resource)を活用した

インターネット上での効率的なトラフィックデー

タ取得，ならびにこの知見を用いた分散バックアッ

プシステムの提案とモバイル端末の移動履歴取得

が個人の移動履歴暴露につながる可能性の研究を

展開した。またローカルなネットワークにおける問

題を，e ラーニングシステムの稼働を例に探ってみ

た。 
 本年度は東日本大震災の影響で申請の採択が平

成２３年７月と前年度より大幅に遅れたので，研究

発表ならびにディスカッションは年度末，総括とし

ての「ネットワーク利活用のための知見獲得に関す

る基礎的研究」研究発表会を，平成２４年３月１５

日(木)，１３：００～１７：５５，東北大学電気通

信研究所２号館２階W２１４室において，１４名の

参加により実施した。 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
 ネットワーク状態の推定のためには実ネットワ

ーク上でのトラフィック計測が有効である。より正

確，且つ精確な推定のためには多地点でのトラフィ

ック計測が望まれるが，インターネット上のすべて

のノードからのデータを得るのは実際上不可能で

ある。このような場合，能動的情報資源（AIR：Active 

InformationResource)を活用した多地点協調型ト

ラフィック計測法は有効と考えられ，シミュレータ

ns2により本提案の妥当性を確認してみた。本計測

法では通信フローを特定する IPアドレス，ポート

番号，プロトコル番号の情報からハッシュ値を算出

し，各ノードが計測すべき通信フローのハッシュ値

を，管理対象ネットワークの中心となるノードから
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のホップ数に従い割り当てる知識を，各ノードに組

み込んだ。シミュレーションにより提案手法による

多地点トラフィック計測に関する分散計測の効率

化，すなわち計測する通信フローの重複削減と，フ

ロー再現性の向上が達成できることを示した。関連

の成果は［４］－（１）～［４］－（５）である。 

 本プロジェクトでは移動型分散バックアップシ

ステムの提案とプロトタイプ稼働を，名工大－東北

大における分散バックアップシステム利用実験に

より実施し，提案手法の有効性を確認した。本試行

は多地点協調型トラフィック計測法の成果を踏ま

えたものである。 

 上述の研究を進めるに当たってはネットワーク

エンド－エンド間の可用帯域の推定と確保が重要

である。高精度な可用帯域推定ではアクティブ測定

を採用するが，この測定ではネットワークにパケッ

トを強制的に送信するため，ユーザ帯域への影響が

問題となる。本年度のプロジェクト研究においては

この影響を最小とし，且つパケットギャップの変化

より可用帯域を直接推定可能とするために２組の

プローブパケットを用いる方法の提案と検証を実

施した。この結果，本提案方式では 10％以下の誤

差で可用帯域を推定できた。以上の成果は［４］－

（６）に述べられている。 

 ネットワークトラフィック時系列はその稼働全

期間に渡り定常過程であるということはない。これ

は，たとえば，1週間に渡る状況を想定してみれば

明白で，ユーザーの使用サイクルに応じた変化，す

なわちDiurnal Variation（日変化）を呈する。統

計学的にはこれは，その時系列長により季節性（周

期性）ないしはトレンドとして観測されるものであ

る。この日変化が存在するときのトラフィック状況

またはネットワーク状態は，単純に輻輳状態である

かまたは自己相似過程にあるかの判別は困難で，実

ネットワークにおける長期間，且つ注意深い観測が

必要となる。成果［４］－（７）ではネットワーク

の定常・非定常状態の把握と関連付けた研究の推進

がさらに必要であるという知見を得た。 

 以上のようなネットワーク状態の把握は高度な，

ないしは社会的な問題の検討などには非常に有益

な情報を提供し得る。たとえばスマートフォンに代

表されるようなモバイル端末でWi-FiやBluetooth

を利用することはその仕様上，重大なプライバシー

リスクを抱えている。具体的には，一般にモバイル

端末の移動履歴がその端末を所有するユーザの移

動履歴に近似できるという性質と，通信の際に用い

られる端末固有の IDが外部から容易に観測できる

という性質から，この ID を位置情報とともに観

測・収集することでユーザの位置に関するプライバ

シー情報が暴露される可能性があるという問題で

ある。この問題解決のためのフィールド実験実施に

関しては，本プロジェクトの上述の成果は有効に活

用し得る。 

 トラフィック時系列は定常状態ではおおむね自

己相似性を示すが，定常状態に異常トラフィックが

重畳された場合には特徴的な性質を呈し，これは

R/S ポックスダイアグラムにより有効に検知し得

ることを本プロジェクトのメンバーが見出してい

る。R/S解析は元来，自己相似性の程度のパラメー

タであるハーストパラメータ H の推定に用いられ

るグラフ的な推定法である。本法は統計的な方法で

あり，テンプレートなどを用いる異常検知法に比べ

ると異常の検知精度は決して高くはない。しかし，

日々変化する異常トラフィックパターンの検知に

は統計的な方法が有効であるとされ，本プロジェク

トで用いているこの方法は十分に有効であると考

えている。ただし本研究での用法は通例の R/S解析

での用法とは異なり，常にトラフィックの自己相似

性を評価していることにはならない。ゆえに本年度

はこれとは独立な統計的な変化点検知法，具体的に

はCUSUM（累積和）法および適応閾値法との比較検

討を実施してみた。この結果，定常トラフィックに

レベルシフト的な，および周期的な異常トラフィッ

クが重畳されているときに，R/Sポックスダイアグ

ラムを有効に活用し得るという知見を得た。成果の

［４］－（８）～［４］－（１０）にこれが述べら

れている。 

 以上の知見の応用としての成果は［４］－（１１），

（１２）に述べられている。 

 

（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトは 7 機関の連携により実施して

いるものであるが，ネットワークトラフィックデー

タの収集・解析およびシミュレータを併用した研究

手法に特徴がある。この成果をネットワーク管理支

援システム構築や多地点トラフィック分散計測，お

よび分散バックアップシステム構築に応用しよう

という観点が有効であると考えている。これらの知

見ないしは結果は国内外の会議でも発表していて，

技術的な見地から高く評価できるとともに，従来の

技術的な検討・成果のみならず，現在鋭意検討され

ている，インターネット利用に伴う社会的な，特に

個人情報の問題などにも知見を拡大し得ることは，

本プロジェクトの成果の多様な可能性を示唆して

いる。 
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（２） 伊豆博聡, 佐藤彰洋, 笹井一人, 北形 
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己相似性に基づくネットワーク状態の推定," 
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のホップ数に従い割り当てる知識を，各ノードに組

み込んだ。シミュレーションにより提案手法による

多地点トラフィック計測に関する分散計測の効率

化，すなわち計測する通信フローの重複削減と，フ

ロー再現性の向上が達成できることを示した。関連

の成果は［４］－（１）～［４］－（５）である。 

 本プロジェクトでは移動型分散バックアップシ

ステムの提案とプロトタイプ稼働を，名工大－東北

大における分散バックアップシステム利用実験に

より実施し，提案手法の有効性を確認した。本試行

は多地点協調型トラフィック計測法の成果を踏ま

えたものである。 

 上述の研究を進めるに当たってはネットワーク

エンド－エンド間の可用帯域の推定と確保が重要

である。高精度な可用帯域推定ではアクティブ測定

を採用するが，この測定ではネットワークにパケッ

トを強制的に送信するため，ユーザ帯域への影響が

問題となる。本年度のプロジェクト研究においては

この影響を最小とし，且つパケットギャップの変化

より可用帯域を直接推定可能とするために２組の

プローブパケットを用いる方法の提案と検証を実

施した。この結果，本提案方式では 10％以下の誤

差で可用帯域を推定できた。以上の成果は［４］－

（６）に述べられている。 

 ネットワークトラフィック時系列はその稼働全

期間に渡り定常過程であるということはない。これ

は，たとえば，1週間に渡る状況を想定してみれば

明白で，ユーザーの使用サイクルに応じた変化，す

なわちDiurnal Variation（日変化）を呈する。統

計学的にはこれは，その時系列長により季節性（周

期性）ないしはトレンドとして観測されるものであ

る。この日変化が存在するときのトラフィック状況

またはネットワーク状態は，単純に輻輳状態である

かまたは自己相似過程にあるかの判別は困難で，実

ネットワークにおける長期間，且つ注意深い観測が

必要となる。成果［４］－（７）ではネットワーク

の定常・非定常状態の把握と関連付けた研究の推進

がさらに必要であるという知見を得た。 

 以上のようなネットワーク状態の把握は高度な，

ないしは社会的な問題の検討などには非常に有益

な情報を提供し得る。たとえばスマートフォンに代

表されるようなモバイル端末でWi-FiやBluetooth

を利用することはその仕様上，重大なプライバシー

リスクを抱えている。具体的には，一般にモバイル

端末の移動履歴がその端末を所有するユーザの移

動履歴に近似できるという性質と，通信の際に用い

られる端末固有の IDが外部から容易に観測できる

という性質から，この ID を位置情報とともに観

測・収集することでユーザの位置に関するプライバ

シー情報が暴露される可能性があるという問題で

ある。この問題解決のためのフィールド実験実施に

関しては，本プロジェクトの上述の成果は有効に活

用し得る。 

 トラフィック時系列は定常状態ではおおむね自

己相似性を示すが，定常状態に異常トラフィックが

重畳された場合には特徴的な性質を呈し，これは

R/S ポックスダイアグラムにより有効に検知し得

ることを本プロジェクトのメンバーが見出してい

る。R/S解析は元来，自己相似性の程度のパラメー

タであるハーストパラメータ H の推定に用いられ

るグラフ的な推定法である。本法は統計的な方法で

あり，テンプレートなどを用いる異常検知法に比べ

ると異常の検知精度は決して高くはない。しかし，

日々変化する異常トラフィックパターンの検知に

は統計的な方法が有効であるとされ，本プロジェク

トで用いているこの方法は十分に有効であると考

えている。ただし本研究での用法は通例の R/S解析

での用法とは異なり，常にトラフィックの自己相似

性を評価していることにはならない。ゆえに本年度

はこれとは独立な統計的な変化点検知法，具体的に

はCUSUM（累積和）法および適応閾値法との比較検

討を実施してみた。この結果，定常トラフィックに

レベルシフト的な，および周期的な異常トラフィッ

クが重畳されているときに，R/Sポックスダイアグ

ラムを有効に活用し得るという知見を得た。成果の

［４］－（８）～［４］－（１０）にこれが述べら

れている。 

 以上の知見の応用としての成果は［４］－（１１），

（１２）に述べられている。 

 

（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトは 7 機関の連携により実施して

いるものであるが，ネットワークトラフィックデー

タの収集・解析およびシミュレータを併用した研究

手法に特徴がある。この成果をネットワーク管理支

援システム構築や多地点トラフィック分散計測，お

よび分散バックアップシステム構築に応用しよう

という観点が有効であると考えている。これらの知

見ないしは結果は国内外の会議でも発表していて，

技術的な見地から高く評価できるとともに，従来の

技術的な検討・成果のみならず，現在鋭意検討され

ている，インターネット利用に伴う社会的な，特に

個人情報の問題などにも知見を拡大し得ることは，

本プロジェクトの成果の多様な可能性を示唆して

いる。 

 

［４］成果資料 
（１）  Kazuto Sasai, Johan Sveholm, Gen 

Kitagata, and Tetsuo Kinoshita," A Practical 

Design and Implementation of Active 

Information Resource based Network 

Management System ," International Journal 

of Energy, Information and Communications, 

Vol.2, No.4, pp.67-86, 2011. 

（２） 伊豆博聡, 佐藤彰洋, 笹井一人, 北形 

元, 木下哲男, "ネットワーク管理のための自

己相似性に基づくネットワーク状態の推定," 

2011年電子情報通信学会総合大会通信講演論文

集, B-6-112, p. 112, 2011. 

（３） 槻木澤光紘, 笹井一人, 北形 元, 木下

哲男, "AIR-Space：ネットワーク透過な AIR 間

協調の場の提案," 信学技報, vol. 111, no. 197, 

IN2011-78, pp. 89-92, 2011. 

（４）笹井 一人，北形 元，木下哲男, "能動化

された知識資源によるネットワーク障害解決支

援システム," マルチメディア通信と分散処理

ワークショップ論文集(DPSWS2011), pp.32-37, 

2011. 

（５）丹治直幸, 槻木澤光紘, 高橋秀幸, 笹井

一人, 北形 元, 木下哲男, "通常管理業務にお

けるメタ情報の能動的な獲得方式の提案," 信

学技報, Vol. 111, No. 197, IN2011-70, pp. 

45-48, 2011. 

（６） P. Selin, K. Hasegawa, and H. Obara, 

“Available Bandwidth Measurement Technique 

Using Impulsive Packet Probing for 

Monitoring End-to-End Service Quality on the 

Internet,” Proceedings of Asia Pacific 

Communication Conference, Tu-8-4, Kota 

kinabalu, Malaysia, 2011. 

（７） 近藤 大智, 阿部 正弥, 奈須野 裕, 高

橋 秋典, 五十嵐隆治 : ＬＡＮの対外トラヒッ

クの解析と考察, 平成 23年度電気・情報関係学

会北海道支部連合大会講演論文集, 2011. 

（８） 小西 航, 高橋 秋典, 五十嵐隆治, 上

田 浩, 岩谷幸雄, 木下哲男, 奈須野 裕 : 長

期的スキャン攻撃の周期性に着目した異常検知

法に関する研究, 平成 23 年度電気関係学会東

北支部連合大会講演論文集, [2011 8/25-8/26, 

於，東北学院大学 多賀城キャンパス]，1C07, 

p83, (仙台, 8月), 2011. 

（９） 高橋 宏幸, 高橋 秋典, 五十嵐隆治, 

上田 浩, 岩谷幸雄, 木下哲男, 奈須野 裕 : 

ON/OFFモデルに基づくバックグラウンドトラフ

ィック生成法に関する研究, 平成 23 年度電気

関係学会東北支部連合大会講演論文集, [2011 

8/25-8/26, 於，東北学院大学 多賀城キャンパ

ス]，1C09, p85, (仙台, 8月), 2011. 

（１０）鬼沢 彩人, 五十嵐 隆治, 高橋 秋典, 

上田 浩, 岩谷幸雄, 木下哲男, 奈須野 裕 : 

統計的な変化点検出法によるトラフィック異常

検知, 平成 23 年度電気関係学会東北支部連合

大会講演論文集, [2011 8/25-8/26, 於，東北学

院大学 多賀城キャンパス]，1C10, p86, (仙台, 

8月), 2011. 

（１１） Hiroshi UEDA: “Renovation of Campus 

IT Infrastructure with Fiber to the Desk 

Network” Alcatel-Lucent Enterprise Dynamic 

Tour 2011, Marina Sands Bay, Singapore, 2011. 

（１２） 今井 正樹, 上原 哲太郎, 侯 書会,  

上田 浩, 津田 侑,  喜多 一 : “情報漏洩元

の特定を可能とする電子文書管理システム”, 

2012 年 暗号と情報セキュリティシンポジウム
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共生コンピューティングに基づく 
実世界指向アプリケーションの高度化に関する研究 

 
 
 
［１］組織 
  代表者：藤田 茂 

（千葉工業大学情報科学部） 
  対応者：木下 哲男 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

菅原 研次（千葉工業大学情報科学部） 
菅沼 拓夫（東北大学サイバーサイエンス 
センター） 
宮本 俊光（福山市立大学教育学部） 
原 英樹（千葉工業大学情報科学部） 
今野 将（千葉工業大学工学部） 
北形 元（東北大学電気通信研究所） 
打矢 隆弘（名古屋工業大学大学院工学研

究科） 
真部 雄介（千葉工業大学情報科学部） 
 

   研究費：物件費２２万９千円，旅費２０万７千円 
 
［２］研究経過 
本プロジェクトでは，現実世界をモデル化し，互

いに相互利用可能な実世界指向アプリケーション実

現への要求が高まっており，昨年度から「共生コン

ピューティングに基づく実世界指向アプリケーショ

ンの高度化に関する研究」プロジェクトを実施して

きた．今年度，この研究プロジェクトでは，人間と

情報システムを含んだ系の予測が困難であるという

一般的な状況下において，実用可能な実世界指向ア

プリケーションの高度化を目指して，共生コンピュ

ーティング技術を研究開発した。 
本プロジェクトは，本年度が第２年度であった。

前年度は，（１）研究室内における人間の行動取得、

（２）センサーのエージェント化、（３）パーソナラ

イズ手法、（４）健康支援システムを例とするセンサ

ー利用、（５）オープンソースプロジェクト調査を行

い、利用者にストレスを与えない情報獲得が可能に

なることを明らかにし、実世界指向アプリケーショ

ンとして健康支援システムの試作と評価を行った。

そこで，本年度は，前年度の成果を踏まえながら，

（１）人間性・社会性に考慮した個人化サービス基

盤、（２）情報システムの省電力化を実現する次世代

ネットワーク管理技術、（３）Human-Aware 
Environment 実現、（４）マルチエージェントフレ

ームワーク、（５）共生コンピューティング基盤に関

する研究を展開した。 
以下，研究活動状況の概要を記す。 

・平成２３年度研究会 
・日時：平成２４年２月１日１５：００~ 
・場所：東北大学電気通信研究所 
・参加者： 
 木下哲男（東北大学） 
菅原研次（千葉工業大学） 
菅沼拓夫（東北大学） 
北形元（東北大学） 
高橋秀幸（東北大学） 
打矢隆弘（名古屋工業大学） 
藤田茂（千葉工業大学） 
真部雄介（千葉工業大学） 

・研究発表内容 
① 共生コンピューティング基盤（千葉工大、藤田） 
② 情報システムの省電力化を実現する次世代ネッ

トワーク管理技術（東北大学、菅沼） 
③ 発展型エージェントシステムのためのマルチエ

ージェントフレームワーク（名工大、打矢） 
④ Human-Aware Environment 実現に向けた試

み（千葉工大、真部） 
⑤ 人間性・社会性を考慮した個人化サービス基盤 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に，誰でも・いつもの様に使える利用者

の状況を考慮した情報サービスの実現を目的として

研究を行った。この結果、特別な端末を携行せずに

運営者が異なる複数のサービスに対して共通に使用

可能なサービス個人化手法を開発することが可能に

なった。 

 

第２に，ネットワークシステム全体の省電力化の実

現を目的として研究を行った。この結果、既存のネ

ットワーク管理システムをベースにした ICT 機器

の消費電力量収集・分析・可視化機能の設計と実装

が行われた。第３に、情報システムの進化・発展機

構における監視アーキテクチャの開発を目的として

研究を行った。この結果、不安定な情報システムコ

ンポーネントの早期発見・対応方式を開発すること

ができた。また、情報システムの進化・発展機構に

おける異種エージェント協調機構の開発を目的とし

た研究を合わせて行い、多様なエージェントの相互

連携・組織化方式を確立した。第４に、

Human-Aware Environment実現に向けた研究を、

実環境における人間の行動認識、個人認識を目指し

て行った。この結果、ポータブル性のある

Awareness 環境を開発することができた。第５に、

共生コンピューティング基盤の開発を目的とした研

究をおこなった。この結果、信号からアイコン（icon）
を得るための基盤技術の設計開発が進められた。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトの遂行によって，国内外の研究者

との交流が活性化し， IEEE International 
Conference of Cognitive Informatics and 
Cognitive Computing 2012を日本（京都2012年8
月22日～24日）で開催することになるなど、実世

界指向コンピューティングの発展と国際的な研究者

ネットワーク構築に寄与した。2012年の国際会議開

催に続いて，今後の発展が期待されている。 
本研究プロジェクトの本年度の研究テーマそれぞ

れについて、（１）誰でも・いつもの様に使える利用

者の状況を考慮した情報サービスの実現では、情報

機器の偏在化が進む将来のユビキタス社会における

パーソナライズドサービス基盤への発展が期待され

る。（２）ネットワークシステム全体の省電力化の実

現では、ICT機器の電力使用状況に基づく人の行動

推定と、ユーザビリティを損なわない ICT 機器の

ON/OFF 制御によるスマートな省電力化が期待で

きる。（３）情報システムの進化・発展機構における

監視アーキテクチャの開発では、利用者の状況に応

じて適応的に動作する情報システム運用への応用が

期待されている。また、情報システムの進化・発展

機構における異種エージェント協調機構の開発では、

適応的に動作する情報システムの高度化の実現が期

待されている。（４）Human-Aware Environment
実現に向けた研究では、VDT作業環境のAwareness
獲得が容易になることが期待されている。（５）共生

コンピューティング基盤では、信号からアイコン

（icon）を得て知識処理システムを構築する基盤技

術が期待されている。 
本研究プロジェクトでは、基礎的なモデルから、

実世界指向アプリケーションの開発まで、一貫した

概念（共生コンピューティング）に基づいて研究開

発が遂行され、その実現のためのマルチエージェン

トフレームワーク自身も同一の概念である共生コン

ピューティングに基づいて作成されるなど、新しい

コンピューティングのモデルを提案実装評価すると

いう他に類を見ない研究プロジェクトであった。こ

の結果、その独自性と発展性には今後の期待が寄せ

られている。 
この結果、本研究プロジェクトのメンバーを共著

者に含む招待論文「Norio Shiratori, Kenji 

Sugawara, Yusuke Manabe, Shigeru Fujita, Basabi 

Chakraborty: Symbiotic Computing Based Approach 

Towards Reducing User's Burden Due to Information 

Explosion. JIP 20(1): 37-44 (2012)」が出版され

るなど、本研究プロジェクトの研究成果は広く世界

に公開され、関連する研究が盛んになる波及効果が

期待される。 

 

［４］成果資料 

（１）Shigeru Fujita, Kenji Sugawara: Knowledge 

Management for a LAN design and operations 

using multi-agent systems. CSCWD 2011: 

804-807 

（２）Kenji Sugawara, Yusuke Manabe, Shigeru 

Fujita, Salem Ben Yaala: Interaction Zone 

between an office  worker. CSCWD 2011: 

862-866 

（３）Susumu KONNO, Tomoya YAMADE, ''Case study 

on support system of watchover children 

using regional information'', Proceedings 

of the 10th IEEE International Conference 

on Cognitive Informatics & Cognitive 

Computing (ICCI*CC 2011), pp.268-271, 

Canada (2011.8) 

（４）Y. Manabe, K. Sugawara, Sitting Posture 

Recognition and Location Estimation for 

Human-Aware Environment, International 

Journal of Software Science and 

Computational Intelligence, Vol. 3, Issue 

1, pp. 34-49, 2011. 

（５）Y. Manabe, R. Yuzawa, N. Kondo, K. Sugawara, 

Development of Perceptual Functions as 

Primitive Awareness for VDT Work 

Environment, Proceedings of IEEE 3rd 

International Conference on Awareness 

Science and Technology, pp. 272-277, 
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い、利用者にストレスを与えない情報獲得が可能に

なることを明らかにし、実世界指向アプリケーショ

ンとして健康支援システムの試作と評価を行った。

そこで，本年度は，前年度の成果を踏まえながら，

（１）人間性・社会性に考慮した個人化サービス基

盤、（２）情報システムの省電力化を実現する次世代

ネットワーク管理技術、（３）Human-Aware 
Environment 実現、（４）マルチエージェントフレ

ームワーク、（５）共生コンピューティング基盤に関

する研究を展開した。 
以下，研究活動状況の概要を記す。 

・平成２３年度研究会 
・日時：平成２４年２月１日１５：００~ 
・場所：東北大学電気通信研究所 
・参加者： 
 木下哲男（東北大学） 
菅原研次（千葉工業大学） 
菅沼拓夫（東北大学） 
北形元（東北大学） 
高橋秀幸（東北大学） 
打矢隆弘（名古屋工業大学） 
藤田茂（千葉工業大学） 
真部雄介（千葉工業大学） 

・研究発表内容 
① 共生コンピューティング基盤（千葉工大、藤田） 
② 情報システムの省電力化を実現する次世代ネッ

トワーク管理技術（東北大学、菅沼） 
③ 発展型エージェントシステムのためのマルチエ

ージェントフレームワーク（名工大、打矢） 
④ Human-Aware Environment 実現に向けた試

み（千葉工大、真部） 
⑤ 人間性・社会性を考慮した個人化サービス基盤 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に，誰でも・いつもの様に使える利用者

の状況を考慮した情報サービスの実現を目的として

研究を行った。この結果、特別な端末を携行せずに

運営者が異なる複数のサービスに対して共通に使用

可能なサービス個人化手法を開発することが可能に

なった。 

 

第２に，ネットワークシステム全体の省電力化の実

現を目的として研究を行った。この結果、既存のネ

ットワーク管理システムをベースにした ICT 機器

の消費電力量収集・分析・可視化機能の設計と実装

が行われた。第３に、情報システムの進化・発展機

構における監視アーキテクチャの開発を目的として

研究を行った。この結果、不安定な情報システムコ

ンポーネントの早期発見・対応方式を開発すること

ができた。また、情報システムの進化・発展機構に

おける異種エージェント協調機構の開発を目的とし

た研究を合わせて行い、多様なエージェントの相互

連携・組織化方式を確立した。第４に、

Human-Aware Environment実現に向けた研究を、

実環境における人間の行動認識、個人認識を目指し

て行った。この結果、ポータブル性のある

Awareness 環境を開発することができた。第５に、

共生コンピューティング基盤の開発を目的とした研

究をおこなった。この結果、信号からアイコン（icon）
を得るための基盤技術の設計開発が進められた。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトの遂行によって，国内外の研究者

との交流が活性化し， IEEE International 
Conference of Cognitive Informatics and 
Cognitive Computing 2012を日本（京都2012年8
月22日～24日）で開催することになるなど、実世

界指向コンピューティングの発展と国際的な研究者

ネットワーク構築に寄与した。2012年の国際会議開

催に続いて，今後の発展が期待されている。 
本研究プロジェクトの本年度の研究テーマそれぞ

れについて、（１）誰でも・いつもの様に使える利用

者の状況を考慮した情報サービスの実現では、情報

機器の偏在化が進む将来のユビキタス社会における

パーソナライズドサービス基盤への発展が期待され

る。（２）ネットワークシステム全体の省電力化の実

現では、ICT機器の電力使用状況に基づく人の行動

推定と、ユーザビリティを損なわない ICT 機器の

ON/OFF 制御によるスマートな省電力化が期待で

きる。（３）情報システムの進化・発展機構における

監視アーキテクチャの開発では、利用者の状況に応

じて適応的に動作する情報システム運用への応用が

期待されている。また、情報システムの進化・発展

機構における異種エージェント協調機構の開発では、

適応的に動作する情報システムの高度化の実現が期

待されている。（４）Human-Aware Environment
実現に向けた研究では、VDT作業環境のAwareness
獲得が容易になることが期待されている。（５）共生

コンピューティング基盤では、信号からアイコン

（icon）を得て知識処理システムを構築する基盤技

術が期待されている。 
本研究プロジェクトでは、基礎的なモデルから、

実世界指向アプリケーションの開発まで、一貫した

概念（共生コンピューティング）に基づいて研究開

発が遂行され、その実現のためのマルチエージェン

トフレームワーク自身も同一の概念である共生コン

ピューティングに基づいて作成されるなど、新しい

コンピューティングのモデルを提案実装評価すると

いう他に類を見ない研究プロジェクトであった。こ

の結果、その独自性と発展性には今後の期待が寄せ

られている。 
この結果、本研究プロジェクトのメンバーを共著

者に含む招待論文「Norio Shiratori, Kenji 

Sugawara, Yusuke Manabe, Shigeru Fujita, Basabi 

Chakraborty: Symbiotic Computing Based Approach 

Towards Reducing User's Burden Due to Information 

Explosion. JIP 20(1): 37-44 (2012)」が出版され

るなど、本研究プロジェクトの研究成果は広く世界

に公開され、関連する研究が盛んになる波及効果が

期待される。 

 

［４］成果資料 

（１）Shigeru Fujita, Kenji Sugawara: Knowledge 

Management for a LAN design and operations 

using multi-agent systems. CSCWD 2011: 

804-807 

（２）Kenji Sugawara, Yusuke Manabe, Shigeru 

Fujita, Salem Ben Yaala: Interaction Zone 

between an office  worker. CSCWD 2011: 

862-866 

（３）Susumu KONNO, Tomoya YAMADE, ''Case study 

on support system of watchover children 

using regional information'', Proceedings 

of the 10th IEEE International Conference 

on Cognitive Informatics & Cognitive 

Computing (ICCI*CC 2011), pp.268-271, 

Canada (2011.8) 

（４）Y. Manabe, K. Sugawara, Sitting Posture 

Recognition and Location Estimation for 

Human-Aware Environment, International 

Journal of Software Science and 

Computational Intelligence, Vol. 3, Issue 

1, pp. 34-49, 2011. 

（５）Y. Manabe, R. Yuzawa, N. Kondo, K. Sugawara, 

Development of Perceptual Functions as 

Primitive Awareness for VDT Work 

Environment, Proceedings of IEEE 3rd 

International Conference on Awareness 

Science and Technology, pp. 272-277, 
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Dalian, 2011. 

（６）Y. Manabe, S. Fujita, S. Konno, H. Hara, K. 

Sugawara, Low-Level Cognitive Process 

Model for Symbol Grounding in 

Context-Aware System,Proceedings of 10th 

IEEE International Conference on Cognitive 

Informatics and Cognitive Computing, pp. 

247-253, Banff, 2011. 

（７）中村直毅、菅沼拓夫、白鳥則郎、"情報システ

ムの省電力化を実現する次世代ネットワーク

管理技術"、 第1回先進的情報通信工学研究

会（仙台）(2011年12月16日) 

（８）中村直毅、稲葉勉、菅沼拓夫、キニ グレン マ

ンスフィールド、白鳥則郎、"次世代グリーン

指向ネットワーク管理技術"、 2012年電子情

報通信学会総合大会（岡山：2012年3月） 

（９）稲葉勉、小笠原孝志、中村直毅、菅沼拓夫、

白鳥則郎、"グリーン指向ネットワーク管理に

基づくセンサー連動型ICTシステムの省電力

化"、 2012年電子情報通信学会総合大会（岡

山：2012年3月） 

（１０）小笠原孝志、稲葉勉、中村直毅、菅沼拓夫、

白鳥則郎、"グリーン指向ネットワーク管理に

基づく IP 電話システムの省電力化"、 2012

年電子情報通信学会総合大会（岡山：2012年

3月） 

（１１） 粟原孝太、大澤由憲、菅沼拓夫、橋本和夫、

"電力の有効利用を実現するためのプランニ

ングの検討"、 第74回情報処理学会全国大会

（名古屋：2012年3月） 

（１２）吉野太郎、大澤由憲、菅沼拓夫、橋本和夫、

"消費電力観測値からの生活状況推定手法の

提案"、 第74回情報処理学会全国大会（名古

屋：2012年3月） 

（１３）橋本和夫, 北形元, 高橋秀幸, 武田敦志, 

チャクラボルティデバシシュ, 白鳥則郎, 

"Socio-familiar Personalized Service の提

案とその応用 ―次世代ユビキタスサービス

を実現するネットワークソフトウェアへ向け

て―", 電子情報通信学会論文誌, Vol.J94-B, 

No.4, pp.492-502, 2011. （招待論文） 

（１４）Gen Kitagata, Kazuto Sasai, Johan Sveholm, 

Norio Shiratori and Testuo Kinoshita, 

"Agent-based Access Rights Delegation 

utilizing Social Relationships," 

International Journal of Energy, 

Information and Communications, Vol. 2, 

Issue 4, November, pp.87-100, 2011. 

（１５）Kazuto Sasai, Johan Sveholm, Gen Kitagata 

and Tetsuo Kinoshita, "A Practical Design 

and Implementation of Active Information 

Resource based Network Management System," 

International Journal of Energy, 

Information and Communications, Vol. 2, 

Issue 4, November, pp.67-86, 2011. 

（１６）Kazuto Sasai, Gen Kitagata, Tetsuo 

Kinoshita, "Complementary Interaction 

between Human-oriented Knowledge and 

Machine-oriented Information on AIR-NMS," 

In Proceedings of the 2nd International 

Conference on Morphological Computation 

(ICMC2011), pp.111-113 2011. 

（１７）Hideyuki Takahashi, Taishi Ito, Tetsuo 

Kinoshita, "The Concept of an Agent-based 

Middleware for Smart Home Environments," 

Proc of the International Workshop on 

Informatics (IWIN2011), pp.41-47, Sep. 

2011. 

（１８）和泉 諭, 高橋秀幸, 木下哲男, "健康管理

支援のためのクラスタリングに基づくセンサ

データの獲得手法," FIT2011（第10回情報科

学技術フォーラム）, M-053, 第4分冊, pp. 

403-404, 2011.9. 

（１９）中島悠太, 打矢隆弘, 内匠逸, 木下哲男, 

“エージェントリポジトリを用いた異種エー

ジェント組織化手法”, 信学技報NS2011-164, 

pp.109-114, 2012. 

（２０）Takahiro Uchiya, Yuta Nakashima, Ichi 

Takumi, Tetsuo Kinoshita, Hideki Hara, 

Kenji Sugawara, “Repository-centered 

Agent Organization Method among 

Heterogeneous Agent Platforms”, 

International Journal of Energy, 

Information and Communications, Vol. 2, 

Issue 4, pp.47-66, 2011. 

（ ２ １ ） Kenji Sugawara, Shigeru Fujita: 

Non-verbal interface of a personal agent 

based on symbiotic computing model. IEEE 

ICCI*CC 2011: 336-339 

（ ２ ２ ） Jean-Paul A. Barthès, Omar 

Gonzalez-Padilla, Milton Pires Ramos, 

Kenji Sugawara: TWA: An experimental 

approach for studying knowledge sharing in 

multicultural cooperation. CSCWD 2011: 

858-861 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

���� H23 /A01 

 

プラズマナノバイオトロニクスの基盤�立 

 
［１］組織 
  代表者：畠山 力三 

（東北大学大学院工学研究科） 
  対応者：庭野 道夫 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

田路 和幸 (東北大学大学院環境科学研究科) 

川添 良幸 (東北大学金属材料研究所) 

寒川 誠二 (東北大学流体科学研究所) 

金子 俊郎 (東北大学大学院工学研究科) 

加藤 俊顕 (東北大学大学院工学研究科) 

李 永峰 (東北大学大学院工学研究科) 

笠間 泰彦 (（株）イデアルスター) 

岡田 洋史 (（株）イデアルスター)  

佐藤 直幸 (茨城大学工学部) 

平田 孝道 (東京都市大学大学院工学研究科) 

阿知波 洋次 (東京都立大学理学研究科) 

寺嶋 和夫 (東京大学新領域創成科学研究科) 

一木 隆範 (東京大学大学院工学研究科) 

湯田坂 昌子 (産業技術総合研究所) 

永津 雅章 (静岡大学工学部) 

篠原 久典 (名古屋大学大学院理学研究科) 

堀 勝 (名古屋大学大学院工学研究科) 

水野 彰 (豊橋技術科学大学) 

白藤 立 (名古屋大学大学院工学研究科) 

佐野 紀彰 (京都大学大学院工学研究科) 

林 康明 (京都工芸繊維大学大学院工芸科学研究科) 

松本 和彦 (大阪大学産業科学研究所) 

浜口 智志 (大阪大学工学研究科) 

伊藤 早苗 (九州大学応用力学研究所) 

白谷 正治 (九州大学大システム情報科学研究院) 

中嶋 直敏 (九州大学工学研究院) 

秋山 秀典 (熊本大学自然科学研究科) 

稲垣 滋（九州大学応用力学研究所） 

兒玉 了祐（大阪大学大学院工学研究科） 

石橋 幸治（理化学研究所） 

藤山 寛（長崎大学大学院工学研究科） 

高橋 憲司（金沢大学理工研究域） 

杤久保 文嘉（首都大学東京大学院理工学研究科） 

長崎 幸夫（筑波大学大学院数理物質科学研究科） 

岡崎 俊也（産業技術総合研究所ナノチューブ応用研究センター） 

大野 雄高（名古屋大学大学院工学研究科） 

 
研究費：物件費 27万5千円，旅費 48万8千円 

 
［２］研究経過 
本プロジェクトにおいては，２１世紀の重点的研究

分野と目されている環境・エネルギー、ナノテクノロ

ジー・材料，ライフサイエンス，フロンティア（宇宙

など）そして情報通信のいずれにも学問的基盤として

根幹的に関わっているプラズマ科学と，ナノバイオ科

学が融合する新領域に特化して，気体，液体，気液界

面プラズマ中の新規ナノバイオプロセシング法を駆

使することにより，次世代ナノ情報電子デバイス創成

に資する基礎研究を，全国のプラズマ理工学者を中心

としてナノバイオ科学技術に関わる電子・磁気・光工

学，材料工学，物理，化学，分子生物学，医学・生命

科学者の英知を結集して３年間を目処に展開する． 

本プロジェクトでは上記の目的を遂行するべく，バ

イオ，医療，プラズモニクス等のプラズマ－バイオ融

合科学分野から，フラーレン・ナノチューブ・グラフ

ェンを用いたナノ科学技術について広範囲な分野を，

統合的に鳥瞰・理解するための研究会を開催した．ま

た，プラズマを活用して，機能性ナノ構造創成に関す

る実験研究を展開した．以下，研究活動状況の概要を

記す． 

 

（研究討論会等開催状況） 

日時：平成24年2月17日，18日 

場所：秋保温泉 岩沼屋 

 

1. 「トロイダルプラズマにおける乱流の長距離

相関」稲垣 滋（九州大学 応用力学研究所） 

2. 「パワーレーザーによる高エネルギー密度科

学の新展開」兒玉 了祐（大阪大学 大学院工

学研究科） 

3. 「ナノチューブ・ナノワイアを利用した量子ナ

ノデバイスの研究」石橋 幸治（理化学研究所 

基幹研究所） 

4. 「低気圧マイクロプラズマの開発とその応用」

藤山 寛（長崎大学 大学院工学研究科） 

5. 「イオン液体中の溶媒和電子の反応ダイナミ

クス」高橋 憲司（金沢大学 理工研究域） 

6. 「液体電極を用いた大気圧グロー放電におけ
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膜基板上にニッケル微細構造をパターンニングする

ことにより, 任意の微細形状を有する高品質グラフ

ェンシートの直接合成を実現した. 
 
II. マイルドプラズマによる室温下でのグラフェ

ンエッジ修飾 
優れた電気伝導特性と柔軟な構造を合わせ持つ炭

素原子一層から構成されるグラフェンシートは, 
様々な分野での応用が期待されている新規炭素ナノ

材料である. 一方で, 電気伝導特性の精密な制御は

未だ実現されておらず, グラフェンを利用した薄膜

トランジスタ応用実現に向けた重要な課題として残

されている. グラフェン面内全体への化学修飾によ

る電気伝導特性制御に関しては, これまでいくつか

の報告があるが, グラフェン面全体へドーピングを

施すことで, キャリア散乱等の効果によりグラフェ

ン本来の電気伝導特性を劣化させる要因となる可能

性が示唆されている. このグラフェン面全体に対す

るドーピングに対して, グラフェンの端 (エッジ) 
修飾が近年注目を集めている. グラフェンのエッジ

は, カーボンナノチューブやフラーレン等の他の炭

素ナノ材料には無い, グラフェン固有の構造的特徴

であり, 反応性に富んでいることから, 様々な原

子・分子を修飾し, グラフェン全体の電子状態を制

御可能であることが理論的研究により予測されてい

る. しかしながら, 実験に関しては, 選択的にグラ

フェンエッジのみを修飾することは困難であり, グ
ラフェンエッジ選択修飾と, これによるグラフェン

全体の電気伝導特性の変化を同時に評価している研

究は極わずかである. さらに, これまで報告されて

いるグラフェンエッジの選択修飾は高温下での反応, 
あるいは化学的ウェットプロセスが主流であり, デ
バイス応用に向けての障壁となっていた. 本研究で

は, マイルドプラズマ反応を利用することにより, 
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なった. 詳細なラマンマッピング測定により, エッ

ジ修飾後のグラフェンにおける D-バンド強度がエ

ッジ付近でのみ照射前に比べ明らかに増大すること

が確認された(図 2). また, グラフェンナノリボンを
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性に与える効果を測定したところ, プラズマ照射時

間を増加するに伴い, 電荷中性点が負方向へ大きく

シフトすることが明らかとなった. これは, グラフ

ェンエッジに電子ドナー物質が選択的にドーピング

されたことを示している. 
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を主テーマに，プラズマとその応用, ナノカーボン

の合成・制御と応用, バイオ応用プラズマプロセス，

医療応用プラズマプロセス等の立場から，専門分野

を越えて活発な議論がなされた． 
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（３－１）研究成果 

本研究プロジェクトにおいては，気体、液体、気

液界面プラズマ中の新規ナノバイオプロセシング法

を駆使することにより，特定の原子及び分子を内包

した新機能を有する超分子構造（新機能性進化）ナ

ノチューブ, グラフェンを創製する等のカーボンナ

ノチューブとグラフェンの基礎と応用研究を展開す

ることを目的としており，以下に示す研究成果を得

た． 

 

I. 高�質グラフェンのシリコン基板上への直接合

成 
高いキャリア移動度と柔軟性を合わせ持つ炭素原

子一層から構成されるグラフェンシートは, 様々な

分野での応用が期待されている新規炭素ナノ材料で

ある. グラフェンシートの層数, シート面積, 均一

性, 欠陥密度等の各構造はグラフェンの物理的・化

学的諸特性に大きく影響を与えるため, グラフェン

を利用した産業応用実現には, これら各構造の精密

制御が必要不可欠である. グラフェンの合成方法に

関しては, グラファイトからスコッチテープにより

剥離し任意の基板に転写する手法が一般的に広く知

られている. この手法の場合, 結晶性の高いグラフ

ェンを基板上に形成することが可能であるが, グラ

フェンの大面積化や基板上の合成位置制御の面で産

業応用に向けた大きな課題が残されている. これに

対し近年, CVD法を用いることで大面積グラフェン

合成が可能となり, さらに転写法を組み合わせるこ

とで任意の基板上にグラフェンを配置することが可

能であることが報告され, グラフェン合成分野にお

いて大きな注目を集めている. しかしながら, 従来

の CVD 法では, 触媒となる金属表面でのみグラフ

ェンが合成されるため, デバイス応用に向けて重要

な絶縁基板, 主にシリコン酸化膜上へのグラフェン

直接合成法は確立されていない. この様な背景のも

とで我々は, 拡散プラズマ CVD を用いたシリコン

酸化膜上へのグラフェン直接合成手法の開発を目的

に研究を行った.  
原料ガスであるメタン雰囲気のもと, 石英管外部

に設置したコイル状アンテナに高周波 (13.56 
MHz) を印加することにより生成した, 誘導結合型

高周波プラズマを用いてグラフェン合成を行った. 
また, 触媒金属としてシリコン酸化膜上に蒸着した

ニッケル薄膜を用いた. その結果, プラズマ CVD
を用いた場合に, グラフェンシートがニッケル触媒

とシリコン酸化膜の界面に選択的に合成されること

を見出した. これにより, プラズマ CVD 後に基板

表面の Ni をエッチングにより取り除くことで, 転
写法を利用せずに, グラフェンシートをシリコン酸

化膜基板上に直接合成することに成功した(図 1). 
さらに, 本技術を利用し, あらかじめシリコン酸化
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図 1. シリコン基板上に直接合成したグラフェンの (a) 
光学顕微鏡写真, (b) ラマン2D/Gピ－ク強度比の空間マ

ッピング像, 及び (c)基板上任意の場所から得られた典

型的なラマンスペクトル.  
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図 1. シリコン基板上に直接合成したグラフェンの (a) 
光学顕微鏡写真, (b) ラマン2D/Gピ－ク強度比の空間マ

ッピング像, 及び (c)基板上任意の場所から得られた典

型的なラマンスペクトル.  
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赤外光照射時の電流I - 電圧V特性をそれぞれ 図3 
(a), (b)に示す. 本結果より, pn 接合を内蔵した

SWNT における, 赤外光照射時の発電が初めて観測

された. また, 1550 nm, 1650 nmの赤外光照射時に

おける発電効率は, それぞれη = 7.6%, 23%であった. 
光起電力を示した SWNT-FET におけるバンドダイ

ヤグラムの考察を行った結果, 光起電力を観測する

ためにはキャリア密度の高いn 型領域形成が重要で

あるということが判明した.  
従って, 積極的に高ドープな n 型領域を形成する

ために, pristine SWNT-FETに対してCsイオン照

射を行ったところ, 図4に示されるように1100 nm
の近赤外光照射時において光起電力を示すデバイス

の作製に成功した. この場合にも，発電効率がη = 
2.3%と1%を越えており，SWNTの軸方向電気特性

を利用することで，高効率のSWNT太陽電池が作製

可能であることを明らかにした． 
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図２(a)にカーボンナノチューブ／シリコンヘテ

ロ接合のI-V 特性を示す。ｎ型シリコン基板上では

ダイオード特性を示し、ダイオード因子は1.2－1.9

だった。一方、ｐ型シリコン基板上ではオーミック

特性を示し、その抵抗は500 ｋΩだった。解析の結

果、Pd電極／カーボンナノチューブ界面に形成され

たショットキー接合が原因で電気特性に基板依存性

があることがわかった。合成したカーボンナノチュ

ーブの大多数はラマン分光の測定結果から、バンド

ギャップ 0.6 eVの半導体である。また、Pdの仕事

関数は5.2 eV、カーボンナノチューブの電子親和力

は4.5 eVである。以上から、Pd／カーボンナノチュ

ーブ接合は、正孔に対してはオーミックになるが、

電子に対してはショットキーバリアが障壁になると

説明できる。 

次にｎ型シリコン基板上のカーボンナノチューブ

／シリコンヘテロ接合において、光照射効果を調べ

た[図２(b)]。光源にはハロゲンランプを用いた。開

放電圧は Voc = 35 mV、 曲線因子は FF = 0.3だっ

た。これらの値は先に報告されている多層カーボン

ナノチューブを用いたダイオードの実験結果と一致

している。以上の結果から、カーボンナノチューブ

／シリコンヘテロ接合の光電子デバイスへの応用の

可能性が確かめられた。 

図 3(a)にカーボンナノチューブ／シリコンヘテ

ロ接合ダイオードの I-V 特性の温度依存性を示す。

しきい値電圧が温度の上昇と共に減少した。図3(b)

に順方向電流のリチャードソンプロットを示す。活

性化エネルギーが150 K付近で正から負へ変わって

いることを発見した。150 K 以上では熱電子放出に

よる電流が支配的であるが、それ以下ではトンネル

現象による電流が支配的になるためと考えられる。

熱電子放出電流が温度の低下とともに減少していく

のに対し、トンネル電流は温度の低下ととともにト

ンネル確率が増えるので増加する。このトンネル電

流はカーボンナノチューブ／シリコンへテロ接合界

面に形成された伝導体エネルギーの不連続に起因す

る。I-V 特性の150 K以上の温度依存性からショッ

トキーバリアの高さを求めたところ、0.3-0.5 eVと

求まり、先に報告されているPd／カーボンナノチュ 
ーブ接合のショットキーバリア高さの値と一致し

た。 

 

（３－２）波及効果と発展性など 
カーボンナノチューブデバイスにおいて、低温で

熱電子放出プロセスからトンネルプロセスに遷移す

ることは間接的に知られていたが、今回のように明

らか示したのは始めてである。本プロジェクトで開

発した自己整合技術は、グラフェンおよび他の半導

 
図 2 (a) カーボンナノチューブ／シリコンヘテロ接

合のI-V 特性 (b) カーボンナノチューブ／シリコン

ダイオードの光照射効果。 

 
図3 (a) カーボンナノチューブ／シリコンヘテロ接合

ダイオードの I-V 特性の温度依存性 (b) 順方向電流

のリチャードソンプロット。 
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［２］研究経過 
 太陽電池やメタマテリアルなどの光電子デバイス

の赤外領域の性能向上を目的として、カーボンナノ

チューブやグラフェンなどカーボンナノ材料を用い

たデバイス研究・開発を行っている。プロジェクト

の初年度にあたる本年度は、カーボンナノチューブ

／シリコン・ヘテロ接合を用いたダイオードの開発

を行った。 

本プロジェクトは、東北工業大学で用意したデバ

イスを東北大学電気通信研究所室田研究室の装置で

測定することにより行われた。実験および解析を平

成23年8月から平成24年3月にかけて約2回／月

の割合で行った。 

 

［３］成果 

（３－１）研究成果 

本年度は、以下に示す研究成果を得た。 

第１に、自己整合技術を用いて作製したカーボン

ナノチューブ／シリコンヘテロ接合の電気的特性を

評価した結果、ｎ型シリコン基板上ではダイオード

特性、ｐ型シリコン基板上ではオーミック特性を示

すことがわかった。 

第２にカーボンナノチューブ／シリコンヘテロ接

合ダイオードにおいて電流のメカニズムは150 K以

上で熱電子放出による電流、それ以下ではヘテロ接

合界面付近のトンネル現象による電流が支配的にな

ることがわかった。 

図１にデバイス作製プロセスの概要を示す。デバイ

スは高濃度シリコン基板上に作製した。熱酸化膜（膜

厚 55 nm）をシリコン基板上に成長させた後、カー

ボンナノチューブを鉄微粒子を触媒に用いてＣＶＤ

法で成長させた。ラマン分光を用いて、カーボンナ

ノチューブを評価した結果、ＲＢＭと呼ばれる単層

カーボンナノチューブ（SWNT）に起因したピークが

観測され、チューブの直径は1.2-2.0 nmであること

がわかった。次に、リフトオフを用いてPd電極をカ

ーボンナノチューブ上にランダムに形成した後、レ

ーザー直接描画装置で Pd 電極にオーバーラップす

るようにフォトレジストパターンを形成し、バッフ

ァードフッ酸を用いて熱酸化膜を選択的に除去した。

このプロセスにより、Pd電極と熱酸化膜に挟まれた

カーボンナノチューブの一部がシリコン基板と自己

整合的に接触し、カーボンナノチューブ／シリコ

ン・ヘテロ接合が形成された。最後に、シリコン基

板の裏面にAl電極を形成した。電流・電圧（I-V）

特性はクライオスタットを用いて室温から50 Kの間

で、Pdと Al電極間に電圧を印加した時の電流を測

定することにより行った。 

 

 

 
 

図１ カーボンナノチューブ／シリコンヘテロ接合

作製プロセスの概要とデバイスのＳＥＭ像 
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た[図２(b)]。光源にはハロゲンランプを用いた。開

放電圧は Voc = 35 mV、 曲線因子は FF = 0.3だっ

た。これらの値は先に報告されている多層カーボン

ナノチューブを用いたダイオードの実験結果と一致

している。以上の結果から、カーボンナノチューブ

／シリコンヘテロ接合の光電子デバイスへの応用の

可能性が確かめられた。 

図 3(a)にカーボンナノチューブ／シリコンヘテ

ロ接合ダイオードの I-V 特性の温度依存性を示す。

しきい値電圧が温度の上昇と共に減少した。図3(b)

に順方向電流のリチャードソンプロットを示す。活

性化エネルギーが150 K付近で正から負へ変わって

いることを発見した。150 K 以上では熱電子放出に

よる電流が支配的であるが、それ以下ではトンネル

現象による電流が支配的になるためと考えられる。

熱電子放出電流が温度の低下とともに減少していく

のに対し、トンネル電流は温度の低下ととともにト
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流はカーボンナノチューブ／シリコンへテロ接合界

面に形成された伝導体エネルギーの不連続に起因す

る。I-V 特性の150 K以上の温度依存性からショッ

トキーバリアの高さを求めたところ、0.3-0.5 eVと

求まり、先に報告されているPd／カーボンナノチュ 
ーブ接合のショットキーバリア高さの値と一致し

た。 

 

（３－２）波及効果と発展性など 
カーボンナノチューブデバイスにおいて、低温で

熱電子放出プロセスからトンネルプロセスに遷移す

ることは間接的に知られていたが、今回のように明

らか示したのは始めてである。本プロジェクトで開

発した自己整合技術は、グラフェンおよび他の半導

 
図 2 (a) カーボンナノチューブ／シリコンヘテロ接

合のI-V 特性 (b) カーボンナノチューブ／シリコン

ダイオードの光照射効果。 

 
図3 (a) カーボンナノチューブ／シリコンヘテロ接合

ダイオードの I-V 特性の温度依存性 (b) 順方向電流

のリチャードソンプロット。 
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   研究費：物件費22万5千円  
 
［２］研究経過 
 太陽電池やメタマテリアルなどの光電子デバイス

の赤外領域の性能向上を目的として、カーボンナノ

チューブやグラフェンなどカーボンナノ材料を用い

たデバイス研究・開発を行っている。プロジェクト

の初年度にあたる本年度は、カーボンナノチューブ

／シリコン・ヘテロ接合を用いたダイオードの開発

を行った。 

本プロジェクトは、東北工業大学で用意したデバ

イスを東北大学電気通信研究所室田研究室の装置で

測定することにより行われた。実験および解析を平

成23年8月から平成24年3月にかけて約2回／月

の割合で行った。 

 

［３］成果 

（３－１）研究成果 

本年度は、以下に示す研究成果を得た。 

第１に、自己整合技術を用いて作製したカーボン

ナノチューブ／シリコンヘテロ接合の電気的特性を

評価した結果、ｎ型シリコン基板上ではダイオード

特性、ｐ型シリコン基板上ではオーミック特性を示

すことがわかった。 

第２にカーボンナノチューブ／シリコンヘテロ接

合ダイオードにおいて電流のメカニズムは150 K以

上で熱電子放出による電流、それ以下ではヘテロ接

合界面付近のトンネル現象による電流が支配的にな

ることがわかった。 

図１にデバイス作製プロセスの概要を示す。デバイ

スは高濃度シリコン基板上に作製した。熱酸化膜（膜

厚 55 nm）をシリコン基板上に成長させた後、カー

ボンナノチューブを鉄微粒子を触媒に用いてＣＶＤ

法で成長させた。ラマン分光を用いて、カーボンナ

ノチューブを評価した結果、ＲＢＭと呼ばれる単層

カーボンナノチューブ（SWNT）に起因したピークが

観測され、チューブの直径は1.2-2.0 nmであること

がわかった。次に、リフトオフを用いてPd電極をカ

ーボンナノチューブ上にランダムに形成した後、レ

ーザー直接描画装置で Pd 電極にオーバーラップす

るようにフォトレジストパターンを形成し、バッフ

ァードフッ酸を用いて熱酸化膜を選択的に除去した。

このプロセスにより、Pd電極と熱酸化膜に挟まれた

カーボンナノチューブの一部がシリコン基板と自己

整合的に接触し、カーボンナノチューブ／シリコ

ン・ヘテロ接合が形成された。最後に、シリコン基

板の裏面にAl電極を形成した。電流・電圧（I-V）

特性はクライオスタットを用いて室温から50 Kの間

で、Pdと Al電極間に電圧を印加した時の電流を測

定することにより行った。 

 

 

 
 

図１ カーボンナノチューブ／シリコンヘテロ接合

作製プロセスの概要とデバイスのＳＥＭ像 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�号 �２３��０３ 

 

��層��ルで制御されたSi 並びにGe-MIS 構造の 
作製技術と�の界面評価技術の開発 

 
［１］組織 
  代表者：岡本 浩 

（弘前大学大学院理工学研究科） 
  対応者：室田 淳一  

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

室田 淳一（東北大学電気通信研究所） 
櫻庭 政夫（東北大学電気通信研究所） 
小野 俊郎（弘前大学大学院理工学研究科） 
豊田 宏（広島工業大学工学部） 
福田 幸夫（諏訪東京理科大学 
   システム工学部） 
王谷 洋平（諏訪東京理科大学 
   システム工学部） 

 
   研究費：物件費23万5千円，旅費29万1千円 
 
［２］研究経過 

Si-MOS デバイスのスケーリング則に乗った性能

向上が限界に達し、次世代の超髙集積・高速・低消

費電力 MOS（MIS）デバイスの実現においては

high-k 絶縁膜並びに髙移動度チャネル層の導入が

必要とされる。この際、ネイティブな酸化膜構造で

ある従来の Si-SiO2-MOS 構造に対し、前記構造に

おいては界面準位の低減が課題とされている他、界

面近傍の絶縁膜中におけるトラップの存在も報告さ

れている。本プロジェクトではこれまでに研究分担

者らが開発した ECR （ Electron cyclotron 
resonance）プラズマ法による低密度界面準位

Ge-MIS 構造を対象とし、界面準位密度の高精度な

評価手法、界面近傍の絶縁膜中や半導体中に存在す

る可能性のあるトラップの評価技術を開発するとと

もに、界面準位や欠陥のプロセス条件依存性を明ら

かにすることにより、同構造のさらなる高品質化を

目的として研究を行った。 
本プロジェクトは，本年度が初年度であるが、こ

れまでに研究分担者の小野、豊田、福田、室田、櫻

庭らが実施した東北大学電気通信研究所共同研究プ

ロジェクト研究（H20/A03「ECR スパッタによる

高誘電体ゲート膜の基板界面品質制御」、平成２０～

２２年度、東北大対応教員：室田淳一教授）による

成果を活用している。 
本プロジェクトの研究活動は種々のプロセス条件

によるGe-MIS構造の作製、Ge-MIS界面並びに界

面近傍の特性評価手法の検討、同特性のプロセス条

件依存性評価を軸としたものである。メンバー間の

通常の打合せはeメールによる紙上会議にて実行し、

今年度の最終打合せを東北大学電気通信研究所にて

実施した（H24.3,1～3.2）。 
研究成果は学術論文誌や国際会議等による発表で

高く評価されるとともに、本プロジェクトの目的で

あるGe-MIS構造の評価手法の確立と同構造のさら

なる高品質化に向けて大きな可能性を見いだした。

特に今回取り組んだ窒化膜を用いたGe-MIS構造に

関しては従来、熱酸化膜を用いた構造に比べ温湿度

に対する安定性に優れるものの界面準位密度が高い

という欠点が報告されていたが、適切なプロセス条

件のもとにECR プラズマプロセスを行うと、最良

の熱酸化膜に迫る低い界面準位密度が得られること

が明らかとなったことは大きな進歩である。 
 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に前述の通り、窒化膜を用いた Ge-MIS

構造において低い界面準位密度を得ることができる

プロセス条件を明らかにした [成果資料6]。 
試料は(100) p型Ge基板上にECRプラズマ窒化

と ECR スパッタを用いて作成した SiN (7 nm) / 
GeN(2 nm) / Ge構造であり、ゲート電極 (0.3 mm
φ) はAl を真空蒸着して形成した。C-V, G-V, C-f, 
G-f 測定にはLCR メータ (Agilent 4284A)を用い、

測定温度は室温（RT）と低温（180 K）であり、界

面準位密度は研究分担者らが開発した室温コンダク

タンス法[参考文献 1]と低温コンダクタンス法を用

いて評価した。 
図１は ECR プラズマプロセスの温度と界面準位

密度（Dit）の関係を示すグラフであり、電極形成後

に水素窒素混合ガス中 400℃でアニールを行ったも

の（PMA at 400℃）とアニールを行わなかったもの

 

体基板へも応用できるので、光電子デバイスを含め

た幅広い応用が期待される。 
 
［４］成果資料 
（１） T. Uchino, G. Ayre, D. C. Smith, J. L. Hutchison, C. 
H. de Groot, and P. Ashburn, MRS Fall Meeting (Boston, 
USA, 2011). 
（２）T. Uchino, G. Ayre, D. C. Smith, J. L. Hutchison, C. 
H. de Groot, and P. Ashburn, MRS. Proc. 1407 (2011) 
AA15-28. 
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いて評価した。 
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（１） T. Uchino, G. Ayre, D. C. Smith, J. L. Hutchison, C. 
H. de Groot, and P. Ashburn, MRS Fall Meeting (Boston, 
USA, 2011). 
（２）T. Uchino, G. Ayre, D. C. Smith, J. L. Hutchison, C. 
H. de Groot, and P. Ashburn, MRS. Proc. 1407 (2011) 
AA15-28. 
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図５：低温コンダクタンス法評価によるGe-MIS
サンプル(PMA400℃)の界面準位密度分布 

 
第２の成果は同 ECR プラズマプロセスによる

GeNx/Ge 界面構造の界面準位以外の欠陥に関する

評価手法を立ち上げたことである。評価手法として

はDeep Level Transient Spectroscopy（DLTS）法

を用い、装置はキャパシタンスメータとDA/AD コ

ンバータによるデータ収集装置を組み合わせて構築

した。評価に用いたサンプルは基本的には前記と同

様であり、ECRプラズマ窒化とECRスパッタを用

いて作成したSiN (5 nm) / GeN(2 nm) / Ge構造、

アニールは電極形成後に 200℃でアニールを行った

もの（PMA 200℃）と電極形成前に400℃でアニー

ルを行ったもの（BMA 400℃）とアニールを行わな

かったもの（as Deposited）の３種類である。 
図６は上記３種類のサンプルに対し、パルスバイ

アス電圧を蓄積状態、定常バイアス電圧を空乏状態

として測定したDLTSスペクトルである。180 Kか

ら220 Kあたりに現れているメインピークの高さが

アニールにより劇的に減少していることがわかる。

このメインピークの根源は界面準位以外の欠陥（Ge
バルク中のトラップまたは絶縁膜中のトラップ）で

あることが別途行った検討により確認されているた

め、この結果は ECR プラズマプロセス後のアニー

ルにより、界面準位密度以外の欠陥も低減されるこ

とを示している。詳細については今後検討を進める

予定である。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトは、複数大学の連携により多彩な

観点からのアプローチが行えるようになった。次世

代の CMOS 技術の開拓に向け、今後の発展が期待

されている。 
[参考文献] 
1. Y. Fukuda, Y. Otani, Y. Itayama, and T. Ono, IEEE 
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（no PMA）の２種類の試料における結果を示して

いる。 
PMA を行わない場合には ECR プラズマプロセ

ス温度が高いほど低い Dit が得られるが、PMA は 
Ditの低減により有効であり、PMAを行う場合には

ECRプラズマプロセス温度は低いほどDitの低減効

果が高いという興味深い結果が得られた。 
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図１：ECRプラズマプロセスの温度と 

界面準位密度の関係 
 
次に ECR プラズマプロセス温度を室温とし、

PMA温度とDitの関係を調べた。結果を図２に示す。 
PMA温度400℃までは温度に対しDitが単調に減

少していることがわかる。 
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図３は上記 PMA400℃の Ge-MIS サンプルの

C-V特性であり、(a)は室温、(b)は低温（180 K）に

おける測定結果である。室温データ(a)においては

Ge-MIS 特有の高い真性キャリア密度による低周波

特性が見られる他、測定周波数100 Hzの特性にお

いては大変低い電圧で反転に至っていることがわか

る。後者は界面準位によるフェルミ準位のピンニン

グがない良好な界面が得られていることを示してい

る。また、低温データ(b)においては測定周波数依存

性の大変小さいC-V特性が得られているが、このこ

ともまた界面準位密度が低い優れた界面が形成され

ていることを示している。 
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図３：Ge-MISサンプル(PMA400℃)のC-V特性 
 
図３(a)の低周波特性から求めたゲート電圧と表

面電位の関係を図４に示す。表面電位をフラットバ

ンドから強反転の状態まで変化させるために必要な

ゲート電圧は0.45 Vという低い値であり、理論計算

から得られる同ゲート電圧 0.36 V と比較した結果

80%という高い変調効率が得られていることが明ら

かとなった。 
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図４：Ge-MISサンプル(PMA400℃)の 

ゲート電圧と表面電位の関係 
 
図５は上記 PMA400℃の Ge-MIS サンプルの低

温コンダクタンス法評価によって得られた界面準位

密度のエネルギー分布である。ミッドギャップ付近

で界面準位密度が最低値 1.4×1011 cm-2eV-1 となっ

ている。この値はこれまでに熱酸化 GeO2/Ge 界面

で得られている最低値に迫るものであり、前プロジ

ェクトから本プロジェクトにかけて開発した

GeNx/Ge-ECR プラズマプロセスは前記熱酸化

GeO2/Ge プロセスを置き換えることができるポテ

ンシャルを有することが明らかとなった。
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図５：低温コンダクタンス法評価によるGe-MIS
サンプル(PMA400℃)の界面準位密度分布 

 
第２の成果は同 ECR プラズマプロセスによる

GeNx/Ge 界面構造の界面準位以外の欠陥に関する

評価手法を立ち上げたことである。評価手法として

はDeep Level Transient Spectroscopy（DLTS）法

を用い、装置はキャパシタンスメータとDA/AD コ

ンバータによるデータ収集装置を組み合わせて構築

した。評価に用いたサンプルは基本的には前記と同

様であり、ECRプラズマ窒化とECRスパッタを用

いて作成したSiN (5 nm) / GeN(2 nm) / Ge構造、

アニールは電極形成後に 200℃でアニールを行った

もの（PMA 200℃）と電極形成前に400℃でアニー

ルを行ったもの（BMA 400℃）とアニールを行わな

かったもの（as Deposited）の３種類である。 
図６は上記３種類のサンプルに対し、パルスバイ

アス電圧を蓄積状態、定常バイアス電圧を空乏状態

として測定したDLTSスペクトルである。180 Kか

ら220 Kあたりに現れているメインピークの高さが

アニールにより劇的に減少していることがわかる。

このメインピークの根源は界面準位以外の欠陥（Ge
バルク中のトラップまたは絶縁膜中のトラップ）で

あることが別途行った検討により確認されているた

め、この結果は ECR プラズマプロセス後のアニー

ルにより、界面準位密度以外の欠陥も低減されるこ

とを示している。詳細については今後検討を進める

予定である。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトは、複数大学の連携により多彩な

観点からのアプローチが行えるようになった。次世

代の CMOS 技術の開拓に向け、今後の発展が期待

されている。 
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次に ECR プラズマプロセス温度を室温とし、
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図３は上記 PMA400℃の Ge-MIS サンプルの

C-V特性であり、(a)は室温、(b)は低温（180 K）に

おける測定結果である。室温データ(a)においては

Ge-MIS 特有の高い真性キャリア密度による低周波

特性が見られる他、測定周波数100 Hzの特性にお

いては大変低い電圧で反転に至っていることがわか

る。後者は界面準位によるフェルミ準位のピンニン

グがない良好な界面が得られていることを示してい

る。また、低温データ(b)においては測定周波数依存

性の大変小さいC-V特性が得られているが、このこ

ともまた界面準位密度が低い優れた界面が形成され
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図３(a)の低周波特性から求めたゲート電圧と表

面電位の関係を図４に示す。表面電位をフラットバ

ンドから強反転の状態まで変化させるために必要な

ゲート電圧は0.45 Vという低い値であり、理論計算

から得られる同ゲート電圧 0.36 V と比較した結果

80%という高い変調効率が得られていることが明ら

かとなった。 
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図４：Ge-MISサンプル(PMA400℃)の 

ゲート電圧と表面電位の関係 
 
図５は上記 PMA400℃の Ge-MIS サンプルの低

温コンダクタンス法評価によって得られた界面準位

密度のエネルギー分布である。ミッドギャップ付近

で界面準位密度が最低値 1.4×1011 cm-2eV-1 となっ

ている。この値はこれまでに熱酸化 GeO2/Ge 界面

で得られている最低値に迫るものであり、前プロジ

ェクトから本プロジェクトにかけて開発した

GeNx/Ge-ECR プラズマプロセスは前記熱酸化

GeO2/Ge プロセスを置き換えることができるポテ

ンシャルを有することが明らかとなった。
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「様式３」 
 
子とその脱離が主要因となること，さらにその異種

原子層上への IV 族半導体積層（ここでは原子層ド

ーピングという．）により，IV 族半導体のキャリア

の高移動度化と高濃度化が可能になることを示した．

さらに，Si/圧縮歪 Si1-xGex/Si(100)ヘテロ構造を

100nmレベルで細線加工することにより，欠陥を発

生させなくとも引っ張り歪 Si/圧縮歪 Si1-xGex/Si(100)
が実現でき，Si 層の高移動度化が可能になることを

明らかにした．しかし，現状，① N 原子層ドーピン

グでは，結晶の劣化を防ぐために原子層ドープ層間

に 3nm 程度の Si スペーサが必要であること，② P
原子層ドーピングでは，PH3吸着・反応層上のSi 成
長表面にP が偏析しやすいこと，引っ張り歪により

P の偏析がより顕著になり，ヘテロ界面での固溶限

界も下がること，③ IV 族半導体表面の歪がCVD表

面反応速度に影響を与え，0.8%引っ張り歪でさえ，

Si中のB原子の電気的活性度が大きく低下すること

を見いだした．これらの課題を解決することを念頭

に置いて，本研究では，（１）IV 族半導体表面への

歪導入とCVD 反応制御，並びに，（２）原子層ドー

ピングや（３）高度歪異種原子層配列制御の実験を

進め，高度歪異種原子層配列 IV 族半導体構造形成

プロセスを開発する． 
特に，本研究においては，実用性の極めて高い

CVD による専門的原子層積層実験が必要である．効

率的な原子層積層の実験を，現有の高清浄原子層制

御対応Hot Wall型及びCold Wall型CVD装置を複数

台用いて並列に行う．試料を大気に曝しても，大気

湿度が 10％以下で表面が水素終端してあれば，表面

の酸化が原子オーダでも生じにくくなることを確認

している．したがって，原子レベルでの表面分析に

おいても，反応炉から低湿度大気雰囲気で試料を分

析装置（現有：角度分解XPS，XPS，RHEED，AFM，

FTIR）に搬送し，実験を効率的に行う．異種原子層

配列構造の原子レベル評価に関しては，すでに確立

した XPS と湿式エッチングによるサブナノメータ

精度での組成・不純物濃度分布測定法を用いる．さ

らに原子レベル精度に持ち込むよう角度分解 XPS
を併用する．なお，原子層レベルでの厚み評価には

現有 AFM を用いる．異種原子層配列構造の歪の評

価には，現有の可視・紫外光レーザラマン散乱分光

システムを用いる．SIMS や断面TEM による評価は

海外共同研究者への協力依頼や外注で対応する．そ

の他の電気的・光学的物性評価やナノ構造デバイス

製作のための研究環境は整っている． 

［情報交換活動等］IV 族半導体の原子層制御技術や

ヘテロデバイス技術に関して，外部研究機関分担者

との共同研究の成果を国際会議及び学術論文（海外

機関 4 件）として発表した．また，本研究プロジェ

クトが中心となり，以下の２つの国際会議も開催し

た． 

・ 第7回Si エピタキシー�ヘテロ構造国際会議 
(7th Int. Conf. on Si Epitaxy and Hetero- 
structures，Leuven, Belgium, 2011年8月28～
9月1日，発表143件（口頭発表58件、ポスタ

ー発表85件）, 参加者180名： プロシーディン

グ特集号：Thin Solid Films, Vol.520, 2012を出

版済） 

・ 第7回ECS ULSI プロセスインテグレーション

国際会議（Symp. E9: ULSI Process Integration 
7 (220th Meeting of the Electrochem. Soc.), 
2011年10月10-13日, Boston，USA, 発表46
件，参加者60名： プロシーディング特集号 ECS 
Trans., Vol.41, No.7, 2011を出版済） 

これらの活動により，IV 族半導体高度歪制御ナノ

立体構造における物理現象を踏まえたデバイス製作

技術，回路・システム化技術の構築と産学独連携体

制構築を含む研究活動推進が産業発展のために重要

であることが明確に示され，世界規模での研究連携

のきっかけとなることが期待される．さらに，世界

規模での研究連携のきっかけとなるものと期待され

ることから，次年度の通研国際ワークショップを実

験施設において開催する予定である． 
 
［３］成果 

本年度は，以下に示す研究成果を得た． 
まず第１に，熱CVDプロセスによる歪Si1-xGex上

の熱窒化とその上への歪 Si1-xGex キャップ層エピタ

キシャル成長によるN原子層ドーピングについて研

究を進めた結果，原子オーダで熱窒化した歪

Si0.3Ge0.7(100) を 400 oC で熱処理すると，Si3N4形成

が支配的であることを見いだした．第２に，Si1-xGex

のCVD堆積速度やSiへのBドーピングの反応速度

定数やその電気的活性化率に 1%程度の格子歪が大

きな影響を与える一方，歪Si(100)基板上にエピタキ

シャル成長させたB ドープ歪 Si1-xGexにおけるB の

電気的活性化率には格子歪はほとんど影響を与えな

いことを明らかにした．第３に，高 Ge 比率化とと

もにナノメートルオーダ厚のヘテロ構造が必須とな
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採択回数 ①   ２   ３ 
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高度歪異種原子層配列 IV 族半導体構造形成と 
ナノデバイスへの応�に�する研究 

 
 
 

［１］ 組織 
代表者：室田淳一（東北大学電気通信研究所） 
分担者：  
庭野道夫（東北大学電気通信研究所） 
上原洋一（東北大学電気通信研究所） 
末光眞希（東北大学電気通信研究所） 
櫻庭政夫（東北大学電気通信研究所） 
安田幸夫（東北大学学際科学国際高等 
 研究センター） 
宇佐美徳隆（東北大学金属材料研究所） 
白木靖寛（東京都市大学総合研究所） 
財満鎭明（名古屋大学大学院工学研究科） 
中塚 理（名古屋大学大学院工学研究科） 
高木信一（東京大学大学院工学研究科） 
鳥海 明（東京大学大学院工学研究科） 
奥村次徳（首都大学東京理工学系） 
平木昭夫（大阪大学大学院工学研究科） 
伊藤利道（大阪大学大学院工学研究科） 
酒井 朗（大阪大学大学院基礎工学研究科） 
野崎眞次（電気通信大学電子工学科） 
田部道晴（静岡大学電子工学研究所） 
高橋庸夫（北海道大学大学院工学研究科） 
小野俊郎（弘前大学大学院理工学研究科） 
堀口誠二（秋田大学大学院工学資源学研究科） 
松本 智（慶應義塾大学理工学部） 
土屋敏章（島根大学総合理工学部） 
宮尾正信（九州大学大学院ｼｽﾃﾑ情報科学研究院） 
佐道泰造（九州大学大学院ｼｽﾃﾑ情報科学研究院） 
宮崎誠一（名古屋大学大学院工学研究科） 
須田良幸（東京農工大学総合メディアセンター） 
中川清和（山梨大学医学工学総合研究部） 
樽茶清悟（科学技術振興機構） 
石谷明彦（ベルギー・IMEC） 
阿部孝夫（信越半導体（株）） 
国井泰夫（日立国際電気（株）） 
宮本光雄（森田化学工業（株）） 
佐藤政明（新日本無線（株）） 

水島一郎（（株）東芝セミコンダクター社） 
平山 誠（米国・ニューヨーク州立大学オルバニー校） 
Bernd Tillack（ドイツ・IHP） 
Matty Caymax（ベルギー・IMEC） 
James Sturm（米国・プリンストン大学） 
Judy Hoyt（米国・マサチューセッツ工科大学） 
Eugene Fitzgerald（米国・マサチューセッツ工科大学） 
Erich Kasper（ドイツ・シュトゥットガルト大学） 
Joerg Schulze（ドイツ・シュトゥットガルト大学） 
Vinh Le Thanh（フランス・マルセイユ大学） 
Stefano Chiussi（スペイン・ビゴ大学） 

 
研究費：物件費33 万 2 千円，旅費 70万 4 千円 

 
［２］研究経過 
［目的］高度歪異種原子層配列 IV 族半導体構造形成

プロセスの開発は，大規模集積回路の高性能化及び

その上への新機能デバイス搭載等のために極めて重

要である．研究代表者らは，大規模集積化対応のSi
系 IV 族半導体デバイスのナノ構造化に伴い誘起す

る歪により，半導体物性のみならず，半導体中の不

純物の電気的活性度・固溶限界・表面反応定数等が

大きく変化することを見いだした．本研究では，化

学気相成長法（CVD）による Si-Ge 系原子層積層を

駆使して，ナノ構造化と異種原子層積層で誘起され

る歪が IV 族半導体の表面や界面の反応，不純物原

子の電気的活性化，不純物拡散等のプロセスに与え

る影響を系統的に明らかにする．そして，歪制御と

異種原子層配列制御の両面から，デバイス性能を決

定づけるキャリアの超高移動度化と超高濃度化を可

能にする高度歪異種原子層配列 IV 族半導体構造形

成プロセスを開発する． 
［概要］本研究代表者らは，これまで，Si 系 IV 族半

導体ヘテロCVD技術を確立し，CVD 原子層積層を

駆使して，無歪Si(100)や無歪Ge(100)表面での IV 族

元素・不純物原料水素化物ガス分子の吸着・反応が，

Langmuir 型で統一的に記述でき，表面の終端水素原
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子とその脱離が主要因となること，さらにその異種

原子層上への IV 族半導体積層（ここでは原子層ド

ーピングという．）により，IV 族半導体のキャリア

の高移動度化と高濃度化が可能になることを示した．

さらに，Si/圧縮歪 Si1-xGex/Si(100)ヘテロ構造を

100nmレベルで細線加工することにより，欠陥を発

生させなくとも引っ張り歪 Si/圧縮歪 Si1-xGex/Si(100)
が実現でき，Si 層の高移動度化が可能になることを

明らかにした．しかし，現状，① N 原子層ドーピン

グでは，結晶の劣化を防ぐために原子層ドープ層間

に 3nm 程度の Si スペーサが必要であること，② P
原子層ドーピングでは，PH3吸着・反応層上のSi 成
長表面にP が偏析しやすいこと，引っ張り歪により

P の偏析がより顕著になり，ヘテロ界面での固溶限

界も下がること，③ IV 族半導体表面の歪がCVD表

面反応速度に影響を与え，0.8%引っ張り歪でさえ，

Si中のB原子の電気的活性度が大きく低下すること

を見いだした．これらの課題を解決することを念頭

に置いて，本研究では，（１）IV 族半導体表面への

歪導入とCVD 反応制御，並びに，（２）原子層ドー

ピングや（３）高度歪異種原子層配列制御の実験を

進め，高度歪異種原子層配列 IV 族半導体構造形成

プロセスを開発する． 
特に，本研究においては，実用性の極めて高い

CVD による専門的原子層積層実験が必要である．効

率的な原子層積層の実験を，現有の高清浄原子層制

御対応Hot Wall型及びCold Wall型CVD装置を複数

台用いて並列に行う．試料を大気に曝しても，大気

湿度が 10％以下で表面が水素終端してあれば，表面

の酸化が原子オーダでも生じにくくなることを確認

している．したがって，原子レベルでの表面分析に

おいても，反応炉から低湿度大気雰囲気で試料を分

析装置（現有：角度分解XPS，XPS，RHEED，AFM，

FTIR）に搬送し，実験を効率的に行う．異種原子層

配列構造の原子レベル評価に関しては，すでに確立

した XPS と湿式エッチングによるサブナノメータ

精度での組成・不純物濃度分布測定法を用いる．さ

らに原子レベル精度に持ち込むよう角度分解 XPS
を併用する．なお，原子層レベルでの厚み評価には

現有 AFM を用いる．異種原子層配列構造の歪の評

価には，現有の可視・紫外光レーザラマン散乱分光

システムを用いる．SIMS や断面TEM による評価は

海外共同研究者への協力依頼や外注で対応する．そ

の他の電気的・光学的物性評価やナノ構造デバイス

製作のための研究環境は整っている． 

［情報交換活動等］IV 族半導体の原子層制御技術や

ヘテロデバイス技術に関して，外部研究機関分担者

との共同研究の成果を国際会議及び学術論文（海外

機関 4 件）として発表した．また，本研究プロジェ

クトが中心となり，以下の２つの国際会議も開催し

た． 

・ 第7回Si エピタキシー�ヘテロ構造国際会議 
(7th Int. Conf. on Si Epitaxy and Hetero- 
structures，Leuven, Belgium, 2011年8月28～
9月1日，発表143件（口頭発表58件、ポスタ

ー発表85件）, 参加者180名： プロシーディン

グ特集号：Thin Solid Films, Vol.520, 2012を出

版済） 

・ 第7回ECS ULSI プロセスインテグレーション

国際会議（Symp. E9: ULSI Process Integration 
7 (220th Meeting of the Electrochem. Soc.), 
2011年10月10-13日, Boston，USA, 発表46
件，参加者60名： プロシーディング特集号 ECS 
Trans., Vol.41, No.7, 2011を出版済） 

これらの活動により，IV 族半導体高度歪制御ナノ

立体構造における物理現象を踏まえたデバイス製作

技術，回路・システム化技術の構築と産学独連携体

制構築を含む研究活動推進が産業発展のために重要

であることが明確に示され，世界規模での研究連携

のきっかけとなることが期待される．さらに，世界

規模での研究連携のきっかけとなるものと期待され

ることから，次年度の通研国際ワークショップを実

験施設において開催する予定である． 
 
［３］成果 

本年度は，以下に示す研究成果を得た． 
まず第１に，熱CVDプロセスによる歪Si1-xGex上

の熱窒化とその上への歪 Si1-xGex キャップ層エピタ

キシャル成長によるN原子層ドーピングについて研

究を進めた結果，原子オーダで熱窒化した歪

Si0.3Ge0.7(100) を 400 oC で熱処理すると，Si3N4形成

が支配的であることを見いだした．第２に，Si1-xGex

のCVD堆積速度やSiへのBドーピングの反応速度

定数やその電気的活性化率に 1%程度の格子歪が大

きな影響を与える一方，歪Si(100)基板上にエピタキ

シャル成長させたB ドープ歪 Si1-xGexにおけるB の

電気的活性化率には格子歪はほとんど影響を与えな

いことを明らかにした．第３に，高 Ge 比率化とと

もにナノメートルオーダ厚のヘテロ構造が必須とな
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高度歪異種原子層配列 IV 族半導体構造形成と 
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宮崎誠一（名古屋大学大学院工学研究科） 
須田良幸（東京農工大学総合メディアセンター） 
中川清和（山梨大学医学工学総合研究部） 
樽茶清悟（科学技術振興機構） 
石谷明彦（ベルギー・IMEC） 
阿部孝夫（信越半導体（株）） 
国井泰夫（日立国際電気（株）） 
宮本光雄（森田化学工業（株）） 
佐藤政明（新日本無線（株）） 

水島一郎（（株）東芝セミコンダクター社） 
平山 誠（米国・ニューヨーク州立大学オルバニー校） 
Bernd Tillack（ドイツ・IHP） 
Matty Caymax（ベルギー・IMEC） 
James Sturm（米国・プリンストン大学） 
Judy Hoyt（米国・マサチューセッツ工科大学） 
Eugene Fitzgerald（米国・マサチューセッツ工科大学） 
Erich Kasper（ドイツ・シュトゥットガルト大学） 
Joerg Schulze（ドイツ・シュトゥットガルト大学） 
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研究費：物件費33 万 2 千円，旅費 70万 4 千円 

 
［２］研究経過 
［目的］高度歪異種原子層配列 IV 族半導体構造形成

プロセスの開発は，大規模集積回路の高性能化及び

その上への新機能デバイス搭載等のために極めて重

要である．研究代表者らは，大規模集積化対応のSi
系 IV 族半導体デバイスのナノ構造化に伴い誘起す

る歪により，半導体物性のみならず，半導体中の不

純物の電気的活性度・固溶限界・表面反応定数等が

大きく変化することを見いだした．本研究では，化

学気相成長法（CVD）による Si-Ge 系原子層積層を

駆使して，ナノ構造化と異種原子層積層で誘起され

る歪が IV 族半導体の表面や界面の反応，不純物原

子の電気的活性化，不純物拡散等のプロセスに与え

る影響を系統的に明らかにする．そして，歪制御と

異種原子層配列制御の両面から，デバイス性能を決

定づけるキャリアの超高移動度化と超高濃度化を可

能にする高度歪異種原子層配列 IV 族半導体構造形

成プロセスを開発する． 
［概要］本研究代表者らは，これまで，Si 系 IV 族半

導体ヘテロCVD技術を確立し，CVD 原子層積層を

駆使して，無歪Si(100)や無歪Ge(100)表面での IV 族

元素・不純物原料水素化物ガス分子の吸着・反応が，

Langmuir 型で統一的に記述でき，表面の終端水素原
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採択回数 １   ２   ３ 

採択�� Ｈ２３���５ 

 

極薄膜ヘテロエピタキシャル層の電気的特性に及ぼす 
ヘテロ界面の影響に関する研究 

 
 
［１］組織 
  代表者：土屋 敏章 

（島根大学総合理工学部） 
対応者：室田 淳一 

     （東北大学電気通信研究所） 
分担者：室田 淳一 

櫻庭 政夫 
   （東北大学電気通信研究所） 

 
研究費：物件費23万6千円，旅費22万1千円 

 
［２］研究経過 
近年の超大規模集積システム用 Si デバイスはス

ケーリング則によりナノスケール領域にまで極微細

化されている．しかし，微細化により顕在化した課

題も多く，微細化のみに頼らずにデバイスを高性能

化するためのポストスケーリング技術の研究開発が

活発化している．その一つとして，Si MOSトランジ

スタにGeやSiGeを導入したヘテロ構造の利用が注

目されており，高品質で極薄膜のヘテロエピタキシ

ャル層が必須となっている．このためには，極薄膜

ヘテロエピタキシャル層の電気的特性を正確に評価

する必要があり，特に，エピタキシャル膜底部に存

在するヘテロ界面の影響を明確にすることが重要で

ある．そこで本研究では，Si上にヘテロエピタキシ

ャル成長させた極薄膜 SiGe 層の電気的特性に及ぼ

すSiGe/Siヘテロ界面特性の影響を明確化すること

を目的とする． 

そこで，まずSiGe/Siヘテロ界面の電気的特性の

評価法の検討，および，それらの評価法を用いた界

面特性の明確化が重要となる．その後，界面特性が

及ぼす上層膜（極薄膜エピタキシャルSiGe層）の電

気的特性への影響と相関，さらには，SiGeエピタキ

シャル層を用いたデバイスの電気的特性との相関を

検討できるレベルにまで到達させる必要がある． 

 
 
 
 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
(a) SiGe/Siヘテロ界面トラップの評価 
ナノ薄膜ヘテロ界面トラップ密度の評価法として，

低温でのチャージポンピング（CP）測定が有効であ

る．図1に室温から91 Kまで温度を変えて測定し

たSiGe/SiヘテロpMOSトランジスタのチャージポ

ンピング特性を示す．図から，低温化に伴って，ベ

ースレベル2.5 Vから3 VにかけてフラットなCP
電流が出現することがわかる．これは低温化により，

SiGe/Si ヘテロ接合界面にキャリアが局在化するた

めに，ヘテロ界面におけるトラップからのCP 電流

が，MOS 界面におけるトラップからの CP 電流と

は明確に分離されて現れたものである．したがって，

このヘテロ界面からのCP 電流値からSiGe/Si ヘテ

ロ界面トラップ密度を算出できる．一方，MOS ト

ランジスタのドレイン電流に含まれる低周波雑音は

界面トラップと密接な相関があると考えられている．

そこで，MOS界面から離れたSiGeチャネルに主に

ドレイン電流が流れるゲートバイアス条件で測定し

たドレイン電流の低周波雑音電力と，CP測定から 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図1 SiGe/SiヘテロpMOSFETのチャージポンピ
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る高性能 SiGe 系共鳴トンネル素子における低温か

ら室温までの熱電子放出特性から，原子オーダでの

ヘテロ界面平坦性制御とともに高障壁材料の導入が

不可欠となることを示した．以上のように，IV 族半

導体ナノ立体構造量子効果デバイスの実現に不可欠

となる重要な成果を得た． 
以上のように，高度歪異種原子層配列 IV 族半導

体構造形成プロセスの開発のための重要な成果を得

た．今後も，この分野の共同プロジェクトを推進す

ることにより，Si ベース IV 族半導体原子制御プロ

セスの学問分野が大きく発展すると期待できる． 
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ャル成長させた極薄膜 SiGe 層の電気的特性に及ぼ

すSiGe/Siヘテロ界面特性の影響を明確化すること
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電流が出現することがわかる．これは低温化により，

SiGe/Si ヘテロ接合界面にキャリアが局在化するた

めに，ヘテロ界面におけるトラップからのCP 電流

が，MOS 界面におけるトラップからの CP 電流と

は明確に分離されて現れたものである．したがって，

このヘテロ界面からのCP 電流値からSiGe/Si ヘテ

ロ界面トラップ密度を算出できる．一方，MOS ト

ランジスタのドレイン電流に含まれる低周波雑音は

界面トラップと密接な相関があると考えられている．

そこで，MOS界面から離れたSiGeチャネルに主に

ドレイン電流が流れるゲートバイアス条件で測定し
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ら室温までの熱電子放出特性から，原子オーダでの

ヘテロ界面平坦性制御とともに高障壁材料の導入が

不可欠となることを示した．以上のように，IV 族半
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た．今後も，この分野の共同プロジェクトを推進す
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くした場合，ドレイン電界強度は低下するため，図

4 に見られる傾向から，発生したヘテロ界面トラッ

プはホットキャリアに起因していることがわかる．

この結果から，ストレスゲート電圧が-4 Vの場合に

はホットキャリアによるヘテロ界面トラップの発生

はほとんどないことがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 バイアスストレスによる SiGe/Si ヘテロ界面

トラップ増加に起因したチャージポンピング

電流に対するストレスゲート電圧依存性． 
 
 そこで，ホットキャリア効果を無視できるバイア

ス条件で長時間ストレスを印加した．その結果，ホ

ットキャリア劣化とは異なる急激な特性変化が観測

された．図5に90 Kでの低温CP特性における急

激かつ顕著な変化の一例を示す．約2,000分のスト

レス時間まではほとんど変化が見られなかったが，

2,660分後の測定で急激な変化が見られた．しかし，

SiGe/Si ヘテロ界面トラップに起因するベースレベ

ル2.5 Vから3 VにかけてのCP電流の平坦部分が，

2,660 分のストレス後には無くなっており，あたか

もSiGe/Si ヘテロ界面が消失してしまったかのよう

に見受けられる．図6に，長時間バイスストレスに

よるSiGe/SiヘテロpMOSトランジスタの電流電圧

特性の変化を示す．図 5 から，ストレス時間 2,660
分後にはSiGe/Si ヘテロ界面が消失してしまったか

のようなCP 特性を示しているが，決してトランジ

スタが破壊されたわけではなく，劣化はしているも

ののまともなトランジスタ特性を示している． 
 さらに詳細な検討を行い，ストレスドレイン電圧

を一定（-8 V）にして，ストレスゲート電圧を負方

向に大きくしてドレイン電流を増大させると急激な

ヘテロ界面劣化を引き起こすまでの時間τが減少す

ること，また，ストレスゲート電圧を一定にして，

ストレスドレイン電圧を-8 Vから-7 Vにしてドレイ

ン電流を減少させるとτが増大することがわかった． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5 長時間バイアスストレス前後の低温（90 K）

チャージポンピング特性の変化． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 長時間バイスストレスによる SiGe/Si ヘテロ

pMOSトランジスタの電流電圧特性の変化． 
 
 
これらの結果から，この急激な劣化はドレイン電流

によるジュール熱によって生じているものであると

考えられる． 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本研究によってヘテロ界面の電気的特性の定量評

価が可能となり，また，ヘテロ界面特性の劣化要因や

劣化の定量解析が可能となった．これらの成果により，

ヘテロ界面特性とその上層エピタキシャル層の電気

的特性の定量的相関の評価が可能になったと言える． 
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Murota, "Capture/Emission Processes of Carriers 
in Heterointerface Traps Observed in the 
Transient Charge-Pumping Characteristics of 
SiGe/Si-Hetero-Channel pMOSFETs," Key 
Engineering Materials, vol. 470, pp. 201-206, 
2011. 
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求めたSiGe/Si界面トラップ密度との関係を図2に

示す．図2から，両者に線形関係があり強い相関の

あることがわかる．このことから，CP 測定から得

られたヘテロ界面トラップ密度の妥当性が検証でき

た． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 SiGe チャネルを流れるドレイン電流の低周

波雑音電力と CP 測定から得られた SiGe/Si
ヘテロ界面トラップ密度との相関． 

 
 
(b) SiGe/Siヘテロ界面の劣化 
(b-1) ホットキャリアによる劣化 
 SiGe/SiヘテロpMOSトランジスタにホットキャ

リアストレスを印加し，ストレス前後でのCP 特性

の変化を調べた．室温測定と低温（91 K）測定の測

定結果例を図3に示す．図3(a)の室温測定でははっ

きりしないが，図3(b)の低温測定ではベースレベル

2.5 Vから3 VにかけてのSiGe/Siヘテロ界面トラ

ップからのCP 電流が，ストレス前はフラットであ

ったのが，ストレス後には大きく増加しているのが

わかる．この電流増加は，ホットキャリアストレス

によって新たに発生したSiGe/Si ヘテロ界面トラッ

プによるものであり，その増加値から発生したヘテ

ロ界面トラップの総量を算出することができる． 
 ホットキャリアストレスで発生したヘテロ界面ト

ラップは，その発生理由から，ドレイン層付近のヘ

テロ界面に局所的に存在している．したがって，発

生したヘテロ界面トラップが存在する領域の幅がわ

からなければ，発生した局所ヘテロ界面トラップの

密度を算出することができない．そこで，図3(b)の
ベースレベル 1.5V 付近における，ホットキャリア

注入後のチャージポンピング電流が減少しているこ

とに着目し，その原因を解析することから，ホット

キャリア注入によって劣化した領域の幅を導出する

方法を考案した．その結果，ヘテロ界面準位が発生 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             (a) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             (b) 
 
図 3 ホットキャリアストレス前後のチャージポン

ピング特性の変化．(a) 室温特性，(b) 低温

（91 K）特性． 
 
 
した領域の幅を評価することが可能となり，局所発

生したSiGe/Si ヘテロ界面準位密度を算出すること

が可能となった． 
 
(b-2) ジュール熱による劣化 

SiGe/SiヘテロpMOSトランジスタを通電状態に

した時，流れているドレイン電流によって発生する

ジュール熱がSiGe/Si ヘテロ界面にどのような影響

を及ぼすのかを調べた．デバイスに一定のドレイン

電圧とゲート電圧を印加するストレスを加え，スト

レス時間経過に伴うヘテロ界面の変化を低温（90 
K）CP 測定で評価した．図 4 に，ヘテロ界面トラ

ップからのCP 電流について，ドレイン電圧を一定

にしてゲート電圧を変化させた場合の依存性を示す．

ドレイン電圧を一定にしてゲート電圧を負方向に深
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くした場合，ドレイン電界強度は低下するため，図

4 に見られる傾向から，発生したヘテロ界面トラッ

プはホットキャリアに起因していることがわかる．

この結果から，ストレスゲート電圧が-4 Vの場合に

はホットキャリアによるヘテロ界面トラップの発生

はほとんどないことがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 バイアスストレスによる SiGe/Si ヘテロ界面

トラップ増加に起因したチャージポンピング

電流に対するストレスゲート電圧依存性． 
 
 そこで，ホットキャリア効果を無視できるバイア

ス条件で長時間ストレスを印加した．その結果，ホ

ットキャリア劣化とは異なる急激な特性変化が観測

された．図5に90 Kでの低温CP特性における急

激かつ顕著な変化の一例を示す．約2,000分のスト

レス時間まではほとんど変化が見られなかったが，

2,660分後の測定で急激な変化が見られた．しかし，

SiGe/Si ヘテロ界面トラップに起因するベースレベ

ル2.5 Vから3 VにかけてのCP電流の平坦部分が，

2,660 分のストレス後には無くなっており，あたか

もSiGe/Si ヘテロ界面が消失してしまったかのよう

に見受けられる．図6に，長時間バイスストレスに

よるSiGe/SiヘテロpMOSトランジスタの電流電圧

特性の変化を示す．図 5 から，ストレス時間 2,660
分後にはSiGe/Si ヘテロ界面が消失してしまったか

のようなCP 特性を示しているが，決してトランジ

スタが破壊されたわけではなく，劣化はしているも

ののまともなトランジスタ特性を示している． 
 さらに詳細な検討を行い，ストレスドレイン電圧

を一定（-8 V）にして，ストレスゲート電圧を負方

向に大きくしてドレイン電流を増大させると急激な

ヘテロ界面劣化を引き起こすまでの時間τが減少す

ること，また，ストレスゲート電圧を一定にして，

ストレスドレイン電圧を-8 Vから-7 Vにしてドレイ

ン電流を減少させるとτが増大することがわかった． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5 長時間バイアスストレス前後の低温（90 K）

チャージポンピング特性の変化． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 長時間バイスストレスによる SiGe/Si ヘテロ

pMOSトランジスタの電流電圧特性の変化． 
 
 
これらの結果から，この急激な劣化はドレイン電流

によるジュール熱によって生じているものであると

考えられる． 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本研究によってヘテロ界面の電気的特性の定量評

価が可能となり，また，ヘテロ界面特性の劣化要因や

劣化の定量解析が可能となった．これらの成果により，

ヘテロ界面特性とその上層エピタキシャル層の電気

的特性の定量的相関の評価が可能になったと言える． 

 
［４］成果資料 
(1) T. Tsuchiya, K. Yoshida, M. Sakuraba, and J. 
Murota, "Capture/Emission Processes of Carriers 
in Heterointerface Traps Observed in the 
Transient Charge-Pumping Characteristics of 
SiGe/Si-Hetero-Channel pMOSFETs," Key 
Engineering Materials, vol. 470, pp. 201-206, 
2011. 
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求めたSiGe/Si界面トラップ密度との関係を図2に

示す．図2から，両者に線形関係があり強い相関の

あることがわかる．このことから，CP 測定から得

られたヘテロ界面トラップ密度の妥当性が検証でき

た． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 SiGe チャネルを流れるドレイン電流の低周

波雑音電力と CP 測定から得られた SiGe/Si
ヘテロ界面トラップ密度との相関． 

 
 
(b) SiGe/Siヘテロ界面の劣化 
(b-1) ホットキャリアによる劣化 
 SiGe/SiヘテロpMOSトランジスタにホットキャ

リアストレスを印加し，ストレス前後でのCP 特性

の変化を調べた．室温測定と低温（91 K）測定の測

定結果例を図3に示す．図3(a)の室温測定でははっ

きりしないが，図3(b)の低温測定ではベースレベル

2.5 Vから3 VにかけてのSiGe/Siヘテロ界面トラ

ップからのCP 電流が，ストレス前はフラットであ

ったのが，ストレス後には大きく増加しているのが

わかる．この電流増加は，ホットキャリアストレス

によって新たに発生したSiGe/Si ヘテロ界面トラッ

プによるものであり，その増加値から発生したヘテ

ロ界面トラップの総量を算出することができる． 
 ホットキャリアストレスで発生したヘテロ界面ト

ラップは，その発生理由から，ドレイン層付近のヘ

テロ界面に局所的に存在している．したがって，発

生したヘテロ界面トラップが存在する領域の幅がわ

からなければ，発生した局所ヘテロ界面トラップの

密度を算出することができない．そこで，図3(b)の
ベースレベル 1.5V 付近における，ホットキャリア

注入後のチャージポンピング電流が減少しているこ

とに着目し，その原因を解析することから，ホット

キャリア注入によって劣化した領域の幅を導出する

方法を考案した．その結果，ヘテロ界面準位が発生 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             (a) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             (b) 
 
図 3 ホットキャリアストレス前後のチャージポン

ピング特性の変化．(a) 室温特性，(b) 低温

（91 K）特性． 
 
 
した領域の幅を評価することが可能となり，局所発

生したSiGe/Si ヘテロ界面準位密度を算出すること

が可能となった． 
 
(b-2) ジュール熱による劣化 

SiGe/SiヘテロpMOSトランジスタを通電状態に

した時，流れているドレイン電流によって発生する

ジュール熱がSiGe/Si ヘテロ界面にどのような影響

を及ぼすのかを調べた．デバイスに一定のドレイン

電圧とゲート電圧を印加するストレスを加え，スト

レス時間経過に伴うヘテロ界面の変化を低温（90 
K）CP 測定で評価した．図 4 に，ヘテロ界面トラ

ップからのCP 電流について，ドレイン電圧を一定

にしてゲート電圧を変化させた場合の依存性を示す．

ドレイン電圧を一定にしてゲート電圧を負方向に深
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い Joint FDE/antenna diversity を用いる．この 2 
つのマルチアンテナ方式を 1 つの演算補償回路

で実現する. 
図２に一例として MIMO 空間多重の場合，送

受信アンテナ本数が送信側アンテナ数 Nt=2，受

信側アンテナ数 Nr=2 で， Joint FDE/antenna 
diversity の場合の場合，送受信アンテナ本数が

Nt=1，Nr=2 の場合のシミュレーション結果を示

す．横軸は基地局から端末の距離，縦軸はスルー

プットを示している．比較のために，SISO 
(Single Input and Single Output)の場合，全ての領

域において MIMO 空間多重を用いた場合につ

いても合わせてシミュレーション結果を示す.基
地局近傍に着目すると，SISO の場合と比べて

MIMO 空間多重を用いることで送信アンテナ

本数 Nt が増加する分だけスループットが向上

することがわかる．一方，セル端に目を向ける

と，MIMO 空間多重のみを用いた場合は著しく

スループットが劣化していることがわかる． 
一方，今回提案したマルチアンテナシステム

では，Joint FDE/antenna diversity を支配的に用い

ることでセル端においてスループット補償がで

きており，大きくカバレッジを拡大できている

ことがわかる．セル端での要求スループットを

0.5 bit/s/Hz とすると，Nr=2 の場合ではカバ

レッジ拡大率が 41% となった．また，基地局近

傍での MIMO 空間多重による最大スループッ

トも維持することができている． 
 
(3-2) 波及効果 

ディペンダブル・エアは，家電・車・インフ

ラなどのすべての装置に対してディペンダブ

ル・エア・インターフェースを装備することで

モビリティを獲得し，各装置は最適なアクセス

方式を選択することができることで，安心・安

全かつ，必ずネットワークにつながることを実

現する．従来の移動通信分野だけにとどまらず，

物流，自動車・ITS，医療，農林水産業など，様々

な分野への無線通信ネットワークの普及が期待

できる．極めて広い適用分野を見据えている意

味で本プロジェクトの意義は非常に大きい．さ

らに本プロジェクトの研究成果を積極的に国内

外の学会発表することにより，本学外研究者と

の交流が飛躍的に活性化し，国内外の大学，企

業との関係が非常に強化されている． 

 
図 1 シングルキャリア/マルチキャリアのハイ

ブリッドシステムの概要 
 

 
図 2 OFDM の Uplink の 16QAM のカバレッジエ

リア推定 
 
今後は 本研究グループ間における更なる密

接な協力関係により，産学官による地元地域の

モバイル技術・ビジネスの拠点化に向けた取り

組みへの大きな発展へと期待できる． 
 
(4) 成果資料 
[1] 亀田 卓，末松 憲治，高木 直，坪内 和夫， 
“災害に強いディペンダブルワイヤレスネット

ワーク，” 通研共同プロジェクト研究会「小電

力無線通信技術の応用」(2011). (Invited) 
[2] 亀田 卓， “周波数領域等化技術を用いた広

帯域無線通信システムの実装，” 電子情報通信

学会・集積回路研究会 (ICD)，ICD2011-35 (2011). 
(Invited) 
[3] S. Kameda, H. Oguma, N. Izuka, F. Yamagata, Y. 
Asano, Y. Yamazaki, S. Tanifuji, N.Suematsu,  T. 
Takagi, and K. Tsubouchi, ”Proposal of 
Heterogeneous Wireless Communication Network 
with Soft Handover in Application Layer: Feasibility 
Study Based on Field Trial Results, “ 6th Int. ICST 
Conf. on Cognitive Radio Oriented Wireless 
Networks and Communication.  
(CROWNCOM2011), Osaka (2011). 
[4 ]K. Komatsu, S. Kameda, M. Iwata, S. Tanifuji, N. 
Suematsu, T. Takagi, and K. Tsubouchi,“ASIC 
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[1] 組織 
代表者：末松 憲治 
 (東北大学電気通信研究所) 
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分担者： 
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谷藤正一 (東北大学電気通信研究所) 

 
研究費：物件費 21 万 5 千円，旅費 63 万 9 千円 
 
[2] 研究経過 

無線通信ネットワークにおけるディペンダビ

リティは，種々の異種無線通信システムを効率

的・適応的に活用し，いかなる状況においても

ネットワークへの接続性を維持し，かつ，その

品質を保証することである．つまり，通信距離，

通信速度，電力を最適制御し，通信品質を確保

するところにある．このような次世代の無線通

信ネットワークを我々は Dependable Air（ディ

ペンダブル・エア）と呼んでいる． 
本研究課題では，ディペンダブル・エアの実

現に不可欠である，異種無線通信システム間切

り替え（ヘテロジニアスネットワークローミン

グ）技術に関する基礎研究を行う．既に終了し

た文部科学省 IT プログラム（RR2002）「次世代

モバイルインターネット端末の開発」の研究成

果を活用する．また，現在進行中の JST CREST
タイププロジェクト研究「ディペンダブルワイ

ヤレスシステム・デバイスの開発」とも連携し

て，ディペンダブル・エアの構築技術の基礎的

検討として，システム設計，モバイルプロトコ

ル検討，基礎的な実証実験などを行う．本プロ

ジェクトは，本年度が第 1 年目である． 
以下，研究活動状況の概要を記す． 
ディペンダブル・エアに関する研究議論を，

東北大学電気通信研究所を会場に開催した．以

下に開催日を列挙する． 
2011 年: 6/15，6/23，7/8，7/27，9/12， 

10/13，11/7，11/29，12/14 
2012 年: 1/24，2/27，3/14 

 
[3] 成果 
(3-1) 研究成果 

次世代広域移動体ブロードバンド無線通信規

格では OFDM (Orthogonal Frequency Division 
Multiplexing) に代表されるように DFT (Discrete 
Fourier Transform) を送受信機の両方に用い周波

数領域で信号処理を行うマルチキャリア伝送が

多く採用されている．マルチキャリア通信方式

は多値変調と誤り訂正による符号化利得が良好

な点や MIMO (Multi-Input Multi-Output) との親

和性の点でシングルキャリアより優位である．

しかしながら，PAPR (Peak to Average Peak Ratio) 
が大きいという問題がある．PAPR が高いとパ

ワーアンプのバックオフを大きくとる必要があ

り平均送信電力が低くなる．このように，カバ

レッジ確保の点ではマルチキャリア伝送よりシ

ングルキャリア伝送の方が有効である．そこで

我々は，マルチキャリア伝送とシングルキャリ

ア伝送をハイブリッド化する通信方式を提案し

ている．本年度は， マルチアンテナ技術を用い

て SC/MC ハイブリッドシステムのさらなる高

速化と広カバレッジ化を目指して検討を行った．

図 1 に提案システムの概要を示す. 基地局近傍

での高スループットを得るために MIMO 空間多

重を用いることを前提とし，セル端でのスルー

プット補償には MIMO 空間多重と親和性の高
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い Joint FDE/antenna diversity を用いる．この 2 
つのマルチアンテナ方式を 1 つの演算補償回路

で実現する. 
図２に一例として MIMO 空間多重の場合，送
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diversity の場合の場合，送受信アンテナ本数が
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(Single Input and Single Output)の場合，全ての領
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いても合わせてシミュレーション結果を示す.基
地局近傍に着目すると，SISO の場合と比べて

MIMO 空間多重を用いることで送信アンテナ

本数 Nt が増加する分だけスループットが向上

することがわかる．一方，セル端に目を向ける

と，MIMO 空間多重のみを用いた場合は著しく

スループットが劣化していることがわかる． 
一方，今回提案したマルチアンテナシステム

では，Joint FDE/antenna diversity を支配的に用い

ることでセル端においてスループット補償がで

きており，大きくカバレッジを拡大できている

ことがわかる．セル端での要求スループットを

0.5 bit/s/Hz とすると，Nr=2 の場合ではカバ

レッジ拡大率が 41% となった．また，基地局近

傍での MIMO 空間多重による最大スループッ

トも維持することができている． 
 
(3-2) 波及効果 

ディペンダブル・エアは，家電・車・インフ

ラなどのすべての装置に対してディペンダブ

ル・エア・インターフェースを装備することで

モビリティを獲得し，各装置は最適なアクセス

方式を選択することができることで，安心・安

全かつ，必ずネットワークにつながることを実

現する．従来の移動通信分野だけにとどまらず，

物流，自動車・ITS，医療，農林水産業など，様々

な分野への無線通信ネットワークの普及が期待

できる．極めて広い適用分野を見据えている意

味で本プロジェクトの意義は非常に大きい．さ

らに本プロジェクトの研究成果を積極的に国内

外の学会発表することにより，本学外研究者と

の交流が飛躍的に活性化し，国内外の大学，企

業との関係が非常に強化されている． 

 
図 1 シングルキャリア/マルチキャリアのハイ

ブリッドシステムの概要 
 

 
図 2 OFDM の Uplink の 16QAM のカバレッジエ

リア推定 
 
今後は 本研究グループ間における更なる密

接な協力関係により，産学官による地元地域の

モバイル技術・ビジネスの拠点化に向けた取り

組みへの大きな発展へと期待できる． 
 
(4) 成果資料 
[1] 亀田 卓，末松 憲治，高木 直，坪内 和夫， 
“災害に強いディペンダブルワイヤレスネット

ワーク，” 通研共同プロジェクト研究会「小電

力無線通信技術の応用」(2011). (Invited) 
[2] 亀田 卓， “周波数領域等化技術を用いた広

帯域無線通信システムの実装，” 電子情報通信

学会・集積回路研究会 (ICD)，ICD2011-35 (2011). 
(Invited) 
[3] S. Kameda, H. Oguma, N. Izuka, F. Yamagata, Y. 
Asano, Y. Yamazaki, S. Tanifuji, N.Suematsu,  T. 
Takagi, and K. Tsubouchi, ”Proposal of 
Heterogeneous Wireless Communication Network 
with Soft Handover in Application Layer: Feasibility 
Study Based on Field Trial Results, “ 6th Int. ICST 
Conf. on Cognitive Radio Oriented Wireless 
Networks and Communication.  
(CROWNCOM2011), Osaka (2011). 
[4 ]K. Komatsu, S. Kameda, M. Iwata, S. Tanifuji, N. 
Suematsu, T. Takagi, and K. Tsubouchi,“ASIC 

    

 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�号：H23/A06 

 
ディペンダブル・エアのための 

ヘテロジニアスネットワークローミング技術の基礎研究 
 
 
 
 
[1] 組織 
代表者：末松 憲治 
 (東北大学電気通信研究所) 
対応者：末松 憲治 
 (東北大学電気通信研究所) 
 
分担者： 

山崎吉晴 (ソフトバンクテレコム研究所) 
飯塚 昇 (ソフトバンクテレコム研究所) 
浅野安良 (ソフトバンクテレコム研究所) 
小熊 博 (富山高等専門学校) 
山形文啓 (釧路工業高等専門学校) 
坪内和夫 (東北大学電気通信研究所) 
高木 直 (東北大学電気通信研究所) 
亀田 卓 (東北大学電気通信研究所) 
谷藤正一 (東北大学電気通信研究所) 

 
研究費：物件費 21 万 5 千円，旅費 63 万 9 千円 
 
[2] 研究経過 

無線通信ネットワークにおけるディペンダビ

リティは，種々の異種無線通信システムを効率

的・適応的に活用し，いかなる状況においても

ネットワークへの接続性を維持し，かつ，その

品質を保証することである．つまり，通信距離，

通信速度，電力を最適制御し，通信品質を確保

するところにある．このような次世代の無線通

信ネットワークを我々は Dependable Air（ディ

ペンダブル・エア）と呼んでいる． 
本研究課題では，ディペンダブル・エアの実

現に不可欠である，異種無線通信システム間切

り替え（ヘテロジニアスネットワークローミン

グ）技術に関する基礎研究を行う．既に終了し

た文部科学省 IT プログラム（RR2002）「次世代

モバイルインターネット端末の開発」の研究成

果を活用する．また，現在進行中の JST CREST
タイププロジェクト研究「ディペンダブルワイ

ヤレスシステム・デバイスの開発」とも連携し

て，ディペンダブル・エアの構築技術の基礎的

検討として，システム設計，モバイルプロトコ

ル検討，基礎的な実証実験などを行う．本プロ

ジェクトは，本年度が第 1 年目である． 
以下，研究活動状況の概要を記す． 
ディペンダブル・エアに関する研究議論を，

東北大学電気通信研究所を会場に開催した．以

下に開催日を列挙する． 
2011 年: 6/15，6/23，7/8，7/27，9/12， 

10/13，11/7，11/29，12/14 
2012 年: 1/24，2/27，3/14 

 
[3] 成果 
(3-1) 研究成果 

次世代広域移動体ブロードバンド無線通信規

格では OFDM (Orthogonal Frequency Division 
Multiplexing) に代表されるように DFT (Discrete 
Fourier Transform) を送受信機の両方に用い周波

数領域で信号処理を行うマルチキャリア伝送が

多く採用されている．マルチキャリア通信方式

は多値変調と誤り訂正による符号化利得が良好

な点や MIMO (Multi-Input Multi-Output) との親

和性の点でシングルキャリアより優位である．

しかしながら，PAPR (Peak to Average Peak Ratio) 
が大きいという問題がある．PAPR が高いとパ

ワーアンプのバックオフを大きくとる必要があ

り平均送信電力が低くなる．このように，カバ

レッジ確保の点ではマルチキャリア伝送よりシ

ングルキャリア伝送の方が有効である．そこで

我々は，マルチキャリア伝送とシングルキャリ

ア伝送をハイブリッド化する通信方式を提案し

ている．本年度は， マルチアンテナ技術を用い

て SC/MC ハイブリッドシステムのさらなる高

速化と広カバレッジ化を目指して検討を行った．

図 1 に提案システムの概要を示す. 基地局近傍

での高スループットを得るために MIMO 空間多

重を用いることを前提とし，セル端でのスルー

プット補償には MIMO 空間多重と親和性の高
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［２］ 研究経過 
 
本研究は，人間が実空間をどのように知覚してい

るのか，そしてこのような空間知覚過程において，

複数の異なる感覚受容器官で並列的に受容した多感

覚情報がどのように統合されるのか，そしてこの統

合された情報が空間知覚にどのような影響を及ぼす

のかを多角的に検討し実証的な知見を得ることを目

的としている。大量の情報のやりとりが可能となっ

た昨今，次世代通信技術には，「量」だけでなく人間

が高い臨場感・迫真性を感じることのできる「質」

が求められおり，次世代の高度なマルチメディアシ

ステムとして，人間にとって「質」の高い時空間提

示システムの構築に対して高い関心が集まっている。

本研究からは同システムを実現するに資する知見を

得るため，空間知覚に関する多感覚情報処理過程を

東北大学電気通信研究所で構築された世界的にも高

水準の多感覚空間提示システムを活用した心理物理

的実験を進め，システム構築に有益な知見を得るこ

とを目的に掲げて研究を行った。 
特に，私たちが空間をどのように知覚しているの

かという空間知覚に関する研究は，従来，視覚もし

くは聴覚を中心とした単一モダリティからのアプロ

ーチが中心であった。本研究では，複数の異なる感

覚受容器官で並列的に受容したマルチモーダル情報

が，空間知覚においてどのように統合され，そして

どのような影響を及ぼすのかを多角的に検討した。 

具体的には，昨今注目が高まっている，高度なマル

チメディア時空間提示システムの構築において重要

とされる，私たちの迫真性，臨場感，自然性という

感性情報処理過程に対して心理物理学的手法を用い

た検討を行うことで実証的知見を得ることを目的と

して研究を行った。以上が，本プロジェクトの目的・

概要である。 
以下，研究活動状況の概要を記す。 
 

（２－１）研究打ち合わせ 
東北大学電気通信研究所にて2011年6月11日に研

究打ち合わせを行った。本研究課題の遂行にあたる

極めて有意義な討論が行われた。 
 
（２－２）研究打ち合わせ 
リバプール大学のGeorg F Meyer氏を招き，研究打

ち合わせを行った（招聘期間：2011 年 10 月 15 日

～10 月 26 日）。Meyer 氏は当該研究テーマに対し

て，これまで独創的な研究を行ってきた著名な研究

者の一人である。2011年10月24日には“Evidence 
for common processing networks for speech and 
body actions”という題目にて東北大学電気通信研

究所にて講演を行って頂いた。 
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［３］ 成果 
 

 （３－１）研究成果 
私たちが認知する，迫真性，臨場感，自然性とい

う感性情報処理の諸側面は，極めて主観的な感覚と

みなされがちであるが，本研究ではこれらの情報処

理過程に対して心理物理学的手法をもとにアプロー

チを試みることにより，実証的で具体的な知見を得

た。具体的には，本年度は，以下の研究成果を得た。 
第1に，音源定位訓練における頭部運動と身体的

フィードバックの効果に関する実証的な知見を得る

ことができた。具体的には，被験者に対して約1週

間程度の音源定位訓練を行うよう求めたところ，音

源定位訓練における頭部運動は主に水平角定位エラ

ーを，身体的フィードバックは仰角定位エラーを改

善することが解明された。これらの知見は，聴取者

の身体運動やそれに随伴させて提示するフィードバ

ック情報が音源定位行動のそれぞれ異なる側面を特

徴づけることを示唆している。したがって，高度な

マルチメディア時空間提示システムの実現・デザイ

ンにおいては，聴取者がある対象に対して能動的な

行動を実行した場合に，それに随伴させた身体的フ

ィードバックを提示することで同システムの改善が

期待されることを示唆している。 
第2に，聴取者の頭部運動が音空間知覚にどのよ

うな影響を及ぼすのかを詳細に検討するために，頭

部運動時に提示される移動音像の検知閾を調べる実

験を行った。その結果，聴取者が頭部運動を行った

際に移動音像の検知閾に変動が生じることが明らか

にされた。当該知見は，聴取者の頭部運動に付随し

て聴覚における感覚抑制が生じている可能性が高い

ことを示唆している。 
第3に，高度なマルチメディア時空間提示システ

ムの実現・デザインに直接関係すると考えられる，

視聴覚コンテンツの臨場感・迫真性の規定因に関す

る実験的検討を行った。その結果，臨場感と迫真性

はそれぞれ異なる感性情報であること，臨場感は視

聴覚コンテンツがどの程度の視野，音圧で提示され

るかといった物理的変動によって主に規定されるこ

と，一方，迫真性は映像と音の時間的整合性によっ

て主に依存する特性があることが明らかとなった。

当該知見は，高度なマルチメディア時空間提示シス

テムの実現・デザインにおいては，視聴覚コンテン

ツの物理的要因のみならず時間的要因を加味する必

要性が高いことを示唆している。 
 
 
 
 
 

 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトを通じて，学外研究者との交流が

飛躍的に活性化し，私たちの感性情報処理に関する

新たな基礎的知見が得られるに留まらず，高度なマ

ルチメディア時空間提示システムの実現・デザイン

において極めて貴重かつ重要な指針が得られた。 
その中でも具体的な研究成果は，多感覚研究の国

際的な学術集会である International Multisensory 
Research Forum 等において発表された（[４]成果

資料の（４），（５），（６））。 
特に，本プロジェクトを通じて明らかになった，

音源定位訓練における頭部運動と身体的フィードバ

ックの効果は，リバプール大学の Georg F Meyer
氏等との国際的な共同研究を着手する足掛かりにな

るなど，今後の研究発展が期待されている。 
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公開研究会 
情報バイオトロニクス研究会・通研講演会 
電気通信研究所共同プロジェクト研究会共催 
日時：平成24年1月24日 (火) 13:30～16:45 
場所：東北大学電気通信研究所 附属ナノ・スピン

実験施設 4Fカンファレンスルーム 
 
「海馬・嗅内皮質の構造と機能」 
林  初男 (九州工業大学大学院生命体工学研究科) 
「初期視覚神経回路の時空間ダイナミクス」 
八木 哲也 (大阪大学大学院工学研究科) 
「シナプス光不活化法によるグルタミン酸受容体輸

送の動態解析」 神谷 温之 (北海道大学大学院医学

研究科) 
「人工神経細胞回路の構築のための表面ナノ/マイ

クロ改質技術」山本 英明 (東京農工大学工学研究

院)， 谷井 孝至 (早稲田大学理工学術院)，中村  俊 
(東京農工大学工学研究院) 
「神経細胞の構成的ネットワーキングのための基礎

技術」 加藤 功一 (広島大学医歯薬学総合研究科) 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
 本年度は，以下に示す研究成果を得た． 
 脳神経回路における情報伝達処理様式の表現手法

を検討するため，神経回路数理モデルによる随意運

動の出力と，薬理作用下における出力変化の表現を

試みた． 
TELOSモデル (Brown et al., Neural Networks, 

17: 471-510, 2004) は，サッケード眼球運動を説明

するために提案された数理モデルであり，基底核，

一部の皮質や視床，上丘における神経回路を，神経

細胞と，シナプス結合に相当する可変／一定の強度

を有する結合で表現する．このモデルでは，神経細

胞やシナプス結合が，神経伝達物質ドーパミンの濃

度の増減の影響を受けることを考慮していることか

ら，ドーパミン濃度を制御する薬剤作用下における

脳神経回路の情報伝達処理を表現しうる．そこで本

研究は，TELOS モデルを脳神経回路における薬理

作用の表現に適用し，ドーパミン作動性細胞に作用

する神経毒前駆体 1-methyl-4-phenil-1,2,3,6-tetra- 
hydro-pyridine (MPTP) 投与下における脳神経回

路内の神経細胞の活動と，サッケード眼球運動への

影響を検討した． 
MPTP 投与にともなうドーパミン濃度の低下を，

神経細胞のドーパミン D2 受容体の活性を表すパラ

メータの変化として表現し，MPTP 作用下のサッ

ケード眼球運動における上丘細胞の活動度の時間変

化を調べた．基底核と前頭葉前部皮質，いずれに対 

するMPTP の作用においても，MPTP の作用の増

強にともなう上丘細胞の活動度の減少と，サッケー

ド眼球運動の遅れが認められた (Fig. 1) ．また，基

底核―視床における神経回路において，神経細胞の

活動度に振動的な挙動が観測された．これは，

MPTP 作用下におけるドーパミン受容体を介した

回路の変化に起因すると考えられる．薬剤投与下の

眼球運動の遅れや基底核神経細胞の振動的挙動は，

動物実験においても確認されており，TELOS モデ

ルを用いた脳神経回路における薬理作用と，薬剤作

用下の神経細胞の挙動を表現できたと考える． 
また，再構成神経回路における情報処理を解析す

るために，シナプス伝達を時間的・空間的に任意の

パターンで制御する新たな光学的手法の開発を目指

した．脳の興奮性シナプスの多くはグルタミン酸を

伝達物質とし，AMPA型グルタミン酸受容体を介し

てシナプス伝達を行う．本研究では新たに開発され

た光反応性AMPA受容体ブロッカーであるANQX
を用いた光不活化法の開発と，マウス海馬スライス

標本を用いてその有効性について検証を行った． 
マウス海馬スライス標本において，CA1野シナプ

スにおけるシナプス後電位（EPSP）を記録した．

シナプス部位に ANQX を急速投与し，局所的な紫

外線（UV）照射と組み合わせるとEPSP が不可逆

的に抑制された．ANQX が光化学的反応により

AMPA 型グルタミン酸受容体と架橋形成すること

でシナプス伝達を不可逆的に抑制したと考えられる．

光照射により特定の入力を特定のタイミングで阻害

することが可能になれば（「入力特異的シナプス光不

活化法」），再構成神経回路にとどまらず，脳内の神

経回路の機能解析における有益なアプローチとなる

ことが予想される．  
さらに，近年，AMPA型グルタミン酸受容体は細

胞内の予備プールからシナプス後部に輸送されるこ

とが明らかとなったが，本研究では，ANQXによる 

Fig. 1 MPTP投与 ( N 値に相当) にともなう 

上丘細胞 (SC cell ) 活動度の時間変化 

「様式３」 
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再構成神経回路網の情報伝達 

［１］組織 
  代表者：神谷  温之 

（北海道大学大学院医学研究科） 
  対応者：庭野 道夫 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

谷井 孝至（早稲田大学理工学術院） 
中村 俊 

（東京農工大学大学院工学研究院） 
加藤 功一 

（広島大学大学院医歯薬学総合研究科） 
溝口 明（三重大学大学院医学系研究科） 
重川 秀実 

（筑波大学大学院数理物質科学研究科） 
桂林 秀太郎（福岡大学薬学部） 
土居 伸二（京都大学大学院工学研究科） 
篠原 康雄（徳島大学薬学部） 
早川 吉弘（仙台高等専門学校） 
平野 愛弓 

（東北大学大学院医工学研究科） 
中島 康治（東北大学電気通信研究所） 
上原 洋一（東北大学電気通信研究所） 
佐藤 茂雄（東北大学電気通信研究所） 
片野 諭（東北大学電気通信研究所） 
小野美 武（東北大学電気通信研究所） 
木村 康男（東北大学電気通信研究所） 
青沼 有紀（東北大学電気通信研究所） 

   研究費：物件費27万1千円，旅費29万7千円 

［２］研究経過  
生体の脳組織で実現されている情報伝達や記憶・

認知・判断などの機能は，電気・電子工学分野にお

ける情報処理の観点からも興味深い．従来，脳機能

の研究に用いられている，脳スライスによる神経生

理学的手法や，計算論的アプローチからの処理様式

の提案手法に加えて，これらを横断するような実験

モデル系が構築されれば，それぞれの研究アプロー

チに対する情報処理メカニズムの知見としてのみな

らず，神経素子の機能特性を考慮した集積回路など

の設計指針に寄与できると考えられる．  
本プロジェクト研究は，再構成系神経回路網の構

築とその機能解析を目的としている．研究課題とし

ては，①培養神経細胞を用いた実際の脳に近い神経

回路網の形成 ②形成した再構成神経回路網におけ

る情報伝達機構の分析的，および電気生理学的計

測・解析 ③理論に基づく脳型機能創発のための神

経回路の設計 の3点とし，そのための具体的な検

討項目として，①再構成神経回路形成のための表

面・界面修飾技術の確立 ②動態評価指標の探索・

刺激応答特性などの機能分析手法の構築 ③脳型モ

ジュール機能ユニットを模す情報処理回路の設計 

と実証 を挙げ，これらを統合・集積化することに

より，脳型コンピュータの基礎となる並列・分散的

な情報処理回路の実現や，脳神経回路の誤動作・異

常と捉えられるようになりつつある精神疾患などの

脳機能紹介の解明のための学術的基盤を確立するこ

とを目標とした． 
初年度となる本年度は，人工回路網構築のための

最重要な基盤技術となる「完全設計型」人工基板の

構築が進展し，基板上に神経細胞を培養する試みを

開始した．これに際し，修飾基板の作製と細胞培養

による検証や，細胞間の情報伝達処理様式における

空間コーディングの検討など，研究分担者間の共同

研究も複数実施された． 
 
以下，本年度の研究活動状況の概要を記す．平成

23 年 9 月にプロジェクト研究方針に関する打ち合

わせを実施したほか，平成24年1月24日には，ナ

ノ分野とバイオ分野の研究者を集めて，共同プロ

ジェクト研究会を開催し，周辺領域の研究者との交

流をおこなうとともに，勉強の場とした．  
 
研究打ち合わせ 
日時：平成23年9月24日 (土) 14:00～17:30 
場所：東北大学電気通信研究所 附属ナノ・スピン

実験施設 A508室 
内容： 
研究報告 

久保田 繁 (山形大学大学院理工学研究科) 
中島 康治 (東北大学電気通信研究所) 

他 プロジェクト研究方針に関する打ち合わせ 

共同プロジェクト研究
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公開研究会 
情報バイオトロニクス研究会・通研講演会 
電気通信研究所共同プロジェクト研究会共催 
日時：平成24年1月24日 (火) 13:30～16:45 
場所：東北大学電気通信研究所 附属ナノ・スピン

実験施設 4Fカンファレンスルーム 
 
「海馬・嗅内皮質の構造と機能」 
林  初男 (九州工業大学大学院生命体工学研究科) 
「初期視覚神経回路の時空間ダイナミクス」 
八木 哲也 (大阪大学大学院工学研究科) 
「シナプス光不活化法によるグルタミン酸受容体輸

送の動態解析」 神谷 温之 (北海道大学大学院医学

研究科) 
「人工神経細胞回路の構築のための表面ナノ/マイ

クロ改質技術」山本 英明 (東京農工大学工学研究

院)， 谷井 孝至 (早稲田大学理工学術院)，中村  俊 
(東京農工大学工学研究院) 
「神経細胞の構成的ネットワーキングのための基礎

技術」 加藤 功一 (広島大学医歯薬学総合研究科) 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
 本年度は，以下に示す研究成果を得た． 
 脳神経回路における情報伝達処理様式の表現手法

を検討するため，神経回路数理モデルによる随意運

動の出力と，薬理作用下における出力変化の表現を

試みた． 
TELOSモデル (Brown et al., Neural Networks, 

17: 471-510, 2004) は，サッケード眼球運動を説明

するために提案された数理モデルであり，基底核，

一部の皮質や視床，上丘における神経回路を，神経

細胞と，シナプス結合に相当する可変／一定の強度

を有する結合で表現する．このモデルでは，神経細

胞やシナプス結合が，神経伝達物質ドーパミンの濃

度の増減の影響を受けることを考慮していることか

ら，ドーパミン濃度を制御する薬剤作用下における

脳神経回路の情報伝達処理を表現しうる．そこで本

研究は，TELOS モデルを脳神経回路における薬理

作用の表現に適用し，ドーパミン作動性細胞に作用

する神経毒前駆体 1-methyl-4-phenil-1,2,3,6-tetra- 
hydro-pyridine (MPTP) 投与下における脳神経回

路内の神経細胞の活動と，サッケード眼球運動への

影響を検討した． 
MPTP 投与にともなうドーパミン濃度の低下を，

神経細胞のドーパミン D2 受容体の活性を表すパラ

メータの変化として表現し，MPTP 作用下のサッ

ケード眼球運動における上丘細胞の活動度の時間変

化を調べた．基底核と前頭葉前部皮質，いずれに対 

するMPTP の作用においても，MPTP の作用の増

強にともなう上丘細胞の活動度の減少と，サッケー

ド眼球運動の遅れが認められた (Fig. 1) ．また，基

底核―視床における神経回路において，神経細胞の

活動度に振動的な挙動が観測された．これは，

MPTP 作用下におけるドーパミン受容体を介した

回路の変化に起因すると考えられる．薬剤投与下の

眼球運動の遅れや基底核神経細胞の振動的挙動は，

動物実験においても確認されており，TELOS モデ

ルを用いた脳神経回路における薬理作用と，薬剤作

用下の神経細胞の挙動を表現できたと考える． 
また，再構成神経回路における情報処理を解析す

るために，シナプス伝達を時間的・空間的に任意の

パターンで制御する新たな光学的手法の開発を目指

した．脳の興奮性シナプスの多くはグルタミン酸を

伝達物質とし，AMPA型グルタミン酸受容体を介し

てシナプス伝達を行う．本研究では新たに開発され

た光反応性AMPA受容体ブロッカーであるANQX
を用いた光不活化法の開発と，マウス海馬スライス

標本を用いてその有効性について検証を行った． 
マウス海馬スライス標本において，CA1野シナプ

スにおけるシナプス後電位（EPSP）を記録した．

シナプス部位に ANQX を急速投与し，局所的な紫

外線（UV）照射と組み合わせるとEPSP が不可逆

的に抑制された．ANQX が光化学的反応により

AMPA 型グルタミン酸受容体と架橋形成すること

でシナプス伝達を不可逆的に抑制したと考えられる．

光照射により特定の入力を特定のタイミングで阻害

することが可能になれば（「入力特異的シナプス光不

活化法」），再構成神経回路にとどまらず，脳内の神

経回路の機能解析における有益なアプローチとなる

ことが予想される．  
さらに，近年，AMPA型グルタミン酸受容体は細

胞内の予備プールからシナプス後部に輸送されるこ

とが明らかとなったが，本研究では，ANQXによる 

Fig. 1 MPTP投与 ( N 値に相当) にともなう 

上丘細胞 (SC cell ) 活動度の時間変化 

「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

H23/A08 

 

再構成神経回路網の情報伝達 

［１］組織 
  代表者：神谷  温之 

（北海道大学大学院医学研究科） 
  対応者：庭野 道夫 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

谷井 孝至（早稲田大学理工学術院） 
中村 俊 

（東京農工大学大学院工学研究院） 
加藤 功一 

（広島大学大学院医歯薬学総合研究科） 
溝口 明（三重大学大学院医学系研究科） 
重川 秀実 

（筑波大学大学院数理物質科学研究科） 
桂林 秀太郎（福岡大学薬学部） 
土居 伸二（京都大学大学院工学研究科） 
篠原 康雄（徳島大学薬学部） 
早川 吉弘（仙台高等専門学校） 
平野 愛弓 

（東北大学大学院医工学研究科） 
中島 康治（東北大学電気通信研究所） 
上原 洋一（東北大学電気通信研究所） 
佐藤 茂雄（東北大学電気通信研究所） 
片野 諭（東北大学電気通信研究所） 
小野美 武（東北大学電気通信研究所） 
木村 康男（東北大学電気通信研究所） 
青沼 有紀（東北大学電気通信研究所） 

   研究費：物件費27万1千円，旅費29万7千円 

［２］研究経過  
生体の脳組織で実現されている情報伝達や記憶・

認知・判断などの機能は，電気・電子工学分野にお

ける情報処理の観点からも興味深い．従来，脳機能

の研究に用いられている，脳スライスによる神経生

理学的手法や，計算論的アプローチからの処理様式

の提案手法に加えて，これらを横断するような実験

モデル系が構築されれば，それぞれの研究アプロー

チに対する情報処理メカニズムの知見としてのみな

らず，神経素子の機能特性を考慮した集積回路など

の設計指針に寄与できると考えられる．  
本プロジェクト研究は，再構成系神経回路網の構

築とその機能解析を目的としている．研究課題とし

ては，①培養神経細胞を用いた実際の脳に近い神経

回路網の形成 ②形成した再構成神経回路網におけ

る情報伝達機構の分析的，および電気生理学的計

測・解析 ③理論に基づく脳型機能創発のための神

経回路の設計 の3点とし，そのための具体的な検

討項目として，①再構成神経回路形成のための表

面・界面修飾技術の確立 ②動態評価指標の探索・

刺激応答特性などの機能分析手法の構築 ③脳型モ

ジュール機能ユニットを模す情報処理回路の設計 

と実証 を挙げ，これらを統合・集積化することに

より，脳型コンピュータの基礎となる並列・分散的

な情報処理回路の実現や，脳神経回路の誤動作・異

常と捉えられるようになりつつある精神疾患などの

脳機能紹介の解明のための学術的基盤を確立するこ

とを目標とした． 
初年度となる本年度は，人工回路網構築のための

最重要な基盤技術となる「完全設計型」人工基板の

構築が進展し，基板上に神経細胞を培養する試みを

開始した．これに際し，修飾基板の作製と細胞培養

による検証や，細胞間の情報伝達処理様式における

空間コーディングの検討など，研究分担者間の共同

研究も複数実施された． 
 
以下，本年度の研究活動状況の概要を記す．平成

23 年 9 月にプロジェクト研究方針に関する打ち合

わせを実施したほか，平成24年1月24日には，ナ

ノ分野とバイオ分野の研究者を集めて，共同プロ

ジェクト研究会を開催し，周辺領域の研究者との交

流をおこなうとともに，勉強の場とした．  
 
研究打ち合わせ 
日時：平成23年9月24日 (土) 14:00～17:30 
場所：東北大学電気通信研究所 附属ナノ・スピン

実験施設 A508室 
内容： 
研究報告 

久保田 繁 (山形大学大学院理工学研究科) 
中島 康治 (東北大学電気通信研究所) 

他 プロジェクト研究方針に関する打ち合わせ 

共同プロジェクト研究

193

電気通信-5章3-二[175-211].indd   193 2012/08/24   11:34:23



採択回数 １   ２   ３ 

����  H23/A09 

 

フレキシブル・プリンタブル製造有機ヘテロ接合太陽電池の研究 
 
［１］組織 
  代表者：廣瀬 文彦 

（山形大学理工学研究科） 
  対応者：庭野  道夫 

（東北大学電気通信研究所） 
 
 分担者： 

林 靖彦 （名古屋工大） 
小野 幸子（工学院大学） 
玉田 薫 （東北大学電気通信研究所） 
宇佐美徳隆（東北大学金研） 
木村 康男（東北大学電気通信研究所） 

 
   研究費：物件費63.0万円，旅費37.6万円 
 
［２］研究経過 
本研究では、n型無機Siと有機半導体とのヘテロ

接合を用いた太陽電池について電荷分離機構の研究

を進めた。この目的であるが、従来フレキシブル無

機半導体基板としてフレキシブル Si シート知られ

ているが、フレキシブルであるがため高温の半導体

プロセスが適用できなかったものを、塗布型有機半

導体と接続することで、低温でかつ低コストなフレ

キシブル太陽電池として実現を狙うものである。本

年度は、P3HTにPCBMを混合させた膜をSi薄膜

に接合させて電池を試作し、従来のP3HT単体膜と

の接合に比べ、2 倍程度の発電特性の向上を確認す

ることができた。また、従来の有機太陽電池と比べ、

広い波長範囲での量子効率を得た。また、電池性能

において、界面酸化層の理想係数に与える影響を明

らかにし、特性向上のための界面処理技術を獲得し

た。本研究成果に関する討論を行うため有機ナノエ

レクトロニクス分野で活躍されている研究者を招へ

いし、電気通信研究所ナノスピン実験施設で研究会

を開催した（2012年2月）。 
 

［３］成果 
（３－１）研究成果 
我々は塗布形成可能な有機半導体である P3HT

とPCBMの混合膜とn型Siを用いて、図1に示さ

れる接合型太陽電池を試作した。この接合はショッ

トキーダイオードとしての良好な整流性があり、光

照射下で発電特性を得ることができる。P3HT膜で

の接合では発電効率は 0.4％程度であったが、

PCBMとの混合による接合で発電効率を0.7％、開

放電圧を0.45Vまで高めることができた。 
この接合は、図3に示されるように300~1100nm

の広い波長範囲で発電可能であることもわかった。

従来のオール有機の太陽電池では、300~800nm で

しか発電できないことから、この構造の上にもう１

組の有機太陽電池を接着し、タンデム化することで、

開放電圧 1V を超える 7％級フレキシブルタンデム

電池が期待できる。現在、試作研究を推進中である。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

      
図1  P3HT/n-- Si有機無機接合電池の断面構造と 

サンプル写真 

  
 

 
図2  P3HT ＋PCBM/n-Si太陽電池の発電特性 
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シナプス不活化法を利用して，AMPA受容体のシナ

プス後部での動態を解析した(Fig. 2)．ANQX は細

胞膜表面の AMPA 受容体と不可逆的に結合し阻害

する．光不活化後のEPSPが時間とともに回復する

ならば、その時間経過は細胞内プールからシナプス

への AMPA 受容体輸送過程を反映すると考えられ

る．本研究では，AMPA受容体輸送は静止状態では

認められず，高頻度刺激直後に生じることが明らか

になった．神経活動依存的な AMPA 受容体のシナ

プス輸送は，海馬における記憶痕跡の実体と考えら

れており，本研究は記憶痕跡の形成のタイミングを

明らかにしたものと意味づけられる． 
今後は，紫外線照射の部位とタイミングを制御す

ることで，複雑な脳の神経回路網の特定の入力の機

能を明らかにすることが可能になる．本研究におい

て構築された完全設計型人工神経回路の機能解析に

おける有用な新規の解析法になることが期待される． 

（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトにおいて実現を目指す，ナノテク

ノロジーに基づく再構成神経回路網の形成と制御法，

および，ナノスケール計測技術の確立により，神経

生理学・神経生物学分野における従来の生化学・電

気生理学的手法とは異なる新規解析手法の提供とと

もに，未知の神経生理メカニズムの発見が期待され

る．また，人工神経回路網の形成と実際の神経回路

の動作原理実装は，脳型コンピュータ開発における

情報処理回路の制御機構や情報の分散処理に適応し

うる．このような神経回路網の基礎的知見，および，

新規デバイスの創製は，電子工学や計算科学におけ

る萌芽的な学術研究分野を作り出すとともに，精神

疾患の治療や脳の再生など医療面においても大きな

波及効果が期待される． 

 

 

［４］成果資料 
[1] 桜井伊知郎，佐藤憲一，庭野道夫：基底核の脳

神経回路における薬理作用のシミュレーション (1) 
―眼球運動の遅れと神経細胞活動度の振動現象― 

日本神経回路学会誌，Vol. 18, pp. 182-193 (2011) 
[2] Kamiya, H.: Photochemical inactivation 
analysis of temporal dynamics of native AMPA 
receptors in hippocampal slices. Journal of 
Neuroscience, in press. 
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フレキシブル・プリンタブル製造有機ヘテロ接合太陽電池の研究 
 
［１］組織 
  代表者：廣瀬 文彦 

（山形大学理工学研究科） 
  対応者：庭野  道夫 

（東北大学電気通信研究所） 
 
 分担者： 

林 靖彦 （名古屋工大） 
小野 幸子（工学院大学） 
玉田 薫 （東北大学電気通信研究所） 
宇佐美徳隆（東北大学金研） 
木村 康男（東北大学電気通信研究所） 

 
   研究費：物件費63.0万円，旅費37.6万円 
 
［２］研究経過 
本研究では、n型無機Siと有機半導体とのヘテロ

接合を用いた太陽電池について電荷分離機構の研究

を進めた。この目的であるが、従来フレキシブル無

機半導体基板としてフレキシブル Si シート知られ

ているが、フレキシブルであるがため高温の半導体

プロセスが適用できなかったものを、塗布型有機半

導体と接続することで、低温でかつ低コストなフレ

キシブル太陽電池として実現を狙うものである。本

年度は、P3HTにPCBMを混合させた膜をSi薄膜

に接合させて電池を試作し、従来のP3HT単体膜と

の接合に比べ、2 倍程度の発電特性の向上を確認す
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[1] 桜井伊知郎，佐藤憲一，庭野道夫：基底核の脳
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採択�� �２３/�１� 

 

薄膜素子の磁区構造転移を�用した 
磁気デバイスの設計開発とその応用展開に関する研究 

 
 
 
［１］組織 
  代表者：菊池 弘昭 

（岩手大学工学部） 
  対応者：石山 和志 

（東北大学電気通信研究所） 
分担者： 

中居 倫夫（宮城県産業技術総合センター） 
松尾 哲司（京都大学工学研究科） 
枦 修一郎（東北大学電気通信研究所） 
荒井 賢一（電磁材料研究所） 
薮上 信（東北学院大学工学部） 
竹澤 昌晃（九州工業大学工学研究科） 
小澤 哲也（東北学院大学工学部） 
鎌田 康寛（岩手大学工学部） 
小林 悟（岩手大学工学部） 

 
   研究費：物件費24万8千円，旅費21万5千円 
 
［２］研究経過 
短冊状に微細加工した薄膜磁性体において，ストラ

イプ状傾斜磁区構造の角度を制御することで，外部磁

界の変化に伴う磁区構造のトポロジカルな転移が発

生することが見出され，その発生原理解明が進められ

ている。これまで磁区のエネルギー安定状態の遷移と

いう観点から実験結果を説明できることが明らかに

されている。本研究においては，本現象の発生原理の

理論的考察を進展させるとともに材料パラメータや

素子構造による特性制御手法の実験的検討を行い，そ

れらの結果を反映させた設計シミュレータの開発を

目指す。さらに，素子応用のひとつとして高空間分解

能，高感度な磁界センサへの展開を図り，非破壊検査

応用のための基礎検討を行うことを目的とする。発電

プラントでは通常非磁性である鋼や合金が蒸気細管

等に使用されているが，高温にさらされることにより

局所的に脆くなり（鋭敏化）ひび割れが発生する。こ

の脆くなる箇所は強磁性化しており，検出のために磁

界センサを適用できる。ただし，高空間分解能・高感

度が必要であり，設計シミュレータに基づくセンサ素

子の設計，センサプローブの作製を行い，発電プラン

トの蒸気細管等で使用されるステンレス鋼やインコ

ネル合金における鋭敏化の検出への適用について検

討する。 
本プロジェクトは，本年度が第１年度であった。

以下，研究活動状況の概要を記す。 
 

第1回研究打合せ 平成23年6月28日 
薄膜磁気デバイスの応用及び本年度研究スケジュー

ルについて議論した。 
 
第2回研究打合せ 平成23年11月12日 
研究進捗状況の確認及び素子測定系，磁区観察装置

に関する議論を行った。 
 
第3回研究打合せ 平成23年11月23日 
前回に引き続き，素子測定系，磁区観察装置に関す

る議論を行った。また，素子形状に関する議論を行

った。 
 
第4回研究打合せ 平成24年3月6日 
実験結果に基づき磁区構造シミュレーション設計関

する議論を行った。 
 
23年度共プロ研究発表会 平成24年3月2日 
今年度の研究成果についてポスター発表を行った。 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に，素子端部にテーパー構造を有する場合，

不連続インピーダンス現象の発生がより低磁界側で

生じ，かつ多磁区領域範囲が狭くなることを実験的に

明らかにした。素子幅20 μmから80 μmの寸法範囲に

おける素子において，その端部の形状を変化させた素

子を試作し（図 1 参照），外部磁界と素子インピーダ

ンスの関係を網羅的に検討した。また，Kerr効果顕微

鏡によるそれら素子の磁区観察を行った。図2は磁界

中熱処理時の印加磁界方向を素子幅に対して60 °にし

た幅20 μm素子のインピーダンスの外部磁界依存性を

示したものである。高周波電流は100 MHzとしている。

 
図3  P3HT ＋PCBM/n-Si太陽電池の量子効率特性 

  
 当該電池の性能を決定する要因となるショットキ

ー接合の理想係数は、有機膜とSi層との界面に発生

する自然酸化膜が大きく影響していることを突き止

めた。また、界面酸化膜を抑えるために、Si表面に

ごく薄いSiC層を形成することで、理想係数を大き

く向上させる効果があることを明らかにした。図 4
にP3HT とSi の接合で作製したダイオードの順方

向バイアス時の電流密度－電圧特性を示す。SiC 処

理を用いることで、順方向電流が増強され、かつ傾

きが急峻となることがわかる。理想係数も 3.1 から

1.5 に改善されることがわかった。以上の結果は、

有機無機ヘテロ接合において、界面の自然酸化層を

抑制し急峻な界面を実現することが性能向上につな

がることを示唆するもので、今後、電池試作に応用

して性能向上を確認していく予定である。 

 
図4  P3HT/n-Si接合ダイオードにおけるSiC処理の効果 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本研究で開発した有機無機ダイオードは、Si 膜に

有機溶剤に溶いたP3HT、PCBMを塗布するだけで

製作したもので、ほぼ室温で形成できるという低温

簡易形成のメリットがある。発電性能は 1％未満で

はあるが、情報端末の回路駆動には十分であり、フ

レキシブルエレクトロニクスへの応用が期待できる。 
フレキシブル太陽電池として、現在バルクヘテロ

型の有機太陽電池が盛んに研究されているが、多く

の有機太陽電池は光の吸収帯域として、緑から青の

波長領域に限定される。赤から赤外領域での発電に

ついては、よい材料がみつかっておらず、タンデム

方式が模索されている。今回の有機無機ヘテロダイ

オードは、赤外領域での発電が可能であり、バルク

ヘテロ型有機太陽電池をトップに、有機無機ダイオ

ードをボトムとしてタンデム太陽電池への応用も可

能と考える。今後も、有機無機界面の処理を検討し

て、発電性能を高めるための試験を続行する予定で

ある。本研究の成果を持って、NEDO等の実用化研

究につなげる予定である。 
 

［４］成果資料 
1) “Alpha-sexthiophene/n--Si heterojunction diodes 

and solar cells investigated by I-V and C-V 
measurements”, Y. Takanashi, N. Oyama, K. 
Momiyama, Y. Kimura, M. Niwano, F. Hirose, 
Synthetic Metals, 161 (2012) 2792– 2797. 

2) “Pentacene/n--Si heterojunction diodes investigated 
by I-V and C-V measurements”, N. Oyama,Y. 
Takanashi, S. Kaneko,K. Momiyama,  F. Hirose, 
Microelectronic Engineering,  88 (2011) 2959–
2963. 

3) “Poly 3hexylthiophene/n--Si heterojunction diodes 
and photosensors investigated by I-V and C-V 
measurements”, N. Oyama, S. Kaneko, K. 
Momiyama,  F. Hirose, IEICE Transactions on 
Electronics, E94-C(2011) 1838-1843. 
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プラントでは通常非磁性である鋼や合金が蒸気細管

等に使用されているが，高温にさらされることにより

局所的に脆くなり（鋭敏化）ひび割れが発生する。こ

の脆くなる箇所は強磁性化しており，検出のために磁

界センサを適用できる。ただし，高空間分解能・高感

度が必要であり，設計シミュレータに基づくセンサ素

子の設計，センサプローブの作製を行い，発電プラン

トの蒸気細管等で使用されるステンレス鋼やインコ

ネル合金における鋭敏化の検出への適用について検

討する。 
本プロジェクトは，本年度が第１年度であった。

以下，研究活動状況の概要を記す。 
 

第1回研究打合せ 平成23年6月28日 
薄膜磁気デバイスの応用及び本年度研究スケジュー

ルについて議論した。 
 
第2回研究打合せ 平成23年11月12日 
研究進捗状況の確認及び素子測定系，磁区観察装置

に関する議論を行った。 
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った。 
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23年度共プロ研究発表会 平成24年3月2日 
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［３］成果 
 （３－１）研究成果 
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中熱処理時の印加磁界方向を素子幅に対して60 °にし

た幅20 μm素子のインピーダンスの外部磁界依存性を

示したものである。高周波電流は100 MHzとしている。

 
図3  P3HT ＋PCBM/n-Si太陽電池の量子効率特性 
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く向上させる効果があることを明らかにした。図 4
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図4  P3HT/n-Si接合ダイオードにおけるSiC処理の効果 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本研究で開発した有機無機ダイオードは、Si 膜に

有機溶剤に溶いたP3HT、PCBMを塗布するだけで

製作したもので、ほぼ室温で形成できるという低温

簡易形成のメリットがある。発電性能は 1％未満で

はあるが、情報端末の回路駆動には十分であり、フ

レキシブルエレクトロニクスへの応用が期待できる。 
フレキシブル太陽電池として、現在バルクヘテロ

型の有機太陽電池が盛んに研究されているが、多く

の有機太陽電池は光の吸収帯域として、緑から青の

波長領域に限定される。赤から赤外領域での発電に

ついては、よい材料がみつかっておらず、タンデム

方式が模索されている。今回の有機無機ヘテロダイ

オードは、赤外領域での発電が可能であり、バルク

ヘテロ型有機太陽電池をトップに、有機無機ダイオ

ードをボトムとしてタンデム太陽電池への応用も可

能と考える。今後も、有機無機界面の処理を検討し

て、発電性能を高めるための試験を続行する予定で

ある。本研究の成果を持って、NEDO等の実用化研

究につなげる予定である。 
 

［４］成果資料 
1) “Alpha-sexthiophene/n--Si heterojunction diodes 

and solar cells investigated by I-V and C-V 
measurements”, Y. Takanashi, N. Oyama, K. 
Momiyama, Y. Kimura, M. Niwano, F. Hirose, 
Synthetic Metals, 161 (2012) 2792– 2797. 

2) “Pentacene/n--Si heterojunction diodes investigated 
by I-V and C-V measurements”, N. Oyama,Y. 
Takanashi, S. Kaneko,K. Momiyama,  F. Hirose, 
Microelectronic Engineering,  88 (2011) 2959–
2963. 

3) “Poly 3hexylthiophene/n--Si heterojunction diodes 
and photosensors investigated by I-V and C-V 
measurements”, N. Oyama, S. Kaneko, K. 
Momiyama,  F. Hirose, IEICE Transactions on 
Electronics, E94-C(2011) 1838-1843. 
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だし，粒界に沿った強磁性化分布までの計測には至っ

ておらず，高空間分解能かつ高感度な磁界センサの開

発が必要な状況にある。 

 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトで明らかになったテーパー構造の

有無でインピーダンスの不連続点が変化するという

結果は，傾斜磁区を有する薄膜磁界センサの応用展開

を考慮した場合, 素子特性制御の観点から非常に有用

である。この要因は現時点で明らかではないがそれら

メカニズムを解明し，磁区構造モデルに基づくセンサ

動作シミュレータが構築できると様々な用途に適し

た素子設計が可能になる。 
材料劣化に伴う強磁性化を磁界センサで検出可能

なことを明らかにした結果は，本プロジェクトで検討

している磁界センサの非破壊評価応用の可能性を示

したものである。高空間分解能・高感度な磁界センサ

の実現は，非破壊評価の高精度化・高度化に寄与し，

様々な高経年化・老朽化が顕在化してくる社会基盤構

造物の健全性評価において多大な貢献が期待できる。

一方で，それらを構築する鋼材の信頼性の評価への適

用などの波及効果も期待される。 
 
［４］成果資料 
第１年度であった本年度は成果発表・論文投稿が

なかったので，成果資料はなし。本年度得られた成

果の一部は24年度の国際会議にて成果発表予定（概

要は採択済）。また，論文投稿も行う。 
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(a) 0 h                      (b) 100 h 
図5 インコネル合金の磁気力顕微鏡像 
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(a)は端部にテーパー構造を有している素子の結果で，

多磁区→単磁区の遷移に対応するインピーダンスの

不連続変化は磁界強度 0.73 Oe, 単磁区→多磁区の遷

移については磁界強度 -0.23 Oeでみられる。(b)のテー

パーを有しない素子では，多磁区→単磁区 1.02 Oe, 単
磁区→多磁区 -0.56 Oeであり，テーパー構造を有する

ほうがインピーダンスの飛びが見られる磁界強度が

低下している。また, 素子が多磁区状態にある磁界範

囲はテーパー有では，0.96 Oe であるのに対し，テー

パー無しの場合，1.58 Oe である。熱処理中の印加磁

界方向が異なる他の素子においても同様の結果が得

られた。 
素子幅を変化させた場合は，素子幅の増加とともに

インピーダンス不連続の発生磁界は増加し，多磁区領

域の範囲も増加する。これらは，素子幅増加による反

磁界の増加により説明できる。一方，テーパーの有無

に関しては，テーパー構造を有するほうが，端部にお

ける反磁界は大きいが, インピーダンスの振る舞いは

反磁界が増加する場合と相反する結果を示しており,
興味深い。この要因の解明までは本年度至らなかった

ので今後の課題としたい。 
図3は素子幅20 μmの素子におけるインピーダンス

特性と対応する磁区構造写真を示した図である。イン

ピーダンスの不連続変化が見られる点（図中②→③）

で，多磁区，単磁区の磁区遷移が生じていることを確

認した。 
図4は，素子幅80 μmにおいて，素子端部（電極付

近）及び素子中心部で磁区観察を行った結果であり，

素子中央部と端部（電極付近）での磁区構造遷移に明

確な磁場依存性の違いは確認できていない。一方，テ

ーパーの有無の違いでは，単磁区・多磁区間の磁区遷

移発生磁界の低下が明らかである。また，テーパー構

造を有する素子では，磁性体素子端部では反磁界の影

響により磁区構造の変化が生じないことを確認して

いる。 
成果の第２として，通常非磁性であるインコネル合

金において熱鋭敏化による強磁性化及びその現象を

磁界センサで検出可能なことを確認した。図5は熱時

効前後（時効は600℃，100 h）におけるインコネル合

金の磁気力顕微鏡像を示したものである。時効後に粒

界に沿って強磁性化していることが明らかである。図

6 はこの試料上を市販のホールセンサで走査した結果

を示しており，強磁性化の違いを判別できている。た

wtw

l
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wtw

l

lt

 
l = 1mm 

w = 20: wt= 400, lt = 100, w = 50: wt= 380, lt = 250, 
w = 80: wt= 860, lt = 250 

図1 素子形状・寸法 
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(a) テーパー構造有り 
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(b) テーパー構造なし 

図2 MI素子のインピーダンス外部磁界依存性 

 
図3インピーダンス変化と磁区構造 

 

 
磁界強度単位：Oe 

図4 素子端部及び素子中心部で磁区観察結果 
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合システムについて研究開発を推進した。異種セン

サネットワークから生成されるセンサデータを統合

利用するために，モバイルエージェントに基づく

P2PプラットフォームであるPIAXを用いて，セン

サネットワーク統合システムを構築した。このシス

テムでは，地理的・時間的粒度が異なるセンサデー

タに対して，宣言的な言語を用いて簡潔にデータ処

理の問合せが記述可能である。 
 
(d) 行動センシングとシミュレーション技術の開発

（山口，阪大） 
 スマートフォンなどモバイルセンサー端末を活用

した都市環境における人の行動センシング技術や，

多数のセンサを用いるセンシングシステム向けの都

市シミュレーションプラットフォームを開発した。

人々の行動パターンの事前知識や事前解析を活用し

て位置行動センシング精度を向上させ，それを行動

ナビゲーションにフィードバックする技術などを検

討・開発した。また，人の行動モデルとセンサーモ

デルを融合したシミュレーションフレームワークを

提案し，プロトタイプシステムを開発し，オフィス

ビル省電力シナリオによる評価を行っている。 
 
(e) ロボットとインターネットサービスの融合を実

現する分散処理フレームワークの提案（加藤，産業

技術大学院大学） 
 近年，インターネット分野とロボット分野の融合

が加速しており，クラウド環境への適用を前提とし

たプラットフォームの提案が行われている。本研究

では，ロボットサービスのインターネット化を目指

し，ロボットサービス向けプロトコル仕様である

RSNP を利用したクラウドロボティクスのための

サービスフレームワークを提案した。ロボットを含

む様々なデバイスへのタスク分散を可能にするフレ

ームワーク上に，ペットシッターサービスを実装し，

サービスロボットを利用した評価実験を行うことで，

その有効性を検証した。 
 
(f) サイバーフィジカルシステムのための動的な無

線通信基盤の研究（重野，慶大） 
 サイバーフィジカルシステムの実現のためには，

通信トラヒックや電波資源の利用状況に柔軟に適応

できる通信基盤が重要である。本研究では，無線

LAN のアクセスポイント（AP）を仮想化技術によ

り実現する仮想AP（VAP）について研究を進めた。

仮想AP を実現するための要素技術を検討し，異な

る物理APに仮想APを移動させるVAPマイグレー

ション，ひとつの物理AP に複数の仮想AP を集約

する VAP アグリゲーションを実現した。プロトタ

イプシステムを実装し，評価実験から，提案システ

ムの有効性を検証した．  
 
(g) 災害時孤立可能性集落を想定した情報システム

の提案 （塚田，和歌山大） 
 日本は国土の7割近くを中山間地が占め，自然災

害により外部との各種ライフラインを断たれてしま

う災害時孤立可能性集落が約 2 万集落も存在する。

そのような集落を想定し，免許等が不要な無線通信

を基盤とした情報共有技術の研究開発に取り組んで

いる。今年度は，可視光通信技術に着目し，地上か

ら上空を飛行する消防・自衛隊などのヘリコプター

に対する，簡便で視認性が高い通信手段として，多

色 LED の発光色の変化を用いた非常時通信システ

ムの研究開発を実施した。そして，和歌山県日高郡

日高川町において，ヘリコプターを用いて上空から

の視認性，通信性能等に関する検証実験を実施した。  
 
(h) サイバー・フィジカル融合社会へ向けたサービ

ス個人化基盤（北形，東北大） 
 本研究では，誰でも・いつもの様に使える利用者

の状況を考慮した情報サービスの実現を目的とし，

サイバー・フィジカル融合社会へ向けたサービス個

人化基盤の中心技術となる開放型の情報サービスパ

ーソナライズ手法を提案した。提案手法は（１）サ

ービス利用者が所有する個人情報管理機構: 
U-PIMM，（２）個人情報の要求・開示プロトコル: 
OSPPから成る。プロトタイプシステムを用いた実

験を通じ，提案手法により，これまで困難であった

個人情報を携行しないこととサービス提供者と個人

情報を分離することを両立できることを確認した。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトにより，サイバー・フィジカル融

合社会のための基盤技術という先進的かつ広範な研

究領域に関わる研究者間の情報交換と交流が加速し

た．今後，共生社会に向けた人間調和型情報技術な

どの新しい研究領域への展開も期待できる．  
 
［４］成果資料 
（１） 橋本和夫, 北形元, 高橋秀幸, 武田敦志, チャク
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ユビキタスサービスを実現するネットワークソフ
トウェアへ向けて―", 電子情報通信学会論文誌, 
Vol.J94-B, No.4, pp.492-502, 2011. （招待論文） 

（２） Gen Kitagata, Kazuto Sasai, Johan Sveholm, 
Norio Shiratori and Testuo Kinoshita, 
"Agent-based Access Rights Delegation utilizing 
Social Relationships," International Journal of 
Energy, Information and Communications, Vol. 2, 
Issue 4, November, pp.87-100, 2011. 
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［２］研究経過 
 個人の情報から社会や自然の情報まで，広域に遍

在するセンサから収集した実世界情報をサイバー世

界に集積・再構築することに加え，新たな情報価値

を創造して実世界へ還元することで，人々の活動を

統合的かつ高度に支援すること重要な課題である。

このようにサイバー世界と実世界が親和的に融合し

た社会を，サイバー・フィジカル融合社会と呼ぶ。 
 本プロジェクトでは，サイバー・フィジカル融合

社会のための基盤システムを実現する基礎的な技術

の確立を目的とする。具体的には，実世界情報を効

率的に収集するセンサシステムや通信システム等の

基礎技術，実世界情報をサイバー世界に流通・再構

築するためのオーバレイネットワークやクラウド等

に関する技術，再構築した実世界情報を効果的に実

世界へ還元するためのエージェント技術やサービス

プラットフォーム等の情報技術の構築を目指す。 
本プロジェクトでは研究開発領域を，センサネッ

トワーク／シミュレーション，実世界情報獲得・流

通プラットフォーム，サイバー・フィジカル融合型

サービス基盤の3領域に分け，分担者は各領域の中

で個別テーマを設定して研究を進め，シンポジウム

や研究会等の機会を捉えて意見交換を行った． 
本年度のまとめとして，2012 年 3 月 1 日に東北

大学電気通信研究所において，共同プロジェクト研

究会を開催した．個別の成果や関連する取り組みと

して，サービス個人化基盤，交通への取り組みと通

信技術，センサネットワーク統合システム，位置情

報環境モデリング技術，観光動態情報収集とAR応

用の５件の発表が行われた．同時に，問題点，課題，

今後の方向性について議論した． 
 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
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リングシステムの実現（峰野，静大） 
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う災害時孤立可能性集落が約 2 万集落も存在する。
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ら上空を飛行する消防・自衛隊などのヘリコプター
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究会を開催した．個別の成果や関連する取り組みと

して，サービス個人化基盤，交通への取り組みと通

信技術，センサネットワーク統合システム，位置情

報環境モデリング技術，観光動態情報収集とAR応

用の５件の発表が行われた．同時に，問題点，課題，

今後の方向性について議論した． 
 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

(a) 監視対象領域を最小コストでセンシングするセ

ンサ配置法に関する研究（安本，奈良先端大） 
 ビルや家屋などの建物内にスマート環境を構築す

るためには，空間内の環境情報のセンシング・収集

のため，無線センサネットワーク（WSN）の敷設

が必須である。しかし，複雑な構造を持つ3D 空間

において，監視が必要な領域を十分な精度でセンシ

ングするWSN を敷設することは，通信範囲・セン

シング範囲の影響や現実的な制約を考慮すると，非

常に難しい問題である。本研究では，要求性能を満

たす屋内WSN を効率良く設計するため，障害物の

ある3D 空間への最適なセンサノード設置位置決定

推定機能を持つ屋内WSNシミュレータを開発した。 
 
 (b) センサネットワークを用いた環境負荷モニタ

リングシステムの実現（峰野，静大） 
 昨今のエネルギー供給不足をはじめ，地球温暖化，

化石燃料依存インフラからの脱却など，様々なテー

マや問題を解決する中心的な技術として，電力設備

や需要家（消費者）側に設置された設備を，ICTを

利用して制御する技術「Green by ICT」が注目され

ている。本研究では，約 80 台の小型省電力センサ

ノードやスマートタップノードを研究室内に設置し，

環境負荷情報として温度や人感，消費電力といった

実世界情報を収集し見える化するセンサネットワー

クシステムを開発した。 
 
(c)サイバーフィジカルシステムの実現に向けたセ

ンサネットワーク統合システムの構築（原，阪大） 
 本研究では，サイバーフィジカルシステムを実現

するための重要な基盤となるセンサネットワーク統
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［２］研究経過 
（２－１）目的 
人間は左右一対の耳しか持たないが，入力音の水

平方位だけでなく鉛直方位も推定することができる。

この鉛直方向の音源定位の手がかりは，耳介の複雑

な形状により発生する直接音と反射音の干渉パタン

であり，特に頭部伝達関数の5 kHz以上の周波数で

観測されるピーク・ノッチ等のSpectral Cueが重要

であると言われている。これまで耳介模型を用いた

音響測定や数値シミュレーションにより，Spectral 
Cueに関係する構造は，耳甲介腔(concha cavity)と
呼ばれる外耳道入口を中心とする窪みであることが

示されているが，その生成メカニズムの詳細は未だ

解明されていない。本研究の目的は，この耳介によ

る音源定位機能を工学的に応用し，単一マイクロホ

ン入力から音源の到来方向を推定する計算モデルを

構築することである。 
（２－２）概要  
 本研究で構築する音源定位システムは，(1)マイク

ロホンの周囲に配置する耳介を模した反射構造物と，

(2)入力信号からSpectral Cue を抽出して音源方向

を推定する計算処理部で構成される。前者について

は，情報端末などへの応用を考慮すると，サイズが

小さく形状が単純であることが望ましい。即ち，こ

れらの要件を満たし，同時に定位に必要なSpectral 
Cueを保持する反射構造物を設計することが第一の

研究課題となる。本プロジェクトは本年度が１年目

であり、まずこの課題を解決するために，人間の耳

介の形状モデルの作成・測定技術の確立を目指した。 

 
 
図1は，本プロジェクトで製作した成人男性の左耳 
の耳介模型の写真である。この模型は，歯科用の充

填剤を用いて被験者の耳介の型を取り，この型に石

膏を塗布することで作成している。その中で，溶液

の濃度，乾燥時間，気泡の混入の防止策など，高い

精度で効率的に模型を作成するために必要なノウハ

ウを蓄積した。 

 
図1. 成人男性の声道模型 

 
この耳介模型の外耳道にマイクロホンを設置し，

耳介に対して鉛直方向の様々な角度にスピーカーを

設置して，音響伝達関数を測定した（図2）。この伝

達関数には，5～10 kHzに入射角度に応じて変化す

るノッチ周波数(N1)が観測された。これは先行研究

の知見と概ね整合し，上述した模型の作成・測定技

術の妥当性を支持する結果である。 

 
図2. 声道模型の伝達特性 
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は，情報端末などへの応用を考慮すると，サイズが

小さく形状が単純であることが望ましい。即ち，こ

れらの要件を満たし，同時に定位に必要なSpectral 
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［４］成果資料 
（１）姉崎 貴史，伊藤 孝泰（2012）．“単一マイク

ロホンによる音の到来方向を推定する研究，”平成

24年東北地区若手研究者発表会講演論文集 pp.7-8. 
 
 
 
 
 

 

 また図3に成人男性5名の耳介模型と、音響測定

から得られたノッチ周波数を示す。3 名分の模型

(A,C,E)では、入力音の到来方向に応じてノッチ周波

数がほぼ線形に変化することが確認できたが、ノッ

チ周波数が不連続的に変化するもの(模型 B)や、入

力音の到来方向に依らず一定のノッチ周波数となる

もの（模型E）が存在することも分かった。この結

果は、耳介形状の個人差を反映するものであり、一

般的な知見を導き出すには、より多数の被験者から

耳介模型を作成する必要があることを意味する。 
平成２４年２月２１日に、研究分担者である佐藤

直行准教授と研究打ち合わせを行い、ノッチ周波数

の生成メカニズムを調べるために、耳介の一部を切

除・平滑化する変調耳介模型を用いる手法について

検討した。図4は、耳介の外周である耳輪を切除し

た模型の例である。この様な模型と元の耳介模型と

の音響特性の差を比較することで、ノッチ周波数の

生成に関わる本質的な部位が明らかになると考えら

れる。本年度の研究では、耳介模型のサンプル数と

切除部位の組み合わせが少なく、ノッチ生成メカニ

ズムについて明確な結論は導き出せていないが、今

後サンプル数を増やして計測することで、定位に必

要なSpectral Cueを保持しつつ、サイズの小さい反

射構造物を設計できると考えられる。 
なお上記の成果は、平成 24 年 3 度の東北地区若

手研究者発表会において、「単一マイクロホンによる

音の到来方向を推定する研究」として発表している。 
 

 

 
図3. 成人5名の耳介模型とノッチ周波数 

 
 
 

 
図4. 耳輪を切除した耳介模型 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
 本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
 まず人間の耳介の形状を再現する耳介模型の製作

と測定に関する基本的な技術を確立した。この技術

は、被験者の耳にプローブマイクロホンを挿入して

音響計測を行う既存手法と比較すると，被験者にか

かる負荷が小さく、詳細な音響特性を高い再現性で

計測できると期待できる。 
また、この耳介模型を用いた測定により、音源入

射角の情報を反映するSpectral Cueは、被験者間の

個人差が大きく、多数の被験者に共通する一般的な

特性を明らかにするためには、少なくとも数十名程

度の被験者を用いた計測が必要であることが分かっ

た。 
さらに、耳介におけるノッチ生成のメカニズムを

調べる手法として、耳輪など耳介の一部の形状を変

調した模型を用いるアイディアについて検討した。

このアイディアの有効性は、次年度以降の研究によ

り明らかにしたいと考えている。 
（３－２）波及効果と発展性など 
 耳介のSpectral Cueは、1960年代から始まった

歴史の古い研究であるが、本質的なメカニズムは未

解明のままである。その原因のひとつは、耳介で発

生する直接音と反射音の干渉の複雑性にあると考え

られる。本プロジェクトでは、これを解決するため

に「実際に作って測る」アプローチをとる点に特徴

があり、この分野の研究に関して新しい光を投げか

けられる可能性がある。 
 本プロジェクトで目指す音源定位システムは，小

型情報端末のフロントエンドとしての応用を想定し

ている。マイクロホンアレイに代表される従来技術

は計算能力やシステムの物理的なサイズに制限を設

けていないが、本研究では限られたハードウェアで

動作する簡便な技術を目指しており，実現できれば

この分野の製品開発に貢献できる可能性がある．  
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プラズマの流れが生み出す新機能性場の基礎と応用 
 
 
［１］組織 
代表者 : 安藤 晃（東北大学工学研究科） 
対応者 : 末光眞希 （東北大学電気通信研究所） 
分担者 : 犬竹正明 （東北大学電気通信研究所） 
佐藤岳彦  （東北大学流体科学研究所） 
服部邦彦  （日本工業大学共通教育系） 
船木一幸 （宇宙航空研究開発機構） 
佐々木浩一 (北海道大学院工学研究科) 
中島秀紀   (九州大学大学院総合理工学研究院) 
篠原俊二郎 (東京農工大学) 
佐藤 浩之助 (九州大学総合理工学研究院) 
佐宗章弘   (名古屋大学大学院工学研究科) 
小紫公也   (東京大学大学院  
 新領域創成科学研究科) 
津島 晴  (横浜国立大学大学院) 
戸張博之  (日本原子力研究開発機構) 
北野勝久  (大阪大学大学院工学研究科) 
田中雅慶  (九州大学大学院総合理工学研究院) 
高木浩一  (岩手大学工学部電気電子工学科) 
水野 彰  (豊橋技術科学大学エコロジー工学系) 
吉村信次  (核融合科学研究所) 
永田正義  (兵庫県立大学工学研究科) 
永岡賢一  (核融合科学研究所) 
上杉喜彦  (金沢大学自然科学研究科) 
津守克嘉  (核融合科学研究所) 
林 信哉  (佐賀大学理工学部) 
永津雅章  (静岡大学創造科学技術大学院) 
竹入康彦  (核融合科学研究所) 
市村 真  (筑波大学数理物質科学研究科) 
中嶋節男  (積水化学工業（株）NBO開発推進 

センター) 
  
研究費：物件費 5万円、旅費 46万円 

 
［２］研究経過 
現在、プラズマ生成技術は新しい材料の製造プロ

セス分野においても欠かせぬ手段として活用されて

おり、半導体集積回路、太陽電池、発光ダイオード、

ダイヤモンド合成、セラミック製造、磁性材料、超

電導材料など各種薄膜形成、微細加工、表面改質応

用に不可欠なナノテクノロジーの基盤技術となって

いる。 
特に、最近は大気圧領域で動作する高気圧・高密

度プラズマがその反応性の強さや効率の高さなどで

強く興味を持たれている。このようなプラズマ生成

制御技術にはプラズマの流れ場が重要な役割を果た

していることが明らかとなってきた。プラズマの流

れが新しい機能性場を生み出し、ナノ分野をはじめ

宇宙推進技術や種々の応用研究に重要な役割を果た

している。現在では基礎研究だけでなくプラズマ流

の計測・可視化技術も含めた応用研究が積極的に進

められている。 
本研究では、次世代のナノ情報デバイスの創製を

はじめ、宇宙技術や他の産業応用に関連した分野間

を越えた研究交流を積極的に図ることを目的とし、

プラズマの流れが生み出す新機能性場についての基

礎研究や応用研究に関する研究会を開催した。これ

まで様々な立場で研究が行われてきたプラズマ流の

生成・制御法を総合的に理解し、お互いの特性の評

価、理論的検討などを進め、特性の評価、理論的検

討などを進め、今後の応用研究へ展開を図ることを

目的として開催された。 
以下に、本年度開催した研究討論会の概要を記す。 
 
第１回 
日 時：平成24年1月21日（土） 
東北大学工学部電気情報系１０３講義室にて、小

駒益弘教授（上智大）による講演会「大気圧プラズ

マの基礎と応用」を行い、引き続き大気圧および液

中プラズマの放電特性や計測法に関して意見交換を

行った。特に大気圧プラズマ研究が始まる経緯やそ

の後の研究展開、最近の研究における大気圧プラズ

マを使った様々な応用研究など、放電特性や放電計

測など多くの面で質問や議論があった。また、高電

圧機器の開発や応用に関しての情報交換を行った。 
 
第２回 
日 時：平成24年 2月27日（月）、28日（火） 
東北大学工学部電気情報館 103 講義室にて、「プ

ラズマの流れが生み出す新機能性場の基礎と応用」

に関する研究会を開催した。発表題目と講師は以下

の通りである。 

 

(1) 永田正義 （兵庫県立大） 
“球状トーラスプラズマにおける磁気ヘリシティ

入射とダイナモ現象” 
(2) 永岡賢一 （核融合科学研）   
“回転乱流実験計画―実験室で太陽対流層をつく

れるか？―-” 
(3) 寺坂 健一郎 （九大・総理工）   
“不均一磁場領域におけるプラズマの流れ構造形

成と電磁場との相補性” 
(4) 吉村信次 （核融合科学研） 
“ECR プラズマ中における間欠的電子流束の発

生” 
(5) 高木浩一 （岩手大・工） 
“高電圧を利用した農業生産性の向上” 

(6) 富樫達也，下川龍太郎，田中のぞみ，安藤 晃 

（東北大）   
“気液混相放電を用いた水質改善と滅菌効果” 

(7) 大川耕平、高橋直大、渡部 博、橋間裕子、田

中のぞみ、安藤 晃（東北大・工） 
“各希ガス種における外部磁場重畳MPD推進機

の特性評価” 
(8) 横田 茂 (名古屋大・工) 
“矩形型MPD推進機の性能評価” 

(9) Tony Schönherr (東大・工) 
“ Research and Development of AF-MPD 

Thruster at IRS” 
(10) 上杉喜彦 (金沢大・自然科学) 
“非平衡プラズマを用いた炭化水素燃焼支援に関

する基礎研究” 
(11) 津島 晴 （横浜国立大） 
“高電子温度プラズマのプローブ測定-2次電子放

出効果の補正” 
(12) 岡本 敦 （東北大・工） 
“荷電交換反応によるイオン-中性粒子間運動量

移送” 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は、以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に、上智大の小駒益弘氏との研究討論に

より、大気圧プラズマの放電特性や計測法に関して

討論を行うとともに、最近の実験結果や多くの応用

研究に関する研究展開について議論を行い、問題点

をもとに、実験・理論解析両者において今後の研究

に関する方向性を示した。 
第２に、「プラズマの流れが生み出す新機能性場の

基礎と応用」に関する研究会において、以下のよう

な報告と討論を行った。 
まず兵庫県立大の永田氏より、マルチパルス同軸

ヘリシティ入射による球状トーラスプラズマのダイ

ナモ電流駆動実験に関しての報告があった。２次元

磁気プローブアレイを用いたプラズマ内部磁場計測

により、電流発生過程で閉じた磁束をもつ磁場配位

が維持されていることを確認した。観測されたダイ

ナモ電場は同軸電極から励起された低周波アルヴェ

ン波と関係していることが予測された。 
核融合科学研究所の永岡氏より、太陽対流層の模

擬実験に関する報告がなされた。液晶を用いること

で、温度勾配と重力を電場に置き換えて、太陽の球

対称対流場の乱流を制御良く模擬する実験を準備し

ている。基礎方程式の類似性をシミュレーションと

の比較や実験的な検証で検討する報告がなされた。 
つづいて九大の寺坂氏より、磁力線からのイオン

ディタッチメントの実験的検証と流れ構造形成機構

に関する報告がなされた。直線型プラズマ発生装置 
HYPER-I 中の定常プラズマ流計測から、ディタッ

チメント領域における流れの2次元性の出現を明ら

かにした。また現在開発中のHYPER-II装置の実験

計画について報告があった。 
核融合科学研究所の吉村氏からは、HYPER-I 装

置において、パルス状磁場揺動の自発励起が観測さ

れ、間欠的な高エネルギー電子流束の発生・消滅が

この磁気パルスを励起しているとの報告があった。

ワイヤーグリッドプローブ（WP）を用いた電子流

束の2次元分布計測結果と可視化について報告がな

された。 
岩手大の高木氏より、高電圧やプラズマを利用し

た農業への応用について報告があった。具体的な応

用例としてキノコの子実体形成における電気刺激で

発現する酵素や遺伝子や、子実体の早期発現や増収

効果について報告があり、成長過程での土壌生菌数

の変化や成長速度の変化について実験がなされた。 
東北大の富樫氏からは、SOSダイオードによるパ

ルス発生回路と、気液混相放電方式の水処理リアク

タを用いたプラズマの水質改善への応用について報

告がなされた。気泡と放電の関係を高速度カメラで

観測し、オゾン、及びOHラジカルの測定と脱色や

滅菌等水処理効果への影響について報告がなされた。 
東北大の大川氏からは、外部磁場重畳MPD推進

機における外部磁場形状および推進剤に用いるガス

種の最適化に関する報告があった。磁気ノズルの印

加位置および磁場強度による影響について検討し、

その最適位置と、推力、推進効率、比推力に対する

磁場強度効果について実験報告を行った。 
名古屋大の横田氏からは、矩形型の外部印加型

MPD 推進機の推力及び放電電圧の計測、および性

能評価に関する報告があった。推進効率改善の指針

を得るため、推進効率を理想的な電磁推力に対する
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択��   H21/ B01 

 

プラズマの流れが生み出す新機能性場の基礎と応用 
 
 
［１］組織 
代表者 : 安藤 晃（東北大学工学研究科） 
対応者 : 末光眞希 （東北大学電気通信研究所） 
分担者 : 犬竹正明 （東北大学電気通信研究所） 
佐藤岳彦  （東北大学流体科学研究所） 
服部邦彦  （日本工業大学共通教育系） 
船木一幸 （宇宙航空研究開発機構） 
佐々木浩一 (北海道大学院工学研究科) 
中島秀紀   (九州大学大学院総合理工学研究院) 
篠原俊二郎 (東京農工大学) 
佐藤 浩之助 (九州大学総合理工学研究院) 
佐宗章弘   (名古屋大学大学院工学研究科) 
小紫公也   (東京大学大学院  
 新領域創成科学研究科) 
津島 晴  (横浜国立大学大学院) 
戸張博之  (日本原子力研究開発機構) 
北野勝久  (大阪大学大学院工学研究科) 
田中雅慶  (九州大学大学院総合理工学研究院) 
高木浩一  (岩手大学工学部電気電子工学科) 
水野 彰  (豊橋技術科学大学エコロジー工学系) 
吉村信次  (核融合科学研究所) 
永田正義  (兵庫県立大学工学研究科) 
永岡賢一  (核融合科学研究所) 
上杉喜彦  (金沢大学自然科学研究科) 
津守克嘉  (核融合科学研究所) 
林 信哉  (佐賀大学理工学部) 
永津雅章  (静岡大学創造科学技術大学院) 
竹入康彦  (核融合科学研究所) 
市村 真  (筑波大学数理物質科学研究科) 
中嶋節男  (積水化学工業（株）NBO開発推進 

センター) 
  
研究費：物件費 5万円、旅費 46万円 

 
［２］研究経過 
現在、プラズマ生成技術は新しい材料の製造プロ

セス分野においても欠かせぬ手段として活用されて

おり、半導体集積回路、太陽電池、発光ダイオード、

ダイヤモンド合成、セラミック製造、磁性材料、超

電導材料など各種薄膜形成、微細加工、表面改質応

用に不可欠なナノテクノロジーの基盤技術となって

いる。 
特に、最近は大気圧領域で動作する高気圧・高密

度プラズマがその反応性の強さや効率の高さなどで

強く興味を持たれている。このようなプラズマ生成

制御技術にはプラズマの流れ場が重要な役割を果た

していることが明らかとなってきた。プラズマの流

れが新しい機能性場を生み出し、ナノ分野をはじめ

宇宙推進技術や種々の応用研究に重要な役割を果た

している。現在では基礎研究だけでなくプラズマ流

の計測・可視化技術も含めた応用研究が積極的に進

められている。 
本研究では、次世代のナノ情報デバイスの創製を

はじめ、宇宙技術や他の産業応用に関連した分野間

を越えた研究交流を積極的に図ることを目的とし、

プラズマの流れが生み出す新機能性場についての基

礎研究や応用研究に関する研究会を開催した。これ

まで様々な立場で研究が行われてきたプラズマ流の

生成・制御法を総合的に理解し、お互いの特性の評

価、理論的検討などを進め、特性の評価、理論的検

討などを進め、今後の応用研究へ展開を図ることを

目的として開催された。 
以下に、本年度開催した研究討論会の概要を記す。 
 
第１回 
日 時：平成24年1月21日（土） 
東北大学工学部電気情報系１０３講義室にて、小

駒益弘教授（上智大）による講演会「大気圧プラズ

マの基礎と応用」を行い、引き続き大気圧および液

中プラズマの放電特性や計測法に関して意見交換を

行った。特に大気圧プラズマ研究が始まる経緯やそ

の後の研究展開、最近の研究における大気圧プラズ

マを使った様々な応用研究など、放電特性や放電計

測など多くの面で質問や議論があった。また、高電

圧機器の開発や応用に関しての情報交換を行った。 
 
第２回 
日 時：平成24年 2月27日（月）、28日（火） 
東北大学工学部電気情報館 103 講義室にて、「プ

ラズマの流れが生み出す新機能性場の基礎と応用」

に関する研究会を開催した。発表題目と講師は以下

の通りである。 

 

(1) 永田正義 （兵庫県立大） 
“球状トーラスプラズマにおける磁気ヘリシティ

入射とダイナモ現象” 
(2) 永岡賢一 （核融合科学研）   
“回転乱流実験計画―実験室で太陽対流層をつく

れるか？―-” 
(3) 寺坂 健一郎 （九大・総理工）   
“不均一磁場領域におけるプラズマの流れ構造形

成と電磁場との相補性” 
(4) 吉村信次 （核融合科学研） 
“ECR プラズマ中における間欠的電子流束の発

生” 
(5) 高木浩一 （岩手大・工） 
“高電圧を利用した農業生産性の向上” 

(6) 富樫達也，下川龍太郎，田中のぞみ，安藤 晃 

（東北大）   
“気液混相放電を用いた水質改善と滅菌効果” 

(7) 大川耕平、高橋直大、渡部 博、橋間裕子、田

中のぞみ、安藤 晃（東北大・工） 
“各希ガス種における外部磁場重畳MPD推進機

の特性評価” 
(8) 横田 茂 (名古屋大・工) 
“矩形型MPD推進機の性能評価” 

(9) Tony Schönherr (東大・工) 
“ Research and Development of AF-MPD 

Thruster at IRS” 
(10) 上杉喜彦 (金沢大・自然科学) 
“非平衡プラズマを用いた炭化水素燃焼支援に関

する基礎研究” 
(11) 津島 晴 （横浜国立大） 
“高電子温度プラズマのプローブ測定-2次電子放

出効果の補正” 
(12) 岡本 敦 （東北大・工） 
“荷電交換反応によるイオン-中性粒子間運動量

移送” 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は、以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に、上智大の小駒益弘氏との研究討論に

より、大気圧プラズマの放電特性や計測法に関して

討論を行うとともに、最近の実験結果や多くの応用

研究に関する研究展開について議論を行い、問題点

をもとに、実験・理論解析両者において今後の研究

に関する方向性を示した。 
第２に、「プラズマの流れが生み出す新機能性場の

基礎と応用」に関する研究会において、以下のよう

な報告と討論を行った。 
まず兵庫県立大の永田氏より、マルチパルス同軸

ヘリシティ入射による球状トーラスプラズマのダイ

ナモ電流駆動実験に関しての報告があった。２次元

磁気プローブアレイを用いたプラズマ内部磁場計測

により、電流発生過程で閉じた磁束をもつ磁場配位

が維持されていることを確認した。観測されたダイ

ナモ電場は同軸電極から励起された低周波アルヴェ

ン波と関係していることが予測された。 
核融合科学研究所の永岡氏より、太陽対流層の模

擬実験に関する報告がなされた。液晶を用いること

で、温度勾配と重力を電場に置き換えて、太陽の球

対称対流場の乱流を制御良く模擬する実験を準備し

ている。基礎方程式の類似性をシミュレーションと

の比較や実験的な検証で検討する報告がなされた。 
つづいて九大の寺坂氏より、磁力線からのイオン

ディタッチメントの実験的検証と流れ構造形成機構

に関する報告がなされた。直線型プラズマ発生装置 
HYPER-I 中の定常プラズマ流計測から、ディタッ

チメント領域における流れの2次元性の出現を明ら

かにした。また現在開発中のHYPER-II装置の実験

計画について報告があった。 
核融合科学研究所の吉村氏からは、HYPER-I 装

置において、パルス状磁場揺動の自発励起が観測さ

れ、間欠的な高エネルギー電子流束の発生・消滅が

この磁気パルスを励起しているとの報告があった。

ワイヤーグリッドプローブ（WP）を用いた電子流

束の2次元分布計測結果と可視化について報告がな

された。 
岩手大の高木氏より、高電圧やプラズマを利用し

た農業への応用について報告があった。具体的な応

用例としてキノコの子実体形成における電気刺激で

発現する酵素や遺伝子や、子実体の早期発現や増収

効果について報告があり、成長過程での土壌生菌数

の変化や成長速度の変化について実験がなされた。 
東北大の富樫氏からは、SOSダイオードによるパ

ルス発生回路と、気液混相放電方式の水処理リアク

タを用いたプラズマの水質改善への応用について報

告がなされた。気泡と放電の関係を高速度カメラで

観測し、オゾン、及びOHラジカルの測定と脱色や

滅菌等水処理効果への影響について報告がなされた。 
東北大の大川氏からは、外部磁場重畳MPD推進

機における外部磁場形状および推進剤に用いるガス

種の最適化に関する報告があった。磁気ノズルの印

加位置および磁場強度による影響について検討し、

その最適位置と、推力、推進効率、比推力に対する

磁場強度効果について実験報告を行った。 
名古屋大の横田氏からは、矩形型の外部印加型

MPD 推進機の推力及び放電電圧の計測、および性

能評価に関する報告があった。推進効率改善の指針

を得るため、推進効率を理想的な電磁推力に対する
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実際の推力の割合と放電電圧に対する逆起電力の割

合に切り離し分析を行った結果、前者は磁場の影響

で割合が低下し、後者はシース電圧の大きさが効率

低下を招いていることがわかった。 
東大のTony Schönherr氏からは、ドイツのシュ

ツットガルト宇宙システム研究所（ＩＲＳ）で実施

されている高パワー電気推進機実験について報告が

あった。100kWを越える外部磁場重畳型ＭＰＤ実験

やＭＨＤおよびＰＩＣを用いた数値計算結果の進展

について報告がなされ、現在進められている

10-100kW クラスのＭＰＤ推進機実験結果の最新デ

ータについて紹介と議論がなされた。 

金沢大の上杉氏からは、化学燃焼反応における着

火や燃焼速度の特性向上のためにプラズマの有する

高い反応性や熱流を利用するプラズマ支援燃焼に関

する報告があった。自動車エンジンなどの内燃機関

への応用を視野に入れた高い電子温度（電子エネル

ギー）と低いガス温度を有する非平衡プラズマを利

用した燃焼促進に関する基礎研究の報告がなされた。 
横浜国大の津島氏より、流れを伴う周辺プラズマ

のプローブ計測法に関する報告があった。このとき

電子温度は非常に高くなる場合があり、プローブ測

定には高エネルギー電子の吸収に伴う電極の２次電

子放出効果を考慮する必要があること、２次電子放

出係数の実効値は電極の電位によらず材質によって

決まる電子温度の関数で取り扱いできることが示さ

れた。さらにこのプローブ測定の補正方法について

議論が行われた。 
最後に東北大の岡本氏からは、直線型高周波プラ

ズマ源DT-ALPHA を用いた基礎実験の紹介と最新

の結果について報告があった。中性粒子密度の時間

変化を、イオン飽和電流と原子輝線発光強度を用い

て評価する手法が提案された。荷電交換反応を介し

たビームから熱的中性粒子への運動量移行により中

性粒子の排気速度が実効的に増加していることを示

唆する結果が得られている。高エネルギーイオン粒

子束と再結合プラズマとの相互作用研究へと研究を

展開する報告がなされた。 
上記の講演・研究会の参加者は、学内外を含め50

名以上であった。各講演内容に対して参加者による

活発な討論が行われ、プラズマの流れが関与して

様々な新機能性場の形成が行われ、多彩な研究への

展開が図られている現状を認識でき、理論的、実験

的側面ならびに応用についての理解に大きく寄与し

た。 
 

（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクト研究会では、宇宙推進や核融合研

究、材料開発から環境改善にいたるまで、様々な産

業への応用が展開されつつあるプラズマ流に関す

る話題と研究成果が報告され、討論が行われた。

プラズマの加速、加熱、流れ場の形成、計測手法

などについて議論や情報交換を行い、自然界や産

業応用研究など多様な場で応用がすすめられて

いるプラズマ流に関し、お互いの特性の評価、理論

的検討などを進めることができた。プラズマ流が生

み出す新機能性場を総合的に理解し、さらに大気圧

下や気液混相中でのプラズマ形成や農業応用を含む

産業応用への展開についても紹介があり、共通の認

識を深めることが出来たことは、今後の研究進展に

対して大きな成果であった。本研究会活動を基点と

して、プラズマの流れが生み出す新機能性場の基礎

研究および応用分野において、今後ますます研究の

発展・理解につながることが期待される。 
 

［４］成果資料 
[1] A Ando, et al., “Radio frequency ion source operated 

with field effect transistor based radio frequency 
system”, Review of Scientific Instrum., 81, 02B107 
(2010). 

[2] K. Terasaka et al., “Self-Calibrated Measurement of 
Ion Flow Using a Fine Multihole Directional Langmuir 
Probe “, J. J. Appl. Phys. 49,036101 (2010). 

[3] K. Terasaka et al., “Experimental studies on ion 
acceleration and stream line detachment in a diverging 
magnetic field”, Phys. Plasmas 17, 072106 (2010). 

[4] K. Terasaka et al., IEEE Trans. Plasma Sci. 39, 2470 
(2011). 

[5] S. Yoshimura et al., “Parallel Ion Flow Velocity 
Measurement Using Laser Induced Fluorescence 
Method in an Electron Cyclotron Resonance Plasma”, 
Plasma Fusion Res. 5, S2052 (2010). 

[6] K. Nagaoka et al., “Heat and momentum transport of 
ion internal transport barrier plasmas on the Large 
Helical Device” Nuclear Fusion 51 (2011) 083022. 

[7] A.Tsushima and Y.Saitou, "Sheath-plasma criterion of 
fluid theory with a finite ion temperature" J. Phys. Soc. 
Jpn, 80, 045001 (2011). 

[8] A. Tsushima, et al., “Flow measurement of Boundary 
Plasma in TRIAM-1M Tokamak”, J. J. Applied Phys.. 
47, 8576 (2008). 

[9] A. Okamoto, et al., "Charge Exchange Momentum 
Transfer due to Ion Beam Injection in Partially Ionized 
Plasmas", Plasma and Fusion Research, 6, 1201153 
(2011). 

[10] A. Okamoto, et al., "Steady-state recombining plasma 
in a radio-frequency plasma device for 
divertor-detachment study", to be published in Plasma 
and Fusion Research. 
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次世代デバイス応用を企図したグラフェン形成の 
機構解明及び制御の研究 

 
 
［１］組織（MS明朝体：以下１０.５ポイント） 
代表者：末光  眞希 

（東北大学大学院工学研究科） 
  対応者：末光  眞希 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

吹留 博一（東北大学電気通信研究所） 
 
尾辻 泰一（東北大学電気通信研究所） 
遠田 義晴（東北大学理工学研究科） 
遠藤 哲郎（東北大学電気通信研究所） 
川合 眞紀（理化学研究所） 
吉村 雅満（豊田工業大学） 
影島 博之（NTT物性科学基礎研究所） 
白石 賢二（筑波大学数理物質科学研究科） 

  斎藤 理一郎（東北大学理学研究科） 
  北島 正弘（防衛大学校） 
  末光 哲也（東北大学電気通信研究所） 

日比野 浩樹（NTT物性科学基礎研究所） 
伊藤 隆 （東北大学学際センター） 
安井 寛治（長岡技科大工学研究科） 
佐野 栄一（北海道大学量子集積エレクトロ 

ニクス研究センター） 
  福山 敦彦（宮崎大学工学部・材料物理工学科） 
  成田 克 （山形大学理工学研究科） 
  永瀬 雅夫（NTT物性科学基礎研究所） 
  田中 悟 （九州大学大学院工学府） 

  文 泌景 （東北大学大学院理学研究科） 
 小嗣 真人（高輝度光科学研究センター） 
長汐 晃輔（東京大学大学院工学研究科） 

 堀場 弘司（東京大学大学院工学研究科） 
 中払 周 （東芝/FIRST） 

 
   研究費：物件費５万円，旅費２３万５千円 
 
 
［２］研究経過 
炭素原子の二次元シートであるグラフェンは、そ

の二次元性に起因した優れた物性を有する。特に、 

 
シリコンよりも二桁高いというグラフェンの電子・

正孔移動度は特筆に値する。ゆえに、グラフェンは

次世代情報化社会の実現を可能にする次世代半導体

材料として有望視されており、既にITRS Roadmap
に次世代チャネル材料として取り上げられている。 
しかしながら、このグラフェンの製造プロセスの

現状には大きな問題点がある。グラフェンの主製造

法である「グラファイト塊からのスコッチテープを

用いた劈開法」は微小片しか製造出来ないため、大

量生産には不向きである。そのため、グラフェンを

用いたデバイスの実用化のために、量産化に適した

グラフェン製造の探索及び確立が急務となっている。

更に、この製造法に対する要件として、 
① 厚さが原子数層分の高品質な極薄膜 
② CMOSとの適合性 
③ エッジの電子・化学状態制御 
④ 良好なグラフェン/絶縁物の界面特性 

という厳しい条件が ITRS Roadmap に付記されて

いる。これらの内、①と②はグラフェン実用化に向

けての最重要かつ緊急を要する課題である。 
このような研究背景を鑑み、研究代表者は「次世

代デバイス応用を企図したグラフェン形成機構の解

明とその制御」に関する研究会を通研共同プロジェ

クト研究会として実施した。本研究会の最終目標は

「実用的なグラフェン製造プロセスの確立」に向け

ての共通認識の確立であり、当面の具体的な課題と

して「CMOSプロセスと適合する高品質グラフェン

極薄膜製造法」を取り上げた。 
本プロジェクトは，本年度が第三年度であり，「次

世代デバイス応用を企図したグラフェン形成の機構

解明及び制御の研究」に関する第三回共同プロジェ

クト研究会を、平成23年2月23日に開催した。こ

の第三回研究会においては、グラフェン研究に関わ

る国内の第一線の演者９名による講演会を企画した

結果、５０人以上もの聴衆が本研究会に参加し、グ

ラフェン形成機構と制御に関する理解を巡って活発

な議論が行われた。これが芽となって、幾つかの共

同研究が開始されている。 
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実際の推力の割合と放電電圧に対する逆起電力の割

合に切り離し分析を行った結果、前者は磁場の影響

で割合が低下し、後者はシース電圧の大きさが効率

低下を招いていることがわかった。 
東大のTony Schönherr氏からは、ドイツのシュ

ツットガルト宇宙システム研究所（ＩＲＳ）で実施

されている高パワー電気推進機実験について報告が

あった。100kWを越える外部磁場重畳型ＭＰＤ実験

やＭＨＤおよびＰＩＣを用いた数値計算結果の進展

について報告がなされ、現在進められている

10-100kW クラスのＭＰＤ推進機実験結果の最新デ

ータについて紹介と議論がなされた。 

金沢大の上杉氏からは、化学燃焼反応における着

火や燃焼速度の特性向上のためにプラズマの有する

高い反応性や熱流を利用するプラズマ支援燃焼に関

する報告があった。自動車エンジンなどの内燃機関

への応用を視野に入れた高い電子温度（電子エネル

ギー）と低いガス温度を有する非平衡プラズマを利

用した燃焼促進に関する基礎研究の報告がなされた。 
横浜国大の津島氏より、流れを伴う周辺プラズマ

のプローブ計測法に関する報告があった。このとき

電子温度は非常に高くなる場合があり、プローブ測

定には高エネルギー電子の吸収に伴う電極の２次電

子放出効果を考慮する必要があること、２次電子放

出係数の実効値は電極の電位によらず材質によって

決まる電子温度の関数で取り扱いできることが示さ

れた。さらにこのプローブ測定の補正方法について

議論が行われた。 
最後に東北大の岡本氏からは、直線型高周波プラ

ズマ源DT-ALPHA を用いた基礎実験の紹介と最新

の結果について報告があった。中性粒子密度の時間

変化を、イオン飽和電流と原子輝線発光強度を用い

て評価する手法が提案された。荷電交換反応を介し

たビームから熱的中性粒子への運動量移行により中

性粒子の排気速度が実効的に増加していることを示

唆する結果が得られている。高エネルギーイオン粒

子束と再結合プラズマとの相互作用研究へと研究を

展開する報告がなされた。 
上記の講演・研究会の参加者は、学内外を含め50

名以上であった。各講演内容に対して参加者による

活発な討論が行われ、プラズマの流れが関与して

様々な新機能性場の形成が行われ、多彩な研究への

展開が図られている現状を認識でき、理論的、実験

的側面ならびに応用についての理解に大きく寄与し

た。 
 

（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクト研究会では、宇宙推進や核融合研

究、材料開発から環境改善にいたるまで、様々な産

業への応用が展開されつつあるプラズマ流に関す

る話題と研究成果が報告され、討論が行われた。

プラズマの加速、加熱、流れ場の形成、計測手法

などについて議論や情報交換を行い、自然界や産

業応用研究など多様な場で応用がすすめられて

いるプラズマ流に関し、お互いの特性の評価、理論

的検討などを進めることができた。プラズマ流が生

み出す新機能性場を総合的に理解し、さらに大気圧

下や気液混相中でのプラズマ形成や農業応用を含む

産業応用への展開についても紹介があり、共通の認

識を深めることが出来たことは、今後の研究進展に

対して大きな成果であった。本研究会活動を基点と

して、プラズマの流れが生み出す新機能性場の基礎

研究および応用分野において、今後ますます研究の

発展・理解につながることが期待される。 
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次世代デバイス応用を企図したグラフェン形成の 
機構解明及び制御の研究 

 
 
［１］組織（MS明朝体：以下１０.５ポイント） 
代表者：末光  眞希 

（東北大学大学院工学研究科） 
  対応者：末光  眞希 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

吹留 博一（東北大学電気通信研究所） 
 
尾辻 泰一（東北大学電気通信研究所） 
遠田 義晴（東北大学理工学研究科） 
遠藤 哲郎（東北大学電気通信研究所） 
川合 眞紀（理化学研究所） 
吉村 雅満（豊田工業大学） 
影島 博之（NTT物性科学基礎研究所） 
白石 賢二（筑波大学数理物質科学研究科） 

  斎藤 理一郎（東北大学理学研究科） 
  北島 正弘（防衛大学校） 
  末光 哲也（東北大学電気通信研究所） 

日比野 浩樹（NTT物性科学基礎研究所） 
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佐野 栄一（北海道大学量子集積エレクトロ 
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  福山 敦彦（宮崎大学工学部・材料物理工学科） 
  成田 克 （山形大学理工学研究科） 
  永瀬 雅夫（NTT物性科学基礎研究所） 
  田中 悟 （九州大学大学院工学府） 
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 小嗣 真人（高輝度光科学研究センター） 
長汐 晃輔（東京大学大学院工学研究科） 

 堀場 弘司（東京大学大学院工学研究科） 
 中払 周 （東芝/FIRST） 

 
   研究費：物件費５万円，旅費２３万５千円 
 
 
［２］研究経過 
炭素原子の二次元シートであるグラフェンは、そ

の二次元性に起因した優れた物性を有する。特に、 

 
シリコンよりも二桁高いというグラフェンの電子・

正孔移動度は特筆に値する。ゆえに、グラフェンは

次世代情報化社会の実現を可能にする次世代半導体

材料として有望視されており、既にITRS Roadmap
に次世代チャネル材料として取り上げられている。 
しかしながら、このグラフェンの製造プロセスの

現状には大きな問題点がある。グラフェンの主製造

法である「グラファイト塊からのスコッチテープを

用いた劈開法」は微小片しか製造出来ないため、大

量生産には不向きである。そのため、グラフェンを

用いたデバイスの実用化のために、量産化に適した

グラフェン製造の探索及び確立が急務となっている。

更に、この製造法に対する要件として、 
① 厚さが原子数層分の高品質な極薄膜 
② CMOSとの適合性 
③ エッジの電子・化学状態制御 
④ 良好なグラフェン/絶縁物の界面特性 

という厳しい条件が ITRS Roadmap に付記されて

いる。これらの内、①と②はグラフェン実用化に向

けての最重要かつ緊急を要する課題である。 
このような研究背景を鑑み、研究代表者は「次世

代デバイス応用を企図したグラフェン形成機構の解

明とその制御」に関する研究会を通研共同プロジェ

クト研究会として実施した。本研究会の最終目標は

「実用的なグラフェン製造プロセスの確立」に向け

ての共通認識の確立であり、当面の具体的な課題と

して「CMOSプロセスと適合する高品質グラフェン

極薄膜製造法」を取り上げた。 
本プロジェクトは，本年度が第三年度であり，「次

世代デバイス応用を企図したグラフェン形成の機構

解明及び制御の研究」に関する第三回共同プロジェ

クト研究会を、平成23年2月23日に開催した。こ

の第三回研究会においては、グラフェン研究に関わ

る国内の第一線の演者９名による講演会を企画した

結果、５０人以上もの聴衆が本研究会に参加し、グ

ラフェン形成機構と制御に関する理解を巡って活発

な議論が行われた。これが芽となって、幾つかの共

同研究が開始されている。 
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［３］成果（以下１０.５ポイント） 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

【通研共同プロジェクト研究会】 
通研共同プロジェクトを、以下のようにして、下

記の講演者及び講演題目の下に行った(敬称略)： 
11:00～11:05  
はじめに 末光真希 
11:05-11:30 
「Fractal energy spectrum and quantum Hall 
effect in twisted bilayer graphene」（招待講演） 
文泌景 (東北大学大学院理学研究科) 

11:30～11:55 
「第一原理計算で見た SiC(0001)上エピタキシャル

グラフェン成長の初期過程」（招待講演） 
影島博之（NTT物性科学基礎研究所） 

13:10～13:35 
「エピタキシャルグラフェンナノ構造の形成と物

性」（招待講演） 
田中悟（九州大学大学院工学研究院） 

13:35～14:00 
「光電子顕微鏡を用いたナノスケール顕微分光解

析」（招待講演） 
小嗣真人 (高輝度光科学研究センター) 

14:00～14:25 
「ラマン分光による複数層グラフェンの構造の決

定」（招待講演） 
斎藤理一郎、佐藤健太郎（東北大学大学院理学研

究科） 
15:00～15:25 
「金属電極直下のグラフェンは本当にグラフェン

か？」（招待講演） 
長汐晃輔（東京大学大学院工学研究科） 

15:25～15:50 
「三次元走査型光電子顕微鏡によるグラフェンの電

子状態解析」（招待講演） 
堀場弘司（東京大学大学院工学研究科） 

15:50～16:15 
「グラフェンのトランジスタ応用」（招待講演） 
中払周（東芝/FIRST） 

16:15～16:40 
「SiC 上エピタキシャルグラフェンの電気伝導特

性」（招待講演） 
日比野弘樹（NTT物性科学基礎研究所） 

 
 
 
 
 

（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトでの討論が契機となって、下記の通

研・ドイツ(フリッツ・ハーバー研究所・Erlangen
大学)研究所間の共同研究、通研・SPring-8 間の共

同研究プロジェクト、及び通研-NTT 物性基礎研究

所、通研-九州大学、及び通研-東京大学間の共同研

究が開始され、現在も継続している。 
 (1.ドイツとの共同研究) 
 先年度の共同プロジェクト本研究会にて発表して

頂いた独フリッツ・ハーバー研究所のHorn 教授と

の討論から、Horn 教授及びSeyller 教授とともに、

微細加工基板上でのエピタキシャルグラフェンの構

造、及びバンド分散構造に関する共同研究を、本年

度も引き続いて行なっている。彼らとの共著論文を

一報投稿した。 
 (2. SPring-8との共同研究) 

1.の微細加工SiC基板上でのエピタキシャルグラ

フェンの原子レベル観察のために、SPring-8の光電

子顕微鏡(PEEM)を用いた研究を共同で行っている。

2009A期・2009B期・2010A期・2011A期・2011B
期・2012A期の六期連続で共同研究課題が採択され

た。これらの PEEM 観察結果から、微細加工パタ

ーンとグラフェンの構造・電子物性に強い相関が存

在することが明らかとなった。また、当初使用して

いたビームラインは、BL23SUのみであったが、本

年度から、BL23SU に加えて、BL17SU 及び

BL07LSUも共同研究の一環として使用出来るよう

になった。今後も、この緊密な連携関係を保持して

いくつもりである。 
(3.NTT物性基礎研究所との共同研究) 
 本年度の共同プロジェクト本研究会にて発表して

頂いた NTT 物性基礎研究所の日比野浩樹博士との

討論から、低速電子顕微鏡(LEEM)によるSiC上の

エピタキシャルグラフェンの微視的な層数分布・二

次元原子配列の研究を開始している。本年度に、日

比野博士との共著論文を、一報投稿した。 
(4.九州大学との共同研究) 
 田中悟教授との、本共同プロジェクトを介した討

論を重ねることにより、田中悟教授がリーダーの一

人となっている、科研費・新学術領域研究へ、通研

（吹留）が、２３年度に申請することとなった。 
(4.東京大学との共同研究) 
 本共同プロジェクトを介した長汐准教授及び堀場

講師との討論から、グラフェンデバイスの動作機構

に関する共同研究が開始された。その成果として、

本年度から、堀場講師及び尾嶋教授が仲介役となっ

て、東京大学放射光連携機構における共同研究が開

始され、来年度以降も共同研究も継続される予定で

ある。 
 

 

［４］成果資料（以下１０.５ポイント） 
 
1) H. Karasawa, T. Komori, T. Watanabe, A. Satou, H. 
Fukidome, M. Suemitsu, V. Ryzhii, and T. Otsuji,  
J. Infrared Millimeter. Terahz. Waves 32 (2011) 655-665. 
 
2) S. Koga, I. Katayama, S. Abe, H. Fukidome, M. Suemitsu, 
M. Kitajima,, and J. Takeda,  
Appl. Phys. Exp. 4 (2011) 045101-1-3. 
 
3) A. El Moutaouakil, R. Takahashi, H. Fukidome, T. 
Suemitsu, T. Otsuji and M. Suemitsu,  
Jpn. J. Appl. Phys. 50 (2011) 070113-1-4. 
 
4) M.-H. Jung, H. Handa, R. Takahashi, H. Fukidome, T. 
Suemitsu, T. Otsuji and M. Suemitsu, 
Jpn. J. Appl. Phys. 50 (2011) 070111-1-5.  
 
5) M.-H. Jung, H. Handa, R. Takahashi, H. Fukidome, T. 
Suemitsu, T. Otsuji and M. Suemitsu, 
Jpn. J. Appl. Phys. 50 (2011) 070107-1-5. 
 
6) S. Abe, Hiroyuki Handa, R. Takahashi, K. Imaizumi, H. 
Fukidome, M. Suemitsu,  
Special Topics in Appl. Phys. (in Jpn. J. Appl. Phys. 50 
(2011)) 070102-1-5. 
 
7) K. Imaizumi, H. Handa, R. Takahashi, E. Saito, H. 
Fukidome, Y. Enta, Y. Teraoka, A. Yoshigoe and M. 
Suemitsu,  
Special Topics in Appl. Phys. (in Jpn. J. Appl. Phys. 50 
(2011)) 070105-1-6. 
 
8) H. Handa, R. Takahashi, S. Abe, K. Imaizumi, E. Saito, 
M.-H. Jung, S. Ito, H. Fukidome, and M. Suemitsu,  
Jpn. J. Appl. Phys. 50 (2011) 04DH02-1-4. 
 
9) R. Takahashi, H. Handa, S. Abe, K. Imaizumi1, H. 
Fukidome, A. Yoshigoe, Y. Teraoka, M. Suemitsu,  
Special Topics in Appl. Phys. (in Jpn. J. Appl. Phys. 50  
(2011)) 070103-1-6. 
 
10) T. Suemitsu, M. Kubo, H. Handa, R. Takahashi, H. 
Fukidome, M. Suemitsu and T. Otsuji, 
ECS Trans. 41 (2011) 249-254. 
 
11) H. Fukidome, S. Abe, R. Takahashi, K. Imaizumi, S. 
Inomata, H. Handa, Y. Enta, A. Yoshigoe, Y. Teraoka, M. 
Kotsugi, T. Ohkouchi, T. Kinoshita, S. Ito and M. 
Suemitsu, 

 Appl. Phys. Express. 4 (2011) 115104-1-3. 
 
12) H. Fukidome, R. Takahashi, S. Abe, K. Imaizumi, 
H.-C. Kang, H. Karasawa, T. Suemitsu, T. Otsuji, Y. Enta, 
A. Yoshigoe, Y. Teraoka, M. Kotsugi, T. Ohkouchi, T. 
Kinoshita, and M. Suemitsu, 
 J. Mater. Chem. 21 (2011) 17242-17248. 
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［３］成果（以下１０.５ポイント） 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

【通研共同プロジェクト研究会】 
通研共同プロジェクトを、以下のようにして、下

記の講演者及び講演題目の下に行った(敬称略)： 
11:00～11:05  
はじめに 末光真希 
11:05-11:30 
「Fractal energy spectrum and quantum Hall 
effect in twisted bilayer graphene」（招待講演） 
文泌景 (東北大学大学院理学研究科) 

11:30～11:55 
「第一原理計算で見た SiC(0001)上エピタキシャル

グラフェン成長の初期過程」（招待講演） 
影島博之（NTT物性科学基礎研究所） 

13:10～13:35 
「エピタキシャルグラフェンナノ構造の形成と物

性」（招待講演） 
田中悟（九州大学大学院工学研究院） 

13:35～14:00 
「光電子顕微鏡を用いたナノスケール顕微分光解

析」（招待講演） 
小嗣真人 (高輝度光科学研究センター) 

14:00～14:25 
「ラマン分光による複数層グラフェンの構造の決

定」（招待講演） 
斎藤理一郎、佐藤健太郎（東北大学大学院理学研

究科） 
15:00～15:25 
「金属電極直下のグラフェンは本当にグラフェン

か？」（招待講演） 
長汐晃輔（東京大学大学院工学研究科） 

15:25～15:50 
「三次元走査型光電子顕微鏡によるグラフェンの電

子状態解析」（招待講演） 
堀場弘司（東京大学大学院工学研究科） 

15:50～16:15 
「グラフェンのトランジスタ応用」（招待講演） 
中払周（東芝/FIRST） 

16:15～16:40 
「SiC 上エピタキシャルグラフェンの電気伝導特

性」（招待講演） 
日比野弘樹（NTT物性科学基礎研究所） 

 
 
 
 
 

（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトでの討論が契機となって、下記の通

研・ドイツ(フリッツ・ハーバー研究所・Erlangen
大学)研究所間の共同研究、通研・SPring-8 間の共

同研究プロジェクト、及び通研-NTT 物性基礎研究

所、通研-九州大学、及び通研-東京大学間の共同研

究が開始され、現在も継続している。 
 (1.ドイツとの共同研究) 
 先年度の共同プロジェクト本研究会にて発表して

頂いた独フリッツ・ハーバー研究所のHorn 教授と

の討論から、Horn 教授及びSeyller 教授とともに、

微細加工基板上でのエピタキシャルグラフェンの構

造、及びバンド分散構造に関する共同研究を、本年

度も引き続いて行なっている。彼らとの共著論文を

一報投稿した。 
 (2. SPring-8との共同研究) 

1.の微細加工SiC基板上でのエピタキシャルグラ

フェンの原子レベル観察のために、SPring-8の光電

子顕微鏡(PEEM)を用いた研究を共同で行っている。

2009A期・2009B期・2010A期・2011A期・2011B
期・2012A期の六期連続で共同研究課題が採択され

た。これらの PEEM 観察結果から、微細加工パタ

ーンとグラフェンの構造・電子物性に強い相関が存

在することが明らかとなった。また、当初使用して

いたビームラインは、BL23SUのみであったが、本

年度から、BL23SU に加えて、BL17SU 及び

BL07LSUも共同研究の一環として使用出来るよう

になった。今後も、この緊密な連携関係を保持して

いくつもりである。 
(3.NTT物性基礎研究所との共同研究) 
 本年度の共同プロジェクト本研究会にて発表して

頂いた NTT 物性基礎研究所の日比野浩樹博士との

討論から、低速電子顕微鏡(LEEM)によるSiC上の

エピタキシャルグラフェンの微視的な層数分布・二

次元原子配列の研究を開始している。本年度に、日

比野博士との共著論文を、一報投稿した。 
(4.九州大学との共同研究) 
 田中悟教授との、本共同プロジェクトを介した討

論を重ねることにより、田中悟教授がリーダーの一

人となっている、科研費・新学術領域研究へ、通研

（吹留）が、２３年度に申請することとなった。 
(4.東京大学との共同研究) 
 本共同プロジェクトを介した長汐准教授及び堀場

講師との討論から、グラフェンデバイスの動作機構

に関する共同研究が開始された。その成果として、

本年度から、堀場講師及び尾嶋教授が仲介役となっ

て、東京大学放射光連携機構における共同研究が開

始され、来年度以降も共同研究も継続される予定で

ある。 
 

 

［４］成果資料（以下１０.５ポイント） 
 
1) H. Karasawa, T. Komori, T. Watanabe, A. Satou, H. 
Fukidome, M. Suemitsu, V. Ryzhii, and T. Otsuji,  
J. Infrared Millimeter. Terahz. Waves 32 (2011) 655-665. 
 
2) S. Koga, I. Katayama, S. Abe, H. Fukidome, M. Suemitsu, 
M. Kitajima,, and J. Takeda,  
Appl. Phys. Exp. 4 (2011) 045101-1-3. 
 
3) A. El Moutaouakil, R. Takahashi, H. Fukidome, T. 
Suemitsu, T. Otsuji and M. Suemitsu,  
Jpn. J. Appl. Phys. 50 (2011) 070113-1-4. 
 
4) M.-H. Jung, H. Handa, R. Takahashi, H. Fukidome, T. 
Suemitsu, T. Otsuji and M. Suemitsu, 
Jpn. J. Appl. Phys. 50 (2011) 070111-1-5.  
 
5) M.-H. Jung, H. Handa, R. Takahashi, H. Fukidome, T. 
Suemitsu, T. Otsuji and M. Suemitsu, 
Jpn. J. Appl. Phys. 50 (2011) 070107-1-5. 
 
6) S. Abe, Hiroyuki Handa, R. Takahashi, K. Imaizumi, H. 
Fukidome, M. Suemitsu,  
Special Topics in Appl. Phys. (in Jpn. J. Appl. Phys. 50 
(2011)) 070102-1-5. 
 
7) K. Imaizumi, H. Handa, R. Takahashi, E. Saito, H. 
Fukidome, Y. Enta, Y. Teraoka, A. Yoshigoe and M. 
Suemitsu,  
Special Topics in Appl. Phys. (in Jpn. J. Appl. Phys. 50 
(2011)) 070105-1-6. 
 
8) H. Handa, R. Takahashi, S. Abe, K. Imaizumi, E. Saito, 
M.-H. Jung, S. Ito, H. Fukidome, and M. Suemitsu,  
Jpn. J. Appl. Phys. 50 (2011) 04DH02-1-4. 
 
9) R. Takahashi, H. Handa, S. Abe, K. Imaizumi1, H. 
Fukidome, A. Yoshigoe, Y. Teraoka, M. Suemitsu,  
Special Topics in Appl. Phys. (in Jpn. J. Appl. Phys. 50  
(2011)) 070103-1-6. 
 
10) T. Suemitsu, M. Kubo, H. Handa, R. Takahashi, H. 
Fukidome, M. Suemitsu and T. Otsuji, 
ECS Trans. 41 (2011) 249-254. 
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Kotsugi, T. Ohkouchi, T. Kinoshita, S. Ito and M. 
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 Appl. Phys. Express. 4 (2011) 115104-1-3. 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H21/B03 

 

小 電 力 無 線 通 信 方 式 
 
［１］組織 
  代表者：加藤 修三 

（東北大学電気通信研究所） 
  対応者：加藤 修三 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

中田 和一(青森大学)、 

吉岡 良雄（弘前大学大学院理工学研究科）、 
柴田 幸司 (八戸工業大学）、 

本閒 尚樹 (岩手大学）、 

佐々木 重信（新潟大学工学部）、 
小澤 哲也 (東北学院大学）、 

塩川 孝泰（東北学院大学）、 
海野啓明(仙台高専広瀬キャンパス) 

園田 潤 (仙台高専）、 

米山 努（エムメックス）、 
内海哲史 (鶴岡高専）、 

中橋 幸一（東京ドロウイング）、 
鍬野 秀三（日本大学工学部）、 
鹿子嶋 憲一（茨城大学工学部）、 
梅比良 正弘（茨城大学工学部）、 
橋本 研也（千葉大学工学部）、 
原田 博司（(独)情報通信研究機構）、 
中澤 勇夫（通信放送国際研究所）、 
実野邦久 (テクノメトリクス）、 
磯 彰男(アイソ・スペース・リサーチ)、 

栗原 宏（宏動 有限会社）、 
安達 文幸（東北大学大学院工学研究科）、 

末松 憲治 東北大学電気通信研究所)、 

佐藤源之 (東北大学 東北アジア研究センター）、 

澤谷 邦男（東北大学大学院工学研究科）、 
坪内 和夫 (東北大学電気通信研究所)、 

枦 修一郎 (東北大学電気通信研究所)、 

 
   研究費：物件費 ¥49,894，旅費 ¥376,700 

［２］研究経過 
【本プロジェクトの目的・概要】 
近年、積極的に導入されつつあるワイヤレスLAN 

(WLAN)の性能拡大及びワイヤレス Personal area 
network (WPAN)の研究が国際的に盛んになりつつ

ある。前者は100ｍ程度、後者は10 m程度をサー

ビスエリアとして通常10 dBm程度の小電力で、前

者は300 Mbps、後者は数Gbpsの高速・超高速伝

送を当面のゴールとしている。これらの分野では日

本がPHY, MAC いずれの分野でも世界に後れをと

っている。本研究会は東北大学電気通信研究所が中

心となり、東北地方を中心にこれら無線の分野で活

躍中の幅広い分野の研究者が集い、製品開発・応用

までを見据えた日本における小電力無線通信研究開

発の底上げを狙う。また、全体として/いくつかの機

関の組み合わせで、外部資金獲得の母体を構成し、

技術・Funding両面から当該分野の無線技術の底上

げを目指す。さらに、本研究会は研究の種々の課題

について自由・滑達に議論ができる場とし、学習・

議論通じ、若手研究者の育成にも資する。 
本研究会では電気通信研究所が要となり、東北地

方を中心に 12 の機関と研究活動を展開することに

より、電気通信研究所の”拠点 CEO”としての地

位をゆるぎないものとする。 
【研究集会等の開催状況】 
本年度は Seminar on Small Power Wireless 

Communicationsと題して、計4回の研究会を行っ

た。各回には講演テーマを設けて、その分野におい

て第一線で活躍している研究者にご講演いただいた。

下記に各回の講演者と講演題目を示す。 
・研究会実績等 
第 1 回：5 月 19 日 テーマ「The US National 
Broadband Plan & Its Ongoing Spectrum 
Controversies, and Wireless Broadband 
Standardization」 
特別講演 
1. Dr. Michael Marcus（Director of Marcus 

Spectrum Solutions LLC）, "The US National 
Broadband Plan and Its Ongoing Spectrum 
Controversies"  

2. Dr. Tuncer Baykas (NICT  UMG 
Researcher, Chair IEEE802.19 Task Group 

 

1), "Cognitive Radio – IEEE802.19 
Standardization" 

 
第2回：7月4日 テーマ「GlobalにCompetitive
な学生輩出のためにⅠ-産業界の期待" 
基調講演 
1. 宮武 久和(シャープ株式会社) , “大学のグロー

バル化に向けて～産業界からの期待～” 
2. 多田 順次(東北大教授) , “社会から期待される

大学・学生とは” 
3. 加藤 修三(東北大教授) , “産業界から大学・学

生への期待 - 日米の違い：日米での採用経験

から” 
4. 宮本 みち子(放送大学教授) , “変化する労働の

世界と教育改革,” 
5. パネル討論, “大学・学生への産業界からの期

待”, 司会：加藤 修三 (東北大学), パネリスト: 
宮武 久和 (シャープ株式会社), 多田 順次 (東
北大学), 宮本 みち子 (放送大学), 名嘉 憲夫 
(東洋英和女学院大学, 「技術と技法が21 世紀

を切り開く」と題し, ミニワークショップ形式

で参加) 
 
第3回：8月29日 テーマ「小電力無線通信技術の

応用」 
招待講演 
1. 安達 文幸(東北大教授) , “ICTを活用した災害

に強い未来型都市の構築に向けて” 
2. 澤谷 邦男(東北大教授) , “リフレクトアレーを

用いた無線通信チャンネルの改善” 
3. 佐藤 源之(東北大教授) , “超広帯域レーダーの

開発と地雷検知への応用例” 
4. 亀田 卓，末松 憲治，高木 直，坪内 和夫(東

北大学), “災害に強いディペンダブルワイヤレ

スネットワーク” 
5. 加藤 修三(東北大教授) , “広域低速無線通信ネ

ットワークの提案” 
6. パネル討論, “災害時に無線通信技術で何がで

きるか”, 司会：加藤 修三 (東北大学), パネリ

スト：澤谷 邦男(東北大学), 佐藤 源之(東北大

学), 亀田 卓(東北大学) 
 
第4回：11月21日 テーマ「GlobalにCompetitive
な学生輩出のために II-大学は何をすべきか」 
基調講演 
1. 北道 佳久(帝人海外事業企画室) , “明日からボ

ーダレスに闘えますね？ ～産業界が期待する

人財像～” 
2. 安達 文幸(東北大教授) , “東北大学電気・情報

系グローバル COE（情報・電気・電子分野）

の活動状況” 
3. 笹瀬 巌(慶應義塾大教授) , “慶應義塾大学大学

院理工学研究科（情報・電気・電子分野）での

研究教育活動活性化への取り組み” 
4. 加藤 修三(東北大教授) , “プロジェクトマネー

ジメントをベースとした論理的R&D遂行法：

論理的に思考する学生の輩出へ” 
5. 羽田 貴史(東北大教授) , “大学はどこまで主体

的な学生を育てるのに成功してきたか” 
6. パネル討論,  “大学・学生はグローバル化に向

け何をすべきか”,司会：加藤 修三(東北大学), 
パネリスト: 北道 佳久(帝人), 安達 文幸(東北

大学), 笹瀬 巌(慶應義塾大学), 羽田 貴史(東北

大学) 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
第 1 回セミナでは、“The US National 

Broadband Plan & Its Ongoing Spectrum 
Controversies, and Wireless Broadband 
Standardization”をテーマに講演が行われ、国際的

な周波数スペクトラムの利用計画とIEEE802.19の
コグニティブ無線の標準化について、研究者間での

情報共有を行うことができた． 
第2回セミナは、“GlobalにCompetitiveな学生

輩出のために I”と題し、産業界で活躍した経験を

持つ諸先輩方を迎え、産業界の求める人材について

ご講演いただいた。 
第3回セミナでは、“小電力無線通信技術の応用”

と題して、東日本大震災の被災を教訓にして、災害

に対して無線通信技術がどのような貢献ができるか

をご講演いただき、またパネルディスカッションで

も活発な議論が行われた。 
第 4 回セミナでは、第 2 回に続き、“Global に

Competitive な学生輩出のために II” と題し、大

学が産業界の期待に応えるために、どのような取り

組みを行うべきかについて、東北大学や他大学での

実施例についてご講演いただいた。 
（３－２）波及効果と発展性など 
平成 21 年度 3 月に本共同プロジェクト研究の成

果をベースに電子情報通信学会に提案した“短距離

無線通信(SRW)時限研究会”が発足 3 年目を迎え、

平成23年度は5回の開催で、平均参加者数50名と

着実に認知度を上げている。3 月に岡山大学行われ

た電子情報通信学会総合大会では、SRW 研からセ

ッション提案を行い、招待講演セッション1件とプ

レオーガナイズセッション3件が行われた。今後も

本研究分野における日本の研究活性化を強力に推進

共同プロジェクト研究

212

電気通信-5章4-四[212-247].indd   212 2012/09/19   14:52:07



「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H21/B03 

 

小 電 力 無 線 通 信 方 式 
 
［１］組織 
  代表者：加藤 修三 

（東北大学電気通信研究所） 
  対応者：加藤 修三 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

中田 和一(青森大学)、 

吉岡 良雄（弘前大学大学院理工学研究科）、 
柴田 幸司 (八戸工業大学）、 

本閒 尚樹 (岩手大学）、 

佐々木 重信（新潟大学工学部）、 
小澤 哲也 (東北学院大学）、 

塩川 孝泰（東北学院大学）、 
海野啓明(仙台高専広瀬キャンパス) 

園田 潤 (仙台高専）、 

米山 努（エムメックス）、 
内海哲史 (鶴岡高専）、 

中橋 幸一（東京ドロウイング）、 
鍬野 秀三（日本大学工学部）、 
鹿子嶋 憲一（茨城大学工学部）、 
梅比良 正弘（茨城大学工学部）、 
橋本 研也（千葉大学工学部）、 
原田 博司（(独)情報通信研究機構）、 
中澤 勇夫（通信放送国際研究所）、 
実野邦久 (テクノメトリクス）、 
磯 彰男(アイソ・スペース・リサーチ)、 

栗原 宏（宏動 有限会社）、 
安達 文幸（東北大学大学院工学研究科）、 

末松 憲治 東北大学電気通信研究所)、 

佐藤源之 (東北大学 東北アジア研究センター）、 

澤谷 邦男（東北大学大学院工学研究科）、 
坪内 和夫 (東北大学電気通信研究所)、 

枦 修一郎 (東北大学電気通信研究所)、 

 
   研究費：物件費 ¥49,894，旅費 ¥376,700 

［２］研究経過 
【本プロジェクトの目的・概要】 
近年、積極的に導入されつつあるワイヤレスLAN 

(WLAN)の性能拡大及びワイヤレス Personal area 
network (WPAN)の研究が国際的に盛んになりつつ

ある。前者は100ｍ程度、後者は10 m程度をサー

ビスエリアとして通常10 dBm程度の小電力で、前

者は300 Mbps、後者は数Gbpsの高速・超高速伝

送を当面のゴールとしている。これらの分野では日

本がPHY, MAC いずれの分野でも世界に後れをと

っている。本研究会は東北大学電気通信研究所が中

心となり、東北地方を中心にこれら無線の分野で活

躍中の幅広い分野の研究者が集い、製品開発・応用

までを見据えた日本における小電力無線通信研究開

発の底上げを狙う。また、全体として/いくつかの機

関の組み合わせで、外部資金獲得の母体を構成し、

技術・Funding両面から当該分野の無線技術の底上

げを目指す。さらに、本研究会は研究の種々の課題

について自由・滑達に議論ができる場とし、学習・

議論通じ、若手研究者の育成にも資する。 
本研究会では電気通信研究所が要となり、東北地

方を中心に 12 の機関と研究活動を展開することに

より、電気通信研究所の”拠点 CEO”としての地

位をゆるぎないものとする。 
【研究集会等の開催状況】 
本年度は Seminar on Small Power Wireless 

Communicationsと題して、計4回の研究会を行っ

た。各回には講演テーマを設けて、その分野におい

て第一線で活躍している研究者にご講演いただいた。

下記に各回の講演者と講演題目を示す。 
・研究会実績等 
第 1 回：5 月 19 日 テーマ「The US National 
Broadband Plan & Its Ongoing Spectrum 
Controversies, and Wireless Broadband 
Standardization」 
特別講演 
1. Dr. Michael Marcus（Director of Marcus 

Spectrum Solutions LLC）, "The US National 
Broadband Plan and Its Ongoing Spectrum 
Controversies"  

2. Dr. Tuncer Baykas (NICT  UMG 
Researcher, Chair IEEE802.19 Task Group 

 

1), "Cognitive Radio – IEEE802.19 
Standardization" 

 
第2回：7月4日 テーマ「GlobalにCompetitive
な学生輩出のためにⅠ-産業界の期待" 
基調講演 
1. 宮武 久和(シャープ株式会社) , “大学のグロー

バル化に向けて～産業界からの期待～” 
2. 多田 順次(東北大教授) , “社会から期待される

大学・学生とは” 
3. 加藤 修三(東北大教授) , “産業界から大学・学

生への期待 - 日米の違い：日米での採用経験

から” 
4. 宮本 みち子(放送大学教授) , “変化する労働の

世界と教育改革,” 
5. パネル討論, “大学・学生への産業界からの期

待”, 司会：加藤 修三 (東北大学), パネリスト: 
宮武 久和 (シャープ株式会社), 多田 順次 (東
北大学), 宮本 みち子 (放送大学), 名嘉 憲夫 
(東洋英和女学院大学, 「技術と技法が21 世紀

を切り開く」と題し, ミニワークショップ形式

で参加) 
 
第3回：8月29日 テーマ「小電力無線通信技術の

応用」 
招待講演 
1. 安達 文幸(東北大教授) , “ICTを活用した災害

に強い未来型都市の構築に向けて” 
2. 澤谷 邦男(東北大教授) , “リフレクトアレーを

用いた無線通信チャンネルの改善” 
3. 佐藤 源之(東北大教授) , “超広帯域レーダーの

開発と地雷検知への応用例” 
4. 亀田 卓，末松 憲治，高木 直，坪内 和夫(東

北大学), “災害に強いディペンダブルワイヤレ

スネットワーク” 
5. 加藤 修三(東北大教授) , “広域低速無線通信ネ

ットワークの提案” 
6. パネル討論, “災害時に無線通信技術で何がで

きるか”, 司会：加藤 修三 (東北大学), パネリ

スト：澤谷 邦男(東北大学), 佐藤 源之(東北大

学), 亀田 卓(東北大学) 
 
第4回：11月21日 テーマ「GlobalにCompetitive
な学生輩出のために II-大学は何をすべきか」 
基調講演 
1. 北道 佳久(帝人海外事業企画室) , “明日からボ

ーダレスに闘えますね？ ～産業界が期待する

人財像～” 
2. 安達 文幸(東北大教授) , “東北大学電気・情報

系グローバル COE（情報・電気・電子分野）

の活動状況” 
3. 笹瀬 巌(慶應義塾大教授) , “慶應義塾大学大学

院理工学研究科（情報・電気・電子分野）での

研究教育活動活性化への取り組み” 
4. 加藤 修三(東北大教授) , “プロジェクトマネー

ジメントをベースとした論理的R&D遂行法：

論理的に思考する学生の輩出へ” 
5. 羽田 貴史(東北大教授) , “大学はどこまで主体

的な学生を育てるのに成功してきたか” 
6. パネル討論,  “大学・学生はグローバル化に向

け何をすべきか”,司会：加藤 修三(東北大学), 
パネリスト: 北道 佳久(帝人), 安達 文幸(東北

大学), 笹瀬 巌(慶應義塾大学), 羽田 貴史(東北

大学) 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
第 1 回セミナでは、“The US National 

Broadband Plan & Its Ongoing Spectrum 
Controversies, and Wireless Broadband 
Standardization”をテーマに講演が行われ、国際的

な周波数スペクトラムの利用計画とIEEE802.19の
コグニティブ無線の標準化について、研究者間での

情報共有を行うことができた． 
第2回セミナは、“GlobalにCompetitiveな学生

輩出のために I”と題し、産業界で活躍した経験を

持つ諸先輩方を迎え、産業界の求める人材について

ご講演いただいた。 
第3回セミナでは、“小電力無線通信技術の応用”

と題して、東日本大震災の被災を教訓にして、災害

に対して無線通信技術がどのような貢献ができるか

をご講演いただき、またパネルディスカッションで

も活発な議論が行われた。 
第 4 回セミナでは、第 2 回に続き、“Global に

Competitive な学生輩出のために II” と題し、大

学が産業界の期待に応えるために、どのような取り

組みを行うべきかについて、東北大学や他大学での

実施例についてご講演いただいた。 
（３－２）波及効果と発展性など 
平成 21 年度 3 月に本共同プロジェクト研究の成

果をベースに電子情報通信学会に提案した“短距離

無線通信(SRW)時限研究会”が発足 3 年目を迎え、

平成23年度は5回の開催で、平均参加者数50名と

着実に認知度を上げている。3 月に岡山大学行われ

た電子情報通信学会総合大会では、SRW 研からセ

ッション提案を行い、招待講演セッション1件とプ

レオーガナイズセッション3件が行われた。今後も
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する一助となり、このSRW 研究会を通じて全国展

開を図っていく予定である。 
東北地方で開催したセミナでは、東北地方の研究

機関からの参加者に向けて情報を発信し、電気通信

研究所の“拠点 CEO”としての役割に貢献した。

また若手研究者の参加増により、若手研究者の啓

蒙・育成に資することができた。 
来年度以降は、本研究組織を母体として継承した

“免許不要帯無線通信方式プロジェクト”を立ち上

げて、他の機関と協働し、外部資金獲得の母体を構

成し、技術・Funding両面から当該分野の無線技術

の底上げを目指していく予定である。 
 
［４］成果資料 
【招待講演】 
1. S.Kato "A Super Broadband Indoor Wireless 

Communications System and Core 
Technology Development", Inha University, 
October 26, 2011 

【国際会議】 
1. L.Materum, S.Kato, H.Sawada,“Channel 

Measurements for Short Range Beam 
Tracking/Switching Systems, ”FrE1-1, 
ISAP2011, Oct. 25-28, 2011, Jeju, Korea  

2. Y.Sato, K.Fujita, H.Sawada, H.Nakase, 
S.Kato, "A Millimeter-wave 8-element 
Double Slot Array Antenna for High Gain 
Beam-forming," GSMM2011, May 23-25, 
2011, Espoo, Finland 

【国内発表】 
1. 佐藤雄一, 沢田浩和, 中瀬博之, 加藤修三,“低

速PSK変調を用いたミリ波レーダの提案,”信

学総大2012, 3月23日 
2. 高橋俊也, 沢田浩和, 加藤 修三,“ミリ波通信接

続性改善に用いる反射体サイズに関する検討,” 
信学総大2012, 3月23日,  

3. 包中尉、佐藤雄一、沢田浩和、加藤修三,“ビー

ムトラッキングシステム用ミリ波チャネルモ

デルのBER特性,” 信学総大2012, 3月23日 
4. M.Zakwan, H.Sawada, H.Nakase, S.Kato,“A 

Proposal of Propagation Measurement 
System Using Cross Domain Analyzer,” 信
学総大2012, 3月 

5. L.Materum, H.Sawada, S.Kato,
“Millimeter-wave Channel Model for LOS 
Beam Tracking in an Indoor Environment,” 
信学総大2012, 3月23日  

6. 加藤修三, L.Materum, 沢田浩和,“ビームフォ

ーミングアンテナとチャネルモデル,” 信学総

大2012, 3月21日 
7. 大墨友也, 佐藤洋介, 沢田浩和, 中瀬博之, 加

藤 修三,“90度ステップ移相器付5素子ダブル

スロットアンテナの指向性解析,” 信学総大

2012, 3月20日 
8. 井上大輔, 佐藤洋介, 沢田浩和, 加藤修三,“ス

テップ移相制御式 4 素子ビームフォーミング

アンテナの簡易化” 信学総大2012, 3月20日  
9. L.Materum、H.Sawada、S.Kato、"A 60 GHz 

channel model for WPAN beam switching 
systems、"信学技報SRW研, 2012年3月8日 

10. 藤田和矢, 沢田浩和, 加藤修三, “ワイヤレスハ

ーネス通信システムの検討” 信学ソ大, 
B-5-112, 2011年9月14日 

11. 高橋俊也, 沢田浩和, 加藤修三, “複数の反射体

を用いたミリ波室内通信の接続性改善,”信学ソ

大, B-5-111, 2011年9月14日 
12. 佐藤洋介, 藤田和矢 沢田浩和, 中瀬博之, 加藤

修三,“スリット付きミリ波 8 素子ダブルスロ

ットアレイアンテナ,” 信学ソ大, B-1-151, 
2011年9月14日 

13. 沢田浩和, 加藤修三,“金属積層板ミリ波低損失

ナロービームアンテナ,” 信学ソ大, B-1-60, 
2011年9月14日 

14. 井上大輔, 藤田和矢, 佐藤雄一, 包中尉, 沢田

浩和, 加藤修三,  “ワイヤレスハーネス通信シ

ステムの信頼性評価における一検討,” 東北連

大, 2011年8月25日 
15. 包中尉, 井上大輔, 佐藤雄一, 藤田和矢, 沢田

浩和, 加藤修三, “ワイヤレスハーネス通信用

電波ホースとアンテナの整合性についての検

討,”東北連大, 2011年8月25日 
16. 佐藤雄一, 井上大輔, 包中尉, 藤田和矢, 沢田

浩和, 加藤修三, “ワイヤレスハーネス通信に

おけるアンテナ半値角の影響,” 東北連大, 
2011年8月25日 

17. 佐藤洋介, 沢田浩和, 加藤修三, “アンテナ素子

間隔を考慮したﾀﾞﾌﾞﾙｽﾛｯﾄ ｱﾚｲｱﾝﾃﾅの小型化,”
信学技報SRW研, 2011年8月22日 

18. 高橋俊也, 沢田浩和, 加藤修三, “屋内ミリ波通

信における反射体設置効果の統計評価,”信学技

報SRW研, 2011年8月22日 
19. 藤田和矢, 沢田浩和, 加藤修三, “ワイヤレスハ

ーネス通信システムの設計,”信学技報SRW研, 
2011年8月22日 

20. 笹目利章, 梅比良正弘, 沢田浩和, “60GHz帯
MIMO 伝送におけるﾚｲﾄﾚｰｼﾝｸﾞを用いたﾊﾟｽﾀﾞ

ｲﾊﾞｰｼﾃｨの特性評価,”信学技報 SRW 研, 2011
年6月10日 

「様式３」 

採択回数 １   ２   ③ 

�２１���� 

 

複素ニューラルネットワークの実用化 

 
 
 
［１］組織 
  代表者：廣瀬 明 

（東京大学大学院工学系研究科） 
  対応者：佐藤 茂雄 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 
中島  康治 （東北大学電気通信研究所） 
黒江 康明 （京都工芸繊維大学大学院 
 工芸科学研究科） 
合原 一幸 （東京大学生産技術研究所） 
田中 剛平 （東京大学生産技術研究所） 
青木 宏之 （東京高等工業専門学校） 
古橋 武 （名古屋大学大学院工学研究科） 
橘 完太 （工学院大学情報学部） 
Eckhard S. M. Hitzer （福井大学工学部） 
松井 伸之 （兵庫県立大学大学院工学研究科） 
礒川 悌次郎 （兵庫県立大学大学院工学研究科） 
西村 治彦 （兵庫県立大学大学院 
 応用情報科学研究科） 
金城 光永 （琉球大学工学部） 
村瀬 一之 （福井大学工学部） 
根本 幾 （東京電機大学情報環境学部） 
西川 郁子 （立命館大学情報理工学部） 
新田 徹 （産業技術総合研究所） 
萩原 将文 （慶応義塾大学理工学部） 
木ノ内 誠 （山形大学大学院理工学研究科） 
小林 正樹 （山梨大学工学部）   

   研究費：物件費5万0千円，旅費42万2千円 
 
［２］研究経過 
高度に成熟したSi-LSI技術に支えられ，現代の計

算機は驚異的な計算能力を有するようになった。し

かし一方で，パターン認識や学習など，フォンノイ

マン型計算機が苦手とする問題も数多く残されてい

る。アナログ情報処理が有効な課題も数多く存在し，

脳型情報処理を実現するニューラルネットワークで

は，パターン認識や組み合わせ最適化問題などを効

率的に解くことができることが知られている。また

自律的動作による解探索や学習によるエラー訂正・

適応的動作が可能であり，こうした機能の重要性は

今後高まっていくと予想される。ニューラルネット

ワークモデルのひとつとして複素ニューラルネット

ワークが提案されており，ニューロンの出力が振幅

と位相で表現されるため，波動的性質を有すること

が知られている。またパターン認識，画像処理，時

系列予測等において，位相情報を活用する波動的情

報処理の優位性が知られている。代表者は複素ニュ

ーラルネットワークにいち早く注目し，レーダー画

像の画像処理等へ応用しその有効性を明らかにして

おり，本分野において世界的に主導的役割を果たし

てきている。また最近では，この技術を東南アジア

の地雷発見等に応用し重要な社会貢献を果たしてき

ている。 
 人間と環境を調和させるには，要求される情報処

理を障壁なく効率的に行うことが必要不可欠であり，

アナログ情報，デジタル情報，時間情報，位相情報

などを適材適所で利用することが肝要である。本プ

ロジェクトでは，アナログ情報，位相情報を効率的

に扱うことが可能な複素ニューラルネットワークの

情報処理能力を数理解析により明らかにし，ハード

ウェアの開発と併せて実用化技術として確立するこ

とを研究目的とする。また派生技術として量子ニュ

ーラルネットワークの計算能力を明らかにすること

も目的とする。 
具体的には、まず，複素ニューラルネットワーク

の情報処理能力を神経回路の統計力学やクリフォー

ド代数，量子断熱定理等の手法を用いて評価する。

その中で，波動ダイナミクスと量子トンネリングの

有効性を明らかにし，画像処理等実応用における優

位性を明らかにする。また，FPGAや量子デバイス

を利用しハードウェアとして実現し，すぐに実用化

できる技術として確立する。本所ではFPGAと量子

デバイスによる実現を主な研究テーマとする。 
最終年度にあたる本年度は，12月26日に研究会

を開催し，本研究プロジェクトと関係する各メンバ

ーのこれまでの研究成果を報告し，かつ本研究課題

の成果について総括した。以下に研究会のプログラ

ムを示す。 
1)「フィードフォワード複素ニューラルネットワー

クによる関数近似の汎化特性」 廣瀬 明（東大） 
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する一助となり、このSRW 研究会を通じて全国展

開を図っていく予定である。 
東北地方で開催したセミナでは、東北地方の研究

機関からの参加者に向けて情報を発信し、電気通信

研究所の“拠点 CEO”としての役割に貢献した。

また若手研究者の参加増により、若手研究者の啓

蒙・育成に資することができた。 
来年度以降は、本研究組織を母体として継承した

“免許不要帯無線通信方式プロジェクト”を立ち上

げて、他の機関と協働し、外部資金獲得の母体を構

成し、技術・Funding両面から当該分野の無線技術

の底上げを目指していく予定である。 
 
［４］成果資料 
【招待講演】 
1. S.Kato "A Super Broadband Indoor Wireless 

Communications System and Core 
Technology Development", Inha University, 
October 26, 2011 

【国際会議】 
1. L.Materum, S.Kato, H.Sawada,“Channel 

Measurements for Short Range Beam 
Tracking/Switching Systems, ”FrE1-1, 
ISAP2011, Oct. 25-28, 2011, Jeju, Korea  

2. Y.Sato, K.Fujita, H.Sawada, H.Nakase, 
S.Kato, "A Millimeter-wave 8-element 
Double Slot Array Antenna for High Gain 
Beam-forming," GSMM2011, May 23-25, 
2011, Espoo, Finland 

【国内発表】 
1. 佐藤雄一, 沢田浩和, 中瀬博之, 加藤修三,“低

速PSK変調を用いたミリ波レーダの提案,”信

学総大2012, 3月23日 
2. 高橋俊也, 沢田浩和, 加藤 修三,“ミリ波通信接

続性改善に用いる反射体サイズに関する検討,” 
信学総大2012, 3月23日,  

3. 包中尉、佐藤雄一、沢田浩和、加藤修三,“ビー

ムトラッキングシステム用ミリ波チャネルモ

デルのBER特性,” 信学総大2012, 3月23日 
4. M.Zakwan, H.Sawada, H.Nakase, S.Kato,“A 

Proposal of Propagation Measurement 
System Using Cross Domain Analyzer,” 信
学総大2012, 3月 

5. L.Materum, H.Sawada, S.Kato,
“Millimeter-wave Channel Model for LOS 
Beam Tracking in an Indoor Environment,” 
信学総大2012, 3月23日  

6. 加藤修三, L.Materum, 沢田浩和,“ビームフォ

ーミングアンテナとチャネルモデル,” 信学総

大2012, 3月21日 
7. 大墨友也, 佐藤洋介, 沢田浩和, 中瀬博之, 加

藤 修三,“90度ステップ移相器付5素子ダブル

スロットアンテナの指向性解析,” 信学総大

2012, 3月20日 
8. 井上大輔, 佐藤洋介, 沢田浩和, 加藤修三,“ス

テップ移相制御式 4 素子ビームフォーミング

アンテナの簡易化” 信学総大2012, 3月20日  
9. L.Materum、H.Sawada、S.Kato、"A 60 GHz 

channel model for WPAN beam switching 
systems、"信学技報SRW研, 2012年3月8日 

10. 藤田和矢, 沢田浩和, 加藤修三, “ワイヤレスハ

ーネス通信システムの検討” 信学ソ大, 
B-5-112, 2011年9月14日 

11. 高橋俊也, 沢田浩和, 加藤修三, “複数の反射体

を用いたミリ波室内通信の接続性改善,”信学ソ

大, B-5-111, 2011年9月14日 
12. 佐藤洋介, 藤田和矢 沢田浩和, 中瀬博之, 加藤

修三,“スリット付きミリ波 8 素子ダブルスロ

ットアレイアンテナ,” 信学ソ大, B-1-151, 
2011年9月14日 

13. 沢田浩和, 加藤修三,“金属積層板ミリ波低損失

ナロービームアンテナ,” 信学ソ大, B-1-60, 
2011年9月14日 

14. 井上大輔, 藤田和矢, 佐藤雄一, 包中尉, 沢田

浩和, 加藤修三,  “ワイヤレスハーネス通信シ

ステムの信頼性評価における一検討,” 東北連

大, 2011年8月25日 
15. 包中尉, 井上大輔, 佐藤雄一, 藤田和矢, 沢田

浩和, 加藤修三, “ワイヤレスハーネス通信用

電波ホースとアンテナの整合性についての検

討,”東北連大, 2011年8月25日 
16. 佐藤雄一, 井上大輔, 包中尉, 藤田和矢, 沢田

浩和, 加藤修三, “ワイヤレスハーネス通信に

おけるアンテナ半値角の影響,” 東北連大, 
2011年8月25日 

17. 佐藤洋介, 沢田浩和, 加藤修三, “アンテナ素子

間隔を考慮したﾀﾞﾌﾞﾙｽﾛｯﾄ ｱﾚｲｱﾝﾃﾅの小型化,”
信学技報SRW研, 2011年8月22日 

18. 高橋俊也, 沢田浩和, 加藤修三, “屋内ミリ波通

信における反射体設置効果の統計評価,”信学技

報SRW研, 2011年8月22日 
19. 藤田和矢, 沢田浩和, 加藤修三, “ワイヤレスハ

ーネス通信システムの設計,”信学技報SRW研, 
2011年8月22日 

20. 笹目利章, 梅比良正弘, 沢田浩和, “60GHz帯
MIMO 伝送におけるﾚｲﾄﾚｰｼﾝｸﾞを用いたﾊﾟｽﾀﾞ

ｲﾊﾞｰｼﾃｨの特性評価,”信学技報 SRW 研, 2011
年6月10日 
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複素ニューラルネットワークの実用化 

 
 
 
［１］組織 
  代表者：廣瀬 明 

（東京大学大学院工学系研究科） 
  対応者：佐藤 茂雄 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 
中島  康治 （東北大学電気通信研究所） 
黒江 康明 （京都工芸繊維大学大学院 
 工芸科学研究科） 
合原 一幸 （東京大学生産技術研究所） 
田中 剛平 （東京大学生産技術研究所） 
青木 宏之 （東京高等工業専門学校） 
古橋 武 （名古屋大学大学院工学研究科） 
橘 完太 （工学院大学情報学部） 
Eckhard S. M. Hitzer （福井大学工学部） 
松井 伸之 （兵庫県立大学大学院工学研究科） 
礒川 悌次郎 （兵庫県立大学大学院工学研究科） 
西村 治彦 （兵庫県立大学大学院 
 応用情報科学研究科） 
金城 光永 （琉球大学工学部） 
村瀬 一之 （福井大学工学部） 
根本 幾 （東京電機大学情報環境学部） 
西川 郁子 （立命館大学情報理工学部） 
新田 徹 （産業技術総合研究所） 
萩原 将文 （慶応義塾大学理工学部） 
木ノ内 誠 （山形大学大学院理工学研究科） 
小林 正樹 （山梨大学工学部）   

   研究費：物件費5万0千円，旅費42万2千円 
 
［２］研究経過 
高度に成熟したSi-LSI技術に支えられ，現代の計

算機は驚異的な計算能力を有するようになった。し

かし一方で，パターン認識や学習など，フォンノイ

マン型計算機が苦手とする問題も数多く残されてい

る。アナログ情報処理が有効な課題も数多く存在し，

脳型情報処理を実現するニューラルネットワークで

は，パターン認識や組み合わせ最適化問題などを効

率的に解くことができることが知られている。また

自律的動作による解探索や学習によるエラー訂正・

適応的動作が可能であり，こうした機能の重要性は

今後高まっていくと予想される。ニューラルネット

ワークモデルのひとつとして複素ニューラルネット

ワークが提案されており，ニューロンの出力が振幅

と位相で表現されるため，波動的性質を有すること

が知られている。またパターン認識，画像処理，時

系列予測等において，位相情報を活用する波動的情

報処理の優位性が知られている。代表者は複素ニュ

ーラルネットワークにいち早く注目し，レーダー画

像の画像処理等へ応用しその有効性を明らかにして

おり，本分野において世界的に主導的役割を果たし

てきている。また最近では，この技術を東南アジア

の地雷発見等に応用し重要な社会貢献を果たしてき

ている。 
 人間と環境を調和させるには，要求される情報処

理を障壁なく効率的に行うことが必要不可欠であり，

アナログ情報，デジタル情報，時間情報，位相情報

などを適材適所で利用することが肝要である。本プ

ロジェクトでは，アナログ情報，位相情報を効率的

に扱うことが可能な複素ニューラルネットワークの

情報処理能力を数理解析により明らかにし，ハード

ウェアの開発と併せて実用化技術として確立するこ

とを研究目的とする。また派生技術として量子ニュ

ーラルネットワークの計算能力を明らかにすること

も目的とする。 
具体的には、まず，複素ニューラルネットワーク

の情報処理能力を神経回路の統計力学やクリフォー

ド代数，量子断熱定理等の手法を用いて評価する。

その中で，波動ダイナミクスと量子トンネリングの

有効性を明らかにし，画像処理等実応用における優

位性を明らかにする。また，FPGAや量子デバイス

を利用しハードウェアとして実現し，すぐに実用化

できる技術として確立する。本所ではFPGAと量子

デバイスによる実現を主な研究テーマとする。 
最終年度にあたる本年度は，12月26日に研究会

を開催し，本研究プロジェクトと関係する各メンバ

ーのこれまでの研究成果を報告し，かつ本研究課題

の成果について総括した。以下に研究会のプログラ

ムを示す。 
1)「フィードフォワード複素ニューラルネットワー

クによる関数近似の汎化特性」 廣瀬 明（東大） 
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2)「２次元連想記憶の直交学習」 北原 倫理，小林 

正樹（山梨大） 
3)「断熱的量子計算のエミュレータについて」 金城 

光永（琉球大） 
4)「可換クォータニオンに基づく多値連想記憶モデ

ル」 礒川 悌次郎（兵庫県立大学） 
5)「リカレントクリフォードニューラルネットワー

クのモデルとダイナミックス」 黒江 康明（京都

工繊大） 
6)「複素数値化シナジェティックコンピューティン

グについて」 松井 伸之（兵庫県立大学） 
7)「フーリエ変換及び CGA を用いた時系列データ

解析」 Pham Minh Tuan，鈴木 直人（名大） 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は特にイメージングに複素ニューラルネッ

トワークを適用する際の汎化性能について研究を進

めた。フィードフォワード型の層状複素ニューラル

ネットワークを関数近似課題に利用する場合、その

汎化性能は倍次元の実数ニューラルネットワークと

比較して、波動を表現するのに有効な特長を有する

ことが従来から定性的に知られてきた。今回はその

特長が、処理する信号のコヒーレンス度に依存して

どのように変化するか、定量的な検討を行った。そ

の結果、コヒーレンス度が高い場合、複素ニューラ

ルネットワークは汎化誤差が6～7dB 程度高いこと

が示された。またコヒーレンス度が低い場合におい

ても0～3dB 程度高いことが示された。また、複素

ニューラルネットワークの利点とその利点の起源を

具体的に広くアピールすべく、ICONIP, IEEE 
IJCNN 等の国際会議におけるテュートリアルセッ

ションおよびスペシャルセッションを本共プロ研究

者が中心となってオーガナイズし、白熱の議論を展

開した。これらの実績は、IEEE Computational 
Intelligent Society でも高く評価されており、特に

今年度は最新の成果をまとめる英文書の企画が

IEEE から提案され、現在、廣瀬と本共プロメンバ

ーがその編集を進めており、2012 年度に IEEE 
Press/Wileyから出版される予定である。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクト遂行により以下のような成果を得

た。 
・複素ニューラルネットワーク理論の構築と，情報

処理能力の解明 
・レーダー画像解析などパターン認識における波動

的情報処理・位相情報処理の優位性の検証 
・量子波動性を導入したニューラルネットワークの

工学的応用方法の提案 
・FPGAを用いた複素ニューラルネットワークのハ

ードウェア設計方法の構築 
 
［４］成果資料 
1) A. Hirose, Complex-Valued Neural Networks, Second 
Edition, Springer (2012). 
2) A. Hirose (ed.), Complex-Valued Neural Networks: 
Advances and Applications, The IEEE Press Series on 
Computational Intelligence, IEEE Press / Wiley (2012). 
3) A. Hirose, S. Yoshida, Generalization Characteristics 
of Complex-valued Feedforward Neural Networks in 
Relation to Signal Coherence, IEEE Trans. on Neural 
Netw., 23, 4 (2012) 541 – 551. 
4) D. Radenamad, T. Aoyagi A. Hirose, High-sensitivity 
millimeter-wave imaging front-end using a low 
impedance linearly-tapered slot antenna, IEEE Trans. on 
Antennas and Propagation, 59, 12 (2011) 4868-4872. 
5) Y. Nakano, A. Hirose, Taper-walled linearly tapered 
slot antenna, IEEE Journal of Selected Topics in Applied 
Earth Observations and Remote Sensing, 4, 4 (2011) 
779-784. 
6) S. Ozawa, S. Tan A. Hirose, Errors in Channel 
Prediction Based on Linear Prediction in Frequency 
Domain -- Combination of time-domain and 
frequency-domain techniques --, URSI Radio Science 
Bulletin, 337 (2011) 25-29. 
7) A. Hirose, Nature of complex number and 
complex-valued neural networks, Frontiers of Electrical 
and Electronic Engineering in China, 6, 1 (2011) 171-180. 
8) R. Natsuaki, A. Hirose, SPEC method - A fine 
co-registration method for SAR interferogram, IEEE 
Trans. on Geoscience and Remote Sensing, 49, 1 (2011) 
28-37. 
9) Md. Faijul Amin, Ramasamy Savithab, Muhammad 
Ilias Aminc, Kazuyuki Murase: Orthogonal Least Squares 
based Complex-valued Functional Link, Network, Neural 
Networks, in press, 2012. 
10) Abdul Rahman Abdul Ghani, Md Faijul Amin and 
Kazuyuki Murase: Real-Time Hand Gesture Recognition 
Using Complex-Valued Neural Network (CVNN), 2011 
International Conference on Neural Information 
Processing (ICONIP 2011), Shanghai, China, November 
14-17, 2011, Bao-Liang Lu, Liqing Zhang, and James 
Kwok (Eds.) Neural Information Processing Part I, 
Lecture Notes in Computer Science, Springer, Vol.7062, 
pp.541-549, 2011. 
11) Md. Faijul Amin, Muhammad Ilias Amin, Ahmed 
Yarub Al-Nuaimi, Kazuyuki Murase: Wirtinger Calculus 
Based Gradient Descent and Levenberg-Marquardt 

 

Learning Algorithms in Complex-Valued Neural 
Networks, 2011 International Conference on Neural 
Information Processing (ICONIP 2011), Shanghai, China, 
November 14-17, 2011, Bao-Liang Lu, Liqing Zhang, 
and James Kwok (Eds.) Neural Information Processing 
Part I, Lecture Notes in Computer Science, Springer, 
Vol.7062, pp.550-559, 2011. 
12) Md. Faijul Amin, Ramasamy Savitha, Muhammad 
Ilias Amin, Kazuyuki Murase: Complex-Valued 
Functional Link Network Design by Orthogonal Least 
Squares Method for Function Approximation Problems, 
2011 International Joint Conference on Neural Networks 
(IJCNN 2011), San Jose, California, July 31 - August 5, 
2011, pp.1489-1496, 2011. 
13) M. Kobayashi, H. Yamada, M. Kitahara: "Noise 
Robust Gradient Descent Learning for Complex-valued 
Associative Memory", IEICE Transactions on 
Fundamentals of Electronics, Communications and 
Computer Science, vol.E94-A, no.8, pp.1756-1759, 2011. 
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2)「２次元連想記憶の直交学習」 北原 倫理，小林 

正樹（山梨大） 
3)「断熱的量子計算のエミュレータについて」 金城 

光永（琉球大） 
4)「可換クォータニオンに基づく多値連想記憶モデ

ル」 礒川 悌次郎（兵庫県立大学） 
5)「リカレントクリフォードニューラルネットワー

クのモデルとダイナミックス」 黒江 康明（京都

工繊大） 
6)「複素数値化シナジェティックコンピューティン

グについて」 松井 伸之（兵庫県立大学） 
7)「フーリエ変換及び CGA を用いた時系列データ

解析」 Pham Minh Tuan，鈴木 直人（名大） 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は特にイメージングに複素ニューラルネッ

トワークを適用する際の汎化性能について研究を進

めた。フィードフォワード型の層状複素ニューラル

ネットワークを関数近似課題に利用する場合、その

汎化性能は倍次元の実数ニューラルネットワークと

比較して、波動を表現するのに有効な特長を有する

ことが従来から定性的に知られてきた。今回はその

特長が、処理する信号のコヒーレンス度に依存して

どのように変化するか、定量的な検討を行った。そ

の結果、コヒーレンス度が高い場合、複素ニューラ

ルネットワークは汎化誤差が6～7dB 程度高いこと

が示された。またコヒーレンス度が低い場合におい

ても0～3dB 程度高いことが示された。また、複素

ニューラルネットワークの利点とその利点の起源を

具体的に広くアピールすべく、ICONIP, IEEE 
IJCNN 等の国際会議におけるテュートリアルセッ

ションおよびスペシャルセッションを本共プロ研究

者が中心となってオーガナイズし、白熱の議論を展

開した。これらの実績は、IEEE Computational 
Intelligent Society でも高く評価されており、特に

今年度は最新の成果をまとめる英文書の企画が

IEEE から提案され、現在、廣瀬と本共プロメンバ

ーがその編集を進めており、2012 年度に IEEE 
Press/Wileyから出版される予定である。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクト遂行により以下のような成果を得

た。 
・複素ニューラルネットワーク理論の構築と，情報

処理能力の解明 
・レーダー画像解析などパターン認識における波動

的情報処理・位相情報処理の優位性の検証 
・量子波動性を導入したニューラルネットワークの

工学的応用方法の提案 
・FPGAを用いた複素ニューラルネットワークのハ

ードウェア設計方法の構築 
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662--670, 2011. 
28) Minh Tuan Pham, Kanta Tachibana, Tomohiro 
Yoshikawa and Takeshi Furuhashi, A Clustering Method 
for Geometric Data based on Approximation using 
Conformal Geometric Algebra, 2001 IEEE International 
Conference on Fuzzy Systems, pp. 2540 - 2545, Taipei, 
2011. 
29) T. Nitta, Ability of the 1-n-1 Complex-Valued 
Neural Network to Learn Transformations, In 
Computational Modeling and Simulation of Intellect: 
Current State and Future Perspectives, ed. Boris Igelnik, 
Pennsylvania, Information Science Reference, pp.566-596, 
2011. 
30) 新田 徹、高次元信号に対する広域線形推定法、

計測自動制御学会 第１回コンピュテーショナル・イ

ンテリジェンス研究会, 「クリフォードニューロコ

ンピューティングを中心として」, pp.11-14, 2011年. 
31) T. Nitta, Widely Linear Processing of 
Hypercomplex Signals, Proc. International Conference on 
Neural Information Processing, ICONIP2011-Shanghai, 
Part I (Lecture Notes in Computer Science 7062), 
Springer, pp.519-525, 2011. 

共同プロジェクト研究

217

電気通信-5章4-四[212-247].indd   217 2012/09/19   14:52:08



「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 
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人間と�和性の高い情報システム構築のための人間特性理解 
 
 
［１］組織 

  代表者：矢内 浩文 

（茨城大学工学部） 

  対応者：中島 康治 

（東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

中尾 光之（東北大学大学院情報科学研究科） 

片山 統裕（東北大学大学院情報科学研究科） 

佐藤 茂雄（東北大学電気通信研究所） 

早川 美徳（東北大学教育情報基盤センター） 

早川 吉弘（仙台高等専門学校） 

雨宮 好仁（北海道大学工学部） 

浅井 哲也（北海道大学工学部） 

原田 知親（山形大学工学部） 

廣瀬 明 （東京大学大学院工学研究科） 

堀尾 喜彦（東京電機大学工学部） 

斉藤 利通（法政大学工学部） 

八木 哲也（大阪大学大学院工学研究科） 

土居 伸二（京都大学大学院工学研究科） 

森江 隆 （九州工業大学大学院生命体工学研

究科） 

和久屋 寛（佐賀大学理工学部） 

引原 隆士（京都大学工学部） 

上田 哲史（徳島大学工学部） 

西尾 芳文（徳島大学工学部） 

赤羽 秀郎（茨城大学工学部） 

石田 文彦（富山高等専門学校専攻科） 

荒木 修 （東京理科大学理学部） 

田中 敦 （山形大学大学院理工学研究科） 

佐野 雅己（東京大学大学院理学系研究科） 
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科） 

金城 光永（琉球大学） 

水柿 義直（電気通信大学) 

 
   研究費：物件費５万円，旅費４７万４千円 
 

［２］研究経過 

まず目的について述べ，続いて経過を説明する。 

【目的】 

 このプロジェクトは，人間の持つ特性を重要視し

た人に優しい情報システムの構築を目指すものであ

る。本年度は，プロジェクトメンバーの増強を行い，

この情報システムを脳内情報メカニズムの原理的な

側面から追求する方向を追加し，その情報処理のマ

クロな結果として現れる行動・振る舞いといった人

間特性を理解するこれまでの研究と合わせ，そのハ

ードウェアによる実現も視野に入れた二本柱の研究

として推し進めることとした。 

 ハードウェアの柱については，そのシーズは生物

神経系の実験的研究のモデルとして得られる脳の情

報処理原理を活用したアクティブなシステムと量子

計算であり，その融合をも視野に入れた。その可能

性の理論的検討を行い，そこで得られた知見をハー

ドウェア試作により実践的に検証した。ハードウェ

アとしては従来どおり半導体（シリコン）と超伝導

体（ニオブ）ベースの集積回路を対象とし遂行した。

人間特性理解の柱においては，文字およびパターン

の知覚と探索を素材に人間の特性（反応時間，エラ

ー率など)に関するデータを収集し，ゆらぎ現象の

統計解析の手法などを用いた分析や数理的モデル化

を行い，その人間特性の要因となる脳・身体メカニ

ズムの推定を通じて，実現されるべき新システム像

を明らかにすることを目指した。 

 これまで，実践的および理論的研究によって人に

由来する新しい情報処理の可能性について様々な事

実が蓄積されてきたが，それでも本質的には，緩い

意味で「人間とコンピューターでは得意課題が排他

的である」という程度の理解しか得られていない。

それは，人が得意とする超並列的なデータ処理のア

ーキテクチャーが未だに明確になっていないこと，

そもそも膨大な並列データの取捨選択方法が未知で

あることが理由である。実験，理論，実践を通して

現状のコンピューターと脳の長所・短所を明確にし，

人に優しい新たな知的情報処理システムの基礎を築

くとともに，その実践的応用をも目指すことを目的

とする。 

【経過】 

 研究は，(A)脳機能の研究，(B)モデルの研究，

(C)超知的集積回路の試作，そして(D)人間特性理解

からのシステムデザイン，に分類される。 

(A)には，脳の神経生理学的研究，脳の生体情報工
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学的研究が含まれる。(B)は脳の情報処理の基本要

素であるニューロンとシナプスを抽象化して構成し，

そしてそれらが複合したシステムを研究すると共に，

そのハードウェア化へ向けた研究を進めてきた。プ

ロジェクトメンバーは高次ダイナミクスを導入した

バースト発火ニューロンモデルについて，その基本

性能の向上へ向けた新しい設計手法の提案等の研究

実績を蓄積しており更なる研究を進めている。(C)

は(B)の知見を活かして生体方式知的集積回路や，

その成果を取り入れたあらたな量子計算に繋がる回

路など新しいハードウェアについての検討である。

(D)では文字およびパターンの知覚と探索を中心課

題と位置づけ，脳と身体の特性の詳細な分析を通じ

て人間と調和性の高い情報システムデザインの検討

を行ってきた。本プロジェクトではシステム実現も

視野に入れているため，(A)，(B)，(C)も含めた広

い検討・議論を行ってきている。 

 本年度はプロジェクトの 3年目であった。1年目

は，討論会等を通して，メンバー間で問題に対する

理解の共有と，問題を解決するために利用可能な理

論などに関する情報交換を行なった。すなわち，人

間特性にみられる確率論的現象（ゆらぎなど）を分

析するための手法の情報交換を行ない，プロジェク

ト研究のターゲットとするデータをどのような観点

で分析してゆくべきか討論した。それを踏まえて，

2 年目はテーマを絞った討論を行なった。つまり，

文字探索課題における見落としエラーの考察を中心

に据えた。まず，紙面（空間）に分布する特定文字

の探索と見落としを，時間的に変動するターゲット

の追跡の正確さと対比することにより，文字の見落

としに見られる人間の特性がこの課題に固有のもの

なのか，人間に内在するより一般的な性質の表われ

なのかについて討論した。そして，このように予測

と選択を伴う情報処理を物理現象と対比することで，

更に広い視野での考察を目指した。3 年目の本年度

は，人間特性，言語統計学，集積回路の基礎と応用

の幅広い分野から研究を進めた。 

 

［３］成果 

（３－１）研究成果 

 本年度のプロジェクト研究では，2011 年 12 月 5

日に東北大学電気通信研究所ナノ・スピン総合研究

棟にて開催した研究討論会を中心に，個人レベルで

の討論も実施した。研究討論会での話題提供者とテ

ーマは以下の通りである。 

 矢内浩文（茨城大学）「文字探索課題における見落

としエラー」 

 早川美徳・古橋 翔（東北大学）「書き言葉の統計

解析」 

 原田知親（山形大学）「微小電力で駆動する集積回

路の基礎研究」  

 亀田成司（大阪大学）「シリコン網膜の開発と脳刺

激型視覚再建への応用」 

 森江  隆 （九州工業大学）「自己組織化ナノ構造

と CMOS を組み合わせたスパイキングニューロンデ

バイスの基礎検討」 

 

 討論会では，話題提供者に加えてプロジェクトメ

ンバーが一堂に会し，上記テーマに即しつつ，加え

てそれぞれの現象の考察や解析手法などが人間と調

和性の高い情報システム構築にどうつながりうるか

を議論した。 

 なお，プロジェクトメンバーの成果一覧（抜粋）

を次節に示した。 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

本プロジェクトにより，東北大学内外の研究者の交

流が飛躍的に活性化した。また，異分野の研究手法

について互いに情報交換することができたため，本

プロジェクトで掲げた目標の達成に留まらず，新た

な課題にも対応しうるネットワークが形成できた。 

 

［４］成果資料 

(1) Chihiro IKUTA, Yoko UWATE and Yoshifumi 

NISHIO, "Multi-Layer Perceptron with Glial 

Network for Solving Two-Spiral Problem", IEICE 

Transactions on Fundamentals, vol. E94-A, no. 9, 

pp. 1864-1867, Sep. 2011. 

(2) A.Hirose, "Nature of complex number and 

complex-valued neural networks," Frontiers of 

Electrical and Electronic Engineering in China 6, 

1 (2011) 171-180 

(3) Hiroshi Wakuya, Akira Terada, Hideaki 

Itoh, Hisao Fukumoto, and Tatsuya Furukawa,

“Multi-winner neuron style with adaptability in 

feedback SOM for temporal signal processing”ICIC 

Express Letters --- An International Journal of 

Research and Surveys Vol.6, No.3, pp.747-752, 

2012.03 

(4) Y. Mizugaki, “Blocking charge 

oscillation in a series array of two tiny tunnel 

junctions with a resistive ground path from its 

island electrode'',IEEE Transactions on 

Nanotechnology, vol.11, no.1, pp.194-199, 

January, 2012. 

(5) Zhenxing Pan, Rei Yamaguchi, Shinji Doi, 

“Bifurcation analysis and effects of changing 

ionic conductances on pacemaker rhythm in a 
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採択回数 １   ２   ３ 

�２１���５ 
 

人間と�和性の高い情報システム構築のための人間特性理解 
 
 
［１］組織 

  代表者：矢内 浩文 

（茨城大学工学部） 

  対応者：中島 康治 

（東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

中尾 光之（東北大学大学院情報科学研究科） 

片山 統裕（東北大学大学院情報科学研究科） 

佐藤 茂雄（東北大学電気通信研究所） 

早川 美徳（東北大学教育情報基盤センター） 

早川 吉弘（仙台高等専門学校） 

雨宮 好仁（北海道大学工学部） 

浅井 哲也（北海道大学工学部） 

原田 知親（山形大学工学部） 

廣瀬 明 （東京大学大学院工学研究科） 

堀尾 喜彦（東京電機大学工学部） 

斉藤 利通（法政大学工学部） 

八木 哲也（大阪大学大学院工学研究科） 

土居 伸二（京都大学大学院工学研究科） 

森江 隆 （九州工業大学大学院生命体工学研

究科） 

和久屋 寛（佐賀大学理工学部） 

引原 隆士（京都大学工学部） 

上田 哲史（徳島大学工学部） 

西尾 芳文（徳島大学工学部） 

赤羽 秀郎（茨城大学工学部） 

石田 文彦（富山高等専門学校専攻科） 

荒木 修 （東京理科大学理学部） 

田中 敦 （山形大学大学院理工学研究科） 

佐野 雅己（東京大学大学院理学系研究科） 

菅原 研 （東北学院大学教養学部情報科学

科） 

金城 光永（琉球大学） 

水柿 義直（電気通信大学) 

 
   研究費：物件費５万円，旅費４７万４千円 
 

［２］研究経過 

まず目的について述べ，続いて経過を説明する。 

【目的】 

 このプロジェクトは，人間の持つ特性を重要視し

た人に優しい情報システムの構築を目指すものであ

る。本年度は，プロジェクトメンバーの増強を行い，

この情報システムを脳内情報メカニズムの原理的な

側面から追求する方向を追加し，その情報処理のマ

クロな結果として現れる行動・振る舞いといった人

間特性を理解するこれまでの研究と合わせ，そのハ

ードウェアによる実現も視野に入れた二本柱の研究

として推し進めることとした。 

 ハードウェアの柱については，そのシーズは生物

神経系の実験的研究のモデルとして得られる脳の情

報処理原理を活用したアクティブなシステムと量子

計算であり，その融合をも視野に入れた。その可能

性の理論的検討を行い，そこで得られた知見をハー

ドウェア試作により実践的に検証した。ハードウェ

アとしては従来どおり半導体（シリコン）と超伝導

体（ニオブ）ベースの集積回路を対象とし遂行した。

人間特性理解の柱においては，文字およびパターン

の知覚と探索を素材に人間の特性（反応時間，エラ

ー率など)に関するデータを収集し，ゆらぎ現象の

統計解析の手法などを用いた分析や数理的モデル化

を行い，その人間特性の要因となる脳・身体メカニ

ズムの推定を通じて，実現されるべき新システム像

を明らかにすることを目指した。 

 これまで，実践的および理論的研究によって人に

由来する新しい情報処理の可能性について様々な事

実が蓄積されてきたが，それでも本質的には，緩い

意味で「人間とコンピューターでは得意課題が排他

的である」という程度の理解しか得られていない。

それは，人が得意とする超並列的なデータ処理のア

ーキテクチャーが未だに明確になっていないこと，

そもそも膨大な並列データの取捨選択方法が未知で

あることが理由である。実験，理論，実践を通して

現状のコンピューターと脳の長所・短所を明確にし，

人に優しい新たな知的情報処理システムの基礎を築

くとともに，その実践的応用をも目指すことを目的

とする。 

【経過】 

 研究は，(A)脳機能の研究，(B)モデルの研究，

(C)超知的集積回路の試作，そして(D)人間特性理解

からのシステムデザイン，に分類される。 

(A)には，脳の神経生理学的研究，脳の生体情報工
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学的研究が含まれる。(B)は脳の情報処理の基本要

素であるニューロンとシナプスを抽象化して構成し，

そしてそれらが複合したシステムを研究すると共に，

そのハードウェア化へ向けた研究を進めてきた。プ

ロジェクトメンバーは高次ダイナミクスを導入した

バースト発火ニューロンモデルについて，その基本

性能の向上へ向けた新しい設計手法の提案等の研究

実績を蓄積しており更なる研究を進めている。(C)

は(B)の知見を活かして生体方式知的集積回路や，

その成果を取り入れたあらたな量子計算に繋がる回

路など新しいハードウェアについての検討である。

(D)では文字およびパターンの知覚と探索を中心課

題と位置づけ，脳と身体の特性の詳細な分析を通じ

て人間と調和性の高い情報システムデザインの検討

を行ってきた。本プロジェクトではシステム実現も

視野に入れているため，(A)，(B)，(C)も含めた広

い検討・議論を行ってきている。 

 本年度はプロジェクトの 3年目であった。1年目

は，討論会等を通して，メンバー間で問題に対する

理解の共有と，問題を解決するために利用可能な理

論などに関する情報交換を行なった。すなわち，人

間特性にみられる確率論的現象（ゆらぎなど）を分

析するための手法の情報交換を行ない，プロジェク

ト研究のターゲットとするデータをどのような観点

で分析してゆくべきか討論した。それを踏まえて，

2 年目はテーマを絞った討論を行なった。つまり，

文字探索課題における見落としエラーの考察を中心

に据えた。まず，紙面（空間）に分布する特定文字

の探索と見落としを，時間的に変動するターゲット

の追跡の正確さと対比することにより，文字の見落

としに見られる人間の特性がこの課題に固有のもの

なのか，人間に内在するより一般的な性質の表われ

なのかについて討論した。そして，このように予測

と選択を伴う情報処理を物理現象と対比することで，

更に広い視野での考察を目指した。3 年目の本年度

は，人間特性，言語統計学，集積回路の基礎と応用

の幅広い分野から研究を進めた。 

 

［３］成果 

（３－１）研究成果 

 本年度のプロジェクト研究では，2011 年 12 月 5

日に東北大学電気通信研究所ナノ・スピン総合研究

棟にて開催した研究討論会を中心に，個人レベルで

の討論も実施した。研究討論会での話題提供者とテ

ーマは以下の通りである。 

 矢内浩文（茨城大学）「文字探索課題における見落

としエラー」 

 早川美徳・古橋 翔（東北大学）「書き言葉の統計

解析」 

 原田知親（山形大学）「微小電力で駆動する集積回

路の基礎研究」  

 亀田成司（大阪大学）「シリコン網膜の開発と脳刺

激型視覚再建への応用」 

 森江  隆 （九州工業大学）「自己組織化ナノ構造

と CMOS を組み合わせたスパイキングニューロンデ

バイスの基礎検討」 

 

 討論会では，話題提供者に加えてプロジェクトメ

ンバーが一堂に会し，上記テーマに即しつつ，加え

てそれぞれの現象の考察や解析手法などが人間と調

和性の高い情報システム構築にどうつながりうるか

を議論した。 

 なお，プロジェクトメンバーの成果一覧（抜粋）

を次節に示した。 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

本プロジェクトにより，東北大学内外の研究者の交

流が飛躍的に活性化した。また，異分野の研究手法

について互いに情報交換することができたため，本

プロジェクトで掲げた目標の達成に留まらず，新た

な課題にも対応しうるネットワークが形成できた。 

 

［４］成果資料 

(1) Chihiro IKUTA, Yoko UWATE and Yoshifumi 

NISHIO, "Multi-Layer Perceptron with Glial 

Network for Solving Two-Spiral Problem", IEICE 

Transactions on Fundamentals, vol. E94-A, no. 9, 

pp. 1864-1867, Sep. 2011. 

(2) A.Hirose, "Nature of complex number and 

complex-valued neural networks," Frontiers of 

Electrical and Electronic Engineering in China 6, 

1 (2011) 171-180 

(3) Hiroshi Wakuya, Akira Terada, Hideaki 

Itoh, Hisao Fukumoto, and Tatsuya Furukawa,

“Multi-winner neuron style with adaptability in 

feedback SOM for temporal signal processing”ICIC 

Express Letters --- An International Journal of 

Research and Surveys Vol.6, No.3, pp.747-752, 

2012.03 

(4) Y. Mizugaki, “Blocking charge 

oscillation in a series array of two tiny tunnel 

junctions with a resistive ground path from its 

island electrode'',IEEE Transactions on 

Nanotechnology, vol.11, no.1, pp.194-199, 

January, 2012. 

(5) Zhenxing Pan, Rei Yamaguchi, Shinji Doi, 

“Bifurcation analysis and effects of changing 

ionic conductances on pacemaker rhythm in a 
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sinoatrial node cell model”,  Biosystems 106, 

9-18  (2011) 

(6) Y. Nakayama, R. Ito and T. Saito, A 

Simple Class of Binary Neural Networks and 

Logical Synthesis, IEICE Trans. Fundamentals, 

E94-A, 9, pp. 1586-1589 (2011) 

(7) Asai T. and Motoike I.N., 

"Self-organizing striped and spotted patterns on 

a discrete reaction-diffusion model," Nonlinear 

Theory and Its Applications, vol. 2, no. 3, pp. 

363-371(2011).  

(8) M. Igarashi, C.-H. Huang, T. Morie, and 

S. Samukawa, “Control of Electron Transport in 

Two-Dimensional Array of Si Nanodisks for Spiking 

Neuron Device”, Appl. Phys. Express, 3, 085202, 

2010. 

(9) Nao Tomoda, Yuta Kakimoto, Osamu Araki, 

“An action planning model using short-term and 

long-term memory information during learning of 

sequential procedures”,Proceedings of 

International Symposium on Artificial Life and 

Robotics, 553-556, 2012. 

(10) T. Sota, Y. Hayakawa, S. Sato, and K. 

Nakajima, “An application of higher order 

connection to inverse function delayed network”, 

Nonlinear Theory and Its Applications, IEICE, vol. 

2, no. 2, pp. 180-197, April 2011. 

(11) S. Sato, A. Ono, M. Kinjo and K. Nakajima, 

“Performance evaluation of adiabatic quantum 

computation using neuron-like 

interconnections”, Nonlinear Theory and Its 

Applications, IEICE, vol. 2, no. 4, pp. 198-204, 

April 2011. 

(12) T. Onomi, Y. Maenami, and K. Nakajima, 

“Superconducting Neural Network for Solving a 

Combinatorial Optimization Problem,” IEEE Trans. 

Applied Superconductivity, vol.21, no.3, 

pp.701-704, June 2011. 

(13) K. Kurose, Y. Hayakawa, S. Sato, and K. 

Nakajima, “Analysis of burst dynamics bound by 

potential with active areas,” Nonlinear Theory 

and Its Applications, IEICE, vol. 2, no. 4, pp. 

417-431, Oct. 2011. 

(14) H.-F. Yanai, K. Kurosawa and K. 

Takahashi, Subitizing-counting analogue 

observed in a fast multi-tapping task, in D. 

Harris (Ed.): Engin. Psychol. and Cog. Ergonomics, 

HCII 2011, LNAI 6781, pp. 120-125, 2011. 

(15) 千賀大輔, 矢内浩文, 引き込み半径の制

御が可能な連想記憶モデルとその意義, FIT2011(第

10 回情報科学技術フォーラム)第 2 分冊, 

pp.541-542, 2011. 

(16) 久芳瑠衣子, 花岡駿介, 岡本翔, 矢内浩

文, ボタン押し動作時のシルエット外接矩形を用い

た本人認証, FIT2011(第10回情報科学技術フォーラ

ム)第3分冊, pp.185-186, 2011. 

(17) 宮内竜, 矢内浩文, 文字探索課題におけ

る見落としエラーの分析, FIT2011(第10回情報科学

技術フォーラム)第3分冊, pp.589-590, 2011. 

(18) 円成寺篤志, 佐藤貴史, 矢内浩文, 階段

移動時の携行加速度センサ情報を利用した身長推定, 

FIT2011(第10回情報科学技術フォーラム)第3分冊, 

pp.603-604, 2011. 
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採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H21/B06 

 

視覚科学の学�的�プロー�に向けて 

 
 
［１］組織 
代表者： 筒井健一郎 

 （東北大学生命科学研究科） 

対応者： 塩入 諭 
 （東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

酒井 宏（筑波大学） 

西田眞也（NTT コミュニケーション科学基礎研究所） 

村上郁也（東京大学） 

宇賀貴紀（順天堂大学） 

河原純一郎（産業技術総合研究所） 

田中真樹（北海道大学） 

一川 誠（千葉大学） 

吉田正俊（生理学研究所） 

富田浩史（東北大学） 

金子寛彦（東京工業大学） 

齋木 潤（京都大学） 

小川 正（京都大学） 

渡邊克己（東京大学） 

七五三木聡 (大阪大学) 

栗木一郎（東北大学） 

松宮一道（東北大学） 

佐藤暢哉（関西学院大学） 

鮫島和行 (玉川大学) 

石橋和也（神戸大学） 

邑本俊亮（東北大学） 

朝倉暢彦（京都大学） 

   研究費：物件費 0 円，旅費 27 万円 
 
［２］研究経過 
 人間の情報処理機構を理解する事は，今後の情

報通信技術の発展にとって必要不可欠である．今

年度は東日本大震災の経験を基に，人間の判断に

関する研究に注目し，人間の視覚やその他の情報

処理過程における関連研究を中心に議論した。 

 本研究会の特徴を活かして，心理物理学，電気

生理学，計算モデルを含む分野横断型の議論から

将来の研究の方向性を検討した。 

 本プロジェクトは本年度が 3 年目であるが，

前年度までと同様に十分な議論の時間確保し，問

題点を深く掘り下げ共有することができた。以下，

研究活動状況の概要を記す。 
 

平成23年12月2日 - 12月3日 

 研究会 

 代表者筒井，分担者富田，宇賀、金子、吉田，

石橋，邑本，朝倉が来所し，石橋，邑本，朝倉，

筒井，鮫島の講演に基づき，関連研究分野の展

開にいて議論した．今年度は，震災時など確率

的判断が求められる状況を中心とし，視覚関連

の確率判断処理に関する研究顔を開催した。 

 各講演と議論について２時間弱の時間をとり，

個別の実験内容，周辺分野の動向および今後の

展開など広い分野での議論することができた．

それに加えて懇親会において「視覚科学の最近

の動向と将来について」のタイトルのもとに自

由な討論を行った。 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
以下に研究会において議論した各テーマについ

て，その概要を記す． 

 

1. 視覚探索における出現確率効果とその特性 

石橋 和也 

（神戸大学 大学院人文学研究科） 

 視覚探索に関するエラーが，単にヒューマンエ

ラーによって生起するわけではなく，確率に応じ

た探索終了の意思決定過程の最適化を反映して

いる可能性を示す実験結果に基づき，確率判断と

視覚情報処理過程の関連について議論した。講演

内容は以下の通りである。 

 視覚探索は，ヒトの視覚的注意の特性を調べる

ために盛んに用いられる課題である一方で，ヒト

の生存のために最も重要な認知機能の一つでも

ある。多くの視覚探索研究では，標的の出現確率

（標的存在試行と標的不在試行の割合）を 50%よ

りも高確率に設定して実験を行うことが多い。し

かし，実験室場面とは異なり，空港の荷物検査や

乳がんの検査などといった現実場面では，標的の

出現確率が極端に低い場合がある。これらの例の

ように，標的が低確率でしか出現しない視覚探索

では 50%で出現する場合と比較して，標的の見落

とし率が急激に上昇することが報告されている

（出現確率効果）。現実場面での標的の見落とし

は重大な事故の原因の一つとなり得るため，出現
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［２］研究経過 
 人間の情報処理機構を理解する事は，今後の情

報通信技術の発展にとって必要不可欠である．今

年度は東日本大震災の経験を基に，人間の判断に

関する研究に注目し，人間の視覚やその他の情報

処理過程における関連研究を中心に議論した。 

 本研究会の特徴を活かして，心理物理学，電気

生理学，計算モデルを含む分野横断型の議論から

将来の研究の方向性を検討した。 

 本プロジェクトは本年度が 3 年目であるが，

前年度までと同様に十分な議論の時間確保し，問

題点を深く掘り下げ共有することができた。以下，

研究活動状況の概要を記す。 
 

平成23年12月2日 - 12月3日 

 研究会 

 代表者筒井，分担者富田，宇賀、金子、吉田，

石橋，邑本，朝倉が来所し，石橋，邑本，朝倉，

筒井，鮫島の講演に基づき，関連研究分野の展

開にいて議論した．今年度は，震災時など確率

的判断が求められる状況を中心とし，視覚関連

の確率判断処理に関する研究顔を開催した。 

 各講演と議論について２時間弱の時間をとり，

個別の実験内容，周辺分野の動向および今後の

展開など広い分野での議論することができた．

それに加えて懇親会において「視覚科学の最近

の動向と将来について」のタイトルのもとに自

由な討論を行った。 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
以下に研究会において議論した各テーマについ

て，その概要を記す． 

 

1. 視覚探索における出現確率効果とその特性 

石橋 和也 

（神戸大学 大学院人文学研究科） 

 視覚探索に関するエラーが，単にヒューマンエ

ラーによって生起するわけではなく，確率に応じ

た探索終了の意思決定過程の最適化を反映して

いる可能性を示す実験結果に基づき，確率判断と

視覚情報処理過程の関連について議論した。講演

内容は以下の通りである。 

 視覚探索は，ヒトの視覚的注意の特性を調べる

ために盛んに用いられる課題である一方で，ヒト

の生存のために最も重要な認知機能の一つでも

ある。多くの視覚探索研究では，標的の出現確率

（標的存在試行と標的不在試行の割合）を 50%よ

りも高確率に設定して実験を行うことが多い。し

かし，実験室場面とは異なり，空港の荷物検査や

乳がんの検査などといった現実場面では，標的の

出現確率が極端に低い場合がある。これらの例の

ように，標的が低確率でしか出現しない視覚探索

では 50%で出現する場合と比較して，標的の見落

とし率が急激に上昇することが報告されている

（出現確率効果）。現実場面での標的の見落とし

は重大な事故の原因の一つとなり得るため，出現
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確率効果の特性の解明とその防止策の提案が求

められている。標的の出現確率は探索時の反応時

間にも影響を与え，標的の出現確率が低確率であ

る場合は 50%で出現する場合と比較して，標的不

在試行時の反応時間が短縮する。このように標的

の出現確率は，標的の発見時の意思決定よりもむ

しろ，探索終了（あきらめ）の意思決定に強く影

響を与える。われわれは，この出現確率効果が視

覚探索のみならず触覚探索でも生起することを

明らかにした。この結果は，感覚モダリティに依

存しない探索終了の意思決定規則があることを

示唆する。次にわれわれは，出現確率効果が 40 

試行から 50 試行の試行履歴に基づいて生起す

ること，また出現確率効果が意識的な出現確率の

表象だけでは生起しないことを明らかにした。こ

の結果は，出現確率効果を防止するためには，「意

識改革」だけでは不十分であり，自動的な処理過

程をコントロールする必要があることを示す。現

在いくつかの研究は，出現確率効果を動物の採餌

行動における最適化理論から説明することを試

みている。これらの研究は，出現確率効果が単に

ヒューマンエラーによって生起するわけではな

く，確率に応じた探索終了の意思決定過程の最適

化を反映している可能性を示唆する。 

 

2. 視覚運動の知覚とイメージにおける多義性の

解消 

（朝倉 暢彦） 

 視覚処理は本質的に曖昧であるが，その曖昧性

への対処は確率的な判断であるベイズ推定によ

ると考えられている。その具体的なあり方は様々

であるが，３次元的運動の例を通してイメージ生

成の観点から捉え方について議論した。講演内容

は以下の通りである。 

 視覚運動の知覚においては，見えが時間の経過

とともに切り替わる多義的知覚がしばしば生じ

る．この多義性をもたらす視覚機構を本質的に理

解しようとすれば，多義的知覚を単に現象として

捉えるだけでなく，多義性がなぜ生じるのか，そ

の解消がどのような方略でなされるか，そしてそ

の方略がなぜ適切なのかを明らかにすることが

必要である．本発表では， 様々な多義的運動知

覚の例について， その多義性の要因および多義

性を解消するための方略を考察し，それらをベイ

ズ推定の枠組みに位置づけて説明した．さらに，

この知覚レベルでの多義性解消の方略が，視覚運

動のイメージ生成においても機能していること

を示唆する実験結果を示した． 

 

3. 意思決定と価値学習の神経機構－ 理論と実

験の統合アプローチ － 

（鮫島 和行） 

 事象の生起確率の変化にともなう行動選択を

説明するために，数理モデルによる意志決定に関

連する神経活動の定量的予測の可能性について

議論した。講演内容は以下の通りである。 

 報酬と意思決定の神経生理学やヒトの脳活動

計測からの知見と、行動選択の理論を概説した後、

これら両方のアプローチを融合した研究につい

ての説明する。講演者はこれまで、情報科学にお

けるエージェントの行動原理や学習方略を設計

するための強化学習の理論を用いて、ヒトやサル

の行動選択の説明や、報酬と行動の情報が交差す

る大脳基底核の単一神経活動を説明することを

試みてきた。大脳基底核の線条体は、大脳皮質の

広範な領域から入力を受ける一方、報酬や報酬予

測誤差を表現する中脳ドーパミン細胞からも投

射を受ける。線条体の異常によって、パーキンソ

ン病などの運動疾患が現れることや、薬物依存や

強迫性障害などの意思決定に関わる障害が現れ

ることから、大脳基底核が報酬に基づく行動発現

や意思決定と、それらの学習に関わることが示唆

されてきた。しかし、その動作原理や機構につい

ては明らかではない。一方で、強化学習理論は報

酬を最大化する行動を説明する数理モデルを提

供する。強化学習理論によって動物の行動選択は

どの程度説明されるだろうか？また、説明能なモ

デルで学習される内部変数は神経細胞活動に表

現されているのだろうか？その活動は神経回路

のどのような動作機構によって形成されている

のだろうか？これらの疑問に答えるために、サル

に行動選択の結果得られる報酬から行動選択率

を学習させる課題を行わせた時の線条体から神

経活動記録を行った。サルの行動選択を尤も良く

説明する数理モデルを構築し、そのモデルで定量

的に説明される内部変数と神経活動との相関を

見ることによって、行動選択機構や学習機構につ

いての検証・検討を行った。 

 

カテゴリー的認知と推論の神経機構 

（筒井 健一郎） 

 カテゴリー分類は外界情報の認識の主要な要

素である。直感的には，その処理過程は対象の特

徴に依存したものと思うが，実際にはむしろ機能

によることも多いと考えられる。機能と分類を司

る脳領域について議論した。講演内容は以下の通

りである。 

 高等脊椎動物は、経験した刺激－結果、あるい

は刺激－反応－結果の関係を、それぞれ個別に学

習するのではなく、同じ結果を導く刺激をグルー

プ化して認識している、すなわち、刺激の機能的

等価性に基づいて刺激のカテゴリー化を行って

いることを示唆する知見がある（Vaughan (1988) 

J Exp Psychol, Anim Behav Processes 14, 36-42）。

 

このような刺激のカテゴリー化は、情報表現の効

率化に役立つだけでなく、同じカテゴリーのメン

バーは同じ性質を持つという、刺激の等価性に基

づく推論的思考を行う基盤になりうる。本研究で

は、刺激等価性に基づくカテゴリーの認識と、カ

テゴリーに基づく推論について、その脳内機序を

明らかにしていくことを目的とする。そのため、

カテゴリーを用いて推論を行わせる「カテゴリー

逆転課題」をサルに行わせ、課題遂行中に前頭連

合野の神経活動の細胞外記録を行った。サルの前

頭連合野には、報酬を予測する手がかりとなる視

覚刺激に反応するニューロンが多く見つかった。

それらのニューロンは、視覚刺激に対する反応か

ら、大きく３つのグループに分けることができた。

Ａ）刺激と連合している結果に関係なく、常に特

定の範疇に属する刺激に強い反応を示し、カテゴ

リーをコードしていると考えられるニューロン、

Ｂ）特定のカテゴリーに属する刺激が特定の結果

と連合しているときに強い反応を示し、カテゴリ

ーと結果の連合をコードしていると考えられる

ニューロン、Ｃ）どのような刺激でもそれが特定

の結果に連合しているときに強い反応を示し、カ

テゴリーを超えて、刺激によって予期される結果

をコードしていると考えられるニューロン、であ

る。これらの結果から、前頭連合野が、他の領域

から入力されたカテゴリーの情報に自らが保持

しているルールの情報を統合することによって、

適切な行動を選択し、その情報を他の脳領域に出

力していることが示唆された。「カテゴリー逆転

課題」のルール逆転時には、サルが１試行の誤り

で新しいルールに適応することから、サルはカテ

ゴリーに基づく推論を行っていることが行動学

的に示された。前頭連合野各領域の推論への関わ

りを調べるために、各領域で記録されたＣタイプ

のニューロン（有効なルールの違いに関わらず予

期される結果をコードしているニューロン）が、

どの程度はやくルールの変化に適応したかを調

べた。その結果、前頭連合野背外側部のニューロ

ンは、サルの行動と同様にルール逆転後の２試行

目から新しいルールにその反応様式を適応させ

ていたが、前頭眼窩部のニューロンは、新しいル

ールに適応するのに時間がかかっていた。このこ

とから、前頭連合野背外側部は、推論や見通しに

基づいて行動を制御することに関わっている一

方で、前頭眼窩部は、経験に基づく個別の刺激に

関する連合学習に関わっていることが明らかに

なった。 

 

災害と認知心理学 

（邑本 俊亮） 

 震災で問題になったと考えられる災害時の情

報認知過程について，人間の判断における様々な

バイアスとについて，確率評価の視点も含めて意

見交換し，今後の人間の認知面を考慮した防災・

減災対策の実践方法について議論した。講演内容

は以下の通りである。 

 災害と認知心理学はどのようなつながりがあ

るだろうか。両者は一見無関係なように思われる

かもしれない。だが、災害は我々人間に降りかか

ってくるものであり、災害発生時に何を考え、ど

のように判断・意思決定をするかで、命が助かる

かどうかの分かれ目になることもある。また、災

害に対する心の備えの大部分は、まさに認知的準

備にほかならない。そのように考えれば、人間の

認知特性を研究している認知心理学は、災害をタ

ーゲットにした研究の推進が可能であり、また、

防災・減災のためにさまざまな提言や貢献ができ

るであろう。本講演では、一人の認知心理学研究

者が災害・防災研究プロジェクトに関わるように

なって、どのような点で認知心理学的な研究成果

や知見を提供してきたのかを中心に、災害と認知

心理学の関連性について論ずる。まず、災害情報

を受容する際の認知特性について整理する。災害

時には、我々は災害に関するさまざまな情報を受

け止め、それを理解し、適切な判断を下して、行

動に移さなければならない。しかしながら、人間

は自分の身の回りに生じた災害状況や災害に関

する種々の情報をそのまま（偏りなく）受け止め

るとは限らない。さまざまな認知バイアスによっ

て自分に都合が良いように災害情報を受け止め

ている。また、受け止めた情報の意味を解釈する

際にも、文脈、既有知識、期待等の影響が生じる

であろう。さらに、判断や意思決定を行う際にも

ヒューリスティックス（経験則）に基づく判断傾

向が生じる可能性がある。 

 次に、防災・減災に関して認知心理学的な観点

からどのような提言が可能であるかを考える。今

後いつどこで発生するかわからない災害に対し

て、我々はどのような心理的対策を行うべきであ

ろうか。第一に、災害に関する正しい知識を獲得

することの必要性である。知識は理解を助ける。

災害時に届く情報を正しく理解するためには知

識は必要不可欠である。第二に、防災訓練の重要

性である。実地で訓練を行うことは、手続き的知

識の獲得につながるとともに、記憶の状況依存性

という点でも重要である。第三に、上述した人間

の認知特性を理解しておくことの重要性である。

災害時には認知バイアスが適切な避難行動を遅

延させたり阻害したりすることは明白である。自

身の認知特性を知っていれば、適切な判断が可能

になり、避難のための行動が早まる可能性がある。 

 以上のような考察をたたき台として、今後災害

情報認知研究の展開の可能性と、人間の認知面を
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確率効果の特性の解明とその防止策の提案が求

められている。標的の出現確率は探索時の反応時

間にも影響を与え，標的の出現確率が低確率であ

る場合は 50%で出現する場合と比較して，標的不

在試行時の反応時間が短縮する。このように標的

の出現確率は，標的の発見時の意思決定よりもむ

しろ，探索終了（あきらめ）の意思決定に強く影

響を与える。われわれは，この出現確率効果が視

覚探索のみならず触覚探索でも生起することを

明らかにした。この結果は，感覚モダリティに依

存しない探索終了の意思決定規則があることを

示唆する。次にわれわれは，出現確率効果が 40 

試行から 50 試行の試行履歴に基づいて生起す

ること，また出現確率効果が意識的な出現確率の

表象だけでは生起しないことを明らかにした。こ

の結果は，出現確率効果を防止するためには，「意

識改革」だけでは不十分であり，自動的な処理過

程をコントロールする必要があることを示す。現

在いくつかの研究は，出現確率効果を動物の採餌

行動における最適化理論から説明することを試

みている。これらの研究は，出現確率効果が単に

ヒューマンエラーによって生起するわけではな

く，確率に応じた探索終了の意思決定過程の最適

化を反映している可能性を示唆する。 

 

2. 視覚運動の知覚とイメージにおける多義性の

解消 

（朝倉 暢彦） 

 視覚処理は本質的に曖昧であるが，その曖昧性

への対処は確率的な判断であるベイズ推定によ

ると考えられている。その具体的なあり方は様々

であるが，３次元的運動の例を通してイメージ生

成の観点から捉え方について議論した。講演内容

は以下の通りである。 

 視覚運動の知覚においては，見えが時間の経過

とともに切り替わる多義的知覚がしばしば生じ

る．この多義性をもたらす視覚機構を本質的に理

解しようとすれば，多義的知覚を単に現象として

捉えるだけでなく，多義性がなぜ生じるのか，そ

の解消がどのような方略でなされるか，そしてそ

の方略がなぜ適切なのかを明らかにすることが

必要である．本発表では， 様々な多義的運動知

覚の例について， その多義性の要因および多義

性を解消するための方略を考察し，それらをベイ

ズ推定の枠組みに位置づけて説明した．さらに，

この知覚レベルでの多義性解消の方略が，視覚運

動のイメージ生成においても機能していること

を示唆する実験結果を示した． 

 

3. 意思決定と価値学習の神経機構－ 理論と実

験の統合アプローチ － 

（鮫島 和行） 

 事象の生起確率の変化にともなう行動選択を

説明するために，数理モデルによる意志決定に関

連する神経活動の定量的予測の可能性について

議論した。講演内容は以下の通りである。 

 報酬と意思決定の神経生理学やヒトの脳活動

計測からの知見と、行動選択の理論を概説した後、

これら両方のアプローチを融合した研究につい

ての説明する。講演者はこれまで、情報科学にお

けるエージェントの行動原理や学習方略を設計

するための強化学習の理論を用いて、ヒトやサル

の行動選択の説明や、報酬と行動の情報が交差す

る大脳基底核の単一神経活動を説明することを

試みてきた。大脳基底核の線条体は、大脳皮質の

広範な領域から入力を受ける一方、報酬や報酬予

測誤差を表現する中脳ドーパミン細胞からも投

射を受ける。線条体の異常によって、パーキンソ

ン病などの運動疾患が現れることや、薬物依存や

強迫性障害などの意思決定に関わる障害が現れ

ることから、大脳基底核が報酬に基づく行動発現

や意思決定と、それらの学習に関わることが示唆

されてきた。しかし、その動作原理や機構につい

ては明らかではない。一方で、強化学習理論は報

酬を最大化する行動を説明する数理モデルを提

供する。強化学習理論によって動物の行動選択は

どの程度説明されるだろうか？また、説明能なモ

デルで学習される内部変数は神経細胞活動に表

現されているのだろうか？その活動は神経回路

のどのような動作機構によって形成されている

のだろうか？これらの疑問に答えるために、サル

に行動選択の結果得られる報酬から行動選択率

を学習させる課題を行わせた時の線条体から神

経活動記録を行った。サルの行動選択を尤も良く

説明する数理モデルを構築し、そのモデルで定量

的に説明される内部変数と神経活動との相関を

見ることによって、行動選択機構や学習機構につ

いての検証・検討を行った。 

 

カテゴリー的認知と推論の神経機構 

（筒井 健一郎） 

 カテゴリー分類は外界情報の認識の主要な要

素である。直感的には，その処理過程は対象の特

徴に依存したものと思うが，実際にはむしろ機能

によることも多いと考えられる。機能と分類を司

る脳領域について議論した。講演内容は以下の通

りである。 

 高等脊椎動物は、経験した刺激－結果、あるい

は刺激－反応－結果の関係を、それぞれ個別に学

習するのではなく、同じ結果を導く刺激をグルー

プ化して認識している、すなわち、刺激の機能的

等価性に基づいて刺激のカテゴリー化を行って

いることを示唆する知見がある（Vaughan (1988) 

J Exp Psychol, Anim Behav Processes 14, 36-42）。

 

このような刺激のカテゴリー化は、情報表現の効

率化に役立つだけでなく、同じカテゴリーのメン

バーは同じ性質を持つという、刺激の等価性に基

づく推論的思考を行う基盤になりうる。本研究で

は、刺激等価性に基づくカテゴリーの認識と、カ

テゴリーに基づく推論について、その脳内機序を

明らかにしていくことを目的とする。そのため、

カテゴリーを用いて推論を行わせる「カテゴリー

逆転課題」をサルに行わせ、課題遂行中に前頭連

合野の神経活動の細胞外記録を行った。サルの前

頭連合野には、報酬を予測する手がかりとなる視

覚刺激に反応するニューロンが多く見つかった。

それらのニューロンは、視覚刺激に対する反応か

ら、大きく３つのグループに分けることができた。

Ａ）刺激と連合している結果に関係なく、常に特

定の範疇に属する刺激に強い反応を示し、カテゴ

リーをコードしていると考えられるニューロン、

Ｂ）特定のカテゴリーに属する刺激が特定の結果

と連合しているときに強い反応を示し、カテゴリ

ーと結果の連合をコードしていると考えられる

ニューロン、Ｃ）どのような刺激でもそれが特定

の結果に連合しているときに強い反応を示し、カ

テゴリーを超えて、刺激によって予期される結果

をコードしていると考えられるニューロン、であ

る。これらの結果から、前頭連合野が、他の領域

から入力されたカテゴリーの情報に自らが保持

しているルールの情報を統合することによって、

適切な行動を選択し、その情報を他の脳領域に出

力していることが示唆された。「カテゴリー逆転

課題」のルール逆転時には、サルが１試行の誤り

で新しいルールに適応することから、サルはカテ

ゴリーに基づく推論を行っていることが行動学

的に示された。前頭連合野各領域の推論への関わ

りを調べるために、各領域で記録されたＣタイプ

のニューロン（有効なルールの違いに関わらず予

期される結果をコードしているニューロン）が、

どの程度はやくルールの変化に適応したかを調

べた。その結果、前頭連合野背外側部のニューロ

ンは、サルの行動と同様にルール逆転後の２試行

目から新しいルールにその反応様式を適応させ

ていたが、前頭眼窩部のニューロンは、新しいル

ールに適応するのに時間がかかっていた。このこ

とから、前頭連合野背外側部は、推論や見通しに

基づいて行動を制御することに関わっている一

方で、前頭眼窩部は、経験に基づく個別の刺激に

関する連合学習に関わっていることが明らかに

なった。 

 

災害と認知心理学 

（邑本 俊亮） 

 震災で問題になったと考えられる災害時の情

報認知過程について，人間の判断における様々な

バイアスとについて，確率評価の視点も含めて意

見交換し，今後の人間の認知面を考慮した防災・

減災対策の実践方法について議論した。講演内容

は以下の通りである。 

 災害と認知心理学はどのようなつながりがあ

るだろうか。両者は一見無関係なように思われる

かもしれない。だが、災害は我々人間に降りかか

ってくるものであり、災害発生時に何を考え、ど

のように判断・意思決定をするかで、命が助かる

かどうかの分かれ目になることもある。また、災

害に対する心の備えの大部分は、まさに認知的準

備にほかならない。そのように考えれば、人間の

認知特性を研究している認知心理学は、災害をタ

ーゲットにした研究の推進が可能であり、また、

防災・減災のためにさまざまな提言や貢献ができ

るであろう。本講演では、一人の認知心理学研究

者が災害・防災研究プロジェクトに関わるように

なって、どのような点で認知心理学的な研究成果

や知見を提供してきたのかを中心に、災害と認知

心理学の関連性について論ずる。まず、災害情報

を受容する際の認知特性について整理する。災害

時には、我々は災害に関するさまざまな情報を受

け止め、それを理解し、適切な判断を下して、行

動に移さなければならない。しかしながら、人間

は自分の身の回りに生じた災害状況や災害に関

する種々の情報をそのまま（偏りなく）受け止め

るとは限らない。さまざまな認知バイアスによっ

て自分に都合が良いように災害情報を受け止め

ている。また、受け止めた情報の意味を解釈する

際にも、文脈、既有知識、期待等の影響が生じる

であろう。さらに、判断や意思決定を行う際にも

ヒューリスティックス（経験則）に基づく判断傾

向が生じる可能性がある。 

 次に、防災・減災に関して認知心理学的な観点

からどのような提言が可能であるかを考える。今

後いつどこで発生するかわからない災害に対し

て、我々はどのような心理的対策を行うべきであ

ろうか。第一に、災害に関する正しい知識を獲得

することの必要性である。知識は理解を助ける。

災害時に届く情報を正しく理解するためには知

識は必要不可欠である。第二に、防災訓練の重要

性である。実地で訓練を行うことは、手続き的知

識の獲得につながるとともに、記憶の状況依存性

という点でも重要である。第三に、上述した人間

の認知特性を理解しておくことの重要性である。

災害時には認知バイアスが適切な避難行動を遅

延させたり阻害したりすることは明白である。自

身の認知特性を知っていれば、適切な判断が可能

になり、避難のための行動が早まる可能性がある。 

 以上のような考察をたたき台として、今後災害

情報認知研究の展開の可能性と、人間の認知面を
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討する必要がある。 

 
（３－２）波及効果と発展性など 
 長時間の議論を確保したことから，研究の意義

や本質的問題について検討することができた．議

論された内容は、各研究の問題意識の共有に繋が

るものでありその意義は大きい．今回のテーマか

ら、災害時の行動に直接影響を与える，感覚知覚

系，認知認識系における人間の確率判断の問題点

が明らにすることができた。特に，今後情報通信

技術において受け手の情報処理に合わせた形式

でそのコンテンツを準備，呈示する必要性が明確

となった。そのためには，意志決定の情報処理機

構の脳科学的な理解とそれに基づくモデルに立

脚した情報通信技術の確立が必要である。当共同

プロジェクト研究はそれに貢献するが，情報交換

の場から研究の推進へ繋がることが期待される。 
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宮本浩一郎（東北大学大学院工学研究科） 
木村 康男（東北大学電気通信研究所） 
青沼 有紀（東北大学電気通信研究所） 
平野 愛弓（東北大学大学院医工学研究科） 
 

   研究費：物件費5万円，旅費39万6千円 
 
［２］研究経過 
バイオエレクトロニクスは 21 世紀の重要な科学

技術分野の一つであるが，その技術革新のためには，

20 世紀に高度に発達した半導体集積回路技術やナ

ノ加工技術と，その多様な機能が次々と解明されつ

つある生体化学反応系とのインテリジェントな融合

を図る必要がある．この融合が実現すれば，生体情

報を物理信号に変換し，また，逆に物理信号を生体

系にフィードバックする高度なバイオ・インタフェ

イスシステムが構築でき，DNA チップやプロテイ

ンチップの高度化，さらに創薬分野において需要が

高い膜タンパク質チップへの展開など，現在急成長

しているバイオエレクトロニクスの更なる発展に貢

献できる．しかしながら，半導体デバイスとバイオ

物質との接合部の設計については解決すべき課題も

多く，その展開の障害となっている．そこで本研究

では，半導体工学や表面科学の研究者と，生命科学，

バイオテクノロジー分野の研究者が協力して，ナ

ノ・バイオエレクトロニクスの今後の戦略目標を討

論することを目的とした． 

ナノ・バイオデバイス構築のためには，新規な製

造プロセスの開発や，製造プロセスの反応制御，構

築したナノ構造体の物性評価に加えて，ナノ構造を

ベースとした新しいバイオデバイスの分子設計が必

要不可欠である．具体的には，タンパク質，ペプチ

ド，DNA などの生体分子をその本来の機能を失う

ことなく半導体材料やナノ構造体表面に固定化し，

さらに生体物質と無機材料とのインターフェイス技

術を確立することが研究課題となる．そこで，薄膜

材料プロセスや反応制御に係わってきた材料・電子

工学の研究分野ばかりでなく，生体物質を自在に操

作する技術を有する生化学・分子生物学分野の研究

者の英知も結集して，新しいバイオ・半導体融合ナ

ノ構造の構築法とその機能評価，また高感度生体計

測技術について，討論することを目的としている．

本年度は最終年度であり，これまでの成果をさらに

発展させるため，ナノデバイスとバイオ素子，特に，

人工細胞膜との融合に関する研究や，細胞界面に関

する研究，また，脳を含む実際の生体機能観測の現

場において，新たな測定手法への需要や，計測現場

における様々な課題について知見を深めるため，下

記の通り研究会を開催した．以下に，研究会のプロ

グラムを付記する． 
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Ishibashi, K., Kita, S. & Wolfe, J. M. (2012) 

“The effect of local prevalence and 

explicit expectations on search 

termination times.” Attention, 

Perception & Psychophysics, 74, 115-123.  

Ishibashi, K., Kita, S., & Wolfe, J.M. (2011) 

“An optimal termination strategy for 

dual-target search”Journal of Vision, 

vol.11, no.11, 1306. 

Ishibashi, K., Watanabe, K., Watanabe, T., & 

Kita, S. (2012) “Prevalence effects on 

visual search and haptic search”,Vision 

Sciences Soceiety, Naples, USA. 
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analysis of disparity modulation 

sensitivity : an explanation in terms of 

a Bayesian Surface reconstruction” 
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NeuroImage 59(2):1180-1189 
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(2005) Representation of action-specific 

reward values in the striatum. Science 
310: 1337-1340 
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Tsutsui K. (2009) “A parametric relief 

signal in human ventrolateral prefrontal 
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3284-3293 
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情報バイオトロニクス研究会 

電気通信研究所共同プロジェクト研究会共催 

日時平成24年1月24日（火）13:30～16:45 

場所： 東北大学電気通信研究所  

 ナノ・スピン実験施設  

 ４階カンファレンスルーム 

 
【特別講演】「海馬・嗅内皮質の構造と機能」  

林 初男  （九州工業大学大学院生命体工学研究科） 

「初期視覚神経回路の時空間ダイナミクス」  

八木 哲也 （大阪大学大学院工学研究科） 

「シナプス光不活化法によるグルタミン酸受容体輸

送の動態解析」  

神谷 温之 （北海道大学大学院医学研究科） 

「人工神経細胞回路の構築のための表面ナノ/マイ

クロ改質技術」  

山本 英明  （東京農工大学工学研究院），谷井 孝

至 (早稲田大学理工学術院)，中村 俊 (東京農工大

学工学研究院) 

「神経細胞の構成的ネットワーキングのための基礎

技術」 

加藤 功一  （広島大学医歯薬学総合研究科） 

 
 
第５６回ナノ・スピン工学研究会 

電気通信研究所共同プロジェクト研究会共催 

日時平成24年2月29日（水）13:30～17:15 

場所： 東北大学電気通信研究所  

 ナノ・スピン実験施設  

 ４階A401号室 

研究会テーマ： バイオ・電子デバイス応用に向けた 

 酸化物表面 

【通研講演会】「アノード酸化にもとづく規則ナノ構

造の形成と機能的応用」 

益田 秀樹 （首都大都市環境／ＫＡＳＴ・教授） 

「金属酸化物の光触媒への応用」  

立間 徹 （東京大学生産技術研究所） 

「酸化物単結晶表面の構造制御とバイオ応用」  

荻野 俊郎 （横浜国立大学大学院） 

「陽極酸化TiO2ナノチューブ膜のガスセンサへの応

用」  

木村 康男 （東北大学電気通信研究所） 

「原料ガス励起原子層堆積法を用いたゲート酸化膜

の室温形成」   

廣瀬 文彦（山形大学理工学研究科） 

「有機太陽電池の光伝搬解析と反射防止構造の設

計」 

久保田 繁、廣瀬 文彦（山形大学理工学研究科） 

 

 [３] 成果 

（３－１）研究成果 

 本プロジェクト研究では，生体高分子，特にイオ

ンチャネルのような膜タンパク質や人工脂質二分子

膜（人工細胞膜）のような生体ナノ構造に基づく新

しいバイオ電子デバイスを半導体科学との融合によ

り実現するための基盤技術を開発することを目標に

している．この技術が開発されれば，生体物質の微

視的相互作用（生体反応）の高精度分析や，血液中，

体液中，あるいは脳組織中の成分の"その場"分析な

どへの応用が可能となる．また，この機能は，DNA
チップやプロテインチップ，イオンチャネルチップ，

膜タンパク質チップ，細胞チップ，神経細胞チップ

の高度化など，現在急成長しているバイオエレクト

ロニクスの更なる発展に貢献する．本研究会におい

て，このテーマに対するさまざまな観点から研究の

成果が報告され，特に生体分子や酸化物に基づくナ

ノ構造の構築法，新規な生体計測デバイス，またバ

イオチップの現状についての興味深い発表と講演が

あった． 

  

（３－２）波及効果と発展性など 

 本研究会は，ナノ構造に基づくバイオ電子デバイ

スの構築を目標に，固体表面をベースとした新しい

ナノ構造製造プロセスの開発や，ナノ構造体の物性

評価などについて，今後の戦略目標について討論す

ることを目的とした． 現在，この技術の開発には，

ポーラスアルミナナノ構造体や TiO2 ナノチューブ

の自発的形成に見られるように，自己組織化機能な

どの化学反応制御法が極めて有効である．一方，生

体は，脂質分子の自己組織化によって細胞膜が形成

されているように，自然の自己組織化機能を利用し

てさまざまな機能を実現している．自己組織化を利

用した酸化物ナノ構造体や高分子ナノ構造体の構築

や，それを新しいバイオエレクトロニクスに活用す

ることは，今大きな発展を向かえる時期にあり，こ

の分野の今後の研究の進展が大いに期待される． 

 

 

[４] 成果資料 

（１）Azusa Oshima, Ayumi Hirano-Iwata, Tomohiro 
Nasu, Yasuo Kimura, and Michio Niwano, 
“Mechanically Stable Lipid Bilayers in Teflon-Coated 
Silicon Chips for Single-Channel Recordings”, Micro and 
Nanosystems, 4, No.1, 2-7 (2012). 
（２）平野愛弓，大嶋 梓，木村康男，庭野道夫,

“ナノ・マイクロ加工に基づく人工細胞膜センサの

研究”，応用物理，81 (2), 143-146 (2012)． 
 

 

（３）Mohammad Maksudur Rahman, Ryota Kojima, 
Mehdi El Fassy Fihry, Daisuke Tadaki, Teng Ma, Yasuo 
Kimura, and Michio Niwano, “Effect of Porous Counter 
Electrode with Highly Conductive Layer on 
Dye-Sensitized Solar Cells”, Jpn. J. Appl. Phys., 50 
082303 (2011). 
（４） Ryo-taro Yamaguchi, Ayumi Hirano-Iwata, Yuki 
Aonuma, Yuya Yoshimura, Yasuo Shinohara, Yasuo 
Kimura and Michio Niwano, “Real-time monitoring of 
mitochondrial adenosine 5’-triphosphate synthesis and 
hydrolysis by surface infrared spectroscopy”, Appl. Phys. 
Lett., 98, 133703 (2011). 
（５） Ayumi Hirano-Iwata, Tasuku Taira, Azusa 
Oshima, Yasuo Kimura, and Michio Niwano, “Improved 
stability of free-standing lipid bilayers based on 
nanoporous alumina films”, Appl. Phys. Lett., 96, 213706 
(2010). 
（６） Ayumi Hirano-Iwata, Azusa Oshima, Tomohiro 
Nasu, Tasuku Taira, Yasuo Kimura, and Michio Niwano, 
“Stable Lipid Bilayers Based on Micro- and 
Nano-Fabrication”, Supramolecular Chemistry, 22, 
405-411 (2010). 
（７）Ayumi Hirano-Iwata, Kouji Aoto, Azusa Oshima,  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Tasuku Taira, Ryo-taro Yamaguchi, Yasuo Kimura, and 
Michio Niwano, “Free-Standing Lipid Bilayers in Silicon 
Chips － Membrane Stabilization Based on 
Microfabricated Apertures with a Nanometer-Scale 
Smoothness”, Langmuir, 26, 1949–1952 (2010). 
（８）Mohammad Maksudur Rahman, Ryota Kojima, 
Mehdi El Fassy Fihry, Yasuo Kimura, and Michio 
Niwano, “Formation of porous titanium film and its 
application to a counter electrode for a dye-sensitized solar 
cell”, Jpn. J. Appl. Phys., 49 122302 (2010). 
（９）Ayumi Hirano-Iwata, Azusa Oshima, Kota Onodera, 
Kouji Aoto, Tasuku Taira, Ryo-taro Yamaguchi, Yasuo 
Kimura, and Michio Niwano, “Self-formation of bilayer 
lipid membranes on agarose-coated silicon surfaces 
studied by simultaneous electrophysiological and surface 
infrared spectroscopic measurements“, Appl. Phys. Lett., 
94, 243906-1-3 (2009). 
（１０）Ryo-taro Yamaguchi, Ayumi Hirano-Iwata, 
Yasuo Kimura, Michio Niwano, Ko-ichiro Miyamoto, 
Hiroko Isoda and Hitoshi Miyazaki, “In situ real-time 
monitoring of apoptosis on leukemia cells by surface 
infrared spectroscopy”, J. Appl. Phys., 105, 024701-1-7 
(2009). 
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情報バイオトロニクス研究会 

電気通信研究所共同プロジェクト研究会共催 

日時平成24年1月24日（火）13:30～16:45 

場所： 東北大学電気通信研究所  

 ナノ・スピン実験施設  

 ４階カンファレンスルーム 

 
【特別講演】「海馬・嗅内皮質の構造と機能」  

林 初男  （九州工業大学大学院生命体工学研究科） 

「初期視覚神経回路の時空間ダイナミクス」  

八木 哲也 （大阪大学大学院工学研究科） 

「シナプス光不活化法によるグルタミン酸受容体輸

送の動態解析」  

神谷 温之 （北海道大学大学院医学研究科） 

「人工神経細胞回路の構築のための表面ナノ/マイ

クロ改質技術」  

山本 英明  （東京農工大学工学研究院），谷井 孝

至 (早稲田大学理工学術院)，中村 俊 (東京農工大

学工学研究院) 

「神経細胞の構成的ネットワーキングのための基礎

技術」 

加藤 功一  （広島大学医歯薬学総合研究科） 

 
 
第５６回ナノ・スピン工学研究会 

電気通信研究所共同プロジェクト研究会共催 

日時平成24年2月29日（水）13:30～17:15 

場所： 東北大学電気通信研究所  

 ナノ・スピン実験施設  

 ４階A401号室 

研究会テーマ： バイオ・電子デバイス応用に向けた 

 酸化物表面 

【通研講演会】「アノード酸化にもとづく規則ナノ構

造の形成と機能的応用」 

益田 秀樹 （首都大都市環境／ＫＡＳＴ・教授） 

「金属酸化物の光触媒への応用」  

立間 徹 （東京大学生産技術研究所） 

「酸化物単結晶表面の構造制御とバイオ応用」  

荻野 俊郎 （横浜国立大学大学院） 

「陽極酸化TiO2ナノチューブ膜のガスセンサへの応

用」  

木村 康男 （東北大学電気通信研究所） 

「原料ガス励起原子層堆積法を用いたゲート酸化膜

の室温形成」   

廣瀬 文彦（山形大学理工学研究科） 

「有機太陽電池の光伝搬解析と反射防止構造の設

計」 

久保田 繁、廣瀬 文彦（山形大学理工学研究科） 

 

 [３] 成果 

（３－１）研究成果 

 本プロジェクト研究では，生体高分子，特にイオ

ンチャネルのような膜タンパク質や人工脂質二分子

膜（人工細胞膜）のような生体ナノ構造に基づく新

しいバイオ電子デバイスを半導体科学との融合によ

り実現するための基盤技術を開発することを目標に

している．この技術が開発されれば，生体物質の微

視的相互作用（生体反応）の高精度分析や，血液中，

体液中，あるいは脳組織中の成分の"その場"分析な

どへの応用が可能となる．また，この機能は，DNA
チップやプロテインチップ，イオンチャネルチップ，

膜タンパク質チップ，細胞チップ，神経細胞チップ

の高度化など，現在急成長しているバイオエレクト

ロニクスの更なる発展に貢献する．本研究会におい

て，このテーマに対するさまざまな観点から研究の

成果が報告され，特に生体分子や酸化物に基づくナ

ノ構造の構築法，新規な生体計測デバイス，またバ

イオチップの現状についての興味深い発表と講演が

あった． 

  

（３－２）波及効果と発展性など 

 本研究会は，ナノ構造に基づくバイオ電子デバイ

スの構築を目標に，固体表面をベースとした新しい

ナノ構造製造プロセスの開発や，ナノ構造体の物性

評価などについて，今後の戦略目標について討論す

ることを目的とした． 現在，この技術の開発には，

ポーラスアルミナナノ構造体や TiO2 ナノチューブ

の自発的形成に見られるように，自己組織化機能な

どの化学反応制御法が極めて有効である．一方，生

体は，脂質分子の自己組織化によって細胞膜が形成

されているように，自然の自己組織化機能を利用し

てさまざまな機能を実現している．自己組織化を利

用した酸化物ナノ構造体や高分子ナノ構造体の構築

や，それを新しいバイオエレクトロニクスに活用す

ることは，今大きな発展を向かえる時期にあり，こ

の分野の今後の研究の進展が大いに期待される． 

 

 

[４] 成果資料 

（１）Azusa Oshima, Ayumi Hirano-Iwata, Tomohiro 
Nasu, Yasuo Kimura, and Michio Niwano, 
“Mechanically Stable Lipid Bilayers in Teflon-Coated 
Silicon Chips for Single-Channel Recordings”, Micro and 
Nanosystems, 4, No.1, 2-7 (2012). 
（２）平野愛弓，大嶋 梓，木村康男，庭野道夫,

“ナノ・マイクロ加工に基づく人工細胞膜センサの

研究”，応用物理，81 (2), 143-146 (2012)． 
 

 

（３）Mohammad Maksudur Rahman, Ryota Kojima, 
Mehdi El Fassy Fihry, Daisuke Tadaki, Teng Ma, Yasuo 
Kimura, and Michio Niwano, “Effect of Porous Counter 
Electrode with Highly Conductive Layer on 
Dye-Sensitized Solar Cells”, Jpn. J. Appl. Phys., 50 
082303 (2011). 
（４） Ryo-taro Yamaguchi, Ayumi Hirano-Iwata, Yuki 
Aonuma, Yuya Yoshimura, Yasuo Shinohara, Yasuo 
Kimura and Michio Niwano, “Real-time monitoring of 
mitochondrial adenosine 5’-triphosphate synthesis and 
hydrolysis by surface infrared spectroscopy”, Appl. Phys. 
Lett., 98, 133703 (2011). 
（５） Ayumi Hirano-Iwata, Tasuku Taira, Azusa 
Oshima, Yasuo Kimura, and Michio Niwano, “Improved 
stability of free-standing lipid bilayers based on 
nanoporous alumina films”, Appl. Phys. Lett., 96, 213706 
(2010). 
（６） Ayumi Hirano-Iwata, Azusa Oshima, Tomohiro 
Nasu, Tasuku Taira, Yasuo Kimura, and Michio Niwano, 
“Stable Lipid Bilayers Based on Micro- and 
Nano-Fabrication”, Supramolecular Chemistry, 22, 
405-411 (2010). 
（７）Ayumi Hirano-Iwata, Kouji Aoto, Azusa Oshima,  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Tasuku Taira, Ryo-taro Yamaguchi, Yasuo Kimura, and 
Michio Niwano, “Free-Standing Lipid Bilayers in Silicon 
Chips － Membrane Stabilization Based on 
Microfabricated Apertures with a Nanometer-Scale 
Smoothness”, Langmuir, 26, 1949–1952 (2010). 
（８）Mohammad Maksudur Rahman, Ryota Kojima, 
Mehdi El Fassy Fihry, Yasuo Kimura, and Michio 
Niwano, “Formation of porous titanium film and its 
application to a counter electrode for a dye-sensitized solar 
cell”, Jpn. J. Appl. Phys., 49 122302 (2010). 
（９）Ayumi Hirano-Iwata, Azusa Oshima, Kota Onodera, 
Kouji Aoto, Tasuku Taira, Ryo-taro Yamaguchi, Yasuo 
Kimura, and Michio Niwano, “Self-formation of bilayer 
lipid membranes on agarose-coated silicon surfaces 
studied by simultaneous electrophysiological and surface 
infrared spectroscopic measurements“, Appl. Phys. Lett., 
94, 243906-1-3 (2009). 
（１０）Ryo-taro Yamaguchi, Ayumi Hirano-Iwata, 
Yasuo Kimura, Michio Niwano, Ko-ichiro Miyamoto, 
Hiroko Isoda and Hitoshi Miyazaki, “In situ real-time 
monitoring of apoptosis on leukemia cells by surface 
infrared spectroscopy”, J. Appl. Phys., 105, 024701-1-7 
(2009). 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択���２１���� 

 

生物�適応�������明�工学�応� 
 

 
［１］組織 
  代表者：細田  耕 

（大阪大学大学院情報科学研究科） 
  対応者：石黒 章夫 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

淺間  一 
（東京大学大学院工学研究科） 
伊藤 宏司 
（東京工業大学総合理工学研究科） 
土屋 和雄 
（同志社大学工学研究科） 
神崎 亮平 
（東京大学 大学院情報理工学系） 
高草木 薫 
（旭川医科大学） 
荻原 直道 
（慶応義塾大学） 
近藤 敏之 
（東京農業工業大学工学研究科） 
大須賀公一 
（大阪大学大学院工学研究科） 
川端 邦明 
（理化学研究所分散適応ロボティクス研 
究ユニット） 
太田 順 
（東京大学人工物研究センター） 
青沼 仁志 
（北海道大学電子科学研究所） 
木村  浩 
（京都工芸繊維大学） 
井上 康介 
（茨城大学工学部） 
倉林 大輔 
（東京工業大学理工学研究科） 
辻田 勝吉 
（大阪工業大学工学研究科） 
田熊 隆史 
（大阪工業大学工学研究科） 
稲瀬 正彦 

（近畿大学医学部） 
北澤 茂 
（順天堂大学医学部） 
柳原 大 
（東京大学大学院総合分化研究科） 
中陦 克己 
（近畿大学医学部） 
森 大志 
（山口大学農学部獣医） 
大武 美保子 
（東京大学人工物研究センター） 
青井 伸也 
（京都大学大学院工学研究科） 
舩戸 徹郎 
（京都大学大学院工学研究科） 
松山 清治 
（札幌医科大学） 
花川 隆 
（国立精神神経センター） 
佐々木 司 
（東京大学大学院教育学研究科） 
出江 紳一 
（東北大学大学院医工学研究科） 
清水 正宏 
（大阪大学大学院工学研究科） 
冨田 望 
（同志社大学工学研究科） 
林 叔克 
（東京農工大学共生科学技術研究院） 
佐藤 直行 
（公立はこだて未来大学） 
杉本 靖博 
（大阪大学大学院工学研究科） 
田村 雄介 
（東京大学大学院工学研究科） 
小川 広晃 
（東京大学大学院工学研究科） 
矢野史朗 
（東京大学大学院工学研究科） 
成（ソン）アンナ 
（東京大学大学院工学研究科） 

 

   研究費：物件費５万円，旅費７３万円 
 
［２］研究経過 
生物の驚くほど適応的な振る舞いは，制御系（＝

脳神経系）と機構系（＝筋骨格系），そして環境との

相互作用から生み出されている．このことは，脳機

能を調べるだけでは適応的運動の発現機序は理解で

きないことを意味している．そこで本プロジェクト

では，生物，医学，工学，情報科学などさまざまな

分野の研究者による自由な議論とこれに基づく新た

な生工連携の枠組みを通して，適応的なシステムに

関する研究を推進する． 
生物の適応機序は，(1)環境変化に対して生存を可

能にする身体恒常性維持のメカニズム，（２）環境適

応性を向上するための環境認知のみなしメカニズム，

そして（３）それが属する社会やコミュニティの中

の相互作用を利用し，より環境適合性を向上する社

会的メカニズム，に大きく分類されると考えられる．

これまでの研究で，身体恒常性維持に脳や神経伝達

回路，あるいは，神経伝達物質などがどのように関

わっているか，環境適応性を向上させるために，生

体がどのように情報を圧縮し，無限定な環境をどの

ように「みなして」振る舞いを生成するか，あるい

は社会的な昆虫や動物が，いかにして自らの社会性

を生み出し，それを利用することによって適応性を

生み出しているか，に関する知見が得られている．

しかしながら，その機序は，生体としての文脈内で

解釈されるべきものであり，生体や社会は非常に複

雑なシステムであるがゆえに，切り出して考察する

ことは難しい． 
本プロジェクトでは，生物のこのような適応性を

参考にしながら，これを数理モデルやロボット，シ

ミュレーションなどの構成的な手法で再現し，その

基礎的な構造を理解することによって，人工的な情

報システムの適応性に関する新たな知見を探ること

を目的としている． 
今年度の研究会は，2012年2月1日9時～16時

と 2 月 2 日 9 時〜16 時の二日間にわたって，東北

大学電気通信研究所 2 号館大会議室にて行われた．

以下，その内容を示す： 
1. 広島大学大学院理学研究科数理分子生命理学

専攻の小林亮教授による「数理科学から探る

生物ロコモーションの機序理解」という講演

が行われた．本講演では，真正粘菌変形体が

示す原初的なアメーバ運動が内在する自律分

散制御に関しての興味深い事例研究が紹介さ

れた． 
2. 公立はこだて未来大学の櫻沢繁准教授による

｢非侵襲型筋電位測定の基礎と電極設計｣に関

する講演が行われた．電子回路の基礎から，

安価な部品を用いた筋電位測定電極の製作の

仕方がわかりやすく紹介された．さらに，実

際の電極を用いたデモンストレーションも行

われた． 
3. 公立はこだて未来大学の中垣俊之教授による

｢軟体動物の這行運動｣に関する講演が行われ

た．軟体動物の這行運動は，身体を波動状に

動かすことで行われるが，本講演ではこの背

後にある数理構造が紹介された． 
4. 九州大学マスフォアインダストリ研究所の秋

山正和博士研究員によるプログラミングに関

する実践的なチュートリアルが行われた．学

生を含む若手研究者にとってためになるチュ

ートリアルであったと思う． 
 これら講演の後，活発な討論が行われた． 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
 今回開催したプロジェクト研究会では，数理モデ

リングを通した構成論的アプローチに関して深い議

論ができた．数理的なアプローチは，現段階ではア

メーバ運動や這行運動などの原初的なロコモーショ

ン様式の考察にとどまっているが，今後はヒトを含

めた生物の適応機序を解明することに大きく役立つ

と考えられる． 
（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトを通して学外研究者との交流が飛

躍的に活性化し，得られた結果は，この研究グルー

プによる新学術領域等の大型研究予算への提案に利

用される予定である．また，それ以外にも多くの科

研の科目に対して，本研究グループ内での共同研究

が提案されている． 
 
 
［４］成果資料 
1) An Oscillator Model That Enables Motion 

Stabilization and Motion Exploration by Exploiting 
Multi-rhythmicity 
Advanced Robotics, 25, 9-10(2011)，1139-1158 
Dai Owaki, Satoshi Ishida, Atsushi Tero, Kentaro 
Ito, Koh Nagasawa, and Akio Ishiguro 

2) 真正粘菌変形体から着想を得た自律分散制御

方策の実験的検証 
計測自動制御学会論文集，46-11(2010), 
706-712 
梅舘拓也，武田光一，中垣俊之，小林 亮，
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［２］研究経過 
生物の驚くほど適応的な振る舞いは，制御系（＝

脳神経系）と機構系（＝筋骨格系），そして環境との

相互作用から生み出されている．このことは，脳機

能を調べるだけでは適応的運動の発現機序は理解で

きないことを意味している．そこで本プロジェクト

では，生物，医学，工学，情報科学などさまざまな

分野の研究者による自由な議論とこれに基づく新た

な生工連携の枠組みを通して，適応的なシステムに

関する研究を推進する． 
生物の適応機序は，(1)環境変化に対して生存を可

能にする身体恒常性維持のメカニズム，（２）環境適

応性を向上するための環境認知のみなしメカニズム，

そして（３）それが属する社会やコミュニティの中

の相互作用を利用し，より環境適合性を向上する社

会的メカニズム，に大きく分類されると考えられる．

これまでの研究で，身体恒常性維持に脳や神経伝達

回路，あるいは，神経伝達物質などがどのように関

わっているか，環境適応性を向上させるために，生

体がどのように情報を圧縮し，無限定な環境をどの

ように「みなして」振る舞いを生成するか，あるい

は社会的な昆虫や動物が，いかにして自らの社会性

を生み出し，それを利用することによって適応性を

生み出しているか，に関する知見が得られている．

しかしながら，その機序は，生体としての文脈内で

解釈されるべきものであり，生体や社会は非常に複

雑なシステムであるがゆえに，切り出して考察する

ことは難しい． 
本プロジェクトでは，生物のこのような適応性を

参考にしながら，これを数理モデルやロボット，シ

ミュレーションなどの構成的な手法で再現し，その

基礎的な構造を理解することによって，人工的な情

報システムの適応性に関する新たな知見を探ること

を目的としている． 
今年度の研究会は，2012年2月1日9時～16時

と 2 月 2 日 9 時〜16 時の二日間にわたって，東北

大学電気通信研究所 2 号館大会議室にて行われた．

以下，その内容を示す： 
1. 広島大学大学院理学研究科数理分子生命理学

専攻の小林亮教授による「数理科学から探る

生物ロコモーションの機序理解」という講演

が行われた．本講演では，真正粘菌変形体が

示す原初的なアメーバ運動が内在する自律分

散制御に関しての興味深い事例研究が紹介さ

れた． 
2. 公立はこだて未来大学の櫻沢繁准教授による

｢非侵襲型筋電位測定の基礎と電極設計｣に関

する講演が行われた．電子回路の基礎から，

安価な部品を用いた筋電位測定電極の製作の

仕方がわかりやすく紹介された．さらに，実
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4. 九州大学マスフォアインダストリ研究所の秋

山正和博士研究員によるプログラミングに関
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［３］成果 
 （３－１）研究成果 
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ン様式の考察にとどまっているが，今後はヒトを含
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と考えられる． 
（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトを通して学外研究者との交流が飛

躍的に活性化し，得られた結果は，この研究グルー

プによる新学術領域等の大型研究予算への提案に利

用される予定である．また，それ以外にも多くの科
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［４］成果資料 
1) An Oscillator Model That Enables Motion 

Stabilization and Motion Exploration by Exploiting 
Multi-rhythmicity 
Advanced Robotics, 25, 9-10(2011)，1139-1158 
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梅舘拓也，武田光一，中垣俊之，小林 亮，

共同プロジェクト研究

229

電気通信-5章4-四[212-247].indd   229 2012/09/19   14:52:10



 

石黒章夫 
3) A 2-D Passive-Dynamic-Running Biped with 

Elastic Elements 
IEEE Transaction on Robotics, 27-1, pp.156-162 
(2011)  
Dai Owaki, Masatoshi Koyama, Shin’ichi 
Yamaguchi, Shota Kubo, and Akio Ishiguro 

4) On the applicability of the decentralized control 
mechanism extracted from the true slime mold: a 
robotic case study with a serpentine robot 
Bioinspiration & Biomimetics, 6-2(2011) doi: 
10.1088/1748-3182/6/2/026006 
Takahide Sato, Takeshi Kano, and Akio Ishiguro 

5) A decentralized control scheme for orchestrating 
versatile arm movements in ophiuroid 
omnidirectional locomotion 
Journal of The Royal Society of Interface, 9-6, 
102-109 (2011)  
doi: 10.1098/rsif.2011.0317 
Wararu Watanabe, Takeshi Kano, Shota Suzuki, and 
Akio Ishiguro 

6) A Soft Deformable Amoeboid Robot Inspired by 
Plasmodium of True Slime Mold 
International Journal of Unconventional Computing, 
Vol.7, No.6, pp.449-462 (2011) 

Takuya Umedachi, Koichi Takeda, Toshiyuki 
Nakagaki, Ryo Kobayashi, and Akio Ishiguro 

7) A Decentralized Control Scheme for an Effective 
Coordination of Phasic and Tonic Control in a 
Snake-like Robot 
Bioinspiration & Biomimetics, Vol.7, No.1 (2012) 
doi:10.1088/1748-3182/7/1/016005 
Takahide Sato, Takeshi Kano, and Akio Ishiguro 
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採択回数  １ ２ ３  

採択�� Ｈ２１���９ 

不揮発性ビット演算 

大規模コンピューティングの�造開� 
 

［１］組織（敬称略） 

代表者：松岡 浩 

(理化学研究所計算科学研究機構) 

対応者：羽生 貴弘 

(東北大学電気通信研究所) 
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角田 晋也(海洋研究開発機構 
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高木 敏行(東北大学流体科学研究所) 
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原子力基礎工学部門) 
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株式会社) 

寺坂 晴夫(会津大学 

先端情報科学研究センター) 

徳田 伸二(高度情報科学技術研究機構) 

早瀬 敏幸(東北大学流体科学研究所) 

福井 義成(海洋研究開発機構 

      地球シミュレータセンター) 

福田 正大(計算科学振興財団) 

藤代 一成(慶應義塾大学理工学部 

情報工学科) 

藤縄 幸雄(藤縄地震研究所) 

峯尾 真一(理化学研究所次世代スーパー 

コンピュータ開発実施本部) 

村岡 裕明(東北大学電気通信研究所) 

村松 壽晴(日本原子力研究開発機構 

 

関西光科学研究所レーザー技術 

利用推進室) 

矢野 雅文(東北大学電気通信研究所) 

横川 三津夫(理化学研究所次世代スーパ

ーコンピュータ開発実施本部) 

渡邉 國彦(海洋研究開発機構地球シミュ

レータセンター) 

渡辺 正(日本原子力研究開発機構 

安全研究センター) 

――― 

研究費：物件費 0円、旅費 39万3千円 

 

［２］研究経過 

超高速コンピューティングによる数値シミュレ

ーションは、原子力、航空・宇宙、地球環境、医療

など未来社会を構築するキーテクノロジーであり、

その“超高速”に対するニーズはとどまるところを

知らない。今後、“さらなる超高速”を技術的に実現

し、社会に広く普及させるためには、“超低消費電力

でコンパクトな設計”を極限まで推し進める必要が

ある。これには、リーク電流の低減など従来の延長

線上の対応のみでは不十分である。むしろ、低消費

電力を達成する強力な方法（①不揮発性デバイス、

②演算･記憶･制御機能の一体化や動的再構成可能化、

③ロジックインメモリ構造、④非同期転送によるグ

ローバルクロック削除など）をデバイス・回路レベ

ルで採用し、これらのシンプルな組み合わせで実現

できる“基本プロセッサ回路”をベースに、そこか

ら各種アプリケーションへ展開していく道を探るべ

きであろう。 

本研究会は、この具体的１方策として「不揮発性

ビット演算大規模コンピューティング技術」の可能

性を追求する。多くのアプリケーションは、相当の

工夫をすれば、ビット演算（and, or, not, shift等）

のみで数値シミュレーションにおける繰り返し計算

部分を構成できる。ビット演算を用いると、ソフト

ウェア的には、実数演算において生じる打ち切り誤

差の蓄積がなく、数値計算的にも安定である。また、

if 文等の分岐処理を皆無にすることができるので、

ハードウェア的には、パイプライン処理に手戻りが
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なく、先読みが完全に成功する。さらに、一連のデ

ータ処理を１ビット幅で実行できるため、通常のパ

ソコン１CPUでも数10並列計算、ベクトル処理プロ

セッサでは典型例として16384並列のSIMD計算を１

CPU で実現できる。そのうえ、この基本プロセッサ

回路には、多数のトランジスタを使用する浮動小数

点演算回路が不要であるため、低消費電力化と回路

面積のコンパクト化に有利である。そして何よりも、

回路がシンプルな論理演算回路の繰り返しとなるた

め、電気通信研究所が現在開発中の“不揮発性スピ

ン演算回路”の応用事例として、この種の“数値シ

ミュレーション専用プロセッサ”を最初に想定する

ことは非常に魅力的なものと考えられる。 
以上の基本認識に立ち、本研究会では、デバイ

ス・回路レベルから各分野のアプリケーションに至

るまでの多階層にわたる専門家が十分な意見交換を

行う。そして、「不揮発性ビット演算コンピューティ

ング」という手段によって、多数の分野において“超

低消費電力でコンパクトな超高速コンピューティン

グ”が実現されることを目指し、将来に向けた課題

を抽出・検討しながら、その可能性を創造開拓して

いくということを目的に活動を行ってきた。 

本プロジェクトは、本年度が 3年度目の最終年度

であった。前年度は、初年度の成果を踏まえながら、

スーパーコンピュータを利用して実際に大規模ビッ

ト演算コンピューティングを行い、その有用性を実

証した。本年度は、これまでの活動をレビューし、

今後の活動体制について、以下の特別招待者を加え

て議論し、新しい体制の骨格を得た。 
○特別招待者： 以下、50音順。敬称略。 
犬竹 正明（東北大学電気通信研究所） 
小林 広明（東北大学ｻｲﾊﾞｰｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰ） 
高橋 桂子（海洋研究開発機構地球ｼﾐｭﾚｰﾀｾﾝﾀｰ） 
高村 守幸（富士通株式会社） 
中橋 和博（東北大学大学院工学研究科） 
西川 岳 （日本電気株式会社） 
平野 哲 （海洋研究開発機構地球ｼﾐｭﾚｰﾀｾﾝﾀｰ） 
松尾 裕一（宇宙航空研究機構） 
 
以下、研究活動状況の概要を記す。 

本研究会は、多分野にわたる多数のメンバーから構

成されているので、集中的な意見交換を行うため、

平成23年度には、小グループ会合を10回程度(東京、

神戸等)、大グループ会合を2回(仙台)開催した。 

大グループ会合は、平成 24 年 1 月 17 日及び 18

日に開催した。そこでは、デバイス・回路技術の研

究者、超高速計算の普及推進者、超高速計算を各分

野で応用していきたいニーズをもつ関係者等の間で、

異分野横断的な意見交換を行った。 

○第１会合：1月17日 9時30分～18時 

（東北大学電気通信研究所2号館401会議室） 

 冒頭、松岡から研究会開催の趣旨説明を行い、「(1)

超並列ビット演算流体シミュレーション手法の可能

性」について、続いて、日本原子力研究開発機構の

村松壽晴氏から「(2)レーザー溶接/切断プロセスの

熱流動現象としての側面」について、次に、理化学

研究所計算科学研究機構の峯尾真一氏から“(3)設備

から考えるスパコン設計”としてコンテナ型スパコ

ンのアイデアについてプレゼンがなされた。さらに、

日本アドバンステクノロジーの谷啓二氏から、「(4)

実践的スパコンアプリ例と次世代システムの１提

案」について説明があり、質疑応答がなされた。 

 午後の部に移り、(5)ベクトルクラウド等について

東北大学サイバーサイエンスセンターの小林広明セ

ンター長から、(6)大気・海洋大循環スケールから都

市気候に至るシミュレーション事例とそれに必要な

スパコン性能について海洋研究開発機構地球シミュ

レータセンターの高橋桂子様からプレゼンがあり、

質疑応答がなされた。次に、(7)新概念回路技術の研

究開発の現状について電気通信研究所の羽生貴弘教

授にプレゼンをして頂き、質疑応答がなされた。ま

た、これまでの６年間、共同プロジェクト研究会の

通研側受入れ担当教官としてご尽力頂いたことに対

し、参加者全員から拍手をもって感謝の意が伝えら

れた。続いて、(8)航空宇宙分野におけるスパコン利

用について宇宙航空研究機構の松尾裕一氏から、(9)

「日本を１位にするスパコン」について海洋研究開

発機構地球シミュレータセンターの福井義成氏から、

(10)「航空機搭載リアルタイム画像レーダー“Live 

SAR”の開発状況」について電気通信研究所の犬竹正

明教授から、(11)Building Cube Methodによる航空

分野の流体解析について東北大学大学院工学研究科

の中橋和博教授から、プレゼンがあり、質疑応答が

なされた。最後に、富士通の高村守幸氏から、(12)

「“計算機研究開発協議会(仮称)”の趣意書骨子

(案)」の説明があり、意見交換がなされた。 

○第２会合：1月 18日 9時～12時 30分 

（東北大学電気通信研究所2号館401会議室） 

 冒頭、松岡から(13)「今後に向けて」と題し、共

同プロジェクト研究会における過去６年間(２期)の

検討経緯が説明するとともに、今後は、電気通信研

究機構における活動の一環として“高信頼性コンピ

ューティング”という切り口で展開していきたい旨

の提言がなされた。次に、(14)計測融合シミュレー

ション研究の現状について流体科学研究所の早瀬敏

幸所長にプレゼンをして頂き、質疑応答がなされた。

続いて、(15)海洋研究開発分野における分野横断的

な研究の事例として、日本海洋科学振興財団の折田

義彦氏から、青森県近海域海洋循環シミュレーショ

ン、沿岸海洋観測の現状等について紹介がなされた。 

 最後に、(16)これまでの成果を次世代超高速コン

ピューティングに展開していく具体的な方向性につ

いて意見交換を行った。特に、松岡より、(i)大規模

スパコンの推進、(ii)高性能低消費電力サーバーの

開発、(iii)計測融合コンパクトサーバーの試作、と

いう３本柱を今後の展開の軸にしていくことを提案

し、今後の活動体制については、年度内に東京でさ

らに会合を重ねながらまとめることになった。そし

て、本共同プロジェクト研究会は、その前の３年間

の活動も含めて、合計６年間の活動を無事終了した。 

 

［３］成果 

（３－１）研究成果 

 本年度は、3 年目の最終年度であり、本研究会の

活動がきっかけになって2･3年前に応募し採択され

た３つのプロジェクトが、それなりの成果をあげた。 

具体的には、東北大学サイバーサイエンスセンタ

ーの研究開発公募に対して、「超SIMD演算による低

消費電力流体シミュレーションコードの開発」とい

う開発課題を平成 22 年度に設定していたが、平成

23年度は、23年2月13日づけで継続申請書を提出

し、同年3月11日づけで同課題が採用された。 

また、平成23年度学際大規模情報基盤共同利用・

共同研究拠点公募型共同研究の公募に対して、「計測

融合オペレーション実現のための大規模計算機空気

冷却風速場の実時間解析」という研究課題を設定し、

共同プロジェクト研究会の関係メンバーと協力して

平成23年2月9日づけで新規に課題申込書を提出し、

同年3月11日づけで採択された。これにより、東北

大学サイバーサイエンスセンターの SX-9に加えて、

大阪大学サイバーメディアセンターの SX-9 等も利

用することが可能になった。なお、本研究課題は、

格子ガス法３次元流体シミュレーションコードを計

算機室の冷却空気の流れに適用するものである。 

以上の研究開発を通じて、SX-9プロセッサによる

１回のベクトル命令発行で16384個の４次元格子点

に係る計算を１CPU で並列的に実行可能な格子ガス

法流体シミュレーションコードの実用規模問題への

適用性を昨年度に引き続き確認できた。また、格子

ガス法による新しい粘性制御法である“多段２体衝

突法”の効果を詳細に分析できた。この計算は、SX-9

の2ノード(32CPU)で1ジョブ当たり約124時間を要

したが、計算コードの性能としては、255.8 以上の

ベクトル長と 99.96%以上のベクトル化率を実現で

きた。以上の成果は、東北大学サイバーサイエンス

センターのご支援の賜であり、同センターと NECの

担当スタッフの方々に深く感謝いたします。 

 以上の成果を、実用的な流体解析問題にまで応用

していくためには、さらに大規模なベクトル計算機

を利用する必要がある。このため、独立行政法人海

洋研究開発機構が実施している地球シミュレータ一

般公募プロジェクト(先進創出分野)に対して、「新粘

性制御法による超並列ビット演算流体シミュレーシ

ョン手法の開発」という研究課題を平成22年度に設

定していたが、平成23年度は、23年2月17日づけ

で継続申請書を提出し、同年3月28日づけで同課題

が採択された。今回、流体粘性を小さく制御する新

しい方法のひとつとして“多段２体衝突法”をコー

ドに組み込み、128ノード(1024CPU)で約96.8％の並

列化効率を達成し、格子ガス法計算モデルが超並列

計算に向いていることを昨年度の記録を超えて実証

できた。この点、地球シミュレータセンターのご支

援に深く感謝いたします。 

（３－２）波及効果と発展性など 

原子力、航空・宇宙、地球環境、医療など、未来

社会を構築するのに不可欠な分野に共通したキーテ

クノロジーのひとつに、“計測融合オペレーション技

術”というものがある。これをコンパクトに低消費

電力で実現できるシステムを自分たちの技術で試作

できることが大切であり、そこに革新的な独自技術

を創造して織り込みたい。具体的には、羽生貴弘教

授らによる“新概念回路技術”と、早瀬敏幸教授ら

による“計測融合シミュレーション技術”の融合が

必要であり、これを可能にする超高速並列計算のコ

ンパクトな実現方法として、“動的再構成可能なシス

トリックアレイによる不揮発性データパスの実現”

と“新粘性制御法による超並列ビット演算流体シミ

ュレーション手法の展開”が重要であるとの認識を

得た。電気通信研究機構での高度展開を期待する。 

 
［４］成果資料 

（１）「新粘性制御法による超並列ビット演算流体シ

ミュレーション手法の開発」平成 23年度地球

シミュレータ利用報告会、松岡、渡辺、横川、

峯尾、板倉、岩谷、菊池、藤縄、折田、2012年

2月7日 
（２）「計測融合オペレーション実現のための大規模

計算機空気冷却風速場の実時間解析」、JHPCN第

3回シンポジウム講演予稿 2011年 1月、松岡、

横川、峯尾、瀧塚、伊賀崎、渡辺、板倉、菊池、

福田、小林、江川、竹村、菊池、東田、青柳、

2011年7月15日 

（３)｢“多段２体衝突法”による流体粘性の制御効

果｣、松岡、菊池、東北大学サイバーサイエン

スセンター大規模科学計算システム広報
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なく、先読みが完全に成功する。さらに、一連のデ

ータ処理を１ビット幅で実行できるため、通常のパ

ソコン１CPUでも数10並列計算、ベクトル処理プロ

セッサでは典型例として16384並列のSIMD計算を１

CPU で実現できる。そのうえ、この基本プロセッサ

回路には、多数のトランジスタを使用する浮動小数

点演算回路が不要であるため、低消費電力化と回路

面積のコンパクト化に有利である。そして何よりも、

回路がシンプルな論理演算回路の繰り返しとなるた

め、電気通信研究所が現在開発中の“不揮発性スピ

ン演算回路”の応用事例として、この種の“数値シ

ミュレーション専用プロセッサ”を最初に想定する

ことは非常に魅力的なものと考えられる。 
以上の基本認識に立ち、本研究会では、デバイ

ス・回路レベルから各分野のアプリケーションに至

るまでの多階層にわたる専門家が十分な意見交換を

行う。そして、「不揮発性ビット演算コンピューティ

ング」という手段によって、多数の分野において“超

低消費電力でコンパクトな超高速コンピューティン

グ”が実現されることを目指し、将来に向けた課題

を抽出・検討しながら、その可能性を創造開拓して

いくということを目的に活動を行ってきた。 

本プロジェクトは、本年度が 3年度目の最終年度

であった。前年度は、初年度の成果を踏まえながら、

スーパーコンピュータを利用して実際に大規模ビッ

ト演算コンピューティングを行い、その有用性を実

証した。本年度は、これまでの活動をレビューし、

今後の活動体制について、以下の特別招待者を加え

て議論し、新しい体制の骨格を得た。 
○特別招待者： 以下、50音順。敬称略。 
犬竹 正明（東北大学電気通信研究所） 
小林 広明（東北大学ｻｲﾊﾞｰｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰ） 
高橋 桂子（海洋研究開発機構地球ｼﾐｭﾚｰﾀｾﾝﾀｰ） 
高村 守幸（富士通株式会社） 
中橋 和博（東北大学大学院工学研究科） 
西川 岳 （日本電気株式会社） 
平野 哲 （海洋研究開発機構地球ｼﾐｭﾚｰﾀｾﾝﾀｰ） 
松尾 裕一（宇宙航空研究機構） 
 
以下、研究活動状況の概要を記す。 

本研究会は、多分野にわたる多数のメンバーから構

成されているので、集中的な意見交換を行うため、

平成23年度には、小グループ会合を10回程度(東京、

神戸等)、大グループ会合を2回(仙台)開催した。 

大グループ会合は、平成 24 年 1 月 17 日及び 18

日に開催した。そこでは、デバイス・回路技術の研

究者、超高速計算の普及推進者、超高速計算を各分

野で応用していきたいニーズをもつ関係者等の間で、

異分野横断的な意見交換を行った。 

○第１会合：1月17日 9時30分～18時 

（東北大学電気通信研究所2号館401会議室） 

 冒頭、松岡から研究会開催の趣旨説明を行い、「(1)

超並列ビット演算流体シミュレーション手法の可能

性」について、続いて、日本原子力研究開発機構の

村松壽晴氏から「(2)レーザー溶接/切断プロセスの

熱流動現象としての側面」について、次に、理化学

研究所計算科学研究機構の峯尾真一氏から“(3)設備

から考えるスパコン設計”としてコンテナ型スパコ

ンのアイデアについてプレゼンがなされた。さらに、

日本アドバンステクノロジーの谷啓二氏から、「(4)

実践的スパコンアプリ例と次世代システムの１提

案」について説明があり、質疑応答がなされた。 

 午後の部に移り、(5)ベクトルクラウド等について

東北大学サイバーサイエンスセンターの小林広明セ

ンター長から、(6)大気・海洋大循環スケールから都

市気候に至るシミュレーション事例とそれに必要な

スパコン性能について海洋研究開発機構地球シミュ

レータセンターの高橋桂子様からプレゼンがあり、

質疑応答がなされた。次に、(7)新概念回路技術の研

究開発の現状について電気通信研究所の羽生貴弘教

授にプレゼンをして頂き、質疑応答がなされた。ま

た、これまでの６年間、共同プロジェクト研究会の

通研側受入れ担当教官としてご尽力頂いたことに対

し、参加者全員から拍手をもって感謝の意が伝えら

れた。続いて、(8)航空宇宙分野におけるスパコン利

用について宇宙航空研究機構の松尾裕一氏から、(9)

「日本を１位にするスパコン」について海洋研究開

発機構地球シミュレータセンターの福井義成氏から、

(10)「航空機搭載リアルタイム画像レーダー“Live 

SAR”の開発状況」について電気通信研究所の犬竹正

明教授から、(11)Building Cube Methodによる航空

分野の流体解析について東北大学大学院工学研究科

の中橋和博教授から、プレゼンがあり、質疑応答が

なされた。最後に、富士通の高村守幸氏から、(12)

「“計算機研究開発協議会(仮称)”の趣意書骨子

(案)」の説明があり、意見交換がなされた。 

○第２会合：1月 18日 9時～12時 30分 

（東北大学電気通信研究所2号館401会議室） 

 冒頭、松岡から(13)「今後に向けて」と題し、共

同プロジェクト研究会における過去６年間(２期)の

検討経緯が説明するとともに、今後は、電気通信研

究機構における活動の一環として“高信頼性コンピ

ューティング”という切り口で展開していきたい旨

の提言がなされた。次に、(14)計測融合シミュレー

ション研究の現状について流体科学研究所の早瀬敏

幸所長にプレゼンをして頂き、質疑応答がなされた。

続いて、(15)海洋研究開発分野における分野横断的

な研究の事例として、日本海洋科学振興財団の折田

義彦氏から、青森県近海域海洋循環シミュレーショ

ン、沿岸海洋観測の現状等について紹介がなされた。 

 最後に、(16)これまでの成果を次世代超高速コン

ピューティングに展開していく具体的な方向性につ

いて意見交換を行った。特に、松岡より、(i)大規模

スパコンの推進、(ii)高性能低消費電力サーバーの

開発、(iii)計測融合コンパクトサーバーの試作、と

いう３本柱を今後の展開の軸にしていくことを提案

し、今後の活動体制については、年度内に東京でさ

らに会合を重ねながらまとめることになった。そし

て、本共同プロジェクト研究会は、その前の３年間

の活動も含めて、合計６年間の活動を無事終了した。 

 

［３］成果 

（３－１）研究成果 

 本年度は、3 年目の最終年度であり、本研究会の

活動がきっかけになって2･3年前に応募し採択され

た３つのプロジェクトが、それなりの成果をあげた。 

具体的には、東北大学サイバーサイエンスセンタ

ーの研究開発公募に対して、「超SIMD演算による低

消費電力流体シミュレーションコードの開発」とい

う開発課題を平成 22 年度に設定していたが、平成

23年度は、23年2月13日づけで継続申請書を提出

し、同年3月11日づけで同課題が採用された。 

また、平成23年度学際大規模情報基盤共同利用・

共同研究拠点公募型共同研究の公募に対して、「計測

融合オペレーション実現のための大規模計算機空気

冷却風速場の実時間解析」という研究課題を設定し、

共同プロジェクト研究会の関係メンバーと協力して

平成23年2月9日づけで新規に課題申込書を提出し、

同年3月11日づけで採択された。これにより、東北

大学サイバーサイエンスセンターの SX-9に加えて、

大阪大学サイバーメディアセンターの SX-9 等も利

用することが可能になった。なお、本研究課題は、

格子ガス法３次元流体シミュレーションコードを計

算機室の冷却空気の流れに適用するものである。 

以上の研究開発を通じて、SX-9プロセッサによる

１回のベクトル命令発行で16384個の４次元格子点

に係る計算を１CPU で並列的に実行可能な格子ガス

法流体シミュレーションコードの実用規模問題への

適用性を昨年度に引き続き確認できた。また、格子

ガス法による新しい粘性制御法である“多段２体衝

突法”の効果を詳細に分析できた。この計算は、SX-9

の2ノード(32CPU)で1ジョブ当たり約124時間を要

したが、計算コードの性能としては、255.8 以上の

ベクトル長と 99.96%以上のベクトル化率を実現で

きた。以上の成果は、東北大学サイバーサイエンス

センターのご支援の賜であり、同センターと NECの

担当スタッフの方々に深く感謝いたします。 

 以上の成果を、実用的な流体解析問題にまで応用

していくためには、さらに大規模なベクトル計算機

を利用する必要がある。このため、独立行政法人海

洋研究開発機構が実施している地球シミュレータ一

般公募プロジェクト(先進創出分野)に対して、「新粘

性制御法による超並列ビット演算流体シミュレーシ

ョン手法の開発」という研究課題を平成22年度に設

定していたが、平成23年度は、23年2月17日づけ

で継続申請書を提出し、同年 3月28日づけで同課題

が採択された。今回、流体粘性を小さく制御する新

しい方法のひとつとして“多段２体衝突法”をコー

ドに組み込み、128ノード(1024CPU)で約96.8％の並

列化効率を達成し、格子ガス法計算モデルが超並列

計算に向いていることを昨年度の記録を超えて実証

できた。この点、地球シミュレータセンターのご支

援に深く感謝いたします。 

（３－２）波及効果と発展性など 

原子力、航空・宇宙、地球環境、医療など、未来

社会を構築するのに不可欠な分野に共通したキーテ

クノロジーのひとつに、“計測融合オペレーション技

術”というものがある。これをコンパクトに低消費

電力で実現できるシステムを自分たちの技術で試作

できることが大切であり、そこに革新的な独自技術

を創造して織り込みたい。具体的には、羽生貴弘教

授らによる“新概念回路技術”と、早瀬敏幸教授ら

による“計測融合シミュレーション技術”の融合が

必要であり、これを可能にする超高速並列計算のコ

ンパクトな実現方法として、“動的再構成可能なシス

トリックアレイによる不揮発性データパスの実現”

と“新粘性制御法による超並列ビット演算流体シミ

ュレーション手法の展開”が重要であるとの認識を

得た。電気通信研究機構での高度展開を期待する。 

 
［４］成果資料 

（１）「新粘性制御法による超並列ビット演算流体シ

ミュレーション手法の開発」平成 23年度地球

シミュレータ利用報告会、松岡、渡辺、横川、

峯尾、板倉、岩谷、菊池、藤縄、折田、2012年

2月7日 
（２）「計測融合オペレーション実現のための大規模

計算機空気冷却風速場の実時間解析」、JHPCN第

3回シンポジウム講演予稿 2011年 1月、松岡、

横川、峯尾、瀧塚、伊賀崎、渡辺、板倉、菊池、

福田、小林、江川、竹村、菊池、東田、青柳、

2011年7月15日 

（３)｢“多段２体衝突法”による流体粘性の制御効

果｣、松岡、菊池、東北大学サイバーサイエン

スセンター大規模科学計算システム広報

SENAC,Vol.44、No.3、pp.21-28、2011年7月 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

課題�号 Ｈ２１��１� 

 

次世代デジタルコンテンツ流通モデルに関する研究 
 

［１］組織 

  代表者：越前 功 

（国立情報学研究所コンテンツ科学研究

系） 

  対応者：鈴木 陽一 

（東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

青木 直史(北海道大学大学院情報科学研

究科) 

伊藤 彰則(東北大学大学院工学研究科) 

河口 英二（九州工業大学名誉教授） 

川村 正樹（山口大学大学院 理工学研究

科） 

貴家 仁志（首都大学東京システムデザイ

ン学部） 

近藤 和弘（山形大学大学院理工学研究

科） 

薗田 光太郎（情報通信研究機構情報通信

セキュリティ研究センター） 

田中  清（信州大学工学部） 

新見 道治（九州工業大学情報工学部） 

西村  明（東京情報大学総合情報学部） 

西村 竜一（情報通信研究機構） 

野崎 剛一（長崎大学情報メディア基盤セ

ンター） 

野田 秀樹（九州工業大学情報工学部） 

馬場口 登（大阪大学大学院工学研究科） 

日置 尋久（京都大学大学院人間・環境学

研究科） 

宮崎 明雄(九州産業大学情報科学部) 

吉田 真紀（大阪大学大学院情報科学研究

科） 

脇山 正博(北九州工業高等専門学校制御

情報工学科) 

   研究費：物件費５万円，旅費６９万６千円 

 

［２］研究経過 

デジタルコンテンツは編集・コピーが容易，インタ

ーネットでの不正配布が容易であるため，その著作権

保護，情報漏えい対策，機密性の確保が重要な課題と

なっている．これら課題への従来対策としてコンテン

ツの暗号化があるが，正規ユーザによりコンテンツの

暗号化が一旦解除されてしまうと，以降の流通に対し

て，暗号は効力を持たないという問題があった．その

ような中，暗号とは異なる情報保護技術として情報秘

匿(ハイディング)が注目を集めている．情報ハイディ

ングは暗号と併用可能な技術であり，ディジタル情報

の著作権保護や安全確保のための中核技術として期

待されている．本共同研究プロジェクトでは，情報ハ

イディングに関連のあるマルチメディア信号処理，情

報セキュリティの研究者が一同に会して，デジタルコ

ンテンツの著作権保護，情報漏えい対策，機密性確保

を実現する次世代デジタルコンテンツ流通モデルに

関する研究発表や討論を行った．本プロジェクトが検

討した流通モデルを科研費特定領域研究などの新た

なプロジェクトやIFIP(International Federation f

or Information Processing)などの国際標準化組織

へ提案することにより，研究組織の更なる発展を目指

すとともに，デジタルコンテンツ流通の高次利用に関

する国際的な情報発信源の役割を果たすことが期待

できる．本プロジェクトは，本年度が3年目である． 

本年度は，本プロジェクトの研究メンバーが参加す

る電子情報通信学会『マルチメディア情報ハイディン

グ・エンリッチメント(EMM)研究専門委員会』にて6回

の研究会を開催した．本研専は，本プロジェクトの研

究メンバーが中心となってH23年4月に設立した電子

情報通信学会の第1種研究会である．以下では，EMM研

究会が単独で開催した研究会について記載する． 

 

<<EMM研究会 キックオフイベント[1]>> 

日時：2011年5月30日，場所：国立情報学研究所 

[招待講演(1)] 

*サイド情報を利用する情報ハイディング，野田秀樹

（九工大） 

*法科学における画像解析 ～ 画像処理，画像計測，

画像認証 ～，黒木健郎（科警研） 

*権利保護のためのマルチメディア処理，馬場口 登

（阪大） 

*情報埋め込みペンによる手書き価値の向上，内田誠

一（九大） 

[招待講演(2)] 

*映像コンテンツ制作における表現技術の追求，安生

健一（OLMデジタル） 

 

*視聴覚コンテンツの臨場感と迫真性，鈴木陽一（東

北大） 

[パネルディスカッション] 

EMM が目指すマルチメディア情報処理の未来，西村 

明（東京情報大）・越前 功（NII）・西村竜一（NICT）・

新見道治（九工大）・日置尋久（京大）・青木直史（北

大） 

 

<<第4回研究会[2]>> 

日時：2011年11月14日-15日，場所：東北大学電

気通信研究所 

[一般講演(1)] 

*群れ制御インターフェースにおける群れ分裂制御

の試作と評価，佐藤歩夢・青木輝勝（東北大） 

*顔画像からの光源推定方式に関する一検討，松崎康

平・青木輝勝（東北大） 

*三次元曲線を飛行経路とした飛行機の姿勢推定法

に関する一検討，熊谷一生・青木輝勝（東北大） 

*コピー妨害雑音のハイディング機能をもたせた音

楽電子透かし技術“ゲンコーダ Mark for COPY 

PROTECT”，茂出木敏雄（大日本印刷） 

*セキュアな情報秘匿と簡便な復号が可能なスクリ

ーン復号型画像，生源寺 類（静岡大） 

*多チャネルスピーカアレイによる加算式スポット

秘話技術 ，岡本拓磨・岩谷幸雄・鈴木陽一（東北大） 

[招待講演] 

古いフィルム映像のディジタル修復，阿部正英（東

北大） 

[一般講演(2)] 

*情報ミスリーディングによるオーディオトリック

アートの可能性，青木直史（北大） 

*映像中のテロップの表示位置自動推定についての

一検討，飛澤健太・青木輝勝（東北大） 

*付加情報を用いたボーカル音声操作システムにお

ける伴奏情報の適用方法の検討，佐々木勇翔（東北

大）・咸 聖俊（NTT）・伊藤彰則（東北大） 

*画像修復ありスペクトル拡散型電子透かしモデル

の統計力学的評価，川村正樹（山口大）・上江洌達也

（奈良女子大）・岡田真人（東大/理研） 

*蝸牛遅延に基づいた可逆電子音響透かしの検討，鵜

木祐史・宮内良太（北陸先端大） 

*A Visualization Method for Helping Children 

Assess the Risk of Websites，Tomoko Kajiyama

（Aoyama Gakuin Univ.）・Isao Echizen（NII） 

*有害アニメ映像自動検出のための有効パラメータ

の一検討，松本大輔・青木輝勝（東北大） 

*ユーザ参加型景観サービスに含まれる潜在的プラ

イバシーの保護策 ，嶋田 茂（首都大東京） 

*スペクトル距離相関と正中面音像定位の関係性，西

村竜一・加藤宏明・竹本浩典・Parham Mokhtari（NICT） 

*鏡面反射特性を手掛かりとした視覚情報による食

品知覚の一検討，冨士原正彦・青木輝勝（東北大） 

 

<<第6回研究会[3]>> 

日時：2012年 3月 16日，場所：大阪大学吹田キャ

ンパス 

[一般講演(1)] 

*情報ハイディングと画質改善法を用いたJPEGカラ

ー画像の圧縮効率の改善，中野史也・山脇和美・野

田秀樹・新見道治（九工大） 

*副音響信号のハイディング機能をもたせた音楽電

子透かし技術 ～ ゲンコーダ Mark for COPY 

PROTECT ～，茂出木敏雄（大日本印刷） 

*音声合成を用いた秘話通信方式，木幡 稔（千葉工

大） 

*デジタル画像取引システムにおけるプライバシ保

護と著作権管理のための画像分割の一手法，仙石 

祐・日置尋久（京大） 

*結託耐性を有する観察者の権限に応じたプライバ

シー保護映像の配信手法，福岡直也・伊藤義道・馬

場口 登（阪大） 

*可逆的情報ハイディングを利用したJPEG画像のプ

ライバシー保護，桝谷冬樹・新見道治・野田秀樹（九

工大） 

[招待講演] 

感動評価尺度による音楽コンテンツの価値評価，大

出訓史・安藤彰男（NHK） 

[一般講演(2)] 

*SIFT 特徴点を用いた幾何学的攻撃に耐性のある静

止画像向け電子透かしの研究，魏 娜・山口和彦（電

通大） 

*スペクトル拡散型電子透かしにおける焼きなまし

法による復号の性能評価，寺西直緒・川村正樹（山

口大） 

*動画中の物体の移動量に着目したなめらかな時間

短縮手法 ，宇佐美 寛・濱川 礼（中京大） 

*標本化周波数の変更によるオーディオトリックア

ートの可能性，青木直史（北大） 

*色時間変調を用いたアンビエントコード，井上 

透・栗山 繁（豊橋技科大） 

*組込み機器における効果的な情報ハイディング手

法の検討，中尾 慧・大澤昌弘・板屋修平・熊木武

志・藤野 毅（立命館大） 

 

［３］成果 

 （３－１）研究成果 

本年度は，以下に述べる研究成果を得た． 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

課題�号 Ｈ２１��１� 

 

次世代デジタルコンテンツ流通モデルに関する研究 
 

［１］組織 

  代表者：越前 功 

（国立情報学研究所コンテンツ科学研究

系） 

  対応者：鈴木 陽一 

（東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

青木 直史(北海道大学大学院情報科学研

究科) 

伊藤 彰則(東北大学大学院工学研究科) 

河口 英二（九州工業大学名誉教授） 

川村 正樹（山口大学大学院 理工学研究

科） 

貴家 仁志（首都大学東京システムデザイ

ン学部） 

近藤 和弘（山形大学大学院理工学研究

科） 

薗田 光太郎（情報通信研究機構情報通信

セキュリティ研究センター） 

田中  清（信州大学工学部） 

新見 道治（九州工業大学情報工学部） 

西村  明（東京情報大学総合情報学部） 

西村 竜一（情報通信研究機構） 

野崎 剛一（長崎大学情報メディア基盤セ

ンター） 

野田 秀樹（九州工業大学情報工学部） 

馬場口 登（大阪大学大学院工学研究科） 

日置 尋久（京都大学大学院人間・環境学

研究科） 

宮崎 明雄(九州産業大学情報科学部) 

吉田 真紀（大阪大学大学院情報科学研究

科） 

脇山 正博(北九州工業高等専門学校制御

情報工学科) 

   研究費：物件費５万円，旅費６９万６千円 

 

［２］研究経過 

デジタルコンテンツは編集・コピーが容易，インタ

ーネットでの不正配布が容易であるため，その著作権

保護，情報漏えい対策，機密性の確保が重要な課題と

なっている．これら課題への従来対策としてコンテン

ツの暗号化があるが，正規ユーザによりコンテンツの

暗号化が一旦解除されてしまうと，以降の流通に対し

て，暗号は効力を持たないという問題があった．その

ような中，暗号とは異なる情報保護技術として情報秘

匿(ハイディング)が注目を集めている．情報ハイディ

ングは暗号と併用可能な技術であり，ディジタル情報

の著作権保護や安全確保のための中核技術として期

待されている．本共同研究プロジェクトでは，情報ハ

イディングに関連のあるマルチメディア信号処理，情

報セキュリティの研究者が一同に会して，デジタルコ

ンテンツの著作権保護，情報漏えい対策，機密性確保

を実現する次世代デジタルコンテンツ流通モデルに

関する研究発表や討論を行った．本プロジェクトが検

討した流通モデルを科研費特定領域研究などの新た

なプロジェクトやIFIP(International Federation f

or Information Processing)などの国際標準化組織

へ提案することにより，研究組織の更なる発展を目指

すとともに，デジタルコンテンツ流通の高次利用に関

する国際的な情報発信源の役割を果たすことが期待

できる．本プロジェクトは，本年度が3年目である． 

本年度は，本プロジェクトの研究メンバーが参加す

る電子情報通信学会『マルチメディア情報ハイディン

グ・エンリッチメント(EMM)研究専門委員会』にて6回

の研究会を開催した．本研専は，本プロジェクトの研

究メンバーが中心となってH23年4月に設立した電子

情報通信学会の第1種研究会である．以下では，EMM研

究会が単独で開催した研究会について記載する． 

 

<<EMM研究会 キックオフイベント[1]>> 

日時：2011年5月30日，場所：国立情報学研究所 

[招待講演(1)] 

*サイド情報を利用する情報ハイディング，野田秀樹

（九工大） 

*法科学における画像解析 ～ 画像処理，画像計測，

画像認証 ～，黒木健郎（科警研） 

*権利保護のためのマルチメディア処理，馬場口 登

（阪大） 

*情報埋め込みペンによる手書き価値の向上，内田誠

一（九大） 

[招待講演(2)] 

*映像コンテンツ制作における表現技術の追求，安生

健一（OLMデジタル） 

 

*視聴覚コンテンツの臨場感と迫真性，鈴木陽一（東

北大） 

[パネルディスカッション] 

EMM が目指すマルチメディア情報処理の未来，西村 

明（東京情報大）・越前 功（NII）・西村竜一（NICT）・

新見道治（九工大）・日置尋久（京大）・青木直史（北

大） 

 

<<第4回研究会[2]>> 

日時：2011年11月14日-15日，場所：東北大学電

気通信研究所 

[一般講演(1)] 

*群れ制御インターフェースにおける群れ分裂制御

の試作と評価，佐藤歩夢・青木輝勝（東北大） 

*顔画像からの光源推定方式に関する一検討，松崎康

平・青木輝勝（東北大） 

*三次元曲線を飛行経路とした飛行機の姿勢推定法

に関する一検討，熊谷一生・青木輝勝（東北大） 

*コピー妨害雑音のハイディング機能をもたせた音

楽電子透かし技術“ゲンコーダ Mark for COPY 

PROTECT”，茂出木敏雄（大日本印刷） 

*セキュアな情報秘匿と簡便な復号が可能なスクリ

ーン復号型画像，生源寺 類（静岡大） 

*多チャネルスピーカアレイによる加算式スポット

秘話技術 ，岡本拓磨・岩谷幸雄・鈴木陽一（東北大） 

[招待講演] 

古いフィルム映像のディジタル修復，阿部正英（東

北大） 

[一般講演(2)] 

*情報ミスリーディングによるオーディオトリック

アートの可能性，青木直史（北大） 

*映像中のテロップの表示位置自動推定についての

一検討，飛澤健太・青木輝勝（東北大） 

*付加情報を用いたボーカル音声操作システムにお

ける伴奏情報の適用方法の検討，佐々木勇翔（東北

大）・咸 聖俊（NTT）・伊藤彰則（東北大） 

*画像修復ありスペクトル拡散型電子透かしモデル

の統計力学的評価，川村正樹（山口大）・上江洌達也

（奈良女子大）・岡田真人（東大/理研） 

*蝸牛遅延に基づいた可逆電子音響透かしの検討，鵜

木祐史・宮内良太（北陸先端大） 

*A Visualization Method for Helping Children 

Assess the Risk of Websites，Tomoko Kajiyama

（Aoyama Gakuin Univ.）・Isao Echizen（NII） 

*有害アニメ映像自動検出のための有効パラメータ

の一検討，松本大輔・青木輝勝（東北大） 

*ユーザ参加型景観サービスに含まれる潜在的プラ

イバシーの保護策 ，嶋田 茂（首都大東京） 

*スペクトル距離相関と正中面音像定位の関係性，西

村竜一・加藤宏明・竹本浩典・Parham Mokhtari（NICT） 

*鏡面反射特性を手掛かりとした視覚情報による食

品知覚の一検討，冨士原正彦・青木輝勝（東北大） 

 

<<第6回研究会[3]>> 

日時：2012年 3月 16日，場所：大阪大学吹田キャ

ンパス 

[一般講演(1)] 

*情報ハイディングと画質改善法を用いたJPEGカラ

ー画像の圧縮効率の改善，中野史也・山脇和美・野

田秀樹・新見道治（九工大） 

*副音響信号のハイディング機能をもたせた音楽電

子透かし技術 ～ ゲンコーダ Mark for COPY 

PROTECT ～，茂出木敏雄（大日本印刷） 

*音声合成を用いた秘話通信方式，木幡 稔（千葉工

大） 

*デジタル画像取引システムにおけるプライバシ保

護と著作権管理のための画像分割の一手法，仙石 

祐・日置尋久（京大） 

*結託耐性を有する観察者の権限に応じたプライバ

シー保護映像の配信手法，福岡直也・伊藤義道・馬

場口 登（阪大） 

*可逆的情報ハイディングを利用したJPEG画像のプ

ライバシー保護，桝谷冬樹・新見道治・野田秀樹（九

工大） 

[招待講演] 

感動評価尺度による音楽コンテンツの価値評価，大

出訓史・安藤彰男（NHK） 

[一般講演(2)] 

*SIFT 特徴点を用いた幾何学的攻撃に耐性のある静

止画像向け電子透かしの研究，魏 娜・山口和彦（電

通大） 

*スペクトル拡散型電子透かしにおける焼きなまし

法による復号の性能評価，寺西直緒・川村正樹（山

口大） 

*動画中の物体の移動量に着目したなめらかな時間

短縮手法 ，宇佐美 寛・濱川 礼（中京大） 

*標本化周波数の変更によるオーディオトリックア

ートの可能性，青木直史（北大） 

*色時間変調を用いたアンビエントコード，井上 

透・栗山 繁（豊橋技科大） 

*組込み機器における効果的な情報ハイディング手

法の検討，中尾 慧・大澤昌弘・板屋修平・熊木武

志・藤野 毅（立命館大） 

 

［３］成果 

 （３－１）研究成果 

本年度は，以下に述べる研究成果を得た． 

共同プロジェクト研究

235

電気通信-5章4-四[212-247].indd   235 2012/09/19   14:52:11



 

国立情報学研究所では，Web サイトの危険度を評

価する情報可視化手法について検討を行った．子ど

もがネット社会で生きる力を育むためには，フィル

タリングで有害サイトを隔離した環境を構築するの

ではなく，Web サイト特性を理解しながら，サイト

の危険度評価を子どもが自ら行える環境を提供する

ことが重要である．そこで，多次元属性情報に対し

柔軟な検索を提供するリング状検索インタフェース

「Concentric Ring View」を応用し，既存の安全サ

イトと疑似的な危険サイトを対象とした Web サイ

ト可視化システムを構築した．本システムは，サイ

トの色や雰囲気，画像数やリンク数など，サイト特

徴を操作しながら，各サイトの危険度を閲覧できる

仕組みである．サイトの危険度は，登録されている

ポータルサイトの種類やカテゴリ名に基づき 4 段

階で定義した．小学生によるユーザビリティテスト

では，画像数の多いサイトへのアクセスには注意が

必要であるなど，Web サイト特性を自発的に学習で

きることを確認した．本研究の成果をEMM研究会[4]

で発表するとともに，国際会議[5]やジャーナル論文

[6]に発表した． 

山口大学では，スペクトル拡散型電子透かしに対

して，ベイズ最適な方法に基づいた復号アルゴリズ

ムを提案し，解析している．非同期ダイナミクスや

確率ダイナミクスを導入した場合の性能を評価した．

その結果，非同期かつ確率ダイナミクスを用いた場

合が一番性能が高かった．この成果はIIH-MSP[7]で

発表した．この手法では温度一定であったが，温度

を変化させる焼きなましを導入した場合についても

評価した．この成果はEMM研究会[8]で発表した．ま

た，統計力学の手法を用いて，原画像が未知の場合

の性能限界を厳密に理論的に求めた．理論から求ま

る鞍点方程式と計算機シミュレーションの結果はよ

く一致した．この成果をEMM研究会[9]で発表した．  

（３－２）波及効果と発展性など 

共同研究メンバーによる，これまでのプロジェク

ト研究会の開催，および電子情報通信学会 第2種研

究会『マルチメディア情報ハイディング(MIH)研究

会』への参画によって，国内の研究組織作りが飛躍

的に進んだ．本年度は，上述の2種研究会『マルチ

メディア情報ハイディング(MIH)研究会』を発展させ

た電子情報通信学会 第1種研究会『マルチメディア

情報ハイディング・エンリッチメント(EMM)研究専門

委員会』への参画を通じて，共同研究メンバーを中

心とした本分野の研究組織作りを推進した．今後は，

本共同研究メンバーを中心とした大型研究プロジェ

クトの提案や国内外の標準化提案を推進していく予

定である． 

 

［４］成果資料 

[1] 電子情報通信学会技術研究報告，vol. 111, no. 

74, 2011 

[2] 電子情報通信学会技術研究報告，vol. 111, no. 

287, 2011 

[3] 電子情報通信学会技術研究報告，vol. 111, no. 

496, 2012 

[4] 梶山朋子，越前功．子どものWeb サイト危険度

評価を支援する情報可視化手法．電子情報通信学会

技術研究報告，EMM-2011-51, pp.65-70, 2011 

[5] Tomoko Kajiyama and Isao Echizen. A Faceted 

Navigation System for Helping Children 

Understand Features of Risky Websites, Proc. of 

the International Conference on Advancements in 

Computing Technology 2011, 6pages, 2011 

[6] Tomoko Kajiyama and Isao Echizen. A Faceted 

Navigation System for Helping Children 

Understand Features of Risky Websites, 

International Journal of Information Processing 

and Management, 採択済み, 2012 

[7] N. Teranishi and M. Kawamura, "Asynchronous 

stochastic decoder for spread spectrum digital 

watermarking," Proc. of the Seventh 

International Conference on Intelligent 

Information Hiding and Multimedia Signal 

Processing (IIH-MSP 2011), Dalian, China, 2011 

[8] 寺西直緒, 川村正樹, "スペクトル拡散型電子

透かしにおける焼きなまし法による復号の性能評

価," 電子情報通信学会 第 6 回 マルチメディア情

報ハイディング・エンリッチメント研究会, 大阪, 

Vo.111, No.496, pp.49-54, 2012 

[9] 川村正樹, 上江洌達也, 岡田真人, "画像修復

ありスペクトル拡散型電子透かしモデルの統計力学

的評価," 電子情報通信学会 第4回マルチメディア

情報ハイディング・エンリッチメント研究会, 仙台, 

Vol.111, No.287, pp.53-58, 2011 
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新概念VLSI システムと 
そのシステムインテグレーション技術 

 
［１］組織 

  代表者：羽生 貴弘 

（東北大学電気通信研究所） 

  対応者：羽生 貴弘 

（東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

松岡 浩（独立行政法人 理化学研究所） 

  中島 雅美（ルネサスエレクトロニクス（株）） 

  望月 明（ルネサスエレクトロニクス（株）） 

  木村 啓明（ローム（株）） 

 Kenneth C. Smith（カナダ・トロント大） 

  Vincent Gaudet（カナダ・ウォータールー大） 

  Glenn Gulak（カナダ・トロント大） 

  Wai-Tung Ng（カナダ・トロント大） 

  夏井 雅典（東北大学電気通信研究所 助教） 

  松本 敦（東北大学電気通信研究所 助教） 

 

   研究費：物件費5万円，旅費22万9千円 

 
［２］研究経過 

本格的なユビキタスネットワーク社会の到来が叫

ばれている昨今において，情報処理の分野における

研究開発の重要性は以前にも増して高まっている．

従来の情報処理技術においては処理速度，すなわち

チップのスループットにもっともウエイトが置かれ

ており，この点においては現在においても引き続き

重要なものである．その一方で，ノートPC，携帯電

話，携帯オーディオ端末等のモビリティを重視する

電子機器の爆発的な普及に伴い，処理速度以外のシ

ステム指標，すなわちチップ占有面積や消費電力を

小さく，低く抑えることが，環境保護の側面とも相

まって重要な課題であるといえる．これらの特性，

すなわち処理速度，占有面積，消費電力に優位性を

持つチップを将来に渡り継続的に作り続けていくこ

とは，従来技術の延長，すなわちチップ設計ルール

の微細化だけでは困難であるといわざるを得ない．

現実に，設計ルールが40nm以細のルールで設計され

たチップにおいては，トランジスタのスイッチング

速度に起因する遅延に対して，配線の複雑さが主た

る要因であるモジュール間転送にかかる遅延時間の

占める相対的割合が増加してきている． 

 このような配線遅延にまつわる問題の根本的な解

決手段としてはデザインルールのシュリンクのみに

依拠した性能向上思想からの脱却，すなわちソフト

ウェア技術，システムアーキテクチャ技術，回路デ

バイス技術といった VLSI 設計技術の各レイヤー技

術を多角的に進展させ，それらの技術を統合したシ

ステムインテグレーションを推進していくことが重

要であることは言うまでもない． 

 最終年度となる本プロジェクトでは，具体的に以

下に挙げる研究活動を通じて，次世代VLSIコンピュ

ーティングの実現を目指すためのシステムインテグ

レーション技術の推進に努めた．なお，平成23年度

は，平成23年3月に発生した東日本大震災のため，

年度の途中までは関係者を招へいすること自体が困

難であり，十分な研究討論の機会を設けることがで

きなかった．しかし，年度後半には関係者を招へい

できるレベルまで復旧することができた．以下，そ

の主な取り組みについて提示する： 

• 平成23年12月21日 高橋知宏氏（ソニー・主

任研究員）と，新概念材料・デバイスに基づく

高機能ロジックとシステムインテグレーション

技術に関する研究の一環として，不揮発性ロジ

ックとそのイメージセンサとの融合に関する研

究討論を行った．イメージャ-では，その開口率

向上のため，イメージセンサ周辺の制御回路等

をコンパクト化すると共に，低消費電力化も同

時に必須な技術スペックである．これらの問題

点を解決する一手法として，不揮発性ロジック

回路技術があり，今後も継続して可能性を検討

することとした． 

• 平成24年1月13日 中村健太郎氏（東京工業

大学・教授）と，新概念材料・デバイスに基づ

く高機能ロジックとシステムインテグレーショ

ン技術に関する共同研究の一環として，センサ

材料とその応用に関する講演，並びに，不揮発

性ロジック利用の可能性に関して研究討論を行

った．センサ材料・素子は，センシング機能を

有する回路を，コンパクトかつ低消費電力性を

有しながら実現する必要あり．その観点から，

不揮発性ロジックの利用価値が高いと考えられ
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国立情報学研究所では，Web サイトの危険度を評

価する情報可視化手法について検討を行った．子ど

もがネット社会で生きる力を育むためには，フィル

タリングで有害サイトを隔離した環境を構築するの

ではなく，Web サイト特性を理解しながら，サイト

の危険度評価を子どもが自ら行える環境を提供する

ことが重要である．そこで，多次元属性情報に対し

柔軟な検索を提供するリング状検索インタフェース

「Concentric Ring View」を応用し，既存の安全サ

イトと疑似的な危険サイトを対象とした Web サイ

ト可視化システムを構築した．本システムは，サイ

トの色や雰囲気，画像数やリンク数など，サイト特

徴を操作しながら，各サイトの危険度を閲覧できる

仕組みである．サイトの危険度は，登録されている

ポータルサイトの種類やカテゴリ名に基づき 4 段

階で定義した．小学生によるユーザビリティテスト

では，画像数の多いサイトへのアクセスには注意が

必要であるなど，Web サイト特性を自発的に学習で

きることを確認した．本研究の成果をEMM研究会[4]

で発表するとともに，国際会議[5]やジャーナル論文

[6]に発表した． 

山口大学では，スペクトル拡散型電子透かしに対

して，ベイズ最適な方法に基づいた復号アルゴリズ

ムを提案し，解析している．非同期ダイナミクスや

確率ダイナミクスを導入した場合の性能を評価した．

その結果，非同期かつ確率ダイナミクスを用いた場

合が一番性能が高かった．この成果はIIH-MSP[7]で

発表した．この手法では温度一定であったが，温度

を変化させる焼きなましを導入した場合についても

評価した．この成果はEMM研究会[8]で発表した．ま

た，統計力学の手法を用いて，原画像が未知の場合

の性能限界を厳密に理論的に求めた．理論から求ま

る鞍点方程式と計算機シミュレーションの結果はよ

く一致した．この成果をEMM研究会[9]で発表した．  

（３－２）波及効果と発展性など 

共同研究メンバーによる，これまでのプロジェク

ト研究会の開催，および電子情報通信学会 第2種研

究会『マルチメディア情報ハイディング(MIH)研究

会』への参画によって，国内の研究組織作りが飛躍

的に進んだ．本年度は，上述の2種研究会『マルチ

メディア情報ハイディング(MIH)研究会』を発展させ

た電子情報通信学会 第1種研究会『マルチメディア

情報ハイディング・エンリッチメント(EMM)研究専門

委員会』への参画を通じて，共同研究メンバーを中

心とした本分野の研究組織作りを推進した．今後は，

本共同研究メンバーを中心とした大型研究プロジェ

クトの提案や国内外の標準化提案を推進していく予

定である． 
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［２］研究経過 

本格的なユビキタスネットワーク社会の到来が叫

ばれている昨今において，情報処理の分野における

研究開発の重要性は以前にも増して高まっている．

従来の情報処理技術においては処理速度，すなわち

チップのスループットにもっともウエイトが置かれ

ており，この点においては現在においても引き続き

重要なものである．その一方で，ノートPC，携帯電

話，携帯オーディオ端末等のモビリティを重視する

電子機器の爆発的な普及に伴い，処理速度以外のシ

ステム指標，すなわちチップ占有面積や消費電力を

小さく，低く抑えることが，環境保護の側面とも相

まって重要な課題であるといえる．これらの特性，

すなわち処理速度，占有面積，消費電力に優位性を

持つチップを将来に渡り継続的に作り続けていくこ

とは，従来技術の延長，すなわちチップ設計ルール

の微細化だけでは困難であるといわざるを得ない．

現実に，設計ルールが40nm以細のルールで設計され

たチップにおいては，トランジスタのスイッチング

速度に起因する遅延に対して，配線の複雑さが主た

る要因であるモジュール間転送にかかる遅延時間の

占める相対的割合が増加してきている． 

 このような配線遅延にまつわる問題の根本的な解

決手段としてはデザインルールのシュリンクのみに

依拠した性能向上思想からの脱却，すなわちソフト

ウェア技術，システムアーキテクチャ技術，回路デ

バイス技術といった VLSI 設計技術の各レイヤー技

術を多角的に進展させ，それらの技術を統合したシ

ステムインテグレーションを推進していくことが重

要であることは言うまでもない． 

 最終年度となる本プロジェクトでは，具体的に以

下に挙げる研究活動を通じて，次世代VLSIコンピュ

ーティングの実現を目指すためのシステムインテグ

レーション技術の推進に努めた．なお，平成23年度

は，平成23年3月に発生した東日本大震災のため，

年度の途中までは関係者を招へいすること自体が困

難であり，十分な研究討論の機会を設けることがで

きなかった．しかし，年度後半には関係者を招へい

できるレベルまで復旧することができた．以下，そ

の主な取り組みについて提示する： 

• 平成23年12月21日 高橋知宏氏（ソニー・主

任研究員）と，新概念材料・デバイスに基づく

高機能ロジックとシステムインテグレーション

技術に関する研究の一環として，不揮発性ロジ

ックとそのイメージセンサとの融合に関する研

究討論を行った．イメージャ-では，その開口率

向上のため，イメージセンサ周辺の制御回路等

をコンパクト化すると共に，低消費電力化も同

時に必須な技術スペックである．これらの問題

点を解決する一手法として，不揮発性ロジック

回路技術があり，今後も継続して可能性を検討

することとした． 

• 平成24年1月13日 中村健太郎氏（東京工業

大学・教授）と，新概念材料・デバイスに基づ

く高機能ロジックとシステムインテグレーショ

ン技術に関する共同研究の一環として，センサ

材料とその応用に関する講演，並びに，不揮発

性ロジック利用の可能性に関して研究討論を行

った．センサ材料・素子は，センシング機能を

有する回路を，コンパクトかつ低消費電力性を

有しながら実現する必要あり．その観点から，

不揮発性ロジックの利用価値が高いと考えられ
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るため，今後も研究討論を続けることを確認し

た． 

• 平成 23年 1月 30日～2月 24日 Wai-Tung Ng

氏（カナダ・トロント大学・教授）と，新概念

材料・デバイスに基づく高機能ロジックとシス

テムインテグレーション技術に関する共同研究

の一環として，不揮発性素子を用いた回路と，

高効率DC-DC変換を用いたパワーマネージメン

ト技術の活用方法に関する研究打合せを行った．

氏は，短期招へい研究者プログラム（JSPS）経

費で約一ヵ月間本学本所に滞在してもらってお

り，この滞在期間中に，「不揮発性ロジックを効

率よくパワーゲーティングする手法」に関して

詳細に打合せすることができ，極めて有意義で

あった．氏とは，この打合せで得られた知見を

元に，継続審議すると共に，共著論文執筆する

ことを約束するに至った． 

• 平成24年2月7日 Wai-Tung Ng(カナダ・トロ

ント大学・教授)，亀山充隆氏（本学・情報科学

研究科・研究科長・教授），張山昌論氏（本学情

報科学研究科・准教授），阿部正英氏（本学個学

研究科・准教授）を交え，材料・デバイスに基

づく高機能ロジックとシステインテグレーショ

ン技術に関する共同研究の一環として，不揮発

性ロジックとそのパワーマネージメント技術に

関連する研究討論を行った． 

• 平成 24年 2月 28日～29日，3月9日～10日，

3月26日～27日 川上進氏（本学本所・客員教

授），亀山充隆氏（本学情報科学研究科・研究科

長・教授），藤岡与周氏（八戸工業大学・准教授），

矢野雅孝（本学・名誉教授）を交え，新概念材

料・デバイスに基づく高機能ロジックとシステ

ムインテグレーション技術に関する研究の一環

として，脳の形態視モデリングとそのハードウ

ェアシミュレータ実現に関する研究討論を行っ

た．形態視を模擬するハードウェアシミュレー

タ実現においては，膨大なモジュール間配線が

必須となるため，それを如何に効率的に実現す

るかが鍵となる．打合せでは，データ構造とし

て「パケット通信方式」などを活用する方法を

議論し，今後も定量的評価を交えながら，継続

的に議論することとした． 

• 平成 24 年 2 月 27 日～3 月 1 日 Vincent C. 

Gaudet氏（カナダ・ウォータールー大学・准教

授）および鬼沢直哉氏（カナダ・ウォータール

ー大学・ポスドク研究員）と，新概念材料・デ

バイスに基づく高機能ロジックとシステムイン

テグレーション技術に関する共同研究の一環と

して，確率的状態遷移に基づく非同期データ転

送方式とその応用に関する研究討論を行った．

特に，2/27午後は，本学工学研究科安達文幸教

授並びに同研究室所属の博士課程学生２名，お

よび当研究室・松本敦助教，ポスドク研究員２

名（松永翔雲氏，鈴木大輔氏）を交え，低消費

電力 VLSI 技術に関する国際ワークショップを

開催し，回路・システム技術から情報通信応用

までを見据えた広い視点から，本共プロ研究の

将来展望について議論した． 

• 平成24年2月14日～15日，3月23日 松岡浩

氏(理化学研究所)，並びに関連研究者である高

村守幸氏（富士通研究所），西川岳氏（日本電気），

福田正大氏（計算科学振興財団），福井義成氏（海

洋研究開発機構）を交え，材料・デバイスに基

づく高機能ロジックとシステインテグレーショ

ン技術に関する共同研究の一環として，不揮発

性ロジック回路の応用（特に，高性能計算機実

現の可能性）と今後の展望に関して研究打合せ

を行った．  

 

［３］成果 

（３－１）研究成果 

新概念材料・デバイスに基づく高機能ロジックと

システムインテグレーション技術に関連する本年度

の具体的研究成果として，主な事項２点について以

下に報告する： 

（１）MTJ素子を用いたロジックインメモリVLSIの

構成 

 本研究代表者らの研究グループがこれまでに考案

してきた，MTJ（Magnetic Tunnel Junction）素子等

の不揮発性記憶素子を CMOS 回路に組み込むことに

よって記憶機能と演算機能の一体化を実現すること

による，高速，低消費電力かつコンパクトな回路構

成であるロジックインメモリ技術に関する研究をさ

らに進展させ，回路IPとなり得る規模の高機能な集

積回路ブロックの設計に成功している．記憶機能と

演算機能を回路レベルでコンパクトに一体化する新

しい演算デバイスを開発することで，メモリ・演算

器間データ転送ボトルネックのない「超高速処理」

回路・システムを実現する．また，不揮発性記憶機

能が分散されたため，電源をオンすれば瞬時にシス

テムが起動する「クイックオン」機能と，使うとき

だけ回路に電流が流れる「ノーマリーオフ」機能が

合わせて実現するVLSIシステムが実現される．さら

に，ハードウェア構成を変えずロジック機能を自由

に変更できる「動的再構成可能」回路を実現し，し

きい値電圧ばらつきなどの製造プロセス変動を調整

できる新しい集積回路技術の有用性を実証すること

が可能となる． 

 

 MTJ 素子を用いたロジックインメモリ技術として，

不揮発性ロジック回路の特徴である記憶・演算一体

化機能を利用し，FPGA(Field Programmable Gate 

Array)の論理演算部（LUT）の高性能化・高機能化・

高信頼化（素子ばらつきに対するロバスト性），並び

に TCAM（Ternary CAM）の完全並列化・超低消費電

力化・コンパクト化を，実チップ動作で原理動作検

証した．また，MTJ 素子を冗長に挿入して「回路の

スイッチング特性を可変に」調整できる回路構成を

新たに考案．これにより，MOS トランジスタなどの

デバイス特性（例えば，しきい電圧など）がばらつ

いても，回路動作は安定化できることとなり，集積

回路のマージン設計を緩和し，集積回路性能をより

向上できる回路構成＆回路設計手法に関する研究も

始めた．これらの不揮発性ロジックに関しては，査

読付き国際学会での発表を行い，学術論文，招待講

演により，学外への発信を積極的に行った． 

 

（２）電流モード多値回路技術に基づくマルチコア

プロセッサと演算器，並びに多値回路の信頼

性に関する研究の実施 

VLSI チップ内の配線ボトルネックを解消するア

ーキテクチャとして重要なネットワークオンチップ

（Network-on-Chip; NoC）は，今後の高性能LSI開

発において重要な役割を果たすアーキテクチャとし

て，その構成論が着目されている．本研究代表者ら

は，非同期データ転送方式を組み込んだNoCの構成

方法について取り組んでいる．非同期式制御では，

データが届いてから転送を始めるため，無駄な電力

消費を必要とせず，高速で高効率のデータ転送が実

現できる可能性を有する．本研究代表者らの研究グ

ループでは，電流モード多値信号を用いて，非同期

データ転送を効率的に実現する方法を世界に先駆け

て提案してきた．本年度は，電流モード多値データ

転送方式をさらに改良して，オープン故障等の故障

検出を極めて少ないハードウェアで実現できる回路

構成方法，並びにその誤り訂正回路の構成方法等に

ついて検討し，これらの結果を，学術論文，査読付

き国際会議論文にまとめた．さらに，細粒度パワー

ゲーティングと非同期制御の整合性の良さに着目し，

制御回路オーバーヘッドを極力低減しつつ，低消費

電力化を加速する回路構成についても検討した．こ

れらの研究成果は，国際会議（iscas2011，2011年5

月開催）で発表すると共に，非同期関連では世界で

最も権威のある国際会議（async2012，2012年 5月

開催予定）に採択，かつ，上記内容について現在論

文を執筆中である． 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

情報通信用の次世代高性能ＶＬＳＩチップ実現技

術に関する研究討論会を開催し，これに関する先端

的技術の集積を行うことで，電気通信研究所が日本

の情報通信関連技術の発信地となり、共同研究プロ

ジェクトの趣旨に合致している．また，研究討論会

にて議論するシステムインテグレーション技術は，

次世代システムＬＳＩ技術に直結するものであり，

我が国半導体産業の活性化に大きく寄与するもので

ある．特にTMR素子に基づく不揮発性ロジック技術

は，現在電気通信研究所で推進中のプロジェクトで

ある IT プログラムにおいて中核を占める研究内容

であり，極めて革新性の高い研究である. 
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るため，今後も研究討論を続けることを確認し

た． 

• 平成 23年 1月 30日～2月 24日 Wai-Tung Ng

氏（カナダ・トロント大学・教授）と，新概念

材料・デバイスに基づく高機能ロジックとシス

テムインテグレーション技術に関する共同研究

の一環として，不揮発性素子を用いた回路と，

高効率DC-DC変換を用いたパワーマネージメン

ト技術の活用方法に関する研究打合せを行った．

氏は，短期招へい研究者プログラム（JSPS）経

費で約一ヵ月間本学本所に滞在してもらってお

り，この滞在期間中に，「不揮発性ロジックを効

率よくパワーゲーティングする手法」に関して

詳細に打合せすることができ，極めて有意義で

あった．氏とは，この打合せで得られた知見を

元に，継続審議すると共に，共著論文執筆する

ことを約束するに至った． 

• 平成24年2月7日 Wai-Tung Ng(カナダ・トロ

ント大学・教授)，亀山充隆氏（本学・情報科学

研究科・研究科長・教授），張山昌論氏（本学情

報科学研究科・准教授），阿部正英氏（本学個学

研究科・准教授）を交え，材料・デバイスに基

づく高機能ロジックとシステインテグレーショ

ン技術に関する共同研究の一環として，不揮発

性ロジックとそのパワーマネージメント技術に

関連する研究討論を行った． 

• 平成 24年 2月 28日～29日，3月9日～10日，

3月26日～27日 川上進氏（本学本所・客員教

授），亀山充隆氏（本学情報科学研究科・研究科

長・教授），藤岡与周氏（八戸工業大学・准教授），

矢野雅孝（本学・名誉教授）を交え，新概念材

料・デバイスに基づく高機能ロジックとシステ

ムインテグレーション技術に関する研究の一環

として，脳の形態視モデリングとそのハードウ

ェアシミュレータ実現に関する研究討論を行っ

た．形態視を模擬するハードウェアシミュレー

タ実現においては，膨大なモジュール間配線が

必須となるため，それを如何に効率的に実現す

るかが鍵となる．打合せでは，データ構造とし

て「パケット通信方式」などを活用する方法を

議論し，今後も定量的評価を交えながら，継続

的に議論することとした． 

• 平成 24 年 2 月 27 日～3 月 1 日 Vincent C. 

Gaudet氏（カナダ・ウォータールー大学・准教

授）および鬼沢直哉氏（カナダ・ウォータール

ー大学・ポスドク研究員）と，新概念材料・デ

バイスに基づく高機能ロジックとシステムイン

テグレーション技術に関する共同研究の一環と

して，確率的状態遷移に基づく非同期データ転

送方式とその応用に関する研究討論を行った．

特に，2/27午後は，本学工学研究科安達文幸教

授並びに同研究室所属の博士課程学生２名，お

よび当研究室・松本敦助教，ポスドク研究員２

名（松永翔雲氏，鈴木大輔氏）を交え，低消費

電力 VLSI 技術に関する国際ワークショップを

開催し，回路・システム技術から情報通信応用

までを見据えた広い視点から，本共プロ研究の

将来展望について議論した． 

• 平成24年2月14日～15日，3月23日 松岡浩

氏(理化学研究所)，並びに関連研究者である高

村守幸氏（富士通研究所），西川岳氏（日本電気），

福田正大氏（計算科学振興財団），福井義成氏（海

洋研究開発機構）を交え，材料・デバイスに基

づく高機能ロジックとシステインテグレーショ

ン技術に関する共同研究の一環として，不揮発

性ロジック回路の応用（特に，高性能計算機実

現の可能性）と今後の展望に関して研究打合せ

を行った．  

 

［３］成果 

（３－１）研究成果 

新概念材料・デバイスに基づく高機能ロジックと

システムインテグレーション技術に関連する本年度

の具体的研究成果として，主な事項２点について以

下に報告する： 

（１）MTJ素子を用いたロジックインメモリVLSIの

構成 

 本研究代表者らの研究グループがこれまでに考案

してきた，MTJ（Magnetic Tunnel Junction）素子等

の不揮発性記憶素子を CMOS 回路に組み込むことに

よって記憶機能と演算機能の一体化を実現すること

による，高速，低消費電力かつコンパクトな回路構

成であるロジックインメモリ技術に関する研究をさ

らに進展させ，回路IPとなり得る規模の高機能な集

積回路ブロックの設計に成功している．記憶機能と

演算機能を回路レベルでコンパクトに一体化する新

しい演算デバイスを開発することで，メモリ・演算

器間データ転送ボトルネックのない「超高速処理」

回路・システムを実現する．また，不揮発性記憶機

能が分散されたため，電源をオンすれば瞬時にシス

テムが起動する「クイックオン」機能と，使うとき

だけ回路に電流が流れる「ノーマリーオフ」機能が

合わせて実現するVLSIシステムが実現される．さら

に，ハードウェア構成を変えずロジック機能を自由

に変更できる「動的再構成可能」回路を実現し，し

きい値電圧ばらつきなどの製造プロセス変動を調整

できる新しい集積回路技術の有用性を実証すること

が可能となる． 

 

 MTJ 素子を用いたロジックインメモリ技術として，

不揮発性ロジック回路の特徴である記憶・演算一体

化機能を利用し，FPGA(Field Programmable Gate 

Array)の論理演算部（LUT）の高性能化・高機能化・

高信頼化（素子ばらつきに対するロバスト性），並び

に TCAM（Ternary CAM）の完全並列化・超低消費電

力化・コンパクト化を，実チップ動作で原理動作検

証した．また，MTJ 素子を冗長に挿入して「回路の

スイッチング特性を可変に」調整できる回路構成を

新たに考案．これにより，MOS トランジスタなどの

デバイス特性（例えば，しきい電圧など）がばらつ

いても，回路動作は安定化できることとなり，集積

回路のマージン設計を緩和し，集積回路性能をより

向上できる回路構成＆回路設計手法に関する研究も

始めた．これらの不揮発性ロジックに関しては，査

読付き国際学会での発表を行い，学術論文，招待講

演により，学外への発信を積極的に行った． 

 

（２）電流モード多値回路技術に基づくマルチコア

プロセッサと演算器，並びに多値回路の信頼

性に関する研究の実施 

VLSI チップ内の配線ボトルネックを解消するア

ーキテクチャとして重要なネットワークオンチップ

（Network-on-Chip; NoC）は，今後の高性能LSI開

発において重要な役割を果たすアーキテクチャとし

て，その構成論が着目されている．本研究代表者ら

は，非同期データ転送方式を組み込んだNoCの構成

方法について取り組んでいる．非同期式制御では，

データが届いてから転送を始めるため，無駄な電力

消費を必要とせず，高速で高効率のデータ転送が実

現できる可能性を有する．本研究代表者らの研究グ

ループでは，電流モード多値信号を用いて，非同期

データ転送を効率的に実現する方法を世界に先駆け

て提案してきた．本年度は，電流モード多値データ

転送方式をさらに改良して，オープン故障等の故障

検出を極めて少ないハードウェアで実現できる回路

構成方法，並びにその誤り訂正回路の構成方法等に

ついて検討し，これらの結果を，学術論文，査読付

き国際会議論文にまとめた．さらに，細粒度パワー

ゲーティングと非同期制御の整合性の良さに着目し，

制御回路オーバーヘッドを極力低減しつつ，低消費

電力化を加速する回路構成についても検討した．こ

れらの研究成果は，国際会議（iscas2011，2011年5

月開催）で発表すると共に，非同期関連では世界で

最も権威のある国際会議（async2012，2012年 5月

開催予定）に採択，かつ，上記内容について現在論

文を執筆中である． 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

情報通信用の次世代高性能ＶＬＳＩチップ実現技

術に関する研究討論会を開催し，これに関する先端

的技術の集積を行うことで，電気通信研究所が日本

の情報通信関連技術の発信地となり、共同研究プロ

ジェクトの趣旨に合致している．また，研究討論会

にて議論するシステムインテグレーション技術は，

次世代システムＬＳＩ技術に直結するものであり，

我が国半導体産業の活性化に大きく寄与するもので

ある．特にTMR素子に基づく不揮発性ロジック技術

は，現在電気通信研究所で推進中のプロジェクトで

ある IT プログラムにおいて中核を占める研究内容

であり，極めて革新性の高い研究である. 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H22/B02 

 

微粒子プラズマの応用とその基礎研究 
 

 
［１］組織 
  代表者：三重野 哲 

（静岡大学理学部） 
  対応者：庭野 道夫 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

佐藤 徳芳（東北大学） 
     飯塚 哲 （東北大学工学研究科） 

渡辺 征夫（九州大学） 
     石原 修 （横浜国立大学工学研究院） 

上村 鉄雄（名城大学理工学研究科） 
白谷 正治（九州大学ｼｽﾃﾑ情報科学研究院） 

     林  康明（京都工芸繊維大学工芸科学研究科） 
高橋 和生（京都工芸繊維大学工芸科学研究科） 
東辻 浩夫（岡山大学自然科学研究科） 
足立 聡  （宇宙航空研究開発機構） 
山野内 敬（宮城高専） 
古閑 一憲（九州大学ｼｽﾃﾑ情報科学研究院） 
増崎 貴  （核融合科学研究所） 
柴田 裕実（京都大学工学研究科） 
布村 正太（産総研太陽光発電研究センター） 
内田儀一郎（九州大学ｼｽﾃﾑ情報科学研究院） 

 
   研究費：物件費4万2千円，旅費39万9千円 
 
［２］研究経過 
微粒子プラズマの研究・開発は，近年ますますそ

の重要性を増している。プラズマ化学反応による

超微細加工技術および薄膜作製技術は、現在の先

端産業を支える重要な技術となっている。このプ

ラズマプロセッシング技術の進展は、今後もナノ

情報デバイス創成の基礎技術として必要である。

特に、ナノテクノロジーと関連して、超薄膜、量

子ドット、極超微細加工、ボトムアップ型ナノデ

バイス、ナノ粒子製造などの発展が大いに期待さ

れているところである。ここで使われる反応性プ

ラズマは、一般には、中性粒子、電子および正負

イオンからなるが、作製の条件によっては、大き

な質量を持つクラスター、フラーレン、ナノチュ

ーブ、ナノ結晶、あるいはミクロンサイズの微粒

子が存在する。プラズマ中では、これらのナノ粒

子や微粒子の表面に大量の電子が付着し、あたか

も巨大な負イオンのように振舞う。こうしたプラ

ズマは、微粒子プラズマと呼ばれている。 
本プロジェクト研究会では、ナノメータからミ

クロンサイズまでの微粒子を含む微粒子プラズ

マの基礎的性質を系統的に解明することを目的

とする。そして、その基礎的成果に基づき、炭素

系ナノ機能材料、シリコン系ドット型半導体薄膜

等のナノ微細構造制御、高機能化や、次世代極超

微細情報デバイスの材料プロセッシングに必要

な微粒子プラズマの精密制御法を目指した研究

を行う。さらには相転移・臨界現象など微細材料

の基礎物性に関る諸問題を解明する場とするこ

とも目的としている。 
前年度は、超臨界プラズマ反応の有効性、宇宙

クーロン結晶におけるボイドとプラズマ現象、ナ

ノチューブ合成と重力の関係、微粒子制御成膜プ

ロセス、金属入りナノチューブ合成などの成果が

あった。そこで、本年度は前年度の成果をふまえ

ながら、量子ドット太陽電池作製、ナノ水分子を

用いた空気清浄、ボイドの無いクーロン結晶、極

低温クーロン結晶に関する研究討論を展開した。 

 以下、活動状況の概要を記す。 
 研究会は、平成23年9月3日（土）~4日（日）

の1泊2日で、秋保・ホテルクレセントの会議室

で行われた。 
初日は、7 件の講演が行われた。九州大学、内

田博士による「クラスタープラズマ実験の進展」、

パナソニック電工、山内研究員による「静電霧化

による空気清浄」、東京工業大学、野崎博士によ

る「ナノチューブ合成。シリコン量子ドットを用

いた太陽電池作製」、京都工芸繊維大学、林教授

による「グロー放電プラズマによる電位閉じ込め

を利用したカーボンナノチューブの成長」であっ

た。また、夕食後にナイトセッションとして、東

北大学、佐藤名誉教授より「東北の地震と近況に

ついて」、九州大学、内田博士より「応用物理学

会での論文賞受賞」の発表、京都工芸繊維大学の

林教授より、「ドイツでのコンプレックスプラズ

マ報告」発表が有り、それぞれのテーマに対して

自由な意見交換がなされた。 

 

2 日目は、朝食後、東北大学、佐藤名誉教授よ

り「ボイドの無いクーロン結晶の実現」、横浜国

大、石原教授による「極低温でのクーロンクラス

ター現象」、静岡大学、三重野教授による「タイ

タン大気におけるクラスターイオン」、宇都宮大

学、齋藤博士による「微粒子プラズマ流における

Bow Shock形成」、岡山大学東辻名誉教授による

「宇宙微粒子実験分析と計画」の講演がなされた。

その後、全体的内容について意見交換を行った。

また、これからの活動計画、重点項目、宇宙ステ

ーション研究について討論を行った。 
 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第1に，プラズマプロセッシングで標準的

である 13.56 MHz 高周波放電に倍波の 27.12 
MHzの高周波を重畳することにより，RFシース

自己バイアスを制御し，プラズマ中微粒子をダイ

ナミックに輸送可能であることが明らかになった． 

 第2に、空気中のダスト、細菌、有害分子の除去

には、ラジカルを含んだ水微粒子拡散が重要であり、

いかに小型装置で室内をカバーできる水微粒子を発

生させるかが重要であるかが分かった。山内らは、

特殊な放電技術と噴霧技術により、ナノサイズのラ

ジカルを含んだ水クラスター拡散に成功し、室内の

除菌、快適化を実現した。 
第3に、従来のシリコン系太陽電池の性能を超え

る新しい太陽電池として、量子ドット型太陽電池が

研究されているが、微粒子プラズマ法を用いて、高

性能量子ドット太陽電池を合成できる方向であるこ

とが理解できた。しかしながら、世界的に高い競争

が行われていることも認識した。 
第4に、プラズマの3次元電位構造を利用すると、

触媒微粒子を長時間プラズマ内に閉じ込めることが

でき、触媒が炭素原子を吸収してナノチューブを成

長させる、長時間反応を実現できることが分かった。 
第 5 に、3 次元クーロン結晶を作ろうとすると、

一つの大型ボイドが自発的に発生する現象に対し、

球状プラズマ容器の中にて、立体的RF 電極を配置

することにより、ボイドの無い3次元クーロン結晶

を作成することに成功したことが認識された。その

抑制機構やより大型の3次元クーロン結晶作成につ

いての討論が積極的に行われた。 
第6に、液体ヘリウム温度におけるクーロン結晶

の実現を、特殊低温プラズマ実験装置を用いて成功

したことを理解した。液体ヘリウム界面の上方に 2
次元の高結合度のクーロン結晶が実現された。その

低温での性質が試験されている。 

第7に、重力に対し傾いた平板電極を運動する微

粒子プラズマが、障害物のまわりにバウショックを

形成する実験成果を理解した。微粒子と電場の相互

作用が定常衝撃界面を作っており、磁気圏でのショ

ックと比較することができる。この形状とプラズマ

条件の関係の解明が期待されている。 
第8に、宇宙無重量状態で作られたクーロン結晶

に対し、超臨界状態を探索する研究結果が紹介され

た。まだ超臨界状態のデータは得られていないが、

多粒子相互作用理論から導かれる微粒子集団運動が

実験においても起きることが確認され、超臨界状態

の実現への方向性が示された。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 前節で述べたように、本プロジェクトと関連して

多くの学術的成果が出つつある。一部は、プラズマ・

境界部分における、「新領域研究」に発展して、全国

的なグループ研究として活動している。一方、宇宙

ステーション利用と関係して、ドイツ、ロシアとの

共同研究は、引き続き行われており、次期計画での

展開について、準備が進んでいる。 
 11月に金沢で行われたプラズマ2011会議におい

ては、シンポジウム「微粒子プラズマ科学の新展開」

が企画された。 
 
＜プログラム＞ 
１．趣旨説明、林康明（京工繊大） 5分 

２．核融合プラズマ装置で発生したダストに対する

表面分析評価およびその場計測法について、芦川直

子（核融合研） 15分 

３．カーボンナノチューブ微粒子のプラズマ合成過

程、三重野哲（静大），古閑一憲，白谷正治（九大） 

15分 

４．宇宙速度衝突による珪酸塩のプラズマ化、黒澤

耕介（JAXA） 15分 

５．微粒子プラズマの計測と国際宇宙ステーション実

験、高橋和生，林 康明（京工繊大） 15分 

６．総合討論 

 

 一方、若手ポスドク、大学院生への教育を含んだ

交流の機会も持たれている。今後、微粒子プラズマ

を中心とした学際的研究交流が期待され、グループ

研究や国際会議でのセッション立ち上げなどが検討

されている。 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H22/B02 

 

微粒子プラズマの応用とその基礎研究 
 

 
［１］組織 
  代表者：三重野 哲 

（静岡大学理学部） 
  対応者：庭野 道夫 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

佐藤 徳芳（東北大学） 
     飯塚 哲 （東北大学工学研究科） 

渡辺 征夫（九州大学） 
     石原 修 （横浜国立大学工学研究院） 

上村 鉄雄（名城大学理工学研究科） 
白谷 正治（九州大学ｼｽﾃﾑ情報科学研究院） 

     林  康明（京都工芸繊維大学工芸科学研究科） 
高橋 和生（京都工芸繊維大学工芸科学研究科） 
東辻 浩夫（岡山大学自然科学研究科） 
足立 聡  （宇宙航空研究開発機構） 
山野内 敬（宮城高専） 
古閑 一憲（九州大学ｼｽﾃﾑ情報科学研究院） 
増崎 貴  （核融合科学研究所） 
柴田 裕実（京都大学工学研究科） 
布村 正太（産総研太陽光発電研究センター） 
内田儀一郎（九州大学ｼｽﾃﾑ情報科学研究院） 

 
   研究費：物件費4万2千円，旅費39万9千円 
 
［２］研究経過 
微粒子プラズマの研究・開発は，近年ますますそ

の重要性を増している。プラズマ化学反応による

超微細加工技術および薄膜作製技術は、現在の先

端産業を支える重要な技術となっている。このプ

ラズマプロセッシング技術の進展は、今後もナノ

情報デバイス創成の基礎技術として必要である。

特に、ナノテクノロジーと関連して、超薄膜、量

子ドット、極超微細加工、ボトムアップ型ナノデ

バイス、ナノ粒子製造などの発展が大いに期待さ

れているところである。ここで使われる反応性プ

ラズマは、一般には、中性粒子、電子および正負

イオンからなるが、作製の条件によっては、大き

な質量を持つクラスター、フラーレン、ナノチュ

ーブ、ナノ結晶、あるいはミクロンサイズの微粒

子が存在する。プラズマ中では、これらのナノ粒

子や微粒子の表面に大量の電子が付着し、あたか

も巨大な負イオンのように振舞う。こうしたプラ

ズマは、微粒子プラズマと呼ばれている。 
本プロジェクト研究会では、ナノメータからミ

クロンサイズまでの微粒子を含む微粒子プラズ

マの基礎的性質を系統的に解明することを目的

とする。そして、その基礎的成果に基づき、炭素

系ナノ機能材料、シリコン系ドット型半導体薄膜

等のナノ微細構造制御、高機能化や、次世代極超

微細情報デバイスの材料プロセッシングに必要

な微粒子プラズマの精密制御法を目指した研究

を行う。さらには相転移・臨界現象など微細材料

の基礎物性に関る諸問題を解明する場とするこ

とも目的としている。 
前年度は、超臨界プラズマ反応の有効性、宇宙

クーロン結晶におけるボイドとプラズマ現象、ナ

ノチューブ合成と重力の関係、微粒子制御成膜プ

ロセス、金属入りナノチューブ合成などの成果が

あった。そこで、本年度は前年度の成果をふまえ

ながら、量子ドット太陽電池作製、ナノ水分子を

用いた空気清浄、ボイドの無いクーロン結晶、極

低温クーロン結晶に関する研究討論を展開した。 

 以下、活動状況の概要を記す。 
 研究会は、平成23年9月3日（土）~4日（日）

の1泊2日で、秋保・ホテルクレセントの会議室

で行われた。 
初日は、7 件の講演が行われた。九州大学、内

田博士による「クラスタープラズマ実験の進展」、

パナソニック電工、山内研究員による「静電霧化

による空気清浄」、東京工業大学、野崎博士によ

る「ナノチューブ合成。シリコン量子ドットを用

いた太陽電池作製」、京都工芸繊維大学、林教授

による「グロー放電プラズマによる電位閉じ込め

を利用したカーボンナノチューブの成長」であっ

た。また、夕食後にナイトセッションとして、東

北大学、佐藤名誉教授より「東北の地震と近況に

ついて」、九州大学、内田博士より「応用物理学

会での論文賞受賞」の発表、京都工芸繊維大学の

林教授より、「ドイツでのコンプレックスプラズ

マ報告」発表が有り、それぞれのテーマに対して

自由な意見交換がなされた。 

 

2 日目は、朝食後、東北大学、佐藤名誉教授よ

り「ボイドの無いクーロン結晶の実現」、横浜国

大、石原教授による「極低温でのクーロンクラス

ター現象」、静岡大学、三重野教授による「タイ

タン大気におけるクラスターイオン」、宇都宮大

学、齋藤博士による「微粒子プラズマ流における

Bow Shock形成」、岡山大学東辻名誉教授による

「宇宙微粒子実験分析と計画」の講演がなされた。

その後、全体的内容について意見交換を行った。

また、これからの活動計画、重点項目、宇宙ステ

ーション研究について討論を行った。 
 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第1に，プラズマプロセッシングで標準的

である 13.56 MHz 高周波放電に倍波の 27.12 
MHzの高周波を重畳することにより，RFシース

自己バイアスを制御し，プラズマ中微粒子をダイ

ナミックに輸送可能であることが明らかになった． 

 第2に、空気中のダスト、細菌、有害分子の除去

には、ラジカルを含んだ水微粒子拡散が重要であり、

いかに小型装置で室内をカバーできる水微粒子を発

生させるかが重要であるかが分かった。山内らは、

特殊な放電技術と噴霧技術により、ナノサイズのラ

ジカルを含んだ水クラスター拡散に成功し、室内の

除菌、快適化を実現した。 
第3に、従来のシリコン系太陽電池の性能を超え

る新しい太陽電池として、量子ドット型太陽電池が

研究されているが、微粒子プラズマ法を用いて、高

性能量子ドット太陽電池を合成できる方向であるこ

とが理解できた。しかしながら、世界的に高い競争

が行われていることも認識した。 
第4に、プラズマの3次元電位構造を利用すると、

触媒微粒子を長時間プラズマ内に閉じ込めることが

でき、触媒が炭素原子を吸収してナノチューブを成

長させる、長時間反応を実現できることが分かった。 
第 5 に、3 次元クーロン結晶を作ろうとすると、

一つの大型ボイドが自発的に発生する現象に対し、

球状プラズマ容器の中にて、立体的RF 電極を配置

することにより、ボイドの無い3次元クーロン結晶

を作成することに成功したことが認識された。その

抑制機構やより大型の3次元クーロン結晶作成につ

いての討論が積極的に行われた。 
第6に、液体ヘリウム温度におけるクーロン結晶

の実現を、特殊低温プラズマ実験装置を用いて成功

したことを理解した。液体ヘリウム界面の上方に 2
次元の高結合度のクーロン結晶が実現された。その

低温での性質が試験されている。 

第7に、重力に対し傾いた平板電極を運動する微

粒子プラズマが、障害物のまわりにバウショックを

形成する実験成果を理解した。微粒子と電場の相互

作用が定常衝撃界面を作っており、磁気圏でのショ

ックと比較することができる。この形状とプラズマ

条件の関係の解明が期待されている。 
第8に、宇宙無重量状態で作られたクーロン結晶

に対し、超臨界状態を探索する研究結果が紹介され

た。まだ超臨界状態のデータは得られていないが、

多粒子相互作用理論から導かれる微粒子集団運動が

実験においても起きることが確認され、超臨界状態

の実現への方向性が示された。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 前節で述べたように、本プロジェクトと関連して

多くの学術的成果が出つつある。一部は、プラズマ・

境界部分における、「新領域研究」に発展して、全国

的なグループ研究として活動している。一方、宇宙

ステーション利用と関係して、ドイツ、ロシアとの

共同研究は、引き続き行われており、次期計画での

展開について、準備が進んでいる。 
 11月に金沢で行われたプラズマ2011会議におい

ては、シンポジウム「微粒子プラズマ科学の新展開」

が企画された。 
 
＜プログラム＞ 
１．趣旨説明、林康明（京工繊大） 5分 

２．核融合プラズマ装置で発生したダストに対する

表面分析評価およびその場計測法について、芦川直

子（核融合研） 15分 

３．カーボンナノチューブ微粒子のプラズマ合成過

程、三重野哲（静大），古閑一憲，白谷正治（九大） 

15分 

４．宇宙速度衝突による珪酸塩のプラズマ化、黒澤

耕介（JAXA） 15分 

５．微粒子プラズマの計測と国際宇宙ステーション実

験、高橋和生，林 康明（京工繊大） 15分 

６．総合討論 

 

 一方、若手ポスドク、大学院生への教育を含んだ

交流の機会も持たれている。今後、微粒子プラズマ

を中心とした学際的研究交流が期待され、グループ

研究や国際会議でのセッション立ち上げなどが検討

されている。 
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(2) "Effect of Gravity and Magnetic Field for Production of  
Single-Walled carbon Nanotubes by Arc-Discharge 
Method", T. Mieno & T. GuoDong, Carbon 
Nanotube/Book 3, ed. Viktorija Zgela, INTECH, Vienna, 
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(9) 小特集 「「プラズマと微粒子」研究の諸分野に

おける進展 (はじめに)」石原修、プラズマ核融合

学会誌、O. Ishihara, Introduction, Advances in Various 
Fields of "Plasma and Dust Particles", J. Plasma and 
Fusion Research) Vol. 86, 79-81 (2011). （特集記事） 

(10) “Effect of nitridation of Si nano-particles on the 
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(11) “Deposition of Cluster-free B-doped a-Si:H films using 
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(16) “Impacts of amplitude modulation of RF discharge 
voltage on the growth of nanoparticles in reactive plasmas”, 
K. Kamataki, H. Miyata, K. Koga, G. Uchida, N. Itagaki, M. 
Shiratani, Appl. Phys. Express 4 (2011) pp. 105001-1 -  
105001-3. 

(17) “Comparison between silicon thin films with and 
without incorporating crystalline silicon nanoparticles into 
the film” K. Koga, T. Matsunaga, W. M. Nakamura, K. 
Nakahara, Y. Kawashima, G. Uchida, K. Kamataki, N. 
Itagaki, M. Shiratani, Thin Solid Films 519 (2011) pp. 
6896–6898. 

(18) “Nano-factories in plasma: present status and outlook”, 
M. Shiratani, K. Koga, S. Iwashita, G. Uchida, N. Itagaki, K. 
Kamataki, J. Phys. D: Appl. Phys. 44 (2011)  pp. 174038-1 – 
174038-8.  

(19) “Advanced research and development for plasma 
processing of polymers with combinatorial plasma-process 
analyzer”, Y. Setsuhara, K. Cho, M. Shiratani, M. Sekine, M. 
Hori, Thin Solid Films, 518 (2011)  pp. 6320-6324. 

(20) "Highly Conducting Very Thin ZnO:Al Films with ZnO 
Buffer Layer Fabricated by Solid Phase Crystallization from 
Amorphous Phase", N. Itagaki, K. Kuwahara, K. Nakahara, 
D. Yamashita, G. Uchida, K. Koga, M. Shiratani, Appl. Phys. 
Express (2011) 011101. 

(21) “Neutral Gas Compression in the Helical Divertor with a    
Baffle Structure in the LHD Heliotron”, S. Masuzaki, M. 
Kobayashi, M. Shoji, M. Tokitani, T. Morisaki, R.    
Sakamoto, M. Osakabe, T. Murase, T. Kobuchi, H.    
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�号 H22/B04 

 

生体情報インタフェース�生のためのフォトニクス研究 

 
 
［１］組織 
  代表者：坂本 一寛 

（東北大学電気通信研究所） 
  対応者：坂本 一寛 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

石塚 徹（東北大学大学院生命科学研究科） 
小山内 実（東北大学大学院医学研究科） 
西條 芳文（東北大学大学院医工学研究科） 
佐藤 学（山形大学大学院理工学研究科） 
四方 潤一（日本大学工学部） 
芳賀 洋一（東北大学大学院医工学研究科） 
古澤 義人（東北大学付属病院） 
松浦 祐司（東北大学大学院医工学研究科） 
松尾 行雄（東北学院大学教養学部） 
虫明 元（東北大学大学院医学研究科） 
八尾 寛（東北大学大学院生命科学研究科） 
渡部 裕輝（山形大学大学院理工学研究科） 

 
  研究費：物件費3万6千円，旅費5万円 
 
 
［２］研究経過 
高齢化社会が加速する現在、脳卒中等脳機能疾患

の診断・治療法だけでなく、患者のQOL（quality of 

life）を向上させる新たな科学技術として、脳活動

をもとに機械やコンピュータを操作するブレイン・

マシン・インタフェースの研究開発が強く望まれて

おり、そこでは脳の活動を組織レベルから細胞レベ

ルで高速・多元的に捉える安全な計測法が不可欠で

ある。本プロジェクトでは、フォトニクス、超音波

工学、MEMS技術等を基盤として、非接触・非破壊・

ラベル・フリーに生体情報を解読・制御する革新的

インタフェースの実現を目的として研究を実施した。 

本プロジェクトの二年目である本年度は、各メン

バーの研究内容について相互理解を一層深めるとと

もに、本プロジェクトの目的を達成するための方針

設定を行うため、平成23年12月13日に電気通信研

究所において研究会を開催し、5 件の発表と総合討

論を行った。そこでは、混合神経伝達物質溶液のス

ペクトル分離のための信号処理、オプトジェネティ

クスを用いた筋肉の制御、非平面高機能プローブの

可能性、超音波顕微鏡と光技術の融合、光コヒーレ

ンストモグララフィー（OCT）による脳計測等の研究

紹介が行われた。また、上記の研究紹介とともに、

それぞれの立場から活発な討論が行われ、今後の共

同研究の方向性や焦点となる具体的研究課題につい

て検討がなされた。以下、研究会のプログラムを示

す。 

 

平成23年12月10日 

場所：東北大学電気通信研究所 2号館W218号室 

１． ラベル・フリー脳活動計測を目指して：坂本一

寛（東北大学） 

２． オプトジェネティクスを用いた培養骨格筋の

光操作：浅野豪文、石塚徹、八尾寛（東北大学） 

３． 非平面フォトファブリケーションを利用した

脳機能計測デバイスの開発：芳賀 洋一（東北

大学） 

４． レーザー光と高周波数超音波による生体イメ

ージング：西條芳文（東北大学） 

５． OCTを用いた脳組織活性モニターに関する基

礎検討：佐藤学（山形大学） 

６． 総合討論 

 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は、以下に示す研究成果を得た。 

① 非線形光学の発展により、高い S/N比のラマン

分光スペクトルを得ることが可能となりつつあ

る。そのような技術を生体信号の計測に応用す

る場合、スペクトルの背景ノイズやベースライ

ンの適切な補正が必要である。本研究では、ベ

ースラインの緩やかは変動成分および媒質のス

ペクトルを信号から除去する手法を考案し、高

いS/N比のスペクトルを得ることに成功した。 

② 非侵襲な脳・神経系の計測法を開拓するため、

テラヘルツ波を用いた顕微鏡システムの研究開

発を進めた。回折限界を超えるテラヘルツ波イ

メージングのため、表面プラズモン共鳴を用い

たテラヘルツ・ビーム制御デバイスについて、
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  代表者：坂本 一寛 

（東北大学電気通信研究所） 
  対応者：坂本 一寛 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

石塚 徹（東北大学大学院生命科学研究科） 
小山内 実（東北大学大学院医学研究科） 
西條 芳文（東北大学大学院医工学研究科） 
佐藤 学（山形大学大学院理工学研究科） 
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芳賀 洋一（東北大学大学院医工学研究科） 
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松浦 祐司（東北大学大学院医工学研究科） 
松尾 行雄（東北学院大学教養学部） 
虫明 元（東北大学大学院医学研究科） 
八尾 寛（東北大学大学院生命科学研究科） 
渡部 裕輝（山形大学大学院理工学研究科） 

 
  研究費：物件費3万6千円，旅費5万円 
 
 
［２］研究経過 
高齢化社会が加速する現在、脳卒中等脳機能疾患

の診断・治療法だけでなく、患者のQOL（quality of 

life）を向上させる新たな科学技術として、脳活動

をもとに機械やコンピュータを操作するブレイン・

マシン・インタフェースの研究開発が強く望まれて

おり、そこでは脳の活動を組織レベルから細胞レベ

ルで高速・多元的に捉える安全な計測法が不可欠で

ある。本プロジェクトでは、フォトニクス、超音波

工学、MEMS技術等を基盤として、非接触・非破壊・

ラベル・フリーに生体情報を解読・制御する革新的

インタフェースの実現を目的として研究を実施した。 

本プロジェクトの二年目である本年度は、各メン

バーの研究内容について相互理解を一層深めるとと

もに、本プロジェクトの目的を達成するための方針

設定を行うため、平成23年12月13日に電気通信研

究所において研究会を開催し、5 件の発表と総合討

論を行った。そこでは、混合神経伝達物質溶液のス

ペクトル分離のための信号処理、オプトジェネティ

クスを用いた筋肉の制御、非平面高機能プローブの

可能性、超音波顕微鏡と光技術の融合、光コヒーレ

ンストモグララフィー（OCT）による脳計測等の研究

紹介が行われた。また、上記の研究紹介とともに、

それぞれの立場から活発な討論が行われ、今後の共

同研究の方向性や焦点となる具体的研究課題につい

て検討がなされた。以下、研究会のプログラムを示

す。 

 

平成23年12月10日 

場所：東北大学電気通信研究所 2号館W218号室 

１． ラベル・フリー脳活動計測を目指して：坂本一

寛（東北大学） 

２． オプトジェネティクスを用いた培養骨格筋の

光操作：浅野豪文、石塚徹、八尾寛（東北大学） 

３． 非平面フォトファブリケーションを利用した

脳機能計測デバイスの開発：芳賀 洋一（東北

大学） 

４． レーザー光と高周波数超音波による生体イメ

ージング：西條芳文（東北大学） 

５． OCTを用いた脳組織活性モニターに関する基

礎検討：佐藤学（山形大学） 

６． 総合討論 

 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は、以下に示す研究成果を得た。 

① 非線形光学の発展により、高い S/N比のラマン

分光スペクトルを得ることが可能となりつつあ

る。そのような技術を生体信号の計測に応用す

る場合、スペクトルの背景ノイズやベースライ

ンの適切な補正が必要である。本研究では、ベ

ースラインの緩やかは変動成分および媒質のス

ペクトルを信号から除去する手法を考案し、高

いS/N比のスペクトルを得ることに成功した。 

② 非侵襲な脳・神経系の計測法を開拓するため、

テラヘルツ波を用いた顕微鏡システムの研究開

発を進めた。回折限界を超えるテラヘルツ波イ

メージングのため、表面プラズモン共鳴を用い

たテラヘルツ・ビーム制御デバイスについて、
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微細構造の深さ・ビーム入射角について最適化

設計を行うとともに、デバイスに周波数可変特

性を与える構造を明らかにした。さらに常温動

作のテラヘルツ波検出器を導入した小型テラヘ

ルツイメージングシステムの構築を進めた。 

③ ニューロンあるいはグリア細胞では、代謝型受

容体などの活性化に伴い、細胞内カルシウムス

トアからのカルシウム放出が起こる。我々は大

脳基底核線条体で、非常にゆっくりとした時間

経過で細胞内カルシウムが変動する「自発カル

シウムリズム」を発見した。このカルシウム濃

度変化は最大 300 秒前後持続し、振幅は活動電

位依存的なカルシウム濃度上昇よりも大きなも

のが多く存在した。薬理学的な実験により、こ

の自発カルシウムリズムは細胞内カルシウムス

トアからのカルシウム放出に起因していた。 

④ 広帯域信号は狭帯域信号に比べて情報量が増え

るが、その処理については改良がまだ必要であ

る。これまでに提案してきた広帯域超音波を用

いた空間情報変換方法について、本年度は実際

に音響的な測定を行い、その有効性を評価した。

この広帯域信号の解析方法はフォトニクス研究

においても応用可能な部分があると考えられる。 

⑤ がん組織が成長する際には、細胞が栄養や酸素

を得るために自ら血管を引き込もうとする血管

新生が生じる。また、がんの転移の一様式であ

る血管性転移にもがん周囲の血管は重要な役割

を果たしている。さらに、血管新生は動脈硬化

の進展及び破綻にも大きく寄与しており、特に

動脈の外膜側に存在するVasa vasorumからプラ

ークへの血流が重要であることが報告されてい

る。従来、超音波を用いた血管新生の診断法と

しては、超音波造影剤を利用した方法が用いら

れてきたが、解像度に限界がある。そこで我々

は、ナノ秒パルスのレーザー光の照射により超

音波が発生する光音響現象を応用することで、

血管新生を特異的に検出する光音響イメージン

グ法の開発に着手した。 

 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

本プロジェクト研究会の目標は、これまで脳・神

経系等の生体情報計測において決定的手法が確立さ

れていない中、初めて非侵襲・非破壊かつ高速・高

精度に計測・制御の双方を実現する理想的インタフ

ェースを実現することにある。このため、生命科学・

医学・電子情報通信を融合する新しい科学技術分

野・産業の創生において、本研究成果の波及効果は

大きい。 

本年度は、本プロジェクトを通じて学内外研究者

間の交流が活発化され、研究者ネットワーク拡大さ

れた結果、医学・生命科学・工学・医工学の多岐に

わたる分野で中核をなす研究者らによる研究会開催

に至った。そこでは、多くの若手研究者の発表、一

流研究者との活発な意見交換・討論を通じて、若手

研究者の育成にも大いに貢献している。また、本プ

ロジェクトを通じて、メンバーの一部は東北大学包

括的脳科学研究・教育推進センターにも参画するに

至っており、主催の国際シンポジウムをはじめ、今

後の脳・神経科学の発展にも大きく貢献することが

期待される。 

本研究で得られた知見は、脳・神経活動のラベル

フリー光計測の実現に向けた共同研究の開始にも発

展している。今後、新たな生体情報インタフェース

の創生に関する萌芽的研究への展開が期待され、さ

らに継続的に研究を深めていく予定である。 
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微細構造の深さ・ビーム入射角について最適化

設計を行うとともに、デバイスに周波数可変特

性を与える構造を明らかにした。さらに常温動

作のテラヘルツ波検出器を導入した小型テラヘ

ルツイメージングシステムの構築を進めた。 

③ ニューロンあるいはグリア細胞では、代謝型受

容体などの活性化に伴い、細胞内カルシウムス

トアからのカルシウム放出が起こる。我々は大

脳基底核線条体で、非常にゆっくりとした時間

経過で細胞内カルシウムが変動する「自発カル

シウムリズム」を発見した。このカルシウム濃

度変化は最大 300 秒前後持続し、振幅は活動電

位依存的なカルシウム濃度上昇よりも大きなも

のが多く存在した。薬理学的な実験により、こ

の自発カルシウムリズムは細胞内カルシウムス

トアからのカルシウム放出に起因していた。 

④ 広帯域信号は狭帯域信号に比べて情報量が増え

るが、その処理については改良がまだ必要であ

る。これまでに提案してきた広帯域超音波を用

いた空間情報変換方法について、本年度は実際

に音響的な測定を行い、その有効性を評価した。

この広帯域信号の解析方法はフォトニクス研究

においても応用可能な部分があると考えられる。 

⑤ がん組織が成長する際には、細胞が栄養や酸素

を得るために自ら血管を引き込もうとする血管

新生が生じる。また、がんの転移の一様式であ

る血管性転移にもがん周囲の血管は重要な役割

を果たしている。さらに、血管新生は動脈硬化

の進展及び破綻にも大きく寄与しており、特に

動脈の外膜側に存在するVasa vasorumからプラ

ークへの血流が重要であることが報告されてい

る。従来、超音波を用いた血管新生の診断法と

しては、超音波造影剤を利用した方法が用いら

れてきたが、解像度に限界がある。そこで我々

は、ナノ秒パルスのレーザー光の照射により超

音波が発生する光音響現象を応用することで、

血管新生を特異的に検出する光音響イメージン

グ法の開発に着手した。 

 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

本プロジェクト研究会の目標は、これまで脳・神

経系等の生体情報計測において決定的手法が確立さ

れていない中、初めて非侵襲・非破壊かつ高速・高

精度に計測・制御の双方を実現する理想的インタフ

ェースを実現することにある。このため、生命科学・

医学・電子情報通信を融合する新しい科学技術分

野・産業の創生において、本研究成果の波及効果は

大きい。 

本年度は、本プロジェクトを通じて学内外研究者

間の交流が活発化され、研究者ネットワーク拡大さ

れた結果、医学・生命科学・工学・医工学の多岐に

わたる分野で中核をなす研究者らによる研究会開催

に至った。そこでは、多くの若手研究者の発表、一

流研究者との活発な意見交換・討論を通じて、若手

研究者の育成にも大いに貢献している。また、本プ

ロジェクトを通じて、メンバーの一部は東北大学包

括的脳科学研究・教育推進センターにも参画するに

至っており、主催の国際シンポジウムをはじめ、今

後の脳・神経科学の発展にも大きく貢献することが

期待される。 

本研究で得られた知見は、脳・神経活動のラベル

フリー光計測の実現に向けた共同研究の開始にも発

展している。今後、新たな生体情報インタフェース

の創生に関する萌芽的研究への展開が期待され、さ

らに継続的に研究を深めていく予定である。 
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   研究費：物件費5万円，旅費38万3千円 
 
［２］研究経過 

 
近年の半導体デバイスの極限微細化の結果、デバ

イス動作を支配する電子数が劇的に減少し、少数電

子系に起因するゆらぎと電子相関効果が顕著になっ

ており、これらの制御なしに次世代の新原理ナノデ

バイスの創成はありえない。本プロジェクトではナ

ノ構造の作製･評価･理論解析の専門家による討論の

場を設け、新デバイス創成に資する知見の獲得を目

的として研究を行った。 
本プロジェクトは，本年度が第２年度であった。

前年度は，新世代ナノデバイスの作製手法に焦点あ

わせて討論を行った。その結果、ナノ構造の精密な

成長制御、化合物の構造多形の制御が、次世代の３

次元構造のデバイスにおけるゆらぎと電子相関の制

御のために、解決すべき重要な課題であることが明

らかになった。そこで，本年度は，前年度の成果を

踏まえながら，ゆらぎと電子相関に基づく新世代ナ

ノデバイスの新機能発現に関する研究を展開した。 
本プロジェクトでは、半導体サイエンスからは「ナ

ノ電子物性理論」、「時間分解光物性」、「メソスコピ

ック物理」等、半導体テクノロジーからは、「半導体

結晶成長技術」、「半導体デバイス技術」、「半導体回

路技術」等の国内を代表する研究者を主力メンバー

として組織した。平成２３年１０月２１日-２２日に

秋保の郷「ばんじ家」に於いて開催された研究会で

は、１４名の参加者を得て、ゆらぎと電子相関をナ

ノスケールで制御する処方箋の確立を目指した徹底

的な討論を行った。 
 

 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に，Si(111)表面上のモノレイヤーインジ

ウム構造においてバルクのインジウムと異なる超伝

導特性を示すことが示され、ナノ構造による電子相

関制御手法について議論が行われ、今後の研究課題

が明らかにされた。 
第２に，Si ナノピラミッド、InAs 量子ドット、

InGaN の新規の成長機構に基づく新世代ナノデバ

イスの可能性について議論が行われ、今後の研究課

題が明らかにされた。 
第3 に，有機触媒CVD におけるラジカル重合によ

る薄膜形成においてゆらぎの役割について議論が行

われ、今後の研究課題が明らかにされた。 
第4に，二次元電子系バルク-エッジ間トンネリング

を対象として、ナノデバイス特有のゆらぎと電子相

関に関する知見を得るための新規手法について議論

が行われ、今後の研究課題が明らかにされた。 
第５に，NMR と多重パルスの組み合わせた測定に

おける系の固有の雑音スペクトルの測定から、ナノ

デバイス特有のゆらぎの測定手法開拓の道筋につい

て議論が行われ、今後の研究課題が明らかにされた。 
第６に，ベクトル波形整形パルス光の生成手法から、

ナノデバイス評価手法への応用のための新たな手法

とそのために解決すべき課題が明らかになった。 
第７に，結合したマイクロマシン共振器中の振動モ

ード制御に基づく、ナノデバイス特有のゆらぎ制御

の可能性について議論が行われ、今後の研究課題が

明らかにされた。 
第８に，抵抗変化型メモリーの動作において、酸素

空孔の荷電状態の一次相転移現象とナノデバイス特

有のゆらぎとの関わりについて議論が行われ、今後

の研究課題が明らかにされた。 
第９に，コンピューティクスによる物質デザイン手

法とゆらぎと電子相関の関わりが明らかにされた。 
第１０に，シリコンナノワイヤMOSデバイスのお

いてその電流特性の見積もり精度に対するゆらぎと

電子相関の関わりについて議論が行われ、今後の研

究課題が明らかにされた。 
第１１に，トンネル磁気抵抗素子中の強磁性層の熱

的安定性に対して、ゆらぎと電子相関の関わりから

議論が行われ、今後の研究課題が明らかにされた。 
第１２に，揺らぎ、相関効果、非平衡ダイナミクス

にナノデバイスデザイン手法について多面的に議論

が行われ、今後の研究課題が明らかにされた。 
 

 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトは，半導体サイエンスからは「ナ

ノ電子物性理論」、「時間分解光物性」、「メソスコピ

ック物理」等、半導体テクノロジーからは、「半導体

結晶成長技術」、「半導体デバイス技術」、「半導体回

路技術」等の国内を代表する研究者を主力メンバー

として組織され、分野間の壁を越えたところで、ナ

ノスケールのゆらぎと電子相関の関わる現象と具体

的デバイスとの関わりを徹底的に討論する希有の機

会を提供することができた。その結果、ナノスケー

ルのゆらぎと電子相関が現行のデバイスに与えてい

る限界、さらに、そこを越えて性能と新機能を追求

する新原理デバイスのいくつかの可能性が提案され

た。具体的には、シリコンナノワイヤ CMOS デバ

イス、トンネリング磁気抵抗素子、抵抗変化型メモ

リー素子等の省電力化や高信頼性化に対して大きな

指針が示された。また、最先端デバイスにおいての

み見いだされる問題点の徹底討論から、サイエンス

の側から解決すべき課題が明らかにされた。以上の

ナノサイエンス･ナノテクノロジーに関する成果は、

科学技術立国日本の再生への大きな原動力となると

予想される。 
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近年の半導体デバイスの極限微細化の結果、デバ

イス動作を支配する電子数が劇的に減少し、少数電

子系に起因するゆらぎと電子相関効果が顕著になっ

ており、これらの制御なしに次世代の新原理ナノデ

バイスの創成はありえない。本プロジェクトではナ

ノ構造の作製･評価･理論解析の専門家による討論の

場を設け、新デバイス創成に資する知見の獲得を目

的として研究を行った。 
本プロジェクトは，本年度が第２年度であった。

前年度は，新世代ナノデバイスの作製手法に焦点あ

わせて討論を行った。その結果、ナノ構造の精密な

成長制御、化合物の構造多形の制御が、次世代の３

次元構造のデバイスにおけるゆらぎと電子相関の制

御のために、解決すべき重要な課題であることが明

らかになった。そこで，本年度は，前年度の成果を

踏まえながら，ゆらぎと電子相関に基づく新世代ナ

ノデバイスの新機能発現に関する研究を展開した。 
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ノスケールで制御する処方箋の確立を目指した徹底

的な討論を行った。 
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本年度は，以下に示す研究成果を得た。 
まず第１に，Si(111)表面上のモノレイヤーインジ

ウム構造においてバルクのインジウムと異なる超伝

導特性を示すことが示され、ナノ構造による電子相

関制御手法について議論が行われ、今後の研究課題

が明らかにされた。 
第２に，Si ナノピラミッド、InAs 量子ドット、
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第3 に，有機触媒CVD におけるラジカル重合によ

る薄膜形成においてゆらぎの役割について議論が行

われ、今後の研究課題が明らかにされた。 
第4に，二次元電子系バルク-エッジ間トンネリング

を対象として、ナノデバイス特有のゆらぎと電子相

関に関する知見を得るための新規手法について議論

が行われ、今後の研究課題が明らかにされた。 
第５に，NMR と多重パルスの組み合わせた測定に

おける系の固有の雑音スペクトルの測定から、ナノ

デバイス特有のゆらぎの測定手法開拓の道筋につい

て議論が行われ、今後の研究課題が明らかにされた。 
第６に，ベクトル波形整形パルス光の生成手法から、

ナノデバイス評価手法への応用のための新たな手法

とそのために解決すべき課題が明らかになった。 
第７に，結合したマイクロマシン共振器中の振動モ

ード制御に基づく、ナノデバイス特有のゆらぎ制御

の可能性について議論が行われ、今後の研究課題が

明らかにされた。 
第８に，抵抗変化型メモリーの動作において、酸素

空孔の荷電状態の一次相転移現象とナノデバイス特

有のゆらぎとの関わりについて議論が行われ、今後

の研究課題が明らかにされた。 
第９に，コンピューティクスによる物質デザイン手

法とゆらぎと電子相関の関わりが明らかにされた。 
第１０に，シリコンナノワイヤMOSデバイスのお

いてその電流特性の見積もり精度に対するゆらぎと

電子相関の関わりについて議論が行われ、今後の研

究課題が明らかにされた。 
第１１に，トンネル磁気抵抗素子中の強磁性層の熱

的安定性に対して、ゆらぎと電子相関の関わりから

議論が行われ、今後の研究課題が明らかにされた。 
第１２に，揺らぎ、相関効果、非平衡ダイナミクス

にナノデバイスデザイン手法について多面的に議論

が行われ、今後の研究課題が明らかにされた。 
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   研究費：物件費５万円，旅費２７万７千円 
 
［２］研究経過 
 非常に高い感度を持つ超伝導の量子検出器はマイ

クロ波から可視・近赤外光、X線、ガンマ線に至る

幅広いエネルギー領域の光子検出 が可能であり、X
線天文学における衛生搭載用撮像素子、蛍光X線分

析用エネルギー分散測定装置、放射性同位元素の同

定、量子計算機を構成するための要素など、様々な

分野に利用できるものとして期待されている。しか

しその性能を活用して実用的に利用するためには多

数の素子を同時に読み出すことが要求される。極低

温で動作する超伝導デバイスの場合は熱流入が素子

数を制限する場合が多く、これまで大規模アレイを

実現するのが困難だった。 
 最近注目されているのが超伝導共振器を利用した

多素子読み出し技術で、損失が小さくて共振周波数

幅の非常に狭い(Q 値が非常に高い)マイクロ波の共

振器を多数利用し量子検出器からの信号を狭いマイ

クロ波の帯域に詰め込むことで1本の読み出し線で

多数の素子を同時に読み出せるようになる。この方

式を利用した量子検出器は既に様々な分野で提案さ

れ、プロトタイプが作成されている。しかし日本で

の利用は量子ビット、宇宙背景放射の検出などの限

られた分野で開発が始まった段階で海外の状況と比

較してまだ遅れていると言わざるを得ない。 
 そこで本プロジェクトでは国内で超伝導共振器に

よる他素子読み出しの開発を始めているグループ、

開発に興味を持っている研究者、そして潜在的なユ

ーザーを一堂に集め、情報交換を行うことを目的と

して研究を行った。 
 前年度の研究会では超伝導遷移端を利用した

Transition Edge Sensor(TES)カロリーメーターの読み

出し用の SQUID 開発に関する協力について議論し

た。その結果として超電導工学研究所、産業技術総

合研究所で素子の製作を進め、地震による遅延など

はあったものの実用的な性能を持った SQUID を製

作することができた。 
 本年度が2年目であった本プロジェクトでは、  
2012年2月13日に研究会を開催した。前述の SQUID
の開発などを含め、7件の発表があり、討論を通じて

活発な意見交換がなされた。以下，研究活動状況の

概要を記す。 
 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
 昨年度の研究会での竹井氏(宇宙航空研究開発機

構、JAXA)の発表をきっかけとして JAXA、超電導

工学研究所(ISTEC)、産業技術総合研究所(産総研)、
理化学研究所(理研)との間でTES カロリーメーター

読み出し用のSQUID(超伝導量子干渉計)開発の共同

研究が進んだ。 今年度の成果について JAXA の酒

井氏が発表した。 目標は X 線天文衛星搭載の検出

器への利用である。SQUID自体は広く使われている

技術ではあるものの、天文応用のためには、低発熱

と低ノイズの両立が必要で、その要求は地上応用に

比べて数桁厳しいため設計は容易ではなかった。今

年は ISTEC、産総研、理研で議論しながら酒井氏が

中心に設計を進め、ISTEC のプロセスで SQUID を

製作した。本年度製作したデバイスが要求を完全に

満たされているわけではないが、要求仕様を実現す

るための道筋が示された。これは、本プロジェクト

の大きな成果である。 
 JAXA からはもう一件、関谷氏から誘電体マイク
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ロカロリメータの紹介があった。誘電体マイクロカ

ロリメータは、High-Q マイクロ波超伝導共振器を

利用した全く新しい検出器として基礎開発が進めら

れている、誘電率の温度変化を温度計として用いる

量子検出器である。この方式では一般に広く用いら

れている金属薄膜のコプレナー導波器による共振器

とは異なり、温度依存性を持った誘電体を集中定数

回路のキャパシタンスとすることで、温度変化を共

振周波数の変化として読み出す。素子ごとの共振周

波数をわずかづつ変えることで、高分光性能のX線

検出器のメガピクセルカメラが実現可能だと考えら

れている。マイクロ波共振器の応用として、今後の

進展が期待される。 
 前回も報告のあった東京女子医科大学(昨年度は

科学技術振興機構)の辻野氏より、TESカロリーメー

ターを用いて、コヒーレント光通信の信号受信限界

である標準量子限界の突破に世界で初めて成功した

という報告があった。 前回の発表では上述の原理の

実証の報告だったが、TESカロリーメーターの光子

検出効率の改善が発展途上だったこともあり、受信

機の標準量子限界を越えることはできていなかった。

今回、産総研により開発された世界最高性能のTES
カロリーメーター（検出効率95％以上）を用いるこ

とで、従来方式の受信感度である標準量子限界の突

破に成功した。 
 産総研の神代氏からは TES カロリーメーターの

信号を超伝導マイクロ波共振器を利用して多重化す

る技術についての研究報告があった。TESカロリー

メーターはミリ波からガンマ線までの幅広い波長域

の優れた熱型検出器であるが、多画素化するには極

低温下での TES 出力信号多重化技術が重要課題の

一つで、これまでに幾つかの方式が提案されている。

米国で提案された、信号読出用 SQUID で終端した

超伝導マイクロ波共振器群による多重化方式はまだ

実績が少なく、数百画素以上の多重化に必要な各共

振器の共振周波数やQ値を精度良く実現するための

設計指針は不明である。産総研のグループでは、つ

づら折れ状マイクロ波線路の曲率等、諸パラメータ

が、設計値と実測値との差異に及ぼす影響を調べた。

その結果、曲率の大きな線路程、直線線路からの共

振周波数のずれが大きいこと、線路長にオフセット

値を設定することで、共振周波数の設計値と実験値

との差を±0.02%以下に抑えられる目途を得た。 
 理研の有吉氏からは High-Q マイクロ波共振器を

利用したテラヘルツ検出器 Microwave Kinetic 
Inductance Detector (MKID) アレイの開発について

の報告があった。テラヘルツ領域における２次元分

光技術はソフトマテリアルなどの物性研究や応用開

拓のために有効な可能性を秘めている。理研のグル

ープは、２次元フーリエ分光システムへの適用を念

頭に置き、従来の半導体ボロメータに比べて１桁以

上の優れた検出感度と高速応答を併せもつMKIDの

開発を進めている。検出器１画素の目標性能は、周

波数帯域0.5～5THz以上、応答速度100μsec以下、雑

音等価電力10-14 W/√Hz以下であり、この実現のため

に4K 冷凍機動作に適した新規 MKID 材料開発をは

じめ、広帯域・省スペース化を図った新型MKIDの

設計と検証を進めている。 
 大阪府立大の石田氏からは核反応 10B(n,α)7Li  (Q 
= 2.3 MeV) を利用した MgB2 超伝導中性子検出器

の開発についての紹介があった。この開発は、中性

子検出を全固体素子チップで行う可能性を持つこと

から興味がもたれている。 まず、最初は、MgB2 の

超伝導転移端を利用した中性子検出器の開発に取り

組み、中性子検出に成功している。 非常に高速（ナ

ノ秒）で動作すること、空間分解能がサブミクロン

に達する可能性があることなどの特徴がある。しか

しながら、動作温度範囲が極めて狭いことから、素

子の不均一性が問題となっている。そこで、MgB2 の
運動インダクタンスを利用した中性子検出器の開発

に取り組みを開始し、このほど、４Kの温度で、パ

ルスレーザーを利用した信号検出に成功した。今後

は、科研費基盤研究（S）No. 23226019の支援を受け

て、多素子による中性子イメージング、MgB2検出器

と４Kで動作するSFQ技術との結合などへの研究展

開を図ることが紹介された。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 前節でも述べたように、昨年度の研究会を契機と

した研究協力により、TESカロリーメーターに最適

化されたSQUIDの開発が進んだ。 今後もこの協力

スキームを活用して一層の進展が期待される。 また

TESカロリーメーターに限らず、超伝導共振器やマ

イクロ波技術などの分野での技術交流や応用に向け

た議論が進むことが期待される。 
 個別の分野では次のような発展があった。  
 TESカロリーメータを用いたコヒーレント光通信

では、現状の通信速度は40kHz 程度とまだ遅く更な

る高速化が必要である。 これは、TES カロリーメ

ーターのアレイ化で解決可能である。 Ｘ線天文応用

などからの技術移転が今後の鍵となることが期待さ

れる。 
パラダイムシフトを起こすであろう量子情報通信

技術の研究は、現在、超伝導技術が推進の原動力と

なっており、今後密接に研究を進めていくことで、

更なる発展が期待される。 
 テラヘルツ領域の分光システムには室温動作の焦

電検出器や4.2K 動作の半導体ボロメータが用いら

 

れてきたが、これらは応答速度が遅く、また、ダイ

ナミックレンジも狭い。これに対しMKIDを利用し

たテラヘルツ検出器は市販の半導体ボロメータに比

べても１桁以上の高い検出感度と高速応答を有して

いる。 
MKID を利用したテラヘルツ光検出器アレイが実

現すると、計測時間の飛躍的な短縮や分厚いサンプ

ルへの対応、スペクトル情報とイメージ情報の融合、

といった産業界や研究現場からの多種多様な計測対

象や目的に応えることが可能になると期待される。 
 
［４］成果資料 
1. K. Tsujino et. al. “Quantum Receiver beyond the 
Standard Quantum Limit of Coherent Optical 
Communication”, Physical Review Letters, 106, 250503 
(2011). 
2.  N. Sekiya, N. Y. Yamasaki, K. Mitsuda,  S. 
Kawasaki, Y. Takei, H. Yoshitake, K. Sakai, K. Sato, K. 
Maehata and H. Takashima, “Development of Dielectric 
X-Ray Microcalorimeter",  Journal of Low temperature 
Physics (2012). 
3. 酒井和広 「X 線マイクロカロリメータ大規模ア

レイ実現に向けた SQUID および信号処理系の開

発」 
 東京大学理学系研究科物理学専攻修士論文 
4. 有吉 誠一郎（理研）、中島 健介（山形大）、齊藤 
敦（山形大）、田井野 徹（埼玉大）、大嶋 重利（山

形大）、大谷 知行（理研）、“テラヘルツ帯２次元フ

ーリエ分光用力学インダクタンス検出器の開発”、
2012年春季 第59回 応用物理学関係連合講演会 予
稿、3月(2012). 
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に取り組みを開始し、このほど、４Kの温度で、パ

ルスレーザーを利用した信号検出に成功した。今後
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開を図ることが紹介された。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 前節でも述べたように、昨年度の研究会を契機と
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化されたSQUIDの開発が進んだ。 今後もこの協力
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た議論が進むことが期待される。 
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電検出器や4.2K 動作の半導体ボロメータが用いら

 

れてきたが、これらは応答速度が遅く、また、ダイ

ナミックレンジも狭い。これに対しMKIDを利用し

たテラヘルツ検出器は市販の半導体ボロメータに比

べても１桁以上の高い検出感度と高速応答を有して

いる。 
MKID を利用したテラヘルツ光検出器アレイが実

現すると、計測時間の飛躍的な短縮や分厚いサンプ

ルへの対応、スペクトル情報とイメージ情報の融合、

といった産業界や研究現場からの多種多様な計測対

象や目的に応えることが可能になると期待される。 
 
［４］成果資料 
1. K. Tsujino et. al. “Quantum Receiver beyond the 
Standard Quantum Limit of Coherent Optical 
Communication”, Physical Review Letters, 106, 250503 
(2011). 
2.  N. Sekiya, N. Y. Yamasaki, K. Mitsuda,  S. 
Kawasaki, Y. Takei, H. Yoshitake, K. Sakai, K. Sato, K. 
Maehata and H. Takashima, “Development of Dielectric 
X-Ray Microcalorimeter",  Journal of Low temperature 
Physics (2012). 
3. 酒井和広 「X 線マイクロカロリメータ大規模ア

レイ実現に向けた SQUID および信号処理系の開

発」 
 東京大学理学系研究科物理学専攻修士論文 
4. 有吉 誠一郎（理研）、中島 健介（山形大）、齊藤 
敦（山形大）、田井野 徹（埼玉大）、大嶋 重利（山

形大）、大谷 知行（理研）、“テラヘルツ帯２次元フ

ーリエ分光用力学インダクタンス検出器の開発”、
2012年春季 第59回 応用物理学関係連合講演会 予
稿、3月(2012). 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H22／B07 
 
 

ミリ波応用システム実用化のための課題と展望 
 
 
［１］組織 
  代表者：石川 容平 

（京都大学生存圏研究所） 
  対応者：末松 憲治 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

水野 皓司（東北大学電気通信研究所） 
伊東 健治（金沢工業大学工学部） 
伊山 義忠（熊本高専） 
大平 孝（豊橋技術科学大学） 
高木 直（東北大学電気通信研究所） 
徳満 恒雄（住友電工） 
二川 佳央（国士舘大学理工学部） 
野本 俊裕（東北工業大学工学部） 
橋本 修（青山学院大学理工学部） 
松永 誠（三菱プレシジョン） 

 
   研究費：物件費0円，旅費30万1千円 
 
［２］研究経過 
電磁波の応用は、計測、通信、エネルギーの3分

野に大別できる。各分野とも従来マイクロ波領域に

おいては、実用レベルの技術が開発され社会に貢献

している。しかし、近年通信における情報量の増加、

あるいは新しい計測対象の出現などによって新しい

スペクトル領域の実用化が望まれている。新しいス

ペクトラムとして注目されているのは、ミリ波帯で

ある。ミリ波帯の実用化はもう数 10 年に亘って云

われてきており、その技術も年々進歩してきている

が、未だ社会に入って我々が日常的に使うものには

なっていない。近年ミリ波デバイスとしては、

CMOS が、また応用システムとして衝突防止用レ

ーダや各種の超高速無線 LAN 等の開発が進んでい

るが、真の実用化までにはいたっていない。 
 本研究では、ミリ波技術を真に実用化するために

解決すべき課題を抽出し、系統的に整理し、課題解

決のためのロードマップまで作成することを目的と

して研究を行っている。 
本プロジェクトは，本年度が第2年度であり、前

年度はミリ波技術の応用分野を、計測、通信、新分 

 
 
野の３分野に分け、それぞれの分野について課題抽

出と整理を開始した。その結果、計測分野について

は、計測応用の実例について調査を行い、今後はイ

メージングをはじめとするセンサー技術を対象とし

てさらなる深堀が必要なことがわかった。通信につ

いては、「性能」、「コスト」、「アプリ」の観点で課題

抽出を行い、今後は「アプリ」の検討が重要なこと

がわかった。新分野については、エネルギー有効利

用を中心にさらに詳細な検討が必要なことがわかっ

た。 
本年度は前年度の結果を踏まえながら，計測分野

ではセンサー技術を中心に、また、新分野では無線

電力伝送技術を中心に研究・調査をさらに発展させ、

議論の深堀を行った。一方、通信分野では、この度

の東日本大震災の経験を踏まえてこれから必要とさ

れる無線通信 ICT (Information and Communica 
–tion Technology) のありかたについて検討した。 
今年度は１回の研究討論会を実施した。以下に実

施内容を示す。 
＜研究討論会＞ 
日時：平成22年11月2日（水）13：00～ 
場所：仙台市青葉区片平２丁目  
東北大学電気通信研究所 ナノ・スピン棟A508 室 
出席者（敬称略）：水野、石川、伊東、伊山、大平、

末松、高木、徳満、松永 
[プログラム] 
13：05～13：50 計測技術「ミリ波の計測分野への

応用」 水野 皓司 
13：50～14：35 計測技術「フェーズドアレーレー

ダおよび関連デバイスの開発動向」 松永 誠 
14：35～15：20 通信技術「震災と無線通信」 末松 
憲治  

15：30～16：15 新技術「球面電磁波のエネルギー、

角運動量の保存に関する考察」 石川 容平 
16：15～17：00 新技術「未来の電気自動車：重い

バッテリー君さようなら」 大平 孝 
20：00～ 全員による全体討論、今後の方針打合せ 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 

 

 (1)計測技術「ミリ波の計測分野への応用」 
・最近、ミリ波を用いたセキュリティ用のイメージ

ング技術が注目されている。ここでは、「セキュリテ

ィ検査技術としてのミリ波イメージング」の分野に

ついて、次の３項目に分け、技術および実際の応用

例などについての調査を行い、結果をまとめた。 
（ア）ミリ波パッシブイメージング方式、 
（イ）ミリ波アクティブイメージング方式、 
（ウ）ミリ波以外の電磁波（X線など）を用いたセ

キュリティ検査機器。 
(2) 計測技術「フェーズドアレーレーダおよび関連

デバイスの開発動向」 
・センサー技術の一つとしてフェーズドアレーレー

ダ(PAR)がある。これまでのPARの開発・実用化の

経緯を整理するとともに、それらに用いるマイクロ

波・ミリ波キーデバイスの開発動向の調査を行い、

今後の開発に対して以下の知見を得た。 
・1980年代に入り、GaAs MMIC の登場により、

小形、高密度実装の小型T/Rモジュールが実現でき

アクティブ PAR を可能にした。日本は、世界初の

航空機搭載アクティブPARを実現し、F-2に搭載さ

れ実用された。しかし、その後は、米国を中心に開

発が進められ、F-15用AN/APG-63(v)2レーダ、F-22
用AN/APG-77レーダに搭載され世界最強の性能を

確保している。 
・次世代のレーダシステムのマイクロ波・ミリ波デ

バイスのキー技術としては、送信系アクティブPAR
の GaN 高出力アンプの高効率化、ミリ波への高周

波数化などの高性能化、受信系は Si 系デバイス

(SiGe/CMOS)、 MEMSによるアクティブPARの

大規模化、低価格化、チューナブル化が必要となる。 
(3) 通信技術「震災と無線通信」  
・東日本大震災の経験を踏まえて，これから必要と

される無線通信 ICTについて検討し、以下の指針を

得た。 
・スマートフォンの普及とともに，急激に増大して

いるトラフィックへの対応として新しい無線通信技

術が開発されてきたが，今後はさらに通常時におけ

る使用に加えて、災害発生時に発生する大量トラフ

ィックへの対応にも使えることが重要であり、通常

時にも災害時にも使える高信頼な無線通信ネットワ

ークをいかに実現するかが重要な課題となる。この

ため、携帯電話に加えて，無線LAN/PANなどの異

種無線システムを統合した無線ネットワークが必要

になると考える。これは、通常時はオフロード技術

として活用可能であり，災害時には必ずつながる無

線ネットワークとして活用できると期待される。 
・地上インフラ喪失という想定外の事態の経験を通

じて，衛星通信の必要性が明らかになった。衛星通

信単独での運用だけでなく，残された地上系無線通

信との融合を図った通信インフラを提供することが

必要になると考えられる。 
(4) 新技術「球面電磁波のエネルギー、角運動量の

保存に関する考察」 
・半空間の平面電磁波を球面波で展開することによ

って球面波の持つ様々な電気的物理的性格を明らか

にした。球面波は放射時においても、原点近傍にお

いては放出と吸収が起きていることを放射電力密度

の計算を行うことで明らかにした。これにより、無

限大に広がった平面波のエネルギーを、理論的には

1 点で捕まえられるという興味深い結果が得られた。

無線電力伝送のためには極めて重要な知見であり、

今後さらに検討を進める。 
(5) 新技術「未来の電気自動車：重いバッテリー君

さようなら」 
・ガソリンエンジンに比べて電気モータが圧倒的に

エネルギー効率が高いにもかかわらず電気自動車は

電気鉄道ほど普及していない。その理由はガソリン

車に比べて、車両価格が高い、充電時間が長い、航

続距離が短いなどである。これらはすべて電気自動

車がそのエネルギー貯蔵源として高性能大容量バッ

テリを車載する必要があることに起因する。この問

題を解決する策として、主要幹線道路を「電化」す

ることを考える。街中は電気自動車に搭載した小容

量バッテリで走行し、長距離は電化道路からエネル

ギーを集電しながら電車のように走行する。これを

実現するためのブレークスルーとして「タイヤ誘電

方式」を提案する。タイヤはゴム製であるので直流

電流は伝わらないが、高周波変位電流なら伝わる可

能性がある。路面下に埋設された金属板と自動車の

タイヤ内のスチールベルトからなる静電容量を利用

する。このために開発すべき技術は路面電化施工、

高周波帯の大電力高効率なインバータ、集電回路、

整流回路である。これらの実現により、小さいバッ

テリ重量でどこまでも走行できる電気自動車が現在

の 1/2 の価格、1/2 の重量で供給できることが期待

できる。 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトの成果を用いて、(1)ミリ波実用化

に向けた開発指針の策定、(2)無線電力伝送などを中

心とする新しい応用システムの提案、学会シンポジ

ウムでの報告などに結び付けていく。すでに、一部

は学会シンポジウムで報告がされつつある。また、

（3）今回の震災経験を踏まえ、ミリ波通信を含む

異種無線システムを統合した無線通信ネットワーク

の重要性、地上系無線通信と衛星通信の融合を図っ

た通信インフラの重要性が認識され、今後の大型プ

ロジェクト形成につながることが期待される。 
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［２］研究経過 
電磁波の応用は、計測、通信、エネルギーの3分

野に大別できる。各分野とも従来マイクロ波領域に

おいては、実用レベルの技術が開発され社会に貢献

している。しかし、近年通信における情報量の増加、

あるいは新しい計測対象の出現などによって新しい

スペクトル領域の実用化が望まれている。新しいス

ペクトラムとして注目されているのは、ミリ波帯で

ある。ミリ波帯の実用化はもう数 10 年に亘って云

われてきており、その技術も年々進歩してきている

が、未だ社会に入って我々が日常的に使うものには

なっていない。近年ミリ波デバイスとしては、

CMOS が、また応用システムとして衝突防止用レ

ーダや各種の超高速無線 LAN 等の開発が進んでい

るが、真の実用化までにはいたっていない。 
 本研究では、ミリ波技術を真に実用化するために

解決すべき課題を抽出し、系統的に整理し、課題解

決のためのロードマップまで作成することを目的と

して研究を行っている。 
本プロジェクトは，本年度が第2年度であり、前

年度はミリ波技術の応用分野を、計測、通信、新分 

 
 
野の３分野に分け、それぞれの分野について課題抽

出と整理を開始した。その結果、計測分野について

は、計測応用の実例について調査を行い、今後はイ

メージングをはじめとするセンサー技術を対象とし

てさらなる深堀が必要なことがわかった。通信につ

いては、「性能」、「コスト」、「アプリ」の観点で課題

抽出を行い、今後は「アプリ」の検討が重要なこと

がわかった。新分野については、エネルギー有効利

用を中心にさらに詳細な検討が必要なことがわかっ

た。 
本年度は前年度の結果を踏まえながら，計測分野

ではセンサー技術を中心に、また、新分野では無線

電力伝送技術を中心に研究・調査をさらに発展させ、

議論の深堀を行った。一方、通信分野では、この度

の東日本大震災の経験を踏まえてこれから必要とさ

れる無線通信 ICT (Information and Communica 
–tion Technology) のありかたについて検討した。 
今年度は１回の研究討論会を実施した。以下に実

施内容を示す。 
＜研究討論会＞ 
日時：平成22年11月2日（水）13：00～ 
場所：仙台市青葉区片平２丁目  
東北大学電気通信研究所 ナノ・スピン棟A508 室 
出席者（敬称略）：水野、石川、伊東、伊山、大平、

末松、高木、徳満、松永 
[プログラム] 
13：05～13：50 計測技術「ミリ波の計測分野への

応用」 水野 皓司 
13：50～14：35 計測技術「フェーズドアレーレー

ダおよび関連デバイスの開発動向」 松永 誠 
14：35～15：20 通信技術「震災と無線通信」 末松 
憲治  

15：30～16：15 新技術「球面電磁波のエネルギー、

角運動量の保存に関する考察」 石川 容平 
16：15～17：00 新技術「未来の電気自動車：重い

バッテリー君さようなら」 大平 孝 
20：00～ 全員による全体討論、今後の方針打合せ 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 

 

 (1)計測技術「ミリ波の計測分野への応用」 
・最近、ミリ波を用いたセキュリティ用のイメージ

ング技術が注目されている。ここでは、「セキュリテ

ィ検査技術としてのミリ波イメージング」の分野に

ついて、次の３項目に分け、技術および実際の応用

例などについての調査を行い、結果をまとめた。 
（ア）ミリ波パッシブイメージング方式、 
（イ）ミリ波アクティブイメージング方式、 
（ウ）ミリ波以外の電磁波（X線など）を用いたセ

キュリティ検査機器。 
(2) 計測技術「フェーズドアレーレーダおよび関連

デバイスの開発動向」 
・センサー技術の一つとしてフェーズドアレーレー

ダ(PAR)がある。これまでのPARの開発・実用化の

経緯を整理するとともに、それらに用いるマイクロ

波・ミリ波キーデバイスの開発動向の調査を行い、

今後の開発に対して以下の知見を得た。 
・1980年代に入り、GaAs MMIC の登場により、

小形、高密度実装の小型T/Rモジュールが実現でき

アクティブ PAR を可能にした。日本は、世界初の

航空機搭載アクティブPARを実現し、F-2に搭載さ

れ実用された。しかし、その後は、米国を中心に開

発が進められ、F-15用AN/APG-63(v)2レーダ、F-22
用AN/APG-77レーダに搭載され世界最強の性能を

確保している。 
・次世代のレーダシステムのマイクロ波・ミリ波デ

バイスのキー技術としては、送信系アクティブPAR
の GaN 高出力アンプの高効率化、ミリ波への高周

波数化などの高性能化、受信系は Si 系デバイス

(SiGe/CMOS)、 MEMSによるアクティブPARの

大規模化、低価格化、チューナブル化が必要となる。 
(3) 通信技術「震災と無線通信」  
・東日本大震災の経験を踏まえて，これから必要と

される無線通信 ICTについて検討し、以下の指針を

得た。 
・スマートフォンの普及とともに，急激に増大して

いるトラフィックへの対応として新しい無線通信技

術が開発されてきたが，今後はさらに通常時におけ

る使用に加えて、災害発生時に発生する大量トラフ

ィックへの対応にも使えることが重要であり、通常

時にも災害時にも使える高信頼な無線通信ネットワ

ークをいかに実現するかが重要な課題となる。この

ため、携帯電話に加えて，無線LAN/PANなどの異

種無線システムを統合した無線ネットワークが必要

になると考える。これは、通常時はオフロード技術

として活用可能であり，災害時には必ずつながる無

線ネットワークとして活用できると期待される。 
・地上インフラ喪失という想定外の事態の経験を通

じて，衛星通信の必要性が明らかになった。衛星通

信単独での運用だけでなく，残された地上系無線通

信との融合を図った通信インフラを提供することが

必要になると考えられる。 
(4) 新技術「球面電磁波のエネルギー、角運動量の

保存に関する考察」 
・半空間の平面電磁波を球面波で展開することによ

って球面波の持つ様々な電気的物理的性格を明らか

にした。球面波は放射時においても、原点近傍にお

いては放出と吸収が起きていることを放射電力密度

の計算を行うことで明らかにした。これにより、無

限大に広がった平面波のエネルギーを、理論的には

1 点で捕まえられるという興味深い結果が得られた。

無線電力伝送のためには極めて重要な知見であり、

今後さらに検討を進める。 
(5) 新技術「未来の電気自動車：重いバッテリー君

さようなら」 
・ガソリンエンジンに比べて電気モータが圧倒的に

エネルギー効率が高いにもかかわらず電気自動車は

電気鉄道ほど普及していない。その理由はガソリン

車に比べて、車両価格が高い、充電時間が長い、航

続距離が短いなどである。これらはすべて電気自動

車がそのエネルギー貯蔵源として高性能大容量バッ

テリを車載する必要があることに起因する。この問

題を解決する策として、主要幹線道路を「電化」す

ることを考える。街中は電気自動車に搭載した小容

量バッテリで走行し、長距離は電化道路からエネル

ギーを集電しながら電車のように走行する。これを

実現するためのブレークスルーとして「タイヤ誘電

方式」を提案する。タイヤはゴム製であるので直流

電流は伝わらないが、高周波変位電流なら伝わる可

能性がある。路面下に埋設された金属板と自動車の

タイヤ内のスチールベルトからなる静電容量を利用

する。このために開発すべき技術は路面電化施工、

高周波帯の大電力高効率なインバータ、集電回路、

整流回路である。これらの実現により、小さいバッ

テリ重量でどこまでも走行できる電気自動車が現在

の 1/2 の価格、1/2 の重量で供給できることが期待

できる。 
（３－２）波及効果と発展性など 
本プロジェクトの成果を用いて、(1)ミリ波実用化

に向けた開発指針の策定、(2)無線電力伝送などを中

心とする新しい応用システムの提案、学会シンポジ

ウムでの報告などに結び付けていく。すでに、一部

は学会シンポジウムで報告がされつつある。また、

（3）今回の震災経験を踏まえ、ミリ波通信を含む

異種無線システムを統合した無線通信ネットワーク

の重要性、地上系無線通信と衛星通信の融合を図っ

た通信インフラの重要性が認識され、今後の大型プ

ロジェクト形成につながることが期待される。 
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［３］成果 
 （３－１）研究成果 
 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

 
まず第１に，昨年度に開始した人間の直観的な判

断に見られるバイアス・偏りのモデリングを行い，

その妥当性についての理論的検討を重ねる一方，多

様な分野への応用においてその有用性を検証した。

その結果，教師付き・教師なし・強化学習のいずれ

の学習形式においても，人間の直観的判断が進化的

に獲得した適応性を持つ事が示された。また，工学

的応用の可能性を示す具体例として，ロボットの運

動学習においてその効果を確認することができた。

今後はベイズ統計，不確実性の記号化，そして行動

経済学の一般理論の探求というかたちで研究を継続

していく。（成果資料１－４） 
 
第２に，少数の事例から仮説を形成する推論，ア

ブダクションについて考える際，思考の対象たるオ

ブジェクトの「やわらかさ」がその論考の切り口の

ひとつとなりえることが明らかにした。本年度はそ

の「やわらかさ」に焦点をおき，粘菌に代表される

細胞運動を「やわらかさ」をモチーフとしてモデル

化する研究を行った。この研究は本プロジェクトの

テーマの１つである粘菌コンピュータとアブダクシ

ョンをつなぐ研究であると同時に，論理、細胞運動

などまったく異なる現象において「やわらかさ」へ

注目することの有用性、可能性を指し示す研究であ

るといえる。また，アブダクションの数理的構造を

一般化し，人間の身体性に関わる implicit情報の重

要性に着目する共創システム概念との関連性を見出

し，来年度はその実装に関する研究を進める予定で

ある。（成果資料５－７） 
 
第３に，線条体のリアルなニューロンモデルを用

いて追加学習能力に対するシナプス前抑制の効果を

確認した。また，ドーパミンが追加学習能力を増強

することも示した。アブダクションのように入力側

の種類自体を変える場合，情報表現の真の意味での

分散性とその再構成能力が必要であり，その指標と

して追加学習タスクが適している。また，線条体は

報酬（ドーパミン）によって，大脳皮質からの膨大

な入力を分類して行動パターンを学習する部位であ

り，並列性の維持と情報の再構成が必須の部位であ

る。将来的にはこの研究が大脳基底核・線条体の入

力情報の再構成機能の解明に役立つものと思われる。

また，この分散性の維持や再構成能力に関する議論

は，人間とソフトウェアが共進化するような形のシ

ステムの設計に重要な知見をもたらすものと思われ

る。（成果資料８－１０） 
 
第４に，粘菌コンピュータによる巡回セールスマ

ン問題解決の実験研究に，ひとつの区切りをつける

ことができた。問題サイズ(都市数)を４から８まで

増大させたときに、到達した解の質(ルート長)と解

到達時間がどのように変化するかを評価した実験で

は、解の質を落とさずに到達時間が線形に成長する

という結果が得られた。これは、粘菌の振舞いに類

似した物理ダイナミクス(時空間相関をもった振動

ダイナミクス)を用いた平行計算デバイスの優位性

を主張するための、一つの論拠となりうるものであ

る。（成果資料１１－１３） 
 

 第５に，情報ネットワークおよび情報システムの

大規模化・複雑化による管理負担を軽減するための、

知的なネットワーク管理システムについて研究を行

った。従来のネットワーク管理システムでは，ネッ

トワーク管理に用いられる情報が煩雑であるために，

求められる知的管理機能が限定的にしか与えられな

かった。本研究では、膨大な管理情報を自律的に動

作する能動的情報資源として構成することで，様々

な観測手段や表現手段を柔軟に統合して，効率的な

ネットワーク管理を行うシステムの開発を行った。

本年度では、自律動作する能動的情報資源を統合し

て管理システムを構築するための基礎的な設計法を

明らかにした。（成果資料１４－１５） 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 
本プロジェクト分担者が主催した下記の研究会と

連動して活動することにより，多様な専門分野の研

究者の交流が飛躍的に活性化した。また，下記の研

究会は，本プロジェクトの成果を広く公表する機会

になっている。 
 
第14回灘連関東部会 
幹事：澤宏司（本研究プロジェクト・分担者） 
テーマ： 「スマートグリッドと地域通貨」  
場所： 青山学院アスタジオ 
開催日時： 2011年7月2日 
発表タイトル： 
『スマートグリッドの動向について』 

上坂真（NEDO 新エネルギー産業技術

総合開発機構） 
『地域通貨―思想史の概説と現状について―』 

栗田健一（横須賀市都市政策研究所） 
宮崎義久（北海道大学大学院経済研究科） 

 

 

第15回灘連関東部会 
幹事：高橋達二（本研究プロジェクト・分担者） 
テーマ：「対称性推論」 
場所：青山学院アスタジオ 
開催日時：2011年10月1日 
発表タイトル： 
『認知の対称性、創造性、精神疾患』 

中野 昌宏（青山学院大学） 
『篠原モデルとフレーミング効果』 

大用庫智（東京電機大学） 
 他３件 
 
第 23 回 計測自動制御学会SI 部門共創システム部

会研究会・第６回 内部観測研究会（共同開催） 
幹事：上浦基（本研究プロジェクト・分担者） 
場所：神戸大学六甲台キャンパス 
開催日時：2012年3月17日―18日 
発表件数：23件 
 
［４］成果資料 
 
（１）Takahashi, T., Gunji, Y.-P., “Symmetrizing 
Object and Meta Levels Organizes Thinking,” 
BioSystems, 107(2), pp. 95–105, 2012. 
（２）甲野佑, 高橋達二, “緩い対称性モデルにおけ

る不確定情報の扱い,” 日本認知科学会第 28 回大

会発表論文集, pp. 440–444, 2011. 
（３）Uragami, D., Takahashi, T., Alsubeheen, H., 
Sekiguchi, A., and Matsuo, Y., “The Efficacy of 
Symmetric Cognitive Biases in Robotic Motion 
Learning,” Proceedings of the 2011 IEEE 
International Conference on Mechatronics and 
Automation August 7–10, Beijing, China, pp. 
410–415, 2011. 
（４）浦上大輔, アルスビヒーン・ヒシャム, 高橋

達二, 関口暁宣, 松尾芳樹, “ロボットの運動学習に

おける認知バイアスの効果 —Loosely Symmetric 
モデルの Q 学習への適用— ,” Proceedings of 
ROBOMEC2011 (日本機械学会 ロボティクス・メ

カトロニクス講演会), pp. 1A1-O02. (2011) 
（５）Sawa, K., Balaz, I., Shirakawa, T., “Cell 
Motility Viewed as Softness,” Proceedings of 
IES2011: The 15th International Symposium on 
Intelligent and Evolutionary Systems, Yokosuka, 
Kanagawa, Japan, December 8-9, 2011. 
（６）澤宏司, “トートロジーの変形としての推論,” 
日本女子大学総合研究所紀要, 14, pp. 39-46, 2011. 

（７）上浦基, “入出力先行過程と共創の数理,” 

計測自動制御学会SI部門講演会, 2011年12月23

日. 優秀講演賞 受賞 
（８）Ohta, H., Sato, Y., Kato, K., Uragami, D., 
Kemuriyama, T., Maruyama, S., Tandai-Hiruma, 
M., Manabe, T., Wakisaka, S. and Nishida, Y., 
“Protein kinase C enhances somatic voltage 
response in rat hippocampal CA1 pyramidal 
neuron,” Journal of National Defense Medical 
College, 36(2), pp. 67-75, 2011. 
（９）Ohta, H., Uragami, D., Nishida, Y. and 
Houk, J.C., "Presynaptic Inhibition in the 
Striatum Fosters Incremental Learning," 日本神

経回路学会第21回全国大会 (2011). 
（１０）浦上大輔, 太田宏之, “局所的順序ニューラ

ルネットワークにおける追加学習と汎化,” 第 24 回

自律分散システムシンポジウム，pp. 2C2-2, 2012. 
（１１）Aono, M., Hirata, Y., Hara, M., Aihara, K., 
“Greedy versus social: Resource-competing 
oscillator network as a model of amoeba-based 
neurocomputer,” Natural Computing 10, pp. 
1219-1244, 2011. 
（１２）Aono, M., Zhu, L., Kim, S.-J., Hara, M., 
“Performance enhancement of amoeba-based 
neurocomputer for 8-city traveling salesman 
problem,” Proceedings of 2011 International 
Symposium on Nonlinear Theory and its 
Applications (NOLTA 2011), pp. 104-107 , 2011. 
（１３）青野真士, 金成主, Liping Zhu, 行田悦資, 
原正彦, “粘菌コンピュータと確率探索アルゴリズ

ム,” システム/制御/情報学会誌 55 巻 12 月号, pp. 
526-531, 2011. 
（１４）Sasai, K., Kitagata, G., Kinoshita, T., 
“Complementary Interaction between Human 
-oriented Knowledge and Machine-oriented 
Information on AIR-NMS,”  Proc of the 2nd 
International Conference on Morphological 
Computation (ICMC2011), pp. 111-113, 2011. 
（１５）Sasai, K., Sveholm, J., Kitagata, G. and 
Kinoshita, T. “A Practical Design and 
Implementation of Active Information Resource 
based Network Management System,” 
International Journal of Energy, Information and 
Communications, 2(4), pp. 67-86, 2011. 
（１６）西川アサキ，『魂と体、脳 ‐計算機とドゥ

ルーズで考える心身問題‐』講談社メチエ，2011. 
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［３］成果 
 （３－１）研究成果 
 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

 
まず第１に，昨年度に開始した人間の直観的な判

断に見られるバイアス・偏りのモデリングを行い，

その妥当性についての理論的検討を重ねる一方，多

様な分野への応用においてその有用性を検証した。

その結果，教師付き・教師なし・強化学習のいずれ

の学習形式においても，人間の直観的判断が進化的

に獲得した適応性を持つ事が示された。また，工学

的応用の可能性を示す具体例として，ロボットの運

動学習においてその効果を確認することができた。

今後はベイズ統計，不確実性の記号化，そして行動

経済学の一般理論の探求というかたちで研究を継続

していく。（成果資料１－４） 
 
第２に，少数の事例から仮説を形成する推論，ア

ブダクションについて考える際，思考の対象たるオ

ブジェクトの「やわらかさ」がその論考の切り口の

ひとつとなりえることが明らかにした。本年度はそ

の「やわらかさ」に焦点をおき，粘菌に代表される

細胞運動を「やわらかさ」をモチーフとしてモデル

化する研究を行った。この研究は本プロジェクトの

テーマの１つである粘菌コンピュータとアブダクシ

ョンをつなぐ研究であると同時に，論理、細胞運動

などまったく異なる現象において「やわらかさ」へ

注目することの有用性、可能性を指し示す研究であ

るといえる。また，アブダクションの数理的構造を

一般化し，人間の身体性に関わる implicit情報の重

要性に着目する共創システム概念との関連性を見出

し，来年度はその実装に関する研究を進める予定で

ある。（成果資料５－７） 
 
第３に，線条体のリアルなニューロンモデルを用

いて追加学習能力に対するシナプス前抑制の効果を

確認した。また，ドーパミンが追加学習能力を増強

することも示した。アブダクションのように入力側

の種類自体を変える場合，情報表現の真の意味での

分散性とその再構成能力が必要であり，その指標と

して追加学習タスクが適している。また，線条体は

報酬（ドーパミン）によって，大脳皮質からの膨大

な入力を分類して行動パターンを学習する部位であ

り，並列性の維持と情報の再構成が必須の部位であ

る。将来的にはこの研究が大脳基底核・線条体の入

力情報の再構成機能の解明に役立つものと思われる。

また，この分散性の維持や再構成能力に関する議論

は，人間とソフトウェアが共進化するような形のシ

ステムの設計に重要な知見をもたらすものと思われ

る。（成果資料８－１０） 
 
第４に，粘菌コンピュータによる巡回セールスマ

ン問題解決の実験研究に，ひとつの区切りをつける

ことができた。問題サイズ(都市数)を４から８まで

増大させたときに、到達した解の質(ルート長)と解

到達時間がどのように変化するかを評価した実験で

は、解の質を落とさずに到達時間が線形に成長する

という結果が得られた。これは、粘菌の振舞いに類

似した物理ダイナミクス(時空間相関をもった振動

ダイナミクス)を用いた平行計算デバイスの優位性

を主張するための、一つの論拠となりうるものであ

る。（成果資料１１－１３） 
 

 第５に，情報ネットワークおよび情報システムの

大規模化・複雑化による管理負担を軽減するための、

知的なネットワーク管理システムについて研究を行

った。従来のネットワーク管理システムでは，ネッ

トワーク管理に用いられる情報が煩雑であるために，

求められる知的管理機能が限定的にしか与えられな

かった。本研究では、膨大な管理情報を自律的に動

作する能動的情報資源として構成することで，様々

な観測手段や表現手段を柔軟に統合して，効率的な

ネットワーク管理を行うシステムの開発を行った。

本年度では、自律動作する能動的情報資源を統合し

て管理システムを構築するための基礎的な設計法を

明らかにした。（成果資料１４－１５） 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 
本プロジェクト分担者が主催した下記の研究会と

連動して活動することにより，多様な専門分野の研

究者の交流が飛躍的に活性化した。また，下記の研

究会は，本プロジェクトの成果を広く公表する機会

になっている。 
 
第14回灘連関東部会 
幹事：澤宏司（本研究プロジェクト・分担者） 
テーマ： 「スマートグリッドと地域通貨」  
場所： 青山学院アスタジオ 
開催日時： 2011年7月2日 
発表タイトル： 
『スマートグリッドの動向について』 

上坂真（NEDO 新エネルギー産業技術

総合開発機構） 
『地域通貨―思想史の概説と現状について―』 

栗田健一（横須賀市都市政策研究所） 
宮崎義久（北海道大学大学院経済研究科） 

 

 

第15回灘連関東部会 
幹事：高橋達二（本研究プロジェクト・分担者） 
テーマ：「対称性推論」 
場所：青山学院アスタジオ 
開催日時：2011年10月1日 
発表タイトル： 
『認知の対称性、創造性、精神疾患』 

中野 昌宏（青山学院大学） 
『篠原モデルとフレーミング効果』 

大用庫智（東京電機大学） 
 他３件 
 
第 23 回 計測自動制御学会SI 部門共創システム部

会研究会・第６回 内部観測研究会（共同開催） 
幹事：上浦基（本研究プロジェクト・分担者） 
場所：神戸大学六甲台キャンパス 
開催日時：2012年3月17日―18日 
発表件数：23件 
 
［４］成果資料 
 
（１）Takahashi, T., Gunji, Y.-P., “Symmetrizing 
Object and Meta Levels Organizes Thinking,” 
BioSystems, 107(2), pp. 95–105, 2012. 
（２）甲野佑, 高橋達二, “緩い対称性モデルにおけ

る不確定情報の扱い,” 日本認知科学会第 28 回大

会発表論文集, pp. 440–444, 2011. 
（３）Uragami, D., Takahashi, T., Alsubeheen, H., 
Sekiguchi, A., and Matsuo, Y., “The Efficacy of 
Symmetric Cognitive Biases in Robotic Motion 
Learning,” Proceedings of the 2011 IEEE 
International Conference on Mechatronics and 
Automation August 7–10, Beijing, China, pp. 
410–415, 2011. 
（４）浦上大輔, アルスビヒーン・ヒシャム, 高橋

達二, 関口暁宣, 松尾芳樹, “ロボットの運動学習に

おける認知バイアスの効果 —Loosely Symmetric 
モデルの Q 学習への適用— ,” Proceedings of 
ROBOMEC2011 (日本機械学会 ロボティクス・メ

カトロニクス講演会), pp. 1A1-O02. (2011) 
（５）Sawa, K., Balaz, I., Shirakawa, T., “Cell 
Motility Viewed as Softness,” Proceedings of 
IES2011: The 15th International Symposium on 
Intelligent and Evolutionary Systems, Yokosuka, 
Kanagawa, Japan, December 8-9, 2011. 
（６）澤宏司, “トートロジーの変形としての推論,” 
日本女子大学総合研究所紀要, 14, pp. 39-46, 2011. 

（７）上浦基, “入出力先行過程と共創の数理,” 

計測自動制御学会SI部門講演会, 2011年12月23

日. 優秀講演賞 受賞 
（８）Ohta, H., Sato, Y., Kato, K., Uragami, D., 
Kemuriyama, T., Maruyama, S., Tandai-Hiruma, 
M., Manabe, T., Wakisaka, S. and Nishida, Y., 
“Protein kinase C enhances somatic voltage 
response in rat hippocampal CA1 pyramidal 
neuron,” Journal of National Defense Medical 
College, 36(2), pp. 67-75, 2011. 
（９）Ohta, H., Uragami, D., Nishida, Y. and 
Houk, J.C., "Presynaptic Inhibition in the 
Striatum Fosters Incremental Learning," 日本神

経回路学会第21回全国大会 (2011). 
（１０）浦上大輔, 太田宏之, “局所的順序ニューラ

ルネットワークにおける追加学習と汎化,” 第 24 回

自律分散システムシンポジウム，pp. 2C2-2, 2012. 
（１１）Aono, M., Hirata, Y., Hara, M., Aihara, K., 
“Greedy versus social: Resource-competing 
oscillator network as a model of amoeba-based 
neurocomputer,” Natural Computing 10, pp. 
1219-1244, 2011. 
（１２）Aono, M., Zhu, L., Kim, S.-J., Hara, M., 
“Performance enhancement of amoeba-based 
neurocomputer for 8-city traveling salesman 
problem,” Proceedings of 2011 International 
Symposium on Nonlinear Theory and its 
Applications (NOLTA 2011), pp. 104-107 , 2011. 
（１３）青野真士, 金成主, Liping Zhu, 行田悦資, 
原正彦, “粘菌コンピュータと確率探索アルゴリズ

ム,” システム/制御/情報学会誌 55 巻 12 月号, pp. 
526-531, 2011. 
（１４）Sasai, K., Kitagata, G., Kinoshita, T., 
“Complementary Interaction between Human 
-oriented Knowledge and Machine-oriented 
Information on AIR-NMS,”  Proc of the 2nd 
International Conference on Morphological 
Computation (ICMC2011), pp. 111-113, 2011. 
（１５）Sasai, K., Sveholm, J., Kitagata, G. and 
Kinoshita, T. “A Practical Design and 
Implementation of Active Information Resource 
based Network Management System,” 
International Journal of Energy, Information and 
Communications, 2(4), pp. 67-86, 2011. 
（１６）西川アサキ，『魂と体、脳 ‐計算機とドゥ

ルーズで考える心身問題‐』講談社メチエ，2011. 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択��：Ｈ２２／�０� 

物体表面の視覚的質感および色の知覚に関する研究 
 

 
［１］代表者：岡嶋 克典 

（横浜国立大学大学院環境情報研究院） 
 対応者：栗木 一郎 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者（５０音順）： 

内川惠二（東京工業大学大学院総合理工学研

究科） 
北岡 明佳（立命館大学文学部心理学専攻） 
鯉田 孝和（豊橋技術科学大学） 
郷田 直一（自然科学研究機構生理学研究所） 
小松 英彦（自然科学研究機構生理学研究所） 
齋藤 晴美（NTTサイバースペース研） 
坂田 勝亮（女子美術大学） 
篠森 敬三（高知工科大学工学部） 
須長 正治（九州大学芸術工学研究院） 
徳永 留美（東北大学電気通信研究所） 
辻村 誠一（鹿児島大学工学部） 
中内 茂樹（豊橋技術科学大学） 
仲泊 聡 （国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ病院） 
西田 眞也（NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科学基礎研） 
本吉 勇 （NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科学基礎研） 
溝上 陽子（千葉大学大学院融合科学研究科） 
矢口 博久（千葉大学大学院融合科学研究科） 
山内 泰樹（山形大学大学院理工学研究科） 

 
研究費：物件費０円，旅費４０万５千円 

 
［２］研究経過 

ICT 技術によりコミュニケーションが行われる際

に，情報が的確に伝達される事は重要な要素技術で

あると考えられる．電子商取引などの場面において，

質感や色の情報が的確に伝えられる事は社会的にも

要請の高い重要技術である．一方，観察対象を物体

として同定・認識することは人間の視覚情報処理機

構の本質的な目的の一つである．質感や色は物体の

同定において特に重要であり，人間はこれらの情報

を視覚的に取得して物体を同定する作業を日常的に

行っている．本研究では，物体表面の属性に関する

様々な研究を行っている第一線の視覚研究者や，当

該分野で著明な業績を上げている関連研究者などが

一堂に会して研究会を行うことにより，物体表面の

属性（質感・色など）を視覚的に取得する情報処理

に関する知見を結集・共有することを目的とする． 
質感を伝えるのに重要な役割を果たしている視覚

情報のプロファイルが明らかになれば，映像情報通

信システムの仕様を確立する際に，適正な物体表面

の特性（質感や色）の伝達に必須な仕様の目標設定

が可能になる．さらに，質感や色の知覚において重

要とされる視覚情報の特徴を明らかにする事により，

脳内における視覚情報の構造が明らかにとなり，視

覚情報の効率的な記述方法が明らかになる事も成果

として期待できる． 
将来的には，本研究会を通して明らかにされた問

題点をターゲットとして，人間が視覚的に物体表面

の質感や色に関する情報を得るメカニズムについて

調べる共同研究への実質的な発展を目指す． 

初年度の研究会においては，質感や色などの物体

表面の特徴に関する視覚的情報処理の研究分野にお

けるホットトピックを探る目的で，研究者同士の意

見交換を目的とした研究会を行った． 

以下の概要で研究会を開き，各研究者の研究状況

の報告およびその内容に関する詳細な検討を行った． 

期日：平成23年12月16日(金)～12月17日(土)  
場所：東北大学電気通信研究所 
プログラム： 
1.「物体の質感が色恒常性に与える影響」 

溝上陽子・矢口博久・塚野俊樹（千葉大） 
2.「乳児における光沢の知覚」 

楊 嘉楽・大塚由美子・金沢 創・山口真美・本

吉 勇（中央大学，日本女子大，NTT） 
3.「物体表面の肌理が輝度エッジの解釈に及ぼす効果」 

澤山正貴・木村英司（千葉大） 
4.「肌質感と画像統計量」 

中内茂樹・加藤幸美（豊橋技科大） 
5.「色メカニズムおよびメラノプシン神経節細胞を選

択的に刺激した場合の瞳孔反応」 
辻村誠一（鹿児島大） 

6.「周辺刺激の色度輝度バランスが色の見えとモード

に与える効果」 
福田一帆・内川惠二（東工大） 

7.「黄斑色素濃度と色覚の個人差」 
早坂孝志・山内泰樹（山形大） 

8.「Classification Image法に基づく高次色情報表現に関

 

する検討」 
永井岳大・佐藤智治・中内茂樹（豊橋技科大） 

9. 「脳内神経細胞の色選択性に関するfMRI研究」 
栗木一郎・孫 沛・上野賢一・田中啓治・程 康（東

北大・理研BSI） 

また，平成24年３月に部分メンバーにより第二回の

研究会を開き，質感や色覚メカニズムに関する研究

報告ならびに意見交換を行った． 

期日：平成24年3月8日(木)〜 3月9日(金) 
場所：東北大学電気通信研究所 
プログラム： 
1.「色覚異常者の色の見えと印象について」 

齋藤晴美（NTT） 
2.「最大彩度はどのレベルで決まるのか？」 

須長正治（九州大） 
3.「両眼融合後の色順応過程」 

坂田勝亮（女子美術大）・島倉 瞳（産総研） 
4. 「鮮度感の認知特性」 

岡嶋克典（横浜国立大） 
 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
本年度に行った研究会の報告内容については以下

の通りである． 

【平成23年度 第１回研究会】 

第１回の研究会は，昨年度の研究会に引き続き，各

研究者の成果について報告してもらい，ホットトピ

ックスを共有することを目的として行った． 

溝上らは，画像処理により実物らしさを操作した

画像を用いて，画像中の照明光が変化した際に色の

見えに生じる影響について，複数の物質の画像を用

いて調べた．画像処理による見かけの質感の変化が

知覚にどのように影響しているか，それが色の見え

方にどう影響しているかについて結論するには，ま

だ多くの実験が必要であることを紹介した． 

楊らは光沢感を生じさせる画像と生じさせない画

像を幼児（５〜８ヶ月）に呈示した際の反応により，

光沢に関する知覚を有しているかを調べた．顔や球

などの３次元コンピュータグラフィックス（ＣＧ）

を生成し，画像等計量を一定に保ちつつ画像中のハ

イライトの位置を操作する事で，光沢知覚を変化さ

せた画像を呈示した．その結果，５〜８ヶ月の幼児

にも光沢感の知覚があることを示した． 

澤山らは，自然画像中の円形の輝度パターンのエ

ッジをぼかすことで反射率の異なる質感が得られる

ことに着目し，様々な条件で実験を行った．刺激画

像の選択や，実験手法に対する結果の依存性などに

ついて議論が行われた．ただし，質感の知覚が単純

に網膜像の空間周波数特性に依存しない傾向など，

質感情報処理の高次メカニズムを検討する上で非常

に興味深い現象である． 

中内らは，顔に対する魅力度に肌の質感が影響す

るかについて，表面下の粒子散乱を考慮した精密な

３次元ＣＧを用いて評価実験を行った．その結果，

画像の光沢要素および散乱要素に対応する画像因子

が一定のバランスで混ざっていることが，魅力度の

高さに貢献している事を示す結果を得た．一方，顔

の３次元の起伏がハイライト（光沢要素）の混ざり

具合を左右するため，単純に光沢要素の影響に限定

できないのではないかという指摘もあった． 

辻村らは，視細胞以外の網膜に存在する光感受性

色素であるメラノプシンの知覚に対する影響につい

て，特に明るさ感やまぶしさとの関連について，最

近の研究成果を報告した．メラノプシンは輝度特性

や色弁別には影響をほとんど与えないが，明るさ感

に影響があるという回答があったため，瞳孔収縮を

計測したところ，時定数の大きな変化には影響が見

られる事を報告した．ただ，実験アーティファクト

の除去が非常に難しいことが課題となった． 

福田らは，各色度において反射表面として許容し

うる最大輝度のエンベロープであるオプティマルカ

ラーと，色恒常性の関係について調べた結果につい

て報告した．被験者がオプティマルカラーのエンベ

ロープをどのように推定しているかが直接的に調べ

られないことにより，結論が難しい状態にあること

が示された． 

早坂らは，黄斑色素の濃度と等色関数のそれぞれ

について個人の値を測定し，関係性を調べた．その

結果，今回測定された黄斑色素濃度と等色関数の間

には直接の関係がないことが示された．討論におい

て，実験手法やフィッティング方法などについて

様々な提案がなされた． 

永井らは，classification image法を用いて高次の色

知覚メカニズムにおける周辺刺激の効果を心理物理

学的に測定する試みについて報告した．結果には色

メカニズムの個人差を反映したと思われる個人間の

差が見られたが，色コントラストの判断という被験

者課題が最適かという議論もあった． 

栗木らは，ヒト視覚野における神経細胞の色選択

性について，fMRIを用いた脳機能イメージングによ

る研究結果を報告した．他の研究と同様にS錐体を

刺激する方位に強い信号が見られたが，その傾向を
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択��：Ｈ２２／�０� 

物体表面の視覚的質感および色の知覚に関する研究 
 

 
［１］代表者：岡嶋 克典 

（横浜国立大学大学院環境情報研究院） 
 対応者：栗木 一郎 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者（５０音順）： 

内川惠二（東京工業大学大学院総合理工学研

究科） 
北岡 明佳（立命館大学文学部心理学専攻） 
鯉田 孝和（豊橋技術科学大学） 
郷田 直一（自然科学研究機構生理学研究所） 
小松 英彦（自然科学研究機構生理学研究所） 
齋藤 晴美（NTTサイバースペース研） 
坂田 勝亮（女子美術大学） 
篠森 敬三（高知工科大学工学部） 
須長 正治（九州大学芸術工学研究院） 
徳永 留美（東北大学電気通信研究所） 
辻村 誠一（鹿児島大学工学部） 
中内 茂樹（豊橋技術科学大学） 
仲泊 聡 （国立障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ病院） 
西田 眞也（NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科学基礎研） 
本吉 勇 （NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科学基礎研） 
溝上 陽子（千葉大学大学院融合科学研究科） 
矢口 博久（千葉大学大学院融合科学研究科） 
山内 泰樹（山形大学大学院理工学研究科） 

 
研究費：物件費０円，旅費４０万５千円 

 
［２］研究経過 

ICT 技術によりコミュニケーションが行われる際

に，情報が的確に伝達される事は重要な要素技術で

あると考えられる．電子商取引などの場面において，

質感や色の情報が的確に伝えられる事は社会的にも

要請の高い重要技術である．一方，観察対象を物体

として同定・認識することは人間の視覚情報処理機

構の本質的な目的の一つである．質感や色は物体の

同定において特に重要であり，人間はこれらの情報

を視覚的に取得して物体を同定する作業を日常的に

行っている．本研究では，物体表面の属性に関する

様々な研究を行っている第一線の視覚研究者や，当

該分野で著明な業績を上げている関連研究者などが

一堂に会して研究会を行うことにより，物体表面の

属性（質感・色など）を視覚的に取得する情報処理

に関する知見を結集・共有することを目的とする． 
質感を伝えるのに重要な役割を果たしている視覚

情報のプロファイルが明らかになれば，映像情報通

信システムの仕様を確立する際に，適正な物体表面

の特性（質感や色）の伝達に必須な仕様の目標設定

が可能になる．さらに，質感や色の知覚において重

要とされる視覚情報の特徴を明らかにする事により，

脳内における視覚情報の構造が明らかにとなり，視

覚情報の効率的な記述方法が明らかになる事も成果

として期待できる． 
将来的には，本研究会を通して明らかにされた問

題点をターゲットとして，人間が視覚的に物体表面

の質感や色に関する情報を得るメカニズムについて

調べる共同研究への実質的な発展を目指す． 

初年度の研究会においては，質感や色などの物体

表面の特徴に関する視覚的情報処理の研究分野にお

けるホットトピックを探る目的で，研究者同士の意

見交換を目的とした研究会を行った． 

以下の概要で研究会を開き，各研究者の研究状況

の報告およびその内容に関する詳細な検討を行った． 

期日：平成23年12月16日(金)～12月17日(土)  
場所：東北大学電気通信研究所 
プログラム： 
1.「物体の質感が色恒常性に与える影響」 

溝上陽子・矢口博久・塚野俊樹（千葉大） 
2.「乳児における光沢の知覚」 

楊 嘉楽・大塚由美子・金沢 創・山口真美・本

吉 勇（中央大学，日本女子大，NTT） 
3.「物体表面の肌理が輝度エッジの解釈に及ぼす効果」 

澤山正貴・木村英司（千葉大） 
4.「肌質感と画像統計量」 

中内茂樹・加藤幸美（豊橋技科大） 
5.「色メカニズムおよびメラノプシン神経節細胞を選

択的に刺激した場合の瞳孔反応」 
辻村誠一（鹿児島大） 

6.「周辺刺激の色度輝度バランスが色の見えとモード

に与える効果」 
福田一帆・内川惠二（東工大） 

7.「黄斑色素濃度と色覚の個人差」 
早坂孝志・山内泰樹（山形大） 

8.「Classification Image法に基づく高次色情報表現に関

 

する検討」 
永井岳大・佐藤智治・中内茂樹（豊橋技科大） 

9. 「脳内神経細胞の色選択性に関するfMRI研究」 
栗木一郎・孫 沛・上野賢一・田中啓治・程 康（東

北大・理研BSI） 

また，平成24年３月に部分メンバーにより第二回の

研究会を開き，質感や色覚メカニズムに関する研究

報告ならびに意見交換を行った． 

期日：平成24年3月8日(木)〜 3月9日(金) 
場所：東北大学電気通信研究所 
プログラム： 
1.「色覚異常者の色の見えと印象について」 

齋藤晴美（NTT） 
2.「最大彩度はどのレベルで決まるのか？」 

須長正治（九州大） 
3.「両眼融合後の色順応過程」 

坂田勝亮（女子美術大）・島倉 瞳（産総研） 
4. 「鮮度感の認知特性」 

岡嶋克典（横浜国立大） 
 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
本年度に行った研究会の報告内容については以下

の通りである． 

【平成23年度 第１回研究会】 

第１回の研究会は，昨年度の研究会に引き続き，各

研究者の成果について報告してもらい，ホットトピ

ックスを共有することを目的として行った． 

溝上らは，画像処理により実物らしさを操作した

画像を用いて，画像中の照明光が変化した際に色の

見えに生じる影響について，複数の物質の画像を用

いて調べた．画像処理による見かけの質感の変化が

知覚にどのように影響しているか，それが色の見え

方にどう影響しているかについて結論するには，ま

だ多くの実験が必要であることを紹介した． 

楊らは光沢感を生じさせる画像と生じさせない画

像を幼児（５〜８ヶ月）に呈示した際の反応により，

光沢に関する知覚を有しているかを調べた．顔や球

などの３次元コンピュータグラフィックス（ＣＧ）

を生成し，画像等計量を一定に保ちつつ画像中のハ

イライトの位置を操作する事で，光沢知覚を変化さ

せた画像を呈示した．その結果，５〜８ヶ月の幼児

にも光沢感の知覚があることを示した． 

澤山らは，自然画像中の円形の輝度パターンのエ

ッジをぼかすことで反射率の異なる質感が得られる

ことに着目し，様々な条件で実験を行った．刺激画

像の選択や，実験手法に対する結果の依存性などに

ついて議論が行われた．ただし，質感の知覚が単純

に網膜像の空間周波数特性に依存しない傾向など，

質感情報処理の高次メカニズムを検討する上で非常

に興味深い現象である． 

中内らは，顔に対する魅力度に肌の質感が影響す

るかについて，表面下の粒子散乱を考慮した精密な

３次元ＣＧを用いて評価実験を行った．その結果，

画像の光沢要素および散乱要素に対応する画像因子

が一定のバランスで混ざっていることが，魅力度の

高さに貢献している事を示す結果を得た．一方，顔

の３次元の起伏がハイライト（光沢要素）の混ざり

具合を左右するため，単純に光沢要素の影響に限定

できないのではないかという指摘もあった． 

辻村らは，視細胞以外の網膜に存在する光感受性

色素であるメラノプシンの知覚に対する影響につい

て，特に明るさ感やまぶしさとの関連について，最

近の研究成果を報告した．メラノプシンは輝度特性

や色弁別には影響をほとんど与えないが，明るさ感

に影響があるという回答があったため，瞳孔収縮を

計測したところ，時定数の大きな変化には影響が見

られる事を報告した．ただ，実験アーティファクト

の除去が非常に難しいことが課題となった． 

福田らは，各色度において反射表面として許容し

うる最大輝度のエンベロープであるオプティマルカ

ラーと，色恒常性の関係について調べた結果につい

て報告した．被験者がオプティマルカラーのエンベ

ロープをどのように推定しているかが直接的に調べ

られないことにより，結論が難しい状態にあること

が示された． 

早坂らは，黄斑色素の濃度と等色関数のそれぞれ

について個人の値を測定し，関係性を調べた．その

結果，今回測定された黄斑色素濃度と等色関数の間

には直接の関係がないことが示された．討論におい

て，実験手法やフィッティング方法などについて

様々な提案がなされた． 

永井らは，classification image法を用いて高次の色

知覚メカニズムにおける周辺刺激の効果を心理物理

学的に測定する試みについて報告した．結果には色

メカニズムの個人差を反映したと思われる個人間の

差が見られたが，色コントラストの判断という被験

者課題が最適かという議論もあった． 

栗木らは，ヒト視覚野における神経細胞の色選択

性について，fMRIを用いた脳機能イメージングによ

る研究結果を報告した．他の研究と同様にS錐体を

刺激する方位に強い信号が見られたが，その傾向を
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均整化し神経細胞の色選択性を描出した試みについ

て報告した． 
 
【平成23年度 第２回研究会】 

第２回の研究会は，第１回に出席できなかった研究

者を中心に各自の研究成果を報告してもらい，議論

を行った． 

齋藤は２色覚者の色の見え方について，色名応答

による心理物理実験を行った．十分に手がかりが多

い条件では２色覚者の色名応答は通常型の３色覚者

と大きく違わないものの，色名応答に迷う時間が長

く，複数の候補からの絞り込みに時間が掛かる様子

が特徴的であるという報告を行った． 

須長は，同時対比と順応を用いる事で，感じるこ

とのできる色味を現実の光より強める事ができるか

について調べた試行実験について報告した．一部の

結果は反対色過程の順応と合致しない傾向を示し，

高次の色情報処理過程の特徴を表している可能性が

示唆された． 

坂田らは，両眼の情報が統合された後の色情報処

理過程について，片目での色順応がもう片目に呈示

した刺激の色の見え方に及ぼす影響について報告し

た．その結果，時定数が非常に大きい現象を捉える

ことができたものの，非順応眼の状態の統制が非常

に難しいという側面について議論があった． 

岡嶋は，生鮮食品の写真を用い鮮度感に寄与する

画像的要素について行った研究について報告した．

画像特徴の輝度ヒストグラムを操作する事により，

鮮度感をある程度操作できる事が示された．その結

果，複数の画像特徴を用いる事により，鮮度を非接

触判定するシステムの実現可能性を示した． 
 
【まとめ】 
２回の研究会において主に報告された研究テーマ

は，質感と画像特徴量の関係，高次色覚メカニズム，

色覚の個人差・多様性に大別できると思われる． 
質感に関する研究は画像特徴量の操作により視覚

的手がかりとの関係性の解明が進んでいる．ただし，

質感は触覚や語感など他の感覚モダリティとの相関

もあり，視覚以外への領域の拡大による相乗効果が

期待される． 
高次色覚メカニズムに関する研究は，心理物理学

的な研究手法における限界と，脳機能イメージング

による研究との間にまだ距離が存在し，隔靴掻痒の

感がある． 
色覚の個人差については，特に２色覚者がどのよ

うに視覚体験をしているかについての関心は高い．

言語的に表現する実験方法では３色覚者との差が小

さい事実は，言語コミュニケーションに適応する必

要性に対する進化圧力の強さを示すと同時に，高次

メカニズムが志向すべき処理の方向性を示唆してい

るとも考えられる．ハードウェアとして特性が固定

された低次メカニズムとの中間にある脳内メカニズ

ムについて，成立機序やその意義についてはまだ研

究を深める余地があると考えられる． 
 
（３－２）波及効果と発展性など 

ICT 技術により，現在人間が行っている様々な作

業シーンにおける情報取得や情報処理の自動化，

ICT機器による代替が進む事が予想される．さらに，

ネットワーク上に存在する情報リソースを記号化し

て扱うマイニングは大きな価値を生む事が期待され

ている．これらの大量データを扱う情報処理のため

には，人間と同様な感度特性を持つ（＝人間が感じ

ているのと同じような画像情報を得られる）画像処

理技術や，感性的表現への変換技術に対し，今後ま

すます需要が高まると考えられる． 
 
［４］成果資料 
 
本研究会に関する主な研究報告は以下の通りである． 
 
[1] Yang, J., Otsuka, Y., Kanazawa, S., Yamaguchi, M.K. & 

Motoyoshi, I., Perception of surface glossiness in 5- to 8- month 
old infants. Perception, (in press). 

[2] 澤山正貴・木村英司 (2011) 「肌理上の水染み現象に肌理

の空間周波数成分が及ぼす影響」 Vision, 23, 197-200.  
[3] 加藤幸美, 中内茂樹, 画像特徴量に基づく肌質感・印象要

因の分析, Optics & Photonics Japan 2011 abstract. 
[4] Fukuda K., Uchikawa K., & Macleod D.I.A., Influence of 

surrounding colors in the illuminant-color mode on color 
constancy. iPerception, 2011. 

[5] Sato T., Nagai T., & Nakauchi S., Individual differences in 
higher-order chromatic mechanisms measured with 
Classification Image technique. International Colour Vision 
Society 2011 meeting. 

[6] Kuriki I., Hue-selective mechanisms in human visual cortex 
International Colour Vision Society 2011 meeting. 

[7] 島倉 瞳,坂田勝亮,"色順応刺激消失後における色の見え

の時間推移",VISION,21(2),101-114,2009. 
[8]  Arce-Lopera, C., Masuda, T.. Kimura, A., Wada, Y., Okajima, K.: 

Luminance Distribution Influences Vegetables Freshness 
Perception, 9th Pangborn Sensory Science Sympo., P1.3.01, 2011 

[9] Arce-Lopera, C. & Okajima, K,: Luminance Information Suffices 
to Model Vegetable Freshness Perception, VSS (Vision Science 
Society) annual meeting, 2012 (in press) 
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［２］研究経過 
本プロジェクトの目的 

論理と計算の間の密接な関係性により，論理学

と計算機科学は互いに影響を及ぼしながら発展して

いる．とくに，プログラムの安全性・信頼性を保障

するための検証技法の研究においては，数理論理学

において発展した型理論や項書換えの理論のアイデ

ィアが盛んに利用され，大きな役割を果たしてい

る． 
本研究では，論理学的な手法を用いてプログラ

ムの意味を明らかにし，とくにプログラム検証のた

めの理論を構築し，それに基づいたプログラム検証

手法を提案・実装することを目的とする． 
 
研究会の開催状況 
本プロジェクトは本年度が初年度であった．上記

目的達成のため，一回のプロジェクト研究会を開催

し，活発な議論を通して，論理学の立場，計算論の

立場，さらにこれらを統合した型理論の立場からプ

ログラミング言語の本質を追及し，プログラム検証

技術への応用について検討した． 
プロジェクト研究会は，平成23年12月7日から

8 日に東北大学電気通信研究所において，本研究参

加の研究者，通研の研究者に加えて仙台高等専門学

校の岡本圭史准教授と理化学研究所の安部達也研究

員を招き開催され，最新の研究結果の紹介とプロジ

ェクトの成果報告が行なわれた． 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た． 

 
1. この10年程，証明支援系において「超数学」の

定理の証明を支援するシステムの研究が活発になさ

れている．ここでの最大の課題は，変数の束縛をシ

ステムでどう処理するかということである．本研究

代表者も Pollack と共同で，λ項を canonical に

実現する方法を提案してきた．しかし，この研究を

含めて，従来の研究はすべてλ項をどう具体的に実

装するかという方法論に終始してきた．今回の研究

ではλ項の本質を存在論的に考察することにより，

実装に依存せず，λ項を特徴づける一階の公理系を
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質感は触覚や語感など他の感覚モダリティとの相関

もあり，視覚以外への領域の拡大による相乗効果が

期待される． 
高次色覚メカニズムに関する研究は，心理物理学

的な研究手法における限界と，脳機能イメージング

による研究との間にまだ距離が存在し，隔靴掻痒の

感がある． 
色覚の個人差については，特に２色覚者がどのよ

うに視覚体験をしているかについての関心は高い．

言語的に表現する実験方法では３色覚者との差が小

さい事実は，言語コミュニケーションに適応する必

要性に対する進化圧力の強さを示すと同時に，高次

メカニズムが志向すべき処理の方向性を示唆してい

るとも考えられる．ハードウェアとして特性が固定

された低次メカニズムとの中間にある脳内メカニズ

ムについて，成立機序やその意義についてはまだ研

究を深める余地があると考えられる． 
 
（３－２）波及効果と発展性など 

ICT 技術により，現在人間が行っている様々な作

業シーンにおける情報取得や情報処理の自動化，

ICT機器による代替が進む事が予想される．さらに，

ネットワーク上に存在する情報リソースを記号化し

て扱うマイニングは大きな価値を生む事が期待され

ている．これらの大量データを扱う情報処理のため

には，人間と同様な感度特性を持つ（＝人間が感じ

ているのと同じような画像情報を得られる）画像処

理技術や，感性的表現への変換技術に対し，今後ま

すます需要が高まると考えられる． 
 
［４］成果資料 
 
本研究会に関する主な研究報告は以下の通りである． 
 
[1] Yang, J., Otsuka, Y., Kanazawa, S., Yamaguchi, M.K. & 

Motoyoshi, I., Perception of surface glossiness in 5- to 8- month 
old infants. Perception, (in press). 
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研究会の開催状況 
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プロジェクト研究会は，平成23年12月7日から

8 日に東北大学電気通信研究所において，本研究参

加の研究者，通研の研究者に加えて仙台高等専門学

校の岡本圭史准教授と理化学研究所の安部達也研究

員を招き開催され，最新の研究結果の紹介とプロジ

ェクトの成果報告が行なわれた． 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た． 

 
1. この10年程，証明支援系において「超数学」の

定理の証明を支援するシステムの研究が活発になさ

れている．ここでの最大の課題は，変数の束縛をシ

ステムでどう処理するかということである．本研究

代表者も Pollack と共同で，λ項を canonical に

実現する方法を提案してきた．しかし，この研究を

含めて，従来の研究はすべてλ項をどう具体的に実

装するかという方法論に終始してきた．今回の研究

ではλ項の本質を存在論的に考察することにより，
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提案した． 

 

2. 再帰的に与えられたプログラムと較べて反復的

に与えられたプログラムにおける帰納的定理の自動

証明は困難であることが多い．このため，反復的な

プログラムを等価な再帰的でプログラムへと変換す

る手法が知られている．変換された再帰的なプログ

ラムがもとの反復的なプログラムと等価であること

を，暗黙帰納法を用いて保証する枠組みを与えた．

これにより個々の変換の正当性を保証する構文的な

条件を満たさない場合でも，より一般的に変換の正

当性を証明する手法を考案した． 

 

3. 交換律や結合律など停止しない書き換え規則を

もつ項書き換えシステムの合流性の自動証明法を与

えた．従来このような項書き換えシステムの合流性

の証明は，E停止性と E危険対を考慮する必要があ

り，またE危険対の計算にはE単一化が必要となる

ため実際に証明手法を適用できるEは限定的であっ

た．考案した合流性条件は通常の危険対のみを用い

ており，また，E 停止性が保証されない場合でも適

用可能な場合がある．また，簡約関係を保存する完

備化を考案し，提案条件が直接保証できない場合に

も完備化によって変形した項書き換えシステムの合

流性を保証することによってもとのシステムの合流

性を保証する手法を与えた． 

 

4. 段階的計算 (staged computation) のための計

算体系に対して、型理論の立場からの研究を行った。

段階的計算は、1 つの計算を複数の段階に分割し、

第 n 段階の計算により、第(n+1)段階のプログラム

を生成するものであり、早い段階で得られた情報に

特化した効率的プログラムの生成と実行をモデル化

した計算である。段階的計算には、計算効果 

(computational effect)と多相型 (polymorphic 

type) が不可欠であるという観察のもと、本年度の

研究では、これらを導入した段階的計算のための新

しい型付き計算体系を提案し、計算における型の保

存などの主要性質を証明した。 

 

5. また，段階的計算の実装につなげる理論として，

Igarashi と Iwaki らが行った，段階的計算体系の

インタプリタから，プログラム変換により，コンパ

イラと仮想機械プログラムを系統的に導出する，と

いう研究を発展させた．先行研究において導出され

た仮想機械は，それが生成する次段階のプログラム

が計算体系の項であったのに対し，本研究で導出し

た仮想機械は項をコンパイルした低水準コードの生

成を直接行うことができる，という特徴がある． 

 

6. 形式手法では、何らかの論理体系に基づき、検証

対象の記述・検証等を行う。本研究では、既存の 

命題様相μ計算の一階拡張である一階様相μ計算を

用いて、一階時相論理達の表現力比較を行った。ま

た並行して、論理が満たすべき様々な性質(0-1法則

等)の成立する境界に関する研究を行った。 

 

7. Partitioned Global Address Space (PGAS) 言語

は複数の計算ノード上に分散されるデータを局所的

な名前による指示でなく大域的な名前による指示を

可能にする言語であり，PGAS 言語でプログラムを記

述することによりプログラムの可読性を高めること

ができると期待されている．今回，PGAS 言語 

XcalableMPのプログラムに対して，プログラム中の

参照と通信とに関する記述を検証するためのツール

の開発を行った．一般に PGAS でない言語で書かれ

たプログラムにおいては，計算ノードに分散された

データの参照や計算ノード間通信の記述に関する検

証は困難とされているが，PGAS 言語 XcalableMP で

書かれたプログラム中ではそれらの参照や通信に関

する記述が従来より構造的に現れるため，これらに

関していくつかの検証を行うツールの開発が可能で

あった．この検証ツールの開発により，プログラム

の可読性向上だけでなく，検証可能なプログラムを

記述可能ということもまた PGAS 言語の利点である

ことを明らかにした． 

 

8. 型無しラムダ・ミュー計算に対するモデルとして、

ストリーム・モデルを提案した．ストリーム・モデ

ルはラムダ・モデルの拡張であり，各ラムダ・ミュ

ー項をストリームを入力とする関数として解釈する

ものである．本研究では，型無しラムダ・ミュー計

算の外延的等式体系が外延的ストリーム・モデルに

対して健全であることを示した．また、ラムダ・ミ

ュー計算と同等の組み合わせ論理として Stream 

Combinatory Logic (SCL) を提案し，SCL の構造を

ヒントとして，ストリーム・モデルの無限代数とし

ての特徴付けを与えた． 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

本プロジェクト研究では，プログラムの本質を

追究することによって，より信頼性の高いプログラ

ム開発のための検証技術を実現することを目標に，

論理学的な手法，とくに証明論的な立場からプログ

ラミング言語に関する基礎的な研究を行なっている．

証明論のように構文的対象を直接扱う構成的な手法

に基くアプローチは，計算機上での実現が比較的容

易であると考えられ，実際にいくつかのシステムが

「様式３」 

実装されている．これらの結果により，より実用的

なプログラム検証システムへの応用が期待できる． 
また，本プロジェクトの活発な交流を通して形

成された，複数の大学の多岐に渡る計算機科学分野

の研究グループ間のネットワークは，今後の電気通

信研究所を中心とした国際的な研究ネットワークを

形成する基盤となることが期待される 
 

［４］成果資料 
[1] Takahito Aoto and Yoshihito Toyama. 

Reduction-preserving completion for proving 

confluence of non-terminating term rewriting 

systems. In Proceedings of the 22nd International 

Conference on Rewriting Techniques and 

Applications (RTA 2011), 2011, pp.91-106, LIPIcs, 

Vol.10, Schloss Dagstuhl-Leibniz-Zentrum fuer 

Informatik. 

 

[2] Takahito Aoto, Toshiyuki Yamada and Yuki 

Chiba. Natural inductive theorems for 

higher-order rewriting. In Proceedings of the 

22nd International Conference on Rewriting 

Techniques and Applications (RTA 2011), 

pp.107-121, LIPIcs, 

Vol.10, Schloss Dagstuhl - Leibniz-Zentrum fuer 

Informatik. 

 

[3] 磯部耕己, 青戸等人, 外山芳人. 多項式サイズ

正規形を保証する項書き換えシステムの経路順序. 

コンピュータソフトウェア, Vol.29, No.1, 

pp.176-190, 2012. 

 

[4] 岩見宗弘, 青戸等人. 無限項書き換えシステム

における強頭部正規化可能性および一般生成性の自

動反証. コンピュータソフトウェア, Vol.29, No.1, 

pp.211-239, 2012. 

 

[5] Yuichiro Kokaji, Yukiyoshi Kameyama. 

Polymorphic Multi-Stage Language with Control 

Effects. Proc. Ninth Asian Symposium on 

Programming Languages and Systems (APLAS 2011), 

Kenting, Taiwan, pp. 105-120, Dec. 2011. 

 

[6] Yukiyoshi Kameyama, Oleg Kiselyov, 

Chung-chieh Shan. Shifting the Stage -- Staging 

with Delimited Control. Journal of Functional 

Programming, 21(6), pp. 617--662, 2011. 

 

[7] Jefferson O. Andrade, Yukiyoshi Kameyama. 

Efficient Multi-Valued Bounded Model Checking 

for LTL over Quasi-Boolean Algebras. Special 

Section on Formal Approach, IEICE Transactions on 

Information and Systems, to appear. 

 

[8] 小山内 幸一, 五十嵐 淳. 低水準コード生成を

行う \lambda^\circ 仮想機械の融合変換を使った

系統的導出. 日本ソフトウェア科学会第 28 回大会

論文集. 2011年9月． 

 

[9] Koji Nakazawa. Combinators for streams. 日

本ソフトウェア科学会第28回大会論文集. 2011年9

月． 

 

[10] Koji Nakazawa, Makoto Tatsuta, Yukiyoshi 

Kameyama, and Hiroshi Nakano. Type checking and 

inference in domain-free lambda calculi. 

Theoretical Computer Science, 412:6193-6207, 

2011. 
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提案した． 

 

2. 再帰的に与えられたプログラムと較べて反復的

に与えられたプログラムにおける帰納的定理の自動

証明は困難であることが多い．このため，反復的な

プログラムを等価な再帰的でプログラムへと変換す

る手法が知られている．変換された再帰的なプログ

ラムがもとの反復的なプログラムと等価であること

を，暗黙帰納法を用いて保証する枠組みを与えた．

これにより個々の変換の正当性を保証する構文的な

条件を満たさない場合でも，より一般的に変換の正

当性を証明する手法を考案した． 

 

3. 交換律や結合律など停止しない書き換え規則を

もつ項書き換えシステムの合流性の自動証明法を与

えた．従来このような項書き換えシステムの合流性

の証明は，E停止性と E危険対を考慮する必要があ

り，またE危険対の計算にはE単一化が必要となる

ため実際に証明手法を適用できるEは限定的であっ

た．考案した合流性条件は通常の危険対のみを用い

ており，また，E 停止性が保証されない場合でも適

用可能な場合がある．また，簡約関係を保存する完

備化を考案し，提案条件が直接保証できない場合に

も完備化によって変形した項書き換えシステムの合

流性を保証することによってもとのシステムの合流

性を保証する手法を与えた． 

 

4. 段階的計算 (staged computation) のための計

算体系に対して、型理論の立場からの研究を行った。

段階的計算は、1 つの計算を複数の段階に分割し、

第 n 段階の計算により、第(n+1)段階のプログラム

を生成するものであり、早い段階で得られた情報に

特化した効率的プログラムの生成と実行をモデル化

した計算である。段階的計算には、計算効果 

(computational effect)と多相型 (polymorphic 

type) が不可欠であるという観察のもと、本年度の

研究では、これらを導入した段階的計算のための新

しい型付き計算体系を提案し、計算における型の保

存などの主要性質を証明した。 

 

5. また，段階的計算の実装につなげる理論として，

Igarashi と Iwaki らが行った，段階的計算体系の

インタプリタから，プログラム変換により，コンパ

イラと仮想機械プログラムを系統的に導出する，と

いう研究を発展させた．先行研究において導出され

た仮想機械は，それが生成する次段階のプログラム

が計算体系の項であったのに対し，本研究で導出し

た仮想機械は項をコンパイルした低水準コードの生

成を直接行うことができる，という特徴がある． 

 

6. 形式手法では、何らかの論理体系に基づき、検証

対象の記述・検証等を行う。本研究では、既存の 

命題様相μ計算の一階拡張である一階様相μ計算を

用いて、一階時相論理達の表現力比較を行った。ま

た並行して、論理が満たすべき様々な性質(0-1法則

等)の成立する境界に関する研究を行った。 

 

7. Partitioned Global Address Space (PGAS) 言語

は複数の計算ノード上に分散されるデータを局所的

な名前による指示でなく大域的な名前による指示を

可能にする言語であり，PGAS 言語でプログラムを記

述することによりプログラムの可読性を高めること

ができると期待されている．今回，PGAS 言語 

XcalableMPのプログラムに対して，プログラム中の

参照と通信とに関する記述を検証するためのツール

の開発を行った．一般に PGAS でない言語で書かれ

たプログラムにおいては，計算ノードに分散された

データの参照や計算ノード間通信の記述に関する検

証は困難とされているが，PGAS 言語 XcalableMP で

書かれたプログラム中ではそれらの参照や通信に関

する記述が従来より構造的に現れるため，これらに

関していくつかの検証を行うツールの開発が可能で

あった．この検証ツールの開発により，プログラム

の可読性向上だけでなく，検証可能なプログラムを

記述可能ということもまた PGAS 言語の利点である

ことを明らかにした． 

 

8. 型無しラムダ・ミュー計算に対するモデルとして、

ストリーム・モデルを提案した．ストリーム・モデ

ルはラムダ・モデルの拡張であり，各ラムダ・ミュ

ー項をストリームを入力とする関数として解釈する

ものである．本研究では，型無しラムダ・ミュー計

算の外延的等式体系が外延的ストリーム・モデルに

対して健全であることを示した．また、ラムダ・ミ

ュー計算と同等の組み合わせ論理として Stream 

Combinatory Logic (SCL) を提案し，SCL の構造を

ヒントとして，ストリーム・モデルの無限代数とし

ての特徴付けを与えた． 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

本プロジェクト研究では，プログラムの本質を

追究することによって，より信頼性の高いプログラ

ム開発のための検証技術を実現することを目標に，

論理学的な手法，とくに証明論的な立場からプログ

ラミング言語に関する基礎的な研究を行なっている．

証明論のように構文的対象を直接扱う構成的な手法

に基くアプローチは，計算機上での実現が比較的容

易であると考えられ，実際にいくつかのシステムが
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実装されている．これらの結果により，より実用的

なプログラム検証システムへの応用が期待できる． 
また，本プロジェクトの活発な交流を通して形

成された，複数の大学の多岐に渡る計算機科学分野

の研究グループ間のネットワークは，今後の電気通

信研究所を中心とした国際的な研究ネットワークを

形成する基盤となることが期待される 
 

［４］成果資料 
[1] Takahito Aoto and Yoshihito Toyama. 

Reduction-preserving completion for proving 

confluence of non-terminating term rewriting 

systems. In Proceedings of the 22nd International 

Conference on Rewriting Techniques and 

Applications (RTA 2011), 2011, pp.91-106, LIPIcs, 

Vol.10, Schloss Dagstuhl-Leibniz-Zentrum fuer 

Informatik. 

 

[2] Takahito Aoto, Toshiyuki Yamada and Yuki 

Chiba. Natural inductive theorems for 

higher-order rewriting. In Proceedings of the 

22nd International Conference on Rewriting 

Techniques and Applications (RTA 2011), 

pp.107-121, LIPIcs, 

Vol.10, Schloss Dagstuhl - Leibniz-Zentrum fuer 

Informatik. 

 

[3] 磯部耕己, 青戸等人, 外山芳人. 多項式サイズ

正規形を保証する項書き換えシステムの経路順序. 

コンピュータソフトウェア, Vol.29, No.1, 

pp.176-190, 2012. 

 

[4] 岩見宗弘, 青戸等人. 無限項書き換えシステム

における強頭部正規化可能性および一般生成性の自

動反証. コンピュータソフトウェア, Vol.29, No.1, 

pp.211-239, 2012. 

 

[5] Yuichiro Kokaji, Yukiyoshi Kameyama. 

Polymorphic Multi-Stage Language with Control 

Effects. Proc. Ninth Asian Symposium on 

Programming Languages and Systems (APLAS 2011), 

Kenting, Taiwan, pp. 105-120, Dec. 2011. 

 

[6] Yukiyoshi Kameyama, Oleg Kiselyov, 

Chung-chieh Shan. Shifting the Stage -- Staging 

with Delimited Control. Journal of Functional 

Programming, 21(6), pp. 617--662, 2011. 

 

[7] Jefferson O. Andrade, Yukiyoshi Kameyama. 

Efficient Multi-Valued Bounded Model Checking 

for LTL over Quasi-Boolean Algebras. Special 

Section on Formal Approach, IEICE Transactions on 

Information and Systems, to appear. 

 

[8] 小山内 幸一, 五十嵐 淳. 低水準コード生成を

行う \lambda^\circ 仮想機械の融合変換を使った

系統的導出. 日本ソフトウェア科学会第 28 回大会

論文集. 2011年9月． 

 

[9] Koji Nakazawa. Combinators for streams. 日

本ソフトウェア科学会第28回大会論文集. 2011年9

月． 
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inference in domain-free lambda calculi. 
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採択回数 １   ２   ３ 

Ｈ２２��１１ 

 

民生用合成開口レーダシステムの開発と応用 
 
 
［１］組織 
  代表者：間瀬  淳 

（九州大学産学連携センター） 
  対応者：八坂  洋 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

犬竹 正明（東北大学電気通信研究所） 
池地 弘行（九州大学産学連携センター） 
佐藤 源之（東北大学東北アジア研究ｾﾝﾀｰ） 
横田 裕也（東北大学東北アジア研究ｾﾝﾀｰ） 
近木祐一郎（福岡工業大学電子情報工学科） 
山口 芳雄（新潟大学工学部） 
木村  宏（岐阜大学工学部） 
森山 敏文（長崎大学工学部） 
服部 邦彦（日本工業大学） 
浦塚 清峰（情報通信研究機構: NICT） 
降旗 正忠 (財)資源探査用観測ｼｽﾃﾑ・宇宙環

境利用研究開発機構: JAROS） 
金井  宏（無人宇宙実験システム研究開発

機構: USEF） 
島田 政信（宇宙航空研究開発機構: JAXA） 
冨尾  武（宇宙航空研究開発機構: JAXA） 
伊藤 直樹（九州日立マクセル(株)） 
加茂 圭介（富士重工業(株) 宇都宮製作所） 
牧野  滋（三菱電機(株) 開発本部） 
原  芳久（三菱電機(株) 鎌倉製作所） 
村田  稔（日本電気(株) 誘導光電事業部） 
辻  信行（ツジ電子(株)） 
川上 春夫（アンテナ技研(株)） 
小木曽 賢（アンテナ技研(株)） 
酒井 文則（サクラテック(株)） 
熊谷 秀夫（多摩川精機(株)） 
村手 直明（中日本航空(株)） 
能美  仁（アルウェットテクノロジー(株)） 
米澤 千夏（東北大学大学院農学研究科） 
齋藤 元也（東北大学大学院農学研究科） 
澤谷 邦男（東北大学大学院工学研究科） 
多田 順次（東北大学電気通信研究所） 
水野 皓司（東北大学電気通信研究所） 

 
研究費：物件費5万円，旅費28.9万円 

 

［２］研究経過 
本研究は、民生応用を目的とした、高分解かつ小型

軽量の航空機搭載合成開口レーダ（Synthetic Aperture 
Radar: SAR）システムの開発・製作および性能評価を

効率よく推進していくことを目的としている。特に、

構成要素としてのハードウェアおよびソフトウェアの

開発、さらには同技術を組み合わせた先進SARシステ

ムの製作とその実用化試験を実現するための検討を進

めるものである。 
具体的には、SARシステムの技術開発、実機適用上

の課題検討に関する研究会、SARシステムの試験およ

び運用に関する検討会を通じて、①現在製作あるいは

稼働中のSARシステムに関する情報交換、②安心安全

社会構築のための航空機等搭載型 SAR リモートセン

シングデータの利用システム検討、および新しい民生

応用分野の開拓を行っていくことである。以下，研究

活動状況の概要を記す。 
１）東北大学電気・情報 東京フォーラム 2011：平成

23年11月18日、学術総合センターにて開催、本研究

グループが推進している「リアルタイム画像レーダ

“Live SAR”の開発」についてパネル展示を行った。 
２）平成23年度危機管理産業展：平成23年11月9-11
日、東京ビッグサイトにて開催、「リアルタイム画像レ

ーダ“Live SAR”」システム本体の一部と紹介パネル

を展示した。 
３）平成23年度東北大学電気通信研究所「共同プロジ

ェクト研究会」（IEEE Geoscience and Remote Sensing 
Society協賛）：平成24年2月2日13:30-17:30、電気通

信研究所1号館N棟4階講堂にて開催、参加者45名。 
４）次年度SAR設計開発検討会：平成24年2月3日
10:00-15:00、東北大学電気通信研究所 1 号館N 棟 308
講義室にて実施、出席者13名。 
５）SAR屋内試験、屋上試験、車輌搭載試験：平成24
年 2 月 29 日-3 月 3 日、福岡工業大学、九州大学産学

連携センターにて実施、参加者15名。 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
各研究活動において得られた成果を記述する。 

１）東北大学電気・情報 東京フォーラム 2011：本プ

ロジェクトに関連し、犬竹研究室により「リアルタイ

ム画像レーダ“Live SAR”の開発」の題名でパネル展

示がなされた。 

 

２）平成23年度危機管理産業展：本プロジェクトで開

発中の SAR システムのハードウェアの一部およびア

ンテナ等を展示し、犬竹等により説明がなされた。 
３）平成23年度東北大学電気通信研究所「共同プロジ

ェクト研究会」：平成23年度の内容は、ⅰ）東日本大

震災における対応について、ⅱ）航空機搭載SARシス

テムの適用事例、ⅲ）航空機搭載高分解SARの開発・

製作の現状、ⅳ）最近のトピックス、に大別すること

ができる。それぞれの主な内容を概述する。 
ⅰ）宮川（国土交通省）が「国土交通省の災害対応

―東日本大震災における災害ヘリの活動を中心に」の

題名で講演した。平成23年3月11日大震災発生時の

国土交通省の対応についてまとめ、情報収集・伝達体

制の確立、災害対応要員の確保等により態勢の強化が

図られていることが述べられた。同震災は昼間での発

生であったため、ヘリコプターによる可視画像が取得

可能であったが、夜間時の対応についての考察の重要

性が述べられた。国土交通省は、災害の拡大防止、二

次災害の防止、緊急輸送ルートの確保等の役割を担う

とともに、所管施設・社会資本・交通に関する被害状

況と復旧の見込みなどの情報の収集・提供を行ってお

り、SARを利用した防災情報把握に関する研究開発の

重要性が強調された。 
ⅱ）島田（JAXA）は「Pi-SAR-L を用いたタイ洪水

状況の監視」について報告した。ALOS-2/PALSAR と

類似性能を有する航空機搭載SAR（Pi-SAR）をタイに

派遣し、洪水問題に直面したバンコク市や周辺の日系

工業団地を含む地域（約50 km四方）を11月5日～27
日にわたって観測した結果、および、これに先立ち、9
月 24 日～27 日洪水の氾濫域となっていたチャオプラ

ヤの上流域（ナコンサワン付近からアユタヤ）を観測

した結果について報告した。 
JAXA は得られたデータを解析し、抽出した浸水域

データをタイ国地理情報・宇宙技術開発機構

（GISTDA）へ提出した。GISTDA ではこのデータを

ホームページ上（http://flood.gistda.or.th/）で公開すると

共に、タイ洪水対策本部（FROC）等にも提供、デー

タは災害情報把握と洪水対策で使用されている。近年

増加する災害の監視には高分解能と広域観測が求めら

れているが、JAXA では、今回得ることができた都市

型災害監視の知見を ALOS-2/PALSAR-2 を用いた災

害監視に役立てることとしている。 
ⅲ）若山（三菱電機(株)）は「航空機搭載マルチチ

ャンネル SAR・バイスタティック SAR の検証実験」

について発表した。 複数の受信アンテナ（および受信

機）を備えた Ku バンド合成開口レーダを開発し、移

動目標検出機能、マルチスタティック観測機能などを

航空機フライト試験により検証している。移動目標検

出機能では、受信アンテナを軌道方向に配置し、同じ

領域をわずかな時間差で複数回撮像する。得られた複

数のSAR画像の差異を抽出することにより、移動目標

検出が可能となる。マルチスタティック観測機能の検

証では、レーダ波の送受信を航空機から行うとともに

（モノスタティック撮像）、地上にも受信アンテナを設

置し、散乱波を受信した（バイスタティック撮像）。今

回のバイスタティック撮像では小さな俯角で受信を行

ったことから、ビルや橋脚などの影を明瞭に捉えるな

ど、モノスタティック撮像とは異なる特徴を持つSAR
画像を得ることができたことを報告した。  
能美（アルウェットテクノロジー(株)）が「航空機

搭載合成開口レーダ “ATSAR”」について紹介した。

ATTARは同社が開発製作した航空機等搭載SARシス

テムである。リアルタイム画像生成が可能なソフト

（GUI）を搭載し、小型軽量（13 kg）で航空機等の窓

越しからも観測が可能という特徴を有しているため、

使用航空機の改造が不要という利点がある。現在、観

測幅 10 km、距離 15 km、高度 300-6000 mで、空間

分解 0.3-5 m が得られている。講演では、実際の運転

試験が紹介され、雲が存在する中クリアなリアルタイ

ム画像が紹介された。 
ⅲ）犬竹（東北大学）、間瀬（九州大学）、近木（福

岡工大）が「リアルタイム画像レーダ “Live SAR” お
よびレーダソフト “SAR-Tools” の開発」について発表

した。平成21年度採択された国交省河川局委託研究の

開発目標は、Kuバンドのマイクロ波を用い、高分解能

（10 cm）、小型軽量（30 kg以下）で、機上におけるリ

アルタイム画像生成が可能なスポットライト合成開口

レーダ（SAR）を開発することである。 
有人・無人の航空機・ヘリコプターに搭載可能な、

小型軽量・高分解能・高画質の “スポットライトSAR”
は、リアルタイム画像や移動体の検出も可能であり、

大規模水害等の自然災害時の河川・道路・鉄道・電力・

港湾の施設等の防災監視や救助活動の初動対応に威力

を発揮できる。この “スポットライトSAR” は、日本

では実用化されたものはなかったが、国土交通省河川

技術開発公募委託研究により開発が進行中である。 
本講演では、平成21年度と22年度の委託研究で完

成したリアルタイム画像レーダ（呼称 “Live SAR”）の
ハードウェアについてまとめ、平成23年度に開発した

ジンバル追尾制御ソフトの屋外車上試験結果、および

アンテナ特性の室内試験結果、さらに、ユーザインタ

ーフェイスや画像生成ソフトなどの各種ソフトウェア

（呼称 “SAR-tools”）」の開発結果について報告された。 
ⅳ）佐藤（東北大学）は、「地上設置 “GB-SAR” に

よる土砂崩れ監視」について発表した。東北大学東北

アジア研究センターでは地滑りで被災した車両の捜索

を行うなど、実践的な電波科学による防災・減災技術

開発を行っている。宮城県・栗原市では岩手・宮城内

共同プロジェクト研究
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

Ｈ２２��１１ 

 

民生用合成開口レーダシステムの開発と応用 
 
 
［１］組織 
  代表者：間瀬  淳 

（九州大学産学連携センター） 
  対応者：八坂  洋 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

犬竹 正明（東北大学電気通信研究所） 
池地 弘行（九州大学産学連携センター） 
佐藤 源之（東北大学東北アジア研究ｾﾝﾀｰ） 
横田 裕也（東北大学東北アジア研究ｾﾝﾀｰ） 
近木祐一郎（福岡工業大学電子情報工学科） 
山口 芳雄（新潟大学工学部） 
木村  宏（岐阜大学工学部） 
森山 敏文（長崎大学工学部） 
服部 邦彦（日本工業大学） 
浦塚 清峰（情報通信研究機構: NICT） 
降旗 正忠 (財)資源探査用観測ｼｽﾃﾑ・宇宙環

境利用研究開発機構: JAROS） 
金井  宏（無人宇宙実験システム研究開発

機構: USEF） 
島田 政信（宇宙航空研究開発機構: JAXA） 
冨尾  武（宇宙航空研究開発機構: JAXA） 
伊藤 直樹（九州日立マクセル(株)） 
加茂 圭介（富士重工業(株) 宇都宮製作所） 
牧野  滋（三菱電機(株) 開発本部） 
原  芳久（三菱電機(株) 鎌倉製作所） 
村田  稔（日本電気(株) 誘導光電事業部） 
辻  信行（ツジ電子(株)） 
川上 春夫（アンテナ技研(株)） 
小木曽 賢（アンテナ技研(株)） 
酒井 文則（サクラテック(株)） 
熊谷 秀夫（多摩川精機(株)） 
村手 直明（中日本航空(株)） 
能美  仁（アルウェットテクノロジー(株)） 
米澤 千夏（東北大学大学院農学研究科） 
齋藤 元也（東北大学大学院農学研究科） 
澤谷 邦男（東北大学大学院工学研究科） 
多田 順次（東北大学電気通信研究所） 
水野 皓司（東北大学電気通信研究所） 

 
研究費：物件費5万円，旅費28.9万円 

 

［２］研究経過 
本研究は、民生応用を目的とした、高分解かつ小型

軽量の航空機搭載合成開口レーダ（Synthetic Aperture 
Radar: SAR）システムの開発・製作および性能評価を

効率よく推進していくことを目的としている。特に、

構成要素としてのハードウェアおよびソフトウェアの

開発、さらには同技術を組み合わせた先進SARシステ

ムの製作とその実用化試験を実現するための検討を進

めるものである。 
具体的には、SARシステムの技術開発、実機適用上

の課題検討に関する研究会、SARシステムの試験およ

び運用に関する検討会を通じて、①現在製作あるいは

稼働中のSARシステムに関する情報交換、②安心安全

社会構築のための航空機等搭載型 SAR リモートセン

シングデータの利用システム検討、および新しい民生

応用分野の開拓を行っていくことである。以下，研究

活動状況の概要を記す。 
１）東北大学電気・情報 東京フォーラム 2011：平成

23年11月18日、学術総合センターにて開催、本研究

グループが推進している「リアルタイム画像レーダ

“Live SAR”の開発」についてパネル展示を行った。 
２）平成23年度危機管理産業展：平成23年11月9-11
日、東京ビッグサイトにて開催、「リアルタイム画像レ

ーダ“Live SAR”」システム本体の一部と紹介パネル

を展示した。 
３）平成23年度東北大学電気通信研究所「共同プロジ

ェクト研究会」（IEEE Geoscience and Remote Sensing 
Society協賛）：平成24年2月2日13:30-17:30、電気通

信研究所1号館N棟4階講堂にて開催、参加者45名。 
４）次年度SAR設計開発検討会：平成24年2月3日
10:00-15:00、東北大学電気通信研究所 1 号館N 棟 308
講義室にて実施、出席者13名。 
５）SAR屋内試験、屋上試験、車輌搭載試験：平成24
年 2 月 29 日-3 月 3 日、福岡工業大学、九州大学産学

連携センターにて実施、参加者15名。 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
各研究活動において得られた成果を記述する。 

１）東北大学電気・情報 東京フォーラム 2011：本プ

ロジェクトに関連し、犬竹研究室により「リアルタイ

ム画像レーダ“Live SAR”の開発」の題名でパネル展

示がなされた。 

 

２）平成23年度危機管理産業展：本プロジェクトで開

発中の SAR システムのハードウェアの一部およびア

ンテナ等を展示し、犬竹等により説明がなされた。 
３）平成23年度東北大学電気通信研究所「共同プロジ

ェクト研究会」：平成23年度の内容は、ⅰ）東日本大

震災における対応について、ⅱ）航空機搭載SARシス

テムの適用事例、ⅲ）航空機搭載高分解SARの開発・

製作の現状、ⅳ）最近のトピックス、に大別すること

ができる。それぞれの主な内容を概述する。 
ⅰ）宮川（国土交通省）が「国土交通省の災害対応

―東日本大震災における災害ヘリの活動を中心に」の

題名で講演した。平成23年3月11日大震災発生時の

国土交通省の対応についてまとめ、情報収集・伝達体

制の確立、災害対応要員の確保等により態勢の強化が

図られていることが述べられた。同震災は昼間での発

生であったため、ヘリコプターによる可視画像が取得

可能であったが、夜間時の対応についての考察の重要

性が述べられた。国土交通省は、災害の拡大防止、二

次災害の防止、緊急輸送ルートの確保等の役割を担う

とともに、所管施設・社会資本・交通に関する被害状

況と復旧の見込みなどの情報の収集・提供を行ってお

り、SARを利用した防災情報把握に関する研究開発の

重要性が強調された。 
ⅱ）島田（JAXA）は「Pi-SAR-L を用いたタイ洪水

状況の監視」について報告した。ALOS-2/PALSAR と

類似性能を有する航空機搭載SAR（Pi-SAR）をタイに

派遣し、洪水問題に直面したバンコク市や周辺の日系

工業団地を含む地域（約50 km四方）を11月5日～27
日にわたって観測した結果、および、これに先立ち、9
月 24 日～27 日洪水の氾濫域となっていたチャオプラ

ヤの上流域（ナコンサワン付近からアユタヤ）を観測

した結果について報告した。 
JAXA は得られたデータを解析し、抽出した浸水域

データをタイ国地理情報・宇宙技術開発機構

（GISTDA）へ提出した。GISTDA ではこのデータを

ホームページ上（http://flood.gistda.or.th/）で公開すると

共に、タイ洪水対策本部（FROC）等にも提供、デー

タは災害情報把握と洪水対策で使用されている。近年

増加する災害の監視には高分解能と広域観測が求めら

れているが、JAXA では、今回得ることができた都市

型災害監視の知見を ALOS-2/PALSAR-2 を用いた災

害監視に役立てることとしている。 
ⅲ）若山（三菱電機(株)）は「航空機搭載マルチチ

ャンネル SAR・バイスタティック SAR の検証実験」

について発表した。 複数の受信アンテナ（および受信

機）を備えた Ku バンド合成開口レーダを開発し、移

動目標検出機能、マルチスタティック観測機能などを

航空機フライト試験により検証している。移動目標検

出機能では、受信アンテナを軌道方向に配置し、同じ

領域をわずかな時間差で複数回撮像する。得られた複

数のSAR画像の差異を抽出することにより、移動目標

検出が可能となる。マルチスタティック観測機能の検

証では、レーダ波の送受信を航空機から行うとともに

（モノスタティック撮像）、地上にも受信アンテナを設

置し、散乱波を受信した（バイスタティック撮像）。今

回のバイスタティック撮像では小さな俯角で受信を行

ったことから、ビルや橋脚などの影を明瞭に捉えるな

ど、モノスタティック撮像とは異なる特徴を持つSAR
画像を得ることができたことを報告した。  
能美（アルウェットテクノロジー(株)）が「航空機

搭載合成開口レーダ “ATSAR”」について紹介した。

ATTARは同社が開発製作した航空機等搭載SARシス

テムである。リアルタイム画像生成が可能なソフト

（GUI）を搭載し、小型軽量（13 kg）で航空機等の窓

越しからも観測が可能という特徴を有しているため、

使用航空機の改造が不要という利点がある。現在、観

測幅 10 km、距離 15 km、高度 300-6000 mで、空間

分解 0.3-5 m が得られている。講演では、実際の運転

試験が紹介され、雲が存在する中クリアなリアルタイ

ム画像が紹介された。 
ⅲ）犬竹（東北大学）、間瀬（九州大学）、近木（福

岡工大）が「リアルタイム画像レーダ “Live SAR” お
よびレーダソフト “SAR-Tools” の開発」について発表

した。平成21年度採択された国交省河川局委託研究の

開発目標は、Kuバンドのマイクロ波を用い、高分解能

（10 cm）、小型軽量（30 kg以下）で、機上におけるリ

アルタイム画像生成が可能なスポットライト合成開口

レーダ（SAR）を開発することである。 
有人・無人の航空機・ヘリコプターに搭載可能な、

小型軽量・高分解能・高画質の “スポットライトSAR”
は、リアルタイム画像や移動体の検出も可能であり、

大規模水害等の自然災害時の河川・道路・鉄道・電力・

港湾の施設等の防災監視や救助活動の初動対応に威力

を発揮できる。この “スポットライトSAR” は、日本

では実用化されたものはなかったが、国土交通省河川

技術開発公募委託研究により開発が進行中である。 
本講演では、平成21年度と22年度の委託研究で完

成したリアルタイム画像レーダ（呼称 “Live SAR”）の
ハードウェアについてまとめ、平成23年度に開発した

ジンバル追尾制御ソフトの屋外車上試験結果、および

アンテナ特性の室内試験結果、さらに、ユーザインタ

ーフェイスや画像生成ソフトなどの各種ソフトウェア

（呼称 “SAR-tools”）」の開発結果について報告された。 
ⅳ）佐藤（東北大学）は、「地上設置 “GB-SAR” に

よる土砂崩れ監視」について発表した。東北大学東北

アジア研究センターでは地滑りで被災した車両の捜索

を行うなど、実践的な電波科学による防災・減災技術

開発を行っている。宮城県・栗原市では岩手・宮城内
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陸地震で生じた同市荒砥沢地域の大崩落現場の2次災

害防止のための崖面モニタリングの方法を検討してい

たが、GB-SAR（地表設置型合成開口レーダ）がこの

目的にふさわしいことが分かったことから、東北大学

は栗原市と協同で東北地方初となる特定実験試験局に

よる17GHz GB-SAR装置を設置し、地滑りをリアルタ

イムでモニタリングするシステムを 2011 年秋から開

始している。 
今後5年間にわたる長期モニタリングと地域住民へ

の早期警戒情報の提供を行う事を目的としていること、

崖崩れのモニタリングを実際に行いながら、防災分野

でのレーダの応用と地方自治体への防災情報の提供に

ついて実践的な社会実験を通じた研究を進めることな

どを話した。 
４）次年度SAR開発計画および地上試験・航空機搭載

試験の具体化に関する検討会：本検討会では、“Live 
SAR”に適用する制御ソフトウェア、画像解析ソフトウ

ェアについての討論が行なわれると共に、“Live SAR”
完成後の試験方法について討論が行なわれた。 

５）リアルタイム画像レーダ “Live SAR” 地上試験が

2月29日～3月3日にわたって、九州地域で実施され

た。屋内でのシステム検証試験、屋上からの地上観測

試験、車輌搭載試験の順に行った。 

（３－２）波及効果と発展性など 
１）本プロジェクトにより、SAR研究に関連し、全国

的な規模でのネットワークの拡大、特に、民生用を中

心とした応用分野の広がり、産学連携など新しい観点

に基づいたネットワーク構築を図ることができた。 
２）プロジェクト研究の主目標の一つである、スポッ

トライト方式SARシステムの開発では、国土交通省委

託研究（代表者：犬竹）によるSARシステムの開発が

進められ、地上試験まで行われた。 
３）民生用合成開口レーダシステムの応用分野や種々

の要素技術の開発に基づいて、横断形プロジェクトの

形成や産官学連携の発展が進んでいる。 

［４］成果資料 
(1) 小田 誠、間瀬 淳、水野皓司：「ミリ波放射計を用

いた果実糖度の非破壊測定技術の開発」電子情報通信

学会論文誌 J94-C, 9, 244-251 (2011). 
(2) D. Zhang and A. Mase, “Experimental Study on 
Radar-Based Breast Cancer Detection Using UWB Antenna 
without Background Subtraction”, Biomed. Eng.: 
Applications, Basis and Communications 23, 5, 383-391 
(2011). 
(3) B. Tobias, N. C. Luhmann, Jr. et al., “Recent Progress on 
Microwave Imaging Technology and New Physics Results”, 
Plasma Fusion Res. 6, 2106042 (2011). 
(4) A. Mase, N. Ito, Y. Komada, M. Oda, D. Nagae, D. 
Zhang, Y. Kogi, S. Tobimatsu, T. Maruyama, Y. Nagayama, 

D. Kuwahara, T. Yoshinaga, S. Yamaguchi, T. Tokuzawa, K. 
Kawahata, and S. Padhi, “Microwave reflectometric 
measurement of biological signals”, Proc. Electromagnetic 
Compatibility Symp., Perth, Australia (Nov. 2011) pp. 57-63. 

 (4) M. Oda, A. Mase, and K. Uchino, “Non-destructive 
Measurement of Sugar Content in Apples using Millimeter 
Wave Reflectometry and Artificial Neural Networks for 
Calibration”, Proc. Asia-Pacific Microwave Conf. 2011, 
Melborne, Australia (Dec. 2011) pp. 1386-1389. 
(5) D. Zhang and A. Mase, “Radar-Based Breast Cancer 
Detection Experiment with Synthetic Breast Phantom Using 
Model Subtraction Method”, Proc. Asia-Pacific Microwave 
Conf. 2011, Melborne, Australia (Dec. 2011). 

 (6) M. Oda, A. Mase, and K. Uchino, “Nondestructive 
Measurement of Sugar Content in Apples by 
Millimeter-Wave Reflectometry”, J. Infrared Milli. Terahz 
Waves 33, 5 (2012). 
(7) A. Mase, N. Ito, M. Oda, Y. Komada, D. Nagae, D. 
Zhang, Y. Kogi, S. Tobimatsu, T. Maruyama, H. Shimazu, E. 
Sakata, F. Sakai, D. Kuwahara, T. Yshinaga, T. Tokuzawa, 
Y. Nagayama, K. Kawahata, S. Yamaguchi, S. Tsuji-Iio, C. 
W. Domier, N. C. Luhmann, Jr., H. K. Park, G. Yun, W. Lee, 
S. Padhi, and K. W. Kim, ”Reflectometric measurement of 
plasma imaging and applications”, J. Instrum. (JINST) 7, 
C01089/1-22 (2012). 

・ (8) M. Watanabe, C. Yonezawa, J. Iisaka, and M. Sato, 
“ALOS/PALSAR full polarimetric observations of the 
Iwate/Miyagi nairiku earthquake of 2008”, Int. J. Remote 
Sensing 33, 4, 1234-1245 (2012). 

・ (9) A. Gaber, M. Koch, H. Griesh, and M. Sato, “SAR 
Remote Sensing of Buried Faults: Implications for 
groundwater exploration in the western desert of Egypt”, 
Sensing and Imaging (2011). 
(10) 間瀬、張、伊藤、北條：「マイクロ波イメージン 
グシステム」特開 2011-112403 (平成23年6月). 
(11) 間瀬、長江：「被験体状態解析用信号のピーク周

波数測定システム」PCT/JP2011/053028 (平成23年2月). 
(12) 間瀬、伊藤、坂田、嶋津、駒田：「生体情報検出

システム」特願 2011-39954 (平成23年2月). 
(13) 間瀬、伊藤：「マイクロ波イメージングシステム

及びイメージング処理方法」特願2011- 257384 (平成

23年11月). 
(14) 近木、犬竹、池地、間瀬、酒井：「高精度遅延波

形発生回路装置」出願予定（作成中） 
(15) 犬竹 他：「リアルタイム画像生成合成開口レー

ダ」、危機管理産業展 2011 出展、東京ビッグサイト 
(2011月10月19-21日). 
(16) 犬竹 他 ：「Ku バンド合成開口レーダシステム」

地上試験（車輌搭載試験）(2012年3月) . 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H23 / B01 

 

ナノ構造磁性材料を利用した次世代通信機器用 

MEMS/高周波デバイスに関する研究 
 

 

［１］組織 

  代表者：曽根原 誠 

（信州大学工学部） 

  対応者：石山 和志 

（東北大学電気通信研究所） 

 分担者： 

福永 博俊（長崎大学工学部） 

中野 正基（長崎大学工学部） 

柳井 武志（長崎大学工学部） 

曽根原 誠（信州大学工学部） 

本田 崇 （九州工業大学大学院工学研究院） 

竹澤 昌晃（九州工業大学大学院工学研究院） 

山本 健一（琉球大学工学部） 

宮城 大輔（東北大学大学院工学研究科） 

井上 光輝（豊橋技術科学大学大学院） 

高木 宏幸（豊橋技術科学大学大学院） 

直江 正幸（電磁材料研究所） 

佐藤 敏郎（信州大学工学部） 

 

   研究費 ： 旅 費 379,000円 

        消耗品  50,000円 

 

［２］研究経過 

携帯電話やパソコンを始め情報通信機器の発展は

著しく，次世代のそれら機器に対応するためには，

材料からデバイスまで一貫した研究開発が必要不可

欠である．特に，MEMSやアクチュエータ，磁気セン

サ，インダクタなどの磁気部品は多種多様利用され

ていて，これらの小型化・高性能化が急務となって

いる．そこで，本プロジェクトの研究目的として，

①「計算機シミュレーションを利用したナノ構造磁

性材料の設計に携わる研究者」・②「ナノ構造磁性材

料の創製・構造観察・特性評価に携わる研究者」・③

「ナノ構造磁性材料を利用し、MEMSやインダクタな

ど磁気デバイスへの応用を図る研究者」の3つのグ

ループにより構成される研究者が一同に介し，開発

における分野を横断した議論をもとに本分野の発展

を図ることを目的とする。以下，研究活動状況の概

要を記す． 

 

（２－１）研究会 

日 時：平成23年11月22日（火）10：30～18：20 

場 所：東北大学電気通信研究所 

（〒980-8577 仙台市青葉区片平2-1-1） 

テーマ：「ナノ構造磁性材料を利用した次世代通信機

器用MEMS／高周波デバイスに関する研究」 

 

11月22日（火） 

10:30～11:50 「強磁性／反強磁性交換結合薄膜の 

磁気Kerr効果を利用した光プローブ式電流セン 

サの開発」 曽根原 誠，佐藤 敏郎（信州大学） 

11:50～13:05  ＜昼休憩＞ 

13:05～14:25 「ナノグラニュラー薄膜の応用」 

直江 正幸（電磁材料研究所） 

14:25～15:30 「圧縮応力下における電磁鋼鈑の磁気 

特性」        宮城 大輔（東北大学） 

15:30～15:35  ＜小休憩＞ 

15:35～16:25 「カプセル内視鏡に搭載するマイクロ 

磁気アクチュエータの開発」本田 崇(九州工業大学) 

16:25～16:30  ＜小休憩＞ 

16:30～17:40 「低環境負荷な電解めっき法による 

通信機器・MEMS・高周波デバイス用軟磁性薄膜の 

開発」柳井 武志,中野 正基,福永 博俊(長崎大学) 

17:40～17:45  ＜小休憩＞ 

17:45～18:20 「マグネによるグリーンデバイス創 

成」佐藤 敏郎，曽根原 誠（信州大学） 

 

（２－２）平成23年度共同プロジェクト研究発表会 

日 時：平成24年 3月 2日（金）12：00～18：00 

場 所：江陽グランドホテル 

（〒980-0014 仙台市青葉区本町2-3-1） 

テーマ：「ナノ構造磁性材料を利用した次世代通信機

器用MEMS／高周波デバイスに関する研究」 

 

3月 2日（金） 

12:00～18:00 「ナノ構造磁性材料および磁性微粒子 

を利用した高周波磁気デバイスの研究」（ポスター 

発表）曽根原 誠，佐藤 敏郎（信州大学） 

 

［３］成果 

 （３－１）研究会の研究成果 
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構造磁性材料の開発により，低損失かつ高効率な各

種デバイスや高出力かつ高精度なセンサの開発が実

現できる． 

(2) 本研究会で発表された EV/HEV 用電流センサが

開発されることで，コンバータおよびインバータの

変換効率が向上できると考えられる． 

(3) 本研究会で発表されたマイクロアクチュエータ

が開発されることで，比較的簡便に制御でき，医療

応用のみならず一般的な工学分野でも適用できる可

能性がある．  

(4) 2 A の直流重畳電流を流してもインダクタンス

値は低下することがない大電流用インダクタを LSI

パッケージに内蔵することで今よりも約 4 %も電力

変換効率を向上でき，多くの装置・機器に適用され

れば多大なる省エネ効果が生まれると期待される． 

上述の通り，本研究会の研究テーマは，著しく社

会的貢献をすると考えられる．また，材料からデバ

イスまでを一貫して研究することで，短期間での実

現が可能であり，本研究会は有意義である． 

 

［４］成果資料 

(1) Hideyuki Ito, Asako Takeuchi, Shinya Okazaki, 
Hiroki Kobayashi, Yuichiro Sugawa, Akihiro 

Takeshima, Makoto Sonehara, Nobuhiro 

Matsushita, Toshiro Sato; "Fabrication of 

Planar Power Inductor for Embedded Passives 

in LSI Package for Hundreds Megahertz 

Switching DC–DC Buck Converter", IEEE Trans. 

Magn., 47, 10, pp.3204-3207 (2011). 

(2) 岡崎 眞也，竹内 有沙子，竹島 顕大，曽根原 誠，

佐藤 敏郎，松下 伸広; "DC-DCコンバータLSI

パッケージ内蔵用 Zn フェライト厚膜プレーナ

パワーインダクタの試作", 電気学会論文誌Ａ, 

131, 7, pp.484-489 (2011). 

(3) 曽根原 誠，加山 慎二，佐藤 敏郎，山沢 清人，

三浦 義正; "信号線路に無電解 Ni-P 合金めっ

き膜を被覆した低クロストーク高密度プリン

ト回路基板の作製と特性評価", Journal of the 

Magnetics Society of Japan, 35, 2, pp.82-87 

(2011). 

(4) K. Kawasaki, H. Fukunaga; "Computer 

Simulation of Enhancement of Coerciviy in 

Nd-Fe-B/(Nd,Dy)-Fe-B Composite Magnets", 

Journal of Magnetics, 16, 2, pp.145-149 

(2011). 

(5) H. Fukunaga, T. Kamikawatoko, M. Nakano, T. 
Yanai, F. Yamashita; "Effect of laser beam 

parameters on magnetic properties of Nd-Fe-B 

thick-film magnets fabricated by pulsed 

laser deposition", Journal of Applied 

Physics, 109, 7, pp. 07A758-1-07A758-3 

(2011). 

(6) M. Nakano, M. Sahara, T. Yanai, F. Yamashita, 
H. Fukunaga; "Nd-Fe-B thick film magnets 

with Nb additive prepared by vacuum arc 

deposition method", Journal of Applied 

Physics, 109, 7, pp. 07A755-1-07A755-3 

(2011). 

(7) M. Nakano, W. Oniki, T. Yanai, H. Fukunaga; 
"Magnetic properties of pulsed laser 

deposition-fabricated isotropic Fe-Pt film 

magnets", Journal of Applied Physics, 109, 

7, pp. 07A723-1-07A723-4 (2011). 

(8) F. Yamashita, S. Nishimura, O. Kobayashi, M. 
Itoh, M. Nakano, H. Fukunaga, K. Ishiyama; 

"Enhancement in magnetic torque of 

cylindrical micro rotor by usage of directly 

consolidated-Fe/Pr2Fe14B-based 

nanocomposite thick-films", Journal of 

Applied Physics, 109, 7, pp. 

07A712-1-07A712-3 (2011). 

(9) H. Fukunaga, Y. Sugimoto, M. Nakano, T. Yanai, 
S. Ohta, M. Itakura, M. Nishida; "Coercivity 

enhancement of Dy-coated Nd-Fe-B flakes by 

crystallization", Journal of Applied Physics, 

109, 7, pp. 07A701-1-07A701-3 (2011). 

(10)Takashi Honda, et al.: "Swimming mechanics of 

dragonfly nymph and the application to 

robotics", International Journal of Applied 

Electromagnetics and Mechanics, 27, 3, 

pp.163-175 (2008). 

(11) Takashi Honda, et al.: "Cylindrical 

micropump driven by external magnetic 

fields", International Journal of Applied 

Electromagnetics and Mechanics, 25, 1-4, 

pp.511-516 (2007). 

(12)竹澤 昌晃，他："元素戦略プロジェクト「低希

土類元素組成高性能異方性 ナノコンポジット

磁石の開発」の狙いと課題"，日本金属学会誌, 

73, 3, pp.135-140 (2009). 

(13) Masaaki Takezawa, et al.: "Magnetic Domains 

and Magnetization Process of Amorphous 

Granular (CoFeB)-SiO2 Thin Films", Jounal of 

Applied Physics, 103, 7, 07E723 (2008). 
(14)曽根原 誠，他本研究会分担者共著：“東北大学 

電気通信研究所 共同プロジェクト研究会 

H22/B03, H23/B01 活動報告書”, (2012). 
他多数 

 

本年度は，以下に示す研究成果について講演発表

すると共に，質疑・討論を行なった． 

最初に，高周波にも対応し，EVやHEVの車内で利

用することを目的とした電流センサについての発表

があった．外部からの電磁障害の影響を受けない光

をプローブとする電流センシングの方法として，磁

性体の磁気Kerr効果に着目し，これを基に光プロー

ブ電流センサモジュールを作製し，EVのPCU内で利

用されている IGBT のスイッチング電流の測定を行

なった．本センサは，磁気･光変換方式のセンサであ

るため伝送経路が光ファイバとなりノイズの重畳を

受けない利点を持つ．本センサの磁気Kerr効果用磁

性体には，Fe-Si／Mn-Ir交換結合単磁区磁性膜を用

いており，電流磁界による磁化過程として回転磁化

のみを利用することで，磁壁移動ピンニングによる

バルクハウゼンノイズをともなわず，また回転磁化

の高速応答性による広帯域センシングが可能などの

利点がある．本報告では，センサヘッドの大きさを

3.49 × 4.85 cm2とした電流センサを試作し，それを

用いて，60 Aまでの IGBTスイッチング電流を測定

した結果について述べた．この報告に対し，更なる

小型化や感度向上対する議論があった． 

次に，MEMSおよび高周波デバイス・センサへの利

用を図るナノ磁性材料についての報告があった．初

めに超常磁性の(CoFe)-(MgF)ナノグラニュラーTMR

薄膜を用いた磁気センサ素子 GIGS®についての報告

がされた．本センサの実用化においては，本質的な

特性に加え，耐熱性などの長期信頼性に係わる性能

の評価および向上が重要課題であり，近年はこの耐

熱性向上に研究が傾倒している．この改善策として，

(Co-Fe)−(Mg-F)系TMR膜の主成分であるMg-Fを，バ

リア層として絶縁保護膜との界面に配置した結果，

GIGSの耐熱性がTMR膜本来の挙動に回復することを

実証した．この報告に対して，各層に対する拡散侵

入などに関する質疑があった．また，圧縮応力下に

おける電磁鋼鈑の磁気特性について報告があったが，

共同研究の制約上，ここには記載しない． 

 続いてカプセル内視鏡に搭載するマイクロ磁気ア

クチュエータに関する報告があった．本研究では，

摩擦駆動型リニア電磁アクチュエータを基本構成と

するカプセル内視鏡に搭載可能な細胞診ブラシ駆動

機構を有するもので，本アクチュエータの移動子は

NdFeB磁石（φ 5 mm × 3 mm）に、一方向へ傾けた4

本の「脚」を取り付け，これを固定子のパイプ内に

挿入して構成される．移動子にはフレキシブルジョ

イントを介して細胞診ブラシを取り付けた．本アク

チュエータは外部からの交流磁界で直接駆動される

が，共振周波数の前後で移動方向が変化するため，

ブラシの出し入れを周波数で制御することができる

特長を有する．実験の結果，アクチュエータの移動

方向は200 Hz付近で切り替わり，75 Oe印加時のブ

ラシの最大推力は約40 mNであった．ブラシと生肉

との摩擦力が30 mN程度あるため，今後更なる推力

の増大が必要と考察した．ただし，実際に生肉上で

ブラシを駆動させたところ問題無くブラシを駆動す

ることができた．カプセルの回転実験は，乾燥した

シリコーンゴムパイプ内で行なった．25 Oeで6 Hz

以下の回転磁界で回転できることを確認し，ポテン

ショメータを利用した手動のコントローラでの駆動

も可能とした．この報告に対し，磁石の取付け位置

や駆動方法について議論があった． 

続いてMEMS・高周波デバイス用めっき法による何

磁性材料の開発について報告があった．高周波デバ

イスにおけるクロストークノイズ抑制効果を図った

信号線路被覆用磁気シールド膜を研究対象とし，電

解めっきを用いた細線への FeNi 膜の成膜に関する

基礎検討を行なった．めっき浴はNiめっきの代表的

な浴であるワット浴をベースとし，Feイオンの供給

源として硫酸鉄を加えた．また，近年の環境への意

識の高まりを踏まえ，排水規制物質であるホウ素を

含むホウ酸をクエン酸に置換し，潮解性が高く試薬

管理の面で不利な塩化ニッケルを塩化ナトリウムに

置換した浴を用いた．15 × 5 × 0.5 mm3のCu基板に

クエン酸量を変化させ成膜した場合，クエン酸を約

30  g/L の添加で，著しく保磁力が低減し，良好な

軟磁気特性を示した．この報告に対し，塩化ナトリ

ウム量と磁気特性の関係など議論があった． 

最後に磁性微粒子を平面インダクタ磁心に用いた

LSI パッケージ内蔵型電源の開発について報告があ

った．本研究が実現すれば，LSI 駆動用電源をパッ

ケージ内に入れることで配線損失を低減することが

でき，電源変換効率を向上することができる．発表

では，LSI パッケージ内に入れたインダクタの試作

状況について述べられた．この報告に対し，定量的

に変換効率はどの程度向上するかなど議論があった． 

 
（３－２）共同プロジェクト研究発表会の成果 

 他分野の研究者の方々に本研究会の研究内容を認

知して頂け，また情報交換ができ非常に有意義であ

った．特に東日本大震災で再認識されたエネルギー

の問題に対し議論が多かった中，省エネ技術に関し

ても重要視している本研究会の内容は，注目して頂

いた． 
 

（３－３）波及効果と発展性など 

上記の研究内容を踏まえて，今後発展が考えられ

る内容を列挙する． 

(1) MEMSや高周波磁気デバイス／センサ応用のナノ

共同プロジェクト研究

270

電気通信-5章6-四[275-305].indd   270 2012/09/19   14:26:59



 

構造磁性材料の開発により，低損失かつ高効率な各

種デバイスや高出力かつ高精度なセンサの開発が実

現できる． 

(2) 本研究会で発表された EV/HEV 用電流センサが

開発されることで，コンバータおよびインバータの

変換効率が向上できると考えられる． 

(3) 本研究会で発表されたマイクロアクチュエータ

が開発されることで，比較的簡便に制御でき，医療

応用のみならず一般的な工学分野でも適用できる可

能性がある．  

(4) 2 A の直流重畳電流を流してもインダクタンス

値は低下することがない大電流用インダクタを LSI

パッケージに内蔵することで今よりも約 4 %も電力

変換効率を向上でき，多くの装置・機器に適用され

れば多大なる省エネ効果が生まれると期待される． 

上述の通り，本研究会の研究テーマは，著しく社

会的貢献をすると考えられる．また，材料からデバ

イスまでを一貫して研究することで，短期間での実

現が可能であり，本研究会は有意義である． 
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本年度は，以下に示す研究成果について講演発表

すると共に，質疑・討論を行なった． 

最初に，高周波にも対応し，EVやHEVの車内で利

用することを目的とした電流センサについての発表

があった．外部からの電磁障害の影響を受けない光

をプローブとする電流センシングの方法として，磁

性体の磁気Kerr効果に着目し，これを基に光プロー

ブ電流センサモジュールを作製し，EVのPCU内で利

用されている IGBT のスイッチング電流の測定を行

なった．本センサは，磁気･光変換方式のセンサであ

るため伝送経路が光ファイバとなりノイズの重畳を

受けない利点を持つ．本センサの磁気Kerr効果用磁

性体には，Fe-Si／Mn-Ir交換結合単磁区磁性膜を用

いており，電流磁界による磁化過程として回転磁化

のみを利用することで，磁壁移動ピンニングによる

バルクハウゼンノイズをともなわず，また回転磁化

の高速応答性による広帯域センシングが可能などの

利点がある．本報告では，センサヘッドの大きさを

3.49 × 4.85 cm2とした電流センサを試作し，それを

用いて，60 Aまでの IGBTスイッチング電流を測定

した結果について述べた．この報告に対し，更なる

小型化や感度向上対する議論があった． 

次に，MEMSおよび高周波デバイス・センサへの利

用を図るナノ磁性材料についての報告があった．初

めに超常磁性の(CoFe)-(MgF)ナノグラニュラーTMR

薄膜を用いた磁気センサ素子 GIGS®についての報告

がされた．本センサの実用化においては，本質的な

特性に加え，耐熱性などの長期信頼性に係わる性能

の評価および向上が重要課題であり，近年はこの耐

熱性向上に研究が傾倒している．この改善策として，

(Co-Fe)−(Mg-F)系TMR膜の主成分であるMg-Fを，バ

リア層として絶縁保護膜との界面に配置した結果，

GIGSの耐熱性がTMR膜本来の挙動に回復することを

実証した．この報告に対して，各層に対する拡散侵

入などに関する質疑があった．また，圧縮応力下に

おける電磁鋼鈑の磁気特性について報告があったが，

共同研究の制約上，ここには記載しない． 

 続いてカプセル内視鏡に搭載するマイクロ磁気ア

クチュエータに関する報告があった．本研究では，

摩擦駆動型リニア電磁アクチュエータを基本構成と

するカプセル内視鏡に搭載可能な細胞診ブラシ駆動

機構を有するもので，本アクチュエータの移動子は

NdFeB磁石（φ 5 mm × 3 mm）に、一方向へ傾けた4

本の「脚」を取り付け，これを固定子のパイプ内に

挿入して構成される．移動子にはフレキシブルジョ

イントを介して細胞診ブラシを取り付けた．本アク

チュエータは外部からの交流磁界で直接駆動される

が，共振周波数の前後で移動方向が変化するため，

ブラシの出し入れを周波数で制御することができる

特長を有する．実験の結果，アクチュエータの移動

方向は200 Hz付近で切り替わり，75 Oe印加時のブ

ラシの最大推力は約40 mNであった．ブラシと生肉

との摩擦力が30 mN程度あるため，今後更なる推力

の増大が必要と考察した．ただし，実際に生肉上で

ブラシを駆動させたところ問題無くブラシを駆動す

ることができた．カプセルの回転実験は，乾燥した

シリコーンゴムパイプ内で行なった．25 Oeで6 Hz

以下の回転磁界で回転できることを確認し，ポテン

ショメータを利用した手動のコントローラでの駆動

も可能とした．この報告に対し，磁石の取付け位置

や駆動方法について議論があった． 

続いてMEMS・高周波デバイス用めっき法による何

磁性材料の開発について報告があった．高周波デバ

イスにおけるクロストークノイズ抑制効果を図った

信号線路被覆用磁気シールド膜を研究対象とし，電

解めっきを用いた細線への FeNi 膜の成膜に関する

基礎検討を行なった．めっき浴はNiめっきの代表的

な浴であるワット浴をベースとし，Feイオンの供給

源として硫酸鉄を加えた．また，近年の環境への意

識の高まりを踏まえ，排水規制物質であるホウ素を

含むホウ酸をクエン酸に置換し，潮解性が高く試薬

管理の面で不利な塩化ニッケルを塩化ナトリウムに

置換した浴を用いた．15 × 5 × 0.5 mm3のCu基板に

クエン酸量を変化させ成膜した場合，クエン酸を約

30  g/L の添加で，著しく保磁力が低減し，良好な

軟磁気特性を示した．この報告に対し，塩化ナトリ

ウム量と磁気特性の関係など議論があった． 

最後に磁性微粒子を平面インダクタ磁心に用いた

LSI パッケージ内蔵型電源の開発について報告があ

った．本研究が実現すれば，LSI 駆動用電源をパッ

ケージ内に入れることで配線損失を低減することが

でき，電源変換効率を向上することができる．発表

では，LSI パッケージ内に入れたインダクタの試作

状況について述べられた．この報告に対し，定量的

に変換効率はどの程度向上するかなど議論があった． 

 
（３－２）共同プロジェクト研究発表会の成果 

 他分野の研究者の方々に本研究会の研究内容を認

知して頂け，また情報交換ができ非常に有意義であ

った．特に東日本大震災で再認識されたエネルギー

の問題に対し議論が多かった中，省エネ技術に関し

ても重要視している本研究会の内容は，注目して頂

いた． 
 

（３－３）波及効果と発展性など 

上記の研究内容を踏まえて，今後発展が考えられ
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な研究への発展の足がかりとすべく、昨年度の大震

災により延期となった研究会を持ち越して、産官学

の半導体デバイス分野の中核を担う研究者の集まる

研究会NWDTFとの共同で、平成２４年３月３日に本

研究について研究会を開催し、将来の新概念大容量

メモリのあるべき姿とそのシステム応用に対する今

後の技術戦略について検討を深めた。 

 

○「NWDTF-11 in Sendaiおよび通研共同プロジェク

ト合同研究会」（IEEE仙台共催） 

加えて、半導体研究の中核を担う研究者の集まる研

究会 IWDTF、ゲートスタック研究会などを中心に、

コアメンバーによる議論を行い、上記課題への理解

を深化した。 

 

［３］成果 

 

（３－１）研究成果 

 

本共同プロジェクトでは、「ナノ材料の物性」と「プ

ラットフォームであるシリコン技術」との融合を意

図し、当該分野の第一線の研究者を組織し、分野横

断的かつ緊密な議論を行い、得られた知見を有機的

かつ効率的につなぐことで、将来の新概念大容量メ

モリのあるべき姿とそのシステム応用に対する今後

の技術戦略が明らかになることを目標としている。 

本研究会においては、ナノ材料とシリコン技術の

融合による新概念大容量メモリとそのシステム応用

に関する最新の研究状況と研究方向を議論し、研究

のさらなる進展を目指して進めるべき課題、①ナノ

材料、②プロセス設計、③デバイス設計、④デバイ

ス動作原理、⑤回路設計、⑥システム・アーキテク

チャ設計、⑦CAD ツール技術の各７項目に対して、

幅広く検討を行った。これらの学術分野からの切り

口による個別の課題に対する討論だけでなく、その

システム応用までを視野に入れた検討も系統的・機

動的に組み合わせて、分野横断的かつ緊密な議論を

行うことで、各要素技術及び将来の新概念大容量メ

モリのシステム応用への発展も目指して実施した。 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

 

本共同プロジェクト研究会を通して、ナノ材料と

シリコン技術の融合という観点において、ナノスケ

ール時代でも安定で高速動作可能な新概念大容量メ

モリを実現するための今後の技術戦略を、新材料特

性やメモリ回路構造の活用からそのシステム応用ま

で見据えて、新概念高性能メモリの新たな研究方向

を拓くだけではなく、これまでのメモリと関連する

材料、デバイス、回路技術の理解をさらに深めて体

系化することも期待できる。物性理論や数学などの

サイエンス分野の研究者と、材料・製造プロセス・

デバイス・回路のテクノロジー分野の研究者の英知

を集めて当該技術戦略目標を策定することにより、

ナノエレクトロニクス時代の情報通信産業、半導体

産業を初めとする電子・情報技術分野における急成

長の維持・競争力の強化に貢献するものを期待され

る。また、本共同プロジェクトは、大学に籍を置く

研究者と日本を代表する企業の研究者とコラボレー

ション研究会であり、将来の産学連携への発展を期

待する 
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現代のエレクトロニクス社会を支えるメモリ技術

の中核を担うシリコン半導体デバイスは、既に数十

ナノメートルのスケールに到達しており、そのさら

なる高速化・低消費電力化・高集積化・高信頼化を

目指して、多くの材料・プロセス・デバイス・回路

技術が提案されてきている。しかし、シリコンデバ

イスの微細化がナノスケールまで進むとともに、量

子効果と統計的揺らぎ効果を伴う様々な新しい半導

体物理現象が発現し、従来技術に従うデバイス・ス

ケーリングによるメモリの大容量化・高性能化は非

常に困難となる。実際、半導体メモリの代表格であ

るフラッシュメモリ（ファイルメモリ）、DRAM（メイ

ンメモリ）、SRAM（キャッシュメモリ）など産業上中

核をなす全てのシリコン半導体メモリにおいて、従

来の動作原理のままでは、20nm世代以降の微細化・

大容量化を実現することが困難であると予想される。 

現在、ReRAM, STTRAM などのナノ材料の新しい物

性及びナノ構造デバイスを活用した新しいメモリ技

術の研究が盛んに行われているが、新規物性を利用

したデバイスとシリコン技術の融合については十分

な議論がなされていないのが現状である。この状況

を打破するためには、ナノスケールにおけるデバイ

スの動作原理にまで立ち返り、材料の検討とデバイ

スの構築を行い、集積回路の基盤技術であるシリコ

ン技術との融合を図ることが必要不可欠である。 

本共同プロジェクト研究会では、以上の認識に立

ち、将来の新概念大容量メモリのあるべき姿とその

システム応用に対する今後の技術戦略を立案するこ

とを目的として研究を進めてきた。本プロジェクト

は，本年度が初年度であった。本年度ではナノスケ

ール半導体材料とシリコンデバイス・回路技術の両

分野から、「新概念大容量メモリとそのシステム応

用」の課題について学際的な検討を進め、ナノスケ

ール時代でも安定・高速に動作可能な超大容量メモ

リ技術の方向性、及び、具体的な設計手法に関して、

研究を進めた。 

さらにこれまでの研究成果を総括し、今後の新た
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な研究への発展の足がかりとすべく、昨年度の大震

災により延期となった研究会を持ち越して、産官学

の半導体デバイス分野の中核を担う研究者の集まる

研究会NWDTFとの共同で、平成２４年３月３日に本

研究について研究会を開催し、将来の新概念大容量

メモリのあるべき姿とそのシステム応用に対する今

後の技術戦略について検討を深めた。 

 

○「NWDTF-11 in Sendaiおよび通研共同プロジェク

ト合同研究会」（IEEE仙台共催） 

加えて、半導体研究の中核を担う研究者の集まる研

究会 IWDTF、ゲートスタック研究会などを中心に、

コアメンバーによる議論を行い、上記課題への理解

を深化した。 

 

［３］成果 

 

（３－１）研究成果 

 

本共同プロジェクトでは、「ナノ材料の物性」と「プ

ラットフォームであるシリコン技術」との融合を意

図し、当該分野の第一線の研究者を組織し、分野横

断的かつ緊密な議論を行い、得られた知見を有機的

かつ効率的につなぐことで、将来の新概念大容量メ

モリのあるべき姿とそのシステム応用に対する今後

の技術戦略が明らかになることを目標としている。 

本研究会においては、ナノ材料とシリコン技術の

融合による新概念大容量メモリとそのシステム応用

に関する最新の研究状況と研究方向を議論し、研究

のさらなる進展を目指して進めるべき課題、①ナノ

材料、②プロセス設計、③デバイス設計、④デバイ

ス動作原理、⑤回路設計、⑥システム・アーキテク

チャ設計、⑦CAD ツール技術の各７項目に対して、

幅広く検討を行った。これらの学術分野からの切り

口による個別の課題に対する討論だけでなく、その

システム応用までを視野に入れた検討も系統的・機

動的に組み合わせて、分野横断的かつ緊密な議論を

行うことで、各要素技術及び将来の新概念大容量メ

モリのシステム応用への発展も目指して実施した。 

 

（３－２）波及効果と発展性など 

 

本共同プロジェクト研究会を通して、ナノ材料と

シリコン技術の融合という観点において、ナノスケ

ール時代でも安定で高速動作可能な新概念大容量メ

モリを実現するための今後の技術戦略を、新材料特

性やメモリ回路構造の活用からそのシステム応用ま

で見据えて、新概念高性能メモリの新たな研究方向

を拓くだけではなく、これまでのメモリと関連する

材料、デバイス、回路技術の理解をさらに深めて体

系化することも期待できる。物性理論や数学などの

サイエンス分野の研究者と、材料・製造プロセス・

デバイス・回路のテクノロジー分野の研究者の英知

を集めて当該技術戦略目標を策定することにより、

ナノエレクトロニクス時代の情報通信産業、半導体

産業を初めとする電子・情報技術分野における急成

長の維持・競争力の強化に貢献するものを期待され

る。また、本共同プロジェクトは、大学に籍を置く

研究者と日本を代表する企業の研究者とコラボレー

ション研究会であり、将来の産学連携への発展を期

待する 
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現代のエレクトロニクス社会を支えるメモリ技術

の中核を担うシリコン半導体デバイスは、既に数十

ナノメートルのスケールに到達しており、そのさら

なる高速化・低消費電力化・高集積化・高信頼化を

目指して、多くの材料・プロセス・デバイス・回路

技術が提案されてきている。しかし、シリコンデバ

イスの微細化がナノスケールまで進むとともに、量

子効果と統計的揺らぎ効果を伴う様々な新しい半導

体物理現象が発現し、従来技術に従うデバイス・ス

ケーリングによるメモリの大容量化・高性能化は非

常に困難となる。実際、半導体メモリの代表格であ

るフラッシュメモリ（ファイルメモリ）、DRAM（メイ

ンメモリ）、SRAM（キャッシュメモリ）など産業上中

核をなす全てのシリコン半導体メモリにおいて、従

来の動作原理のままでは、20nm世代以降の微細化・

大容量化を実現することが困難であると予想される。 

現在、ReRAM, STTRAM などのナノ材料の新しい物

性及びナノ構造デバイスを活用した新しいメモリ技

術の研究が盛んに行われているが、新規物性を利用

したデバイスとシリコン技術の融合については十分

な議論がなされていないのが現状である。この状況

を打破するためには、ナノスケールにおけるデバイ

スの動作原理にまで立ち返り、材料の検討とデバイ

スの構築を行い、集積回路の基盤技術であるシリコ

ン技術との融合を図ることが必要不可欠である。 

本共同プロジェクト研究会では、以上の認識に立

ち、将来の新概念大容量メモリのあるべき姿とその

システム応用に対する今後の技術戦略を立案するこ

とを目的として研究を進めてきた。本プロジェクト

は，本年度が初年度であった。本年度ではナノスケ

ール半導体材料とシリコンデバイス・回路技術の両

分野から、「新概念大容量メモリとそのシステム応

用」の課題について学際的な検討を進め、ナノスケ

ール時代でも安定・高速に動作可能な超大容量メモ

リ技術の方向性、及び、具体的な設計手法に関して、

研究を進めた。 

さらにこれまでの研究成果を総括し、今後の新た
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シリコンMOS集積回路技術に基づく電子システムは

エレクトロニクス社会を支える基盤である。将来の大

規模マルチメディア情報処理や超高速データ通信、知

能化生活支援・管理などを実現できるユビキタス電子

システムの実現に向けて、電子システムには今後もよ

り一層の継続的な高性能化が求められており、その中

核を担う集積回路の高性能化、高集積化、高速化、低

消費電力化、低コスト化は必要不可欠である。一方で、

集積回路を構成する基本素子であるシリコンＭＯＳ

デバイスは、既に数十ナノメートルのスケールに到達

している。そのため、ナノ半導体材料・ナノデバイス

中では、微細化に伴う様々な量子効果と統計的揺らぎ

効果を伴う新しい現象が発現し、従来の学理と技術だ

けではこれ以上の高性能化が困難な状況に達してい

る。特に、将来の電子システムを構築する上で、必要

不可欠な10nm以降の真のナノメータ世代にまで対応

可能なナノ半導体材料およびナノ構造デバイス技術

は、未だ確立されていないのが現状である。 

本共同プロジェクト研究会では、以上の認識に立ち、

将来の電子システムのためのナノ半導体材料とナノ構

造デバイスのあるべき姿について、緊密に研究討論を

行い、その学理と技術の構築を目指す。そして、得ら

れた知見を基に将来の電子システムに要求されるナノ

半導体材料・ナノ構造デバイスの今後の技術戦略を提

案することを目的として研究を進めてきた。 

量子論・統計学などのサイエンスを学術的背景とする

第一線の研究者と、材料工学・デバイス工学・集積回路

工学を学術的背景とする第一線の研究者をコアメンバ

ーとして組織し、分野横断的かつ緊密な議論を行ことで、

将来の電子システムに要求されるナノ半導体材料開発

およびナノ構造デバイス構築のための指導原理と中心

技術の開拓を目指すと共に、それを応用した新しい次

世代ナノメータ電子システムの創生も目指している。 

本プロジェクトは，本年度が初年度であった。本年

度は、産官学の半導体デバイス分野の中核を担う研究

者の集まる研究会 NWDTF との共同で、平成２４年

３月３日に本研究についての研究会を開催し、将来の

電子システムに要求されるナノ半導体材料・ナノ構造

デバイスの今後の技術戦略について検討を行った。 
○「NWDTF-11 in Sendaiおよび 
通研共同プロジェクト合同研究会」（IEEE仙台共催） 

 

Hosoi, Takayoshi Shimura, and Heiji Watanabe, 

“Impact of Thermally Induced Structural 

Changes on the Electrical Properties of 

TiN/HfLaSiO Gate Stacks” Jpn. J. Appl. Phys. 

50, 10PA02, 2011 

 

(6) Shingo Ogawa, Taichi Suda, Takashi Yamamoto, 

Katsuhiro Kutsuki, Iori Hideshima, Takuji 

Hosoi, Takayoshi Shimura, and Heiji Watanabe, 

“Insight into unusual impurity absorbability 

of GeO2 in GeO2/Ge stacks”, Appl. Phys. 

Lett.99 (14) 142101-1-3 , 2011 

  

(7) Takuji Hosoi, Katsuhiro Kutsuki, Gaku Okamoto, 

Akitaka Yoshigoe, Yuden Teraoka, Takayoshi 

Shimura, and Heiji Watanabe, “Synchrotron 

Radiation Photoemission Study of Ge3N4/Ge 

Structures Formed by Plasma Nitridation”, 

Jpn. J. Appl. Phys. 50, 10PE03, 2011. 

 

(8) S. Ogiwara, Y. Suzuki, C. Yoshimoto, T. Hosoi, 

T. Shimura, H. Watanabe, “High-quality 

Single-crystal SiGe Layers on Insulator 

Formed by Rapid Melt Growth”, International 

Meeting for Future of Electron Devices, p. 70, 

Kansai Osaka. Japan, 2011 

 

(9) Heiji Watanabe, Katsuhiro Kutsuki, Iori 

Hideshima, Gaku Okamoto, Shoichiro Saito, 

Tomoya Ono, Takuji Hosoi and Takayoshi Shimura, 

“(Invited)Fundamental Aspects and Interface 

Engineering of Ge-MOS Devices”, 2011 MRS 

Spring Meeting Program and Exhibit Guide, 

p.178, 2011. 

 

(10) Moon-Sik Seo, Sung-Kye Park, and Tetsuo 
Endoh, “3-D Vertical FG NAND Flash Memory 

With a Novel Electrical S/D Technique Using 

the Extended Sidewall Control Gate” IEEE 

TRANSACTIONS ON ELECTRON DEVICES, VOL. 58, NO. 

9, pp. 2966-2973, September, 2011 

 

(11) Masakazu Muraguchi, Yoko Sakurai, Yukihiro 

Takada, Yasuteru Shigeta, Mitsuhisa Ikeda, 

Katsunori Makihara, Seiichi Miyazaki, 

Shintaro Nomura, Kenji Shiraishi, and Testuo 

Endoh, “Collective Tunneling Model in 

Charge-Trap-Type Nonvolatile Memory Cell” 

Japanese Journal of Applied Physics, Vol 50, 

No.4, pp.04DD04-1~4, April, 2011 

 

(12) Moon-Sik Seo and Tetsuo Endoh, “The Optimum 

Physical Targets of the 3-Dimensional 

Vertical FG NAND Flash Memory Cell Arrays with 

the Extended Sidewall Control Gate (ESCG) 

Structure” IEICE TRANSACTIONS on Electronics, 

Vol.  E94-C, No.5, pp.686-692, May, 2011 

 

(13) Yuto Norihusa and Tetsuo Endoh, “Impact of 

Floating Body Type DRAM with the Vertical 

MOSFET” IEICE TRANSACTIONS on Electronics, 

Vol. E94-C, No.5, pp.705-711, May, 2011 

(14) Moon Sik Seo and Tetsuo Endoh, “New Design 

Method of the 3-Dimensional Vertical Stacked 

FG Type NAND Cell Arrays without the 

Interference Effect” 2011 International 

Symposium on VLSI Technology, Systems and 

Applications (VLSI-TSA2011), Proceedings of 

Technical Program pp.152-153, Hsinchu, Taiwan, 

April 25-27, 2011 

(15) T. Endoh,“Restructuring of Memory Layer in 

Electrical System and Its Novel Evolution with 

Nonvolatile Logic” ECS Transactions, Vol. 41, 

Issue 7, ULSI Process Integration 7, Chapter 

2, Memory Technologies, pp. 59-71, September, 

2011 

 

 

共同プロジェクト研究

274

電気通信-5章6-四[275-305].indd   274 2012/09/19   14:27:00



「様式３」 

採択回数 ①   ２   ３ 

���� �２３���３ 

 

将来の電子システムに要求されるナノ半導体材料と 
ナノ構造デバイスに�する研究 

 
 
��� �� 
 
  代表者：山部 紀久夫 

（筑波大学 大学院数理物質科学研究科） 
  対応者：遠藤 哲郎 

（東北大学 学際科学国際高等研究センター） 
 分担者： 

山田 啓作 
（筑波大学 大学院数理物質科学研究科） 
蓮沼 隆 
（筑波大学 大学院数理物質科学研究科） 
知京 豊裕 
（独立行政法人 物質・材料研究機構  
半導体材料センター） 

品田  賢宏 
（早稲田大学 先端科学・ 

健康医療融合研究機構） 
猪川 洋 
（静岡大学 電子工学研究所） 
中山 隆史 
（千葉大学 大学院理学研究科） 
奈良 安雄 
（富士通セミコンダクター） 
望月 康則 
（ＮＥＣ中央研究所） 
金田 千穂子 
（富士通研究所） 
佐藤 基之 
（東芝デバイスプロセス開発センター） 
廣瀬 和之 
（JAXA-宇宙航空研究開発機構） 
 

   研究費：物件費 ５万円，旅費 ３２．７万円 
 
 
�２�研究�� 
 
シリコンMOS集積回路技術に基づく電子システムは

エレクトロニクス社会を支える基盤である。将来の大

規模マルチメディア情報処理や超高速データ通信、知

能化生活支援・管理などを実現できるユビキタス電子

システムの実現に向けて、電子システムには今後もよ

り一層の継続的な高性能化が求められており、その中

核を担う集積回路の高性能化、高集積化、高速化、低

消費電力化、低コスト化は必要不可欠である。一方で、

集積回路を構成する基本素子であるシリコンＭＯＳ

デバイスは、既に数十ナノメートルのスケールに到達

している。そのため、ナノ半導体材料・ナノデバイス

中では、微細化に伴う様々な量子効果と統計的揺らぎ

効果を伴う新しい現象が発現し、従来の学理と技術だ

けではこれ以上の高性能化が困難な状況に達してい

る。特に、将来の電子システムを構築する上で、必要

不可欠な10nm以降の真のナノメータ世代にまで対応

可能なナノ半導体材料およびナノ構造デバイス技術

は、未だ確立されていないのが現状である。 

本共同プロジェクト研究会では、以上の認識に立ち、

将来の電子システムのためのナノ半導体材料とナノ構

造デバイスのあるべき姿について、緊密に研究討論を

行い、その学理と技術の構築を目指す。そして、得ら

れた知見を基に将来の電子システムに要求されるナノ

半導体材料・ナノ構造デバイスの今後の技術戦略を提

案することを目的として研究を進めてきた。 

量子論・統計学などのサイエンスを学術的背景とする

第一線の研究者と、材料工学・デバイス工学・集積回路

工学を学術的背景とする第一線の研究者をコアメンバ

ーとして組織し、分野横断的かつ緊密な議論を行ことで、

将来の電子システムに要求されるナノ半導体材料開発

およびナノ構造デバイス構築のための指導原理と中心

技術の開拓を目指すと共に、それを応用した新しい次

世代ナノメータ電子システムの創生も目指している。 

本プロジェクトは，本年度が初年度であった。本年

度は、産官学の半導体デバイス分野の中核を担う研究

者の集まる研究会 NWDTF との共同で、平成２４年

３月３日に本研究についての研究会を開催し、将来の

電子システムに要求されるナノ半導体材料・ナノ構造

デバイスの今後の技術戦略について検討を行った。 
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加えて、半導体研究の中核を担う研究者の集まる研究

会 IWDTF、ゲートスタック研究会などを中心に、コア

メンバーによる議論を行い、上記課題への理解を深化

した。 

 
［３］成果 

 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

 
 （３－１）研究成果 
 

将来の電子システムに要求されるナノ半導体材料

およびナノ構造デバイスにおいて、ナノスケールで発

現する量子効果と統計的揺らぎ効果により生じる、諸

半導体表面の現象の検討と応用、それを支える学理の

方向性を明らかにすることを目標として研究を進めた。

量子論・統計学などを学術的背景とする研究者と、材

料工学・デバイス工学・集積回路工学を学術的背景と

する産学官の幅広い研究者を招聘し、研究会を実施し、

上記課題について、検討を進めた。開催した研究会に

おいては、Byond CMOS時代に要求されるシステムとア

ーキテクチャ、Deterministic Dopingの今後のナノエ

レクトロニクスへの位置づけ、ナノ構造デバイス中の

チャネル伝導機構などを研究会において討論し、将来

の電子システムのためのナノ半導体材料とナノ構造デバ

イスのあるべき姿について、緊密に研究討論を行った。 

これにより、単なるナノ半導体材料とナノ構造デバ

イスの研究にとどまらない、より上位の電子システム

までを視野に入れた学問分野の構築のための端緒を得

た。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 
本プロジェクトを通した、研究者間の交流の活発化

と研究者ネットワークの拡大の結果、上述したように、

産学官の半導体研究分野の中核をなす研究者らによる

研究会 NWDTF との共同で研究会を開催することが

できた。これにより、より深くナノ構造半導体材料と

その新機能半導体デバイス技術について意見交換およ

び技術討論を行う場を得て、将来の電子システムに要

求されるナノ半導体材料・ナノ構造デバイスに対する

今後の技術戦略の提案が期待できる。電子システムの

中核を担う半導体材料・デバイスの技術分野が、日本の

基幹産業のひとつであるため、今後のナノメータ時代に

適合するその学理と技術を再構築することの意義は非常

に大きい。また、ナノ半導体分野は、バイオテクノロジ

ー、生態認証、磁性デバイス、MEMSなど多くの異なる技

術分野に対する共通プラットフォームになることが期待

されているため、本研究会での成果は、半導体分野のみ

ならず、今後のナノテク分野を広くカバーするような波

及効果を持つと考えられる。 
また、当該研究会においては、多くの若手研究者に

研究報告の機会を与え、一流の研究者達との議論の場

を設けており、これらは若手研究者の育成につながる

と期待される。 

以上述べたように、本プロジェクトで検討を進めて

いる、将来の電子システムに要求されるナノ半導体材

料とナノ構造デバイスに関する研究は今後の日本の科

学技術の発展に大きく貢献するものと考えられ、大き

な展開が期待される。 
 
［４］成果資料 

 
(1) Yuusuke Hayashi, Ryu Hasunuma and Kikuo Yamabe,  

"Generation and Growth of Atomic-scale Roughness 
at Surface and Interface of Silicon Dioxide Thermally 
Grown on Atomically Flat Si Surface",  
Key Engineering Materials Vol. 470 pp 110-116, 2011.  
 

(2) R. Hasunuma, T. Fukasawa, R. Kosugi, Y. Ishida, and 
K. Yamabe,  
"Two-dimensional Roughness Growth at Surface and 
Interface of SiO2 Films during Thermal Oxidation of 
4H-SiC(0001)",  
2011 Int. Conf. on Silicon Carbide and Related 
Materials We-1A-4. 

 
(3) S.Kudo, R.Hasunuma and K.Yamabe,  

"Silicon Atomistic Steps Formation in Predetermined 
Positions by Combination between 
Ultralight-Indentation and Immersion in Ultralow 
Dissolved-Oxygen Water",  
The 6th International Symposium on Surface Science. 
 

(4) M.Sometani, R.Hasunuma, M.Ogino, H.Kuribayashi, 
Y.Sugahara, A.Uedono, and K.Yamabe,  
"Variation of Chemical Vapor Deposited SiO2 
Density Due to Generation and Shrinkage of Open 
Space During Thermal Annealing",  
Jpn. J. Appl. Phys. 51, 21101, 2012.. 

 
(5) Yuuki Kikuchi, Chihiro Tamura, Yuichi Murakami, 

Kenji Ohmori, Ryu Hasunuma, Kikuo Yamabe,  
"Degradation Factors in HfSiON during Electrical 
Stress Application",  
2011 International Workshop on Dielectric Thin Films 
for Future Electron Devices: Science and 
Technology(IWDTF-11), The Japan Society of 

共同プロジェクト研究

276

電気通信-5章6-四[275-305].indd   276 2012/09/19   14:27:01



 

Applied Physics, p.99-100, 2011 
 
(6) Chihiro Tamura, Yuuki Kikuchi, Takashi Isoda, Kenji 

Ohmori, Ryu Hasunuma, Kikuo Yamab,  
“Dependence of Restoration from Electrical Damages in 
HfSiOx Films on Annealing Ambient”,  
2011 International Workshop on Dielectric Thin Films 
for Future Electron Devices: Science and 
Technology(IWDTF-11), The Japan Society of Applied 
Physics, pp. 97 - 98, 2011 

 
(7) Mitsuru Sometani, Ryu Hasunuma, Masaaki Ogino, 

Hitoshi Kuribayashi, Yoshiyuki Sugahara, Akira Uedono, 
Kikuo Yamabe,  
“Effects of Thermal Annealing on Modification of CVD 
SiO2 Network and Removal of Residual Impurities”, 
2011 International Workshop on Dielectric Thin Films 
for Future Electron Devices: Science and 
Technology(IWDTF-11), The Japan Society of Applied 
Physics, pp. 53 - 54, 2011.  

 
(8) 工藤 駿，蓮沼 隆，山部紀久夫, 

“ナノインデンテーション法を用いた Si(111)表面

の原子ステップ制御”, 
2011 年秋季第 72 回応用物理学会学術講演会, 
30p-W-2, 山形大学, ８月２９日～９月２日, 2011. 

 
(9) 太田雅浩，蓮沼 隆，山部紀久夫, 

“極薄シリコン熱酸化膜の膜厚均一性と表面・界面

形状相関”, 
2011 年秋季第 72 回応用物理学会学術講演会, 
30p-W-2, 山形大学, ８月２９日～９月２日, 2011. 
 

(10) Masakazu Muraguchi, Yoko Sakurai, Yukihiro Takada, 
Yasuteru Shigeta, Mitsuhisa Ikeda, Katsunori Makihara, 
Seiichi Miyazaki, Shintaro Nomura, Kenji Shiraishi, and 
Tetsuo Endoh,  

“Collective Electron Tunneling Model in Si-Nano Dot 
Floating Gate MOS Structure”  
Key Engineering Materials, Vol. 470, pp. 48-53, February 
(online), 2011 

 
(11) Takeshi Sasaki, Takuya Imamoto, and Tetsuo Endoh,  

“12 Temperature Dependency of Driving Current in 
High-k/Metal Gate MOSFET and Its Influence on 
CMOS Inverter Circuit”  
IEICE TRANSACTIONS on Electronics, Vol. E94-C, 
No.5, pp.751-759, May, 2011 
 

(12) Takuya Imamoto, Takeshi Sasaki, and Tetsuo Endoh,  

“Evaluation of 1/f Noise Characteristics in 
High-k/Metal Gate and SiON/Poly-Si Gate 
MOSFET with 65nm CMOS Process”  
IEICE TRANSACTIONS on Electronics, Vol. 
E94-C, No.5, pp.724-729, May, 2011 

 
(13) Takeshi Sasaki, Takuya Imamoto, and Tetsuo Endoh,  

“Temperature Dependency of Driving Current in 
High-k/Metal Gate MOSFET and Its Influence on 
CMOS Inverter Circuit”  
IEICE TRANSACTIONS on Electronics, Vol. 
E94-C, No.5, pp.751-759, May, 2011 
 

(14) Masakazu Muraguchi and Tetsuo Endoh,  
“Study on Impurity Distribution Dependence of 
Electron-Dynamics in Vertical MOSFET”  
IEICE TRANSACTIONS on Electronics, Vol. 
E94-C, No.5, pp.737-742, May, 2011 
  

(15) Masakazu Muraguchi, Yoko Sakurai, Yukihiro 
Takada, Yasuteru Shigeta, Mitsuhisa Ikeda, 
Katsunori Makihara, Seiichi Miyazaki, Shintaro 
Nomura, Kenji Shiraishi, and Testuo Endoh  
“Collective Tunneling Model in Charge-Trap-Type 
Nonvolatile Memory Cell”, 
Japanese Journal of Applied Physics, Vol 50, No.4, 
pp.04DD04-1~4, April, 2011 

   

 

加えて、半導体研究の中核を担う研究者の集まる研究

会 IWDTF、ゲートスタック研究会などを中心に、コア

メンバーによる議論を行い、上記課題への理解を深化

した。 

 
［３］成果 

 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

 
 （３－１）研究成果 
 

将来の電子システムに要求されるナノ半導体材料

およびナノ構造デバイスにおいて、ナノスケールで発

現する量子効果と統計的揺らぎ効果により生じる、諸

半導体表面の現象の検討と応用、それを支える学理の

方向性を明らかにすることを目標として研究を進めた。

量子論・統計学などを学術的背景とする研究者と、材

料工学・デバイス工学・集積回路工学を学術的背景と

する産学官の幅広い研究者を招聘し、研究会を実施し、

上記課題について、検討を進めた。開催した研究会に

おいては、Byond CMOS時代に要求されるシステムとア

ーキテクチャ、Deterministic Dopingの今後のナノエ

レクトロニクスへの位置づけ、ナノ構造デバイス中の

チャネル伝導機構などを研究会において討論し、将来

の電子システムのためのナノ半導体材料とナノ構造デバ

イスのあるべき姿について、緊密に研究討論を行った。 

これにより、単なるナノ半導体材料とナノ構造デバ

イスの研究にとどまらない、より上位の電子システム

までを視野に入れた学問分野の構築のための端緒を得

た。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 
本プロジェクトを通した、研究者間の交流の活発化

と研究者ネットワークの拡大の結果、上述したように、

産学官の半導体研究分野の中核をなす研究者らによる

研究会 NWDTF との共同で研究会を開催することが

できた。これにより、より深くナノ構造半導体材料と

その新機能半導体デバイス技術について意見交換およ

び技術討論を行う場を得て、将来の電子システムに要

求されるナノ半導体材料・ナノ構造デバイスに対する

今後の技術戦略の提案が期待できる。電子システムの

中核を担う半導体材料・デバイスの技術分野が、日本の

基幹産業のひとつであるため、今後のナノメータ時代に

適合するその学理と技術を再構築することの意義は非常

に大きい。また、ナノ半導体分野は、バイオテクノロジ

ー、生態認証、磁性デバイス、MEMSなど多くの異なる技

術分野に対する共通プラットフォームになることが期待

されているため、本研究会での成果は、半導体分野のみ

ならず、今後のナノテク分野を広くカバーするような波

及効果を持つと考えられる。 
また、当該研究会においては、多くの若手研究者に

研究報告の機会を与え、一流の研究者達との議論の場

を設けており、これらは若手研究者の育成につながる

と期待される。 

以上述べたように、本プロジェクトで検討を進めて

いる、将来の電子システムに要求されるナノ半導体材

料とナノ構造デバイスに関する研究は今後の日本の科

学技術の発展に大きく貢献するものと考えられ、大き

な展開が期待される。 
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 分担者： 
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   研究費：物件費５万円，旅費７５万２千円 

［２］研究経過 
本研究会は，次世代情報通信システム用の圧電材

料の開発からその物性と性能評価，更にはデバイス

まで包括的に研究討論を行い，研究・開発を進める

ことを目的に行われている．本年度は平成 24 年 1
月30日，1月31日の両日に東北大学工学部青葉記

念会館を会場とし，「圧電材料・デバイスシンポジウ

ム2012」と題する公開シンポジウム形式で行った．

プロジェクト研究メンバーのほか，一般からも講演

を募り，東海大学の斎藤繁実氏による「音響非線形

パラメータB/Aによる生体試料のCモード画像」と

東京工業大学の黒澤実氏による「水熱合成PZT膜と

デバイスへの応用」と題する招待講演2件を含む計

37 件の研究発表が行われた．参加者は 107 名であ

り活発なシンポジウムとなった．各セッションでの

発表内容の概略は次のとおりである． 
(A) 圧電トランスデューサ：鉛系圧電 PMN-PT 単

結晶における複合電極の効果，多重モード型ランジ

ュバン振動子とその応用，半球殻圧電セラミックと

水の体積振動との共振を利用した圧電素子の開発，

レーザドップラ振動計によるシングルエレメント集

束超音波トランスデューサの振動解析についての発

表があった． 
(B) 圧電膜・基板：マグネトロンスパッタ源から生

成する高速負イオンを利用したZnO膜の配向制御， 
Sc 粒スパッタによる巨大圧電性(0001)ScAlN 薄膜

の作製，逆プロトン交換による縦型漏洩弾性表面波

の低損失化，高密度 KNbO3セラミック基板の作製

と再現性，PZT系エピタキシャル薄膜のキューリ温

度異常についての発表があった． 
(C) SAWおよび板波共振子：YX-PIN-PMN-PT 基
板における広帯域 SAW 共振子，ScAlN/6H-SiC 構

造を用いたSHF帯高性能SAW共振子，ScAlN/SiC
構造を用いた発振可能な SAW 共振器，転写法によ

る強誘電体バラクタと SAW 共振子の集積化と可変

型フィルタへの応用，(0001)配向AlNおよびScAlN
薄膜を用いた極性反転共振子，音響多層膜構造を有

する板波デバイスについての発表があった． 
(D) 低温度係数SAWデバイス：SiO2/Al/LiNbO3構

造を用いた零温度特性 SAW 共振器のスプリアス抑

圧，LBO on LN/LT による低温度係数・高結合圧電

基板，多結晶スピネルの接合による RF-SAW デバ
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（東北大学電気通信研究所） 
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（東北大学電気通信研究所） 
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山口 俊尚（福岡工業大学） 
山崎 二郎（九州工業大学） 
福永 博俊（長崎大学） 
開道 力 （北九州高専） 
枦 修一郎（東北大学） 
黒崎 洋介（新日本製鐵株式会社） 
山口 広 （JFEスチール株式会社） 
屋鋪 裕義（住友金属工業株式会社） 

 
   研究費：物件費５万０千円，旅費２０万３千円 
 
［２］研究経過 
電磁鋼板は、モーターや変圧器など電磁機器にお

ける鉄心材料として使われるもので、あらゆる磁性

材料の中で最も大量に生産されている材料である。

電磁鋼板の特性の中で最も重要な要素のひとつが損

失であり、電磁鋼板の開発の歴史はそのまま損失低

減化の歴史でもあった。その中で日本は多くの磁性

材料研究者が損失低減化の問題に関わり、また鉄鋼

メーカーの努力もあり、特に最高級グレード製品で

は世界のシェアのほとんどを日本製が独占するまで

になった。しかしながら、オイルショックを過ぎ原

油供給が安定するとその開発は次第に省みられる事

が少なくなっていった。 
近年 CO2 ガスの排出量削減を含むエネルギー使

用量削減の必要性が注目され、特に総発電量の半分

の電気エネルギーを消費するモーターの損失低減化

が強く求められるようになってきた。モーターの損

失の大部分は巻線抵抗でのジュール発熱と鉄心にお

ける磁気損失である。そのため、鉄心材料に使われ

る電磁鋼板の低損失化がきわめて重要な課題として

再浮上してきている。しかしながら、九州大学工学

部の成田・佐々木グループと東北大学電気通信研究

所の津屋・荒井グループを最後に世界中の学術機関

において低損失の電磁鋼板を実現するための研究開

発は行われておらず、この重要課題に対処できる研

究者はわずかとなっている。 
そこで、電磁鋼板の低損失化に関する研究開発を

日本において再び立ち上げ、モーターの損失低減化

をはじめとする化石エネルギーの使用量削減に貢献

する技術を日本から世界に発信することを目的とし

て、本共同プロジェクト研究会を開始した。 
本プロジェクトは、電磁鋼板の低損失化研究を実

施できる能力のある研究者を集め、これから長期的

に実施する必要性の高い研究の旗揚げとなる研究会

を開催することを主目的とした。そこには、実際に

材料を商業ベースで生産している鉄鋼メーカーも参

画し、学と産の両面から新しい損失低減化技術を検

討した。メールベースによる予備会議では、磁気弾

性エネルギーを活用することで材料内部の磁気モー

メント配列を高度に制御でき、これにより材料内部

に生じる局所的磁気損失を大幅に低減できる可能性

があることが示された。実施した研究会ではこの手

法も含めて次世代の低損失電磁鋼板開発のための手

法提案と討論を東北大学電気通信研究所において平

成24年2月29日に行った。具体的な討論会の内容

は下記のとおりであった。 
討論のテーマと内容 
○無方向性珪素鋼板の面内渦電流損失評価 

珪素鋼板の板厚を減じれば、渦電流に起因する

損失が減少するはずであるにもかかわらず実験

事実はそれに反して十分な損失低減が得られて

おらず、そのメカニズムの解明を通じて損失低減

手法を確立する必要がある。 
○逆磁歪効果による異方性制御 

逆磁歪で異方性を制御することは工業製品レ

ベルではほとんど行われていないが、その手法を

珪素鋼板に適用することにより、磁気モーメント

の板厚方向成分変化を減じ、渦電流損失を低減で

きる可能性があり、詳細なメカニズムを定量的に

検討する必要がある。 
震災の影響もあり、活動は当初の予定よりも縮小

されたものとなったが、このテーマの重要性が改め

て浮き彫りとなり、来年度以降も継続して検討を行

う必要があることを確認した。 
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［２］研究経過 
電磁鋼板は、モーターや変圧器など電磁機器にお

ける鉄心材料として使われるもので、あらゆる磁性

材料の中で最も大量に生産されている材料である。

電磁鋼板の特性の中で最も重要な要素のひとつが損

失であり、電磁鋼板の開発の歴史はそのまま損失低

減化の歴史でもあった。その中で日本は多くの磁性

材料研究者が損失低減化の問題に関わり、また鉄鋼

メーカーの努力もあり、特に最高級グレード製品で

は世界のシェアのほとんどを日本製が独占するまで

になった。しかしながら、オイルショックを過ぎ原

油供給が安定するとその開発は次第に省みられる事

が少なくなっていった。 
近年 CO2 ガスの排出量削減を含むエネルギー使

用量削減の必要性が注目され、特に総発電量の半分

の電気エネルギーを消費するモーターの損失低減化

が強く求められるようになってきた。モーターの損

失の大部分は巻線抵抗でのジュール発熱と鉄心にお

ける磁気損失である。そのため、鉄心材料に使われ

る電磁鋼板の低損失化がきわめて重要な課題として

再浮上してきている。しかしながら、九州大学工学

部の成田・佐々木グループと東北大学電気通信研究

所の津屋・荒井グループを最後に世界中の学術機関

において低損失の電磁鋼板を実現するための研究開

発は行われておらず、この重要課題に対処できる研

究者はわずかとなっている。 
そこで、電磁鋼板の低損失化に関する研究開発を

日本において再び立ち上げ、モーターの損失低減化

をはじめとする化石エネルギーの使用量削減に貢献

する技術を日本から世界に発信することを目的とし

て、本共同プロジェクト研究会を開始した。 
本プロジェクトは、電磁鋼板の低損失化研究を実

施できる能力のある研究者を集め、これから長期的

に実施する必要性の高い研究の旗揚げとなる研究会

を開催することを主目的とした。そこには、実際に

材料を商業ベースで生産している鉄鋼メーカーも参

画し、学と産の両面から新しい損失低減化技術を検

討した。メールベースによる予備会議では、磁気弾

性エネルギーを活用することで材料内部の磁気モー

メント配列を高度に制御でき、これにより材料内部

に生じる局所的磁気損失を大幅に低減できる可能性

があることが示された。実施した研究会ではこの手

法も含めて次世代の低損失電磁鋼板開発のための手

法提案と討論を東北大学電気通信研究所において平

成24年2月29日に行った。具体的な討論会の内容

は下記のとおりであった。 
討論のテーマと内容 
○無方向性珪素鋼板の面内渦電流損失評価 

珪素鋼板の板厚を減じれば、渦電流に起因する

損失が減少するはずであるにもかかわらず実験

事実はそれに反して十分な損失低減が得られて

おらず、そのメカニズムの解明を通じて損失低減

手法を確立する必要がある。 
○逆磁歪効果による異方性制御 

逆磁歪で異方性を制御することは工業製品レ

ベルではほとんど行われていないが、その手法を

珪素鋼板に適用することにより、磁気モーメント

の板厚方向成分変化を減じ、渦電流損失を低減で

きる可能性があり、詳細なメカニズムを定量的に

検討する必要がある。 
震災の影響もあり、活動は当初の予定よりも縮小

されたものとなったが、このテーマの重要性が改め

て浮き彫りとなり、来年度以降も継続して検討を行

う必要があることを確認した。 
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イスの温度特性の改善，温度補償した SAW デバイ

スへのSiOF 膜の適用，一方向性すだれ状電極のベ

クトル解析と高結合・零温度基板を用いた OFC 弾

性表面波タッグ・センサー・ 広帯域フィルタについ

ての発表があった． 
(E) 非線形超音波による非破壊検査：荷重差分法を

用いた閉じたき裂の高選択性映像化と実機適用のた

めの基礎的検討，振幅差分法による非線形超音波映

像における閉口き裂の選択性向上，サブハーモニッ

ク超音波フェーズドアレイによる金属材料溶接部の

閉じた応力腐食割れの評価，疲労を受けた金属板か

らの2次高調波Lamb波の発生と検出についての発

表があった． 
(F) 圧電振動子による測定・水晶振動子：c軸平行配

向 ZnO 膜を用いた厚みすべりモード共振子による

液体の粘性評価，MHz 帯すべり波振動子での液体

レオロジー測定の新しい応用の基礎検討，水晶セン

サを用いた重力変化の検出実験結果，水晶AT 板振

動子の周波数ー温度特性におよぼす電極の影響につ

いての発表があった． 
(G) SAWセンサー：SAWを用いた磁気センサー，

SH-SAW を用いた直接メタノール燃料電池用メタ

ノールセンサ，メタルMEMS カラムを用いた携帯

型 SAW ガスクロマトグラフ，ボール SAW ガスク

ロマトグラフを用いた多種類のガスの連続測定につ

いての発表があった． 
(H) その他の計測・評価：La3Ta0.5Ga5.3Al0.2O14単結

晶の音響関連物理定数の高温測定，超音波マイクロ

スペクトロスコピー技術によるTiO2-SiO2超低膨張

ガラスの評価，超音波マイクロスペクトロスコピー

技術による SiO2 ガラスインゴットの光学特性評価

についての発表があった． 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
圧電トランスデューサ関連では，圧電単結晶

PMN-PT に酸化マンガンと金の複合電極を付ける

ことで誘電率と圧電定数 d33 を 40％向上させた．

また，縦振動モードの1次と3次の共振周波数比を

1:2 とする強力超音波振動子を提案し、波形自由度

を持たせることで，超音波アクチュエータと超音波

ポンプの性能向上を実現した． 
圧電膜・基板関連では，逆プロトン交換法により

プロトン交換層を埋め込んだLiNbO3基板構造を縦

型漏洩弾性表面波に適用し，挿入損失が大幅に低減，

共振特性が格段に向上する条件の存在を明らかにし

た．また，スパッタ法を用いて形成されたPZT系多

成分ペロブスカイト単結晶薄膜の強誘電性を測定し，

バルクに見られないエキゾチックな特性を見つけた． 

SAW・板波共振子関連では，音響多層膜構造を有

する板波デバイスを理論と試作の両方を検討し，良

好な特性を得た． 
低温度係数 SAW デバイス関連では，LiNbO3お

よび LiTaO3基板に，Li2B4O7膜を溶融・徐冷する

方法で単結晶膜として形成し，低温度係数かつ高結

合圧電板の可能性を示した． 
非線形超音波による非破壊検査関連では，外部荷

重負荷に伴う閉じたき裂の応答変化を利用した荷重

差分法を用いて，アルミニウム合金A7075の閉じた

疲労き裂における選択性向上を実証した．また，疲

労を受けたマグネシウム板に有限振幅のLamb波を

送波し，2次高調波Lamb波を検出した結果，疲労

の増加に伴って2次高調波も増加することが確認で

きた． 
圧電振動子による測定・水晶振動子関連では，圧

電すべり波振動子での粘弾性測定技術を不均一・分

散系液体の測定に適用し，コロイド液体では分散質

の影響を受けず，分散媒の相対的な粘度が測定でき

ることを明らかにした． 
SAWセンサー関連では，Ni電極を水晶基板に埋

め込んだSH 型SAW 共振子を作成し，その磁気感

度について評価した．また，高精細なメタルMEMS
カラムを開発してボール SAW センサーと組み合わ

せて，手のひらサイズの携帯型 SAW ガスクロマト

グラフへの有用性を検証した． 
その他の計測・評価においては，1100℃まで共振

反共振法の測定ができる高温用ジグと 4194A イン

ピーダンスアナライザーを用いて，LFB-UMCシス

テムで測定された 23℃の LTGA の諸定数をベース

に，室温から1000 ℃までLTGA単結晶の音響関連

物理定数およびその温度係数を決定した． 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本共同プロジェクト研究会を母体として開催して

きた「圧電材料・デバイスシンポジウム」は，圧電

材料を主題として，材料探索，作製，評価，デバイ

スへの応用と，それぞれ第一線の研究を包括的に討

論できる数少ない場として高く評価されている．発

表された論文が他の学術誌で引用されており，当該

分野での主要な研究集会の一つとして認知されるに

至っている．関連分野で活発に研究を進めている研

究者が集って発表と討論を行うことで，密接な情報

交換と研究協力が促進することで，次世代の圧電デ

バイスの研究・開発の進展に貢献している．本プロ

ジェクト研究会での成果は通信分野のみならず，最

近では医療などの様々な圧電デバイス応用への一層

の発展が期待されている． 
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(19) Seiji Mutoh and Takehiko Uno,”Cut Angle 
Dependences of Resonant Characteristics of β-Phase 
Quartz”,Jpn. J. Appl. Phys ,Vol.50 No.7, 
07DH04(2011). 

 

 

イスの温度特性の改善，温度補償した SAW デバイ

スへのSiOF 膜の適用，一方向性すだれ状電極のベ

クトル解析と高結合・零温度基板を用いた OFC 弾

性表面波タッグ・センサー・ 広帯域フィルタについ

ての発表があった． 
(E) 非線形超音波による非破壊検査：荷重差分法を

用いた閉じたき裂の高選択性映像化と実機適用のた

めの基礎的検討，振幅差分法による非線形超音波映

像における閉口き裂の選択性向上，サブハーモニッ

ク超音波フェーズドアレイによる金属材料溶接部の

閉じた応力腐食割れの評価，疲労を受けた金属板か

らの2次高調波Lamb波の発生と検出についての発

表があった． 
(F) 圧電振動子による測定・水晶振動子：c軸平行配

向 ZnO 膜を用いた厚みすべりモード共振子による

液体の粘性評価，MHz 帯すべり波振動子での液体

レオロジー測定の新しい応用の基礎検討，水晶セン

サを用いた重力変化の検出実験結果，水晶AT 板振

動子の周波数ー温度特性におよぼす電極の影響につ

いての発表があった． 
(G) SAWセンサー：SAWを用いた磁気センサー，

SH-SAW を用いた直接メタノール燃料電池用メタ

ノールセンサ，メタルMEMS カラムを用いた携帯

型 SAW ガスクロマトグラフ，ボール SAW ガスク

ロマトグラフを用いた多種類のガスの連続測定につ

いての発表があった． 
(H) その他の計測・評価：La3Ta0.5Ga5.3Al0.2O14単結

晶の音響関連物理定数の高温測定，超音波マイクロ

スペクトロスコピー技術によるTiO2-SiO2超低膨張

ガラスの評価，超音波マイクロスペクトロスコピー

技術による SiO2 ガラスインゴットの光学特性評価

についての発表があった． 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
圧電トランスデューサ関連では，圧電単結晶

PMN-PT に酸化マンガンと金の複合電極を付ける

ことで誘電率と圧電定数 d33 を 40％向上させた．

また，縦振動モードの1次と3次の共振周波数比を

1:2 とする強力超音波振動子を提案し、波形自由度

を持たせることで，超音波アクチュエータと超音波

ポンプの性能向上を実現した． 
圧電膜・基板関連では，逆プロトン交換法により

プロトン交換層を埋め込んだLiNbO3基板構造を縦

型漏洩弾性表面波に適用し，挿入損失が大幅に低減，

共振特性が格段に向上する条件の存在を明らかにし

た．また，スパッタ法を用いて形成されたPZT系多

成分ペロブスカイト単結晶薄膜の強誘電性を測定し，

バルクに見られないエキゾチックな特性を見つけた． 

SAW・板波共振子関連では，音響多層膜構造を有

する板波デバイスを理論と試作の両方を検討し，良

好な特性を得た． 
低温度係数 SAW デバイス関連では，LiNbO3お

よび LiTaO3基板に，Li2B4O7膜を溶融・徐冷する

方法で単結晶膜として形成し，低温度係数かつ高結

合圧電板の可能性を示した． 
非線形超音波による非破壊検査関連では，外部荷

重負荷に伴う閉じたき裂の応答変化を利用した荷重

差分法を用いて，アルミニウム合金A7075の閉じた

疲労き裂における選択性向上を実証した．また，疲

労を受けたマグネシウム板に有限振幅のLamb波を

送波し，2次高調波Lamb波を検出した結果，疲労

の増加に伴って2次高調波も増加することが確認で

きた． 
圧電振動子による測定・水晶振動子関連では，圧

電すべり波振動子での粘弾性測定技術を不均一・分

散系液体の測定に適用し，コロイド液体では分散質

の影響を受けず，分散媒の相対的な粘度が測定でき

ることを明らかにした． 
SAWセンサー関連では，Ni電極を水晶基板に埋

め込んだSH 型SAW 共振子を作成し，その磁気感

度について評価した．また，高精細なメタルMEMS
カラムを開発してボール SAW センサーと組み合わ

せて，手のひらサイズの携帯型 SAW ガスクロマト

グラフへの有用性を検証した． 
その他の計測・評価においては，1100℃まで共振

反共振法の測定ができる高温用ジグと 4194A イン

ピーダンスアナライザーを用いて，LFB-UMCシス

テムで測定された 23℃の LTGA の諸定数をベース

に，室温から1000 ℃までLTGA単結晶の音響関連

物理定数およびその温度係数を決定した． 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
本共同プロジェクト研究会を母体として開催して

きた「圧電材料・デバイスシンポジウム」は，圧電

材料を主題として，材料探索，作製，評価，デバイ

スへの応用と，それぞれ第一線の研究を包括的に討

論できる数少ない場として高く評価されている．発

表された論文が他の学術誌で引用されており，当該

分野での主要な研究集会の一つとして認知されるに

至っている．関連分野で活発に研究を進めている研

究者が集って発表と討論を行うことで，密接な情報

交換と研究協力が促進することで，次世代の圧電デ

バイスの研究・開発の進展に貢献している．本プロ

ジェクト研究会での成果は通信分野のみならず，最

近では医療などの様々な圧電デバイス応用への一層

の発展が期待されている． 
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12．閉会挨拶  土田英実（産業技術総合研究所） 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

① C2H2安定化半導体レーザを用いて、コヒーレント

光伝送用の高精度光位相同期ループを開発し、偏

波多重 10GSymbol/s-64QAM（120Gbit/s）信号の

150km伝送を実現した。 

② RZ-CW変換回路をコヒーレント OTDM伝送システ

ムに適用して、検波信号のSN比を改善し、偏波

多重10GSymbol/s-8OTDM-32RZ/QAM（800Gbit/s）

信号の225km伝送を実現した。  

③ 7ch 周波数分割多重 64QAM-OFDM 信号（420 

Gb/s、周波数利用効率 10.4b/s/Hz）の 160 km 伝

送を実現し、逆伝搬法を用いた非線形光学効果の

補償により、パワーペナルティを 3.5dB から 1.7dB

に低減した。 

④ デジタルコヒーレント受信器用信号処理回路の

設計とリアルタイム処理の性能評価を行った。

12.5Gb/s-DP-QPSK 受信器を試作し、レーザ位相

雑音に対する安定性、偏波変動耐力、OSNR 耐力

を明らかにした。 

⑤ 高速、低遅延のサービスを提供できる光パケッ

ト・パス統合ネットワークについて、要素デバイ

ス、ノード構成、アーキテクチャ、およびフィー

ルド実証の結果を紹介した。 

⑥ InGaAs/AlAsSb量子井戸における四光波混合のメ

カニズムについて検討し、変換効率のデバイス長、

および離調依存性を明らかにした。 

⑦ 光ネットワークや光インタコネクションにおけ

るシリコンフォトニクスの役割を述べ、多層光配

線を可能にするアモルファスシリコン光導波路

の作製プロセスと、導波損失、クロストークの評

価結果を紹介した。 

⑧ モード多重光伝送の現状を紹介し、非結合型モー

ド多重用光ファイバについて、モード合分波法、

結合効率、モード数の上限、増幅技術に関する検

討を行った。 

⑨ モード同期ファイバレーザの繰り返し周波数を

Cs 共鳴線に、光周波数を C2H2吸収線に安定化し

た光原子時計を開発し、積分時間１-100 秒にお

いて2.0×10-11の安定度を達成した。 

⑩ 周回型遅延自己ヘテロダイン法において、不要な

高次シフト光によるスペクトル歪が周回数を制

限することを指摘し、光フィルタリングを用いた

歪み低減の手法を提案した。 

 
（３－２）波及効果と発展性など 
これまで個別に扱われてきた光波の位相制御と時

間領域の超高速制御を融合して利用する技術の確立

を目指し、デバイスからシステムに渡る広範囲な議

論を行う点において、独自性と優位性を有している

と考えられる。超高速、およびコヒーレント光伝送

に関して世界最先端のポテンシャルを有する東北大

学・電気通信研究所と、高機能光デバイス、光信号

処理、レーザ制御技術、標準・計測技術に多大の実

績を有する産業技術総合研究所の研究者が討論を行

うことにより、当該分野の研究開発が一層加速され

るとともに、我が国の技術的優位性の確立に貢献す

る。さらに、このような交流を学官だけでなく、産

業界や海外にまで広げることにより、電気通信研究

所が当該分野の世界的な研究拠点となることが期待

される。 
本プロジェクトを契機として、日本学術振興会先

端研究拠点事業「超高速光通信に関する拠点形成」

（H23-25:国際戦略型）に採択された。 
 
［４］成果資料 
(1) Y. Wang, K. Kasai, and M. Nakazawa, 

“Polarization-multiplexed, 10 Gsymbol/s, 64 QAM 
coherent transmission over 150 km with 
OPLL-based homodyne detection employing 
narrow linewidth LDs,” IEICE Electron. Express, 
vol. 8, no. 17, pp. 1444-1449 (September , 2011). 

(2) M. Nakazawa, K. Kasai, M. Yoshida, and T. 
Hirooka, “Novel RZ-CW conversion scheme for 
ultra multi-level, high-speed coherent OTDM 
transmission,” Opt. Express, vol. 19, no. 26, pp. 
B574-B580 (December, 2011). 

(3) M. Nakazawa, T. Hirooka, M. Yoshida, and K. 
Kasai, “Ultrafast coherent optical communication,” 
IEEE J. Sel. Top. Quantum Electron., vol. 18, no. 1, 
pp. 363-376 (January, 2012). 

(4) K. Kasai, D. O. Otuya, M. Yoshida, T. Hirooka, and 
M. Nakazawa, “Single-carrier 800-Gb/s 32 
RZ/QAM coherent transmission over 225 km 
employing a novel RZ-CW conversion technique,” 
IEEE Photon. Technol. Lett., vol. 24, no. 5, pp. 
416-418 (March, 2012). 

(5) T. Omiya, K. Toyoda, M. Yoshida, and M. 
Nakazawa, “400 Gbit/s frequency-division 
-multiplexed and polarization-multiplexed 256 
QAM-OFDM transmission over 400 km with a 
spectral efficiency of 14 bit/s/Hz,” Optical Fiber 
Communication Conference (OFC2012), OM2A.7, 
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［２］研究経過 
現在の光通信システム、ならびに光計測・標準シ

ステムは、マイクロ波領域の無線通信、計測・標準

において培われた技術を手本にして、大容量化と高

精度化の道を歩んできた。高いキャリア周波数を有

するコヒーレントな光波のポテンシャルをさらに引

き出すためには、コヒーレンスを活用するための位

相制御技術と、時間領域の超高速制御を融合するこ

とが必要である。これまで個別に研究開発が進めら

れてきた光波の位相制御技術と、超高速制御技術を

合体することにより、光通信、計測・標準システム

の極限性能を追求することが可能になる。本研究で

は、東北大学・電気通信研究所と産業技術総合研究

所の研究者の間で、光波の極限的な制御技術と通信、

計測への応用に関する研究討論を行い、将来の方向

性に関する議論を行った。 
本プロジェクトは，今年度が１年目に当たり、平

成２３年１１月２５日に電気通信研究所において、

東北大学、産業技術総合研究所、情報通信研究機構、

ＮＴＴ、富士通研究所の研究者が参加して研究会を

開催し、１０件の発表を行った。コヒーレント光伝

送、超高速光伝送、モード多重伝送、光デバイス技

術、光ネットワーク技術、周波数標準等の発表に対

して、活発な討論を行った。研究会のプログラムを

以下に示す（○は発表者を示す）。 
１１月２５日（金） 

１．開会挨拶  中沢正隆（東北大学） 

２．半導体レーザ型 OPLL を用いた 120Gbit/s, 

64QAM-150 kmコヒーレント光伝送：○王怡昕, 葛

西恵介, 中沢正隆（東北大学） 

３．RZ-CW変換法を用いた800Gbit/s,32RZ/QAM-225km

コヒーレントOTDM伝送：○葛西恵介, David Odeke 

Otuya, 廣岡俊彦, 吉田真人, 中沢正隆（東北大

学） 

４．周波数分割多重64QAM-OFDM信号（420Gb/s）の

160km 伝送：○大宮達則, 豊田和志, 葛西恵介, 

吉田真人, 中沢正隆（東北大学） 

５．デジタルコヒーレント受信器のためのリアルタイム信

号処理回路の設計：○中島久雄, 青木泰彦, 谷村

崇仁, 小田祥一朗, 小山智史, 大嶋千裕, 星田

剛司, イエンスラスムセン（富士通） 

６．光パケット・光パス統合ネットワーク技術：○和田尚

也, 原井洋明, 古川英昭, 宮澤高也, 淡路祥成, 

品田聡（情報通信研究機構） 

７．InGaAs / AlAsSb ISBT光導波路中の四光波混合に

ついて：○鍬塚治彦（産業技術総合研究所） 

８．アモルファスシリコンフォトニクス：○森雅彦（産業技

術総合研究所） 

９. モード多重伝送の現状とモード多重用ファイバの検

討課題：○久保田寛和（NTT） 

10．絶対光周波数安定化Cs光原子時計：○鈴木文崇, 

○ 
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送を実現し、逆伝搬法を用いた非線形光学効果の

補償により、パワーペナルティを 3.5dB から 1.7dB
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④ デジタルコヒーレント受信器用信号処理回路の

設計とリアルタイム処理の性能評価を行った。

12.5Gb/s-DP-QPSK 受信器を試作し、レーザ位相

雑音に対する安定性、偏波変動耐力、OSNR 耐力

を明らかにした。 

⑤ 高速、低遅延のサービスを提供できる光パケッ

ト・パス統合ネットワークについて、要素デバイ

ス、ノード構成、アーキテクチャ、およびフィー

ルド実証の結果を紹介した。 

⑥ InGaAs/AlAsSb量子井戸における四光波混合のメ

カニズムについて検討し、変換効率のデバイス長、

および離調依存性を明らかにした。 

⑦ 光ネットワークや光インタコネクションにおけ

るシリコンフォトニクスの役割を述べ、多層光配

線を可能にするアモルファスシリコン光導波路

の作製プロセスと、導波損失、クロストークの評

価結果を紹介した。 

⑧ モード多重光伝送の現状を紹介し、非結合型モー

ド多重用光ファイバについて、モード合分波法、

結合効率、モード数の上限、増幅技術に関する検

討を行った。 

⑨ モード同期ファイバレーザの繰り返し周波数を

Cs 共鳴線に、光周波数を C2H2吸収線に安定化し

た光原子時計を開発し、積分時間１-100 秒にお

いて2.0×10-11の安定度を達成した。 

⑩ 周回型遅延自己ヘテロダイン法において、不要な

高次シフト光によるスペクトル歪が周回数を制

限することを指摘し、光フィルタリングを用いた

歪み低減の手法を提案した。 

 
（３－２）波及効果と発展性など 
これまで個別に扱われてきた光波の位相制御と時

間領域の超高速制御を融合して利用する技術の確立

を目指し、デバイスからシステムに渡る広範囲な議

論を行う点において、独自性と優位性を有している

と考えられる。超高速、およびコヒーレント光伝送

に関して世界最先端のポテンシャルを有する東北大

学・電気通信研究所と、高機能光デバイス、光信号

処理、レーザ制御技術、標準・計測技術に多大の実

績を有する産業技術総合研究所の研究者が討論を行

うことにより、当該分野の研究開発が一層加速され

るとともに、我が国の技術的優位性の確立に貢献す

る。さらに、このような交流を学官だけでなく、産

業界や海外にまで広げることにより、電気通信研究

所が当該分野の世界的な研究拠点となることが期待

される。 
本プロジェクトを契機として、日本学術振興会先

端研究拠点事業「超高速光通信に関する拠点形成」

（H23-25:国際戦略型）に採択された。 
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(3) M. Nakazawa, T. Hirooka, M. Yoshida, and K. 
Kasai, “Ultrafast coherent optical communication,” 
IEEE J. Sel. Top. Quantum Electron., vol. 18, no. 1, 
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Nakazawa, “400 Gbit/s frequency-division 
-multiplexed and polarization-multiplexed 256 
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Communication Conference (OFC2012), OM2A.7, 
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［２］研究経過 
現在の光通信システム、ならびに光計測・標準シ

ステムは、マイクロ波領域の無線通信、計測・標準

において培われた技術を手本にして、大容量化と高

精度化の道を歩んできた。高いキャリア周波数を有

するコヒーレントな光波のポテンシャルをさらに引

き出すためには、コヒーレンスを活用するための位

相制御技術と、時間領域の超高速制御を融合するこ

とが必要である。これまで個別に研究開発が進めら

れてきた光波の位相制御技術と、超高速制御技術を

合体することにより、光通信、計測・標準システム

の極限性能を追求することが可能になる。本研究で

は、東北大学・電気通信研究所と産業技術総合研究

所の研究者の間で、光波の極限的な制御技術と通信、

計測への応用に関する研究討論を行い、将来の方向

性に関する議論を行った。 
本プロジェクトは，今年度が１年目に当たり、平

成２３年１１月２５日に電気通信研究所において、

東北大学、産業技術総合研究所、情報通信研究機構、

ＮＴＴ、富士通研究所の研究者が参加して研究会を

開催し、１０件の発表を行った。コヒーレント光伝

送、超高速光伝送、モード多重伝送、光デバイス技

術、光ネットワーク技術、周波数標準等の発表に対

して、活発な討論を行った。研究会のプログラムを

以下に示す（○は発表者を示す）。 
１１月２５日（金） 

１．開会挨拶  中沢正隆（東北大学） 

２．半導体レーザ型 OPLL を用いた 120Gbit/s, 

64QAM-150 kmコヒーレント光伝送：○王怡昕, 葛

西恵介, 中沢正隆（東北大学） 

３．RZ-CW変換法を用いた800Gbit/s,32RZ/QAM-225km

コヒーレントOTDM伝送：○葛西恵介, David Odeke 

Otuya, 廣岡俊彦, 吉田真人, 中沢正隆（東北大

学） 

４．周波数分割多重64QAM-OFDM信号（420Gb/s）の

160km 伝送：○大宮達則, 豊田和志, 葛西恵介, 

吉田真人, 中沢正隆（東北大学） 

５．デジタルコヒーレント受信器のためのリアルタイム信

号処理回路の設計：○中島久雄, 青木泰彦, 谷村

崇仁, 小田祥一朗, 小山智史, 大嶋千裕, 星田

剛司, イエンスラスムセン（富士通） 

６．光パケット・光パス統合ネットワーク技術：○和田尚

也, 原井洋明, 古川英昭, 宮澤高也, 淡路祥成, 

品田聡（情報通信研究機構） 

７．InGaAs / AlAsSb ISBT光導波路中の四光波混合に

ついて：○鍬塚治彦（産業技術総合研究所） 

８．アモルファスシリコンフォトニクス：○森雅彦（産業技

術総合研究所） 

９. モード多重伝送の現状とモード多重用ファイバの検

討課題：○久保田寛和（NTT） 

10．絶対光周波数安定化Cs光原子時計：○鈴木文崇, 

○ 
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伊勢和幸：秋田県高度技術研究所：主任研究員 
木谷貴則：秋田県高度技術研究所：研究員 
 
研究費： 物件費０円、旅費４１万５千円 
 
［２］研究経過 
本共同プロジェクトは継続して４年目である。一

貫して超大容量情報ストレージ技術の研究を行って

おり、その高密度・大容量化と省電力化を目的にし

ている。 
人類が取り扱うデジタル情報量は 5 年で 10 倍と

も言われる加速度的な拡大を続けており、最近の統

計ではすでに 2010 には 1800 エクサバイト（1021

バイト）を超えたとの推定もある。通常の個人のパ

ソコンにおけるストレージ容量でも大きいものでは

数 TB (1012バイト)程度に達するが、それに対して

も全体では極めて大きな情報量になっている。最近

のネットワークコンセプトに基づくクラウドコンピ

ューティングは急速な発展を続けている。特に、テ

キストデータよりも動画映像や長時間音楽情報など

大規模データの割合が大幅に増えてネットワーク上

で大量に送受されており、情報ストレージの需要は

さらに急速に伸びている。この膨大な情報を電子的

に蓄積してコンピュータで容易かつ効率的な利用を

提供するのが情報ストレージ技術である。その中心

的な課題は膨大な情報量をいかにして高可用性を実

現しながら低コストで情報蓄積するかにかかる。ハ

ードディスク装置（HDD）、さらには磁気テープ装

置などの、主として磁気を用いた記録装置を用いた

情報ストレージシステムが構築され世界中からアク

セスされているのは妥当なビットコストで圧倒的な

大容量を実現できているからである。 
一方で、増加した記録容量に応じて高速のデータ

転送能力がなければ、大容量情報のアクセスにかか

る時間が増加する一方であるので、巨大な情報量を

現実的な時間で処理するための高速性も極めて重要

である。HDDは1台で数百Mbpsの転送能力があ

るが、大規模なシステムではそれよりはるかに大き

な数十Gbps 以上の転送レートが要求されており、

高速ストレージ装置を並列転送することで高速化を

図っている。これらの結果、記録容量の大規模化と

併せてシステム当たりに使用されるHDDの数は増

加の一途を辿っている。現在の大規模情報ストレー

ジサイトでは急速な情報量の拡大を背景にペタバイ

ト（1015バイト）級の総ストレージ容量が一般的に

なりつつある。しかし、データセンターではその規

模の拡大に伴って巨大な消費電力コストや空調負担

のため、サイト当たりのストレージ容量を大きくす

るために単にHDDのユニット数を比例的に増加さ

せることはその大きさや消費電力などの観点から現

実的ではなく、将来の具体的なシステム構成指針は

必ずしも定まってはいない。 
このような背景から、本共同研究プロジェクトで

は、ストレージ装置の高密度化とともにその高密度

性を生かす用途を含めた総合的なストレージ研究を

展開し、次世代ペタバイトストレージのシステム的

な課題を抽出しその解決のアプローチを明らかにす
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なりつつある。しかし、データセンターではその規

模の拡大に伴って巨大な消費電力コストや空調負担

のため、サイト当たりのストレージ容量を大きくす

るために単にHDDのユニット数を比例的に増加さ

せることはその大きさや消費電力などの観点から現
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の3つの要素技術の検討を続けているが、昨年度は

特にマイクロマグネティクスによるコンピュータシ

ミュレーションとスタティックテスターによる実験

的検討を並行して行っている。 
昨年度までの検討によってパターン媒体では 2 

GBit/inch2の高い記録密度が可能なことが明らかに

なっているが、そのためには記録ヘッドの記録磁界

勾配の改良が必要なことが分かっている。この成果

を踏まえ、今年度は 5 Tbit/inch2を目指して、記録

ヘッドの改良に取り組んだ。同時に、記録点を加熱

するHeat assisted recording（熱補助記録）が記録

時の高い熱勾配によって記録分解能を改善できるこ

とに着目し、ビットパターン記録と熱補助記録の組

み合わせによって高い面記録密度を実現できること

を示した。等価的な記録磁界勾配が重要であるので、

熱補助記録時の等価的な記録勾配となる熱勾配の管

理が重要である。特に、記録媒体中の急峻な温度勾

配を実現するには昇温スポットの微小化が重要であ

り。10 nm以下が必要であることがシミュレーショ

ンより示されている。 
強磁界の記録ヘッドの研究については、昨年度に

平面型垂直ヘッドの主磁極構造の最適化に加えて、

記録媒体の軟磁性裏打ち層の構造を工夫することで

高記録磁界勾配をが実現できることが分かっている。

特にこれまで例のない1000 Oe/nmという高い値が

有限要素法を用いたシミュレーションから示された。

一方で、実際にナノサイズの記録磁極を形成する微

細加工技術も検討し、リフトオフとエッチングを併

用する加工方法によってシミュレーションで導いた

3段テーパー構造磁極の加工法を開発した。 
信号処理方式については、ビットパターン媒体で

問題になる記録誤りを回復できる方式の検討を続け

ている。高密度のビットパターン媒体では隣接ドッ

トの間隔が狭いために誤書込みや再書込みによるラ

イトエラーが問題となることがこれまでの検討で分

っている。この記録過程で生じる記録誤りを信号処

理によって救済することを目的に、LDPC符号を用

いる反復複合法とリードソロモン符号による誤り訂

正を検討している。すなわち、ライトエラーを起こ

したビットをその読出し時に誤り訂正を行って書込

み誤りを訂正して正しい情報をデジタルデータとし

て再生することが目的である。この結果、ビットパ

ターン媒体のヘッドディスク系の記録特性上避けが

たいと予測されている10-5の書き込み時のエラーレ

ートに対しても問題なく、さらに今年度はより悪い

10-3 程度までの記録誤り率でも正しく復号可能であ

ることが明らかになった。これはビットパターン媒

体の研究にとって重要な成果である。 
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ジェクトを機動力のある形で支援する研究活動を担
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技術は、今後急速な拡大が続いており、今後のスー

パーハイビジョンなどの次世代高細精度の広帯域動

画情報やそのアーカイブに代表される大規模情報の

急速な展開を考えると極めて広範な ICT 技術での

波及効果が想定され、将来のストレージシステムに

関して先導的な開発が必要である。 
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る研究を行うものである。 
本共同研究は、大規模ストレージサブシステムの

これまでの研究成果を受け、今年度もHDD自体の

高密度・大容量化も含めた総合的な研究に並列的に

展開することとした。昨年度は多数のHDDを並列

化したRAID型ストレージサブシステムの省電力ア

ーテキチャを中心に議論を進めたが、HDD の高密

度化と大容量化は省電力化にも直接貢献するもので

あり、このための研究も包括的に進めた。また、ス

トレージシステムのデータ転送速度の向上のための

システム的な研究も行っている。 
以下、研究活動状況の概要を示す。研究打合せの

開催状況は下記の通りである。 
○ストレージサブシステムグループ（7回） 

2011年5月26日 
2011年7月7日 
2011年9月15日 
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2011年12月28日 
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［３］成果 
【ストレージシステムの成果】 
ストレージシステムにおける最重要な課題はストレ

ージ機器の故障や不具合によるデータ損失を回避す

ることである。このために、RAID と呼ばれるスト

レージ機器を並列化して冗長性を持たせた複数の

HDD からなるストレージグループで構成して速や

かに障害から回復できるようにパリティ情報を別ス

トレージ装置に同時に記録してデータ保全性を確保

している。このようにデータ信頼性や大容量性が重

視されてきたため、高速ディスク回転数の高消費電

力の高速HDDを多数用いてシステムを構成してき

た。ところが、ストレージ容量は急速な増加を続け

ておりデータセンターの消費電力は温室効果ガス排

出や電力コスト、さらには廃熱や騒音・設置スペー

スなど今後ますます深刻化する大きな環境問題とし

て注目されるに至った。 
これまでの本共同プロジェクト研究会での検討課

題にはストレージシステムの省電力化が目標に含ま

れてきた。本共同研究では平成 17 年度ころより、

新たな階層構成された並列化ストレージシステムの

省電力化の方式提案を行って検討を続けており、昨

年度は具体的な方式設計と学内のスーパーコンピュ

ータを用いた実証試験を通じて、消費電力の半減を

達成している。アクセスのないHDDの電源を遮断

することで 50%の省電力化を達成する成果をあげ

ている。一方で、大容量データを扱うストレージ系

には短時間で必要な情報を授受する能力、すなわち

高速のデータ転送性能は欠かせない性能であり、こ

れを確保した省電力化を図ることが肝要である。 
一方、ストレージシステムにおいては大容量ファ

イルを高速転送することが必須であり、このための

データ転送速度の向上が求められる。通常これは各

ストレージ装置の並列化によって実現されることが

期待されており、データ転送速度は並列数に応じて

高くなると考えられている。しかし、これは必ずし

も容易に実現されない。一般に並列化に応じて高い

データ転送速度が得られるためには、各ディスクへ

のアクセス負荷が均等であることが必要である。デ

ータアクセスがどこかのストレージ装置に偏るとそ

こに処理が集中する結果、ジョブの一部は待ちにな

りストレージ系全体の等価的な転送レートが低下す

ることになる。これを回避するために各ノードに割

り当てられるジョブの状況を時々刻々とモニタして

アクセスの集中が起こらないように制御するアルゴ

リズムを開発した。これによってストレージシステ

ム全体のデータ転送レートがノード数に比例するよ

うに改善された。しかしジョブ投入前の待ち行列に

基づいてジョブの割り振りを行うために、直前での

待ち状態の変化によって完全なジョブの均等割り振
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【高密度磁気記録の研究】 
本プロジェクトでは、磁気ディスク装置の高密度

化によって個々の装置容量を大幅に向上させること
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台数を低下させて省電力化することが大きな狙いで
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強磁界垂直磁気記録ヘッド、高密度信号処理方式、
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2012年2月28日 

 
 
［３］成果 
【ストレージシステムの成果】 
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している。このようにデータ信頼性や大容量性が重

視されてきたため、高速ディスク回転数の高消費電

力の高速HDDを多数用いてシステムを構成してき

た。ところが、ストレージ容量は急速な増加を続け
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スなど今後ますます深刻化する大きな環境問題とし
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これまでの本共同プロジェクト研究会での検討課
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【高密度磁気記録の研究】 
本プロジェクトでは、磁気ディスク装置の高密度
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強磁界垂直磁気記録ヘッド、高密度信号処理方式、
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図 3 CRLH/PRH 結合器の周波数特性比較 
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[2] 研究経過 

無線を使った超ブロードバンド通信を実現す

るために，小型な無線端末に用いられている高

周波(RF:Radio Frequency)IC の高性能化，高機能

化が求められているが，これまでの半導体プロ

セス微細化に頼った小型化，あるいは，単に既

存のアナログ・ディジタル回路を統合した高集

積化だけでは，十分な高性能化，高機能化が実

現できず，新しい性能，機能を付加することの

できるブレークスルー技術が必要となっている。 
本研究では，次世代の RFIC を実現することを

目標に，RFIC チップ上に形成する受動/能動回路

の設計技術，製造プロセス/実装技術に関して，

最新の技術動向を調査・研究し，そのロードマッ

プを作成することを目的に研究を行っている。

また，無線通信事業技術者などシステム側の研

究者とのディスカッションを通じて，システム

応用への道すじについても検討している。本プ

ロジェクトは，本年度が第 1 年目であり，メタ

マテリアルなどの新たな RF 受動回路技術を取

り上げ，RFIC への適用の可能性，課題について，

集中的に議論した。 
今年度は１回の研究討論会を実施した。以下

に実施内容を示す。 
 

＜研究討論会＞ 
日時：平成 23 年 11 月 13 日（日）20：00 
          ～11 月 14 日（月）14：00 
場所：仙台市青葉区片平２丁目 
東北大学電気通信研究所 １号館 S305 室 他 
出席者（敬称略）：石崎，岡崎，亀田，河合(正)，
川崎，真田，末松，楢橋，西川，西野，藤本，

谷口(代理：津留)。 
なお，招待講演者として，終日，粟井郁雄（元

龍谷大学教授），オブザーバーとして，14 日 10：
00～12：00，水野 皓司（東北大学電気通信研究

所），高木直（東北大学電気通信研究所）が参加。 
[プログラム] 
11 月 13 日 
20：00～20：15 研究代表者挨拶（石崎），通研

対応教員からのプロジェクト運営説明（末松） 
20：15～23：00 RFIC に関する各自の研究紹介（出

席者全員） 
11 月 14 日 
10：00～11：00 招待講演「メタマテリアルの非

接触給電システムへの応用」（粟井） 
11：00～12：00 講演「メタマテリアル技術の最

新動向」（真田） 
12：00～ 全員による全体討論、今後の方針打

合せ 
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採択回数 １   ２   ３ 

採択�号：H23/B08 

 
次世代 RFIC 用受動・能動回路技術とその応用 

 
 
 
 
[1] 組織 
代表者：石崎 俊雄 
 (龍谷大学) 
対応者：末松 憲治 
 (東北大学電気通信研究所) 
 
分担者： 

伊藤信之 (岡山県立大学) 
岡崎浩司 (NTT ドコモ) 
亀田 卓 (東北大学電気通信研究所) 
河合邦浩 (NTT ドコモ) 
河合 正 (兵庫県立大学) 
川崎繁男 (JAXA 宇宙研) 
古神義則 (宇都宮大学) 
真田篤志 (山口大学) 
関 智弘 (NTT 未来ねっと研究所) 
楢橋祥一 (NTT ドコモ) 
西川健二郎 (鹿児島大学) 
西野 有 (三菱電機鎌倉製作所) 
藤本竜一 (東芝セミコンダクター社) 
丸橋建一 (NEC システム IP コア研究所) 
檜枝護重 (三菱電機情報総研) 
谷口英司 (三菱電機情報総研) 

 
研究費：物件費 0 円，旅費 54 万 1 千円 
 
[2] 研究経過 

無線を使った超ブロードバンド通信を実現す

るために，小型な無線端末に用いられている高

周波(RF:Radio Frequency)IC の高性能化，高機能

化が求められているが，これまでの半導体プロ

セス微細化に頼った小型化，あるいは，単に既

存のアナログ・ディジタル回路を統合した高集

積化だけでは，十分な高性能化，高機能化が実

現できず，新しい性能，機能を付加することの

できるブレークスルー技術が必要となっている。 
本研究では，次世代の RFIC を実現することを

目標に，RFIC チップ上に形成する受動/能動回路

の設計技術，製造プロセス/実装技術に関して，

最新の技術動向を調査・研究し，そのロードマッ

プを作成することを目的に研究を行っている。

また，無線通信事業技術者などシステム側の研

究者とのディスカッションを通じて，システム

応用への道すじについても検討している。本プ

ロジェクトは，本年度が第 1 年目であり，メタ

マテリアルなどの新たな RF 受動回路技術を取

り上げ，RFIC への適用の可能性，課題について，

集中的に議論した。 
今年度は１回の研究討論会を実施した。以下

に実施内容を示す。 
 

＜研究討論会＞ 
日時：平成 23 年 11 月 13 日（日）20：00 
          ～11 月 14 日（月）14：00 
場所：仙台市青葉区片平２丁目 
東北大学電気通信研究所 １号館 S305 室 他 
出席者（敬称略）：石崎，岡崎，亀田，河合(正)，
川崎，真田，末松，楢橋，西川，西野，藤本，

谷口(代理：津留)。 
なお，招待講演者として，終日，粟井郁雄（元

龍谷大学教授），オブザーバーとして，14 日 10：
00～12：00，水野 皓司（東北大学電気通信研究

所），高木直（東北大学電気通信研究所）が参加。 
[プログラム] 
11 月 13 日 
20：00～20：15 研究代表者挨拶（石崎），通研

対応教員からのプロジェクト運営説明（末松） 
20：15～23：00 RFIC に関する各自の研究紹介（出

席者全員） 
11 月 14 日 
10：00～11：00 招待講演「メタマテリアルの非

接触給電システムへの応用」（粟井） 
11：00～12：00 講演「メタマテリアル技術の最

新動向」（真田） 
12：00～ 全員による全体討論、今後の方針打

合せ 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� H２３�B�９ 

 

自己身体の運動が関与する多感覚統合 
 

 
 
［１］組織 
  代表者：櫻井 研三 

（東北学院大学 教養学部） 
  対応者：鈴木 陽一 

（東北大学 電気通信研究所） 
 分担者： 

鈴木 陽一（東北大学 電気通信研究所） 
行場 次朗（東北大学 文学研究科） 
佐藤 雅之（北九州市立大学国際環境工学部） 
北崎 充晃（豊橋技術科学大学 工学研究科） 
一川 誠（千葉大学 文学部） 
蘆田 宏（京都大学 文学研究科） 
Philip M. Grove 
（The University of Queensland） 
坂本 修一（東北大学 電気通信研究所） 
松宮 一道（東北大学 電気通信研究所） 

 
   研究費：物件費５万円，旅費３８万２千円 
 
［２］研究経過 
モバイル機器の普及により，人間が能動的に運動

する状態で情報に接する際の知覚特性を知ることが

求められてきている。これまでの視覚や聴覚による

多くの知覚実験では，観察者は静止した状態で刺激

を受け取りながら課題を遂行していたため，観察者

本人の能動的な身体運動が刺激の知覚に与える影響

を検討することは困難であった。しかし，現実の環

境における観察者の行動は能動的であり，自己の身

体を適切に制御しながら空間内を移動し，外界の対

象に近づいてそれを自分の四肢で操作する場面の方

が，静止状態で対象を観察する場面よりも，はるか

に多い。それらの能動的行動において主要な役割を

果たす自己身体の感覚情報は自己受容感覚と前庭覚

であるが，これらの感覚が，視覚や聴覚とどのよう

に統合されるのかという多感覚研究が行なわれるよ

うになったのは，最近である。 
そこで本プロジェクトでは，観察者の能動的運動

が観察者自身の知覚をどのように変容させるのかに

注目し，能動的観察事態における自己受容感覚と視

覚の関係，あるいは前庭覚と視覚，聴覚の関係に焦

点を当てて研究を行なった。 
 本プロジェクトが新規採用となった今年度は，東

日本大震災のために，予定していたスケジュールの

大幅な変更を余儀なくされた。しかし，最初のプロ

ジェクト研究会を2012年1月10日と11日に通研

講堂において開催した。京都大学の蘆田宏とクイー

ンズランド大のPhilip M. Groveの２名が欠席した

ものの，東京工業大の金子寛彦と，横浜国立大学の

岡嶋克典の２名を招聘して，８件の講演を行ない，

参加者全員での打ち合わせを行なった。 
 また，３月９日には，名古屋大学エコトピア科学

研究所の古賀一男先生の講演会（題目：「身体運動を

制御する実験によって得られた知見」）を東北学院サ

テライトステーションで開催した。 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
 本年度の成果の第１は，身体運動が関与する多感

覚統合の国内研究者の研究内容を，互いに概観でき

たことにある。本研究では，1)自己受容感覚が視知

覚に与える影響と，2)自己運動の方向知覚における

前庭覚と視覚，聴覚の情報統合，という多感覚研究

での重要な２つのテーマについて研究者同士が情報

交換することで，自己身体の能動的な運動と，視覚

と聴覚にもとづく外界の知覚との関係に潜む共通項

を見出す方法を議論した。これまで別個の枠組みで

研究されることが多かった，四肢の制御状態や姿勢

変化，自己運動など自己身体の状態の変化をとらえ

る自己受容感覚および前庭覚の機能と，自己身体の

外部で生起した事象をとらえる視覚と聴覚の機能と

の間の連携を，「自己身体の運動」というより大きな

視点を設定することで，具体的に解き明かす端緒が

見出せるとする点で，参加者の意見が一致した。 
成果の第２は，打ち合わせの結果，次年度以降の

活動継続と講演会のオープン化，およびメンバーの

拡大についての素案について，合意が得られたこと

である。 
以下に，1 月に行なわれた研究会での８件の発表

内容の要約を述べる。 
１）自己運動の方向知覚における多感覚統合（東

 

 

(3-2) 波及効果と発展性など 
新しい RF 回路技術として注目されているメ

タマテリアル技術は，フィルタ，アンテナ給電

回路などの受動回路への適用が始まったばかり

である。現状では，主に，マイクロ波帯での適

用のため，寸法が大きく，RFIC との一体化が難

しい状況である。しかし，ミリ波など高い周波

数帯では，メタマテリアル回路の小型化が可能

となり，RFIC などの IC 上のオンチップ回路に

も適用可能となり，能動回路と融合した使い方

をすることになると考えられる。今年度は，主

に受動回路を中心に技術調査・議論を行ったが，

今後は，能動回路の最新技術動向を参考にして，

メタマテリアルなどの新技術を活用した次世代

RFIC の実現性の検討，課題の抽出を行い，次世

代 RFIC 実現までのロードマップ作成して行く

予定である。 
また，今回の講演を通じて，メタマテリアル

回路技術を適用した結合線路は，ワイヤレス通

信用のフィルタだけでなく，ワイヤレス電力伝

送用の給電回路としても活用可能であり，注目

されていることがわかった。講演終了後に行っ

た討議では，本共同研究プロジェクトで取り扱

う次世代 RFIC の用途を，計画提案時に想定して

いたブロードバンド通信用途に加えて，震災以

降注目されている電気エネルギー伝送・制御用

途も含めることにした。 
次年度の計画として，2010 年 12 月まで国内お

よび米国の NEC にて RFIC に関する研究を指導

され，2011 年 1 月よりシンガポールの Agency for  
Science, Technology and Research (A-STAR) の
Technical Director に就任されたモハマド・マディ

ヒアン博士を招待講演者として招聘し，能動回

路技術を中心した議論を行うこととした。 
 

 
[4]  成果資料 
(1) N. Suematsu, "Si-RFIC Technologies for 
Multi-Band Multi-Mode Wireless Terminals," 2011 
China-Japan Microwave Conference (CJMW), 
pp.1-4, 2011. 
(2) T. Nishino, S. Kawasaki, N. Suematsu, K. 
Nishikawa, "Microwave R&D inside Japan," 41st 
European Microwave Conference (EuMC), 
pp.1328-1331, 2011. 
(3) Suematsu, S. Yoshida, S. Tanifuji, S. Kameda, T. 
Takagi, K. Tsubouchi, "60GHz Antenna Integrated 

Transmitter Module Using 3-D SiP Technology and 
Organic Substrates," 41st European Microwave 
Conference (EuMC), pp.551-554, 2011. 
(4) 末松, “被災経験とディペンダブルワイヤレ

ス CMOS デバイスの研究・開発,”電子情報通信

学会マイクロ波研究会(2011 年 6 月)，2011.  
(5) 末松，吉田，亀田，高木，坪内，“3 次元シス

テム・イン・パッケージ実装を用いた 60GHz 帯

アンテナ内蔵超小型 RF モジュール,”エレクト

ロニクス実装学会システムインテグレーション

実装技術公開研究会(2011 年 10 月 25 日), 2011. 
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され，2011 年 1 月よりシンガポールの Agency for  
Science, Technology and Research (A-STAR) の
Technical Director に就任されたモハマド・マディ

ヒアン博士を招待講演者として招聘し，能動回

路技術を中心した議論を行うこととした。 
 

 
[4]  成果資料 
(1) N. Suematsu, "Si-RFIC Technologies for 
Multi-Band Multi-Mode Wireless Terminals," 2011 
China-Japan Microwave Conference (CJMW), 
pp.1-4, 2011. 
(2) T. Nishino, S. Kawasaki, N. Suematsu, K. 
Nishikawa, "Microwave R&D inside Japan," 41st 
European Microwave Conference (EuMC), 
pp.1328-1331, 2011. 
(3) Suematsu, S. Yoshida, S. Tanifuji, S. Kameda, T. 
Takagi, K. Tsubouchi, "60GHz Antenna Integrated 

Transmitter Module Using 3-D SiP Technology and 
Organic Substrates," 41st European Microwave 
Conference (EuMC), pp.551-554, 2011. 
(4) 末松, “被災経験とディペンダブルワイヤレ

ス CMOS デバイスの研究・開発,”電子情報通信

学会マイクロ波研究会(2011 年 6 月)，2011.  
(5) 末松，吉田，亀田，高木，坪内，“3 次元シス

テム・イン・パッケージ実装を用いた 60GHz 帯

アンテナ内蔵超小型 RF モジュール,”エレクト

ロニクス実装学会システムインテグレーション

実装技術公開研究会(2011 年 10 月 25 日), 2011. 

共同プロジェクト研究

291

電気通信-5章6-四[275-305].indd   291 2012/09/19   14:27:05



 

情報を操作した。そして，被験者が知覚する自己運

動感覚の強度および方向を測定した。その結果，異

なる感覚情報間の量的な不一致はさほど知覚には影

響を及ぼさないが，時間的な一致，不一致は知覚に

大きく影響することが示唆された。 
 ６）オプティックフロー処理の新たな視点（東北

大学電気通信研究所・松宮一道） 
 私たちは環境の中で頻繁に身体を動かしながら外

界を見ている。外界の動きによって網膜像の動きが

生じたときは，私たちはその動きを知覚することが

できる。しかし，私たちの頭部や胴体の動きによっ

て網膜上で像の動きが生じたとき，その網膜像の動

きを知覚することはない。このような安定した視覚

世界を構築するには，視覚系はこの２つのケースを

区別する必要がある。視覚系は自己受容感覚などの

網膜以外の情報（網膜外情報）を使って自らの動き

をモニターできると考えられており，網膜外情報を

使ってモニターした自己の動きと網膜上で発生した

動きを相殺する仕組みを持っているという理論が古

くから提唱されている。本研究では，静止観察者に

おいて３次元運動物体の方向知覚が周囲のオプティ

ックフローに影響されることを報告し，物体運動知

覚において網膜外情報がなくても網膜情報だけで自

己身体の動きを補正する機構が存在することを明ら

かにした。もう一つのテーマとして，迂回行動時の

身体制御機構について研究を行った。自己身体の障

害物への衝突を回避するために，脳はオプティック

フローを手がかりとして使うことができるが，障害

物が身体に接近する状況では，障害物の知覚される

方向も身体行動を生起するための手がかりとして使

うことができる。本研究では，バーチャルリアリテ

ィ技術を利用したWarren ら(2001)の方法を使って，

障害物回避において，これら２つの手がかりのどち

らが使われているのかを調べた。Warren らの方法

では，オプティックフローは，体性感覚情報から得

られる身体の移動方向からずらして呈示された。本

研究は，フローの湧き出し口が障害物と重なるとき

に，垂直軸周りの身体制御がフローに依存すること

を示す。この結果は，障害物を回避する際の身体制

御において，脳がオプティックフローを利用してい

ることを示唆する。 
 ７）自己運動中の聴空間知覚について（東北大学・

坂本修一） 
 われわれが外界を正しく認識する際に用いる感覚

情報として，聴覚情報は視覚情報と同様に重要な役

割を果たす。特に後方や暗闇など視覚情報が使用不

可能な場面では，聴覚情報の役割は大きい。言い換

えると，聴覚情報は 4π空間全体のセンシングとし

ての役割を果たしているといえるであろう。本研究

では，自己運動時の音空間の知覚に着目し，外界の

認識における音の役割について検討した。実験結果

から，自己運動中には知覚される音空間が自分自身

の側に圧縮されることを示した。この結果は，前庭

感覚情報と聴覚情報が相互に影響し合っていること

を示すとともに，自己運動時の障害物や危機の素早

い回避のために最適化された聴覚情報処理をわれわ

れが行っていることを示唆している。 
 ８）自己運動と視覚情報の非整合環境下における

統合特性（横浜国立大学・岡嶋克典） 
 VR システムを用いて視覚運動情報と体性運動情

報が系統的に非整合な人工環境を構築し，視野安定

機構の適応変化を実験的に検討した。被験者は可動

型無重力ディスプレイ(Boom3C)を両手に持って両

眼画像を観察しながら，３次元音像に追従して能動

的に頭部を±60度回転させた。刺激は格子状の球体

の中にいる状態をシミュレートし，視覚運動情報と

体性運動情報の速度比をゲインと定義し，その値が

0.5, 1.0, 1.5の時を実験条件として設定した。各ゲイ

ンで3分間順応後，視野が最も安定するゲインの値

に調整した。その結果，非整合環境に対して3分間

で適応変化すること，中心視野および下視野が適応

変化に強く寄与すること，順応効果は両眼転移する

こと，体性感覚は変化していないことを示した。ま

た，手の動きにおける視覚・体性感覚統合の適応変

化も同様なパラダイムで調べた結果，統合可能なゲ

インに許容範囲が存在すること，非整合環境に数分

で適応対応することを明らかにした。 
（３－２）波及効果と発展性など 
 現在の情報機器は，従来のように人間が着座した

静止状態で受動的に情報を受け取るスタイルから，

歩行等の運動状態でマルチタッチ・インタフェイス

のように可視化された情報そのものを能動的に操作

するスタイルに移行しつつある。上述の予想される

成果は，今後の情報機器のインタフェイスの改善に

役立つと期待できる。 
 また，本プロジェクト準備段階での打ち合わせ活

動は， 10 月に福岡で開催された国際学会 IMRF 
2011のシンポジウム「Effects of proprioceptive and 
vestibular processing on visual perception」へと，

既に発展した。このシンポジウムの発表者５名の内

４名が本プロジェクトのメンバーであり，このテー

マでのシンポジウムやワークショップを関連学会で

継続することが合意されている。 
 
［４］成果資料（以下１０。５ポイント） 
 特になし 
   

 

北学院大学・櫻井研三） 
正立した観察者に左右か前後の往復身体運動（前

庭覚）とそれに直交するオプティカルフロー（視覚）

を組合せて同期呈示すると，知覚される自己運動の

方向は前庭覚情報と視覚情報のそれぞれに含まれる

運動方向の中間値となり，視覚刺激の強度が高くな

るにつれ，視覚情報の運動方向に近づく。そこで，

観察者がモーター駆動のブランコに仰臥して身体座

標系の上下か左右の往復身体運動を経験しながら，

ブランコと同期した直交方向に往復運動するオプテ

ィカルフローをHMDで観察する条件を調べた。そ

の結果，上下か左右の身体運動が左右か上下のオプ

ティカルフローと組み合わされた場合，観察者は先

行研究と同様に，前庭覚と視覚の両者の中間値を知

覚し，視覚刺激の強度が高くなるにつれて視覚情報

により特定される運動方向に近づいたことから，両

者の重みづけ結合が示唆された。しかし，拡大縮小

のオプティカルフローと組み合わされた身体運動で

は，視覚のみか前庭覚のみに依存した判断を示した

観察者が存在し，二者択一の処理が示唆され，身体

座標系と重力座標系の不一致が，その理由のひとつ

と考えられた。 
 ２）大きな奥行きの知覚における両眼視差と運動

視差の相互作用（北九州市立大学・佐藤雅之） 
 両眼視差と運動視差は人間にとって有効な奥行き

手がかりであるが，これらの手がかりが有効である

視差量の範囲はあまり大きくないと考えられている。

視差量が大き過ぎると二重像や刺激の動きが知覚さ

れ，奥行き感が得られないことがこれまでの研究に

より明らかにされている。しかし，これまでの研究

では，主に運動視差もしくは両眼視差のみが有効で

あるような状況（すなわち，頭部を左右に動かしな

がら単眼で刺激を観察する，もしくは，頭部を動か

さずに両眼で刺激を観察する，など）で実験が行わ

れており，２つの手がかりが同時に有効であるとき

にどのような奥行きが知覚されるのかについては明

らかでない。ここでは，大きな奥行きの知覚におけ

る２つの手がかりの相互作用についての検討が報告

された。実験の結果，両眼視差単独もしくは運動視

差単独では二重像や刺激の動きのみが知覚され奥行

きが知覚されないような大きな視差であっても，両

眼視差と運動視差を同時に与えた場合には大きな奥

行きが知覚されることが明らかになった。これは，

観察者が自由に動き両眼でものを見ることができる

通常の環境においては，これまで考えられてきたよ

りも両眼視差と運動視差が有効に働く視差量の上限

が大きいことを示している。 
 ３）能動的観察における視覚的フラッシュラグ効

果の減少とその条件（千葉大学文学部・一川誠） 

 観察者がコンピュータマウスを用いて能動的に刺

激運動を操作した場合，運動刺激に対するフラッシ

ュラグ効果が減少した。ただし，手の運動と刺激運

動との対応関係に必然性がない場合や，刺激運動の

操作に観察者が慣れていない道具を用いた場合には，

能動的観察においてフラッシュラグ効果は減少しな

かった。また，マウスを用いて能動的に刺激輝度を

操作した場合には，手の運動と輝度変調の間に一貫

した方向的対応関係がある場合に限り，輝度変調に

よるフラッシュラグ効果が減少した。しかしながら，

手の運動と輝度変調との間に方向的一貫性がない場

合，練習を繰り返しても，フラッシュラグ効果は減

少しなかった。これらの結果は，手の運動方向と刺

激変化との間の方向的一貫性に関する経験が能動的

観察における知覚運動協応による視覚情報処理の促

進を左右することを示唆している。 
 ４）視覚と前庭，固有感覚の統合における可塑性

（豊橋技術科学大学大学院工学研究科情報・知能工

学系・北崎充晃） 
 ヒトは眼球や頭部を運動させながら，かつ時には

移動しながら世界を観察しており，網膜には常に運

動成分が含まれる。しかし，多くの場合我々は網膜

運動＝オプティックフローにおける自己運動成分と

対象運動成分を適切に分離して，安定した世界，自

己の姿勢・運動，そして独自に運動する対象を知覚

している。観察者の頭部運動に対して視野全体が整

合的に運動するバーチャルリアリティ装置を用いて，

頭部運動と網膜運動のゲインが異なる状況にヒトは

順応することが可能かを検討した。ヒトは，2 分間

の順応によって 20-40%ずれた頭部運動と網膜運動

の組み合わせを安定していると知覚するように変化

した。この順応は，視覚情報量，頭部運動の受動性・

能動性，左右眼起源に依存せず広範囲に生じたが，

左右および上下の網膜位置に関しては有意差があり，

同じ視野（網膜位置）での順応がより効果的であっ

た。このことから，皮質の空間処理がこの種の視覚・

運動順応に関与していることが示唆された。 
 ５）視覚と前庭・体性感覚の統合による直線並進

運動知覚（東京工業大学・金子寛彦） 
 人間は，視覚，前庭感覚，体性感覚など複数の感

覚情報を統合処理して，自己の運動を知覚している

と考えられる。本研究では，人間が前後の方向の並

進運動を知覚する際に，それらの異なる感覚情報が

どのように統合されているか明らかにすることを目

的としている。実際に前後方向の並進運動している

時に被験者にかかる合力の方向や大きさを呈示でき

るフライトシミュレータを用いて，前庭・体性感覚

情報を操作し，また同時に，眼前のディスプレイ上

にオプティックフローを呈示することにより，視覚
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情報を操作した。そして，被験者が知覚する自己運

動感覚の強度および方向を測定した。その結果，異

なる感覚情報間の量的な不一致はさほど知覚には影

響を及ぼさないが，時間的な一致，不一致は知覚に

大きく影響することが示唆された。 
 ６）オプティックフロー処理の新たな視点（東北

大学電気通信研究所・松宮一道） 
 私たちは環境の中で頻繁に身体を動かしながら外

界を見ている。外界の動きによって網膜像の動きが

生じたときは，私たちはその動きを知覚することが

できる。しかし，私たちの頭部や胴体の動きによっ

て網膜上で像の動きが生じたとき，その網膜像の動

きを知覚することはない。このような安定した視覚

世界を構築するには，視覚系はこの２つのケースを

区別する必要がある。視覚系は自己受容感覚などの

網膜以外の情報（網膜外情報）を使って自らの動き

をモニターできると考えられており，網膜外情報を

使ってモニターした自己の動きと網膜上で発生した

動きを相殺する仕組みを持っているという理論が古

くから提唱されている。本研究では，静止観察者に

おいて３次元運動物体の方向知覚が周囲のオプティ

ックフローに影響されることを報告し，物体運動知

覚において網膜外情報がなくても網膜情報だけで自

己身体の動きを補正する機構が存在することを明ら

かにした。もう一つのテーマとして，迂回行動時の

身体制御機構について研究を行った。自己身体の障

害物への衝突を回避するために，脳はオプティック

フローを手がかりとして使うことができるが，障害

物が身体に接近する状況では，障害物の知覚される

方向も身体行動を生起するための手がかりとして使

うことができる。本研究では，バーチャルリアリテ

ィ技術を利用したWarren ら(2001)の方法を使って，

障害物回避において，これら２つの手がかりのどち

らが使われているのかを調べた。Warren らの方法

では，オプティックフローは，体性感覚情報から得

られる身体の移動方向からずらして呈示された。本

研究は，フローの湧き出し口が障害物と重なるとき

に，垂直軸周りの身体制御がフローに依存すること

を示す。この結果は，障害物を回避する際の身体制

御において，脳がオプティックフローを利用してい

ることを示唆する。 
 ７）自己運動中の聴空間知覚について（東北大学・

坂本修一） 
 われわれが外界を正しく認識する際に用いる感覚

情報として，聴覚情報は視覚情報と同様に重要な役

割を果たす。特に後方や暗闇など視覚情報が使用不

可能な場面では，聴覚情報の役割は大きい。言い換

えると，聴覚情報は 4π空間全体のセンシングとし

ての役割を果たしているといえるであろう。本研究

では，自己運動時の音空間の知覚に着目し，外界の

認識における音の役割について検討した。実験結果

から，自己運動中には知覚される音空間が自分自身

の側に圧縮されることを示した。この結果は，前庭

感覚情報と聴覚情報が相互に影響し合っていること

を示すとともに，自己運動時の障害物や危機の素早

い回避のために最適化された聴覚情報処理をわれわ

れが行っていることを示唆している。 
 ８）自己運動と視覚情報の非整合環境下における

統合特性（横浜国立大学・岡嶋克典） 
 VR システムを用いて視覚運動情報と体性運動情

報が系統的に非整合な人工環境を構築し，視野安定

機構の適応変化を実験的に検討した。被験者は可動

型無重力ディスプレイ(Boom3C)を両手に持って両

眼画像を観察しながら，３次元音像に追従して能動

的に頭部を±60度回転させた。刺激は格子状の球体

の中にいる状態をシミュレートし，視覚運動情報と

体性運動情報の速度比をゲインと定義し，その値が

0.5, 1.0, 1.5の時を実験条件として設定した。各ゲイ

ンで3分間順応後，視野が最も安定するゲインの値

に調整した。その結果，非整合環境に対して3分間

で適応変化すること，中心視野および下視野が適応

変化に強く寄与すること，順応効果は両眼転移する

こと，体性感覚は変化していないことを示した。ま

た，手の動きにおける視覚・体性感覚統合の適応変

化も同様なパラダイムで調べた結果，統合可能なゲ

インに許容範囲が存在すること，非整合環境に数分

で適応対応することを明らかにした。 
（３－２）波及効果と発展性など 
 現在の情報機器は，従来のように人間が着座した

静止状態で受動的に情報を受け取るスタイルから，

歩行等の運動状態でマルチタッチ・インタフェイス

のように可視化された情報そのものを能動的に操作

するスタイルに移行しつつある。上述の予想される

成果は，今後の情報機器のインタフェイスの改善に

役立つと期待できる。 
 また，本プロジェクト準備段階での打ち合わせ活

動は， 10 月に福岡で開催された国際学会 IMRF 
2011のシンポジウム「Effects of proprioceptive and 
vestibular processing on visual perception」へと，

既に発展した。このシンポジウムの発表者５名の内

４名が本プロジェクトのメンバーであり，このテー

マでのシンポジウムやワークショップを関連学会で

継続することが合意されている。 
 
［４］成果資料（以下１０。５ポイント） 
 特になし 
   

 

北学院大学・櫻井研三） 
正立した観察者に左右か前後の往復身体運動（前

庭覚）とそれに直交するオプティカルフロー（視覚）

を組合せて同期呈示すると，知覚される自己運動の

方向は前庭覚情報と視覚情報のそれぞれに含まれる

運動方向の中間値となり，視覚刺激の強度が高くな

るにつれ，視覚情報の運動方向に近づく。そこで，

観察者がモーター駆動のブランコに仰臥して身体座

標系の上下か左右の往復身体運動を経験しながら，

ブランコと同期した直交方向に往復運動するオプテ

ィカルフローをHMDで観察する条件を調べた。そ

の結果，上下か左右の身体運動が左右か上下のオプ

ティカルフローと組み合わされた場合，観察者は先

行研究と同様に，前庭覚と視覚の両者の中間値を知

覚し，視覚刺激の強度が高くなるにつれて視覚情報

により特定される運動方向に近づいたことから，両

者の重みづけ結合が示唆された。しかし，拡大縮小

のオプティカルフローと組み合わされた身体運動で

は，視覚のみか前庭覚のみに依存した判断を示した

観察者が存在し，二者択一の処理が示唆され，身体

座標系と重力座標系の不一致が，その理由のひとつ

と考えられた。 
 ２）大きな奥行きの知覚における両眼視差と運動

視差の相互作用（北九州市立大学・佐藤雅之） 
 両眼視差と運動視差は人間にとって有効な奥行き

手がかりであるが，これらの手がかりが有効である

視差量の範囲はあまり大きくないと考えられている。

視差量が大き過ぎると二重像や刺激の動きが知覚さ

れ，奥行き感が得られないことがこれまでの研究に

より明らかにされている。しかし，これまでの研究

では，主に運動視差もしくは両眼視差のみが有効で

あるような状況（すなわち，頭部を左右に動かしな

がら単眼で刺激を観察する，もしくは，頭部を動か

さずに両眼で刺激を観察する，など）で実験が行わ

れており，２つの手がかりが同時に有効であるとき

にどのような奥行きが知覚されるのかについては明

らかでない。ここでは，大きな奥行きの知覚におけ

る２つの手がかりの相互作用についての検討が報告

された。実験の結果，両眼視差単独もしくは運動視

差単独では二重像や刺激の動きのみが知覚され奥行

きが知覚されないような大きな視差であっても，両

眼視差と運動視差を同時に与えた場合には大きな奥

行きが知覚されることが明らかになった。これは，

観察者が自由に動き両眼でものを見ることができる

通常の環境においては，これまで考えられてきたよ

りも両眼視差と運動視差が有効に働く視差量の上限

が大きいことを示している。 
 ３）能動的観察における視覚的フラッシュラグ効

果の減少とその条件（千葉大学文学部・一川誠） 

 観察者がコンピュータマウスを用いて能動的に刺

激運動を操作した場合，運動刺激に対するフラッシ

ュラグ効果が減少した。ただし，手の運動と刺激運

動との対応関係に必然性がない場合や，刺激運動の

操作に観察者が慣れていない道具を用いた場合には，

能動的観察においてフラッシュラグ効果は減少しな

かった。また，マウスを用いて能動的に刺激輝度を

操作した場合には，手の運動と輝度変調の間に一貫

した方向的対応関係がある場合に限り，輝度変調に

よるフラッシュラグ効果が減少した。しかしながら，

手の運動と輝度変調との間に方向的一貫性がない場

合，練習を繰り返しても，フラッシュラグ効果は減

少しなかった。これらの結果は，手の運動方向と刺

激変化との間の方向的一貫性に関する経験が能動的

観察における知覚運動協応による視覚情報処理の促

進を左右することを示唆している。 
 ４）視覚と前庭，固有感覚の統合における可塑性

（豊橋技術科学大学大学院工学研究科情報・知能工

学系・北崎充晃） 
 ヒトは眼球や頭部を運動させながら，かつ時には

移動しながら世界を観察しており，網膜には常に運

動成分が含まれる。しかし，多くの場合我々は網膜

運動＝オプティックフローにおける自己運動成分と

対象運動成分を適切に分離して，安定した世界，自

己の姿勢・運動，そして独自に運動する対象を知覚

している。観察者の頭部運動に対して視野全体が整

合的に運動するバーチャルリアリティ装置を用いて，

頭部運動と網膜運動のゲインが異なる状況にヒトは

順応することが可能かを検討した。ヒトは，2 分間

の順応によって 20-40%ずれた頭部運動と網膜運動

の組み合わせを安定していると知覚するように変化

した。この順応は，視覚情報量，頭部運動の受動性・

能動性，左右眼起源に依存せず広範囲に生じたが，

左右および上下の網膜位置に関しては有意差があり，

同じ視野（網膜位置）での順応がより効果的であっ

た。このことから，皮質の空間処理がこの種の視覚・

運動順応に関与していることが示唆された。 
 ５）視覚と前庭・体性感覚の統合による直線並進

運動知覚（東京工業大学・金子寛彦） 
 人間は，視覚，前庭感覚，体性感覚など複数の感

覚情報を統合処理して，自己の運動を知覚している

と考えられる。本研究では，人間が前後の方向の並

進運動を知覚する際に，それらの異なる感覚情報が

どのように統合されているか明らかにすることを目

的としている。実際に前後方向の並進運動している

時に被験者にかかる合力の方向や大きさを呈示でき

るフライトシミュレータを用いて，前庭・体性感覚

情報を操作し，また同時に，眼前のディスプレイ上

にオプティックフローを呈示することにより，視覚
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障害は，それぞれ独立の障害というよりも，重複し

て子どもの発達的特徴に現れることが多い．加えて，

それらの発達的特徴は，スペクトラムとしての性質

をもつことから，そのアセスメントは容易ではない．

そこで，個々の発達的特徴と発達障害との間には，

一定の不確実性が存在するとの仮定にたち，

Dempster-Shafer 理論に基づく発達障害のアセス

メントシステムの構築例 7)，さらに，文部科学省が

作成した「児童生徒の理解に関するチェックリスト」

の情報，およびクラス環境・家庭環境の情報を入力

することにより，発達障害のアセスメント結果がど

のように変化するかを検証することを目的とする研

究 8)9)を紹介した． 

(5) 「顎顔面領域の瘢痕・欠損に対するメディカル

メーキャップの試み －患者さんの生活の質向上へ

向けた取り組み」  
  金高 弘恭（東北大学 大学院歯学研究科） 

顎顔面領域に瘢痕や一部欠損を有する患者に対

し，瘢痕部カバー専用化粧品を利用して瘢痕やエピ

テーゼなど顔面補綴物を目立たなくするメディカル

メーキャップを施すことで審美的改善を行い，その

際の患者の心理状態の変化について計量心理学的手

法を用いた客観的評価を行うことにより，メディカ

ルメーキャップの臨床的有用性について検討した結

果について紹介した 10)． 

(6) 「場の活性化を産み出すための対人コミュニケ

ーション」  
  大坊 郁夫 （大阪大学 大学院人間科学研究科） 

目標に見合った相互作用「場」の活性化を向上さ

せるためには，対人関係の成否にかかわる，最小の

基本単位である2人と集団内の拮抗，連携の基本的

パターンが生じやすい，少人数の対面のコミュニケ

ーション行動を収集し，場の活性化をもたらす特徴

を抽出する試みをしている．参加者の社会スキルな

どの個人要因との関連で検討しつつある経過を報告

した 11)12)． 

(7) 「非言語行動としての瞬目と笑い」 
  大森 慈子  （仁愛大学 人間学部） 

瞬目と笑いのコミュニケーション機能について

の実験的検討をとりあげ，そこで用いてきた心理的

変数の統制，測定および評価方法にふれ，今後取り

組む予定の「涙」および「動物と人との関係」に関

する研究の方向について紹介した． 

(8) 「『攻撃性』が生み出す安全空間と創造性」 
  中村 有希 （PAS心理教育研究所） 

攻撃性は個人内でも，人との関係の中でも，取り

扱いにくく，厄介なエネルギーとして，体験される

ことが多い．しかし攻撃性がもつエネルギーは，身

体に熱を与え，心の機能を動かし，鍛え，育てるエ

ネルギーとして，また，人との関係をより深く親密

なものに展開するために大変重要なものである．震

災後の心の復興にも攻撃性の取り扱いは非常に重要

なテーマとなる．今回は「攻撃性」が生み出す安全

空間と，攻撃性が創造性に向かう鍵となることを紹

介した 13)14)15)． 

(9) 「CSCWに関するこれまで及び現在の研究概要」   
  市野 順子  
  （電気通信大学 大学院情報システム学研究科） 
こ れ ま で ， CSCW (Computer Supported 
Cooperative Work) やグループウェアを中心に，ヒ

ューマンコンピュータインタラクションに関する研

究を行なってきた．その中から，①対面会議での議

論への集中を促すグループウェアの開発，②発話の

非言語情報を用いた会議フェーズの判別可能性の実

験的検証，③グループダイナミクス情報の提示方式

の違いがチーム行動に与える影響の実験的検証，の

3つの研究テーマに関して紹介した． 

(10) 「擬人化インタラクションとセラピー効果にお

けるものづくりアプローチ」 
米澤 朋子 （関西大学 総合情報学部） 

ロボット研究が盛んになった昨今，そのふるまい

による人間の受け取り方やその波及効果についても

議論されている．本発表では，人間同士のコミュニ

ケーションを効果的に助けるぬいぐるみの擬人化手

法とその応用についての研究を紹介し，震災復興に

おける精神ケアへのアプローチを提案した 16)． 

(11) 「コンピュータじゃないコンピュータに関する

研究」  
  伊藤 雄一 （大阪大学 ウェブデザインユニット） 

ユーザインタフェースの研究として，ユーザがコ

ンピュータを使っていると意識することなくコンピ

ュータを使い，コンピュータによる様々なサポート

を実現するような技術の研究を行っている．そのよ

うな研究の例として，ブロックを用いたユーザイン

タフェースに関する研究と，環境へのユーザの状況

入力，そして，デジタルではないアナログ的なデー

タ出力に関する研究事例について紹介した． 
 

(12) 「Dive Into the Movie」 
  森島 繁生（早稲田大学 理工学術院） 
視聴者自体を映画の登場人物として瞬時に登場

させる技術に関して紹介した．これは，顔写真一枚

から顔の3次元立体形状を推定する技術，ビデオ映

像から表情変化や歩き方の特徴を計測し，個性を合

「様式３」 

採択回数 ①   ２   ３ 

採択�� �２３��１� 

 

インタラクティブコンテンツのための 
次世代ヒューマンインタフェースに関する研究 

 
［１］組織 
  代表者：北村 喜文 

（東北大学 電気通信研究所） 
  対応者：北村 喜文 

（東北大学 電気通信研究所） 
 分担者： 

大坊 郁夫（大阪大学 大学院人間科学研究科） 
大森 慈子（仁愛大学 人間学部） 
森島 繁生（早稲田大学 理工学術院） 
伊藤 雄一（大阪大学 ウェブデザインユニット） 
清川 清（大阪大学 サイバーメディアセンター） 
昆陽 雅司（東北大学 大学院情報科学研究科） 
鏡 慎吾（東北大学 大学院情報科学研究科） 
嵯峨 智（東北大学 大学院情報科学研究科） 
高嶋 和毅（東北大学 電気通信研究所） 

 
   研究費：物件費4万5千円，旅費26万5千円 
 
［２］研究経過 
インタラクティブコンテンツは，人びとに感動を

与え，生活を豊かなものにするものとして，大きな

期待を集めている．さらに，それをより効果的なも

のにするために，さまざまな技術が盛んに研究され

ている．ヒューマンインタフェースに関する技術は

その最も重要なものの1つである．本共同プロジェ

クトでは，このような技術的な面に加えて，それを

見て使う人がどう感じて何を思うかという心理学的

な面にも注目する．そのため，最先端のインタラク

ティブコンテンツやヒューマンインタフェース技術

の研究に携わっている研究者と，対人・社会心理学

また臨床心理学の専門家など，分野を越えた研究者

が一堂に集まることによって，より良いインタラク

ティブコンテンツのための次世代ヒューマンインタ

フェースを切り開くための議論を，多面的にかつ総

合的に行うことを，本共同プロジェクトの目的とし

ている． 
2月27日と28日の2日間に渡って開催した研究

会では，ヒューマンインタフェース技術，対人社会

心理学，臨床心理学，医工学の分野から，分担者を

含めて 12 件のご発表と実際のデモンストレーショ

ンをいただき，議論した． 

 
［３］研究成果 

（３－１）研究成果 
研究会での各発表の概要は次のとおりである． 

(1) 「皮膚への振動刺激を用いた疑似力覚呈示とそ

の応用」  
  昆陽 雅司（東北大学 大学院情報科学研究科） 

手指の運動中に皮膚に特殊な振動刺激に加える

ことによって，ものを動かしたときの摩擦感，慣性

感，粘性感などの疑似的な力覚が呈示できる．この

技術は，単純な振動子で実現可能であり，携帯情報

端末上で手軽に力学的なインタクションを表現する

ことが可能である．この疑似力覚呈示技術の原理と，

携帯情報端末に搭載可能なポインティングスティッ

ク型インタフェースへの応用について紹介した 1)2)3)． 

(2) 「高速ビジョン技術のヒューマンインタフェー

ス応用」  
  鏡 慎吾（東北大学 大学院情報科学研究科） 

従来，リアルタイムビジョンといえばビデオレー

トで視覚処理を行うことを指していたが，近年の技

術の進展により，より高フレームレートでの画像獲

得・処理を行うことや，映像提示を行うことが可能

となってきた．そのような高速ビジョン技術の応用

を中心として，最近進めてきたヒューマンインタフ

ェースに関連する研究を紹介した 4)5)． 

(3) 「剪断力を用いた触覚ディスプレイ」  
  嵯峨 智 （東北大学 大学院情報科学研究科） 

研究進行中の次の内容について，次の内容を紹介

した 6)．①タッチパネルに必要とされる機能に答え

うる触覚フィードバックの方式として，剪断力を利

用した2.5次元触覚提示手法，②SPIDARを利用し

た手法により設計したプロトタイプを用いて，心理

物理実験を通じてヒトの剪断力に対する感覚強度を

調査した結果，③これに基づいてWavelet変換を利

用した適切な深度を提示するための手法． 

(4) 「発達障害を確率的にアセスメントするエキス

パートシステム ― クラス・家庭環境情報を統合す

る包括的アセスメント」 
 足立 智昭 （宮城学院女子大学 発達科学研究所） 

学習障害，ADHD，広汎性発達障害などの発達
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障害は，それぞれ独立の障害というよりも，重複し

て子どもの発達的特徴に現れることが多い．加えて，

それらの発達的特徴は，スペクトラムとしての性質

をもつことから，そのアセスメントは容易ではない．

そこで，個々の発達的特徴と発達障害との間には，

一定の不確実性が存在するとの仮定にたち，

Dempster-Shafer 理論に基づく発達障害のアセス

メントシステムの構築例 7)，さらに，文部科学省が

作成した「児童生徒の理解に関するチェックリスト」

の情報，およびクラス環境・家庭環境の情報を入力

することにより，発達障害のアセスメント結果がど

のように変化するかを検証することを目的とする研

究 8)9)を紹介した． 

(5) 「顎顔面領域の瘢痕・欠損に対するメディカル

メーキャップの試み －患者さんの生活の質向上へ

向けた取り組み」  
  金高 弘恭（東北大学 大学院歯学研究科） 

顎顔面領域に瘢痕や一部欠損を有する患者に対

し，瘢痕部カバー専用化粧品を利用して瘢痕やエピ

テーゼなど顔面補綴物を目立たなくするメディカル

メーキャップを施すことで審美的改善を行い，その

際の患者の心理状態の変化について計量心理学的手

法を用いた客観的評価を行うことにより，メディカ

ルメーキャップの臨床的有用性について検討した結

果について紹介した 10)． 

(6) 「場の活性化を産み出すための対人コミュニケ

ーション」  
  大坊 郁夫 （大阪大学 大学院人間科学研究科） 

目標に見合った相互作用「場」の活性化を向上さ

せるためには，対人関係の成否にかかわる，最小の

基本単位である2人と集団内の拮抗，連携の基本的

パターンが生じやすい，少人数の対面のコミュニケ

ーション行動を収集し，場の活性化をもたらす特徴

を抽出する試みをしている．参加者の社会スキルな

どの個人要因との関連で検討しつつある経過を報告

した 11)12)． 

(7) 「非言語行動としての瞬目と笑い」 
  大森 慈子  （仁愛大学 人間学部） 

瞬目と笑いのコミュニケーション機能について

の実験的検討をとりあげ，そこで用いてきた心理的

変数の統制，測定および評価方法にふれ，今後取り

組む予定の「涙」および「動物と人との関係」に関

する研究の方向について紹介した． 

(8) 「『攻撃性』が生み出す安全空間と創造性」 
  中村 有希 （PAS心理教育研究所） 

攻撃性は個人内でも，人との関係の中でも，取り

扱いにくく，厄介なエネルギーとして，体験される

ことが多い．しかし攻撃性がもつエネルギーは，身

体に熱を与え，心の機能を動かし，鍛え，育てるエ

ネルギーとして，また，人との関係をより深く親密

なものに展開するために大変重要なものである．震

災後の心の復興にも攻撃性の取り扱いは非常に重要

なテーマとなる．今回は「攻撃性」が生み出す安全

空間と，攻撃性が創造性に向かう鍵となることを紹

介した 13)14)15)． 

(9) 「CSCWに関するこれまで及び現在の研究概要」   
  市野 順子  
  （電気通信大学 大学院情報システム学研究科） 
こ れ ま で ， CSCW (Computer Supported 
Cooperative Work) やグループウェアを中心に，ヒ

ューマンコンピュータインタラクションに関する研

究を行なってきた．その中から，①対面会議での議

論への集中を促すグループウェアの開発，②発話の

非言語情報を用いた会議フェーズの判別可能性の実

験的検証，③グループダイナミクス情報の提示方式

の違いがチーム行動に与える影響の実験的検証，の

3つの研究テーマに関して紹介した． 

(10) 「擬人化インタラクションとセラピー効果にお

けるものづくりアプローチ」 
米澤 朋子 （関西大学 総合情報学部） 

ロボット研究が盛んになった昨今，そのふるまい

による人間の受け取り方やその波及効果についても

議論されている．本発表では，人間同士のコミュニ

ケーションを効果的に助けるぬいぐるみの擬人化手

法とその応用についての研究を紹介し，震災復興に

おける精神ケアへのアプローチを提案した 16)． 

(11) 「コンピュータじゃないコンピュータに関する

研究」  
  伊藤 雄一 （大阪大学 ウェブデザインユニット） 

ユーザインタフェースの研究として，ユーザがコ

ンピュータを使っていると意識することなくコンピ

ュータを使い，コンピュータによる様々なサポート

を実現するような技術の研究を行っている．そのよ

うな研究の例として，ブロックを用いたユーザイン

タフェースに関する研究と，環境へのユーザの状況

入力，そして，デジタルではないアナログ的なデー

タ出力に関する研究事例について紹介した． 
 

(12) 「Dive Into the Movie」 
  森島 繁生（早稲田大学 理工学術院） 
視聴者自体を映画の登場人物として瞬時に登場

させる技術に関して紹介した．これは，顔写真一枚

から顔の3次元立体形状を推定する技術，ビデオ映

像から表情変化や歩き方の特徴を計測し，個性を合
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採択回数 ①   ２   ３ 

採択�� �２３��１� 

 

インタラクティブコンテンツのための 
次世代ヒューマンインタフェースに関する研究 

 
［１］組織 
  代表者：北村 喜文 

（東北大学 電気通信研究所） 
  対応者：北村 喜文 

（東北大学 電気通信研究所） 
 分担者： 

大坊 郁夫（大阪大学 大学院人間科学研究科） 
大森 慈子（仁愛大学 人間学部） 
森島 繁生（早稲田大学 理工学術院） 
伊藤 雄一（大阪大学 ウェブデザインユニット） 
清川 清（大阪大学 サイバーメディアセンター） 
昆陽 雅司（東北大学 大学院情報科学研究科） 
鏡 慎吾（東北大学 大学院情報科学研究科） 
嵯峨 智（東北大学 大学院情報科学研究科） 
高嶋 和毅（東北大学 電気通信研究所） 

 
   研究費：物件費4万5千円，旅費26万5千円 
 
［２］研究経過 
インタラクティブコンテンツは，人びとに感動を

与え，生活を豊かなものにするものとして，大きな

期待を集めている．さらに，それをより効果的なも

のにするために，さまざまな技術が盛んに研究され

ている．ヒューマンインタフェースに関する技術は

その最も重要なものの1つである．本共同プロジェ

クトでは，このような技術的な面に加えて，それを

見て使う人がどう感じて何を思うかという心理学的

な面にも注目する．そのため，最先端のインタラク

ティブコンテンツやヒューマンインタフェース技術

の研究に携わっている研究者と，対人・社会心理学

また臨床心理学の専門家など，分野を越えた研究者

が一堂に集まることによって，より良いインタラク

ティブコンテンツのための次世代ヒューマンインタ

フェースを切り開くための議論を，多面的にかつ総

合的に行うことを，本共同プロジェクトの目的とし

ている． 
2月27日と28日の2日間に渡って開催した研究

会では，ヒューマンインタフェース技術，対人社会

心理学，臨床心理学，医工学の分野から，分担者を

含めて 12 件のご発表と実際のデモンストレーショ

ンをいただき，議論した． 

 
［３］研究成果 

（３－１）研究成果 
研究会での各発表の概要は次のとおりである． 

(1) 「皮膚への振動刺激を用いた疑似力覚呈示とそ

の応用」  
  昆陽 雅司（東北大学 大学院情報科学研究科） 

手指の運動中に皮膚に特殊な振動刺激に加える

ことによって，ものを動かしたときの摩擦感，慣性

感，粘性感などの疑似的な力覚が呈示できる．この

技術は，単純な振動子で実現可能であり，携帯情報

端末上で手軽に力学的なインタクションを表現する

ことが可能である．この疑似力覚呈示技術の原理と，

携帯情報端末に搭載可能なポインティングスティッ

ク型インタフェースへの応用について紹介した 1)2)3)． 

(2) 「高速ビジョン技術のヒューマンインタフェー

ス応用」  
  鏡 慎吾（東北大学 大学院情報科学研究科） 

従来，リアルタイムビジョンといえばビデオレー

トで視覚処理を行うことを指していたが，近年の技

術の進展により，より高フレームレートでの画像獲

得・処理を行うことや，映像提示を行うことが可能

となってきた．そのような高速ビジョン技術の応用

を中心として，最近進めてきたヒューマンインタフ

ェースに関連する研究を紹介した 4)5)． 

(3) 「剪断力を用いた触覚ディスプレイ」  
  嵯峨 智 （東北大学 大学院情報科学研究科） 

研究進行中の次の内容について，次の内容を紹介

した 6)．①タッチパネルに必要とされる機能に答え

うる触覚フィードバックの方式として，剪断力を利

用した2.5次元触覚提示手法，②SPIDARを利用し

た手法により設計したプロトタイプを用いて，心理

物理実験を通じてヒトの剪断力に対する感覚強度を

調査した結果，③これに基づいてWavelet変換を利

用した適切な深度を提示するための手法． 

(4) 「発達障害を確率的にアセスメントするエキス

パートシステム ― クラス・家庭環境情報を統合す

る包括的アセスメント」 
 足立 智昭 （宮城学院女子大学 発達科学研究所） 

学習障害，ADHD，広汎性発達障害などの発達

共同プロジェクト研究
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「様式３」 

採択回数 ○1    ２   ３ 

採択�� H23/B11 

 

高信頼プログラミング言語システムを活用した 

ディペンダブル・クラウドシステム基盤 
 

［１］組織 

代表者：加藤 和彦（筑波大学システム情報系情報工

学域） 

分担者： 大堀 淳（東北大学電気通信研究所） 

河野 健二（慶應義塾大学理工学部情報工

学科） 

大山 恵弘（電気通信大学 電気通信学部 

情報工学科） 

品川 高廣（東京大学情報基盤センター） 

阿部 洋丈（大阪大学サイバーメディアセ

ンター） 

杉木 章義（筑波大学システム情報系情報

工学域） 

長谷部 浩二 (筑波大学システム情報系

情報工学域) 

上野 雄大（東北大学電気通信研究所） 

森畑 明昌（東北大学電気通信研究所） 

 

   研究費：物件費0円，旅費266,920円 

 

［２］研究経過 

研究目的と概要： 

 クラウドシステムは近年急速に普及しつつあり、

これを駆動するためのソフトウェア基盤の開発が必

要となっている。しかし、クラウドシステム向けソ

フトウェアの設計と実現は未だ系統的な設計法や実

装技術が確立しているとは言い難いのが実情である。

クラウドシステムには、通常のソフトウェアに比べ

さらに高度なセキュリティと信頼性が求められ、こ

れは従来のアドホックな実装では達成しがたい。 

 以上のような現状をふまえ、本研究会では、関数

型言語 ML に代表される高信頼プログラミング技術

を活用し、ディペンダブルなクラウドシステム基盤

を開発するための検討を行っている。 

 本年度は、本プロジェクトの初年度であることを

ふまえ、研究集会を行い互いの研究状況を確認し相

互理解を深めた。加え、本プロジェクトの目的達成

に向け、具体的な研究課題の設定のための意見交換

が行われた。特に、加藤らが研究を進めている高信

頼クラウドスクリプティング基盤であるKumoiシス

テムと、大堀らが研究開発を進めている高機能高信

頼関数型言語SML#の相補的な連携による、クラウド

を用いた高性能・高信頼大規模データ処理の可能性

についての具体的な検討が行われた。また、各研究

グループが進めている研究テーマについても紹介が

なされ、その相互連携や今後の本格的な共同研究の

可能性についても意見交換を行った。 

研究活動状況の概要： 

 本年度の主な活動として、2012年2月に、東北大

学において、研究代表者および分担者を中心に、大

学院生も交え研究集会が開催され、各研究グループ

の研究成果や将来の展望についての紹介がなされた。 

 加藤グループからは、杉木による高信頼クラウド

スクリプティング基盤であるKumoiシステムの最新

の開発状況およびそこから得られた知見についての

報告がなされた。特に、ハードウェア資源だけでな

くソフトウェアも言語オブジェクト化したことによ

るインパクトや、クラウドにとって本質的な「計算

の失敗」の取り扱いなどについて、プログラミング

言語技術とクラウドコンピューティングの関連性に

ついて議論が行われた。 

 大堀グループからは、上野による高機能・高信頼

関数型言語SML#の最新の開発状況について、最近実

現された分割コンパイル機能を中心に、報告があっ

た。分割コンパイルは、わずかに異なる多数のソフ

トウェアを次々にコンパイルする際に大きな力を発

揮することもあり、クラウドコンピューティングに

利用する際の意義が大きいと言える。また、森畑か

らは、Googleの MapReduce的な並列プログラムを、

直截な逐次プログラムから系統的に構成する方法に

ついての紹介がなされた。これについて、クラウド

上での大規模並列計算への応用の可能性について議

論が行われた。 

 品川グループからは、軽量高信頼仮想マシンモニ

タである BitVisor の紹介およびその高性能計算へ

の応用可能性についての発表がなされた。BitVisor

を用いることでユーザの目的に特化した OS へと軽

量に切り替えることができるという洞察は、クラウ

ドという汎用高性能計算環境では大きなインパクト

を持ちうる。 

 

成する技術，肌の質感や全身のモーションをリアル

タイムでCG合成する技術などによって実現される

ものである．また，最近のプロジェクトとして，音

楽情報解析からミュージックビデオを自動合成する

研究についても紹介した．これは近い将来に予想さ

れるCGMの実現に向けた新しい提案である．Web
コンテンツの解析・機械学習によって音楽にシンク

ロした動画像を，データベース中の映像の切り貼り

により合成する，いわゆるMAD作品の自動生成技

術について紹介した． 

（３－２）波及効果と発展性など 
視覚系のビジュアルインタフェースと触力覚系のハ

プティックインタフェース，さらに，利用者参加型

のインタラクティブコンテンツのためのインタフェ

ースに関する，最新の研究成果の発表とデモンスト

レーションを通して，また対人社会心理学と臨床心

理学の立場からの最新の知見の紹介によって，より

良いインタラクティブコンテンツのための次世代ヒ

ューマンインタフェースを切り開く活発な議論が展

開された．今後，大型プロジェクトへの展開を前提

として，具体的な打ち合わせを進める予定である．

平成24年度には，本共同プロジェクトを発展させる

形で，「災害復興エンタテインメントコンピューティ

ング」と「『場』と対人コミュニケーション」の 2
つの共同研究プロジェクトを実施する予定である． 
 
［４］成果資料 

研究会における議論に関連する文献をあげる． 
1) S. Okamoto, M. Konyo, and S. Tadokoro: 

Vibrotactile stimuli applied to finger pads as biases 
for perceived inertial and viscous loads, IEEE Trans. 
on Haptics, Vol. 4, No. 4, pp.307-315, 2011. 

2) 大竹 達也, 樋口 篤史, 櫻井 達馬, Porquis Lope 
Ben, 昆陽 雅司, 田所諭: 疑似力覚を用いた情

報の重みの呈示：携帯端末のための視覚に頼ら

ない操作手法の提案，ヒューマンインタフェー

スシンポジウム2011. 
3) http://www.rm.is.tohoku.ac.jp/~konyo/ 
4) Shingo Kagami: High-speed vision systems and 

projectors for real-time perception of the world 
(invited talk), IEEE Workshop on Embedded 
Computer Vision, Proc. of CVPR2010.  

5) http://www.ic.is.tohoku.ac.jp/ja/rtsense/ 
6) Satoshi Saga & Koichiro Deguchi: 

Lateral-force-based 2.5-dimensional tactile 
display for touch screen. In Proc. of Haptics 
Symposium 2012. (To appear) 

7) Tomoaki Adachi, Soichiro Kawagoe, Norio 
Murai: The validity of a probabilistic 
assessment system for developmental 
disabilities in early childhood, Tohoku 

Psychologica Folia, Vol. 69, pp. 23-33, 2010.  
8) Tomoaki Adachi, Shoko Kochi, Tai 

Yamaguchi: Characteristics of nonverbal 
behavior in patients with cleft lip and palate 
during interpersonal communication, Cleft 
Palate Craniofacial Journal, pp. 310-316, Vol. 
40, No. 3, 2003. 

9) 足立智昭: 科学するこころを育てる保育１ ―
プロジェクト・スペクトラムの紹介を通して―, 
2008 年度 第２回公開講演会． 

10) 金高弘恭，幸地省子，小山重人，足立智昭，真

覚 健，阿部恒之，鈴鴨よしみ，青木昭子，提

橋義則，稲川弘，佐々木啓一: 計量心理学的手

法を用いた顎顔面領域の瘢痕・補綴に対するセ

ラピーメーキャップの臨床的有用性評価に関す

る研究, 日歯医学会誌 29;119, 2010. 
11) 大坊郁夫: 関係,場を活性化するコミュニケーシ

ョンの展開, 第13 回知識科学シンポジウム 
「メディア技術によるソーシャルリアリティ創

出」講演予稿集, 21-35, 2010. 
12) 前田奈穗, 横山ひとみ, 藤原 健, 大坊郁夫: 会

話行動が関係開始スキル評価に与える影響1) 
― 発話内容とハンド・ジェスチャーを用いたマ

ルチ・チャネル・アプローチによる検討 ―，社

会言語科学, 4,171-187, 2011. 
13) 小谷英文(編著): グループセラピィの現在 現

代のエスプリ, ぎょうせい／至文堂 
14) 小谷英文(編著): ニューサイコセラピィ―グロ

ーバル社会における安全空間の創成, 風行社 
15) 小谷英文: ダイナミック・コーチング, PAS

心理教育研究所出版部 
16) http://www.res.kutc.kansai-u.ac.jp/~yone
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「様式３」 

採択回数 ○1    ２   ３ 

採択�� H23/B11 

 

高信頼プログラミング言語システムを活用した 

ディペンダブル・クラウドシステム基盤 
 

［１］組織 

代表者：加藤 和彦（筑波大学システム情報系情報工

学域） 

分担者： 大堀 淳（東北大学電気通信研究所） 

河野 健二（慶應義塾大学理工学部情報工

学科） 

大山 恵弘（電気通信大学 電気通信学部 

情報工学科） 

品川 高廣（東京大学情報基盤センター） 

阿部 洋丈（大阪大学サイバーメディアセ

ンター） 

杉木 章義（筑波大学システム情報系情報

工学域） 

長谷部 浩二 (筑波大学システム情報系

情報工学域) 

上野 雄大（東北大学電気通信研究所） 

森畑 明昌（東北大学電気通信研究所） 

 

   研究費：物件費0円，旅費266,920円 

 

［２］研究経過 

研究目的と概要： 

 クラウドシステムは近年急速に普及しつつあり、

これを駆動するためのソフトウェア基盤の開発が必

要となっている。しかし、クラウドシステム向けソ

フトウェアの設計と実現は未だ系統的な設計法や実

装技術が確立しているとは言い難いのが実情である。

クラウドシステムには、通常のソフトウェアに比べ

さらに高度なセキュリティと信頼性が求められ、こ

れは従来のアドホックな実装では達成しがたい。 

 以上のような現状をふまえ、本研究会では、関数

型言語 ML に代表される高信頼プログラミング技術

を活用し、ディペンダブルなクラウドシステム基盤

を開発するための検討を行っている。 

 本年度は、本プロジェクトの初年度であることを

ふまえ、研究集会を行い互いの研究状況を確認し相

互理解を深めた。加え、本プロジェクトの目的達成

に向け、具体的な研究課題の設定のための意見交換

が行われた。特に、加藤らが研究を進めている高信

頼クラウドスクリプティング基盤であるKumoiシス

テムと、大堀らが研究開発を進めている高機能高信

頼関数型言語SML#の相補的な連携による、クラウド

を用いた高性能・高信頼大規模データ処理の可能性

についての具体的な検討が行われた。また、各研究

グループが進めている研究テーマについても紹介が

なされ、その相互連携や今後の本格的な共同研究の

可能性についても意見交換を行った。 

研究活動状況の概要： 

 本年度の主な活動として、2012年2月に、東北大

学において、研究代表者および分担者を中心に、大

学院生も交え研究集会が開催され、各研究グループ

の研究成果や将来の展望についての紹介がなされた。 

 加藤グループからは、杉木による高信頼クラウド

スクリプティング基盤であるKumoiシステムの最新

の開発状況およびそこから得られた知見についての

報告がなされた。特に、ハードウェア資源だけでな

くソフトウェアも言語オブジェクト化したことによ

るインパクトや、クラウドにとって本質的な「計算

の失敗」の取り扱いなどについて、プログラミング

言語技術とクラウドコンピューティングの関連性に

ついて議論が行われた。 

 大堀グループからは、上野による高機能・高信頼

関数型言語SML#の最新の開発状況について、最近実

現された分割コンパイル機能を中心に、報告があっ

た。分割コンパイルは、わずかに異なる多数のソフ

トウェアを次々にコンパイルする際に大きな力を発

揮することもあり、クラウドコンピューティングに

利用する際の意義が大きいと言える。また、森畑か

らは、Googleの MapReduce的な並列プログラムを、

直截な逐次プログラムから系統的に構成する方法に

ついての紹介がなされた。これについて、クラウド

上での大規模並列計算への応用の可能性について議

論が行われた。 

 品川グループからは、軽量高信頼仮想マシンモニ

タである BitVisor の紹介およびその高性能計算へ

の応用可能性についての発表がなされた。BitVisor

を用いることでユーザの目的に特化した OS へと軽

量に切り替えることができるという洞察は、クラウ

ドという汎用高性能計算環境では大きなインパクト

を持ちうる。 

 

成する技術，肌の質感や全身のモーションをリアル

タイムでCG合成する技術などによって実現される

ものである．また，最近のプロジェクトとして，音

楽情報解析からミュージックビデオを自動合成する

研究についても紹介した．これは近い将来に予想さ

れるCGMの実現に向けた新しい提案である．Web
コンテンツの解析・機械学習によって音楽にシンク

ロした動画像を，データベース中の映像の切り貼り

により合成する，いわゆるMAD作品の自動生成技

術について紹介した． 

（３－２）波及効果と発展性など 
視覚系のビジュアルインタフェースと触力覚系のハ

プティックインタフェース，さらに，利用者参加型

のインタラクティブコンテンツのためのインタフェ

ースに関する，最新の研究成果の発表とデモンスト

レーションを通して，また対人社会心理学と臨床心

理学の立場からの最新の知見の紹介によって，より

良いインタラクティブコンテンツのための次世代ヒ

ューマンインタフェースを切り開く活発な議論が展

開された．今後，大型プロジェクトへの展開を前提

として，具体的な打ち合わせを進める予定である．

平成24年度には，本共同プロジェクトを発展させる

形で，「災害復興エンタテインメントコンピューティ

ング」と「『場』と対人コミュニケーション」の 2
つの共同研究プロジェクトを実施する予定である． 
 
［４］成果資料 

研究会における議論に関連する文献をあげる． 
1) S. Okamoto, M. Konyo, and S. Tadokoro: 

Vibrotactile stimuli applied to finger pads as biases 
for perceived inertial and viscous loads, IEEE Trans. 
on Haptics, Vol. 4, No. 4, pp.307-315, 2011. 

2) 大竹 達也, 樋口 篤史, 櫻井 達馬, Porquis Lope 
Ben, 昆陽 雅司, 田所諭: 疑似力覚を用いた情

報の重みの呈示：携帯端末のための視覚に頼ら

ない操作手法の提案，ヒューマンインタフェー

スシンポジウム2011. 
3) http://www.rm.is.tohoku.ac.jp/~konyo/ 
4) Shingo Kagami: High-speed vision systems and 

projectors for real-time perception of the world 
(invited talk), IEEE Workshop on Embedded 
Computer Vision, Proc. of CVPR2010.  

5) http://www.ic.is.tohoku.ac.jp/ja/rtsense/ 
6) Satoshi Saga & Koichiro Deguchi: 

Lateral-force-based 2.5-dimensional tactile 
display for touch screen. In Proc. of Haptics 
Symposium 2012. (To appear) 

7) Tomoaki Adachi, Soichiro Kawagoe, Norio 
Murai: The validity of a probabilistic 
assessment system for developmental 
disabilities in early childhood, Tohoku 

Psychologica Folia, Vol. 69, pp. 23-33, 2010.  
8) Tomoaki Adachi, Shoko Kochi, Tai 

Yamaguchi: Characteristics of nonverbal 
behavior in patients with cleft lip and palate 
during interpersonal communication, Cleft 
Palate Craniofacial Journal, pp. 310-316, Vol. 
40, No. 3, 2003. 

9) 足立智昭: 科学するこころを育てる保育１ ―
プロジェクト・スペクトラムの紹介を通して―, 
2008 年度 第２回公開講演会． 

10) 金高弘恭，幸地省子，小山重人，足立智昭，真

覚 健，阿部恒之，鈴鴨よしみ，青木昭子，提

橋義則，稲川弘，佐々木啓一: 計量心理学的手

法を用いた顎顔面領域の瘢痕・補綴に対するセ

ラピーメーキャップの臨床的有用性評価に関す

る研究, 日歯医学会誌 29;119, 2010. 
11) 大坊郁夫: 関係,場を活性化するコミュニケーシ

ョンの展開, 第13 回知識科学シンポジウム 
「メディア技術によるソーシャルリアリティ創

出」講演予稿集, 21-35, 2010. 
12) 前田奈穗, 横山ひとみ, 藤原 健, 大坊郁夫: 会

話行動が関係開始スキル評価に与える影響1) 
― 発話内容とハンド・ジェスチャーを用いたマ

ルチ・チャネル・アプローチによる検討 ―，社

会言語科学, 4,171-187, 2011. 
13) 小谷英文(編著): グループセラピィの現在 現

代のエスプリ, ぎょうせい／至文堂 
14) 小谷英文(編著): ニューサイコセラピィ―グロ

ーバル社会における安全空間の創成, 風行社 
15) 小谷英文: ダイナミック・コーチング, PAS

心理教育研究所出版部 
16) http://www.res.kutc.kansai-u.ac.jp/~yone
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［４］成果資料 
 Yushi Omote, Yosuke Chubachi, Takahiro 

Shinagawa, Tomohiro Kitamura, Hideki 
Eiraku, Katsuya Matsubara. 
Hypervisor-based Background Encryption. In 
Proceedings of the 27th ACM Symposium On 
Applied Computing (ACM SAC 2012), Mar 
2012. To appear. 

 Yoshihiro Oyama, Tran Giang, Yosuke 
Chubachi, Takahiro Shinagawa, Kazuhiko 
Kato. Detecting Malware Signatures in a Thin 
Hypervisor. In Proceedings of the 27th ACM 
Symposium On Applied Computing (ACM 
SAC 2012), Mar 2012. To appear. 

 Yohei Matsuhashi, Takahiro Shinagawa, 
Yoshiaki Ishii, Nobuyuki Hirooka, Kazuhiko 
Kato. Transparent VPN Failure Recovery 
with Virtualization. Future Generation 
Computer Systems, Elsevier, Vol. 28, No. 1, pp. 
78-84, Jan 2012. 

 森畑明昌．先読み付き正規表現の有限状態オート

マトンへの変換，コンピュータソフトウェア 
29(1), pp.147-158, 2012. 

 上野 雄大, 大堀 淳. 多相レコード計算に基づ

く軽量な第一級オーバーロードの設計と実装. 
コンピュータソフトウェア 29(1), pp.191-210, 
2012. 

 Akimasa Morihata. Macro Tree 
Transformations of Linear Size Increase 
Achieve Cost-Optimal Parallelism，In Proc. 
APLAS 2011, LNCS 7078, 2011． 

 Akimasa Morihata and Kiminori Matsuzaki. 
Balanced trees inhabiting functional parallel 
programming. In Proc. ACM ICFP 2011.  

 Katsuhiro Ueno, Atsushi Ohori, and Toshiaki 
Otomo. An efficient non-moving garbage 
collector for functional languages. In Proc. 
ACM ICFP 2011. 

 Atsushi Ohori and Katsuhiro Ueno. Making 
standard ML a practical database 
programming language. In Proc. ACM ICFP 
2011.  

 Shin-Cheng Mu and Akimasa Morihata. 
Generalising and dualising the third 
list-homomorphism theorem: functional pearl. 
In Proc. ACM ICFP 2011.  

 Akimasa Morihata, Kiminori Matsuzaki. A 
practical tree contraction algorithm for 
parallel skeletons on trees of unbounded 
degree. Procedia CS 4, 2011. 4. 

 Yoshihiro Oyama, Youhei Hoshi , A Hypervisor 
for Injecting Scenario-Based Attack Effects, In 
Proceedings of the 35th Annual IEEE Computer 
Software and Applications Conference 
(COMPSAC 2011), pages 682-687, Munich, 
Germany, July 2011. 

 Akiyoshi Sugiki and Kazuhiko Kato, An 
Extensible Cloud Platform Inspired by 
Operating Systems, Proc. of 4th IEEE 
International Conference on Utility and Cloud 
Computing (UCC 2011), pp. 306-311, 2011. 

 Chunghan Lee, Hirotake Abe, Toshio Hirotsu 
and Kyoji Umemura: Estimating Traffic 
Anomalies for Throughput Prediction on 
Network Virtualization. The Second 
Workshop on High Speed Network and 
Computing Environments (HSNCE 2011), 
July 2011. 

 Chunghan Lee, Hirotake Abe, Toshio Hirotsu 
and Kyoji Umemura. Predicting Network 
Throughput for Grid Applications on Network 
Virtualization Areas. NDM2011: The 1st 
Workshop on Network-Aware Data 
Management, November 2011. 

 Chunghan Lee, Hirotake Abe, Toshio Hirotsu 
and Kyoji Umemura: Traffic Anomaly 
Analysis and Characteristics on a Virtualized 
Network Testbed. IEICE TRANSACTIONS 
on Information and Systems, Vol. E94-D, No. 
12, pp. 2353--2361, 2011. 

 Koji Hasebe and Ryuichiro Ishikawa. Belief 
Revision for Inductive Game Theory. 
European Workshop on Multi-Agent Systems 
(EUMAS’11), 15 pages, 2011. 

 Takuya Masuzawa and Koji Hasebe. Iterative 
Information Update and Stability of Strategies. 
Synthese, Springer-Verlag, vol.179 
(Supplement-1), pp.87-102, 2011. 

 表 祐志, 品川 高廣, 加藤 和彦．仮想マシンモ

ニタによる透過的ネットワークブート方式．情報

処理学会論文誌：コンピューティングシステム，

第4巻，第4号，228-245頁，2011年10月． 
 吉田哲也, 山田浩史, 佐々木広, 河野健二, 中村

宏： マルチコア CPU の電力消費特性を考慮し

た仮想 CPU スケジューラ．情報処理学会論文

誌ACS，vol.4(2), pp.25-39, 2011. 

 

 阿部グループからは、阿部による国際会議

SuperComputingの報告と、李によるネットワークス

ループットの予測に関する最新の研究成果の紹介が

なされた。SuperComputingは高性能計算などに関す

る世界最高峰・最大規模の会議のひとつであり、ク

ラウドコンピューティングの最新動向を知る上でも

重要である。また、ネットワークスループットの予

測は、今後クラウドなどの分散計算基盤がさらに大

規模化・分散化した際にはきわめて重要な基盤技術

となりうる。 

 以上のように、これまでの研究成果の相互連携や

今後の発展について活発な議論が行われた。 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
 本プロジェクトの目標は、クラウド基盤を含む

ディペンダブルなシステムソフトウェアの研究開発

から得られた知見と、高信頼プログラミング言語の

理論・実装を融合し、高信頼クラウドコンピューテ

ィングの基盤技術の発展を目指すことである。この

ため、本年度では、各研究グループの現状の研究成

果を持ち寄り、それらの連携によってクラウドコン

ピューティングにどのようなインパクトの可能性が

あるか、またそのためにはシステムソフトウェア・

プログラミング言語のそれぞれの分野でどのような

課題があるかについて議論を行った。 
以下その議論の内容および結論について概要を述

べる。 
 加藤グループでは、高信頼クラウドスクリプテ

ィング基盤であるKumoi (雲居) を開発してきた。

Kumoiは、クラウドに代表されるクラスタ型並列計

算機環境上で、計算機環境中の資源やソフトウェア

を言語オブジェクトとして抽象化することにより、

ハードウェア環境とは独立した論理的な並列計算環

境を作り出す。これにより、クラウド管理者はハー

ドウェア環境の取り扱いをスクリプト等の形で自然

に記述することができ、かつその結果を物理計算環

境にマッピングすることにより、実際の計算も容易

に行うことができる。Kumoiにより、クラウド計算

環境の管理やソフトウェアのパラメーターチューニ

ング等が容易に行え、その有用性が確認されている。 
 大堀グループでは、高性能・高信頼関数型言語

SML#を開発している。SML#は、近年並列計算と

の親和性から注目を集めている関数型言語であるこ

と、システムプログラミングに必須であるC言語と

の高度な連携を実現していること、SQLを統合して

おり関係データベースの取り扱いに優れることなど、

大規模計算に適した様々な特徴をもつ。また、並列

プログラムの系統的な構成に関する研究も行ってい

る。 

 これら両グループの長所を融合することによる

新たなクラウドコンピューティング基盤の可能性に

ついて議論を行った。その結果、特にビッグデータ

と呼ばれる巨大なデータに対する複雑な解析につい

て、高水準・高性能な枠組みを与えうるという洞察

にいたった。ビッグデータはインターネットや各企

業の情報管理システム等から得られる、巨大かつ時

系列に従い漸増するデータ群である。このようなデ

ータに対する複雑な解析による知識発見には高い要

求があるが、高性能な並列計算が必須となるため、

多くのユーザには手を出しづらいものとなっている。

そのため、解析の高水準な記述を効率良い並列プロ

グラムコードへのコンパイルし、クラウド基盤上で

自由に実行できれば望ましい。両グループの研究を

融合することにより、並列プログラムへのコンパイ

ル技法は系統的な並列プログラム構成法に基づき与

えることができ、またSML#のC言語・関係データ

ベースとの高度な連携は実際のシステムを駆動する

ことを可能とし、かつ Kumoi を用いることでクラ

ウド基盤の柔軟な管理や耐障害性の確保などを自由

に行うことができるようになる。 
 来年度以降は、この知見に基づき、さらなる詳

細化や目標達成に向けた課題の整理、そして実シス

テム設計に向けての検討等を行う予定である。 
（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトの波及効果や発展性については、 

まず、本プロジェクトでの議論を通じ、システムソ

フトウェアとプログラミング言語の両方の分野にお

いて、各研究メンバーが自分の専門分野と多少異な

る立場からの視点を得ることができた。これにより、

各研究メンバーそれぞれの研究テーマに良い相乗効

果を得ることができたと確信している。 
 また、本プロジェクトで開催された研究集会は、

特に若手研究者や大学院生にとって、他の研究グル

ープと交流し自分の研究についての意見をもらう貴

重な機会にもなっている。このような機会は、研究

をさらに発展させ、また新たな研究テーマを発見す

るにあたり、きわめて有意義であり。この意味で、

本プロジェクトは若手研究者の育成にも貢献してい

ると言える。 
 本プロジェクトでは高信頼・高性能クラウドコン

ピューティング基盤についての議論を行っている。

この議論は、直接的な成果である企業等でのデータ

解析などだけでなく、堅牢な分散システム開発技法

の発展、災害時の耐障害性に優れたシステム実現、

グローバルな視点での省電力の達成など様々な課題

への波及効果も期待できる。実際、本プロジェクト

でもこれら周辺課題への適用可能性も視野に入れつ

つ議論を行っている。
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 阿部グループからは、阿部による国際会議

SuperComputingの報告と、李によるネットワークス

ループットの予測に関する最新の研究成果の紹介が

なされた。SuperComputingは高性能計算などに関す

る世界最高峰・最大規模の会議のひとつであり、ク

ラウドコンピューティングの最新動向を知る上でも

重要である。また、ネットワークスループットの予

測は、今後クラウドなどの分散計算基盤がさらに大

規模化・分散化した際にはきわめて重要な基盤技術

となりうる。 

 以上のように、これまでの研究成果の相互連携や

今後の発展について活発な議論が行われた。 

［３］成果 
 （３－１）研究成果 
 本プロジェクトの目標は、クラウド基盤を含む

ディペンダブルなシステムソフトウェアの研究開発

から得られた知見と、高信頼プログラミング言語の

理論・実装を融合し、高信頼クラウドコンピューテ

ィングの基盤技術の発展を目指すことである。この

ため、本年度では、各研究グループの現状の研究成

果を持ち寄り、それらの連携によってクラウドコン

ピューティングにどのようなインパクトの可能性が

あるか、またそのためにはシステムソフトウェア・

プログラミング言語のそれぞれの分野でどのような

課題があるかについて議論を行った。 
以下その議論の内容および結論について概要を述

べる。 
 加藤グループでは、高信頼クラウドスクリプテ

ィング基盤であるKumoi (雲居) を開発してきた。

Kumoiは、クラウドに代表されるクラスタ型並列計

算機環境上で、計算機環境中の資源やソフトウェア

を言語オブジェクトとして抽象化することにより、

ハードウェア環境とは独立した論理的な並列計算環

境を作り出す。これにより、クラウド管理者はハー

ドウェア環境の取り扱いをスクリプト等の形で自然

に記述することができ、かつその結果を物理計算環

境にマッピングすることにより、実際の計算も容易

に行うことができる。Kumoiにより、クラウド計算

環境の管理やソフトウェアのパラメーターチューニ

ング等が容易に行え、その有用性が確認されている。 
 大堀グループでは、高性能・高信頼関数型言語

SML#を開発している。SML#は、近年並列計算と

の親和性から注目を集めている関数型言語であるこ

と、システムプログラミングに必須であるC言語と

の高度な連携を実現していること、SQLを統合して

おり関係データベースの取り扱いに優れることなど、

大規模計算に適した様々な特徴をもつ。また、並列

プログラムの系統的な構成に関する研究も行ってい

る。 

 これら両グループの長所を融合することによる

新たなクラウドコンピューティング基盤の可能性に

ついて議論を行った。その結果、特にビッグデータ

と呼ばれる巨大なデータに対する複雑な解析につい

て、高水準・高性能な枠組みを与えうるという洞察

にいたった。ビッグデータはインターネットや各企

業の情報管理システム等から得られる、巨大かつ時

系列に従い漸増するデータ群である。このようなデ

ータに対する複雑な解析による知識発見には高い要

求があるが、高性能な並列計算が必須となるため、

多くのユーザには手を出しづらいものとなっている。

そのため、解析の高水準な記述を効率良い並列プロ

グラムコードへのコンパイルし、クラウド基盤上で

自由に実行できれば望ましい。両グループの研究を

融合することにより、並列プログラムへのコンパイ

ル技法は系統的な並列プログラム構成法に基づき与

えることができ、またSML#のC言語・関係データ

ベースとの高度な連携は実際のシステムを駆動する

ことを可能とし、かつ Kumoi を用いることでクラ

ウド基盤の柔軟な管理や耐障害性の確保などを自由

に行うことができるようになる。 
 来年度以降は、この知見に基づき、さらなる詳

細化や目標達成に向けた課題の整理、そして実シス

テム設計に向けての検討等を行う予定である。 
（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトの波及効果や発展性については、 

まず、本プロジェクトでの議論を通じ、システムソ

フトウェアとプログラミング言語の両方の分野にお

いて、各研究メンバーが自分の専門分野と多少異な

る立場からの視点を得ることができた。これにより、

各研究メンバーそれぞれの研究テーマに良い相乗効

果を得ることができたと確信している。 
 また、本プロジェクトで開催された研究集会は、

特に若手研究者や大学院生にとって、他の研究グル

ープと交流し自分の研究についての意見をもらう貴

重な機会にもなっている。このような機会は、研究

をさらに発展させ、また新たな研究テーマを発見す

るにあたり、きわめて有意義であり。この意味で、

本プロジェクトは若手研究者の育成にも貢献してい

ると言える。 
 本プロジェクトでは高信頼・高性能クラウドコン

ピューティング基盤についての議論を行っている。

この議論は、直接的な成果である企業等でのデータ

解析などだけでなく、堅牢な分散システム開発技法

の発展、災害時の耐障害性に優れたシステム実現、

グローバルな視点での省電力の達成など様々な課題

への波及効果も期待できる。実際、本プロジェクト

でもこれら周辺課題への適用可能性も視野に入れつ

つ議論を行っている。
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� �２１��１ 

 

人間の機能を取り込んだ革新的概念による情報通信システム 
 
 
［１］組織 
代表者：沼尾 正行 

（大阪大学産業科学研究所） 
  対応者：白井 正文 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

山口 明人（大阪大学産業科学研究所） 
朝日  一（大阪大学産業科学研究所） 
小林  光（大阪大学産業科学研究所） 
八木 康史（大阪大学産業科学研究所） 
鷲尾  隆（大阪大学産業科学研究所） 
溝口理一郎（大阪大学産業科学研究所） 
松本 和彦（大阪大学産業科学研究所） 
田中 秀和（大阪大学産業科学研究所） 
竹谷 純一（大阪大学産業科学研究所） 
高橋 昌男（大阪大学産業科学研究所） 
神吉 輝夫（大阪大学産業科学研究所） 
森山 甲一（大阪大学産業科学研究所） 
中島 康治（東北大学電気通信研究所） 
桝井 昇一（東北大学電気通信研究所） 
羽生 貴弘（東北大学電気通信研究所） 
鈴木 陽一（東北大学電気通信研究所） 
塩入  諭（東北大学電気通信研究所） 
大堀  淳（東北大学電気通信研究所） 
外山 芳人（東北大学電気通信研究所） 
室田 淳一（東北大学電気通信研究所） 
大野 英男（東北大学電気通信研究所） 
庭野 道夫（東北大学電気通信研究所） 
上原 洋一（東北大学電気通信研究所） 
枝松 圭一（東北大学電気通信研究所） 
末光 眞希（東北大学電気通信研究所） 
長  康雄（東北大学電気通信研究所） 

 
   研究費：旅費323,900円 
 
［２］研究経過 
現在のインターネットを含む情報システムは，流

通する情報量が指数関数的に増大して，危機的状況

にある。情報の質を上げ，しかも消費エネルギーを

1 桁下げること無しには，高度情報社会は急速に混

乱へ向かうと推測される。それを回避するため，人

間の機能を情報通信デバイスおよびシステムに取り

込んだ柔軟で自在性の高い革新的情報デバイス・シ

ステム，ブレインウェアシステムの構築が目的であ

る。構成的手法による高次脳機能の解明を行い，そ

の知見を取り入れた新しい情報通信デバイス，情報

処理システムをハードウェアとして実現する。世界

の情報量は年 1々.5～2倍で上昇しており，このまま

いけば，2030 年には全世界の消費エネルギーの

50％が，情報ネットワークのために消費されると試

算されている。 
本プロジェクトでは，人間の機能に学び，従来と

は原理の異なる新たな情報デバイス・システムを創

成し，将来的には人と環境にやさしい安全な社会シ

ステムの構築を目指す。このような情報デバイス・

システムを早急に立ち上げなければ，日本のエレク

トロニクス産業の活性化はあり得ないと予想される。

ターゲットは，新機能デバイス創製からインターネ

ットを含む全世界的な情報システム全体であり，関

連分野が広く組織間連携がなければ目的を達成でき

ない。 
本プロジェクトは，本年度が第 3 年度であった。

これまで，東北大学電気通信研究所において講演会

などを開催し，研究者間の相互理解を図るとともに，

率直な意見交換を行ってきた。その中で，本プロジ

ェクトの方向性を見いだし，ブレインウェア技術の

実用化に向けた研究を進めてきた。その結果，(1) 全
方位視覚センサと各種反射屈折光学系の応用，(2) 
歩容映像解析とその応用，(3) 運動視の複数の処理

経路の機能と視覚的注意の測定技術，(4) 酸化物薄

膜・ヘテロ構造デバイスの応用，(5) 磁気トンネル

接合ロジックインメモリ回路の提案，(6) 混合シグ

ナル・プラットフォームの基礎概念に関する成果を

得た。 
本年度は，これまでの成果を踏まえながら，行動

予測や感情にまで踏み込んだ研究を行うと共に，材

料・デバイス関連の研究者間の情報交換のため，平

成24 年3 月 5 日に東北大学電気通信研究所におい

て研究会を開催した。これは，平成23年3月11日

に途中まで開催したものの，震災によって中断した

研究会を一年後にやり直すという意味合いもあった。

研究会における講演者と題目は以下のとおりである。 

 

小口 多美夫「表面におけるラシュバ効果の理論」 
佐藤 茂雄「超伝導量子ビットと 

巨視的量子トンネリング」 
神吉 輝夫「強相関電子系酸化物ナノ構造体における 

電子相ドメインの制御と巨大物性発現」 
竹谷 純一「高移動度の有機半導体」 
上原 洋一「プローブ顕微鏡による光局所分光」 
小林 光「新規化学的手法による 

結晶シリコン太陽電池の高効率化」 
長 康雄「非線形誘電率顕微鏡を用いた 

半導体表面と半導体デバイスの評価」 
松本 和彦「室温動作ナノカーボン量子ナノメモリ」 
 
当日は降雪による交通機関の乱れのために開会時刻

を繰り下げて研究会を開催した。悪天候の中の開催

となったが，講演時間を大幅に延長して活発な討議

が続けられた。 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，単純なセンサに基づき，人の意図や感

情を抽出する研究を行った。用いたセンサは，赤外

線センサ，容積脈波センサ，呼吸速度センサ，皮膚

抵抗センサである。 
赤外線センサを用いた研究では，トイレで用いら

れている赤外線人感センサを実際に研究室内に多数

設置し、研究室構成員の動きを収集した。このセン

サは前に物体があるかどうかを検出するだけであり，

プライバシー保護の観点からも、利用しやすい。時

系列データマイニングの手法を既存のもの，独自に

改良を重ねたものなど、何種類か用意して，センサ

の位置関係と各個人の移動過程の両方を並行して収

集できるかどうかを調べ，利用可能な状況について

調査した。さらに，決定木を用いることで，各個人

の移動を7割程度予測できることを示すと共に，予

測しやすい状況としにくい状況についても，調査し

た。 
感情抽出では，音楽により引き起こされる感情を

扱った。音楽に対する我々の感情的な反応は，音楽

の構造と特徴(テンポ，音階など)に依存している。

音楽の特徴の変化が心理的生体反応に変化をもたら

す，という報告がいくつかある。たとえば，悲しい，

恐ろしい，もしくは幸せな音楽が心拍数の増加をも

たらす。皮膚抵抗により，音楽に対する感情的な反

応が推定できるという研究もある。本研究では 22
才の男性の被験者にオーディオテクニカの密閉型ヘ

ッドフォン ATH-T400 を用いて，83曲を聞いても

らい，データを収集した。曲としては，和音が完全

に記載されていることから，isophonics dataset を

用いた。容積脈波データは，米国 Thought 
Technology 社製のBioGraph Infinitiシステムによ

り測定した。呼吸速度および皮膚抵抗も測定したが，

今回の解析では利用していない。 
このデータから，時系列データの解析手法 SAX 

(Symbolic Aggregate ApproXimation)を用いて，モ

チーフを発見した。ここで，モチーフとは，生体信

号から得られるデータ部分列のうち，類似したもの

のことである。モチーフは，聴取者が関心を持った

音楽の部分を示している。たとえば，聴取者が曲の

その部分によりリラックスしたり，楽しんだりした

ことを示す。モチーフの長さをどう決めるかは，曲

の速度に依存するため，調整が必要である。ここで

は4秒，6秒，8 秒の三種類を試みた。 
モチーフ発見アルゴリズムは，データセットから

最も顕著なモチーフを一つ見つける。モチーフの長

さを4秒に設定した場合，64 曲中 61 曲 (95.3% ) 
でモチーフを発見できた。そのうち，64%では，そ

の部分のコード進行が類似していた。このことから，

同じような感情的な反応が，共通のコード進行によ

り引き起こされていると言える。生体信号から発見

されたモチーフに対応する部分の和音進行を調べた。

その結果，多くの場合，和音進行が類似しているこ

とが分かった。他の特徴も類似していると考えられ

る。このことから，種々のモチーフと和音進行のラ

イブラリを構築して，音楽の作曲や推薦に利用でき

ると期待される。 
今後の研究の課題としては，モチーフ発見アルゴ

リズムの改良が考えられる。モチーフと，曲の和音

進行以外の特徴との関連付けも興味深い。より多く

の被験者を使って，他の生体信号データ，すなわち，

呼吸速度や皮膚抵抗も含めた実験を行うことも計画

中である。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
現在の情報システムは危機的とも言える状況にあ

るため，これをクリアすべく新しい情報システムが

吃緊に必要である。そのため人間の機能を情報通信

システムに取り込んだ柔軟で自在性の高いシステム

を，できるだけ早急に実現することが必須である。

革新的新概念によるブレインウェアシステムを早急

に実現することが，日本のエレクトロニクス産業の

再生につながり，ひいてはこの研究のすそ野の大き

さから見て，日本を活性化して再生する最良の方策

になりうる。本プロジェクトにより，この方向の研

究を推進することは，現在，各方面で形成されつつ

ある脳研究に基づく情報システム開発の萠芽的組織

の中核となる拠点形成を可能とし，今後の研究を牽

引する組織づくりが可能となる。 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� �２１��１ 

 

人間の機能を取り込んだ革新的概念による情報通信システム 
 
 
［１］組織 
代表者：沼尾 正行 

（大阪大学産業科学研究所） 
  対応者：白井 正文 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

山口 明人（大阪大学産業科学研究所） 
朝日  一（大阪大学産業科学研究所） 
小林  光（大阪大学産業科学研究所） 
八木 康史（大阪大学産業科学研究所） 
鷲尾  隆（大阪大学産業科学研究所） 
溝口理一郎（大阪大学産業科学研究所） 
松本 和彦（大阪大学産業科学研究所） 
田中 秀和（大阪大学産業科学研究所） 
竹谷 純一（大阪大学産業科学研究所） 
高橋 昌男（大阪大学産業科学研究所） 
神吉 輝夫（大阪大学産業科学研究所） 
森山 甲一（大阪大学産業科学研究所） 
中島 康治（東北大学電気通信研究所） 
桝井 昇一（東北大学電気通信研究所） 
羽生 貴弘（東北大学電気通信研究所） 
鈴木 陽一（東北大学電気通信研究所） 
塩入  諭（東北大学電気通信研究所） 
大堀  淳（東北大学電気通信研究所） 
外山 芳人（東北大学電気通信研究所） 
室田 淳一（東北大学電気通信研究所） 
大野 英男（東北大学電気通信研究所） 
庭野 道夫（東北大学電気通信研究所） 
上原 洋一（東北大学電気通信研究所） 
枝松 圭一（東北大学電気通信研究所） 
末光 眞希（東北大学電気通信研究所） 
長  康雄（東北大学電気通信研究所） 

 
   研究費：旅費323,900円 
 
［２］研究経過 
現在のインターネットを含む情報システムは，流

通する情報量が指数関数的に増大して，危機的状況

にある。情報の質を上げ，しかも消費エネルギーを

1 桁下げること無しには，高度情報社会は急速に混

乱へ向かうと推測される。それを回避するため，人

間の機能を情報通信デバイスおよびシステムに取り

込んだ柔軟で自在性の高い革新的情報デバイス・シ

ステム，ブレインウェアシステムの構築が目的であ

る。構成的手法による高次脳機能の解明を行い，そ

の知見を取り入れた新しい情報通信デバイス，情報

処理システムをハードウェアとして実現する。世界

の情報量は年 1々.5～2倍で上昇しており，このまま

いけば，2030 年には全世界の消費エネルギーの

50％が，情報ネットワークのために消費されると試

算されている。 
本プロジェクトでは，人間の機能に学び，従来と

は原理の異なる新たな情報デバイス・システムを創

成し，将来的には人と環境にやさしい安全な社会シ

ステムの構築を目指す。このような情報デバイス・

システムを早急に立ち上げなければ，日本のエレク

トロニクス産業の活性化はあり得ないと予想される。

ターゲットは，新機能デバイス創製からインターネ

ットを含む全世界的な情報システム全体であり，関

連分野が広く組織間連携がなければ目的を達成でき

ない。 
本プロジェクトは，本年度が第 3 年度であった。

これまで，東北大学電気通信研究所において講演会

などを開催し，研究者間の相互理解を図るとともに，

率直な意見交換を行ってきた。その中で，本プロジ

ェクトの方向性を見いだし，ブレインウェア技術の

実用化に向けた研究を進めてきた。その結果，(1) 全
方位視覚センサと各種反射屈折光学系の応用，(2) 
歩容映像解析とその応用，(3) 運動視の複数の処理

経路の機能と視覚的注意の測定技術，(4) 酸化物薄

膜・ヘテロ構造デバイスの応用，(5) 磁気トンネル

接合ロジックインメモリ回路の提案，(6) 混合シグ

ナル・プラットフォームの基礎概念に関する成果を

得た。 
本年度は，これまでの成果を踏まえながら，行動

予測や感情にまで踏み込んだ研究を行うと共に，材

料・デバイス関連の研究者間の情報交換のため，平

成24 年3 月 5 日に東北大学電気通信研究所におい

て研究会を開催した。これは，平成23年3月11日

に途中まで開催したものの，震災によって中断した

研究会を一年後にやり直すという意味合いもあった。

研究会における講演者と題目は以下のとおりである。 

 

小口 多美夫「表面におけるラシュバ効果の理論」 
佐藤 茂雄「超伝導量子ビットと 

巨視的量子トンネリング」 
神吉 輝夫「強相関電子系酸化物ナノ構造体における 

電子相ドメインの制御と巨大物性発現」 
竹谷 純一「高移動度の有機半導体」 
上原 洋一「プローブ顕微鏡による光局所分光」 
小林 光「新規化学的手法による 

結晶シリコン太陽電池の高効率化」 
長 康雄「非線形誘電率顕微鏡を用いた 

半導体表面と半導体デバイスの評価」 
松本 和彦「室温動作ナノカーボン量子ナノメモリ」 
 
当日は降雪による交通機関の乱れのために開会時刻

を繰り下げて研究会を開催した。悪天候の中の開催

となったが，講演時間を大幅に延長して活発な討議

が続けられた。 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，単純なセンサに基づき，人の意図や感

情を抽出する研究を行った。用いたセンサは，赤外

線センサ，容積脈波センサ，呼吸速度センサ，皮膚

抵抗センサである。 
赤外線センサを用いた研究では，トイレで用いら

れている赤外線人感センサを実際に研究室内に多数

設置し、研究室構成員の動きを収集した。このセン

サは前に物体があるかどうかを検出するだけであり，

プライバシー保護の観点からも、利用しやすい。時

系列データマイニングの手法を既存のもの，独自に

改良を重ねたものなど、何種類か用意して，センサ

の位置関係と各個人の移動過程の両方を並行して収

集できるかどうかを調べ，利用可能な状況について

調査した。さらに，決定木を用いることで，各個人

の移動を7割程度予測できることを示すと共に，予

測しやすい状況としにくい状況についても，調査し

た。 
感情抽出では，音楽により引き起こされる感情を

扱った。音楽に対する我々の感情的な反応は，音楽

の構造と特徴(テンポ，音階など)に依存している。

音楽の特徴の変化が心理的生体反応に変化をもたら

す，という報告がいくつかある。たとえば，悲しい，

恐ろしい，もしくは幸せな音楽が心拍数の増加をも

たらす。皮膚抵抗により，音楽に対する感情的な反

応が推定できるという研究もある。本研究では 22
才の男性の被験者にオーディオテクニカの密閉型ヘ

ッドフォン ATH-T400 を用いて，83曲を聞いても

らい，データを収集した。曲としては，和音が完全

に記載されていることから，isophonics dataset を

用いた。容積脈波データは，米国 Thought 
Technology 社製のBioGraph Infinitiシステムによ

り測定した。呼吸速度および皮膚抵抗も測定したが，

今回の解析では利用していない。 
このデータから，時系列データの解析手法 SAX 

(Symbolic Aggregate ApproXimation)を用いて，モ

チーフを発見した。ここで，モチーフとは，生体信

号から得られるデータ部分列のうち，類似したもの

のことである。モチーフは，聴取者が関心を持った

音楽の部分を示している。たとえば，聴取者が曲の

その部分によりリラックスしたり，楽しんだりした

ことを示す。モチーフの長さをどう決めるかは，曲

の速度に依存するため，調整が必要である。ここで

は4秒，6秒，8 秒の三種類を試みた。 
モチーフ発見アルゴリズムは，データセットから

最も顕著なモチーフを一つ見つける。モチーフの長

さを4秒に設定した場合，64 曲中 61 曲 (95.3% ) 
でモチーフを発見できた。そのうち，64%では，そ

の部分のコード進行が類似していた。このことから，

同じような感情的な反応が，共通のコード進行によ

り引き起こされていると言える。生体信号から発見

されたモチーフに対応する部分の和音進行を調べた。

その結果，多くの場合，和音進行が類似しているこ

とが分かった。他の特徴も類似していると考えられ

る。このことから，種々のモチーフと和音進行のラ

イブラリを構築して，音楽の作曲や推薦に利用でき

ると期待される。 
今後の研究の課題としては，モチーフ発見アルゴ

リズムの改良が考えられる。モチーフと，曲の和音

進行以外の特徴との関連付けも興味深い。より多く

の被験者を使って，他の生体信号データ，すなわち，

呼吸速度や皮膚抵抗も含めた実験を行うことも計画

中である。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
現在の情報システムは危機的とも言える状況にあ

るため，これをクリアすべく新しい情報システムが

吃緊に必要である。そのため人間の機能を情報通信

システムに取り込んだ柔軟で自在性の高いシステム

を，できるだけ早急に実現することが必須である。

革新的新概念によるブレインウェアシステムを早急

に実現することが，日本のエレクトロニクス産業の

再生につながり，ひいてはこの研究のすそ野の大き

さから見て，日本を活性化して再生する最良の方策

になりうる。本プロジェクトにより，この方向の研

究を推進することは，現在，各方面で形成されつつ

ある脳研究に基づく情報システム開発の萠芽的組織

の中核となる拠点形成を可能とし，今後の研究を牽

引する組織づくりが可能となる。 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択�� Ｈ２3�Ｓ１ 

 

スーパーハイビジョンのシステム化に向けた要素技術開発 

 
 
�１�組織 
  代表者：三村 秀典（静岡大学電子工学研究所）  
  対応者：鈴木 陽一（東北大学電気通信研究所）  
 分担者：青木  徹（静岡大学電子工学研究所） 
      根尾陽一郎（静岡大学電子工学研究所） 

川人 祥二（静岡大学電子工学研究所） 
     伊藤 真也（静岡大学電子工学研究所） 
     原  和彦（静岡大学電子工学研究所） 

小南 裕子（静岡大学電子工学研究所） 
     猪川  洋（静岡大学電子工学研究所） 
          佐藤 弘明（静岡大学電子工学研究所） 

村岡 裕明（東北大学電気通信研究所） 
     塩入  諭（東北大学電気通信研究所） 
     岩谷 幸雄（東北大学電気通信研究所） 
          藤沢 秀一（ＮＨＫ放送技術研究所） 
          島本  洋（ＮＨＫ放送技術研究所） 
     田中  克（ＮＨＫ放送技術研究所） 
     大竹  浩（ＮＨＫ放送技術研究所） 

林  直人（ＮＨＫ放送技術研究所） 
渡辺  馨（ＮＨＫ放送技術研究所） 
江本 正喜（ＮＨＫ放送技術研究所） 

     安藤 彰男（ＮＨＫ放送技術研究所） 
 
  研究費：３００万円 
 
�２�研究�� 
 スーパーハイビジョン(SHV)は将来のテレビジョ

ンシステムで，走査線数4320本の超高精細映像と三

次元マルチチャンネル音響で構成され，ハイビジョ

ンの 16 倍の超高精細映像で極めて高い臨場感が得

られることを特徴とする。本研究では，これを実現

するために必要なスーパーハイビジョンの基盤とな

るデバイス，映像音響およびストレージサブシステ

ム，視聴覚品質評価などの要素技術を開発すること

を目的として，平成20年度から22年度までの3年

間，研究を実施した。平成23年度よりさらに継続し

て研究を実施することが承認されたので，第2期と

なる本共同プロジェクト研究においても，それぞれ

の組織が有する基盤技術を活用してスーパーハイビ

ジョンのシステム化に向けた要素技術を開発するこ

とを目的とする。 

そのために各研究グループが以下の達成を目標と

して研究を行っている。 
【静岡大学電子工学研究所】 
川人研究室：「スーパーハイビジョン用ＣＭＯＳイ

メージセンサの研究」 
三村研究室：「スーパーハイビジョンディスプレイ

およびスーパーハイビジョンHARP用収束電極

付微小電子源の形成」 
原 研究室：「スーパーハイビジョンディスプレイ対

応新規蛍光体の合成」 
猪川研究室：「単電子カウンティング光検出器の研

究」 
【東北大学電気通信研究所】 
鈴木研究室：「スーパーハイビジョン用音空間忠実

再生要素技術の研究」 
村岡研究室：「スーパーハイビジョンストレージサ

ブシステム構成法の研究」 
 塩入研究室：「スーパーハイビジョン映像観察中の

注意評価の研究」 
【ＮＨＫ放送技術研究所】 

   撮像・記録デバイス研究部：高フレームレートな

スーパーハイビジョン用 CMOS イメージセン

サの実現に向けて，カラム並列巡回型A/D変換

技術を用いた動作検証用デバイスを設計，試作

するとともに，スーパーハイビジョン用ストレ

ージの課題を明らかにし，システム案を示す。 
 表示・機能素子研究部：スーパーハイビジョン用

ディスプレイに必要な，超高精細化に適した蛍

光体の特性改善を進める。 
 テレビ方式研究部：スーパーハイビジョンの

22.2ch 音響を家庭で楽しむ一つの方法である聴

覚ディスプレイの設計に必要なパラメーターを

主観評価実験研究により提案する。 
   人間・情報科学研究部：スーパーハイビジョン映

像評価法確立のために，SHV観視では周辺視野

特性が重要であることに着目して，SHVの誘目

度地図作成，視線移動測定を行う。 
 
 本プロジェクトは研究成果の披露，進捗状況の把

握および今後の展開に向けて，以下に示すような成

果報告，研究打ち合わせを行った。 
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［４］成果資料 

(1) D. Sodkomkham, R. Legaspi, S. Kurihara, and 
M. Numao: “A Study on Next Location 
Predictive Modeling using Mined Temporal 
Sequential Patterns as input to a Decision 
Tree”, The 26th Annual Conference of the 
Japanese Society for Artificial Intelligence, 
1K1-IOS-1a-1 (2012). 

(2) R. Cabredo, R. Legaspi, and M. Numao: 
“Identifying Emotion Segments in Music by 
Discovering Motifs in Physiological Data”, 
Proc. 12th International Society for Music 
Information Retrieval Conference (ISMIR 
2011), pp.753-758 (2011). 

(3) J. Soeda, Y. Hirose, M. Yamagishi, A. Nakao,  
T. Uemura, K. Nakayama, M. Uno, Y. 
Nakazawa, K. Takimiya, and J. Takeya: 
“Solution-crystallized organic field-effect 
transistors with charge-acceptor layers: 
high-mobility and low-threshold-voltage 
operation in air”, Adv. Mater., vol. 23, pp. 
3309-3314 (2011). 

(4) S. Hara, Y. Kawahara, T. Washio, P. von 
Bunau, T. Tokunaga, and K. Yumoto: 
“Separation of stationary and non-stationary 
sources with a generalized eigenvalue 
problem”, Neural Networks, vol. 33, pp. 7・0, 
doi: 10.1016/ j.neunet. (2012). 

(5) T. Kanki, Y. Hotta, N. Asakawa, T. Kawai, 
and H. Tanaka: “Noise-driven signal 
transmission using nonlinearity of VO2 thin 
films”, Applied Physics Lett., vol. 96, article no. 
242108, pp. 1-3 (2010). 

(6) I. Mitsugami, Y. Nagase, Y. Yagi: “Primary 
Analysis of Human's Gait and Gaze Direction 
Using Multiple Motion Sensors”, Proc. of 
Asian Conference on Pattern Recognition, 
Beijing, China (2011). 

(7) T. Fukushima, A. Ohnaka, M. Takahashi, and 
H. Kobayashi: “Fabrication of low reflectivity 
poly-crystalline Si surfaces by structure 
transfer method”, Electrochem. Solid-State 
Lett., vol. 14, no. 2, pp. B13-B15 (2011). 

 (8) T. Ohori, Y. Ohno, K. Maehashi, K. Inoue, Y. 
Hayashi, and K. Matsumoto: “Quantized 
characteristics in carbon nanotube-based 

single-hole memory with a floating nanodot 
gate”, Appl. Phys. Lett., vol. 98, article no. 
223101, pp. 1-3 (2011). 

(9) Y. Cho: “Scanning nonlinear dielectric 
microscopy”, J. .Mater. Res., vol. 26, no. 16, pp. 
2007-2016 (2011). 

(10) W. Iida, J. U. Ahamed, S. Katano, and Y. 
Uehara: “Mechanism of prism-coupled 
scanning tunneling microscope light 
emission”, Jpn. J. Appl. Phys., vol. 50, article 
no. 095201, pp. 1-4 (2011). 

(11) S. Sato, A. Ono, M. Kinjo, and K. Nakajima: 
“Performance evaluation of adiabatic 
quantum computation using neuron-like 
interconnections”, Nonlinear Theory and Its 
Applications, IEICE, vol. 2, pp. 198-204 
(2011). 

(12) Y. Miura, K. Abe, and M. Shirai: “Effects of 
interfacial noncollinear magnetic structures 
on spin-dependent conductance in Co2MnSi / 
MgO / Co2MnSi magnetic tunnel junctions:  
A first-principles study”, Phys. Rev. B, vol. 83, 
article no. 214411, pp. 1-6 (2011). 
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スーパーハイビジョンのシステム化に向けた要素技術開発 

 
 
�１�組織 
  代表者：三村 秀典（静岡大学電子工学研究所）  
  対応者：鈴木 陽一（東北大学電気通信研究所）  
 分担者：青木  徹（静岡大学電子工学研究所） 
      根尾陽一郎（静岡大学電子工学研究所） 

川人 祥二（静岡大学電子工学研究所） 
     伊藤 真也（静岡大学電子工学研究所） 
     原  和彦（静岡大学電子工学研究所） 

小南 裕子（静岡大学電子工学研究所） 
     猪川  洋（静岡大学電子工学研究所） 
          佐藤 弘明（静岡大学電子工学研究所） 

村岡 裕明（東北大学電気通信研究所） 
     塩入  諭（東北大学電気通信研究所） 
     岩谷 幸雄（東北大学電気通信研究所） 
          藤沢 秀一（ＮＨＫ放送技術研究所） 
          島本  洋（ＮＨＫ放送技術研究所） 
     田中  克（ＮＨＫ放送技術研究所） 
     大竹  浩（ＮＨＫ放送技術研究所） 

林  直人（ＮＨＫ放送技術研究所） 
渡辺  馨（ＮＨＫ放送技術研究所） 
江本 正喜（ＮＨＫ放送技術研究所） 

     安藤 彰男（ＮＨＫ放送技術研究所） 
 
  研究費：３００万円 
 
�２�研究�� 
 スーパーハイビジョン(SHV)は将来のテレビジョ

ンシステムで，走査線数4320本の超高精細映像と三

次元マルチチャンネル音響で構成され，ハイビジョ

ンの 16 倍の超高精細映像で極めて高い臨場感が得

られることを特徴とする。本研究では，これを実現

するために必要なスーパーハイビジョンの基盤とな

るデバイス，映像音響およびストレージサブシステ

ム，視聴覚品質評価などの要素技術を開発すること

を目的として，平成20年度から22年度までの3年

間，研究を実施した。平成23年度よりさらに継続し

て研究を実施することが承認されたので，第2期と

なる本共同プロジェクト研究においても，それぞれ

の組織が有する基盤技術を活用してスーパーハイビ

ジョンのシステム化に向けた要素技術を開発するこ

とを目的とする。 

そのために各研究グループが以下の達成を目標と

して研究を行っている。 
【静岡大学電子工学研究所】 
川人研究室：「スーパーハイビジョン用ＣＭＯＳイ

メージセンサの研究」 
三村研究室：「スーパーハイビジョンディスプレイ

およびスーパーハイビジョンHARP用収束電極

付微小電子源の形成」 
原 研究室：「スーパーハイビジョンディスプレイ対

応新規蛍光体の合成」 
猪川研究室：「単電子カウンティング光検出器の研

究」 
【東北大学電気通信研究所】 
鈴木研究室：「スーパーハイビジョン用音空間忠実

再生要素技術の研究」 
村岡研究室：「スーパーハイビジョンストレージサ

ブシステム構成法の研究」 
 塩入研究室：「スーパーハイビジョン映像観察中の

注意評価の研究」 
【ＮＨＫ放送技術研究所】 

   撮像・記録デバイス研究部：高フレームレートな

スーパーハイビジョン用 CMOS イメージセン

サの実現に向けて，カラム並列巡回型A/D変換

技術を用いた動作検証用デバイスを設計，試作

するとともに，スーパーハイビジョン用ストレ

ージの課題を明らかにし，システム案を示す。 
 表示・機能素子研究部：スーパーハイビジョン用

ディスプレイに必要な，超高精細化に適した蛍

光体の特性改善を進める。 
 テレビ方式研究部：スーパーハイビジョンの

22.2ch 音響を家庭で楽しむ一つの方法である聴

覚ディスプレイの設計に必要なパラメーターを

主観評価実験研究により提案する。 
   人間・情報科学研究部：スーパーハイビジョン映

像評価法確立のために，SHV観視では周辺視野

特性が重要であることに着目して，SHVの誘目

度地図作成，視線移動測定を行う。 
 
 本プロジェクトは研究成果の披露，進捗状況の把

握および今後の展開に向けて，以下に示すような成

果報告，研究打ち合わせを行った。 
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１．東北大学電気通信研究所・組織連携型共同プロ

ジェクト研究・研究会 
－スーパーハイビジョンを越えて－ 

  日 時：2011年12月19日（月） 
  場 所：静岡大学浜松キャンパス 

電子工学研究所会議室 
  出席者：静岡大学 三村，原，猪川，中西 

田部，川井，香川 
      東北大学 鈴木，村岡 
      ＮＨＫ  斉藤，宮本 
  内 容：第2期では，スーパーハイビジョンの

さらなる高性能化を目指し，今後必要とされる

要素技術について，それらの研究の方向性や可

能性を探るための研究討論を行っていく。具体

的には，参画3組織における他の関連研究者や

他の関連組織の研究者に参加を呼びかけ，年に

一度程度，テーマを決めて研究討論会を開催し

ていくことを目指し，その第1回として，上記

の出席者・講演者の他電子工学研究所の教職員

の出席の下，下記のプログラムにより研究討論

会を開催した。 
プログラム 

  (1) 「将来の超高精細音響システムの実現に向

けて」 
          鈴木 陽一（東北大学 電気通信研究所） 
  (2) 「磁性細線を用いた超高速記録デバイス」 
     宮本 泰敬（ＮＨＫ放送技術研究所 撮

像・記録デバイス研究部） 
  (3) 「シリコンナノ構造を用いたドーパント原

子デバイスとフォトン検出」 
     田部 道晴（静岡大学 電子工学研究所） 
  (4) 「Sampling beyond the Sampling」 
     香川景一郞（静岡大学 電子工学研究所） 
  (5) 「光増感化合物を用いたアップコンバージ

ョン機構と光機能素子への応用」 
     川井 秀記（静岡大学 電子工学研究所） 
  
２．東北大学電気通信研究所主催：「平成23年度共

同プロジェクト研究発表会」セッション 4「情

報社会を支えるシステムとソフトウェア」にお

いて本プロジェクトの成果の一部が発表された。 
  日 時：2012年3月2日（金） 
  場 所：江陽グランドホテル（仙台市） 
  出席者：静岡大学 川人 
      東北大学 鈴木，村岡，塩入 
           その他，東北大学教職員，一般の市民も

参加した。 
  内 容： 
  (1) 「33M画素120fpsスーパーハイビジョン撮像

素子の開発 
    川人 祥二（静岡大学 電子工学研究所） 

 (2) 「情報喪失のない高信頼性クラウドストレー

ジ技術の開発」 
    村岡 裕明（東北大学 電気通信研究所） 
  いずれもスーパーハイビジョンにとって中核を

なす(1)撮像素子および(2)記憶素子の開発の状

況ならびにこれまでの成果について発表された。 
 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
  第2期の本共同プロジェクト研究を推進するに

あたり，上記［２］に示されたサブプロジェクト

の今年度の研究計画に基づいて研究を展開した。

それぞれのサブプロジェクトの研究成果は下記の

通りである。 
【静岡大学・川人教授－NHK・大竹主研】 

スーパーハイビジョンシステムに向け、3300万
画素で初めてとなる120fpsを達成した超高精細高

速撮像素子を開発した。高速かつ低消費電力を実

現するため，サイクリックADC を 2 段パイプラ

イン動作させる方式を考案し，これを実装して

0.18um CIS 技術により試作を行った。その結果，

消費電力 2.5W と従来報告されている高精細高速

撮像素子に比べて大幅な低電力化が実現された。

ノイズ性能等も良好であり，消費電力とノイズの

積を，読み出し周波数で割ったFigure of Meritと
しても，高精細高速撮像素子としては，これまで

報告されているものの中で最も優れた値を得た。

今後，高量子効率化，さらなる低ノイズ化，広ダ

イナミックレンジ化等に向けた開発を進める。 
【静岡大学・三村教授】 
  SHVディスプレイやSHV HARPでは，電子ビ

ームを収束でき。かつ放出電流量が 減少しない電

界放出微小電子源の開発が重要である。平成 23
年度は，実際に撮 像素子やディスプレイに使用可

能な，金属のティップのスピント型でかつ 
volcano 構造の新型ダブルゲート型実現に向けた

検討を行った。 
【静岡大学・原 教授－NHK・田中主研】 
  発光型の高精細ディスプレイに求められるサブ

ミクロン蛍光体として GaN 系ナノ構造埋込型粒

子に注目し，この開発に向けて，基本となる化学

気相作製プロセスの最適化を進めた。特に，コア

部の形成に関しては，ほとんどが単結晶のAlN粒

子の合成を達成すると共に，粒子形状の制御も可

能とした。 
 
 

 

【静岡大学・猪川教授】 
  単電子カウンティング光検出器において、SOI 

MOSFETのゲート・ソース／ドレイン拡散層間の

オフセットを取り除いても従来と同等以上の性能

が得られることを確認した。この構造は製造が容

易であり，特定の条件下（波長550 nm）では従来

より１桁高い量子効率（約 4%）が得られること

も分った。この新構造でも，室温動作，低ダーク

カウント，低電圧の特徴に変わりはない。RF信号

の反射を利用した MOSFET 単電子検出器の高速

化は検討が進展し，従来の２倍の感度（1.7×10-3 

e/√Hz）を達成した。 
【東北大学・鈴木教授－NHK・渡辺主研，安藤主研】 
  スーパーハイビジョン用22.2チャネルスピーカ

ーアレイで音空間をさらに忠実に再現できるよう

に，不等間隔スピーカ配列によって高次アンビソ

ニック再生音の精度を向上するためのアルゴリズ

ムの開発を行った。また，家庭内で手軽にスーパ

ーハイビジョン音空間を享受できるよう，2 チャ

ネル聴覚ディスプレイ用信号としてミックスダウ

ンして聴取者に提示するため，仰角定位の知覚手

がかりに関する研究を進めた。 
【東北大学・村岡教授－NHK・林主研】 
  スーパーハイビジョン映像のストレージには

72Gbps 以上の超高速転送レートと単位時間当た

り極めて大きな記録容量を要し解決すべき課題が

多い。転送レートについて現状のストレージは

1Gbps 程度であり並列転送技術が欠かせないがス

トレージ機器単体の高速化も必須である。このた

めの HDD の高線密度化，および並列型ストレー

ジシステムの構成法を検討した。 
【東北大学・塩入教授－NHK・江本主研】 
  広視野映像観察時の注意状況を評価するために，

視聴者の頭部運動と視線を同時に計測するシステ

ムを開発した。また注意モデルにおいて，一人称

的視点の映像を用いたい場合に，自己運動成分と

対象物の運動の分離の必要性を確認した。 
（３－２）波及効果と発展性など 
  本共同プロジェクト研究がスーパーハイビジョ

ンの開発を支援することにより，NHKが2020年
以降に実用化を目指す SHV による放送サービス

の実現に寄与するとともに，静大電研，東北大通

研共に，NHKという公的機関を通じた社会貢献と

いう形で，将来の画像技術に対して多大なる貢献

ができ，またそれが画像技術コミュニティーに広

く認められる。SHV技術は，放送技術改革にとど

まらず，サイエンス，医療，バイオ，福祉等に改

革をもたらすビッグ技術に確実に発達するものと

考えられる。現時点から，SHV技術を支援してお

くことは，今後国家プロジェクト等のビッグプロ

ジェクト獲得につながる可能性が高い。 
 
���成果�� 
・T. Watabe, K. Kitamura, T. Sawamoto, T. Kosugi, T. 

Akahori, T. Iida, K. Isobe, T. Watanabe, H. Shimamoto, H. 
Ohtake, S. Aoyama, S. Kawahito and N. Egami, “A 
33Mpixel 120fps CMOS Image Sensor Using 12b 
Column-Parallel Pipelined Cyclic ADCs”, Dig. Tech. 
Papers, IEEE Int. Solid-State Circuits Conf., pp. 388-389 
(2012). 

・A. Koike, Y. Takagi, T. Fujino, T. Aoki, Y. Neo, H. Mimura, 
T. Yoshida, M. Nagao, and H. Murata, “A functional tiny 
electron gun for a true microcolumn”, 24th Int. Vacuum 
Nanoelectronics Conf., Wuppertal, Germany (2011). 

・H. Mimura, Y. Nneo, T. Aoki, T. Yoshida, and M. Nagao 
“Field emitter technologies for ultra fine imaging devices”, 
11th Int. Meeting on Information Display, Seoul, Korea 
Invited (2011). 

・M. Fukazawa, T. Mori, H. Kominami, Y. Nakanishi and K. 
Hara, “Low-Temperature Synthesis of Single-Crystal AlN 
Particles by Chemical Vapor Deposition for Phosphor 
Applications”, Proc.  18th Int. Display Workshops, 783 
(2011). 

・W. Du, H. Inokawa, H. Satoh and A. Ono, “SOI 
metal-oxide-semiconductor field-effect transistor photon 
detector based on single-hole counting”, Optics Letters,  
36[15], 2800-2802 (2011). 

・W. Du, H. Inokawa and H. Satoh, “Single-Photon Detection 
by a Simple SOI MOSFET”, 24th Int. Microprocesses and 
Nanotechnology Conf. (MNC 2011), 26C-6-5L (Kyoto, 
Japan, 2011). 

・Y. Suzuki, T. Okamoto, J. Trevino, T. Kimura, S. Sakamoto, 
Z. L. Cui, M. Katsumoto and Y. Iwaya, “Toward 3D 
spatial audio systems with high sense-of-presence”, Proc. 
5th Int. Universal Communication Symp. (IUCS), TS-3-1 
(2011). 

・Y. Iwaya, T. Okamoto, J. Torevino, S. Sakamoto and Y. 
Suzuki, “Measurement and reproduction of high-definition 
sound space information using numerous microphones and 
loudspeakers”, Proc. Internoise2011, SS20: Mon-4-8 
(2011). 

・S.J. Greaves, H. Muraoka and Y. Kanai, “The potential of bit 
patterned media in shingled recording,”, J. Magn. Magn. 
Mater., 324[3], 314-320 (2012). 

・Y. Kashiwase, K. Matsumiya, I. Kuriki and S. Shioiri, 
“Time courses of attentional modulation in neural 
amplification and synchronization measured with 
steady-state visual evoked potentials”, J. Cognitive 
Neuroscience (accepted for publication). 

・M. Harasawa and S. Shioiri, “Asymmetrical brain activity 
induced by voluntary spatial attention depends on the 
visual hemifield:A functional near-infrared spectroscopy 
study”, Brain and Cognition, 75, 292-298 (2011). 
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１．東北大学電気通信研究所・組織連携型共同プロ

ジェクト研究・研究会 
－スーパーハイビジョンを越えて－ 

  日 時：2011年12月19日（月） 
  場 所：静岡大学浜松キャンパス 

電子工学研究所会議室 
  出席者：静岡大学 三村，原，猪川，中西 

田部，川井，香川 
      東北大学 鈴木，村岡 
      ＮＨＫ  斉藤，宮本 
  内 容：第2期では，スーパーハイビジョンの

さらなる高性能化を目指し，今後必要とされる

要素技術について，それらの研究の方向性や可

能性を探るための研究討論を行っていく。具体

的には，参画3組織における他の関連研究者や

他の関連組織の研究者に参加を呼びかけ，年に

一度程度，テーマを決めて研究討論会を開催し

ていくことを目指し，その第1回として，上記

の出席者・講演者の他電子工学研究所の教職員

の出席の下，下記のプログラムにより研究討論

会を開催した。 
プログラム 

  (1) 「将来の超高精細音響システムの実現に向

けて」 
          鈴木 陽一（東北大学 電気通信研究所） 
  (2) 「磁性細線を用いた超高速記録デバイス」 
     宮本 泰敬（ＮＨＫ放送技術研究所 撮

像・記録デバイス研究部） 
  (3) 「シリコンナノ構造を用いたドーパント原

子デバイスとフォトン検出」 
     田部 道晴（静岡大学 電子工学研究所） 
  (4) 「Sampling beyond the Sampling」 
     香川景一郞（静岡大学 電子工学研究所） 
  (5) 「光増感化合物を用いたアップコンバージ

ョン機構と光機能素子への応用」 
     川井 秀記（静岡大学 電子工学研究所） 
  
２．東北大学電気通信研究所主催：「平成23年度共

同プロジェクト研究発表会」セッション 4「情

報社会を支えるシステムとソフトウェア」にお

いて本プロジェクトの成果の一部が発表された。 
  日 時：2012年3月2日（金） 
  場 所：江陽グランドホテル（仙台市） 
  出席者：静岡大学 川人 
      東北大学 鈴木，村岡，塩入 
           その他，東北大学教職員，一般の市民も

参加した。 
  内 容： 
  (1) 「33M画素120fpsスーパーハイビジョン撮像

素子の開発 
    川人 祥二（静岡大学 電子工学研究所） 

 (2) 「情報喪失のない高信頼性クラウドストレー

ジ技術の開発」 
    村岡 裕明（東北大学 電気通信研究所） 
  いずれもスーパーハイビジョンにとって中核を

なす(1)撮像素子および(2)記憶素子の開発の状

況ならびにこれまでの成果について発表された。 
 
［３］成果 
（３－１）研究成果 
  第2期の本共同プロジェクト研究を推進するに

あたり，上記［２］に示されたサブプロジェクト

の今年度の研究計画に基づいて研究を展開した。

それぞれのサブプロジェクトの研究成果は下記の

通りである。 
【静岡大学・川人教授－NHK・大竹主研】 

スーパーハイビジョンシステムに向け、3300万
画素で初めてとなる120fpsを達成した超高精細高

速撮像素子を開発した。高速かつ低消費電力を実

現するため，サイクリックADC を 2 段パイプラ

イン動作させる方式を考案し，これを実装して

0.18um CIS 技術により試作を行った。その結果，

消費電力 2.5W と従来報告されている高精細高速

撮像素子に比べて大幅な低電力化が実現された。

ノイズ性能等も良好であり，消費電力とノイズの

積を，読み出し周波数で割ったFigure of Meritと
しても，高精細高速撮像素子としては，これまで

報告されているものの中で最も優れた値を得た。

今後，高量子効率化，さらなる低ノイズ化，広ダ

イナミックレンジ化等に向けた開発を進める。 
【静岡大学・三村教授】 
  SHVディスプレイやSHV HARPでは，電子ビ

ームを収束でき。かつ放出電流量が 減少しない電

界放出微小電子源の開発が重要である。平成 23
年度は，実際に撮 像素子やディスプレイに使用可

能な，金属のティップのスピント型でかつ 
volcano 構造の新型ダブルゲート型実現に向けた

検討を行った。 
【静岡大学・原 教授－NHK・田中主研】 
  発光型の高精細ディスプレイに求められるサブ

ミクロン蛍光体として GaN 系ナノ構造埋込型粒

子に注目し，この開発に向けて，基本となる化学

気相作製プロセスの最適化を進めた。特に，コア

部の形成に関しては，ほとんどが単結晶のAlN粒

子の合成を達成すると共に，粒子形状の制御も可

能とした。 
 
 

 

【静岡大学・猪川教授】 
  単電子カウンティング光検出器において、SOI 

MOSFETのゲート・ソース／ドレイン拡散層間の

オフセットを取り除いても従来と同等以上の性能

が得られることを確認した。この構造は製造が容

易であり，特定の条件下（波長550 nm）では従来

より１桁高い量子効率（約 4%）が得られること

も分った。この新構造でも，室温動作，低ダーク

カウント，低電圧の特徴に変わりはない。RF信号

の反射を利用した MOSFET 単電子検出器の高速

化は検討が進展し，従来の２倍の感度（1.7×10-3 

e/√Hz）を達成した。 
【東北大学・鈴木教授－NHK・渡辺主研，安藤主研】 
  スーパーハイビジョン用22.2チャネルスピーカ

ーアレイで音空間をさらに忠実に再現できるよう

に，不等間隔スピーカ配列によって高次アンビソ

ニック再生音の精度を向上するためのアルゴリズ

ムの開発を行った。また，家庭内で手軽にスーパ

ーハイビジョン音空間を享受できるよう，2 チャ

ネル聴覚ディスプレイ用信号としてミックスダウ

ンして聴取者に提示するため，仰角定位の知覚手

がかりに関する研究を進めた。 
【東北大学・村岡教授－NHK・林主研】 
  スーパーハイビジョン映像のストレージには

72Gbps 以上の超高速転送レートと単位時間当た

り極めて大きな記録容量を要し解決すべき課題が

多い。転送レートについて現状のストレージは

1Gbps 程度であり並列転送技術が欠かせないがス

トレージ機器単体の高速化も必須である。このた

めの HDD の高線密度化，および並列型ストレー

ジシステムの構成法を検討した。 
【東北大学・塩入教授－NHK・江本主研】 
  広視野映像観察時の注意状況を評価するために，

視聴者の頭部運動と視線を同時に計測するシステ

ムを開発した。また注意モデルにおいて，一人称

的視点の映像を用いたい場合に，自己運動成分と

対象物の運動の分離の必要性を確認した。 
（３－２）波及効果と発展性など 
  本共同プロジェクト研究がスーパーハイビジョ

ンの開発を支援することにより，NHKが2020年
以降に実用化を目指す SHV による放送サービス

の実現に寄与するとともに，静大電研，東北大通

研共に，NHKという公的機関を通じた社会貢献と

いう形で，将来の画像技術に対して多大なる貢献

ができ，またそれが画像技術コミュニティーに広

く認められる。SHV技術は，放送技術改革にとど

まらず，サイエンス，医療，バイオ，福祉等に改

革をもたらすビッグ技術に確実に発達するものと

考えられる。現時点から，SHV技術を支援してお

くことは，今後国家プロジェクト等のビッグプロ

ジェクト獲得につながる可能性が高い。 
 
���成果�� 
・T. Watabe, K. Kitamura, T. Sawamoto, T. Kosugi, T. 

Akahori, T. Iida, K. Isobe, T. Watanabe, H. Shimamoto, H. 
Ohtake, S. Aoyama, S. Kawahito and N. Egami, “A 
33Mpixel 120fps CMOS Image Sensor Using 12b 
Column-Parallel Pipelined Cyclic ADCs”, Dig. Tech. 
Papers, IEEE Int. Solid-State Circuits Conf., pp. 388-389 
(2012). 

・A. Koike, Y. Takagi, T. Fujino, T. Aoki, Y. Neo, H. Mimura, 
T. Yoshida, M. Nagao, and H. Murata, “A functional tiny 
electron gun for a true microcolumn”, 24th Int. Vacuum 
Nanoelectronics Conf., Wuppertal, Germany (2011). 

・H. Mimura, Y. Nneo, T. Aoki, T. Yoshida, and M. Nagao 
“Field emitter technologies for ultra fine imaging devices”, 
11th Int. Meeting on Information Display, Seoul, Korea 
Invited (2011). 

・M. Fukazawa, T. Mori, H. Kominami, Y. Nakanishi and K. 
Hara, “Low-Temperature Synthesis of Single-Crystal AlN 
Particles by Chemical Vapor Deposition for Phosphor 
Applications”, Proc.  18th Int. Display Workshops, 783 
(2011). 

・W. Du, H. Inokawa, H. Satoh and A. Ono, “SOI 
metal-oxide-semiconductor field-effect transistor photon 
detector based on single-hole counting”, Optics Letters,  
36[15], 2800-2802 (2011). 

・W. Du, H. Inokawa and H. Satoh, “Single-Photon Detection 
by a Simple SOI MOSFET”, 24th Int. Microprocesses and 
Nanotechnology Conf. (MNC 2011), 26C-6-5L (Kyoto, 
Japan, 2011). 

・Y. Suzuki, T. Okamoto, J. Trevino, T. Kimura, S. Sakamoto, 
Z. L. Cui, M. Katsumoto and Y. Iwaya, “Toward 3D 
spatial audio systems with high sense-of-presence”, Proc. 
5th Int. Universal Communication Symp. (IUCS), TS-3-1 
(2011). 

・Y. Iwaya, T. Okamoto, J. Torevino, S. Sakamoto and Y. 
Suzuki, “Measurement and reproduction of high-definition 
sound space information using numerous microphones and 
loudspeakers”, Proc. Internoise2011, SS20: Mon-4-8 
(2011). 

・S.J. Greaves, H. Muraoka and Y. Kanai, “The potential of bit 
patterned media in shingled recording,”, J. Magn. Magn. 
Mater., 324[3], 314-320 (2012). 

・Y. Kashiwase, K. Matsumiya, I. Kuriki and S. Shioiri, 
“Time courses of attentional modulation in neural 
amplification and synchronization measured with 
steady-state visual evoked potentials”, J. Cognitive 
Neuroscience (accepted for publication). 

・M. Harasawa and S. Shioiri, “Asymmetrical brain activity 
induced by voluntary spatial attention depends on the 
visual hemifield:A functional near-infrared spectroscopy 
study”, Brain and Cognition, 75, 292-298 (2011). 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択��H23/S2 

 

スピントロニクス国際�� 
 
［１］組織 
  代表者：伊藤 公平 

（慶應義塾大学理工学部） 
  対応者：大野 英男 

（東北大学電気通信研究所）  
分担者： 

江藤 幹雄（慶應義塾大学理工学部） 
     斎木 敏治（慶應義塾大学理工学部） 
         的場 正憲（慶應義塾大学理工学部） 
     佐藤 徹哉（慶應義塾大学理工学部） 
     松本 佳宣（慶應義塾大学理工学部） 
     栄長 泰明（慶應義塾大学理工学部） 
     野崎 幸雄（慶應義塾大学理工学部） 
     山本 直樹（慶應義塾大学理工学部） 
     山口 明啓（慶應義塾大学理工学部） 
         枝松 圭一（東北大学電気通信研究所） 
         白井 正文（東北大学電気通信研究所） 

羽生 貴弘（東北大学電気通信研究所） 
村岡 裕明（東北大学電気通信研究所） 
池田 正二（東北大学電気通信研究所） 
大野 裕三（東北大学電気通信研究所） 
小坂 英男（東北大学電気通信研究所） 
島津 武仁（東北大学電気通信研究所） 
板倉 文礼（東北大学電気通信研究所） 
平山 祥郎（東北大学理学研究科） 
遊佐  剛（東北大学理学研究科） 
安藤 康夫（東北大学工学研究科） 
佐久間昭正（東北大学工学研究科） 
佐橋 政司（東北大学工学研究科） 
杉本  論（東北大学工学研究科） 
高橋  研（東北大学工学研究科） 
新田 淳作（東北大学工学研究科） 
大兼 幹彦（東北大学工学研究科） 
好田  誠（東北大学工学研究科） 
齊藤  伸（東北大学工学研究科） 
土浦 宏紀（東北大学工学研究科） 
角田 匡清（東北大学工学研究科） 
手束 展規（東北大学工学研究科） 
高梨 弘毅（東北大学金属材料研究所） 
水口 将輝（東北大学金属材料研究所） 
有馬 孝尚（東北大学多元物質学研究所） 
北上  修（東北大学多元物質学研究所） 

岡本  聡（東北大学多元物質学研究所） 
遠藤 哲郎（東北大学学際科学国際高等 
      研究センター） 
宮崎 照宣（東北大学原子分子材料科学 

高等研究センター） 
吉田  博（大阪大学基礎工学研究科） 
鈴木 義茂（大阪大学基礎工学研究科） 
木村  剛（大阪大学基礎工学研究科） 
佐藤 和則（大阪大学基礎工学研究科） 
河野  浩（大阪大学基礎工学研究科） 
白石 誠司（大阪大学基礎工学研究科） 
 

研究費： 物件費・旅費  300万円 
 
［２］研究経過 
（スピントロニクス（Spintronics）とは、物質の電

気特性と磁気特性の双方を制御することにより得ら

れる新しい物理現象を利用して、エレクトロニクス・

マグネティクス・フォトニクスといった電子・情報通

信産業のイノベーションを創成する新しい学術分野

である。微細化（ムーアの法則）のみに頼る手法では

半導体産業の発展が限界を迎える現在、世界的に最も

影響力が強い「国際半導体技術ロードマップ

(International Technology Roadmap for Semiconductors、通
常略してITRS)」は2020年以降の電子・情報通信産業

の発展を支える重点技術の最有力候補としてスピン

トロニクスを明記している。これを受けて、総合科学

技術会議が革新的技術戦略の一つとしてスピントロ

ニクスを取り上げて技術立国日本としてのリーダー

シップとプライオリティーを確保することの緊急性

と重要性を強調している。 
これまでのスピントロニクス分野の発展に対する

我が国の科学者・工学者の寄与は極めて大きい。特に

量子力学的効果を顕在化するためのナノテクノロジ

ーが不可欠であるため、材料とナノテクノロジーに力

点をおいた日本の基幹研究が世界のスピントロニク

ス展開をリードしてきた。また、量子力学的なナノス

ケールのスピントロニクス現象が実際のデバイスの

大きさで巨視的な協調現象として観測できるまでの

発展を遂げ、産業応用への期待が高まると同時に、古

典電磁気学の基礎を問いただすノーベル物理学賞ク

ラスの新たな研究展開も繰り広げられている。すなわ

 

ち、基礎科学的イノベーションと産業イノベーション

が協調的に発展をとげる極めて稀な科学技術革新分

野であり、世界との競争と協調を意識しながら我が国

が積極的に本分野の発展を先導する必要がある。 
このような観点から、平成20〜22年度は、東北大通

研共同プロジェクトS「スピントロニクス連携ネット

ワーク」を実施し、科研費特定領域やその他の競争的

研究資金の枠組みを遙かに超えて、全国の研究者に門

戸を開き、国公私立大学の先端的学術成果と、独立大

学法人の共同利用・共同研究施設や附置研のリソース

を統合する共同研究ネットワークを構築することを

行った。このように国内ネットワークが整った現在、

直ちに取り組むべき事項が本国内連携を世界に拡げ

て我が国の優位性とプライオリティーを確保するこ

とである。そこで本共同プロジェクトは「スピントロ

 
図１ Spintronics Research Netのホームページ 
 

ニクス国際連携」と題し、世界中のエキスパートに

本連携への参加を促し、国際連携および科学外交と

いう両側面から我が国がスピントロニクスの発展を

支える土台を整えることを目的としている。 
 
［３］成果 
 平成２３年度に開始した本事業では、既に確立さ

れた国内連携ネットワークのメンバーが中心となり

二つのスピントロニクス関連国際会議を共催し、世

界中から集まる研究者と学生への本国際連携を紹介

して参加者を増やした。共催した国際会議はThe 5th 

International Workshop on Spin Currents（2011年7月
25〜28日、仙台国際センター）とThe 6th International 
School and Conference on Spintronics and Quantum 
Information Technology: Spintech6（2011年8月1〜5
日、松江くにびきメッセ国際会議場）で、延べ 200
名以上の研究者が海外から集う催しとなった。特に

後者のSpintech6は本申請の代表者：伊藤と東北大通

研・大野裕三が委員長として企画・運営したもので、

本プロジェクトでは初めの2日間で100名以上の大

学院生と若手研究者が参加したスクール（入門講座）

を主催し、国際連携という観点から若手人材の育成

を行った。講師は本プロジェクトメンバーが中心と

なり海外からの研究者も招聘して揃えた。 
 また、本国際連携では従来の第一線の研究者が集

まり議論をする研究集会型の共同研究事業とは異な

り、最先端の知識や成果のビデオ配信・スピントロ

ニクス入門ビデオ講義配信・一般向けスピントロニ

クス研究の紹介ビデオなどを英語と日本語で世界中

に発信する「共有機構」を構築するもので、その「つ

ながり」により誘発されるスキルを持った人材の流

動性を重視し、その一人一人が世界のスピントロニ

クス研究機関を渡り歩くことにより共同研究の促進

に取り組むことである。図1に示すホームページを

充実させ、海外研究者への情報発信を充実させた。 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択��H23/S2 

 

スピントロニクス国際�� 
 
［１］組織 
  代表者：伊藤 公平 

（慶應義塾大学理工学部） 
  対応者：大野 英男 

（東北大学電気通信研究所）  
分担者： 

江藤 幹雄（慶應義塾大学理工学部） 
     斎木 敏治（慶應義塾大学理工学部） 
         的場 正憲（慶應義塾大学理工学部） 
     佐藤 徹哉（慶應義塾大学理工学部） 
     松本 佳宣（慶應義塾大学理工学部） 
     栄長 泰明（慶應義塾大学理工学部） 
     野崎 幸雄（慶應義塾大学理工学部） 
     山本 直樹（慶應義塾大学理工学部） 
     山口 明啓（慶應義塾大学理工学部） 
         枝松 圭一（東北大学電気通信研究所） 
         白井 正文（東北大学電気通信研究所） 

羽生 貴弘（東北大学電気通信研究所） 
村岡 裕明（東北大学電気通信研究所） 
池田 正二（東北大学電気通信研究所） 
大野 裕三（東北大学電気通信研究所） 
小坂 英男（東北大学電気通信研究所） 
島津 武仁（東北大学電気通信研究所） 
板倉 文礼（東北大学電気通信研究所） 
平山 祥郎（東北大学理学研究科） 
遊佐  剛（東北大学理学研究科） 
安藤 康夫（東北大学工学研究科） 
佐久間昭正（東北大学工学研究科） 
佐橋 政司（東北大学工学研究科） 
杉本  論（東北大学工学研究科） 
高橋  研（東北大学工学研究科） 
新田 淳作（東北大学工学研究科） 
大兼 幹彦（東北大学工学研究科） 
好田  誠（東北大学工学研究科） 
齊藤  伸（東北大学工学研究科） 
土浦 宏紀（東北大学工学研究科） 
角田 匡清（東北大学工学研究科） 
手束 展規（東北大学工学研究科） 
高梨 弘毅（東北大学金属材料研究所） 
水口 将輝（東北大学金属材料研究所） 
有馬 孝尚（東北大学多元物質学研究所） 
北上  修（東北大学多元物質学研究所） 

岡本  聡（東北大学多元物質学研究所） 
遠藤 哲郎（東北大学学際科学国際高等 
      研究センター） 
宮崎 照宣（東北大学原子分子材料科学 

高等研究センター） 
吉田  博（大阪大学基礎工学研究科） 
鈴木 義茂（大阪大学基礎工学研究科） 
木村  剛（大阪大学基礎工学研究科） 
佐藤 和則（大阪大学基礎工学研究科） 
河野  浩（大阪大学基礎工学研究科） 
白石 誠司（大阪大学基礎工学研究科） 
 

研究費： 物件費・旅費  300万円 
 
［２］研究経過 
（スピントロニクス（Spintronics）とは、物質の電

気特性と磁気特性の双方を制御することにより得ら

れる新しい物理現象を利用して、エレクトロニクス・

マグネティクス・フォトニクスといった電子・情報通

信産業のイノベーションを創成する新しい学術分野

である。微細化（ムーアの法則）のみに頼る手法では

半導体産業の発展が限界を迎える現在、世界的に最も

影響力が強い「国際半導体技術ロードマップ

(International Technology Roadmap for Semiconductors、通
常略してITRS)」は2020年以降の電子・情報通信産業

の発展を支える重点技術の最有力候補としてスピン

トロニクスを明記している。これを受けて、総合科学

技術会議が革新的技術戦略の一つとしてスピントロ

ニクスを取り上げて技術立国日本としてのリーダー

シップとプライオリティーを確保することの緊急性

と重要性を強調している。 
これまでのスピントロニクス分野の発展に対する

我が国の科学者・工学者の寄与は極めて大きい。特に

量子力学的効果を顕在化するためのナノテクノロジ

ーが不可欠であるため、材料とナノテクノロジーに力

点をおいた日本の基幹研究が世界のスピントロニク

ス展開をリードしてきた。また、量子力学的なナノス

ケールのスピントロニクス現象が実際のデバイスの

大きさで巨視的な協調現象として観測できるまでの

発展を遂げ、産業応用への期待が高まると同時に、古

典電磁気学の基礎を問いただすノーベル物理学賞ク

ラスの新たな研究展開も繰り広げられている。すなわ

 

ち、基礎科学的イノベーションと産業イノベーション

が協調的に発展をとげる極めて稀な科学技術革新分

野であり、世界との競争と協調を意識しながら我が国

が積極的に本分野の発展を先導する必要がある。 
このような観点から、平成20〜22年度は、東北大通

研共同プロジェクトS「スピントロニクス連携ネット

ワーク」を実施し、科研費特定領域やその他の競争的

研究資金の枠組みを遙かに超えて、全国の研究者に門

戸を開き、国公私立大学の先端的学術成果と、独立大

学法人の共同利用・共同研究施設や附置研のリソース

を統合する共同研究ネットワークを構築することを

行った。このように国内ネットワークが整った現在、

直ちに取り組むべき事項が本国内連携を世界に拡げ

て我が国の優位性とプライオリティーを確保するこ

とである。そこで本共同プロジェクトは「スピントロ

 
図１ Spintronics Research Netのホームページ 
 

ニクス国際連携」と題し、世界中のエキスパートに

本連携への参加を促し、国際連携および科学外交と

いう両側面から我が国がスピントロニクスの発展を

支える土台を整えることを目的としている。 
 
［３］成果 
 平成２３年度に開始した本事業では、既に確立さ

れた国内連携ネットワークのメンバーが中心となり

二つのスピントロニクス関連国際会議を共催し、世

界中から集まる研究者と学生への本国際連携を紹介

して参加者を増やした。共催した国際会議はThe 5th 

International Workshop on Spin Currents（2011年7月
25〜28日、仙台国際センター）とThe 6th International 
School and Conference on Spintronics and Quantum 
Information Technology: Spintech6（2011年8月1〜5
日、松江くにびきメッセ国際会議場）で、延べ 200
名以上の研究者が海外から集う催しとなった。特に

後者のSpintech6は本申請の代表者：伊藤と東北大通

研・大野裕三が委員長として企画・運営したもので、

本プロジェクトでは初めの2日間で100名以上の大

学院生と若手研究者が参加したスクール（入門講座）

を主催し、国際連携という観点から若手人材の育成

を行った。講師は本プロジェクトメンバーが中心と

なり海外からの研究者も招聘して揃えた。 
 また、本国際連携では従来の第一線の研究者が集

まり議論をする研究集会型の共同研究事業とは異な

り、最先端の知識や成果のビデオ配信・スピントロ

ニクス入門ビデオ講義配信・一般向けスピントロニ

クス研究の紹介ビデオなどを英語と日本語で世界中

に発信する「共有機構」を構築するもので、その「つ

ながり」により誘発されるスキルを持った人材の流

動性を重視し、その一人一人が世界のスピントロニ

クス研究機関を渡り歩くことにより共同研究の促進

に取り組むことである。図1に示すホームページを

充実させ、海外研究者への情報発信を充実させた。 
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［４］成果資料   
（学術論文） 

  

（１）S. Hu, Y. Kawamura, K. C. Y. Huang, Y. Li,    

A. F. Marshall, K. M. Itoh, M. L. Brongersma, 

and P. C. McIntyre, "Thermal Stability and 

Surface Passivation of Ge Nanowires Coated 

by Epitaxial SiGe Shells," Nano Lett., 

dx.doi.org/10.1021/nl204053w (2012). 
（２）W. Akhtar, V. Filidou, T. Sekiguchi, E.   

   Kawakami, T. Itahashi, L. Vlasenko, J. J.     

L. Morton, and K. M. Itoh, "Coherent 

Storage of Photoexcited Triplet States 

Using 29Si Nuclear Spins in Silicon," Phys. 

Rev. Lett. 108, 097601 (2012). 

（３）G. C. Knee, S. Simmons, E. M. Gauger, J. J.  

L. Morton, H. Riemann, N. V. Abrosimov, P. 

Becker, H.-J. Pohl, K. M. Itoh, M. L. W. 

Thewalt, G. Andrew, D. Briggs, and S. C. 

Benjamin, "Violation of a Leggett–Garg 

Inequality with Ideal Non-Invasive 

Measurements," Nature Communications 3, 

606 (2012). 

（４）A. M. Tyryshkin, S. Tojo, J. J. L. Morton,    

H. Riemann, N. V. Abrosimov, P. Becker, 

H.-J. Pohl, T. Schenkel, M. L. W. Thewalt, 

K. M. Itoh, and S. A. Lyon, "Electron Spin 

Coherence Exceeding Seconds in High Purity 

Silicon," Nature Materials 11, 143-147 

(2012). 

（５）M. Tomita, M. Koike, H. Akutsu, S. Takeno,  

Y. Kawamura, Y. Shimizu, M. Uematsu, and K. 

M. Itoh, "Investigation of the Factors 

Determining the SIMS Depth Resolution in 

Silicon-Isotope Multiple Layers," J. Vac. 

Sci. Technol. B 30, 011803 (2011). 

（６） T. Ishikawa, K. Koga, T. Itahashi, K. M. 

Itoh, and L. S. Vlasenko, "Optical 

Properties of Triplet States of Excitons 

Bound to Interstitial-Carbon 

Interstitial-Oxygen Defects in Silicon," 

Phys. Rev. B 84, 115204 (2011). 

（７）X. Y. Wang, C.H. Huang, R. Tsukamoto, P. A.  

Mortemousque, K. M. Itoh, Y. Ohno, and S. 

Samukawa, "Damage-Free Top-Down Processes 

for Fabricating Two-Dimensional Arrays of 

7 nm GaAs Nanodiscs Using Bio-Templates and 

Neutral Beam Etching," Nanotechnology 22, 

365301 (2011). 

（８）Y. Kawamura, M. Uematsu, Y. Hoshi, K. Sawano, 

M. Myronov, Y. Shiraki, E. E. Haller, and 

K. M. Itoh, "Self-Diffusion in 

Compressively Strained Ge," J. Appl. Phys. 

110, 034906 (2011). 

（９）A. R. Stegner, H. Tezuka, H. Riemann, N. V. 

Abrosimov, P. Becker, H.-J. Pohl, M. L. W. 

Thewalt, K. M. Itoh, and M. S. Brandt, 

"Correlation of residual impurity 

concentration and acceptor electron 

paramagnetic resonance linewidth in 

isotopically engineered Si," Appl. Phys. 

Lett. 99, 032101 (2011). 

（10）W. Akhtar, H. Morishita, K. Sawano, Y. 

Shiraki, L. S. Vlasenko, and K. M. Itoh, 

"Electrical Detection of Cross Relaxation 

between Electron Spins of Phosphorus and 

Oxygen-Vacancy Centers in Silicon," Phys. 

Rev. B 84, 045204 (2011). 

（11）L. J. García, Y. Kawamura, M. Uematsu, J. 

M. Hernández-Mangas, and K. M. Itoh, "Monte 

Carlo Simulation of Silicon Atomic 

Displacement and Amorphization Induced by 

Ion Implantation," J. Appl. Phys. 109, 

123507 (2011). 

（12）M. Steger, T. Sekiguchi, A. Yang, K. Saeedi, 

M. E. Hayden, M. L. W. Thewalt, K. M. Itoh, 

H. Riemann, N. V. Abrosimov, P. Becker, and 

H.-J. Pohl, "Optically-Detected NMR of 

Optically-Hyperpolarized 31P Neutral 

Donors in 28Si," J. Appl. Phys. 109, 102411 

(2011). 

 

（会議記録） 

（１）The 6th International School and Conference on   
Spintronics and Quantum Information Technology: 
Spintech6（2011年8月1〜5日、松江くにびきメ

ッセ国際会議場） 
 

 

 

「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

�２３��３ 

 

ナノエレクトロニクスに関する連携研究 
 
 
［１］組織 
  代表者：逢坂 哲彌 

（早稲田大学ナノ理工学研究機構長） 
  対応者：庭野 道夫 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

本間 敬之（早稲田大理工学術院先進理工

学部）  
堀越 佳治（同上） 
宇高 勝之（早稲田大学理工学術院基幹理

工学部） 
川原田 洋（同上） 
庄子 習一（同上） 
山本 知之（同上） 
渡邉 孝信（同上）  
谷井 孝至（同上） 
品田 賢宏（早稲田大学高等研究所） 
石山 和志（東北大学電気通信研究所） 
上原 洋一（同上） 
枝松 圭一（同上） 
大野 英男（同上） 
尾辻 泰一（同上） 
白井 正文（同上） 
末光 眞希（同上） 
長  康雄（同上） 
中沢 正隆（同上） 
村岡 裕明（同上） 
室田 淳一（同上） 

 
   研究費（物件費及び旅費）：３００万円 
 
［２］研究経過 
ナノ構造の創製技術とそれの電子デバイス等への

応用技術の開発は、これからの情報通信分野の新機

能デバイス創製基盤技術を確立する上で極めて重要

である。早稲田大学ナノ理工学研究機構は世界に誇

るナノテクノロジー関連の研究活動を統合する為の

組織として発足し、ナノ理工学に関する研究活動を

一つに束ねてワンストップ型の研究開発体制を築い

ていくことをその役割としており、これまでに電気

化学的手法から微細加工技術まで、多様なナノ構造

創製技術を培ってきている。一方、東北大学電気通

信研究所では、情報デバイス研究部門、ブロードバ

ンド工学研究部門やナノ・スピン実験施設を中心と

して、ナノ構造を用いた電子デバイスや集積回路の

創製に関して、これまで、世界的に評価されている

研究成果を数多く上げている。本プロジェクト研究

では、これらの二つの研究機関が融合研究を実施す

ることにより、異分野技術の融合による新しい情報

通信デバイスの実現を目指した研究を推進すること

を目的とした。また、両機関が、若手研究者育成に

関しても緊密に連携することにより、グローバル化

に対応できる研究能力の高い若手研究者の育成に努

めることも目的とした。 
本年度は、『ナノエレクトロニクスに関する連携研

究』というテーマで、平成１２年１月１３日（金）、

電気通信研究所ナノ・スピン総合研究棟４Ｆカンフ

ァレンスルームにおいて第１回研究会を開催した。

早稲田大学からは７名、通研側からは１２名の研究

発表者があり、参加者は約４０名であった。今回の

研究会は研究紹介を目的としていたため、幅広い分

野の研究者に最近の研究成果を中心に講演して頂い

た。以下に講演者と講演題目を発表順に列挙する。 
 
（前半）司会：庭野道夫 
中沢正隆（通研所長）「東北大通研アクティビティ

紹介」 
     通研の紹介と通研共同プロジェクト研

究の目的と実施体制等についての紹介

があった。 
逢坂哲彌（早稲田大学ナノ機構長）「早稲田大学ナ

ノ理工学研究機構アクティビティ紹介」

機構の組織や機構の中で実施されてい

る主な研究プロジェクト等についての

紹介があった。 
宇高勝之（早稲田大学）「光ネットワーク用低消費

電力光スイッチ」 
尾辻泰一（通研）「グラフェンテラヘルツレーザー

の創出」 
枝松圭一（通研）「光ファイバおよびシリコン細線

導波路の単一光子レベル光学非線形性

の測定」 
川原田洋（早稲田大学）「ダイヤモンドトランジス
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［４］成果資料   
（学術論文） 

  

（１）S. Hu, Y. Kawamura, K. C. Y. Huang, Y. Li,    

A. F. Marshall, K. M. Itoh, M. L. Brongersma, 

and P. C. McIntyre, "Thermal Stability and 

Surface Passivation of Ge Nanowires Coated 

by Epitaxial SiGe Shells," Nano Lett., 

dx.doi.org/10.1021/nl204053w (2012). 
（２）W. Akhtar, V. Filidou, T. Sekiguchi, E.   

   Kawakami, T. Itahashi, L. Vlasenko, J. J.     

L. Morton, and K. M. Itoh, "Coherent 

Storage of Photoexcited Triplet States 

Using 29Si Nuclear Spins in Silicon," Phys. 

Rev. Lett. 108, 097601 (2012). 

（３）G. C. Knee, S. Simmons, E. M. Gauger, J. J.  

L. Morton, H. Riemann, N. V. Abrosimov, P. 

Becker, H.-J. Pohl, K. M. Itoh, M. L. W. 

Thewalt, G. Andrew, D. Briggs, and S. C. 

Benjamin, "Violation of a Leggett–Garg 

Inequality with Ideal Non-Invasive 

Measurements," Nature Communications 3, 

606 (2012). 

（４）A. M. Tyryshkin, S. Tojo, J. J. L. Morton,    

H. Riemann, N. V. Abrosimov, P. Becker, 

H.-J. Pohl, T. Schenkel, M. L. W. Thewalt, 

K. M. Itoh, and S. A. Lyon, "Electron Spin 

Coherence Exceeding Seconds in High Purity 

Silicon," Nature Materials 11, 143-147 

(2012). 

（５）M. Tomita, M. Koike, H. Akutsu, S. Takeno,  

Y. Kawamura, Y. Shimizu, M. Uematsu, and K. 

M. Itoh, "Investigation of the Factors 

Determining the SIMS Depth Resolution in 

Silicon-Isotope Multiple Layers," J. Vac. 

Sci. Technol. B 30, 011803 (2011). 

（６） T. Ishikawa, K. Koga, T. Itahashi, K. M. 

Itoh, and L. S. Vlasenko, "Optical 

Properties of Triplet States of Excitons 

Bound to Interstitial-Carbon 

Interstitial-Oxygen Defects in Silicon," 

Phys. Rev. B 84, 115204 (2011). 

（７）X. Y. Wang, C.H. Huang, R. Tsukamoto, P. A.  

Mortemousque, K. M. Itoh, Y. Ohno, and S. 

Samukawa, "Damage-Free Top-Down Processes 

for Fabricating Two-Dimensional Arrays of 

7 nm GaAs Nanodiscs Using Bio-Templates and 

Neutral Beam Etching," Nanotechnology 22, 

365301 (2011). 
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（会議記録） 

（１）The 6th International School and Conference on   
Spintronics and Quantum Information Technology: 
Spintech6（2011年8月1〜5日、松江くにびきメ

ッセ国際会議場） 
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ナノエレクトロニクスに関する連携研究 
 
 
［１］組織 
  代表者：逢坂 哲彌 

（早稲田大学ナノ理工学研究機構長） 
  対応者：庭野 道夫 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

本間 敬之（早稲田大理工学術院先進理工

学部）  
堀越 佳治（同上） 
宇高 勝之（早稲田大学理工学術院基幹理

工学部） 
川原田 洋（同上） 
庄子 習一（同上） 
山本 知之（同上） 
渡邉 孝信（同上）  
谷井 孝至（同上） 
品田 賢宏（早稲田大学高等研究所） 
石山 和志（東北大学電気通信研究所） 
上原 洋一（同上） 
枝松 圭一（同上） 
大野 英男（同上） 
尾辻 泰一（同上） 
白井 正文（同上） 
末光 眞希（同上） 
長  康雄（同上） 
中沢 正隆（同上） 
村岡 裕明（同上） 
室田 淳一（同上） 

 
   研究費（物件費及び旅費）：３００万円 
 
［２］研究経過 
ナノ構造の創製技術とそれの電子デバイス等への

応用技術の開発は、これからの情報通信分野の新機

能デバイス創製基盤技術を確立する上で極めて重要

である。早稲田大学ナノ理工学研究機構は世界に誇

るナノテクノロジー関連の研究活動を統合する為の

組織として発足し、ナノ理工学に関する研究活動を

一つに束ねてワンストップ型の研究開発体制を築い

ていくことをその役割としており、これまでに電気

化学的手法から微細加工技術まで、多様なナノ構造

創製技術を培ってきている。一方、東北大学電気通

信研究所では、情報デバイス研究部門、ブロードバ

ンド工学研究部門やナノ・スピン実験施設を中心と

して、ナノ構造を用いた電子デバイスや集積回路の

創製に関して、これまで、世界的に評価されている

研究成果を数多く上げている。本プロジェクト研究

では、これらの二つの研究機関が融合研究を実施す

ることにより、異分野技術の融合による新しい情報

通信デバイスの実現を目指した研究を推進すること

を目的とした。また、両機関が、若手研究者育成に

関しても緊密に連携することにより、グローバル化

に対応できる研究能力の高い若手研究者の育成に努

めることも目的とした。 
本年度は、『ナノエレクトロニクスに関する連携研

究』というテーマで、平成１２年１月１３日（金）、

電気通信研究所ナノ・スピン総合研究棟４Ｆカンフ

ァレンスルームにおいて第１回研究会を開催した。

早稲田大学からは７名、通研側からは１２名の研究

発表者があり、参加者は約４０名であった。今回の

研究会は研究紹介を目的としていたため、幅広い分

野の研究者に最近の研究成果を中心に講演して頂い

た。以下に講演者と講演題目を発表順に列挙する。 
 
（前半）司会：庭野道夫 
中沢正隆（通研所長）「東北大通研アクティビティ

紹介」 
     通研の紹介と通研共同プロジェクト研

究の目的と実施体制等についての紹介

があった。 
逢坂哲彌（早稲田大学ナノ機構長）「早稲田大学ナ

ノ理工学研究機構アクティビティ紹介」

機構の組織や機構の中で実施されてい

る主な研究プロジェクト等についての

紹介があった。 
宇高勝之（早稲田大学）「光ネットワーク用低消費

電力光スイッチ」 
尾辻泰一（通研）「グラフェンテラヘルツレーザー

の創出」 
枝松圭一（通研）「光ファイバおよびシリコン細線

導波路の単一光子レベル光学非線形性

の測定」 
川原田洋（早稲田大学）「ダイヤモンドトランジス
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タ」 
大野英男（通研）「スピントロニクスの集積回路応

用」 
末光眞希（通研）「シリコン基板上エピタキシャ

ル・グラフェンの形成」 
庄子習一（早稲田大学）「３次元マイクロナノ構造

形成とその化学・生化学への応用」 
村岡裕明（通研）「高密度垂直磁気記録のためのナ

ノ磁気特性の検討」 
石山和志（通研）「磁性薄膜の異方性制御技術」 
（後半）司会：谷井孝至  
渡邉孝信（早稲田大学）「ナノデバイスにおけるキ

ャリア輸送シミュレーション」 
白井正文（通研）「垂直磁気異方性を示す新材料の

理論設計」 
山本知之（早稲田大学）「シンクロトロン放射光を

用いた極微量元素の局所環境解析」 
長 康雄（通研）「非線形誘電率顕微鏡の高機能化

及び電子デバイスへの応用」 
室田淳一（通研）「大規模集積化対応 IV族半導体

CVD原子制御プロセス」 
品田賢宏（早稲田大学）「Deterministicドーピン

グとその応用」 
上原洋一（通研）「表面ナノ構造のフォノン計測」 
 

［３］成果 
（３－１）研究成果 
本年度の研究会では、今後の研究連携の進め方を

探るために双方の研究機関の研究紹介を主目的にし

た。そのため、テーマはかなり幅広いものになった

が、双方の研究機関の研究内容をお互いに知る上で

極めて貴重な機会となり、今後の連携研究を進める

上で有意義であった。 
今後は、研究テーマを絞った研究会を双方の研究

機関を会場として交互に開催していく予定であり、

今回の研究会での発表をベースとして、研究テーマ

を選定していく予定である。可能性のある共通テー

マとしては、例えば、「カーボン系電子材料の創製と

デバイス応用」や「ナノ計測技術の進展」、「電気化

学的手法を用いたナノ構造の創製とデバイス応用」

などが挙げられる。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 次回の研究会は、早稲田大学において平成２４年

７月頃に開催する予定である。研究会では研究者だ

けでなく、学生にも発表させる予定である。学生の

発表はポスター発表を予定している。双方の研究機

関の学生がお互いの研究内容を知り、また、同世代

同士で研究討論を行うことは、若手研究者育成の観

点から極めて有意義であると期待される。 
 
前述の通り、早稲田大学ナノ理工学研究機構は世

界に誇るナノテクノロジー関連の研究活動を統合す

る為の組織として発足し、ナノ理工学に関する研究

活動を一つに束ねてワンストップ型の研究開発体制

を築いていくことをその役割としており、東北大学

電気通信研究所では、材料と情報の基礎科学から、

情報を生成・認識・伝送・蓄積・処理・制御するた

めのデバイス、 回路、アーキテクチャー、ソフトウ

ェアまでを一体化システムとしてとらえ、これらの

研究を所内外の研究者との有機的連携のもとに総合

的に進め、また、研究成果の他分野への展開や異種

分野の融合にも果敢に取り組むことを目標としてい

る。両研究機関とも先導的研究を行う拠点を形成す

ることを大きな目標に掲げており、両機関が連携す

ることにより、研究と若手研究者育成において新し

い潮流を創り出すことができると期待される。また、

両機関の人的交流はナノテクノロジー、ナノエレク

トロニクス分野の研究をこれまで以上に活性化する

と期待される。 
 
［４］成果資料 
本年度の研究会での発表内容を纏めた研究会報告

書を作成した。  
 

「様式３」 

採択回数 ①   ２   ３ 
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光ファイバネットワークを利用した地震・津波・地殻変動の 
面的な計測技術の構築 

 
 
［１］組織 
  代表者：中沢 正隆 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

廣岡 俊彦（東北大学電気通信研究所） 
吉田 真人（東北大学電気通信研究所） 

 葛西 恵介（東北大学電気通信研究所） 
 新谷 昌人（東京大学地震研究所） 
 三ヶ田 均（京都大学大学院工学研究科） 
 浅川 賢一（海洋研究開発機構） 
 高橋 幸男（海洋研究開発機構） 
 新藤 雄吾（沖電気工業） 
 堀  輝人（東京大学地震研究所） 
 坂田 正治（元防災科学研究所） 
 増田 伸 （アドバンテスト研究所） 
 
   研究費：物件費５８万円，旅費１２万４千円 
 
 
［２］研究経過 
東日本大震災を契機として、今後の激甚災害に備

えるために、地震、津波、地殻変動観測の高性能化

に大きな期待が寄せられている。このような防災シ

ステムの構築にあたって、広範囲に及ぶ各種計測デ

ータを迅速且つ正確に伝達するために、情報通信技

術が果たす役割は極めて重要である。 
我々はこれまで、通研共同プロジェクト研究「光

を用いた地震等の計測とそのネットワーキングに関

する研究」(H19～21)を通じて、周波数安定化レー

ザとその地震・津波等の高精度計測応用に関して、

地球科学分野の研究者との間で議論を重ねてきた。

その成果の一つとして、東大地震研と共同で小型絶

対重力計を開発し、周波数安定化レーザを用いた干

渉計測の高精度化により重力加速度の絶対値を 3.4 
mgalの精度（1 cmの高低差を検知できる精度）で

計測することに成功している。 
これらの実績に基づき、本年度は光伝送技術を積

極的に活用することにより新たな地震・津波計測ネ

ットワークを構築することを目的として、通研共同

プロジェクト研究Uを実施した。具体的には、光フ

ァイバネットワークを活用して地殻歪み・重力・傾

斜等の面的(２次元的)な分布を観測する計測システ

ムを構築し、多元的なデータの取得・解析により地

震・津波の検出精度を向上させることを目的として、

光通信分野と地震関連研究者による研究討論と技術

交流を行った。 
以下，研究活動状況として、本年度実施した共同

プロジェクト研究会の概要を以下に記す。 
 
日時：2012年1月30日（月）13:30~17:00 
場所：東北大学電気通信研究所2号館4階大会議室 

プログラム： 

1. 「光ファイバネットワークを利用した地震・津

波・地殻変動の面的な計測技術の構築」の概要

と目的 中沢正隆（東北大学） 

2. 「ファイバ光センサによる地震観測の現状」 

三ケ田均（京都大学） 

3. 「レーザー干渉計の地震・地殻変動観測への応

用」 新谷昌人（東京大学） 

4. 「塩分測定への半導体レーザヘテロダインダ

ブルパス干渉計の応用の試み」 

○浅川賢一、高橋幸男、石原靖久（海洋研究開

発機構） 

5. ディスカッション 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

① 神岡鉱山内の地下1000 mに設置した長さ100 
mのレーザー伸縮計と、それを用いた歪み・地殻変

動の観測結果を示した。本レーザー伸縮計により地

球潮汐や遠い地震に伴う地殻変動を歪み精度 10-13

（従来の石英管/インバー伸縮計に比べて 4 桁高精

度）で測定することに成功した。図１は 3 月 11 日

の地震から数日後における干渉縞の波形変化の様子

を示している。本震の後、多数の余震により波形が

大きく変化していることがわかる。さらに、地震に

より東西方向に6×10-7の伸び(Strain: ∆L/L)が発生
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タ」 
大野英男（通研）「スピントロニクスの集積回路応

用」 
末光眞希（通研）「シリコン基板上エピタキシャ

ル・グラフェンの形成」 
庄子習一（早稲田大学）「３次元マイクロナノ構造

形成とその化学・生化学への応用」 
村岡裕明（通研）「高密度垂直磁気記録のためのナ

ノ磁気特性の検討」 
石山和志（通研）「磁性薄膜の異方性制御技術」 
（後半）司会：谷井孝至  
渡邉孝信（早稲田大学）「ナノデバイスにおけるキ

ャリア輸送シミュレーション」 
白井正文（通研）「垂直磁気異方性を示す新材料の

理論設計」 
山本知之（早稲田大学）「シンクロトロン放射光を

用いた極微量元素の局所環境解析」 
長 康雄（通研）「非線形誘電率顕微鏡の高機能化

及び電子デバイスへの応用」 
室田淳一（通研）「大規模集積化対応 IV族半導体

CVD原子制御プロセス」 
品田賢宏（早稲田大学）「Deterministicドーピン

グとその応用」 
上原洋一（通研）「表面ナノ構造のフォノン計測」 
 

［３］成果 
（３－１）研究成果 
本年度の研究会では、今後の研究連携の進め方を

探るために双方の研究機関の研究紹介を主目的にし

た。そのため、テーマはかなり幅広いものになった

が、双方の研究機関の研究内容をお互いに知る上で

極めて貴重な機会となり、今後の連携研究を進める

上で有意義であった。 
今後は、研究テーマを絞った研究会を双方の研究

機関を会場として交互に開催していく予定であり、

今回の研究会での発表をベースとして、研究テーマ

を選定していく予定である。可能性のある共通テー

マとしては、例えば、「カーボン系電子材料の創製と

デバイス応用」や「ナノ計測技術の進展」、「電気化

学的手法を用いたナノ構造の創製とデバイス応用」

などが挙げられる。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 次回の研究会は、早稲田大学において平成２４年

７月頃に開催する予定である。研究会では研究者だ

けでなく、学生にも発表させる予定である。学生の

発表はポスター発表を予定している。双方の研究機

関の学生がお互いの研究内容を知り、また、同世代

同士で研究討論を行うことは、若手研究者育成の観

点から極めて有意義であると期待される。 
 
前述の通り、早稲田大学ナノ理工学研究機構は世

界に誇るナノテクノロジー関連の研究活動を統合す

る為の組織として発足し、ナノ理工学に関する研究

活動を一つに束ねてワンストップ型の研究開発体制

を築いていくことをその役割としており、東北大学

電気通信研究所では、材料と情報の基礎科学から、

情報を生成・認識・伝送・蓄積・処理・制御するた

めのデバイス、 回路、アーキテクチャー、ソフトウ

ェアまでを一体化システムとしてとらえ、これらの

研究を所内外の研究者との有機的連携のもとに総合

的に進め、また、研究成果の他分野への展開や異種

分野の融合にも果敢に取り組むことを目標としてい

る。両研究機関とも先導的研究を行う拠点を形成す

ることを大きな目標に掲げており、両機関が連携す

ることにより、研究と若手研究者育成において新し

い潮流を創り出すことができると期待される。また、

両機関の人的交流はナノテクノロジー、ナノエレク

トロニクス分野の研究をこれまで以上に活性化する

と期待される。 
 
［４］成果資料 
本年度の研究会での発表内容を纏めた研究会報告

書を作成した。  
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光ファイバネットワークを利用した地震・津波・地殻変動の 
面的な計測技術の構築 

 
 
［１］組織 
  代表者：中沢 正隆 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

廣岡 俊彦（東北大学電気通信研究所） 
吉田 真人（東北大学電気通信研究所） 

 葛西 恵介（東北大学電気通信研究所） 
 新谷 昌人（東京大学地震研究所） 
 三ヶ田 均（京都大学大学院工学研究科） 
 浅川 賢一（海洋研究開発機構） 
 高橋 幸男（海洋研究開発機構） 
 新藤 雄吾（沖電気工業） 
 堀  輝人（東京大学地震研究所） 
 坂田 正治（元防災科学研究所） 
 増田 伸 （アドバンテスト研究所） 
 
   研究費：物件費５８万円，旅費１２万４千円 
 
 
［２］研究経過 
東日本大震災を契機として、今後の激甚災害に備

えるために、地震、津波、地殻変動観測の高性能化

に大きな期待が寄せられている。このような防災シ

ステムの構築にあたって、広範囲に及ぶ各種計測デ

ータを迅速且つ正確に伝達するために、情報通信技

術が果たす役割は極めて重要である。 
我々はこれまで、通研共同プロジェクト研究「光

を用いた地震等の計測とそのネットワーキングに関

する研究」(H19～21)を通じて、周波数安定化レー

ザとその地震・津波等の高精度計測応用に関して、

地球科学分野の研究者との間で議論を重ねてきた。

その成果の一つとして、東大地震研と共同で小型絶

対重力計を開発し、周波数安定化レーザを用いた干

渉計測の高精度化により重力加速度の絶対値を 3.4 
mgalの精度（1 cmの高低差を検知できる精度）で

計測することに成功している。 
これらの実績に基づき、本年度は光伝送技術を積

極的に活用することにより新たな地震・津波計測ネ

ットワークを構築することを目的として、通研共同

プロジェクト研究Uを実施した。具体的には、光フ

ァイバネットワークを活用して地殻歪み・重力・傾

斜等の面的(２次元的)な分布を観測する計測システ

ムを構築し、多元的なデータの取得・解析により地

震・津波の検出精度を向上させることを目的として、

光通信分野と地震関連研究者による研究討論と技術

交流を行った。 
以下，研究活動状況として、本年度実施した共同

プロジェクト研究会の概要を以下に記す。 
 
日時：2012年1月30日（月）13:30~17:00 
場所：東北大学電気通信研究所2号館4階大会議室 

プログラム： 

1. 「光ファイバネットワークを利用した地震・津

波・地殻変動の面的な計測技術の構築」の概要

と目的 中沢正隆（東北大学） 

2. 「ファイバ光センサによる地震観測の現状」 

三ケ田均（京都大学） 

3. 「レーザー干渉計の地震・地殻変動観測への応

用」 新谷昌人（東京大学） 

4. 「塩分測定への半導体レーザヘテロダインダ

ブルパス干渉計の応用の試み」 

○浅川賢一、高橋幸男、石原靖久（海洋研究開

発機構） 

5. ディスカッション 

 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

① 神岡鉱山内の地下1000 mに設置した長さ100 
mのレーザー伸縮計と、それを用いた歪み・地殻変

動の観測結果を示した。本レーザー伸縮計により地

球潮汐や遠い地震に伴う地殻変動を歪み精度 10-13

（従来の石英管/インバー伸縮計に比べて 4 桁高精

度）で測定することに成功した。図１は 3 月 11 日

の地震から数日後における干渉縞の波形変化の様子

を示している。本震の後、多数の余震により波形が

大きく変化していることがわかる。さらに、地震に

より東西方向に6×10-7の伸び(Strain: ∆L/L)が発生
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したことも観測されている。今後は地下水圧の影響

を除去することにより、プレートや断層の運動に伴

う地殻の長期変動（断層モニター）や地下深部にお

ける地球自由振動など、ゆっくりした変動を精度良

く観測・解析することが課題である。さらに将来的

には、1 km 以上のレーザー伸縮計と重力波望遠鏡

を併用することにより、天体からの重力波測定の可

能性も期待される。 
 

 
図１ 3.11地震時の干渉縞波形 

 
② 小型絶対重力計により東日本大震災前後の重力

変化を観測した。本装置により重力値を9桁の精度

で観測することが出来、0.4~0.9 µgalの精度で重力

加速度を決定することが可能である。これにより

1.2~2.8 mmの高低差を検値することが可能である。

3月11日前後における重力値の観測の結果、地震後

に約12 µgal減少しその後回復傾向にあることが明

らかとなった。その様子を図２に示す。この要因と

して、局所的には地下水の変動、広域にわたる変動

要因としては地下の密度構造の変化が生じているも

のと考察される。 

 
図２ 3.11地震前後の重力加速度の変化 

 

③ 光加速度センサによる多点観測ネットワークの

現状と将来展望を示した。特に、３成分＋ハイドロ

フォンを測定可能な４次元ファイバ地震計観測網の

構築に向けた課題を明らかにした。従来の MEMS
センサに比べて、光センサは大幅な低消費電力化が

可能という優れた特徴を有しており、特に多点観測

網の構築にあたって大きな期待が寄せられる。今後

はマイケルソン方式による地震ファイバセンサの課

題として分解能のさらなる向上とダイナミックレン

ジの拡大（目標：160 dB）が挙げられる。 
 
④ 半導体レーザを用いたヘテロダイン型マイケル

ソン干渉計により海水の塩分濃度測定を実現した。

本方式は干渉計により海水と純水の屈折率差を測定

し、Lorenz-Lorentzの関係式により塩分濃度に換算

するものであり、従来の電気伝導度方式の塩分濃度

センサに比べて動作の安定性に優れる点が特徴であ

る。しかしながら、詳細な性能評価の結果、短時間

では高分解能測定が可能であるが、コーナーキュー

ブのわずかな温度変動により測定安定度が制限され

てしまうことが明らかになった。そこで、ダブルパ

ス干渉構造を導入し参照光と信号光をほぼ同じ経路

で伝搬させることにより、温度変動によるコーナー

キューブの変動をキャンセルする方法を提案した。

その結果、位相変動を従来の１桁以上改善すること

に成功した。今後は、半導体レーザとAO変調器を

用いた光源の導入による短周期の雑音の低減が課題

である。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 我々が開発してきたアセチレン周波数安定化レー

ザは周波数安定度 10-10～10-11 の高安定な光出力を

光通信波長1.55 µm帯で出力できることから、この

標準光を光ネットワークを介して面状に配置された

多数の測定器に遠隔供給することにより１台の安定

化レーザを各測定器に共通に用いることができる。

さらに、地震計、津波計、歪み計、重力計、傾斜計

など、陸上および海上に設置された各種光測定器を

光ファイバで接続することにより、光ネットワーク

を介して干渉計測用の光源の供給ならびにデータの

取得が可能となる。その結果、測定データを一元管

理することができ、且つその周波数安定度は絶対標

準に基づいて保証されていることから、干渉計測の

精度を大きく向上させることが出来る。 
さらに、広域に設置された測定器からの観測デー

タを光ネットワークを介して取得することにより、

地震・津波・地殻変動等の面的分布を時間の関数と

して一括測定することが出来る。これにより、地震・

津波計測の高効率化を実現すると同時に、従来のよ

 

うな個別の観測では難しかった多元的な情報を得る

ことができ、地震・津波の検出精度の向上に貢献で

きるものと期待される。 
光源の性能向上により光センサの高精度化は着実

に進展している。低消費電力、低コスト、ならびに

極限環境下での安定動作という特徴から、特に多点

観測網において光センサの重要性が今後一層高まる

ものと思われる。その一方で、本技術においては基

準光源信号の配信と観測データの取得の両面から、

ファイバネットワークの長距離伝送技術が大変重要

となる。今後通信事業者およびメーカーとの連携に

より、商用回線を利用した広域・高精度観測網の実

証が期待される。 
本プロジェクトを契機として、今後も光通信分野

と地震関連研究者の研究討論と情報交換を通じて、

小型絶対重力計に関する共同実験、ならびに極限環

境における高精度光計測に関する科研費の共同提案

等を実施し、光伝送技術を積極的に活用した新たな

地震・津波計測ネットワークの構築を目指していく。 
 
［４］成果資料 
（１）岡野 豊 , 三ケ田 均 , 尾西 恭亮 , 後藤 忠
徳, “3成分3次元反射法地震探査データにおける分

散関係式を用いたP波とS波の平面波分解,” 物理探

査 vol. 64, no. 2, pp. 139-152 (2011). 
（２）淺川栄一，村上文俊，岡本拓，関野善広，三

ケ田均，武川順一，志村拓也：バーティカルケーブ

ル方式反射法地震探査（VCS）の開発，物理探査，

vol. 64, no. 4, pp. 267-277 (2011). 
（３）N. Imamura, T. Goto, J. Takekawa, and H. 
Mikada, “Application of marine controlled-source 
electromagnetic sounding to submarine massive 
sulphides explorations,” Expanded Abs. SEG, vol. 
30, pp. 730-734 (2011). 
（４）E. Ohkawa, H. Mikada, T. Goto, K. Onishi, J. 
Takekawa, K. Taniguchi, amd Y. Ashida, 
“Suppression of insolation heating using paint 
admixed with silica spheres - An approach from 
infrared band electromagnetic scattering,” 
Physics and Chemistry of the Earth, vol. 36, pp. 
1412-1418 (2011). 
（５）A. Takamori, A. Bertolini, R. DeSalvo, A. 
Araya, T. Kanazawa, and M. Shinohara, “Novel 
compact tiltmeter for ocean bottom and other 
frontier observations,” Measurement Science & 

Technology, vol. 22, no. 11, 115901 (2011). 
（６）新谷昌人, 長基線レーザー干渉計による地殻

ひずみの精密観測, 精密工学会誌, 77, 4, 367-371, 
2011. 
（７）A. Araya, M. Kanazawa, T. Shinohara, T. 
Yamada, H. Fujimoto, K. Iizasa, and T. Ishihara, 
“A gravity gradiometer to search for submarine 
ore deposits,” in Proceedings of Symposium on 
Underwater Technology 2011 & Workshop on 
Scientific Use of Submarine Cables and Related 
Technologies 2011, Tokyo, Japan, 5-8 April, 2011, 
IEEE, 1064, 2011. 
（８）A. Araya, T. Kanazawa, H. Fujimoto, M. 
Shinohara, T. Yamada, K. Mochizuki, K. Iizasa, T. 
Ishihara, and S. Omika, “Hybrid gravity survey 
to search for submarine ore deposit,” American 
Geophysical Union, Fall meeting, San Francisco, 
2011.12.5. 
（９）新谷昌人・田村良明・坪川恒也, “小型絶対重

力計によるコサイスミック重力変化の観測,” 日本

測地学会秋季大会, 高山, 2011.10.26. 
（１０）新谷昌人・堀輝人・西川泰弘・小林直樹・

白石浩章・鹿熊英昭, “極限環境での観測をめざした

レーザー干渉式広帯域地震計の開発ＩＩ,” 日本地

震学会秋季大会, 静岡, 2011.10.13. 
（１１）新谷昌人・金沢敏彦・篠原雅尚・山田知朗・

藤本博己・飯笹幸吉・石原丈実, “海底探査用重力偏

差計システムの開発,” 地球惑星連合大会, 千葉, 
2011.5.23. 
（１２）K. Kasai, A. Mori, and M. Nakazawa, “1.5 
μm frequency-stabilized λ/4-shifted DFB LD 
employing an external fiber ring cavity with a 
linewidth of 2.6 kHz and a RIN of -135 dB/Hz” 
IEEE Photon. Technol. Lett., vol. 23, no. 15, pp. 
1046-1048, August (2011). 
（１３）M. Yoshida, F. Suzuki, T. Morisaki, and M. 
Nakazawa, “Absolutely optical-frequency- 
stabilized cesium optical atomic clock,” 17th 
Microoptics Conference (MOC’11), B-2, Oct. 
(2011). 
（１４）K. Kasai, M. Nakazawa, and H. Yamazaki, 
“Absolute frequency stabilization of a laser diode 
based on triple ring resonators to an C2H2 
absorption line,” 17th Microoptics Conference 
(MOC’11), G-4, Oct. (2011). 
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したことも観測されている。今後は地下水圧の影響

を除去することにより、プレートや断層の運動に伴

う地殻の長期変動（断層モニター）や地下深部にお

ける地球自由振動など、ゆっくりした変動を精度良

く観測・解析することが課題である。さらに将来的

には、1 km 以上のレーザー伸縮計と重力波望遠鏡

を併用することにより、天体からの重力波測定の可
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で観測することが出来、0.4~0.9 µgalの精度で重力

加速度を決定することが可能である。これにより

1.2~2.8 mmの高低差を検値することが可能である。
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に約12 µgal減少しその後回復傾向にあることが明

らかとなった。その様子を図２に示す。この要因と

して、局所的には地下水の変動、広域にわたる変動
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③ 光加速度センサによる多点観測ネットワークの

現状と将来展望を示した。特に、３成分＋ハイドロ

フォンを測定可能な４次元ファイバ地震計観測網の

構築に向けた課題を明らかにした。従来の MEMS
センサに比べて、光センサは大幅な低消費電力化が

可能という優れた特徴を有しており、特に多点観測

網の構築にあたって大きな期待が寄せられる。今後

はマイケルソン方式による地震ファイバセンサの課

題として分解能のさらなる向上とダイナミックレン

ジの拡大（目標：160 dB）が挙げられる。 
 
④ 半導体レーザを用いたヘテロダイン型マイケル

ソン干渉計により海水の塩分濃度測定を実現した。

本方式は干渉計により海水と純水の屈折率差を測定

し、Lorenz-Lorentzの関係式により塩分濃度に換算

するものであり、従来の電気伝導度方式の塩分濃度

センサに比べて動作の安定性に優れる点が特徴であ

る。しかしながら、詳細な性能評価の結果、短時間

では高分解能測定が可能であるが、コーナーキュー

ブのわずかな温度変動により測定安定度が制限され

てしまうことが明らかになった。そこで、ダブルパ

ス干渉構造を導入し参照光と信号光をほぼ同じ経路

で伝搬させることにより、温度変動によるコーナー

キューブの変動をキャンセルする方法を提案した。

その結果、位相変動を従来の１桁以上改善すること

に成功した。今後は、半導体レーザとAO変調器を

用いた光源の導入による短周期の雑音の低減が課題

である。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 我々が開発してきたアセチレン周波数安定化レー

ザは周波数安定度 10-10～10-11 の高安定な光出力を

光通信波長1.55 µm帯で出力できることから、この

標準光を光ネットワークを介して面状に配置された

多数の測定器に遠隔供給することにより１台の安定

化レーザを各測定器に共通に用いることができる。

さらに、地震計、津波計、歪み計、重力計、傾斜計

など、陸上および海上に設置された各種光測定器を

光ファイバで接続することにより、光ネットワーク

を介して干渉計測用の光源の供給ならびにデータの

取得が可能となる。その結果、測定データを一元管

理することができ、且つその周波数安定度は絶対標

準に基づいて保証されていることから、干渉計測の

精度を大きく向上させることが出来る。 
さらに、広域に設置された測定器からの観測デー

タを光ネットワークを介して取得することにより、

地震・津波・地殻変動等の面的分布を時間の関数と

して一括測定することが出来る。これにより、地震・

津波計測の高効率化を実現すると同時に、従来のよ

 

うな個別の観測では難しかった多元的な情報を得る

ことができ、地震・津波の検出精度の向上に貢献で

きるものと期待される。 
光源の性能向上により光センサの高精度化は着実

に進展している。低消費電力、低コスト、ならびに

極限環境下での安定動作という特徴から、特に多点

観測網において光センサの重要性が今後一層高まる

ものと思われる。その一方で、本技術においては基

準光源信号の配信と観測データの取得の両面から、

ファイバネットワークの長距離伝送技術が大変重要

となる。今後通信事業者およびメーカーとの連携に

より、商用回線を利用した広域・高精度観測網の実

証が期待される。 
本プロジェクトを契機として、今後も光通信分野

と地震関連研究者の研究討論と情報交換を通じて、

小型絶対重力計に関する共同実験、ならびに極限環

境における高精度光計測に関する科研費の共同提案

等を実施し、光伝送技術を積極的に活用した新たな

地震・津波計測ネットワークの構築を目指していく。 
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齋藤文孝（東北大学電気通信研究所） 
高島和博（日東紡音響エンジニアリング） 
青木雅彦（日東紡音響エンジニアリング） 

 
   研究費：物件費37万6千円，旅費62万4千円 
 
［２］研究経過 
 
（２－１）本研究の背景 
東日本大震災発生後のマスコミ報道や現地からの

聞き取り調査において，多くの住人から「防災広報

無線が聞こえなかった」とするコメントが寄せられ

ていた。この原因としては，地震による無線放送機

器の損壊や停電の影響もあるが，大津波警報だった

ために一刻を争い，全拡声装置（スピーカタワー）

から同時に拡声を行ったため複数の拡声装置からの

音が混ざり合って聞き取りが困難になったことも重

要な要因として挙げられている。これは申請者らに

とって大きな驚きで，かつ，解決の責務を感じさせ

るできごとであった。 
たとえば今回の津波で 1000 人以上の死者が出た

東松島市では，市の総面積 101 km2 に対して，無

線の子局(屋外拡声装置)は 99 箇所に点在している。

このため，市内では複数の子局拡声装置（スピーカ

タワー）からのスピーカ音が到達し，音声が混合し

て情報の内容が聞き取り難い状態にあると思われた。

また，現状のシステムは平常時であっても良く耳を

澄まし，神経を集中しないとその内容が理解できな

い状態にある地域も少なくない。 
防災広報無線など高域拡声情報伝達システムの役

目は，屋外にいる子供からお年寄りの全住民に対し

て明確で分かりやすく緊急情報を伝えることである。

しかし，調べて見ると，防災無線の拡声システムに

は一切の技術基準あるいはそれに類するものが定め

られておらず，音声了解度の高い拡声を実現する努

力が充分ではなかったといわざるを得ず，ここに本

研究推進の背景がある。 
 
（２－２）本研究の目的 
本研究の最終的目的は次の2点にある。 

 
(1) 拡声システムの性能高度化ための検討 
ディジタル信号処理とスピーカアレイの技術によ

り，複数の拡声装置（スピーカタワー）からの音声

の混合を抑制し，屋外での作業中でも高い了解度が

得られるようなシステムを開発する。 
 

(2) 拡声システムの性能評価指標の導出と技術基準

の策定 
屋外大規模拡声システムの高度化をにらみ，その

性能を最大限発揮すると共に，従来の防災行政無線

の有効活用を図るためには，屋外における音声伝達

能力を評価するための指標の導出を行うことが必須

となる。また，そのような指標に基づいて，拡声装

置（スピーカタワー）からの出力音声の伝達性能が

満たすべき基準値について考察し，技術基準化する

ための提言を行うことも重要かつ最終的目的となる。 
 

 本研究は，一年間のプロジェクトであることから，

上記の目的達成のため，本プロジェクトにおいては，

次の2点について検討することとした。 
 
(1) 世界的に見てもほとんど検討されていない，屋

外における拡声音の伝達特性（伝達関数）の測定法

の検討 
 

 

(2) 屋外における音声聴取妨害要因として最も重要

と考えられる，遅れ時間の長いエコー（ロングパス

エコー）が了解度に与える影響に関する基礎的検討。 
 
（２－３）研究経過の概要 
本プロジェクトの共同研究の目的を達成するため，

最初に，神戸大学の森本政之，佐藤逸人と予備的検

討を平成23年7月20日に行った。 
その結果を踏まえ，熊本大学の宇佐川，苣木の両

名と，産総研の佐藤，(株)日東紡音響エンジニアリ

ングの高島，青木からなるチームが構成された。こ

れら全ての関係者の集まった第2回目の打合せを平

成23年10月7日に実施し，実際の防災広報無線を

使った音響調査を東松島市において 11 月 2 日に実

施することを決めた。当日は晴天に恵まれ，測定は

成功した。 
その後，この測定結果を用い，ロングパスエコー

が存在する場合の音声了解度に関する聴取実験が行

われた。 
 

 
図１ 測定風景（東松島市小分木） 

 

 
図２ 測定風景（東松島市肘曲） 

 
［３］成果 
（３－１）研究成果 

11月2日に行われた屋外遠距離音響伝達関数の測

定実験の結果は次の通りである。 
 複数のスピーカから放射された音声メッセージは

受聴点に時間差を持って到達し，それが互いに重な

り合うことでメッセージの内容が不明瞭になる。こ

のような現象を本研究ではロングパスエコーの音声

聴取阻害として取り扱うことにした。本調査は東松

島市の大島地区(東松島防災広報無線子局 No．41），
小分木地区（東松島防災広報無線子局 No. 40），肘

曲地区（東松島防災広報無線子局 No．59）を使っ

て3つの子局からの拡声音が到達する共通の位置を

設定し，その位置までの音の伝搬状況を実測調査し

た（図１，２）。 
実際に防災広報無線子局のスピーカからは1オク

ターブバンドノイズ，時間引延しパルス（チャープ

信号，リニアスイープ音，ログスイープ音），音声明

瞭度 STI の指標を求める特殊な音信号を放射した。

音の計測点は子局拡声スピーカから 1m，おおよそ

50m，100m，200m，400m，800m の位置に設定

した。スピーカからの放射音はスピーカの指向性の

影響を強く受けるので，無指向性音源を使った測定

も必要と判断し，少量の火薬を有線コードにつない

で爆発させる弾着音の実験も実施した。弾着音のレ

ベルの大きさは，破裂させる火薬の量に関係するが

今回の測定で使用した火薬の重さは8gである。 
 測定結果の一例を図3に示す。この図は，弾着音

を用いた場合の，伝達関数（インパルス応答）の総

エネルギーを示したものである。スピーカから音信

号を放射して求めた特性と概ね同様の結果が得られ

ている。弾着音は高いSN比が得られることから，

有効な測定方法と判断される。 
 また，図4は，測定した3つの防災行政無線拡声

装置の音が聞こえる地点におけるインパルス応答の

合成結果である。極めて大きな遅れを伴って音が

次々と到来する姿が見て取れる。測定結果から得ら

れたこのようなインパルス応答を音声信号に畳み込

み，ロングパスエコーが音声聴取に与える影響を評

価するための基礎的な聴取実験を行った。その結果，

エコーが単発の場合には比較的影響は軽微であるこ

とが明らかになった。それに対し，複数のエコーが

存在する場合には大きな影響があることが明らかに

なった。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
（大型プロジェクトへの発展・国際会議（シンポジ

ウム）ヘの発展・学外研究者との交流，共同研究に

よる効果・研究者ネットワークの拡大・若手研究者

の育成・新研究領域の開拓・成果の他分野への応用・

萌芽的研究への発展等） 
本プロジェクトにより，これまで世界的にみても，
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から同時に拡声を行ったため複数の拡声装置からの

音が混ざり合って聞き取りが困難になったことも重
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とって大きな驚きで，かつ，解決の責務を感じさせ

るできごとであった。 
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 複数のスピーカから放射された音声メッセージは

受聴点に時間差を持って到達し，それが互いに重な

り合うことでメッセージの内容が不明瞭になる。こ

のような現象を本研究ではロングパスエコーの音声

聴取阻害として取り扱うことにした。本調査は東松

島市の大島地区(東松島防災広報無線子局 No．41），
小分木地区（東松島防災広報無線子局 No. 40），肘

曲地区（東松島防災広報無線子局 No．59）を使っ

て3つの子局からの拡声音が到達する共通の位置を
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エコーが単発の場合には比較的影響は軽微であるこ
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なった。 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
（大型プロジェクトへの発展・国際会議（シンポジ

ウム）ヘの発展・学外研究者との交流，共同研究に

よる効果・研究者ネットワークの拡大・若手研究者

の育成・新研究領域の開拓・成果の他分野への応用・

萌芽的研究への発展等） 
本プロジェクトにより，これまで世界的にみても，
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ほとんど研究が行われてこなかった，屋外における

広域拡声システムの音伝搬特性の一端が明らかにな

った。この成果も背景に，総務省の平成23年度第3
次補正予算による情報通信ネットワークの耐災害性

強化のための研究開発プロジェクトの一つである，

多様な通信・放送手段を連携させた多層的な災害情

報伝達システムの研究開発の一翼を担うべく，NTT
データ社を幹事社とするチームの一員として「音声

伝達性能の向上に関する技術開発」を担当する形で

応募した。その結果，提案が採択され，今後，この

プロジェクトによって，本研究の最終目標に向け，

大きく発展・飛躍することが強く期待される。 
 
［４］成果資料 
「防災広報無線の緊急拡声情報伝達システムの高度

化に関する研究」東北大学電気通信研究所共同プロ

ジェクト研究発表会（2012年3月2日，仙台）  
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図４ 3 拡声装置の音が混合する地点におけるインパルス応答例 
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［１］組織 
  代表者：末松 憲治 

（東北大学電気通信研究所） 
  対応者：末松  憲治 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

深石 宗生（NEC） 
川上 憲司（三菱電機） 
小熊  博（富山高等専門学校） 
山形 文啓（釧路工業高等専門学校） 
亀田  卓（東北大学電気通信研究所） 
谷藤 正一（東北大学電気通信研究所） 

 
   研究費：物件費79万9千円，旅費17万7千円 
 
［２］研究経過 
平成23 年3 月 11 日に発生した東日本大震災は，

地上系通信インフラ網に多大な被害をもたらした．

特に、沿岸部の地上系通信インフラ網が喪失したこ

とは，被災者の安否確認が数日以上かかる，あるい

は鉄道車両・車・船舶などの行方が不明となるなど，

社会の安全という面で大きな脆弱性を露呈すること

となった．これは，「緊急時においてもつながる通信」

の重要性を改めて示したものである． 
本研究プロジェクトは，地上系通信インフラ網を

補完するものとして，携帯端末から人工衛星経由で

通信を行うネットワークの基礎構成を確立すること

を目的とする．特に，準天頂衛星システムは，日本

上空を含むアジア・オセアニア地域において高仰角

で滞空する衛星であり，また，従来のGPS (Global 
Positioning System) と比較し，高精度な測位が可

能と言われている．災害などの緊急事態においては，

高仰角であることにより通信の成立可能性が向上す

る点，また送信者の位置を送信することにより捜索

救助活動に非常に有用である点を考慮し，本プロ

ジェクトにおいて準天頂衛星をターゲットとした．

リターンリンクのうち携帯端末から衛星への回線で

は，バッテリー駆動の携帯端末からできるだけ低い

電力でデータ送信を実施することが必要であり，ス

ペクトラム拡散通信の適用を検討している． 
これまで本研究グループではセルラネットワーク

をターゲットとしたスペクトラム拡散通信について，

復調用デバイス・送信用パワーアンプ・データ構成

など多岐にわたっての実測評価を実施し，国内外の

学会で発表している．本研究プロジェクトでは，数

百万台の携帯端末を収容する本衛星通信システムへ

のスペクトラム拡散通信の適用について議論を行っ

た． 
以下，研究活動状況の概要を記す． 

 準天頂衛星の実測結果及びショートメッセージ通

信システムに関する研究議論を，平成 23 年 10 月

13日と同11月7日に東北大学電気通信研究所1号

館S306ゼミ室を会場に開催した． 
 本年度の検討結果についての研究会を，大学・高

専および小型地球局メーカーからなる研究分担者に

加えて，衛星通信キャリヤであるスカパー JSAT 
およびシンクタンクのサイバー創研にも出席頂き，

平成24年2月13日に東北大学電気通信研究所2号
館4階大会議室にて実施した． 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
 本衛星通信システムにおいては，セルラネット

ワークと比較し以下の 2 点が大きな問題点である．

第1点として，準天頂衛星との距離が約39,000km
と，セルラネットワークの端末-基地局間距離が

1km程度と比較して非常に遠い点である．しかしな

がら，携帯端末がバッテリー駆動である点，また，

人体に対する電磁波の影響を考慮すると，携帯端末

からの送信電力は最大でも 1W 程度と想定される．

この値はセルラネットワークの送信電力と同程度で

ある．第2点としては，数百万の端末を単一の衛星

で収容する場合，リターンリンク上の端末から衛星

への回線において，端末をどのように分離するかで

ある．地上のセルラネットワークにおいては，各基
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地局において対象となる端末数は数十から数百であ

る． 
 これらの条件を考慮し，セルラネットワークに比

べ長い拡散符号を使用し，さらに，TDMA (Time 
Division Multiple Access) を併用することを提案

した． 図 1に提案システムの概要を示す． 
 ここで，以下の条件で回線設計を行った． 
 
 変調方式: BPSK (Binary Phase Shift Keying) / 
CDMA (Code Division Multiple Access) / TDMA 
 データレート : 25 bit/s 
 チップレート : 1 Mchip/s 
 拡散利得 : Gs = 46 [dB] 
  (拡散率=最大コード多重数 C = 40000) 
  変調帯域幅 : BW = 2 [MHz] 
 距離 : d = 39,000 [km] (遠地点高度) 
 周波数 : 3 GHz (λ=0.1 [m]) 
 端末送信電力 : A = 30 [dBm] (1W) 
 空中線利得 (送信): B = −5 [dBi] 

(受信): D = 35 [dBi] 
 衛星受信機雑音 : NF = 5 [dB] 
 
以上からS/N (信号対雑音比) を求めると，18.2 dB
となり，BPSKの所要S/N（ビット誤り率10-5 での

所用S/N 9.5 dB) と比較して十分成立する．このと

き，端末識別用 ID，位置情報，ページャ程度の文字

情報を1パケットとして送信することを想定すると，

パケットサイズは約 300bit 程度となる．図 2 にパ

ケット構成例を示す．1ユーザが300bitのパケット

を 1 度送信することを想定すると，データレート

25bit/secより，送信には12秒かかる．また最大コー

ド多重数が40,000より，同時に40,000ユーザが送

信可能である．これらより，1 時間当たりの最大収

容ユーザ数は1,200万であることがわかる．これに

より，数百万ユーザを1時間以内に収容する本衛星

通信システムの実現可能性が確認された． 
 また，準天頂衛星の測位精度を実測によって評価

した．平成23年9月24日に北海道釧路町に存在す

る電子基準点直下において20分実施した．図 3に

測定結果を示す．グラフは電子基準点を原点とし，

受信機の測位出力データと，電子基準点の座標値の

差分を表している．横軸正の方向を東，縦軸正の方

向を北とし，単位は m である．グラフより，緯度

経度とも原点から5 m以内程度の測位精度があるこ

とがわかる．また，標準偏差は南北方向0.42 m，東

西方向 0.28 m であった．この結果よりサブメータ

級精度とは言えないまでも，ばらつきの小さな測位

が実現できている．これにより，本衛星通信システ

ムへの適用可能性を示した． 
 

図 1 シ�ートメッセージ通信システムの概要 
 

 
図 2 パケット構成例 
 

図 3 準天頂衛星を利用した測位実測結果 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
 本プロジェクトは，災害などの緊急事態において

個人や車両などの安否確認を，人工衛星を利用して

行うという例を見ないものであり，東日本大震災に

よって大きな被害を受けた東北の地からの，災害の

経験を踏まえた試みとしてその意義は非常に大きい． 
技術的には，数百万というユーザを衛星回線に収容

するというチャレンジであり，端末設計，回線設計

 

の新たな知見をもたらす．さらに，本プロジェクト

の研究成果を用い，地元地域との積極的な連携に

よって，衛星通信技術・ビジネスの拠点化に向けた

取り組みへの発展へと期待される．なお，本プロジェ

クトは次年度において，科学技術振興機構(JST)の
戦略的創造研究推進事業(CREST)「ディペンダブル

VLSI システムの基盤技術」の研究課題「ディペン

ダブルワイヤレスシステム・デバイスの開発」の一

部として採用されている． 
 
［４］成果資料 
（１）末松 憲治 他，“準天頂衛星を用いたロケー

ション・ショートメッセージ双方向通信システムと

端末→衛星回線に関する一検討，”信学技報，

MW2011-131，pp. 33-36， 2011年12月． 
（２）山形 文啓 他，“準天頂衛星を用いたロケー

ション・ショートメッセージ双方向通信システムの

パケット構成及び最大収容数に関する一検討，”信学

技報，MW2011-132，pp. 37-40，2011年12月． 
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「様式３」 

採択回数 １   ２   ３ 

採択番号 H23/U4 

 

情報喪失のない高信�性ク�ウ�ストレージ技術の�発 
 

［１］組織 
  代表者：村岡裕明 

（東北大学電気通信研究所） 
  対応者：村岡裕明 

（東北大学電気通信研究所） 
 分担者： 

大堀淳 
（東北大学電気通信研究所） 
菅沼拓夫 
（東北大学電気通信研究所） 
サイモン・グリーブス 
（東北大学電気通信研究所） 
三浦健司（東北大学電気通信研究所） 
舘田あゆみ 
（東北大学工学研究科 IIS研究センター） 
加藤拓也（NECソフトウェア東北） 

 
   研究費：物件費900千円，旅費0千円 
 
 
［２］研究経過 
東日本大震災においてストレージされた情報の大

規模な喪失が生じた。地震による装置倒壊や津波に

よる水没によって多数の危機が損壊して情報喪失を

生じた。特に、大きく被災したのは災害に脆弱な小

規模情報ストレージ（モバイル機器、小型サーバ）

であった。中小規模の事業所、病院、地方自治体役

場、等における情報喪失は深刻であり、病院であれ

ばカルテ情報が失われ、住民基本情報の喪失は人的

被害状況の把握を著しく困難にした。個人において

も携帯電話等にストレージされた情報（たとえば、

電話番号情報など）も多数喪失した。 
これは IT 関連技術の中でも通信路途絶に並んで

大きな被災を受けたものであるが、他の損害と比べ

て特別に重要である。すなわち、通信路切断や電源

喪失などの他の損害は数日から数か月の時間は要す

るものの完全な機能復旧が可能であるのに対して、

情報喪失は日常的に系統的なバックアップをしてい

ない限りは大量の貴重な情報が喪失されたままで復

元不能となることである。このことを考え合わせる

と、東日本大震災のような大規模な災害によって、

復旧不能な損失という今後の情報ストレージ技術が

取り組むべき、特別な考慮を要する耐災害性面で脆

弱な技術課題を露呈したと言える。 
本来、磁気メモリは不揮発性を有しており電源喪

失下においても蓄積された情報を失うことはない。

従って、単に長時間停電などでは情報は保全される

ものであるが、ストレージ情報は被災直後において

もアクセス可能でなければならないことを考えると、

情報喪失がないという要求には単なる情報不揮発性

だけではなく、ストレージシステムとして被災直後

（あるいは理想的には被災中も）その運転を継続し

ていることが必要である。 
このような観点からは、単にストレージデバイス

の技術革新ではこの耐災害性の確保は実現できず、

ストレージシステム全体の革新が必要である。この

ような観点から、本プロジェクトでは情報喪失のな

いストレージシステムを実現するための研究を目的

とした。 
本プロジェクトにとっては本年度が初年度である。

そのために研究課題とその目標設定と並んで研究計

画も議論した。特に大きな研究プロジェクトに発展

させることを視野に都度の研究打合せを持ち，耐災

害性の高いストレージシステムについて議論した。

また、ファイルサーバに分散ファイルシステムをイ

ンストールしてのストレージデバイスの転送速度な

どの実験を行った。 
 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

（Ａ）従来技術の整理 
現状技術における主な耐災害性はディザスタリカ

バリ（ＤＲ）と呼ばれるデータバックアップ技術で、

情報を多重化して遠隔地のデータセンターに保管し

ておいて情報が失われた際にストレージ機器の復旧

の上でデータを転送するものである。この場合、デ

ータ復旧はもちろん可能であるが、データを管理し

て、情報多重化・データ転送・データセンター保管

というストレージシステム管理者でなければできな

い専門的な作業を日常的に行うことを要する。従っ

 

て、現状ではこのＤＲによる情報保全を行うことが

できるのは大企業等に限られ、今回明らかになった、

災害に特別に脆弱な中小ストレージシステムには今

後とも適用が難しいことが懸念される。 
一方で、クラウド利用によるデータストレージが

急速に普及している。特に、グーグル等でよく知ら

れた画像や動画映像などのインターネット保存は顕

著にユーザが増加し、昨今ではさまざまなデータを

インターネット経由でサーバにストレージされてい

る。これらのサービスはユーザにストレージデバイ

スを意識させないものであり、情報は多重化されて

蓄積され決して失われないようにされている。ただ、

当然のことながら、ユーザはデータをアップロード

しないと保護される情報とはならないし、昨今の情

報の大規模化からは有料ストレージとなるサービス

を選択せざるを得ない。また、ユーザにとって他人

に知られたくない個人情報をクラウドにアップロー

ドするのは心理的な抵抗があろう。このように考え

ると必ずしもすべてのデータ保護をクラウドが果た

せるとは考えにくく、ユーザの手元で閉じたストレ

ージ系にユーザが意識することなく冗長化されるこ

とが望ましい。 
（Ｂ）耐災害性に優れるレジリエントなストレージ

システム 
（１）高信頼な省電力大容量デバイス（耐環境性と

電池駆動整合性）と分散ストレージシステム（デー

タ分散化保全）の両面による耐災害技術を開発し、

クラウドストレージの自動バックアップと異種クラ

ウド連携によりデータ保全を図る。（２）長時間バッ

テリ駆動な省電力小型ストレージシステムを開発し

長時間の停電に備える。 
上記において、想定しなければならない被災状況

は、まず、災害時の火災による機器焼損・津波や洪

水による水没・倒壊による機器損壊などが発生して、

ストレージ機器が物理的に壊れることである。同時

に、交流電源が喪失してバッテリバックアップに入

っており、多数のネットワーク通信路も途絶してい

る可能性が高い。この際に、システムが冗長性を保

ち、残存リソースを自律的に再構成することで情報

ストレージシステムの自律的な再構築が行われるこ

とが望ましい。この際には、残存機器数に応じた必

要最小限のストレージ容量になることが避けられな

いが、電源容量制約が強いために機器の消費電力は

最小化することが必要である。 
議論の結果、情報の多重化とネットワーク通信路

の複数化によって、一部の機器の情報が失われても

自律的に情報を復元できるシステム構成を検討する

こととした。具体的には、ストレージすべき情報（フ

ァイル）を多数のチャンクに分解して、個々の分解

情報を異なるストレージ機器に蓄積する分散ファイ

ルシステムである。特に、複数ストレージ機器に重

複して分散してストレージすることで一部が被災・

損壊しても情報は喪失しないようにできる技術開発

を目的とすることとした。この際に、多重度とスト

レージ容量規模は反比例し、多重度が高い場合には

データの可用性は高まるが、一方、きわめて大きな

ストレージ容量となるので、トレードオフが必要で

ある。従って、技術的にはいかにして適切な冗長度

を持たせるストレージ技術とするかが重要で、この

点を明らかにする研究を行う必要がある。 
（Ｃ）高速データ転送ストレージと速度当たり消費

電力の低減 
 最近のストレージ容量は極めて大きく、高細精度

画像や動画情報を含むマルチメディア情報や医療デ

ータは極めて大きなファイルサイズになる。このよ

うな情報を被災時に送る際に長時間のストレージ機

器からの授受が発生するようではバッテリの消耗を

早める。また、平常時でも、動画映像などのように

一定の転送速度を保って転送しないといけない場合

もある（アイソクロナス転送）。この要求のためにも、

ストレージデバイス単体の転送性能の向上を図るこ

とが必要である。 
 ディスクストレージ転送速度は、ディスクの線速

度と線記録密度の積に比例する。たとえば、長さ

20nmのビットを20m/sの線速度で読み出せば、そ

の転送速度は1Gbpsとかなり速い。ディスク回転数

の増加は消費電力の著しい増加を招くので、今回の

研究開発ではなるべく避けることが望ましく、線速

度の向上とディスクからの情報読み書きの並列化に

よる転送速度向上を研究課題としている。 
 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
大型プロジェクトへの発展を視野に、産学連携へ

の展開が可能となるように広範な波及効果を生む波

及性の高い研究課題の策定とその目標設定を議論し

ている。また、大きな研究開発を担うことのできる

研究組織を形成に注力している。 
 
 
［４］成果資料 
 成果論文にはまだ至っていない。 
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ばカルテ情報が失われ、住民基本情報の喪失は人的
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も携帯電話等にストレージされた情報（たとえば、
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ない限りは大量の貴重な情報が喪失されたままで復

元不能となることである。このことを考え合わせる

と、東日本大震災のような大規模な災害によって、

復旧不能な損失という今後の情報ストレージ技術が

取り組むべき、特別な考慮を要する耐災害性面で脆

弱な技術課題を露呈したと言える。 
本来、磁気メモリは不揮発性を有しており電源喪

失下においても蓄積された情報を失うことはない。

従って、単に長時間停電などでは情報は保全される

ものであるが、ストレージ情報は被災直後において

もアクセス可能でなければならないことを考えると、

情報喪失がないという要求には単なる情報不揮発性

だけではなく、ストレージシステムとして被災直後

（あるいは理想的には被災中も）その運転を継続し

ていることが必要である。 
このような観点からは、単にストレージデバイス

の技術革新ではこの耐災害性の確保は実現できず、

ストレージシステム全体の革新が必要である。この

ような観点から、本プロジェクトでは情報喪失のな

いストレージシステムを実現するための研究を目的

とした。 
本プロジェクトにとっては本年度が初年度である。

そのために研究課題とその目標設定と並んで研究計

画も議論した。特に大きな研究プロジェクトに発展

させることを視野に都度の研究打合せを持ち，耐災

害性の高いストレージシステムについて議論した。

また、ファイルサーバに分散ファイルシステムをイ

ンストールしてのストレージデバイスの転送速度な

どの実験を行った。 
 
 
［３］成果 
 （３－１）研究成果 
本年度は，以下に示す研究成果を得た。 

（Ａ）従来技術の整理 
現状技術における主な耐災害性はディザスタリカ

バリ（ＤＲ）と呼ばれるデータバックアップ技術で、

情報を多重化して遠隔地のデータセンターに保管し

ておいて情報が失われた際にストレージ機器の復旧

の上でデータを転送するものである。この場合、デ

ータ復旧はもちろん可能であるが、データを管理し

て、情報多重化・データ転送・データセンター保管

というストレージシステム管理者でなければできな

い専門的な作業を日常的に行うことを要する。従っ

 

て、現状ではこのＤＲによる情報保全を行うことが

できるのは大企業等に限られ、今回明らかになった、

災害に特別に脆弱な中小ストレージシステムには今

後とも適用が難しいことが懸念される。 
一方で、クラウド利用によるデータストレージが

急速に普及している。特に、グーグル等でよく知ら

れた画像や動画映像などのインターネット保存は顕

著にユーザが増加し、昨今ではさまざまなデータを

インターネット経由でサーバにストレージされてい

る。これらのサービスはユーザにストレージデバイ

スを意識させないものであり、情報は多重化されて

蓄積され決して失われないようにされている。ただ、

当然のことながら、ユーザはデータをアップロード

しないと保護される情報とはならないし、昨今の情

報の大規模化からは有料ストレージとなるサービス

を選択せざるを得ない。また、ユーザにとって他人

に知られたくない個人情報をクラウドにアップロー

ドするのは心理的な抵抗があろう。このように考え

ると必ずしもすべてのデータ保護をクラウドが果た

せるとは考えにくく、ユーザの手元で閉じたストレ

ージ系にユーザが意識することなく冗長化されるこ

とが望ましい。 
（Ｂ）耐災害性に優れるレジリエントなストレージ

システム 
（１）高信頼な省電力大容量デバイス（耐環境性と

電池駆動整合性）と分散ストレージシステム（デー

タ分散化保全）の両面による耐災害技術を開発し、

クラウドストレージの自動バックアップと異種クラ

ウド連携によりデータ保全を図る。（２）長時間バッ

テリ駆動な省電力小型ストレージシステムを開発し

長時間の停電に備える。 
上記において、想定しなければならない被災状況

は、まず、災害時の火災による機器焼損・津波や洪

水による水没・倒壊による機器損壊などが発生して、

ストレージ機器が物理的に壊れることである。同時

に、交流電源が喪失してバッテリバックアップに入

っており、多数のネットワーク通信路も途絶してい

る可能性が高い。この際に、システムが冗長性を保

ち、残存リソースを自律的に再構成することで情報

ストレージシステムの自律的な再構築が行われるこ

とが望ましい。この際には、残存機器数に応じた必

要最小限のストレージ容量になることが避けられな

いが、電源容量制約が強いために機器の消費電力は

最小化することが必要である。 
議論の結果、情報の多重化とネットワーク通信路

の複数化によって、一部の機器の情報が失われても

自律的に情報を復元できるシステム構成を検討する

こととした。具体的には、ストレージすべき情報（フ

ァイル）を多数のチャンクに分解して、個々の分解

情報を異なるストレージ機器に蓄積する分散ファイ

ルシステムである。特に、複数ストレージ機器に重

複して分散してストレージすることで一部が被災・

損壊しても情報は喪失しないようにできる技術開発

を目的とすることとした。この際に、多重度とスト

レージ容量規模は反比例し、多重度が高い場合には

データの可用性は高まるが、一方、きわめて大きな

ストレージ容量となるので、トレードオフが必要で

ある。従って、技術的にはいかにして適切な冗長度

を持たせるストレージ技術とするかが重要で、この

点を明らかにする研究を行う必要がある。 
（Ｃ）高速データ転送ストレージと速度当たり消費

電力の低減 
 最近のストレージ容量は極めて大きく、高細精度

画像や動画情報を含むマルチメディア情報や医療デ

ータは極めて大きなファイルサイズになる。このよ

うな情報を被災時に送る際に長時間のストレージ機

器からの授受が発生するようではバッテリの消耗を

早める。また、平常時でも、動画映像などのように

一定の転送速度を保って転送しないといけない場合

もある（アイソクロナス転送）。この要求のためにも、

ストレージデバイス単体の転送性能の向上を図るこ

とが必要である。 
 ディスクストレージ転送速度は、ディスクの線速

度と線記録密度の積に比例する。たとえば、長さ

20nmのビットを20m/sの線速度で読み出せば、そ

の転送速度は1Gbpsとかなり速い。ディスク回転数

の増加は消費電力の著しい増加を招くので、今回の

研究開発ではなるべく避けることが望ましく、線速

度の向上とディスクからの情報読み書きの並列化に

よる転送速度向上を研究課題としている。 
 
 
（３－２）波及効果と発展性など 
大型プロジェクトへの発展を視野に、産学連携へ

の展開が可能となるように広範な波及効果を生む波

及性の高い研究課題の策定とその目標設定を議論し

ている。また、大きな研究開発を担うことのできる

研究組織を形成に注力している。 
 
 
［４］成果資料 
 成果論文にはまだ至っていない。 

共同プロジェクト研究
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６. １ 通研国際シンポジウム 
 

第 42 回通研国際シンポジウム 
第 12 回国際多感覚研究フォーラム 

The 42nd RIEC International Symposium 
12th International Multisensory Research Forum (IMRF2011) 

 
開 催 日：2011 年 10 月 17 日(月曜日)～20 日(木曜日）（4 日間） 

開催場所：アクロス福岡 

参加人数：286 名 

 

人間は自分の置かれた環境を認知する上で，単一の感覚情報ではなくあらゆる

感覚器からの情報を総合的に利用していると考えられる。したがって，テレイグ

ジステンスやテレワークなどを実現するための高次臨場感通信を実現するには，

人間がそのような複数の感覚種で構成される多感覚情報をどのように知覚，認知

しているかを解明することが極めて重要である。本通研国際シンポジウムは，そ

のような多感覚情報に関する学際的研究を議論することを目的として開催された。 

本シンポジウムは 2011 年 6 月に仙台国際センターを会場に開催される予定であ

ったが，東日本大震災のため東北地方への訪問を懸念する声が多数あったことか

ら， 10 月に福岡市に延期･移転して開催された。このように異例の措置をお認め

頂いた関係各位と，開催に協力と支援を頂いた皆様に心から感謝している。 

 国外からの 15 ヶ国，111 名を含む 280 余名の参加を得ることができた。3 件の

キーノート講演，6 つのシンポジウムセッション，27 件の講演をはじめ，214 件の

発表が 4 日間にわたり行われた。キーノート講演では，VR システムの没入感(Mel 

Slater 教授)，視覚障害者の視覚野の機能可塑性（定藤規弘教授），音声の視聴覚

情動判断（Beatrice de Gelder 教授）について，それぞれ長年にわたる最先端研

究が紹介された。また一般講演セッションとポスターセッションでは，多感覚脳

情報処理に関する最新の成果を持ち寄っての熱心な議論が連日続いた。 

 会場が市内中心部にあったため，会議終了後の交流も極めて活発で，仙台にも

同様の会場があるとよいとの強い思いを持ったことも記しておきたい。 

 

IMRF2011 開会式の様子 

国際シンポジウム
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第８回 RIEC スピントロニクス国際ワークショップ 
The 8th RIEC International Workshop on Spintronics 

 
 
 

開 催 日：平成２４年２月２日（木曜日）～３日（金曜日）（２日間） 

開催場所：東北大学電気通信研究所 ナノ・スピン実験施設 

参加人数：１２８名 

 

2012 年 2 月 2, 3 日の両日に、本学電気通信研究所が主催する標記国際ワークシ

ョップが附属ナノ・スピン実験施設において開催された[組織委員長: 通研・大野

英男教授、本学省エネルギー・スピントロニクス集積化システムセンターでの 2nd 

CSIS International Symposium on Spintronics-based VLSIs (2 月 2,3 日)とのジ

ョイント開催]。参加者 128 名の内、国外からの参加者は 19 名を数えた。アメリ

カ、フランス、韓国、日本から 19 名の研究者を招待講演者として迎えた。ポスタ

ーセッションでは、中国、韓国、台湾、日本から 21 件の一般講演があった。さら

に 11 名のパネリストによりパネルディスカッションが行われた。本ワークショッ

プではスピン注入磁化反転・磁壁移動などスピントロニクス素子の基礎特性から、

それらを利用した集積回路まで幅広い話題が活発に議論された。この議論を通じ、

スピントロニクス集積回路の重要性と研究開発課題がより明確となり、将来の方

向性を指示す有意義なワークショップとなった。また、多くの学生の参加もあり、

学生の国際性を育む機会の提供という観点からも大きな成果を得ることができた。 

 

 

 
 

第 8 回  RIEC スピントロニクス国際ワークショップ参加者集合写真 

メディカル・バイオ・ナノエレクトロニクス 
第 6 回国際シンポジウム 

The Sixth International Symposium on Medical, Bio- and Nano-Electronics 
 

開 催 日：平成 24 年 3 月 8 日（木曜日）（1 日間） 

開催場所：東北大学電気通信研究所 ナノ・スピン実験施設 

４階カンファレンスルーム 

参加人数：約 60 名 

 

本シンポジウム・シリーズはもともと、平成 17～21 年度に実施された文部科学省

大学院教育 GP プログラム「生体・ナノ電子科学国際教育拠点」および「メディカル

バイオエレクトロニクス教育拠点」の一部として開催されていたものである。平成

22 年 2 月に開催された第 5 回シンポジウムでは、22 件の口頭発表と 80 件のポスタ

ー発表があり 184 名が参加した。その後、大学院教育 GP プログラムの終了により中

断していたが、「メディカル」「バイオ」「ナノ」分野の交流の場として、また、博士

前期課程の学生が英語で発表を行う機会として復活を望む声が多かった。このたび、

通研国際シンポジウムの枠組みでご援助をいただき、第 6 回シンポジウムを開催す

ることができた。 

今回は日程上の都合から 1 日のみの開催とし、「 Medical Electronics」

「Bio-Electronics」「Nano-Electronics」の 3 セッションを設けた。各セッショ

ンの企画・運営はそれぞれ、金井・長谷川研、庭野・木村研、佐橋研が担当した。

4 名の招待講演者：Y. Ono 氏（Carleton University, Canada）、A. Sesay 氏（MRC 

National Institute for Medical Research, UK）、Y. Kashimura 氏（NTT Basic 

Research Laboratories, Japan）、Ch. Binek 氏（University of Nebraska, USA）

を含む 9 件の口頭発表と 24 件のポスター発表があり、活発な議論が行われた。 

本シンポジウムの開催にご協力いただきましたみなさまに感謝いたします。 

 

 

  
Nano-Electronics セッションの参加者                  ポスターセッション 

国際シンポジウム
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第 3 回ナノ構造とナノエレクトロニクスに関する 
国際ワークショップ 

 
3rd International Workshop on Nanostructures & Nanoelectronics 

 
 
 

開 催 日：平成 24 年 3 月 21 日（水曜日）～22 日（木曜日）（2 日間）  
開催場所：東北大学電気通信研究所 ナノ・スピン実験施設  
参加人数：47 名  
 

本ワークショップは、ナノ構造作製技術やそのナノ構造体の特性評価、ならび

に、そのナノ構造を用いたデバイス応用へのアプローチ・課題に関する最近の進

展・動向についての議論・討論を目的として企画され、今回で 3 回目となる。平

成 24 年 3 月 21、22 日の 2 日間にわたり、東北大学電気通信研究所ナノ・スピン

実験施設にて開催された。海外(ドイツ、韓国、アメリカ)から 5 名、日本から 10
名の招待講演者によって、実験方法の詳細や結果など、ナノ構造体やその応用に

ついての最新の研究成果が紹介され、活発な討論がなされた。特に、海外からの

招待講演者及び一部の日本人招待講演者については、50 分もの長時間の講演時間

が割かれ、通常では得られない詳細な研究成果についての発表がなされた。また、

その内容は、酸化チタンナノチューブや、カーボンナノチューブ、グラフェン、

ダイアモンドというように多岐にわたり、様々なナノ構造体の作製方法や評価方

法、そして、それらの電子デバイスまたはバイオセンサへの応用の可能性につい

て活発に議論された。参加人数は、44 名を数え、活発で有意義な討論及び情報交

換が行われた。  

   
 

第 3 回ナノ構造とナノエレクトロニクスに関する国際ワークショップでの討論の風景  

国際シンポジウム

 

 

６. ２ 国際会議等の開催状況 
 
 
国際会議名： 
第７回 Si エピタキシー＆ヘテロ構造国際会議 
7th Int. Conf. on Si Epitaxy and Heterostructures (ICSI-7)  
開催日：平成 23 年 8 月 28 日～9 月 1 日（5 日間） 
開催場所：ルーベン（ベルギー） 
 
本国際会議は、Si エピタキシーとヘテロ構造・ナノ構造の物理とデバイス技術

の研究分野における新展開に関して包括的に議論することを目的に、企画・開

催された国際会議である。本研究所附属ナノ・スピン実験施設からは室田淳一

教授（組織委員）が参加し、全参加者は約 180 名であった。基調講演 3 件と招

待講演 18 件の他、一般口頭発表 37 件とポスター発表 85 件の計 143 件の発表

が行われ、Si 及び SiGeC 系ヘテロ材料の結晶成長機構の理論から物性、プロセ

ス技術及び超微細半導体デバイスや電子・光複合デバイスへの応用までの幅広

い領域について最新の研究動向の報告とともに活発で有意義な討論が交わされ

た。また、上記発表の多くが学術論文としてまとめられ、その論文集は学術論

文誌 Thin Solid Films (Vol.520, 2012) の特集号として出版済である。日本を含

む世界の半導体産業の活性化のためにも、本会議の開催は重要な意味を持つも

のであり、次世代 Si 系ヘテロナノデバイス開発の道が開拓されると期待される

ことから、継続開催（2013 年 5 月、日本）も決定され、世界の英知を結集した

討論の場が準備されている。 
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国際会議等

 

 

国際会議名： 
第７回 ECS ULSI プロセスインテグレーション国際会議 
7th ECS Int. Symp. on ULSI Process Integration 
開催日：平成 23 年 10 月 10 日～13 日（4 日間） 
開催場所：ボストン（米国） 
 
本国際会議は、ULSI プロセスインテグレーションと関連する材料・デバイス技
術に関して包括的に議論することを目的として企画・開催された国際会議であ
る。本研究所附属ナノ・スピン実験施設からは室田淳一教授（組織委員）と櫻
庭政夫准教授が参加し、全参加者は約 60 名であった。基調講演 4 件と招待講演
18 件の他、一般口頭講演 24 件の計 46 件の発表が行われ、上記分野における最
新の研究開発動向の報告とともに活発で有意義な討論が交わされた。また、上
記発表の多くが学術論文としてまとめられ、その論文集は学術論文誌 ECS 
Transaction (Vol.41, No.7, 2011) の特集号として出版されている。今後、この
分野の研究が推進されることにより、ULSI プロセスインテグレーションに関連
する材料・デバイスの学問分野が大きく展開するであろう。 

 

 

会議名：12th International Multisensory Research Forum (IMRF) 
開催日：平成 23 年 10 月 17−20 日 
開催場所：アクロス福岡 
参加人数：288 名 
会議の概要： 
本会議は，視覚，聴覚，触覚，体性感覚などの複数の異なる感覚受容器官で並列に受

容したマルチモーダル情報処理過程の解明と研究成果の応用に関する国際的な学術集

会である．マルチモーダル情報処理過程に関する研究は，高臨場感通信や遠隔医療等

の高度情報化社会の実現に繋がるため，心理学，生理学，神経科学，工学，発達など

の多様な学問分野の研究者が参画した，新しい学際研究領域として世界的に注目され

ている．我が国においても，若手研究者の発案・主催により多感覚研究会が発足・開

催されるなど，その研究動向への関心が高まっている．しかしながら，同研究領域の

独創性・独自性を生み出している研究者の専門分野の多様性の問題により，研究者間

の知見の共有，議論と連携の促進が研究発展上の課題とされてきた．IMRF は，この

課題を解決し，研究活動を活発化させることを目的とし，1999 年に英国にて第 1 回大

会が開催されて以降，同会は例年欧米にて開催されてきたが，本会議は 2008 年からの

招致活動によって実現した，欧米以外で初めて開催されるマルチモーダル情報処理研

究の国際的な学術集会として位置付けられる．また本会議では，同研究領域の研究活

動を活性化し，研究成果の応用を促進するために，35 歳以下の若手研究者に対して参

加費の助成を 12 件行い，優秀研究発表者に対する渡航費用援助を 9 件行った．また，

世界的に注目されている国内外の研究者を招聘し，Keynote 講演を 3 件行った．本会

議での研究発表は，国際ジャーナルである i-Perception 誌の特集号にて研究抄録を掲

載した．今回は欧米以外で初めて開催され，さらに東日本大震災の影響もあったため，

参加者は例年より減少する可能性があったが，実際には参加者数は例年よりも増大し

ており大きな成果であったと考える． 
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国際会議等

第6回インタラクティブテーブルトップに関する国際会議 ITS 2011 
ACM International Conference on Interactive Tabletops and Surfaces 

 
開催場所： 神戸国際会館（神戸市） 
開催日：  2011 年 11 月 13 日(日)～16 日(水) 
Web：  http://its2011.jp/ 
 
 本会議は，近年特に注目が集まりつつあるテーブルトップやサーフェスにおけるインタラ

クティブ手法に関する国際会議として，これまで北米やヨーロッパで開催されてきたが，今

回初めて日本で開催され，電気通信研究所の北村喜文教授がプログラムチェアを務めた． 
 19 ヶ国から約 150 名の参加者を集めた今年の ITS 2011 では，口頭発表の full paper 19
件と note 13件に加え，20件のポスター発表および 9件のデモ形式での発表もあった．paper
と note の採択数では，カナダやドイツの存在感が際立っていたが，合計投稿数 96 件であ

り，採択率は 33.3%であった．その内容は，様々な方式のテーブルトップハードウェアに加

え，マルチタッチ認識アルゴリズムやユーザインタフェースデザイン，テーブルトップシス

テムの実用化に向けた実践と評価など多岐に渡った．  
 Best Paper には，デンマークの IT University of Copenhagen による The eLabBench - 
An Interactive Tabletop System for the Biology Laboratory が選ばれた．これは生物学系

などの研究室における試薬・PC・ノート等が机上に散乱する状況を改善するために開発さ

れた UI・ハードウェアに関する提案であり，実用性の高いものであった．また，Best Note
には，ドイツの RWTH Aachen University による Dynamic Portals: A Lightweight 
Metaphor for Fast Object Transfer on Interactive Surfaces が選ばれた．その他，Best 
Poster や Best Demo には，日本勢の発表が選ばれた． 
 Keynote では，MIT Media Lab の石井裕教授が，テーブルトップシステムにおけるイン

タラクションの紹介と今後の展望について講演された．次回の ITS 2012 はアメリカのケン

ブリッジで開催され，さらに次々回の ITS 2013 はイギリスのセントアンドリュースで開催

される予定である．世の中には，スマートフォンやタブレットなど，マルチタッチインタフ

ェースを装備する機器が益々普及しつつあり，それらをさらに使いやすくするため，この分

野の研究は，これからも発展が期待される． 

 

会議名：International Workshop on Low-Power LSI Technologies and their 
Application to Mobile Systems 
開催日：平成 24 年 2 月 27 日（月） 
開催場所：東北大学電気通信研究所ナノスピン総合実験施設 
会議概要：携帯機器における低消費電力化は，機器の高機能化・高性能化の要

求と相まって，益々重要になってきている．本ワークショップは，集積回路研

究者と携帯機器研究者が一堂に会し，各専門分野の最新技術動向とオープンプ

ロブレム等の紹介を通じて，低消費電力化の壁を打破する指針について議論す

ることを目的として，平成 24 年 2 月 27 日に開催された．当日は海外からの来

学者による発表 2 件を含む 7 件の研究発表があり，参加人数は 25 人以上であっ

た．発表内容は無線通信，通信用デコーダおよび不揮発性素子を用いた回路技

術に関するものであり，会議中においては発表者，聴講者を交えた発表内容に

関する熱心な議論が展開され，盛況のうちに終了した． 
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Metaphor for Fast Object Transfer on Interactive Surfaces が選ばれた．その他，Best 
Poster や Best Demo には，日本勢の発表が選ばれた． 
 Keynote では，MIT Media Lab の石井裕教授が，テーブルトップシステムにおけるイン

タラクションの紹介と今後の展望について講演された．次回の ITS 2012 はアメリカのケン

ブリッジで開催され，さらに次々回の ITS 2013 はイギリスのセントアンドリュースで開催

される予定である．世の中には，スマートフォンやタブレットなど，マルチタッチインタフ

ェースを装備する機器が益々普及しつつあり，それらをさらに使いやすくするため，この分

野の研究は，これからも発展が期待される． 

 

会議名：International Workshop on Low-Power LSI Technologies and their 
Application to Mobile Systems 
開催日：平成 24 年 2 月 27 日（月） 
開催場所：東北大学電気通信研究所ナノスピン総合実験施設 
会議概要：携帯機器における低消費電力化は，機器の高機能化・高性能化の要

求と相まって，益々重要になってきている．本ワークショップは，集積回路研

究者と携帯機器研究者が一堂に会し，各専門分野の最新技術動向とオープンプ

ロブレム等の紹介を通じて，低消費電力化の壁を打破する指針について議論す

ることを目的として，平成 24 年 2 月 27 日に開催された．当日は海外からの来

学者による発表 2 件を含む 7 件の研究発表があり，参加人数は 25 人以上であっ

た．発表内容は無線通信，通信用デコーダおよび不揮発性素子を用いた回路技

術に関するものであり，会議中においては発表者，聴講者を交えた発表内容に

関する熱心な議論が展開され，盛況のうちに終了した． 
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６.３ 工学研究会 
 

 東北大学電気通信研究所、東北大学大学院工学研究科と情報科学研究科および関係ある

学内外の研究者、技術者が交互に連絡・協力し合うことによって、学問的・技術的問題を

解決し、研究開発を促進することを目的として工学研究会が設置されている。そのため、

専門の分野に応じて次のような分科会を設けて、学術的および技術的な諸問題について発

表・討論を行っている。発表された研究の一部は東北大学電気通信談話記録に抄録されて

いる。 
 
 研 究 会 名 主  査 幹  事 

1 伝送工学研究会 澤谷邦男 教授 陳 強 准教授 

2 音響工学研究会 伊藤彰則 教授 岩谷幸雄 准教授 

3 仙台“プラズマフォーラム” 畠山力三 教授 安藤 晃 教授 

4 ＥＭＣ仙台ゼミナール 曽根秀昭 教授 山口正洋 教授 

5 コンピュータサイエンス研究会 篠原 歩  教授 住井英二郎 准教授 

6 システム制御研究会 吉澤  誠 教授 本間経康 准教授 

7 情報バイオトロニクス研究会 庭野道夫 教授 吉信達夫 教授 

8 スピニクス研究会 村岡裕明 教授 
中村健二 准教授 
三宅耕作  助教 

9 ニューパラダイムコンピューティング研究会 亀山充隆 教授 阿部正英 准教授 

10 超音波エレクトロニクス研究会 金井 浩 教授 長谷川英之 准教授 

11 ブレインウェア工学研究会 中島康治 教授 佐藤茂雄 准教授 

12 情報・数物研究会 田中和之 教授 田中和之 教授 

13 生体・生命工学研究会 塩入 諭  教授 大林 武 助教 

14 ナノ・スピン工学研究会 室田淳一 教授 櫻庭政夫 准教授 

15 先進的情報通信工学研究会 木下哲男 教授 菅沼拓夫 教授 

 

      伝 送 工 学 研 究 会  
    
                   主査 澤谷 邦男， 幹事 陳 強 
 

伝送工学研究会は，最も長い歴史をもつ研究会であり，これまでの開催回数は 500回

を超える。本研究会は，電波から光波にわたる電磁波を用いた有線・無線伝送に関する

基礎・応用研究の発表と討論を目的としており，放射・伝搬・伝送およびこれらに用い

るデバイスや方式などの招待講演と研究報告を行ってきた。 
本年度は 8 回の研究会が開催され，招待および特別講演が 2 件，一般講演が 34 件行

われた。最新の研究動向と成果が発表され，活発な議論が行われた。 
 

第 536回 
日時： 2011 年 6 月 21 日（火） 15:00-16:30  
場所： 東北大学  電気・情報系 103会議室 
演題： 
536-1. CBFM によるモーメント法の高速化 

今野  佳祐 , 陳  強 , 澤谷  邦男 ( 東北大学大学院工学研究科), 瀬在  俊浩

(JAXA)  
536-2. 塩分濃度検出のための赤外分光用中空光ファイバプローブ 

田中雄樹，木野彩子，松浦祐司（東北大学大学院医工学研究科） 
536-3. 演算量削減型最尤ブロック検出を用いるシングルキャリア伝送におけるブロッ

ク内適応ビットローディング 
山本哲矢，安達文幸（東北大学大学院医工学研究科） 

参加人員： 48 人 
 
第 537回 
日時： 2011 年 7 月 19 日（火） 15:00-16:00  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 2 号館 204号室 
演題： 
537-1. 分散アンテナネットワークにおける動的チャネル割り当て法の検討 

松川隆介，小原辰徳，安達文幸 ( 東北大学大学院工学研究科 )  
537-2. 近傍界結合による無線電力伝送の数値解析 

柴田  岳，陳  強，澤谷  邦男 ( 東北大学大学院工学研究科 ) 参加人員： 38 人 
参加人員： 45 人 
 
第 538回 
日時： 2011 年 9 月 20 日（火） 13:00-18:00  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 103号室 
538-1. シングルキャリア伝送におけるブロック間干渉を抑圧する検出区間重複演算量

削減型最尤ブロック信号検出 
諸我  英之，山本  哲矢，安達  文幸（東北大学大学院工学研究科） 

538-2. Experimental Study on MIMO Performance Using Passive Repeater  
Lin Wang1, Shi-Wei Qu2, Qiang Chen1, Qiaowei Yuan3, and Kunio Sawaya1 

工学研究会
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1 Tohoku University, 2 University of Electronic Science and Technology of Chin,  
3 Sendai National College of Technology  

538-3. 中空光ファイババンドルを用いた赤外分光イメージング 
黄  晨暉，木野  彩子 ( 東北大学大学院医工学研究科 ) ，片桐  崇史 ( 東北大学大

学院工学研究科 ) ，松浦  祐司 ( 東北大学大学院医工学研究科 )  
 
【技術交流講演会（ IIS 研究センター主催，伝送工学研究会共催 ）】 14:30~16:20  
1. 会社概況とビジネス戦略                         

天岸  義忠（アルプス電気取締役  技術・品質担当）  
2. 載ネットワーク製品のご紹介                  

泉  英男   （アルプス電気HM&I事業本部）  
3. メカトロニクスデバイス技術のご紹介                 

村田  眞司（アルプス電気 MMP 事業本部）  
4. 車載用 HMI デバイス動向とソリューション                

佐藤  浩史（アルプス電気AUTO事業本部） 
5. Q&A ，展示 
【伝送工学研究会特別講演会】 16:30~18:00  
538-4. 【特別講演】Future perspectives of advancing multimodal fully 

polarimetric POLSAR technology, its rapid worldwide expansion, and its 
plethora of future diversified applications by implementation of 
ALOS-PALSAR-I&II  
Wolfgang-Martin Boerner, Professor Emeritus (University of Illinois at Chicago, 
Department of Electrical & Computer Engineering, Communications, Sensing & 
Navigation Laboratory)  

参加人員： 78 人 
 
第 539回 
日時： 2011 年 10 月 18 日（火） 15:00-17:30  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 103号室 
演題： 
539-1. 上りリンク直接・協調リレー切り替えSC-FDMA伝送における電力配分法の検

討 
中田雅之，小原辰徳，山本哲矢，安達文幸（東北大学大学院工学研究科） 

539-2. 分散アンテナネットワークにおける MIMO 空間多重のチャネル容量に関する

検討 
熊谷慎也，松川隆介，小原辰徳，山本哲矢，安達文幸（東北大学大学院工学研究

科） 
539-3. 実環境におけるリフレクトアレーの電波散乱特性の数値解析 

小林克也，陳  強，澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科） 
539-4. 直接ディジタルシンセサイザ (DDS)の広帯域化・高周波化に関する検討 

田島賢一，亀田  卓，末松憲治（東北大学電気通信研究所） 
539-5. 多層膜型波長フィルターを用いたヘモグロビン向け分光イメージングカメラ 

山口修平，大寺康夫，山田博仁（東北大学大学院工学研究科） 
参加人員： 41 人 

 
第 540回 
日時： 2011 年 11 月 15 日（火） 15:00-17:30  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 103号室 
演題： 
540-1. 上りリンクシングルキャリア協調 DF リレーにおけるスループット最大規範に

基づく変調割り当て法 
木村和裕，中田雅之，小原辰徳，安達文幸（東北大学大学院工学研究科） 

540-2. シングルキャリア周波数領域等化器の ASIC 実装 
小松和寛，富田俊輔，亀田  卓（東北大学電気通信研究所 ）， 岩田 誠（高知工科

大学情報システム工学科 ）， 末松憲治，高木直，坪内和夫（東北大学電気通信研究

所） 
540-3. 屋内ダイバーシチアンテナによる地上デジタル放送波の受信効果 

武田  優，陳  強，澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科 ）， 佐藤智之（八木アン

テナ株式会社） 
540-4. 冷却管パラボラ反射鏡によるミリ波パッシブイメージングの物体検知特性の改

善 
栗山弘平，佐藤弘康，澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科） 

540-5. 誘電体薄膜チューブを基盤とするテラヘルツ中空光導波路の製作の研究 
佐藤俊介，松浦祐司 ( 東北大学大学院医工学研究科 ) ，片桐崇史 ( 東北大学大学院

工学研究科 )  
参加人員： 37 人 
 
第 541回 
日時： 2011 年 12 月 20 日（火） 13:00-17:30  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 103号室 
演題： 
541-1. 【招待講演】スマートフォン急増による技術的課題およびその取り組み 

須山裕介，武田洋一郎（エリクソン・ジャパン株式会社） 
541-2. 上りリンクSC-FDMAにおけるナッシュ交渉解に基づく周波数割り当て法の分

散アンテナネットワークへの適用効果 
佐藤勇輔，松川隆介，小原辰徳，安達文幸（東北大学大学院工学研究科） 

541-3. アンテナと整合回路損失を考慮した近傍界結合による無線電力伝送の数値解析 
柴田  岳，陳  強，澤谷邦男 ( 東北大学大学院工学研究科 )  

541-4. 回折格子による光結合器の理論的検討 
峯岸俊祐，大寺康夫，山田博仁（東北大学大学院工学研究科） 

541-5. ラマン分光イメージング用細径中空光ファイババンドルの製作 
冨山達弘，片桐崇史（東北大学大学院工学研究科 ）， 松浦祐司（東北大学大学院医

工学研究科） 
参加人員： 46 人 
 
第 542回 
日時： 2012 年 1 月 24 日（火） 15:00-17:00  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 103号室 

工学研究会
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1 Tohoku University, 2 University of Electronic Science and Technology of Chin,  
3 Sendai National College of Technology  
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1. 会社概況とビジネス戦略                         

天岸  義忠（アルプス電気取締役  技術・品質担当）  
2. 載ネットワーク製品のご紹介                  

泉  英男   （アルプス電気HM&I事業本部）  
3. メカトロニクスデバイス技術のご紹介                 

村田  眞司（アルプス電気 MMP 事業本部）  
4. 車載用 HMI デバイス動向とソリューション                

佐藤  浩史（アルプス電気AUTO事業本部） 
5. Q&A ，展示 
【伝送工学研究会特別講演会】 16:30~18:00  
538-4. 【特別講演】Future perspectives of advancing multimodal fully 

polarimetric POLSAR technology, its rapid worldwide expansion, and its 
plethora of future diversified applications by implementation of 
ALOS-PALSAR-I&II  
Wolfgang-Martin Boerner, Professor Emeritus (University of Illinois at Chicago, 
Department of Electrical & Computer Engineering, Communications, Sensing & 
Navigation Laboratory)  

参加人員： 78 人 
 
第 539回 
日時： 2011 年 10 月 18 日（火） 15:00-17:30  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 103号室 
演題： 
539-1. 上りリンク直接・協調リレー切り替えSC-FDMA伝送における電力配分法の検

討 
中田雅之，小原辰徳，山本哲矢，安達文幸（東北大学大学院工学研究科） 

539-2. 分散アンテナネットワークにおける MIMO 空間多重のチャネル容量に関する

検討 
熊谷慎也，松川隆介，小原辰徳，山本哲矢，安達文幸（東北大学大学院工学研究

科） 
539-3. 実環境におけるリフレクトアレーの電波散乱特性の数値解析 

小林克也，陳  強，澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科） 
539-4. 直接ディジタルシンセサイザ (DDS)の広帯域化・高周波化に関する検討 

田島賢一，亀田  卓，末松憲治（東北大学電気通信研究所） 
539-5. 多層膜型波長フィルターを用いたヘモグロビン向け分光イメージングカメラ 

山口修平，大寺康夫，山田博仁（東北大学大学院工学研究科） 
参加人員： 41 人 

 
第 540回 
日時： 2011 年 11 月 15 日（火） 15:00-17:30  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 103号室 
演題： 
540-1. 上りリンクシングルキャリア協調 DF リレーにおけるスループット最大規範に

基づく変調割り当て法 
木村和裕，中田雅之，小原辰徳，安達文幸（東北大学大学院工学研究科） 

540-2. シングルキャリア周波数領域等化器の ASIC 実装 
小松和寛，富田俊輔，亀田  卓（東北大学電気通信研究所 ）， 岩田 誠（高知工科

大学情報システム工学科 ）， 末松憲治，高木直，坪内和夫（東北大学電気通信研究

所） 
540-3. 屋内ダイバーシチアンテナによる地上デジタル放送波の受信効果 

武田  優，陳  強，澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科 ）， 佐藤智之（八木アン

テナ株式会社） 
540-4. 冷却管パラボラ反射鏡によるミリ波パッシブイメージングの物体検知特性の改

善 
栗山弘平，佐藤弘康，澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科） 

540-5. 誘電体薄膜チューブを基盤とするテラヘルツ中空光導波路の製作の研究 
佐藤俊介，松浦祐司 ( 東北大学大学院医工学研究科 ) ，片桐崇史 ( 東北大学大学院

工学研究科 )  
参加人員： 37 人 
 
第 541回 
日時： 2011 年 12 月 20 日（火） 13:00-17:30  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 103号室 
演題： 
541-1. 【招待講演】スマートフォン急増による技術的課題およびその取り組み 

須山裕介，武田洋一郎（エリクソン・ジャパン株式会社） 
541-2. 上りリンクSC-FDMAにおけるナッシュ交渉解に基づく周波数割り当て法の分

散アンテナネットワークへの適用効果 
佐藤勇輔，松川隆介，小原辰徳，安達文幸（東北大学大学院工学研究科） 

541-3. アンテナと整合回路損失を考慮した近傍界結合による無線電力伝送の数値解析 
柴田  岳，陳  強，澤谷邦男 ( 東北大学大学院工学研究科 )  

541-4. 回折格子による光結合器の理論的検討 
峯岸俊祐，大寺康夫，山田博仁（東北大学大学院工学研究科） 

541-5. ラマン分光イメージング用細径中空光ファイババンドルの製作 
冨山達弘，片桐崇史（東北大学大学院工学研究科 ）， 松浦祐司（東北大学大学院医

工学研究科） 
参加人員： 46 人 
 
第 542回 
日時： 2012 年 1 月 24 日（火） 15:00-17:00  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 103号室 
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演題： 
542-1. IBI cancellation and CP restoration in Multi-code DS-CDMA  

Min Zheng, Wei Peng, Fumiyuki Adachi (Graduate School of Engineering, 
Tohoku University) 

542-2. 送信フィルタリングを用いるシングルキャリア伝送における CP 挿入を必要と

しない周波数領域等化 
小原辰徳，安達文幸（東北大学大学院工学研究科） 

542-3. GPU による行列演算の高速化 
勝田肇，今野佳祐（東北大学大学院工学研究科 ）， 横川佳，齋藤優輝，袁巧微（仙

台高等専門学校 ）， 陳強、澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科） 
542-4. TDNF法を用いたインコヒーレント波源推定の数値シミュレーション 

小野寺亮，陳強，澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科） 
参加人員： 43 人 
 
第 543回 
日時： 2012 年 2 月 21 日（火） 15:00-18:00  
場所： 東北大学  電子情報システム・応物系 103号室 
演題： 
543-1. 送受信協調 MMSE フィルタリングを用いるシングルキャリア MIMO 空間多

重 
熊谷慎也，松川隆介，小原辰徳，山本哲矢，安達文幸（東北大学大学院工学研究

科） 
543-2. MIMO アナログネットワーク符号化を用いたシングルキャリア双方向中継通

信における送受信協調 MMSE ‐ FDE  
宮崎寛之，中田雅之，小原辰徳，安達文幸（東北大学大学院工学研究科） 

543-3. 無線通信用人体装着型マルチアンテナの検討 
坪井 聖，陳 強，澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科） 

543-4. 石垣島におけるリフレクトアレーの屋外実験 
栗原佑介，李 建峰，陳 強，澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科） 

543-5. アレーアンテナの素子結合を考慮した電波到来方向推定の数値シミュレーショ

ン 
原 芳明，陳 強，澤谷邦男（東北大学大学院工学研究科） 

543-6. 光ファイバプローブを用いたレーザブレイクダウン分光法 
関 竜介，片桐崇史（東北大学工学研究科 ）， 松浦祐司（東北大学医工学研究科） 

参加人員： 39 人 

音 響 工 学 研 究 会  
 

主査 伊藤彰則，幹事 岩谷幸雄 

 
 

音響工学研究会は，音波，固体振動，超音波などの弾性波を対象とする研究の成果を

発表し，討論や意見交換をする場として， 1950 年頃に発足した研究会である。関連す

る分野は，電気音響，聴覚・心理音響，建築音響，騒音制御，ディジタル補聴器，音声

分析・合成，音声認識・理解，音環境工学など，多岐にわたっている。 2011 年度は，

主査伊藤彰則教授，幹事岩谷幸雄准教授のもとで，研究会 2 回（第 358回，第 359回）

と通研講演会 1 回が開催された。会場は，第 358回が電気通信研究所 2 号館大会議室，

第 359回は東北大学工学部電子情報システム・応物系講義棟 451・ 453会議室で行われ

た。なお，第 358回は電子情報通信学会HIP研究会，日本認知心理学会感性学研究部会，

日本光学会視覚研究グループ，日本心理学会「注意と認知」研究会との共催で，第 359
回は超音波エレクトロニクス研究会と合同で開催された。第 358回は， 2011 年 11 月

10 日（木）， 11 日（金）に開催され，研究発表 18 件，参加者は延べ 86 名であっ

た。第 359回は 2011 年 12 月 15 日（木）に開催され，研究発表 3 件，参加者は 44
名であった。通研講演会は， 2011 年 10 月 24 日（月）にDr. Georg F. Meyer
（ University of Liverpool ）による「Evidence for common processing networks for 
speech and body actions」という題の講演が開催され，参加者は 20 名であった。 
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仙 台 “ プ ラ ズ マ フ ォ ー ラ ム ”  
    

主査 畠山力三， 幹事 安藤 晃 

 
本研究会は，放電，核融合などのプラズマ現象の基礎と新規物質創製や材料表面の改

質，電気推進機などの応用とそれに関連する最新の研究成果に関して，特別講演及び特

別企画を開催するとともに，活発な研究討論と研究発表を行うことを目的としている。 
平成２３年度の活動として，学部学生を中心とする既刊論文に基づいたプラズマ基礎

およびプラズマ応用，計測に関する「研究討論会」を３回開催。大学院生によるフラー

レンの効率的イオン化 , カーボンナノチューブの成長制御 , メタンの分解と機能化 , 水
素負イオン生成 , ハイブリッドナノカーボンの合成 , 太陽電池開発 , 気液混相プラズマ

生成 , プラズマ推進機の性能評価などの研究発表会を２回開催。国内 , 国外研究者によ

る非平衡プラズマ中の不安定性 , プラズマ医療応用 , 大気圧・液中プラズマ生成と応用，

バイオ・ナノシステム，イオン液体電解質プラズマ，フラーレン・グラフェン・カーボ

ンナノチューブ，プラズマ閉じ込めと核融合，宇宙プラズマ，プラズマ流の基礎と応用

に関する「研究発表」を４回開催した。多様な展開を見せるプラズマの応用技術とそれ

を支える基礎研究に関し，最新の研究成果を持ち寄り討論を行うとともに情報交換を行

うことができた。以上の研究会参加者は，学内外合わせて常時５０名前後であった。 
 

     Ｅ Ｍ Ｃ 仙 台 ゼ ミ ナ ー ル  
    

主査 曽根 秀昭 ,  幹事 山口 正洋 

 
 

ＥＭＣ（環境電磁工学）は，電磁ノイズと信号の電磁干渉（ＥＭＩ）や電磁界の生体

効果などの電磁環境問題を扱う分野であり，電気工学分野の研究者と技術者はＥＭＣ問

題に関わらざるを得ない。この問題が我が国で知られるようになって間もない 1977 年

2 月に，ＥＭＣにいかに取組むべきかを調査し，学問として体系化する目的で，「ＥＭ

Ｃ仙台ゼミナール」が発足した。この活動は，誰もやらない研究と取り組む東北大学の

学風によるものであると言え，世界にＥＭＣ研究の方向を示し実践してきた。また，こ

こで討論された先進的な研究は，我が国や世界のＥＭＣ研究において，牽引力の役割を

果たしており，独創的研究成果をこの研究会から世に送り出してきた。 2001 年に

IEEE EMC Society 仙台Chapterが設立され，連携して活動している。 
平成 23 年度は，第 189回（ 7 月 26 日 ) にIEEE EMC Symposiumへ参加する学生

による 4 件の研究発表，第 190回（ 10 月 5 日）は創設者であった佐藤利三郎名誉教授

のメモリアルコロキウムとして池田哲夫先生の招待メモリアル講演と東北地区の EMC
研究グループからの研究状況と計画の意見交換，第 191回（ 12 月 15 日）は学生によ

る 8 件研究発表と永田真先生（神戸大学）の講演があった。 
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バイオ・ナノシステム，イオン液体電解質プラズマ，フラーレン・グラフェン・カーボ

ンナノチューブ，プラズマ閉じ込めと核融合，宇宙プラズマ，プラズマ流の基礎と応用

に関する「研究発表」を４回開催した。多様な展開を見せるプラズマの応用技術とそれ

を支える基礎研究に関し，最新の研究成果を持ち寄り討論を行うとともに情報交換を行

うことができた。以上の研究会参加者は，学内外合わせて常時５０名前後であった。 
 

     Ｅ Ｍ Ｃ 仙 台 ゼ ミ ナ ー ル  
    

主査 曽根 秀昭 ,  幹事 山口 正洋 

 
 

ＥＭＣ（環境電磁工学）は，電磁ノイズと信号の電磁干渉（ＥＭＩ）や電磁界の生体

効果などの電磁環境問題を扱う分野であり，電気工学分野の研究者と技術者はＥＭＣ問

題に関わらざるを得ない。この問題が我が国で知られるようになって間もない 1977 年

2 月に，ＥＭＣにいかに取組むべきかを調査し，学問として体系化する目的で，「ＥＭ

Ｃ仙台ゼミナール」が発足した。この活動は，誰もやらない研究と取り組む東北大学の

学風によるものであると言え，世界にＥＭＣ研究の方向を示し実践してきた。また，こ

こで討論された先進的な研究は，我が国や世界のＥＭＣ研究において，牽引力の役割を

果たしており，独創的研究成果をこの研究会から世に送り出してきた。 2001 年に

IEEE EMC Society 仙台Chapterが設立され，連携して活動している。 
平成 23 年度は，第 189回（ 7 月 26 日 ) にIEEE EMC Symposiumへ参加する学生

による 4 件の研究発表，第 190回（ 10 月 5 日）は創設者であった佐藤利三郎名誉教授

のメモリアルコロキウムとして池田哲夫先生の招待メモリアル講演と東北地区の EMC
研究グループからの研究状況と計画の意見交換，第 191回（ 12 月 15 日）は学生によ

る 8 件研究発表と永田真先生（神戸大学）の講演があった。 
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   コ ン ピ ュ ー タ サ イ エ ン ス 研 究 会     
 
 

主査 篠原 歩， 幹事 住井 英二郎 

 
 
 コンピュータサイエンス研究会は、国内外で活躍する研究者を講師に招き、コンピュ

ータサイエンスにおける最新の研究成果、話題について講演会を開催し、通研および電

気・情報系に所属する研究室間の学問の交流を図ることを目的としている。２０１１年

度は第１６１回講演会から第１６２回講演会まで２回の講演会を開催した。 
 喜田拓也氏（北海道大学大学院情報科学研究科）はデータ圧縮について、単にデータ

のサイズを小さくするというだけでなく、データ処理の高速化やパターン認識などの

「意外」な応用について講演した。井上純氏(Department of Computer Science, Rice 
University) は、「プログラムを生成するプログラム」であるマルチステージ・プログ

ラムの正当性を検証するための理論について講演した。 
 本研究会は、以上のように第一線で活躍する研究者による最新の研究成果の講演をも

とに、活発な討論と意見交換がなされ、有意義な学問交流の場を提供した。 
 

シ ス テ ム 制 御 研 究 会  
    

主査 吉澤 誠， 幹事 本間 経康 

 
 

本研究会は，システム制御における，理論から応用にわたる広範な最新の研究動向に

ついて討議することを目的としている。本年度の活動は以下のとおりである。 
 
 １） ( 講演会 )  チェコ工科大学プラハ校 助教授 イアン ヒルドリカ氏（演題：

Renewable energy in Europe: Wind and solar energy, alternative fuels and future 
research in combustion technologies ） 

チェコ工科大学プラハ校 助教授 ブコフスキ イボ氏（演題：

Nonconventional neural architectures, adaptive methodology, and multi-scale 
analysis: challenges for biomedical engineering applications ） 
２） ( 通研講演会 )  東京大学大学院医学系研究科 特別研究員 井上 雄介氏（演

題：螺旋流人工心臓システムの研究と開発） 
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気・情報系に所属する研究室間の学問の交流を図ることを目的としている。２０１１年

度は第１６１回講演会から第１６２回講演会まで２回の講演会を開催した。 
 喜田拓也氏（北海道大学大学院情報科学研究科）はデータ圧縮について、単にデータ

のサイズを小さくするというだけでなく、データ処理の高速化やパターン認識などの

「意外」な応用について講演した。井上純氏(Department of Computer Science, Rice 
University) は、「プログラムを生成するプログラム」であるマルチステージ・プログ

ラムの正当性を検証するための理論について講演した。 
 本研究会は、以上のように第一線で活躍する研究者による最新の研究成果の講演をも

とに、活発な討論と意見交換がなされ、有意義な学問交流の場を提供した。 
 

シ ス テ ム 制 御 研 究 会  
    

主査 吉澤 誠， 幹事 本間 経康 

 
 

本研究会は，システム制御における，理論から応用にわたる広範な最新の研究動向に

ついて討議することを目的としている。本年度の活動は以下のとおりである。 
 
 １） ( 講演会 )  チェコ工科大学プラハ校 助教授 イアン ヒルドリカ氏（演題：

Renewable energy in Europe: Wind and solar energy, alternative fuels and future 
research in combustion technologies ） 

チェコ工科大学プラハ校 助教授 ブコフスキ イボ氏（演題：

Nonconventional neural architectures, adaptive methodology, and multi-scale 
analysis: challenges for biomedical engineering applications ） 
２） ( 通研講演会 )  東京大学大学院医学系研究科 特別研究員 井上 雄介氏（演

題：螺旋流人工心臓システムの研究と開発） 
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   情 報 バ イ オ ト ロ ニ ク ス 研 究 会  
    

主査  庭野  道夫、幹事  吉信  達夫 

 
ナノ・バイオエレクトロニクスは21世紀の重要な科学技術分野の一つであるが，

その技術革新のためには，電子工学技術と多様な機能をもつ生命科学反応系との融

合が必要不可欠である．しかしながら，半導体デバイスとバイオ物質との接合部の

設計については解決すべき課題も多く，その展開の障害となっている．本研究会で

は，電子工学や半導体工学の研究者と，表面科学，生命科学，生理学，バイオマテ

リアル工学，医工学の様々なバックグラウンドをもつ研究者達が協力して，ナノ・

バイオエレクトロニクスの今後の戦略目標を討論することを目的としている．本年

度は，情報バイオトロニクス研究会を１回開催し，九州工業大学の林  初男氏によ

る通研講演会と共同プロジェクトメンバーらによる研究会を行った． 

  

情報バイオトロニクス研究会 平成２４年１月２４日（火）開催 

【通研講演会】「海馬・嗅内皮質の構造と機能」講師：林  初男 ( 九州工業大学 ) ，

「初期視覚神経回路の時空間ダイナミクス」八木哲也 ( 大阪大学 )  

「シナプス光不活化法によるグルタミン酸受容体輸送の動態解析」 

神谷温之 (北海道大学 )  

「人工神経細胞回路の構築のための表面ナノ / マイクロ改質技術」 

山本英明（東京農工大学），谷井孝至 (早稲田大学 ) ，中村  俊 (東京農工大

学 )  

「神経細胞の構成的ネットワーキングのための基礎技術」加藤功一（広島大学） 

 

     ス ピ ニ ク ス 研 究 会  
    

主査 村岡裕明、 幹事 中村健二、三宅耕作 

 
 

スピニクス研究会は、微細磁気物性に基づくさらなる磁気工学の発展を目指し、磁気

現象の起源である電子スピンを意識した新しい学問分野 ( スピニクス ) に携わる研究者

間の情報交換と討論の場として1990年に発足した。本会では例年、最新の話題に関する

依頼講演を主とした一般研究会と、萌芽的研究に関する討論を主とした特別研究会を企

画している。本年度は主催・共催研究会計 9 回を開催した。以下、 IEEE Magnetics 
Society Sendai Chapter および IEEE Sendai Section と共催した、主催研究会について概要

を記す。 
 平成23年 8 月12日には、東北大学に於いて、東北大学野崎友大博士、東北大学渡邊洋

氏による講演会を開催した。野崎氏は鉄酸化物を利用した熱電材料について、渡辺氏は

新しい金属薄帯磁性材料について講演を行った。10月 17,18 日には震災復興の意味を込

めて郡山地区日本大学工学部にて特別研究会を開催した。日本大学上坂保太郎教授、鈴

木良夫教授のマイクロマグネティックスシミュレーションと磁気記録応用に関連した内

容の特別講演を含め全22件の講演がなされ、東北地区の磁気研究者を中心とした参加者

のべ34名により活発な討論が行われた。10月25日には英国ヨーク大学 Roy Chantrell 教授

を招き講演会を開催した。最新の高密度磁気記録技術である熱アシスト磁気記録に関す

る講演がなされた。12月20日には東北大学に於いて、通研講演会との共催として豊田工

業大学三田誠一教授、愛媛大学仲村泰明博士の両者を招き、ＨＤＤ信号処理技術につい

て講演がなされた。 
本年度は、主査：村岡裕明教授（通研 ）、 幹事：中村健二准教授（電通 ）、 三宅耕作

助教（電子 ）、 企画幹事：斉藤伸准教授（電子 ）、 佐藤文博准教授（電通 ）、 遠藤恭准

教授（電通 ）、 枦修一郎准教授（通研 ）、 菊池伸明助教（多元）で運営した。 
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主査  庭野  道夫、幹事  吉信  達夫 
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る通研講演会と共同プロジェクトメンバーらによる研究会を行った． 

  

情報バイオトロニクス研究会 平成２４年１月２４日（火）開催 

【通研講演会】「海馬・嗅内皮質の構造と機能」講師：林  初男 ( 九州工業大学 ) ，

「初期視覚神経回路の時空間ダイナミクス」八木哲也 ( 大阪大学 )  

「シナプス光不活化法によるグルタミン酸受容体輸送の動態解析」 

神谷温之 (北海道大学 )  
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主査 村岡裕明、 幹事 中村健二、三宅耕作 

 
 

スピニクス研究会は、微細磁気物性に基づくさらなる磁気工学の発展を目指し、磁気

現象の起源である電子スピンを意識した新しい学問分野 ( スピニクス ) に携わる研究者
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Society Sendai Chapter および IEEE Sendai Section と共催した、主催研究会について概要
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 平成23年 8 月12日には、東北大学に於いて、東北大学野崎友大博士、東北大学渡邊洋

氏による講演会を開催した。野崎氏は鉄酸化物を利用した熱電材料について、渡辺氏は

新しい金属薄帯磁性材料について講演を行った。10月 17,18 日には震災復興の意味を込

めて郡山地区日本大学工学部にて特別研究会を開催した。日本大学上坂保太郎教授、鈴

木良夫教授のマイクロマグネティックスシミュレーションと磁気記録応用に関連した内

容の特別講演を含め全22件の講演がなされ、東北地区の磁気研究者を中心とした参加者

のべ34名により活発な討論が行われた。10月25日には英国ヨーク大学 Roy Chantrell 教授

を招き講演会を開催した。最新の高密度磁気記録技術である熱アシスト磁気記録に関す

る講演がなされた。12月20日には東北大学に於いて、通研講演会との共催として豊田工

業大学三田誠一教授、愛媛大学仲村泰明博士の両者を招き、ＨＤＤ信号処理技術につい

て講演がなされた。 
本年度は、主査：村岡裕明教授（通研 ）、 幹事：中村健二准教授（電通 ）、 三宅耕作

助教（電子 ）、 企画幹事：斉藤伸准教授（電子 ）、 佐藤文博准教授（電通 ）、 遠藤恭准

教授（電通 ）、 枦修一郎准教授（通研 ）、 菊池伸明助教（多元）で運営した。 
 

工学研究会

343

電気通信-6章2-三[338-359].indd   343 2012/09/05   19:31:11



ニューパラダイムコンピューティング(NPC)研究会 
主査 亀山 充隆，幹事 阿部 正英 

 
本研究会は，従来の延長上にない新しいパラダイムに基づくコンピューティングシステム

に関する研究を推進することを目的としており，平成 23 年度は以下の 5 回を開催した。 
 
 
第 74 回 平成 23 年 7 月 30 日（土）会津大学 

研究発表 7 件 
 
第 75 回 平成 23 年 9 月 17 日（土）東京・TKP 大手町カンファレンスセンター 
  研究発表 3 件 
 
第 76 回 平成 23 年 11 月 19 日（土）東京・TKP 新橋ビジネスセンター 
  研究発表 2 件 
 
第 77 回 平成 24 年 2 月 7 日（火）情報知能システム総合学科 通研講演会 
  演題：「Power Monitoring for Microprocessors with On-chip Sensing」 
  講演者：Wai-Tung Ng（University of Toronto） 
 
第 78 回 平成 24 年 3 月 13 日（火）情報知能システム総合学科 通研講演会 
  演題：「Eco 社会実現のための超低エネルギ LSI 技術」 
  講演者：小高雅則（日立製作所） 
 

   超 音 波 エ レ ク ト ロ ニ ク ス 研 究 会  
  

主査 金井 浩， 幹事 長谷川英之 

 
 
目的：超音波計測、音波物性、超音波デバイスとその応用、医用超音波に関する研究発

表・討論を行う 
 
第 68 回 
日時 : 平成 23 年 11 月 17 日  (木 )  13:00～ 17:50  
会場 : 東北大学  工学部  電子情報システム・応用物理系南講義棟 103会議室 
演題 :  
1. “ 心筋収縮弛緩特性の評価のための心筋からの超音波後方散乱特性の時間変化計測 ”  
志田   光 1 ，長谷川英之1,2，金井   浩2,1 
(1 東北大学  大学院医工学研究科， 2 東北大学  大学院工学研究科 )  

2. “ 心筋収縮弛緩特性の心臓生理学的解明を目指した心筋内の厚み変化の三次元可視化

に関する基礎実験による検討 ”  
渡辺博文 1 ，長谷川英之1,2，金井   浩2,1 
(1 東北大学  大学院医工学研究科， 2 東北大学  大学院工学研究科 )  

3. “ 頸動脈壁微小振動速度波形の周波数解析による脈波伝播の可視化 ”  
本江和恵 1 ，長谷川英之1,2，金井   浩2,1 
(1 東北大学  大学院医工学研究科， 2 東北大学  大学院工学研究科 )  

4. “ 計測範囲を拡張した頸動脈壁内膜表面粗さの高精度超音波計測 ”  
北村浩典 1 ，長谷川英之1,2，金井   浩2,1 
(1 東北大学  大学院医工学研究科， 2 東北大学  大学院工学研究科 )  

5. “ 光学的手法による非対称音場の定量的測定に関する研究 ”  
島崎悠太 1 ，針金奏一朗 1 ，吉澤   晋 1 ，梅村晋一郎1,2 
(1 東北大学  大学院工学研究科， 2 東北大学  大学院医工学研究科 )  

6. “ 高瞬時強度超音波とワイドフォーカス超音波による効率的焼灼領域拡大に関する研

究 ”  
岩崎永子 1 ，浅井   歩 1 ，森山達也 1 ，吉澤   晋 1 ，梅村晋一郎1,2 
(1 東北大学  大学院工学研究科， 2 東北大学  大学院医工学研究科 )  

7. “ 内皮機能評価のための橈骨動脈壁粘弾性特性の血流依存性血管弛緩反応による変化

の超音波計測 ”  
池下和樹 1 ，長谷川英之1,2，金井   浩2,1 
(1 東北大学  大学院医工学研究科， 2 東北大学  大学院工学研究科 )  

8. “ 超音波による局所心筋収縮弛緩特性計測のための最適な 2 次元相関窓幅を用いた心

臓壁 2 次元運動計測の高精度化 ”  
本庄泰徳 1 ，長谷川英之1,2，金井  浩2,1 
(1 東北大学  大学院医工学研究科， 2 東北大学  大学院工学研究科 )  
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ニューパラダイムコンピューティング(NPC)研究会 
主査 亀山 充隆，幹事 阿部 正英 
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第 69 回 
日時 : 平成 23 年 12 月 15 日  (木 ) 15:00 〜 17:00  
会場 : 東北大学  工学部  電子情報システム・応用物理系 451・ 453会議室 
演題 :  
1. “ 治療用超音波のための電圧可変階段波駆動回路に関する研究 ”  
高田啓介1, 中村高太郎1, 吉澤   晋1, 梅村晋一郎2,1 
(1 東北大学大学院工学研究科 , 2 東北大学大学院医工学研究科 )  

2. “ 非対称スピーカ配置による頭部位置回転に頑健な聴覚ディスプレイの実現 ”  
韓  チョルス 1,2, 岡本拓磨 1,3, 岩谷幸雄 1,2, 鈴木陽一1,2 
(1 東北大学電気通信研究所 , 2 東北大学大学院情報科学研究科 , 3 東北大学大学院工

学研究科 )  
3. “Near-field corrections to reproduce Ambisonics using an irregular loudspeaker 

array” 
Jorge TREVINO 1,2, Takuma OKAMOTO 1,3, Yukio IWAYA 1,2, Yôiti SUZUKI 1,2 
(1 Graduate School of Information Sciences, Tohoku University, 2 Research 

Institute of Electrical Communication, Tohoku University, 3 Graduate School of 
Engineering, Tohoku University) 

 

           以上 

 

   ブ レ イ ン ウ ェ ア 工 学 研 究 会  
 
                   主査  中島  康治，幹事  佐藤  茂雄 

 
 本研究会は生物の脳が情報処理に対して示す高度で広範囲な機能を可能な部分に

ついて人工的に集積回路として構成して、現在の電子計算機による情報処理の欠点

を補い得るシステムの構築を実現するため、各方面の英知を集め議論することを目

的として設立された。その対象となる機能は分散記憶、連想記憶処理、学習による

機能の自律修正、最適値問題に於ける計算量の爆発の抑制、時系列情報の認識判断

などであり、これらの機能をゲートレベルからの並列処理により実現することを目

指した集積回路の構成を追究している。 
 本年度は第一回を平成 23 年 7 月 8 日、第二回を平成 23 年 10 月 19 日、第三

回を平成 23 年 12 月 21 日にそれぞれ開催した。各講演のタイトルと講演者は以

下の通りである。第一回：「環境を活用して推進する連続体ヘビ型ロボットの自律

分散制御」加納剛史（東北大 ）、 「高次結合ニューラルネットワークによる最適化

問題解探査システム―実用的システムの構築に向けて―」曽田尚宏（東北大 ）、

「符号情報の効率的利用に基づく高速・高信頼非同期ネットワークオンチップの構

成」松本敦（東北大 ）、 「細胞や分子を操るマイクロ流体デバイス技術」竹内昌治

（東大 ）、 第二回：（紙面の都合上省略 ）、 第三回：「宇宙のゴミ回収と自律適応

技術」木村真一（東京理科大 ）、 「シナプス回路形成における NMDA 受容体のサ

ブユニット発現の役割について」久保田繁（山形大 ）、 「CMOSイメージセンサの

高速読出し技術」高橋知宏（ソニー ）、 「エネルギー収支を考慮した電源制御 LSI
の設計制約」井上淳樹（富士通研究所 ）。 以上の講演を通じて、脳の情報処理を人

工的に実現することを目指した今後の応用等について活発な討論がなされた。 
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情報・数物研究会 

主査 田中和之，幹事 田中和之 

 情報・数物研究会は、確率的情報処理・統計的学習理論・情報通信理論

とその情報統計力学的アプローチに関して、広く学内外で活躍している研

究者を講師として招き、最近の研究成果や話題についての講演会を開催し、

学問の交流を図ることを目的としている。本年度は、計５回の講演会を開

催した。講師（敬称略）および講演題目は次の通りである：福泉麗佳氏（東

北大学大学院情報科学研究科）“Nonlinear Schrodinger equations”， 長谷

川雄央氏（東北大学大学院情報科学研究科）“複雑ネットワーク上のパー

コレーションの相転移現象”，Martin Lukac 氏（東北大学大学院情報科学

研究科）“Adaptive Algorithm Selection for Machine Vision Based on Machine 

Learning”，岩村雅一氏 (大阪府立大学大学院工学研究科）“カメラを用い

た文字認識・文書解析の現状と課題”，石垣司氏  (東北大学大学院経済学

研究科）“サービス科学におけるビッグデータ活用と顧客理解の深化”。  

 

     生 体 ・ 生 命 工 学 研 究 会  
     主査 塩入 諭， 幹事 大林 武 

 

 
 
 本研究会は生体工学・生命工学の最新の研究成果に関して特別講演を開催するととも

に活発な研究発表と討論を行うことを目的として平成１２年９月に発足した．以下に平

成２３年度の活動概要を示す． 
 第 25 回は平成 23 年 10 月 26 日（水）に１４：００から１７：００まで工学部電

子情報システム・応物系 1-103 会議室にて開催され，慶應義塾大学政策・メディア研究

科・特任講師の荒川和晴先生の「全細胞シミュレーションに向けたマルチオミクス解析

とモデリング環境の開発」と題する特別講演が行われた．引き続いて５件の一般講演が

あった．参加者は２０名であった．第 26 回は平成 24 年 2 月 23 日（木）に１５：０

０から１６：３０まで東北大学大学院情報科学研究科大講義室にて開催され，理化学研

究所脳科学研究センター・行動神経生理学研究チーム・チームリーダーの村山正宜先生

の「局所・広域神経回路内での樹状突起活動の速効性・遅効性抑制」と題する特別講演

が行われた．参加者は２１名であった．いずれの会も広範な分野からの参加者があり，

活発な討論がなされた． 
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究所脳科学研究センター・行動神経生理学研究チーム・チームリーダーの村山正宜先生

の「局所・広域神経回路内での樹状突起活動の速効性・遅効性抑制」と題する特別講演

が行われた．参加者は２１名であった．いずれの会も広範な分野からの参加者があり，
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    ナ ノ ・ ス ピ ン 工 学 研 究 会  
    

主査 室田淳一， 幹事 櫻庭政夫 

 
２１世紀に求められる高度な情報通信の実現には、ナノテクノロジーに基づく材料デ

バイス技術からシステム構築までの総合科学が必要である。「ナノ・スピン実験施設」

は、この情報通信を支える総合科学技術の中の、ナノテクノロジーに基づいた電子の電

荷・スピンを駆使する基盤的材料デバイス技術の研究を総合的・集中的に推進すること

を目的に、本研究所附属研究施設として平成 16 年 4 月 1 日に設置された。本研究会は、

この施設を中心に展開して得られた成果にもとづき、広くナノエレクトロニクス・スピ

ントロニクスに関連した科学技術に関して十分論議することを目的としている。平成

23 年度は、以下の講演会を実施した。 
 

第 52 回 平成 23 年 5 月 30 日 13:00 - 14:00 
｢LSI の耐放射線強化技術（ソフトエラーとハードエラー） 

－SOI-SoC の開発事例－｣  
廣瀬和之准教授（宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所）  

 
第 53 回 平成 23 年 8 月 2 日 13:30 - 14:30  

｢21 世紀とシリコン結晶｣  
阿部孝夫（信越半導体） 

 
第 54 回 平成 23 年 11 月 30 日 14:00 - 17:00  

｢Trends in terahertz plasma wave devices｣  
Assoc. Prof. Yahya Moubarak Meziani (Dept. Fisica Aplicada, Salamanca 
University, Spain)  

 
第 55 回 平成 23 年 12 月 14 日  

13:00 - 13:40  
［招待講演］「InGaAs MOSFET の高電流密度化」  
○宮本恭幸、米内義晴、金澤徹（東工大）  
13:40 - 14:05  
「InGaAs/InAs/InGaAs コンポジットチャネル HEMT に関するモンテカルロ

計算 ～ 歪み InAs のバンド構造と 2 次元電子ガスのセルフコンシステン

ト解析の導入 ～」  
○遠藤聡（NICT/富士通研）、渡邊一世（NICT）、三村高志（富士通研

/NICT）  
14:05 - 14:30  
「薄層 AlGaN 障壁層を有する AlGaN/GaN ヘテロ構造電界効果トランジスタ

の小信号および 30 GHz パワー特性 ～ AlGaN 障壁層薄層化の影響 ～」  
○東脇正高（NICT/JST）、Yi Pei、Rongming Chu、Umesh K. Mishra（カリフ

ォルニア大サンタ・バーバラ校）  
14:30 - 14:55  
「ミリ波センサ用低雑音増幅器および検波器」  
○佐藤優、高橋剛、鈴木俊秀、中舍安宏、原直紀（富士通研）  
15:10 - 15:50  

［招待講演］「RoF 技術による W 帯超高速無線伝送」  
○菅野敦史、久利敏明、寶迫巌、川西哲也（NICT）、吉田悠来、康村吉広、

北山研一（阪大） 
15:50 - 16:15  
「140GHz 帯パッシブイメージング用受信 IC とアンテナ一体型サブアッセン

ブリ ～ 小型パッシブイメージングシステムへ向けて ～」  
○小杉敏彦、杉山弘樹、松崎秀昭、村田浩一（NTT）  
16:15 - 16:40  
「広帯域アンテナ集積一体型三重障壁共鳴トンネルダイオードを用いたゼロ

バイアス検波特性の非線形解析」  
○高萩智、斉藤光史、須原理彦（首都大東京）  
16:40 - 17:05  
「アンテナ集積一体型共鳴トンネルダイオードの超高速変調動作の時間領域

解析」 
○板垣陽介、斉藤光史、須原理彦（首都大東京）  
 
平成 23 年 12 月 15 日  
09:00 - 09:40  
［招待講演］「テラヘルツ撮像センサと可搬型カメラの開発」  
○佐々木得人（NEC） 
09:40 - 10:05  
「位相シフト干渉法を用いたテラヘルツ 3 次元イメージング」  
○佐々木芳彰（理研）、須賀真之、湯浅哲也（山形大）、春日博、大森整、

大谷知行（理研） 
10:05 - 10:30  
「非対称二重回折格子状ゲート電極を有する InAlAs/InGaAs/InP HEMT を用

いた超高感度プラズモニックテラヘルツ波検出器」  
○谷本雄大、Stephane Boubanga-Tombet、渡辺隆之（東北大）、Yuye Wang、

南出泰亜、伊藤弘昌（理研）、Denis Fateev、Vyacheslav Popov（露科学ア

カデミー）、Dominique Coquillat、Wojciech Knap（モンペリエ第 2 大）、

尾辻泰一（東北大） 
10:45 - 11:10  
「テラヘルツ及び赤外－紫外分光を用いた有機導電性高分子 PEDOT:PSS の

キャリア輸送特性評価」 
○山下将嗣、大谷知行（理研）、奥崎秀典（山梨大）  
11:10 - 11:35  
「グラフェンリボン格子における二次元プラズモンモードの観測」  
○福嶋哲也（東北大）、シルビア チャン（ペンシルバニア大）、ステファ

ン ボウバンガ トンベット（東北大）、ビクトール リズィー（会津大）、

ヴィチェスラブ ポポフ（ロシア科学アカデミー）、尾辻泰一（東北大）  
13:00 - 13:40  
［招待講演］「テラヘルツ量子カスケードレーザの進展と今後の展望」  
○平山秀樹、寺嶋亘、林宗澤（理研）  
13:40 - 14:05  
「光学励起グラフェンのテラヘルツ誘導増幅放出」  
○渡辺隆之、ステファン ボウバンガ トムベット、福嶋哲也、佐藤昭、尾辻

泰一（東北大）、ヴィクトール リズィー（会津大）  
14:05 - 14:30  
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「高強度サブ 10fs パルスによる 200THz におよぶ超ブロードバンド赤外光発

生」 
○松原英一、永井正也、芦田昌明（阪大）  
14:30 - 14:55  
「注入同期 KTP-OPG 励起光源を用いた広帯域波長可変テラヘルツ波光源」  
○縄田耕二、野竹孝志、川俣大志、松川健、チー フェン、南出泰亜（理

研） 
15:10 - 15:50  
［招待講演］「テラヘルツ波帯無線システムの動向と将来像について」  
○矢板信、ソン ホジン、味戸克裕、久々津直哉、相原公久（NTT）  
15:50 - 16:15  
「IEEE 802.15 Terahertz Interest Group (IGthz)におけるテラヘルツ波通信機器

の標準化動向について」 
○味戸克裕、ソン ホジン、矢板信、久々津直哉（NTT）、笠松章史、寶迫

巌（NICT）  
 
第 56 回 平成 24 年 2 月 29 日  

13:35 -14:25  
【通研講演会】｢アノード酸化にもとづく規則ナノ構造の形成と機能的応用｣  
○益田秀樹教授（首都大学東京都市環境学部/KAST）  
14:25 - 15:15  
「金属酸化物の光触媒への応用」  
○立間 徹教授（東京大学生産技術研究所）  
15:15 - 15:40  
「酸化物単結晶表面の構造制御とバイオ応用」  
○荻野俊郎教授（横浜国立大学電子情報工学科）  
16:00 - 16:25  
「陽極酸化 TiO2 ナノチューブ膜のガスセンサへの応用」  
○木村康男准教授（東北大学電気通信研究所）  
16:25 - 16:50  
「原料ガス励起原子層堆積法を用いたゲート酸化膜の室温形成」  
○廣瀬文彦教授（山形大学大学院理学研究科）  
16:50 - 17:15  
「有機太陽電池の光伝搬解析と反射防止構造の設計」  
○久保田繁、廣瀬文彦（山形大学大学院理学研究科）  

 
 

先進的情報通信工学研究会 
 
主査 木下 哲男、 幹事 菅沼 拓夫 

 

 

 先進的情報通信工学研究会は、先進的なネットワーク技術およびコンピュー

ティング技術に関する研究交流を通じ、情報通信技術の高度化に資することを

目的とし、関連する研究者間の情報交換と議論の場として 23 年度に発足した。

本年度は、以下の２回の研究会を、日本学術振興会インターネット技術第 163
委員会情報流通基盤分科会のセミナーとの共催として開催した。 
 
・第 1回先進的情報通信工学研究会 

日時：平成 23年 12月 16日(金) 13：30-16：10 

場所：東北大学電気通信研究所 1号館 N棟 3階 N308 (講義室) 

共催: 日本学術振興会インターネット技術第 163委員会情報流通基盤分科会 

(ITRC/INI）「ITRCセミナー/INI仙台 2011秋」 

講演数： 6件 

 

・第 2回先進的情報通信工学研究会 

日時: 平成 24年 2月 27日(月) 13：30-16：40 

場所: 東北大学サイバーサイエンスセンター・本館５階・講義室 

共催: 日本学術振興会インターネット技術第 163委員会情報流通基盤分科会 

(ITRC/INI）「ITRCセミナー/INI仙台 2012冬」 

講演数： 7件 

 

工学研究会

352

電気通信-6章2-三[338-359].indd   352 2012/09/05   19:31:12



「高強度サブ 10fs パルスによる 200THz におよぶ超ブロードバンド赤外光発

生」 
○松原英一、永井正也、芦田昌明（阪大）  
14:30 - 14:55  
「注入同期 KTP-OPG 励起光源を用いた広帯域波長可変テラヘルツ波光源」  
○縄田耕二、野竹孝志、川俣大志、松川健、チー フェン、南出泰亜（理

研） 
15:10 - 15:50  
［招待講演］「テラヘルツ波帯無線システムの動向と将来像について」  
○矢板信、ソン ホジン、味戸克裕、久々津直哉、相原公久（NTT）  
15:50 - 16:15  
「IEEE 802.15 Terahertz Interest Group (IGthz)におけるテラヘルツ波通信機器

の標準化動向について」 
○味戸克裕、ソン ホジン、矢板信、久々津直哉（NTT）、笠松章史、寶迫

巌（NICT）  
 
第 56 回 平成 24 年 2 月 29 日  

13:35 -14:25  
【通研講演会】｢アノード酸化にもとづく規則ナノ構造の形成と機能的応用｣  
○益田秀樹教授（首都大学東京都市環境学部/KAST）  
14:25 - 15:15  
「金属酸化物の光触媒への応用」  
○立間 徹教授（東京大学生産技術研究所）  
15:15 - 15:40  
「酸化物単結晶表面の構造制御とバイオ応用」  
○荻野俊郎教授（横浜国立大学電子情報工学科）  
16:00 - 16:25  
「陽極酸化 TiO2 ナノチューブ膜のガスセンサへの応用」  
○木村康男准教授（東北大学電気通信研究所）  
16:25 - 16:50  
「原料ガス励起原子層堆積法を用いたゲート酸化膜の室温形成」  
○廣瀬文彦教授（山形大学大学院理学研究科）  
16:50 - 17:15  
「有機太陽電池の光伝搬解析と反射防止構造の設計」  
○久保田繁、廣瀬文彦（山形大学大学院理学研究科）  

 
 

先進的情報通信工学研究会 
 
主査 木下 哲男、 幹事 菅沼 拓夫 

 

 

 先進的情報通信工学研究会は、先進的なネットワーク技術およびコンピュー

ティング技術に関する研究交流を通じ、情報通信技術の高度化に資することを

目的とし、関連する研究者間の情報交換と議論の場として 23 年度に発足した。

本年度は、以下の２回の研究会を、日本学術振興会インターネット技術第 163
委員会情報流通基盤分科会のセミナーとの共催として開催した。 
 
・第 1回先進的情報通信工学研究会 

日時：平成 23年 12月 16日(金) 13：30-16：10 

場所：東北大学電気通信研究所 1号館 N棟 3階 N308 (講義室) 

共催: 日本学術振興会インターネット技術第 163委員会情報流通基盤分科会 

(ITRC/INI）「ITRCセミナー/INI仙台 2011秋」 

講演数： 6件 

 

・第 2回先進的情報通信工学研究会 

日時: 平成 24年 2月 27日(月) 13：30-16：40 

場所: 東北大学サイバーサイエンスセンター・本館５階・講義室 

共催: 日本学術振興会インターネット技術第 163委員会情報流通基盤分科会 

(ITRC/INI）「ITRCセミナー/INI仙台 2012冬」 

講演数： 7件 
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６. ４ 通研講演会 
 

Future perspectives of advancing multimodal fully polarimetric 
POLSAR technology, its rapid worldwide expansion, and its 

plethora of future diversified applications by implementation of 
ALOS-PALSAR-I&II 

 
Wolfgang-Martin Boerner  

Professor Emeritus 

University of Illinois at Chicago 

 

開 催 日：2011年9月20日（火） 16:00-18:00 
開催場所：東北大学 電子情報システム・応物系 103 号室 

参加人数：78 名 
 

 本講演会では，イリノイ大学名誉教授Wolfgang-Martin Boerner 先生が，多偏波合成開口

レーダに関する世界の最新技術動向について紹介した．また，陸域観測技術衛星（Advanced 

Land Observing Satellite, ALOS）に搭載される合成開口レーダPALSARの高分解能観測モー

ドによる観測画像を紹介した．地球センシング技術に関する興味深い講演であり，講演後は

さまざまな議論が展開された． 

 
 

スマートフォン急増による技術的課題および 
その取り組み 

 
須山裕介，武田洋一郎 

エリクソン・ジャパン株式会社 

 

開 催 日：2011年12月20日（火） 13:00-14:00 
開催場所：東北大学 電子情報システム・応物系 103 号室 

参加人数：46 名 
 

 本講演会では，エリクソン・ジャパン株式会社の須山裕介さんが，エリクソン・

ジャパン社で行われている移動通信に関する最新の技術動向について紹介した．ま

た，次世代移動通信の展望や，スマートフォンの急増による技術的課題とその対策

について講演した．講演後は活発な議論が展開された． 

Evidence for common processing networks  
for speech and body actions 

 

      University of Liverpool 

Dr. Georg F. Meyer 
 
開 催 日：平成 23 年 10 月 24 日（月） 
開催場所：電気通信研究所 2 号館 4 階大会議室 

 
人間の多感覚情報統合処理のメカニズムの解明は，次世代マルチメディアコミュ

ニケーションシステムを構築する上の基盤となる重要な研究テーマである。このよ

うなメカニズムを解明する際には，矛盾する視聴覚刺激を同時に提示し，それによ

って得られる神経科学的，および，心理学的反応を分析するという手法が比較的多

く用いられている。しかし，このような実験において，より初期の段階で矛盾した

刺激を統合し，その結果に基づいて高次の処理，判断を行っているのか，それとも，

各感覚情報処理レベルではそれぞれ独立に処理を行い，その結果を統合して判断し

ているのかは未だ解決されていない大きな課題である。 
ご講演では，講演者は，この課題に対して「音声発話」，「身体運動」，「未知運動

パターン」の三種に対し，視覚刺激と聴覚刺激が一致している状態と矛盾している

状態で組み合わせて作成した刺激を用いて，それぞれの処理を脳機能計測を用いて

明らかにした研究内容を発表していただいた。特に「音声発話」，「身体運動」に関

しては，両者に共通する処理過程（ミラーニューロンに関連する処理）の存在を示

唆する結果であった。講演会では，この内容に関して，聴覚を始めとする人間の感

覚情報統合処理過程と工学応用に関する議論を行った。 
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パワーレーザーによる高エネルギー密度科学の新展開 

大阪大学 大学院工学研究科 教授 兒玉 了祐 

 

開 催 日：平成２４年２月１７日（金曜日）１３：４０～１４：４０ 

開催場所：秋保温泉 岩沼屋 

参加人数：３０名 

 

パワーレーザー技術の進展に伴い、高エネルギー密度科学に関する研究

が進展している。本講演では、このパワーレーザー技術を利用して、高エ

ネルギープラズマフォトニクスという新しい概念のもと高強度光や高エネ

ルギー密度荷電粒子を直接制御する極限プラズマデバイスを実現し、真空

中で非線形光学現象が現れる新たな極限状態を可能にする試みが示された。

一方、パワーレーザーと独自技術により 1000 万気圧以上の超高圧状態を制

御し、高エネルギー密度固体新物質探索が現実的となってきたことが報告

され、独自技術により高エネルギー密度科学に関する新たな展開が紹介さ

れた。以上のような最新の研究成果についての講演後に活発な議論が展開

された。 

 

 

 

 

VLSI チップの電源ノイズと EMC 
 

 

���� ��� ���������� �� �� 真 

 

開 催 日：平成２３年１２月１５日１７：００～１８：００ 

開催場所：東北大学大学院工学研究科電子情報システム・応物系 103 会議室 

参加人数：３０名 

 

大規模集積回路(VLSI)チップにおける電源ノイズに関して、とくにサブ 100 nm CMOS

技術によるテストチップに実装したデジタル回路におけるノイズの発生・伝搬・干

渉について、オンチップ電圧モニタやオフチップ磁界プローブによる評価データを

交えて体系的に解説された。まずシフトレジスタアレイ、および講演者の提案によ

る時分割寄生容量列（TSDPC）ノイズ源回路が紹介され、これらが電源系ノイズお

よび基板ノイズの生成とメカニズム解明に有用であること、ならびに電源品質（PI）

および基板ノイズ解析など、EMC の観点から重要であることが示された。次いで、

チップレベル基板ノイズの解析にオンチップ電圧モニタが有用であることが紹介さ

れ、時間軸波形、強度マップなどによって基板ノイズのメカニズム解明が可能とな

った。最後に今後の展開と課題が指摘された。講演に続いて，参加者と活発な議論

が展開された。 
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データ圧縮の意外な使い方 
 

北海道大学大学院情報科学研究科 准教授 喜田 拓也 

 

開 催 日：平成２３年１１月１日（火）１６：００～１７：３０ 

開催場所：東北大学情報科学研究科棟２階大講義室 

参加人数：約４０名 

 

講演要旨： 

 データ圧縮とは，データに含まれている冗長な表現をより簡潔な表現に

置き換えたり，無用な部分を削ったりすることで，そのデータをより短い

ビット数で記述するための技術である．主に，データを保持するコストの

削減や，ネットワーク上でのデータ通信コストの低減を目的として用いら

れている． 

 近年，このデータ圧縮の技術が，上述の目的以外でも活用されるように

なった．例えば，データ処理の高速化やパターン認識を目的とした用途な

どが提案されている． 

 本講演では，まずデータ圧縮について大まかな理解が得られるように情

報理論の初歩的な解説から始め，その後，データ圧縮の「意外な使い方」

についての例を紹介する．後半では，パターン照合とデータ圧縮の結びつ

きについてこれまでの研究の歴史を振り返り，「データアクセスの簡便さ」

という基準を重視したデータ圧縮法について解説を行う． 

 

 

 

螺旋流人工心臓システムの研究と開発 
 

東京大学大学院医学系研究科  

特別研究員 井上雄介 

 

開 催 日：平成２４年３月３０日（金）１４：００～１５：３０ 

開催場所：東北大学加齢医学研究所 スマートエイジング棟 大会議室 

参加人数：２０名 

 

東京大学大学院医学系研究科生体物理医学専攻医用生体工学講座で開発

中の螺旋流人工心臓システムの動作原理・構造・制御系について，背景や

世界の研究動向とともに講演した．特に，脱血カニューレと循環動態の関

係について述べるとともに，実用化と今後の応用について解説され，活発

な議論が展開された． 

 

 

 

 

 

 

通研講演会

358

電気通信-6章3-四[360-376].indd   358 2012/09/19   14:41:48



データ圧縮の意外な使い方 
 

北海道大学大学院情報科学研究科 准教授 喜田 拓也 

 

開 催 日：平成２３年１１月１日（火）１６：００～１７：３０ 

開催場所：東北大学情報科学研究科棟２階大講義室 

参加人数：約４０名 

 

講演要旨： 

 データ圧縮とは，データに含まれている冗長な表現をより簡潔な表現に

置き換えたり，無用な部分を削ったりすることで，そのデータをより短い

ビット数で記述するための技術である．主に，データを保持するコストの

削減や，ネットワーク上でのデータ通信コストの低減を目的として用いら

れている． 

 近年，このデータ圧縮の技術が，上述の目的以外でも活用されるように

なった．例えば，データ処理の高速化やパターン認識を目的とした用途な

どが提案されている． 

 本講演では，まずデータ圧縮について大まかな理解が得られるように情

報理論の初歩的な解説から始め，その後，データ圧縮の「意外な使い方」

についての例を紹介する．後半では，パターン照合とデータ圧縮の結びつ

きについてこれまでの研究の歴史を振り返り，「データアクセスの簡便さ」

という基準を重視したデータ圧縮法について解説を行う． 

 

 

 

螺旋流人工心臓システムの研究と開発 
 

東京大学大学院医学系研究科  

特別研究員 井上雄介 

 

開 催 日：平成２４年３月３０日（金）１４：００～１５：３０ 

開催場所：東北大学加齢医学研究所 スマートエイジング棟 大会議室 

参加人数：２０名 

 

東京大学大学院医学系研究科生体物理医学専攻医用生体工学講座で開発

中の螺旋流人工心臓システムの動作原理・構造・制御系について，背景や

世界の研究動向とともに講演した．特に，脱血カニューレと循環動態の関

係について述べるとともに，実用化と今後の応用について解説され，活発

な議論が展開された． 

 

 

 

 

 

 

通研講演会

359

電気通信-6章3-四[360-376].indd   359 2012/09/19   14:41:48



海馬・嗅内皮質の構造と機能 
 

 

������・��・林 �� 

 

開 催 日：平成２４年１月２４日（火）１３：３５～１４：２５ 

開催場所：東北大学電気通信研究所ナノ・スピン実験施設  

 4 階 カンファレンスルーム 

参加人数：３２名 

 

講演者の研究室では，脳型情報処理機械の開発の基礎となる神経回路に

ついてげっ歯類脳の神経活動計測に基づいて調べてきた．本講演会では，

記憶や空間認知と深く関わる海馬と嗅内皮質を対象に，これらの部位のダ

イナミカルな振る舞いと記憶や認識機構との関係について，海馬の神経回

路の確率共鳴の観点から評価した演者らのアプローチについて分かりやす

く講演していただいた．確率共鳴とは，雑音を利用して雑音に埋もれるよ

うな微弱な信号を検出できる非線形現象のことである．この確率共鳴に基

づいて演者らが提案した記憶想起モデルについても丁寧な解説がなされた．

脳型情報処理機械の開発を目指す電子工学，医工学，材料科学等の多様な

分野の研究者から多くの意見が交換され，活発な討論が展開された．  

 

 

磁気ディスク用信号処理技術の開発経過と今後の展開 
 

豊田工業大学大学院 教授 三田 誠一 

 

開 催 日：平成 23 年 12 月 20 日（火）15：00～16：00 

開催場所：東北大学 電気通信研究所 2 号館 4 階 中会議室 

参加人数：２１名 

 

磁気ディスク装置の記録密度向上をもたらした技術要因の一つである信

号処理技術の概要と発展の経緯、現在の先端的な検討状況など、幅広い視

点からの講演がなされた。磁気ディスクにディジタルデータを高速に、し

かも高密度に記録しかつ再生するには、磁気ヘッドにより検知された微弱

な再生信号から、記録された情報を高い信頼度で抽出するための波形処理

技術や、再生データ中に含まれる誤りを訂正するための符号化・復号化技

術が重要である。講演では、磁気ディスクから再生された信号のエネルギ

ーを効果的に用いて、元の記録データを正確に復元することができる革新

的な信号処理技術である、PRML (Partial Response Maximum Likelihood）

方式を中心に、信号処理全般について、その開発経過や信号処理方式とし

ての特長について解説がなされ、活発な議論が展開された。 

 

 

HDD のための信号処理方式開発の現状 
 

愛媛大学大学院理工学研究科 講師 仲村 泰明 

 

開 催 日：平成 23 年 12 月 20 日（火）16：00～16：45 

開催場所：東北大学 電気通信研究所 2 号館 4 階 中会議室 

参加人数：２１名 

 

ハードディスクドライブ(HDD : hard disk drive)は、大容量・安価な情

報ストレージ装置として年率 40%増で記録密度を高めている。講演では、シ

ングル (瓦) 磁気記録 (SMR : shingled magnetic recording)や、ビット

パターン媒体 (BPM : bit-patterned medium)を用いた記録方式の紹介がな

されるとともに、低密度パリティ検査(LDPC : low-density parity-check)

符号化・繰り返し復号化方式の復号性能について説明がなされた。また、

複数の情報ビットをガロア体上で一つのシンボルとして繰り返し復号を行

う Non-binary LDPC 符号についても概説がなされ、活発な議論が展開され

た。 
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Power Monitoring for Microprocessors with On-chip Sensing 
 

University of Toronto・��・Wai-Tung Ng 

 

開 催 日：平成２４年２月７日（火）１７：００～１８：３０ 

開催場所：東北大学工学部情報知能システム総合学科 2 号館 515 号室 

参加人数：２５名 

 

CMOS 技術の進展に伴い最新の VLSI のゲート数や密度は急速に増加して

いる．このような状況で高性能 VLSI チップにおける電源の取り扱いでは，

熱の問題が重要となっており，温度と熱の管理が必要となっている．本講

演では，チップ上に実現する電圧・温度センサーの最新の研究・実装につ

いて紹介があった．さらに，これらの自動補正機能についても実装結果の

説明があった．また，多相 DC-DC 変換器における温度管理を例として，上

記の結果を利用して，不均一な空気の流れのある中で，電流を制御し，ボ

ード上の温度を管理する実装結果が紹介された． 

 

 

Eco 社会実現のための超低エネルギ LSI 技術 
～世界で勝てるノーマリ・オフ＆超低電圧 LSI～ 

～More than Moore 技術～ 
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開 催 日：平成２４年３月１３日（火）１７：００～１８：３０ 

開催場所：東北大学工学部情報知能システム総合学科 2 号館 505 号室 

参加人数：１５名 

 

本講演の講師は，エネルギを Smart に作り，Smart に使う節電社会実現の

ための技術開発を推進してきた．とくに，インフラとしての IT 機器の低エ

ネルギ化には，それらを構成する LSI の超低エネルギ化技術開発が必須に

なっている．すなわち，微細化技術の進展に伴い CMOS トランジスタの特性

ばらつきが増大したことで，LSI 自身の動作時のパワー増大と待機時のリー

ク電力増大という二つの問題が顕在化して，その対策としていろいろな提

案がなされている．本講演では，この二つの問題に対する本質的解として

SOTB トランジスタについて提案され，その特徴について紹介された． 

 

The behavior of the echo signal measured from rough surfaces 
with clinical linear array transducers 

 

Technical University of Denmark・教授・Jens E. Wilhjelm 

 

 

開 催 日：平成 23 年 10 月 13 日（木曜日）15:00～17:00 

開催場所：東北大学 工学部 電子情報システム・応物系 103 会議室 

参加人数：42 名 

 

対象物表面からの超音波散乱を解析することにより，表面の粗さを非接

触で評価できることが明らかとなった．対象物表面が平坦な場合，超音波

も光の鏡面反射と同じように反射波は非常に強い指向性を示す．しかし，

表面が粗い場合は超音波反射に加え超音波散乱が生じ，超音波散乱は反射

に比べ指向性が低いため，対象物からのエコー強度は指向性が弱くなる．

Wilhjelm 教授からはこのような超音波散乱の指向性を利用した対象物表面

粗さ計測法についてご講演頂いた．表面粗さの異なる数種類の対象物に関

する計測結果から，ミリメートルオーダの表面粗さを非接触で評価できる

ことが示された．使用した超音波周波数は 5 MHz～10 MHz 程度であり，医

療診断用超音波に近いことから，動脈硬化症により生じる動脈壁表面の粗

さの非侵襲計測などへの応用について議論がなされた．また，本計測法は

医療用だけでなく産業応用でも有用であると考えられ，その今後の応用に

ついて活発な議論が展開された． 
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宇宙のゴミ回収と自律適応技術 
 

東京理科大学 教授 木村 真一 

 
開 催 日：平成 23 年 12 月 21 日  
開催場所：東北大学電気通信研究所ナノ・スピン実験施設カンファレンスルーム  
 

通信放送衛星や気象衛星、カーナビなので活用されている衛星測位システムや災

害監視など今や人工衛星は日々の生活に欠かせないものになっている。宇宙ステー

ションや宇宙旅行と言った本格的な有人宇宙時代を迎え、近年使用済みの衛星やロ

ケット等から放出される宇宙ゴミが深刻な問題となっている。このような宇宙ゴミ

はすでに自己増殖フェーズに入り、ロボット衛星を用いた積極的な除去が国際的に

検討されている。これに対し、宇宙システムを構成する機器は高い信頼性が要求さ

れるため、実績が過剰に重視される傾向にあり、一般に非常に高価で、能力が低い。

こうした軌道上での保全を実現するためには、非常に高い自律性をコスト的な制約

の下で実現する必要があり、「故障しないシステム」から「故障を許容しつつ機能を

実現するシステム」パラダイムシフトが必要である。講演者らは、民生部品を積極

的に活用し、ソフトウエア的な故障適応技術を導入することで、低コストで高機能

な搭載機器の開発を進めてきた。その成果が2010年に打ち上げられた小型ソーラー

電力セイル実証機IKAROSの監視カメラに活用されるなど一定の実績を上げており、

本講演ではその概要について紹介して頂いた。  

 

 
CMOS イメージセンサの高速読出し技術 

 
ソニー 研究員 高橋 知宏 

 
開 催 日：平成 23 年 12 月 21 日  
開催場所：東北大学電気通信研究所ナノ・スピン実験施設カンファレンスルーム  
 
 固体撮像素子において高速読出しはカメラの連射性能の向上や、高フレームレー

トによる滑らかな映像を実現する重要な特徴のひとつである。ソニーではセンサ内

で列並列に積分型A/D変換器を搭載したカラムA/D技術により、低ノイズかつ高速

な読出しを実現してきた。本講演では更なる高速化技術として、ハイブリッドカウ

ンタ技術を活用した高周波数で動作可能なA/D変換技術と、位相差クロックを用い

て周波数を上げずに時間分解能をあげるカラムTDC(Time-to-Digital Converter)技
術と2つのアプローチについてご紹介頂いた。  
 

シナプス回路形成における NMDA 受容体の 

サブユニット発現の役割について 
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開 催 日：平成 23 年 12 月 21 日  
開催場所：東北大学電気通信研究所ナノ・スピン実験施設カンファレンスルーム  
 
 NMDA受容体は、NR1とNR2(NR2A-D)サブユニットから構成される4量体タンパ

ク質であり、NR2サブユニットの構成比によって、受容体を通過するシナプス電流

の機能的特性（減衰時間や膜電位依存性等）が変化することが知られている。さら

に、異なるサブユニットの発現パターンが、発達段階、神経活動レベル、細胞種に

よって著しく変化することは、遺伝子発現を通じて、NMDA受容体チャンネルの特

性が時空間的に制御されていることを示唆している。本研究では、このサブユニッ

ト発現が、皮質回路の組織化に及ぼす影響について検討するため、既存の実験デー

タに基づいて、NMDA受容体がシナプス可塑性(STDP)に及ぼす影響をモデル化し、

シナプス集団のダイナミクスを解析した。その結果、NMDA受容体発現が、シナプ

ス発達速度、LTP/LTDバランス、入力相関に依存したシナプス競合といった、神経

回路の持ついくつかの重要な特性を制御し得ることを明らかにした。  

 

 
エネルギー収支を考慮した電源制御 LSI の設計制約 
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開 催 日：平成 23 年 12 月 21 日  
開催場所：東北大学電気通信研究所ナノ・スピン実験施設カンファレンスルーム  
 
 電源電圧制御技術を使った低消費電力 LSI が設計環境の整備によって汎用プロセ

ッサだけでなく、ASIC にも応用の広がりを見せている。電源制御の制御粒度を空

間もしくは時間方向に細かくすることにより、より低電力化できるのではないか？

という期待がある。しかしながら、時間方向の細粒度制御においては、エネルギー

収支による制約が存在する。本講演では、電源制御の代表的な方式である Power 
Gating と DVFS 技術において、このエネルギー収支に注目したときに、時間方向

細粒度制御の設計上の制約について簡単なモデルによる理論的考察結果をご紹介頂

いた。  
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宇宙のゴミ回収と自律適応技術 
 

東京理科大学 教授 木村 真一 

 
開 催 日：平成 23 年 12 月 21 日  
開催場所：東北大学電気通信研究所ナノ・スピン実験施設カンファレンスルーム  
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CMOS イメージセンサの高速読出し技術 

 
ソニー 研究員 高橋 知宏 

 
開 催 日：平成 23 年 12 月 21 日  
開催場所：東北大学電気通信研究所ナノ・スピン実験施設カンファレンスルーム  
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コントラスティブダイバージェンス学習の数理 

京都大学大学院情報科学研究科 助教 前田新一氏 

 

開 催 日：平成２３年１０月２４日（月) 午後４：２０－５：５０ 

開催場所：東北大学大学院情報科学研究科棟 2 階中講義室 

参加者数：１４名 

 

 平成２３年１０月２４日に標記講演会を開催した。講演では、コントラ

スティブダイバージェンス法による統計的機械学習についての最新の研

究成果が紹介された。高次元の離散変数の確率分布の学習は、知能情報処

理の分野において重要な役割を果たす。近年、大規模データからの確率分

布の学習のリアルタイムでの実現を可能とするコントラスティブ・ダイバ

ージェンス法が提案され、特にボルツマン分布の学習への適用を通して文

字認識や文書のトピック解析などの応用で有効性が明らかになるととも

に注目を集めつつある。 講演では、なぜ離散変数の分布学習が困難であ

るかがわかりやすく解説された上で、 コントラスティブ・ダイバージェ

ンス法がどのような学習則であるか、 とその理論背景について学部学生

にもわかるような平易な説明が行われた。前田氏は、これまで統計的機械

学習理論における統計科学，データマイニングの手法を応用したさまざま

の先駆的研究を進められており、世界的に注目を集めている。関連する研

究分野の若手教員、大学院生を交えての多くの活発な質疑応答がなされた。 

全細胞シミュレーションに向けたマルチオミクス解析と
モデリング環境の開発 

 

慶應義塾大学 政策・メディア研究科 特任講師 荒川 和晴 

 

開 催 日：平成２３年１０月２６日（水）１４：００～１７：００ 

開催場所：東北大学電子情報システム・応物系 1 号館 103 号室 

参加人数：２０名 

 

 細胞全体のシミュレーションに向けて、E-Cell プロジェクトではシミュ

レーションソフトウェアの開発や、メタボロミクスやプロテオミクスによ

る細胞内代謝物質などの定量測定など、バイオインフォマティクスと分

子・細胞生物学を駆使して研究を進めている。本講演では、特にシミュレ

ーションの要となる定量データを取得するための微生物におけるマルチオ

ミクス解析、ゲノム情報を用いた大規模代謝モデリング支援環境の開発、

さらに、シミュレーション結果の三次元可視化の試みなどについて紹介さ

れた。また本講演会では、工学系分野の方だけでなく、医学系、文学系、

生物学系の広範な分野から大勢の方々にご来聴頂き、活発な議論がなされ

た。 
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Trends in terahertz plasma wave devices 

テラヘルツ帯プラズマ波デバイスの進展 
サラマンカ大学(スペイン)・応用物理学専攻 

准教授 MEZIANI Yahya Moubarak 

 

開 催 日：平成２３年１１月３０日（水曜日）１４：００～１７：００ 

開催場所：東北大学電気通信研究所 ナノ・スピン総合研究棟５階 A508

セミナー室 

参加人数：20 名 

 

マイクロ波と赤外線の間に位置するテラヘルツ電磁波は、多くの物質の

指紋スペクトルを有し，かつ電波の透過性と光波の直進性を併せ持つこと

から，近年，安心・安全のための非破壊・非侵襲な隠匿物同定や生体・植

物の医学的・生理学的・農学的診断をはじめ超高速無線通信など，幅広い

分野で産業応用が期待されている。かかるテラヘルツ電磁波の信号発生・

検出等に有効な新しい動作原理として二次元電子プラズマ波を応用したテ

ラヘルツ帯プラズマ波デバイスの研究開発が近年注目されている。本講演

会では，当該分野で優れた研究業績を有する講師によって、プラズマ波デ

バイスの基礎理論・デバイス動作・評価法に関するチュートリアル講義と

最前線の研究開発動向の紹介がなされ、活発な議論が展開された。 

 

アノード酸化にもとづく規則ナノ構造の形成と 
機能的応用 

 

首都大都市環境／ＫＡＳＴ・教授・益田 秀樹 

 

開 催 日：平成２４年２月２９日（水）１３：３５～１４：２５ 

開催場所：東北大学電気通信研究所ナノ・スピン実験施設 ４階 カンファ

レンスルーム 

参加人数：２８名 

 

講演者の研究室では，陽極酸化プロセスを用いてポーラスアルミナナノ

構造体を作製し，その基礎物性の評価やデバイスへの応用を行っている．

本講演会では，電気化学プロセスに基づく機能性陽極酸化ポーラスアルミ

ナの作製や，これに基づく高密度記録媒体や電池・コンデンサ，光機能材

料、バイオデバイス等への応用を目指す演者のアプローチについて分かり

やすく講演していただいた．さらに，これらのデバイス応用のためのプラ

ットフォームとなる高規則性ポーラスアルミナの精密かつ高効率な形成に

ついても解説がなされた．電子工学，医工学，化学等の多様な分野の研究

者から各々のバックグラウンドに基づいた意見が交換され，活発な討論が

展開された． 
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エージェント型マイクログリッドの研究動向 
 

 

University of Incheon, Professor Hak-Man Kim 

（仁川大学 教授 金學萬）  

 

開 催 日：平成 24 年 1 月 10 日（火曜日）１３：３０～１５：００ 

開催場所：東北大学電気通信研究所 ２号館 ２階 W２１４セミナー室 

参加人数：２５名 

 

次世代の電力システムとしてスマートグリッドが注目されつつある。本

講演では、特に、スマートグリッドの一種として捉えられるマイクログリ

ッド、すなわち、特定の地域や小規模組織を対象とした電力システムに焦

点をあてて、エージェント技術を適用したマイクログリッドの概要とその

設計手法に関する講演があった。最近の研究開発の成果の紹介などもあり、

今後の研究の方向性についても活発な議論が行われた。 

 

 

通研講演会

370

電気通信-6章3-四[360-376].indd   370 2012/09/19   14:41:50



第　7　章　　評価と分析

電気通信-色扉-初[1-18].indd   13 2012/07/10   10:14:52



　

電気通信-色扉-初[1-18].indd   14 2012/07/10   10:14:52



７．１ 運営協議会報告 
 
 

第２７回東北大学電気通信研究所運営協議会議事録 
 
 
日   時：平成２３年１２月９日（金）午後１時３０分～午後５時２５分 
場   所：東北大学電気通信研究所２号館４階大会議室 
出 席 者： 

秋葉重幸（株式会社ＫＤＤＩ研究所 主席特別研究員） 
一村信吾（独立行政法人 産業技術総合研究所 理事） 
上田修功（日本電信電話株式会社 コミュニケーション科学基礎研究所長） 
江村克己（日本電気株式会社 執行役員 兼 中央研究所長） 
太田賢司（シャープ株式会社代表取締役 

副社長執行役員 技術担当兼東京支社長） 
久保田啓一（日本放送協会 放送技術研究所長） 
富田眞治（京都大学 物質－細胞統合システム拠点 特定拠点教授） 
富永昌彦（独立行政法人 情報通信研究機構 理事） 
西尾章治郎（大阪大学 大学院情報科学研究科 教授） 
丹羽邦彦（独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター 上席フェロー） 
吉田 博（大阪大学 大学院基礎工学研究科 教授） 
福村裕史（東北大学 大学院理学研究科長） 
亀山充隆（東北大学 大学院情報科学研究科長） 
河村純一（東北大学 多元物質科学研究所長） 
小林広明（東北大学 サイバーサイエンスセンター長） 

 
通研出席者：中沢正隆（教授）所長 

庭野道夫（教授）副所長 
塩入 諭（教授）副所長 
枝松圭一（教授）所長補佐 

 
室田淳一、中島康治、大野英男、外山芳人、村岡裕明、長 康雄、白井正文、大堀 淳、

上原洋一、石山和志、桝井昇一、末光眞希、木下哲男、北村喜文の各教授、多田順次 
特任教授 

 
議  事 
 所長から、次のことについて説明があった。 
 （1）研究所の平成 23 年活動報告概要説明 

（2）電気通信研究機構の設立とその役割 
（3）片平南キャンパスの再整備計画について 
以上の説明の後、次のような質疑応答があった。 
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●東北大を中心に震災復興に向けて新しい最先端テクノロジーを研究することは、大変すばらしいこ

とです。将来は被災地に新たな産業を創出するという発想でしょうか。 
●国で考えているのは、被災地の大学や地元のベンチャー企業が連携し東北地域に産業を根づかせる

ことを考えています。 

●５年フェーズで、創造的復興プロジェクトを完成させ、さらに最先端研究プロジェクトへ発展させ

ていくということで、非常に頑張っておられる様子が伺えます。これだけのプロジェクトを成功させ

るためには、コントロールタワーの役割が重要になってくると思われますが、どのような体制にして

いるのでしょうか。 
●機構の運営のため研究戦略企画室を設置しています。そこには、２名の特任教授をコーディネータ

ーとして配置して、将来展望も含めて全体のプロジェクトを管理統括し、革新的研究につながるよう

に配慮しています。 
●電気通信研究機構ですが、メンバーが電気情報系というチームに限られています。防災的に考えて

幅を広げたほうが、よりクリエイティブになると思いますが、いかがでしょうか。 
●電気情報系の先生が中心になりますが、医学関係をはじめ、他分野の教員もほかのプロジェクトに

参画していますのでそれらとの連携も重要だと考えています。 
●電気通信研究機構の組織に興味があります。大学は従来の研究科・研究所ではない研究の組織を考

える必要があります。学生に参加してもらいサイエンスとテクノロジーだけではない、ソーシャル的

に意味のある災害に関するイノベーションを起こしていただきたい。そういう意味でもう少し社会科

学関係の方々も参画していただくとより実効的になると思います。 
●このプログラムには、多くの学生が参加しています。ソーシャル的な視点を入れていくことに関し

ては今後考えていきたいと思います。 
●電気通信研究機構は、透明なフレームという言葉を使われていましたが、大変興味のある仕組みで

感心いたしました。シーズ例の資料を見ますと震災がなくても研究としてやっていくものがあったと

思います。それら震災があったということで意味合いが違ってきたのでしょうか。 
●確かに災害がなくてもこういったテーマはやっていく必要性があると思います。これらは震災があ

ったなかで、先生方から緊急かつ重要な課題として提起されたプロジェクトです。もし震災がなけれ

ばもっと時間をかけてやっていくテーマであったかもしれません。 
●電気通信研究機構を立ち上げ、知識を結集されつつあるというのは非常にいい試みだと思います。

最終的には社会にいかに実を結んでいくかがポイントですから、先生方の総合力を発揮していただく

とともに、産業界と国・県等の公共機関と連携して災害に関するオープンな研究を推進し社会に貢献

していただきたい。 
●外国人の研究者の状況はどうなっていますか。また、日本語の資料だけで、国際版がないようです

が、いかがでしょうか。また、国際化に関しては事務機構が非常に重要な役割を果たすと思いますが、

それらの取り組みはどうなっていますか。 
●国際化については、議題（９）にありますが、ここで説明させていただきます。 

残念ながら外国人の教員は現在１名です。２４年度は、短期ですが外国人教員を採用することを検

討しています。それから、外国人の客員教員（非常勤）は現在３名で、これは、震災の影響がでてい

ます。２４年度は、９名程度採用したいと考えています。また、組織の整備は大事なことと認識して

おり、「国際化推進室」を設置し真剣に取り組んでいるところです。 
●国際共同研究に関する資料を見ますと、欧米の研究所や大学との共同研究が多いようですが、中国、

韓国等との共同研究の状況は、どうなっていますか。 
●通研要覧の６６ページに国際学術交流協定校を掲載していますが、中国科学院半導体研究所、台湾

の国立清華大学等とも共同で研究を行っています。 
 
引き続き、次のことについて説明があった。 

(4) 通研の新たな施策 
・RIEC News 創刊について 
・RIEC Award 創設について 

(5 )若手育成 
・独創的研究支援プログラム 
・研究交流会 

以上の説明の後、次のような質疑応答があった。 
 
●優秀な若手研究者を育成するという「RIEC Award」の取り組みは、すばらしい制度だと思います。

失礼ですが、財源等はどのようになっているでしょうか。 
●副賞という形で２０万円を支給しています。 
●電気通信工学振興会に寄附があり、５年間の運営費があります。 
●若手研究者が科研費の「若手研究」などで採択されることは大変評価されると思います。独創的研

究支援プログラムは、そのスタートアップ経費等であれば理解できますが、それらとの関連で何か特

徴的な判断基準というものがあるのでしょうか。 
●先ほど説明した理念に実質が追いついていない部分もありますが、科研費には申請できないテーマ

でも積極的に応募していただくことにしています。予算の使い方も自由度が高い利点があります。 
●通研の審査委員がこれはおもしろいということに対して懸けてみようという思いがあります。そし

て、将来電気通信研究所の研究の柱になれるようなものがでてきてほしいと考えています。現在３件

研究が行われており、その成果がでた時点で、科研費のアクティビティと何が違うのかを議論してい

く時期があると思います。 
●我々の大学でも通研の独創的研究支援プログラムと似た制度があります。将来新たな分野を開拓し

ていくというストラテジックな意味も込められていると考えています。これらは、国等の大型予算が

投入される課題解決型のものとは違う、ボトムアップで研究所がやるべきものを設定するという判断

基準があっていいと思います。我々の経験では、審査委員の名前をオープンにし、世界の一線級で活

躍している研究者が認めたということを公表することが、若手には大きなインセンティブになってい

たことを紹介しておきたいと思います。 
 
 引き続き次のことについて説明があった。 
 (6 )グローバル化 

・グローバル COE プログラム 
・東北大学重点戦略支援プログラム(MIT 電子工学研究所 

―東北大学電気通信研究所間の国際研究連携について) 
・SUNY 連携 

以上の説明の後、次のような質疑応答があった。 
 
●グローバルＣＯＥは平成２３年度で終了し、学生のＲＡ等支援がなくなるのは、支障がでてくると

思いますが、今後どのようにしていくのかお考えはありますか。 
●今年度に「博士課程教育リーディングプログラム」が立ち上がっており、さらに来年度は複合領域
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●東北大を中心に震災復興に向けて新しい最先端テクノロジーを研究することは、大変すばらしいこ

とです。将来は被災地に新たな産業を創出するという発想でしょうか。 
●国で考えているのは、被災地の大学や地元のベンチャー企業が連携し東北地域に産業を根づかせる

ことを考えています。 

●５年フェーズで、創造的復興プロジェクトを完成させ、さらに最先端研究プロジェクトへ発展させ

ていくということで、非常に頑張っておられる様子が伺えます。これだけのプロジェクトを成功させ

るためには、コントロールタワーの役割が重要になってくると思われますが、どのような体制にして

いるのでしょうか。 
●機構の運営のため研究戦略企画室を設置しています。そこには、２名の特任教授をコーディネータ

ーとして配置して、将来展望も含めて全体のプロジェクトを管理統括し、革新的研究につながるよう

に配慮しています。 
●電気通信研究機構ですが、メンバーが電気情報系というチームに限られています。防災的に考えて

幅を広げたほうが、よりクリエイティブになると思いますが、いかがでしょうか。 
●電気情報系の先生が中心になりますが、医学関係をはじめ、他分野の教員もほかのプロジェクトに

参画していますのでそれらとの連携も重要だと考えています。 
●電気通信研究機構の組織に興味があります。大学は従来の研究科・研究所ではない研究の組織を考

える必要があります。学生に参加してもらいサイエンスとテクノロジーだけではない、ソーシャル的

に意味のある災害に関するイノベーションを起こしていただきたい。そういう意味でもう少し社会科

学関係の方々も参画していただくとより実効的になると思います。 
●このプログラムには、多くの学生が参加しています。ソーシャル的な視点を入れていくことに関し

ては今後考えていきたいと思います。 
●電気通信研究機構は、透明なフレームという言葉を使われていましたが、大変興味のある仕組みで

感心いたしました。シーズ例の資料を見ますと震災がなくても研究としてやっていくものがあったと

思います。それら震災があったということで意味合いが違ってきたのでしょうか。 
●確かに災害がなくてもこういったテーマはやっていく必要性があると思います。これらは震災があ

ったなかで、先生方から緊急かつ重要な課題として提起されたプロジェクトです。もし震災がなけれ

ばもっと時間をかけてやっていくテーマであったかもしれません。 
●電気通信研究機構を立ち上げ、知識を結集されつつあるというのは非常にいい試みだと思います。

最終的には社会にいかに実を結んでいくかがポイントですから、先生方の総合力を発揮していただく

とともに、産業界と国・県等の公共機関と連携して災害に関するオープンな研究を推進し社会に貢献

していただきたい。 
●外国人の研究者の状況はどうなっていますか。また、日本語の資料だけで、国際版がないようです

が、いかがでしょうか。また、国際化に関しては事務機構が非常に重要な役割を果たすと思いますが、

それらの取り組みはどうなっていますか。 
●国際化については、議題（９）にありますが、ここで説明させていただきます。 

残念ながら外国人の教員は現在１名です。２４年度は、短期ですが外国人教員を採用することを検

討しています。それから、外国人の客員教員（非常勤）は現在３名で、これは、震災の影響がでてい

ます。２４年度は、９名程度採用したいと考えています。また、組織の整備は大事なことと認識して

おり、「国際化推進室」を設置し真剣に取り組んでいるところです。 
●国際共同研究に関する資料を見ますと、欧米の研究所や大学との共同研究が多いようですが、中国、

韓国等との共同研究の状況は、どうなっていますか。 
●通研要覧の６６ページに国際学術交流協定校を掲載していますが、中国科学院半導体研究所、台湾

の国立清華大学等とも共同で研究を行っています。 
 
引き続き、次のことについて説明があった。 

(4) 通研の新たな施策 
・RIEC News 創刊について 
・RIEC Award 創設について 

(5 )若手育成 
・独創的研究支援プログラム 
・研究交流会 

以上の説明の後、次のような質疑応答があった。 
 
●優秀な若手研究者を育成するという「RIEC Award」の取り組みは、すばらしい制度だと思います。

失礼ですが、財源等はどのようになっているでしょうか。 
●副賞という形で２０万円を支給しています。 
●電気通信工学振興会に寄附があり、５年間の運営費があります。 
●若手研究者が科研費の「若手研究」などで採択されることは大変評価されると思います。独創的研

究支援プログラムは、そのスタートアップ経費等であれば理解できますが、それらとの関連で何か特

徴的な判断基準というものがあるのでしょうか。 
●先ほど説明した理念に実質が追いついていない部分もありますが、科研費には申請できないテーマ

でも積極的に応募していただくことにしています。予算の使い方も自由度が高い利点があります。 
●通研の審査委員がこれはおもしろいということに対して懸けてみようという思いがあります。そし

て、将来電気通信研究所の研究の柱になれるようなものがでてきてほしいと考えています。現在３件

研究が行われており、その成果がでた時点で、科研費のアクティビティと何が違うのかを議論してい

く時期があると思います。 
●我々の大学でも通研の独創的研究支援プログラムと似た制度があります。将来新たな分野を開拓し

ていくというストラテジックな意味も込められていると考えています。これらは、国等の大型予算が

投入される課題解決型のものとは違う、ボトムアップで研究所がやるべきものを設定するという判断

基準があっていいと思います。我々の経験では、審査委員の名前をオープンにし、世界の一線級で活

躍している研究者が認めたということを公表することが、若手には大きなインセンティブになってい

たことを紹介しておきたいと思います。 
 
 引き続き次のことについて説明があった。 
 (6 )グローバル化 

・グローバル COE プログラム 
・東北大学重点戦略支援プログラム(MIT 電子工学研究所 

―東北大学電気通信研究所間の国際研究連携について) 
・SUNY 連携 

以上の説明の後、次のような質疑応答があった。 
 
●グローバルＣＯＥは平成２３年度で終了し、学生のＲＡ等支援がなくなるのは、支障がでてくると

思いますが、今後どのようにしていくのかお考えはありますか。 
●今年度に「博士課程教育リーディングプログラム」が立ち上がっており、さらに来年度は複合領域
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型の一つとして情報の領域が入ることとなり、情報科学研究科、工学研究科と電気通信研究所が協力

して応募することを検討しています。また、電気通信研究機構の研究においても学生に参加してもら

い研究教育を機動的に進めていきたいと考えています。 
●グローバルＣＯＥで、ＲＡの学会発表等が非常に盛んですが、海外での研修数がそれに比べると随

分少ないようですが、これは予算的な制約など原因があるのでしょうか。 
●残念ながら学生が参加しようとしないのが現実です。博士後期課程の中で、長期インターンシップ

で海外に行くと博士論文作成に支障がでるのではないかという不安があり、我々もずいぶん努力しま

したが、研修件数が伸びなかったというのが現状です。 
 
 引き続き、次のことについて説明があった。 

(7)産学連携の推進 
・産学連携マッチングファンド 
・共プロ U、共同研究成果発表会 

(8 )各種報告会シンポジウムについて 
・通研シンポジウム 
・東京フォーラム 
・国立大学附置研究所・センタ一長会議臨時総会報告 

以上の説明の後、次のような質疑応答があった。 
 
●共同プロジェクト研究は予算が少ないようですが、電気通信研究所が、電気通信分野のコミュニテ

ィからどれだけ期待され支援されるかが重要であり、また、それと同時にコミュニティとして電気通

信分野を今後どういう方向に持っていくのかまで議論をしていただきたいと思います。 
●この共同プロジェクト研究を機会に研究者が集まれるということが、コミュニティからの評価も得

られていると思います。方向性を決めるということについても、今後考えてみたいと思います。 
●産学連携研究マッチングファンド制度ですが、民間側が東北大学に資金を渡し、東北大学で一元的

に管理されたプロジェクトになるのかということがひとつ、一方でこれに参画している教員にマッチ

ングファンド限定で、目的をかなり絞った形で使われるのか、それとももう少し幅広く使えるように

なっているのかを伺いたい。 
●それぞれ同額負担で、企業から東北大学に振り込んでいただき、大学で管理しています。研究テー

マは自由で、企業と担当教員が合意したテーマに対してファンドをつけています。 
●そうすると、どうしても企業側が出す資金に関しての制約が強くなり過ぎて自由度がなくなり、マ

ッチングからインセンティブという形に変わってしまいます。我々が行っている制度は、企業側から

参加する研究者は、共同研究を意識しながらももう少し周辺まで踏み出すように、変えてきつつあり

ますのでご参考にしていただければと思います。 
●多くの予算を投じて、大学と連携して行うということに企業はあまり積極的ではありません。アメ

リカの大学が強いのは莫大な寄付があり、また、電気関係のサムソンが圧倒しているのは、技術力で

はなく国が力を注いでいるからです。要するに、国のやり方だと思うのですが、単なる共同研究に終

わることのないよう通研には期待しています。 
●通研は大学で税金が投入されているため、やはり学理の研究、基礎研究を進め、その成果を国民に

フィードバックすることが求められています。学理研究も行いながら実用化研究も進めていくことが

研究所のミッションではないかなと思います。予算は少ないのですが、一つの導火線として大型の研

究にシフトしていくことを考えています。 

●マッチングファンドの運営方針では、「東北大学の知的財産権取扱いに関する規程」に準拠するとな

っていますが、具体的にはどういうことでしょうか。 
●「東北大学の知的財産権取扱いに関する規程」は、少し杓子定規なので、臨機応変に企業の意向に

沿った形で対応していきたいと考えています。 
●発明が発生した場合にはケース・バイ・ケースで対応するということでしょうか。 
●そのとおりです。 
 
 引き続き、次のことについて説明があった。 

(9 ) 通研人事制度の新たな施策 
・特別昇任准教授制度 
・女性教員の増加 
・国際化(外国人教員、外国人ポスドクの雇用) 

(10) 課題 
・科研費申請率の向上 
・若手研究者の活性化 
・震災復興への取り組み 

 
●学内においては、申請率について指摘があり、それを改善するため講習会等いろいろ開催し、申請

率をあげたところ今度は採択率が下がってしまいました。共同研究、受託研究が増えてきますと、研

究者にとってその研究に専念したいというのが率直な意見であり、科研費という共通項目は比較しや

すいのですが、無理やり大学の基準に合わせて科研費の申請率を上げるということは必ずしも実績が

あがっているとはいえない面もあります。 
●女子学生が減っているそうですが、これは大学全体で減っていますか、それとも電気情報系だけが

減っているのでしょうか。 
●正確な数字は把握していませんが、たまたま電気情報系だけが減っていると思われます。情報通信

分野は女性には比較的取り組みやすい分野だと思います。対策としては、女性教員が高校へ出向く出

前授業、オープンキャンパスでの女子学生への広報等地道な活動を行い、裾野を広げて行きたいと考

えています。 
●情報科学研究科は女子学生が多いのではないかというお話がありますが、ほとんど変わっておらず、

ソフトフェアが有利だということはないと思います。我々もいろいろな対策を行っていますが、効果

があがっていないのが現状です。 
●情報系学生の就職が非常に困難で、また仕事もきついということで、保護者から女子学生を情報系

には進学させたくないという話もありますが、企業の方からご意見をいただければと思います。 
●女性の数を増やす傾向です。当社では最近外国人女性を積極的に採用するということになってきま

したが、女性の人数を増やすことが目的になってはいけません。優秀な女性の雇用機会を増やすとい

うのが本来の趣旨です。どの分野も同じように女性を増やそうということではなく、優秀な女性が活

躍できるような分野を作り出すことが大事で、そういう分野と情報が融合して新しい分野を切り開い

ていくことが女性の人材育成、雇用増大にもつながります。 
●研究開発から離れますが、当法人の技術職は非常に幅広く、女性が体力を使う仕事に就いている例

がいくつもあります。女性にとって体力が必要、仕事がきついということで敬遠するということでは

ないようです。むしろ、情報系の仕事に魅力を感じなくなってきているのではないかと危惧していま

す。 
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●当社の場合は、女性の比率はすこし上がっていると思います。確かに電気系は学生の人数そのもの

が少ないため、電気系出身という人は少ないのですが、他の分野から多く入社しています。我々の研

究所も女性は多く、男性とは視点や考え方が違うので新しい発想の研究につながっていると思います。

通研でも電気系の学部からそのまま進学、採用ということだけではなく工夫してみてはいかがでしょ

うか。 
●私もコメントさせていただきますが、現在の厚生労働大臣は女性就労に非常に熱意を持っておられ、

私どもの会社は男性の産休取得率が非常に高いということでお褒めをいただいたことがありました。

そして今は昔に比べ、労働条件が非常によくなっています。女性教員に対する大学での様々な制度、

取り組み等幅広く広報すれば、人材は集まると思います。 
それから、最近は環境あるいはエネルギーなどのテーマがもてはやされていますが、やはりそこに

ベースとなるのは情報・通信の技術あるいはそれに関連する材料だということです。それらの基本を

しっかり身に付けた技術者をぜひ育成していただきたいと思います。 
●新しい分野、異分野というのは非常にいい切り口ではないかと思います。通研でも２人、女性教員

がおり、バイオ系の出身です。エレクトロニクスとほかの分野を結びつけることによって、新しい分

野へ発展させるなどこれからどうしたらいいか検討していきたいと思います。 
 
全体を通じての意見交換 
●新領域の創成あるいは他の分野へのＩＴ、情報通信の活用等災害復興新生研究機構というのは総合

研究の場としてすばらしい取り組みだと思います。ＩＴの活用はどの分野にも関連があるので、情報

通信再構築プロジェクトだけではなくて他のプロジェクトとも連携して成果を収められるよう期待し

ています。 
●通研を組織的に見たとき教授、准教授、助教の構成比率は昔からほとんど変わっていないと思いま

すが、現在活躍されている教授の先生方が若手のときと現在の環境のどこが違っているのか、意識的

に若手を育成しなければならないのか、若手育成のための独創的研究支援プログラムあるいは研究交

流会がなぜ必要なのか、問題設定をどのように置いているのかお聞かせいただきたいと思います。 
●昔は、研究室の構成は１・１・２と助教が多かったのですが、今は教授が多く１・１・１になり、

さらに、１・０・１という形にもなってきました。研究室の若手が少ない状況で、横の連絡が大事だ

と考え交流会などを開催しています。 
●昔は１・１・２という関係で教授、助教授が助教を育ててきたが、現在はそういう機会が少なくな

っているということですか。 
●昔も今も若手の育成というのは非常に大事なことで、そういう意味では変わりはないのですが、環

境がどんどん変わっています。 
●私どもは大学から人材を送り込んでいただいていますが、この頃熱意あるいはポテンシャルが低く

なっているように感じます。大学院生院の数がどんどん増えており、こうした状況で大学院生の質的

底上げを図ることが若手育成の根本であるとすれば、もう少し違う問題設定があってもいいのかなと

思いますがいかがでしょうか。 
●最近は電気情報系の人気が機械系に比べて低いというのが現状です。第一希望で電気情報系に来た

わけではない学生も少なからずおり、そういう中から助教に採用される人もいるわけですけれども、

その人たちにいかにインセンティブを上げて育てていくかが問題です。また、海外に行く学生も少な

くなり、自分がどれくらい高いレベルの研究者として生きていくかを考えているのか甚だ疑問なとこ

ろがあります。若手の研究者自体がそういった形で活性化すべきだと考えています。 
●若手の活性化については、私たちも同じ悩みがあります。結局、本人が何をやるかということがは

っきり持っているかが大事だと思います。やはり「What」の議論をもっとしなきゃいけないというの

が私の思いです。次の１０年後、２０年後にはどうすべきかなどを他の分野・業種の人たちと積極的

に議論し、将来のことを語ってみることが必要ではないかと思っています。 
●通研は情報通信の伝統のある研究所ですが、少し分野が狭くなっている気がします。異分野の学際

研究を積極的にやられたほうがいいという感じがします。私どものところには１７０人ほどのポスド

ク研究者がいますが、外国人は３１％、女性研究者が２６％で、バイオ系が多いと思いますが、材料

関係あたりからおいでいただくと女子学生にとっても魅力的な研究者になれると思います。 
●若手の活性化に関しては、私は「ときめき感」が大事だと思っています。研究がおもしろくてたま

らないという「ときめき」もありますが、すばらしい研究あるいはすばらしい発表を聞いて、ああい

う人になりたい、そういう研究をしてみたいということも若い研究者にインセンティブを与えると思

います。通研にはすばらしい研究者が多くおられるので、それをわかりやすく説明する機会を持つこ

とも大事だと思います。 
ポストの問題では、法人化の際の総人件費枠１％減が撤廃されるということですから、若手の人件

費、ポストをしっかり確保し、安心して研究を続けられるような環境を整えることもしっかりやって

いく必要があります。 
●若い人たちは放映されたテレビドラマの職業に憧れをもつようで、その影響はかなり大きいようで

す。電気情報分野でもあのようなドラマをつくることなども考えてもいいのかもしれません。 
●かつて、「プロジェクトＸ」という番組を見て私はこの仕事をしたいという若い人が多くいました。

一方では物を作るということに興味が失われてきたのかなということもあると感じます。 
●スティーブ・ジョブズには、多くの若者が憧れているようです。先ほど若者の元気がないという話

もありますが、必ずしも若者だけの責任ではなくて、管理者あるいは中堅層がはたして、世界で戦っ

ているのかということもあります。日本は縦社会で、いろいろなデータを共用しようとしても、例え

ば医学のレセプトデータを情報で使いたいといっても厚生労働省は出さない。こういう法的障壁に対

し、大学の有識者の方々が強く言ってやらないと融合研究というのはなかなか生まれません。また、

分野間の異動が卒業学部により制約され融通がきかなかったりするなど社会の在り方も、政界・産業

界等の上層部が総合的な視点で解決していかなければならない問題です。 
●電気通信研究機構の件ですが、文系がほとんど入っていません。将来の新産業を考えると、文系、

理系は車の両輪で文理融合が必要です。これは、東北大学全体で考えることでしょうが、場合によっ

ては、経済、文学、社会学系の人たちを客員教授として通研に採用し、文理融合の研究を推進してい

ただきたいと思います。 
 それから、質問ですが、以前から通研と青葉山の電気情報系は一体運営ということで、いろいろな

面で協力しているようですが、人事交流で支障などはでていないのでしょうか。 
●今まで通研に文系の先生を採用した例はなかったようですが、それにより新しい分野なり融合領域

が生まれるというターゲットがよく見えるのであれば、客員教員としてなっていただくことは難しい

ことではありません。我々の研究の広がりをさらに大きくすることができると思います。 
 それから、人事交流ですが、青葉山の電気情報系との人事交流はバランス良く交流されており、支

障はでておりません。 
●災害時のハードとして、情報通信路を確保したときに、そのコンテンツはどういうものを流せば被

災地の人が安心感を持てるのかという、認知あるいは心理など、人文社会系の学問まで踏み込んでい

かないと、新たな産業、サービスは生まれてきません。今後通研としてそういうインタラクションを

認識していくのが大事だと思います。 
●人文社会系の専門家に入っていただくことを積極的に考えたいと思います。 
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●当社の場合は、女性の比率はすこし上がっていると思います。確かに電気系は学生の人数そのもの

が少ないため、電気系出身という人は少ないのですが、他の分野から多く入社しています。我々の研

究所も女性は多く、男性とは視点や考え方が違うので新しい発想の研究につながっていると思います。

通研でも電気系の学部からそのまま進学、採用ということだけではなく工夫してみてはいかがでしょ

うか。 
●私もコメントさせていただきますが、現在の厚生労働大臣は女性就労に非常に熱意を持っておられ、

私どもの会社は男性の産休取得率が非常に高いということでお褒めをいただいたことがありました。

そして今は昔に比べ、労働条件が非常によくなっています。女性教員に対する大学での様々な制度、

取り組み等幅広く広報すれば、人材は集まると思います。 
それから、最近は環境あるいはエネルギーなどのテーマがもてはやされていますが、やはりそこに

ベースとなるのは情報・通信の技術あるいはそれに関連する材料だということです。それらの基本を

しっかり身に付けた技術者をぜひ育成していただきたいと思います。 
●新しい分野、異分野というのは非常にいい切り口ではないかと思います。通研でも２人、女性教員

がおり、バイオ系の出身です。エレクトロニクスとほかの分野を結びつけることによって、新しい分

野へ発展させるなどこれからどうしたらいいか検討していきたいと思います。 
 
全体を通じての意見交換 
●新領域の創成あるいは他の分野へのＩＴ、情報通信の活用等災害復興新生研究機構というのは総合

研究の場としてすばらしい取り組みだと思います。ＩＴの活用はどの分野にも関連があるので、情報

通信再構築プロジェクトだけではなくて他のプロジェクトとも連携して成果を収められるよう期待し

ています。 
●通研を組織的に見たとき教授、准教授、助教の構成比率は昔からほとんど変わっていないと思いま

すが、現在活躍されている教授の先生方が若手のときと現在の環境のどこが違っているのか、意識的

に若手を育成しなければならないのか、若手育成のための独創的研究支援プログラムあるいは研究交

流会がなぜ必要なのか、問題設定をどのように置いているのかお聞かせいただきたいと思います。 
●昔は、研究室の構成は１・１・２と助教が多かったのですが、今は教授が多く１・１・１になり、

さらに、１・０・１という形にもなってきました。研究室の若手が少ない状況で、横の連絡が大事だ

と考え交流会などを開催しています。 
●昔は１・１・２という関係で教授、助教授が助教を育ててきたが、現在はそういう機会が少なくな

っているということですか。 
●昔も今も若手の育成というのは非常に大事なことで、そういう意味では変わりはないのですが、環

境がどんどん変わっています。 
●私どもは大学から人材を送り込んでいただいていますが、この頃熱意あるいはポテンシャルが低く

なっているように感じます。大学院生院の数がどんどん増えており、こうした状況で大学院生の質的

底上げを図ることが若手育成の根本であるとすれば、もう少し違う問題設定があってもいいのかなと

思いますがいかがでしょうか。 
●最近は電気情報系の人気が機械系に比べて低いというのが現状です。第一希望で電気情報系に来た

わけではない学生も少なからずおり、そういう中から助教に採用される人もいるわけですけれども、

その人たちにいかにインセンティブを上げて育てていくかが問題です。また、海外に行く学生も少な

くなり、自分がどれくらい高いレベルの研究者として生きていくかを考えているのか甚だ疑問なとこ

ろがあります。若手の研究者自体がそういった形で活性化すべきだと考えています。 
●若手の活性化については、私たちも同じ悩みがあります。結局、本人が何をやるかということがは

っきり持っているかが大事だと思います。やはり「What」の議論をもっとしなきゃいけないというの

が私の思いです。次の１０年後、２０年後にはどうすべきかなどを他の分野・業種の人たちと積極的

に議論し、将来のことを語ってみることが必要ではないかと思っています。 
●通研は情報通信の伝統のある研究所ですが、少し分野が狭くなっている気がします。異分野の学際

研究を積極的にやられたほうがいいという感じがします。私どものところには１７０人ほどのポスド

ク研究者がいますが、外国人は３１％、女性研究者が２６％で、バイオ系が多いと思いますが、材料

関係あたりからおいでいただくと女子学生にとっても魅力的な研究者になれると思います。 
●若手の活性化に関しては、私は「ときめき感」が大事だと思っています。研究がおもしろくてたま

らないという「ときめき」もありますが、すばらしい研究あるいはすばらしい発表を聞いて、ああい

う人になりたい、そういう研究をしてみたいということも若い研究者にインセンティブを与えると思

います。通研にはすばらしい研究者が多くおられるので、それをわかりやすく説明する機会を持つこ

とも大事だと思います。 
ポストの問題では、法人化の際の総人件費枠１％減が撤廃されるということですから、若手の人件

費、ポストをしっかり確保し、安心して研究を続けられるような環境を整えることもしっかりやって

いく必要があります。 
●若い人たちは放映されたテレビドラマの職業に憧れをもつようで、その影響はかなり大きいようで

す。電気情報分野でもあのようなドラマをつくることなども考えてもいいのかもしれません。 
●かつて、「プロジェクトＸ」という番組を見て私はこの仕事をしたいという若い人が多くいました。

一方では物を作るということに興味が失われてきたのかなということもあると感じます。 
●スティーブ・ジョブズには、多くの若者が憧れているようです。先ほど若者の元気がないという話

もありますが、必ずしも若者だけの責任ではなくて、管理者あるいは中堅層がはたして、世界で戦っ

ているのかということもあります。日本は縦社会で、いろいろなデータを共用しようとしても、例え

ば医学のレセプトデータを情報で使いたいといっても厚生労働省は出さない。こういう法的障壁に対

し、大学の有識者の方々が強く言ってやらないと融合研究というのはなかなか生まれません。また、

分野間の異動が卒業学部により制約され融通がきかなかったりするなど社会の在り方も、政界・産業

界等の上層部が総合的な視点で解決していかなければならない問題です。 
●電気通信研究機構の件ですが、文系がほとんど入っていません。将来の新産業を考えると、文系、

理系は車の両輪で文理融合が必要です。これは、東北大学全体で考えることでしょうが、場合によっ

ては、経済、文学、社会学系の人たちを客員教授として通研に採用し、文理融合の研究を推進してい

ただきたいと思います。 
 それから、質問ですが、以前から通研と青葉山の電気情報系は一体運営ということで、いろいろな

面で協力しているようですが、人事交流で支障などはでていないのでしょうか。 
●今まで通研に文系の先生を採用した例はなかったようですが、それにより新しい分野なり融合領域

が生まれるというターゲットがよく見えるのであれば、客員教員としてなっていただくことは難しい

ことではありません。我々の研究の広がりをさらに大きくすることができると思います。 
 それから、人事交流ですが、青葉山の電気情報系との人事交流はバランス良く交流されており、支

障はでておりません。 
●災害時のハードとして、情報通信路を確保したときに、そのコンテンツはどういうものを流せば被

災地の人が安心感を持てるのかという、認知あるいは心理など、人文社会系の学問まで踏み込んでい

かないと、新たな産業、サービスは生まれてきません。今後通研としてそういうインタラクションを

認識していくのが大事だと思います。 
●人文社会系の専門家に入っていただくことを積極的に考えたいと思います。 
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●震災時のいろいろな議論の中で、各論の部分が多すぎて、もう一回全体のネットワークはどうある

べきかというグランドデザインを根本から考える必要があります。 
 それから、有事と平時の議論のなかで、普段使用しているものが有事のときにどう変わるかという

こと、さきほど話題になっていた制度の問題も重要です。有事には即座にネットワークが相互乗り入

れできる体制をとらなければいけません。これらのことを電気通信研究機構で総合的に議論していく

ことが重要です。 
●電気通信研究機構で扱うネットワークの構成には、無線、光、衛星などいろいろ絡んできます。災

害がなければその分野が孤立してやっていたのかもしれませんが、今回、機構の中でいろいろな先生

が一緒に研究することになりますから十分検討していきたいと思います。 
●災害時に放送で情報を流し、通信をコントロールするという研究は行っていましたが、さきほどの

法の制限のことなど、どういう災害のときにどのように対応するかシミュレーションを行うなど訓練

の必要性を感じています。 

委　員　名 任期（年度） 委　員　名 任期(年度)

相　磯　秀　夫 1998～1999 榊　　　裕　之 2004～2006

青　木　利　晴 2004～2007 塩　見　　　正 2001～2005

青　野　正　和 2007～2009 下　澤　楯　夫 2002～2003

秋　葉　重　幸 2010～現在 進　藤　秀　一 2000～2001

浅　井　彰二郎 2000～2003 管　村　　　昇 2003～2004

浅　見　　　徹 2004～2005 武　市　正　人 2004～2007

甘　利　俊　一 1996～2001 田　中　英　彦 1994～1995

荒　川　泰　彦 2008～現在 谷　岡　健　吉 2006～2007

有　信　睦　弘 2004～2007 谷　口　健　一 2001～2003

飯　島　澄　男 2002～2003 田　村　浩一郎 1995～1997

飯　田　尚　志 2000 東海林　惠二郎 1994～1997

伊　賀　健　一 2004～2006 外　村　佳　伸 2008～2009

池　上　徹　彦 1996～1999 富　田　眞　治 2008～現在

池　上　英　雄 1996～1999 富　永　昌　彦 2008～現在

池　田　克　夫 2000 中　村　道　治 1996～1999

石　井　健一郎 2002 長　尾　　　眞 1994～1997

一　村　信　吾 2010～現在 西　尾　章治郎 2008～現在

伊　藤　龍　男 2000～2001 丹　羽　邦　彦 2008～現在

今　井　秀　孝 2001 平　石　次　郎 1994

上　田　修　功 2010～現在 廣　田　榮　治 1996～1999

植之原　道　行 1994～1999 三　宅　　　誠 2002～2003

潮　田　資　勝 2010～現在 山　崎　　　攻 2000～2001

宇理須　恆　雄 1994～1995 山　田　　　宰 2000～2001

榎　並　和　雅 2004～2005 山　田　敏　之 1998～1999

江　村　克　己 2010～現在 横　山　直　樹 2002～2007

大須賀　節　雄 1996～1999 吉　田　　　博 2007～現在

太　田　賢　司 2009～現在 吉　村　和　幸 1994

大　槻　幹　雄 1994～1995 渡　辺　久　恒 2000～2003

大　星　公　二 2000

大　森　慎　吾 2006～2007

岡　部　洋　一 2002～2003

笠　見　昭　信 2000～2001

梶　村　皓　二 1998～1999

片　桐　　　滋 2005～2007

久　間　和　生 2008～現在

國　尾　武　光 2008～2009

久保田　啓　一 2008～現在

児　玉　皓　雄 2000

後　藤　俊　夫 2002～2003

古　濱　洋　治 1995～1999

小　林　直　人 2004～2008

坂　内　正　夫
2000～2001
2006～現在

７．２　過去の運営協議会委員名簿（外部者のみ）
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●震災時のいろいろな議論の中で、各論の部分が多すぎて、もう一回全体のネットワークはどうある

べきかというグランドデザインを根本から考える必要があります。 
 それから、有事と平時の議論のなかで、普段使用しているものが有事のときにどう変わるかという

こと、さきほど話題になっていた制度の問題も重要です。有事には即座にネットワークが相互乗り入

れできる体制をとらなければいけません。これらのことを電気通信研究機構で総合的に議論していく

ことが重要です。 
●電気通信研究機構で扱うネットワークの構成には、無線、光、衛星などいろいろ絡んできます。災

害がなければその分野が孤立してやっていたのかもしれませんが、今回、機構の中でいろいろな先生

が一緒に研究することになりますから十分検討していきたいと思います。 
●災害時に放送で情報を流し、通信をコントロールするという研究は行っていましたが、さきほどの

法の制限のことなど、どういう災害のときにどのように対応するかシミュレーションを行うなど訓練

の必要性を感じています。 

委　員　名 任期（年度） 委　員　名 任期(年度)

相　磯　秀　夫 1998～1999 榊　　　裕　之 2004～2006

青　木　利　晴 2004～2007 塩　見　　　正 2001～2005

青　野　正　和 2007～2009 下　澤　楯　夫 2002～2003

秋　葉　重　幸 2010～現在 進　藤　秀　一 2000～2001

浅　井　彰二郎 2000～2003 管　村　　　昇 2003～2004

浅　見　　　徹 2004～2005 武　市　正　人 2004～2007

甘　利　俊　一 1996～2001 田　中　英　彦 1994～1995

荒　川　泰　彦 2008～現在 谷　岡　健　吉 2006～2007

有　信　睦　弘 2004～2007 谷　口　健　一 2001～2003

飯　島　澄　男 2002～2003 田　村　浩一郎 1995～1997

飯　田　尚　志 2000 東海林　惠二郎 1994～1997

伊　賀　健　一 2004～2006 外　村　佳　伸 2008～2009

池　上　徹　彦 1996～1999 富　田　眞　治 2008～現在

池　上　英　雄 1996～1999 富　永　昌　彦 2008～現在

池　田　克　夫 2000 中　村　道　治 1996～1999

石　井　健一郎 2002 長　尾　　　眞 1994～1997

一　村　信　吾 2010～現在 西　尾　章治郎 2008～現在

伊　藤　龍　男 2000～2001 丹　羽　邦　彦 2008～現在

今　井　秀　孝 2001 平　石　次　郎 1994

上　田　修　功 2010～現在 廣　田　榮　治 1996～1999

植之原　道　行 1994～1999 三　宅　　　誠 2002～2003

潮　田　資　勝 2010～現在 山　崎　　　攻 2000～2001

宇理須　恆　雄 1994～1995 山　田　　　宰 2000～2001

榎　並　和　雅 2004～2005 山　田　敏　之 1998～1999

江　村　克　己 2010～現在 横　山　直　樹 2002～2007

大須賀　節　雄 1996～1999 吉　田　　　博 2007～現在

太　田　賢　司 2009～現在 吉　村　和　幸 1994

大　槻　幹　雄 1994～1995 渡　辺　久　恒 2000～2003

大　星　公　二 2000

大　森　慎　吾 2006～2007

岡　部　洋　一 2002～2003

笠　見　昭　信 2000～2001

梶　村　皓　二 1998～1999

片　桐　　　滋 2005～2007

久　間　和　生 2008～現在

國　尾　武　光 2008～2009

久保田　啓　一 2008～現在

児　玉　皓　雄 2000

後　藤　俊　夫 2002～2003

古　濱　洋　治 1995～1999

小　林　直　人 2004～2008

坂　内　正　夫
2000～2001
2006～現在

７．２　過去の運営協議会委員名簿（外部者のみ）
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結  言 

 

 最近大学の特色を出すことが重要であるとの話しをよく耳にします。その特

色の出し方には色々なやり方があると思いますが、研究所のアクティビティは

大学の伝統と文化に根ざして長年に亘り形成されてきたものですから、大学の

特色を語るときその存在には大きいものがあると思います。そして、大学特有

の深い知識に根ざした技術開発によって次世代の産業基盤を作ることが研究所

にとって大変重要だと思います。 

 東北大学電気通信研究所は弱電から始まったデバイス色の強い研究所でした

が、今ではそれにソフトウェア部門を加え、材料物性から情報サービスまで幅

広い研究活動を展開しています。更に最近では情報通信という切り口で、人工

心臓や生物の動きまでも研究対象にして、最先端の研究開発を行っています。

また、新たな連携研究を進めるために約３０近い研究室の「研究交流会」を進

めています。これは４大研究部門や施設・センターの壁を越え、新たな連携や

融合を目指して研究開発を行うことを目指したものでありますが、この年次報

告でもその様な芽が生まれ始めていると思います。更に「独創的研究支援プロ

グラム」の成果も本報告書に掲載しておりますのでご高覧頂ければ幸いです。 

 これをお読みになって、「これではそのような新たな方向がよく見えない」と

か、「これが面白いのでは」と言うようなご意見・ご提案を頂けましたなら望外

の幸せであります。今後ともご指導・ご鞭撻の程、宜しくお願い申し上げます。 
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第１章 予算の概要 
本研究所の予算の概要 

単位：千円 
  平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

人 件 費 970,961 879,481 1,026,511 777,776 835,898 
物 件 費 813,724 953,000 1,562,318 735,496 1,174,027 

寄  附  金 64,818 34,265 51,954 55,085 54,167 
  共同利用研究 
  施設 運営費 35,833 34,722 34,675 38,520 37,727 

施設 整備費 0 185,000 760,000 0 0 
災害 復旧費 ‐ ‐ ‐ ‐ 432,607 
その他物件費 713,073 699,013 715,689 641,891 649,526 

産学連携等研究費 888,833 1,069,832 798,053 962,712 1,122,944 
先端研究助成基金 0 0 400,440 1,034,827 813,777 

計 2,673,518 2,902,313 3,787,322 3,510,811 3,946,646 
科学研究費補助金 700,615 694,883 605,100 418,680 469,840 

合   計 (1,654,266) 
3,374,133 

(1,798,980) 
3,597,196 

(1,855,547) 
4,392,422 

(2,471,304) 
3,929,491 

(2,460,728) 
4,416,486 

※その他物件費は、経常的な物件費及び各種旅費を計上。 
※合計欄の上段（   ）書きは競争的研究資金の合計で内数。 
 
本研究所の過去 5 年間の予算は上の表に示したとおりである。この内容を平成 23 年度について大ま

かに分析すると、その他物件費約 6.5 億円の中の 2.1 億円がナノ・スピン実験施設の維持運営費、1.0
億円が IT２１センターの維持運営費、1.2 億円が光熱水道料及び事務経費を含む共通経費、1.1 億円が 
営繕費・その他の経費であり、この外、各研究分野で研究費として使用した経費としては、大学運営資

金として 1.1 億円であった。各研究分野に配分された研究費（1.1 億円）に、科学研究費補助金 4.7 億

円、寄附金 0.5 億円、産学連携等研究費 11.2 億円、及び先端研究助成基金 8.1 億円を加えた総額 25.6 
億円が直接の研究経費として各研究分野で使用された。直接研究経費に占める大学運営資金の割合は

4.3％である。平成 22 年度の直接研究費総額は 25.8 億円で、平成 23 年度は前年度とほぼ同額となって

いる。これは、情報通信ネットワークの耐災害性強化のための研究開発（総務省）や最先端研究開発支

援プログラムをはじめとする多くのプロジェクト研究の受け入れによるものである。受託研究、科学研

究費補助金、寄附金等による外部資金の導入は、本研究所の研究活動を一層充実させるために不可欠で

あるとともに、研究所の活性度を反映する指標

でもあると考えられる。右に示した過去 5 年間

のグラフに見るように、これら 3 種の予算は年

度により若干の増減があるものの高い水準を維

持している。特に受託研究については、提案型

受託研究及びプロジェクト型研究の増加による

ところが大きく、本研究所の全国共同利用・共

同研究拠点としての活性度、また、その役割の

重要性が更に増していることの証であると考え

られる。 
0
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１．１ 競争的資金等の獲得状況 
１．科学研究費補助金 文部科学省・日本学術振興会 
研究代表者                                 単位：千円 

研究種目 氏  名 
201１年度 

交付金額 
補助金総額 研  究  課  題  名 採択年度 

特別推進研究 

鈴木 陽一 56,810 344,500 マルチモーダル感覚情報の時空間統合 2007 

尾辻 泰一 137,670 355,400 グラフェンテラヘルツレーザーの創出 2011 

新学術領域研究 

坂本 一寛 5,460 8,300 

行動指令の動的生成機構としての前頭葉興

奮性・抑制性神経細胞の機能分化と相互作

用 

2010 

小坂 英男 3,380 5,200 光励起による電子スピン量子相関 201１ 

松宮 一道 3,510 3,800 顔の表情認知における異種感覚統合 2011 

基盤研究（Ｓ） 

中沢 正隆 30,810 141,500 

繰り返しと光周波数を同時安定化した GHz

帯モード同期パルスレーザの実現とその応

用 

2009 

長 康雄 75,790 161,800 
非線形誘導率顕微鏡の高機能化及び電子

デバイスへの応用 
2011 

基盤研究（Ａ） 

坪内 和夫 13,260 35,800 超高速無線通信制御用ＤＳＰの開発    2008 

小坂 英男 9,750 36,200 
半導体量子ドットにおける単一電子スピン状

態のトモグラフィ測定と任意光制御 
2009 

枝松 圭一 7,670 36,600 
光子・固体間の単一光子レベル非線形相互

作用を介した量子演算素子の開発 
2010 

 
大野 裕三 22,230 33,300 

半導体・磁性体ハイブリッド構造におけるスピ

ン制御とスピンダイナミクスの光検出 
2011 

基盤研究（Ｂ） 

 
木村 康男 3,250 15,000 

陽極酸化セルフアライン室温動作単電子トラ

ンジスタ 
2009 

単位：千円 

研究種目 氏  名 
2011 年度 

交付金額 
補助金総額 研  究  課  題  名 採択年度 

基盤研究（Ｂ） 

栗木 一郎 2,860 14,400 
視覚情報の脳内での分離・統合に関する

研究 
2009 

末光 眞希 1,040 15,100 
Si （１１０） 表面ステップ挙動の解明と Si

上グラフェンナノリボンの自己組織的形成 
2009 

吉田 真人 2,340 13,300 

１．１μm 帯 VCSEL を用いたパルス光源

技術および高速光伝送技術に関する研

究 

2009 

塩入  諭 2,730 15,100 並列運動視処理の機能と役割 2010 

上原 洋一 3,250 14,900 
個々の表面半導体ナノ構造のフォノン寿

命時間計測 
2010 

白井 正文 6,240 13,900 
磁性体／誘導体ハイブリッド不揮発性メ

モリの理論設計 
2010 

羽生 貴弘 5,330 14,000 
不揮発性素子を用いた PVT バラつきフリ

ーVLSI システムの基盤研究 
2010 

岩谷 幸雄 8,450 14,500 
音空間のアクティブリスニングに関する研

究 
2011 

枦 修一郎 5,200 15,400 
非接触型ワイヤレス３Ｄトラックパッドの開

発 
2011 

北村 喜文 9,360 15,700 
情報コンテンツの提示により変化する

「場」の状態推定と制御に関する研究 
2011 

三森 康義   10,790 15,200 
半導体ドット中の励起子の光誘起縦電場

効果 
2011 

松倉 文礼 10,290 16,100 
ｐ型非磁性半導体におけるスピン流の生

成と検出 
2011 

櫻庭 政夫 5,980 15,700 
IV 族半導体高度歪量子ヘテロ共鳴トンネ

ル素子の高性能化プロセス 
2011 

基盤研究（Ｃ） 

沢田 浩和 650 3,600 
ミリ波 Vehicle Area Network（VAN）伝送

技術の研究 
2009 
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2010 
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2010 

羽生 貴弘 5,330 14,000 
不揮発性素子を用いた PVT バラつきフリ
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2010 
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2011 
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単位：千円 

研究種目 氏  名 
2011 年度 

交付金額 
補助金総額 研  究  課  題  名 採択年度 

基盤研究（C） 

 外山 芳人 1,300 2,800 
書き換えシステムの合流性自動判定法

の研究 
2010 

大堀  淳 1,430 2,900 
証明論に基づくコンパイラの系統的な

構築法の研究 
2010 

木下 哲男 1,820 3,200 
エージェント組織の状態推測型動作制

御機構に関する研究 
2010 

坂本 一寛 1,300 3,100 
ゲーム遂行における行動の階層的脳内

表現と臨床応用 
2010 

青戸 等人 1,430 3,900 
定理自動証明における補題発見法に関

する研究 
2011 

松宮 一道 4,550 4,500 
異種感覚情報の統合による手の自己所

有感覚生成機構の解明とモデル化 
2011 

坂本 修一 2,990 4,000 

高度感性情報の抽出・提示を実現する

視聴覚音声コミュニケーションシステム

の構築 

2011 

吹留 博一 3,640 4,200 
基板微細加工を援用した選択的結晶成

長によるグラフェンのナノ物性制御 
2011 

池田 正二 3,640 4,200 
極微細スピントロニクスデバイス形成技

術の開発 
2011 

挑戦的萌芽研究 

庭野 道夫 910 3,200 
自立型脂質二分子膜に基づくシグナル

チャネル操作法の開発 
2010 

上原 洋一 4,160 3,700 
原子位置分解能を有するテラヘルツ光

分光 
2011 

石黒 章夫 1,820 2,800 
ダイナミックテンセグリティから探る個体

発生的時間スケールの構造適応様式 
2011 

若手研究（Ｂ） 

本多 明生 1,040 2,800 

日常生活における防犯心理：犯罪被害

回避方略尺度の開発と防犯教育効果の

実証的研究 

2008 

夏井 雅典 1,170 3,300 
製造ばらつきフリー高信頼多値 VLSI の

系統的設計法の構築 
2009 

単位：千円 

研究種目 氏  名 
2011 年度 
交付金額 

補助金総額 研  究  課  題  名 採択年度 

若手研究（Ｂ） 

 平永 良臣 1,560 3,400 
次世代超高密度記録デバイスのための非線形

誘電率顕微鏡による強誘電体薄膜のナノ計測 
2009 

北形  元 1,040 3,200 

多様なセキュリティレベルを包括するユ

ーザー・サイト認証法に関する基礎的研

究 

2010 

徳永 留美 910 3,100 

背景色と証明色の変化に伴う液体の色

知覚変化についての包括的測定とモデ

ル化 

2010 

三浦 良雄 2,080 3,200 

強磁性体／半導体界面における結晶

磁気異方性電界効果に関する理論研

究 

2010 

加納 剛史 2,470 3,100 

這行様ロコモーションに内在する位相・

筋緊張が連関した自律分散制御則の解

明 

2010 

高橋 秀幸 3,510 3,400 

グリーン・ユビキタス環境において高齢

者を支援するデータ統合制御技術の基

礎的研究 

2011 

高嶋 和毅 2,600 3,400 

対人コミュニケーションにおける自走式

椅子・机を用いた空間行動の誘導と対

話支援 

2011 

片野 諭 2,340 3,600 
カーボンナノチューブのナノ構造制御と

局所発光物性 
2011 

佐藤 昭 1,430 3,300 

グラフェン内テラヘルツプラズモンの理

論解析とそのテラヘルツ波素子への応

用 

2011 

大脇 大 2,340 3,400 
柔軟な足裏の変形から生み出される感

覚運動協調に基づく動歩行制御 
2011 

研究活動スタ

ート支援 青沼 有紀 1,105 1,950 
赤外分光を用いた骨系細胞の力学応

答現象計測 
2010 

※基金分については 2011 年度請求金額を記載 
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交付金額 
補助金総額 研  究  課  題  名 採択年度 

基盤研究（C） 

 外山 芳人 1,300 2,800 
書き換えシステムの合流性自動判定法

の研究 
2010 

大堀  淳 1,430 2,900 
証明論に基づくコンパイラの系統的な

構築法の研究 
2010 

木下 哲男 1,820 3,200 
エージェント組織の状態推測型動作制

御機構に関する研究 
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表現と臨床応用 
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基板微細加工を援用した選択的結晶成

長によるグラフェンのナノ物性制御 
2011 

池田 正二 3,640 4,200 
極微細スピントロニクスデバイス形成技

術の開発 
2011 

挑戦的萌芽研究 

庭野 道夫 910 3,200 
自立型脂質二分子膜に基づくシグナル

チャネル操作法の開発 
2010 

上原 洋一 4,160 3,700 
原子位置分解能を有するテラヘルツ光

分光 
2011 

石黒 章夫 1,820 2,800 
ダイナミックテンセグリティから探る個体

発生的時間スケールの構造適応様式 
2011 

若手研究（Ｂ） 

本多 明生 1,040 2,800 

日常生活における防犯心理：犯罪被害

回避方略尺度の開発と防犯教育効果の

実証的研究 

2008 

夏井 雅典 1,170 3,300 
製造ばらつきフリー高信頼多値 VLSI の

系統的設計法の構築 
2009 

単位：千円 

研究種目 氏  名 
2011 年度 
交付金額 

補助金総額 研  究  課  題  名 採択年度 

若手研究（Ｂ） 

 平永 良臣 1,560 3,400 
次世代超高密度記録デバイスのための非線形

誘電率顕微鏡による強誘電体薄膜のナノ計測 
2009 

北形  元 1,040 3,200 

多様なセキュリティレベルを包括するユ

ーザー・サイト認証法に関する基礎的研

究 

2010 

徳永 留美 910 3,100 

背景色と証明色の変化に伴う液体の色

知覚変化についての包括的測定とモデ

ル化 

2010 

三浦 良雄 2,080 3,200 

強磁性体／半導体界面における結晶

磁気異方性電界効果に関する理論研

究 

2010 

加納 剛史 2,470 3,100 

這行様ロコモーションに内在する位相・

筋緊張が連関した自律分散制御則の解

明 

2010 

高橋 秀幸 3,510 3,400 

グリーン・ユビキタス環境において高齢

者を支援するデータ統合制御技術の基

礎的研究 

2011 

高嶋 和毅 2,600 3,400 

対人コミュニケーションにおける自走式

椅子・机を用いた空間行動の誘導と対

話支援 

2011 

片野 諭 2,340 3,600 
カーボンナノチューブのナノ構造制御と

局所発光物性 
2011 

佐藤 昭 1,430 3,300 

グラフェン内テラヘルツプラズモンの理

論解析とそのテラヘルツ波素子への応

用 

2011 

大脇 大 2,340 3,400 
柔軟な足裏の変形から生み出される感

覚運動協調に基づく動歩行制御 
2011 

研究活動スタ

ート支援 青沼 有紀 1,105 1,950 
赤外分光を用いた骨系細胞の力学応

答現象計測 
2010 

※基金分については 2011 年度請求金額を記載 
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２．その他の外部資金

金額単位：千円

項目 件数 金額

民間との共同研究 48 115,889

受託研究 37 683,243

奨学寄付金 22 51,418

１．２ 非常勤研究員経費 
 
 
                                   単位：千円 

事     項 実  績  額 備    考 

非常勤研究員経費 ３８，３１９ 受入人数   ８名 
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第２章 研究・学会活動状況 
 
 

２．１ 国際活動 
 

区   分 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 合 計 
海外派遣状況 

（人数） 
１５７ １３４ １７０ ２１９ ２８７ ９６７ 

国際的研究集会・学会等で

の招待講演者数 （人数） 
７４ ７６ １１２ ９７ ７９ ４３８ 

国際共同研究の実施状況

（件数） 
３３ ４１ ３９ ３６ ３１ １８０ 

外国人研究

者の来訪状

況（人数） 

１か月以上

滞在 
３ ４ ３ ０ ５ １５ 

１週間以上 
１か月未満 

５ ８ ７ ６ ２３ ４９ 

外国人客員研究員の 
受入状況（人数） 

３ １ ２ ０ ０ ６ 

外国人教員の受入状況 
[客員教授・客員准教授] 

（人数） 
２ ５ １０ ７ ５ ２９ 

 

２．２ 発表論文数 
 

区   分 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 合 計 

掲載された論文数 
学 会 誌 １６３ １８９ １９２ １９０ １７２ ９０６ 
国際会議議事録等 ２６６ ２５６ ２３９ ２３６ ２０５ １，２０２ 
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国内学会

学　会　名 役　職　名 任　　期 氏　名
映像情報メディア学会 名誉会員 1 － 中村　慶久
日本磁気学会 名誉会員 1 2006.5～現在 中村　慶久
日本音響学会 会長 2 2005.5～2007.5 鈴木　陽一
日本視覚学会 会長 2 2007～2012 塩入　　諭
情報処理学会 会長 2 2009～2011 白鳥　則郎
日本神経回路学会 理事 3 2011～現在 庭野　道夫
エレクトロニクス実装学会 理事 3 2010～2011 末松　憲治
応用物理学会 常任理事 4 2011～ 末光　眞希
日本音響学会 理事 4 2001～現在 鈴木　陽一
日本騒音制御工学会 理事 4 2000.5～2008.5 鈴木　陽一
電子情報通信学会エレクトロニク
スソサイエティ

3 2012～2013 八坂　　洋

日本騒音制御工学会 評議員 6 2010.5～現在 鈴木　陽一
日本表面科学会 理事 4 2006～2009 玉田　　薫
日本表面科学会 理事 3 2010～2011 庭野　道夫
日本神経回路学会 理事 4 2009～現在 中島　康治
電気学会 理事 4 2010～現在 中島　康治
日本磁気学会 理事 4 2009～現在 村岡　裕明
電子情報通信学会 理事 4 2009～2010 中沢　正隆
エレクトロニクス実装学会 理事 4 2010～現在 末松　憲治
日本バーチャルリアリティ学会 理事 4 2008～現在 北村　喜文
応用物理学会有機分子バイオエレ
クトロニクス分科会

副幹事長 5 2010～2011 玉田　　薫

レーザー学会 評議員 6 2003.6～現在 伊藤　弘昌
応用物理学会 評議員 6 1999～2007 伊藤　弘昌
応用物理学会 評議員 6 2008～現在 庭野　道夫
日本表面科学会 評議員 6 2001～現在 庭野　道夫
日本表面科学会 評議員 6 2010～現在 庭野　道夫
日本磁気学会 評議員 6 2007～現在 石山　和志
日本バーチャルリアリティ学会 評議員 6 2006.4～現在 鈴木　陽一

日本騒音制御工学会 評議員 6 2010.5～現在 鈴木　陽一

日本物理学会 評議員 6 2009～現在 庭野　道夫

日本ソフトウェア科学会 評議員 6 2004～現在 大堀　　淳

プラズマ核融合学会 評議員 6 2006～2008 犬竹　正明

日本音響学会 評議員 6 2008～現在 岩谷　幸雄

日本音響学会 評議員 6 2011～現在 坂本　修一

ヒューマンインターフェース学会 評議員 6 2007～現在 北村　喜文

映像情報メディア学会 評議員 6 2005.4～2007.6 沼澤　潤二

映像情報メディア学会 諮問評議委員 7 2007～現在 青木　輝勝

副会長（編集出版担当）

２．３　学会役員一覧（2007～2011年度） 国際学会

任　　期 氏　名

1999.6～現在 羽生　貴弘

2006～2007 水野　皓司

2006～2007 中沢　正隆

IEEE Sendai Section 2010～2011 白鳥　則郎

2011～現在 村岡　裕明

Board of
Director at
large

Administra
tion
Committee

Chair，
IOC

Vice Chair,
Technical
Committee
on
Multiple-
Valued

Chair

Secretary

Chair

役　職　名

Distinguis
hed

Lecturer

(International Conference on Infrared and
Millimeterwaves-THz Electronics)

中沢　正隆

2009.1～12 大野　英男

IRMMW-THz
2006～2008

学　会　名

IEEE Computer Society

2007～

水野　皓司

IEEE Magnetic Society

IEEE Sendai Section

IEEE Sendai Section

IEEE Magnetic Society

Optical Society of America
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２．４ 外国の大学等との学術交流協定締結一覧 
 

１．部局間協定 

代表者 

協 定 校 

協定締結 
年 月 日 研究課題 

協定の主な内容 
更 
 

新 
 

状 
 

況 

国名 研究機関名 

学

生

の

交

流 

刊

行

物

の

交

換 

研

究

指

導 

共

同

研

究

の

実

施 

教

員

等

の

交

流 

教授 
津屋 昇 

ポーラン

ド 

ポーランド 
科学アカデミー 
物理研究所 

1976.8.3 
磁性体における磁性弾

性結合に関する研究 

 ○ ○ ○ ○ 継

続 

教授 
沢田康次 アメリカ 

シカゴ大学 
ジェームス･フランク 
研究所 

1987.4.27 カオスと乱流 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
曽根敏夫 タイ チュラロンコン大学 

理学部 1987.4.28 

都市騒音の実態と住民

への影響に関する計測

と評価の国際比較によ

る研究 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 中国 ハルピン工業大学 

計算機科学工程系 1987.6.15 
計算機ネットワーク構

築に関する研究 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
水野皓司 イギリス 

ロンドン大学 
クイーンメアリー・ウ

ェストフィールドカ

レッジ 

1990.4.3 
サブミリメートル波の

測定に関する研究 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 中国 深圳大学科研処 1987.6.15 

計算機ネットワーク構

築に関する研究 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 韓国 成均館大学 

情報通信技術研究所 1995.9.13 
ユーザインタフェース

とエージェントの知的

化 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 オランダ 

トウェンテ大学 
応用物理学部 
材料科学研究所 

1998.1.27 
超伝導材料と電子素子

に関する研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 ロシア 

ロシア科学アカデミ

ー通信電子工学研究

所 
1998.2.23 

超伝電子通信デバイス

の研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 中国 南京大学 

電子科学技術系 1998.4.16 
超伝導ミリ波･サブミ

リ波デバイスの研究 
○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
中島康治 韓国 大邱大学校 

情報通信工学部 1998.11.6 
ニューラルネットワー

クと知的情報処理に関

する研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
室田淳一 ドイツ ア イ エ イ チ ピ ー

（IHP） 2000.1.22 
IV 族半導体極限へテロ

構造形成プロセスに関

する研究 

 ○  ○ ○ 継

続 

教授 
室田淳一 フランス 

国立科学研究所 
マルセイユナノサイ

エンス学際センター 
2005.10.24 

半導体表面・界面制御

結晶成長の基礎と応用

の研究 

 ○  ○ ○ 継

続 

教授 
大野英男 中国 中国科学院 

半導体研究所 2007.4.12 
半導体と半導体素子お

よびスピントロニクス

の基礎と応用の研究 

 ○  ○ ○ 継

続 

教授 
加藤修三 アメリカ 

ラトガース大学 
ワイヤレスネット 
ワーク研究所 
（WINLAB） 

2009.12.9 
超高速屋内ブロードバ

ンド無線通信システム

の研究 

○   ○ ○ 継

続 

教授 
室田淳一 スペイン ビゴ大学 2011.2.25 

電気通信研究所附属ナ

ノ・スピン実験施設を

ナノエレクトロニクス

国際共同拠点としてい

く 

○ ○  ○ ○ 継

続 

教授 
室田淳一 アメリカ ニューヨーク州立大

学 2011.9.30 

電気通信研究所附属ナ

ノ・スピン実験施設を

ナノエレクトロニクス

国際共同拠点としてい

く 

○ ○    継

続 
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協定締結 
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学

生

・

教

職

員

交

流 

国

際

貢

献 

地

域

連

携 

そ

の

他 

教授 
大野英男 アメリカ カリフォルニア大学 

サンタバーバラ校 1990.3.15 

ナノエレクトロニク

ス・スピントロニクス

分野および先端材料分

野において国際共同研

究を推進する 

○ ○    継

続 

教授 
白鳥則郎 タイ キングモンクット工

科大学 ラカバン校 2004.4.15 
共同教育プログラムの

推進、学生交流及び共

同研究の推進 

○ ○    継

続 

教授 
村岡裕明 イギリス ヨーク大学 2004.6.7 

文化、教育及び科学技

術上の交流の促進 
○ ○ ○   継

続 

教授 
伊藤弘昌 ドイツ ドレスデン工科大学 2006.6.26 

共同研究を促進し、学

生・教職員の交流を活

発に行う 

○ ○    継

続 

教授 
室田淳一 ドイツ ベルリン工科大学 2009.8.26 

共同研究を促進し、学

生・教職員の交流を積

極的に行う 

○ ○ ○   継

続 

教授 
白鳥則郎 
鈴木陽一 

台湾 国立清華大学 2009.12.2 
毎年数名の教員・学生

の相互訪問により、共

同研究を促進する 

○ ○    継

続 

教授 
白鳥則郎 フランス コンピエンヌ工科大

学 2010.3.15 
共同研究を活性化さ

せ、研究者交流と学生

交流を活発に実施する 

○ ○    継

続 

２．４ 外国の大学等との学術交流協定締結一覧 
 

１．部局間協定 

代表者 

協 定 校 

協定締結 
年 月 日 研究課題 

協定の主な内容 
更 
 
新 
 
状 
 
況 

国名 研究機関名 

学

生

の

交

流 

刊

行

物

の

交

換 

研

究

指

導 

共

同

研

究

の

実

施 

教

員

等

の

交

流 

教授 
津屋 昇 

ポーラン

ド 

ポーランド 
科学アカデミー 
物理研究所 

1976.8.3 
磁性体における磁性弾

性結合に関する研究 

 ○ ○ ○ ○ 継

続 

教授 
沢田康次 アメリカ 

シカゴ大学 
ジェームス･フランク 
研究所 

1987.4.27 カオスと乱流 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
曽根敏夫 タイ チュラロンコン大学 

理学部 1987.4.28 

都市騒音の実態と住民

への影響に関する計測

と評価の国際比較によ

る研究 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 中国 ハルピン工業大学 

計算機科学工程系 1987.6.15 
計算機ネットワーク構

築に関する研究 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
水野皓司 イギリス 

ロンドン大学 
クイーンメアリー・ウ

ェストフィールドカ

レッジ 

1990.4.3 
サブミリメートル波の

測定に関する研究 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 中国 深圳大学科研処 1987.6.15 

計算機ネットワーク構

築に関する研究 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 韓国 成均館大学 

情報通信技術研究所 1995.9.13 
ユーザインタフェース

とエージェントの知的

化 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 オランダ 

トウェンテ大学 
応用物理学部 
材料科学研究所 

1998.1.27 
超伝導材料と電子素子

に関する研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 ロシア 

ロシア科学アカデミ

ー通信電子工学研究

所 
1998.2.23 

超伝電子通信デバイス

の研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 中国 南京大学 

電子科学技術系 1998.4.16 
超伝導ミリ波･サブミ

リ波デバイスの研究 
○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
中島康治 韓国 大邱大学校 

情報通信工学部 1998.11.6 
ニューラルネットワー

クと知的情報処理に関

する研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
室田淳一 ドイツ ア イ エ イ チ ピ ー

（IHP） 2000.1.22 
IV 族半導体極限へテロ

構造形成プロセスに関

する研究 

 ○  ○ ○ 継

続 

教授 
室田淳一 フランス 

国立科学研究所 
マルセイユナノサイ

エンス学際センター 
2005.10.24 

半導体表面・界面制御

結晶成長の基礎と応用

の研究 

 ○  ○ ○ 継

続 

研究・学会活動状況

394

電気通信-9章-五[389-420].indd   394 2012/09/20   11:21:12
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１．部局間協定 

代表者 

協 定 校 

協定締結 
年 月 日 研究課題 

協定の主な内容 
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新 
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況 

国名 研究機関名 

学

生

の

交

流 

刊

行

物

の

交

換 

研

究

指

導 

共

同

研

究

の

実

施 

教

員

等

の

交

流 

教授 
津屋 昇 

ポーラン

ド 

ポーランド 
科学アカデミー 
物理研究所 

1976.8.3 
磁性体における磁性弾

性結合に関する研究 

 ○ ○ ○ ○ 継

続 

教授 
沢田康次 アメリカ 

シカゴ大学 
ジェームス･フランク 
研究所 

1987.4.27 カオスと乱流 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
曽根敏夫 タイ チュラロンコン大学 

理学部 1987.4.28 

都市騒音の実態と住民

への影響に関する計測

と評価の国際比較によ

る研究 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 中国 ハルピン工業大学 

計算機科学工程系 1987.6.15 
計算機ネットワーク構

築に関する研究 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
水野皓司 イギリス 

ロンドン大学 
クイーンメアリー・ウ

ェストフィールドカ

レッジ 

1990.4.3 
サブミリメートル波の

測定に関する研究 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 中国 深圳大学科研処 1987.6.15 

計算機ネットワーク構

築に関する研究 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 韓国 成均館大学 

情報通信技術研究所 1995.9.13 
ユーザインタフェース

とエージェントの知的

化 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 オランダ 

トウェンテ大学 
応用物理学部 
材料科学研究所 

1998.1.27 
超伝導材料と電子素子

に関する研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 ロシア 

ロシア科学アカデミ

ー通信電子工学研究

所 
1998.2.23 

超伝電子通信デバイス

の研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 中国 南京大学 

電子科学技術系 1998.4.16 
超伝導ミリ波･サブミ

リ波デバイスの研究 
○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
中島康治 韓国 大邱大学校 

情報通信工学部 1998.11.6 
ニューラルネットワー

クと知的情報処理に関

する研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
室田淳一 ドイツ ア イ エ イ チ ピ ー

（IHP） 2000.1.22 
IV 族半導体極限へテロ

構造形成プロセスに関

する研究 

 ○  ○ ○ 継

続 

教授 
室田淳一 フランス 

国立科学研究所 
マルセイユナノサイ

エンス学際センター 
2005.10.24 

半導体表面・界面制御

結晶成長の基礎と応用

の研究 

 ○  ○ ○ 継

続 

教授 
大野英男 中国 中国科学院 

半導体研究所 2007.4.12 
半導体と半導体素子お

よびスピントロニクス

の基礎と応用の研究 

 ○  ○ ○ 継

続 

教授 
加藤修三 アメリカ 

ラトガース大学 
ワイヤレスネット 
ワーク研究所 
（WINLAB） 

2009.12.9 
超高速屋内ブロードバ

ンド無線通信システム

の研究 

○   ○ ○ 継

続 

教授 
室田淳一 スペイン ビゴ大学 2011.2.25 

電気通信研究所附属ナ

ノ・スピン実験施設を

ナノエレクトロニクス

国際共同拠点としてい

く 

○ ○  ○ ○ 継

続 

教授 
室田淳一 アメリカ ニューヨーク州立大

学 2011.9.30 

電気通信研究所附属ナ

ノ・スピン実験施設を

ナノエレクトロニクス

国際共同拠点としてい

く 

○ ○    継

続 

 
２．大学間協定 

代 表 者 
 

国 名 
 

協 定 校 
 

協定締結 
年 月 日 目標 

協定締結 
のねらい 

更 
 
新 
 
状 
 
況 

共

同

研

究

の

促

進 

学

生

・

教

職

員
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流 
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献 
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域
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そ

の

他 

教授 
大野英男 アメリカ カリフォルニア大学 

サンタバーバラ校 1990.3.15 

ナノエレクトロニク

ス・スピントロニクス

分野および先端材料分

野において国際共同研

究を推進する 

○ ○    継

続 

教授 
白鳥則郎 タイ キングモンクット工

科大学 ラカバン校 2004.4.15 
共同教育プログラムの

推進、学生交流及び共

同研究の推進 

○ ○    継

続 

教授 
村岡裕明 イギリス ヨーク大学 2004.6.7 

文化、教育及び科学技

術上の交流の促進 
○ ○ ○   継

続 

教授 
伊藤弘昌 ドイツ ドレスデン工科大学 2006.6.26 

共同研究を促進し、学

生・教職員の交流を活

発に行う 

○ ○    継

続 

教授 
室田淳一 ドイツ ベルリン工科大学 2009.8.26 

共同研究を促進し、学

生・教職員の交流を積

極的に行う 

○ ○ ○   継

続 

教授 
白鳥則郎 
鈴木陽一 

台湾 国立清華大学 2009.12.2 
毎年数名の教員・学生

の相互訪問により、共

同研究を促進する 

○ ○    継

続 

教授 
白鳥則郎 フランス コンピエンヌ工科大

学 2010.3.15 
共同研究を活性化さ

せ、研究者交流と学生

交流を活発に実施する 

○ ○    継

続 

２．４ 外国の大学等との学術交流協定締結一覧 
 

１．部局間協定 

代表者 

協 定 校 

協定締結 
年 月 日 研究課題 

協定の主な内容 
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新 
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国名 研究機関名 

学

生

の
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物

の

交
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研
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指
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共

同

研

究

の

実
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員

等

の

交

流 

教授 
津屋 昇 

ポーラン

ド 

ポーランド 
科学アカデミー 
物理研究所 

1976.8.3 
磁性体における磁性弾

性結合に関する研究 

 ○ ○ ○ ○ 継

続 

教授 
沢田康次 アメリカ 

シカゴ大学 
ジェームス･フランク 
研究所 

1987.4.27 カオスと乱流 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
曽根敏夫 タイ チュラロンコン大学 

理学部 1987.4.28 

都市騒音の実態と住民

への影響に関する計測

と評価の国際比較によ

る研究 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 中国 ハルピン工業大学 

計算機科学工程系 1987.6.15 
計算機ネットワーク構

築に関する研究 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
水野皓司 イギリス 

ロンドン大学 
クイーンメアリー・ウ

ェストフィールドカ

レッジ 

1990.4.3 
サブミリメートル波の

測定に関する研究 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 中国 深圳大学科研処 1987.6.15 

計算機ネットワーク構

築に関する研究 
 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
白鳥則郎 韓国 成均館大学 

情報通信技術研究所 1995.9.13 
ユーザインタフェース

とエージェントの知的

化 

 ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 オランダ 

トウェンテ大学 
応用物理学部 
材料科学研究所 

1998.1.27 
超伝導材料と電子素子

に関する研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 ロシア 

ロシア科学アカデミ

ー通信電子工学研究

所 
1998.2.23 

超伝電子通信デバイス

の研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
山下 努 中国 南京大学 

電子科学技術系 1998.4.16 
超伝導ミリ波･サブミ

リ波デバイスの研究 
○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
中島康治 韓国 大邱大学校 

情報通信工学部 1998.11.6 
ニューラルネットワー

クと知的情報処理に関

する研究 

○ ○  ○ ○ 失

効 

教授 
室田淳一 ドイツ ア イ エ イ チ ピ ー

（IHP） 2000.1.22 
IV 族半導体極限へテロ

構造形成プロセスに関

する研究 

 ○  ○ ○ 継

続 

教授 
室田淳一 フランス 

国立科学研究所 
マルセイユナノサイ

エンス学際センター 
2005.10.24 

半導体表面・界面制御

結晶成長の基礎と応用

の研究 

 ○  ○ ○ 継

続 
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教授 
大野英男 アメリカ ハーバード大学 2010.7.22 

共同研究を推進し、教

職員の交流を積極的に

行う 

○ ○    継

続 

教授 
大野英男 ドイツ カイザースラウテル

ン工科大学 2012.2.1 

・磁気工学・スピント

ロニクス分野において

国際共同研究を推進す

る 
・サマースクール等の

開催により学生・若手

研究者の交流を活発に

する 

○ ○    継

続 

教授 
大野英男 ドイツ ヨハネスグーテンベ

ルグ大学 2012.2.6 

・磁気工学・スピント

ロニクス分野において

国際共同研究を推進す

る 
・サマースクール等の

開催により学生・若手

研究者の交流を活発に

する 

○ ○    継

続 

 

２．５ 学振特別研究員及び研究所研究員 
 

日本学術振興会特別研究員 
氏名 任用期間 研究内容 

葛西 恵介 H21.4.1～H24.3.31 
高い周波数利用効率を有する大容量ＱＡＭコヒーレント光伝送に

関する研究 

和泉 諭  H21.4.1～H24.3.31 
ポスト・ユビキタス情報環境を目指した共生型知識処理基盤技術

に関する研究 

小野 真証  H21.4.1～H24.9.30 半導体における核スピンコヒーレンスの制御に関する研究 

稲垣 卓弘 H22.4.1～H24.3.31 
磁気光学効果による半導体量子井戸中の電子スピン状態トモグラ

フィ測定 

藪野 正裕 H22.4.1～H24.3.31 
超伝導転移端センサを用いた光子数識別器の開発とシュレーディ

ンガーの猫状態の生成 

金  性勲 H22.4.1～H24.3.31 機能性医療用マイクロロボットシステムの開発 

関  鵬宇 H22.4.1～H24.3.31 超高速光通信技術に関する研究 

柏瀬 啓起 H22.4.1～H24.3.31 定常的視覚誘発電位による視覚的注意の時空間特性の検討 

水沼 広太朗 H23.4.1～H26.3.31 垂直磁気異方性電極を用いた磁気トンネル接合に関する研究 

渡辺 隆之 H23.4.1～H26.3.31 
グラフェンの非平衡キャリアダイナミクスを利用した新原理テラ

ヘルツレーザの研究 
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教授 
大野英男 アメリカ ハーバード大学 2010.7.22 

共同研究を推進し、教

職員の交流を積極的に

行う 

○ ○    継

続 

教授 
大野英男 ドイツ カイザースラウテル

ン工科大学 2012.2.1 

・磁気工学・スピント

ロニクス分野において

国際共同研究を推進す

る 
・サマースクール等の

開催により学生・若手

研究者の交流を活発に

する 

○ ○    継

続 

教授 
大野英男 ドイツ ヨハネスグーテンベ

ルグ大学 2012.2.6 

・磁気工学・スピント

ロニクス分野において

国際共同研究を推進す

る 
・サマースクール等の

開催により学生・若手

研究者の交流を活発に

する 

○ ○    継

続 

 

２．５ 学振特別研究員及び研究所研究員 
 

日本学術振興会特別研究員 
氏名 任用期間 研究内容 

葛西 恵介 H21.4.1～H24.3.31 
高い周波数利用効率を有する大容量ＱＡＭコヒーレント光伝送に

関する研究 

和泉 諭  H21.4.1～H24.3.31 
ポスト・ユビキタス情報環境を目指した共生型知識処理基盤技術

に関する研究 

小野 真証  H21.4.1～H24.9.30 半導体における核スピンコヒーレンスの制御に関する研究 

稲垣 卓弘 H22.4.1～H24.3.31 
磁気光学効果による半導体量子井戸中の電子スピン状態トモグラ

フィ測定 

藪野 正裕 H22.4.1～H24.3.31 
超伝導転移端センサを用いた光子数識別器の開発とシュレーディ

ンガーの猫状態の生成 

金  性勲 H22.4.1～H24.3.31 機能性医療用マイクロロボットシステムの開発 

関  鵬宇 H22.4.1～H24.3.31 超高速光通信技術に関する研究 

柏瀬 啓起 H22.4.1～H24.3.31 定常的視覚誘発電位による視覚的注意の時空間特性の検討 

水沼 広太朗 H23.4.1～H26.3.31 垂直磁気異方性電極を用いた磁気トンネル接合に関する研究 

渡辺 隆之 H23.4.1～H26.3.31 
グラフェンの非平衡キャリアダイナミクスを利用した新原理テラ

ヘルツレーザの研究 
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教育研究支援者  
 

氏名 任用期間 研究内容 

犬竹 正明 H23.4.1～H24.3.31 
「リアルタイム画像処理合成開口レーダーの実用化に関する技

術開発」に関する研究 

多田 順次 H23.4.1～H24.3.31 

次世代のグローバル・ユビキタス情報通信技術の開発を推進す

るため、ハード・ソフト両面の研究を融合し、システム化を図

る 

目黒 敏靖 H23.4.1～H24.3.31 
電子ビーム露光によるレジスト等有機材料の高精度・極微細パ

ターン形成 

千葉 洋平 H23.4.1～H23.11.30 ナノヘテロプロセスに関する研究 

坪内 和夫 H23.4.1～H24.3.31 
JST CREST「ディペンダブルワイヤレスシステム・デバイスの開

発」プログラムに関する研究統括 

Johan Leif Arne 

SVEHOLM 
H23.4.1～H24.3.31 

やわらかい情報処理の概念に基づくネットワークシステムの高

度な保守・管理・運用に関する研究開発 

HAAPOLA JUSSI 

PEKKA 
H23.4.1～H24.5.31 

「ミリ波センサシステムの開発」に関する研究補助 

RAHMAN 

MOHAMMAD 

MAKSUDUR 

H23.4.1～H24.3.31 

有機系太陽電池に関する研究 

西村 容太郎 H23.4.1～H24.3.31 震災復興のためナノスピン実験施設復興プロジェクト 

BOUBANGA 

TOMBET 

STEPHANE 

ALBON 

H23.5.1～H23.9.30 

東北大学重点戦略支援プログラム「将来の大学間協定を見据え

た東北大学電気通信研究所-MIT電子工学研究所国際共同プログ

ラム（RIEC-RLE Project）」に関する研究補助 

 
外国人研究員 

 
氏名 任用期間 研究内容 

SUBRAMANIAN SRIRAM H23.6.15～H23.7.31 スピントロニクス素子とその応用に関する研究 

FILIMONOV SERGEY H23.10.3～H23.11.30 超低圧ＣＶＤによる Si上 SiC成長の理論的研究 

DAS INDRANIL H23.10.27～H23.12.26 スピントロニクスデバイスの電気的制御に関する研究 

CABRERA DENSIL ANDREW H24.1.1～H24.2.5 
高次アンビソニック法を用いた音声の室内音響レンダ

リングシミュレーションに関する研究 

SHKLYAEV ALEXANDER 

ANDREEVITCH 
H24.1.4～H24.2.29 Ⅳ族半導体原子制御プロセスに関する研究 

 

単位：人 

博士課程
後期

４６ （９） ４７ （１２） ５２ （１７） ４１ （１７） ４５ （１７） ２３１ （７２）

博士課程
前期

１２１（１０）１２７ （８） １３３ （６） １４６（１７）１５１（２４） ６７８ （６５）

３ （１） ８ （７） １７ （１５） １７ （１５） １０ （７） ５５ （４５）

- （-） - （-） - （-） ０ （０） ２ （２） ２ （２）

　

2009年度 2010年度 2011年度

大学院生

５ ７ １１ １１ ９

2007年度

２．６　特別研究員・大学院生等受入状況

2008年度

研究所等研究生

特別研究員 ４３

（　）の数は留学生で内数

合　計

特別訪問研修生
（2010.10.5～）
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教育研究支援者  
 

氏名 任用期間 研究内容 

犬竹 正明 H23.4.1～H24.3.31 
「リアルタイム画像処理合成開口レーダーの実用化に関する技

術開発」に関する研究 

多田 順次 H23.4.1～H24.3.31 

次世代のグローバル・ユビキタス情報通信技術の開発を推進す

るため、ハード・ソフト両面の研究を融合し、システム化を図

る 

目黒 敏靖 H23.4.1～H24.3.31 
電子ビーム露光によるレジスト等有機材料の高精度・極微細パ

ターン形成 

千葉 洋平 H23.4.1～H23.11.30 ナノヘテロプロセスに関する研究 

坪内 和夫 H23.4.1～H24.3.31 
JST CREST「ディペンダブルワイヤレスシステム・デバイスの開

発」プログラムに関する研究統括 

Johan Leif Arne 

SVEHOLM 
H23.4.1～H24.3.31 

やわらかい情報処理の概念に基づくネットワークシステムの高

度な保守・管理・運用に関する研究開発 

HAAPOLA JUSSI 

PEKKA 
H23.4.1～H24.5.31 

「ミリ波センサシステムの開発」に関する研究補助 

RAHMAN 

MOHAMMAD 

MAKSUDUR 

H23.4.1～H24.3.31 

有機系太陽電池に関する研究 

西村 容太郎 H23.4.1～H24.3.31 震災復興のためナノスピン実験施設復興プロジェクト 

BOUBANGA 

TOMBET 

STEPHANE 

ALBON 

H23.5.1～H23.9.30 

東北大学重点戦略支援プログラム「将来の大学間協定を見据え

た東北大学電気通信研究所-MIT電子工学研究所国際共同プログ

ラム（RIEC-RLE Project）」に関する研究補助 

 
外国人研究員 

 
氏名 任用期間 研究内容 

SUBRAMANIAN SRIRAM H23.6.15～H23.7.31 スピントロニクス素子とその応用に関する研究 

FILIMONOV SERGEY H23.10.3～H23.11.30 超低圧ＣＶＤによる Si上 SiC成長の理論的研究 

DAS INDRANIL H23.10.27～H23.12.26 スピントロニクスデバイスの電気的制御に関する研究 

CABRERA DENSIL ANDREW H24.1.1～H24.2.5 
高次アンビソニック法を用いた音声の室内音響レンダ

リングシミュレーションに関する研究 

SHKLYAEV ALEXANDER 

ANDREEVITCH 
H24.1.4～H24.2.29 Ⅳ族半導体原子制御プロセスに関する研究 

 

単位：人 

博士課程
後期

４６ （９） ４７ （１２） ５２ （１７） ４１ （１７） ４５ （１７） ２３１ （７２）

博士課程
前期

１２１（１０）１２７ （８） １３３ （６） １４６（１７）１５１（２４） ６７８ （６５）

３ （１） ８ （７） １７ （１５） １７ （１５） １０ （７） ５５ （４５）

- （-） - （-） - （-） ０ （０） ２ （２） ２ （２）

　

2009年度 2010年度 2011年度

大学院生

５ ７ １１ １１ ９

2007年度

２．６　特別研究員・大学院生等受入状況

2008年度

研究所等研究生

特別研究員 ４３

（　）の数は留学生で内数

合　計

特別訪問研修生
（2010.10.5～）
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２．７ 広報活動と情報公開 
 
開催行事 

1. 電気通信研究所国際シンポジウム           2011 年 10月 17日(月)～20日(木) 

「第１２回国際多感覚研究フォーラム」 

12th International Multisensory Research Forum (IMRF2011) 

2. 電気通信研究所国際シンポジウム             2012年 2月 2日(木)～3日（金） 

「第８回 RIEC スピントロニクス国際ワークショップ」 

The 8th RIEC International Workshop on Spintronics  
3. 電気通信研究所国際シンポジウム           2012年 3月 8日(木) 

「メディカル・バイオ・ナノエレクトロニクス第 6 回国際シンポジウム」 

The Sixth International Symposium on Medical, Bio- and Nano-Electronics 

4. 電気通信研究所国際シンポジウム          2012年 3月 21日（水）～22日（木） 

「第３回ナノ構造とナノエレクトロニクスに関する国際ワークショップ」 

3rd International Workshop on Nanostructures & Nanoelectronics 

5. 電気通信研究所工学研究会                随時 

6. 電気通信研究所産学官フォーラム             2011年 11月 18日（金） 

7. 電気通信研究所共同プロジェクト研究発表会        2012年 3月 2日（金） 

 
 

出版物 

1. 電気通信研究所要覧（和文・英文）            年 1回発行 

2. 電気通信研究所研究活動報告（和文･英文）         年 1回発行 
3. 東北大学電通談話会記録                 年 2回発行 

4. ナノ・スピン実験施設研究報告書             年 1回発行 

5. 電気通信研究所ニュースレター（RIEC NEWS）       年 3回発行 

 
その他 

1. 電気通信研究所ホームページ                 公開中 
2. 電気通信研究所総覧 Web公開                 公開中 

3. 電気通信研究所教授会議事録 Web 公開             公開中 

 

 

  

第３章 論文題目 

３．１ 修士論文題目 
電気・通信工学専攻 

   
題     目 著者 指導教員 

MTJ素子を用いた完全並列形高密度不揮発 TCAMの構成に関する研究 勝俣 翠 羽生 貴弘 

制御情報共有化に基づく非同期細粒度パワーゲーティング技術とそ

の応用に関する研究 
河野 宇朗 羽生 貴弘 

「反射体を用いたミリ波屋内通信接続性改善に関する研究」 高橋 俊也 加藤 修三 

脚式ロコモーションにおける脚内協調を実現する自律分散制御則に

関する研究 
糸澤 祐太 石黒 章夫 

足部の変形から生み出される表在感覚情報を活用した適応的二脚動

歩行制御に関する研究 
久保 翔達 石黒 章夫 

身体の力学的特性を活用した脚間協調に基づく四脚ロボットの歩容

遷移 
長澤 昂 石黒 章夫 

流体力学的相互作用を活用した群ロボットの自己組織的群れ形成に

関する研究 
藤原 亮 石黒 章夫 

ミミズの這行様ロコモーションに内在する自律分散制御則に関する

研究 
八重樫 和之 石黒 章夫 

光入力による生体由来筋細胞の駆動制御に関する研究 八幡 慎太郎 石黒 章夫 

Anisotropy Control Methods Based on Inverse-Magnetiostriction 

(逆磁歪効果を利用した異方性制御手法) 
SHIN JAE WON 石山 和志 

Wireless pressure sensing using magnetic data transmission (磁

気伝送によるワイヤレス圧力計測) 

ZHANG FANG 

YONG 
石山 和志 

狭トラック垂直記録におけるトラック端記録分解能の研究 小熊 実 村岡 裕明 

ストレージシステムのファイルアクセス高速化に関する研究 黒川 大樹 村岡 裕明 

ビットパターン媒体の記録再生特性の測定法に関する研究 白幡 一樹 村岡 裕明 

垂直磁気記録における記録磁化転移幅に関する研究 津嶋 宏志 村岡 裕明 

Research on Nyquist Optical Pulse Transmission （光ナイキスト

パルス伝送に関する研究） 
阮 蓬 中沢 正隆 

超多値 QAMコヒーレント光伝送に関する研究 小泉 雄貴 中沢 正隆 

C2H2周波数安定化 Cs光原子時計に関する研究 鈴木 文崇 中沢 正隆 

フェムト秒光パルスを用いた超高速光伝送に関する研究 冨山 祐太朗 中沢 正隆 

コヒーレント光伝送におけるデジタル信号処理の高度化に関する研

究 
豊田 和志 中沢 正隆 

CNT可飽和吸収体によるフェムト秒ファイバレーザに関する研究 堀 雄一郎 中沢 正隆 
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２．７ 広報活動と情報公開 
 
開催行事 

1. 電気通信研究所国際シンポジウム           2011 年 10月 17日(月)～20日(木) 

「第１２回国際多感覚研究フォーラム」 

12th International Multisensory Research Forum (IMRF2011) 

2. 電気通信研究所国際シンポジウム             2012年 2月 2日(木)～3日（金） 

「第８回 RIEC スピントロニクス国際ワークショップ」 

The 8th RIEC International Workshop on Spintronics  
3. 電気通信研究所国際シンポジウム           2012 年 3月 8日(木) 

「メディカル・バイオ・ナノエレクトロニクス第 6 回国際シンポジウム」 

The Sixth International Symposium on Medical, Bio- and Nano-Electronics 

4. 電気通信研究所国際シンポジウム          2012年 3月 21日（水）～22日（木） 

「第３回ナノ構造とナノエレクトロニクスに関する国際ワークショップ」 

3rd International Workshop on Nanostructures & Nanoelectronics 

5. 電気通信研究所工学研究会                随時 

6. 電気通信研究所産学官フォーラム             2011年 11月 18日（金） 

7. 電気通信研究所共同プロジェクト研究発表会        2012年 3 月 2日（金） 

 
 

出版物 

1. 電気通信研究所要覧（和文・英文）            年 1回発行 

2. 電気通信研究所研究活動報告（和文･英文）         年 1回発行 
3. 東北大学電通談話会記録                 年 2回発行 

4. ナノ・スピン実験施設研究報告書             年 1回発行 

5. 電気通信研究所ニュースレター（RIEC NEWS）       年 3回発行 

 
その他 

1. 電気通信研究所ホームページ                 公開中 
2. 電気通信研究所総覧 Web 公開                 公開中 

3. 電気通信研究所教授会議事録 Web 公開             公開中 

 

 

  

第３章 論文題目 

３．１ 修士論文題目 
電気・通信工学専攻 

   
題     目 著者 指導教員 

MTJ素子を用いた完全並列形高密度不揮発 TCAMの構成に関する研究 勝俣 翠 羽生 貴弘 

制御情報共有化に基づく非同期細粒度パワーゲーティング技術とそ

の応用に関する研究 
河野 宇朗 羽生 貴弘 

「反射体を用いたミリ波屋内通信接続性改善に関する研究」 高橋 俊也 加藤 修三 
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足部の変形から生み出される表在感覚情報を活用した適応的二脚動
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久保 翔達 石黒 章夫 

身体の力学的特性を活用した脚間協調に基づく四脚ロボットの歩容
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長澤 昂 石黒 章夫 
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SHIN JAE WON 石山 和志 
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ZHANG FANG 

YONG 
石山 和志 
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ストレージシステムのファイルアクセス高速化に関する研究 黒川 大樹 村岡 裕明 
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コヒーレント光伝送におけるデジタル信号処理の高度化に関する研
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CNT 可飽和吸収体によるフェムト秒ファイバレーザに関する研究 堀 雄一郎 中沢 正隆 
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題     目 著者 指導教員 

窒化物半導体によるミリ波用高電子移動度トランジスタの高性能化

に関する研究 
鹿野 優毅 尾辻 泰一 

プラズモン共鳴を利用したテラヘルツ電磁波発生・検出とそのイメ

ージング応用に関する研究 
谷本 雄大 尾辻 泰一 

InGaAs チャネル高電子移動度トランジスタ高速化のためのプロセ

ス技術に関する研究 
吉田 智洋 尾辻 泰一 

Broadband Low Noise Amplifier Design in Scaled CMOS Technology 

(微細 CMOSテクノロジによる広帯域低雑音増幅器の設計) 

ベン・ 

パトリック 
桝井 昇一 

微細 CMOSテクノロジにおけるアナログ回路設計の研究 楊 穎 桝井 昇一 

ディペンダブル無線通信端末用ミリ波Ｓｉ－ＣＭＯＳ受信フロント

エンドの研究 
五明 克規 末松 憲治 

広域無線通信用シングルキャリア／マルチキャリアハイブリッドシ

ステムの研究 
三宅 裕士 末松 憲治 

    
電子工学専攻 

   
題     目 著者 指導教員 

デジタルミラーデバイスを用いた化学イメージングシステムの開発 鴫原 教子 吉信 達夫 

化学イメージセンサを用いた微小流路内のイオン濃度プロファイル

測定 
市村 裕貴 吉信 達夫 

LAPS-微小流路システムにおける反応制御に関する研究 平山 裕介 吉信 達夫 

スタンドアロン型化学イメージングシステムの開発とその応用 松尾 顕 吉信 達夫 

シリコン細線マイクロリング共振器を用いた光子対発生 加藤 拓己 枝松 圭一 

高密度半導体量子ドットにおける単一励起子状態の観測および制御 関 圭介 枝松 圭一 

Cavity Design for One-Dimensional Interaction between Photons 

and a Solid-State Electronic System （光子と固体電子系との一

次元相互作用のための共振器の設計） 

陳 浩 枝松 圭一 

高度歪Ⅳ族半導体ヘテロ量子構造デバイスに関する研究 金澤 隼人 室田 淳一 

CVD 原子層成長による高度歪Ⅳ族半導体の形成に関する研究 菊地 登茂平 室田 淳一 

プラズマによる高度歪Ⅳ族半導体ヘテロ構造の形成に関する研究 田丸 直樹 室田 淳一 

有限差分時間領域法による走査トンネル顕微鏡発光の解析 飯田 航 上原 洋一 

CoFeB/MgO 積層構造の磁気異方性に関する研究 小泉 遼平 大野 英男 

InAs/AlSb 量子カスケードレーザにおける磁場中の発振特性に関す

る研究 
佐藤 啓貴 大野 英男 

強磁性半導体中の磁壁運動による起電力生成に関する研究 鈴木 淳士 大野 英男 

金・銀ナノ粒子混合 2次元膜の局在表面プラズモン共鳴波長チュー

ニング 
今津 圭介 庭野 道夫 

水クラスターイオンの表面吸着・脱離過程に関する研究 岡田 健太 庭野 道夫 

 

  

題     目 著者 指導教員 

酸化チタンナノチューブを用いたガスセンサに関する研究 木村 昭太 庭野 道夫 

鉄窒化物電極トンネル磁気抵抗素子の伝導特性に関する理論研究 永田 絵梨子 白井 正文 

垂直磁気トンネル接合における界面磁気異方性に関する理論研究 森 大樹 白井 正文 

外部信号光注入による半導体レーザ光源高速制御の研究 石原 啓樹 八坂 洋 

半導体マッハツェンダ変調器を用いた波長可変周波数コムブロック

発生光源の研究 
人見 晃太郎 八坂 洋 

有機シランによる立方晶 SiC薄膜成長とエピタキシャルグラフェン

形成に関する研究 
今泉 京 末光 眞希 

パルス電界大気圧プラズマ CVDの Si薄膜トップゲート型 TFT応用に

関する研究 
植澤 裕史 末光 眞希 

グラフェン FETのゲート絶縁膜に関する研究 全 春日 末光 眞希 

シリコンウエハ上エピタキシャルグラフェン成膜に関する研究 陳 飛 末光 眞希 

    
情報基礎科学専攻 

   
題     目 著者 指導教員 

名目書き換えに基づく高階定理自動証明 鈴木 聖耶 外山 芳人 

永続性に基づく合流性判定法 鈴木 翼 外山 芳人 

減少ダイアグラム法に基づく可換性判定法 的場 正樹 外山 芳人 

能動的情報資源の協調による多地点トラフィック計測に関する研究 佐野 一樹 木下 哲男 

能動的情報資源のためのメタ情報獲得に関する研究 丹治 直幸 木下 哲男 

能動的情報資源に基づくネットワーク管理システムの保守性向上に

関する研究 
槻木澤 光紘 木下 哲男 

人間性・社会性を考慮した情報サービス構築に関する研究 半井 明大 木下 哲男 

    
システム情報科学専攻 

   
題     目 著者 指導教員 

物体配置表象の座標系に関する研究 土合 大河 塩入 諭 

視覚系の色と形の結合における局所特徴処理と大域特徴処理の比較 繆 仁軍 塩入 諭 

頭部運動に基づく視線位置推定に関する研究 方 昱 塩入 諭 

両眼間抑制を用いた色恒常性メカニズムに関する研究 堀内 孝治 塩入 諭 

単独・集団複合移動アニメーションにおける個体間の同期に関する

研究 
熊谷 一生 北村 喜文 

群衆シミュレーションのための手書きによるパラメータ入力手法に

関する研究 
佐藤 歩夢 北村 喜文 

映像先読みによる視線予測モデルに関する研究 飛澤 健太 北村 喜文 

食品写真を対象としたコンテンツ知覚特性の評価とその応用 冨士原 正彦 北村 喜文 

人物被写体を対象とした光源推定技術に関する研究 松崎 康平 北村 喜文 
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題     目 著者 指導教員 

有害コンテンツ自動判定のための画像解析手法に関する研究 松本 大輔 北村 喜文 

帯域間の相対レベルに基づいた正中面定位モデルに関する研究 曲谷地 哲 鈴木 陽一 

視聴覚コンテンツの臨場感と迫真性の規定因に関する研究 神田 敬幸 鈴木 陽一 

視聴覚統合下における音の大きさの恒常性 佐藤 裕介 鈴木 陽一 

音響格子ガスオートマトン法による音場解析に関する研究 竹内 智晴 鈴木 陽一 

球状アレイを用いた実時間高精度 3 次元収音・提示システムの実現 松永 純平 鈴木 陽一 

シェルスクリプトと型付き関数型言語の連携に関する研究 菊池 大志 大堀 淳 

    
応用情報科学専攻 

   
題     目 著者 指導教員 

量子ビット応用に向けたジョセフソン接合列の集団的力学特性に関

する研究 
片山 秀瑛 中島 康治 

 

 

 

 

 

３．２博士論文題目 

電気・通信工学専攻 

  題               目 著 者 指導教員 

クモヒトデのロコモーションに内在する腕運動の自己組織的機能分

化メカニズムに関する研究 
渡邉 航 石黒 章夫 

Magneto-Mechatronics: Magnetic Wireless Actuators and 

Applications (磁気メカトロニクス：ワイヤレス磁気アクチュエータ

とその応用) 

KIM SUNG HOON 石山 和志 

周波数領域等化を用いたディペンダブルワイヤレスシステム受信機

の研究 
小松 和寛 末松 憲治 

小型無線端末用 60GHz帯 3次元ビームフォーミングアレーアンテナの

研究 
吉田 賢史 末松 憲治 

ディジタル制御による周波数シンセサイザの高性能化・高機能化に関

する研究 
田島 賢一 末松 憲治 

時間領域光フーリエ変換法による超高速光伝送技術に関する研究 関 鵬宇 中沢 正隆 

Design of Low-Energy Fractional-N PLL Frequency Synthesizer 

(低消費エネルギー分数型 PLL周波数シンセサイザの設計) 
李 埈圭 桝井 昇一 

ミリ波超高速通信システム用離散移相制御ビームフォーミングアン

テナ技術に関する研究 
佐藤 洋介 加藤 修三 

電子制御自動車用ワイヤレスハーネス通信方式に関する研究 藤田 和矢 加藤 修三 

Study on InP- and GaAs-Based Plasma-Wave Transistors for Emission 

and Detection of Terahertz Radiation（InP系および GaAs系プラ

ズマ波トランジスタのテラヘルツ電磁波放射・検出に関する研究） 

EL MOUTAOUAKIL 

AMINE 
尾辻 泰一 

      

電子工学専攻     

題               目 著 者 指導教員 

二周期直列擬似位相整合素子を用いた通信波長帯量子もつれ光子対

発生 
上野 若菜 枝松 圭一 

半導体量子構造における電子スピンコヒーレンスの光学的生成およ

び測定の研究 
稲垣 卓弘 枝松 圭一 

多光子束縛量子もつれの発生とその活性化の研究 金田 文寬 枝松 圭一 

通信波長帯における周波数無相関光子対発生と多光子量子干渉の研
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藪野 正裕 枝松 圭一 

Studies on Graphene Field Effect Transistors: Process and Design 

for High Performance Applications （グラフェン電界効果トラン

ジスタに関する研究―高性能化に向けてのプロセスと設計―） 

鄭 明鎬 末光 眞希 

論 文 題 目
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題     目 著者 指導教員 
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応用情報科学専攻 

   
題     目 著者 指導教員 
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片山 秀瑛 中島 康治 

 

 

 

 

 

３．２博士論文題目 

電気・通信工学専攻 

  題               目 著 者 指導教員 

クモヒトデのロコモーションに内在する腕運動の自己組織的機能分

化メカニズムに関する研究 
渡邉 航 石黒 章夫 

Magneto-Mechatronics: Magnetic Wireless Actuators and 

Applications (磁気メカトロニクス：ワイヤレス磁気アクチュエータ

とその応用) 

KIM SUNG HOON 石山 和志 

周波数領域等化を用いたディペンダブルワイヤレスシステム受信機
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二周期直列擬似位相整合素子を用いた通信波長帯量子もつれ光子対
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半導体量子構造における電子スピンコヒーレンスの光学的生成およ
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稲垣 卓弘 枝松 圭一 

多光子束縛量子もつれの発生とその活性化の研究 金田 文寬 枝松 圭一 

通信波長帯における周波数無相関光子対発生と多光子量子干渉の研

究 
藪野 正裕 枝松 圭一 

Studies on Graphene Field Effect Transistors: Process and Design 

for High Performance Applications （グラフェン電界効果トラン

ジスタに関する研究―高性能化に向けてのプロセスと設計―） 
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題               目 著 者 指導教員 

シリコン基板上立方晶炭化ケイ素薄膜の低温・高速エピタキシャル成

長に関する研究 
齋藤 英司 末光 眞希 

半導体量子構造における電子・核スピンダイナミクスの制御と光検出 石原 淳 大野 英男 

強磁性金属における磁気特性の電界効果に関する研究 金井 駿 大野 英男 

Studies on 3C-SiC/Si Epitaxial Growth Using Monomethylsilane and 

Its Applications（モノメチルシランを用いた Si基板上 3C-SiC薄膜

のエピタキシャル成長とその応用に関する研究） 

Rolando 

Bantaculo 

ROLANDO 

BANTACULO 

末光 眞希 

Development of Pure Single Photon Source and Its Application in 

Quantum Optics（純粋単一光子源の開発とその量子光学への応用） 
金 鋭博 枝松 圭一 

半導体における核スピンコヒーレンスの制御に関する研究 小野 真証 大野 英男 

Studies on In-situ Formation of Silicon Quantum Dots in 

Dielectric Matrix（誘電体マトリックス中シリコン量子ドットの「そ

の場」形成に関する研究） 

金 泰燁 末光 眞希 

      

情報基礎科学専攻     

題               目 著 者 指導教員 

利用者指向情報通信システムにおける領域オントロジの表現と利用

に関する研究 
和泉 諭 木下 哲男 

      

システム情報科学専攻     

題               目 著 者 指導教員 

Temporal Dynamics of Visual Attention Shifts: Psychophysical and 

Electrophysiological Investigation 

（視覚的注意移動の時間的ダイナミクス：心理物理学的・電気生理学

的検討） 

柏瀬 啓起 塩入 諭  

音声知覚における視聴覚統合に関する研究 浅川 香 鈴木 陽一 

      

応用情報科学専攻     

題               目 著 者 指導教員 

高次結合化逆関数遅延神経回路による汎用組合せ最適化問題の解探

索システムに関する研究 
曽田 尚宏 中島 康治 

 

賞　名 氏　名 所属分野・部・センター 業　績
日本音響学会第3回学生
優秀発表賞

古根　史雅 先端音情報システム研究 日本音響学会2011年春季研究発表会において
発表した論文「直線・等加速度自己運動によ
る音空間の歪み」に対する表彰

Global Symposium on
Millimeter Waves 2011
Student Paper Award

佐藤　洋介 ユビキタス通信システム
研究

博士課程前期における優れた研究業績に関し
て

第1回VDEC デザインア
ワード 奨励賞

徐　祖乐 マイクロアーキテクチャ
研究

Fractional-N PLLシンセサイザ用Self-
Dithering方式の開発に関して

情報ストレージ研究推進
機構
論文論 2010

青井　基
島津　武仁

研究開発部ストレージ分野
IT21センター

 Microwave assisted magnetization
switching in Co/Pt multilayer
J.Appl.Phys.,Vol.109,07B748(2011)
S.Okamoto,N.Kikuchi,O.Kitakami,
T.Shimatsu,and H.Aoi

日本ソフトウェア科学会
基礎研究賞

大堀　淳 ソフトウェア構成研究 「型システムを用いたプログラミング言語実
現に関する研究」は，ソフトウェアの基礎分
野における顕著な業績と認められる

平成２２年度
日本素材物性学会 ・
山崎賞

岩谷　幸雄
木下　哲男

先端音情報システム研究
コミュニケーション
ネットワーク研究

 International Journal of the Society of
Materials Engineering for Resource に掲
載された”Network Anomaly Detection
Based on R/S Pox Diagram”に対して

Siエピタキシ＆ヘテロ構
造に関する国際会議
（Leuven, Belgium,
Aug.28-Sep.1, 2011)・
Best Poster Award

川島　知之 ナノヘテロプロセス研究 Siエピタキシ＆ヘテロ構造に関する国際会議
における優れたポスター発表
「Behavior of N Atoms after Thermal
Nitridation of Si1-xGex Surface」

平成23年度
日本表面科学会論文賞

末光 眞希
吹留 博一
他９名

固体電子工学研究 Raman-Scattering Spectroscopy of
Epitaxial Graphene Formed on SiC Film
on Si Substrate

電子情報通信学会・
フェロー

高木　直 研究開発部モバイル分野
ＩＴ21センター

小型・高効率マイクロ波半導体回路の研究・
実用化

電子情報通信学会・
フェロー

鈴木　陽一 先端音情報システム研究 「聴覚知覚過程の理解深化と音通信システム
の高度化」に関して顕著な貢献が認められ，
同学会に大きく貢献した

トムソン・ロイター社・
トムソン・ロイター引用
栄誉賞（ノーベル賞有力
候補者）

大野　英男 半導体スピントロニクス
研究

「希薄磁性半導体における強磁性の特性と制
御に関する研究」

日本バーチャルリアリ
ティ学会・第16回論文賞

寺本　渉
鈴木　陽一

元科研費研究員，
現室蘭工大助教
先端音情報システム研究

論文誌第15巻(2010)第１号に掲載された「臨
場感の素朴な理解」がバーチャルリアリティ
研究の発展に貢献する，優れた論文として選
出された

日本磁気学会・平成23年
度学術奨励賞（内山賞）

白幡　一樹 情報ストレージシステム
研究

論文「スタティックテスタによるパターン媒
体の記録マージンの測定」に対して「平成23
年度学術奨励賞」を受賞

NTF Award Finalist for
Entertainment Robots
and Systems (IROS2011)

佐藤 貴英
加納 剛史
石黒 章夫

実世界コンピューティング
研究

エンターテイメント・ロボットの基盤技術創
成への貢献に関して

第４章　受章・受賞
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題               目 著 者 指導教員 

シリコン基板上立方晶炭化ケイ素薄膜の低温・高速エピタキシャル成

長に関する研究 
齋藤 英司 末光 眞希 

半導体量子構造における電子・核スピンダイナミクスの制御と光検出 石原 淳 大野 英男 

強磁性金属における磁気特性の電界効果に関する研究 金井 駿 大野 英男 

Studies on 3C-SiC/Si Epitaxial Growth Using Monomethylsilane and 

Its Applications（モノメチルシランを用いた Si基板上 3C-SiC薄膜

のエピタキシャル成長とその応用に関する研究） 

Rolando 

Bantaculo 

ROLANDO 

BANTACULO 

末光 眞希 

Development of Pure Single Photon Source and Its Application in 

Quantum Optics（純粋単一光子源の開発とその量子光学への応用） 
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題               目 著 者 指導教員 
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システム情報科学専攻     

題               目 著 者 指導教員 
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賞　名 氏　名 所属分野・部・センター 業　績
日本音響学会第3回学生
優秀発表賞

古根　史雅 先端音情報システム研究 日本音響学会2011年春季研究発表会において
発表した論文「直線・等加速度自己運動によ
る音空間の歪み」に対する表彰

Global Symposium on
Millimeter Waves 2011
Student Paper Award

佐藤　洋介 ユビキタス通信システム
研究

博士課程前期における優れた研究業績に関し
て

第1回VDEC デザインア
ワード 奨励賞

徐　祖乐 マイクロアーキテクチャ
研究

Fractional-N PLLシンセサイザ用Self-
Dithering方式の開発に関して

情報ストレージ研究推進
機構
論文論 2010

青井　基
島津　武仁

研究開発部ストレージ分野
IT21センター

 Microwave assisted magnetization
switching in Co/Pt multilayer
J.Appl.Phys.,Vol.109,07B748(2011)
S.Okamoto,N.Kikuchi,O.Kitakami,
T.Shimatsu,and H.Aoi

日本ソフトウェア科学会
基礎研究賞

大堀　淳 ソフトウェア構成研究 「型システムを用いたプログラミング言語実
現に関する研究」は，ソフトウェアの基礎分
野における顕著な業績と認められる

平成２２年度
日本素材物性学会 ・
山崎賞

岩谷　幸雄
木下　哲男

先端音情報システム研究
コミュニケーション
ネットワーク研究

 International Journal of the Society of
Materials Engineering for Resource に掲
載された”Network Anomaly Detection
Based on R/S Pox Diagram”に対して

Siエピタキシ＆ヘテロ構
造に関する国際会議
（Leuven, Belgium,
Aug.28-Sep.1, 2011)・
Best Poster Award

川島　知之 ナノヘテロプロセス研究 Siエピタキシ＆ヘテロ構造に関する国際会議
における優れたポスター発表
「Behavior of N Atoms after Thermal
Nitridation of Si1-xGex Surface」

平成23年度
日本表面科学会論文賞

末光 眞希
吹留 博一
他９名

固体電子工学研究 Raman-Scattering Spectroscopy of
Epitaxial Graphene Formed on SiC Film
on Si Substrate

電子情報通信学会・
フェロー

高木　直 研究開発部モバイル分野
ＩＴ21センター

小型・高効率マイクロ波半導体回路の研究・
実用化

電子情報通信学会・
フェロー

鈴木　陽一 先端音情報システム研究 「聴覚知覚過程の理解深化と音通信システム
の高度化」に関して顕著な貢献が認められ，
同学会に大きく貢献した

トムソン・ロイター社・
トムソン・ロイター引用
栄誉賞（ノーベル賞有力
候補者）

大野　英男 半導体スピントロニクス
研究

「希薄磁性半導体における強磁性の特性と制
御に関する研究」

日本バーチャルリアリ
ティ学会・第16回論文賞

寺本　渉
鈴木　陽一

元科研費研究員，
現室蘭工大助教
先端音情報システム研究

論文誌第15巻(2010)第１号に掲載された「臨
場感の素朴な理解」がバーチャルリアリティ
研究の発展に貢献する，優れた論文として選
出された

日本磁気学会・平成23年
度学術奨励賞（内山賞）

白幡　一樹 情報ストレージシステム
研究

論文「スタティックテスタによるパターン媒
体の記録マージンの測定」に対して「平成23
年度学術奨励賞」を受賞

NTF Award Finalist for
Entertainment Robots
and Systems (IROS2011)

佐藤 貴英
加納 剛史
石黒 章夫

実世界コンピューティング
研究

エンターテイメント・ロボットの基盤技術創
成への貢献に関して

第４章　受章・受賞

４．１ 本年度の受章・受賞者

賞　名 氏　名 所属分野・部・センター 業　績
日本音響学会第3回学生
優秀発表賞

古根　史雅 先端音情報システム研究 日本音響学会2011年春季研究発表会において
発表した論文「直線・等加速度自己運動によ
る音空間の歪み」に対する表彰

Global Symposium on
Millimeter Waves 2011
Student Paper Award

佐藤　洋介 ユビキタス通信システム
研究

博士課程前期における優れた研究業績に関し
て

第1回VDEC デザインア
ワード 奨励賞

徐　祖乐 マイクロアーキテクチャ
研究

Fractional-N PLLシンセサイザ用Self-
Dithering方式の開発に関して

情報ストレージ研究推進
機構
論文論 2010

青井　基
島津　武仁

研究開発部ストレージ分野
IT21センター

 Microwave assisted magnetization
switching in Co/Pt multilayer
J.Appl.Phys.,Vol.109,07B748(2011)
S.Okamoto,N.Kikuchi,O.Kitakami,
T.Shimatsu,and H.Aoi

日本ソフトウェア科学会
基礎研究賞
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木下　哲男

先端音情報システム研究
コミュニケーション
ネットワーク研究
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載された”Network Anomaly Detection
Based on R/S Pox Diagram”に対して

Siエピタキシ＆ヘテロ構
造に関する国際会議
（Leuven, Belgium,
Aug.28-Sep.1, 2011)・
Best Poster Award

川島　知之 ナノヘテロプロセス研究 Siエピタキシ＆ヘテロ構造に関する国際会議
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「Behavior of N Atoms after Thermal
Nitridation of Si1-xGex Surface」
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日本表面科学会論文賞

末光 眞希
吹留 博一
他９名

固体電子工学研究 Raman-Scattering Spectroscopy of
Epitaxial Graphene Formed on SiC Film
on Si Substrate
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フェロー
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栄誉賞（ノーベル賞有力
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「希薄磁性半導体における強磁性の特性と制
御に関する研究」

日本バーチャルリアリ
ティ学会・第16回論文賞

寺本　渉
鈴木　陽一

元科研費研究員，
現室蘭工大助教
先端音情報システム研究

論文誌第15巻(2010)第１号に掲載された「臨
場感の素朴な理解」がバーチャルリアリティ
研究の発展に貢献する，優れた論文として選
出された

日本磁気学会・平成23年
度学術奨励賞（内山賞）

白幡　一樹 情報ストレージシステム
研究

論文「スタティックテスタによるパターン媒
体の記録マージンの測定」に対して「平成23
年度学術奨励賞」を受賞

NTF Award Finalist for
Entertainment Robots
and Systems (IROS2011)

佐藤 貴英
加納 剛史
石黒 章夫

実世界コンピューティング
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エンターテイメント・ロボットの基盤技術創
成への貢献に関して
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４．１ 本年度の受章・受賞者
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賞　名 氏　名 所属分野・部・センター 業　績
日本音響学会
聴覚研究会研究奨励賞

曲谷地　哲 先端音情報システム研究 「4〜8kHz帯域のレベル変化が広帯域音の正
中面音像定位に与える影響」曲谷地哲，岩谷
幸雄，大谷真，鈴木陽一の発表に対して

第19回マルチメディア通
信と分散処理ワーク
ショップ（DPSWS2011）・
学生奨励賞

Khamisi
Kalegele

コミュニケ―ションネット
ワーク研究

発表論文「Dynamic Numerosity Reduction
for Mining-Based Agent Learning」に対し
て

European Microwave
Association・4th
European Microwave Week
Student Challenge 1st
Prize

タ　トァン
タン

先端ワイヤレス通信技術
研究

RF/Radar Based Safe Mobility Aid for the
Age-defying Population

1st International
Symposium on Terahertz
Nanoscience (TeraNano
2011)・
Young Researcher Award

佐藤　昭 超ブロードバンド信号処理
研究

ポスター発表
タイトル："Population Inversion in
Optically Pumped Graphene: Effect of
Carrier-Carrier Scattering"
著者：A.Satou,T.Otsuji,V.Ryzhii,and
F.T.Vasko

1st International
Symposium on Terahertz
Nanoscience (TeraNano
2011)・
Young Researcher Award

福嶋　哲也 超ブロードバンド信号処理
研究

ポスター発表
タイトル："Observation of Stimulated
Emittion from Optically Pumped Graphene
by Using Terahertz Photon Echoes"
著者：T. Fukushima, T. Watanabe,
Y.Tanimoto, S.Boubanga Tombet, A.Satou,
T.Otsuji

IEEE Sendai Section
Student Award 2011
「The Encouragement
Prize」

小林　玲仁 学際科学国際高等研究セン
ター　遠藤哲郎研究室

平成２３年度電気関係学会東北支部連合大会
における「IEEE Student Section」での発表
の中から、 優れた内容の発表者を表彰する
もの

IEEE Sendai Section
Student Awards 2011
"The Best Paper Prize"

王　怡昕 超高速光通信研究 A precise OPLL circuit employing narrow
linewidth LDs and its application to
coherent optical QAM transmission

日本NIアプリケーション
コンテスト2011学生部門
優秀賞

松永　純平 先端音システム情報研究 「252ch球状マイクロホンアレイを用いた高
精度収音システム」の構築に対して

平成23年度電気関係学会
東北支部連合大会

IEEE Sendai Section
Student Award 2011「The
Best Paper Prize」

福嶋　哲也 超ブロードバンド信号処理
研究

口頭発表
タイトル："Observation of Stimulated
Emittion from Optically Pumped Graphene
by Using Terahertz Photon Echoes"
著者：T. Fukushima, T. Watanabe, Y.
Tanimoto, S. Boubanga Tombet, A. Satou,
T. Otsuji

(社)発明協会・平成23年
度関東地方発明表彰発明
奨励賞

末松憲治 先端ワイヤレス通信技術
研究

変調器（特許第4413747号）

(財)石田（實）記念財団
平成23年度研究奨励賞

小坂　英男 量子光情報工学研究 「ハイブリッド量子通信システムの構築へ向
けた光子－電子スピン量子メディア変換の研
究」に対して

電子情報通信学会2011年
光通信システム研究会
奨励賞

大宮　達則 超高速光通信研究 周波数分割多重64 QAM-OFDM信号（420
Gb/s）の160 km伝送

計測自動制御学会東北支
部優秀発表奨励賞

長澤　昂 実世界コンピューティング
研究

計測自動制御学会東北支部第269回研究集会
における優秀な講演に対して

計測自動制御学会
システムインテグレー
ション部門賞
若手奨励賞

佐藤　貴英 実世界コンピューティング
研究

第11回計測自動制御学会システムインテグ
レーション部門(SI2010)における若手の優秀
な講演に対して

賞　名 氏　名 所属分野・部・センター 業　績
第12回計測自動制御学会
システムインテグレー
ション部門講演会
(SI2011)
優秀講演賞

石黒　章夫
加納　剛史
鈴木　翔太
渡邉　航

実世界コンピューティング
研究

腕運動の自発的役割分担生成を可能とするク
モヒトデ型ロボットの自律分散制御

日本視覚学会・
鵜飼論文賞

塩入　諭
栗木　一郎
松宮　一道
山崎　隆紀

高次視覚情報システム研究 学術誌VISIONに掲載された原著論文の中で優
れた論文に関して

電子情報通信学会エレク
トロニクスソサエティ電
子デバイス研究専門委員
会
論文発表奨励賞

谷本　雄大 超ブロードバンド信号処理
研究

当該委員会主催の電子デバイス研究会におい
て発表された論文の中から優秀なものを表彰
する。発表論文題目「 非対称二重回折格子
状ゲート電極を有するInAlAs/InGaAs/InP
HEMTを用いた超高感度プラズモニックテラヘ
ルツ波検出器」

第14回プログラミングお
よびプログラミング言語
ワークショップ PPL2012
論文賞

外山　芳人
青戸　等人
鈴木　翼

コンピューティング情報
理論研究

論文「永続性にもとづく項書き換えシステム
の合流性証明」に対して

団体名：IEEE
賞名：Certificate of
Appreciation
（感謝状）

加藤　修三 ユビキタス通信システム
研究

IEEE Standard 802.15.6(Wireless Body
Area Networks)における優れた標準化活動へ
の貢献

第１２回応用物理学会
業績賞（研究業績）

大野　英男 半導体スピントロニクス
研究

「半導体スピントロニクスにおける先駆的研
究」によるもの

平成23年度東北大学大学
院工学研究科長賞

小野　真証 半導体スピントロニクス
研究

博士論文「半導体における核スピンコヒーレ
ンスの制御に関する研究」

電子情報通信学会・エレ
クトロニクスソサイエ
ティ活動功労表彰

末光 哲也 超ブロードバンド信号研究 電子情報通信学会論文誌編集幹事としての貢
献

平成23年度東北大学
総長賞

柏瀬　啓起 高次視覚情報システム研究 博士課程における優れた研究業績に関して

平成23年度東北大学大学
院情報科学研究科長賞

柏瀬　啓起 高次視覚情報システム研究 博士課程における優れた研究業績に関して

平成23年度東北大学
総長賞

関　鵬宇 超高速光通信 時間領域光フーリエ変換法による超高速光伝
送技術に関する研究

平成23年度東北大学大学
院工学研究科電気・
情報系優秀賞

金井　駿 半導体スピントロニクス
研究

修士論文「強磁性金属における磁気特性の電
界効果に関する研究」

受章・受賞
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賞　名 氏　名 所属分野・部・センター 業　績
日本音響学会
聴覚研究会研究奨励賞
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て
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European Microwave Week
Student Challenge 1st
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Nanoscience (TeraNano
2011)・
Young Researcher Award
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研究

ポスター発表
タイトル："Population Inversion in
Optically Pumped Graphene: Effect of
Carrier-Carrier Scattering"
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1st International
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IEEE Sendai Section
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「The Encouragement
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小林　玲仁 学際科学国際高等研究セン
ター　遠藤哲郎研究室

平成２３年度電気関係学会東北支部連合大会
における「IEEE Student Section」での発表
の中から、 優れた内容の発表者を表彰する
もの

IEEE Sendai Section
Student Awards 2011
"The Best Paper Prize"

王　怡昕 超高速光通信研究 A precise OPLL circuit employing narrow
linewidth LDs and its application to
coherent optical QAM transmission

日本NIアプリケーション
コンテスト2011学生部門
優秀賞

松永　純平 先端音システム情報研究 「252ch球状マイクロホンアレイを用いた高
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Student Award 2011「The
Best Paper Prize」
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研究
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by Using Terahertz Photon Echoes"
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変調器（特許第4413747号）

(財)石田（實）記念財団
平成23年度研究奨励賞

小坂　英男 量子光情報工学研究 「ハイブリッド量子通信システムの構築へ向
けた光子－電子スピン量子メディア変換の研
究」に対して

電子情報通信学会2011年
光通信システム研究会
奨励賞

大宮　達則 超高速光通信研究 周波数分割多重64 QAM-OFDM信号（420
Gb/s）の160 km伝送

計測自動制御学会東北支
部優秀発表奨励賞

長澤　昂 実世界コンピューティング
研究

計測自動制御学会東北支部第269回研究集会
における優秀な講演に対して

計測自動制御学会
システムインテグレー
ション部門賞
若手奨励賞

佐藤　貴英 実世界コンピューティング
研究

第11回計測自動制御学会システムインテグ
レーション部門(SI2010)における若手の優秀
な講演に対して

賞　名 氏　名 所属分野・部・センター 業　績
第12回計測自動制御学会
システムインテグレー
ション部門講演会
(SI2011)
優秀講演賞

石黒　章夫
加納　剛史
鈴木　翔太
渡邉　航

実世界コンピューティング
研究

腕運動の自発的役割分担生成を可能とするク
モヒトデ型ロボットの自律分散制御

日本視覚学会・
鵜飼論文賞

塩入　諭
栗木　一郎
松宮　一道
山崎　隆紀

高次視覚情報システム研究 学術誌VISIONに掲載された原著論文の中で優
れた論文に関して

電子情報通信学会エレク
トロニクスソサエティ電
子デバイス研究専門委員
会
論文発表奨励賞

谷本　雄大 超ブロードバンド信号処理
研究

当該委員会主催の電子デバイス研究会におい
て発表された論文の中から優秀なものを表彰
する。発表論文題目「 非対称二重回折格子
状ゲート電極を有するInAlAs/InGaAs/InP
HEMTを用いた超高感度プラズモニックテラヘ
ルツ波検出器」

第14回プログラミングお
よびプログラミング言語
ワークショップ PPL2012
論文賞

外山　芳人
青戸　等人
鈴木　翼

コンピューティング情報
理論研究

論文「永続性にもとづく項書き換えシステム
の合流性証明」に対して

団体名：IEEE
賞名：Certificate of
Appreciation
（感謝状）

加藤　修三 ユビキタス通信システム
研究

IEEE Standard 802.15.6(Wireless Body
Area Networks)における優れた標準化活動へ
の貢献

第１２回応用物理学会
業績賞（研究業績）

大野　英男 半導体スピントロニクス
研究

「半導体スピントロニクスにおける先駆的研
究」によるもの

平成23年度東北大学大学
院工学研究科長賞

小野　真証 半導体スピントロニクス
研究

博士論文「半導体における核スピンコヒーレ
ンスの制御に関する研究」

電子情報通信学会・エレ
クトロニクスソサイエ
ティ活動功労表彰

末光 哲也 超ブロードバンド信号研究 電子情報通信学会論文誌編集幹事としての貢
献

平成23年度東北大学
総長賞

柏瀬　啓起 高次視覚情報システム研究 博士課程における優れた研究業績に関して

平成23年度東北大学大学
院情報科学研究科長賞

柏瀬　啓起 高次視覚情報システム研究 博士課程における優れた研究業績に関して

平成23年度東北大学
総長賞

関　鵬宇 超高速光通信 時間領域光フーリエ変換法による超高速光伝
送技術に関する研究

平成23年度東北大学大学
院工学研究科電気・
情報系優秀賞

金井　駿 半導体スピントロニクス
研究

修士論文「強磁性金属における磁気特性の電
界効果に関する研究」
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４．２ 学会フェロー 
国際学会 

学 会 名 氏 名 
IEEE 水野 皓司 
IEEE 中村 慶久 
IEEE 舛岡富士雄 
IEEE 白鳥 則郎 
IEEE 中沢 正隆 
IEEE 村岡 裕明 
IEEE 加藤 修三 
OSA 伊藤 弘昌 
OSA 中沢 正隆 
アメリカ物理学会 潮田 資勝 
アメリカ音響学会 鈴木 陽一 
イギリス物理学会評議会 大野 英男 

           IEEE = The Institute of Electrical and Electronics Engineers  
               OSA = Optical Society of America 

 
国内学会 

学 会 名 氏 名 
電子情報通信学会 水野 皓司 
電子情報通信学会 中村 慶久 
電子情報通信学会 伊藤 弘昌 
電子情報通信学会 白鳥 則郎 
電子情報通信学会 中沢 正隆 
電子情報通信学会 杉浦  行 
電子情報通信学会 加藤 修三 
電子情報通信学会 鈴木 陽一 
電子情報通信学会 高木  直 
情報処理学会 白鳥 則郎 
映像情報メディア学会 沼澤 潤二 
電子情報通信学会 中島 康治 
応用物理学会 大野 英男 
応用物理学会 室田 淳一 
日本ソフトウェア学会 大堀  淳 
日本バーチャルリアリティ学会 鈴木 陽一 
日本バーチャルリアリティ学会 北村 喜文 

 

 

 

第５章 トピックス 
 

記事名 掲載年月日 出典 

東北大 先端研究施設に打撃 
2011年      

5月 10日 
朝日新聞 

Broader 4G Wireless Access Will Accelerate Economic 

Development and Improve Quality of Life in Rural and 

Developing Regions of the World, Say IEEE Wireless Experts 

2011年       

5月 16日 

IEEEニュース  

リリース Web版

http://www.ieee.

org/about/news/2

011/16may_2_2011

.html 

University of Yorkシンポジウム 
2011年      

6月 

JSPS London 

Newsletter 

待機電力ゼロに 半導体で新技術 
2011年      

6月 14日 

Fuji Sankei 

Business i. 

待機電力ゼロ可能 
2011年      

6月 14日 
河北新報 

画期的な省エネ・節電新技術 
2011年      

6月 14日 
電波新聞 

待機電力ゼロ LSI開発 
2011年      

6月 14日 
読売新聞 

待機電力不要の電子回路 
2011年      

6月 14日 
日刊工業新聞 

家電、待機電力ゼロに 
2011年      

6月 14日 
日経産業新聞 

待機電力ゼロの集積回路 
2011年      

6月 15日 
日刊工業新聞 

IEEE 802.15.3c: The First IEEE Wireless Standard for Data 

Rates over 1 Gb/s 

2011年      

7月 

IEEE 

Communications 

Magazine 

視覚処理で３次元認識 
2011年       

7月 6日 
河北新報 

無線 LAN 新たな挑戦 –テレビ、白物、スマートグリッドを射

程に- 

2011年      

9月 5日 

日経        

エレクトロニクス 

Y el Nobel va a ser para… 
2011年      

9月 22日 

El Pais 新聞    

(スペイン) 
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東北大教授 ノーベル賞「有力」                 
2011 年      

9月 22日 

サンケイ       

エクスプレス 

有力 24 人を発表                        
2011 年      

9月 22日 
スポーツニッポン 

ノーベル賞候補                         
2011 年      

9月 22日 
スポーツ報知 

ノーベル物理学賞 東北大・大野教授が有力            
2011 年      

9月 22日 
河北新報 

ノーベル賞に「大野氏有力」と予想                
2011 年      

9月 22日 
産経新聞 

ノーベル賞 大野・東北大教授「有力」              
2011 年      

9月 22日 
朝日新聞 

大野氏ら有力候補                        
2011 年      

9月 22日 
東京新聞 

大野教授 ノーベル賞「有力」                  
2011 年      

9月 22日 
読売新聞 

ノーベル賞に大野教授有力                    
2011 年       

9月 22日 
日刊スポーツ新聞 

大野氏を予想 ノーベル賞有力候補                 
2011 年      

9月 22日 
日刊工業新聞 

ノーベル物理学賞候補 東北大・大野教授を予測          
2011 年       

9月 22日 
日経産業新聞 

大野氏ノーベル賞有力か                     
2011 年      

9月 22日 
日本経済新聞 

大野・東北大教授 「ノーベル賞有力」              
2011 年       

9月 22日 
毎日新聞 

技術で創る未来 社会を変える日本の研究 
2011 年       

9月 27日 
日経産業新聞 

「ノーベル賞候補」の東北大学 大野氏が招待講演          
2011 年       

9月 28日 

Tech on!-日経エレ

クトロニクス 

大野先生取材記事                        
2011 年      

9月 29日 
週刊新潮 

東北大学、STT-MTJを使った不揮発性 MRAM を開発        
2011 年       

9月 30日 

Tech on!-日経エレ

クトロニクス 

東北大学、MTJベースの不揮発性ロジック・エレメント開発     
2011 年      

9月 30日 

Tech on!-日経エレ

クトロニクス 

ノーベル賞 科学力測る"バロメーター" 
2011 年       

9月 30日 
日刊工業新聞 

 

 

東北大学、MTJベースの不揮発性ロジック・エレメント開発、

電池駆動の超低電力 FPGAなどに道  

2011年      

9月 30日 

Tech-On! 

(http://techon.n

ikkeibp.co.jp/ar

ticle/NEWS/20110

930/198815/) 

先端人 「新産業の軸に」思い強く                 
2011年      

10月 13日 
日経産業新聞 

ヘビ型ロボット・クモヒトデ型ロボットの紹介 
2011年      

10月 26日 

大！天才テレビく

ん（テレビ出演） 

東北大学、高速・小面積の不揮発性 TCAMを開発、MTJ技術で

セル面積を縮小                                 

2011年     

11月 4日 

Tech-On! 

(http://techon.n

ikkeibp.co.jp/ar

ticle/NEWS/20111

104/200476/) 

待機電力ゼロの不揮発性 FPGAに向け、MTJベースの 6入力 LUT

を発表  

2011年      

11月 4日 

Tech-On! 

(http://techon.n

ikkeibp.co.jp/ar

ticle/NEWS/20111

104/200477/) 

プロセス・ばらつき対策にも有効なスピントロニクス技術、

MTJでしきい値を最適化                                 

2011年     

11月 4日 

Tech-On! 

(http://techon.n

ikkeibp.co.jp/ar

ticle/NEWS/20111

104/200478/) 

グラフェンで作り分け 
2011年      

11月 16日 
日刊工業新聞 

グラフェンで電子素子 
2011年      

11月 16日 
日経産業新聞 

次世代メモリー開発へ                      
2011年     

12月 6日 
河北新報 

待機電力ゼロ LSI、動作速度 1.5倍に                
2011年      

12月 6日 
日刊工業新聞 

共同で次世代メモリー                      
2011年     

12月 6日 
日経産業新聞 

東京エレクトロンと東北大、次世代メモリー共同開発         
2011年      

12月 6日 
日経速報ニュース 

次世代メモリー共同開発                     
2011年     

12月 6日 
日本経済新聞 
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省電力、速度 1.5倍                       
2011 年      

12月 8日 
日経産業新聞 

垂直 MTJで DRAM代替へ、ロジックは回路技術で補う       
2011 年     

12月 12日 

日経         

エレクトロニクス 

日本に新たなノーベル賞候補                    
2011 年     

12月 12日 

日経         

エレクトロニクス 

主記憶と論路 LSI を不揮発に、パラダイム・シフトを起こせ

るか    

2011 年     

12月 12日 

日経          

エレクトロニクス 

日本に新たなノーベル賞候補                    
2011 年      

12月 12日 

日経          

エレクトロニクス 

世界の設計者が集う拠点を日本につくりたい             
2011 年      

12月 12日 

日経         

エレクトロニクス 

半導体における強磁性の研究                    
2011 年     

12月 23日 
H23 科研費 NEWS 

第 29 回日本ロボット学会学術講演会開催レポート 
2012 年      

1月号 
ロボコンマガジン 

東北大 読み書き高速 MRAM 微細化、線幅 40根の実現 
2012 年      

1月 12日 
日経産業新聞 

半導体の復権 東北から 
2012 年     

1月 19日 
日本経済新聞 

大野英男さんに聞く : 科学ってそもそも何だろう?          
2012 年      

2月 16日 
宮城の新聞 

HD 容量、７倍以上に 

東北大など 規則的に磁性粒子配置 

2012 年      

2月 24日 
日経産業新聞 

災害時にも対応できる高信頼無線 ICT 技術 
2012 年      

3月 10日 

電波技術協会報 

2012年 3月号 

No.285 
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付　録

付録 教員の最終学歴（大学または大学院） 
 

最 終 学 歴 教 授 准教授 講 師 助 教 計 

東北大学 13 7   8 28 

東京大学 1 2   2 5 

九州大学 1       1 

名古屋大学 1       1 

東京工業大学 3 2   3 8 

大阪大学 2 2   4 8 

大阪府立大 1       1 

米国ペンシルバニア大学 1       1 

九州工業大学 1       1 

京都大学      2 2 

北陸先端科学技術大学院大学   1   1 2 

サルフォード大学   1     1 

室蘭工業大学   1     1 

早稲田大学 1 1     2 

福井大学       1 1 

岐阜大学       1 1 

神戸大学       1 1 

会津大学       1 1 

立命館大学       1 1 

合    計 25 17 0 25 67 
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付　録

 
 
 
 
所長（併）・教授   中 沢 正 隆 

 

研究部門 
情報デバイス研究部門 
 
■���������������室 

教 授       上 原 洋 一 
助 教       片 野   諭 

 
■���������室 

教 授       枝 松 圭 一 
教 授（兼）    中 尾 光 之 
准教授       小 坂 英 男 

〃        三 森 康 義 
准教授（兼）    片 山 統 裕 

  事務補佐員     長 岡 亜紀子  
 

■��������室 

教 授       末 光 眞 希 
准教授（兼）    小 谷 光 司 
助 教       吹 留 博 一 

  技術補佐員     三 浦 明 美 
 
■����������室 

教 授       長   康 雄 
教 授（兼）        梅 村 晋一郎 
助 教       平 永 良 臣 
 〃        山 末 耕 平 
非常勤研究員    本 田 耕一郎 
（客員教授） 
技術職員（技術部） 我 妻 康 夫 
技術補佐員     岩 井 敏 彦 

   〃        江 馬 宗 子 
 

 
 
     （平成 24 年 3 月 1 日現在） 

 
■����������室 

教 授（兼）    安 藤   晃 
准教授（兼）    飯 塚   哲 
 

■��������室 

教 授       白 井 正 文 
教 授（兼）    田 中 和 之 
講 師（兼）    和 泉 勇 治 
助 教       三 浦 良 雄 
 〃        阿 部 和多加 

 
■��������室(��) 

客員教授      佐々木 雅 英 
  〃        影 島 博 之 
客員准教授      福 田 大 治 

 
ブロードバンド工学研究部門 
 
■��������室 

教 授       中 沢 正 隆 
特任教授      多 田 順 次 
教 授（兼）    山 田 博 仁 

〃 （兼）    松 浦 祐 司 
准教授       廣 岡 俊 彦 
 〃        吉 田 真 人 
准教授（兼）    大 寺 康 夫 
非常勤研究員    葛 西 恵 介 
事務補佐員     篠 崎 頼 子 
   

■��������室 

  教 授       八 坂   洋 

准教授（兼）    渡 邉 高 志 
 
■�������������室 

教 授       末 松 憲 治 

構   成   員 教員の充足率 
 

  教  授 准教授及び講師 助  教 計 

2006.4.1現在 定 員 26 23 32 81 
現 員 27 17 29 73 
充足率 103.80% 73.90% 90.60% 90.10% 

2007.4.1現在 定 員 26 23 32 81 
現 員 24 16 29 69 
充足率 92.30% 69.60% 90.60% 85.20% 

2008.4.1現在 定 員 26 23 32 81 
現 員 30 18 28 76 
充足率 115.40% 78.30% 87.50% 93.80% 

2009.4.1現在 定 員 26 23 32 81 
現 員 29 18 24 71 
充足率 111.50% 78.30% 75.00% 87.70% 

2010.4.1現在 定 員 26 23 32 81 
現 員 26 18 28 72 
充足率 100.00% 78.30% 87.50% 88.80% 

2011.4.1 現在 定 員 26 23 32 81 
現 員 27 17 30 74 
充足率 103.80% 73.90% 93.80% 91.40% 

2012.4.1現在 定 員 26 23 32 81 
現 員 25 17 25 67 
充足率 96.20% 73.90% 78.10% 82.70% 
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付　録

■�����������������究室 

���� 

客員教授      越 田 信 義 
客員教授      三 好 正 人 
客員准教授     西 村 竜 一 

 
システム・ソフトウェア研究部門 
 
■���������究室 

教 授       大 堀   淳 
教 授（兼）        小 林 直 樹 
准教授（兼）    住 井 英二郎 
助 教       上 野 雄 大 
 〃        森 畑 明 昌 

 
■��������������究室 

教 授       外 山 芳 人 
教 授（兼）    静 谷 啓 樹 
 〃 （〃）    篠 原   歩 
 〃 （〃）    大 町 真一郎 
准教授       青 戸 等 人 
准教授（兼）    酒 井 正 夫 
助 教       菊 池 健太郎 
事務補佐員     寒河江 香 子 

 
■����������������究室 

教 授       木 下 哲 男 
教 授（兼）    斎 藤 浩 海 
 〃 （〃）    曽 根 秀 昭 
 〃 （〃）    乾   健太郎 
准教授（兼）    水 木 敬 明 
助 教       高 橋 秀 幸 

   
■��������究室 

教 授       北 村 喜 文 
教 授（兼）    加 藤   寧 
 〃 （〃）    菅 沼 拓 夫 
准教授（兼）    青 木 輝 勝 

〃 （兼）    阿 部   亨 

  助 教       高 嶋 和 毅 
  非常勤研究員    リウ グンダイ 
  技術補佐員     齋 藤 あづさ 
 
■�������究室���� 

客員教授      松 岡   浩 
  〃       矢 野 雅 文 
客員教授      白 鳥 則 郎 
客員准教授     加 保 貴 奈 
技術補佐員     堀 野   碧 
  〃       小野寺 裕 也 
 

寄附研究部門 
 

■�����高����信��寄附研究部門 
  教 授       足 立 榮 希 
 

附属研究施設 
 
附属ナノ・スピン実験施設 

施設長（併）    室 田 淳 一 
教 授 
技術職員（技術部） 土 田 貞 夫 
  〃  （ 〃 ） 佐々木 龍太郎 
非常勤研究員    目 黒 敏 靖 
  〃         西 村 容太郎 
技術補佐員     小田切 節 子 
事務補佐員     佐 藤 玲 子 

 
■����������究室 

教 授       室 田 淳 一 
教 授（兼）    亀 山 充 隆 
 〃 （〃）    須 川 成 利 
准教授       櫻 庭 政 夫 
准教授（兼）    張 山 昌 諭 
事務補佐員     村 中 裕 美 
  〃       柳 沢 幸 枝 

 

教 授（兼）    櫛 引 淳 一 
助 教       亀 田   卓 
非常勤研究員    谷 藤 正 一 

 
■�������������室 

教 授       村 岡 裕 明 
教 授（兼）    周     暁 
准教授       サイモン グリーブス 
助 教       三 浦 健 司 
事務補佐員     渡 邊 智 絵 

 
■��������������室 

教 授       尾 辻 泰 一 
教 授（兼）    安 達 文 幸 
准教授       末 光 哲 也 
助 教       佐 藤   昭 
非常勤研究員    鷹 林   将 
技術補佐員     上 野 佳 代 

 
■���������������室���� 

客員教授      犬 竹 正 明 
  〃        飯 塚   昇 
客員准教授     廣 畑 貴 文 

 
人間情報システム研究部門 
 
■��������室 

教 授       石 山 和 志 
教 授（兼）    山 口 正 洋 

〃 （〃）    濱 島 高太郎 
准教授       枦   修一郎 
准教授（兼）    遠 藤   恭 

〃 （〃）    津 田   理 
 
■�����������室 

教 授       鈴 木 陽 一 
教 授（兼）    金 井   浩 
 〃 （〃）    伊 藤 彰 則 
准教授       岩 谷 幸 雄 

准教授       坂 本 修 一 
准教授（兼）    長谷川 英 之 

〃 （〃）    川 下 将 一 
技術職員（技術部） 齋 藤 文 孝 
非常勤研究員    岡 本 拓 麿 
非常勤研究員    崔   正 烈 
非常勤研究員    本 多 明 生 
非常勤研究員    柴 田   寛 
事務補佐員     小野寺 美 紀 
 

■������������室 

教 授       塩 入   諭 
教 授（兼）    吉 澤   誠 
准教授       栗 木 一 郎 
准教授（兼）    本 間 経 康 
助 教       松 宮 一 道 
 〃        徳 永 留 美 
非常勤研究員    萩 谷 光 晴 

〃       松 原 和 也 
    〃       中 島 亮 一 
事務補佐員     今 野 亜 未 
 

■�������������室 

  教 授       加 藤 修 三 

  教 授（兼）    澤 谷 邦 男  
准教授       中 瀨 博 之 
准教授（兼）    陳     強 
助 教       沢 田 浩 和 
技術補佐員     庄 子 友佳子 

〃       高 橋 俊 也 
〃       相 澤 なお実 

  〃       佐 藤 雄 一 
  〃       井 上 大 輔 
  〃       包   中 尉 
  〃       大 墨 友 也 
  〃       柳 沼   薫 
非常勤研究員    マトラム ローレンス   

            ヤッセイ 
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            ヤッセイ 
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■����� 

▲������ 
客員教授      坪 内 和 夫 
客員教授      高 木   直 
技術補佐員     中 山 英 太 

  事務補佐員     橋 浦 尚 子 
   
▲������� 
教 授       藤 本 和 久 
客員教授      青 井   基 
教 授（兼）    高 梨 弘 毅 
 〃        北 上   修 
准教授       島 津 武 仁 
客員准教授     山 川 清 志 
准教授（兼）    岡 本   聡 
助 教（兼）    菊 池 伸 明 
技術補佐員     魚 本   幸 
事務補佐員     佐 藤 安由美 

〃        高 野   綾 
 

安全衛生管理室 
室 長（兼）    庭 野 道 夫 
教 授 
副室長（兼）    上 原 洋 一 
教 授 
助 教       佐 藤 信 之 
事務補佐員     千 葉 綾 子 
 

共通研究施設 
■��������������� 

センター長（兼）  鈴 木 陽 一 
教 授 
准教授       北 形   元 
助 教       笹 井 一 人 
非常勤研究員    スベホルム ヨハン 
           レイフ アーネ 
技術補佐員     鈴 木 みどり 
  〃       長 瀬 祥 子 

研究基盤技術センター 

センター長（兼）    上 原 洋 一 
教 授 
技術専門員（兼）    齋 藤 文 孝 
（技術長） 
 

■��� 
技術専門職員       末 永   保 
（グループ長） 
技術一般職員      佐 藤 圭 祐 

〃         阿 部 健 人 
技術補佐員       渡 邉 博 志 
  〃         菅 原 宗 朋 
             

■��� 

  技術専門職員      庄 子 康 一 
  （グループ長） 
  技術一般職員      阿 部 真 帆 
  再雇用職員       土 田 貞 夫 
    〃         我 妻 成 人 
 
■����� 

    技術専門職員      寒河江 克 己 

  （グループ長）   
  技術一般職員      佐々木 龍太郎 

再雇用職員       田 久 長 一 
  〃         我 妻 康 夫 

 
■��������� 

  技術専門職員      齋 藤 文 孝 
  （グループ長） 

技術一般職員      佐 藤 正 彦 
 
 
 
 
 
 
 

■�������������室 

教 授       大 野 英 男 
教 授（兼）    高 橋   研 
 〃 （〃）    佐 橋 政 司 
准教授       大 野 裕 三 
 〃        松 倉 文 礼 
准教授（兼）    角 田 匡 清 
准教授（兼）    土 井 正 晶 
助 教       大 谷 啓 太 

 
■����������室 

教 授       庭 野 道 夫 
教 授（兼）    畠 山 力 三 
 〃 （〃）    吉 信 達 夫 
 〃 （〃）    木 下 賢 吾 
准教授       木 村 康 男 
准教授（兼）    金 子 俊 郎 
 〃 （〃）    平 野 愛 弓 
助 教       佐 藤 信 之 
 〃        青 沼 有 紀 
非常勤研究員    ラフマン モハマド 
          マクスドウル 
事務補佐員     守 屋 佳 織 

 
■����������室 

  教 授（兼）    遠 藤 哲 郎 
   〃        安 藤 康 夫 
   〃        田 中   徹 

准教授       池 田 正 二 
  准教授（兼）    大 兼 幹 彦 
 
附属ブレインウェア実験施設 

施設長（併）    中 島 康 治 
教 授 

 
■��������������室 

教 授       石 黒 章 夫 
教 授（兼）    松 木 英 敏 
准教授（兼）    佐 藤 文 博 

助 教       坂 本 一 寛 
 〃        大 脇   大 

〃        加 納 剛 史 
非常勤研究員    佐 藤 貴 英 

〃        渡 邉   航 
事務補佐員     才 田 昌 子 

 
■������������室 

教 授       中 島 康 治 
教 授（兼）    川 又 政 征 
准教授       佐 藤 茂 雄 
准教授（兼）    阿 部 正 英 
助 教       小野美   武 
事務補佐員     伊 藤 茉莉花 

 
■�������������室 

  教 授       桝 井 昇 一 
  事務補佐員     志 村 亜 矢 
 
■��� VLSI ������室 

教 授       羽 生 貴 弘 
教 授（兼）    一ノ倉   理 
 〃 （〃）    青 木 孝 文 
准教授（兼）    中 村 健 二 
 〃 （〃）    本 間 尚 文 
助 教       松 本   敦 

〃        夏 井 雅 典 
  非常勤研究員    鈴 木 大 輔 
   〃        松 永 翔 雲 
  事務補佐員     平 塚   愛 
 
２１世紀情報通信研究開発センター 

センター長（併）  村 岡 裕 明 
教 授 
事務補佐員     新 田 正 人 
  〃       佐 藤 貞 志 

 
■����� 

客員教授      古 西   真 
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■����� 
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事務長      佐 藤   巌 
事務長補佐    山 木 幸 一 
庶務係長     高 橋 雄 志 
主  任     佐 藤   佳 
事務一般職員   菅 原 沙 織 
再雇用職員    師 岡 ケイ子 
事務補佐員    青 山 美弥子 
  〃      寺 島 弘 美 
  〃      渡 部 マ イ 
  〃      阿 部 真奈美 

〃      島 貫 由 佳 
研究協力係長   小 出 正 嗣 
主 任      山 崎 宏 美 
事務補佐員    木 村 理 枝 

   〃      丸 田 嘉 昭 
   〃      笠 松 千 秋 

図書係長     吉 植 庄 栄 
事務補佐員    鈴 木 香代子 
 

 
ＩＴ２１センター事務室 
事務室長     新 田 正 人 
事務補佐員    佐 藤 貞 志 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
経理係長     永 山 博 章 
主  任     秩 父 啓 輔 
事務一般職員   荒 井 絢 子 
事務補佐員    小 島 紫津子 
  〃      沓 澤 倫 子 
  〃      白 鳥 千亜紀 
用度係長     松 谷 昭 広 
主  任     鈴 木 祐 利 
事務一般職員   稲 毛 紘 明 
再雇用職員    阿 部 良 勝 
事務補佐員    川 北 久美子 

   〃      角 田 郁 子 
   〃      三 島   妙 
   〃      湊   ひろみ 
   〃      齋 藤 由 華 
   〃      足 立 遥 香 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事   務   部 
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